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１．個別プロジェクト要約表の概要 

（１）作表のねらい 

 本表は、平成 17 年度経済開発プロジェクトフォローアップ調査において

対象となった個々の鉱工業関係の開発調査案件について、調査の概要及び調

査終了後の当該開発計画の状況を容易に把握できるようにＡ4 版サイズ１頁

に簡潔にまとめ、調査の形態、地域及び国ごとに編集したものである。 

（２）作表対象とした開発調査案件 

 本表は、平成 17 年度経済開発プロジェクトフォローアップ調査において

対象となった全618案件、すなわち独立行政法人 国際協力機構 経済開発部

（平成16年3月31日までは鉱工業開発調査部）が海外開発計画調査事業に

より実施した開発調査案件のうち、昭和49年度より平成16年度末までに本

格調査を実施した鉱工業分野案件全618案件を対象とした。 

但し、アンケート調査の実施対象は、国内調査については過去6年間（平成

11年度から平成 16年度）および 10年前（平成 7年度）に終了した案件、

在外調査については過去6年間（平成11年度から平成16年度）に終了した

案件であり、今年度の調査対象件数は計130件である（そのうち、国内コン

サルタント会社の解散や開発調査担当者の退職、調査実施国の治安の悪化な

どによりアンケートを送付できない案件を除いた   案件に対し、実際にアン

ケート調査を実施した）。 

 なお、予備調査、事前調査終了後本格調査を実施しなかった案件、及び本

格調査途中で中断した案件については、本表を作成していない。 

（３）作成の方法 

 本表に記載されている最終報告書提出後の当該開発計画の状況は、次の２

つの方法により調査を行った。 

①開発調査を担当した国内コンサルタントに対するアンケート調査の実施

（国内調査）。 

②相手国政府関係機関等に対するアンケート調査（在外調査）の実施。 

（４）留意事項 

 以上のとおり、本調査は主に国内、在外ともにアンケートによる調査手

法をとり、アンケート回答結果に基づき調査実施済み案件の現況判断を行

うものであり、国内関連資料調査により確認できないものについてはその

事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも

最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。 

 

２．個別プロジェクト要約表の読み方 

（１）個別プロジェクト要約表の様式 

 様式は、図―１（次頁）に掲げるＡ及びＢの２種類を用い、調査案件の性

質から判断し、使い分けた。 
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様式Ａ：調査種類が、フィージビリティ調査、ASEAN諸国プラントリノベ

ーション協力調査及びその他の調査（F/S型）の場合 

様式Ｂ：調査種類が、マスタープラン調査、資源調査、中国工場近代化調査

及びその他調査（M/P型）の場合 

 なお、様式Ａ及び様式Ｂともに図－１で示すように、経済開発部が実施し

た開発調査及びその結果である報告書の概要、並びに報告書が提出された後

の当該開発計画の状況を表している。 

（２）個別プロジェクト要約表の項目 

 本要約表を構成する各項目について、様式Ａのみに用いた項目（ａ群）、

様式Ｂにのみ用いた項目（ｂ群）、及び様式Ａ、Ｂに共通する項目（ｃ群）

の順で図―１の番号も対応させながら、その定義及び原則的な記載内容等を

以下に説明する。 

（ａ群） 

ａ－１ 結論／勧告 

 相手国に提出した最終報告書の結論及び勧告を次の3点について表示 

①フィージビリティの有無 

②当該開発計画の内部収益率、またはそれに代わるもの及び条件付の場合は、

その条件 

③フィージビリティがある場合は、当該開発計画の実現によって期待され

る開発の効果、フィージビリティがない場合は、当該開発計画の問題点 

ａ－２ プロジェクトの概要 

 相手国に提出した最終報告書の要約及び報告書に基づき、当該開発計画が、

相手国政府の手により実際に実現もしくは具体化された場合におけるその

概要を次の5点について表示。 

①実施機関 

当該開発計画の実施または完成後の運用を担当する相手国機関名 

②プロジェクトサイト 

当該開発計画が実施される地域名 

③総事業費 

当該開発計画の実現に要する全ての費用及びその内貨と外貨の内訳を表

示。 

なお、既に資金が調達済みの場合は、その調達先、金額及び供与条件の順

で判明している限りにおいて表示。特に資金源が我が国の円借款で、エンジ

ニアリング・サービスローンである場合は、（Ｅ／Ｓ）と明示。 

④実施内容 

 設備能力、生産物、生産量等、当該開発計画の事業概要範囲を表示 

⑤実施経過 

 実現までのスケジュール、及び着工以降の施工経過を表示 
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図-1　様式Ａ 個別プロジェクト要約表
年 月改訂

 結論／勧告

和 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

プロジェクト概要  プロジェクトの現況

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過

 その他の状況

ａ－２ ａ－２

ａ－４

プロジェクトの現況に至る理由

ａ－５

ａ－６

 ａ－３

ａ－１

Ｃ－２

調 査 延 人 月 数 Ｃ－６

調査の種類／分野 Ｃ－７／Ｃ－８

最終報告書作成年月 Ｃ－９

コンサルタント名

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

調 査 団 員 数 担当者（職位）

現地調査期間

Ｃ－３

Ｃ－３

Ｃ－３

Ｃ－１１

Ｃ－３

Ｃ－１０

国　　　　名 予 算 年 度 Ｃ－４

実績額（累計） Ｃ－５

Ｃ－１

Ｃ－２

（内現地　　　人月）
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図－２　様式Ｂ 個別プロジェクト要約表
年　　月改訂

報告書提出後の状況

和 Ｃ－５ 千円

案　件　名 英 Ｃ－６ 人月

団長 氏名

所属

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

ｂ－１ ｂ－２

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

調 査 団 員 数

現地調査期間

Ｃ－３

Ｃ－１０

ｂ－５

ｂ－６

ｂ－３

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 Ｃ－７／Ｃ－８

最終報告書作成年月 Ｃ－９

Ｃ－１１

担当者名（職位）

国　　　　名 予 算 年 度 Ｃ－４

実績額（累計）

Ｃ－１

Ｃ－２

Ｃ－２

Ｃ－３

コンサルタント名

 ｂ－４

Ｃ－３

Ｃ－３
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ａ－３ プロジェクトの現況 

 プロジェクトの進行状況を以下の基準でいずれかに分類し、表示。 

①実施済 

 開発プロジェクトが完成され、既に供用を開始している段階 

②一部実施済 

 開発プロジェクトの一部が完成され、供用を開始している段階 

③実施中 

 開発プロジェクトが既に建設中、実施中である段階 

④具体化進行中 

 この開発プロジェクトが以下の状況のいずれかにある状態。 

・本体事業について、入札が実施されている 

・本体事業について、資金調達が確定している（貸付契約が締結もしくは

日本の円借款においてプレッジまたは交換公文締結が行われている） 

・F/S の次の段階として実施される実施設計等の作業が我が国を含む外国

または国際機関の公的資金により実施され、具体化の可能性が極めて高い

と判断される 

・その他、特定の理由により、具体化の可能性が極めて高いと判断される 

⑤具体化準備中 

この開発プロジェクトが以下の状況のいずれかにある状態 

・本体事業への資金協力要請が我が国を含む外国政府、国際機関に対して

行われている 

・国内資金により、JICA 報告書に基づいて、実施設計あるいは次段階調

査等が実施されている 

・その他、具体化に向けて相手国政府が積極的に動いている 

・現況に関する情報収集を実施したが明確な判断がつきかねる（暫定措置） 

⑥遅延・中断 

この開発プロジェイクトが以下の状況のいずれかにある状態。 

・報告書提出後、相手国政府は具体的行動を取っていない 

・具体化の方向で検討された後、何らかの事由によって棚上げされている 

⑦中止・消滅 

この開発プロジェクトが以下の状況のいずれかにある状態 

・相手国政府は公式に中止の決定を行っている 

・JICA報告書とは著しく異なる内容で実現・具体化されている 

・長期にわたり遅延となっており、実現の見込みがない 

ａ－４ 報告書提出後の経過 

 原則として、ａ－２「プロジェクト概要」の実施経過と重複しないよう

追加調査、借款の貸付契約等につき実施・契約年月日、金額を記載。 

 なお、相手国政府により当方の実施した開発調査について追加調査が実
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施されている場合は、①実施主体、②実施理由及び③結果を簡略に記載。 

ａ－５ プロジェクトの現況に至る理由 

 当該プロジェクトが現況に至った理由、及び実現・具体化が進んでおり、

当方より提出した報告書の内容と実現・具体化されたものの間に差異があ

る場合に、その程度および理由を記載。 

ａ－６ その他 

 当該開発計画の実現・具体化に際し、業務を受注した業者名、調査中に

実施したカウンターパートに対する技術移転例等、特記事項を記載。 

（ｂ群） 

ｂ－１ 合意／提言の概要 

当方より相手国政府に対して提出した報告書の概要を表示 

ｂ－２ 実現／具体化された内容 

当方より相手国政府に対して提出した報告書に基づき、相手国政府、我

が国及び第三国によって具体化された内容を表示 

ｂ－３ 報告書提出後の状況 

原則として時系列的に当該報告書提出以降の動き等を表示 

ｂ－４ 提言内容の現況 

当方より提出した報告書の提言内容の具体化状況を以下の基準でいず

れかに分類し、表示 

①進行・活用 

この調査の提言、計画等が以下の状況のいずれかにある状態。 

・この調査の次の調査が実施されている。または、関連調査の実施にあ

たって、この調査の成果が活用されている 

・この調査の提言等に基づいて、開発調査以外の技術協力が実施されて

いる 

・相手国側の政策、開発計画等に具体的に取り入れられている。または、

政策・計画等の策定、形成に活用されている 

・ その他、提言内容等の具体化に向けて、相手国政府により何らかの

措置が講じられている 

・ 調査終了後間もないため、具体的な措置が相手国政府によって実施

されていないが、提言への対応が検討されている。 

②遅延 

この調査の提言、計画等が以下の状況のいずれかにある状態。 

・調査終了後、相手国が具体的な行動を取っていない。または、具体的

な活用が行われていない 

・具体化の方向で検討された後、何らかの理由により棚上げされている 

③中止・消滅 

この調査の提言、計画等が以下の状況のいずれかにある状態。 
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・相手国政府により、公式に中止が決定されている 

・他の調査による代替案が採用ないし活用されている 

・長期にわたり遅延しており、活用の見込みがない 

ｂ－５ 提言内容の現況に至る理由 

 当方より提出した報告書の提言内容が、現在の具体化状況に至った理由

を表示 

ｂ－６ その他の状況 

 調査中に実施したカウンターパートに対する技術移転例等、特記事項を

表示 

（ｃ群） 

ｃ－１ 国名 

調査報告書を提出した当時の正式名称 

ｃ－２ 案件名 

原則として、国際協力機構において登録する際に用いられた名称。2004

年度終了案件については、案件名の後に新部署名を括弧書きで表示。 

ｃ－３ 調査団 

報告書説明ミッションを除く、本格調査において派遣された全ての調査

団の団長、調査団団員数、派遣時期 

ｃ－４ 予算年度 

本格調査に係る経費を支出した年度（報告書の相手国への送付料のみを

支出した年度も含む） 

ｃ－５ 実績額 

本格調査に要した全ての経費（コンサルタント契約分及びJICA直営分）

の累計額 

ｃ－６ 調査延べ人数 

本格調査に要したコンサルタント契約（確定数値）に係る延べ人月 

ｃ－７ 調査の種類 

①フィージビリティ調査、②マスタープラン調査、③資源調査、④

ASEAN諸国プラントリノベーション協力調査、⑤中国工場近代化調査及

び⑥その他の調査に分類 

①フィージビリティ調査（F/S） 

特定の開発計画について、資金調達、着工に先立って、技術的、財務的

及び経済的観点からその妥当性を検討し、最適な投資時期・規模など実施

可能な具体策を勧告するもの 

②マスタープラン調査 

特定の地域、分野について、今後より詳細に検討するに値する開発計画

を見出したり、開発についての一定のガイドラインを策定する等、総合的

かつ長期的な観点から開発の可能性を検討するもの 
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③資源調査 

特定地域の天然資源を対象にフィージビリティ調査の前段階として、既

存状況を確認するなど開発の可能性を検討するもの 

④ASEAN諸国プラントリノベーション協力調査 

昭和 58年 5月、中曽根首相アジア歴訪の際の協力表明により始まった

既存プラントの再活性化に関する一連の調査 

⑤中国工場近代化調査 

昭和 56年 5月に中国国家経済委員会と我が国通商産業省との間で行わ

れた日中高級事務レベル会議において、協力要請がなされたことを受けて

開始された、既存工場の近代化に関する調査 

⑥その他の調査 

データバンク設立調査、環境調査、F/S の次段階の詳細設計調査、地形

図作成等、①～⑤までの形態に該当しないもの 

ｃ－８ 調査の分野 

618 案件を次の基準で 14 分野に分類（なお、この基準は当機構電算機

統計システムの分類基準を参考に作成したものである。） 

鉱業 

①鉱業 探鉱・鉱石処理、鉱業施設、鉱害防止等、鉱業全

般に関するもの 

 

エネルギー 

②エネルギー一般 エネルギー開発計画、省エネルギー等、エネルギー全

般で③～⑦に該当しないもの 

③水力発電 水力発電を目的として必要となる計画施設に関する

もの 

④火力発電 火力発電を目的として必要となる計画施設に関する

もの 

⑤送配電 送配電を目的として必要となる計画施設に関するも

の 

⑥ガス・石炭・石油 ガス、石炭、石油等在来エネルギーの開発推進、利用

全般、及び輸送等に関するもの 

⑦新・再生エネルギ

ー 

生物エネルギー、太陽熱利用全般、地熱利用全般に関

するもの 

 

工業 

⑧工業一般 工業開発計画、工業団地、海水淡水化等工業全般

で⑨～⑬に該当しないもの 

⑨化学工業 製油、化学肥料等化学工業全般に関するもの 
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⑩鉄鋼・非鉄金属 製鉄、冶金等鉄鋼、非鉄金属全般に関するもの 

⑪窯業 ガラス・セメント等窯業全般に関するもの 

⑫機械工業 加工技術（鋳造、鍛造等）、電気機器、精密・光学

機器等、機械工業全般に関するもの 

⑬その他の工業 繊維、パルプ木材製品、食品等⑨～⑫に該当しな

い製造業全般に関するもの 

 

その他 

⑭その他  情報、環境関係等①～⑬に該当しないもの 

ｃ－９最終報告書作成年月 

報告書の表紙に表示してある年月 

ｃ－１０ コンサルタント名 

 国際協力機構との契約に基づき、本格調査を実施した法人名を当該契約

が役務提供である場合は、その旨表示、また共同企業体を構成している場

合は、代表と構成員の別を表示 

ｃ－１１ 相手国側担当機関名及び担当者名 

 当該開発調査の実施を担当した相手国側機関名及び主たる担当者名 



経済開発部フォローアップ調査　対象618案件及び調査状況（調査種類別）

フィージビリティ調査

案件No. 国名 案件名 予算年度 実績額 分野 実施状況 調査担当コンサルタント名 ページ数

BRN 001 ブルネイ セメント工場建設計画調査 57 12477 窯業 遅延・中断 三菱鉱業セメント(株) 1

KHM 001 カンボジア シアヌークヴィル・コンバインドサイクル発電開発計画調査 11～13 248316 火力発電 遅延・中断 (株)ニュージェック 2

IDN 001 インドネシア ウジュンパンダン工業団地建設計画調査 51 9187 工業一般 実施済 (株)野村総合研究所 3

IDN 002 インドネシア サダン川水系バカル水力発電開発計画調査 49～52 125653 水力発電 実施済 (株)ニュージェック 4

IDN 003 インドネシア アチェ尿素肥料工場建設計画調査 52～53 89688 化学工業 実施済 (社)日本プラント協会 5

IDN 004 インドネシア ブキットアサム石炭火力発電計画調査 52 58394 火力発電 実施済 電源開発(株) 6

IDN 005 インドネシア マウン水力発電開発計画調査 53～55 252755 水力発電 具体化準備中 日本工営(株) 7

IDN 006 インドネシア 北スマトラ送電網開発計画調査 54～55 35446 送配電 実施済 日本工営（株） 8

IDN 007 インドネシア メダン鋳物センター建設計画評価調査 55～56 37141 機械工業 中止・消滅
(社)日本プラント協会･
(財)総合鋳物センター

9

IDN 008 インドネシア サワルント（オンビリン）石炭開発計画調査 55～56 72864 ガス・石炭・石油 実施済 住友石炭鉱業（株） 10

IDN 009 インドネシア コンドーム製造工場設立計画調査 56 40736 その他工業 実施済 相模ゴム工業(株) 11

IDN 010 インドネシア アサハン水力発電開発計画調査 55～57 154049 水力発電 遅延・中断 日本工営（株） 12

IDN 011 インドネシア リアムキワ水力発電開発計画調査 55～57 199376 水力発電 中止・消滅 日本工営（株） 13

IDN 012 インドネシア コタパンジャン水力発電開発計画調査 56～58 219308 水力発電 実施中
東電設計（株）･
北電興業

14

IDN 013 インドネシア 砂糖副産物利用工業開発計画調査 57～58 48953 新・再生エネルギー 遅延・中断
ケイエフｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)･
(社)日本プラント協会

15

IDN 014 インドネシア ルヌン水力発電開発計画調査 58～59 147335 水力発電 実施中 日本工営（株） 16

IDN 015 インドネシア 東部ジャワ送電網整備計画調査 58～59 95445 送配電 実施済 (株)ニュージェック 17

IDN 016 インドネシア プラント機器製造産業振興計画調査 59 105163 機械工業 実施済 (社)日本プラント協会 18

IDN 017 インドネシア 中部スマトラ電力系統開発計画調査 59～61 102494 エネルギー一般 実施中 東電設計（株） 19

IDN 018 インドネシア 第2製鉄所建設計画調査（ステップ3） 59～62 101905 鉄鋼・非鉄金属 中止・消滅 （社）日本鉄鋼連盟 20

IDN 019 インドネシア ラナウ水力発電開発計画調査 60～62 96684 水力発電 遅延・中断 日本工営（株） 21

IDN 020 インドネシア 発電機修理工場リノベーション計画調査 61～62 60268 機械工業 実施済 日本工営（株） 22

IDN 021 インドネシア ジャンビ天然ガス利用開発計画調査 62～63 121920 ガス・石炭・石油 中止・消滅 ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ(株) 23
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案件No. 国名 案件名 予算年度 実績額 分野 実施状況 調査担当コンサルタント名 ページ数

IDN 022 インドネシア チパサン水力発電開発計画調査 59～63 268984 水力発電 遅延・中断 日本工営（株） 24

IDN 023 インドネシア バンコ炭有効利用計画調査 59～63 855955 新・再生エネルギー 中止・消滅 （財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所 25

IDN 024 インドネシア クリンチ地熱開発計画調査 61～63 319789 新・再生エネルギー 遅延・中断 西日本技術開発（株） 26

IDN 025 インドネシア 金属加工業育成センター設立計画調査 62～63 90805 工業一般 中止・消滅
八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ(株)･
住友ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ(株)

27

IDN 026 インドネシア 産業技術情報センター設立計画調査 62～63 111883 その他 中止・消滅 CRC海外協力（株） 28

IDN 027 インドネシア アユン水力発電開発計画調査 61～1 227284 水力発電 遅延・中断 日本工営（株） 29

IDN 028 インドネシア シパンシハポラス水力発電計画 62～2 165020 水力発電 実施中 東電設計（株） 30

IDN 029 インドネシア ブプルン水力発電計画 62～2 249477 水力発電 遅延・中断 (株)アイ・エヌ・エー 31

IDN 030 インドネシア ｻﾝﾀﾞﾝ紡績工場（ﾁﾊﾟﾄﾞﾝ／ﾊﾞﾝｼﾞｬﾗﾝ）ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ計画 2～3 72106 その他工業 遅延・中断 東洋紡ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株) 32

IDN 031 インドネシア ワンプー水力発電開発計画 2～4 272959 水力発電 具体化準備中 東電設計（株） 33

IDN 032 インドネシア 南スマトラ山元火力発電開発計画 2～5 304511 火力発電 具体化準備中 東電設計（株） 34

IDN 033 インドネシア 太陽光発電ハイブリッド・システム地方電化計画 63～5 1085632 新・再生エネルギー 実施済
日本工営（株）･
東電設計(株)

35

IDN 034 インドネシア ワルサムソン水力発電開発計画調査 5～7 401882 水力発電 遅延・中断 （株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（PCI） 36

IDN 035 インドネシア チソカン川上流揚水発電開発計画調査 3～7 220641 水力発電 具体化進行中 （株）ﾆｭｰｼﾞｪｯｸ 37

IDN 036 インドネシア ウジュンパンダン石炭火力発電開発計画調査 5～7 302459 火力発電 具体化進行中 （株）ﾆｭｰｼﾞｪｯｸ 38

IDN 037 インドネシア ボコ水力発電計画調査 7～8 203094 水力発電 具体化準備中
電源開発（株）･
(株)ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

39

IDN 038 インドネシア 都市ガス網開発計画調査 8～9 220895 ガス・石炭・石油 遅延・中断
大阪瓦斯（株）･
(財)日本エネルギー経済研究所

40

IDN 039 インドネシア コナエハ水力発電計画調査（Phase1） 9～10 35502 水力発電 具体化準備中
電源開発（株）･
(株)ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

41

IDN 040 インドネシア ケライ2水力発電開発計画調査 8～10 49194 水力発電 遅延・中断 （株）ﾆｭｰｼﾞｪｯｸ 42

LAO 001 ラオス セカタム小水力発電開発計画調査 2～3 174819 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 43

LAO 002 ラオス セコン川流域水力発電開発調査 4～7 530315 水力発電 一部実施済
電源開発（株）･
(株)ニュージェック

44

LAO 003 ラオス ラオスナムニアップ1水力開発計画調査 10～11 265195 水力発電 具体化進行中 日本工営（株） 45

LAO 004 ラオス ナムニアップ１水力開発計画調査 10～14 236589 水力発電 具体化進行中 日本工営（株） 46

MYS 001 マレーシア 尿素肥料工場建設計画調査 54～55 56301 化学工業 実施済 (社)日本プラント協会 47

MYS 002 マレーシア クランタン州セメント工場建設計画調査 56 47163 窯業 実施中 宇部興産（株） 48
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案件No. 国名 案件名 予算年度 実績額 分野 実施状況 調査担当コンサルタント名 ページ数

MYS 003 マレーシア テカイ川水力発電開発計画調査 55～58 689880 水力発電 中止・消滅 東電設計（株） 49

MYS 004 マレーシア テノンパンギ水力発電開発計画調査 58～61 234798 水力発電 中止・消滅
日本工営（株）･
電源開発(株)

50

MYS 005 マレーシア クランバレー都市ガス供給開発計画調査 60～62 111144 ガス・石炭・石油 実施済
東京ガス・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)･
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株)

51

MYS 006 マレーシア サラワク小水力発電開発計画調査 60～63 149534 水力発電 遅延・中断
日本工営（株）･
(財)日本品質保証機構

52

MYS 007 マレーシア レビルダム計画調査 61～63 217997 水力発電 中止・消滅 （株）ﾆｭｰｼﾞｪｯｸ 53

MYS 008 マレーシア ハイテク工業団地建設計画 2～3 204005 工業一般 一部実施済 日本工営（株） 54

MYS 009 マレーシア リワグ川小水力発電開発計画 3～4 29998 水力発電 実施済 電源開発（株） 55

MYN 001 ミャンマー 製油所建設計画調査 50～51 52323 化学工業 実施済 (社)日本プラント協会 56

MYN 002 ミャンマー チャンギンセメント工場拡張計画調査 53～54 30622 窯業 実施済 小野田ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株) 57

MYN 003 ミャンマー LPG回収計画調査（フェーズ I、II） 56 40942 ガス・石炭・石油 実施済 (社)日本プラント協会 58

MYN 004 ミャンマー LPG総合開発計画（フェーズ III）調査 60 51672 ガス・石炭・石油 中止・消滅
(社)日本プラント協会･
コスモ石油(株)

59

MYN 005 ミャンマー ４工業プロジェクト近代化計画調査 62～63 372396 工業一般 中止・消滅 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 60

PHL 001 フィリピン カガヤンバレイ地域配電計画調査 51～52 46036 送配電 実施済 西日本技術開発（株） 61

PHL 002 フィリピン 一貫製鉄所建設計画調査 53～54 172205 鉄鋼・非鉄金属 中止・消滅 （社）日本鉄鋼連盟 62

PHL 003 フィリピン バギオ地区鉱滓公害防止計画調査 52～53 55193 鉱業 中止・消滅
同和工営（株）･
(財)日本品質保証機構

63

PHL 004 フィリピン （アセアン）燐酸肥料工場建設計画調査 53～54 72574 化学工業 実施済 (社)日本プラント協会 64

PHL 005 フィリピン ディドヨン水力発電開発計画調査 53～55 227117 水力発電 遅延・中断
(株)ニュージェック･
(株)三祐コンサルタンツ

65

PHL 006 フィリピン アゴス河水力発電開発計画調査 53～55 244752 水力発電 中止・消滅 日本工営（株） 66

PHL 007 フィリピン ビサヤス地域電力系統拡張および連系計画調査 54～55 70657 送配電 実施済 電源開発（株） 67

PHL 008 フィリピン ルソン島超高圧送電系統開発計画調査 55～56 60643 送配電 実施済 (株)ニュージェック 68

PHL 009 フィリピン レイテ送電線計画調査 55～56 117930 送配電 具体化進行中
電源開発（株）･
日本工営(株)

69

PHL 010 フィリピン アルコガスプロジェクト（ｱﾙｺｰﾙ工場建設）計画調査 55～57 70337 新・再生エネルギー 中止・消滅 三菱油化ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株) 70

PHL 011 フィリピン 低圧ガス開発計画調査 56～57 11622 ガス・石炭・石油 中止・消滅 直営 71

PHL 012 フィリピン マツノ川開発計画調査 56～58 256104 水力発電 具体化準備中 日本工営（株） 72

PHL 013 フィリピン レイテ・ミンダナオ送電線開発計画調査 57～58 188699 送配電 中止・消滅
電源開発（株）･
日本工営(株)

73
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案件No. 国名 案件名 予算年度 実績額 分野 実施状況 調査担当コンサルタント名 ページ数

PHL 014 フィリピン アクパン・イトゴン地熱開発計画調査 57～60 519294 新・再生エネルギー 中止・消滅 三菱マテリアル資源開発(株) 74

PHL 015 フィリピン 活性炭工業振興開発計画調査 58～60 150838 その他工業 中止・消滅 (社)日本プラント協会 75

PHL 016 フィリピン カリラヤダム修復計画 61 10818 その他 遅延・中断
(株)ニュージェック･
(株)三祐コンサルタンツ

76

PHL 017 フィリピン ルソン島包蔵水力調査 59～62 20103 水力発電 具体化準備中 日本工営（株） 77

PHL 018 フィリピン アンブクラオダム修復計画調査 60～62 30083 水力発電 遅延・中断
(株)ニュージェック･
(株)三祐コンサルタンツ

78

PHL 019 フィリピン カラカ石炭火力発電所第一号機改善計画調査 61～62 101804 火力発電 実施済 西日本技術開発（株） 79

PHL 020 フィリピン アンガットダム修復計画調査 62～63 67666 水力発電 具体化準備中
（株）ﾆｭｰｼﾞｪｯｸ･
(株)三祐コンサルタンツ

80

PHL 021 フィリピン ビンガダム修復計画調査 62～63 66739 水力発電 中止・消滅 (株)ニュージェック 81

PHL 022 フィリピン 石炭火力発電開発計画調査 63～1 165010 火力発電 実施済 電源開発（株） 82

PHL 023 フィリピン マラヤ発電所信頼度向上計画調査 5～6 133423 火力発電 実施済 西日本技術開発（株） 83

PHL 024 フィリピン 送電線運営管理移転計画 8～9 170400 送配電 具体化準備中 東電設計（株） 84

PHL 025 フィリピン 有害産業廃棄物対策（フェーズ２） 13-14 190452 その他 具体化準備中
（株）エックス都市研究所･
国際航業（株）

85

THA 001 タイ バンコク首都圏都市ガス計画調査 49～50 60638 ガス・石炭・石油 遅延・中断 （社）日本プラント協会 86

THA 002 タイ クワイヤイ河下流調整池計画調査 50～51 59637 水力発電 実施済 電源開発（株） 87

THA 003 タイ メーモ肥料工場修復計画調査 52～53 60691 化学工業 中止・消滅 三井化学(株) 88

THA 004 タイ 一貫製鉄所建設計画調査 53～54 141114 鉄鋼・非鉄金属 中止・消滅 （社）日本鉄鋼連盟 89

THA 005 タイ クワイヤイ河上流水力発電開発計画調査 53～55 120727 水力発電 中止・消滅 電源開発（株） 90

THA 006 タイ サムサコン工業団地計画調査 54～55 55482 工業一般 実施済 （株）地域計画連合 91

THA 007 タイ ASEANﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ岩塩・ｿｰﾀﾞ灰工場設立計画評価調査 54～56 124827 化学工業 中止・消滅
日鉄鉱業（株）･
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株)

92

THA 008 タイ 石油化学プラント設立計画調査 55～56 52691 化学工業 実施済 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) 93

THA 009 タイ ナムヤム水力発電開発計画調査 57～58 139841 水力発電 中止・消滅 電源開発（株） 94

THA 010 タイ MAE-SOT地区産ｵｲﾙｼｪｰﾙ利用ｾﾒﾝﾄ工場建設計画調査 57～58 61617 窯業 中止・消滅
小野田ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)･
ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ(株)

95

THA 011 タイ 潤滑油製造プラント建設計画調査 58～59 62941 化学工業 実施済
千代田化工建設（株）･
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株)

96

THA 012 タイ 配電指令センター開発計画調査 60～61 51536 送配電 具体化進行中 西日本技術開発（株） 97

THA 013 タイ サンカンペン地熱開発計画調査 56～62 563107 新・再生エネルギー 遅延・中断
日本重化学工業（株）･
三井金属資源開発(株)

98
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THA 014 タイ ナムユアム川水力発電統合開発計画調査 62～1 235188 水力発電 中止・消滅 電源開発（株） 99

THA 015 タイ ラムタコン揚水発電開発計画 1～3 171964 水力発電 実施中 電源開発（株） 100

THA 016 タイ リグナイトブリケット振興計画 1～3 318462 その他工業 遅延・中断 ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ(株) 101

THA 017 タイ シンプン流動床燃焼石炭火力発電計画 2～4 302931 火力発電 中止・消滅 電源開発（株） 102

THA 018 タイ バンサパン工業団地開発計画調査 7～8 210221 工業一般 遅延・中断
日本工営（株）･
(財)日本立地センター

103

THA 019 タイ 首都圏配電網システム改善拡張計画調査 6～7 145174 送配電 一部実施済
東電設計（株）･
電源開発(株)

104

THA 020 タイ 首都圏送変電設備増強計画 4～5 151541 送配電 一部実施済 電源開発（株） 105

THA 021 タイ ガオ石炭盆総合開発計画調査（フェーズⅠ） 12～13 166391 ガス・石炭・石油 遅延・中断
三菱マテリアル資源開発（株）･
三井鉱山ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)

106

VNM 001 ベトナム ダニム電力システム改修計画調査 5～7 303101 水力発電 一部実施済 日本工営（株） 107

VNM 002 ベトナム ハイテクパーク計画M/P及びF/S調査 8～9 373447 工業一般 遅延・中断
日本工営（株）･
(財)日本立地センター

108

VNM 003 ベトナム ベトナム・ドンナイ川中流ドンナイ第３、第４連係水力発電計画調査 10～11 249010 水力発電 具体化進行中
日本工営（株）･
東電設計（株）

109

VNM 004 ベトナム 鉄鋼圧延工場建設計画調査 11～12 137064 鉄鋼・非鉄金属 実施中 新日本製鐵（株） 110

CHN 001 中華人民共和国 五強渓水力発電開発計画調査 54～55 9215 水力発電 実施済 電源開発（株） 111

CHN 002 中華人民共和国 甌江水力発電開発計画調査 55～58 426318 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 112

CHN 003 中華人民共和国 産業廃水処理・再生利用計画 63～2 339607 工業一般 実施中 三菱油化ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株) 113

CHN 004 中華人民共和国 十三陵揚水発電開発計画 1～2 111327 水力発電 実施済 電源開発（株） 114

CHN 005 中華人民共和国 神府東勝鉱区炭質管理システム計画 3～4 204344 ガス・石炭・石油 実施済 三菱ﾏﾃﾘｱﾙ（株） 115

CHN 006 中華人民共和国 神木炭総合利用計画調査 4～6 260373 化学工業 遅延・中断 三菱油化ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株） 116

CHN 007 中華人民共和国 紅石ダム揚水式水力発電所F/S調査 7～9 313569 水力発電 中止・消滅
電源開発（株）･
(株)アイ・エヌ・エー

117

CHN 008 中華人民共和国 中華人民共和国中国炭直接液化事業の経済性に係るF/S調査 9～11 270532 エネルギー一般 遅延・中断 財）石炭利用総合センター 118

CHN 009 中華人民共和国 中国神府東勝鉱区水資源総合開発調査 9～12 248524 水力発電 遅延・中断
日本工営（株）･
（株）ダイヤモンドコンサルタント

119

KOR 001 大韓民国 産業排水処理・再生利用計画 2～5 130742 その他工業 具体化準備中
（財）造水促進ｾﾝﾀｰ･
(株)三祐コンサルタンツ

120

BGD 001 バングラデシュ カルナフリ・レーヨン工場修復・増設計画調査 53～54 40433 その他工業 実施済 (社)日本プラント協会 121

BGD 002 バングラデシュ 132KV送変電計画調査 53～54 57819 送配電 実施済 東電設計（株） 122

BGD 003 バングラデシュ カプタイ水力発電所増設計画調査 54～55 26683 水力発電 実施済 東電設計（株） 123
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BGD 004 バングラデシュ ジュートパルプ工場建設計画調査 56 41355 その他工業 遅延・中断 (社)日本プラント協会 124

BTN 001 ブータン プナチャンチュ水力発電事業計画調査 10～12 324945 水力発電 具体化準備中 電源開発（株） 125

IND 001 インド 溶剤精製炭生産計画調査 2～3 368528 ガス・石炭・石油 遅延・中断
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）･
三井石炭液化（株）

126

IND 002 インド 工作機械公社リストラクチュアリング計画 2～3 295547 機械工業 具体化準備中 住友ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ(株) 127

IND 003 インド 工業団地建設計画調査 4～7 426369 工業一般 中止・消滅
八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ（株）･
ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）

128

NPL 001 ネパール ｸﾘｶﾆ第２発電所建設計画調査ｶﾄﾏﾝｽﾞ地区送配電網整備計画 52～53 144674 水力発電 実施済 日本工営（株） 129

NPL 002 ネパール ウダイプールセメント工場建設計画調査 52～53 52582 窯業 実施済 小野田ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株) 130

NPL 003 ネパール サプトガンダキ水力発電開発計画調査 55～57 346807 水力発電 遅延・中断 日本工営（株） 131

NPL 004 ネパール 尿素肥料工場計画調査 58～59 62964 化学工業 遅延・中断
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株)･
(社)日本プラント協会

132

NPL 005 ネパール 繊維工場建設計画調査 60～61 63105 その他工業 中止・消滅 東洋紡ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株) 133

NPL 006 ネパール アルン３水力発電開発計画調査 60～62 17311 水力発電 遅延・中断
電源開発（株）･
中央開発(株)

134

NPL 007 ネパール カトマンズ地区送配電網拡張整備計画 2～3 118363 送配電 実施済 日本工営（株） 135

NPL 008 ネパール イラム小水力発電開発計画 4～5 192378 水力発電 実施済 （株）中央開発ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 136

NPL 009 ネパール ベリ・ババイ水力発電計画調査 8～10 2769 水力発電 遅延・中断
日本工営（株）･
中央開発（株）

137

NPL 010 ネパール クリカニ第３水力発電所開発計画調査 13～14 119259 水力発電 遅延・中断 日本工営　（株） 138

PAK 001 パキスタン 特殊鋼工場再建計画調査 54～55 46286 鉄鋼・非鉄金属 中止・消滅
(社)日本プラント協会･
大同特殊鋼(株)

139

PAK 002 パキスタン ラクラ炭田・石炭火力発電開発計画調査 54～55 416335 ガス・石炭・石油 遅延・中断 三井鉱山海外開発（株） 140

PAK 003 パキスタン ウェストワーフ火力発電開発計画調査 62～63 78642 火力発電 遅延・中断 東電設計（株） 141

PAK 004 パキスタン 豆炭生産計画調査 62～63 110765 エネルギー一般 遅延・中断 ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ(株) 142

PAK 005 パキスタン パキスタン・ムンダ多目的ダム計画 9～11 357644 水力発電 具体化進行中
日本工営（株）･
日本技研（株）

143

LKA 001 スリランカ 合成繊維工場新設計画調査 51～52 36480 その他工業 中止・消滅 (社)日本プラント協会 144

LKA 002 スリランカ アッパーコトマレ水力発電開発計画調査 59～62 35000 水力発電 具体化進行中 中央開発（株） 145

LKA 003 スリランカ ｹﾗﾜﾗﾋﾟﾃｨﾔｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞｻｲｸﾙ発電所建設計画調査 9～10 161656 エネルギー一般 具体化進行中 東電設計（株） 146

ARE 001 アラブ首長国連邦 発電・海水淡水化プラント海水油害防止対策調査 62～1 208404 エネルギー一般 遅延・中断 (財)造水促進センター 147

DZA 001 アルジェリア 海水淡水化計画（大アルジェ圏）調査 57～58 58402 工業一般 遅延・中断
(財)造水促進センター･
日揮(株)

148
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DZA 002 アルジェリア 海水淡水化計画（オラン・モスタガネム市域）調査 58～59 125175 工業一般 遅延・中断
(財)造水促進センター･
(株)神戸製鋼所

149

EGY 001 エジプト ヘルワン製鉄所改造計画調査 51～52 76433 鉄鋼・非鉄金属 実施済 （社）日本鉄鋼連盟 150

EGY 002 エジプト ヘルワン製鉄所分塊工場改修計画調査 53～54 22442 鉄鋼・非鉄金属 実施済 （社）日本鉄鋼連盟 151

EGY 003 エジプト ディケーラ直接還元一貫製鉄所建設計画調査 53～54 145230 鉄鋼・非鉄金属 実施済 （社）日本鉄鋼連盟 152

EGY 004 エジプト 石炭火力発電開発計画調査 57～58 306854 火力発電 中止・消滅 西日本技術開発（株） 153

EGY 005 エジプト ディケーラ製鉄所拡張計画調査 61～62 129984 鉄鋼・非鉄金属 実施済 （社）日本鉄鋼連盟 154

EGY 006 エジプト エル・ディケーラ製鉄所拡張計画（A／C） 3～5 121703 鉄鋼・非鉄金属 実施済
日本鋼管（株）･
(株）神戸製鋼所

155

EGY 007 エジプト 薄板生産工場建設計画（フェーズ2） 8～9 215487 鉄鋼・非鉄金属 実施済
日本鋼管（株）･
(株）神戸製鋼所

156

IRN 001 イラン 日本輸出用製油所計画調査 53 128309 化学工業 遅延・中断 （財）中東協力センター 157

IRN 002 イラン エネルギー最適利用計画 7～9 444155 エネルギー一般 実施中
（財）省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ･
(財)日本エネルギー経済研究所

158

JOR 001 ヨルダン イルビット工業団地計画調査 55～56 45310 工業一般 実施済 (財)国際開発センター 159

JOR 002 ヨルダン 配電網電力損失低減計画フィージビリティ調査 11～12 150094 送配電 具体化準備中
東京電力株式会社･
東電設計株式会社

160

OMN 001 オマーン 製油所建設計画調査 53～54 42376 化学工業 実施済 日揮（株） 161

OMN 002 オマーン 発電・海水淡水化複合プラント計画調査 59～60 121773 火力発電 遅延・中断
(社)日本プラント協会･
(財)造水促進センター

162

OMN 003 オマーン バルカ発電海水淡水化プラント開発計画調査 5～6 95452 火力発電 実施中 （株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（PCI） 163

OMN 004 オマーン オマーン還元製鉄所関連施設建設計画調査 9～10 108839 工業一般 遅延・中断
（株）神戸製鋼所･
日本鋼管(株)

164

OMN 005 オマーン ソハール地域鉱害防止ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ調査 11～13 319863 鉱業 遅延・中断
三菱マテリアル資源開発（株）･
千代田デイムスアンドムーア

165

SAU 001 サウジアラビア 石油化学工場建設計画調査 52～53 43945 化学工業 実施済 ｻｳﾃﾞｨ石油化学（株）　（SPDC） 166

SAU 002 サウジアラビア R／Oプラント濃縮排水処理計画調査 55 58075 工業一般 中止・消滅 （財）造水促進ｾﾝﾀｰ 167

SDN 001 スーダン フェロクローム製練工場建設計画調査 55～56 52329 鉄鋼・非鉄金属 中止・消滅 日本重化学工業（株） 168

SYR 001 シリア セメント工場建設計画調査 7～8 142089 窯業 具体化準備中
日本ｾﾒﾝﾄ（株）･
インダストリアルｻｰﾋﾞｽｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

169

SYR 002 シリア シリアダマスカス首都圏配電網改良計画調査 10～11 153720 送配電 遅延・中断
日本工営（株）･
東電設計（株）

170

SYR 003 シリア 太陽光発電利用民生向上技術協力計画調査 7～12 1000683 新・再生エネルギー 具体化準備中
（株）四国総合研究所･
財団法人　日本エネルギー経済研究所

171

TUN 001 チュニジア 火力発電開発計画調査 54 38858 火力発電 実施済 電源開発（株） 172

TUN 002 チュニジア カセブ揚水発電開発計画調査 52～55 108248 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 173
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TUN 003 チュニジア スファックス産業公害対策計画 2～5 464836 その他 一部実施済 三菱油化ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株） 174

TUR 001 トルコ ｸｽﾞﾙﾙﾏｯｸ河ﾎﾞﾔﾊﾞｯﾄ－ｹﾍﾟｽ河水力発電開発計画調査 53 57235 水力発電 具体化進行中 電源開発（株） 175

TUR 002 トルコ ベシュコナック水力発電開発計画調査 56～58 106646 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 176

TUR 003 トルコ チョルフ川水力発電開発計画調査 59～61 166058 水力発電 具体化進行中 電源開発（株） 177

TUR 004 トルコ ディギリ・ベルガマ地熱開発計画調査 60～62 204576 新・再生エネルギー 中止・消滅 西日本技術開発（株） 178

TUR 005 トルコ ザマント・ギョクタシュ水力発電開発計画調査 62～1 169174 水力発電 具体化準備中 電源開発（株） 179

TUR 006 トルコ エルマネック水力発電開発計画 63～2 163245 水力発電 具体化進行中 日本工営（株） 180

TUR 007 トルコ アクス製紙工場リノベーション計画 1～2 126055 その他工業 中止・消滅 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株） 181

TUR 008 トルコ オルトゥ川水力発電計画 2～4 232803 水力発電 具体化準備中 電源開発（株） 182

TUR 009 トルコ キョプルバシ水力発電開発計画調査 4～6 227607 水力発電 実施中 電源開発（株） 183

TUR 010 トルコ チョルフベルタ水力発電開発計画 7～9 258719 水力発電 具体化準備中 電源開発（株） 184

YEM 001 イエメン マフラクセメント工場拡張計画 3～4 57295 窯業 具体化準備中 住友大阪セメント(株) 185

CMR 001 カメルーン メンベレ水力発電開発計画 1～5 472683 水力発電 遅延・中断 日本工営（株） 186

CMR 002 カメルーン カメルーン小水力発電による地方電化計画調査 9～11 216729 エネルギー一般 具体化進行中 （株）EPDCｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 187

ETH 001 エチオピア タナ湖周辺地域電力開発計画調査 50～51 73401 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 188

KEN 001 ケニア ニエリ工業団地開発計画調査 51～52 64409 工業一般 実施済 （財）日本立地センター 189

KEN 002 ケニア ソンドゥ川水力発電開発計画調査 58～60 448407 水力発電 実施中 日本工営（株） 190

KEN 003 ケニア マグワグワ水力発電開発計画調査 1～3 394611 水力発電 遅延・中断 日本工営（株） 191

KEN 004 ケニア グランドフォールズ水力発電所開発計画 5～9 636954 水力発電 具体化準備中
日本工営（株）･
（株）ﾊﾟｽｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

192

MDG 001 マダガスカル アンデカレカ水力発電開発計画調査 49 47373 水力発電 実施済 （株）ニュージェック 193

MWI 001 マラウイ ンクラＢ－リロングウェＢ送電線建設計画調査 63～1 66811 送配電 具体化進行中 電源開発（株） 194

NER 001 ニジェール マルバザセメント工場拡張計画調査 53～54 30945 窯業 遅延・中断 小野田ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株) 195

SEN 001 セネガル ダカール地区電力設備拡充計画調査 5～7 147465 エネルギー一般 遅延・中断 （株）EPDCｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 196

SEN 002 セネガル 太陽光利用地方電化計画 11～13 243133 新・再生エネルギー 遅延・中断
（株）コーエイ総合研究所･
(財)日本エネルギー経済研究所

197

STP 001 サントメ・プリンシペ ミニ水力発電計画調査 7～8 161485 水力発電 遅延・中断 （株）EPDCｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 198
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SWZ 001 スワジランド ルブク石炭開発計画調査 58～60 266336 ガス・石炭・石油 遅延・中断 住友石炭鉱業（株） 199

TZA 001 タンザニア 塩化ビニール及び苛性ソーダ製造工場建設計画調査 52 32793 化学工業 遅延・中断
三井化学(株)
日産化学(株)

200

TZA 002 タンザニア キリマンジャロ州送配電網計画調査 53～54 83890 送配電 実施済
（株）EPDC
（株）EPDCｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

201

TZA 003 タンザニア ダルエスサラーム送配電網計画調査 59 73190 送配電 実施済 （株）EPDCｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 202

TZA 004 タンザニア キリマンジャロ小水力発電開発計画調査 62～63 165651 水力発電 遅延・中断 （株）EPDCｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 203

TZA 005 タンザニア キハンシ水力発電開発計画 63～2 278195 水力発電 実施済 電源開発（株） 204

UGA 001 ウガンダ キレンベ銅鉱山開発計画調査 55～56 70411 鉱業 遅延・中断
住友金属鉱山（株）
古河鉱業(株)

205

ZMB 001 ザンビア 窒素肥料工場改修計画調査 55～56 88344 化学工業 実施済 (社)日本プラント協会 206

ZMB 002 ザンビア 燐鉱石開発計画調査 59～60 109657 鉱業 遅延・中断 日鉱探開（株） 207

ZMB 003 ザンビア 豆炭生産計画調査 60～61 79581 その他工業 遅延・中断 ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ(株) 208

ZMB 004 ザンビア 燐酸肥料工場建設計画調査 59～62 18208 化学工業 遅延・中断
(社)日本プラント協会
宇部興産(株)

209

ZIM 001 ジンバブエ アンモニア工場建設計画調査 63～1 134499 化学工業 遅延・中断 (社)日本プラント協会 210

ZIM 002 ジンバブエ クエン酸工場建設計画 2～3 171152 化学工業 中止・消滅 ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ(株) 211

ARG 001 アルゼンチン 燐酸肥料計画調査 58～59 80596 化学工業 中止・消滅
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
日鉱ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

212

ARG 002 アルゼンチン ネウケン州北部地熱開発計画 62～4 289229 新・再生エネルギー 具体化準備中 電源開発（株） 213

ARG 003 アルゼンチン アルゼンティンHIPARSA社再活性化フィージビリティ調査 9～10 3293 工業一般 遅延・中断 ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ・ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ・ｻｰﾋﾞｽ（株） 214

BOL 001 ボリビア ピラヤ水力発電計画調査 54～56 226235 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 215

BOL 002 ボリビア 鉱山施設近代化計画調査 56～57 221229 鉱業 遅延・中断 同和工営（株） 216

BRA 001 ブラジル スアッペ臨海工業団地計画調査 50～51 49491 工業一般 一部実施済 (財)日本立地センター 217

BRA 002 ブラジル ビラウン滝水力発電開発計画調査 4～6 266562 水力発電 実施済 日本工営（株） 218

BRA 003 ブラジル サンタカタリーナ州南部石炭鉱害復旧計画 7～9 497449 その他 具体化準備中
三菱ﾏﾃﾘｱﾙ（株）
千代田ﾃﾞｲﾑｽ・ｱﾝﾄﾞ・ﾑｰｱ（株）

219

CHL 001 チリ バーケル川、パスクワ川電源開発計画調査 50～51 59293 水力発電 具体化準備中
電源開発（株）
日本工営(株)

220

CHL 002 チリ リーチング工場環境配慮型操業改善計画調査 11～14 303109 鉱業 具体化準備中 同和工営（株） 221

COL 001 コロンビア カウカ河フルミート水力発電開発計画調査
46～47
53～54

96496 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 222

COL 002 コロンビア 海水淡水化計画調査 57 47433 工業一般 実施済 （財）造水促進ｾﾝﾀｰ 223
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COL 003 コロンビア アトラート川水力発電開発計画調査 56～60 258727 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 224

COL 004 コロンビア 小規模発電設備修復計画調査（Ｆ／Ｓ） 63～1 166111 エネルギー一般 遅延・中断 八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ(株) 225

CRI 001 コスタリカ レベンタソン及びパクアレ河水力発電開発計画調査 52 60123 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 226

CRI 002 コスタリカ ビリス水力発電開発計画 1～4 139669 水力発電 実施中 電源開発（株） 227

CRI 003 コスタリカ ロスジャーノス発電開発計画調査 5～7 313632 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 228

DOM 001 ドミニカ共和国 サントドミンゴ市配電網改修拡張計画調査 54～55 39740 送配電 実施済 西日本技術開発（株） 229

DOM 002 ドミニカ共和国 ユナ川水力発電開発計画調査 57～59 338344 水力発電 遅延・中断 日本工営（株） 230

ECU 001 エクアドル 紙パルプ工場建設計画調査 57～58 68624 その他工業 中止・消滅
本州製紙（株）･
(社)日本プラント協会

231

ECU 002 エクアドル チェスピ水力発電開発計画調査 59～61 171035 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 232

ECU 003 エクアドル エスメラルダス輸出加工区開発計画 2～3 175839 工業一般 中止・消滅 日本工営（株） 233

GTM 001 グアテマラ 製油所建設計画調査 58～59 51813 化学工業 遅延・中断 三菱油化ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株) 234

GTM 002 グアテマラ アマティトラン地熱開発計画調査 9～13 741455 新・再生エネルギー 実施中 西日本技術開発（株） 235

HND 001 ホンジュラス エル・カホン水力発電所増設計画 3～5 140858 水力発電 具体化準備中 電源開発（株） 236

MEX 001 メキシコ ラグーナ地域綿繊維工業開発計画調査 55～56 46001 その他工業 中止・消滅 東洋紡ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株) 237

MEX 002 メキシコ ゲレロ州硫化鉄鉱開発計画調査 55～56 70190 鉱業 実施済 同和鉱業（株） 238

MEX 003 メキシコ ＣＦＭ選鉱場近代化計画 1～2 76541 鉱業 実施済 同和鉱業（株） 239

MEX 004 メキシコ マサテペック水力発電リハビリテーション計画 3～5 202023 水力発電 具体化準備中
日本工営（株）･
（株）三祐コンサルタンツ

240

PAN 001 パナマ 石炭火力発電開発計画調査 60～61 100353 火力発電 遅延・中断 電源開発（株） 241

PER 001 ペルー ミチキジャイ送電計画調査 49～50 46512 送配電 中止・消滅 電源開発（株） 242

PER 002 ペルー サンタ河電源開発計画調査 52～53 72206 水力発電 具体化進行中 電源開発（株） 243

PER 003 ペルー ポエチョスおよびクルムイ水力発電計画調査 53～54 63844 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 244

PER 004 ペルー マルコナ鉱山鉄鉱石焼結工場建設計画調査 54～55 59127 鉱業 中止・消滅 川崎製鉄（株） 245

PER 005 ペルー ＰＶＣ工場建設計画調査 57～58 55882 化学工業 遅延・中断 ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ(株) 246

PER 006 ペルー ｱﾘｺｰﾀ湖水補給及びｱﾘｺｰﾀ第3水力発電開発計画調査 57～58 157705 水力発電 具体化準備中 電源開発（株） 247

PRY 001 パラグアイ 肥料プラント建設計画調査 60～62 66004 化学工業 遅延・中断
(社)日本プラント協会･
日産化学工業(株)

248
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PRY 002 パラグアイ 首都圏配電網整備計画 1～2 143528 送配電 具体化進行中 電源開発（株） 249

SLV 001 エルサルバドル トロラ川水力発電計画調査 12～15 404968 水力発電 具体化準備中 電源開発(株） 250

TTO 001 トリニダードトバゴ 石油汚染対策計画調査 4～8 282562 ガス・石炭・石油 具体化準備中
ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）･
コスモ石油(株)

251

URY 001 ウルグアイ 紙パルプ工場建設計画調査 59～60 88077 その他工業 遅延・中断
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株)･
(株)北越ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

252

VEN 001 ベネズエラ オリノコヘビーオイル軽質化計画調査 54～55 102330 化学工業 中止・消滅 日揮（株） 253

VEN 002 ベネズエラ タチラ州炭田開発計画 2～4 212497 ガス・石炭・石油 具体化準備中 三菱ﾏﾃﾘｱﾙ（株） 254

VEN 003 ベネズエラ コークス炉建設計画調査 4～6 202176 ガス・石炭・石油 遅延・中断
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）･
三井鉱山ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

255

PNG 001 パプアニューギニア プラリ河電力開発計画調査 49～52 725848 水力発電 遅延・中断 日本工営（株） 256

SLB 001 ソロモン テンガノ湖ボーキサイト開発計画調査 55～57 54196 鉱業 中止・消滅
共同事業体：代表･
住鉱コンサルタント(株)

257

BGR 001 ブルガリア ﾏﾘｯﾂｲｰｽﾄ第一火力発電所性能改善・環境保全再建計画調査 7～8 303978 火力発電 一部実施済
電源開発（株）･
東電設計（株）

258

BHG 001 ボスニア・ヘルツェゴビナ パルプ・製紙工場復興計画調査 9～10 129780 その他工業 遅延・中断 （株）大和総研 259

CSK 001 チェコスロバキア メルニーク発電所排煙脱硫対策 4 138651 火力発電 一部実施済 電源開発（株） 260

HUN 001 ハンガリー 国有企業自動車部品企業ﾘｽﾄﾗｸﾁｬﾘﾝｸﾞ計画調査 7～8 94206 機械工業 一部実施済 ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ(株) 261

HUN 002 ハンガリー ボルジョド発電所性能向上・環境保全再建計画 7～9 199551 その他 具体化準備中 （株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（PCI） 262

POL 001 ポーランド コジェニッツエ発電所排煙脱硫対策調査 2～3 179961 その他 一部実施済 電源開発（株） 263

POL 002 ポーランド マゾビアン石油精製所近代化・環境対策計画調査 5～6 166165 化学工業 一部実施済
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）･
出光ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

264

ROM 001 ルーマニア ガラチ製鉄所環境・省エネ対策計画調査 5～6 227742 鉄鋼・非鉄金属 遅延・中断
（株）神戸製鋼所･
新日本製鉄(株)

265
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KHM 101 カンボジア プノンペン市及びシェムリアップ市電力復興ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ 4～5 161471 エネルギー一般 進行・活用
日本工営（株）･
東電設計（株）

267

KHM 102 カンボジア 電力技術基準及びガイドライン整備計画調査 14～15 175048 エネルギー一般 進行・活用
電源開発(株）、中部電力(株）･
プロアクトインターナショナル(株）

268

IDN 101 インドネシア 都市ガス整備計画調査 49～50 22547 ガス・石炭・石油 進行・活用 東京ガス(株) 269

IDN 102 インドネシア 中小工業振興開発計画調査 60 136714 工業一般 進行・活用
ユニコ　インターナショナル(株)･
(社)海外コンサルティング企業協会

270

IDN 103 インドネシア 産業セクター振興開発計画 1～3 444738 工業一般 進行・活用
日本貿易振興会･
住友ビジネスコンサルティング（株）

271

IDN 104 インドネシア 法定計量制度振興計画調査 4～6 132533 工業一般 進行・活用 （財）品質保証機構 272

IDN 105 インドネシア 工業標準・品質管理推進基本計画調査 6～7 166979 工業一般 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）･
(財)日本規格協会

273

IDN 106 インドネシア 電力セクター総合エネルギー開発計画調査 5～7 184118 エネルギー一般 進行・活用
（財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所･
電源開発（株）

274

IDN 107 インドネシア 石炭生産拡大のための人材育成・技術開発マスタープラン 7～8 90040 鉱業 進行・活用
（財）石炭開発技術協力ｾﾝﾀｰ･
三井鉱山エンジニアリング（株）

275

IDN 108 インドネシア 工業分野振興開発計画（裾野産業） 7～8 236122 工業一般 進行・活用
（株）日本総合研究所･
八千代エンジニアリング（株）

276

IDN 109 インドネシア セラミック原料開発計画 7～8 230142 鉄鋼・非鉄金属 遅延
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）･
(財)北九州国際技術協力協会

277

IDN 110 インドネシア 新型流れ込み式水力発電導入発展計画 9～10 68468 水力発電 遅延
（株）ﾆｭｰｼﾞｪｯｸ･
（株）EPDCインターナショナル

278

IDN 111 インドネシア インドネシアデザイン振興計画 9～11 224063 工業一般 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）･
（株）三和総合研究所

279

IDN 112 インドネシア インドネシア工業分野振興開発計画（裾野産業）ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査ﾌｪｰｽﾞ1 10～11 141952 工業一般 進行・活用 （株）日本総合研究所 280

IDN 113 インドネシア インドネシア（裾野産業）フォローアップ調査フェーズ2（輸出振興） 11 100722 工業一般 進行・活用 （株）三和総合研究所 281

IDN 114 インドネシア 最適電源開発のための電力セクター開発 13～14 125124 送配電 進行・活用
中部電力株式会社･
財団法人日本エネルギー経済研究所

282

IDN 115 インドネシア 再生可能エネルギー利用地方エネルギー供給計画調査 12～15 309539 エネルギー一般 進行・活用
東電設計･
日本工営

283

IDN 116 インドネシア APEC地域WTOｷｬﾊﾟｼﾃｨﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ協力ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 13～15 329333 その他 進行・活用 UFJ総合研究所 284

IDN 117 インドネシア 首都圏貿易環境改善計画調査　（経済開発部） 15～16 157416 工業一般 進行・活用
（株）日本港湾コンサルタント･
（株）パシフィックコンサルタントインターナショナル

285

IDN 118 インドネシア 中小企業人材育成計画調査　（経済開発部） 15～16 192219 工業一般 進行・活用 ユニコ　インターナショナル（株） 286

LAO 101 ラオス 国境サバナケット地域経済特別区開発計画調査 12 123231 工業一般 進行・活用
（株）コーエイ総合研究所･
日本工営株式会社

287

LAO 102 ラオス 再生可能エネルギー利用地方電化計画調査 10～12 306881 新・再生エネルギー 進行・活用
ﾌﾟﾛｱｸﾄｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）･
（株）四国総合研究所

288

LAO 103 ラオス 送変電設備マスタープラン調査 13～14 140714 送配電 進行・活用
日本工営（株）･
東京電力（株）

289

MYS 101 マレーシア 石油産業開発計画調査 51～52 205424 ガス・石炭・石油 進行・活用 日本オイルエンジニアリング(株) 290
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MYS 102 マレーシア 工業分野開発振興計画 62～2 483950 工業一般 進行・活用
日本貿易振興会･
住友ビジネスコンサルティング(株)

291

MYS 103 マレーシア 工業標準化・品質管理振興計画 3～4 175113 工業一般 進行・活用
ユニコ　インターナショナル(株)･
(財)日本規格協会

292

MYS 104 マレーシア SIRIM計量センター拡充計画 4～5 82950 その他 進行・活用
（財）品質保証機構･
国際航業(株)

293

MYS 105 マレーシア 工業分野振興計画（裾野産業）調査 5～7 242222 機械工業 進行・活用
（株）日本総合研究所･
(株)日本アジア投資

294

MYS 106 マレーシア クリムテクノセンター経営企業調査 6～7 117452 工業一般 進行・活用
（財）日本立地ｾﾝﾀｰ･
日本工営(株)

295

MYS 107 マレーシア マレイシア省エネルギー促進計画調査 9～10 126915 エネルギー一般 進行・活用 ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株） 296

MYS 108 マレーシア 裾野産業技術移転計画調査 11～12 221331 機械工業 遅延
（財）素形材ｾﾝﾀｰ･
神鋼リサーチ株式会社

297

MYS 109 マレーシア クリーナープロダクション振興計画 12～14 322205 その他 進行・活用 三菱化学エンジニアリング（株） 298

MYS 110 マレーシア 知的財産権行政IT化計画調査 14～15 120874 工業一般 進行・活用
ユニコインターナショナル（株）･
富士テクノリサーチ（株）

299

MYS 111 マレーシア APEC地域WTOｷｬﾊﾟｼﾃｨﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ協力ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 13～15 329333 その他 進行・活用 UFJ総合研究所 300

MYS 112 マレーシア 知的財産権行政IT化計画（フェーズ2）　（経済開発部） 15～16 194264 工業一般 進行・活用 ユニコ　インターナショナル（株） 301

MYN 101 ミャンマー 農村地域における再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ導入調査 12～15 275451 新・再生エネルギー 進行・活用
日本工営㈱･
（財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所

302

PHL 101 フィリピン 石油化学工業開発計画調査 49～50 72379 化学工業 進行・活用
ユニコ　インターナショナル(株)･
日揮(株)

303

PHL 102 フィリピン マニラ市火力発電所リハビリテーション計画調査 57 133072 火力発電 進行・活用 西日本技術開発（株） 304

PHL 103 フィリピン 石炭鉱業技術開発調査 62～63 84845 ガス・石炭・石油 進行・活用 （株）ﾀﾞｲﾔｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 305

PHL 104 フィリピン 工業標準化・品質向上計画調査 63～1 149751 工業一般 進行・活用 ユニコ　インターナショナル(株) 306

PHL 105 フィリピン カビテ輸出加工区開発・投資振興計画 1～2 117116 工業一般 進行・活用 ユニコ　インターナショナル(株) 307

PHL 106 フィリピン 工業分野振興開発計画 3～4 469820 工業一般 進行・活用
日本貿易振興会･
ユニコ　インターナショナル(株)

308

PHL 107 フィリピン ルソン系統電力設備修復・維持管理改善計画 3～4 137893 エネルギー一般 進行・活用 西日本技術開発（株） 309

PHL 108 フィリピン 有害産業廃棄物対策（フェーズ１） 13 357644 その他 進行・活用
（株）ｴｯｸｽ都市研究所･
国際航業株式会社

310

PHL 109 フィリピン 天然ガス産業開発計画調査 12～13 146111 ガス・石炭・石油 進行・活用
（財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所･
大阪ガス(株)

311

PHL 110 フィリピン フィリピン生産統計開発計画 12～13 149057 工業一般 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 312

PHL 111 フィリピン 電力構造改革のためのエネルギー省キャパシティビルディング開発調査 14～15 189542 エネルギー一般 進行・活用
中部電力(株）･
(株）三菱総合研究所

313

PHL 112 フィリピン APEC地域WTOｷｬﾊﾟｼﾃｨﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ協力ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 14～15 214659 その他 進行・活用 UFJ総合研究所 314

PHL 113 フィリピン 産業環境マネジメント調査 13～15 196734 その他 進行・活用 ㈱エックス都市研究所 315
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PHL 114 フィリピン パラワン州電力開発マスタープラン調査　（経済開発部） 14～16 153485 エネルギー一般 進行・活用
中部電力（株）･
野村総合研究所（株）

316

SGP 101 シンガポール 包装技術センター開発計画 4～5 207290 その他 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）･
(社)日本包装技術協会

317

THA 101 タイ 家具産業振興計画調査 49～50 10737 その他工業 進行・活用 (株)コスガ 318

THA 102 タイ ナムパイチャム河水力発電開発計画調査 55～56 93320 水力発電 中止・消滅 電源開発（株） 319

THA 103 タイ バンコク市配電網近代化マスタープラン計画調査 55～7 91036 送配電 進行・活用 (株)EPDCインターナショナル 320

THA 104 タイ 省エネルギープロジェクト開発計画調査 57～59 206764 エネルギー一般 進行・活用 (財)省エネルギーセンター 321

THA 105 タイ 金属加工業振興計画調査 58～59 83429 機械工業 進行・活用
(財)素形材センター･
石川島播磨重工業(株)

322

THA 106 タイ ナムユアム川上流域水力発電開発計画調査 60～61 171983 水力発電 中止・消滅 電源開発（株） 323

THA 107 タイ 工業規格・検査・計量制度振興計画調査 61～62 95096 その他 進行・活用
（財）日本規格協会･
(財)日本品質保証機構

324

THA 108 タイ ラムチャバン工業基地開発計画調査 62～63 121233 工業一般 進行・活用 （財）日本立地ｾﾝﾀｰ 325

THA 109 タイ 工業用水合理的使用計画調査 61～63 198364 工業一般 進行・活用
共同事業体：代表 ･
(財)造水促進センター

326

THA 110 タイ サムットプラカン工業地区大気汚染環境管理計画調査 62～2 334671 その他 進行・活用 (社)産業環境管理協会 327

THA 111 タイ 工業分野開発振興計画 62～2 476797 工業一般 進行・活用
日本貿易振興会･
日本鋼管(株)

328

THA 112 タイ 悪臭防止管理計画 3～5 211827 その他 進行・活用 （株）環境工学ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 329

THA 113 タイ 省エネルギー計画アフターケア調査 5～6 214685 エネルギー一般 進行・活用 （財）省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ 330

THA 114 タイ 工業分野振興開発計画（裾野産業）調査 5～6 214798 機械工業 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 331

THA 115 タイ タイ生産統計開発計画（フェーズ1） 10～11 144131 工業一般 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）･
三井情報開発(株)

332

THA 116 タイ タイ工業分野振興開発計画（裾野産業）フォローアップ調査 10～11 133863 工業一般 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）･
(財)国際開発センター

333

THA 117 タイ タイ国ヒ素汚染地域環境改善計画調査 10～11 197505 鉱業 進行・活用 三井金属資源開発(株） 334

THA 118 タイ ナコンラチャシマ地域産業開発計画調査 11～12 135766 工業一般 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）･
財団法人国際開発センター

335

THA 119 タイ 生産統計開発計画調査報告書(フェーズ2) 11～12 116781 工業一般 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）･
三井情報開発株式会社

336

THA 120 タイ バンコク首都圏及び周辺における産業廃棄物管理マスタープラン調査 13-14 314854 その他 進行・活用
国際航業（株）･
（株）エックス都市研究所

337

THA 121 タイ APEC地域WTOキャパシティビルディング協力プログラム 13～14 240000 その他 進行・活用 （株）UFJ総合研究所 338

VNM 101 ベトナム ハノイ地域工業開発計画調査 5～7 326689 工業一般 進行・活用
日本工営（株）･
テクノコンサルタンツ(株)

339

VNM 102 ベトナム 全国電力開発計画調査 5～7 245856 エネルギー一般 進行・活用
電源開発（株）･
(財)日本エネルギー経済研究所

340
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VNM 103 ベトナム 鉄鋼産業振興M/P調査 8～9 342334 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用 新日本製鐵（株） 341

VNM 104 ベトナム 標準化計量・検査 品質管理M/P調査 8～9 178648 その他 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）･
(財)日本規格協会

342

VNM 105 ベトナム ベトナム中小企業振興計画 10～11 164524 工業一般 進行・活用
（株）野村総合研究所･
(財)素形材センター

343

VNM 106 ベトナム 産業公害対策マスタープラン調査(産業廃水) 11～12 214685 その他 進行・活用
（財）国際環境技術移転研究ｾﾝﾀｰ･
三菱化学エンジニアリング株式会社

344

VNM 107 ベトナム 北部再生可能エネルギー利用による地方電化計画調査 14 149202 新・再生エネルギー 進行・活用
プロアクトインターナショナル（株）･
東北電力（株）

345

VNM 108 ベトナム ピーク対応型電源最適化計画調査　（経済開発部） 14～16 124605 エネルギー一般 進行・活用
東京電力（株）･
東電設計（株）

346

CHN 101 中華人民共和国 工業省エネルギー計画調査 59～61 92998 エネルギー一般 進行・活用 (財)省エネルギーセンター 347

CHN 102 中華人民共和国 金型産業振興計画調査 62～63 106939 その他工業 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 348

CHN 103 中華人民共和国 青島輸出加工区開発計画調査 63 136148 工業一般 進行・活用
日本工営（株）･
(財)日本立地センター

349

CHN 104 中華人民共和国 徳興銅鉱山鉱廃水処理計画調査 3～7 268306 鉱業 進行・活用 三井金属資源開発（株） 350

CHN 105 中華人民共和国 寧夏石炭資源開発利用計画調査 7～8 113898 鉱業 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）･
三菱マテリアル(株)

351

CHN 106 中華人民共和国 中国モデル都市（瀋陽市、杭州市）中小企業振興計画 12～13 582319 工業一般 進行・活用
（財）素形材ｾﾝﾀｰ･
ユニコインターナショナル(株)

352

CHN 107 中華人民共和国 中小企業金融制度調査　（経済開発部） 14～16 192219 工業一般 進行・活用
（財）国際開発センター･
みずほ総合研究所（株）

353

KOR 101 大韓民国 水資源総合開発計画調査 52～54 330609 水力発電 進行・活用
日本工営（株）･
電源開発(株)

354

MNG 101 モンゴル エルデネット鉱山近代化計画 4～5 198389 鉱業 進行・活用 三井金属資源開発（株） 355

MNG 102 モンゴル 石炭産業総合開発計画調査 5～7 336304 ガス・石炭・石油 進行・活用 （財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所 356

MNG 103 モンゴル モンゴル国工業開発計画調査 10 158128 工業一般 進行・活用 (株)サイエス 357

MNG 104 モンゴル 再生可能エネルギー利用地方電力供給計画調査 10～12 350714 新・再生エネルギー 進行・活用 日本工営（株） 358

BGD 101 バングラデシュ 小規模工業開発計画調査 54～55 66016 工業一般 中止・消滅 （株）野村総合研究所 359

BGD 102 バングラデシュ チッタゴン地域工業開発計画調査 5～7 278906 工業一般 遅延
（株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（PCI）･
日本工営(株)

360

IND 101 インド 工業団地（IMT）建設計画 4～5 214770 工業一般 遅延
八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ（株）･
テクノコンサルタンツ（株）

361

IND 102 インド マハラシュトラ州揚水発電所開発計画 6～9 314445 水力発電 中止・消滅
電源開発（株）･
（株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾂﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

362

PAK 101 パキスタン 繊維産業振興開発計画 3～4 47453 その他工業 遅延 日本貿易振興会 363

LKA 101 スリランカ 工業分野開発振興計画 3～5 183401 工業一般 進行・活用
日本工営（株）･
ユニコ　インターナショナル(株)

364

LKA 102 スリランカ 全国送電網整備計画調査 7～8 172205 送配電 進行・活用 日本工営（株） 365
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LKA 103 スリランカ スリ・ランカ工業振興・投資促進計画（フェーズ1） 10～11 66943 工業一般 進行・活用 （株）コーエイ総合研究所 366

LKA 104 スリランカ 工業振興･投資促進計画調査(フェーズ2) 11～12 177126 工業一般 進行・活用 （株）コーエイ総合研究所 367

ARM 101 アルメニア アルメニア民間セクター開発計画 10～11 147784 工業一般 遅延
アイコンズ国際協力（株）･
（監）トーマツ

368

AZE 101 アゼルバイジャン バクー市配電網改修･復興計画調査 11～12 163063 送配電 遅延
日本工営（株）･
（株）コーエイ総合研究所

369

GRG 101 グルジア 鉱業振興マスタープラン調査 12～14 211089 鉱業 進行・活用 三菱金属資源開発株式会社 370

KYR 101 キルギス 工業開発マスタープラン調査 7～8 324658 工業一般 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）･
(株)ＣＲＣ海外協力

371

KYR 102 キルギス キルギス鉱業振興マスタープラン調査 9～11 197923 鉱業 進行・活用 三井金属資源開発（株） 372

KZK 101 カザフスタン 非鉄金属産業振興計画調査 7～8 353002 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用 三井金属資源開発（株） 373

KZK 102 カザフスタン 機械産業振興計画調査 9～11 306949 工業一般 遅延
（財）素形材ｾﾝﾀｰ･
八千代エンジニアリング株式会社

374

EGY 101 エジプト 薄板生産工場建設計画調査（フェーズI） 7～8 72178 その他工業 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）･
(財)北九州国際技術協力協会

375

EGY 102 エジプト 工業廃水対策調査 11～12 200941 その他 遅延
千代田デイムス・アンド・ムーア（株）･
千代田化工建設株式会社

376

EGY 103 エジプト エネルギー経済モデル策定調査 11～12 141121 エネルギー一般 進行・活用 （財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所 377

IRN 101 イラン 石油化学工業製品計画調査 52～53 66797 化学工業 進行・活用 ユニコインターナショナル㈱ 378

IRN 102 イラン エネルギー計画調査 3～6 311396 エネルギー一般 進行・活用 （財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所 379

IRN 103 イラン イラン国火力発電所環境影響評価調査 8～11 383980 その他 進行・活用
（株）数理計画･
東電環境エンジニアリング（株）

380

IRQ 101 イラク 輸出用石油製油所計画調査 51 153370 化学工業 中止・消滅 (社)日本プラント協会 381

JOR 101 ヨルダン 南部地域工業開発計画調査 7～8 374527 工業一般 進行・活用
日本工営（株）･
(財)日本立地センター

382

JOR 102 ヨルダン 送配電網電力損失低減計画調査 7～9 131230 送配電 進行・活用 東電設計（株） 383

JOR 103 ヨルダン 企業経営能力強化計画調査 11～12 247022 工業一般 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 384

MAR 101 モロッコ ハウズ地方分散電化計画調査 7～9 236529 新・再生エネルギー 進行・活用
中央開発（株）･
(株)三祐コンサルタンツ

385

OMN 101 オマーン 工業開発計画調査 52～53 56641 工業一般 進行・活用 （株）野村総合研究所 386

OMN 102 オマーン 産業統計情報センター設立計画 2～3 212657 その他 進行・活用 CRC海外協力（株） 387

OMN 103 オマーン 工業開発基本計画調査 5～6 144034 工業一般 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 388

OMN 104 オマーン 工業開発センター設立計画調査 7～8 96206 工業一般 遅延 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 389

OMN 105 オマーン 電力合理化システム需給管理計画調査 10 104073 エネルギー一般 進行・活用
ﾌﾟﾛｱｸﾄｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）･
(株)四国総合研究所

390
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SAU 101 サウジアラビア 標準化機関強化計画（消費者保護） 8～10 119608 工業一般 進行・活用
（財）電気安全環境研究所･
富士テクノサーベイ(株)

391

SYR 101 シリア 発電設備リハビリ・人材養成訓練計画調査 5～7 133891 火力発電 進行・活用 八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ（株） 392

SYR 102 シリア 繊維産業開発計画 8～9 217879 その他工業 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）･
東洋紡ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

393

TUN 101 チュニジア 電力長期計画調査 51～52 46782 エネルギー一般 進行・活用 (株)EPDCインターナショナル 394

TUN 102 チュニジア 機械・電気産業生産性向上計画調査 9 174443 機械工業 進行・活用
(株)サイエス･
(財)素形材センター

395

TUN 103 チュニジア テュニジア国産業廃棄物リサイクル計画調査 9～10 87316 その他 進行・活用 （株）ｴｯｸｽ都市研究所 396

TUN 104 チュニジア チュニジア工業技術支援組織強化計画 10～11 203817 工業一般 進行・活用 (株)サイエス 397

TUR 101 トルコ エネルギー利用合理化計画調査 7～8 351747 エネルギー一般 遅延
ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）･
三菱化学エンジニアリング(株)

398

BWA 101 ボツワナ 太陽光発電利用地方電化計画調査 12～14 235701 送配電 進行・活用
ユニコインターナショナル（株）･
電源開発（株）

399

KEN 101 ケニア 木材加工業近代化計画調査 52～53 41494 その他工業 中止・消滅 （社）日本林業技術協会 400

KEN 102 ケニア 輸出振興計画調査 2～3 183606 工業一般 進行・活用
八千代エンジニヤリング(株)･
日本貿易振興会

401

MUS 101 モーリシャス エネルギーセクター長期開発計画 7～9 233060 エネルギー一般 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 402

MWI 101 マラウイ 地方電化マスタープラン調査 13-14 173936 新・再生エネルギー 進行・活用
東電設計（株）･
野村総合研究所（株）

403

NAM 101 ナミビア 全国電力開発計画調査 8～10 14183 エネルギー一般 進行・活用
（株）EPDCｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･
八千代エンジニヤリング(株)

404

NGA 101 ナイジェリア リバース州合成繊維工業開発計画調査 49～50 48403 その他工業 中止・消滅 ユニコ　インターナショナル(株) 405

TZA 101 タンザニア キリマンジャロ州中小工業開発計画調査 49～50 30356 工業一般 進行・活用 （財）国際開発ｾﾝﾀｰ（IDCJ） 406

TZA 102 タンザニア ダルエスサラーム市電力供給拡充計画 4～5 230608 エネルギー一般 進行・活用
電源開発（株）･
(株)三祐コンサルタンツ

407

TZA 103 タンザニア 主要都市配電設備リハビリテーション計画 13～14 172586 送配電 進行・活用 電源開発株式会社 408

ZAF 101 南アフリカ 中小企業振興計画 12～13 231050 工業一般 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 409

ZIM 101 ジンバブエ ジンバブエ中小企業振興計画調査 10 160631 工業一般 遅延
（財）素形材ｾﾝﾀｰ･
(株)サイエス

410

ZIM 102 ジンバブエ 太陽光発電地方電化促進計画調査 8～10 245012 エネルギー一般 遅延 （財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所 411

ARG 101 アルゼンチン 経済開発調査 60～61 316353 その他 進行・活用 (財)国際開発センター（IDCJ） 412

ARG 102 アルゼンチン 工場省エネルギー計画調査 62～1 318963 エネルギー一般 進行・活用 (財)省エネルギーセンター 413

ARG 103 アルゼンチン 品質管理評価改善計画 1～2 223718 工業一般 進行・活用 CRC海外協力（株） 414

ARG 104 アルゼンチン 火力発電所大気汚染防止対策調査 4～6 327670 火力発電 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）･
三洋テクノマリン

415
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ARG 105 アルゼンチン 火力発電所設置にかかる排出基準設定調査 12～13 173163 火力発電 進行・活用
（株）数理計画･
東電環境エンジニアリング(株)

416

BOL 101 ボリビア 亜鉛製錬計画調査 49～50 49428 鉄鋼・非鉄金属 遅延 直営 417

BOL 102 ボリビア ボリヴィア国ポトシ県鉱山セクター環境汚染評価調査 9～11 245536 鉱業 進行・活用
三井金属資源開発（株）･
ユニコ　インターナショナル(株)

418

BOL 103 ボリビア 再生可能エネルギー利用地方電化計画調査 11～13 215310 新・再生エネルギー 遅延
（株）コーエイ総合研究所･
日本工営(株)

419

BRA 101 ブラジル イタジャイ川流域包蔵水力調査 2～3 203573 水力発電 進行・活用 日本工営（株） 420

BRA 102 ブラジル 石炭火力発電所環境評価調査 7～9 342097 火力発電 進行・活用
（株）数理計画･
東電環境エンジニアリング㈱

421

CHL 101 チリ 工業標準化制度整備計画調査 2～3 110270 工業一般 進行・活用 （財）日本規格協会 422

COL 101 コロンビア 零細・小中規模金属加工工業振興計画 63～2 315174 工業一般 進行・活用
ユニコ　インターナショナル(株)･
石川島播磨重工業(株)

423

COL 102 コロンビア ﾎﾞｺﾞﾀ市ｸﾘｰﾅｰﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ技術の推進による産業公害低減調査 10～11 240406 工業一般 進行・活用 三菱油化ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株） 424

ECU 101 エクアドル 長期電力開発計画調査 49～50 51971 エネルギー一般 進行・活用 電源開発（株） 425

ECU 102 エクアドル 全国電力系統信頼度向上対策計画調査 4～6 196240 エネルギー一般 進行・活用 電源開発（株） 426

GUY 101 ガイアナ 沿岸地域電力開発計画調査 63～1 95332 火力発電 進行・活用 (株)EPDCインターナショナル 427

MEX 101 メキシコ 鉱山公害対策計画調査 2～3 161928 鉱業 中止・消滅 同和鉱業（株） 428

MEX 102 メキシコ 大気汚染固定発生源対策計画 1～3 266909 その他 進行・活用
（株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（PCI）･
(株)日本環境アセスメントセンター

429

MEX 103 メキシコ 大気汚染対策燃焼技術導入計画調査 4～7 516835 その他 進行・活用 （株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（PCI） 430

MEX 104 メキシコ サポーティングインダストリー振興開発計画 8～9 151725 工業一般 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 431

MEX 105 メキシコ メキシコ合衆国要素技術移転調査 9～11 315203 工業一般 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 432

MEX 106 メキシコ 中小企業コンサルタント養成認証制度計画 12～13 243355 工業一般 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 433

PER 101 ペルー エネ川水力発電開発計画調査 59～60 247705 水力発電 遅延
電源開発（株）･
八千代エンジニヤリング(株)

434

PRY 101 パラグアイ 繊維産業振興計画調査 55～56 62811 その他工業 進行・活用 ＣＲＣ海外協力(株) 435

PRY 102 パラグアイ 石油精製品市場計画調査 63 64044 化学工業 中止・消滅 日揮（株） 436

SLV 101 エルサルバドル 金属機械工業開発計画調査 51～52 52296 機械工業 中止・消滅 （株）野村総合研究所 437

URY 101 ウルグアイ 紙パルプ産業開発計画調査 55 44387 その他工業 進行・活用 新王子製紙(株) 438

URY 102 ウルグアイ 衣料産業振興計画 2～4 202562 その他工業 進行・活用 CRC海外協力（株） 439

URY 103 ウルグアイ ウルグアイ東方共和国林産工業開発基本計画 10～11 160730 その他工業 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 440
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VEN 101 ベネズエラ 中小企業振興計画 12～13 249680 工業一般 遅延 ユニコインターナショナル(株) 441

KIR 101 キリバス 太陽光発電地方電化計画 2～5 188364 新・再生エネルギー 進行・活用 （株）四電技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 442

SLB 101 ソロモン 長期電力開発マスタープラン調査 10～12 161494 エネルギー一般 遅延
東電設計（株）･
アイシーネット株式会社

443

BGR 101 ブルガリア 省エネルギー計画 3～5 261674 エネルギー一般 進行・活用 （財）省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ 444

BGR 102 ブルガリア 鉄鋼産業再構築及び近代化計画調査 5～7 470328 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用
川崎製鉄（株）･
住友金属工業(株)

445

HUN 101 ハンガリー 省エネルギー計画 2～3 155473 エネルギー一般 進行・活用 (財)省エネルギーセンター 446

HUN 102 ハンガリー 中小企業振興計画調査 12 198528 工業一般 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）･
株式会社三和総研

447

POL 101 ポーランド 国有企業リストラクチャリング計画 8～9 147824 工業一般 進行・活用
(株)サイエス･
(財)国際開発センター

448

POL 102 ポーランド 省エネルギー計画マスタープラン調査 8～11 394033 エネルギー一般 進行・活用
（財）省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ･
財団法人日本エネルギー経済研究所

449

PRT 101 ポルトガル アベイロ・ビゼウ地域工業振興総合計画 3～4 165460 工業一般 進行・活用 ユニコ　インターナショナル(株) 450

ROM 101 ルーマニア 有害廃棄物管理計画 13～15 296858 その他 進行・活用
㈱エックス都市研究所･
三井金属資源開発

451

LTA 101 リトアニア パルプ･製紙工業開発計画調査 11～12 177401 その他工業 遅延 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 452

SLO 101 スロベニア マリボール市産業廃水予備処理及び使用合理化計画調査 10～12 130535 その他 進行・活用 （財）造水促進ｾﾝﾀｰ 453
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資源調査

案件No. 国名 案件名 予算年度 実績額 分野 実施状況 調査担当コンサルタント名 ページ数

IDN 201 インドネシア オンビリン石炭開発計画調査 52～54 180878 ガス・石炭・石油 進行・活用 住友石炭鉱業（株） 455

IDN 202 インドネシア ルンプール地熱開発計画調査 55～58 422614 新・再生エネルギー 中止・消滅 西日本技術開発（株） 456

MYS 201 マレーシア マレイシアサバ州石炭探査・評価調査 8～11 265020 エネルギー一般 進行・活用
三井鉱山ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）･
日鉱探開(株)

457

THA 201 タイ 石炭探査・評価 7～9 370157 鉱業 進行・活用 三菱ﾏﾃﾘｱﾙ（株） 458

TUR 201 トルコ ゾングルダック炭田海域部開発計画調査 55～57 164162 ガス・石炭・石油 進行・活用 (株)ダイヤコンサルタント 459

MWI 201 マラウイ ヌギヤナ（ガーナ）炭田石炭開発計画調査 52 47100 ガス・石炭・石油 遅延 海外石炭開発（株） 460

SWZ 201 スワジランド 石炭開発計画調査 55～57 228136 ガス・石炭・石油 進行・活用 住友石炭鉱業（株） 461

TZA 201 タンザニア 天然ソーダ灰開発計画調査 50～51 29222 鉱業 遅延 日本ソーダ工業会 462

ARG 201 アルゼンチン ネウケン州北部地熱開発計画調査 56～59 342235 新・再生エネルギー 進行・活用 日鉱探開（株） 463

CHL 201 チリ プチュルディサ地区地熱開発計画調査 53～56 145370 新・再生エネルギー 進行・活用
三菱マテリアル資源開発（株）･
日鉱探開(株)

464

COL 201 コロンビア 石炭開発計画調査 50～51 44696 ガス・石炭・石油 進行・活用 海外石炭開発（株） 465

COL 202 コロンビア カウカ河渓地域石炭開発調査 51～52 43332 ガス・石炭・石油 中止・消滅 海外石炭開発（株） 466

CRI 201 コスタリカ バハ・タラマンカ石炭開発計画調査 56～57 78660 ガス・石炭・石油 中止・消滅
共同事業体：代表･
(株)ダイヤコンサルタント

467

GTM 201 グアテマラ 地熱発電開発計画調査（第三次）
47～48･
51～52

88603 新・再生エネルギー 進行・活用 三菱マテリアル資源開発（株） 468

MEX 201 メキシコ ラ・プリマベーラ地熱開発計画調査 59～63 707997 新・再生エネルギー 遅延 日本重化学工業（株） 469
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ASEAN諸国プラントリノベーション協力調査

案件No. 国名 案件名 予算年度 実績額 分野 実施状況 調査担当コンサルタント名 ページ数

IDN 301 インドネシア プラント（紙・パルプ）リノベーション計画調査 58～59 81083 その他工業 実施済 本州製紙（株） 471

IDN 302 インドネシア プラント（苛性ソーダ）リノベーション計画調査 58～59 51571 化学工業 遅延・中断
ﾕﾆｺ　ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株)･
(社)日本プラント協会

472

IDN 303 インドネシア プラント（紡績工場）リノベーション計画調査 59 48883 その他工業 実施済 東洋紡エンジニアリング(株) 473

IDN 304 インドネシア プリオク火力発電所リノベーション協力計画調査 59～60 44105 火力発電 実施済 西日本技術開発（株） 474

IDN 305 インドネシア ﾌﾟﾗﾝﾄ（チェプ製油所）ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画調査 60 60491 化学工業 遅延・中断 東洋エンジニアリング(株) 475

IDN 306 インドネシア ﾌﾟﾗﾝﾄ（ｼﾞｬｶﾙﾀ鋳物ｾﾝﾀｰ）ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画調査 60 79803 機械工業 実施済 石川島播磨重工業（株） 476

IDN 307 インドネシア ﾌﾟﾗﾝﾄ（ﾊﾞﾃｨｯｸ織布工場）ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画調査 60～61 46149 その他工業 具体化準備中 (社)日本プラント協会 477

PHL 301 フィリピン プラント（紙・パルプ）リノベーション計画調査 59 76144 その他工業 実施済
新王子製紙(株)･
本州製紙(株)

478

PHL 302 フィリピン ﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ（ﾙｿﾝ島送電網）計画調査 59～60 67476 送配電 実施済 西日本技術開発（株） 479

PHL 303 フィリピン ﾌﾟﾗﾝﾄ（ｱｲﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ）ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画調査 60～61 60773 窯業 中止・消滅 小野田エンジニアリング(株) 480

THA 301 タイ 南ﾊﾞﾝｺｸ火力発電所ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ協力計画調査 59 62722 火力発電 実施済 (株)EPDCｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 481
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中国工場近代化調査

案件No. 国名 案件名 予算年度 実績額 分野 実施状況 調査担当コンサルタント名 ページ数

CHN 401 中華人民共和国 工場（冷蔵庫・洗濯機）近代化計画調査－北京 56～57 24702 機械工業 進行・活用 （株）日本電子機械工業会 483

CHN 402 中華人民共和国 工場（民生用電子）近代化計画調査－上海 56～57 26706 機械工業 進行・活用 （株）日本電子機械工業会 484

CHN 403 中華人民共和国 工場（ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ）近代化計画調査－上海、無錫 56～57 25571 化学工業 進行・活用 (社)東日本ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ造形工業協会 485

CHN 404 中華人民共和国 工場（メカニズム・スピーカー）近代化計画調査－天津 57～58 23492 機械工業 進行・活用
（株）日本電子機械工業会･
シャープ(株)

486

CHN 405 中華人民共和国 工場（ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ）近代化計画調査－天津 57～58 35620 化学工業 進行・活用 (社)東日本ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ成形工業協会 487

CHN 406 中華人民共和国 工場（家具）近代化計画調査－烟台 58 19703 その他工業 進行・活用 （社）国際家具産業振興会 488

CHN 407 中華人民共和国 工場（光学機器）近代化計画調査－天津 58 17521 機械工業 進行・活用 （社）日本分析機器工業会 489

CHN 408 中華人民共和国 工場（ガラス）近代化計画調査－上海 58 17962 窯業 進行・活用 （社）日本硝子製品工業会 490

CHN 409 中華人民共和国 工場（ポリバリコン）近代化計画調査－上海 58 12755 機械工業 進行・活用
（株）日本電子機械工業会･
東光(株)

491

CHN 410 中華人民共和国 工場（計器）近代化計画調査－合肥 59 27647 機械工業 進行・活用 三菱油化ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株) 492

CHN 411 中華人民共和国 工場（制御整流素子）近代化計画調査－上海 58～59 22472 機械工業 進行・活用 （社）日本電子工業振興協会 493

CHN 412 中華人民共和国 工場（ボールペンインキ）近代化計画調査－上海 58～59 18534 化学工業 中止・消滅 (株)トンボ鉛筆 494

CHN 413 中華人民共和国 工場（整流器）近代化計画調査－上海 59 13842 機械工業 進行・活用
（社）日本電気工業会･
東芝(株)

495

CHN 414 中華人民共和国 工場（鉄鋼）近代化計画調査－無錫 59～60 45326 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用 （社）日本鉄鋼連盟 496

CHN 415 中華人民共和国 工場（重機械）近代化計画調査（斉斉哈尓市） 59～60 61295 機械工業 進行・活用 (社)日本プラント協会 497

CHN 416 中華人民共和国 工場（大冶冶金）近代化計画調査 59～60 55964 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用
(株)テクノ大手･
(財)日本品質保証機構

498

CHN 417 中華人民共和国 工場（大連化学）近代化計画調査 59～60 39213 化学工業 進行・活用
ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ(株)･
日産化学工業(株)

499

CHN 418 中華人民共和国 工場（錦西化学）近代化計画調査 59～60 62651 化学工業 進行・活用 千代田化工建設（株） 500

CHN 419 中華人民共和国 工場（南京化学）近代化計画調査 59～60 62796 化学工業 遅延 三菱油化ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株) 501

CHN 420 中華人民共和国 工場（セメント）近代化計画調査 59～60 66102 窯業 進行・活用 宇部興産（株） 502

CHN 421 中華人民共和国 工場（金型）近代化計画調査 59～60 42703 機械工業 進行・活用 昭和テクノシステム(株) 503

CHN 422 中華人民共和国 工場（新建機械）近代化計画調査 60～61 47710 機械工業 進行・活用 石川島播磨重工業（株） 504

CHN 423 中華人民共和国 工場（山東莱蕪鋼鉄廠）近代化計画調査 60～61 64586 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用
（社）日本鉄鋼連盟･
日本鋼管(株)

505

CHN 424 中華人民共和国 工場（上海第十鋼鉄廠）近代化計画調査 60～61 29129 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用
（社）日本鉄鋼連盟･
新日本製鉄(株)

506
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案件No. 国名 案件名 予算年度 実績額 分野 実施状況 調査担当コンサルタント名 ページ数

CHN 425 中華人民共和国 工場（石家庄鋼鉄廠）近代化計画調査 60～61 37699 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用 （社）日本鉄鋼連盟 507

CHN 426 中華人民共和国 工場（無錫電気ケーブル）近代化計画調査 60～61 56882 その他工業 進行・活用 ﾕﾆｺ　ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) 508

CHN 427 中華人民共和国 工場（濱州ピストン）近代化計画調査 60～61 58797 機械工業 進行・活用 (社)日本プラント協会 509

CHN 428 中華人民共和国 工場（瀋陽・大連ガラス）近代化計画調査 60～61 83914 窯業 進行・活用 ﾕﾆｺ　ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) 510

CHN 429 中華人民共和国 広西大廠銅坑鉱山近代化計画調査 61～62 46003 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用 三井金属資源開発（株） 511

CHN 430 中華人民共和国 工場（合肥化工廠）近代化計画調査 61～62 31922 化学工業 進行・活用 電気化学工業（株） 512

CHN 431 中華人民共和国 工場（貴州アルミニウム）近代化計画調査 61～62 32928 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用 ﾕﾆｺ　ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) 513

CHN 432 中華人民共和国 工場（襄陽ベアリング）近代化計画調査 61～62 11116 機械工業 進行・活用 ﾕﾆｺ　ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) 514

CHN 433 中華人民共和国 工場 （常州トラクター）近代化計画調査 61～62 20803 機械工業 進行・活用
ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ(株)･
井関農機(株)

515

CHN 434 中華人民共和国 工場 （瀋陽第一砂輪廠）近代化計画調査 61～62 34021 窯業 進行・活用 ﾕﾆｺ　ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) 516

CHN 435 中華人民共和国 工場 （瀋陽鋳造廠）近代化計画調査 61～62 6691 機械工業 中止・消滅 石川島播磨重工業（株） 517

CHN 436 中華人民共和国 工場 （重慶ポンプ廠）近代化計画調査 61～62 6981 機械工業 進行・活用 石川島播磨重工業（株） 518

CHN 437 中華人民共和国 工場 （重慶合成化工廠）近代化計画調査 62～63 65460 化学工業 進行・活用 三菱油化ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株） 519

CHN 438 中華人民共和国 工場 （鄭州ボーリング）近代化計画調査 62～63 54682 機械工業 進行・活用 鉱研工業（株） 520

CHN 439 中華人民共和国 工場（瀋陽医療器機廠）近代化計画調査 62～63 55432 機械工業 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 521

CHN 440 中華人民共和国 工場（南昌バルブ工場）近代化計画調査 62～63 48765 機械工業 中止・消滅 岡野バルブ製造(株) 522

CHN 441 中華人民共和国 工場（韶関ショベル）近代化計画調査 62～63 63764 機械工業 進行・活用 石川島播磨重工業（株） 523

CHN 442 中華人民共和国 工場（湖南印刷機械）近代化計画調査 63 38911 機械工業 進行・活用 三菱重工業（株） 524

CHN 443 中華人民共和国 工場（上海大隆機械）近代化計画調査 63 9662 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用 大同特殊鋼（株） 525

CHN 444 中華人民共和国 工場（力風塑料成型機）近代化計画調査 62～63 49118 機械工業 進行・活用 （株）日本製鋼所 526

CHN 445 中華人民共和国 工場（陜西印刷機器）近代化計画調査 63～1 51693 機械工業 進行・活用 富士機械工業（株） 527

CHN 446 中華人民共和国 工場（上海合金工場）近代化計画調査 63～1 39223 機械工業 進行・活用 (株)古河テクノマテリアル 528

CHN 447 中華人民共和国 工場（蘭州石油化工機器）近代化計画調査 63～1 53598 機械工業 進行・活用 石川島播磨重工業（株） 529

CHN 448 中華人民共和国 工場（四川空気分離設備工場）近代化計画調査 63～1 76461 機械工業 進行・活用 石川島播磨重工業（株） 530

CHN 449 中華人民共和国 工場（丹東工程液圧機械）近代化計画調査 1～2 53447 機械工業 進行・活用 石川島播磨重工業（株） 531
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CHN 450 中華人民共和国 工場（揚州捺染）近代化計画調査 1～2 45880 その他工業 進行・活用 東洋紡ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株) 532

CHN 451 中華人民共和国 工場（四川江北機械）近代化計画調査 2 64709 機械工業 進行・活用 石川島播磨重工業（株） 533

CHN 452 中華人民共和国 工場（湘潭圧縮機）近代化計画調査 2 61962 機械工業 遅延 石川島播磨重工業（株） 534

CHN 453 中華人民共和国 工場（常州絶縁材料総廠）近代化計画 2 50383 化学工業 遅延 三菱化工ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株） 535

CHN 454 中華人民共和国 工場（南京第二鋼鉄廠）近代化計画調査 2 38910 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用 大同特殊鋼（株） 536

CHN 455 中華人民共和国 工場（北京第三綿紡織）近代化計画調査 2 51471 その他工業 進行・活用 東洋紡ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株) 537

CHN 456 中華人民共和国 工場（遼陽製薬機械）近代化計画調査 2 54528 機械工業 遅延 ﾕﾆｺ　ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) 538

CHN 457 中華人民共和国 工場（鞍山紅旗トラクター）近代化計画 2～3 56700 機械工業 遅延 石川島播磨重工業（株） 539

CHN 458 中華人民共和国 工場（湖北機械）近代化計画 2～3 58492 機械工業 進行・活用 三菱重工業（株） 540

CHN 459 中華人民共和国 工場（広州鋼管）近代化計画 2～3 37950 機械工業 進行・活用 住友金属工業（株） 541

CHN 460 中華人民共和国 工場（広州油脂化学）近代化計画 2～3 53477 化学工業 遅延 ﾕﾆｺ　ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) 542

CHN 461 中華人民共和国 工場（山東栖霞工具総工場）近代化計画 2～3 53733 機械工業 進行・活用 石川島播磨重工業（株） 543

CHN 462 中華人民共和国 工場（上海紡織総架）近代化計画 2～3 53752 その他工業 進行・活用 ﾕﾆｺ　ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) 544

CHN 463 中華人民共和国 工場（瀋陽毛巾）近代化計画 2～3 50532 その他工業 進行・活用 東洋紡ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株) 545

CHN 464 中華人民共和国 工場（羅定ラミー）近代化計画調査 4 67718 その他工業 進行・活用 ﾕﾆｺ　ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) 546

CHN 465 中華人民共和国 工場（太原西山石膏）近代化計画調査 3～4 43177 その他工業 進行・活用
小野田ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)･
2000年10月1日より太平洋エンジニリング（株）に改称

547

CHN 466 中華人民共和国 工場（浦源建設機械）近代化計画調査 4 75958 機械工業 進行・活用 三菱重工業（株） 548

CHN 467 中華人民共和国 工場（嘉興毛紡績）近代化計画調査 4 85551 その他工業 進行・活用 ﾕﾆｺ　ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) 549

CHN 468 中華人民共和国 工場（本渓市助剤）近代化計画 4～5 58814 その他 遅延
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）･
(株)三祐コンサルタンツ

550

CHN 469 中華人民共和国 工場（瀋陽建設機械）近代化計画 4～5 64907 機械工業 進行・活用 石川島播磨重工業（株） 551

CHN 470 中華人民共和国 工場（四川第一綿紡織染色）近代化計画調査 4～5 80865 その他工業 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 552

CHN 471 中華人民共和国 工場（無錫工作機械）近代化計画 4～5 72351 機械工業 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）･
(株)三祐コンサルタンツ

553

CHN 472 中華人民共和国 工場（無錫動力機）近代化計画 4～5 59598 機械工業 進行・活用 三菱重工業（株） 554

CHN 473 中華人民共和国 工場（揚州ディーゼルエンジン）近代化計画調査 5～6 74179 機械工業 進行・活用 石川島播磨重工業（株） 555

CHN 474 中華人民共和国 工場（南通風機）近代化計画調査 5～6 67400 機械工業 進行・活用 ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ(株) 556
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CHN 475 中華人民共和国 工場（上海送風機）近代化計画調査 4～6 67377 機械工業 進行・活用 三菱油化ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株） 557

CHN 476 中華人民共和国 工場（丹東フィルター）近代化計画調査 5～6 62566 機械工業 遅延 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 558

CHN 477 中華人民共和国 工場（常州フォークリフト）近代化計画調査 5～6 69525 機械工業 進行・活用 ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ(株) 559

CHN 478 中華人民共和国 工場（合肥鉱山機器）近代化計画調査 5～6 74976 機械工業 進行・活用 石川島播磨重工業（株） 560

CHN 479 中華人民共和国 工場（東方絶縁材料）近代化計画調査 5～6 63938 機械工業 進行・活用
三菱重工業（株）･
ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）

561

CHN 480 中華人民共和国 工場（無錫汚染処理機器）近代化計画調査 5～6 65295 機械工業 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 562

CHN 481 中華人民共和国 工場（濱陽電機）近代化計画調査 5～6 59156 機械工業 進行・活用 株式会社　サイエス　 563

CHN 482 中華人民共和国 工場（蘇州試験器）近代化計画調査 6～7 64073 機械工業 遅延
富士テクノサーベイ(株)･
ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）

564

CHN 483 中華人民共和国 工場（蘇州紡績器材）近代化計画調査 6～7 58492 機械工業 進行・活用 ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株） 565

CHN 484 中華人民共和国 工場（揚州シリンダーライナー）近代化計画調査 6～7 58574 機械工業 遅延 （財）素形材ｾﾝﾀｰ 566

CHN 485 中華人民共和国 工場（常熟キャブレター）近代化計画調査 6～7 59996 機械工業 進行・活用 (株)サイエス 567

CHN 486 中華人民共和国 工場（無錫無線パーツ第２）近代化計画調査 6～7 72814 機械工業 遅延 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 568

CHN 487 中華人民共和国 工場（無錫ポンプ）近代化計画調査 6～7 62434 機械工業 遅延 ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ(株) 569

CHN 488 中華人民共和国 工場（安慶ピストンリング）近代化計画調査 7 58328 機械工業 遅延 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 570

CHN 489 中華人民共和国 工場（武進電気機器）近代化計画調査 7～8 59638 機械工業 進行・活用 (株)サイエス 571

CHN 490 中華人民共和国 工場（蘇州医療器械）近代化計画調査 7～8 57053 機械工業 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 572

CHN 491 中華人民共和国 工場（大連燃料噴射ポンプ・ノズル）近代化計画調査 7～8 37338 機械工業 進行・活用
高圧ｶﾞｽ保安協会･
ﾌﾟﾛｱｸﾄｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株)

573

CHN 492 中華人民共和国 工場（鄂州金属ネット）近代化計画調査 7～8 47470 機械工業 進行・活用 ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ(株) 574

CHN 493 中華人民共和国 工場（山東トラクター）近代化計画調査 7～8 70972 機械工業 進行・活用
（財）素形材ｾﾝﾀｰ･
神鋼リサーチ(株)

575

CHN 494 中華人民共和国 工場（河南紡績機械）近代化計画調査 7～8 61033 機械工業 進行・活用 富士ﾃｸﾉｻｰﾍﾞｲ（株） 576

CHN 495 中華人民共和国 工場（乾安亜麻紡績）近代化計画調査 7～8 59134 その他 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 577

CHN 496 中華人民共和国 工場（江蘇錫鋼集団）近代化計画調査 7～8 64115 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用
神鋼ﾘｻｰﾁ（株）･
(株)神戸製鋼所

578

CHN 497 中華人民共和国 工場（宝鶏照明電器）近代化計画 8～9 77168 機械工業 進行・活用 富士ﾃｸﾉｻｰﾍﾞｲ（株） 579

CHN 498 中華人民共和国 工場（宝鶏市機械工業セクター）近代化計画 8～9 162797 機械工業 遅延
（財）素形材ｾﾝﾀｰ･
神鋼リサーチ(株)

580

CHN 499 中華人民共和国 工場（宝鶏ビール・アルコール）近代化計画 8～9 74110 その他工業 遅延 (株)サイエス 581
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CHN 500 中華人民共和国 工場（太原重型機械）近代化計画 8～9 77776 機械工業 進行・活用
（財）素形材ｾﾝﾀｰ･
(株)神戸製鋼所

582

CHN 501 中華人民共和国 工場（太原工具）近代化計画 8～9 80484 機械工業 遅延 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 583

CHN 502 中華人民共和国 工場（太原化学工場－有機化工）近代化計画 8～9 99835 化学工業 進行・活用 三菱化学ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株） 584

CHN 503 中華人民共和国 工場（太原化学工場－化学）近代化計画 8～9 84776 化学工業 進行・活用 三菱化学ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株） 585

CHN 504 中華人民共和国 中国工場（雲南タイヤ）近代化計画調査 10 45142 化学工業 遅延 ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ(株) 586

CHN 505 中華人民共和国 中国工場（雲南化工）近代化計画調査 9～10 40743 化学工業 遅延 三菱化学ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株） 587

CHN 506 中華人民共和国 中国工場（雲南燐鉱山溶性燐肥）近代化計画調査 9～10 48761 化学工業 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 588

CHN 507 中華人民共和国 中国工場（昆明市機械工業セクター）近代化計画調査 9～10 85241 機械工業 遅延
ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）･
富士テクノサーベイ(株)

589

CHN 508 中華人民共和国 中国工場（蚌埠ガラス）近代化計画調査 9～10 35747 化学工業 進行・活用 ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ(株) 590

CHN 509 中華人民共和国 中国工場（豊阜天兎毛紡績）工場近代化計画調査 9～10 69667 その他工業 進行・活用 (株)サイエス 591

CHN 510 中華人民共和国 中国工場（煙台市機械部品工業セクター）近代化計画 10～11 131126 機械工業 進行・活用 富士ﾃｸﾉｻｰﾍﾞｲ（株） 592

CHN 511 中華人民共和国 中国工場（綿陽新華内燃機）近代化計画 10～11 62798 機械工業 遅延 (株)サイエス 593

CHN 512 中華人民共和国 中国工場（綿陽セメントセクター）近代化計画 10～11 133283 化学工業 進行・活用 小野田ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株） 594

CHN 513 中華人民共和国 中国工業（鞍山第一圧延）近代化計画 10～11 63935 鉄鋼・非鉄金属 遅延 神鋼ﾘｻｰﾁ（株） 595

CHN 514 中華人民共和国 工場(長春市機械工業セクター)近代化計画調査 11～12 180372 機械工業 進行・活用
ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）･
富士テクノサーベイ（株）

596

CHN 515 中華人民共和国 中国工場（韶関市機械工業セクター）近代化 12～13 172028 工業一般 進行・活用 富士ﾃｸﾉｻｰﾍﾞｲ（株） 597

CHN 516 中華人民共和国 中国工場（青島市化学工場セクター）近代化 12～13 124379 工業一般 進行・活用 三菱化学ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株） 598

CHN 517 中華人民共和国 中国工場（南通市自動車部品セクター）近代化 12～13 136200 工業一般 遅延 (株)サイエス 599
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IDN 801 インドネシア 北スマトラ小水力地方電化計画調査 4～6 222608 水力発電 一部実施済 日本工営（株） 601

MNG 701 モンゴル ウランバートル第４火力発電所改修計画支援開発調査 13～14 179818 火力発電 実施中 電源開発（株） 602

BGD 801 バングラデシュ 自動車修理工場建設計画調査 54 7607 その他工業 実施済 日本技術開発（株） 603

IND 801 インド バンプール製鉄所近代化計画調査 61 139977 鉄鋼・非鉄金属 中止・消滅 （社）日本鉄鋼連盟 604

IND 802 インド アンドラプラデシュ州配電改善計画調査 14～15 158983 エネルギー一般 具体化準備中 電源開発(株） 605

PAK 801 パキスタン ウェストワーフ火力発電所建設計画調査（Ｄ／Ｄ） 63～1 253702 火力発電 遅延・中断 東電設計（株） 606

LKA 802 スリランカ 水力発電最適化計画調査 13～15 210304 エネルギー一般 具体化準備中
電源開発(株）
日本工営(株）

607

UZB　701 ウズベキスタン タシケント火力発電所近代化事業詳細設計調査 15～16 245948 エネルギー一般 具体化進行中 東電設計株式会社 608

CHL 801 チリ コデルコ社工場近代化計画調査 60～61 61324 機械工業 実施済 石川島播磨重工業（株） 609

その他調査（M/P）

案件No. 国名 案件名 予算年度 実績額 分野 実施状況 調査担当コンサルタント名 ページ数

IDN 901 インドネシア エネルギー需給データバンク計画調査 53～55 69418 その他 進行・活用 (財)日本エネルギー経済研究所 610

IDN 902 インドネシア 石油探鉱生産データバンクシステム開発計画調査 53～56 194005 その他 進行・活用 日本ｵｲﾙｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株) 611

IDN 903 インドネシア エネルギー需給計画策定システム開発技術協力調査 56～57 29717 その他 中止・消滅 (財)日本エネルギー経済研究所 612

IDN 904 インドネシア 貿易商業統計システム開発計画調査 56～57 38394 その他 進行・活用
（株）三菱総合研究所･
(株)ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

613

PHL 901 フィリピン サンロケ多目的ダム（水質予測）開発計画調査 58～60 161332 その他 進行・活用
日鉱探開（株）･
日本工営(株)

614

SGP 901 シンガポール 石炭火力発電所及び一貫製鉄所設立に係る環境への影響調査 55～60 272606 その他 進行・活用 (社)産業環境管理協会 615

CHN 901 中華人民共和国 特許情報検索システム開発計画調査 59～60 32063 その他 進行・活用
(財)日本特許情報機構･
(株)三祐コンサルタンツ

616

CHN 902 中華人民共和国 徳興銅鉱山鉱廃水処理計画詳細設計調査 8～9 169757 その他 進行・活用
千代田ﾃﾞｲﾑｽ･ｱﾝﾄﾞ･ﾑｰｱ（株）･
千代田化工建設(株)

617

LKA 901 スリランカ 工業分野（メッキ産業）振興開発計画アフターケア 8～9 89044 鉄鋼・非鉄金属 遅延
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）･
富士テクノサーベイ(株)

618

ARE 901 アラブ首長国連邦 太陽熱利用海水淡水化技術協力調査 55～56 31946 工業一般 進行・活用 (財)ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ振興協会 619

SAU 901 サウジアラビア 海水淡水化技術協力計画調査 56～60 1377679 その他 進行・活用 （財）造水促進ｾﾝﾀｰ 620

LBR 901 リベリア セントジョン川水力発電開発計画調査 55～57 200206 水力発電 中止・消滅 アジア航測(株) 621

MLI 901 マリ ナラ地域太陽光発電揚水計画調査 4～6 337768 新・再生エネルギー 遅延 日本工営（株） 622

TON 901 トンガ 情報処理システム開発計画調査 58～59 37663 その他 中止・消滅 三井情報開発（株） 623
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経済開発部フォローアップ調査　対象618案件及び調査状況（地域別）

ASEAN諸国

案件No. 国名 案件名 予算年度 実績額 分野 実施状況 調査担当コンサルタント名 ページ数

BRN 001 ブルネイ セメント工場建設計画調査 57 12477 窯業 遅延・中断 三菱鉱業セメント(株) 1

KHM 001 カンボジア シアヌークヴィル・コンバインドサイクル発電開発計画調査 11～13 248316 火力発電 遅延・中断 (株)ニュージェック 2

KHM 101 カンボジア プノンペン市及びシェムリアップ市電力復興ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ 4～5 161471 エネルギー一般 進行・活用
日本工営（株）
東電設計（株）

267

KHM 102 カンボジア 電力技術基準及びガイドライン整備計画調査 14～15 175048 エネルギー一般 進行・活用
電源開発(株）、中部電力(株）
プロアクトインターナショナル(株）

268

IDN 001 インドネシア ウジュンパンダン工業団地建設計画調査 51 9187 工業一般 実施済 (株)野村総合研究所 3

IDN 002 インドネシア サダン川水系バカル水力発電開発計画調査 49～52 125653 水力発電 実施済 (株)ニュージェック 4

IDN 003 インドネシア アチェ尿素肥料工場建設計画調査 52～53 89688 化学工業 実施済 (社)日本プラント協会 5

IDN 004 インドネシア ブキットアサム石炭火力発電計画調査 52 58394 火力発電 実施済 電源開発(株) 6

IDN 005 インドネシア マウン水力発電開発計画調査 53～55 252755 水力発電 具体化準備中 日本工営(株) 7

IDN 006 インドネシア 北スマトラ送電網開発計画調査 54～55 35446 送配電 実施済 日本工営（株） 8

IDN 007 インドネシア メダン鋳物センター建設計画評価調査 55～56 37141 機械工業 中止・消滅
(社)日本プラント協会
(財)総合鋳物センター

9

IDN 008 インドネシア サワルント（オンビリン）石炭開発計画調査 55～56 72864 ガス・石炭・石油 実施済 住友石炭鉱業（株） 10

IDN 009 インドネシア コンドーム製造工場設立計画調査 56 40736 その他工業 実施済 相模ゴム工業(株) 11

IDN 010 インドネシア アサハン水力発電開発計画調査 55～57 154049 水力発電 遅延・中断 日本工営（株） 12

IDN 011 インドネシア リアムキワ水力発電開発計画調査 55～57 199376 水力発電 中止・消滅 日本工営（株） 13

IDN 012 インドネシア コタパンジャン水力発電開発計画調査 56～58 219308 水力発電 実施中
東電設計（株）
北電興業

14

IDN 013 インドネシア 砂糖副産物利用工業開発計画調査 57～58 48953 新・再生エネルギー 遅延・中断
ケイエフエンジニアリング(株)
(社)日本プラント協会

15

IDN 014 インドネシア ルヌン水力発電開発計画調査 58～59 147335 水力発電 実施中 日本工営（株） 16

IDN 015 インドネシア 東部ジャワ送電網整備計画調査 58～59 95445 送配電 実施済 (株)ニュージェック 17

IDN 016 インドネシア プラント機器製造産業振興計画調査 59 105163 機械工業 実施済 (社)日本プラント協会 18

IDN 017 インドネシア 中部スマトラ電力系統開発計画調査 59～61 102494 エネルギー一般 実施中 東電設計（株） 19

IDN 018 インドネシア 第2製鉄所建設計画調査（ステップ3） 59～62 101905 鉄鋼・非鉄金属 中止・消滅 （社）日本鉄鋼連盟 20
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案件No. 国名 案件名 予算年度 実績額 分野 実施状況 調査担当コンサルタント名 ページ数

IDN 019 インドネシア ラナウ水力発電開発計画調査 60～62 96684 水力発電 遅延・中断 日本工営（株） 21

IDN 020 インドネシア 発電機修理工場リノベーション計画調査 61～62 60268 機械工業 実施済 日本工営（株） 22

IDN 021 インドネシア ジャンビ天然ガス利用開発計画調査 62～63 121920 ガス・石炭・石油 中止・消滅 テクノコンサルタンツ(株) 23

IDN 022 インドネシア チパサン水力発電開発計画調査 59～63 268984 水力発電 遅延・中断 日本工営（株） 24

IDN 023 インドネシア バンコ炭有効利用計画調査 59～63 855955 新・再生エネルギー 中止・消滅 （財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所 25

IDN 024 インドネシア クリンチ地熱開発計画調査 61～63 319789 新・再生エネルギー 遅延・中断 西日本技術開発（株） 26

IDN 025 インドネシア 金属加工業育成センター設立計画調査 62～63 90805 工業一般 中止・消滅
八千代エンジニヤリング(株)
住友ビジネスコンサルティング(株)

27

IDN 026 インドネシア 産業技術情報センター設立計画調査 62～63 111883 その他 中止・消滅 CRC海外協力（株） 28

IDN 027 インドネシア アユン水力発電開発計画調査 61～1 227284 水力発電 遅延・中断 日本工営（株） 29

IDN 028 インドネシア シパンシハポラス水力発電計画 62～2 165020 水力発電 実施中 東電設計（株） 30

IDN 029 インドネシア ブプルン水力発電計画 62～2 249477 水力発電 遅延・中断 (株)アイ・エヌ・エー 31

IDN 030 インドネシア ｻﾝﾀﾞﾝ紡績工場（ﾁﾊﾟﾄﾞﾝ／ﾊﾞﾝｼﾞｬﾗﾝ）ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ計画 2～3 72106 その他工業 遅延・中断 東洋紡エンジニアリング(株) 32

IDN 031 インドネシア ワンプー水力発電開発計画 2～4 272959 水力発電 具体化準備中 東電設計（株） 33

IDN 032 インドネシア 南スマトラ山元火力発電開発計画 2～5 304511 火力発電 具体化準備中 東電設計（株） 34

IDN 033 インドネシア 太陽光発電ハイブリッド・システム地方電化計画 63～5 1085632 新・再生エネルギー 実施済
日本工営（株）
東電設計(株)

35

IDN 034 インドネシア ワルサムソン水力発電開発計画調査 5～7 401882 水力発電 遅延・中断 （株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（PCI） 36

IDN 035 インドネシア チソカン川上流揚水発電開発計画調査 3～7 220641 水力発電 具体化進行中 （株）ﾆｭｰｼﾞｪｯｸ 37

IDN 036 インドネシア ウジュンパンダン石炭火力発電開発計画調査 5～7 302459 火力発電 具体化進行中 （株）ﾆｭｰｼﾞｪｯｸ 38

IDN 037 インドネシア ボコ水力発電計画調査 7～8 203094 水力発電 具体化準備中
電源開発（株）
(株)ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

39

IDN 038 インドネシア 都市ガス網開発計画調査 8～9 220895 ガス・石炭・石油 遅延・中断
大阪瓦斯（株）
(財)日本エネルギー経済研究所

40

IDN 039 インドネシア コナエハ水力発電計画調査（Phase1） 9～10 35502 水力発電 具体化準備中
電源開発（株）
(株)ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

41

IDN 040 インドネシア ケライ2水力発電開発計画調査 8～10 49194 水力発電 遅延・中断 （株）ﾆｭｰｼﾞｪｯｸ 42

IDN 101 インドネシア 都市ガス整備計画調査 49～50 22547 ガス・石炭・石油 進行・活用 東京ガス(株) 269

IDN 102 インドネシア 中小工業振興開発計画調査 60 136714 工業一般 進行・活用
ユニコ　インターナショナル(株)
(社)海外コンサルティング企業協会

270
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IDN 103 インドネシア 産業セクター振興開発計画 1～3 444738 工業一般 進行・活用
日本貿易振興会
住友ビジネスコンサルティング（株）

271

IDN 104 インドネシア 法定計量制度振興計画調査 4～6 132533 工業一般 進行・活用 （財）品質保証機構 272

IDN 105 インドネシア 工業標準・品質管理推進基本計画調査 6～7 166979 工業一般 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
(財)日本規格協会

273

IDN 106 インドネシア 電力セクター総合エネルギー開発計画調査 5～7 184118 エネルギー一般 進行・活用
（財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所
電源開発（株）

274

IDN 107 インドネシア 石炭生産拡大のための人材育成・技術開発マスタープラン 7～8 90040 鉱業 進行・活用
（財）石炭開発技術協力ｾﾝﾀｰ
三井鉱山エンジニアリング（株）

275

IDN 108 インドネシア 工業分野振興開発計画（裾野産業） 7～8 236122 工業一般 進行・活用
（株）日本総合研究所
八千代エンジニアリング（株）

276

IDN 109 インドネシア セラミック原料開発計画 7～8 230142 鉄鋼・非鉄金属 遅延
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
(財)北九州国際技術協力協会

277

IDN 110 インドネシア 新型流れ込み式水力発電導入発展計画 9～10 68468 水力発電 遅延
（株）ﾆｭｰｼﾞｪｯｸ
（株）EPDCインターナショナル

278

IDN 111 インドネシア インドネシアデザイン振興計画 9～11 224063 工業一般 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
（株）三和総合研究所

279

IDN 112 インドネシア インドネシア工業分野振興開発計画（裾野産業）ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査ﾌｪｰｽﾞ1 10～11 141952 工業一般 進行・活用 （株）日本総合研究所 280

IDN 113 インドネシア インドネシア（裾野産業）フォローアップ調査フェーズ2（輸出振興） 11 100722 工業一般 進行・活用 （株）三和総合研究所 281

IDN 114 インドネシア 最適電源開発のための電力セクター開発 13～14 125124 送配電 進行・活用
中部電力株式会社
財団法人日本エネルギー経済研究所

282

IDN 115 インドネシア 再生可能エネルギー利用地方エネルギー供給計画調査 12～15 309539 エネルギー一般 進行・活用
東電設計
日本工営

283

IDN 116 インドネシア APEC地域WTOｷｬﾊﾟｼﾃｨﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ協力ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 13～15 329333 その他 進行・活用 UFJ総合研究所 284

IDN 117 インドネシア 首都圏貿易環境改善計画調査　（経済開発部） 15～16 157416 工業一般 進行・活用
（株）日本港湾コンサルタント
（株）パシフィックコンサルタントインターナショナル

285

IDN 118 インドネシア 中小企業人材育成計画調査　（経済開発部） 15～16 192219 工業一般 進行・活用 ユニコ　インターナショナル（株） 286

IDN 201 インドネシア オンビリン石炭開発計画調査 52～54 180878 ガス・石炭・石油 進行・活用 住友石炭鉱業（株） 455

IDN 202 インドネシア ルンプール地熱開発計画調査 55～58 422614 新・再生エネルギー 中止・消滅 西日本技術開発（株） 456

IDN 301 インドネシア プラント（紙・パルプ）リノベーション計画調査 58～59 81083 その他工業 実施済 本州製紙（株） 471

IDN 302 インドネシア プラント（苛性ソーダ）リノベーション計画調査 58～59 51571 化学工業 遅延・中断
ユニコ　インターナショナル(株)
(社)日本プラント協会

472

IDN 303 インドネシア プラント（紡績工場）リノベーション計画調査 59 48883 その他工業 実施済 東洋紡エンジニアリング(株) 473

IDN 304 インドネシア プリオク火力発電所リノベーション協力計画調査 59～60 44105 火力発電 実施済 西日本技術開発（株） 474

IDN 305 インドネシア ﾌﾟﾗﾝﾄ（チェプ製油所）ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画調査 60 60491 化学工業 遅延・中断 東洋エンジニアリング(株) 475

IDN 306 インドネシア ﾌﾟﾗﾝﾄ（ｼﾞｬｶﾙﾀ鋳物ｾﾝﾀｰ）ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画調査 60 79803 機械工業 実施済 石川島播磨重工業（株） 476
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IDN 307 インドネシア ﾌﾟﾗﾝﾄ（ﾊﾞﾃｨｯｸ織布工場）ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画調査 60～61 46149 その他工業 具体化準備中 (社)日本プラント協会 477

IDN 801 インドネシア 北スマトラ小水力地方電化計画調査 4～6 222608 水力発電 一部実施済 日本工営（株） 601

IDN 901 インドネシア エネルギー需給データバンク計画調査 53～55 69418 その他 進行・活用 (財)日本エネルギー経済研究所 610

IDN 902 インドネシア 石油探鉱生産データバンクシステム開発計画調査 53～56 194005 その他 進行・活用 日本オイルエンジニアリング(株) 611

IDN 903 インドネシア エネルギー需給計画策定システム開発技術協力調査 56～57 29717 その他 中止・消滅 (財)日本エネルギー経済研究所 612

IDN 904 インドネシア 貿易商業統計システム開発計画調査 56～57 38394 その他 進行・活用
（株）三菱総合研究所
(株)ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

613

LAO 001 ラオス セカタム小水力発電開発計画調査 2～3 174819 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 43

LAO 002 ラオス セコン川流域水力発電開発調査 4～7 530315 水力発電 一部実施済
電源開発（株）
(株)ニュージェック

44

LAO 003 ラオス ラオスナムニアップ1水力開発計画調査 10～11 265195 水力発電 具体化進行中 日本工営（株） 45

LAO 004 ラオス ナムニアップ１水力開発計画調査 10～14 236589 水力発電 具体化進行中 日本工営（株） 46

LAO 101 ラオス 国境サバナケット地域経済特別区開発計画調査 12 123231 工業一般 進行・活用
（株）コーエイ総合研究所
日本工営株式会社

287

LAO 102 ラオス 再生可能エネルギー利用地方電化計画調査 10～12 306881 新・再生エネルギー 進行・活用
ﾌﾟﾛｱｸﾄｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
（株）四国総合研究所

288

LAO 103 ラオス 送変電設備マスタープラン調査 13～14 140714 送配電 進行・活用
日本工営（株）
東京電力（株）

289

MYS 001 マレーシア 尿素肥料工場建設計画調査 54～55 56301 化学工業 実施済 (社)日本プラント協会 47

MYS 002 マレーシア クランタン州セメント工場建設計画調査 56 47163 窯業 実施中 宇部興産（株） 48

MYS 003 マレーシア テカイ川水力発電開発計画調査 55～58 689880 水力発電 中止・消滅 東電設計（株） 49

MYS 004 マレーシア テノンパンギ水力発電開発計画調査 58～61 234798 水力発電 中止・消滅
日本工営（株）
電源開発(株)

50

MYS 005 マレーシア クランバレー都市ガス供給開発計画調査 60～62 111144 ガス・石炭・石油 実施済
東京ガス・エンジニアリング(株)
ユニコ　インターナショナル(株)

51

MYS 006 マレーシア サラワク小水力発電開発計画調査 60～63 149534 水力発電 遅延・中断
日本工営（株）
(財)日本品質保証機構

52

MYS 007 マレーシア レビルダム計画調査 61～63 217997 水力発電 中止・消滅 （株）ﾆｭｰｼﾞｪｯｸ 53

MYS 008 マレーシア ハイテク工業団地建設計画 2～3 204005 工業一般 一部実施済 日本工営（株） 54

MYS 009 マレーシア リワグ川小水力発電開発計画 3～4 29998 水力発電 実施済 電源開発（株） 55

MYS 101 マレーシア 石油産業開発計画調査 51～52 205424 ガス・石炭・石油 進行・活用 日本オイルエンジニアリング(株) 290

MYS 102 マレーシア 工業分野開発振興計画 62～2 483950 工業一般 進行・活用
日本貿易振興会
住友ビジネスコンサルティング(株)

291
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MYS 103 マレーシア 工業標準化・品質管理振興計画 3～4 175113 工業一般 進行・活用
ユニコ　インターナショナル(株)
(財)日本規格協会

292

MYS 104 マレーシア SIRIM計量センター拡充計画 4～5 82950 その他 進行・活用
（財）品質保証機構
国際航業(株)

293

MYS 105 マレーシア 工業分野振興計画（裾野産業）調査 5～7 242222 機械工業 進行・活用
（株）日本総合研究所
(株)日本アジア投資

294

MYS 106 マレーシア クリムテクノセンター経営企業調査 6～7 117452 工業一般 進行・活用
（財）日本立地ｾﾝﾀｰ
日本工営(株)

295

MYS 107 マレーシア マレイシア省エネルギー促進計画調査 9～10 126915 エネルギー一般 進行・活用 ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株） 296

MYS 108 マレーシア 裾野産業技術移転計画調査 11～12 221331 機械工業 遅延
（財）素形材ｾﾝﾀｰ
神鋼リサーチ株式会社

297

MYS 109 マレーシア クリーナープロダクション振興計画 12～14 322205 その他 進行・活用 三菱化学エンジニアリング（株） 298

MYS 110 マレーシア 知的財産権行政IT化計画調査 14～15 120874 工業一般 進行・活用
ユニコインターナショナル（株）
富士テクノリサーチ（株）

299

MYS 111 マレーシア APEC地域WTOｷｬﾊﾟｼﾃｨﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ協力ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 13～15 329333 その他 進行・活用 UFJ総合研究所 300

MYS 112 マレーシア 知的財産権行政IT化計画（フェーズ2）　（経済開発部） 15～16 194264 工業一般 進行・活用 ユニコ　インターナショナル（株） 301

MYS 201 マレーシア マレイシアサバ州石炭探査・評価調査 8～11 265020 エネルギー一般 進行・活用
三井鉱山ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）
日鉱探開(株)

457

MYN 001 ミャンマー 製油所建設計画調査 50～51 52323 化学工業 実施済 (社)日本プラント協会 56

MYN 002 ミャンマー チャンギンセメント工場拡張計画調査 53～54 30622 窯業 実施済 小野田エンジニアリング(株) 57

MYN 003 ミャンマー LPG回収計画調査（フェーズ I、II） 56 40942 ガス・石炭・石油 実施済 (社)日本プラント協会 58

MYN 004 ミャンマー LPG総合開発計画（フェーズ III）調査 60 51672 ガス・石炭・石油 中止・消滅
(社)日本プラント協会
コスモ石油(株)

59

MYN 005 ミャンマー ４工業プロジェクト近代化計画調査 62～63 372396 工業一般 中止・消滅 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 60

MYN 101 ミャンマー 農村地域における再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ導入調査 12～15 275451 新・再生エネルギー 進行・活用
日本工営（株）
（財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所

302

PHL 001 フィリピン カガヤンバレイ地域配電計画調査 51～52 46036 送配電 実施済 西日本技術開発（株） 61

PHL 002 フィリピン 一貫製鉄所建設計画調査 53～54 172205 鉄鋼・非鉄金属 中止・消滅 （社）日本鉄鋼連盟 62

PHL 003 フィリピン バギオ地区鉱滓公害防止計画調査 52～53 55193 鉱業 中止・消滅
同和工営（株）
(財)日本品質保証機構

63

PHL 004 フィリピン （アセアン）燐酸肥料工場建設計画調査 53～54 72574 化学工業 実施済 (社)日本プラント協会 64

PHL 005 フィリピン ディドヨン水力発電開発計画調査 53～55 227117 水力発電 遅延・中断
(株)ニュージェック
(株)三祐コンサルタンツ

65

PHL 006 フィリピン アゴス河水力発電開発計画調査 53～55 244752 水力発電 中止・消滅 日本工営（株） 66

PHL 007 フィリピン ビサヤス地域電力系統拡張および連系計画調査 54～55 70657 送配電 実施済 電源開発（株） 67

41



案件No. 国名 案件名 予算年度 実績額 分野 実施状況 調査担当コンサルタント名 ページ数

PHL 008 フィリピン ルソン島超高圧送電系統開発計画調査 55～56 60643 送配電 実施済 (株)ニュージェック 68

PHL 009 フィリピン レイテ送電線計画調査 55～56 117930 送配電 具体化進行中
電源開発（株）
日本工営(株)

69

PHL 010 フィリピン アルコガスプロジェクト（ｱﾙｺｰﾙ工場建設）計画調査 55～57 70337 新・再生エネルギー 中止・消滅 三菱油化エンジニアリング(株) 70

PHL 011 フィリピン 低圧ガス開発計画調査 56～57 11622 ガス・石炭・石油 中止・消滅 直営 71

PHL 012 フィリピン マツノ川開発計画調査 56～58 256104 水力発電 具体化準備中 日本工営（株） 72

PHL 013 フィリピン レイテ・ミンダナオ送電線開発計画調査 57～58 188699 送配電 中止・消滅
電源開発（株）
日本工営(株)

73

PHL 014 フィリピン アクパン・イトゴン地熱開発計画調査 57～60 519294 新・再生エネルギー 中止・消滅 三菱マテリアル資源開発(株) 74

PHL 015 フィリピン 活性炭工業振興開発計画調査 58～60 150838 その他工業 中止・消滅 (社)日本プラント協会 75

PHL 016 フィリピン カリラヤダム修復計画 61 10818 その他 遅延・中断
(株)ニュージェック
(株)三祐コンサルタンツ

76

PHL 017 フィリピン ルソン島包蔵水力調査 59～62 20103 水力発電 具体化準備中 日本工営（株） 77

PHL 018 フィリピン アンブクラオダム修復計画調査 60～62 30083 水力発電 遅延・中断
(株)ニュージェック
(株)三祐コンサルタンツ

78

PHL 019 フィリピン カラカ石炭火力発電所第一号機改善計画調査 61～62 101804 火力発電 実施済 西日本技術開発（株） 79

PHL 020 フィリピン アンガットダム修復計画調査 62～63 67666 水力発電 具体化準備中
（株）ﾆｭｰｼﾞｪｯｸ
(株)三祐コンサルタンツ

80

PHL 021 フィリピン ビンガダム修復計画調査 62～63 66739 水力発電 中止・消滅 (株)ニュージェック 81

PHL 022 フィリピン 石炭火力発電開発計画調査 63～1 165010 火力発電 実施済 電源開発（株） 82

PHL 023 フィリピン マラヤ発電所信頼度向上計画調査 5～6 133423 火力発電 実施済 西日本技術開発（株） 83

PHL 024 フィリピン 送電線運営管理移転計画 8～9 170400 送配電 具体化準備中 東電設計（株） 84

PHL 025 フィリピン 有害産業廃棄物対策（フェーズ２） 13-14 190452 その他 具体化準備中
（株）エックス都市研究所
国際航業（株）

85

PHL 101 フィリピン 石油化学工業開発計画調査 49～50 72379 化学工業 進行・活用
ユニコ　インターナショナル(株)
日揮(株)

303

PHL 102 フィリピン マニラ市火力発電所リハビリテーション計画調査 57 133072 火力発電 進行・活用 西日本技術開発（株） 304

PHL 103 フィリピン 石炭鉱業技術開発調査 62～63 84845 ガス・石炭・石油 進行・活用 （株）ﾀﾞｲﾔｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 305

PHL 104 フィリピン 工業標準化・品質向上計画調査 63～1 149751 工業一般 進行・活用 ユニコ　インターナショナル(株) 306

PHL 105 フィリピン カビテ輸出加工区開発・投資振興計画 1～2 117116 工業一般 進行・活用 ユニコ　インターナショナル(株) 307

PHL 106 フィリピン 工業分野振興開発計画 3～4 469820 工業一般 進行・活用
日本貿易振興会
ユニコ　インターナショナル(株)

308
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PHL 107 フィリピン ルソン系統電力設備修復・維持管理改善計画 3～4 137893 エネルギー一般 進行・活用 西日本技術開発（株） 309

PHL 108 フィリピン 有害産業廃棄物対策（フェーズ１） 13 357644 その他 進行・活用
（株）ｴｯｸｽ都市研究所
国際航業株式会社

310

PHL 109 フィリピン 天然ガス産業開発計画調査 12～13 146111 ガス・石炭・石油 進行・活用
（財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所
大阪ガス(株)

311

PHL 110 フィリピン フィリピン生産統計開発計画 12～13 149057 工業一般 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 312

PHL 111 フィリピン 電力構造改革のためのエネルギー省キャパシティビルディング開発調査 14～15 189542 エネルギー一般 進行・活用
中部電力(株）
(株）三菱総合研究所

313

PHL 112 フィリピン APEC地域WTOｷｬﾊﾟｼﾃｨﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ協力ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 14～15 214659 その他 進行・活用 UFJ総合研究所 314

PHL 113 フィリピン 産業環境マネジメント調査 13～15 196734 その他 進行・活用 （株）エックス都市研究所 315

PHL 114 フィリピン パラワン州電力開発マスタープラン調査　（経済開発部） 14～16 153485 エネルギー一般 進行・活用
中部電力（株）
野村総合研究所（株）

316

PHL 301 フィリピン プラント（紙・パルプ）リノベーション計画調査 59 76144 その他工業 実施済
新王子製紙(株)
本州製紙(株)

478

PHL 302 フィリピン ﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ（ﾙｿﾝ島送電網）計画調査 59～60 67476 送配電 実施済 西日本技術開発（株） 479

PHL 303 フィリピン ﾌﾟﾗﾝﾄ（ｱｲﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ）ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画調査 60～61 60773 窯業 中止・消滅 小野田エンジニアリング(株) 480

PHL 901 フィリピン サンロケ多目的ダム（水質予測）開発計画調査 58～60 161332 その他 進行・活用
日鉱探開（株）
日本工営(株)

614

SGP 101 シンガポール 包装技術センター開発計画 4～5 207290 その他 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
(社)日本包装技術協会

317

SGP 901 シンガポール 石炭火力発電所及び一貫製鉄所設立に係る環境への影響調査 55～60 272606 その他 進行・活用 (社)産業環境管理協会 615

THA 001 タイ バンコク首都圏都市ガス計画調査 49～50 60638 ガス・石炭・石油 遅延・中断 （社）日本プラント協会 86

THA 002 タイ クワイヤイ河下流調整池計画調査 50～51 59637 水力発電 実施済 電源開発（株） 87

THA 003 タイ メーモ肥料工場修復計画調査 52～53 60691 化学工業 中止・消滅 三井化学(株) 88

THA 004 タイ 一貫製鉄所建設計画調査 53～54 141114 鉄鋼・非鉄金属 中止・消滅 （社）日本鉄鋼連盟 89

THA 005 タイ クワイヤイ河上流水力発電開発計画調査 53～55 120727 水力発電 中止・消滅 電源開発（株） 90

THA 006 タイ サムサコン工業団地計画調査 54～55 55482 工業一般 実施済 （株）地域計画連合 91

THA 007 タイ ASEANﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ岩塩・ｿｰﾀﾞ灰工場設立計画評価調査 54～56 124827 化学工業 中止・消滅
日鉄鉱業（株）
ユニコ　インターナショナル(株)

92

THA 008 タイ 石油化学プラント設立計画調査 55～56 52691 化学工業 実施済 ユニコ　インターナショナル(株) 93

THA 009 タイ ナムヤム水力発電開発計画調査 57～58 139841 水力発電 中止・消滅 電源開発（株） 94

THA 010 タイ MAE-SOT地区産ｵｲﾙｼｪｰﾙ利用ｾﾒﾝﾄ工場建設計画調査 57～58 61617 窯業 中止・消滅
小野田エンジニアリング(株)
テクノコンサルタンツ(株)

95
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THA 011 タイ 潤滑油製造プラント建設計画調査 58～59 62941 化学工業 実施済
千代田化工建設（株）
ユニコ　インターナショナル(株)

96

THA 012 タイ 配電指令センター開発計画調査 60～61 51536 送配電 具体化進行中 西日本技術開発（株） 97

THA 013 タイ サンカンペン地熱開発計画調査 56～62 563107 新・再生エネルギー 遅延・中断
日本重化学工業（株）
三井金属資源開発(株)

98

THA 014 タイ ナムユアム川水力発電統合開発計画調査 62～1 235188 水力発電 中止・消滅 電源開発（株） 99

THA 015 タイ ラムタコン揚水発電開発計画 1～3 171964 水力発電 実施中 電源開発（株） 100

THA 016 タイ リグナイトブリケット振興計画 1～3 318462 その他工業 遅延・中断 テクノコンサルタンツ(株) 101

THA 017 タイ シンプン流動床燃焼石炭火力発電計画 2～4 302931 火力発電 中止・消滅 電源開発（株） 102

THA 018 タイ バンサパン工業団地開発計画調査 7～8 210221 工業一般 遅延・中断
日本工営（株）
(財)日本立地センター

103

THA 019 タイ 首都圏配電網システム改善拡張計画調査 6～7 145174 送配電 一部実施済
東電設計（株）
電源開発(株)

104

THA 020 タイ 首都圏送変電設備増強計画 4～5 151541 送配電 一部実施済 電源開発（株） 105

THA 021 タイ ガオ石炭盆総合開発計画調査（フェーズⅠ） 12～13 166391 ガス・石炭・石油 遅延・中断
三菱マテリアル資源開発（株）
三井鉱山エンジニアリング(株)

106

THA 101 タイ 家具産業振興計画調査 49～50 10737 その他工業 進行・活用 (株)コスガ 318

THA 102 タイ ナムパイチャム河水力発電開発計画調査 55～56 93320 水力発電 中止・消滅 電源開発（株） 319

THA 103 タイ バンコク市配電網近代化マスタープラン計画調査 55～7 91036 送配電 進行・活用 (株)EPDCインターナショナル 320

THA 104 タイ 省エネルギープロジェクト開発計画調査 57～59 206764 エネルギー一般 進行・活用 (財)省エネルギーセンター 321

THA 105 タイ 金属加工業振興計画調査 58～59 83429 機械工業 進行・活用
(財)素形材センター
石川島播磨重工業(株)

322

THA 106 タイ ナムユアム川上流域水力発電開発計画調査 60～61 171983 水力発電 中止・消滅 電源開発（株） 323

THA 107 タイ 工業規格・検査・計量制度振興計画調査 61～62 95096 その他 進行・活用
（財）日本規格協会
(財)日本品質保証機構

324

THA 108 タイ ラムチャバン工業基地開発計画調査 62～63 121233 工業一般 進行・活用 （財）日本立地ｾﾝﾀｰ 325

THA 109 タイ 工業用水合理的使用計画調査 61～63 198364 工業一般 進行・活用 共同事業体：代表　(財)造水促進センター 326

THA 110 タイ サムットプラカン工業地区大気汚染環境管理計画調査 62～2 334671 その他 進行・活用 (社)産業環境管理協会 327

THA 111 タイ 工業分野開発振興計画 62～2 476797 工業一般 進行・活用
日本貿易振興会
日本鋼管(株)

328

THA 112 タイ 悪臭防止管理計画 3～5 211827 その他 進行・活用 （株）環境工学ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 329

THA 113 タイ 省エネルギー計画アフターケア調査 5～6 214685 エネルギー一般 進行・活用 （財）省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ 330
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THA 114 タイ 工業分野振興開発計画（裾野産業）調査 5～6 214798 機械工業 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 331

THA 115 タイ タイ生産統計開発計画（フェーズ1） 10～11 144131 工業一般 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
三井情報開発(株)

332

THA 116 タイ タイ工業分野振興開発計画（裾野産業）フォローアップ調査 10～11 133863 工業一般 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
(財)国際開発センター

333

THA 117 タイ タイ国ヒ素汚染地域環境改善計画調査 10～11 197505 鉱業 進行・活用 三井金属資源開発(株） 334

THA 118 タイ ナコンラチャシマ地域産業開発計画調査 11～12 135766 工業一般 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
財団法人国際開発センター

335

THA 119 タイ 生産統計開発計画調査報告書(フェーズ2) 11～12 116781 工業一般 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
三井情報開発株式会社

336

THA 120 タイ バンコク首都圏及び周辺における産業廃棄物管理マスタープラン調査 13-14 314854 その他 進行・活用
国際航業（株）
（株）エックス都市研究所

337

THA 121 タイ APEC地域WTOキャパシティビルディング協力プログラム 13～14 240000 その他 進行・活用 （株）UFJ総合研究所 338

THA 201 タイ 石炭探査・評価 7～9 370157 鉱業 進行・活用 三菱ﾏﾃﾘｱﾙ（株） 458

THA 301 タイ 南ﾊﾞﾝｺｸ火力発電所ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ協力計画調査 59 62722 火力発電 実施済 (株)EPDCインターナショナル 481

VNM 001 ベトナム ダニム電力システム改修計画調査 5～7 303101 水力発電 一部実施済 日本工営（株） 107

VNM 002 ベトナム ハイテクパーク計画M/P及びF/S調査 8～9 373447 工業一般 遅延・中断
日本工営（株）
(財)日本立地センター

108

VNM 003 ベトナム ベトナム・ドンナイ川中流ドンナイ第３、第４連係水力発電計画調査 10～11 249010 水力発電 具体化進行中
日本工営（株）
東電設計（株）

109

VNM 004 ベトナム 鉄鋼圧延工場建設計画調査 11～12 137064 鉄鋼・非鉄金属 実施中 新日本製鐵（株） 110

VNM 101 ベトナム ハノイ地域工業開発計画調査 5～7 326689 工業一般 進行・活用
日本工営（株）
テクノコンサルタンツ(株)

339

VNM 102 ベトナム 全国電力開発計画調査 5～7 245856 エネルギー一般 進行・活用
電源開発（株）
(財)日本エネルギー経済研究所

340

VNM 103 ベトナム 鉄鋼産業振興M/P調査 8～9 342334 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用 新日本製鐵（株） 341

VNM 104 ベトナム 標準化計量・検査 品質管理M/P調査 8～9 178648 その他 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
(財)日本規格協会

342

VNM 105 ベトナム ベトナム中小企業振興計画 10～11 164524 工業一般 進行・活用
（株）野村総合研究所
(財)素形材センター

343

VNM 106 ベトナム 産業公害対策マスタープラン調査(産業廃水) 11～12 214685 その他 進行・活用
（財）国際環境技術移転研究ｾﾝﾀｰ
三菱化学エンジニアリング株式会社

344

VNM 107 ベトナム 北部再生可能エネルギー利用による地方電化計画調査 14 149202 新・再生エネルギー 進行・活用
プロアクトインターナショナル（株）
東北電力（株）

345

VNM 108 ベトナム ピーク対応型電源最適化計画調査　（経済開発部） 14～16 124605 エネルギー一般 進行・活用
東京電力（株）
東電設計（株）

346
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CHN 001 中華人民共和国 五強渓水力発電開発計画調査 54～55 9215 水力発電 実施済 電源開発（株） 111

CHN 002 中華人民共和国 甌江水力発電開発計画調査 55～58 426318 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 112

CHN 003 中華人民共和国 産業廃水処理・再生利用計画 63～2 339607 工業一般 実施中 三菱油化エンジニアリング(株) 113

CHN 004 中華人民共和国 十三陵揚水発電開発計画 1～2 111327 水力発電 実施済 電源開発（株） 114

CHN 005 中華人民共和国 神府東勝鉱区炭質管理システム計画 3～4 204344 ガス・石炭・石油 実施済 三菱ﾏﾃﾘｱﾙ（株） 115

CHN 006 中華人民共和国 神木炭総合利用計画調査 4～6 260373 化学工業 遅延・中断 三菱油化ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株） 116

CHN 007 中華人民共和国 紅石ダム揚水式水力発電所F/S調査 7～9 313569 水力発電 中止・消滅
電源開発（株）
(株)アイ・エヌ・エー

117

CHN 008 中華人民共和国 中華人民共和国中国炭直接液化事業の経済性に係るF/S調査 9～11 270532 エネルギー一般 遅延・中断 財）石炭利用総合センター 118

CHN 009 中華人民共和国 中国神府東勝鉱区水資源総合開発調査 9～12 248524 水力発電 遅延・中断
日本工営（株）
（株）ダイヤモンドコンサルタント

119

CHN 101 中華人民共和国 工業省エネルギー計画調査 59～61 92998 エネルギー一般 進行・活用 (財)省エネルギーセンター 347

CHN 102 中華人民共和国 金型産業振興計画調査 62～63 106939 その他工業 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 348

CHN 103 中華人民共和国 青島輸出加工区開発計画調査 63 136148 工業一般 進行・活用
日本工営（株）
(財)日本立地センター

349

CHN 104 中華人民共和国 徳興銅鉱山鉱廃水処理計画調査 3～7 268306 鉱業 進行・活用 三井金属資源開発（株） 350

CHN 105 中華人民共和国 寧夏石炭資源開発利用計画調査 7～8 113898 鉱業 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
三菱マテリアル(株)

351

CHN 106 中華人民共和国 中国モデル都市（瀋陽市、杭州市）中小企業振興計画 12～13 582319 工業一般 進行・活用
（財）素形材ｾﾝﾀｰ
ユニコインターナショナル(株)

352

CHN 107 中華人民共和国 中小企業金融制度調査　（経済開発部） 14～16 192,219 工業一般 進行・活用
（財）国際開発センター
みずほ総合研究所（株）

353

CHN 401 中華人民共和国 工場（冷蔵庫・洗濯機）近代化計画調査－北京 56～57 24702 機械工業 進行・活用 （株）日本電子機械工業会 483

CHN 402 中華人民共和国 工場（民生用電子）近代化計画調査－上海 56～57 26706 機械工業 進行・活用 （株）日本電子機械工業会 484

CHN 403 中華人民共和国 工場（プラスチック）近代化計画調査－上海、無錫 56～57 25571 化学工業 進行・活用 (社)東日本プラスチック造形工業協会 485

CHN 404 中華人民共和国 工場（メカニズム・スピーカー）近代化計画調査－天津 57～58 23492 機械工業 進行・活用
（株）日本電子機械工業会
シャープ(株)

486

CHN 405 中華人民共和国 工場（プラスチック）近代化計画調査－天津 57～58 35620 化学工業 進行・活用 (社)東日本プラスチック成形工業協会 487

CHN 406 中華人民共和国 工場（家具）近代化計画調査－烟台 58 19703 その他工業 進行・活用 （社）国際家具産業振興会 488

CHN 407 中華人民共和国 工場（光学機器）近代化計画調査－天津 58 17521 機械工業 進行・活用 （社）日本分析機器工業会 489

CHN 408 中華人民共和国 工場（ガラス）近代化計画調査－上海 58 17962 窯業 進行・活用 （社）日本硝子製品工業会 490

CHN 409 中華人民共和国 工場（ポリバリコン）近代化計画調査－上海 58 12755 機械工業 進行・活用
（株）日本電子機械工業会
東光(株)

491
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CHN 410 中華人民共和国 工場（計器）近代化計画調査－合肥 59 27647 機械工業 進行・活用 三菱油化エンジニアリング(株) 492

CHN 411 中華人民共和国 工場（制御整流素子）近代化計画調査－上海 58～59 22472 機械工業 進行・活用 （社）日本電子工業振興協会 493

CHN 412 中華人民共和国 工場（ボールペンインキ）近代化計画調査－上海 58～59 18534 化学工業 中止・消滅 (株)トンボ鉛筆 494

CHN 413 中華人民共和国 工場（整流器）近代化計画調査－上海 59 13842 機械工業 進行・活用
（社）日本電気工業会
東芝(株)

495

CHN 414 中華人民共和国 工場（鉄鋼）近代化計画調査－無錫 59～60 45326 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用 （社）日本鉄鋼連盟 496

CHN 415 中華人民共和国 工場（重機械）近代化計画調査（斉斉哈尓市） 59～60 61295 機械工業 進行・活用 (社)日本プラント協会 497

CHN 416 中華人民共和国 工場（大冶冶金）近代化計画調査 59～60 55964 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用
(株)テクノ大手
(財)日本品質保証機構

498

CHN 417 中華人民共和国 工場（大連化学）近代化計画調査 59～60 39213 化学工業 進行・活用
テクノコンサルタンツ(株)
日産化学工業(株)

499

CHN 418 中華人民共和国 工場（錦西化学）近代化計画調査 59～60 62651 化学工業 進行・活用 千代田化工建設（株） 500

CHN 419 中華人民共和国 工場（南京化学）近代化計画調査 59～60 62796 化学工業 遅延 三菱油化エンジニアリング(株) 501

CHN 420 中華人民共和国 工場（セメント）近代化計画調査 59～60 66102 窯業 進行・活用 宇部興産（株） 502

CHN 421 中華人民共和国 工場（金型）近代化計画調査 59～60 42703 機械工業 進行・活用 昭和テクノシステム(株) 503

CHN 422 中華人民共和国 工場（新建機械）近代化計画調査 60～61 47710 機械工業 進行・活用 石川島播磨重工業（株） 504

CHN 423 中華人民共和国 工場（山東莱蕪鋼鉄廠）近代化計画調査 60～61 64586 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用
（社）日本鉄鋼連盟
日本鋼管(株)

505

CHN 424 中華人民共和国 工場（上海第十鋼鉄廠）近代化計画調査 60～61 29129 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用
（社）日本鉄鋼連盟
新日本製鉄(株)

506

CHN 425 中華人民共和国 工場（石家庄鋼鉄廠）近代化計画調査 60～61 37699 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用 （社）日本鉄鋼連盟 507

CHN 426 中華人民共和国 工場（無錫電気ケーブル）近代化計画調査 60～61 56882 その他工業 進行・活用 ユニコ　インターナショナル(株) 508

CHN 427 中華人民共和国 工場（濱州ピストン）近代化計画調査 60～61 58797 機械工業 進行・活用 (社)日本プラント協会 509

CHN 428 中華人民共和国 工場（瀋陽・大連ガラス）近代化計画調査 60～61 83914 窯業 進行・活用 ユニコ　インターナショナル(株) 510

CHN 429 中華人民共和国 広西大廠銅坑鉱山近代化計画調査 61～62 46003 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用 三井金属資源開発（株） 511

CHN 430 中華人民共和国 工場（合肥化工廠）近代化計画調査 61～62 31922 化学工業 進行・活用 電気化学工業（株） 512

CHN 431 中華人民共和国 工場（貴州アルミニウム）近代化計画調査 61～62 32928 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用 ユニコ　インターナショナル(株) 513

CHN 432 中華人民共和国 工場（襄陽ベアリング）近代化計画調査 61～62 11116 機械工業 進行・活用 ユニコ　インターナショナル(株) 514

CHN 433 中華人民共和国 工場 （常州トラクター）近代化計画調査 61～62 20803 機械工業 進行・活用
テクノコンサルタンツ(株)
井関農機(株)

515

CHN 434 中華人民共和国 工場 （瀋陽第一砂輪廠）近代化計画調査 61～62 34021 窯業 進行・活用 ユニコ　インターナショナル(株) 516
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CHN 435 中華人民共和国 工場 （瀋陽鋳造廠）近代化計画調査 61～62 6691 機械工業 中止・消滅 石川島播磨重工業（株） 517

CHN 436 中華人民共和国 工場 （重慶ポンプ廠）近代化計画調査 61～62 6981 機械工業 進行・活用 石川島播磨重工業（株） 518

CHN 437 中華人民共和国 工場 （重慶合成化工廠）近代化計画調査 62～63 65460 化学工業 進行・活用 三菱油化ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株） 519

CHN 438 中華人民共和国 工場 （鄭州ボーリング）近代化計画調査 62～63 54682 機械工業 進行・活用 鉱研工業（株） 520

CHN 439 中華人民共和国 工場（瀋陽医療器機廠）近代化計画調査 62～63 55432 機械工業 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 521

CHN 440 中華人民共和国 工場（南昌バルブ工場）近代化計画調査 62～63 48765 機械工業 中止・消滅 岡野バルブ製造(株) 522

CHN 441 中華人民共和国 工場（韶関ショベル）近代化計画調査 62～63 63764 機械工業 進行・活用 石川島播磨重工業（株） 523

CHN 442 中華人民共和国 工場（湖南印刷機械）近代化計画調査 63 38911 機械工業 進行・活用 三菱重工業（株） 524

CHN 443 中華人民共和国 工場（上海大隆機械）近代化計画調査 63 9662 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用 大同特殊鋼（株） 525

CHN 444 中華人民共和国 工場（力風塑料成型機）近代化計画調査 62～63 49118 機械工業 進行・活用 （株）日本製鋼所 526

CHN 445 中華人民共和国 工場（陜西印刷機器）近代化計画調査 63～1 51693 機械工業 進行・活用 富士機械工業（株） 527

CHN 446 中華人民共和国 工場（上海合金工場）近代化計画調査 63～1 39223 機械工業 進行・活用 (株)古河テクノマテリアル 528

CHN 447 中華人民共和国 工場（蘭州石油化工機器）近代化計画調査 63～1 53598 機械工業 進行・活用 石川島播磨重工業（株） 529

CHN 448 中華人民共和国 工場（四川空気分離設備工場）近代化計画調査 63～1 76461 機械工業 進行・活用 石川島播磨重工業（株） 530

CHN 449 中華人民共和国 工場（丹東工程液圧機械）近代化計画調査 1～2 53447 機械工業 進行・活用 石川島播磨重工業（株） 531

CHN 450 中華人民共和国 工場（揚州捺染）近代化計画調査 1～2 45880 その他工業 進行・活用 東洋紡エンジニアリング(株) 532

CHN 451 中華人民共和国 工場（四川江北機械）近代化計画調査 2 64709 機械工業 進行・活用 石川島播磨重工業（株） 533

CHN 452 中華人民共和国 工場（湘潭圧縮機）近代化計画調査 2 61962 機械工業 遅延 石川島播磨重工業（株） 534

CHN 453 中華人民共和国 工場（常州絶縁材料総廠）近代化計画 2 50383 化学工業 遅延 三菱化工エンジニアリング（株） 535

CHN 454 中華人民共和国 工場（南京第二鋼鉄廠）近代化計画調査 2 38910 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用 大同特殊鋼（株） 536

CHN 455 中華人民共和国 工場（北京第三綿紡織）近代化計画調査 2 51471 その他工業 進行・活用 東洋紡エンジニアリング(株) 537

CHN 456 中華人民共和国 工場（遼陽製薬機械）近代化計画調査 2 54528 機械工業 遅延 ユニコ　インターナショナル(株) 538

CHN 457 中華人民共和国 工場（鞍山紅旗トラクター）近代化計画 2～3 56700 機械工業 遅延 石川島播磨重工業（株） 539

CHN 458 中華人民共和国 工場（湖北機械）近代化計画 2～3 58492 機械工業 進行・活用 三菱重工業（株） 540

CHN 459 中華人民共和国 工場（広州鋼管）近代化計画 2～3 37950 機械工業 進行・活用 住友金属工業（株） 541
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CHN 460 中華人民共和国 工場（広州油脂化学）近代化計画 2～3 53477 化学工業 遅延 ユニコ　インターナショナル(株) 542

CHN 461 中華人民共和国 工場（山東栖霞工具総工場）近代化計画 2～3 53733 機械工業 進行・活用 石川島播磨重工業（株） 543

CHN 462 中華人民共和国 工場（上海紡織総架）近代化計画 2～3 53752 その他工業 進行・活用 ユニコ　インターナショナル(株) 544

CHN 463 中華人民共和国 工場（瀋陽毛巾）近代化計画 2～3 50532 その他工業 進行・活用 東洋紡エンジニアリング(株) 545

CHN 464 中華人民共和国 工場（羅定ラミー）近代化計画調査 4 67718 その他工業 進行・活用 ユニコ　インターナショナル(株) 546

CHN 465 中華人民共和国 工場（太原西山石膏）近代化計画調査 3～4 43177 その他工業 進行・活用
小野田エンジニアリング(株)
2000年10月1日より太平洋エンジニリング（株）に改称

547

CHN 466 中華人民共和国 工場（浦源建設機械）近代化計画調査 4 75958 機械工業 進行・活用 三菱重工業（株） 548

CHN 467 中華人民共和国 工場（嘉興毛紡績）近代化計画調査 4 85551 その他工業 進行・活用 ユニコ　インターナショナル(株) 549

CHN 468 中華人民共和国 工場（本渓市助剤）近代化計画 4～5 58814 その他 遅延
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
(株)三祐コンサルタンツ

550

CHN 469 中華人民共和国 工場（瀋陽建設機械）近代化計画 4～5 64907 機械工業 進行・活用 石川島播磨重工業（株） 551

CHN 470 中華人民共和国 工場（四川第一綿紡織染色）近代化計画調査 4～5 80865 その他工業 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 552

CHN 471 中華人民共和国 工場（無錫工作機械）近代化計画 4～5 72351 機械工業 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
(株)三祐コンサルタンツ

553

CHN 472 中華人民共和国 工場（無錫動力機）近代化計画 4～5 59598 機械工業 進行・活用 三菱重工業（株） 554

CHN 473 中華人民共和国 工場（揚州ディーゼルエンジン）近代化計画調査 5～6 74179 機械工業 進行・活用 石川島播磨重工業（株） 555

CHN 474 中華人民共和国 工場（南通風機）近代化計画調査 5～6 67400 機械工業 進行・活用 テクノコンサルタンツ(株) 556

CHN 475 中華人民共和国 工場（上海送風機）近代化計画調査 4～6 67377 機械工業 進行・活用 三菱油化ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株） 557

CHN 476 中華人民共和国 工場（丹東フィルター）近代化計画調査 5～6 62566 機械工業 遅延 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 558

CHN 477 中華人民共和国 工場（常州フォークリフト）近代化計画調査 5～6 69525 機械工業 進行・活用 テクノコンサルタンツ(株) 559

CHN 478 中華人民共和国 工場（合肥鉱山機器）近代化計画調査 5～6 74976 機械工業 進行・活用 石川島播磨重工業（株） 560

CHN 479 中華人民共和国 工場（東方絶縁材料）近代化計画調査 5～6 63938 機械工業 進行・活用
三菱重工業（株）
テクノコンサルタンツ（株）

561

CHN 480 中華人民共和国 工場（無錫汚染処理機器）近代化計画調査 5～6 65295 機械工業 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 562

CHN 481 中華人民共和国 工場（濱陽電機）近代化計画調査 5～6 59156 機械工業 進行・活用 株式会社　サイエス 563

CHN 482 中華人民共和国 工場（蘇州試験器）近代化計画調査 6～7 64073 機械工業 遅延
富士テクノサーベイ(株)
ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）

564

CHN 483 中華人民共和国 工場（蘇州紡績器材）近代化計画調査 6～7 58492 機械工業 進行・活用 ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株） 565

CHN 484 中華人民共和国 工場（揚州シリンダーライナー）近代化計画調査 6～7 58574 機械工業 遅延 （財）素形材ｾﾝﾀｰ 566

49



案件No. 国名 案件名 予算年度 実績額 分野 実施状況 調査担当コンサルタント名 ページ数

CHN 485 中華人民共和国 工場（常熟キャブレター）近代化計画調査 6～7 59996 機械工業 進行・活用 (株)サイエス 567

CHN 486 中華人民共和国 工場（無錫無線パーツ第２）近代化計画調査 6～7 72814 機械工業 遅延 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 568

CHN 487 中華人民共和国 工場（無錫ポンプ）近代化計画調査 6～7 62434 機械工業 遅延・中断 テクノコンサルタンツ(株) 569

CHN 488 中華人民共和国 工場（安慶ピストンリング）近代化計画調査 7 58328 機械工業 遅延 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 570

CHN 489 中華人民共和国 工場（武進電気機器）近代化計画調査 7～8 59638 機械工業 進行・活用 (株)サイエス 571

CHN 490 中華人民共和国 工場（蘇州医療器械）近代化計画調査 7～8 57053 機械工業 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 572

CHN 491 中華人民共和国 工場（大連燃料噴射ポンプ・ノズル）近代化計画調査 7～8 37338 機械工業 進行・活用
高圧ｶﾞｽ保安協会
プロアクトインターナショナル(株)

573

CHN 492 中華人民共和国 工場（鄂州金属ネット）近代化計画調査 7～8 47470 機械工業 進行・活用 テクノコンサルタンツ(株) 574

CHN 493 中華人民共和国 工場（山東トラクター）近代化計画調査 7～8 70972 機械工業 進行・活用
（財）素形材ｾﾝﾀｰ
神鋼リサーチ(株)

575

CHN 494 中華人民共和国 工場（河南紡績機械）近代化計画調査 7～8 61033 機械工業 進行・活用 富士ﾃｸﾉｻｰﾍﾞｲ（株） 576

CHN 495 中華人民共和国 工場（乾安亜麻紡績）近代化計画調査 7～8 59134 その他 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 577

CHN 496 中華人民共和国 工場（江蘇錫鋼集団）近代化計画調査 7～8 64115 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用
神鋼ﾘｻｰﾁ（株）
(株)神戸製鋼所

578

CHN 497 中華人民共和国 工場（宝鶏照明電器）近代化計画 8～9 77168 機械工業 進行・活用 富士ﾃｸﾉｻｰﾍﾞｲ（株） 579

CHN 498 中華人民共和国 工場（宝鶏市機械工業セクター）近代化計画 8～9 162797 機械工業 遅延
（財）素形材ｾﾝﾀｰ
神鋼リサーチ(株)

580

CHN 499 中華人民共和国 工場（宝鶏ビール・アルコール）近代化計画 8～9 74110 その他工業 遅延 (株)サイエス 581

CHN 500 中華人民共和国 工場（太原重型機械）近代化計画 8～9 77776 機械工業 進行・活用
（財）素形材ｾﾝﾀｰ
(株)神戸製鋼所

582

CHN 501 中華人民共和国 工場（太原工具）近代化計画 8～9 80484 機械工業 遅延 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 583

CHN 502 中華人民共和国 工場（太原化学工場－有機化工）近代化計画 8～9 99835 化学工業 進行・活用 三菱化学ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株） 584

CHN 503 中華人民共和国 工場（太原化学工場－化学）近代化計画 8～9 84776 化学工業 進行・活用 三菱化学ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株） 585

CHN 504 中華人民共和国 中国工場（雲南タイヤ）近代化計画調査 10 45142 化学工業 遅延 テクノコンサルタンツ(株) 586

CHN 505 中華人民共和国 中国工場（雲南化工）近代化計画調査 9～10 40743 化学工業 遅延 三菱化学ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株） 587

CHN 506 中華人民共和国 中国工場（雲南燐鉱山溶性燐肥）近代化計画調査 9～10 48761 化学工業 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 588

CHN 507 中華人民共和国 中国工場（昆明市機械工業セクター）近代化計画調査 9～10 85241 機械工業 遅延
ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）
富士テクノサーベイ(株)

589

CHN 508 中華人民共和国 中国工場（蚌埠ガラス）近代化計画調査 9～10 35747 化学工業 進行・活用 テクノコンサルタンツ(株) 590

CHN 509 中華人民共和国 中国工場（豊阜天兎毛紡績）工場近代化計画調査 9～10 69667 その他工業 進行・活用 (株)サイエス 591
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CHN 510 中華人民共和国 中国工場（煙台市機械部品工業セクター）近代化計画 10～11 131126 機械工業 進行・活用 富士ﾃｸﾉｻｰﾍﾞｲ（株） 592

CHN 511 中華人民共和国 中国工場（綿陽新華内燃機）近代化計画 10～11 62798 機械工業 遅延 (株)サイエス 593

CHN 512 中華人民共和国 中国工場（綿陽セメントセクター）近代化計画 10～11 133283 化学工業 進行・活用 小野田ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株） 594

CHN 513 中華人民共和国 中国工業（鞍山第一圧延）近代化計画 10～11 63935 鉄鋼・非鉄金属 遅延 神鋼ﾘｻｰﾁ（株） 595

CHN 514 中華人民共和国 工場(長春市機械工業セクター)近代化計画調査 11～12 180372 機械工業 進行・活用
ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）
富士テクノサーベイ株式会社

596

CHN 515 中華人民共和国 中国工場（韶関市機械工業セクター）近代化 12～13 172028 工業一般 進行・活用 富士ﾃｸﾉｻｰﾍﾞｲ（株） 597

CHN 516 中華人民共和国 中国工場（青島市化学工場セクター）近代化 12～13 124379 工業一般 進行・活用 三菱化学ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株） 598

CHN 517 中華人民共和国 中国工場（南通市自動車部品セクター）近代化 12～13 136200 工業一般 遅延 (株)サイエス 599

CHN 901 中華人民共和国 特許情報検索システム開発計画調査 59～60 32063 その他 進行・活用
(財)日本特許情報機構
(株)三祐コンサルタンツ

616

CHN 902 中華人民共和国 徳興銅鉱山鉱廃水処理計画詳細設計調査 8～9 169757 その他 進行・活用
千代田デイムス・アンド・ムーア（株）
千代田化工建設(株)

617

KOR 001 大韓民国 産業排水処理・再生利用計画 2～5 130742 その他工業 具体化準備中
（財）造水促進ｾﾝﾀｰ
(株)三祐コンサルタンツ

120

KOR 101 大韓民国 水資源総合開発計画調査 52～54 330609 水力発電 進行・活用
日本工営（株）
電源開発(株)

354

MNG 101 モンゴル エルデネット鉱山近代化計画 4～5 198389 鉱業 進行・活用 三井金属資源開発（株） 355

MNG 102 モンゴル 石炭産業総合開発計画調査 5～7 336304 ガス・石炭・石油 進行・活用 （財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所 356

MNG 103 モンゴル モンゴル国工業開発計画調査 10 158128 工業一般 進行・活用 (株)サイエス 357

MNG 104 モンゴル 再生可能エネルギー利用地方電力供給計画調査 10～12 350714 新・再生エネルギー 進行・活用 日本工営（株） 358

MNG 701 モンゴル ウランバートル第４火力発電所改修計画支援開発調査 13～14 179,818 火力発電 実施中 電源開発（株） 602

BGD 001 バングラデシュ カルナフリ・レーヨン工場修復・増設計画調査 53～54 40433 その他工業 実施済 (社)日本プラント協会 121

BGD 002 バングラデシュ 132KV送変電計画調査 53～54 57819 送配電 実施済 東電設計（株） 122

BGD 003 バングラデシュ カプタイ水力発電所増設計画調査 54～55 26683 水力発電 実施済 東電設計（株） 123

BGD 004 バングラデシュ ジュートパルプ工場建設計画調査 56 41355 その他工業 遅延・中断 (社)日本プラント協会 124

BGD 101 バングラデシュ 小規模工業開発計画調査 54～55 66016 工業一般 中止・消滅 （株）野村総合研究所 359

BGD 102 バングラデシュ チッタゴン地域工業開発計画調査 5～7 278906 工業一般 遅延
（株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（PCI）
日本工営(株)

360

BGD 801 バングラデシュ 自動車修理工場建設計画調査 54 7607 その他工業 実施済 日本技術開発（株） 603

BTN 001 ブータン プナチャンチュ水力発電事業計画調査 10～12 324945 水力発電 具体化準備中 電源開発（株） 125
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IND 001 インド 溶剤精製炭生産計画調査 2～3 368528 ガス・石炭・石油 遅延・中断
ﾕﾆｺ　ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
三井石炭液化（株）

126

IND 002 インド 工作機械公社リストラクチュアリング計画 2～3 295547 機械工業 具体化準備中 住友ビジネスコンサルティング(株) 127

IND 003 インド 工業団地建設計画調査 4～7 426369 工業一般 中止・消滅
八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ（株）
ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）

128

IND 101 インド 工業団地（IMT）建設計画 4～5 214770 工業一般 遅延
八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ（株）
テクノコンサルタンツ（株）

361

IND 102 インド マハラシュトラ州揚水発電所開発計画 6～9 314445 水力発電 中止・消滅
電源開発（株）
（株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾂﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

362

IND 801 インド バンプール製鉄所近代化計画調査 61 139977 鉄鋼・非鉄金属 中止・消滅 （社）日本鉄鋼連盟 604

IND 802 インド アンドラプラデシュ州配電改善計画調査 14～15 158983 エネルギー一般 具体化準備中 電源開発(株） 605

NPL 001 ネパール ｸﾘｶﾆ第２発電所建設計画調査ｶﾄﾏﾝｽﾞ地区送配電網整備計画 52～53 144674 水力発電 実施済 日本工営（株） 129

NPL 002 ネパール ウダイプールセメント工場建設計画調査 52～53 52582 窯業 実施済 小野田エンジニアリング(株) 130

NPL 003 ネパール サプトガンダキ水力発電開発計画調査 55～57 346807 水力発電 遅延・中断 日本工営（株） 131

NPL 004 ネパール 尿素肥料工場計画調査 58～59 62964 化学工業 遅延・中断
ユニコ　インターナショナル(株)
(社)日本プラント協会

132

NPL 005 ネパール 繊維工場建設計画調査 60～61 63105 その他工業 中止・消滅 東洋紡エンジニアリング(株) 133

NPL 006 ネパール アルン３水力発電開発計画調査 60～62 17311 水力発電 遅延・中断
電源開発（株）
中央開発(株)

134

NPL 007 ネパール カトマンズ地区送配電網拡張整備計画 2～3 118363 送配電 実施済 日本工営（株） 135

NPL 008 ネパール イラム小水力発電開発計画 4～5 192378 水力発電 実施済 （株）中央開発ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 136

NPL 009 ネパール ベリ・ババイ水力発電計画調査 8～10 2769 水力発電 遅延・中断
日本工営（株）
中央開発（株）

137

NPL 010 ネパール クリカニ第３水力発電所開発計画調査 13～14 119,259 水力発電 遅延・中断 日本工営　（株） 138

PAK 001 パキスタン 特殊鋼工場再建計画調査 54～55 46286 鉄鋼・非鉄金属 中止・消滅
(社)日本プラント協会
大同特殊鋼(株)

139

PAK 002 パキスタン ラクラ炭田・石炭火力発電開発計画調査 54～55 416335 ガス・石炭・石油 遅延・中断 三井鉱山海外開発（株） 140

PAK 003 パキスタン ウェストワーフ火力発電開発計画調査 62～63 78642 火力発電 遅延・中断 東電設計（株） 141

PAK 004 パキスタン 豆炭生産計画調査 62～63 110765 エネルギー一般 遅延・中断 テクノコンサルタンツ(株) 142

PAK 005 パキスタン パキスタン・ムンダ多目的ダム計画 9～11 357644 水力発電 具体化進行中
日本工営（株）
日本技研（株）

143

PAK 101 パキスタン 繊維産業振興開発計画 3～4 47453 その他工業 遅延 日本貿易振興会 363

PAK 801 パキスタン ウェストワーフ火力発電所建設計画調査（Ｄ／Ｄ） 63～1 253702 火力発電 遅延・中断 東電設計（株） 606

LKA 001 スリランカ 合成繊維工場新設計画調査 51～52 36480 その他工業 中止・消滅 (社)日本プラント協会 144

52



案件No. 国名 案件名 予算年度 実績額 分野 実施状況 調査担当コンサルタント名 ページ数

LKA 002 スリランカ アッパーコトマレ水力発電開発計画調査 59～62 35000 水力発電 具体化進行中 中央開発(株) 145

LKA 003 スリランカ ｹﾗﾜﾗﾋﾟﾃｨﾔｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞｻｲｸﾙ発電所建設計画調査 9～10 161656 エネルギー一般 具体化進行中 東電設計（株） 146

LKA 101 スリランカ 工業分野開発振興計画 3～5 183401 工業一般 進行・活用
日本工営（株）
ユニコ　インターナショナル(株)

364

LKA 102 スリランカ 全国送電網整備計画調査 7～8 172205 送配電 進行・活用 日本工営（株） 365

LKA 103 スリランカ スリ・ランカ工業振興・投資促進計画（フェーズ1） 10～11 66943 工業一般 進行・活用 （株）コーエイ総合研究所 366

LKA 104 スリランカ 工業振興･投資促進計画調査(フェーズ2) 11～12 177126 工業一般 進行・活用 （株）コーエイ総合研究所 367

LKA 802 スリランカ 水力発電最適化計画調査 13～15 210304 エネルギー一般 具体化準備中
電源開発(株）
日本工営(株）

607

LKA 901 スリランカ 工業分野（メッキ産業）振興開発計画アフターケア 8～9 89044 鉄鋼・非鉄金属 遅延
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
富士テクノサーベイ(株)

618
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ARE 001 アラブ首長国連邦 発電・海水淡水化プラント海水油害防止対策調査 62～1 208404 エネルギー一般 遅延・中断 (財)造水促進センター 147

ARE 901 アラブ首長国連邦 太陽熱利用海水淡水化技術協力調査 55～56 31946 工業一般 進行・活用 (財)エンジニアリング振興協会 619

DZA 001 アルジェリア 海水淡水化計画（大アルジェ圏）調査 57～58 58402 工業一般 遅延・中断
(財)造水促進センター
日揮(株)

148

DZA 002 アルジェリア 海水淡水化計画（オラン・モスタガネム市域）調査 58～59 125175 工業一般 遅延・中断
(財)造水促進センター
(株)神戸製鋼所

149

EGY 001 エジプト ヘルワン製鉄所改造計画調査 51～52 76433 鉄鋼・非鉄金属 実施済 （社）日本鉄鋼連盟 150

EGY 002 エジプト ヘルワン製鉄所分塊工場改修計画調査 53～54 22442 鉄鋼・非鉄金属 実施済 （社）日本鉄鋼連盟 151

EGY 003 エジプト ディケーラ直接還元一貫製鉄所建設計画調査 53～54 145230 鉄鋼・非鉄金属 実施済 （社）日本鉄鋼連盟 152

EGY 004 エジプト 石炭火力発電開発計画調査 57～58 306854 火力発電 中止・消滅 西日本技術開発（株） 153

EGY 005 エジプト ディケーラ製鉄所拡張計画調査 61～62 129984 鉄鋼・非鉄金属 実施済 （社）日本鉄鋼連盟 154

EGY 006 エジプト エル・ディケーラ製鉄所拡張計画（A／C） 3～5 121703 鉄鋼・非鉄金属 実施済
日本鋼管（株）
(株）神戸製鋼所

155

EGY 007 エジプト 薄板生産工場建設計画（フェーズ2） 8～9 215487 鉄鋼・非鉄金属 実施済
日本鋼管（株）
(株）神戸製鋼所

156

EGY 101 エジプト 薄板生産工場建設計画調査（フェーズI） 7～8 72178 その他工業 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
(財)北九州国際技術協力協会

375

EGY 102 エジプト 工業廃水対策調査 11～12 200941 その他 遅延
千代田デイムス・アンド・ムーア（株）
千代田化工建設株式会社

376

EGY 103 エジプト エネルギー経済モデル策定調査 11～12 141121 エネルギー一般 進行・活用 （財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所 377

IRN 001 イラン 日本輸出用製油所計画調査 53 128309 化学工業 遅延・中断 （財）中東協力センター 157

IRN 002 イラン エネルギー最適利用計画 7～9 444155 エネルギー一般 実施中
（財）省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ
(財)日本エネルギー経済研究所

158

IRN 101 イラン 石油化学工業製品計画調査 52～53 66797 化学工業 進行・活用 ユニコインターナショナル㈱ 378

IRN 102 イラン エネルギー計画調査 3～6 311396 エネルギー一般 進行・活用 （財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所 379

IRN 103 イラン イラン国火力発電所環境影響評価調査 8～11 383980 その他 進行・活用
（株）数理計画
東電環境エンジニアリング（株）

380

IRQ 101 イラク 輸出用石油製油所計画調査 51 153370 化学工業 中止・消滅 (社)日本プラント協会 381

JOR 001 ヨルダン イルビット工業団地計画調査 55～56 45310 工業一般 実施済 (財)国際開発センター 159

JOR 002 ヨルダン 配電網電力損失低減計画フィージビリティ調査 11～12 150094 送配電 具体化準備中
東京電力株式会社
東電設計株式会社

160

JOR 101 ヨルダン 南部地域工業開発計画調査 7～8 374527 工業一般 進行・活用
日本工営（株）
(財)日本立地センター

382

JOR 102 ヨルダン 送配電網電力損失低減計画調査 7～9 131230 送配電 進行・活用 東電設計（株） 383

JOR 103 ヨルダン 企業経営能力強化計画調査 11～12 247022 工業一般 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 384
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MAR 101 モロッコ ハウズ地方分散電化計画調査 7～9 236529 新・再生エネルギー 進行・活用
中央開発（株）
(株)三祐コンサルタンツ

385

OMN 001 オマーン 製油所建設計画調査 53～54 42376 化学工業 実施済 日揮（株） 161

OMN 002 オマーン 発電・海水淡水化複合プラント計画調査 59～60 121773 火力発電 遅延・中断
(社)日本プラント協会
(財)造水促進センター

162

OMN 003 オマーン バルカ発電海水淡水化プラント開発計画調査 5～6 95452 火力発電 実施中 （株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（PCI） 163

OMN 004 オマーン オマーン還元製鉄所関連施設建設計画調査 9～10 108839 工業一般 遅延・中断
（株）神戸製鋼所
日本鋼管(株)

164

OMN 005 オマーン ソハール地域鉱害防止ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ調査 11～13 319863 鉱業 遅延・中断
三菱マテリアル資源開発（株）
千代田デイムスアンドムーア

165

OMN 101 オマーン 工業開発計画調査 52～53 56641 工業一般 進行・活用 （株）野村総合研究所 386

OMN 102 オマーン 産業統計情報センター設立計画 2～3 212657 その他 進行・活用 CRC海外協力（株） 387

OMN 103 オマーン 工業開発基本計画調査 5～6 144034 工業一般 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 388

OMN 104 オマーン 工業開発センター設立計画調査 7～8 96206 工業一般 遅延 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 389

OMN 105 オマーン 電力合理化システム需給管理計画調査 10 104073 エネルギー一般 進行・活用
ﾌﾟﾛｱｸﾄｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
(株)四国総合研究所

390

SAU 001 サウジアラビア 石油化学工場建設計画調査 52～53 43945 化学工業 実施済 ｻｳﾃﾞｨ石油化学（株）　（SPDC） 166

SAU 002 サウジアラビア R／Oプラント濃縮排水処理計画調査 55 58075 工業一般 中止・消滅 （財）造水促進ｾﾝﾀｰ 167

SAU 101 サウジアラビア 標準化機関強化計画（消費者保護） 8～10 119608 工業一般 進行・活用
（財）電気安全環境研究所
富士テクノサーベイ(株)

391

SAU 901 サウジアラビア 海水淡水化技術協力計画調査 56～60 1377679 その他 進行・活用 （財）造水促進ｾﾝﾀｰ 620

SDN 001 スーダン フェロクローム製練工場建設計画調査 55～56 52329 鉄鋼・非鉄金属 中止・消滅 日本重化学工業（株） 168

SYR 001 シリア セメント工場建設計画調査 7～8 142089 窯業 具体化準備中
日本ｾﾒﾝﾄ（株）
インダストリアルサービスインターナショナル･

169

SYR 002 シリア シリアダマスカス首都圏配電網改良計画調査 10～11 153720 送配電 遅延・中断
日本工営（株）
東電設計（株）

170

SYR 003 シリア 太陽光発電利用民生向上技術協力計画調査 7～12 1000683 新・再生エネルギー 具体化準備中
（株）四国総合研究所
財団法人　日本エネルギー経済研究所

171

SYR 101 シリア 発電設備リハビリ・人材養成訓練計画調査 5～7 133891 火力発電 進行・活用 八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ（株） 392

SYR 102 シリア 繊維産業開発計画 8～9 217879 その他工業 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
東洋紡ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

393

TUN 001 チュニジア 火力発電開発計画調査 54 38858 火力発電 実施済 電源開発（株） 172

TUN 002 チュニジア カセブ揚水発電開発計画調査 52～55 108248 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 173

TUN 003 チュニジア スファックス産業公害対策計画 2～5 464836 その他 一部実施済 三菱油化ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株） 174

TUN 101 チュニジア 電力長期計画調査 51～52 46782 エネルギー一般 進行・活用 (株)EPDCインターナショナル 394
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TUN 102 チュニジア 機械・電気産業生産性向上計画調査 9 174443 機械工業 進行・活用 (株)サイエス･(財)素形材センター 395

TUN 103 チュニジア テュニジア国産業廃棄物リサイクル計画調査 9～10 87316 その他 進行・活用 （株）ｴｯｸｽ都市研究所 396

TUN 104 チュニジア チュニジア工業技術支援組織強化計画 10～11 203817 工業一般 進行・活用 (株)サイエス 397

TUR 001 トルコ ｸｽﾞﾙﾙﾏｯｸ河ﾎﾞﾔﾊﾞｯﾄ－ｹﾍﾟｽ河水力発電開発計画調査 53 57235 水力発電 具体化進行中 電源開発（株） 175

TUR 002 トルコ ベシュコナック水力発電開発計画調査 56～58 106646 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 176

TUR 003 トルコ チョルフ川水力発電開発計画調査 59～61 166058 水力発電 具体化進行中 電源開発（株） 177

TUR 004 トルコ ディギリ・ベルガマ地熱開発計画調査 60～62 204576 新・再生エネルギー 中止・消滅 西日本技術開発（株） 178

TUR 005 トルコ ザマント・ギョクタシュ水力発電開発計画調査 62～1 169174 水力発電 具体化準備中 電源開発（株） 179

TUR 006 トルコ エルマネック水力発電開発計画 63～2 163245 水力発電 具体化進行中 日本工営（株） 180

TUR 007 トルコ アクス製紙工場リノベーション計画 1～2 126055 その他工業 中止・消滅 ﾕﾆｺ　ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株） 181

TUR 008 トルコ オルトゥ川水力発電計画 2～4 232803 水力発電 具体化準備中 電源開発（株） 182

TUR 009 トルコ キョプルバシ水力発電開発計画調査 4～6 227607 水力発電 実施中 電源開発（株） 183

TUR 010 トルコ チョルフベルタ水力発電開発計画 7～9 258719 水力発電 具体化準備中 電源開発（株） 184

TUR 101 トルコ エネルギー利用合理化計画調査 7～8 351747 エネルギー一般 遅延
ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）
三菱化学エンジニアリング(株)

398

TUR 201 トルコ ゾングルダック炭田海域部開発計画調査 55～57 164162 ガス・石炭・石油 進行・活用 (株)ダイヤコンサルタント 459

YEM 001 イエメン マフラクセメント工場拡張計画 3～4 57295 窯業 具体化準備中 住友大阪セメント(株) 185
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BWA 101 ボツワナ 太陽光発電利用地方電化計画調査 12～14 235,701 送配電 進行・活用
ユニコインターナショナル（株）
電源開発（株）

399

CMR 001 カメルーン メンベレ水力発電開発計画 1～5 472683 水力発電 遅延・中断 日本工営（株） 186

CMR 002 カメルーン カメルーン小水力発電による地方電化計画調査 9～11 216729 エネルギー一般 具体化進行中 （株）EPDCｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 187

ETH 001 エチオピア タナ湖周辺地域電力開発計画調査 50～51 73401 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 188

KEN 001 ケニア ニエリ工業団地開発計画調査 51～52 64409 工業一般 実施済 （財）日本立地センター 189

KEN 002 ケニア ソンドゥ川水力発電開発計画調査 58～60 448407 水力発電 実施中 日本工営（株） 190

KEN 003 ケニア マグワグワ水力発電開発計画調査 1～3 394611 水力発電 遅延・中断 日本工営（株） 191

KEN 004 ケニア グランドフォールズ水力発電所開発計画 5～9 636954 水力発電 具体化準備中
日本工営（株）
（株）ﾊﾟｽｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

192

KEN 101 ケニア 木材加工業近代化計画調査 52～53 41494 その他工業 中止・消滅 （社）日本林業技術協会 400

KEN 102 ケニア 輸出振興計画調査 2～3 183606 工業一般 進行・活用
八千代エンジニヤリング(株)
日本貿易振興会

401

LBR 901 リベリア セントジョン川水力発電開発計画調査 55～57 200206 水力発電 中止・消滅 アジア航測(株) 621

MDG 001 マダガスカル アンデカレカ水力発電開発計画調査 49 47373 水力発電 実施済 （株）ニュージェック 193

MLI 901 マリ ナラ地域太陽光発電揚水計画調査 4～6 337768 新・再生エネルギー 遅延 日本工営（株） 622

MUS 101 モーリシャス エネルギーセクター長期開発計画 7～9 233060 エネルギー一般 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 402

MWI 001 マラウイ ンクラＢ－リロングウェＢ送電線建設計画調査 63～1 66811 送配電 具体化進行中 電源開発（株） 194

MWI 101 マラウイ 地方電化マスタープラン調査 13-14 173,936 新・再生エネルギー 進行・活用
東電設計（株）
野村総合研究所（株）

403

MWI 201 マラウイ ヌギヤナ（ガーナ）炭田石炭開発計画調査 52 47100 ガス・石炭・石油 遅延 海外石炭開発（株） 460

NAM 101 ナミビア 全国電力開発計画調査 8～10 14183 エネルギー一般 進行・活用
（株）EPDCｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ
八千代エンジニヤリング(株)

404

NER 001 ニジェール マルバザセメント工場拡張計画調査 53～54 30945 窯業 遅延・中断 小野田エンジニアリング(株) 195

NGA 101 ナイジェリア リバース州合成繊維工業開発計画調査 49～50 48403 その他工業 中止・消滅 ユニコ　インターナショナル(株) 405

SEN 001 セネガル ダカール地区電力設備拡充計画調査 5～7 147465 エネルギー一般 遅延・中断 （株）EPDCｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 196

SEN 002 セネガル 太陽光利用地方電化計画 11～13 243133 新・再生エネルギー 遅延・中断
（株）コーエイ総合研究所
(財)日本エネルギー経済研究所

197

STP 001 サントメ・プリンシペ ミニ水力発電計画調査 7～8 161485 水力発電 遅延・中断 （株）EPDCｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 198
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SWZ 001 スワジランド ルブク石炭開発計画調査 58～60 266336 ガス・石炭・石油 遅延・中断 住友石炭鉱業（株） 199

SWZ 201 スワジランド 石炭開発計画調査 55～57 228136 ガス・石炭・石油 進行・活用 住友石炭鉱業（株） 461

TZA 001 タンザニア 塩化ビニール及び苛性ソーダ製造工場建設計画調査 52 32793 化学工業 遅延・中断
三井化学(株)
日産化学(株)

200

TZA 002 タンザニア キリマンジャロ州送配電網計画調査 53～54 83890 送配電 実施済
（株）EPDC
(株)EPDCインターナショナル

201

TZA 003 タンザニア ダルエスサラーム送配電網計画調査 59 73190 送配電 実施済 (株)EPDCインターナショナル 202

TZA 004 タンザニア キリマンジャロ小水力発電開発計画調査 62～63 165651 水力発電 遅延・中断 （株）EPDCｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 203

TZA 005 タンザニア キハンシ水力発電開発計画 63～2 278195 水力発電 実施済 電源開発（株） 204

TZA 101 タンザニア キリマンジャロ州中小工業開発計画調査 49～50 30356 工業一般 進行・活用 （財）国際開発ｾﾝﾀｰ（IDCJ） 406

TZA 102 タンザニア ダルエスサラーム市電力供給拡充計画 4～5 230608 エネルギー一般 進行・活用
電源開発（株）
(株)三祐コンサルタンツ

407

TZA 103 タンザニア 主要都市配電設備リハビリテーション計画 13～14 172,586 送配電 進行・活用 電源開発株式会社 408

TZA 201 タンザニア 天然ソーダ灰開発計画調査 50～51 29222 鉱業 遅延 日本ソーダ工業会 462

UGA 001 ウガンダ キレンベ銅鉱山開発計画調査 55～56 70411 鉱業 遅延・中断
住友金属鉱山（株）
古河鉱業(株)

205

ZAF 101 南アフリカ 中小企業振興計画 12～13 231050 工業一般 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 409

ZMB 001 ザンビア 窒素肥料工場改修計画調査 55～56 88344 化学工業 実施済 (社)日本プラント協会 206

ZMB 002 ザンビア 燐鉱石開発計画調査 59～60 109657 鉱業 遅延・中断 日鉱探開（株） 207

ZMB 003 ザンビア 豆炭生産計画調査 60～61 79581 その他工業 遅延・中断 テクノコンサルタンツ(株) 208

ZMB 004 ザンビア 燐酸肥料工場建設計画調査 59～62 18208 化学工業 遅延・中断
(社)日本プラント協会
宇部興産(株)

209

ZIM 001 ジンバブエ アンモニア工場建設計画調査 63～1 134499 化学工業 遅延・中断 (社)日本プラント協会 210

ZIM 002 ジンバブエ クエン酸工場建設計画 2～3 171152 化学工業 中止・消滅 テクノコンサルタンツ(株) 211

ZIM 101 ジンバブエ ジンバブエ中小企業振興計画調査 10 160631 工業一般 遅延
（財）素形材ｾﾝﾀｰ
(株)サイエス

410

ZIM 102 ジンバブエ 太陽光発電地方電化促進計画調査 8～10 245012 エネルギー一般 遅延 （財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所 411
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ARG 001 アルゼンチン 燐酸肥料計画調査 58～59 80596 化学工業 中止・消滅
ユニコ　インターナショナル(株)
日鉱エンジニアリング(株)

212

ARG 002 アルゼンチン ネウケン州北部地熱開発計画 62～4 289229 新・再生エネルギー 具体化準備中 電源開発（株） 213

ARG 003 アルゼンチン アルゼンティンHIPARSA社再活性化フィージビリティ調査 9～10 3293 工業一般 遅延・中断 インターナショナル・コンサルティング・サービス（株） 214

ARG 101 アルゼンチン 経済開発調査 60～61 316353 その他 進行・活用 (財)国際開発センター（IDCJ） 412

ARG 102 アルゼンチン 工場省エネルギー計画調査 62～1 318963 エネルギー一般 進行・活用 (財)省エネルギーセンター 413

ARG 103 アルゼンチン 品質管理評価改善計画 1～2 223718 工業一般 進行・活用 CRC海外協力（株） 414

ARG 104 アルゼンチン 火力発電所大気汚染防止対策調査 4～6 327670 火力発電 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
三洋テクノマリン

415

ARG 105 アルゼンチン 火力発電所設置にかかる排出基準設定調査 12～13 173163 火力発電 進行・活用
（株）数理計画
東電環境エンジニアリング(株)

416

ARG 201 アルゼンチン ネウケン州北部地熱開発計画調査 56～59 342235 新・再生エネルギー 進行・活用 日鉱探開（株） 463

BOL 001 ボリビア ピラヤ水力発電計画調査 54～56 226235 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 215

BOL 002 ボリビア 鉱山施設近代化計画調査 56～57 221229 鉱業 遅延・中断 同和工営（株） 216

BOL 101 ボリビア 亜鉛製錬計画調査 49～50 49428 鉄鋼・非鉄金属 遅延 直営 417

BOL 102 ボリビア ボリヴィア国ポトシ県鉱山セクター環境汚染評価調査 9～11 245536 鉱業 進行・活用
三井金属資源開発（株）
ユニコ　インターナショナル(株)

418

BOL 103 ボリビア 再生可能エネルギー利用地方電化計画調査 11～13 215310 新・再生エネルギー 遅延
（株）コーエイ総合研究所
日本工営(株)

419

BRA 001 ブラジル スアッペ臨海工業団地計画調査 50～51 49491 工業一般 一部実施済 (財)日本立地センター 217

BRA 002 ブラジル ビラウン滝水力発電開発計画調査 4～6 266562 水力発電 実施済 日本工営（株） 218

BRA 003 ブラジル サンタカタリーナ州南部石炭鉱害復旧計画 7～9 497449 その他 具体化準備中
三菱ﾏﾃﾘｱﾙ（株）
千代田ﾃﾞｲﾑｽ・ｱﾝﾄﾞ・ﾑｰｱ（株）

219

BRA 101 ブラジル イタジャイ川流域包蔵水力調査 2～3 203573 水力発電 進行・活用 日本工営（株） 420

BRA 102 ブラジル 石炭火力発電所環境評価調査 7～9 342097 火力発電 進行・活用
（株）数理計画
東電環境エンジニアリング㈱

421

CHL 001 チリ バーケル川、パスクワ川電源開発計画調査 50～51 59293 水力発電 具体化準備中
電源開発（株）
日本工営(株)

220

CHL 002 チリ リーチング工場環境配慮型操業改善計画調査 11～14 303,109 鉱業 具体化準備中 同和工営（株） 221

CHL 101 チリ 工業標準化制度整備計画調査 2～3 110270 工業一般 進行・活用 （財）日本規格協会 422

CHL 201 チリ プチュルディサ地区地熱開発計画調査 53～56 145370 新・再生エネルギー 進行・活用
三菱マテリアル資源開発（株）
日鉱探開(株)

464

CHL 801 チリ コデルコ社工場近代化計画調査 60～61 61324 機械工業 実施済 石川島播磨重工業（株） 609
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COL 001 コロンビア カウカ河フルミート水力発電開発計画調査 6～47　53～5 96496 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 222

COL 002 コロンビア 海水淡水化計画調査 57 47433 工業一般 実施済 （財）造水促進ｾﾝﾀｰ 223

COL 003 コロンビア アトラート川水力発電開発計画調査 56～60 258727 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 224

COL 004 コロンビア 小規模発電設備修復計画調査（Ｆ／Ｓ） 63～1 166111 エネルギー一般 遅延・中断 八千代エンジニヤリング(株) 225

COL 101 コロンビア 零細・小中規模金属加工工業振興計画 63～2 315174 工業一般 進行・活用
ユニコ　インターナショナル(株)
石川島播磨重工業(株)

423

COL 102 コロンビア ﾎﾞｺﾞﾀ市ｸﾘｰﾅｰﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ技術の推進による産業公害低減調査 10～11 240406 工業一般 進行・活用 三菱油化ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株） 424

COL 201 コロンビア 石炭開発計画調査 50～51 44696 ガス・石炭・石油 進行・活用 海外石炭開発（株） 465

COL 202 コロンビア カウカ河渓地域石炭開発調査 51～52 43332 ガス・石炭・石油 中止・消滅 海外石炭開発（株） 466

CRI 001 コスタリカ レベンタソン及びパクアレ河水力発電開発計画調査 52 60123 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 226

CRI 002 コスタリカ ビリス水力発電開発計画 1～4 139669 水力発電 実施中 電源開発（株） 227

CRI 003 コスタリカ ロスジャーノス発電開発計画調査 5～7 313632 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 228

CRI 201 コスタリカ バハ・タラマンカ石炭開発計画調査 56～57 78660 ガス・石炭・石油 中止・消滅 共同事業体：代表　(株)ダイヤコンサルタント 467

DOM 001 ドミニカ共和国 サントドミンゴ市配電網改修拡張計画調査 54～55 39740 送配電 実施済 西日本技術開発（株） 229

DOM 002 ドミニカ共和国 ユナ川水力発電開発計画調査 57～59 338344 水力発電 遅延・中断 日本工営（株） 230

ECU 001 エクアドル 紙パルプ工場建設計画調査 57～58 68624 その他工業 中止・消滅
本州製紙（株）
(社)日本プラント協会

231

ECU 002 エクアドル チェスピ水力発電開発計画調査 59～61 171035 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 232

ECU 003 エクアドル エスメラルダス輸出加工区開発計画 2～3 175839 工業一般 中止・消滅 日本工営（株） 233

ECU 101 エクアドル 長期電力開発計画調査 49～50 51971 エネルギー一般 進行・活用 電源開発（株） 425

ECU 102 エクアドル 全国電力系統信頼度向上対策計画調査 4～6 196240 エネルギー一般 進行・活用 電源開発（株） 426

GTM 001 グアテマラ 製油所建設計画調査 58～59 51813 化学工業 遅延・中断 三菱油化エンジニアリング(株) 234

GTM 002 グアテマラ アマティトラン地熱開発計画調査 9～13 741455 新・再生エネルギー 実施中 西日本技術開発（株） 235

GTM 201 グアテマラ 地熱発電開発計画調査（第三次）
47～48
51～52

88603 新・再生エネルギー 進行・活用 三菱マテリアル資源開発（株） 468

GUY 101 ガイアナ 沿岸地域電力開発計画調査 63～1 95332 火力発電 進行・活用 (株)EPDCインターナショナル 427

HND 001 ホンジュラス エル・カホン水力発電所増設計画 3～5 140858 水力発電 具体化準備中 電源開発（株） 236
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MEX 001 メキシコ ラグーナ地域綿繊維工業開発計画調査 55～56 46001 その他工業 中止・消滅 東洋紡エンジニアリング(株) 237

MEX 002 メキシコ ゲレロ州硫化鉄鉱開発計画調査 55～56 70190 鉱業 実施済 同和鉱業（株） 238

MEX 003 メキシコ ＣＦＭ選鉱場近代化計画 1～2 76541 鉱業 実施済 同和鉱業（株） 239

MEX 004 メキシコ マサテペック水力発電リハビリテーション計画 3～5 202023 水力発電 具体化準備中
日本工営（株）
（株）三祐コンサルタンツ

240

MEX 101 メキシコ 鉱山公害対策計画調査 2～3 161928 鉱業 中止・消滅 同和鉱業（株） 428

MEX 102 メキシコ 大気汚染固定発生源対策計画 1～3 266909 その他 進行・活用
（株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（PCI）
(株)日本環境アセスメントセンター

429

MEX 103 メキシコ 大気汚染対策燃焼技術導入計画調査 4～7 516835 その他 進行・活用 （株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（PCI） 430

MEX 104 メキシコ サポーティングインダストリー振興開発計画 8～9 151725 工業一般 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 431

MEX 105 メキシコ メキシコ合衆国要素技術移転調査 9～11 315203 工業一般 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 432

MEX 106 メキシコ 中小企業コンサルタント養成認証制度計画 12～13 243355 工業一般 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 433

MEX 201 メキシコ ラ・プリマベーラ地熱開発計画調査 59～63 707997 新・再生エネルギー 遅延 日本重化学工業（株） 469

PAN 001 パナマ 石炭火力発電開発計画調査 60～61 100353 火力発電 遅延・中断 電源開発（株） 241

PER 001 ペルー ミチキジャイ送電計画調査 49～50 46512 送配電 中止・消滅 電源開発（株） 242

PER 002 ペルー サンタ河電源開発計画調査 52～53 72206 水力発電 具体化進行中 電源開発（株） 243

PER 003 ペルー ポエチョスおよびクルムイ水力発電計画調査 53～54 63844 水力発電 遅延・中断 電源開発（株） 244

PER 004 ペルー マルコナ鉱山鉄鉱石焼結工場建設計画調査 54～55 59127 鉱業 中止・消滅 川崎製鉄（株） 245

PER 005 ペルー ＰＶＣ工場建設計画調査 57～58 55882 化学工業 遅延・中断 テクノコンサルタンツ(株) 246

PER 006 ペルー ｱﾘｺｰﾀ湖水補給及びｱﾘｺｰﾀ第3水力発電開発計画調査 57～58 157705 水力発電 具体化準備中 電源開発（株） 247

PER 101 ペルー エネ川水力発電開発計画調査 59～60 247705 水力発電 遅延
電源開発（株）
八千代エンジニヤリング(株)

434

PRY 001 パラグアイ 肥料プラント建設計画調査 60～62 66004 化学工業 遅延・中断
(社)日本プラント協会
日産化学工業(株)

248

PRY 002 パラグアイ 首都圏配電網整備計画 1～2 143528 送配電 具体化進行中 電源開発（株） 249

PRY 101 パラグアイ 繊維産業振興計画調査 55～56 62811 その他工業 進行・活用 ＣＲＣ海外協力(株) 435

PRY 102 パラグアイ 石油精製品市場計画調査 63 64044 化学工業 中止・消滅 日揮（株） 436

SLV 001 エルサルバドル トロラ川水力発電計画調査 12～15 404968 水力発電 具体化準備中 電源開発(株） 250

61



案件No. 国名 案件名 予算年度 実績額 分野 実施状況 調査担当コンサルタント名 ページ数

SLV 101 エルサルバドル 金属機械工業開発計画調査 51～52 52296 機械工業 中止・消滅 （株）野村総合研究所 437

TTO 001 トリニダードトバゴ 石油汚染対策計画調査 4～8 282562 ガス・石炭・石油 具体化準備中
ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）
コスモ石油(株)

251

URY 001 ウルグアイ 紙パルプ工場建設計画調査 59～60 88077 その他工業 遅延・中断
ユニコ　インターナショナル(株)
(株)北越エンジニアリング

252

URY 101 ウルグアイ 紙パルプ産業開発計画調査 55 44387 その他工業 進行・活用 新王子製紙(株) 438

URY 102 ウルグアイ 衣料産業振興計画 2～4 202562 その他工業 進行・活用 CRC海外協力（株） 439

URY 103 ウルグアイ ウルグアイ東方共和国林産工業開発基本計画 10～11 160730 その他工業 進行・活用 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 440

VEN 001 ベネズエラ オリノコヘビーオイル軽質化計画調査 54～55 102330 化学工業 中止・消滅 日揮（株） 253

VEN 002 ベネズエラ タチラ州炭田開発計画 2～4 212497 ガス・石炭・石油 具体化準備中 三菱ﾏﾃﾘｱﾙ（株） 254

VEN 003 ベネズエラ コークス炉建設計画調査 4～6 202176 ガス・石炭・石油 遅延・中断
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
三井鉱山ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

255

VEN 101 ベネズエラ 中小企業振興計画 12～13 249680 工業一般 遅延 ユニコインターナショナル(株) 441
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大洋州諸国

案件No. 国名 案件名 予算年度 実績額 分野 実施状況 調査担当コンサルタント名 ページ数

KIR 101 キリバス 太陽光発電地方電化計画 2～5 188364 新・再生エネルギー 進行・活用 （株）四電技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 442

PNG 001 パプアニューギニア プラリ河電力開発計画調査 49～52 725848 水力発電 遅延・中断 日本工営（株） 256

SLB 001 ソロモン テンガノ湖ボーキサイト開発計画調査 55～57 54196 鉱業 中止・消滅 共同事業体：代表　住鉱コンサルタント(株) 257

SLB 101 ソロモン 長期電力開発マスタープラン調査 10～12 161494 エネルギー一般 遅延
東電設計（株）
アイシーネット株式会社

443

TON 901 トンガ 情報処理システム開発計画調査 58～59 37663 その他 中止・消滅 三井情報開発（株） 623
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ヨーロッパ諸国
案件No. 国名 案件名 予算年度 実績額 分野 実施状況 調査担当コンサルタント名 ページ数

BGR 001 ブルガリア ﾏﾘｯﾂｲｰｽﾄ第一火力発電所性能改善・環境保全再建計画調査 7～8 303978 火力発電 一部実施済
電源開発（株）
東電設計(株)

258

BGR 101 ブルガリア 省エネルギー計画 3～5 261674 エネルギー一般 進行・活用 （財）省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ 444

BGR 102 ブルガリア 鉄鋼産業再構築及び近代化計画調査 5～7 470328 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用
川崎製鉄（株）
住友金属工業(株)

445

BHG 001 ボスニア・ヘルツェゴビナ パルプ・製紙工場復興計画調査 9～10 129780 その他工業 遅延・中断 （株）大和総研 259

CSK 001 チェコスロバキア メルニーク発電所排煙脱硫対策 4 138651 火力発電 一部実施済 電源開発（株） 260

HUN 001 ハンガリー 国有企業自動車部品企業ﾘｽﾄﾗｸﾁｬﾘﾝｸﾞ計画調査 7～8 94206 機械工業 一部実施済 テクノコンサルタンツ(株) 261

HUN 002 ハンガリー ボルジョド発電所性能向上・環境保全再建計画 7～9 199551 その他 具体化準備中 （株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（PCI） 262

HUN 101 ハンガリー 省エネルギー計画 2～3 155473 エネルギー一般 進行・活用 (財)省エネルギーセンター 446

HUN 102 ハンガリー 中小企業振興計画調査 12 198528 工業一般 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
株式会社三和総研

447

POL 001 ポーランド コジェニッツエ発電所排煙脱硫対策調査 2～3 179961 その他 一部実施済 電源開発（株） 263

POL 002 ポーランド マゾビアン石油精製所近代化・環境対策計画調査 5～6 166165 化学工業 一部実施済
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
出光ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

264

POL 101 ポーランド 国有企業リストラクチャリング計画 8～9 147824 工業一般 進行・活用
(株)サイエス
(財)国際開発センター

448

POL 102 ポーランド 省エネルギー計画マスタープラン調査 8～11 394033 エネルギー一般 進行・活用
（財）省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ
財団法人日本エネルギー経済研究所

449

PRT 101 ポルトガル アベイロ・ビゼウ地域工業振興総合計画 3～4 165460 工業一般 進行・活用 ユニコ　インターナショナル(株) 450

ROM 001 ルーマニア ガラチ製鉄所環境・省エネ対策計画調査 5～6 227742 鉄鋼・非鉄金属 遅延・中断
（株）神戸製鋼所
新日本製鉄(株)

265

ROM 101 ルーマニア 有害廃棄物管理計画 13～15 296858 その他 進行・活用
㈱エックス都市研究所
三井金属資源開発

451

LTA 101 リトアニア パルプ･製紙工業開発計画調査 11～12 177401 その他工業 遅延 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 452

SLO 101 スロベニア マリボール市産業廃水予備処理及び使用合理化計画調査 10～12 130535 その他 進行・活用 （財）造水促進ｾﾝﾀｰ 453

64



中央アジア・コーカサス地域

案件No. 国名 案件名 予算年度 実績額 分野 実施状況 調査担当コンサルタント名 ページ数

ARM 101 アルメニア アルメニア民間セクター開発計画 10～11 147784 工業一般 遅延
アイコンズ国際協力（株）
（監）トーマツ

368

AZE 101 アゼルバイジャン バクー市配電網改修･復興計画調査 11～12 163063 送配電 遅延
日本工営（株）
㈱コーエイ総合研究所

369

GRG 101 グルジア 鉱業振興マスタープラン調査 12～14 211089 鉱業 進行・活用 三菱金属資源開発株式会社 370

KYR 101 キルギス 工業開発マスタープラン調査 7～8 324658 x 進行・活用
ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
(株)ＣＲＣ海外協力

371

KYR 102 キルギス キルギス鉱業振興マスタープラン調査 9～11 197923 鉱業 進行・活用 三井金属資源開発（株） 372

KZK 101 カザフスタン 非鉄金属産業振興計画調査 7～8 353002 鉄鋼・非鉄金属 進行・活用 三井金属資源開発（株） 373

KZK 102 カザフスタン 機械産業振興計画調査 9～11 306949 工業一般 遅延
（財）素形材ｾﾝﾀｰ
八千代ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ株式会社

374

UZB 701 ウズベキスタン タシケント火力発電所近代化事業詳細設計調査 15～16 245948 エネルギー一般 具体化進行中 東電設計株式会社 608

65
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個別プロジェクト要約表 BRN 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ブルネイ

セメント工場建設計画調査

Feasibility Study on the Establishment of a Cement
Factory in Negara Brunei Darussalam

上田　千頴

三菱鉱業セメント(株)

82.10.3～10.17

6

57

12,477 千円

0.00 人月

1983/3

三菱鉱業セメント(株)

ブルネイ政府経済開発局
Economic Development Board of Brunei

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
輸入ｸﾘﾝｶｰを原料とした年産15万ﾄﾝ程度のｵｲﾙｳｴﾙｾ
ﾒﾝﾄ及び普通ｾﾒﾝﾄの生産工場（袋詰設備を含む）を建
設する場合、経済的・技術的側面から企業化可能性あ
り。

遅延・中断

実施機関
　ﾌﾞﾙﾈｲ政府経済開発局

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾑｱﾗ港後背地の工場団地内

総事業費
　28.8百万ﾌﾞﾙﾈｲﾄﾞﾙ
（約3,000百万円）

　実施内容15万ﾄﾝ／年の輸入ｸﾘﾝｶｰ粉砕工場建設に係る荷揚用桟橋
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～ｾﾒﾝﾄ出荷設備までの一式

実施経過
　着工後18ヶ月にて営業運転開始

現況に至る理由
1.当初EDBはｾﾒﾝﾄﾌﾟﾗﾝﾄはEDBの手により、日本の協力を得て進めたいとしていた。
2.しかし、EDBのF/Sﾚﾎﾟｰﾄ評価中に、港湾局の土地利用許可を得たとして華僑ﾌｨﾘ
ﾋﾟﾝ、、日本の商社による“ﾊﾞﾗｾﾒﾝﾄ袋詰め工場”がEDBの知らない間に建設され、営
業を開始した。
3.ﾊﾞﾗｾﾒﾝﾄ袋詰め案は当方F/S中でも触れており、ﾌﾞﾙﾈｲの工場化には資するもの
が少ないとしたものである。
4.いずれにせよ、小さなﾏｰｹｯﾄであり、F/Sﾚﾎﾟｰﾄに基づくｾﾒﾝﾄ工場建設は、難しい
状況となっている。

1985.1   ｾﾒﾝﾄ工場建設に係る実施設計及びｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝ作成のため我が国に再度
技術協力を要請。
1985.7   ﾌﾞﾙﾈｲ側からの実施設計要請に応じ、JICA事前調査団派遣、S/W署名未
了。
1999.10現在：変更点なし

F/S／窯業

報告書の内容

－1－

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 KHM 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

カンボジア

シアヌークヴィル・コンバインドサイクル発電開発計
画調査

Feasibility Study on the Sihanoukville Combined
Cycle Power Development Project

塩見　敏雄

(株)ニュージェック 国際技術部部長

99.10.17～10.29　　　01.6.10～01.7.1
00.2.15～2.24　　　　01.9.2～9.16
00.6.1～6.30　　　　　01.11.2～11.13　　　　
00.9.3～12.4

13（内、アメリカ人　1)

11～13

248,316 千円

55.81 人月

2002.1

(株)ニュージェック

鉱工業エネルギー省（MIME）、カンボディア電
力公社（EDC）

1)　フィージビリティ：あり
2)　2006年にステージ１、2008年にステージ２
　　を導入する結論となっているが、報告書提出
　　時点（2002年1月)では、カンボディア領内の
　　天然ガスが本発電所に供給できる見込みが
　　たっていない。

遅延・中断

総事業費：
　　US$ 174.8百万（2001年価格、但し関連送電線を除く)

実施内容：
　1)設備容量：180 MW (ステージ１：90MW×1, ステージ2：90MW× 1)
　2)形式：ガスタービンコンバインドサイクル
　3)使用燃料：天然ガス及びディーゼル油
　4)冷却水源：海水

(平成15年度国内調査)　カンボジア領内で産出される天然ガ
スを利用したガスコンバインドサイクルとして計画されたが、ガ
ス供給目処が立ってこないことから、プロジェクトの緊急開発可
能性が薄れ、ベトナムよりの買電により電力不足を補おうという
方針に転換された。ガス開発の目処が立てば、プロジェクトも
動き出す可能性がある。

(平成16年度国内調査)　自前による電源開発を目指し、日本
政府に対し、重油・ガス混焼プラント（９０ＭＷ）建設に対する円
借款供与を要請している。

(平成17年度在外調査)　特記事項なし

(平成15年度国内調査)　カンボジア領内での天然ガス産出の目処が立っていないため。
(平成15年度在外調査)　天然ガス産出が確認されれば、日本に対し資金協力の要請を出す模様。
(平成16年度国内調査)　ガス開発・供給計画の目途が立っていないこと、及び資金調達の目途が立っていないため、事業化の
進展が遅れている。2004年にＡＤＢ資金により、送電線プレＦＳを実施、引き続きＦＳが実施される。
(平成16年度在外調査)　最も望ましい形式は、天然ガスと燃焼ガスタービンのコンバインドサイクルプラントである。このプラント
の開始は、TakeoとSihanowkvilleの天然ガス供給の間のトランスミッションラインのｽｹｼﾞｭｰﾙにかかっている。しかし、カンボジア
国政府は、未だにSihanoukville沖合のガスを測定しようとしている。
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

2002年1月にシアヌークヴィル発電所からカンポットまでの関連送電線に係る調査をECFA補助金により実施した。
(平成17年度在外調査)　主燃料である天然ガスの開発見通しが不明確であるため、開発計画がずれ込んでいる。現在試掘中
のところに有望との情報があり、発電規模アップして実施したい意向をカンボジア政府エネルギー省は有している。
　2005年にJETRO　FSスキームにてFSのアップデート申請を行ったが採択されず。

カンポット市に300MWの石炭火力をBOT方式にて建設するという提案が民間投資家よりMIMEに持ち込まれていると聞くが、そ
の後具体的な動きは把握していない。
(平成15年度在外調査)　電力分野ビジネスを立ち上げたい投資者を募っている。
(平成16年度国内調査)　カンボジアの電力事情は、予備力がほとんどなく逼迫している。カンポット市に300MWの石炭火力を
BOT方式にて建設するという提案が民間投資家よりMIMEに持ち込まれていたが、その後立ち消えとなった。
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

F/S／火力発電

報告書の内容

－2－

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

ウジュンパンダン工業団地建設計画調査

Feasibility Study for Industrial Estate Project in
Ujung Pandang

阿部　美紀夫

(株)野村総合研究所

76.10.3～76.11.25

10

51

9,187 千円

0.00 人月

1976/9

(株)野村総合研究所

工業省官房計画局長
Ilchidi Elias

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.FIRR=18.8％　条件(1)金利15％
3.期待される開発効果：
(1)雇用の創出による失業問題の改善、人口の地域外
     流出の低減（団地の完成時には2.5万人の直接雇
     用が発生見込み）
(2)運輸・建設・金融などの産業の振興
(3)住民の所得上昇によるﾏｰｹｯﾄの拡大と商業・ｻｰﾋﾞｽ
     の隆盛
(4)税収の増大
(5)基礎的な工業技術の蓄積
(6)計画的な都市開発の実現
(7)公共設備の整備

実施済

　実施機関
　工業省工業団地庁

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｳｼﾞｭﾝﾊﾟﾝﾀﾞﾝ市内

総事業費
　6,663百万ﾙﾋﾟｱ（4,769百万円）
　（1976年時点1ﾙﾋﾟｱ=0.72円）
　最大資金需要約   3,000百万ﾙﾋﾟｱ
　資本金                   1,000百万ﾙﾋﾟｱ
　長期借入れ資金   1,500百万ﾙﾋﾟｱ
　短期借入れ資金      500百万ﾙﾋﾟｱ

実施内容
　200ha程度の中規模団地
　整地
　　道路
　　排水施設
　　公園（17ha）
　　保全緑地
　        　　　　）　（21ha）
　　緩衝緑地

実施経過
　1978年　　建設開始
　1980年　　入居開始
　1990年　　完全入居

同　　左

同　　左

4,372百万ﾙﾋﾟｱ（1979年価格）
円借3,174百万円(E/S)   336百万円(E/S)
                      2,838百万円(本体)
最大資金需要           13,200百万ﾙﾋﾟｱ
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府支出     5,000百万ﾙﾋﾟｱ
長期借入れ資金         8,200百万ﾙﾋﾟｱ

 224.3ha
（左に加えて）
　既存工場建屋
　共同建物（ﾓｽｸetc）

1979.10  詳細設計終了
1982. 9   建設開始
1984.      土地販売開始
1985.10  建設完了、入居開始

報告外具体化された内容との差異
1.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ予算  ：ｲﾝﾌﾚ
2.資   金   計   画 ：諸元の一部変更
3.建設ｽｹｼﾞｭｰﾙ ：ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ側と日本側のﾌｧｲﾅﾝｽのおくれ
　　　　　　    一部F/Sの再検討

　本調査後、建設完了までは以下の通り順調に進んだ。
　　1978. 3　円借款(E/S)　L/A締結        1980.12　円借款(本体)　L/A締結
　　1981.12　ｺﾝｻﾙ契約                             1982. 9　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ契約
　　1984～　 土地販売（工業用地面積61ha）開始  1985.10　建設完了、入居開始
　それから1年後の1986年10月の時点で入居企業は2社のみであった。そこで販売
促進のため1988年3月に国営運営会社（P.T.KIMA）が設立された。その結果、入居
企業数は1988年には15社、1990年には60社と大幅に伸びた。
1999.10現在：変更点なし
2003年2月現在、同工業団地は国営PT.Kimaによって運営されている。（2003年2月
現地調査結果）

受注業者名
　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ：熊谷組、Kumagai-Kadi International
　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ

F/S／工業一般

報告書の内容

－3－

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

サダン川水系バカル水力発電開発計画調査

Survey for Sadang River Bakaru Hydropower
Development Project in  Indonesia

千秋　賀弘

(株)ニュージェック 土木第一部長代理

76.9.8～77.2.8

15

49～52

125,653 千円

0.00 人月

1977/9

(株)ニュージェック

PERUSAHAAN UMUM LISTRIK NEGARA
（PLNインドネシア国家電力公社）
現在P.T.PLN(PERSERO)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=27.3％　EIRR=19.0％
条件　(1)金利8.5％         (2)ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰの完備
           (3)すみやかな実施
(*)より
土木工事　ﾀﾞﾑ、ﾄﾝﾈﾙ他(Lot1)：ﾚｯﾄｾﾙ（台湾）　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1987.4.15　着工
　　　 水圧管路発電所他(Lot2)：同上                 〃
ﾒﾀﾙ工事ﾍﾟﾝｽﾄｯｸ(Lot3)：川崎重工（日本）        〃
                  ｹﾞｰﾄ他(Lot4)：三菱商事（日本）        〃
電気機器       水車(Lot5)：住友商事（日本）1987.9.28
　　　　　    発電機(Lot6)：　   〃                           〃
　　　 　  変圧器他(Lot7)：ﾄｰﾒﾝ／ｴﾈﾙｺﾞｲﾝﾍﾞｽﾄ
                                                  （日本／ﾕｰｺﾞ）
1987.9.28
　上記すべての工事が完了し、1991.5大統領臨席のも
とに竣工式が行われ、この発電所からｳｼﾞｭﾝﾊﾟﾝﾀﾞﾝ市
へ電気が送られている。

実施済

実施機関
　PLN

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　南ｽﾗｳｴｼ州ﾋﾟﾝﾗﾝ県ﾚﾝﾊﾞﾝ郡ｳﾙｻﾀﾞﾝ村

総事業費        外　貨          内　貨
　第1期工事  25,467百万円    18,486百万円
                               (43,952百万円)
　第2期工事    4,437百万円        393百万円
                               ( 4,831百万円)
　　    計　　  29,904百万円    18,879百万円
                (1ﾄﾞﾙ=300円=415Rp)

実施内容
　最大使用流量              45立方ｍ/sec
　総落差                          340.2ｍ
　　有効落差                   322.1ｍ
　年間可能発生電力量  970GWh
　調整池、ﾀﾞﾑ、取水口、導水路、調圧水槽、鉄管路、発電所、送電線
(162km)
　ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰ
　道路     43km

実施経過
　1978.1　　取付道路
　　　　　 　phase 1
　　　  　　　   〃    2
　　　　  　　   〃    3

同　左

円借款      950百万円(E/S)(1979)
              21,464百万円         (1983)
              10,783百万円         (1984)
外貨      32,528百万円
内貨      42,326百万円
  計        74,890百万円
　　    （1USﾄﾞﾙ=230円=650RP）

45立方ｍ/sec（同左）
336.2ｍ   （変更）
332.2ｍ   （変更）
125MW    （変更）
122MW    （同左）
1,030GWh（変更）
同　左
同　左　　　43km

1983.11　取付道路完成
1987. 4　 着　　工
1990.12　運　　開
1991. 5　 竣　　工

報告書と具体化された内容との差異
1.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ…当地域での電力事情から1・2期工事を合わせて開発することに
なった。
2.総事業費…実施計画ではEscalation及びContingencyを見込んだため工事費増と
なった。
3.資金内容…1983、1984年度のOECF円借款
4.実施内容…現地調査及び設計変更による。
5.実施経過…実施調査の所要月数、各種事前手続の所要時間、国際金融機関の
資金供与事情等による。

円借款     950百万円(E/S)  1979.8 L/A締結
      　   21,464百万円            1983.9 L/A締結
            10,783百万円            1984.3 L/A締結
1985.10　 土木工事の入札招請（1986.2締切）
1985.10　 ﾒﾀﾙ工事の入札招請（1986.2締切）
1986.  1　 発電機器の入札招請（1986.4締切）
1995.11　  2期工事の為に円借款（E/S、512百万円）のL/A締結
1998.  7　 詳細設計業務完了
1999.11    現在：変更点なし

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：ﾆｭｰｼﾞｪｯｸ（日本）
送電線材料(Lot8)：Ssangyong（韓国）1986.12.18着工
工事用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ(Lot9A)：（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ）1986.7.10
工事用機械(Lot9B)：ﾛｰﾗｰ：ﾄｰﾒﾝ（日本）1986.10.7
掘削機、ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ、ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ、ﾛｰﾀﾞ：P.T.United Tractor（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ）1986.11.7
通信機器(Lot9C)：住友商事（日本）1986.9.17   (*)へ続く

F/S／水力発電

報告書の内容

－4－

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

アチェ尿素肥料工場建設計画調査

The Construction of Urea Plant in Aceh

植木　茂夫

(社)日本プラント協会

77.2.5～77.3.8

14

52～53

89,688 千円

0.00 人月

1978/12

(社)日本プラント協会

Fertilizer Co.
P.A.ASEAN Aceh

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR（税引前）=12.25％
   FIRR（税引後）=10.33％
   EIRR=12.6％
  条件(1)金年利 4％
          (2)約20万t/年をASEAN以外に輸出
          (3)原料天然ｶﾞｽの安定供給

実施済

実施機関
　P.A.ASEAN Aceh Fertilizer Co.
（ASEAN5ヶ国の合弁）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Kuala Geukch

総事業費
　313百万USﾄﾞﾙ（1USﾄﾞﾙ=210.44円）
　　内貨　　99百万USﾄﾞﾙ
　　外貨　 214百万USﾄﾞﾙ

　　長期借入金　219.1百万USﾄﾞﾙ（70％）
　　資   本   金       93.9百万USﾄﾞﾙ（30％）

実施内容
　ｱﾝﾓﾆｱ生産 1000 T/D
　尿            素  1725 T/D
　工場設備    ｱﾝﾓﾆｱﾌﾟﾗﾝﾄ、尿素ﾌﾟﾗﾝﾄ、工場用水設備、発電設備、
  出荷設備、その他の付帯設備（保全設備、ﾗﾎﾞ、排水処理、倉庫、
  事務所、社宅）
　ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰ　　港湾、接続道路

実施経過
  1979. 1　Contract Award
  1981.12　Start-up/Commissioning
  1982. 1　Commercial Operation

同　　左

同　　左

410百万USﾄﾞﾙ
                                  L/A締結日
OECF　46,230百万円    33,000    　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　1979.10
（                                    13,230
                                            1981. 3
EXIM　20,170　〃            14,500
                                            1981. 4
　残余　資本金
同　　左

同　　左
　
同　　左

1980.11　Contract Award
1983.10　Start-up/Commissioning
1984. 1　Commercial Operation

調査報告書の内容をほとんど変更することなく、ASEAN共同出資の形で建設され
た。ｱﾝﾓﾆｱ、尿素の生産とも当初の計画を上回っており、かつ大幅の利益をあげて
いる。
（1994年10月現在）
省ｴﾈ・増産工事を実施したと伝えられているが詳細不明。
ﾒﾗﾐﾝ･ﾌﾟﾗﾝﾄ併設を計画している模様なるも詳細不明。
1999.10現在：変更点なし
2003年2月現在も運営されている。(2003年2月現地調査結果）

報告書と具体化された内容との差異
1.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ予算：建設開始時期が2年遅れたため、予算が増大した。
2.建設ｽｹｼﾞｭｰﾙ：新会社の設立の遅れにより、建設開始が2年遅れ、計画が2年遅れ
た。

F/S／化学工業

報告書の内容

- 5 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 004

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

ブキットアサム石炭火力発電計画調査

Survey for the Construction of Bukie Asam Coal
Firing Thermal Power Plant in Republic of
Indonesia

三国　雅士

電源開発(株)

77.9.25～77.10.22

9

52

58,394 千円

30.23 人月 （内現地7.23人月）

1978/3

電源開発(株)

PLN (PERUSAHAAN UMUM LISTRIK
NEGARA)
(PLNインドネシア国家電力会社）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=10.76％
条件 (1)8.5％
         (2)環境問題に対する配慮
         (3)ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰ整備
         (4)用地確保
3.期待される開発効果：
　　　(1)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄによる雇用機会の増大
　　　(2)地域の人口増、地域の住宅商店街の充実、
           道路・学校・病院等公共施設の充実
　　　(3)住民の福祉の向上と地場産業の振興
　　　(4)地域経済成長、地域住民の所得の増大、
           地域格差是正

実施済

実施機関：  PLN
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ:ﾌﾞｷｯﾄｱｻﾑﾏﾝｻｲﾄ（南ｽﾏﾄﾗ州ﾊﾞﾂｹﾞﾙｷﾞｽ）
総事業費
　59,000～81,500百万円
　（1USﾄﾞﾙ=250円=415Rp）
　ｹｰｽⅠ      236百万USﾄﾞﾙ
　（内貨  87百万USﾄﾞﾙ、外貨149百万USﾄﾞﾙ）
　ｹｰｽⅡ     326百万USﾄﾞﾙ
　（内貨133百万USﾄﾞﾙ、外貨213百万USﾄﾞﾙ）
　所要投資額 *
　　ｹｰｽⅠ　 187百万USﾄﾞﾙ（外貨123百万USﾄﾞﾙ）
                       （内貨 64百万USﾄﾞﾙ）
　　ｹｰｽⅡ　261百万USﾄﾞﾙ（外貨177百万USﾄﾞﾙ）
                       （内貨 84百万USﾄﾞﾙ）
　* 所要外貨は世銀もしくは、これに準ずる国際金融機関からの借入れ
　ｹｰｽⅠ 　50MW×2 Units（84運開）
　ｹｰｽⅡ　50MW×2 Units（84運開）
                50MW×1 Units（84運開）
　発電設備         ﾎﾞｲﾗｰ、ﾀｰﾋﾞﾝ、発電機、主要変圧器
　送電線設備     変電設備
実施経過
                          ｹｰｽⅠ      ｹｰｽⅡ
　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ     1979.6      1979.6
　L/C開設
 実工事着工    1982.3      1982.3
 運　　開  1号機　1984. 3   1号機　1984. 8　1rt Stage
                 2号機　1984.11  2号機　1984.11
                 3号機　1989.11                             2rd Stage
精算完了  1985.3　　1985.3　　1st Stage
                  1985.3　　                2nd Stage

同　　左
同　　左
外　貨   688百万ﾌﾗﾝ
内　貨   63,256百万ﾙﾋﾟｰ
最大出力   130MW（2×65MW）
運　開   Unit Ⅰ　 　1987.11
　　　     Unit Ⅱ　　1988.5

1.詳細設計は､仏のGrantで行われ､その後建設のための資金供与協定が1980年12
月9日付で締結された｡
2.資金供与限度額
　(1)French Treasury to the Ministry of Finance:28Mil ﾌﾗﾝ
　(2)Banker’s Credits guaranteed by French Treasury:432Mil ﾌﾗﾝ
3.資金の形態　ｿﾌﾄ1.40％輸出信用2.60％のMixed Credit
4.資金の条件(1)利率3％返済期間26年（10年の据置期間を含む）
                      (2)通常のExport Creditの条件
1999.10現在：変更点なし

受注業者名
1.ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：SOFRELEC (仏)                     契約金   31百万ﾌﾗﾝ
            1982.12 契約               596百万ﾙﾋﾟｱ
2.ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ：ALSTHOM ATLANTIQE (仏) 契約金  630百万ﾌﾗﾝ
            1982. 6 契約             3,084百万ﾙﾋﾟｱ

F/S／火力発電

報告書の内容

- 6 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 005

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

マウン水力発電開発計画調査

Feasibility Study for the Maung Hydro Electric
Power Development in the Republic of Indonesia

中村　粂夫

日本工営(株)

79.1.20～3.31／
79.4.1～9.16

10,14

53～55

252,755 千円

114.92 人月 （内現地55.43人月）

1981/1

日本工営(株)

PERUSAHAAN UMUM LISTRIK NEGARA
(P L N 、インドネシア国家電力公社）

1. ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2. FIRR=16.5％　評価期間50年
　 FIRR=10.1％　評価期間30年
　 EIRR=12.6％
条件(1)外貨=金利8.0％
        (2)内貨=自国政府予算

具体化準備中

実施機関　　PLN

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ　ｽﾗﾕ河の支流ﾑﾗｳ河の峡谷部

総事業費
　236.7百万USﾄﾞﾙ　　　内貨　  58.7百万USﾄﾞﾙ
   　（57,049百万円）      外貨　177.9百万USﾄﾞﾙ
　   （1USﾄﾞﾙ=626Rp=241円）
　内貨　自国政府予算
　外貨　借款

実施内容
　190MW

　貯水池：総貯水量　　384百万立方ｍ
   ﾀﾞ     ﾑ：型  式　中心遮水壁方ﾛｯｸﾌｨﾙ
                堤頂長  　　　430ｍ
                体　積　         14,402,000立方ｍ
　余水路                        170ｍ
　ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾞｮﾝﾄﾝﾈﾙ
　取水、導水路及び発電所建物
　発電機器：水車
　　　　　    　発電機     106,000KVA×2
　　　　　　　　　            13,800V，50HZ
　　　　　　   主変圧器  13.8KV/150KV
　送電線及び変電所

実施経過
　工事期間　　　　10年

PLNが同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施を推進する理由
ｼﾞｬﾜ島内に残された数少ない大規模水力案件の一つであり、ｼﾞｬﾜ島内の電力事情
改善に大きく貢献する為。

1. ﾌﾗﾝｽのｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ（Coyne & Belier社）により詳細設計を実施（1982.10～1984.9）
（資金はﾌﾗﾝｽ政府のSupplyer’s Credit）
2. 1994年PLNの資金で追加地質調査を実施。最近のｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府の5ヶ年計画
（RepitaⅥ）のｴﾈﾙｷﾞｰ部門には掲載されていないが、PLNは西暦2001年の運開を目
指して、同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの推進を切望している。この要望にこたえ、OECFはSAPROFと
1995年に実施予定であったが、ﾏｳﾝの経済性が低いため、BAPPENASがSAPROF
申請に難を示している。

1999.11現在：特に新情報なし。

1994年に実施された追加地質調査に日本工営の地質専門家が現地協力。
1996年に経済性を見直し、代替設備容量案等を日本工営がPLNに協力提出。
OECFﾐｯｼｮﾝがﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄの調査を行ったが取り上げられなかった。

F/S／水力発電

報告書の内容

- 7 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 006

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

北スマトラ送電網開発計画調査

Feasibility Study for the North Sumatra
Transmission Line Project in Republic of Indonesia

野沢　陞

日本工営(株)

79.11.26～12.30

7

54～55

35,446 千円

17.53 人月 （内現地4.53人月）

1980/5

日本工営（株）

Perusahaan, Umum Listrik Negara
(PLN, 国家電力公社）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=24.9％
　 条件　重油価格=30ﾄﾞﾙ／bbl.電力価格=3.7円／bbl
3.期待される開発効果：
　(1)安価な電力を供給することにより地域の社会経済
       発展を高める。
　(2)今まで不十分であった公共用電力供給の緩和
　(3)石油保有のためのｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府ｴﾈﾙｷﾞｰ政策に
       かなう。

実施済

実施機関
　PLN

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　北ｽﾏﾄﾗ州のﾒﾀﾞﾝとその近郊町村
　主線：ｸｱﾗﾀﾝｼﾞｭﾝ－ﾒﾀﾞﾝ間

総事業費
　40.6百万USﾄﾞﾙ（9,338百万円）
              （1USﾄﾞﾙ=230円）
　外貨：25.2百万USﾄﾞﾙ　62％
　内貨：15.4百万USﾄﾞﾙ　38％

実施内容
　150KV送電線
　（主線91km，支線156km）
　20KV送電線
　（塔線135km，柱線90km）
　150KV/20KV変電所･････5ヶ所
　開閉所･･･････････････2ヶ所

実施経過
　Asahan電力が、1982年中頃には供給可能となる故、それに合わせて完
成させる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

同　　左

同　　左

42.2百万USﾄﾞﾙ（1USﾄﾞﾙ=942.28Rp）
外貨：25.2百万USﾄﾞﾙ　60％
内貨：17.0百万USﾄﾞﾙ　40％
　　　円借款　　5,800百万円

同　　左

1981. 5　 詳細設計　開始
1981. 6　 詳細設計　終了
1984.12　本線　　　  完成
1988. 8　 支線　　　  完成

(*)より
受注業者名
1. ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：日本工営(株)
2. ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ：送電線、ENEGOINVEST・ﾕ
ｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ／変電所、住友商事(株)／配
電線資材、丸紅(株)・住友商事(株)
円借にて実施中のﾙﾇﾝ水力発電は本系
統に連携される。
1989年以降、ﾍﾞﾙｷﾞｰﾛｰﾝで北ｽﾏﾄﾗ送電
網の拡張が続けられている。

本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにより、ｱｻﾊﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄより生じた安価な余剰電力を活用し急増する電力
需要をまかなうとともに、従来のﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電に要した石油を節約することができるた
め。

1980.12　円借L/A締結
1981.  5　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約
1986.  4　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約　終了
1986.  1　ﾌﾞﾗｽﾀｷﾞ150Kv送電線（支線）を除いた送電線変電所、開閉所完了
1988.  8　ﾌﾞﾗｽﾀｷﾞ150Kv送電線（支線）完了。
1999.11　現在：特に新情報なし。

報告書と具体化された内容との差異
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ予算…ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ内のｲﾝﾌ率が少し高めになったため、内貨分の
Contingencyを増加。
(*)へ続く

F/S／送配電

報告書の内容

- 8 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 007

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

メダン鋳物センター建設計画評価調査

The Evaluation Study on Establishment Program of
Medan Foundry Center in the Republic of
Indonesia

植木　茂夫

(社)日本プラント協会

80.1.4～81.1.27

8

55～56

37,141 千円

0.00 人月

1981/6

(社)日本プラント協会
(財)総合鋳物センター

General Bureau of Basic Metal Industries．
Ministry of Industry

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：無し
2.IRR（税引前）=4.304％、
   IRR（税引後）=1.537％
　　・投資利益率が極端に低く、経営の基盤は弱い。

中止・消滅

実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾒﾀﾞﾝ北方にあるﾒﾀﾞﾝ工業団地内

総事業費
　　4,287百万Rp   内貨1,412百万Rp
　（1,406百万円）  外貨2,875百万Rp
　　　　　　　　　　 （943百万円）
　　　（1ﾄﾞﾙ=205円=625Rp）

実施内容
　鋳　鉄　　　600t/Y
　鋳　鋼　　　480t/Y} 計1,200t/Y
Hi-Mn鋳鋼 　120t/Y

　高周波誘導炉　2基
　工場建物
　付属建物

実施経過
　1982. 6   契約発効
　1983.12  建設完了
　1984. 1   運転開始

初期運転資金と建中金利を含めると下記
のようになる。
　4,287百万Rp      内貨1,412百万Rp
（1,406百万円）     外貨2,875百万Rp

ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨの欠如

JICAによって行われた本調査により、製品鋳物が自由市場において競争不能という
ことからﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ無しと結論されたためとりやめとなった。

1999.10現在：変更点なし

当該調査との関連は不明であるが、BPPI傘下の鋳物センターがメダンに建設され今
日まで運営されている。（2003年2月現地調査結果）

F/S／機械工業

報告書の内容

－9－

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 008

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

サワルント（オンビリン）石炭開発計画調査

The Pre-Feasibility Study for the Ombilin Coal
Mine Rehabilitation Project in the Republic of
Indonesia

河合　栄一

住友石炭鉱業(株)

80.7.22～8.10

9

55～56

72,864 千円

0.00 人月

1981/6

住友石炭鉱業（株）

HARDJONO
Directorate of Mineral
Resources、 Indonesia

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.期待される開発効果
　石油代替ｴﾈﾙｷﾞｰとして、昨今のｲﾝﾄﾞﾈｼｱのｴﾈﾙ
ｷﾞｰ事情、産業構造改革の必要性、地域社会開発のﾆ
ｰｽﾞに対応できる。

実施済

実施機関
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　西ｽﾏﾄﾗ州ｵﾝﾋﾞﾘﾝ炭鉱
総事業費
　必要初期投資額　107百万USﾄﾞﾙ
                                  （24,262百万円）
　（鉱山設備          49百万SUﾄﾞﾙ）
　（港湾関係設備   22百万USﾄﾞﾙ）
　（鉄道                  36百万USﾄﾞﾙ）
　　   　　　　　　（1USﾄﾞﾙ=226.75円）

実施内容
　出炭力－自走枠切羽　2000t/日
                  単柱切羽　　  600t/日　｜原炭ﾍﾞｰｽ
　貨車卸設備　容量を約2000t
　石炭切出し装置　60t/h～125t/h可変等
　1985年まで　  　船積量　  5万t/年
　1986年　　　    　　〃　　   18万t/年
　1989年　　　   　 　〃　  　 61万t/年

実施経過
　（貯炭及び船積設備）
　　1982年　詳細設計
　　1984～1985年
　　　　　　土木工事・諸設備装置
　（鉄道輸送）
　　1982年　詳細設計
　　1984～1985年　車両増備計画以外の工事を実施

PN Tambang Batubara（鉱山、港湾）
西ｽﾏﾄﾗ鉄道局（鉄道）
ｵﾝﾋﾞﾘﾝ鉱区内（鉱山）
ｻﾜﾙﾝ～ﾊﾞﾀﾞﾝ（鉄道）
ﾃﾙｸ･ﾊﾞﾕｰﾙ港（石炭積出設備）

不　明

(*)から
1991年4月、ｵﾝﾋﾞﾘﾝⅠｻﾜﾙﾝ坑より、ｵﾝﾋﾞ
ﾘﾝⅡ地区向け斜坑掘削開始。1991年8
月、ﾃﾙｸ･ﾊﾞｺｰﾙ港新石炭積出設備
（1200ﾄﾝ/時）完成。1990年のｵﾝﾋﾞﾘﾝ炭
鉱の出炭65万ﾄﾝ(調査時出炭14万ﾄﾝ)。
1991年の出炭52万ﾄﾝ。
1992年よりﾜﾘﾝｷﾞﾝ地区　斜坑掘削（現在
掘削中）
　ｵﾝﾋﾞﾘﾝⅡ区域の開発に関して1996年
公開入札実施。24社が応札（Letter of
Interes提出）し、うち7社がｼｮｰﾄﾘｽﾄに
残った（1996年9月現在）。
　最終的に中国の1社に絞り、契約案件
交渉中（1997年9月現在）。
　しかし昨今の経済事情もあり、契約に
至っていない（1998年9月現在）。
　ｺﾝﾄﾗｸﾄ方式で中国の1社に坑内操業を
委託しようとしているが、契約条件の交渉
が継続中である。（1999年11月現在）

　調査時点から現在までの増産は、主に露天坑によっていたが、露天炭量は枯渇し
つつある。ｻﾜﾙﾝ坑は完全機械化採炭設備を導入、将来は坑内出炭が主力となる。
2000年の出炭計画125万ﾄﾝ。

　報告書に基づき、ｵﾝﾋﾞﾘﾝ炭坑拡張計画が具体化し、第1段階として本F/S範囲外
の既存採掘ｴﾘｱ（ｵﾝﾋﾞﾘﾝⅠ）拡張に要する鉱山機械設備の購入が既に行われた。
（所要資金は自己資金及び各国輸銀ﾛｰﾝを含む商業ﾛｰﾝ）、第2段階のﾜﾘﾝｷﾞﾝ地区
その他（ｵﾝﾋﾞﾘﾝⅡ－当ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ対象地）の新規開発（60万ﾄﾝ/年）についてはｶﾅﾀﾞ
のｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ会社によりPreliminary F/S実施（1986年末終了）。
　円借ﾘｸｴｽﾄを目標として、ｵﾝﾋﾞﾘﾝ炭による火力発電所、鉄道増強とをﾊﾟｯｹｰｼﾞとし
たOmbilin Ⅱ. Integrated ProjectのF/Sが実施された。ECFA補助金ﾍﾞｰｽ、1987年6
月～10月、日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研を中心とした各社ﾒﾝﾊﾞｰ。　1990年10月、石炭公社
はﾌﾞｷｯﾄｱｻﾑ炭坑株式会社（政府100％出資）に合弁。(*)へ

受注業者
　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：Norwest Resources（ｶﾅﾀﾞ）

F/S／ガス・石炭・石油

報告書の内容

－10－

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 009

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

コンドーム製造工場設立計画調査

The Feasibility Study on the Local Condom
Production Project in the Republic of Indonesia

小山　逸雄

相模ゴム工業(株)

81.6.8～7.5

8

56

40,736 千円

25.00 人月

1981/9

相模ゴム工業(株)

BKKBN（国家家族計画調整委員会）
Sr. Paeter Patta Sumbung
Deputy for Administration and Management
BKKBN

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.FIRR（税引前）=9.40～12.88％
   FIRR（税引後）=6.84～10.28％
   EIRR=8.59～12.18％
条件(1)長期借入金利　3.0～5.0％
        (2)現在の援助機関、政府による購入価格4.0～
          4.5USﾄﾞﾙ/ｸﾞﾛｽ
3.期待される開発効果
　海外の援助に依存していたｺﾝﾄﾞｰﾑの供給が国産で
安定的に供給されることなり、国家家族計画ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに
対する高い貢献度が考えられる。

実施済

実施機関
　BKKBN　（国家家族計画調整委員会）
　工場運営　P.T.KIMIA FARMA　（国営製薬会社）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾊﾞﾝﾄﾞﾝの南方約18kmのﾊﾞﾝｼﾞｬﾗﾝ地区

総事業費
                                         (1,000Rp)
　7,412百万Rp   内貨  1,728百万Rp
                          外貨  6,184百万Rp
　（1USﾄﾞﾙ=225円=620Rp）

実施内容
　1983/1984年2,300ｸﾞﾛｽ/日 550,000ｸﾞﾛｽ/年
　                           （240日/年）
　1990/1991年2,730ｸﾞﾛｽ/日 900,000ｸﾞﾛｽ/年
　                           （330日/年）
　生産設備　配合設備、日産1,200l以上の加硫容量 1式
　　　　 　  　成型機械、全自動型                3ﾗｲﾝ
　　　　 　　  ﾋﾟﾝﾎｰﾙ試験機、自動方式      4ﾗｲﾝ
　　　　 　　  包装機、自動方式（細型包装）8ｾｯﾄ
　用役施設　受電設備　 　500KVA
　　    　　　　発電機容量　500KVA
　　　　　　    ﾎﾞｲﾗｰ容量   1,200kg/H
                                  （圧力6～8kg/平方cm）
　　　　　   　給水処理施設（凝集沈殿装置30立方ｍ他）  (*)へ
　　　    　　　　　　　　　　　　　　　
                    　　　　　　　　　　　　　　　　   　

以下　同　左
2,726百万円
外貨　2,248百万円
内貨　1,769百万ﾙﾋﾟｰ
　円借款　　2,175百万円

1984.12　　契約調印
1986. 2　 　ﾌﾟﾗﾝﾄ船積
1986.11　　据付完了
1986.12　　引渡し完了
1987. 2　　 ｽﾊﾙﾄ大統領出席により開所
式
1987.12.1　1年のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ指導完了
1988. 2　 　OECF情報では1987.10、11、
12月の生産状況は毎月大幅改善有順
調。但し引続技術指導の要請もある。

 (*)から
排水処理施設（中和凝集沈殿装置30立
方ｍ他）
実施内容
　　1981/1982年　設計開始
　　1983/1984年　工場建設終了
　　1983/1984年　試運転開始
生産設備　配合設備、日産1,200ﾘｯﾄﾙ以
上の加硫容量 一式
　成型機械、全自動型　　　　   　3ﾗｲﾝ
　ﾋﾟﾝﾎｰﾙ試験機　自動方式　　  4ﾗｲﾝ
包装機：自動方式（丸型包装）   4ﾗｲﾝ

現況に至る理由
1.大統領の政策のナかでも、ﾌﾟﾗｲｵﾘﾃｨｰの高い人口問題解決のための信頼できる
手段であることが、日本で十分立証されているため。
2.BKKBNが大統領直轄機関であるため。

1982.4　円借款L/A締結
1987　　工場建設終了｡当初計画より約3年の遅れは生じたものの､内容的には報告
書での提言通り｡工場完成後も順調な稼働を続けており､1989年には民間資本70％
を導入し､経営の効率化を進めた｡
1988.4　 OECFに於てEVALUATION TEAM派遣（相模ｺﾞﾑ関係含まず）
1988.10～12　 着色ｺﾝﾄﾞｰﾑの技術指導の為、技術者派遣2名
　1994年3月現在､当該工場における生産量は生産能力より低い｡これはｲﾝﾄﾞﾈｼｱに
おけるｺﾝﾄﾞｰﾑ需要にあわせたもので経営の問題ではない｡今後AIDS撲滅ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ
実施につれ需要も高まると予想される｡            　1999.10現在：変更点無し。
2003.2現在：現在も運営されており、生産は順調である。

F/S／その他工業

報告書の内容

－11－

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 010

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

アサハン水力発電開発計画調査

Feasibility Study on Asahan No.1 and No.3
Hydroelectric Power Development Project in the
Republic of Indonesia

大村　精一

日本工営(株)

81.2.26～3.27
81.7.19～11.7

5,6,2

55～57

154,049 千円

64.54 人月 （内現地13.66人月）

1982/12

日本工営（株）

PERUSAHAAN UMUM HSTRIK NEGARA
(PLN, インドネシア国家電力公社）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り

(*)より
1998年10月現在：
No.1ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　BOT (PT.BAJRADAYA SENTRANUSA)にて1997年8
月より工事に着工したものの、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの経済危機に
より、建設が中止されている。
No.3ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
OECFﾛｰﾝによるD/Dが完了して10年を経過したが、ｲ
ﾝﾄﾞﾈｼｱ国内の事情により着工に至らず。
1997年9月より、IBRD資金にて、D/Dのｱｯﾌﾟﾃﾞｰﾀ（設備
容量見直し、ｺｽﾄ見直し等）が実施され、1998年1月に
報告書が提出されている。

1999.10現在：特に新情報なし。

遅延・中断

実施機関
　PLN

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　北ｽﾏﾄﾗ州

総事業費
　No.1　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　　　　197百万USﾄﾞﾙ（工事費）
　No.3　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　　　　572百万USﾄﾞﾙ（工事費）
　計    769百万USﾄﾞﾙ

実施内容
　No.1　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　　　　貯水池（集水面積：3,647km有効貯水容量
　　　　　　　　：2,860百万立方ｍ）
　　　　ﾀﾞﾑ　  （ｺﾝｸﾘｰﾄ重力式、高さ31ｍ）
　　　　発電所（発電設備：9万kw×2=18万kw
　　　　　　　　年間発生電力量：1,291百万kw）
　No.3　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　　　　貯水池（集水面積：3,888万km有効貯水容量
　　　　　　　　：12百万立方ｍ）
　　　　発電所（発電設備：75,000kw×4=30万kw
　　　　　　　　年間発生量：1,568百万kw）

実施経過

未　　定（PLNあるいはｱｻﾊﾝｵｰｿﾘﾃｨ）

同　　左

円借款　E/S　　1,984百万円

1985.5　詳細設計開始
1988.3　詳細設計完了

1983.9　円借款　L/A締結(E/S)
　NO.1　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ　　　　　　　　　　NO.3　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　　　　　1985.5詳細設計開始　　　　　　　1985.5詳細設計開始
　　　　　1987.8詳細設計完了　　　　　　　1988.3詳細設計完了
1996年1月現在：
　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはBOOのｽｷｰﾑで実施予定。（1996年1月現地調査結果）
　　No.1　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（2000年初の運開に向けて、検討中）
　　No.3　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（ﾌｧｲﾅﾝｽの検討中）　　　(*)へ続く

F/S／水力発電

報告書の内容

- 12 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 011

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

リアムキワ水力発電開発計画調査

Feasibility Study for the Riam Kiwa Hydroelectric
Power Development Project in the Republic of
Indonesia

中村　粂夫

日本工営(株)

81.2.24～3.25
81.7.15～82.1.10

15,13

55～57

199,376 千円

89.80 人月

1982/10

日本工営（株）

PERUSAHAAN  UMUM LISTRIK NEGARA
(PLN、 インドネシア国家電力公社）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.期待される開発効果
　南ｶﾘﾏﾝﾀﾝ州の電力需要が賄える。

中止・消滅

実施機関
　PNL

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　南ｶﾘﾏﾝﾀﾝ州

総事業費
　146百万USﾄﾞﾙ
　外貨：　76百万USﾄﾞﾙ　　52％
　内貨：　70百万USﾄﾞﾙ　　48％

実施内容
　発電設備容量：42,000km（21,000km×2）
　年間発生電力量：151.6wh
　送　電　線：ﾘｱﾑｷﾜ～ﾊﾞﾝｼﾞｬﾙﾏｼﾝ
　　　　　　　　（60km、150kv）

実施予定
　1987. 1　建設開始
　1991.12　1号機運転開始
　1992. 3　2号機運転開始

円借款(E/S)　760百万円
　内貨 1,023,907,175ﾙﾋﾟｱ

　詳細設計実施期間中、社会環境の問題が取り上げられた。これを解決すべく、
1987年8月、南ｶﾘﾏﾝﾀﾝのﾊﾞﾝｼﾞｬﾙﾏｼﾝにおいてｾﾐﾅｰが開催された。
　結論は、ｶﾘﾏﾝﾀﾝ州の用地、移住補償費見積150億Rp.PLN見積は当初29億Rp.か
ら89億Rp.に増加。そのため、EIRRは12.5％から8％に減少した。
　特に、用地補償費が当初見積から大きく上昇したため、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施を最終的
には断念することになった。（1996年1月現地調査結果）

　F/S後ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施のためにより詳細な技術的検討が必要視されたため追加調査
を実施（日本工営・PLN）、測量、水文、地質、土質については技術的には問題がな
いことが確認された。
　1983.9　円借款L/A　締結(E/S)　1985.4　詳細設計開始　1987.12　詳細設計完了

　しかし、1997年10月現在　実施を断念している
　1999.10現在：特に新情報なし。

1.貯水池予定地内に石炭の埋蔵地有、但し、炭層はうすい。
2.受注業者名　（詳細設計）
　　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：日本工営

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 012

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

コタパンジャン水力発電開発計画調査

The Feasibility Study on the Kotapangjang
Hydroelectric Power Development Project in the
Republic of Indonesia

島田　良秋

東電設計(株)

82.1.24～2.21／
82.6.24～12.5／
83.6.27～84.3.11

8,18,5

56～58

219,308 千円

97.35 人月 （内現地59.29人月）

1984/3

東電設計（株）
北電興業

Perusahaan Umum Listrik Negara(PLN）
C.S.Hutasoit(調査課長）, D.Tombeg(電力需
要想定課長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.FIRR=13.53％、EIRR=17.71％
3.期待される開発効果
　調査の結果、最適計画として高さ58ｍのｺﾝｸﾘｰﾄ重力
ﾀﾞﾑを築造し、有効容量14.5億立方ﾒｰﾄﾙ貯水池を得、
ﾀﾞﾑ直下に最大出力111Mw（37MW×3台）ダム式発電
所を設置する案が選定された。発生した電力は州都ﾊﾟ
ｶﾝﾊﾞﾙ及びﾄﾞﾏｲを中心としたﾘｱｳ州内に供給される。本
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは技術的、経済的に高い妥当性が立証され、
電力供給のほか地域開発にも重要なものであり、早期
着工が期待される。また、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを実施する際の
問題点として次の提言を行った。
(1)水没区域の住民の移転対策及び付替道路のﾙｰﾄ選
定に伴う関係機関との調整を早期に行う。
(2)貯水池終端に存在するﾑｱﾗﾀｸｽ遺跡の詳細な保全
対策を確立する。
(3)ﾘｱｳ州内の関連送電設備のｼｽﾃﾑを別途案件として
促進させる。

実施中

実施機関
　PLN（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ電力公社）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　中部ｽﾏﾄﾗ　ﾘｱｳ州
　ﾀﾞﾑｻｲﾄの基岩は石英安山岩質凝灰岩である。貯水池の完成により約
2,600戸が水没する。貯水池終端にﾑｱﾗﾀｸｽ仏教遺跡があるが、水没しな
いように配慮した。
総事業費
　44,969百万円　内貨　79百万USﾄﾞﾙ　外貨　111百万USﾄﾞﾙ
　　　　（1USﾄﾞﾙ=235円=970Rp.）
実施内容
　発電所規模　最大出力    ：114MW（38MW×3台）
                     最大使用水量 ：348立方ｍ/s
                     有効落差         ： 38.1ｍ
                     年間電力量     ：495GWH
　貯水池      有効容量         ：1,545百万立方ｍ
                     常時満水位     ：   85ｍ
                     湛水面積         ：  124平方km
　ﾀﾞ     ﾑ       種　　類           :ｺﾝｸﾘｰﾄ重力式
                     高　　さ            ：  58ｍ
                     頂　　長           ： 257.5ｍ
水圧管路延長                      ：86.9ｍ
　水　車                                ：立軸ｶﾌﾟﾗﾝ型
　送電線                               ：153km、150KV
　付替道路                           ：62.3km
実施経過
　1987.4　　計画開始
　1991.3　　計画完了

PLN（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ電力公社）
同　左

　E/S Ⅰ.契約金額　 953百万円
　        内貨　1,953百万Rp=186百万円
                         （1円=10.50Rp.）
           外貨　   767百万
同左計画に基づき、E/S Ⅰ.　
                           （詳細設計）実施済
（E/S）Ⅱ
　E/S Ⅱ.
  契約金額　3,033百万円
     内貨　   10,328百万Rp=720百万円
     外貨　     2,313百万円

(*)の続きより
1998.4.20　#4号運転開始

現況に至る理由
　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはﾘｱｳ州全体に電力供給が可能であり、経済性が高く、地域開発面か
らみても同州の最重要ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして位置付けられている。

1985. 2.15　円借款L/A締結（E/S;詳細設計調査、11.52億円）
1987. 1.15　PLNと東電設計でE/S Ⅰ.に係わる契約を締結
1987. 2.11　E/S Ⅰ.着手
1989. 3.31　E/S Ⅰ.完了
1990.12.14  円借款L/A締結（詳細設計等のｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ、125億円）
1991. 6. 2    E/S Ⅱ.工事整理契約締結
1991. 9.25　円借款L/A締結（175.25億円）
1992.10       工事開始　　 （1996年1月現地調査結果）
1997. 9        本体工事の約99％が完了
1998. 2.28  #3号運転開始　　(*)へ続く

技術移転
　第4次5ヶ月計画（1984～1988）に着工すべき地点としてとりあげられた。

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 013

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

砂糖副産物利用工業開発計画調査

The Feasibility Study on the Development of
Sugarcane Molasses Fermentation Industry in the
Republic of Indonesia

西村　淳

協和発酵工業　理事：研究開発部長

82.8.31～9.10

7

57～58

48,953 千円

18.20 人月 （内現地5.80人月）

1983/10

ケイエフエンジニアリング(株)
(社)日本プラント協会

インドネシア国営農園総局
SBPN (Staf Bina Perusahaan  Negara)
Iri Soediai Kartasasmita (Director).

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.FIRR=15.2％、EIRR=23.4％
　条件
　(1)ｴﾀﾉｰﾙ45kl/日、ｺﾘﾈｼﾝ56kg/日生産の場合
　(2)国立の発酵技術研究所の設置による基礎技術の
研究、充実を勧告
　(3)ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国内でｱﾙｺｰﾙを代替ｴﾈﾙｷﾞｰとして消費
する体制が整うこと。
3.第一段階として、国立の発酵技術研究所の設置によ
る基礎技術の研究・充実を勧告。

遅延・中断

実施機関
　SBPL（国営農園総局）
　Dewan Gula Indonesia（国家砂糖委員会）
　BP3G（国立砂糖研究所）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　中部ｼﾞｬﾜ
　PEKALONGAN地区

総事業費
　総事業費   12,479百万Rp（4,309百万円）
　内貨            2,268百万Rp
　外貨          10,211百万Rp
　　　　　　　（1USﾄﾞﾙ=240円=695Rp.）

実施内容
　1.生産設備
　2.原料設備
　3.ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ設備
　4.排水処理設備
　5.付帯設備
　　（製品）
　A.ｴﾀﾉｰﾙ45kl/日
　B.ｺﾘﾈｼﾝ56kg/日

実施経過
　1984.4　計画開始時期
　1986.4　計画完了

現況に至る理由
1.F/S終了後ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの業務変更により、SBPNからDewan Gula Indonesiaに移行
し、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの具体化が遅れている。
2.BP3Gに醗酵関係技術者が少なく、具体的にﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを企画立案し推進すること
は難しい。
3.ｱﾙｺｰﾙの国内消費拡大の目途が立っていない。

　換算ﾚｰﾄが大幅に変更されているので計画修正・見直しが必要かと考える。
1987.5　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱのｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ会社から弊社に対し、P.T.Perkebunanの砂糖副産
物利用工業の可能性調査の依頼あり。その利用工業の可能性調査の依頼あり。そ
の後、書簡により相手先を確認したところ、ｽﾗﾊﾞﾔに本社のあるPTP24/25が客先で
あること判明。
1988.1.28～2.7
　ｹｲｴﾌｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)から技術者2名が現地調査を行ない、報告書を作成した。
1999.10現在：変更無し。

技術移転
　開発調査終了後、砂糖を生産している農園公社P.T.Perkebunanから数次にわたり
技術者が協和発酵の発酵工場を見学するために来日している。

F/S／新・再生エネルギー

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 014

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

ルヌン水力発電開発計画調査

The Feasibility Study on the Renun Hydroelectric
Power Development Project  in the Republic of
Indonesia

大村　精一

日本工営(株)

83.7.7～10.4／
84.2.15～3.15／
84.5.22～10.22

7,9

58～59

147,335 千円

75.42 人月 （内現地61.12人月）

1985/3

日本工営（株）

Preusahaan Umum Listrik Negara
(PLN：国家電力公社）　
Drs. C.  S. Hutasoit(Head of Survey Division)

1.ﾌｨｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=13.3％、EIRR=28.3％
　調査検討の結果、ﾙﾇﾝ水力発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、技術的
にも、経済的にも、財務的にもﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙであり、社会環
境的にも問題となる点はないという結論を得た。この結
論をもとに電力需要の著しい伸び及び建設に要する期
間を考慮し、ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｽﾀﾃﾞｨ後速やかに詳細調査設
計、入札書類の作成等のｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ作業を実施する
よう提言した。

実施中

実施機関
　PLN

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄは、北ｽﾏﾄﾗ州ﾒﾀﾞﾝ市の南方100kmに位置し、ﾙﾇﾝ上流部
とﾄﾊﾞ湖の西北部を含んでいる。

総事業費
　総事業費　　230百万USﾄﾞﾙ
　うち外貨分      92百万USﾄﾞﾙ
　　　　　　　（1ﾄﾞﾙ=240円=1,070Rp.）

実施内容
　ﾙﾇﾝ水力発電開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、ﾙﾇﾝ川上流部とﾄﾊﾞ湖の落差約500ｍを
利用し、平均約12立方ｍ/sの水をﾙﾇﾝ川からﾄﾊﾞ湖に転流することにより、
経済的な発電を行おうとする発電専用ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄである。

実施計画
　1987.4　計画開始
　1991.6　計画完了

1. 設備容量：82MW
2. 年間発電電力量：618.2GWh
    ﾙﾇﾝ発電所：313.5GWh
   既設ｱｻﾊﾝ第二発電所増加
                               ：304.7GWh
3. 最大使用水量：22.1立方ｍ/s
4. 総落差：467.6ｍ
5. 集水面積：256.5平方km
6. 有効貯水容量：17×100万立方ｍ
7. 主ﾀﾞﾑ（ﾊﾟﾝｷﾞﾘｶﾞﾝ）
    堤体量205,000立方ｍ、堤高40ｍ、
    天端長185ｍ
8. 余水吐、越流型、
    設計洪水量1,600立方ｍ/sec
9. 仮排水ﾄﾝﾈﾙ、内径6.5ｍ、1条、
    延長270ｍ
10.取水口、水平取水立坑式
11.渓流取水施設、側方取水型
12.導水路ﾄﾝﾈﾙ、内径3.7ｍ、1条、延長
19.600ｍ
13.調圧水槽、制水口型、内径10ｍ、
     高さ76ｍ
14.水圧鉄管路、地上式、延長920ｍ
15.放水路、開水路式
16.発電所、地上式、幅30ｍ、長さ45ｍ、
     高さ27ｍ
17.送電線、150KV、2回線、40km

1985.12      円借款L/A締結（E/S分910百万円）
1991.9.25   円借款L/A締結（54.6億円）
1992.3        取付道路工事着工
1993.11.4   円借款L/A締結（156.68億円）
1994.10      韓国業者現代により工事開始
1994.11.29 円借款L/A締結（54.79億円）
1999.11      建設中

受注業者名（詳細設計） 　   　（工事監理）
　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：日本工営　　　　 日本工営、他ﾛｰｶﾙ3社

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 015

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

東部ジャワ送電網整備計画調査

The Feasibility Study for East Java Power System
Expansion Project in the Republic of Indonesia

珠玖　泰吉

(株)ニュージェック　海外設計部長

84.2.9～3.9／
84.5.22～8.25

3,5

58～59

95,445 千円

32.65 人月 （内現地8.33人月）

1985/3

(株)ニュージェック

National Electric Power Corporation
（PLN, インドネシア電力公社）
Sudja (Deputy Director of System Planning
Dept.)
現在 P.T.PLN(PERSERO)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

2.EIRR=短期10％、中期15.7％、長期15％
　短期計画の着工が遅れているので、短期計画の早期
実施が必要である。E.I.R.R.は短期10％となっている
が、短期計画にはﾏﾄﾞｩﾗ島の電力増強計画等先行投
資型の計画が含まれているので、経済性がやや低いも
のの早急な実施が望まれている。

実施済

実施機関
　PLN

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　東部ｼﾞｬﾜ

総事業費
　総事業費　　169百万USﾄﾞﾙ
　うち外貨分    114百万USﾄﾞﾙ
　　（1USﾄﾞﾙ=235円=992Rp（短期計画分））

実施内容
　電力系統の拡大。
　　150KV以下の送電、変電、配電設備の拡充。

実施経過
　1984/1985～1988/1989　　短期
　1989/1990～1993/1994　　中期
　1994/1995～2003/2004　　長期

1985.2.15　円借款L/A締結
　事業費　23,010百万円
　外貨（円借款）　14,000百万円
                             (L/A No.Ip287)
－PLNと新日本技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄとの間で
1987.1.15付でｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ業務（設計・
工事監理）契約締結
1986/1987～1990/1991　短期計画
1987.4～　ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ業務開始（工期
48ヵ月）
1988.12　資機材購入の入札締切り
1989.3     入札評価作業
1990.3     入札結果政府承認
1990.4～9　請負契約締結
1991.9     円借款L/A締結（ｼﾞｬﾜ・ﾊﾞﾘ
送電線及び変電所整備事業Ⅰ、
76.71億円、1991.9.25）
1992.10　円借款L/A締結（ｼﾞｬﾜ・ﾊﾞﾘ
送電線及び変電所整備事業Ⅱ、
68.62億円、1992.10.4）
1994.6     工事完了

　東部ｼﾞｬﾜ地域における電力需要の増加に対応した電気設備の増強、信頼性向上
等の工事で緊急性を要するﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄである。東部ｼﾞｬﾜ地域では、このほか、ADB融
資によるｽﾗﾊﾞﾔ市配電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが完了し、また世界銀行融資による電力設備増強工
事も実施されており、これらと合わせて電力供給が確保される。

1996.12  円借款「ｼﾞｬﾜ・ﾊﾞﾘ系統機関送電線建設事業（Ⅱ）」28.4億円のL/A締結、
本事業はｼﾞｬﾜ島東部のﾊﾟｲﾄﾝ石炭火力発電所と西部ｼﾞｬﾜを結ぶ50万ﾎﾞﾙﾄ機関送
電線等を建設するもの。
1999.10  現在：変更点なし

技術移転例：現地の電気料金用ｺﾝﾋﾟｭｰﾀのﾃﾞｰﾀ及び設備を利用して、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀに
よる需要の想定方法を指導した。また日本において、系統計画および系統技術計算
の技術指導、技術移転に努めた。1987.4より現地調査、設計業務開始、引き続き設
計図書、入札書類（送電／変電／配電）の作成。1988.12入札締切り。1990.4請負契
約締結後図面審査を経て、1991.6現地業務開始。1991.10現地工業者の業務開
始。1994.6工事完了

F/S／送配電

報告書の内容

- 17 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 016

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

プラント機器製造産業振興計画調査

The Feasibility Study on the Development of Plant
Processing Equipments Industry in the Republic of
Indonesia

宮嶋　信雄

(社)日本プラント協会 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ

84.7.22～8.24／
84.11.11～11.20

14,4

59

105,163 千円

36.99 人月 （内現地17.48人月）

1985/3

(社)日本プラント協会

Ministry of Industry(MOI)
Yogasara （総務局長）
Tata（技術局長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ－：有り
　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国の最重要ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄであり、
技術の発展、人材の育成、外貨節約に甚だ有効であ
り、経済的にﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙである。但し、従来不足している
販売努力を更に強化していく必要がある。

実施済

実施機関
　BARATA社
　BOMA BISMA INDRA社　並びに　MOI

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　・JAKARTA　・INDRA　・TEGAL　・SURABAYA
　・PASURUAN　・WAHANA　・GRESIK

総事業費
　総事業費　　62,254百万円
　うち外貨分    30,024百万円

事業内容
　5分野（肥料、砂糖、ｾﾒﾝﾄ、紙ﾊﾟﾙﾌﾟ、ﾊﾟｰﾑｵｲﾙ）及び
                                          各工場のﾍﾞｰｽﾛｰﾄﾞを含んだ改造で
　1.旧式機改造
　2.新式設備の導入
　3.教育訓練
　から成り、1999年に8万T/Y強の製造能力を保有する。

実施経過
　1985.4　　計画開始
　〔BARATA社〕
　1988.3   M/C（merchanical completion）
　1988.8   F/A（Final acceptance）
　〔BBI社〕
　1988.10 M/C
　1989.3   F/A
*別紙参照

1.製缶工場が強化された。
2.工作機械工場が強化された。
3.砂糖用ﾛｰﾙ工場が整備強化された。
4.全体として旧式設備の破棄・補修が進
められた。

（詳細は別紙参照）

1.自国製ﾌﾟﾗﾝﾄ機器により外貨を節約し、ひいてはﾌﾟﾗﾝﾄ建設の推進となり産業振
興、雇用増大に結びつく。
2.本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは機器製造ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄであり、全ての産業、全てのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄをﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ
することになる。

　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは3国営企業（B.T.BARATA，B.B.I，BOMA BISIMA INDORA）を対象
とした。ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは以下の3つのﾊﾟｯｹｰｼﾞに分けて入札された。
(1)主にWAHANA工場　これについては、三井物産－三井造船－日本製鋼所が約
50億円で受注した。 (2)ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｼﾞｪﾈﾚﾀｰ関連部品の製造機械　(3)Boma Stork　こ
れらふたつについては、伊藤忠－川崎重工が約50億円で受注した。また輸銀のｿﾌﾄ
ﾛｰﾝがﾊﾟｯｹｰｼﾞ(1)及び(2)の25.1％に適用された。
ｻﾌﾟﾗｲﾔｰｽﾞｸﾚｼﾞｯﾄ（31％）  年利6％     26年
ﾊﾞｲｳﾔｰｽﾞｸﾚｼﾞｯﾄ（69％）    年利6.3％   23年
1991.10現在：変更点なし

F/S／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 017

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

中部スマトラ電力系統開発計画調査

Feasibility Study on Power System Development
Program in Central Sumatra in the Republic of
Indonesia

中村　一

東電設計(株)　常勤顧問

86.6.5～7.5
86.8.28～9.13

8

59～61

102,494 千円

39.50 人月 （内現地14.50人月）

1986/7

東電設計（株）

NENGAHSUDJA (Deputy Director)
Perusahaan Umum Listrik Negara(PLN),
Nengah Sudja（計画部長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
   EIRR=22　％
   FIRR=19.9％
2.電力需要は、1985～1995年まで年平均14.4％の伸
びが予想される。
　95年までに、ﾊﾟﾀﾞﾝ周辺～ﾊﾟｶﾝﾊﾟﾙ～ﾄﾞﾏｲを結ぶ
150kv基幹系統を構成する要あり。このうち、特にﾊﾟｶﾝ
ﾊﾞﾙまでは1993年までに建設する必要がある。

実施中

実施機関
　PLN（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ電力公社）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｽﾏﾄﾗ島中部地域の西ｽﾏﾄﾗ州及びﾘｱｳ州

総事業費
　30,944百万円　　　外貨分17,402百万円
　（1USﾄﾞ=1,100Rp=200円）

実施内容
　・送電線=150kv　422km
　・変電所=7ヶ所　260MVA
　・給電所=ﾊﾟﾀﾞﾝに新設
　・通　信=関連通信設備1式

工程
　1988～1995年　ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ
         （E/S 1，E/S 2）
　1989～1995年　建設工事

1.本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの一部であるﾊﾟﾔｸﾝﾌﾞ変電
所からｺﾀﾊﾟﾝｼﾞﾔﾝ発電所の経由ﾊﾟｶﾝﾊﾟﾙ
に至る送電線及びﾊﾟｶﾝﾊﾞﾙ･ﾊﾞﾝｷﾅﾝ両
変電所の建設について、1987年2月～
1989年3月に詳細設計を実施、引き続き
1990年6月より工事監理を実施中（いずれ
も円借款）。
送電線　150KV2set　153km
変電所　2ヶ所　　90MVA
竣工目標　1994年

2.西ｽﾏﾄﾗ地区の150KVﾙｰﾌﾟ送電線、ｵﾝ
ﾋﾞﾘﾝからﾊﾟﾔﾝｸﾝﾌﾟ間、及びﾊﾟﾀﾞﾝ地域の
変電所増強についてはKFWのﾛｰﾝで別
途進められている。

　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのうちﾊﾟｶﾝﾊﾞﾙからﾄﾞﾊﾞｲに至る送電線173km及び変電所については、
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ側で計画推進中である。

PLNは、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ緊急性、特にﾊﾟｶﾝﾊﾞﾙ迄の送電線建設の早期着工の必要なこと
を認識し、推進をはかってきた。本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはｵﾝﾋﾞﾘﾝ火力・ｺﾀﾝﾊﾟﾝｼﾞﾔﾝ水力発電
所建設と密接な関係があるところから、これら発電所ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに関連づけて実施され
ることになり、東電設計が実施のｺﾀﾊﾟﾝｼﾞｬﾝ水力発電所関連送電線として、1987年2
月～1989年3月に詳細設計の引き継ぎ、1990年6月より工事監理を実施中。（いずれ
も円借款）
（第一期1990年度125億円、第二期1991年度175.25億円）

F/S／エネルギー一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 018

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

第2製鉄所建設計画調査（ステップ3）

The Pre-Feasibility Study on the National Iron  &
Steel Development for the Second Generation in
the Republic of Indonesia

小林　謙二

新日本製鉄(株)技術協力管理部部長

87.3.1～3.12

9

59～62

101,905 千円

47.56 人月 （内現地6.60人月）

1987/10

（社）日本鉄鋼連盟

工業省
Eman Yogasara (Directorate General of
Machinery and Basic Metal Industry),
H.M.Toyib (Directorate of Basic Metal
Industry)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.結論  1)簡素化された設備ﾗｲﾝｱｯﾌﾟ
             2)ｺﾝﾊﾟｸﾄなﾚｲｱｳﾄと将来の拡張への配慮
             3)最新の技術ﾚﾍﾞﾙによる設備計画(ｲ)高能率
                (ﾛ)高品質の製品生産 (ﾊ)低生産ｺｽﾄ (ﾆ)自
                動化、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ化された整備計画 (ﾎ)環境
                保全への配慮
             4)高ﾚﾍﾞﾙの労働生産性
             5)効果的な設備投資額
3.勧告  1)需要調査のﾚﾋﾞｭｰ
             2)ｻｲﾄの決定と詳細な現地調査
             3)天然ｶﾞｽ、工業用水、電力事情の詳細調査
             4)詳細現地調査に基づく建設所要資金の見
                直し
             5)建設期間の短縮
             6)財務分析、経済分析の実施
             7)代案の検討
1999. 12「中止・とりやめ」or「遅延中断」になったものであり、以
後の動向を把握するのは事実上困難である。

中止・消滅

実施機関
　工業省

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Cilegon又はArun

総事業費
　2,497,285百万RP.（Cilegon）
　2,627,696百万RP.（Arun）
　（1,074.63RP.=100円）

実施内容
　1)生産品種－形鋼、棒鋼、線材
　2)生産規模－200万ﾄﾝ／年
　　　　　　　　（粗鋼ﾍﾞｰｽ）
　3)採用ﾌﾟﾛｾｽ－DR（ｶﾞｽﾍﾞｰｽ）→電気炉
　　　　　　　　→連続鋳造→圧延

　　以上の一貫製鉄所建設

　この調査後にF/Sとして、1992年に伊藤忠、UNIDOによる調査が行われた。それら
の報告書ではﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙであると結論されている。しかし本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実現には
US$1.6 Millionの資金が必要になり、投資あるいは融資することころがあるのかどうか
疑問視されている（1994年3月現在）。
　電炉一貫工場の建設は主用燃料であるLNGのﾌﾟﾙﾀﾐﾅからの購入価格（3ドル以
上）が高いために採算があわないと判断され、高炉一貫工場（400万ﾄﾝ/年）を日本も
しくは欧米企業との協力によりBOT方式もしくはBOO方式により97年から建設開始を
予定している（1996年4月現在）。
1999.10現在：変更点なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.01現在：高炉一貫工場の建設計画は、通貨危機のため中止となった。

　ｸﾗｶﾀｳ･ｽﾁｰﾙ社は1996年現在、戦略企業庁傘下へと組織変更されている。

F/S／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容

- 20 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 019

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

ラナウ水力発電開発計画調査

Feasibility Study for Ranau Hydroelectric
Development Project in Indonesia

園田　博康

日本工営(株)

86.6.16～8.29／86.11.23～87.3.28
87.5.12～7.10／87.9.7～9.12

13

60～62

96,684 千円

77.80 人月 （内現地52.60人月）

1987/12

日本工営（株）

インドネシア電力公社
Mhd.Singgilh（計画局長）, C.S.Hutasoit（調査
課長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り
2.EIRR=12.6％
   FIRR= 7.9％
3.設備容量60MWが最適規模であり、電力系統ｼｽﾃﾑ
のﾘｽﾄ/ｺｽﾄ・ｽﾀﾃﾞｨの結果では2003年が導入時期であ
る。上述の内部収益率でも示されている通り経済的に
も、財務的にも妥協性が証明された。また環境面でも
何ら問題がないことが判明した。　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　

遅延・中断

実施機関
　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ電力公社

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｽﾏﾄﾗ島南ｽﾏﾄﾗ州都ﾊﾟﾚﾝﾊﾟﾝの南南西230kmの地点が発電所ｻｲﾄ

総事業費
　199百万USﾄﾞﾙ
　　うち外貨分　　127百万USﾄﾞﾙ
　（1USﾄﾞﾙ=150円=1,640RP.）

事業内容
　・ﾗﾅｳ湖（254,000,000立方ｍ）を季節的調整池（貯水池）としての水力、
灌漑の多目的ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ。
　・下流灌漑（ｱｯﾊﾟｰｺﾒﾘﾝ）の水需要を優先とし、貯水池調査ｽﾀﾃﾞｨを行
い、発電所の最適規模は60MWの結論が出た。
　・電力供給系統の範囲は南ｽﾏﾄﾗ、ﾌﾞﾝｸﾙ、ﾗﾝﾎﾟﾝの3州である。
　・導入時期は2003年
　・取水堰、取水口、導水路ﾄﾝﾈﾙ、ｻｰｼﾞﾀﾝｸ、ﾍﾟﾝｽﾄｯｸ、発電所が主構造
物。

実施経過
　1995.10    計画開始
　2002. 9     計画完了

2003.2月現在：当初ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝでは、水
力発電開発を進めていたが、下流灌漑の
水需要を優先し、Stage I, Stage II-2と称
し、調整ﾀﾞﾑ、頭首工、水路灌漑工事を行
い、2002年9月に建設・竣工している。今
後の計画は、　　　　　　　　　　　　　　　
・Stage Ⅱ-2: Irrigation   16,500ha
Kamering Ⅰ Dam    108MW
・Stage Ⅲ: Irrigation       61,900ha
Kamering Ⅱ Dam   35.7MW
Muaradua Dma      23.8MW
Stage Ⅱ-2は、I/Pが提出されている。
StageⅢは、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府も認めている。
担当は、居住・地域インフラ省。 　本件の実施前に、ﾌﾞｻｲ計画及びﾑｼ計画の2つの水力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが近くにあり、現時

点ではそれらの建設が先行されるため、具体的な動きがない。
　特に、ｺｽﾄ高及び環境問題が現況に至る最大の理由となっている。
（1996年1月現地調査結果）

1999.10現在：変更なし                                                              　
2003.3 現在 ：変更なし

　計画地点は、ｽﾏﾝｺ断層の南部に位置し、砂質凝灰岩が卓越し、その固結度が低
い。風化／浸食され易い岩質のため、水路はﾄﾝﾈﾙ案を採用したが、これがｺｽﾄ高の
原因となっている。

F/S／水力発電

報告書の内容

- 21 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 020

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

発電機修理工場リノベーション計画調査

The Preliminary Survey on the Upgrading of
Dayeuhkolot Workshop in Indonesia

市川　須眞夫

日本工営(株)

87.7.13～8.11

5

61～62

60,268 千円

21.50 人月 （内現地5.00人月）

1988/3

日本工営（株）

インドネシア電力公社
Soeharso（電力公社、運転保守部長）、
Soeharnoto（電力公社、ｼﾞｬﾜ西部地区発電送
電事務所ﾀﾞｲﾔｺﾛｯﾄ工場長）

便益の測定に、社規的機会費用である外注ｺｽﾄの節約
を用いるとして、3つの案を立て、比較検討を行ったが、
大型部品（重量2ﾄﾝ、直径2ｍを超過）の加工を外注す
る以外、全部をﾀﾞｲﾔｺﾛｯﾄ修理工場が遂行する案の内
部収益率が10.9％と算出され、投資効率が最も高いの
で、推奨案とした。

1999年11月現在：情報なし
2003年3月 現在 ：情報なし

実施済

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾊﾞﾝﾄﾞﾝ市、ﾀﾞｲﾔｺﾛｯﾄ地区

総事業費
　776.3百万円

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ範囲
　修理対象の水車台数より主要部品項目・数量を予測して工場設備や工
作機械の種類、機種、台数を決定し、現有設備や工作機械を可能な限り
流用し極く特殊な部品のみ外注し、ほとんど全部をﾀﾞｲﾔｺﾛｯﾄ修理工場で
消化するもので、下記の諸設備を導入する。
・大型部品加工用設備12機種17台
・小型部品加工用設備17機種45台
・火力発電用部品加工及び
  送電線金具加工設備  7機種16台
・その他加工設備           8機種13台
・運搬設備                     12機種16台

敷地造成及び工場棟の増改築も含む。

実施機関
　PLN
　円借款締結額　約793百万円
　詳細設計検討の結果、加工設備の一部に変
更を加えた。変更後の導入設備は下記の通り。

・大型部品加工設備　15機種  17台
・中型部品加工設備　12機種  20台
・小型部品加工設備　14機種  22台
・火力発電用部品等加工設備　
                                      15機種   21台
・その他加工設備          8機種   10台
・運搬設備                      5機種     7台
敷地造成及び工場棟の増改築、受配電設備の
改設を含む。
円借款の内訳
　機械調達620百万、土木建築
                                 83百万円
　ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ
                                 80百万円
最終加工設備は以下の通り
　大型機械工場    13機種14台
　中型機械工場      9機種14台
　小型機械工場    11機種15台
　焙接工場            11機種11台
　組立工場              6機種  6台
　運搬設備              4機種  5台
　受配電設備                      一式
　工具計測機器、焙接機   一式
　工場棟改築                       2棟
　工場棟新築                       4棟

　詳細設計に関するPLNｺﾒﾝﾄが遅れ、全体で約2ヵ月の遅延。
　1992年3月末ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ、電力公社に依る入札審査が完了。1993年3月16日丸紅
－電力公社にて、機械調達契約が調印された。
　土木・建築工事        1991年11月～1993年12月
　機械調達据付工事  1993年  3月～1994年  7月

　調査終了後、円借款が供与されることが決定し、1989年12月にL/Aを締結した。そ
の後、詳細設計及び機械基礎設計のための地質調査を実施して、土木・建築工事
を1991年11月～1993年12月に行った。詳細設計及び入札作成は、1991年9月に終
了した。10月27日に入札を公示、開札は1992年1月27日に実施。機械基礎設計のた
めの地質調査を詳細設計に沿って実施。
　応札は、5社、丸紅、兼松、PT.SRIMAS RAYA、SEJAHTERA、PT.KANAN LAMA
SEJAN TERA &PT. BIMANATARA BAYA NUSA、PT.BINA TENNIK UTAH審査の
結果、1位丸紅、2位兼松、他は入札書不備により失格となった。
　93年3月16日に丸紅－電力公社間にて、機械調達契約が調印された。

　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：日本工営(株)、ﾁﾀｺﾅｽ（現地）1991年2月～1994年8月
　PLN民営化にともないﾀﾞｲﾔｺﾛｯﾄも独立採算制をとるようになり、PLN社内営業を
行っている。

F/S／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 021

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

インドネシア

ジャンビ天然ガス利用開発計画調査

Feasibility Study on the Utilization of Small Scale
Natural Gas in the Jambi Province  of the Republic
of Indonesia

石井　暢夫

テクノコンサルタンツ(株) 取締役

88.1.31～2.26

5

62～63

121,920 千円

43.02 人月

1988/12

テクノコンサルタンツ(株) 

科学技術評価応用庁（BPPT）
Agency for the Assessment and Applica-tion
of Technology

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.発電計画　　　　　　　　　　　　　LPG回収計画
FIRR= 6.2％（税前），4.2％（税後）　3.6％（税前），
           2.0％（税後）
EIRR=16.4％　　　　　　　　5.5％
　条件　1)金利　3.5％p.a
              2)ｶﾞｽ価格1.5USﾄﾞﾙ/MMBTU

中止・消滅

実施機関
　BPPT

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｼﾞｬﾝﾋﾞ州ｼﾞｬﾝﾋﾞ市ﾊﾟﾖｾﾘﾝﾁｬ地区

総事業費
　4,700百万円
　うち内貨    900百万円
　うち外貨 3,800百万円

実施内容
　ｼﾞｬﾝﾋﾞ州ｾﾝｹﾞﾃｨの休眠小規模ｶﾞｽ田を活用し、地域の電力需要をまか
なうべく2万KWのﾃﾞｭｱﾙｴﾝｼﾞﾝによる発電と、小規模LPG回収計画（数ﾄﾝ
／日）により地域開発を目的としたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄである。

実施経過
　計画段階であり、実施に至っていない。

　1989年9月BPPT、ｶﾞｽ供給者のﾌﾟﾙﾀﾐﾅ、電力庁PLNが本件の推進運営委員会を
設置し、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国側での1990年度円借案件としての優先度を高めるべく、始動し
た。その後BPPTは、1990年度円借要請ﾘｽﾄに加えるべくBAPPENASに書類を提出し
申請を行ったが、優先度1のﾘｽﾄにはのせられず、1990年度枠からはずされた。1991
年度に再び円借申請の要請をBAPPENASい行なったがやはり円借要請ﾘｽﾄにはの
らなかった。
1992年度以降、BPPTは本案件につき円借要請していない。本件推進運営委員会も
ﾒﾝﾊﾞｰの転勤等で解散した。

　1999年10月現在：特に情報なし。

　2年連続円借款申請案件よりはずされた案件は、優先度を勝ち取れなかったという
ことで、3年度以降は自然消滅となることが多いといわれている。

フォローアップ調査終了年度：2003年度
終了理由：中止･消滅案件のため。

F/S／ガス・石炭・石油

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 022

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

インドネシア

チパサン水力発電開発計画調査

Feasibility Study on Cipsang Hydroelectric Power
Development Project in the Republic of Indonesia

丸杉　雄造

日本工営(株)

85.6.24～86.1.30

13

59～63

268,984 千円

65.50 人月

1989．1

日本工営（株）

国営電力公社（PLN）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=11.7％
　EIRR=14.2％

遅延・中断

総事業費：
　74,000百万円  (509百万USドル)　うち内貨　23,300百万円  (160百万US
ドル) 　うち外貨　50,700百万円  (349百万USドル) 　(1USドル＝145 円)

実施内容：
　貯水池式水力発電所
   ダム　ロックフィルダム  (H=160m, V=15百万㎡)
   発電所：地下式　発電設備：200MW×２　発生電力量：751GWh／年

実施機関：
　国営電力公社（PLN）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：
　西部ｼﾞｬﾜ州ｽﾒﾀﾞﾝ県
　ﾁﾏﾇｯｸ川流域

水没地に通っている石油ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝの処置に費用がかかることと、環境問題（住民移
転約11,000人）が現況に至る最大の理由となっている。（1996年1月現地調査結果）

（平成15年度　国内調査）
情報なし

報告書提出後具体的な動きはない（1997年10月現在）。
1999.11現在：特に新情報なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 023

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

インドネシア

バンコ炭有効利用計画調査

The Feasibility Study on Effective Utilization of
Banko Coal in the Republic of Indonesia

佐藤　武比古

(財)日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所 国際協力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ部

'84（5班,計73日）/'85（5班,計122日）
'86（2班,計232日）/'87（4班,計185日）
'88（4班,計67日）/5年間で20班,計679日

142

59～63

855,955 千円

347.79 人月 （内現地160.74人月）

1989/3

（財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所

科学技術評価応用庁（BPPT）
ワルディマン（次官）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=11.9％
   EIRR=15.0％
    条件1)資本金／借入金   ：25／75
            2)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ期間       ：20年
            3)ｴｽｶﾚｰｼｮﾝ           ：無し
            4)金利                       ：10.8％／年
3.開発の効果
　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱは2000年頃石油輸入国になると予想される
が、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施により渇炭から石油代替液体燃
料（自動車用）の生産が可能となる。

中止・消滅

実施機関
　科学技術評価応用庁（BPPT）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　南ｽﾏﾄﾗ　ﾑｱﾗｴﾆﾑ

総事業費
　124,845百万円（861百万USﾄﾞﾙ）
　　うち内貨　31,175百万円
　　うち外貨　93,670百万年
　　　　　　　（1ﾄﾞﾙ=145円）

実施内容
製　     品：燃料ﾒﾀﾉｰﾙ
生産能力：150万ﾄﾝ／年
事業概要：ﾑｱﾗﾆｴﾑにおける渇炭ｶﾞｽ化及び燃料ﾒﾀﾉｰﾙ合成工場並びに
                  ﾊﾟﾚﾝﾊﾞﾝ貯蔵所の設計、建設、操業

実施経過
  準備期間Ⅰ ：ﾌｪｰｽﾞⅠに入るための準備                  （ 2年）
   ﾌｪｰｽﾞⅠ     ：基本設計、ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、最終F/S  （ 3年）
  準備期間Ⅱ：ﾌｪｰｽﾞⅡに入るための準備                 （ 2年）
   ﾌｪｰｽﾞⅡ    ：詳細設計、建設                                 （ 4年）
                                                                        計      （11年）

　未着手

フォローアップ調査終了年度：2003年度
終了理由：中止･消滅案件のため。

　渇炭から作られるﾒﾀﾉｰﾙは石油代替液体燃料（自動車用）として利用するには有
毒性が高いため、および他のｴﾈﾙｷﾞｰ源と比べて安価ではないために、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
は中止となった。
1999.10現在：変更点なし

F/S／新・再生エネルギー

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 024

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

インドネシア

クリンチ地熱開発計画調査

The Feasibility Study for the Kerinci Geothermal
Development Project in the Republic of Indonesia

下池　忠彦

西日本技術開発(株)

86.12.15～89.2.25　（87年：2ヶ月、88-89年：10ヶ
月）

13

61～63

319,789 千円

69.13 人月

1989.3

西日本技術開発（株）

エネルギー鉱山省火山調査所（VSI)　　　　　　
W.Subroto　Modjo　（部門長）

電力公社(PLN)　　　　　　　　　　　　　　　　
Vincent　Radja　　（部門長）

1)フィージビリティの有無：　　　有り
 (地熱発電事業の実施可能な地熱資源の賦存が確認
された。事業の採算性はある程度のものは確保できる
が、収益性は低い。）

2)内部収益率：FIRR＝4.32%、EIRR＝3.78%

3)期待される効果
非効率的なディーゼル発電に代わり国内資源である地
熱を活用することにより、低電化や未電化地域の電力
供給への対応が可能となる。電力供給は新たな産業の
育成にも有用であり、社会の安定に貢献すると期待さ
れる。

遅延・中断

総事業費：
　1,420百万円　うち内貨   225百万円  　うち外貨 1,195百万円（1USドル
＝130 円＝1,700Rp）　
　　　　　
実施内容：
１）生産井（２本）の掘削　・発電設備（350kw× 1unit､1,000kw ×2units）の
設備 　
２）20kv高圧配電線設備

スマトラ島・ジャンビ州ルンプール地域の広域地熱資源開発調査（1981）
結果及び立地条件から選定されたDuabelas地区での地熱発電事業のた
めの資源評価・エンジニアリング調査（FS)に関する技術協力を，インドネ
シア政府は日本政府へ要請し、1989年より事業化可能性調査及び技術
移転が実施された。本地区は、西スマトラの中心都市パダンから南東へ
300ｋｍの山間部に位置し、調査事業後の電力公社及び鉱山エネルギー
省による地熱発電事業の実施が期待された。
　資源調査では、蒸気井掘削調査を含む地球科学的調査（地質，地化
学，物探，検層），噴出試験結果から，地熱発電事業に適した地熱資源の
ポテンシャルが確認された。さらに、環境調査や需要調査を含むエンジニ
アリング調査が実施され、この地区の事業として最適な発電所の概略設
計・工事計画が策定され、工事費概算および事業の経済･財務評価が実
施された。　　　
　大規模発電事業実施に適した地熱資源の賦存が確認されたものの、限
られた既設送電線網、電力需要及び経済性への配慮から、本地区に最
適な電源開発として、コーヒーや紅茶の加工業を中心とした周辺地域の需
要を考慮し2350kWの小規模発電事業の実施が勧告された。この事業に
は坑井掘削、発電・送電設備建設が含まれ、事業に必要な費用は14億2
千万円（1ドル＝130円=17000Rp）と試算された。

（平成15年度　国内調査）
発電所建設を具体化するために、電力公
社（PLN)及び鉱山エネルギー省火山調
査所（VSI)は、1998年に追加坑井掘削を
移転された技術・機器を用い、実施して
いる。PLNは2005年頃の本地域での発電
事業（５MW）開始を計画したが、経済危
機等から今現在も事業実現の方向へは
向かっていない。

（平成15年度　国内調査）
電事業を行うには充分な地熱資源が確認されたことから、電力公社の地熱発電事業
長期計画のなかで発電所建設が検討されたが、人口密度の比較的低い西スマトラ
の山間部の開発であること、その後経済危機が起こり新規事業着手が難しい環境に
あること、調査後開発地域のジャングル部分が国立公園の保護地域に指定されたこ
と等から、FS後の早期の事業実現が出来なかったとのことである。

（平成15年度　国内調査）
発電力公社（PLN)は、当時計画された一連の地熱発電所開発の一つとして周辺地
域への電力供給を目指し2005年の５MW地熱発電所運転開始を計画した。しかし、
経済危機等の諸情勢の変化から事業は実施される方向にはない。スマトラ島電力送
電網整備から外れた本地域の電力供給は、依然高コスト・非効率的なディーゼル発
電でまかなわれているため、地域振興ための新たな産業の育成も困難な状況にあ
る。今後の開発計画の見直しが待たれている。

（平成15年度　国内調査）
本事業によって移転された技術は、同国内の多くの地点の開発に適用され、地熱資
源による電源開発に大きく貢献している。送電線網から独立した地方の電源開発
は、地熱資源の特性を生かし地域産業の活性化のための熱供給等（加工業等）と併
せて行われる傾向にあることから、本地域も発電だけでなく総合的な地熱資源開発
へ向かうようである。

F/S／新・再生エネルギー

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 025

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

インドネシア

金属加工業育成センター設立計画調査

The Feasibility Study on the Establishment of the
Testing Laboratory and Quality Improvement
Center for the Metal-Working Industry in the
Republic of Indonesia

今井　孝

八千代エンジニヤリング(株) 常務取締役

88.7.3～8.9

17

62～63

90,805 千円

32.94 人月 （内現地11.87人月）

1989/3

八千代エンジニヤリング(株)
住友ビジネスコンサルティング(株)

工業省　工学研究開発庁（ガルジット局長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

2.FIRR=9.28％
   EIRR=1.88％
　条件
　土地、建物、機械・設備からなる初期投資額及び外
国人ｴｷｽﾊﾟｰﾄの人件費といった項目について、中央政
府あるいは海外からの支援が与えられた場合のみ、健
全な運営と成る。
　しかし、計測困難な間接収益の大きい本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに
おいては、EIRR=1.88％という数値は満足いく水準にあ
る。

2003.3現在：情報なし

中止・消滅

実施機関
　工業省研究開発庁（BPPI）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｼﾞｬｶﾙﾀ郊外ｾﾙﾎﾟﾝ市国立研究科学技術ｾﾝﾀｰ内

総事業費
　56,374百万Rp　　（1円=12.77Rp）
　うち内貨　17,248百万Rp
　うち外貨　39,126百万Rp

実施内容
　1)ﾘﾝｹｰｼﾞﾀｲﾌﾟ企業の生産する製品が、ﾕｰｻﾞｰの要求品質に合致する
     かを確認する試験・検査を実施する。
　2)工業製品国産化を完遂するための技術指導を実施する。
　3)新製品の開発活動の実施をする。
　4)製造ﾌﾟﾛｾｽ技術指導訓練及び技術講習会を開催する。
　5)技術相談指導及び巡回技術指導を実施する。
　6)企業情報支持ｼｽﾃﾑ・市場・技術情報の提供を行なう。
　以上の機能を有した金属加工業育成ｾﾝﾀｰをｼﾞｬｶﾙﾀ郊外のｼﾞｮﾎﾞﾀﾍﾞｯｸ
  地域に以下の設備（鋳造、鍛造、板金加工熱処理、溶接、電気ﾒｯｷ、
  機械加工、ﾌﾟﾚｽ加工、計測具、試験調査、視聴覚教育）を含むものを
  建設する。

実施経過
　1992年度より同ｾﾝﾀｰｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ開始予定

　変化無し（1997.10）
　1996年に裾野産業育成M/Pが行われ、
既存の金属・機械工業開発研究所
（MIDC）の強化が提言されMIDCへの支
援（専門家派遣、機材供与）が行われて
いる。（1998.10）
　MIDCにはADBの資金援助も行われて
おり、ｾﾝﾀｰの機材が整備されてたが、こ
の援助も第2年次より、凍結したまま現在
に至る。（2000年11～12月現地調査結
果）

(*)の続き
フォローアップ調査終了年度：2003年度
終了理由：中止･消滅案件のため。

・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国担当機関は今でもこのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの重要性を協調しており、金属加工育
成ｾﾝﾀｰの設立を熱望している（1994年3月現在）
・しかし提言された規模が大きすぎることに加えて、この種の技術育成ｾﾝﾀｰの設立
に関しては(1)資金不足、(2)運営の硬直性、(3)地元企業とのﾘﾝｹｰｼﾞ不足、といった
公的技術育成ｾﾝﾀｰ共通の問題を解決して、援助終了後もﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが維持される見
込が必要である。

　1989年3月先方政府工業省に提出後、同工業省は、日本政府に対して無償資金
協力要請のための手続を開始した。提言ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは1989年度、1990年度、1991年
度に三年続けて優先度Aでﾌﾞﾙｰﾌﾞｯｸに載った。しかしﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの規模が大き過ぎる
との指摘もあり、日本の無償資金協力案件として取り上げられなかったもようである。
　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄとして工業省所有の化学工業開発研究所内の空き地が予定されてい
たが、同研究所では世界銀行の融資を受けて、小規模ながら試験検査設備を既存
建物内につくっている。
現地調査によって本案件で提言された事業は実施されていないことが明らかとなっ
た。（2000年11～12月現地調査結果）

　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄについては、ｼﾞｬｶﾙﾀ市郊外のﾗﾊﾞﾝ通りにある工業省所有の化学工
業開発研究所の空地が予定されている。（一部既建物の移動必要）無償資金協力
Projectとして本計画の規模が大きすぎるとの指摘もあり、工業省は、当該ｾﾝﾀｰの対
象業種を試験検査、鋳造、焙接、板金、ﾌﾟﾚｽ、機械加工にしぼり込み、併せて事業
費を1,467百万円に縮小し、日本政府に要請する予定とのことであった。「ｲ」側の事
情で要請に至らなかった。(*)へ続く

F/S／工業一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 026

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

インドネシア

産業技術情報センター設立計画調査

The Feasibility Study on the Establishment of the
Center for Industrial Technology Information in the
Republic of Indonesia

竹野　萬雪

センチュリリサーチセンタ

88.7.31～9.7

13

62～63

111,883 千円

42.10 人月 （内現地11.20人月）

1989/3

CRC海外協力（株）

Wardiman Djojonegoro
Deoputy Chairman
Agency gfor the Assessment and Application
of Technology
工業省　技術評価応用庁（BPPT）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
　条件
　－ｾﾝﾀｰ運営に必要な資金の予算措置
　－ｾﾝﾀｰｻｰﾋﾞｽ開始前からの人材確保と育成

 2003.3現在：情報なし

中止・消滅

実施機関
　BPPT（技術評価応用庁）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　PUSPIPTEK-Serpomg　敷地内

総事業費
　2,837百万円
　うち内貨     566百万円
　うち外貨  2,271百万円
　　　　　　（1円=13Rp）

実施内容
　以下の機能を有するｺﾝﾋﾟｭｰﾀｾﾝﾀ（建物、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑ）の建設。
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｻｰﾋﾞｽ
　「ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ技術の教育・訓練」技術計算ｻｰﾋﾞｽ及びｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

実務経過
　1.準備期間           （2.5年）
　　　要員確保と育成
　2.ｻｰﾋﾞｽ開始時期（2年）
　　　初期的ｻｰﾋﾞｽ開始
　3.ｻｰﾋﾞｽ拡張時期
　　　ﾕｰｻﾞｰ要求の変化、多様化への応用

　特になし

(1)報告書提言の大きなｺﾝﾋﾟｭｰﾀでは運営・維持費がかかり過ぎるとの指摘。
(2)現在、ﾃﾞｰﾀを交換する程度のことはﾊﾟｰｿﾅﾙ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀで十分に代替できる。

　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府は提言ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実現をめざし1999年度のﾌﾞﾙｰﾌﾞｯｸに載せてい
る。当該ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが実現に至らなかった理由は、おそらく援助側が報告書の提言し
ている内容では運営・維持費が巨大になることを懸念したためと思われる。本報告書
ではﾒｲﾝ･ﾌﾚｰﾑ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀに基づくｾﾝﾀｰ設立を勧告したが、1994年3月現在BPPTで
は、ﾊﾟｰｿﾅﾙ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀに用いた「IPTEKNET」を実施している。この「IPTEKNET」で
種々の研究所が結ばれ、必要なデータが取り出せるようになっている。
　現地調査の結果、本案件は中止・消滅したことが明らかとなった。（2000年11～12
月現地調査結果）

フォローアップ調査終了年度：2003年度
終了理由：中止･消滅案件のため。

F/S／その他

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 027

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

アユン水力発電開発計画調査

Feasibility Study on Ayung Hydroelectric Power
Development Project

加藤　道人

日本工営(株)

87.1.25～3.19／87.6.4～12.15
88.2.10～3.25／88.6.10～7.15
88.8.24～8.31／89.3.14～3.19

15

61～1

227,284 千円

72.87 人月 （内現地37.87人月）

1989/7

日本工営（株）

PERUSAHAAN UMUM LISTRIK NEGARA
（PLN、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国家電力公社）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=  7.0％
   EIRR=14.8％（世銀予測の燃料費に基づく値）
　条件
　(1)外貨=金利3％
　(2)内貨=自国政府予算

遅延・中断

実施機関
　PLN

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾊﾞﾘ島ｱﾕﾝ川流域

総事業費
　19,830百万円（149.1百万USﾄﾞﾙ）
　うち内貨　  7,714百万円　（内貨　58百万USﾄﾞﾙ）
　うち外貨　12,116百万円　（外貨　91.1百万USﾄﾞﾙ）
　　　　　　（1USﾄﾞﾙ=133円=1,690Rp）

実施内容
　　　　　　　　　　　 　　　　設備容量(MW)  発生電力量(GWh)
　Sidan（第1発電所、流込式）          23.0                 68.0
　Selat（第2発電所、流込式）           19.2                 56.8
　Buangga（第3発電所、逆調整池）   1.8                  12.1
　　　　　　         合計                       44.0               136.9

　送電線       新設150KV2回線9km　　20KV1回戦9.9km
                      増設150KV1回線58.6km

実施経過　7.5年

　環境問題が現況に至る最大の理由となっている。（1996年1月現地調査結果）

　ｼﾞｬﾜ～ﾊﾞﾘ送電線の完成や、中域内環境問題（観光資源への影響等）の観点から
実施について再検討されている。
1997年10月現在、具体的な動きはない。
2000年10月現在：特に新情報なし。

　ﾊﾞﾘ島北部に出力400MWの石炭火力発電所をBOO方式にて建設の動きあり。出
資者は住商他ﾛｰｶﾙ2社。
　2001年投入予定。

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 028

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

インドネシア

シパンシハポラス水力発電計画

Feasibility Study on Sipansihaporas Hydroelectric
Power Development Project

島田　良秋

東電設計(株)

88.2.1～88.3.25
88.5.7～89.3.25
89.6.1～90.3.23

10

62～2

165,020 千円

63.60 人月 （内現地42.20人月）

1990/7

東電設計（株）

Perusahaan Umum Listrik Negara
 (PLN)
C. S. HUTASOIT （調査部長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ有り
2.FIRR=15.88％，EIRR=11.18％
3.本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、技術的に問題はない。経済・財務的
にはかなりｼﾋﾞｱな評価を行ったが、経済性の高い有利
なﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄであることが実証された。環境・社会面でも
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施に伴う大きな制約はなく、むしろ地域開
発に果たす役割が注目される。

実施中

実施機関
　PLN　（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ電力庁）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　北ｽﾏﾄﾗ州ｼﾌﾞﾙｱﾝ河水系
　ｼﾊﾟﾝｼﾊﾎﾟﾗｽ川

総事業費
　14,248百万円
　外貨　42,724千US$
　内貨　25,036千US$
　ｴｽｶﾚｰｼｮﾝ　34,014千US$
　（1989.1月時点，1US$=1.785Rp=140円）

実施内容
　ｼﾊﾟﾝｼﾊﾎﾟﾗｽ川は上流で3河川が合流しているが、その合流点の直下流
に高さ38ｍのｺﾝｸﾘｰﾄ重力ﾀﾞﾑを築造し、有効容量85万ｍ3の調整池を設
ける。
ﾀﾞﾑ左岸から最大使用量30立方m/sを1485ｍの圧力ﾄﾝﾈﾙでｻｰｼﾞﾀﾝｸに
導水し、有効落差131.4ｍを得てNo.1発電所（33.2Mw×1）を設ける。発電
後、その放水を直接受け、2,905ｍの無圧ﾄﾝﾈﾙで左岸のﾍｯﾄﾞﾀﾝｸに導入
し、有効落差67.4ｍを得てNo.2発電所（16.8Mw×1）を設ける。

実施結果
　1988.2　計画開始
　1990.3　計画完了

実施機関
　PLN　（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ電力庁）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　同左

同左計画に基づきE/S I（詳細設計）実施
円借款「ｼﾊﾟﾝｼﾊﾎﾟﾗｽ水力発電事業
（E/S）」8.2億円（1992.11.30調印）

1993年11月着手（Ⅰ期：22ヶ月）

1995年10月E/S I完了

円借款「ｼﾊﾟﾝｼﾊﾎﾟﾗｽ水力発電所及び関
連送電線建設事業」29.78億円（95.12.1
調印）供与によりﾋﾟｰｸ対応型流れ込み式
水力発電所（設備容量500MW）及び関連
施設建設のための準備工事開始
さらに、円借款「ｼﾊﾟﾝｼﾊﾎﾟﾗｽ水力発電所
及び関連送電線建設事業Ⅱ」84.08億円
（96.12.4調印）供与により本格工事実施
へ。借款資金は土木工事、ﾒﾀﾙﾜｰｸ、ﾀ
ｰﾋﾞﾝ、発電設備、送電線、警報ｼｽﾃﾑ等
の費用に充当。

　PLN Wilayah Ⅱのsibolga支社管内の電力需要は、1988年に電力量で43.4GWh、
ﾋﾟｰｸﾛｰﾄﾞで12.2MWだったが、1998年にはそれぞれ217.4GWh、45.6MWに達するも
のと想定され、PLNは本件実施に強い意欲をもっており、早期実現を目指して、円借
款案件として実施設計を実施することになった。

1993.10  PLNと東電設計でE/S Iに係わる契約を締結
1995.10  E/S I　業務完了
1997.5    PLNと東電設計でE/S Ⅱに係わる契約を締結
1998.9.1  土木工事着工（9.28　着工式）
2002.3現在  施工中

F/S／水力発電

報告書の内容

- 30 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 029

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

インドネシア

ブプルン水力発電計画

Beburung Hydroelectric Power Development
Project

窪田　稔

(株)アイ・エヌ・エー

88.2～88.3／89.6～89.12
88.5～88.11／90.6
89.2～89.3／90.8～90.9

14

62～2

249,477 千円

64.85 人月

1990/11

(株)アイ・エヌ・エー

PLN　（国家電力公社）
Ridzalddin IMBAN
（Head of Survey Subdivision）

1.EIRR=17.1％（ｼﾞｰｾﾞﾙ代替）
            　17.9％（ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ代替）

　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府の政策（non-oilと東地域の積極的な開
発促進）に合致しており、加えてﾛﾝﾎﾞｯｸ島の電力需要
の増大（人口約220万人に対し、老朽化したｼﾞｰｾﾞﾙ発
電所の37MWしかない）に対応する重要なﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで
ある。

遅延・中断

実施機関：PLN

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾛﾝﾎﾞｯｸ島

総事業費：55,260千US$
　　　　　外貨　41,040千US$
　　　　　内貨　26,307,173千Rp
　　　　　（1990.6月時点，1US$=1,850Rp=155円）

実施内容：　設備出力　　　    　　22.4MW
　　　　　　   年間発生電力量　　 90.56GWh
　　　　　　   送電線　　　　　　     80km，70KV，1回線

実施経過　　詳細設計・実施設計      1992-94
　　　　　　   入札準備　　　　　　　    1994-95
　　　　　　   準備工事（取付道路等） 1995-96
　　　　　　   本体工事　　　　　　　    1996-98
　　　　　　   運転開始　　　　　    　　1999

なし

(*)の続き
　その後、現地（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ）とのｺﾝﾀｸﾄがな
いため現在の状況は不明であるが、政
治・経済の混乱により自己資金でﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄを実施していないものと想定される。

　環境（水質汚染）問題が現況に至る最大の理由となっている。（1996年1月現地調
査結果）　　　　

　PLNは円借款により実施に移した希望をもっているが、水質問題（砒素、ﾎｳ素）が
ある。
　一応ﾌﾞﾌﾞﾙﾝ発電所位置を下流住民に影響ない渓流沿いに変更することによって
水質問題は解決可能であるが、ﾌﾟﾁ川に設置の取水施設はｾｶﾞﾗ火山湖の噴火によ
る被害を受ける可能性より日本政府及びOECFなどの同意を得ることが困難だろうと
のｲﾝﾄﾞﾈｼｱ側の判断により進展を見てない（2002年3月現在）

　1995年4月にPLNを訪問した時には、当計画PLNがﾛｰｶﾙのｺﾝｻﾙﾀﾝﾄを使って、環
境に影響の少ないﾙｰﾄについて再調査している状況であった（Ir. Sugeng
Dwiyonom, Staff of Survey Division, PLN）より。また、1996年4月にPLNに行った時に
は同調査はほぼ完了したとのことであった（Ir. Andy Pumama, Chief of Survey
Division, PLNより）。
(*)へ続く

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 030

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

ｻﾝﾀﾞﾝ紡績工場（ﾁﾊﾟﾄﾞﾝ／ﾊﾞﾝｼﾞｬﾗﾝ）ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ
計画

Feasibility Study on the Rehabilitation of Cipadung
and Banjaran Mills, PT Industri Sandang

和田　正義

東洋紡エンジニアリング(株)

91.2.4～91.3.20

6

2～3

72,106 千円

20.76 人月 （内現地7.16人月）

1991/12

東洋紡エンジニアリング(株)

Ministry of Industry Directate General for
Multifarious Industries
Ir.A.Karim Sudibyo, Director
PT.Industri Sandang I Sumedi Wignyosumarto,
President Director

1)ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ有り
2)FIRR　26.11％　EIRR　32.24％
3)開発の効果
　・雇用創出・維持効果
　・零細織布業者向けの原料（糸）の安定確保と言う社
会的使命の達成
　・一部輸出による外貨獲得効果
　・環境公害ｾﾞﾛ

 2003.3現在：情報なし

遅延・中断

ﾊﾞﾝｼﾞｬﾗﾝ第1工場：設備の全面的更新（33,600種）細番手ｺｰﾏ糸や逆混ｴ
ｽﾃﾙ綿混糸を生産し品質の多様化と高付加価値を計る。

ﾊﾞﾝｼﾞｬﾗﾝ第2工場：ﾘﾊﾞﾋﾞﾘ主体で対処する。（33,696錘）
                               ｴｽﾃﾙ綿混定番品の大量生産工場とする。

ﾁﾊﾟﾄﾞﾝ工場           ：設備の全面的行進（33,000錘）
                               2吋紡績化と合繊専紡化を計る。

財務経済評価（全工場実施で100％借り入れの場合）
　総投資額            113億円
　税引後IRR          26.1％
　ERR                     32.24％
　税引後利益率    9.95％
　ﾍﾟｲﾊﾞｯｸ期間     3.6年

　経営母体のPT.INDUSTRI SANDANGⅠの財務体質が悪化したため、一部工場の
身売りなど民営化の問題も政府部内で検討されたようであるが、繊維産業の不況下
にあってその後の進展はない。かかる状況にあって当該工場ﾘﾊﾋﾞﾘ計画の実現に特
段の動きはない。
　PT.INDUSTRI SANDANGⅠ組織はその後解体され、役員、幹部職員は全員退
任・転出した模様。PT.INDUSTRI SANDANGⅠの傘下にあった工場は全て
PT.INDUSTRI SANDANG Ⅱの管轄下に入った。

　工業省はF/Sをベースに援助要請をBAPPENAS（国家経済企画庁）に提出した
が、日本政府へ借款などの要請は結局なされなかった。
2002.3現在：新情報なし

　調査中に1人／月の技術移転が行われた。
　又、1992.3～8月、JICA派遣事業部より短期専門家2名が派遣された（12人月）。（ﾘ
ﾊﾋﾞﾘ実施に備えての技術移転。ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄより派遣）
　1999年現在瀕死の状態、現在の国営の旧態依然たる組織での運営では衰退ある
のみ。

F/S／その他工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 031

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

ワンプー水力発電開発計画

Feasibility Study on Wampu Hydroelectric Power
Development Project in the Republic of Indonesia

松下　晴一

東電設計(株)

90.1～90.3
90.6～91.3
91.5～92.3

2～4

272,959 千円

0.00 人月

1992/12

東電設計（株）

Perusahaan Umum Listrik Negara (PLN)
Ridzalddin Imbang （調査課長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り
2.FIRR=14.23％　EIRR=12.21％
3.期待される開発効果
　調査の結果、最適計画として、ﾜﾝﾌﾟｰ川最上流部に
約15ｍの取水ﾀﾞﾑを建造、17.8Kmの水路ﾄﾝﾈﾙを設け
総落差304ｍを利用し、最大出力84MWを得る。
1)電力需要の急伸に対応できる新電源の早期建設
2)開発予定地に居住民がいないので、住民に及ぼす
影響が小さい。
3)国立公園に一部わたるため、詳細設計は慎重な検
討が必要。

具体化準備中

1.実施機関：PLN（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ電力公社）

2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：北ｽﾏﾄﾗ州ﾜﾝﾌﾟｰ川上流域

3.総事業費
     15,214百万ﾄﾞﾙ   内貨     42百万ﾄﾞﾙ
                                外貨　 111百万ﾄﾞﾙ　　　（US/\130）

4.実施内容
　　発電所規模  最大出力        ：84MW（42MW×2基）
                            最大使用水量：35立法ｍ/s
                            有効落差        ：276.4ｍ
                            年間電力量    ：475GWH
      ﾀﾞﾑ                種類                ：ｺﾝｸﾘｰﾄ重力式
                            高さ                 ：14.5ｍ
                            頂長                ：68ｍ

　ｱﾁｴ州及び北ｽﾏﾄﾗ州では、1989年から2004年に至る15年間で電力需要想定が年
平均約15％の高い伸びが想定されるが、2000年までに予測される需要に追いつか
ず本件を早急に実施すべき有力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄである。

1996年1月現在ADBﾛｰﾝ申請中。（1996年1月現地調査結果）
1997年10月現在未締結
2002.3現在：変更点なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：情報なし

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 032

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

インドネシア

南スマトラ山元火力発電開発計画

Feasibility Study on Mine Mouth Steam Power
Plant Development Project in South Sumatra

高澤　克巳

東電設計(株)

92.1～92.3
92.6～92.8
92.9，93.1，93.6

15

2～5

304,511 千円

65.50 人月

1993．9

東電設計（株）

Perusahaan Umum Listrik Negara (PLN)

1.ﾌｨｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

2.FIRR=18.69％，EIRR=26.80％
　脱硫装置を含み計画した場合
　FIRR=16.84％，EIRR=24.43％

3.期待される開発効果
(1)南ｽﾏﾄﾗ地域に豊富に賦存する低品位炭の有効利
用。
(2)ｼﾞｬﾜ－ﾊﾞﾘ系統の逼迫する需給状況の緩和。
(3)ｼﾞｬﾜ－ﾊﾞﾘ系統とｽﾏﾄﾗ系統との連携による効率的系
統運用。
(4)大規模火力の分散化によるｼﾞｬﾜ島環境汚染の低
減。

具体化準備中

総事業費：火力発電所建設費　（千US＄）
　　　　　　2,208,117（内貨：632,410、外貨：1,575,707）
　　　　　   送電線建設費（海底送電含む）　（千US＄）
　　　　　　891,506（内貨：105,079、外貨：786,427）

実施内容：
（1）石炭火力発電所（600Mw × 4基）（2）400Kv直流送電線（架空
430Km、海底ケーブル45Km）

実施工程：
　詳細設計（E/S-I）開始後4号基運転開始まで、92カ月。
　Unit 1　1999年建設開始2002年運開
　Unit 2　2000年　〃　　2003年 〃
　Unit 3　2000年　〃　　2003年 〃
　Unit 4　2001年　〃　　2004年 〃

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの電力政策の構造改革が進められており、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ側は民間事業者の参
加を許容しており、1996年11月現在、数社が資格を取得している。

FS終了後、PLN計画局と本案件の実現に向け、本計画の要請（E/S I）を日本政府に
行うべく調整を実施した結果、鉱山ｴﾈﾙｷﾞｰ省経由でBAPPENASに計画書の提出が
1994年に実施された。しかし、電力構造改革により1996年11月現在足踏み状態と
なっている。

2002.3現在：変更点なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：情報なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

F/S／火力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 033

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

インドネシア

太陽光発電ハイブリッド・システム地方電化計画

The Study on Utilization of Photovoltaic Hybrid
Systems in Rural Areas in the Republic of
Indonesia

山口　正史

日本工営(株)

89.3.11～93.6.10

14

63～5

1,085,632 千円

135.23 人月 （内現地66.78人月）

1993．9

日本工営（株）
東電設計(株)

鉱山エネルギー省
新エネルギー電力総局新エネ開発局長
Mr. Endro Lltomo Notodisuryo

1.太陽光発電ｴﾈﾙｷﾞｰの利用・実用を図る当初の目的
を果たした。

2.技術的側面から通常の電力系統と同様の形体で一
般の電力需要に対処し得ることを示した。

3.開発途上国での当該ﾌﾟﾗﾝﾄの運転・保守に当たって
は継続的技術支援が必要である。

4.経済的には初期投資額が比較対象の代替電源に比
べてまだ割高であり、資機材・ｺｽﾄの削減、太陽電池の
効率向上への度量が必要である。

5.直接的受益者である地方村落住民の経済基盤が弱
く、対象とする需要家からの料金は運転にかかる人件
費と燃料、消耗品等の恒常的費用に限る。施設の初期
投資・更新・災害復旧のための費用は国家的財務支援
が必要である。

実施済

１.実施内容
（１）太陽光発電・ディーゼル発電ハイブリッド・システム（３候補地点）
（２）太陽光発電・小水力発電ハイプリッド・システム（８候補地点）

２.調査対象地域
（１）西ジャワ州マジャレンカ県
（２）西ヌサンタラ州中ロンボク県（注）候補調査地点には中部ジャワ州の一
地点を含む

３.実施経過
（１）第１～３年次：基本調査、最適ハイプリッド・システム予備評価
（２）第２～４年次：詳細設計、機材購入施工監理、運転実施データ収集
（３）第４～６年次：技術分析評価、経済分析、財務分析、および結論と勧
告

４.総事業費
（１）太陽光発電ディーゼル発電ハイブリッド・システム
　　　資材材費　　229.4百万円
　　　現地工事費　353.7百万ルピア
（２）太陽光発電・小水力発電ハイプリッド・システム
　　　資材材費　　206.7百万円
　　　現地工事費　417.0百万ルピア

2003.3現在：（2000年11月ｱﾌﾀｰｹｱ調査
より）太陽電池ﾓｼﾞｭｰﾙは比較的良好な状
態であったが、蓄電池の劣化が著しく、寿
命の末期である。西部ｼﾞｬﾜに建設された
太陽光発電ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞｼｽﾃﾑ
建設地点は、既にPLN配電線による電化
が実現。ﾛﾝﾎﾞｸ島に建設された太陽光電
発電・小水力発電ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞｼｽﾃﾑは、当
該地区の単独電源として利用されてお
り、PLN配電線は未開通。　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　
ｱﾌﾀｰｹｱ調査報告書は、ﾛﾝﾎﾞｸ島当該地
区の電化を維持するための対策が急務
であること、太陽電池ﾓｼﾞｭｰﾙは今後も使
用可能であるため、この設備を有効利用
することとして、当該ｼｽﾃﾑをPLN配電線と
並列で運転させるよう、改造することを提
言。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱは地方未電化地域での電力に太陽光発電を利用・開発することに注目し、
独立型の太陽光発電ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ･ｼｽﾃﾑの利用・開発を1998年7月の日本・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ技
術協力年次協議を経て、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府から日本政府へ正式要請がなされ、本件調
査の実施が同年9月30日調印され、調査は翌1989年3月から実施され、1993年9月
の最終報告書をもって終了した。

両ｼｽﾃﾑともに使用出来る間は、ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ･ｼｽﾃﾑとし利用することとなっている。いず
れのｻｲﾄの近くには、PLNの20kv配電線が延長されている。
2003.3現在：ｱﾌﾀｰｹｱ調査が2000年11月実施された。

調査団による調査後ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの維持管理は全面的に新ｴﾈﾙｷﾞｰ電力総局に委ねら
れた（新ｴﾈﾙｷﾞｰ電力総局は1993年より電力・ｴﾈﾙｷﾞｰ開発総局と改称）。電力ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ開発総局は施設を1996年まで、太陽光発電ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ･ｼｽﾃﾑとして当該2地点の
電力供給を行いﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとしての目的は終了した。その後も引き続いて運転を継続
し、1998年10月現在で7年経過したが、西ｼﾞｬﾜ州のﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ･ｼｽﾃﾑに
ついては蓄電池の劣化が顕著となりｼｽﾃﾑとしての寿命が来ている。西ﾇｻﾝﾃﾝｶﾞﾗ州
の小水力ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ･ｼｽﾃﾑについては、蓄電池に劣化をみられるもののまだ使用は
可能である。

1996年の太陽光発電ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ･ｼｽﾃﾑ寿命満了に際してはJICAの技術支援が要望
されている。具体的な要望として、ｲﾝﾊﾞｰﾀｰを延長されているPLNの配電線に同期
接続したい希望があり、技術・財務両面での支援を求めている。

F/S／新・再生エネルギー

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 034

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

インドネシア

ワルサムソン水力発電開発計画調査

Feasibility Study on the Warsamson Hydroelectric
Power Development Project in the Republic of
Indonesia

若月　前

(株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

93.9～94.3/94.8～95.3/95.5～96.3

12

5～7

401,882 千円

15.00 人月

1996．2

（株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（PCI）

P. T. PLN (PERSERO)
Manager of System Planning Division
Ir. Eden Napitupulu
Head of Survey Sub-Division
Ir. Ridzalludin Imban
Ir. Andy Purnama

1)経済的・財務的観点から、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実行可能性
を検討したが、2)に述べる内部収益率が仮定した割引
を超えている。また、収益率に対する感度分析の結
果、経済面及び財務面に関しては特に大きなﾘｽｸはな
いと判断されたことから実行可能と考える。

2)当該開発計画の財務的内部収益率（FIRR）と経済的
内部収益率（EIRR）はそれぞれ11.6%と15.9%と予想さ
れ、それぞれ仮定した割引率10%及び12%を上回ってい
る。

3)地域間の開発の格差を均衡させるという政府方針に
沿ったｲﾘｱﾝｼﾞｬﾔ州の数少ない開発中心都市のひとつ
であるｿﾛﾝ地区に進出を望んでいる企業に効果的な刺
激を与えることにより、ｿﾛﾝの開発が効果的に進展し､か
つｲﾘｱﾝｼﾞｬﾔ州の発展に貢献することが期待される。

遅延・中断

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ電力公社（PLN）は、ｲﾘｱﾝｼﾞｬﾔ州ｿﾛﾝ地区の急増する電力需要
に対処するために､ｿﾛﾝ市東方約17kmの地区に位置するﾜﾙｻﾑｿﾝ川の流
域に水力発電ﾌﾟﾗﾝﾄの建設を計画した。JICAは同計画のF/S（目標年度
2015年）を実施した。

1.実施機関　　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ電力公社（PLN）

2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｿﾛﾝ市の東方17km、ﾜﾙｻﾑｿﾝ川河口から2.5km上方地点

3.総建設費（1995年価格）
　207,089百万ﾙﾋﾟｱ
　（94,475千US$、1US$02,192ﾙﾋﾟｱ）

4.実施内容
　開発規模（目標年度2015年における設備容量）は水力発電ﾌﾟﾗﾝﾄ：
46.5MW(15.5MW ｘ 3基)

5.実施計画
　需給ﾊﾞﾗﾝｽと経済的な設備投入時期を考慮し、3段階の実施計画とす
る。
（運転開始年）
　1号機―2004年初頭、2号機―2006年初頭、3号機―2011年初頭

6.環境調査
　環境面では住民の移転については28世帯と規模が小さい。しかし、全体
的にみて環境への影響は負である。特に、2000ﾍｸﾀｰﾙを超える熱帯雨林
の損失は環境面での重大な負の影響である。しかしながら、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの
実施は全費用（環境費用を含む）を正当化するだけの十分は便益をもたら
すと考えられる。　　

2002年2月現在：実現に至らず。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

報告書提出時点では、他に優先度の高い案件があったこと、AMDAL委員会の承認
が得られていなかったことなどの理由により、実現に至らなかった｡1997年に入って、
PLN内部における本案件の優先度が高くなり､実現に向けた準備が進められるように
なった。1999年11月現在、これまでの通貨危機、政情不安などにより、新規開発案
件は、ほぼｻｽﾍﾟﾝﾄﾞ状況にある。経済状態は多少回復の方向にあるが、政情は依然
として安定していない｡（ｱﾁｪ州、ｲﾘｱﾝｼﾞｬﾔ州の独立運動等）。前年同様、本件につ
いての進展状況は確認されていない。
2002年3月現在：経済状態が回復しないためと考えられる。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

OECFｾｸﾀｰﾐｯｼｮﾝに対して、PLNから円借款対象案件の一つとして提案されたが、この時点では
EIA (AMDAL)の承認が得られていなかった（1996年）。1997年に入ってAMDAL委員会の承認が
得られたため、PLNは要請準備を進めている。通貨危機及びPLNの財政悪化により、PLN関連の
新規開発案件はほとんど停滞状況にあり、本件もその対象となっている。　
2003.3現在：情報なし
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

技術移転として、電力プロジェクトの経済分析に関し､主として長期限界費用、既存電力料金分
析、財務諸表及び主要財務指標及び財務・経済分析一般についてセミナーを実施した。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

F/S／水力発電

報告書の内容

－36－

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 035

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

インドネシア

チソカン川上流揚水発電開発計画調査

Feasibility Study for the Upper Cisokan Pumped
Storage Hydroelectric Power Development Project

松井　豊

(株）ﾆｭｰｼﾞｪｯｸ

92.10.16-95.3.28

10（内ｱﾒﾘｶ人2）

3～7

220,641 千円

85.50 人月

1995.3.1

（株）ﾆｭｰｼﾞｪｯｸ

P.T. PLN (PERSERO)
Ir.Eden Napitupulu
Manager, General Planning Division
Directorate of Planning, Perusahaan Umum
Listrik Negara

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：あり

2.当該ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは地理、地形および環境面から見て良
好な地点であり、経済性も高い、EIRR=23.84%（基準ｹ
ｰｽ）、建設コスト20%ｱｯﾌﾟし、電力発生時間が50%になっ
た場合でもEIRR=15.25%である。

3.適切な規模の電力開発を実施することにより、電力
消費地の中心地であるｼﾞｬｶﾙﾀに電力を供給すること
ができる｡環境に対する影響は重大ではない。ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄ建設により影響を受ける住民の新しい職種としては貯
水池での魚の養殖が有望。

具体化進行中

総事業費：　　　847,894 千US$
(1994年価格)   内貨　279,889 千$
　　　　　　　　    外貨　568,005 千$

実施内容：　
上池　高さ 74m コンクリート表面
遮水ロックフィルダム
下池　高さ 100m コンクリート重力ダム
導水路 内経 6.8m 延長 1,260m 2条　発電所 1000MW (25MW×4台）

実施経過：
1996～7年 詳細設計、1998～2004年 工事
　　　　　　　　　　

円借款　　1,436百万円（E/S）(1998年)　
（US$1=123.1円、Rp1=0.052円)
業務内容：詳細設計
次段階事業：
　次段階事業名：　チソカン川上流揚水
発電開発計画詳細設計
　期間：　1999年12月～2002年3月
　実施機関：　(株)　ニュージェック
　目的：　同計画の詳細設計、入札図書
の作成
　関係：　調査報告書の次段階事業という
位置づけ
　進捗：　世界銀行投資により、詳細設計
の補充が近々実施される予定でコンサル
タント選定中。

PLNの開発に対する意向は強く、国家電源開発計画において2009年と2010年に本
揚水発電の投入をそれぞれ500MW予定している。
(平成15年度国内調査)　JBIC融資にて、（株）ニュージェックが次段階調査（D/D）を
2002年3月に完了している。また、世界銀行融資にて、補足調査が実施されようとし
ている。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

円借款1,436百万円 1998/1/28 L/A締結「アッパー・チソカン揚水発電事業(E/S)」
1998.8.10　詳細設計のためのコンサルタント契約調印（発注者：P.T.PLN、ｺﾝｻﾙ：
ニュージェック／PB Power／ｺﾝﾇｻ社協同企業体）
1999.12:詳細設計業務着手
2002.3.7：詳細設計業務完了
2003.3現在：情報なし
(平成17年度国内調査)　世界銀行融資にて詳細設計の補足調査を実施予定であ
り、コンサルタント選定中である。

プレゼンテーションおよびOJT、インドネシア大ダム会議での発表などを通じて揚水
発電や建設技術についてインドネシア側カウンターパートに技術移転をした。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

F/S／水力発電

報告書の内容

－37－

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 036

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

インドネシア

ウジュンパンダン石炭火力発電開発計画調査

Feasibility Study on Ujung Pandang Coal Fired
Steam Power Station Development Project in the
Republic of Indonesia

枝廣　喬介

(株）ﾆｭｰｼﾞｪｯｸ　顧問

94.7.25-95.12.15

13

5～7

302,459 千円

60.00 人月

1996.3.1

（株）ﾆｭｰｼﾞｪｯｸ

P. T. PLN (PERSERO)
Ir.Andi Purnama(Chief of Survey Division)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り
2.EIRR=16.64%（重油焚ﾃﾞｨｰｾﾞﾙとの比較）
 FIRR(ROI)=8.8% FIRR(ROE)=8.5% DSC=3.41
 条件(1)外貨分OECF融資（金利3.35%）
      (2)内貨分自己資金
3.当該開発計画の実現によって
 (1)南ｽﾗｳｪｼ系統で予測される電力需要増大に対応出
来る。
 (2)発電用に石炭を使用することにより石油資源の温
存が図れる。

具体化進行中

総事業費　（除　Price Escalation):
　           　　外貨　　　　　  内貨
　 65MW×4　US$ 307.6百万　US$ 275.2百万
　100MW×4      407.9百万　    345.3百万
　　 計　　　 　715.4百万  　　620.7百万

実施内容:
　最終設備容量    660 MW
　年間計画発電量　4,050 Gmh（利用率70％）
　石炭消費量　　　185×100,000 ton/年
　淡水使用量　　　5,000 ton/日

実施経過:
　2002年　 65MW×2基運転開始
　2003年　 65MW×2基運転開始
　2005年以降　毎年100MW×1基ずつ運転開始

次段階事業： タカラール石炭火力発電所
建設計画（旧名　ウジュパンダン）
　実施機関：　PLN
　目的：　石炭火力発電所の詳細設計、
入札図書作成、入札、建設
　資金調達：　
　　調達先：　スペイン政府　2005年3月9
日　MOU締結済み
　状況：　2005年9月にスペイン国の施工
業者を対象に入札中。（平成17年9月）　
(平成17年度国内調査)　スペイン政府資
金により、同国の施工業者入札中。

現在プラントサイズを小さくし(200ＭＷ）にして開発する動きがある。名称変更：ウジュ
ンパンダン火力→タカラール火力
(平成15年度国内調査)　D/D、C/Sに対し、PLNはJBICの融資を期待し、2004年度
CGI案件として要請したい意向である。
(平成17年度国内調査)　 他国資金により事業進行中。

1996年1月PLNより本件の詳細設計をOECFの借款申請へつなげようとする動きが
あったが、立ち消えとなった。
(平成14年度国内調査)　PLNはJBICの融資を期待し、2003年度CGI案件として要請
したい意向。
(平成17年度国内調査）　2005年3月スペイン政府とインドネシア政府との間でMOU
が締結済みである。

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

F/S／火力発電

報告書の内容

- 38 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 037

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

インドネシア

ボコ水力発電計画調査

The Study on the Development of Poko
Hydroelectric Power

手塚　徳治

電源開発(株)

95.7.6～8.4/95.9.13～10.3/95.11.22～
12.15/96.3.4～3.27/96.7.8～7.19/96.11.18～
11.29

12

7～8

203,094 千円

45.30 人月

1997.1

電源開発（株）
(株)ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

インドネシア電力公社（PLN）
Hardiv Harris Situmeang
Director of Planning

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り

2.EIRR=19.5％ FIRR=24.1％

（前提条件）
売電価格　165ﾙﾋﾟｱ/kWh
自己資本25％：ﾛｰﾝ75％
ﾛｰﾝ　　利子率2.7％　返済期間20年（据置期間10年）
減価償却　20年定額法
所得税率　30％
債務返済比率（DSC）=2.81

3.期待効果
・東部開発拠点である南ｽﾗｳｪｼ州の開発促進
・現在の電力需要の切迫、将来予想される需要増加へ
の対応

具体化準備中

実施機関：ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ電力公社（PLN）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ｽﾗｳｪｼ島ｳｼﾞｭﾝﾊﾟﾝﾀﾞﾝ市北方約240km
　　　　　　　Sadang川支流Mamasa川上流部

総事業費：　289.78百万USﾄﾞﾙ（1996.3時点）
　　　　　（外貨分　　149.35百万USﾄﾞﾙ）
　　　　　（内貨分　　140.43百万USﾄﾞﾙ）

実施内容：　最大出力234MW
　　　　　年間発生電力量　760Gwh
　　　　　（高さ155ｍ、頂長525ｍ）
　　　　　ｺﾝｸﾘｰﾄ表面遮水壁型ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ
　　　　　立軸三相交流同期発電機（86.6MVA　3台）

実施経過：　1999年建設着手2005年開始
・Paoから発電所・ﾀﾞﾑ地点までのｱｸｾｽ道路（約25km）建設に1年、本工事
建設期間5年

環境への影響：
　1995年調査結果では、区域内には鳥類を除いて保護動植物は存在しな
い。ﾀﾞﾑ建設による移転住民は221家族。適切な補償、影響緩和策、提言
措置が実施されれば影響は少ない。

実施設計に先立ち必要な追加調査：　地形図作成、地質調査

（平成15年度　国内調査）
PLNはノルウェーのStatkraft社に対して、
開発につながる調査権を付与した。有効
期限は2003年末となっている。

PLNはｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国の電力自由化の流れの中で、民営化、分社化、地方分権化が進
んでいる。また、コストに見合う料金値上げが政治的理由により実現できておらず、
PLNの収支バランスは悪化の一途で公的資金が付与されにくい環境にある。このよう
な状況下、PLNは水力についても民間資金による開発を模索しており、その一貫とし
て本地点についても開発につながる調査権を与えたもの。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの現況は暫定措置。

2000.11：新情報なし
2002．3現在：変更点なし
2003. 2現在：PLNはノルウェーのStatkraft社に対して、開発につながる調査権を付
与。有効期限は、2003年末。

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 038

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

インドネシア

都市ガス網開発計画調査

The Study on Master Plan of Urban Development
in the Republic of Indonesia

沖見　博暉

大阪ガス(株)

96.7.15～8.21／96.9.24～11.21
97.1.15～2.16
（97.6.23～7.1　報告ミッション）

12

8～9

220,895 千円

58.60 人月

1997．8．1

大阪瓦斯（株）
(財)日本エネルギー経済研究所

PGN: Ir Rohali Sani, Technical director
MME: Dr Luluk Sumiarso, Head of Bureau of
planning

MIGAS: Dr Rachmat Sudibjo, Director of
exploration & production

1)ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨの有無：条件付でﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙ
2)内部収益率：
　ｼﾞｬｶﾙﾀ市域全域M/P　　FIRR　17.5％
　住宅中心開発地区F/S　FIRR　14.5％
　商住複合開発地区F/S　FIRR　21.2％
　（上記いずれも別ｶﾞｽ会社設立時の事業性）
3)期待される開発の効果：
・石油純輸入国化での回避と、自国産天然ｶﾞｽの有効
利用が図れる。
・ｼﾞｬｶﾙﾀ市域で、安全、ｸﾘｰﾝ、利便性のある都市ｶﾞｽ
の供給が受けられる。
・ｼﾞｬｶﾙﾀ市域の環境改善が図れる。

遅延・中断

M/Pにおいて、この事業が公共的便益に優れ、十分な潜在的実施可能性
がある事を示した。

F/Sにおいて、限られた地区についての実施の具体的手法を示した。

事業実施のｸﾘｱｰすべき障碍：
・事業規制枠組の確立（料金、別会社設立など）
・ｶﾞｽ空調など、ｶﾞｽ利用促進技術の導入体制の確立
・営業体制、事業運営組織、工事体制ｼｽﾃﾑの確立

実現あるいは具体化されていない。

上記により社会的状況が大きく変動し、需要も低下し、外資や民間投資によってガス
下流ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが進められる状況にない。

（平成15年度　国内調査）
現地相手企業（PGN)は現在ガス輸送プロジェクトを抱えており、直ちに民生用管網
普及に取り掛かれる状況にはないと考えられる。輸送および大口供給プロジェクトが
一段落するまで待つ必要がある。したがって現地PGN自体が格別の強い関心を持
たない限り、本プロジェクト実現は困難と思われる。

1997年の通貨危機に伴う政治・社会混乱及び経済低迷によりﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの事業化は中断している。政府においては、外資参入
条件の緩和・エネルギー価格の是正、規制枠組整備の努力が続けられており、2001年秋には、新石油・ガス法が公布された。
しかし、ガス下流ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが軌道に乗る情勢には至っていない。

2002.3現在：変更点なし
2003.3現在：変更点なし

（平成15年度　国内調査）
本件調査終了と同時にアジア経済危機が始まり、当該国の経済も極度の困難に陥った。同時にスハルト体制の終焉と3度に亘
る政変、国内諸派による暴動、東チモール独立の混乱やテロが相次ぎ、エネルギー投資環境は一時崩壊した。最近状況は好
転しているが、以前からの懸念だったエネルギー関連法の改正やガス新法の制定が行われ、PGN(国有ガス会社）の民営化計
画も内容が変動している。

(平成15年度　在外調査）
情報なし

南ｽﾏﾄﾗ～ｼﾞｬﾜ島ガス輸送幹線計画が、JBICの協力により再開の機運を迎えている。本M/P、F/Sはその下流側ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄであ
り将来引き続き事業化される可能性がある。

（平成15年度　国内調査）
本件のジャカルタ民生用都市ガス網普及には、南スマトラのガス上流からのガス輸送プロジェクトの実現によるガス供給確保が
前提であったが、そのJBICによるプロジェクトが現在再起動中である。また東ジャワへのガス輸送においても世銀の支援事業が
始動中。ただしその実現には本件の民生用都市ガスよりも予定の大口への供給をまず起動に乗せることが先行されるべき状
況。

F/S／ガス・石炭・石油

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 039

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

インドネシア

コナエハ水力発電計画調査（Phase1）

Feasibility Study on the Konaweha Hydroelectric
Power Development Project in the Republic of
Indonesia

手塚　徳治

電源開発(株)

98.2.2～3.12/98.7.20～8.3/98.11.1～11.6

9

9～10

35,502 千円

21.20 人月

1998.12

電源開発（株）
(株)ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

P. Sihombing
Director of Planning
PLN（インドネシア電力公社）

ﾗﾝｷﾝｸﾞｽﾀﾃﾞｨの結果から需要想定に合せ、2つの流れ
込式発電の組合せと1つの貯水式計画を勧告した。

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り
2.EIRR=21.76％
　FIRR=11.07％
　（流込式）

具体化準備中

実施機関：
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ電力公社（PLN）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：
ｽﾗｳｪｼ島ｸﾝﾀﾞﾘ市北西約100kmｺﾅｴﾊ川上流地域

実施内容：
ｺﾅｴﾊ川流域では既に中流地点で貯水式発電計画のﾌﾟﾚF/Sが実施され
ていたが、基礎地盤の風化が深い。住民移転の問題等から上流の流込式
地点を含む代替計画案の比較検討を実施した。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

（平成15年度　国内および在外調査）
現況に関する情報不足であるため、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの現況は暫定措置である。

2002.3現在：変更点なし　
2003.2現在：変更点なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

（平成15年度　在外調査）
インドネシア電力公社は資金調達を必要としている。

(平成16年度国内調査）
特記事項は無し。

F/S／水力発電

報告書の内容

- 41 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 040

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

インドネシア

ケライ2水力発電開発計画調査

Feasibility Study on the Development of Kelai 2
Hydro Electric Power Project

松井　豊

(株）ﾆｭｰｼﾞｪｯｸ　顧問

12

8～10

49,194 千円

47.28 人月

1998．11

（株）ﾆｭｰｼﾞｪｯｸ

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ電力会社（P.T.PLN）
P. Sihombing
Director of Planning

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り
2.EIRR=23.0%  FIR=8.2%（注）
3.開発の効果：
石炭火力及びLNG複合状火力に対し、本計画は経済
性に優れており、基幹送電系統が建設されれば、分散
型ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機への依存から脱却し、地域間の電力
経過が可能となる。

（注）経済性においては、成立するが、Rp価格の暴落
による影響で、現在の電力料金Rp230/KWhのままでは
財務的に成立しない。

遅延・中断

1.実施機関：PT.PLN
2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：
　東ｶﾘﾏﾝﾀﾝ、ﾀﾝｼﾞｭﾝﾚﾃﾞﾌﾞ市より約100kmのｹﾗｲ村
3.総事業費：US$275,587,000
4.実施内容：
　最大使用流量　250立方m／秒
　送落差　53.3m、有効落差　51.8m
　設備出力　111MW
　年間可能発生電力量　566.7GWh
　貯水池、ﾀﾞﾑ、取水口、導水路、鉄管路、余水吐、発電所、送
　電線(150kV、2回線、80km+265km)
5.実施経緯
　1号機運開　45ヶ月目
　2号機運開　48ヶ月目 2000年11月、1998年のｽﾊﾙﾄ退陣以降の政治的・経済的混乱で電源開発計画の策定がなされておらす、PLNの分割などの予

定もあり今のところ立ち消えの状況。　

（平成15年度　在外調査）
インドネシア電力会社は資金調達を必要としているが、JBICは大規模な貯水ダム型水力発電プロジェクトに対し、躊躇している
模様。プロジェクトの施工までは最低でも5年間は必要と考えられる。

(平成16年度　国内調査）
東カリマンタン地域は電力細区の状態にあり、新たな電力開発の必要性はあるが、PLNの組織改変に因り、F/S実施後の案件
をモニターする担当部門が不明確になっている。

2000年11月、1998年のｽﾊﾙﾄ退陣以降の政治的・経済的混乱で電源開発計画の策
定がなされておらす、PLNの分割などの予定もあり今のところ立ち消えの状況。　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2002.3現在：変更点なし。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：変更なし。

(平成15年度　国内調査）
情報なし

(平成16年度　国内調査）
JBIC方針の一つである今後の電源開発は、地方活性化のためとすることについて、
本件は良案件である。しかし貯水池式の水力発電開発の場合は環境問題が予測さ
れるため実現化には少なくとも数年を要するのではなかろうか。

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 LAO 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

ラオス

セカタム小水力発電開発計画調査

Feasibility Study on Xe Katam Small-Scale
Hydroelectric Power Development Project

堀　博

電源開発(株)

90.12.1～91.1.14
91.1.30～2.27
91.6.15～7.31

13

2～3

174,819 千円

37.89 人月 （内現地23.89人月）

1992/3

電源開発（株）

Ministry of Industry and Handicraft
Mr. Damdouan PHOMDOVANGSY
Director of Cabinet, MIH

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ電源との比較）
　EEIR=10.8％はﾗｵｽの社会的割引率10％を上回る。

2.開発計画の妥当性
　Sekong, Attapeu両地区の将来の電力需要を満足さ
せるためには、初期開発規模を2,000KWとし、最終開
発規模を6,000KWとすることが社会的・経済的に妥当
であると結論された。

3.財務分析に於て、初期2,000KWの建設費を考慮した
場合、社会的割引率10％を下まわる結果となった。こ
のため、初期2,000KWの建設費について特段の資金
手当てがなされることが必要であると結論された。

4.環境影響については小規模水力であり、極めて微小
である。

遅延・中断

[ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの目的]
ﾗｵｽ南部Sekong, Attapeu地区の電化

[ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ]
ﾒｺﾝ川水系ｾｺﾝ川支流ｾﾅﾑﾉｲ川小支流ｾｶﾀﾑ川地域

[実施内容]
Xe Katam発電所
                                    〔前期〕               〔後期〕
設備出力：                  2,000Kw            6,000Kw
保証出力：                  1,400Kw            1,400Kw
可能発生電力量　　16,613MWh　　  40,299MWh
送電線：　　　　　Sekong, Attapeu向け、計123km
建設期間        前期       17ヶ月
                        後期-Ⅰ   17ヶ月
                        後期-Ⅱ  16ヶ月
建設費            前期  15,679千US$（21.3億円）
                        後期  10,096千US$（13.7億円）
                        合計  25,775千US$（35.0億円）

経済的等価割引率    10.8％
財務的等価割引率      2.7％（14.3％）

（　）内は前期2,000KWに対する投下資本を零とみなした場合

1)ﾗｵｽ政府は日本政府に対する無償援
助案件要請ﾘｽﾄの中に本案件を入れた
が、具体化に至らず現在に至っている。
2)1995年、ｵｰｽﾄﾗﾘｱの民間ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟｰが
この電力開発に興味を示し、ｾｶﾀﾝ川以
外の川も含めて開発規模を120～130MW
に拡大したF/Sを実施した。しかし、ﾗｵｽ
政府の優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに載らず、ﾀｲへの
輸出枠から除外されたため実現化に至っ
ていない。

　ﾗｵｽ政府が日本政府に対して要請している無償援助案件の中で、ﾗｵｽ中部におけ
る農業開発案件等が優先順位の高い案件としてﾘｽﾄｱｯﾌﾟされている。
　ﾗｵｽ国に対する無償援助の枠が限られていることから、本案件が取り上げられるま
でに至っていない。

　F/S調査の結果を受けて、ﾗｵｽ工業・手工業省よりﾗｵｽ政府に対して計画実現に向
けて上申がなされた。これを受けてﾗｵｽ政府は日本政府に対する無償援助案件要
請ﾘｽﾄの中に本ｾｶﾀﾑ小水力発電開発計画を取り組んだが、その後具体化に至らず
現在に至っている。

2002．3現在：変更点なし

　（締結勧告.5として）
本計画は流れ込み発電所であり、その性格上電力需要の伸びに伴い、運開後、再
渇水期に於て一部電力の安定供給に支障をきたす恐れがある。このため、既設送
電線と本計画の供給対象地域との連携計画が推進されることが望まれる。

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 LAO 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ラオス

セコン川流域水力発電開発調査

Master Plan Study on Hydroelectric Power
Development in the Se Kong Basin in the Lao
People's Democratic Republic

手塚　徳治

電源開発(株)

93.7.5～8.26／93.11.1～12.29/
94.1.17～3.24／94.7.2～7.31

18

4～7

530,315 千円

74.90 人月

1995．3

電源開発（株）
(株)ニュージェック

Ministry of Industry and Handicraft
Department of Electricity
Mr. Houmphone BULYAPHOL
(Director General)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：あり

2.Se Kong No.4 EIRR=10.81％，Xe Kawan No.1
EIRR=11.78％，Xe Nammoy EIRR=16.67％

3.電力輸出による外貨獲得

一部実施済

総事業費：
Se kong No.4　 643609千US$（外貨542516千US$、内貨101393千US$）
Xe kawan No.1　404050千US$（外貨342443千US$、内貨61607千US$）
Xe Namnoy　　 281807千US$（外貨237578千US$、内貨44229千US$）

事業内容：
発電所名　     Se kong No.4 　　Xe kawan No.1 　　Xe Namnoy
最大出力　       433MW　　　      256MW                238MW
年間発生電力量　　1,816GWh 　　　 1,137GWh  　　　1,052GWh
有効貯水量　　　17,000×百万m3 　12,700×百万m3　2,500×百万m3
ダム形式　　　　表面遮水型　　　重力式ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ　　中央遮水型
　　　　　　　　 　　ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ　　　　　　　　　　　　　　　　ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ
ダム高さ　　　　　  164m　　　　　　 143m 　　　　　　 　　69m
水車（大）　　　立軸ﾌﾗﾝｼｽ2台　　 立軸ﾌﾗﾝｼｽ4台　　立軸ﾌﾗﾝｼｽ2台
　　（小）　　　　　 〃　2台　　　　　－　　　　　　　 －　
送電線　　　　　230KV 80Km  　　230KV 140Km 　　230KV 10Km
実施スケジュール
　Se kong No.4　 約８年　Xe kawan No.1　約5.5年　Xe Namnoy　約4年

Xe Kawan No.1およびXe Namnoy地点は、民間資本による開
発（BOT）が決まっている。
1．Se Kong No.4：　タイの民間ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟｰであるModulaが同電
力開発の権利を取得した。しかし、理由は不明であるがその後
にF/Sや詳細設計を行うこともなく活動を中止した。
2．Xe Kaman No.1：　ｵｰｽﾄﾗﾘｱの民間ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟｰである
HECECが同電力開発の権利を取得した。しかし、同ﾃﾞﾍﾞﾛｯ
ﾊﾟｰは設立して日が浅く、資金力もないためにF/Sに至ってい
ない。
3．Xe Namnoy：　韓国の民間ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟｰであるDong Ahが同電
力開発の権利を取得した。ラオス政府からの注意勧告を無視
してタイのEGATとの電力買い付け合意がないにもかかわらず
1995年に詳細設計を完了し、1996年7月に建設をｽﾀｰﾄした。
すでに35百万US$を投資して、90Kmに及びｻｲﾄへのｱｸｾｽ道
路も完成している。その後韓国の経済危機と同ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ自体
のｽｷｬﾝﾀﾞﾙも重なり、1998年に部分的に建設がｽﾄｯﾌﾟした後、
1999年に全ての建設が中断された。
(平成17年度国内調査)　 IPPにより、これまでセコン川水系1地
点（150MW）を含む2地点合計360MWが既に完成し、1地点
1,080MWが工事中であり、さらにセコン川水系6地点（約
1,400MW）を含む20地点合計約6,000MWの水力がMOU締
結、或いはCAを獲得し、開発を進行中である。

民間資金により詳細調査、開発（BOT)を実施したが、中断されている。
(平成17年度国内調査)　IPPにより一部事業が実施済み。

政府は本調査にて提案された3地点をBOTにより開発する方針であり、一部は既に民間企業との間でMOU（Memorandum of
Understanding）を締結している。1996年11月現在、民間資本による調査が実施中であるが、計画内容はJICAﾚﾎﾟｰﾄと大きな変
更はない模様。
2002．2現在：変更点なし
2003．2現在：変更点なし
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　ラオス政府はタイ政府及びベトナム政府とそれぞれ6,000MW、3,000MWに及ぶ電力輸出基本協定を
結んでおり、100MWを超える大規模水力地点は全て外国資本主導とラオス政府との共同出資によるIPP開発で実施している。
しかし、ラオス政府の出資金に係る資金調達能力には限度があり、一気に開発が進まない原因ともなっている。
　Xe Kaman No.3地点が2003年にベトナムへ向けIPPとしてベトナム電力公社とMOUが結ばれ、建設への準備がなされている。
　尚、ラオス政府は、確実な進展の示されない地点については、MOUやCAを見直す方針を固めたのに加え、最近の原油高の
情勢から、タイ政府がラオスからの電力輸入に積極性を増している。

(平成17年度国内調査)　特記事項なし。

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 LAO 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ラオス

ラオスナムニアップ1水力開発計画調査

Feasibility Study on the Nam Niep-1 Hydroelectric
Power Project in the Lao Peoples' Democratic
Republic

荒木　一郎

日本工営(株)

98.8.10～9.23／98.11.17～12.16/
99.2.2～3.26／99.5.18～7.9／99.9.28～10.13/
99.11.21～12.20／00.1.16～1.29

9

10～11

265,195 千円

50.27 人月 （内現地29.11人月）

2000．2

日本工営（株）

工業手工芸省電力局　　　　　　　　　　　　　
フンポン局長　　　　　　　　　　　　　　
チャンサバン課長

ﾅﾑﾆｱｯﾌﾟ-1水力発電計画の最も推奨できる開発規模
として、Pre-F/Sで提案していた常時満水位360ｍよりﾀﾞ
ﾑ高さを40ｍ低くした320ｍ代替案の選択を提案した。

具体化進行中

ﾗｵｽ国では1995年までに25件のBOT発電水力案件のMOU（開発覚書）が
締結され、これらの計画の発生電力はすべてﾀｲ国あるいはﾍﾞﾄﾅﾑ国への
売電を主目的としている。ﾗｵｽ国政府は豊富な包蔵水力を積極的に開発
し、特にﾀｲ及びﾍﾞﾄﾅﾑ国境近傍の大規模優良水力発電計画はﾀｲまたは
ﾍﾞﾄﾅﾑへの売電を目的として開発することを政策としている。

ﾅﾑﾆｱｯﾌﾟ-1水力発電計画は、この方針に従い、BOTによる売電を主目的
としたﾀﾞﾑ式発電計画であり、ﾌﾗﾝｽ国の無償援助により1989年から1991ま
でPre-F/Sを実施している。

環境への影響を最小限に留め、且つ経済・財務分析でも魅力ある開発を
実現に導くことは、水力発電計画における普遍的真実の探求であるとの基
本方針に従い、ﾅﾑﾆｱｯﾌﾟ-1水力発電計画の最も推奨できる開発規模とし
て、Pre-F/Sで提案していた常時満水位360ｍよりﾀﾞﾑ高さを40ｍ低くした
320ｍ代替案の選択を提案した。さらに、S/Wで提案されていた本格F/S
実施の第2ﾌｪｰｽﾞ段階に移行することを提案した。

尚、同報告書は以下の報告書で構成されている。
1.主報告書：地形・地質、気象・水文、電力事情、発電計画、EIA要約、予
備設計、総合評価、実施計画、調査過程の記録
2.要約報告書：結論と提言、発電計画、EIA概要、初期住民移転計画要約
3.附属報告書(Ⅰ)：環境影響評価報告書（EIA）
4.附属報告書(Ⅱ)：環境管理計画書
5.附属報告書(Ⅲ)：住民移転計画書
6.附属報告書(Ⅳ)：現地再委託業者環境調査報告書
7.附属報告書(Ⅴ)：現地調査業務の記録

2000年11月15日、JICAとラオス側は本年
度中に第2段階調査を開始すると決定し
た。
2001年3月上旬より第2段階調査が開始さ
れた。
2002年11月に終了し、第1段階調査の結
果として選定された最適水力発電所建設
候補地点に対して、第2段階調査者として
技術的な側面からフィージビリティ調査を
実施し、BOTｽｷｰﾑで事業化する方策を
提案した。(2003年3月現在）
(平成17年度在外調査)　IPP（独立電力生
産者）事業として進行中である。 調達金
額の30％を株式とするIPP方式の開発
は、株式の内30％をラオス国の出資、残り
はタイ国企業、日本企業、市中銀行への
負債による。調達額は約40,000百万JPY。

2000年11月15日、JICAとラオス側は本年度中に第2段階調査を開始すると決定した。　　第二段
階調査が2001年3月上旬より開始された。2002年11月に終了し、第1段階調査の結果として選定
された最適水力発電所建設候補地点に対して、第2段階調査者として技術的な側面からフィー
ジビリティ調査を実施し、BOTｽｷｰﾑで事業化する方策を提案した。(2003年3月現在）
(平成15年度国内調査)　現在IPP事業として活動中。
(平成16年度国内及び在外調査)　現在IPP事業として活動中。
(平成１７年度在外調査)　IPP事業として進行中。

2000年3月に、JICA団員で構成されるﾒﾝﾊﾞｰがﾏﾆﾗ市のADB本部を訪問し、同計画
調査結果を報告すると共に、BOTで実施する場合のJBIC等との協調融資の可能性
について打診した。また、2000年11月13日～15日にﾋﾞｴﾝﾁｬﾝ市において、JICA団
員とラオス側との第2段階調査を開始する旨協議が行われ、同月15日に開始確認の
調印が為された。
2003.3現在：第2段階調査(ﾌｪｰｽﾞ監)は2001年3月上旬より開始され、2002年11月下
旬に終了。
(平成15年度在外調査)　情報なし
(平成１７年度在外調査)　特記事項なし

(平成15年度国内調査)　IPP事業として活動中。
(平成16年度国内及び在外調査)　現在IPP事業として活動中。
(平成１７年度在外調査)　特記事項なし

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 LAO 004

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ラオス

ナムニアップ１水力開発計画調査

Feasibility Study on the Nam Ngiep-I
Hydroelectric Power project

荒木　一郎

日本工営（株）

1998.6～2002．10

11

10～14

236,589 千円

50.27 人月

2002．11

日本工営（株）

2010年末営業運転開始を目指し、民間資金を主とする
IPP（独立電力生産者）・BOT（建設－操業－移譲）事
業としてスタートすることを提言。

具体化進行中

１．本事業に関心を示しているタイ国投資家を含む外国の電力会社・コン
サルタント、コントラクター・サプライヤー等、外国民間企業が、プロジェクト
会社として民間コンソーシアムを組成する。コンソーシアムはラオス政府
と、コンセッション・アグリーメント（事業権契約）を締結する。

２．コンソーシアムとラオス政府は、株主協定の下、プロジェクト会社に投
資、特別目的会社（SPC)を設立する。次にSPCは、電力購入者と電力購
入協定（PPA)を結ぶ。さらにSPCは資金融資者と借款協定（LA)を結び、
ファイナンスクローズ後、プロジェクト建設に着手する。

３．SPCは、プロジェクトの設計・建設をEPCコントラクター（エンジニアリン
グ・調達・建設の担当）に発注する。EPC契約は通常、詳細設計、建設お
よび試運転込みのフルターンキーベースで発注される。この時、SPCが自
ら運営管理に当たらない場合は、オペレーターとO&M契約を結ぶ。運営
に入ると一定のコンセッション期間中に得た売電収入から、借入金の返済
と資本金の回収で行う。コンセッション期間の終了時点でコンセッション契
約に基づき、所定の条件でプロジェクト全施設はラオス政府に譲渡され
る。

４．資金調達方法は、プロジェクト・ファイナンスでなされ、主な資金源は資
本金と借入金である。ラオス政府を含むSPCが総事業費の30％にあたる資
本金を提供し、残りは借入金で賄う。ラオス政府の出資はEDLを通じてな
され、比率は全資本の30％程度とされると想定される。

5.　なお、総事業費は約343.7百万ドル（120円・ドル換算で約412億5千万
円）である。

(平成15年度国内調査)　IPP（独立電力生
産者）事業として進行中。
(平成16年度国内及び在外調査)　IPP（独
立電力生産者）事業として進行中であり、
日本工営が事業開発権を取得している。
更に、関西電力(日本）及びEGCO社(タ
イ）がNKKEOI（関心表明）を出している。
また、(財)新エネルギー財団（NEF）の資
金を得て、水力CDM事業化可能性調査
を実施中。
(平成17年度国内調査)　 IPP方式による
開発は、資金をエクイティから30％、残り
をデットにより調達している。株式の内30
％はラオス国の出資であり、残りはタイ国
企業、及び日本企業に依る。調達額は約
40,000百万JPYである。

(平成15年度国内調査)　IPP（独立電力生産者）事業として進行中。
(平成16年度国内及び在外調査)　IPP（独立電力生産者）事業として進行中であり、日本工営が
事業開発権を取得している。更に、関西電力(日本）及びEGCO社(タイ）がNKKEOI（関心表明）
を出している。また、(財)新エネルギー財団（NEF）の資金を得て、水力CDM事業化可能性調査
を実施中。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成15年度国内調査)　IPP（独立電力生産者）事業として進行中。
(平成15年度在外調査)　情報なし
(平成16年度国内及び在外調査)　IPP（独立電力生産者）事業として進行中であり、日本工営が
事業開発権を取得している。更に、関西電力(日本）及びEGCO社(タイ）がNKKEOI（関心表明）
を出している。また、(財)新エネルギー財団（NEF）の資金を得て、水力CDM事業化可能性調査
を実施中。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

F/S／水力発電

報告書の内容

- 46 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MYS 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

マレーシア

尿素肥料工場建設計画調査

Feasibility Study on the ASEAN Urea Project in
Malaysia

植木　茂夫

(社)日本プラント協会

79.9.2～10.1

14

54～55

56,301 千円

0.00 人月

1980/2

(社)日本プラント協会

石油化学公社
（PETRONAS）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り
2.FIRR（税引前）=8.9から10.8％
3.FIRR（税引後）=8.4～10.4％
条件：(1)港湾・埠頭計画、ﾕｰﾃｨﾘﾃｨｰ供給能力の拡大
          計画、従業員用住宅の建設計画の実施
          (2)運営体制の確立、要員の訓練

実施済

実施機関
　ASEAN　新会社
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｻｸﾜｸ州BintuluのKidurong地区
総事業費
　300.34百万USﾄﾞﾙ（ﾛｰﾝ利率5％の場合）
　　うち外貨分239.07百万USﾄﾞﾙ
　　自己資金　　　 30％
　（
　　ﾛｰﾝ　　　  　　 70％
　　（69,078百万円、1USﾄﾞﾙ=230.0円=2.2Mﾄﾞﾙ）

実施内容
　ｱﾝﾓﾆｱ　　    1,000T/D
　　　　　　　　　　   ）製造能力
　尿素　　         1,500T/D

　尿素（ﾊﾞﾙｸ） 1,500T/D       -
               （495,000T/Y）         -  製品
　ｱﾝﾓﾆｱ（液安）  130T/D     -  （100％操業）
               （  42,900T/Y）

　・ﾌﾟﾛｾｽ・ﾌﾟﾗﾝﾄ
　・ﾕｰﾃｨﾘﾃｨｰ・ﾌﾟﾗﾝﾄ
　・ｵﾌｻｲﾄ・設備

実施経過
　契約より営業運転開始まで38ヶ月
　（1984.3運転開始予定）

ASEAN BINTULU FERTIZER CO LTD

同　左

56,000百万円うち外貨分　48,000百万円
　　　　　　　　　　　　　　　追加分
自己資金　　　　30％　　 　3,200百万円
　OECF      33,600百万円
            （1982.8.26 L/A）
                    1,500百万円
　EXIM       14,400百万円

製造能力
　ｱﾝﾓﾆｱ       330,000T/Y
　尿 素           495,000T/Y

同　左

36ヶ月（契約発効1982年10月初より）
1985. 7　 工事完成
1985.10　商業ﾍﾞｰｽでの運転開始
1990年　 工場が民営化

報告書と具体化された内容との差異
1.予算：ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ費用に大きな変更はないが、総額で約1割の増加となった。
　主たる理由は、
　・実施の遅れによるﾌﾟﾗｲｽ･ｺﾝﾃｨﾝｼﾞｪﾝｼｰ増加、為替ﾚｰﾄの変化
　・内貨を中心とした操業前費用の増加
　・F/S時点では買電を予定していたが、これが不可能となったため自家発電を設置
2.ｽｹｼﾞｭｰﾙ：新会社の設立の遅れ、自家発電の設置により、1.5年ｽｹｼﾞｭｰﾙが遅れ
た。

このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了後、ｱﾝﾓﾆｱ・尿素の一貫工場建設構想も浮上したが、最終的には
ｹﾀﾞ州に建設が決まった。
1995年に小規模な拡張工事が行われ、この工事に対してもOECFは小額の融資を
実施。
（1997年10月現地調査結果）

1999.10現在：変更点なし
実施済みで変更なし。現在も運行されている。(2003年2月現地調査結果）

1.本件は、1976、1977年度にJICAが実施した、石油産業開発計画調査（ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗ
ﾝ）の勧告(1)ｱﾝﾓﾆｱ・尿素肥料ﾌﾟﾗﾝﾄ　2)石油精製ﾌﾟﾗﾝﾄ　3)石油化学ﾌﾟﾗﾝﾄのうち1)
に関連するF/Sである。
2.受注業者名
　(1)ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ　ｽﾄｰﾝ　ｱﾝﾄﾞｳｴﾌﾞｽﾀｰ（英）
　(2)ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ：(1)ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ・神戸製鋼　(2)整地・大成建設

F/S／化学工業

報告書の内容

- 47 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MYS 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

マレーシア

クランタン州セメント工場建設計画調査

Feasibility Study on Establishment of Kelantan
Cement Factory in Malaysia

杉浦　宏

宇部興産(株)

81.5.11～6.6

10

56

47,163 千円

0.00 人月

1982/2

宇部興産（株）

クランタン州経済開発公社
　　　　　　（SEDC）
クランタン州経済企画庁
　　　　　　（SFPU）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.EIRR=14.9～21.8％
条件：金利8～10％
　       経済価格　180～190Mﾄﾞﾙ/ﾄﾝ　ｾﾒﾝﾄ
3.期待される開発効果：
　(1)雇用機会の創出
　(2)天然資源の有効利用
　(3)工業技術の向上
　(4)関連産業への波及効果
　(5)僻地開発への貢献

 2003.3現在：情報なし

実施中

実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｸﾗﾝﾀﾝ州

総事業費
                               ｹｰｽⅠ    ｹｰｽⅡ
　建設費                    194       272
　操業前費用               9         13
　運転資金                 19         31
　建設期間中金利     18         26
　　   　 計                  240       342
                                       （百万Mﾄﾞﾙ）
                               ｹｰｽⅠ   ｹｰｽⅡ
　資本金(30％)            72       102
　借入金(70％)          168       240
　　   　計                   240       342
　　34,200百万（ｹｰｽⅡ）
　         　　（1Mﾄﾞﾙ=100円　1USﾄﾞﾙ=2.2Mﾄﾞﾙ）

実施内容
　初年度の操業度      70％
　次年度移行の 〃     100％

実施経過
　ｶﾞﾑｻﾝ立地年産1,200千ﾄﾝﾌﾟﾗﾝﾄは1989年から稼働しうる。

ｶﾞﾑｻﾝ地区においてHongkew Holding
Companyが1997年8月からｾﾒﾝﾄ工場建
設を開始した。1998年に建設完了し、年
間1.2百万ﾄﾝの操業を行う。原料は近郊
の山から調達する予定である。この工場
建設に加え、Nusantara Ranhil Company
が1百万ﾄﾝ前後のｾﾒﾝﾄ工場ｾﾒﾝﾄ工場建
設を計画している。

JICA調査後、15年以上経過して、工場建
設が実現された。この遅れの原因は
1)需要が1980年代に伸びなかったこと
2)年間1.2百万ﾄﾝ生産規模の工場建設は
RM700 millionの投資を必要とする。この
投資を行える事業主体がなかなか現れな
かったこと等である。
しかしｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄはJICA調査について、
ｶﾞﾑｻﾝ地区のｾﾒﾝﾄ事業の可能性を指摘
してくれたとして高く評価している。
（1997年現地調査結果）

　実施主体が未だ決定していないことが、本件の推進に障害となっていた。ｾﾒﾝﾄ生
産能力が倍増したにも拘わらず、需要の伸びが予想を下回っていた。そのため、輸
出指向の強い案件でなければ実現しにくい状況にあった。

　1984年前半に小野田ｾﾒﾝﾄ･ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ事務所が工場建設の可能性について簡単
な調査を行ったが、可能性は低いということで断念した。その後、現地の投資ｴｰｼﾞｪ
ﾝﾄと思われるAbjaya社と西独のﾌﾟﾗﾝﾄ･ｺﾝﾄﾗｸﾀｰがｼﾞｮｲﾝﾄで工場設立の申請を州政
府に対して行なった。
1999.10現在：変更点なし

F/S／窯業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MYS 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

マレーシア

テカイ川水力発電開発計画調査

The Feasibility Study on the Tekai Hydroelectric
Power Development Project in the Malaysia

高比良　敬一

東電設計(株)

81.3.1～3.25／81.6.17～12.24／
81.6.17～10.25／82.5.16～12.16

10,10,7,25

55～58

689,880 千円

126.48 人月

1983/12

東電設計（株）

The National Electricity Board of State of
Malaysia（NEB）
Fong Thin Yiew (Chief Engineer)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
　EIRR=15.8％　B/C=1.53
2.期待される開発効果
　(1)ﾊﾟﾊﾝ上流域にもﾀﾞﾑ群ができるならば、洪水制御
     効果あり。
　(2)長期的な米の増産。

中止・消滅

実施機関　NEB（ﾏﾚｰｼｱ電力庁）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾏﾚｰ半島、中部ﾊﾟﾊﾝ州に流れる、半島最大の河川である。ﾊﾟﾊﾝ河の支
流ﾃﾝﾌﾞﾘﾝｸﾞ河の支流である、ﾃｶｲ河上流

総事業費
　35,100百万円
　（1Mﾄﾞﾙ=100円、1982年上期時点）

実施内容
　　　　　　　　　　　　上部地点　　　　　下部地点
　ﾀﾞﾑ高　　　　　　　　　100ｍ　　　　　　　38ｍ
　         　　  　　　  （ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ）　（重力式ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ）
　最大出力              　　150MW     　  　　    5.8MW
　年平均発電量　   　 194.8GWH 　   　     40.3GWH

実施経過
　1986.1　計画開始
　1991.7　計画完了
　1984.1　ｱｸｾｽ道路の建設開始

　ﾏﾚｰｼｱ政府のﾏﾚｰ半島部でのｴﾈﾙｷﾞｰ政策が水力から石炭火力発電とIPP（独立
電力事業者）によるｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電に転換したためこの計画は中止となった。
TENAGA NASIONAL BHD.ではﾏﾚｰ半島部での電力需給は余裕があるという状態
ではないが、それほど逼迫しているとは見ていない。特に、1997年夏の通貨危機以
降は電力需要の伸びが落ちており、今後は7～8％の伸びと予想している。当面は、
IPP（独立電力事業者）によるｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電で需要をまかない、長期的にはﾎﾞﾙﾈｵ
島に建設予定のﾊﾞｸﾝ･ﾀﾞﾑから海底ｹｰﾌﾞﾙで電力を送る見通し。（1997年10月現地
調査結果）

　TENAGA NASIONAL BHD.ではﾏﾚｰ半島部での電力需給は余裕があるという状
態ではないが、それほど逼迫しているとは見ていない。特に、1997年夏の通貨危機
移以降は電力需要の伸びが落ちており、今後は7～8％の伸びと予想している。当面
は、IPP（独立電力事業者）によるｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電で需要をまかない、長期的にはﾎﾞﾙﾈ
ｵ島に建設予定のﾊﾞｸﾝ･ﾀﾞﾑから海底ｹｰﾌﾞﾙで電力を送る見通し。（1997年10月現地
調査結果）
1998.10現在：変更点なし

技術移転：現地でのOJTについては、現地調査業務の共同実施（特に水文関係）を
通じて日常的に実施した。また、国内研修については、ﾄﾞﾗﾌﾄ･ﾌｧｲﾅﾙ･ﾘﾎﾟｰﾄのまと
め作業時NEB水力部より2名の技術者を招聘し、その内容について討議すると共
に、共同作業によりﾘﾎﾟｰﾄを完了させた。

F/S／水力発電

報告書の内容

- 49 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MYS 004

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

マレーシア

テノンパンギ水力発電開発計画調査

The Feasibility Study on the Tenom Pangi
Hydroelectric Power Development Project Phase
III (Sook Reservoir Scheme)

大村　精一

日本工営(株)

85.6.17～11.13

14

58～61

234,798 千円

81.91 人月 （内現地38.88人月）

1986/11

日本工営（株）
電源開発(株)

Saban Electricrity  Board
N.F.Pang
         (Chief Engineer  /Hydro Civil)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

2.EIRR=13.9％
   FIRR=18.3％

3.本計画は技術的、経済的、財務的にﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙで
社会・環境的に問題となる点は少ない。
　したがって、下流ﾃﾉﾑﾊﾟﾝｷﾞ発電所の渇水時の増強施
設として早期の実現が望まれる。

中止・消滅

実施機関
　ｻﾊﾞ電力庁

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｻﾊﾞ州首都ｺﾀｷﾅﾊﾞﾙの南　約100km

総事業費
　243.8百万ﾄﾞﾙ　うち外貨分122.9百万USﾄﾞﾙ
　（1USﾄﾞﾙ=200円=2.45Mﾄﾞﾙ）

実施内容
　1.発電専用ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　2.ｽｰｸﾀﾞﾑ        NHWL=El 310.0ｍ
                           ﾀﾞﾑ高=70.0ｍ
                           ｾﾝﾀｰｺｱ式ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ
                           盛玄料=1,730千立方ｍ
　3.ｽｰｸ発電所  発電設備容量=20MW
　4.ﾃﾉﾑﾊﾟﾝｷﾞ発電所（増設）
                           発電設備容量=44MW

　本案件は、次のような要因が重なって中止に追い込まれたものと見られる。まず、
木材の集積場として使用されていたｽｰｸ貯水池をめぐって木材業者との調整がつか
なかったことである。調査報告書では、この点についての検討した形跡がなく、結果
的に重要なﾌｧｸﾀｰの見落としということになろう。また、1990年代に入って、ﾎﾞﾙﾈｵ島
でもIPP（独立電力事業者）の活動が活発になりｻﾊﾞ電力庁でも建設までに時間のか
かる水力発電の優先度は落ちている。さらに、ｻﾊﾞ電力庁自身が1998年9月に民営
化され、負担の重い水力発電は敬遠する傾向にある。今後、水力は小水力発電に
限る意向である。

　ｻﾊﾞ電力庁は調査地点よりも上流のUpper Padas地区が有望と判断したため、本計
画は中止された。（Upper Padasではｽｳｪｰﾃﾞﾝ社がF/Sを実施）。計画ではｽｰｸ貯水
池を利用してﾀﾞﾑを建設する予定だったがこの貯水池の貯木場としての機能を放棄
できなかった。（1997年10月現地調査結果）

1992年4月現存施設の効率的安定的運転の確保を目的としたﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ（資機
材、役務の調達）に対してL/A締結（5.34億円）。1996年10月よりﾘﾊﾋﾞﾘ工事実施中で
1999年3月に完了した。

F/S／水力発電

報告書の内容

- 50 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MYS 005

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

マレーシア

クランバレー都市ガス供給開発計画調査

The Feasibility Study on City Gas Distribution
Systems in the Klang Valley Area of Malaysia

長　和連

東京ガスエンジニアリング(株) 副社長

86.5～86.6

10

60～62

111,144 千円

34.92 人月 （内現地19.06人月）

1987/2

東京ガス・エンジニアリング(株)
ユニコ　インターナショナル(株)

総理府経済計画局
Husoiarti Tamin  (Chief of Economic
 　                    Planning Unit)
Ismil Kamari (Manager,Planning Dept,
                               PPSB)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=17.20％
   FIRR=17.67％
3.LPG輸入による外貨獲得および実施地域へのｸﾘｰﾝ
かつ利便性の高い燃料の供給を考慮すれば国家的ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄとして推奨できる。但し、上記FIRRは公共投資と
しては十分だが、私企業による投資としてはやや不十
分である。1995以降天然ガスが重油よりも安くなる可能
性が高いことを考慮すれば、FIRR20％以上となると予
想され、そのような見通しの確実性が高まった場合、私
企業投資が期待できる。

実施済

実施機関
　ﾍﾟﾄﾛﾅｽ社=国家石油公社（Petroliam National Barhad）と想定されるも未
定。民営化議論もあり。
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Klang Valley Area（ﾏﾚｲｼｱ首都圏）即ちFederal Territory of Kuala
Lumpur 及び4districts of Selangor State (Gombak, Petaling, Klang, Hulu,
Laugat)
総事業費
　670百万USﾄﾞﾙ（1,119億円）
　うち外貨分　480百万USﾄﾞﾙ（802億円）（1USﾄﾞﾙ=167円）
実施内容
　上記ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ｴﾘｱ内に2005年までに顕在化する住宅、商業、工業用の
都市ｶﾞｽ化可能ｴﾈﾙｷﾞｰ需要に対する天然ｶﾞｽ供給ｼｽﾃﾑを建設する。ｶﾞｽ
源は1989年完成予定（調査当時）の半島横断ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ上に設置する2箇
所の供給ｽﾃｰｼｮﾝとし、これを中圧および中間圧導管網で地区に分配す
る。
　最終年度供給規模は、住宅用162百万立方ｍ、ﾚｽﾄﾗﾝ用67百万立方
ｍ、ﾎﾃﾙ用3百万立方ｍ、工業用33百万立方ｍ、合計266百万立方ｍと予
想される。
実施経過
　1988.7                 計画開始
　2005.12               計画完了
　1988.7～1990.6   ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ建設準備
　1990.7～1990.6   第一期工事
　1990.7                 一部供給開始
　1990.7～2005.12 第二期工事

実施機関
　ｶﾞｽ･ﾏﾚｰｼｱ社（ﾍﾟﾄﾛﾅｽ20％、MMC／ｼｬﾊﾟ
ﾄﾞｩ55％、東京ｶﾞｽ／三井物産25％の合弁会社）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾏﾚｰ半島ｸｱﾗﾙﾝﾌﾟｰﾙほかの主要9地区の産
業・商業・家庭向け都市ｶﾞｽ供給事業
総事業費
　期間1992～2011年、総事業費約600億円
実施内容
　半島横断ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝは、1991年7月東海岸から
西海岸ｸﾗﾝﾊﾞﾚｰ地区まで完工。1992年1月に
は、南端ｼﾞｮﾎｰﾙ経由ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ地区まで完工。
発電用燃料として、天然ｶﾞｽをｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ国へ輸
出開始済。半島内の主要ｴﾈﾙｷﾞｰ需要地に対
する天然ｶﾞｽ供給ｼｽﾃﾑの建設を、ｶﾞｽ･ﾏﾚｰｼｱ
社が実施。都市ｶﾞｽ事業に係わる経営・技術面
で協力を、ｶﾞｽ･ﾏﾚｰｼｱ社を通じて、東京ｶﾞｽ／
三井物産ｺﾝｿｰｼｱﾑが継続実施中(2003年2月
現在）。
実施経過
　1990年12月  事前資格審査
　1991年 2月   国際入札
　1991年 7月   企業選考（現地企業
MMC/Shapadu、外国企業TG/三井物産）
　1992年 5月   ｶﾞｽ･ﾏﾚｰｼｱ(株)設立
　1993年 1月   ﾓﾃﾞﾙ地区天然ｶﾞｽ
                             供給ｼｽﾃﾑ建設
　最終的には、全国の主要都市を対象とした都
市ｶﾞｽ事業となる予定。
　1993年度末工業用需要家
                                    15件供給開始
(*)へ続く

　

　報告書提出時（1987年5月）、ﾏﾚｲｼｱ経済は深刻な不況に陥り、急速な回復が期
待できない状況になったため、提案の1988年計画開始は困難視された（従って、報
告書の中でも、2年延期した場合の代替案を追記している）。
　ﾏﾚｲｼｱ国の経済状態の好転により、合弁企業設立となった。（1992.5）

　PETRONASは、ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ全沿線を対象とし、且つ産業用ｶﾞｽ需要に重点を置いた
F/Sを別途実施した。ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ建設着工に伴い、都市ｶﾞｽ事業実現の動きが活発化
している。
　既に同国石油公社（ﾍﾟﾄﾛﾅｽ）、現地企業および都市ｶﾞｽ技術を有する海外企業か
らなる合弁企業を1992年前半までに設立し、半島全域を事業区域として、都市ｶﾞｽ
事業の実現に当たらせるという具体的方針が打出されている。参加企業の選考の結
果、現地企業としてMMC/Shapudu、外国企業として東京ｶﾞｽ/三井物産が選定され、
目下合弁企業設立に向けて準備、1992年5月ﾍﾟﾄﾛﾅｽ、MMC、ｼｬﾊﾟﾄﾞｩｰ、東京ｶﾞｽ、
三井物産で合弁会社ｶﾞｽ･ﾏﾚｰｼｱ社を設立。（1992.5）　　　2003.3現在：変更なし

(*)の続き
   1994年度末工業用需要家56件供給中
　1995年度末工業用需要家65件供給中
　1996年9月には国土縦貫ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝが完成し、全体として事業は順調に進展している模様（1996
年売上98億円、税引前利益22億円）。

F/S／ガス・石炭・石油

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MYS 006

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

マレーシア

サラワク小水力発電開発計画調査

Feasibility Study on Sarawak Small Scall
Hydroelectric Power Project in Malaysia

岩崎泰夫（F/S）、西川龍三（M/P）

日本工営(株)

86.8.5～11.26（M/P）
87.5.25～12.15（F/S）

5（M/P），12（F/S）

60～63

149,534 千円

46.60 人月

1988．8

日本工営（株）
(財)日本品質保証機構

サラワク州電力公社（SESCO）
Economic Planning Unit
Prime Minister's Department

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.条件
　ﾑｺ計画               ﾑﾀﾞﾐｯﾄ計画
　FIRR= 6.7％          FIRR= 8.4％
　EIRR=11.3％          EIRR=11.7％
　（電気代0.3Mﾄﾞﾙ/kwh） （電気代0.33Mﾄﾞﾙ/kwh）

当計画の実現により、孤立した電力需要地ｶﾋﾟｯﾄ及びﾘ
ﾝﾊﾞﾝに安定電力の供給が可能になる。

遅延・中断

総事業費：
 　　ムコ計画　　　　　　　　　　ムダミット計画
　
総事業費　　1，375百万円　総事業費　　2，950百万円
　うち内貨：　460百万円　　 うち内貨：　1，150百万円
　うち外貨：　915百万円　　 うち外貨：　1，880百万円（英国のgrantで実施
が見込まれている。）

実施内容：
　設備容量（MW）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　ムコ：2.32MW　　ムダミット：5.1MW

（平成15年度　国内調査）
情報なし

1999年10月、「ﾊﾞｸﾝ･ﾀﾞﾑ建設計画」は工事開始されたが、環境問題により工事は中
断している。隣州のｻﾊﾞ州では、電力需要の伸びが鈍化している。

着工に至っていないが、計画自体が放棄されたわけではない。しかし、ｻﾗﾜｸ州では
1990年代に入ってから、「ﾊﾞｸﾝ･ﾀﾞﾑ建設計画」実現に向けて資金と人的資源が投入
され、小水力開発は後廻しになってきたのが実情である。（1997年10月現地調査結
果）
1999年10月、「ﾊﾞｸﾝ･ﾀﾞﾑ建設計画」は工事開始されたが、環境問題により工事は中
断している。隣州のｻﾊﾞ州では、電力需要の伸びが鈍化している。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MYS 007

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

マレーシア

レビルダム計画調査

Lebir Dam Project

竹村　陽一

(株)ニュージェック　海外土木第3部長

87.3.2～3.31／
87.5.5～10.31／
87.11.16～11.29

17

61～63

217,997 千円

60.48 人月

1989/3/1

（株）ﾆｭｰｼﾞｪｯｸ

Leong So She
Director General
Economic Planning Unit
National Electricity Board

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

2.FIRR=20％
　EIRR=6　10％（発電のみ），9　13％（発電+洪水制御）
      11　14％（発電+洪水制御+農業）
　
条件：
Discount Rate 10％，代替火力－ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞｻｲｸﾙ
Fuel cost Mﾄﾞﾙ3.538/MBTU，Variable cost Mドル
37.29/MWh

3.期待される開発効果
　発電（267.6MW,3733.3GWh），
　洪水制御（11百万Mﾄﾞﾙ/年）
　農業（65,326ha，15百万Mﾄﾞﾙ/年）

中止・消滅

総事業費：
　640百万Mﾄﾞﾙ　（予備費含む）　うち内貨　325百万Mﾄﾞﾙ　うち外貨　315
百万Mﾄﾞﾙ（87年時点、1USﾄﾞﾙ=2.5Mﾄﾞﾙ）　　　　　　　　　　　　　　

実施内容：
　最大使用水量　640 立方m/sec、総落 差　  52 m、有効落差　 49.66
m、最大 出力　267.6 MW、年間可能発生電力量 373.3 GWh、調整池　
主ダム　副ダム（2），導水施設，発電所、送電線（7km）、多目的（発電、灌
漑、洪水制御）　　　　　　　　　
　　　　　　
実施経過：
　89. 3　F/S 完了　（1USﾄﾞﾙ=2.5Mﾄﾞﾙ　89.3 時点）

（平成15年度　国内調査）
プロジェクト地域の中心を高速道路が通
過し、計画規模の開発が不可能になっ
た。

ﾏﾚｰｼｱ政府のﾏﾚｰ半島部でのｴﾈﾙｷﾞｰ政策が、水力から石炭火力発電とIPP（独立
電力事業者）によるｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電に転換したため、この計画は中止となった。（1997
年10月現地調査結果）

(平成15年度　国内調査）
プロジェクト地域の中心を高速道路が通過し、計画規模の開発が不可能になった。

　ﾏﾚｰｼｱの半島部では大規模な水力発電開発は行われない見通しである。ﾏﾚｰ半
島は雨量が多く河川の水量も豊かであるが、河口までの距離が短く、標高差も小さ
い。このためﾀﾞﾑ建設した場合、水没面積が非常に大きくなるため環境問題、立ち退
き問題が発生しやすいと指摘する専門家もいる。（1997年10月現地調査結果）
1999.11現在：変更点なし

－日本での研修。
－NEBが1990年より民営化されTNBと名称を変えた。

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MYS 008

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

マレーシア

ハイテク工業団地建設計画

Study on the Establishment of Kulim High-Tech of
Malaysia Industrial Park

佐藤　秀樹

日本工営(株)

91.3.7～3.27
91.6.1～12.12

13

2～3

204,005 千円

57.59 人月 （内33.53人月）

1992/2

日本工営（株）

ECONOMIC PLANNING UNIT (EPU)
KEDAH STATE DEVELOPMENT
CORPORATION (KSDC)

(1)実施工程、段階開発、1期は1994年末、完了。2期未
定
(2)R＆D施設と大学の誘致、ﾊｲﾃｸﾊﾟｰｸの核施設として
導入を勧告。
(3)関連ｲﾝﾌﾗ、電力の2系統よりの受電を含め、高質ｲﾝ
ﾌﾗ整備を勧告。既進出日本企業にｱﾝｹｰﾄ実施、結果
を反映させた。半導体一貫生産地ﾊｲﾃｸﾊﾟｰｸとして必
須。
(4)財務分析、1期工業、ｿﾞｰﾝ（250ha）を対象として分
析、結果は健全でないﾊﾟｰｸ全体（1,450ha）として分析
することを勧告（全体はﾏﾚｰｼｱ側実施）。
(5)投資勧告、ｾﾐﾅｰ問題、ﾐｯｼｮﾝ派遣、ﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙｷｬ
ﾝﾍﾟｰﾝ等を勧告。
(6)実施期間、全責任を負う機関の設置を勧告。

一部実施済

1.全体開発計画（1,450ha）
　　開発ｺﾝｾﾌﾟﾄは短期的に生産主導型、長期的にはR&D及び生産の混
合型をしたﾊｲﾃｸﾊﾟｰｸの建設。ﾏﾚｲｼｱに於ける先端産業の索引ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
として位置づけ想定導入業種は半導体中心の電子機器及びその支援業
種。ﾏｸﾛｿﾞｰﾆﾝｸﾞはﾊｲﾃｸ産業ｿﾞｰﾝ、R&D, Hausing, Urban及びAmonityの
5ｿﾞｰﾝ。雇用人口、全体で24,200人。（半導体の一貫生産工場の導入とい
う背景）
2.実施計画
　　2期に分け1期（770ha）完成は1994年末として策定。
3.関連ｲﾝﾌﾗ
　　ﾊｲﾃｸｿﾞｰﾝ（250ha）に就き電力他、高質ｲﾝﾌﾚ整備とすることで基本
　　設計実施、勧告。
4.管理・運営
　　ﾏﾚｲｼｱの現況調査の上“Hybird Organization”を提言。
5.財務
　　ﾊｲﾃｸｿﾞｰﾝ（250ha）についてのみ見当結果は芳しくない。全体M/Pで
　　やり直すよう提言。
6.環境
　　ﾏﾄﾘｯｸｽにより検討、保護のため、必要な施設の整備を提言。

(*)の続き
　KTPCが建設、KSDCが維持管理を行う。EPUが建設費用を予算計上し
たが、その内KTPCが返済するのは40％のRM140millionのみである。60％
のRM230millionは中央政府からの補助金と思われる。
（1997年10月現地調査結果含む）

1.実施機関
　実施：EPU及びｹﾀﾞ州開発公社
（KSDC）。
2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｹﾀﾞ州ｸﾘﾑ県（ﾍﾟﾅﾝ島対岸、ﾊﾞﾀｰﾜｰｽ市
の後背地）
3.総事業費
　1期（全体約1,600haの半分の770ha）の
造成は完成済。ﾊｲﾃｸｿﾞｰﾝ（250ha）開発
のため総事業費はM/$364.3ｍ：1（\175
億相当）、ﾊｲﾃｸﾊﾟｰｸ全体開発総事業費
の算定はﾏﾚｲｼｱ側の担当。（内外貨振り
分けなし、1US$=M$2.7=\130.0）
4.生産物・生産量等
　ﾊｲﾃｸｿﾞｰﾝへの想定導入業種のﾓﾃﾞﾙﾌﾟ
ﾗﾝﾄ
　－LSI      ：  月間500万個生産
　－ﾊﾟｿｺﾝ：  月間9万台生産
　－TV      ：  月間10万台生産
　－他       ：   1式
5.実施経過
　第1期の工事が1995時点で完了。工業
地区130haとR＆Dの9haは完売した（土地
ﾘｰｽ契約）。工業地区は、富士電気・浜
田・ｲﾝﾃﾙ等のﾊｲﾃｸ産業24社で契約し
た。土地のﾘｰｽ契約は60年プラス37年延
長のｵﾌﾟｼｮﾝである。契約単価はRM7.5～
12/feet2で平均RM11/feet2である。(*)へ
続く

KSDC実務責任者、Mr.TEOHとの電話会話によれば、JICA報告書の提言を基本とし
て、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを進めている由。
地域整備公団堀口氏（浜岡氏と交替）がJICA専門家として引き続き、現地KSDCにて
Follow中。
　ｸﾘﾑﾊｲﾃｸﾊﾟｰｸにおいて順調に民間企業誘致が進んだ理由は
1)安価な土地ﾘｰｽ契約単価、2)良いｲﾝﾌﾗ設備とｱﾆﾒﾃｨ設備、3)国際空港と港への
容易なｱｸｾｽ、4)ﾍﾟﾅﾝ島のﾊｲﾃｸ工業との密接なﾘﾝｹｰｼﾞ、等である。（1997年10月現
地調査結果）

・ﾊﾟｰｸ全体（1,450ha）に対するM/Pを、ﾏﾚｲｼｱ側、住宅地方省（MHLG）が1991年後半から1992
年にかけて実施。（JICA Studyと平行して行われる予定であったが、ﾏﾚｲｼｱ側実情によりずれ込
んだ）。M/Pをしない限り全体事業費等算定出来ない。
・“実施はﾏﾚｲｼｱ側資金”との情報を得ています。
・ﾃｸﾉｾﾝﾀｰについて日本立地ｾﾝﾀｰECFAが技術ｱﾄﾞﾊﾞｲｽしており（1993年度）、ｾﾝﾀｰ実現に向
けて推進中。JICA開発調査の要請がﾏ側から出されている（1994年度）。
・ｸﾘﾑﾃｸﾉｾﾝﾀｰ経営企画調査（JICA調査）は1995年3月～同年10月に日本立地ｾﾝﾀｰとNKの
J/Vで実施された。
・2002．3現在：変更点なし
現在同工業団地では外資大手企業21社が工場を操業している。同団地内の企業数は合計32社
（うち18社がサービス業）。（2003年2月現地調査結果）

・ｸﾘﾑﾃｸﾉｾﾝﾀｰを実例として、ｼﾞｮﾎｰﾙにおいても民活によりﾃｸﾉｾﾝﾀｰの調査が日本
立地ｾﾝﾀｰによって実施されている模様。
・ｸﾘﾑﾊｲﾃｸﾊﾟｰｸはWebｻｲﾄを開設 （www.khtp.com.my）

F/S／工業一般

報告書の内容

- 54 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MYS 009

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

マレーシア

リワグ川小水力発電開発計画

Feasibility Study on Small Scale Hydroelectric
Power Development Project at Upper Liwagu River
Basin in Sabah

手塚　徳治

電源開発(株)

91.7.15～8.13／91.9.22～10.6
91.11.2～12.11／92.2.5～2.19
92.2.5～3.20／92.6.2～7.4

10

3～4

29,998 千円

23.49 人月 （内現地20.49人月）

1992/8

電源開発（株）

Sabah Electricity Board (SEB)
Amat Aji, Chief Engineer
Sahril Jaraei, Senior Engineer
Nicholas Santani, Senir Engineer

1.Naradawﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは技術的、経済的および財務的に
ﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙである。
2.経済評価および財務分析の結果は以下のとおりであ
る。
　　EEDR=10.71％
　　FEDR=10.86％
3.Ranau-Kundasang地区の独立電力系統の電力需要
に合わせるため開発が必要であり、既設ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電
所のｵｲﾙの節約に供与できる。

実施済

1.実施機関    ：Sabah Electricity Board(SEB)
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾏﾚｲｼｱ国、ｻﾊﾞ州のLiwagu川上流域
3.総事業費    ：Narabawﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
                          M$11,500,000（1992／6時点）
                内貨  M$   8,310,000
                外貨  M$   3,190,000
4.設備出力    ：1,600KW
5.実施経過    ：運転開始予定1997年
                         実施までには実施計画、調査工事が必要である。

　ｺﾀｷﾅﾊﾞﾙのｻﾊﾞ州電力公社でのﾋｱﾘﾝｸﾞの結果、1995年末に着工しており1998年
半ばまでには完成の見通しであることが判明した。（1997年10月現地調査結果）

2000.11      ：ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施済み　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 2002．3現在：変更点なし　　　
2003．2現在：変更点なし

調査期間中以下のｾﾐﾅｰを開催した。（小水力発電計画について）
　1.JICAによるｾﾐﾅｰ    （1992.3）対象者：SEB,SESCO,NEB
　2.調査団によるｾﾐﾅｰ（1992.6）対象者：SEB

F/S／水力発電

報告書の内容

- 55 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MYN 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ミャンマー

製油所建設計画調査

Feasibility Study on Oil Refinary Construction Plan

植木　茂夫

(社)日本プラント協会

76.2.14～3.9

11

50～51

52,323 千円

76.90 人月

1976/9

(社)日本プラント協会

石油化学公社；Petrochemicall Industries
Coeporation (PIC,石油化学公社）
U.Thein Aung (Managing Director)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ－：有り
　25,000BPSDの製油所の建設の必要性を結論した。

実施済

実施機関　　　PIC

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ　　Mann地区

総事業費　　
　38,806百万円
　内貨分　8,856百万円　外貨分　29,950百万円
　（1.00USﾄﾞﾙ=300円=6.60kyat）

実施内容　　
　製油所設備（製油能力　25,000 BPSD）
　　　　　　出荷設備

実施経過　　
　1977.7　　計画開始
　1980.12　 計画完了

同　　左

選定されたｻｲﾄより天然ｶﾞｽが湧出したた
め、やや南方へ変更された。

同　　左

同　　左

1978.1　　着工
1981.1　　完成
1982.6　　生産開始

　1977.6　E/N　第9次円借款（Ⅲ）
　1978.3　L/A　29,950百万円

1998.10現在：変更点なし

受注業者名
　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ：三菱重工業(株)

F/S／化学工業

報告書の内容

- 56 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MYN 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ミャンマー

チャンギンセメント工場拡張計画調査

Feasibility Study on KYANGI Plant Expansion
Project in Socialist Republic of the Union of Burma

松良　洋三

小野田エンジニアリング(株) 電気ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ

78.11.29～12.27

6

53～54

30,622 千円

0.00 人月

1979/9

小野田エンジニアリング(株) 

窯業公社(Ceramic Industries Corporation)
COL.MAUNG OHN
DEPUTY MINISTER

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
　条件：金利7％以下の場合のみ採算性有り。
2.期待される開発効果：
　(1)外貨の節約（約46,500千KS／年）
　(2)開発資材のｾﾒﾝﾄが自給されるとｲﾝﾌﾗの開発に直
接寄与することになる。
　(3)雇用の促進（約655名、家族を入れると2,600名）
　(4)西部地域の開発の促進に寄与
　(5)工業技術の向上
　(6)地下資源の有効活用
　(7)国家経済への寄与････税22,000×10KS／年

実施済

実施機関
　工業企画局、窯業公社
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾁｬﾝｷﾞﾝ
総事業費
　16,624百万円
　　　　内貨8,062百万円
　　　　外貨8,562百万円
　（1USﾄﾞﾙ=6.4KS=200円）

　所要資金のうち51.5％外国からの援助
                             48.5％政府出資

実施内容
　800t/日

　400t/日　
ｳｴｯﾄﾘﾝｸﾞｷﾙﾝ方式のｾﾒﾝﾄﾌﾟﾗﾝﾄ2系統、貯鉱場、屋根付石灰石置場、
ﾊﾟｯｶｰ、船積込設備および付属倉庫の増設

実施経過
　1980年　契約
　1981年　着工
　1984年　生産

同　　左
     （土木工事の施工主体は建設会社）
同　　左

総事業費　不詳　
             うち外貨分12,286百万円
円借     6,160百万円
                    （1979.12.24.L/A締結）
             3,600百万円
                    （1981.  1.  9　    〃 　   ）
             2,580百万円
                    （1982.  8.10　    〃       ）
第1期工事
 （第1系列ｷﾙﾝ400t/日および付帯設備）
　外貨　6,160百万円
　内貨　調査不能
第2期工事（第2系列ｷﾙﾝ400t/日）
　外貨　3,600百万円
　内貨　調査不能
第3期工事（工場内輸送力増強）
　外貨　2,580百万円
　内貨　調査不能
1981.5　着工
1985.2　貯鉱場、400t/日ｷﾙﾝ1期完成
1985.8　残り400t/日ｷﾙﾝ1期完成予定
1986.末 船積込設備及び付属倉庫等
              完成予定
（正確な期日は不明であるが上記はいず
れも完成したものと考えられる）

1.現状に至る理由
　ｾﾒﾝﾄは、ｲﾝﾌﾗ整備および他のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの建設基礎資材として必須のものであり、
本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実現の効果は大きい。
2.報告書と具体化された内容との差異
　建設ｽｹｼﾞｭｰﾙ
　ﾌﾟﾗﾝﾄ本体は既に完成したものの付帯設備などで約2年間工事が遅延しているが、
これは1)建設公社の建設機械と熟練技術者の不足、2)雨期の影響によるものであ
る。

1979.12　円借款　L/A締結
1980. 7　 第1期工事につきｺﾝﾄﾗｸﾀｰ契約・川崎重工(株)
1981. 1　 円借款　L/A締結
1981. 3　 第2期工事につきｺﾝﾄﾗｸﾀｰ契約・川崎重工(株)
1982. 8　 円借款　L/A締結　（25.8億円）･･･第3期工事
1986. 8　 OECFより現地に援助効果促進調査団派遣
1999.10現在：その後の進展なし

1.当国の年間ｾﾒﾝﾄ需給関係は150万ﾄﾝ対40万ﾄﾝと推計される。「ﾋﾞ」側は仏の借款
（2億ﾌﾗﾝ）でPan Anに800ﾄﾝ/日の工場を建設中、その他ﾏﾝﾀﾞﾚｰおよびﾄﾝﾎﾞ（1,500
ﾄﾝ/日、Pry System）の建設計画を検討中。
2.当国ではすべてのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに共通する問題は部品の供給不足でありMaster Plan
にはWorkshopの構想を入れる必要がある。

F/S／窯業

報告書の内容

- 57 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MYN 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ミャンマー

LPG回収計画調査（フェーズ I、II）

The Preliminary Survey on the Integrated LPG
Project in the Socialist Republic of the Union of
Burma

岸田静夫／土方昭史

JICA理事／(社)日本プラント協会

81.8.21～8.28／
81.8.25～10.1

4,9

56

40,942 千円

0.00 人月

1982/3

(社)日本プラント協会

Petrochemical Industries Corporation
(PIC, 石油工場公社）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り
2.投下資金内部利益（IRROI）=3.52％
   自己資本内部利益率（IRROE）25.0％
条件：金利2.25％　　
据置期間10年を含めて30年間で返済
3.(1)LPGの国内市場の開拓
　　　（工場、公共施設、一般家庭用のｴﾈﾙｷﾞｰをLPG
に
        転換）→民生向上
   (2)木材資源の有効活用あるいは輸出
   (3)石油製品の輸出拡大

実施済

実施機関
　PIC

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｼﾘｱﾑ製油所、ﾏﾝ製油所
　ﾏﾝGOCS

総事業費
　17,091百万円　　内貨　85,114千K／外貨　14,496百万円
　　　　　　　　　（1K=30.489円）

実施内容
　LPG　53,000T/Y

　Phase Ⅰ　　Part2：ﾏﾝ、ｼﾘｱﾑにLPGﾀｰﾐﾅﾙ建設
　　　　　　　　　　 ﾏﾝ→ｼﾘｱﾑのLPG輸送用ﾘﾊﾞｰﾊﾞｰｼﾞ
　　　　　　　　　　 （500T×4隻）建造
　Phase Ⅱ　　ﾏﾝGOCSにLPG抽出設備
　　　　　　　　　　　（24百万円SCFD）建設
実施経過
　1981/1982年　着手　Phase Ⅰ-Part2
　1982/1983年　　〃      Phase Ⅱ

同　　左

同　　左

17,193,000千円  内貨　71.961千k
                          外貨　15,000百万円
現地資金　　　　22億円

円借款   PhaseⅠ　Part2   7,960百万円
              PhaseⅡ             7,100百万円
同　　左

同　　左

PhaseⅠ-Part2
　　1983.9　　建設開始
　　1986.5　　運転開始
PhaseⅡ
　　1984.10　 建設開始
　　1987.1　　建設完了
　　1987.4　　引渡し

1.現状に至る理由
　最優先の国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄであり推進体制が協力
2.報告書と具体化された内容との差異
　OECFのｱﾌﾟﾚｰｻﾞﾙによりContingencyが若干増えたことによる。

1982.8   円借款　L/A締結　7,960百万円（PhaseⅠ-Part2）
1983.1   円借款　L/A締結　7,100百万円（PhaseⅡ）
1983.9   PhaseⅠ-Part2　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ契約締結　74.8億円
1984.10  PhaseⅡ　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ契約締結　66.7億円
1987.4    ﾌﾟﾗﾝﾄ引渡し（契約完了）

1999.10現在：変更点なし

受注業者名
　　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ：三菱重工業(株)

F/S／ガス・石炭・石油

報告書の内容

- 58 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MYN 004

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ミャンマー

LPG総合開発計画（フェーズ III）調査

The Feasibility Study  on the Integrated Liquefied
Petroleum Gas Project (Phase III) in the Socialist
Republic of the Union of Burma

角田　哲彦

(社)日本プラント協会

85.4.26～5.17

8

60

51,672 千円

16.58 人月 （内現地5.88人月）

1985/11

(社)日本プラント協会
コスモ石油(株)

石油化学工業公社:Petrochemical
                 Industries Corporation
U Tin Maung Aye (Managing Director)
U Than Win (Director, Planning)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.EIRR=7.20％
3.期待される開発効果
(1)ﾋﾞﾙﾏの基幹産業となるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄであり、地域社会へ
の貢献、他産業への波及効果が大である。
(2)外貨の獲得効果ならびに種々の間接便益が期待で
きる。

中止・消滅

実施機関
　石油化学工業公社

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾁｬﾝｷﾞﾝ地区

総事業費
　6億730万US
　うち外貨分　128億6,087万円
　（1USﾄﾞﾙ=245.70円）

実施内容
　1.LPG抽出ﾌﾟﾗﾝﾄ建設
　2.LPG受入ﾀｰﾐﾅﾙ設備
　3.LPG出荷桟橋建設
　4.随伴ｶﾞｽの輸送配管工事
　5.送電線工事
　6.河川運送用ﾊﾞｰｼﾞ製造

実施経過
　1981.9     計画開始
　1982.10　 計画完了

1.LPG市場の世界的不況のため、ﾋﾞﾙﾏ政府より日本側に1986年3月に実施中断の
正式通告があった。
2.1985年末よりﾋﾞﾙﾏの外貨事情は急激に悪化しており、不用・不急のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対
する外貨ﾛｰﾝの借入れを政府が強く制限している。

1988年1月現在では、昨年の状況と変わりない。
1988年12月現在、ﾋﾞﾙﾏ国内政治混乱のため白紙状態。
1999.10現在：変更点なし

ﾋﾞﾙﾏでは、ｶﾞｿﾘﾝの国内需要が賄いきれず、LPGおよびﾒﾀﾉｰﾙへの一部代替を急い
でいるので、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄも見直される可能性はある。

F/S／ガス・石炭・石油

報告書の内容

- 59 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MYN 005

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

ミャンマー

４工業プロジェクト近代化計画調査

The Study on the Renovation of the Four Industrial
Projects in Burma

坂梨　晶保

ユニコ　インターナショナル(株)

88.1～88.2

25

62～63

372,396 千円

人月

1988．11

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

重工業公社(Heary Industry Corporation:
HIC)

中止・消滅

［総事業費］　139,599 百万円     うち外貨　115,623 百万円／内貨　
23,976 百万円（1チャット=20.28円）

［実施内容］
第１ステップ（基礎）
１．重車両及び軽車両製造部品の国産化を進めるために、金属加工部品
の整備・拡充を行う。
（1）鋳造部門の強化
（2）プレス部門の生産体制整備
（3）鋳造部門の生産体制整備
２．保全体制を強化する。
３．近代的生産管理手法を導入する。
４．現行ラインを使って部品の国産化を進める。

第２ステップ（近代化）
１．金属加工部品の新分野への展開をはかり、国産化を進めるとともに輸
出の可能性を高める。
（1）新プレス工場建設による大型プレス部品の製造
（2）鋳造部門における、遠心鋳造設備、バルブ鋳造合金鋼鋳造設備の導
入。
（3）鋳造部門における大物鋳造品の製造
２．治工具、ゲージ類の生産体制整備により金型生産を行う。
３．生産管理手法の導入・展開と生産管理システムの電算化を図る。
４．生産体制の充実と増産体制の整備を行う。
５．新たな生産ラインを建設して部品の国産化を進める。

［実施経過］　　　98年末完了

ミャンマーの政治状況の変化による。

1991.11現在：進展なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

特記事項なし

F/S／工業一般

報告書の内容

- 60 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

カガヤンバレイ地域配電計画調査

The Feasibility Study on the Rural Electrification
Cagayan Valley in the Republic of the Philippines

松本　茂

西日本技術開発(株)

77.1.25～3.20

5

51～52

46,036 千円

9.50 人月

1977/9

西日本技術開発（株）

National Electrifieation
Administration (NEA)
Administrator : PEDROG  Dumol

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.FIRR=9.18％　条件　割引率10％
3.期待される開発効果
(1)同地区の発展の基盤を作る。
(2)産業開発と雇用の促進－（家庭電化率　33.6％）
(3)公共施設の拡充、家庭電化による生活向上な先進
     地区との格差を是正し、民生の安定を計る。

1999.10　現在：変更点なし

実施済

実施機関
　NEA

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾙｿﾝ島北部ｶｶﾞﾔﾝﾊﾞﾚｲ地域（RegionⅡ）

総事業費
　15,517百万円
　外貨　9,385百万円
　内貨　6,132百万円
　　（1USﾄﾞﾙ=227円=7.5P）

実施内容
　1.送変電設備
　　69KV　変電所4ヵ所   計55MVA
　　69KV　送電線            計148km
　2.配電設備
　　13.2KV高圧配電線1cct    3,487km
　　240V   低圧　     〃             3,824km
　　柱上変圧器 6,320台         93,530KVA
　　電圧調整器      37台         83,000KVA
　　精算電力計                       130,596個
　　　　　　　　　　　（高圧計器17を含む）
　　その他機器資財一式

同　　左

同　　左

16,307百万円      外貨分  9,964百万円
（1 Peso=37.00円）内貨分  6,343百万円
円借款9,140百万円　3.25％　25年（7年）
L/A1978.1.13

電化対象組：COOP数は当初9COOPSで
あったが8COOPSで運用された。

電化率：F/Sでは第一期33.6％であった
が地元からの要請もあり40.0％に高めら
れた。

実施概況
配電設備：13.2KW　4,465km　
                                   P.tr9,030台
          240V WHM200，150個
送電設備：69KV　44.1km
送電設備：Piat, Tabuk, Magapit,
         L-AbuLng, Sta.Ana, Roxas,
SanLenardo,
         Banaaueの8ヵ所（計55MVA）及び
         ﾓｰﾋﾞﾙTr.（IOMVA）
実施経過
　1979.4　　　契　　約
　1979.7　　　工事開始
1982.11　 　工事完了

1.現況に至る理由
(1)首都圏と地方の生活水準格差を是正するため効果があった。
(2)北部ｶｶﾞﾔﾝ灌漑計画と密接な関係にあった。
2.報告書と具体化された内容との差異
(1)ｶｶﾞﾔﾝﾊﾞﾚｲ電化第1期工事にCIADPの電力供給部分が追加された。
(3)予想以上の電化普及を行うことになったため、当初69/13.8KV 4変電所が8変電
所となり、さらに移動用予備変圧器を購入。69KV送電線：148kmより44.1kmに変更
(4)CIADP分を含み配電恒長が高圧、低圧共約1,000km程度それぞれに伸びた。
(5)それ以外に大きな差異はなく、極めて順調であった。

1978.7　L/A締結
1979.8　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約（西日本技術開発）建設準備開始
1980.2　施工者契約（東陽通商、伊藤忠、大平ｵｰﾊﾞｰｼｰｽﾞ）建設開始
1981.9　電化率の向上を40.0％ほどに高める（当初33.6％）ことなどのために施工者
              の追加契約
～1982.4
1982.9　第1期の目途がついたので、今後の地方電化事前調査をL/A残額で実施
1983.1　電化率40.0％を達成し工事完了（予定より2ヶ月程度の遅れ）
1995.11 現在　当該地域の電化拡張のためにOECFﾛｰﾝ申請中。
（1995年11月現地調査結果）

受注業者名　
 1.ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ　　西日本技術開発
 2.ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ　　 東陽通商、伊藤忠、大平ｵｰﾊﾞｰｼｰｽﾞ

F/S／送配電

報告書の内容

- 61 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

一貫製鉄所建設計画調査

Feasibility Study on the Construction of Integrated
Steel Mill in Republic of the Philippines

有賀　敏彦

新日本製鉄(株)／(社)日本鉄鋼連盟

79.2.4～2.18

13

53～54

172,205 千円

0.00 人月

1979/9

（社）日本鉄鋼連盟

Minister,Vicente T.Paterno
(Minister Department of  Industry)
Dr.Antonio V.Arizabal

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.ROI=8.16％
　条件(1)ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰの整備　(2)技術者及び労働
者の訓練　(3)金利9％

(*)より
関連設備内訳　焼鈍（Baf）　酸洗設備Picking Line 建
設に20ヶ月を要する。
3.ﾌｨﾘﾋﾟﾝの財政的理由で再三工事遅延、予定とおり進
んでいない。
4.実施主体のNational Steel Corp.は現在株式の過半
数を外国企業が所有している。
（1995年11月現地調査結果）
　1992.12　「中止・とりやめ」or「遅延中断」となったもの
であり、以後の動向を把握することは事実上困難であ
る。

中止・消滅

実施機関
　Department of Industry

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾐﾝﾀﾞﾅｵ島ｶｶﾞﾔﾝﾃﾞｵﾛ

総事業費
　1,440百万USﾄﾞﾙ
　（1USﾄﾞﾙ=219.14円=7.39p）

　資　本　金　　320百万USﾄﾞﾙ（25％）
　長期借入金　　959.6百万USﾄﾞﾙ

実施内容
　熱延ｺｲﾙ         110万ﾄﾝ/年
　厚板用ｽﾗﾌﾞ      10万ﾄﾝ/年
　ﾌﾞﾙｰﾑ           14.4万ﾄﾝ/年
　ﾋﾞﾚｯﾄ             15.6万ﾄﾝ/年
　合計               150万ﾄﾝ/年

　高炉、転炉、ﾎｯﾄｽﾄﾘｯﾌﾟﾐﾙ、ﾋﾞﾚｯﾄ･ﾐﾙ、酸素発生設備、動力配管設備、
給水設備、戻水設備、構内輸送設備、整備設備、試験分析設備

実施経過
　1985年　完成予定（大巾変更中）

1.報告書と実現されたものの差異
　当初F/S報告書の勧告案に沿ってNew Siteでの高炉－転炉方式で進めていたが
1981年4月当初比国政府は計画の大幅修正を発表した。
(1)既存のｲﾘｶﾞﾝ製鉄所の拡張というかたちで実施する。
(2)Processは、DR方式石炭ﾍﾞｰｽ還元鉄－電気炉方式とする。
(3)年産100～120万ﾄﾝ・総事業費8億ﾄﾞﾙ。
2.変更の理由
(1)金額的理由（14億ﾄﾞﾙは高い）
(2)国内資源の有効利用（Semidaara鉱山の石炭利用）

1.UFC(United Steel Engineering Co. 米国)がｺﾝｻﾙﾀﾝﾄに選ばれ、DR方式のF/Sとﾃ
ﾝﾀﾞｰｽﾍﾟｯｸの作成を行った。
2.現在予算を大幅に上回り（14～15億ﾄﾞﾙ）計画の再見直しの可能性あり。
3.各応札会社はFinance付offerが要求されている。
4.日本にはSuppyer’s Creditの枠があり3ﾊﾟｯｹｰｼﾞ全部の受注はむずかしい。
1999.10現在：変更点なし

ｱｷﾉ事件以降の経済不況により、
1.第1ﾊﾟｯｹｰｼﾞ－Iron Making、第2ﾊﾟｯｹｰｼﾞ－Steel Mill、第3ﾊﾟｯｹｰｼﾞ－Rolling Mill
それぞれ入札済であり、Letter of Intentまで出しているがそれ以降進捗していない。
2.ｺｰﾙﾄﾞ関連設備建設は、米国輸銀融資　105百万$決定。
　　　　　Five Tandem Cold Mill　　　　　　　　(*)へ続く

F/S／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容

- 62 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

バギオ地区鉱滓公害防止計画調査

Feasibility Study for the Mine Tailing Disposal
System in the Baguio District in Republic of the
Philippines

斉藤　顕

金属鉱業事業団

78.5.28～6.10

12

52～53

55,193 千円

0.00 人月

1978/6

同和工営（株）
(財)日本品質保証機構

天然資源省
鉱山局

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.期待される開発効果
　ﾊﾞｷﾞｵ地区鉱山廃滓が下流の穀倉地帯を汚染するの
を防止する。

1999.11　現在、変更点なし

中止・消滅

実施機関
　天然資源省　鉱山局

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾊﾞｷﾞｵ

総事業費
　10,400百万円～14,600百万円
　内貨    13,100百万円～7,400百万円
　外貨      1,500百万円～4,000百万円
　　　　（1ﾍﾟｿ=33円）

実施内容
　ｽﾗﾘｰ輸送量　最大90,500立方ﾒｰﾄﾙ/日
　ｺｽﾓﾗｲﾝ　　　　全長26km
　　附帯設備
　　　　ｴﾏｰｼﾞｪﾝｼｰﾎﾟﾝﾄﾞ  2ヶ所
　　　　ｳｫｰﾀｰﾀﾝｸ             1ヶ所
　　　　揚水設備                 1ヶ所
　ﾌｨｰﾀﾞｰﾗｲﾝ
　埋立地護岸　　　20年処理分

実施経過
　3ヶ年

1.背景
(1)銅を含む非金属相場の低迷
(2)公害行政の遅れ（資源行政の優先）
2.直接の原因
(1)民間鉱山側への費用負担が大
(2)鉱山はﾍﾟﾅﾙﾃｨを支払った方が有利
(3)ﾌｨﾘﾋﾟﾝ側の円借ﾌﾟﾗｲｵﾘﾃｨが他のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにあるため

1978.6～        本調査はﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ有りとの結論で終了したが、総事業費が巨額で
あるため見送られた。
1983.7～1984.3 ｻﾝﾛｹ多目的ﾀﾞﾑ（水質予測）開発計画調査の中で鉱滓による水質
汚濁について検討された。しかし、当時の担当者がいないのでその結果がどう当該
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに影響したのか不明。
（1995年11月現地調査結果）

・ｻﾝﾛｹ多目的ダム水質調査（当該鉱山からの鉱さい、排水を貯留する計画）の結果
によって鉱さいの堆積処分の対象区を海中埋立から海岸近く或いは内陸の荒地に
変更して実現される可能性もある。
・ﾏﾙｺｽ政権の崩壊により、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは進んでいない。
・1988年にUSAIDによる政策形成のための調査が行われた。この結果は1995年に施
行された新しい鉱物資源開発法に反映している。　（1995年11月現地調査結果）

F/S／鉱業

報告書の内容

- 63 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 004

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

（アセアン）燐酸肥料工場建設計画調査

Feasibility Study for the ASEAN Fertilizer Project
in Republic of the Philippines

山中　信夫

(社)日本プラント協会

79.8.28～9.4／
79.10.24～10.31

2,2

53～54

72,574 千円

0.00 人月

1979/12

(社)日本プラント協会

工業省

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR（税引後）=10.41％
　EIRR=14.5％
　条件
　(1)Pasar社の硫酸計画が進むこと。
　(2)ｱﾝﾓﾆｱﾘﾝ鉱石の価格ﾊﾞﾗﾝｽがくずれないこと。
　(3)ASEANに市場があること。
3.期待される開発効果
　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ…硫酸と人的資源の活用により生活付加価値
の増大、外貨の節約をもたらす。
　他のｱｾｱﾝ大国…安価な肥料の安定確保と投資機会
の拡大をもたらし、各国の経済発展に寄与する。

実施済

実施機関
　－

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾚｲﾃ島ｲｻﾞﾍﾞﾙ地区

総事業費
　27,235百万円　　　　内貨49,88百万USﾄﾞﾙ
　（1USﾄﾞﾙ=219.4円）　外貨74,40百万USﾄﾞﾙ
　　資　本　金     30％
　　長期借入金   70％

実施内容
　硫　　案　　150,000t/年
　NPK/NP      269,000t/年

　燐酸製造ﾌﾟﾗﾝﾄ、粒状肥料製造ﾌﾟﾗﾝﾄ、硫案製造ﾌﾟﾗﾝﾄ、
その他ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ設備
　（ﾎﾞｲﾗｰ、純水、受配電、非常用電力、海水取水）
　港湾設備（ﾊﾞｰｽ）
　倉庫、貯蔵設備

実施経過
　1980.半ば     契　　約
　1982.7　　　  建設完了
　1983.1　　　  運転開始

PHII, PHOS※

同　　左

400百万USﾄﾞﾙ

同　　左　　輸銀、ﾍﾞﾙｷﾞｰ、ｽﾍﾟｲﾝ資金

硫　酸　　495,000t/年
ﾘ ﾝ 酸      360,000t/年
硫　案　　153,000t/年
N P K        930,000t/年

　同　　左＋硫酸製造ﾌﾟﾗﾝﾄ

　1981.秋　　契　　約
　1985.10　　建設完了

※　Philippine.Phoshate Fertilizer Corp.
本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのために設立された合併企業
（ﾌｨﾘﾋﾟﾝ政府60％　ﾅｳﾙ国政府40％出
資）

1.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ予算･････計画規模拡大
2.建設ｽｹｼﾞｭｰﾙ･･････計画変更、資金変更による
3.規模拡大の背景･･･ｽｹｰﾙﾒﾘｯﾄの追求、韓国等肥料輸出国との国際価格競争力

報告書と実現されたものとの差異
1.ﾌｨﾘﾋﾟﾝ政府は調査報告書とは内容を大幅の変更し、ASEANの共同投資計画では
なく、民間ﾍﾞｰｽのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして計画を実施。
2.1981年秋、ﾍﾞﾙｷﾞｰ、ｽﾍﾟｲﾝ、日本ｸﾞﾙｰﾌﾟが工事を落札し、資本は各国輸銀、民間
の融資という形で決定、工事は着工完成している。
3.1995年11月現在、ﾅｳﾙ政府50％、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ政府50％の出資で経営されている。ﾌｨﾘ
ﾋﾟﾝ政府は出資分について民間への売却を計画している。（1995年11月現地調査結
果）
1999.10現在：変更点なし

受注業者名　1.ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：Davy McKee(米)
　　     　　　　2.ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ：下記4社からなる共同企業体
　　　　　　　　Copper(ﾍﾞﾙｷﾞｰ)　ﾘﾝ酸unit分担　 三菱重工(日本)　硫酸unit分担
　　　　　　　　Dragados(ｽﾍﾟｲﾝ) 肥料・硫案　〃 伊藤忠商事(株)：Agent

F/S／化学工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 005

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

ディドヨン水力発電開発計画調査

Feasibility Study for the Didyon Hydroelectric
Power Development Project at the Upper Cagayan
River in Republic of the Philippines

池田　正時

(株)ニュージェック

80.6.8～7.5

5

53～55

227,117 千円

125.37 人月 （内現地38.87人月）

1980/12

(株)ニュージェック
(株)三祐コンサルタンツ

National Power Corporation
（NPC，フィリピン電力公社）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

2.FIRR=24.1％，B/C…1.74
条件 (1)早期実施
         (2)ｲﾝﾌﾗ整備

3.期待される開発効果
(1)ﾃﾞｨﾄﾞﾖﾝ川下流域において、将来大きな農業ﾒﾘｯﾄ
（既開田、新規開田を含めて約3,000ha）を持つ。
(2)貯水池の洪水調整効果による下流域の被害軽減。
(3)当地域内の交通が便利となり、ﾙｿﾝ北部の地域開発
に資する。
(4)将来ﾃﾞｨﾝﾄﾞﾖﾝ貯水池周辺における観光施設を見込
み得る。

遅延・中断

実施機関
　NPC

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾙｿﾝ島北東部ｶｶﾞﾔﾝ川上流

総事業費
　926百万USﾄﾞﾙ（231,500百万円）
　　　　（1USﾄﾞﾙ=250円=7.5ﾍﾟｿ）
　　（外貨　563百万USﾄﾞﾙ）
　　（内貨　363百万USﾄﾞﾙ）

実施内容
　最大出力34.5万kw（17.25万kw×2台）
　可能性発生電力量　9.6億kwh/年
　230kV送電線2回線　約50km

実施経過

1990. 8 　D/D契約調印
1990.11　実施計画書提出
1991. 9　 1980年度のF/S報告書の見通
しを伴う最終設計報告書の提出

　NPC資金不足（内貨手当不能）により具体化が進んでいなかったが、詳細設計の
資金手当てについてADBの第14次POWER(SECTOR)LOANの枠内で実施すること
が同意され、1990年3月ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ選定の為の入札が行われ、新日本技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
が受注した。
　1990年に業務を開始するも住民の反対運動が起こり、1992年4月まで現地調査の
機会を伺ったが1992年4月に中断が決定した。
　その後地元と再開について何度か接触があったが、現在未だ再開の見通しはたっ
ていない。
　1999.11現在：NPCの電力開発計画ﾘｽﾄからはずれている。

　F/R提出後ﾌｨﾘﾋﾟﾝ政府のｴﾈﾙｷﾞｰ開発計画が大きく変わり南部の地熱発電が優先
されることとなり本件はたな上げ状態となっていたが、経済復興に伴い、1995年～
1997年頃の電力需要に対処する電源の一つとしてその建設が有望されている。
　1989年ADB第14次POWER（SECTOR）LOAN枠内で、その実施設計及び入札書
類作成までの業務が取り上げられ、各国より新日本技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄを含む7社がｼｮｰﾄ
ﾘｽﾄされて、ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの入札が1990年3月に行われた。その後1990年5月に新日本
技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄが第一位に指名され、契約交渉の結果、1990年8月31日契約調印。

1990.8.31　詳細設計業務契約調印（新日本技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ－NPC間）
1990.10　　業務開始（業務期間－19ヶ月の予定）

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 006

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

アゴス河水力発電開発計画調査

Feasibility Study on Agos River Hydropower
Project in the Republic of the Philippines

津田　誠／谷古宇光治

日本工営(株)

79.2.8～3.28／
79.5.30～80.3.31／
80.4.1～6.10

9,15,2

53～55

244,752 千円

24.34 人月 （内現地15.14人月）

1981/3

日本工営（株）

National Power Corporation
(NPC, 国家電力公社）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

2.FIRR=12.5％　EIRR=11.4％

3.期待される開発効果
　(1)経済的、財務的に十分利益が上がる。
　(2)豊富な雨の季節分布が良く、既存水口の乾期出
力低下を補完する効果を期待できる。

中止・消滅

実施機関
　NPC
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾙｿﾝ島中央部ｱｺﾞｽ河
総事業費
　457百万USﾄﾞﾙ
　　　（1USﾄﾞﾙ=250円=7.5ﾍﾟｿ）
　　外貨　 374百万USﾄﾞﾙ
　　内貨　   82百万USﾄﾞﾙ
実施内容
　年間発生電力量　平均622.6GWh
　（ｶﾘﾜﾀﾞﾑよりﾏﾆﾗ市に引水の場合）
　ｱｺﾞｽ貯水池　　総貯水容量　955百万立方ｍ

　ﾀﾞﾑ：中央しゃ水壁型ﾛｯｸﾌｨﾙﾀｲﾌﾟ
　余水吐：4門のﾃﾝﾀﾞｰｹﾞｰﾄと2本の横越流ぜき
　発電用導水路：取水塔、導水ﾄﾝﾈﾙ、水圧鉄塔
　　　　　　　　発電機2台設置
実施経過
　1981～1988
　1989 初営業運転
　　詳細調査、設計    2年
　　工事                       6年

現況に至る理由
　F/S当時の政治的環境のため、ｲﾒﾙﾀﾞ首都圏庁長官の推すｶﾘﾜ給水計画（ｱｺﾞｽ河
の上流からﾏﾆﾗに転流）にﾌﾟﾗｲｵﾘﾃｨが与えられたことが主原因と考えられる。
　将来のﾏﾆﾗ市の水需要を満たすにはｱｺﾞｽ河の水源開発しか考えられない為、同
流域において水力発電だけはなく総合的な開発を行う必要が生じている由。

調査終了後、なんらのｱｸｼｮﾝもみなされておらず、今後もなされる予定がないことか
ら、先方は本件を事実上中止されたものとみなしている。　（1995年11月現在調査結
果）
上流部に位置するKanan計画については、BOT方式にて実施する案も検討されてい
る。（1997年現在）
ﾌｨﾘﾋﾟﾝ全国水資源ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ（JICA）で、ﾏﾆﾗ市への給水源の第一候補として取り
上げられており、今後ｱｺﾞｽ河流域において多目的ダム計画のF/Sが実施されるもの
と期待される。
1999.10現在：新情報なし。

　本件計画時点ではNWSS（上下水道公社）によるｱｺﾞｽ河上流ｶﾘﾜ河における上水
供給ﾀﾞﾑ建設の計画があったが、仮排水路ﾄﾝﾈﾙを掘削しただけで中断している。上
流部での転流計画がなくなると経済性は向上する。
　ｱｺﾞｽ河の水利権はMWSSから地元のｹｿﾝ州へ移譲された。

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 007

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

ビサヤス地域電力系統拡張および連系計画調査

Feasibility Study for the Transmission Line
Network Expansion and Interconnection Project in
the Visayas Islands in Republic of the Philippines

若森　敏郎

電源開発(株)

80.1.10～8.23

7

54～55

70,657 千円

34.23 人月 （内現地11.23人月）

1980/9

電源開発（株）

National Power  Corporation
(NPC,国家電力公社）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
　（ﾊﾟﾅｲ、ﾈｸﾞﾛｽ、ｾﾌﾞ3島連系）B/C…1.12～1.52
　条件　金利　外貨…6.0％　内貨…10.0％
2.期待される開発効果：
(1)石油ｴﾈﾙｷﾞｰ電源を減少
(2)ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電所の運転を減らし、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ･ﾕﾆｯﾄを
予備力にまわすことができる。
(*)より
2.ﾈｸﾞﾛｽ～ﾊﾟﾅｲ連系（ADB借款）
(1)海底ｹｰﾌﾞﾙ部分
　　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ EPDC ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ
　　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ 藤倉電線
(2)陸上部分　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ　比国法人
3.ｾﾌﾞ～ﾈｸﾞﾛｽ連系（OECF借款）
(1)海底ｹｰﾌﾞﾙ部分
　　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ EPDC ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ
　　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ 日立電線、住友電工
(2)陸上部分　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ　比国法人

実施済

実施機関
　NPC

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾋﾞｻﾔｽ地域
　　（ﾌｨﾘﾋﾟﾝ中央部、6つの主要な島）

総事業費
　11,787百万円（1USﾄﾞﾙ=219.14円）
　　外貨　　9,159百万円
　　内貨　　2,628百万円
　完成予定年までのｺｽﾄ上昇
　　・外貨    7.0％/年
　　・内貨  12.0％/年
　　内貨   11,230百万円
　　外貨     3,727百万円
　　　計    14,957百万円

実施内容
　総発電設備出力　1,246MW
　69KV以上の送電線の総延長は2,550km

実施経過
　ﾊﾟﾅｲ、ﾈｸﾞﾛｽ、ｾﾌﾞ島の陸上部分の送変電設備及び3島を結ぶ海底ｹ
ｰﾌﾞﾙの工期は約4年
　予備調査は1981年3月頃までに終了しておく必要あり。

同　左

同　左

1.ﾚｲﾃ～ｻﾏｰﾙ連系
　507百万円（外貨・内貨分）
　円借款（第8次）ﾄﾝｺﾞﾅﾝ地熱開発に対
するﾛｰﾝ（1980年度、188億円）の一部
507百万円
2.ﾈｸﾞﾛｽ～ﾊﾟﾅｲ連系
　53.3百万ﾄﾞﾙ
　ADB融資43.8百万ﾄﾞﾙ
3.ﾚｲﾃ～ｻﾏｰﾙ連系　1989年3月完成、運
転中
　138Kv架空送電線129km
　海峡横断部分2kmを含む
　変電所2ヶ所30MVA
4.ﾈｸﾞﾛｽ～ﾊﾟﾅｲ連系　1990年4月完成
（ADB資金）
　138Kv架空送電線245km
　138Kv海底ｹｰﾌﾞﾙ　18.8km
　変電所8ヶ所　55MVA
5.ｾﾌﾞ～ﾈｸﾞﾛｽ連系　1994年1月完成
（OECF資金）
　138Kv架空送電線約80km
　138Kv海底ｹｰﾌﾞﾙ17km（0/0時の調査に
より決定）

概設地熱電源の有効利用による石油燃料代替効果は大きいが、直接的には、ﾛｰﾝ
期限に伴うOECF、ADBの指導により推進された。
　資金調達（特に内貨分）の困難等によりそれぞれ計画実施時期が繰り延べられて
いたが、実施に移された。ｾﾌﾞ島の電力不足がﾈｸﾞﾛｽ－ｾﾌﾞ間の連系ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを促
進された。

　ﾈｸﾞﾛｽ島陸上部についてはｱｼﾞｱ開発銀行からの借款により現在建設中又、電線
開発は1980年にF/Rを提出、主要部分についてD/Dを行う用意のあることを伝えた。
1.（ﾚｲﾃ～ｻﾏｰﾙ）連系：実施設計(D/D)1983.2～1983.12　建設は、1985.10月着工
し、1989年8月竣工した。
2.　ﾈｸﾞﾛｽ～ﾊﾟﾅｲ連系：実施設計　1983.5～1984.3　ADB融資決定、L/A締結　
1986年1月P/Qの準備を開始、1990年4月竣工した。
3.　ｾﾌﾞ～ﾈｸﾞﾛｽ連系：NPCはD/Dの実施のためのｺﾝｻﾙﾀﾝﾄを選定した。1994年1月
竣工した。
1999.10現在：変更点なし

　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄがﾚｲﾃ～ｻﾏｰﾙ、ﾈｸﾞﾛｽ～ﾊﾟﾅｲ間、ｾﾌﾞ～ﾈｸﾞﾛｽ間の3つに分割され、それ
ぞれの範囲も異なってきている。
　受注業者名　　1.ﾚｲﾃ～ｻﾏｰﾙ連系
　　　　　　　　　(1)海峡横断部分　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ　EPDC ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ
　　　　　　　　　　　　　　　　　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ　三井物産
　　　　　　　　　(2)陸上部分　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ　比国法人　　(*)へ続く

F/S／送配電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 008

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

ルソン島超高圧送電系統開発計画調査

Feasibility Study for the EHV Transmission Line
Project in Luzon Island in the Republic of the
Philippines

関村　芳郎

(株)ニュージェック

80.8.17～9.5／
80.11.5～12.24

6,1

55～56

60,643 千円

25.50 人月

1981/8/1

(株)ニュージェック

National Power Corporation
(NPC,国家電力公社）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.FIRR=13.46％
3.期待される開発効果
　NPCの作成した最新の電源開発計画による北部ﾙｿﾝ
における水力発電は安定かつ経済的にﾙｿﾝ系統内の
需要、特にﾏﾆﾗ市およびその周辺の需要に送電でき
る。

実施済

実施機関
　NPC
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Gened-Solano-San Jose
総事業費
　172,889百万円　内貨　  3,371百万ﾍﾟｿ
                              外貨     　313百万USﾄﾞﾙ
　　　　　　　　　　　　（1USﾄﾞﾙ=7.5ﾍﾟｿ=226.75円）
実施内容
　・Gened-Solano-San Jose間423kmの500KV、2回線を建設
　・Salano変電所
　　500kv/230kv、300MVA　変圧器　2台
　　700MVARの分路ﾘｱｸﾄﾙ
　・San Jose変電所
　　500kv/230kv、300MVA　変圧器　1台
　　500kv/115kv、300MVA　変圧器　1台
　　180MVARの分路ﾘｱｸﾄﾙ
　・Kalayaan変電所
　　500kv/230kv、300MVA　変圧器　1台

実施経過
             送電線             変電線
　設　　計     1982.3～1982.10    1982.3～1982.10
　見　　積     1983.3～1983.10    1984.7～1985. 2
　製　　作     1984.6～1986.12    1985.7～1987. 4
　現地工事   1985.2～1987.12    1985.9～1987.12

建設資金：
　第1期工事　第10次円借款
                  （32,420百万円、1982年度）
　第2期工事　第11次円借款
                  （  9,900百万円、1983年度）

送電設備：
　　第1期 Kalayaan－Naga間245km
　　　　　500Kv2回線　（1987.7工事終了）
　　第2期 Kalayaan－San Jose間84km
　　　　　500KV2回線  （1992.3工事終了）

変電設備：
　　第1期工事 Kalayaan変電所
                          （1989.6工事終了）
　　　　　230KV　引出設備　4回線
　　　 　     　　 Nago変電所
                          （1989.6工事終了）
　　　　　230KV　引出設備　2回線
　　第2期工事 Kalayaan／San Jose変電
所
　　　　　　　いずれも230KV引出設備　
                                                2回線
　　         　 　　（1989.6工事終了）

　Genedeの発電所建設が中止されたことによる。（1995年11月現地調査結果）

(*)より
北西ﾙｿﾝ超高圧変電計画について送電線を世銀ﾛｰﾝ92.1百万ﾄﾞﾙ及び927百万ﾍﾟ
ｿ、変電所をADBﾛｰﾝ227.3百万ﾄﾞﾙ及び2271百万ﾍﾟｿにて1996年より工事が実施さ
れ1999年2月に完了している。

　Genede-San Jose間が中止された以外は全て工事は完了している。
　1995年第2四半期にNPCが最終設計について160千ﾄﾞﾙでEBASCOと契約した。
　北西ﾙｿﾝの超高圧送電および変電の工事監理についてのｺﾝｻﾙﾀﾝﾄはﾆｭｰｼﾞｪｯｸ
（IBRD）とﾗﾒｲﾔｰ（ADB）がそれぞれ担当し、工事が完了している。

1999.11現在：変更点なし

　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに深く関係している南ルソンの超高圧送電計画は既にﾌｨﾘﾋﾟﾝ側の経
費で詳細設計が終了し、1982年4月より第1期工事が開始され、第1期送電設備1987
年7月完成。第2期送電設備計画は内貨不足のため一時中断したが、1987年6月に
は再開。1989年9月に工事契約調印済。1990年2月工事着工1992年3月完成。工期
26ヵ月。変電設備は、1期2期とも機材は円貨にて納入済み。建設工事は内貨（NPC
事業予算）にて1989年6月完了。　　(*)へ続く

F/S／送配電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 009

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

レイテ送電線計画調査

Feasibility Study for the Leyte Power Transmission
Project in the Republic of the Philippines

北沢　仁

電源開発(株)

81.3.2～3.31／
81.10.7～10.21

10,3,4

55～56

117,930 千円

53.40 人月 （内現地14.10人月）

1982/2

電源開発（株）
日本工営(株)

M.S. Bocanegra
Sr. Vice President
National Power Corporation
(NPC,国家電力公社）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.B/C=1.106　条件：割引率10％
3.期待される開発効果
　石油節約に大きく貢献

1999.10　現在：変更点なし

具体化進行中

実施機関
　NPC
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾚｲﾃ島－ﾙｿﾝ島
総事業費
                         F.C       D.C      Total
　1st Stage    185.365  67.502  252.867
　2nd Stage     86.923  21.795  108.867
　　Total       272.288  89.297  361.585
　　　　　　　                　（単価：百万USﾄﾞﾙ）
　　    （93,600百万円，1USﾄﾞﾙ=258.86円）
実施内容
　1st Stage      1986年　450MW
　2nd Stage     1991年　900MW
　送電線設備　（HVDC送電式）
　変換所
実施経過
　1st Stage　 　 45ヶ月
　2nd Stage　　 36ヶ月
　但し、海底ｹｰﾌﾞﾙ敷設地点、ｹｰﾌﾞﾙﾀｰﾐﾅﾙ地点、電極地点は契約以前
に実施しておく必要がある。

(*)より
1994.1　海底ｹｰﾌﾞﾙを含む直流送電線、
   変換所の入札を実施中（世銀その他の
   資金）
1994.6　世銀ﾛｰﾝ113百万ﾄﾞﾙ。G.E.T.
    からの無償資金援助10.8百万SDR。
1994.7 　ECOからのﾛｰﾝ100百万ﾄﾞﾙ。
1994.8 　ｽｳｪｰﾃﾞﾝBITSからの無償資金
    援助325百万ｸﾛｰﾈ。
1994.12　輸銀からのﾛｰﾝ56百万ﾄﾞﾙ。

　SWEDPOWERによる見直しの結果、建
設期間、供給機器、投資金額・費用等が
大幅に変更になり当初のJICA STUDYの
提案内容と全く異なるものになっている。
　（1995年11月現地調査結果）

　ﾌｨﾘﾋﾟﾝの経済事情悪化に伴い資金面で計画が遅延しているが、実施に向けて
NPCは動いている。
　ﾏﾆﾗ首都圏の電力危機を契機に本計画が浮上したもので、現在の案ではﾚｲﾃの
地熱を先ずすぐ隣のｾﾌﾞに交流で送り、更に開発した地熱をﾙｿﾝへ送る計画としてい
る（1994年3月現在）。

1982.5　(株)電源開発にD/Dﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ提出依頼
1983.10～1985.3　D/D実施、D/D資金源：第8次OECFﾛｰﾝ残
1985.3　設計報告書（4分冊）、購入仕様書（7分冊）をNPCに納入
1988.7　ｽｳｪｰﾃﾞﾝBITSより3,615千ｸﾛｰﾈの無償資金援助を得てSWEDPOWERが
D/Dを実施。
1990.    ｽｳｪｰﾃﾞﾝのｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ（Swed Power）により、D/Dの見直しが行われた。
1992.10～1995.12　ｽｳｪｰﾃﾞﾝより9,962千ｸﾛｰﾈの無償資金援助を得て
SWEDPOWERがD/Dを実施。
(*)へ

　D/D実施後のﾌｨﾘﾋﾟﾝの政治、経済情勢の変化により、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの電源となるﾚｲ
ﾃ島における地熱開発が大幅に遅れ、現在の開発計画では少なくとも1994年頃まで
は予定されていない状況である。
　予想としては1998年及び1996年に連携され、Tongonan地熱（現在はﾚｲﾃ地熱）
440MWずつ2期に分けて送電されることとなろう。

F/S／送配電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 010

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

アルコガスプロジェクト（ｱﾙｺｰﾙ工場建設）計画調
査

Feasibility Study on the Establishment on the
Alcohl Distillery in the Republic of the Philippines

間瀬　岩夫

三菱油化エンジニアリング(株)

81.7.13～8.1／
81.11.23～12.12

11,8

55～57

70,337 千円

0.00 人月

1982/6

三菱油化エンジニアリング(株)

PNAC;PHILIPPINE NATIONAL
　　 ALCOHOL COMMISSION
（フィリピン国家アルコール委員会）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
　砂糖きびを原料とし、日産48klのｱﾙｺｰﾙ工場を建設
する場合技術的、経済的観点から企業化可能性あり。
（必要農場面積は、一般農家地区で2,640haで直営農
地において400haである。）

中止・消滅

実施機関
　PNAC

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｶﾋﾞﾃﾞ州ﾏﾗｺﾞﾝﾄﾞﾝ地区

総事業費
　26,596百万USﾄﾞﾙ
　　（1USﾄﾞﾙ=230=8ﾍﾟｿ）

実施内容
　ｴﾁﾙｱﾙｺｰﾙ工場建設
　　　　日産　48kl
実施経過

調査報告書でﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰありと結論さ
れた48kl/日のｴﾁﾙｱﾙｺｰﾙ工場は新設さ
れていないが、ｶﾞｿﾘﾝ中にｴﾁﾙｱﾙｺｰﾙを
混入するいわゆるｱﾙｺｰﾙｶﾞｽ計画はﾈｸﾞﾛ
ｽ島及びﾊﾟﾅｲ島で実施されている。このｴ
ﾁﾙｱﾙｺｰﾙはｴﾁﾙｱﾙｺｰﾙ工場の新設によ
るものではなく、既存ｱﾙｺｰﾙ工場を改造
し純度を95％から99.5％に上げて対処し
ている。

　ｵｲﾙｼｮｯｸを契機として、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ政府は国内でのﾊﾞｲｵﾏｽを利用した代替ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ開発をめざし、本計画を策定したが、その後の原油価格下落等によりﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが
縮小され既存ｱﾙｺｰﾙ工場の改造で対処しようとしている。

　調査報告書の48kl/年のｴﾁﾙｱﾙｺｰﾙ工場は新設されていないが、既存ｴﾁﾙｱﾙｺ
ｰﾙ工場の改造を実施し、計画が縮小された方向で具体化されている。
　詳細は不明。　（1995年11月現地調査結果）

1999.10現在：変更点なし

F/S／新・再生エネルギー

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 011

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

低圧ガス開発計画調査

Feasibility Study for the Exploration Development
and Production of Water-Dissolved Natural Gas in
the Republic of the Philippines

名取　博夫

工業技術院地質調査所

81.10.13～11.21／
82.6.27～7.3

6,3

56～57

11,622 千円

0.00 人月

1982/12

直営

エネルギー開発局

　ｲﾛｲﾛ堆積盆南部に分布する後期中新世の後半～前
期更新世の泥質岩からなる海成層にﾖｳ素型共水性ｶﾞ
ｽ鉱床が成立していることが予想される。
　具体的な開発は試掘によって把握された鉱床規模に
もとづき立地条件、建設ｺｽﾄ、ｶﾞｽ市場、ｶﾞｽ開発さらに
付随水中に含まれるﾖｳ素の開発等、経済鉱工業政策
調査等幅広く行った上で実施されるべきである。

中止・消滅

実施機関
　ｴﾈﾙｷﾞｰ省ｴﾈﾙｷﾞｰ開発局

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾊﾟﾅｲ島ｲﾛｲﾛ市郊外

総事業費
　200百万～350百万
（掘削・検層・産出試験危機等の種類工場形態によって変動する。）

実施内容
  ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ   深度  1,000ｍ     1杭
            　    深度  1,600ｍ     1杭
　産出試験のための付帯設備　　一式

実施経過
　建設             6ヵ月
　産出試験     3ヵ月

　試掘には石油掘削装置に準じる大型の機器を必要とするため、日本側としては比
政府の保有する石油掘削装置の使用を申し入れた。しかしこれは比政府に大きな財
政負担を要求することになり、石油探査ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄおよび地熱開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとの競
合、財政悪化等の事情により具体化が困難となっていた。

　ﾌｨﾘﾋﾟﾝにおける共水性ｶﾞｽに関する資源評価、開発・生産・利用のF/S等がﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄの目標であるが、ﾓﾃﾞﾙﾌｨｰﾙﾄﾞとして取り上げたﾊﾟﾅｲ島ｲﾛｲﾛ市郊外におけるﾖｳ素
共水性ｶﾞｽ鉱床地帯の基礎調査の終了した段階で、試掘の具体化が進まず中断し
ていたが、1995年ｵｰｽﾄﾗﾘｱの民間会社 Stirling Resources社により試掘・開発が行
われることになった。これは、民間会社の資金により開発が行われるもので、失敗し
た場合はその民間会社が費用をすべて負担する。なお、この開発には本件調査で
得たﾃﾞｰﾀを当該民間会社がDepartment of　Energyから買い取り利用している。
（1995年11月現在調査結果）
1999.10現在：変更点なし

　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、建設期間、供給機器、投資金額・費用等が大幅に変更になり当初
のJICA STUDYの提案内容と全く異なるものになっており、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ政府は報告書にあ
るもともとのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは消滅したものと考えている。（1995年11月現地調査結果）

F/S／ガス・石炭・石油

報告書の内容

- 71 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 012

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

マツノ川開発計画調査

The Feasibility Study on Matuno River
Development Project in the Republic of the
Philippines

津田　誠

日本工営(株)

82.1.18～3.18／
82.7.4～8.17／
82.10.22～83.3.5

9,9,2

56～58

256,104 千円

86.44 人月 （内現地41.76人月）

1984/2

日本工営（株）

国家電力庁:National Power Corporation
国家潅漑庁:National Irrigation Administration
Mr.Rogelio P.De La Roza (Chief,
Project Investigation Div., PDD, NIA)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：あり
2.EIRR=14.1％、FIRR=7.2％
3.勧告
(1)本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはﾙｿﾝ島中部ｶｶﾞﾔﾝ川の一大支流ﾏｶﾞｯ
ﾄ川の更に支流にﾏﾂﾉ川に堤高147ｍのﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ築
造し、180MWの発電に資すると共に、下流約15,000ha
に灌漑用水を補給する計画である。
(2)総事業費は約4.2億ﾄﾞﾙ（1983年2月水準）と見積ら
れ、その内ﾀﾞﾑ・発電が3.7億ﾄﾞﾙ、農業開発が約0.5億ﾄﾞ
ﾙである。
(3)現在の比政府の財政状態からこれを一挙に開発着
手するのは困難なので第一段階（1984～1990年）で農
業ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを実施し、1988～1994年にﾀﾞﾑ・発電を引
続き実施することが望ましい。

具体化準備中

実施機関
　NIAおよびNPC
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾙｿﾝ島中部ﾇｴﾊﾞﾋﾞﾔｽｶ州、ﾀﾞﾑはﾊﾞﾖﾝﾎﾞﾝ市域ﾏﾂﾉ川上。
　産業開発地域ではﾊﾞﾖﾝﾎﾞﾝ市・ｿﾗﾉ市周辺
総事業費
　約4.2億ﾄﾞﾙ（1,020億円）
　発電部分のみ　　370百万USﾄﾞﾙ　　1983年5月現在、
　うち外貨分           229百万USﾄﾞﾙ　　1USﾄﾞﾙ=10.0P
実施内容
　1.ﾀﾞﾑ　 ﾛｯｸﾌｨﾙ型式
               高さ：147ｍ
               堤頂長：580ｍ
               堤容積：10,000,000立方ｍ
               堤頂標高：EL.527ｍ
               川床標高：EL.397ｍ
　2.貯水池：流域面積　550平方km
               常時高水位：EL.520ｍ
               常時低水位：EL.480ｍ
               海水面積　3.5平方km
               有効貯水量：97,000,000立方ｍ
               総貯水量：137,000,000立方ｍ
　3.余水吐設計洪水ﾋﾟｰｸ流量　　7,600立方ｍ/sec.
　4.発電容量　90MW×2台
　　　　年間発生電力量：528GWh.
　　　　内需電力量       ：353GWh
　　　　二次電力量       ：175GWh　　　(*)へ続く

(*)より
実施経過
　1984.4　　計画開始
　1996.3　　計画完了

1.1979年の第2次原油価格暴騰により世界不況が浸透し始め外貨手持ち急減による
ﾍﾟｿ貨価値暴落・輸出低落。産業不振のため電力需要の伸びの低迷を生じた。
2.ｱｷﾉ事件以来の政局不安により民間外国よりの投融資激減、IMFとの協議の遅
延。そのためのﾏﾙｺｽ政権の経済開発推進が軒並み変更となった。緊縮財政のため
のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの数も激減した。
3.ﾏﾙｺｽ大統領が大規模なｻﾝﾛｹ多目的ダム計画の方を熱心に推進しようとしたた
め。

　1995年11月現在、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはOECFﾛｰﾝとBOT方式の両にらみで実現を図って
いる。なお、本件は1997年開始の灌漑5ヵ年計画に含まれている。　（1995年11月現
地調査結果）
NIAの要請に従って、NKは1999年9月ﾐｯｼｮﾝを派遣し、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの現況を把握する
ためNIA担当者と協議、並びに現地踏査を実施。NIAは2000年度第24次のD/D借款
申請を予定している。

技術移転例
　ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄにOJTを行った分野は、1)水文調査解析、2)地質調査および地質工学
的判断、3)土質材料調査解析、4)洪水解析、5)ﾀﾞﾑ・発電計画手法、6)経済・財務分
析および評価を主として行った。

F/S／水力発電

報告書の内容

- 72 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 013

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

レイテ・ミンダナオ送電線開発計画調査

The Feasibility Study on the Leyte-Mindanao
Interconnection Project in the Republic of the
Philippines

田子　信雄

電源開発(株)

82.11.21～83.3.17／
83.6.14～8.12／
83.11.28～84.1.26

10,5,8

57～58

188,699 千円

73.25 人月 （内現地16.00人月）

1984/3

電源開発（株）
日本工営(株)

フィリピン電力公社:National Power
Corporation (NPC)
Mr.Abe Samis (Member, Projects
Development Department)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=12.5％、EIRR=14.4％
　ﾙｿﾝ－ﾚｲﾃ送電ｼｽﾃﾑと連系し、直流3端子送電方式
とする。
　送電規模は、最終400MWとし、ﾚｲﾃ島のTongonan地
熱発電所の開発ｽｹｼﾞｭｰﾙに合わせ第1期は1988～
1991年、第2期は1994～1996年の工事期間とした。ﾐﾝ
ﾀﾞﾅｵ島の変電所はButuanに設置し、概設のButuan変
電所でﾐﾝﾀﾞﾅｵ電力系統と接続することにした。

1999.10　現在：変更点なし

中止・消滅

実施機関
　NPC

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Leyte島、Dimangat島、Mindanao島

総事業費
          計　　　47,757百万円（1USﾄﾞﾙ=243.10円）
　　外貨　　　37,757百万円
　　内貨　　　10,000百万円

実施内容
　1.ﾙｿﾝ－ﾚｲﾃ直流送電ｼｽﾃﾑと連系して直流3端子送電方式を形成す
る。
　2.ﾚｲﾃ島よりﾐﾝﾀﾞﾅｵ島まで全区長342km
　　（海底ｹｰﾌﾞﾙ区間49km）
　3.送電容量　400MW
　4.送電電圧　DC±350KV

実施経過
　1988.1　 第1期開始
　1991.12            完了
　1994.1　 第2期開始
　1996.12            完了

ADB資金により下記調査が具体化され
た。
FSの見直しおよびDDの実施
1997年～1999年にかけて、Norconsultant
がFSの見直しを行った。FSの最終報告書
は、まだ提出されていないが、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの
内容は下記が予定されている模様であ
る。
　1. 500MW/350KV DC151km
　2. ﾚｲﾃ側架空送電線　
　　　　　　　　350KV DC 151km
　3. ﾚｲﾃ－ﾐﾝﾀﾞﾅｵ海底ｹｰﾌﾞﾙ　
　　　　　　　　350KV DC 23km
　4. ﾐﾝﾀﾞﾅｵ国際空送電線　
　　　　　　　　350KV DC　265km
　5. 総工事費　390百万US$
　6. 竣工時期　2004年1月

1. 政治ならびに経済不安
2. ﾄﾝｺﾞﾅﾝ地熱開発・拡張計画が進展していない。
3. ﾐﾝﾀﾞﾅｵは渇水による電力危機を経験し、電源開発が急務であるが、諸事情により
まだ具体化していない（1994年3月現在）。
(*)の続き
　(1)内貨分の価値が大幅に変わっているので、実施の際には見直す必要がある。
　(2)ﾄﾝｺﾞﾅﾝの電力は、ﾚｲﾃより、ｻﾏｰﾙ、ﾙｿﾝ系統に送電することを優先しているた
め、ﾐﾝﾀﾞﾅｵへの配電計画はその後となる見込。

　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、建設期間、供給機器、投資金額・費用等が大幅に変更になり当初
のJICA STUDYの提案内容と全く異なるものになっており、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ側は報告書にある
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは中止・消滅したと理解している。1996年にはF/Sの見直しをADBﾛｰﾝによ
りNPC自身で実施する予定。（1995年11月現地調査結果）

1.技術移転
　(1)第1回目の現地調査時に、5回の説明会を実施した。
　(2)ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ2名を8週目、日本で研修した。主に直流送電に関する研修をし、北
本直流変電所での実習とﾒｰｶｰ見学も行った。　　　　
2. その他　　　　　　　　　　 (*)へ続く。

F/S／送配電

報告書の内容

- 73 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 014

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

アクパン・イトゴン地熱開発計画調査

The Feasibility Study for Acupan-Itogon
Geothermal Development Project in the Republic
of the Philippines

坂井　定倫

大手開発(株)

82.8.8～12.5／83.9.28～12.23／
84.1.22～2.15／84.6.12～85.3.15／
85.6.18～6.23

9,15,15,11,7

57～60

519,294 千円

83.38 人月 （内現地42.44人月）

1985/10

三菱マテリアル資源開発(株)

エネルギー開発局:B.E.D.(Bureau of
Energy Development)
Mr.Wenceslao R. de la Paz. (Director)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：現在の調査段階では、ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘ
ﾃｨｰは確認されていない。当地域の浅部は、調査井を
掘削した結果、連続噴気させるに十分でないことが判
明した。但し、ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝの結果その下部に高温帯が
広がっていると予想される。従って追加調査井の掘削
を勧告した。

中止・消滅

実施機関
　Office of Energy Affairs-PNOC

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Benguet州のAcupan-Itogon地域

総事業費
　産出せず地熱の賦存状況につき各種調査を実施。本調査の段階では
具体的な開発規模・実施内容は提示していない。

実施経過
　ﾊﾞｷﾞｵ市の東方約5kmにあり、稼働中の鉱山地域であり、電力の需要が
逼迫している。周辺にはﾀﾞｸﾗﾝ地区に高温岩体が確認されており、地熱開
発のﾎﾟﾃﾝｼｱﾙは高いが、深部掘削が要求される。従って、調査井（2,000
ｍ）1本だけでは真の地熱構造を解明することは出来ず中断している
（1994年3月現在）。

　各種地表調査の結果とそれらに基づく調査井の掘削により、地熱構造が解析さ
れ、相手国には感謝されているが、JICAの協力ｽｷｰﾑの限界により調査井1本で中
断している。追加調査井の資金不足が障害となっている（1994年3月現在）。

　本件は調査井1本を掘って終了した。先方の理解では調査ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは中断してい
るのではなく、調査井1本だけではﾃﾞｰﾀ解析に不十分であるが、完成したものとなっ
ている。ﾏﾙｺｽ体制の崩壊による政変があり、結局のところ以後は本件ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが新
たに展開されることはなかった。　（1995年11月現地調査結果）
1999.11現在：変更点なし

　ｱｷﾉの政権誕生後、BEDは組織変更され、Energy Development Services, Office of
Energy Affairsとなった。OEAは1990年、隣接するDaklan地区の評価・開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
をJICAに要請している（US$5.5M）。

F/S／新・再生エネルギー

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 015

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

活性炭工業振興開発計画調査

The Feasibility Study on the Establishment of the
Powdered Activated Carbon Plants in the Republic
of the Philippines

安達昭一／石橋一二／植木茂夫

北越炭素工業／通産省工業技術院／日本ﾌﾟﾗﾝﾄ協会

83.1.6～11.10／84.1.5～3.6／84.2.6～3.6
84.5.22～6.22／84.6.19～9.8／84.9.4～9.28
84.11.19～11.23／84.10.10～12.14

2,4,12,4,9,4,3,7

58～60

150,838 千円

18.82 人月 （内現地7.12人月）

1985/7

(社)日本プラント協会

科学技術研究所： National Institute
Science and Tecnology
Dr. Filemon A. Vriarte (Director)
Mrs. Violeta P.Arida (Program Coordinatator)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=13.58％、FIRR=21.26％

中止・消滅

実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾀﾞﾊﾞｵ市

総事業費
　　　計           1,823,548USﾄﾞﾙ
　うち外貨分　1,316,481USﾄﾞﾙ
　（1USﾄﾞﾙ=245円=18ﾍﾟｿ）

実施内容
　製材による未利用資源としてのおがくずを利用し活性炭を生産する。
　ﾌﾟﾗﾝﾄ規模年産480t

実施計画
　1986.4　計画開始
　1987.3　計画完了

　ﾌｨﾘﾋﾟﾝでは1989年に森林の伐採が禁止されたことから、原料のおがくずが十分に
供給されなくなり、計画自体は消滅した。（1995年11月現地調査結果）

　ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄが1983年に1.7億ﾄﾞﾙの無償資金協力により建設された。そのﾌﾟﾗﾝﾄは
現在食品加工研究施設の脇に建てられており、同施設への影響を避けるため、敷
地内の他の場所に移転する計画である。建設以後は、民間会社の訓練用などにも
利用された。
（1995年11月現地調査結果）
1999.10現在：変更点なし

F/S／その他工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 016

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

カリラヤダム修復計画

The Study for Caliraya Dam Rehabilitation Project
in the Republic of the Philippines

松井　豊

(株)ニュージェック 海外設計部部長

85.10.8～11.6

4

61

10,818 千円

13.99 人月 （内現地6.49人月）

1986/9

(株)ニュージェック
(株)三祐コンサルタンツ

The National  Power Corporation
（フィリピン電力公社）
M.C.Avendano
  (Manager,Hydro Power Projects Dept.)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=26％
3.ｶﾘﾗﾔﾀﾞﾑは建設後、約40年を経ており、主ﾀﾞﾑの上下
流面の損傷が著しく、おのまま放置した場合、大被害
に進展する可能性があり、対策が急がれる。なお、現
在のﾄﾝﾈﾙ洪水吐は巻立てｺﾝｸﾘｰﾄが劣化し、多量の
漏水（200l／秒と推定される）が生じており、その処理能
力が必要であるのみならず、洪水処理能力が不足して
いるので、新しく別の洪水吐を新設する必要がある。全
般に保守管理が疎かになっており、今後改善していか
ねばならない。

遅延・中断

実施機関
　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ電力公社

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾙｿﾝ島南部ﾗｸﾞﾅ集ｶﾘﾗﾔﾀﾞﾑ

総事業費
　9,542,990USﾄﾞﾙ、うち外貨分4,561,000USﾄﾞﾙ
　　　　　（1USﾄﾞﾙ=154円）

実施内容
　・主ﾀﾞﾑ上流法面保護用ｺﾝｸﾘｰﾄｽﾗﾌﾞのｸﾗｯｸの修理
　・主ﾀﾞﾑ上流法面の地表水（雨）による浸蝕部修理と再発防止対策
　・既設ﾄﾝﾈﾙ洪水吐の漏水部修理
　・洪水修理能力のため、上記洪水吐とは別に、新たに洪水吐を新設
　・副ﾀﾞﾑ（ﾀﾞｲｸ）基礎地山の地すべりの修復と安定化

　・既設ﾄﾝﾈﾙ洪水吐の漏水部修理

 Rehabilitate-Operate-Transferｽｷｰﾑの入札が1996年11月25日に締め切られる。一
方NPCはSoruice Spillwayのrehabititationの再入札を近々行う予定。（1996年10月現
地調査結果）
1999.11現在：その後の詳細不明

・現地ｾﾐﾅｰ（ﾌｨﾘﾋﾟﾝ電力公社技術者及び政府関係部局技術者）
・日本での研修

F/S／その他

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 017

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

フィリピン

ルソン島包蔵水力調査

Study on the Hydropower Potential in Luzon in the
Philippines

沢谷　一夫

日本工営(株)

85.7.1～86.3.18／
86.6.2～87.1.27／
87.6

8

59～62

20,103 千円

96.50 人月 （内現地76.50人月）

1987/6

日本工営（株）

フィリピン電力公社J.T.Rauas  (Vice President
for Engineering) Marciano Avendano (Manager
for Hydro Projects)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
　ﾙｿﾝ島全域で調査の対象となった水力地点は約150
地点で、その中で開発が有望であると目される水力地
点は45地点である。西暦2005年までの20年間の電力
投入計画を立案し、その中に組み込まれるべき水力地
点について今後の実施計画（F/S,D/D &
Construction）を提言している。

具体化準備中

実施機関
　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ電力公社

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾙｿﾝ島全域

総事業費
　6,189百万ﾄﾞﾙ（1985年現在）

実施内容
　ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝﾚﾍﾞﾙのﾙｿﾝ島全域の包蔵水力調査である為、個々のﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄの総事業費、経済的妥当性等は一覧表としてまとめられており、特定の
開発案について深く検討したものではない。

　NEDAが種々ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの優先順位付けを行っているが、本調査の成果が参考にさ
れている。世銀融資により、65地点の小水力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄについて1992年からF/Sを実
施。
　世銀の資金により、ﾙｿﾝ島小水力発電計画調査（F/S）が1993年2月に実施され、
本調査にて2次ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞをﾊﾟｽした有望地点（ﾀﾞﾑ式26ヶ所、流れ込み式19ヶ所）の
内、下記projectのF/S調査が実施された。－ﾀﾞﾑ式：Kanan、流れ込み式：
Ambrayan、Bakum
　Kananを1993年度以降のOECF案件に取り上げを申請してきたが、環境評価が不
十分との指摘があり、いまだ採択に至っていない。一方、BOT方式にて実施する案も
検討されている。（1998年現在）1999.11現在：特に新情報なし　2003.3現在：情報な
し

　1990年代前半、ﾙｿﾝ島は電力不足に悩まされたが、BOT法案を整備しBOTによる
火力発電所を建設し、克服している（1996年10月現在）。
　ﾌ国電力公社（NPC）はBOT方式で水力案件を実施に移そうとしている。

F/S／水力発電

報告書の内容

- 77 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 018

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

フィリピン

アンブクラオダム修復計画調査

Study on the Ambuklao Dam Rehabilitation Project

山田　直明

(株)ニュージェック 常務取締役海外工事部長

87.7.1～7.14
87.11.1～11.14

8

60～62

30,083 千円

22.41 人月 （内現地10.18人月）

1988/2

(株)ニュージェック
(株)三祐コンサルタンツ

フィリピン電力公社
F.T.Delgado  (Senior Vice President,
Engineering)
M.C. Avendano (Vice President, Engineering)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
　ｱﾝﾌﾞｸﾗ発電所は現状のまま運転が継続されると、
1996年以降は貯水池内の堆砂のため、運転が不能に
なることが予想される。しかし適当な修復工事と良好な
保守を行っていけば、貯水池が堆砂に埋まるまで今後
40年にわたって発電の機能は現状に近い能力を維持
することが判明した。しかし発電所の取水に既にｼﾙﾄや
砂の混入が見受けられるので、緊急に取水塔周辺の
浚渫を行いながら修復工事を施工するなど一刻の猶予
も許されない。

遅延・中断

実施機関
　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ電力公社（NPC）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｱﾝﾌﾞｸﾗｵﾀﾞﾑ・貯水池周辺
　（中央ﾙｿﾝ･ﾊﾞﾝｹﾞｯﾄ州）

総事業費
　42.436百万USﾄﾞﾙ
うち外貨分23.497百万USﾄﾞﾙ
　（1.00Usdoru=150円，1.00USﾄﾞﾙ=21P）

実施内容
　1.修復工事
　　a)取水塔改造
　　b)水車入口弁改造
　　c)放水路付近河床整理
　　d)取水塔周辺浚渫工事
　　e)ﾀﾞﾑ上流面修復工事
　2.調査
　　a)ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ
　　b)物理探査
　　c)測量
　　d)諸試験

実施経過
　1989年　　計画開始
　1996年　　計画完了
　取水塔周辺浚渫工事及び取水塔改造工事が特に急がれるため、この2
つは最優先して、今すぐにでも実施されるべきである。

　1992～1997年　ROL
（Rehabilitation-Operation-Lease）のｽｷ
ｰﾑでﾛｰｶﾙｺﾝｿｰｼｱﾑによって実施されて
いる。本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、建設期間、供給機
器、投資金額・費用等が大幅に変更にな
り当初のJICA STUDYの提案内容と全く
異なるものになっている。（1995年11月現
地調査結果）

(*)より
1992～1997年　
ROLRehabilitation-Operation-Lease）のｽ
ｷｰﾑでﾛｰｶﾙｺﾝｿｰｼｱﾑによって実施され
ている。　
現在MIESCOR社より上記の5年契約を15
年にしてほしいとの要求がNPCに出され
ている。
（1996年10月現地調査結果）
1998.10現在：MIESCO社による
Rehabilitationはうまく進捗していない模様
2003.3現在：2001年度JETRO資金による
F/S調査を実施したが、その後具体的な
進展はない。(本水力発電所と直下流の
ビンガ水力発電所と併せた修復計画があ
るが、NPCの民営化を控えており、修復
計画の具体的実施は民営化後と聞いて

　以前は漠然と発電所運転がそのうちに不能になるのではと危惧されている程度に
すぎなかったが、本報告書の具体的ﾃﾞｰﾀにより現状のままでいくと1996年には堆砂
のため発電不能になることをNPCにわかってもらった。
　1989年6月20日NPC役員で、修復工事のうち　a)取水塔改造（新しい取水口の建
設）及び　b)既存取水塔周辺の浚渫工事の実施とその為の必要外貨資金調達を行
うことが決定された。
　1989年7月、台風の影響でintakeに砂が入り、運転ｽﾄｯﾌﾟとなり、NPCは浚渫工事を
早急に実施する必要に迫られており、現在資金調達も含めて検討中である。とりあえ
ずDredger購入の入札を準備中であるが、未だ実施されていない。　(*)へ続く

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 019

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

フィリピン

カラカ石炭火力発電所第一号機改善計画調査

Study for the Calaca No.1 Coal-Fired Thermal
Plant Upgrading Project

大賀　利雄

西日本技術開発(株) 火力本部

7.7.5～8.29
87.10.5～10.13

12

61～62

101,804 千円

39.72 人月 （内現地18.91人月）

1987/12

西日本技術開発（株）

国家電力公社
Josue D.Polintan（副総裁）
Guilberto A Pastoral（本店火力部長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=19％
   FIRR=13.54％
3.1984年9月ﾌｨﾘﾋﾟﾝにおける最初の大型石炭火力とし
て運開したが、主として計画時に決定された燃料用ｾﾐ
ﾗﾗ炭の炭質が実際には異なっており、構内への揚運
炭、ﾐﾙ設備さらにﾎﾞｲﾗｰの燃焼に大きな問題を起こし、
発電に対する信頼性が得られなくなった。JICA調査
は、1986年1月～1987年8月に行われ、ｾﾐﾗﾗ炭の品質
と量産とから、輸入炭（50％～40％）との混炭により、安
定した燃料供給が必要で、ﾌﾟﾗﾝﾄとしては、ｻｲﾛ改造、
給炭機取替、ﾊﾞｰﾅｰのABC改造、混炭設備の設置、
管理ｼｽﾃﾑの整備などの改善が急務である。
　これらに要する費用は約30億円（ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ料とし予
備費を含む）で工期は定修、保修停止時期を主に利用
し、準備期間とも24ヵ月間内の完成を見込んでいる。
　これらの改善に加えて、運転、保守要員の充分なる
訓練が必要である。

実施済

実施機関
　国家電力公社（NAPOCOR）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾊﾞﾀﾝｶﾞｽ州、ｻﾝﾗﾌｧｴﾙｶﾗｶ

総事業費
　6,470百万ﾍﾟｿ
　（1ﾄﾞﾙ=140円=21ﾍﾟｿ）

実施内容
　既設ｶﾗｶ　300MW石炭火力発電所のうち。
・揚運炭、貯炭設備、給炭設備、ﾎﾞｲﾗ設備
　これらに関する付帯設備の取替及び改善工事
・品質管理設備、装置の改善工事
・運転、保守要員の訓練

実施経過
　1989.　　計画開始
　1991.　　計画完了
　改善工事は主として各年の定修、計画保修時に集中して実施するように
努める。

1)石炭ｻｲﾛ、給炭機改造。
2)ABC改造、ｽｰﾄﾌﾞﾛｱおよび覗き窓増
設。
3)ｱﾝﾛｰﾀﾞ、ﾎｯﾊﾟのｼｭｰﾄ改造。

　現地調査時の混炭方法、供炭－燃焼の指導で取敢えず部分負荷運転を行った。
　NPCは1989年5月、三井物産と工事契約を結び、報告書の勧告をﾍﾞｰｽに左記の
改善工事を実施した（1990年10月23日着工、12月18日完了）。
1989年　輸銀ﾛｰﾝ691百万円及び150百万ﾄﾞﾙ締結。
1993.3.31 環境改善の設備設置、修復、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ機器調達費用に対して円借
（L/A）締結（61.12億円）「カラカ石炭火力発電所１号機環境改善事業」
1999.10現在：変更点なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：変更点なし

F/S／火力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 020

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

フィリピン

アンガットダム修復計画調査

Angat Dam Rehabilitation Project in the Republic
of the Philippines

神月　隆一

(株)ニュージェック 海外事業副本部長

88.8.23～9.6
88.12.1～12.15

6

62～63

67,666 千円

15.54 人月 （内現地10.24人月）

1989．3．1

（株）ﾆｭｰｼﾞｪｯｸ
(株)三祐コンサルタンツ

フィリピン電力公社(NAPOCOR)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

2.問題点の調査と修復案の策定を行ったが、内部収益
率の計算は行っていない。主ﾀﾞﾑ･ﾀﾞｲｸの安定性、洪水
吐の安定性については常時問題はないが、近辺旧ﾊﾞ
ﾁｬｰﾌﾟﾗﾝﾄの地すべり対策、ﾀﾞｲｸより漏水の継続調査
及び最大の問題点である管路からの漏水について早
い機会に水抜き内部点検調査を実施するように勧告。

具体化準備中

実施機関：
　フィリピン電力公社　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
プロジェクトサイト：
　ルソン島ブラカン州アンガットダム　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
総事業費：
　115 百万円　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　うち内貨　70.2百万円　　　　　　　　　　　　
　　　うち外貨　44.8百万円　　　　　　　　　　　　
　　（但し、鉄管漏水対策を除く）　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
実施内容：
　　・旧バッチャープラント跡地の池辷安定化　　　　
　　・ダイクからの漏水対策　　　　　　　　　　　　
　　・ダム安定性のチェック　　　　　　　　　　　　
　　・洪水吐設備の放流能力のチェック　　　　　　　
　（・鉄管路からの漏水対策）　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
実施経過：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
調査当時フィリピン電力事情の悪化のためアンガット発電所の運転停止が
出来ず、アンガットダムで、最大の問題点である鉄管路の漏水対策の策定
に不可欠な鉄管の内部調査が後年に延ばさざるを得なくなった。従って、
鉄管路漏水対策の検討は未了。　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｱﾝｶﾞｯﾄﾀﾞﾑ修復工事の大半を占めると思われる鉄管路漏水対策が策定されていな
い。鉄管漏水対策以外の項目については、その修復費用が比較的小さく、かつ緊
急性も薄いので、電力公社が独自で対策を進めるものと考えられる。

1996年に排水溝工事のためのFSについて、ﾀｰﾝｷｰﾍﾞｰｽによる入札が行われる予定
であったが、現在のところ一時中断されている。（1996年10月現地調査結果）

1999.11現在：その後の詳細不明

（平成15年度　国内調査）
情報なし

・技術移転ｾﾐﾅｰ（現地）
・日本での研修

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 021

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

フィリピン

ビンガダム修復計画調査

Binga Dam Rehabilitation Project in the Republic
of the Philippines

土居　元之

(株)ニュージェック 海外設計部部長

88.6.16～6.30
88.10.1～10.15

7

62～63

66,739 千円

17.00 人月 （内現地9.00人月）

1989/2

(株)ニュージェック 

フィリピン電力公社

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.B/C=1.66
　条件
　ﾍﾞﾈﾌｨｯﾄはﾋﾞﾝｶﾞﾀﾞﾑ修復工事実施による安全性向上
を金額ﾀｰﾑに換算した値。ｺｽﾄは修復工事実施に伴う
費用であり、工事費と工事期間中の発生電力量減の損
失費用を含む。

中止・消滅

実施機関
　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ電力公社（NAPOCOR）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾙｿﾝ島ﾍﾞﾝｹﾞｯﾄ県ｲﾄｶﾞﾝ　ﾌﾞﾝｶﾞﾀﾞﾑ地点

総事業費
　　518百万円　（3.7百万ﾄﾞﾙ、1ﾄﾞﾙ=140円）
　うち内貨　487百万円
　うち外貨     31百万円

実施内容
　ﾋﾞﾝｶﾞﾀﾞﾑ近傍の修復工事
　　1) ﾀﾞﾑ上流面ﾛｯｸ盛立工事
　　2) ﾀﾞﾑ下流端ﾛｯｸﾀﾞｲｸ修復工事
　　3) ﾀﾞﾑ左岸掘削法面保護工事

　1993年から15年間のROLで中国の企業
によって実施されている。本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、
建設期間、供給機器、投資期間額・費用
等が大幅に変更になり当初のJICA　
STUDYの提案内容と全く異なるものに
なっている。
（1995年11月現地調査結果）
　1998.10現在：中国企業による
Rehabilitationはうまく進捗していない。

フォローアップ調査終了年度：2003年度
終了理由：中止･消滅案件のため。

　1993年から15年間のROLで中国の企業によって実施されている。（1995年11月現
地調査結果）
　1993年7月にChina Chiang Jiang Energy CorpとNPCの間でROL契約が締結され
た。（1996年10月現地調査結果）
　1999.11現在：その後の詳細不明

F/S／水力発電

報告書の内容

- 81 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 022

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

石炭火力発電開発計画調査

Coal-Fired Thermal Electric Power Development
Project in Luzon Island

伊坂　弘

電源開発(株)

89.3.9～3.30／89.6.1～7.25
89.11.7～11.21／89.12.9～12.3
90.1.10～1.24／90.2.13～2.27

12

63～1

165,010 千円

51.74 人月 （内現地27.34人月）

1990/3

電源開発（株）

フィリピン電力公社（NAPOCOR）
M.C. Avendano
Vice-President
National Power Corporation

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=3.37％
   EIRR=11.0％
　　条件
　　代替ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは石油火力発電所とする。
　　　重油価格     137USﾄﾞﾙ
　　　設備利用率  70％
　　　石炭価格     47.68USﾄﾞﾙ
　　　金利（外貨分）　2.9％
　　   　〃　（内貨分）　17％

実施済

実施機関
　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ電力公社（NAPOCOR）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｻﾝﾊﾞﾚｽ州　ﾏｼﾝﾛｯｸ町

総事業費
　752百万ﾄﾞﾙ
　うち内貨　214百万ﾄﾞﾙ
　うち外貨　538百万ﾄﾞﾙ
　（1989年9月時点、1USﾄﾞﾙ=140円）

実施内容
　設備出力600MW（300MW×2基）の石炭火力発電所および関連設備を
建設する。

建設工程
　1991.1　　融資承認
　1993.4　　工事着工
　1996.5      1号機運転開始
　1996.11　 2号機運転開始

1995.7   工事着工

1998.5    1号機運転開始

1998.11  2号機運転開始

石炭火力発電所の建設に伴う環境問題に関して、地元住民の理解、同意を得るた
めに時間がかかり、建設の開始は遅れたが、地元住民との協議が積み重ねられた結
果、最終的な同意をとりつけて、1995年7月に1期工事が着手された。1号機は1998
年5月営業運転に入り、2号機は同年11月に各々営業運転を開始した。
資金調達に関して、1期工事分（1号機分+共通部分）については、ADB（2億米ﾄﾞﾙ）と
日本輸出入銀行（1.5億米ﾄﾞﾙ）の協調融資が行われた。2期工事分（2号機分+1期工
事の不足分）については、それぞれの機関が2.5億米ﾄﾞﾙずつ融資をする計画である
（1995年11月現地調査結果）。

1990.4      電源開発(株)が、入札書類作成業務実施（7ヵ月間）
1990.12    入札実施（対ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ）
1991.8      地元の反対により、入札中断
1993.10    入札締切
1993.10    三菱ｸﾞﾙｰﾌﾟが受注

* ADBと日本輸出入銀行の協調融資
　StageⅠ（1号機+共通部分）について　ADB 200百万$、EXIMJ 150百万$　ｺﾐｯﾄ済。

入札評価、施工管理、運転保守に係わるｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務を電源開発(株)が受注。
1999年9月に全業務終了。

F/S／火力発電

報告書の内容

- 82 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 023

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

フィリピン

マラヤ発電所信頼度向上計画調査

Feasibility Study on Malaya Power Plant Reliability
Improvement Project

小川　晃正

西日本技術開発（株）　火力本部

94.8.31～9.30/94.11.30～12.14/95.1.10～2.20

10

5～6

133,423 千円

31.00 人月

1995.3

西日本技術開発（株）

フィリピン電力公社（NPC）
Mr. M. E. MANO
Vice President, MMRC

1.ﾌｨｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り

2.EIRR=33.06％，FIRR=29.74％

3.ﾙｿﾝ島の電力安定供給のため発電設備のﾘﾊﾋﾞﾘ（ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑⅠ）と同時にｿﾌﾄ（運転・保守方法）の改善（ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑⅡ及びﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑⅢ）の実施が不可欠である。

実施済

実施機関：National Power Corporation (NPC)

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾙｿﾝ島ﾘｻｰﾙ州ﾋﾟﾘﾘｱ
　　　　　　 ﾏﾗﾔ火力発電所1･2号機

総事業費：約 US$145Million
　　　　　　（発電設備ﾘﾊﾋﾞﾘ）

実施内容：
　　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑⅠ：発電設備のﾘﾊﾋﾞﾘ
　　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑⅡ：保守（定修）・運転方法改善のF/S
　　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑⅢ：教育・訓練方法の改善

実施機関：
　　　1995　　　計画開始
　　　1995.12　 計画終了

韓国電力が1995年にROM（Rehabilitate Operate and
Maintain）の契約業者となり、同社の手により発電設備の改善
計画（ﾒｲﾝﾃﾅﾝｽ）が実施（20年契約）されている。本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
は、建設期間、供給機器、投資金額・費用等が大幅に変更に
なり当初のJICA STUDYの提案内容と全く異なるものになって
いる。（1995年11月現地調査結果）

（平成15年度　国内調査）
１９９５年に韓国電力がNPC（フィリピン電力公社）とROM
（Rehabilitate Operate and Maintain）契約を締結して、フィリピ
ン現地法人KEPHILCOを設立し、リハビリにより出力・効率・信
頼性を改善して、２００３年１１月現在もマラヤ火力発電所（１号
３００MW、２号３５０MW）の運営を継続中。

（平成16年度　在外調査）
プロジェクト実施後の改良点：
１．定格出力電流の回復：
　１）定格出力電流（UNIT 1)　
　　１８０MW（改良前）　３００MW（改良後）
　２）定格出力電流（UNIT 2)
　　２５０MW（改良前）　３５０MW（改良後）
２．プラント効率の回復：
　１）効率（UNIT 1)　
　　28.38％（改良前）　34.54％（改良後）
　２）効率（UNIT 2)
　　32.54％（改良前）　35.65％（改良後）
３．信頼性の向上：
　１）信頼性の向上
　２）ごくわずかな突発的な操業停止以外　
　　の負荷制限無し
　３）強制停止の減少
４．操業強化：
　　現在プラントは送電系統に対し、以下のサービスを供給で
きる。
　１）自動発電制御
　２）調速機運営
　３）無効電力サポート

（平成15年度　国内調査）
１９９５年に韓国電力がNPC（フィリピン電力公社）とROM（Rehabilitate Operate and
Maintain）契約を締結して、フィリピン現地法人KEPHILCOを設立し、リハビリにより出
力・効率・信頼性を改善して、２００３年１１月現在もマラヤ火力発電所（１号３００MW、
２号３５０MW）の運営を継続中。

NPCは現在民営化の方向で分社化を進めようとしており、その中の一環としてﾏﾗﾔ発電所はROM契約に基づき韓国電力により
運営されることになった。
2002.3現在：変更点なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2003.3現在：変更点なし
（平成15年度　国内調査）
1995年に韓国電力がNPCとROM（Rehabilitate Operate and Maintain）契約を締結して、フィリピン現地法人KEPHILCOを設立
し、リハビリにより出力・効率・信頼性を改善して、現在もマラヤ火力発電所（１号３００MW、２号３５０MW）の運営を継続中。

(平成16年度国内調査）
特記事項は無し。

（平成16年度　在外調査）
NPCがROMM建設業者（運営業者）としてKEPHILCOに管理されている発電所の所有権を維持している一方、NPC-MALAYA
発電所の人材は全てROMM契約による発電所の受け継ぎにおいて、KEPHILCOに統合された。

F/S／火力発電

報告書の内容

- 83 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 024

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

フィリピン

送電線運営管理移転計画

Feasibility Study on the Transfer of Facilities and
Management of the 69KV Transmission Lines and
Systems from the NPC to the Private Distribution
Utilities in the Republic of the Philippines

村田　孝久

東電建設(株)

96.12.13～97.3.31/97.6.2～98.3.31

5

8～9

170,400 千円

42.70 人月

1998.3

東電設計（株）

Edgardo N. Bangit
Department Manager-B
Foreign Assisted Projects Office, National
Eelctrification Administration (NEA)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り
現在、同設備の管理運営を実施している。NPCのO&M
ｺｽﾄと設備移管受け入れ機関のO&Mｺｽﾄが2006年に
同じとなり、以降安くなる。

2.69kv送電線の運営管理を行う新送電協同組合を
2001年までに設立するが、設立に要する出資は既存の
11EC（11の協同組合）を主とするが、他企業の出資も
受けいれる。

3.送電運営ｺｽﾄについては、現在の運営公社（NPC）よ
り新送電組合によるｺｽﾄの方が2007年以降有利にな
る。

具体化準備中

実施機関：NEA（国家電化庁）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾌｨﾘﾋﾟﾝ国
　　　　　　 ﾚｲﾃ･ｻﾏｰﾙ島

総事業費（2010年まで）：1,080百万万ﾍﾟｿ
　　　　　　　　　　　（1ﾍﾟｿ≒3.5～4円）

実施内容：送電線：69kv，702km

（平成15年度　国内調査）
フィリピンNEDAからF/S実施要請が日本大使館に提出されたが、日本側で案件採
択に至らなかったようである。事業の具体化に向けては、日本以外から資金を調達
する動きもある模様。

勧告に基づいて新送電協同組合を設立するにあたっては、既存の11ECS（配電協
同組合）の技術、財務、会計部門の合理化・効率化が必要不可欠であるため、ﾌｨﾘﾋﾟ
ﾝ側ｴﾈﾙｷﾞｰ省（DOE）の強力な支援のもと、配電協同組合の合理化・効率化調査を
ﾌｨﾘﾋﾟﾝ側窓口（NEDA）から日本側へ要請済みである。

2002.3現在：変更点なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：情報なし

（平成15年度　在外調査）
情報なし

F/S／送配電

報告書の内容

- 84 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 025

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

フィリピン

有害産業廃棄物対策（フェーズ２）

The Study on Industrial Hazardous Waste
Management in the Republic of the
Philippines(Phase2)

大野眞里

（株）エックス都市研究所

2001．9～2002．11

13

13-14

190,452 千円

45.90 人月

2002．10

（株）エックス都市研究所
国際航業（株）

環境天然資源省　環境局（DENR・EMB)

１．有害廃棄物処理施設整備
DAO92-29で規程している有害廃棄物に関する政策で
は、有害廃棄物は、不活性化した残渣とした上で、処
分しなければならない。この政策を実行するためには、
有機系有害廃棄物の処理施設とその残渣の処分場の
建設が不可欠である。
２．法・規制関係
有害廃棄物管理に関する制度の枠組みは設立されて
いるが、その実施のために必要な手続き上の基準を制
定する必要がある。
３．組織・人材・行政オペレーション関係
環境保護官としてEMBディレクターを指名し、迅速な取
り組みを可能とすべきである。
４．法・規制関係財務関係
財政措置を十分とし、データベース活用のための通
信、有害廃棄物排出業者や運搬業者、処理業者の管
理の実施、政策形成のための調査、研修等に必要な
予算を確保することが必要である。

具体化準備中

プロジェクトサイト：マニラ首都圏及びCalabarzon地域　（工業団地の将来
拡張エリア内の約10ha）

モデル統合処理施設（MIF)の基本設計：
モデル処理施設は以下の4種類の施設で構成される。
-物理化学処理施設
-固形化処理施設
-熱処理施設
-埋め立て処分施設

事業費用の算定：
初期投資費用：23億6千万ペソ
施設維持・運営費用：年間2億5千万ペソ

リサイクルが困難あるいは、不可能な有害廃棄物の適正処理を目的に、
国のモデル事業として、有害廃棄物モデル総合処理施設を建設、最先端
の有害廃棄物処理技術を1箇所に総合的に配置するものである。モデル
施設は、主に物理化学処理プロセス（中和、酸化、還元処理）、固形化学
処理プロセス（セメント固化）、熱処理プロセス（スラグ排出型ロータリーキ
ルン）、管理型埋め立て処分場で構成される。各施設の計画処理能力
は、物理化学処理：10トン/日、固形化処理：20トン/日、熱処理：100トン/
日、埋め立て処分：15,500トン/年と設定している。モデル施設の建設主体
は、環境天然資源省
（DENR)傘下の公企業である自然資源開発公社（NRDC)とした。運転・維
持管理を含む有害廃棄物処理事業の運営については、資金調達面での
制約条件を考慮し、モデル施設を民間企業にリースし、民間企業は処理
事業によって得た収入から施設リース料を支払い、国はこのリース収入を
通じて、施設建設に要した初期投資資金の回収を行うという、施設リース
方式を提案した。計画事業期間は、2003年～2030年。

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成15年度国内調査)　資金的に余裕がある工業省傘下の公企業であるNDCに事業主体が移管されたため、NDCは理事会
の決議が得られ次第、NEDA（国家経済開発庁）に円借款の申請書を提出する予定である。
(平成15年度在外調査)　情報なし
(平成16年度在外調査)　プロジェクトは、資金援助を受けていない。EMBとNDCとの会議が再開される予定である。
(平成17根年度国内調査)　特記事項なし

(平成15年度国内調査)　当調査が終了した2002年10月には、事業主体はNRDC（自然資源開発公社）とすることが確定し、
NRDCにより環境適合証（ECC)取得の手続きに入り、地元自治体との合意形成の見通しを確保したことを受けて、DENR（環境
天然資源省）はJBICの資金調達をNEDA（国家経済開発庁）に申請する手続きの検討を開始したが、建設投資額の15％の自
己資金確保がIMFの指導による財政シーリングの影響を受けて困難であることが問題になった。2003年7月に調査団は、資金
的な余裕のある工業省傘下の公企業であるNDCに事業主体を移管することを提案したところ、環境天然資源省大臣がその案
を承認し、NDCが事業主体となることになった。
(平成16年度在外調査)　2003年、国家開発公社（National Development Corporation: NDC）との最初の会議が行われた。しか
し、政府のカウンターパート基金と同時期のNDCの組織改革のため、プロジェクトはNDCによって実施されていない。
(平成17年度国内調査)　提案されている「有害廃棄物の統合処理施設」整備については、円借款を通じた事業化に於いてフィ
リピン国側で受け手となる機関を検討しており、機関の決定及びC/Pの資金調達に目処が立った段階で、再度円借款の申請を
行う予定となっている。
　またフィリピン国環境天然資源省（DENR）環境管理局（EMB）のキャパシティビルディングに係るフォローアップについては、
再度フィリピン国側より申請がある予定。

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

F/S／その他

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

タイ

バンコク首都圏都市ガス計画調査

Feasibility Study on Distribution System of Town
Gas in Bangkok

田辺　常治

東京ガスエンジニアリング(株)

74.9.20～12.24

12

49～50

60,638 千円

0.00 人月

1975/12

（社）日本プラント協会

National Energy Administration
  (NEA、国家エネルギー庁）

将来、増大が見込まれるｶﾞｽ需要に対するため、1974
年にﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰｽﾀﾃﾞｨｰが行われ、次の結果を得た。
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.売上高利益率=4％
　条件　(1)国民的ｺﾝｾﾝｻｽの確立
　　　　　(2)ﾀｲ国内のｶﾞｽ事業体制の確立
　　　　　(3)LPG小売業者との共存
3.期待される開発効果
　(1)雇用促進効果
　(2)工業化促進効果
　(3)技術水準の向上
　(4)民生用ｴﾈﾙｷﾞｰの地域再配分
　(5)ｴﾈﾙｷﾞｰの安定供給、安全性向上による国民生活
の安定

遅延・中断

実施機関
　NEA

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　未定

総事業費
　2,000百万ﾊﾞｰﾂ（28,670百万円）
　（10年間、1974年価格）
　（1USﾄﾞﾙ=20.375ﾊﾞｰﾂ=292.08円）
　政府出資　330百万ﾊﾞｰﾂ　1974年度価格
　その他外国および国内金融機関より借入

実施内容
　ﾊﾞﾝｺｸ首都圏中心部の110平方kmの地域において、12年間に約20万件
の需要家に対して年間約187百万立方ｍのｶﾞｽを供給
（家庭での普及率 70％）
　都市ｶﾞｽ製造ｼｽﾃﾑ（製造装置、ｶﾞｽ圧縮機、ｶﾞｽ冷却機、冷水塔、深井
戸、ﾅﾌｻﾀﾝｸ、ｵﾌｶﾞｽﾌｫﾙﾀﾞｰ、ﾘﾘｰﾌﾎﾙﾀﾞｰ、水ﾀﾝｸ、受電設備）
　都市ｶﾞｽ供給ｼｽﾃﾑ（高中圧管、低圧本支管、供給管、内管、ｶﾞｽﾎﾙ
ﾀﾞｰ、ｶﾞｽﾊﾞｰﾅｰ他）
　ｶﾞｽ器具調整

実施経過
　1976年     　       詳細設計
　1977～1978年　 事業化のための具体的準備
　1979年　　　　   供給開始

1973年にｼｬﾑ湾で天然ｶﾞｽが発見され、1981年には天然ｶﾞｽﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝが敷設された
ことで都市ｶﾞｽ計画のﾌﾟﾗｲｵﾘﾃｨは下がった。この計画の管轄はNEAを離れ、首相府
のNEPO（ｴﾈﾙｷﾞｰ政策局）と石油化学公社（PTT）に移っているが積極的に推進して
いこうという動きは見られない。また、ﾊﾞﾝｺｸ市内は地盤沈下問題が深刻化しており、
都市ｶﾞｽ計画が具体化されたとしても地下配管には多くの問題が出てくると予想され
ている。（1996年10月現地調査結果）
1999.10現在：変更点なし

1996年10月時点では、中止に近い遅延であるが、近年になって天然ｶﾞｽも有限であ
るという認識が広まってきたので、将来、都市ｶﾞｽ計画が再検討される可能性も皆無
ではない。（1996年10月現地調査結果）

F/S／ガス・石炭・石油

報告書の内容

- 86 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

タイ

クワイヤイ河下流調整池計画調査

Feasibility Study on Lower Quae Yai Regulating
Dam Project

西田　孜／野尻慎一

電源開発 新豊根建設所／電源開発 海外技術協力部

75.11.12～12.26

6

50～51

59,637 千円

0.00 人月

1976/10

電源開発（株）

Electricty Generating Authority of Thailand
(EGAT,タイ電力公社）

1. ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2. B/=1.32

実施済

　ｸﾜｲﾔｲ河は、水力発電開発に適したﾀｲ国の代表的河川として、EGAT
により開発が進められた。
実施機関
　EGAT

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｸﾜｲﾔｲ河下流域
　Ban Tha Thung Na

総事業費
　847百万ﾊﾞｰﾂ（8,765万円）（1USﾄﾞﾙ=20.336ﾊﾞｰﾂ=210.44円）
　　外　貨　486百万ﾊﾞｰﾂ
　　内　貨　361百万ﾊﾞｰﾂ

実施内容
　調整池　 27.7百万平方ｍ
　　Ｌ　　 Ｈ
　ﾀﾞﾑ           860ｍ×30ｍ
　発電出力 37,000kw（最大）
                    155百万kwh（年間）
　送電線     2.5km
（115kv）
　通信設備

実施経過
　1977.12　　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始
　1980.10　　運転開始

同　　左

同　　左

総事業費
1,060百万ﾊﾞｰﾂ
外貨　451百万ﾊﾞｰﾂ
内貨　609百万ﾊﾞｰﾂ

実施内容
設備能力　　 39,000kw
有効容量　　 28.8MCM
堤　長（全ｽﾋﾟﾙｳｪｰ及び取水口）880ｍ
発電設備       39,000kw
発生電力量　171.4百万kwh

実施経過
1978.3             建設開始
1981.12  No.1  運転開始
1982.2    No.2  運転開始

報告書と実現されたものの差異
建設予定地…名称変更ありLower Quae Yai Regulting Dam Project
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ予算、資金計画、設備能力、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ範囲…詳細設計による見直し結果
建設ｽｹｼﾞｭｰﾙ…EGAT全体の資金調達ｽｹｼﾞｭｰﾙ及びﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ建設ｽｹｼﾞｭｰﾙによ
る見直し結果

　この調査結果を受け、EGATでは1978年3月から建設を始め、1981年11月ﾀﾞﾑが満
水になり、1981年12月から運転を開始した。多少のｽｹｼﾞｭｰﾙの遅れはあったがｽﾑ
ｰｽﾞにﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは進行した。実際にかかった総事業費は1,060百万ﾊﾞｰﾂで、実現さ
れた発電能力は171.4百万kwhである。円借款94.42億円が（L/A77.9.22）が供与さ
れている。
　運転開始後は順調に運転されており、さらに現在、EGATによって、当発電所の増
設の検討が行われている模様だが、詳細は明らかになっていない。（1996年10月現
地調査結果）
1999.11現在：変更点なし

　建設に当たってﾀｲ側は当初一括契約ﾍﾞｰｽを考えていたのがその後ﾊﾟｯｹｰｼﾞごと
の分割発注となった。
　運開後は順調に運転されており、さらに1994年現在、EGATによって、当発電所の
増設の検討が行われている。

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

タイ

メーモ肥料工場修復計画調査

The Japanese Survey on Rehabilitaion of Mae Moh
Fertilizer Plant in Kingdom of Thailand

神代　等

三井東圧化学(株) 技術輸出室主務

78.6.25～9.24／
78.2.19～3.18

9,8

52～53

60,691 千円

0.00 人月

1979/3

三井化学(株)

Ministry of Industry
(MOI, 工業省）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.期待される開発効果
(1)ﾒｰﾓ工場で維持される高水準の技術はﾀｲの化学工
業に寄与する。
(2)操業率70％で利益が計上でき、国内資源の有効利
用ができる。
(3)同規模の工場を新規建設すると150億円が必要と推
定され、4億円で再建するなら、ﾀｲ国に利益をもたらす
ものである。
(4)生産物である液安、硫酸は化学産業の基礎的化学
品であり特に硫酸は水処理に私用されるなど、日常生
活上も必要なものである。

中止・消滅

実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ

総事業費
　400百万円
　（機械補修　　　　　 302百万円
　　専門家の技術指導料　44百万円）
　（1USﾄﾞﾙ=200円，1ﾊﾞｰﾂ=10円）

実施内容
　ｱﾝﾓﾆｱ
　1st step  14,700t/年 （現状の50％up）
　2nd step 20,000t/年 （現状の 　2倍）

　専門家による技術指導、教育
　機器補修（改造・更新）

実施経過
　1979～1982年　1st step
　1983～1985年　2nd step

　18年を経過した現在まで、提言が実施されたという情報はない。現在は担当者も確
認できず、詳細を追跡するのも困難な状況であるといえる。（1996年10月現地調査
結果）
　1999.11現在：その後の詳細不明
　メーモ肥料工場の修復・改修は実施されず、工場自体も機器の故障から閉鎖され
た。現在は肥料のMixingを行う施設があるのみとのことである。(2003年2月現地調査
結果）

F/S／化学工業

報告書の内容

- 88 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 004

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

タイ

一貫製鉄所建設計画調査

Feasibility Study on the Construction of Integrated
Steel Mill in Kingdom of Thailand

羽鳥　幸男

日本鋼管(株) 製鉄エンジニアリング部長

79.2.18～3.10

13

53～54

141,114 千円

0.00 人月

1979/12

（社）日本鉄鋼連盟

Board of Investment
BOI, タイ国政府投資委員会
Mr.Chira Panupong (Deputy Secretary
General)

1970年代の2度のｵｲﾙｼｮｯｸにより、ﾀｲ国は貿易赤字と
財政赤字の「双子の赤字」を抱えていた。このような背
景のもと、本計画調査は自国領土内のﾀｲ湾沖で発見
されていた天然ｶﾞｽを有効利用することにより、当時輸
入に頼っていた鋼板類の国内生産化をはかることを目
的として実施された。
1. ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り　　
2. ROI=6.25％
条件(1)金利9％
        (2)税制免、ﾕｰﾃｨﾘﾃｨｰ価格等各種ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞを
           付与すること。
        (3)各種ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰの整備
        (4)優秀なスタッフ労働力の確保
3. 期待される開発効果
　　　(1)雇用促進（家族を含め100,000人の雇用を生
む）
　　　(2)輸入代替効果による年間42,500,000ﾄﾞﾙの外貨
　　　　節約。  (*)に続く

中止・消滅

実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Laem Chabang

総事業費
　1,490.5百万USﾄﾞﾙ
　第1期　1,144.8百万USﾄﾞﾙ
　第2期　　345.7百万USﾄﾞﾙ
　（1USﾄﾞﾙ=20.465ﾊﾞｰﾂ、79.4時点）
　建設所要資金悪           1,401百万USﾄﾞﾙ
　資本金（ﾀｲ国内調達分） 312百万USﾄﾞﾙ（25％）
　長期借入金　　　          1,095百万USﾄﾞﾙ

実施内容
　粗鋼年産　  第1期　1,300,000ﾄﾝ
　　　　　　　　第2期　2,000,000ﾄﾝ
　製鉄所（直接還元炉、電気炉、連続鋳造機、ﾎｯﾄ･ｽﾄﾘｯﾌﾟ､ﾐﾙ、ｺｰﾙﾄﾞ･ｽﾄ
ﾘｯﾌﾟ･ﾐﾙ）
　ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰ（原料受入ｼｰﾊﾞｰｽ、製品、岸壁、用地造成、取り付け道
路）

実施経過
　1984.10　第1期　操業開始　（建設期間 54ヶ月）
　1989.7　  第2期　操業開始　（建設期間 36ヶ月）

(*)の続き
この他、前方、後方関連効果は大きい。
1999.12　「中止・とりやめ」or「遅延中断」
となったものであり、以後の動向を把握す
ることが事実上困難である。
2003年2月現地調査：中止ということで変
更点なし

1. 他の優先のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの出現
2. 環境問題

　最終報告書提出後、本件のｴﾈﾙｷﾞｰ源と予定した天然ｶﾞｽは電力開発へと優先的に供給すると
いう方針転換であり、本計画は中断された。その後、工業省が本計画調査をもとに“WESTERN
COAST”でのSITE選定を含めたF/Sを再び計画し、その調査実施受託についてｵﾗﾝﾀﾞとｱﾒﾘｶの
企業が争ったとのことであるが、その後の状況は不明。
現在までのところ、ﾀｲ国内では一貫製鉄所は存在せず、また今後その計画はないとのことであ
る。現在は一貫ではなく、各段階で民間企業がそれぞれ独自に前段階製品を調達して最終的に
鋼板類が生産される市場状況になっている。この市場状況にも関わらず国内外民間資本による
一貫製鉄所の建設投資の申請があれば、本ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄのBOIとしては妨げるものではないが、
政府計画として政府が出資して建設することはないとのことである。（1996年10月現地調査結果）

工業省によると、鉄鋼業界の現状からして将来的にもタイでの一貫製鉄所の建設は
ないのではないかとのことであった。またタイ湾沖で発見された天然ガスは現在発電
に使われている。（2003年3月現地調査結果）

F/S／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 005

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

タイ

クワイヤイ河上流水力発電開発計画調査

Feasibility Study for the Upper Quae Yai River
Hydroelectric Development Project in Kingdom of
Thailand

城所　宏治

電源開発(株)

79.3.6～3.29
79.7.2～7.31

7,11

53～55

120,727 千円

0.00 人月

1978. 1980

電源開発（株）

Electricity Generating Authority of Thailand
(E G A T ,タイ電力公社）
Srid Aphaiphumlnart
(Director, Planning Department)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.IRR=15.2％
条件 (1)割引率10％
         (2)ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰの整備
3.期待される開発効果
(1)増大する電力需要に適応する
(2)石油の輸入量を抑制

中止・消滅

実施機関
　EGAT

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Nam Chon発電所　 　　：   Thi khong発電所
　570.4百万USﾄﾞﾙ　　　　：   56.4百万USﾄﾞﾙ
　うち外貨225.6百万USﾄﾞﾙ　24.7百万USﾄﾞﾙ
　（1980年時点1USﾄﾞﾙ=226.75円）

実施内容
　最大出力 580,000kw　　：　     〃　　51,000kw
　　年間発生電力量
　　　　1,095百万KWH      ：    93百万KWH
　　総貯水容量                ：    総調整池容量
　　　　5,975百万立方ｍ  ：　10百万立方ｍ

　　ﾀﾞﾑ形式：
　　　土質しゃ水壁型        ：　ﾀﾞﾑ ｺﾝｸﾘｰﾄ重力
　　　 ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ             ：　ﾀﾞﾑ
　　高さ　　185ｍ　　　      ：   32ｍ
　　体積 12,700千立方ｍ  ：　46千立方ｍ
　　水車 145,000KW×4台  ：   25,500KW×2台

　　送電線　ｱｯﾊﾟｰｸ：
　　　ﾜｲﾔｲからｻｲﾉｲ変電所227km延長

実施経過
　1987年　運転開始

詳細設計を実施
EGAT

Nam Chon              ：    Thi Khong
727百万USﾄﾞﾙ      ：    159.6百万USﾄﾞﾙ
円借　975百万円

580,000kw             ：    87,000kw

1,095百万KWH      ：    154百万KWH

5,950百万立方ｍ   ：    60百万立方ｍ

187ｍ                   ：       38ｍ
12,400千立方ｍ  ：       60千立方ｍ
                            ：       43,500×2台

報告書と具体化された内容との差異
　詳細設計の時点ではJICA F/Sﾚﾎﾟｰﾄからの大きな変更はない。

1980.7　 円借　L/A締結（E/S）
1980.末  詳細設計終了（ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ・電源開発）
1988.　   計画の棚上げをﾀｲ政府が決定
1999.11  現在：変更点なし

　Nam Chon野生動物保護区の一部が水没することで、ﾀｲ国内外の環境団体の反
対運動が起こり、1988年ﾀｲ政府が計画の実施を凍結。
　環境問題がﾀﾞﾑ計画の中止に結びついた代表的事例で、これをきっかけにﾀｲ国内
では、事実上大規模水力発電は難しくなった。（1996年10月現地調査結果）

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 006

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

タイ

サムサコン工業団地計画調査

Feasibility Study for Samut Sakkon Industrial
Estate Project in Kingdom of Thailand

西多　英治

(株)地域計画連合

80.6.30～7.6

10

54～55

55,482 千円

29.28 人月

1980/9

（株）地域計画連合

Industrial Estate Authority of Thailand
(IEAT)
Prateeb Chuntaketa
(Director of Project Planning Dept.)
後年総裁に昇格

　1960年代初頭からの工業化により､ﾀｲ国は持続的な高度経
済成長を実現してきたが、その半面､工場はﾊﾞﾝｺｸへ一極集中
し､公害・交通渋滞･地下上昇等の弊害を引き起こしていた｡こ
の状況を受けて内務省では衛星都市建設を提唱していた
が､IAETもこれに呼応して地方工業団地／衛星工業団地構想
を打ち出した｡本工業団地はその一環として計画され､第4次5ヵ
年計画でも取り上げられた｡（1996年10月現地調査結果）
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=10.3％（1980年実質価格ﾍﾞｰｽ）
   EIRR=23.0％（1980年～1999年）
 条件　外貨の長期借入金5年据置、15年返済、
         金利3.5～8.0％
3.期待される開発効果
 (1)工業開発の促進
 (2)外貨の節約
 (3)ｻﾑｻｺﾝ地域のｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰの整備
 (4)非熟練労働者の雇用機会の増大
 (5)約4万人弱の人口増加による事業機械の増大
 (6)GBA内の都市環境の改善
1999.11現在：変更点なし

実施済

実施機関
　IEAT
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Amphoe Muaang Samut Sakkon (Site No.5)
総事業費
　666百万ﾊﾞｰﾂ（7,375百万円）（1980年価格）
　　内貨　389.4百万ﾊﾞｰﾂ
　　外貨　276.6百万ﾊﾞｰﾂ
　　（1USﾄﾞﾙ=20.476ﾊﾞｰﾂ=226.75円）
　外貨の長期借入金  44.3％
　ﾀｲ国政府出資金      8.6％
　内部発生出資金     47.1％
実施内容
　・Area Industrial Area 291.15ha
     Residential Area         42.39ha
               Total              333.54ha
　・工業団地に必要とされる労働者数   16,500人
　・Residential Areaの住民の予定数       18,150人
　・土地造成
　・道路（40ｍ，20ｍ，10ｍ，ｱｽﾌｧﾙﾄ）
　・給水設備 21,700CMD
　・汚水処理設備（処理量　19,000CMD）
　・給電設備（64MW）
　・通信（PBX 500回線）
　・廃棄物処理（323,800T/Y）
実施経過
　1985年　　操業開始

同　左（民間との共同事業）

Site No.9（報告書としては、Site No.5を最
適地として報告）

国内金融機関より調達

規模200ha　土地利用
　工場用地    62％
　住宅地        13％
　商業地          4％
　公共用地    21％
1991年　操業開始
　本工業団地の工場入居率は既に75％
以上に達している。業種はﾃｷｽﾀｲﾙ、食
品加工、金属加工、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工、化学
等で、中小企業が多い。資本面で見る
と、ﾀｲ地元資本が多いが、台湾、ﾏﾚｰｼ
ｱ、日本等の外資との合弁も見られる。ち
なみにﾀｲ地元資本系の多くは大ﾊﾞﾝｺｸ圏
（通商GBA）からの移転組であると推定さ
れている。
　本工業団地は無論、輸出を行う企業も
多いが、基本的には接続の良さを生かし
て大消費地ﾊﾞﾝｺｸをﾀｰｹﾞｯﾄにしている。
（1996年10月現地調査結果）

(*)より

まだ20区画程度の未売却地の他に立地済みで企業倒産により操業がとまっている工場もある。
当団地はﾊﾞﾝｺｸ首都圏内であるため投資委員会の投資ｼﾝｾﾝﾃｨﾌﾞのｿﾞｰﾆﾝｸﾞでは抑制地域ｿﾞｰﾝ
(1)になっており、地価、労賃もｿﾞｰﾝ(2)、ｿﾞｰﾝ(3)に比べ高く、かつ財政金融のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞが少ない
ﾊﾝﾃﾞｨｷｬｯﾌﾟもあり、近くにｴｶﾁﾛｲ地区にｺﾝﾃﾅｰの内陸保税輸送施設が出来たこと、またﾄﾞﾝﾑｱﾝ
国際空港にﾊﾞﾝｺｸを経由せず直接連絡する外環状道路及び南部幹線道路4号線の拡幅工事が
進行中で、交通条件に恵まれ、且つ工業用水が十分確保され、汚水処理場の完備もあることか
ら、経済状況の安定の兆候を確認できれば、再び投資は活発化するであろう。
2003年、IEATによるとサムサコン工業団地のほぼ全ての区画は売却済み。同工業団地は成功
例の1つとしている。（2003年2月現地調査結果）

　本調査においてｻﾑｻｺﾝ内のいくつかの候補地が検討されたが、1980年9月の最終報告書では
No.5が最適地として提言されたことを受けてIEATは用地取得活動を開始したが、この計画の発
表により地価は高騰していった。IEATの買い取り価格は政府の規制を受けており用地取得は事
実上困難な情勢となった。これを受けて1984年1月、IEATは土地収用法適用の議会上程につき
閣議の承認を受けたが、その後議会での承認が得られなかった。
　1987年5月IEATは、日本のECFAの協力を得て、Site No.9を再調査し基本計画案（土地利用）
を作成した。今度は民間開発会社とのｼﾞｮｲﾝﾄ･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとし、IEATが行政面を担当し、当該民間
開発会社が市場価格での用地買収に担当する、という戦略を採ったという。その後用地取得は
順調に進み、1989年造成工事に入り、1991年から本工業団地は操業を開始した。（1996年10月
現地調査結果）金融危機以来新規立地は進んでいない。　(*)へ続く

　今後のﾀｲ国における工業団地開発の基本方針は、公有地の活用が出来る場合を除き、原則
的には民間主導で進めることになった。私有地前提の計画はIEATに収用権があっても、なかな
か実施が困難であることを経験した。
　IEATによると、政府の方針でIEATは政策・指導面で工業団地開発を支援しすることとなった。
そして過去にIEATにより開発された工業団地の共有施設（Utility等）の運営以外、新規工業団
地の開発・運営は民間主導で実施する方針である。（2003年2月現地調査結果）

F/S／工業一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 007

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

タイ

ASEANﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ岩塩・ｿｰﾀﾞ灰工場設立計画評価
調査

Evaluation Study for the New Plant Site of the
Soda Ash Plant of the ASEAN Rock Salt-Soda Ash
Project in the Kingdom of Thailand

大房　穆／坂梨晶保／小泉純作／三上良悌

日鉄鉱業(株)／ユニコ(株)／JICA／ユニコ(株)

79.7.3～8.5／79.10.25～11.13
80.9.10～10.2／81.11.19～12.2

4,14,2,4

54～56

124,827 千円

0.00 人月

1982/3

日鉄鉱業（株）
ユニコ　インターナショナル(株)

工業省鉱山局
　Dr. Anant Suwanapal

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR（税引前）=9.07～10.02％、
   FIRR（税引後）=8.04～8.94％ 　　　　　　　　　　　　　　
条件
(1)ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰの整備（港湾、輸送、用船、電力）　
(2)PTTより炭酸ｶﾞｽ供給及び天然ｶﾞｽ供給が低価格で
    保証されること。
(3)国際価格又はそれ以下で原料供給源が確保される
     こと。

1999.11現在：変更なし
2003.2現在：変更なし

中止・消滅

                       岩塩鉱山          ：ｿｰﾀﾞ灰工場
実施機関     工業省鉱山局    ：同　左

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ   Bamnet Narong   ：1.Ban Mab Chalood
                                                     ：2.Ban Long Yai
総事業費　　311.1 401.7百万USﾄﾞﾙ（うち外貨分261.7 289.1百万USﾄﾞﾙ）
　　　　　　（1980年9月末価格）
　　　　　　（1USﾄﾞﾙ=210円=20.5ﾊﾞｰﾂ）

実施内容　　　1.8百万t/年　　ｿｰﾀﾞ灰 400,000t/年
                             ：副生塩安 400,000t/年
                             ：岩塩貯蔵場
                             ：炭酸ｶﾞｽ圧縮機
                             ：ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ
                             ：ｱﾝﾓﾆｱ貯蔵設備
                             ：取水・送水設備
                             ：鉄道関連施設

実施経過　　1985年中期　操業開始

(*)より  ちなみにPMCの株主比率はﾀｲ
71％、ﾏﾚｰｼｱ 13％、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 13％、ﾌﾞﾙ
ﾈｲ 1％、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 1％、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 1％で
あった。その後の1994年9月から半年に
渡って、ｶﾘ肥料精製工程より排出される
塩水(brine)の地下圧入ﾃｽﾄ(Brine
Injection Test)を実施したが、否定的な結
果が得られたため、ｶﾘ肥料製造ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
は中断されたとのことである。圧入ﾃｽﾄ
後、APMCは岩塩処理法の代替案を検討
中とのことである。（1996年10月現在調査
結果）

1.経済性が低いこと（ASEAN内で承認されている、最低ﾗｲﾝであるIRR 8％を上回っ
たものの、ﾀｲ政府は満足できなかった。）
2.資金調達難　　

　1982年3月に本調査最終報告書が提出された後、同年6月のASEAN会議にて、本
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施協定が調印された。しかしその後、ﾀｲ政府としてﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの中止を
決定したとのことである。その主な理由は、経済性が低いこと（ASEAN内で容認され
ている、最低ﾗｲﾝであるIRR 8％を上回ったものの、ﾀｲ政府は満足できなかった。）
と、資金調達難であったとされている。
　この岩塩・ｿｰﾀﾞ灰工場設立ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ中止後、ｿｰﾀﾞ灰資源としてではなくｶﾘ肥料資
源として、岩塩鉱床が再評価され、岩塩中のｶｰﾅﾗｲﾄを対象として1992年工業省鉱
山局（DMR）によりSEANｶﾘ肥料製造工場建設計画ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｽﾀﾃﾞｨが行われた。
その後APMC(ASEAN POTASH MINING COMPANY)が設立され、岩塩鉱床を利用
したｶﾘ肥料製造調査は続行された。(*)へ続く

F/S／化学工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 008

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

タイ

石油化学プラント設立計画調査

Feasibility Study for Ethylene and Vinyl Chloride
Monomer Plants in the Kingdom of Thailand

千野　武司

ユニコ　インターナショナル(株)

80.10.6～11.2

18

55～56

52,691 千円

0.00 人月

1981/4

ユニコ　インターナショナル(株)

工業省石油公社

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
　ｴﾁﾚﾝﾌﾟﾗﾝﾄ：FIRR（税引前）=17.3％，EIRR=18.1％
　VCMﾌﾟﾗﾝﾄ   ：FIRR（税引前）=13.1％，EIRR=13.8％
　条件 （FIRR）ｴﾁﾚﾝ販売価格=700USﾄﾞﾙ/t
　　　   （FIRR）ｴﾁﾚﾝ評価価格=500USﾄﾞﾙ/t
　　　　(1)誘導品の生産ﾌﾟﾗﾝﾄの設立
　　　　(2)ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰの整備
2.期待される開発効果
　天然ｶﾞｽを利用して、ｴﾁﾚﾝとVCMを生産し国内の誘
導品ﾒｰｶｰに供給する。

実施済

実施機関
　工業省石油公社

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Rayong

総事業費
　（総所要額）359.8百万USﾄﾞﾙ（1980年価格）
　　内貨　115.4百万USﾄﾞﾙ
　　外貨　244.4百万USﾄﾞﾙ
　　（1USﾄﾞﾙ=215円=20.5ﾊﾞｰﾂ）

実施内容
　ｴﾁﾚﾝﾌﾟﾗﾝﾄ         230,000t/年
　VCMﾌﾟﾗﾝﾄ              80,000
　工業塩電解ﾌﾟﾗﾝﾄ 48,000（塩素）
                                  51,600（100％苛性ｿｰﾀﾞ）

実施経過
　1985年中期　生産開始

同　左

同　左

ｴﾁﾚﾝﾌﾟﾗﾝﾄ
ﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ
ﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ
現在稼働中の石化ｺﾝﾌﾟﾚｯｸｽ
操業開始　製品名　  生産量（T/年）
1989.4        ｴﾁﾚﾝ             315,000
1989.4        ﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ         105,000
1989.9        LDPE                65,000
1989.9        HDPE/LLDPE  60,000
1989.9        HDPE                67,500
1989.9        LLDPE              67,500
1989.6        PVC                  60,000
1989.6        VCM                140,000
　　　　塩電解
1989.6       苛性ｿｰﾀﾞ         26,000
1989.6       塩素                 26,000
1986.9       ﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ    100,000

　本石油化学ﾌﾟﾗﾝﾄ設立が順調に具体化した要因としては、本F/S調査で本計画が
ﾌｨｰｼﾌﾞﾙであると確認されたということの他に、Rayong地域に於けるｶﾞｽ処理ﾌﾟﾗﾝﾄの
完成により原料供給の体制が整備されたことと、ﾀｲ国内市場が着実に拡大してかな
りの規模になったということが考えられる。（1996年10月現地調査結果）

　IFSによるE/S資金が提供された後、本石油化学プラント建設について1985年末に
入札が行われ、1987年1月に建設請負契約が締結された。その後、順調に建設は進
み1989年に本石油化学ﾌﾟﾗﾝﾄは操業を開始した。ただし本F/S調査終了後に実施さ
れた、F/Sの見直しにより(1)ｴﾁﾚﾝﾌﾟﾗﾝﾄを23万ﾄﾝ/年ﾍﾞｰｽから30万ﾄﾝ/年ﾍﾞｰｽへの
能力ｱｯﾌﾟ、(2)JICA Studyでは調査範囲外であったﾌﾟﾛﾊﾟﾝ脱水素法によるﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ生
産及びﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝﾌﾟﾗﾝﾄ（7万ﾄﾝ/年）が追加された。操業開始後は、順調に運営され
ている。（1996年10月現地調査結果）
1999.11現在：変更点なし
2003.3現在：変更点なし。プラントは順調に運営されている。

　ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ脱水素法によるﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ生産を除き、すべて順調。

F/S／化学工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 009

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

タイ

ナムヤム水力発電開発計画調査

The Feasibility Study for the Nam Yuam
Hydroelectric Power Development in the Kingdom
of Thailand

小南　勇

電源開発(株)

82.8.16～83.3.25／
83.6.12～6.23／
83.11.7～11.30

17,3,1

57～58

139,841 千円

98.40 人月 （内現地38.90人月）

1984/3

電源開発（株）

NEA：National Energy Administration
（国家エネルギー庁）　　Mr.Suvat
Saguanwongse(Director,Investigation
 and Planning Div.)  Mr.Winya Sinche-
rmsiri (Head,Investingation Branch)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=9.95％、EIRR=11.4％
(1)本計画はﾀｲ西北部ｻﾙｳｨﾝ川支流のﾕｱﾑ川最下流
に計画されたものであり、ﾁｪﾝﾏｲの西南170kmのﾋﾞﾙﾏ
国境に位置する。
(2)設備出力162MW、年間発生電力量565GWHでﾀｰｸ
経由でﾊﾞﾝｺｸに送電される。
(3)総事業費は57億4,800万ﾊﾞｰﾂであり、経済的・技術
的に可能性があり、1990年代の早い時期に開発される
ことが望ましい。
(4)なお、水没家屋の移転を含め環境問題への影響を
調査することが重要である。

中止・消滅

実施機関
　計画規模から見てﾀｲ王国発電電力公社（Electricity Generating
Authority of Thailand=EGAT）が担当することになると考えられる。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾀｲ国西北部　ﾒ･ﾎﾝｿﾝ県　ﾒ･ｻﾘｱﾝ郡
　ﾀﾞﾑｻｲﾄはﾕｱﾑ川本流最下流部でﾓｴｲ川との合流点より約7km上流地点

総事業費
　　　　　　　5,748百万ﾊﾞｰﾂ（57,480百万円）
　うち外貨分 2,130.3百万ﾊﾞｰﾂ
　　　　　（23ﾊﾞｰﾂ=1USﾄﾞﾙ、1982年12月時点）

実施内容
　Nam Yuam発電所
　最大出力               162MW
　年間発生電力量   565GWH
　常時満水位           170ｍ
　総貯水量               444,000,000立方ｍ
　ﾀﾞﾑ型式　　　  中央しゃ水壁型ﾛｯｸﾌｨﾙ
　　 高さ                    120ｍ
　 堤体積                  4,650.000立方ｍ
　水車                      立軸ﾌﾗﾝｼｽ水車　　 2台
　　発電機                3相交流同期発電機 2台
　　送電線                ﾕｱﾑ発電所からﾀｰｸ変電所まで
                               230KV，185km

実施経過
　　全工事期間　着工から運転開始まで5.5年

(*)より
その後、ﾀｲ国の法律で義務づけられた環境影響評価調査を実施中に、ﾀｲ政府が環
境保護のため北部での水資源開発を事実上凍結するとの方針が内々に伝えられた
ため、本計画の実現は断念されるに至った。ﾀｲ国政府は1995年に正式にこの方針
を閣議決定した。（1996年10月現地調査結果）
1999.11現在：変更点なし

本計画のF/SﾚﾎﾟｰﾄをNEAへ提出後の1984年7月、EGATが本ﾕｱﾑ川の支流を含め
た全体開発計画を立案し、再度我国へﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ作成の技術協力要請を行った。こ
れにより「ﾅﾑﾕｱﾑ川上流域水力発電計画調査」というﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ調査が実施され、
1987年3月にそのﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ最終報告書が提出された（詳細についてはTHA106を
参照）。本F/S調査（THA009）はこのEGATのﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝに吸収されたことになる。そ
の後1988年12月からF/S調査「ﾅﾑﾕｱﾑ川水力発電統合開発計画調査」が実施さ
れ、1990年3月に最終報告書が提出された（詳細についてはTHA014を参照）。　(*)
へ続く

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 010

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

タイ

MAE-SOT地区産ｵｲﾙｼｪｰﾙ利用ｾﾒﾝﾄ工場建設計
画調査

The Feasibility Study on Establishment of
Integrated Power & Cement Factory Using Oil
Shale in Mae-Sot Area, the Kingdom of Thailand

鳥谷部　良

小野田エンジニアリング(株)

82.11.21～12.25

9

57～58

61,617 千円

22.10 人月 （内現地7.90人月）

1983/10

小野田エンジニアリング(株)
テクノコンサルタンツ(株)

工業省鉱物資源局鉱物燃料課
Drakong Polahan （課長、当時）
Ard Chana  （石油技師、当時）

　1973年に始まった第1次石油危機及び1979年に発生した第2
次石油危機によりﾀｲ王国は自国産天然ｴﾈﾙｷﾞｰ開発に取組ん
でいた。1980年工業大臣を議長とするｵｲﾙｼｪｰﾙ委員会が設
立され、ﾒｿｯﾄ地区ｵｲﾙｼｪｰﾙ鉱床（ｵｲﾙｼｪｰﾙ187億ﾄﾝ、平均含
有量5％）の調査、開発検討がなされていたが、その後の石油
需給緩和情勢下でｵｲﾙｼｪｰﾙを有効に利用するには、ｵｲﾙ
ｼｪｰﾙ利用ｾﾒﾝﾄ工場建設が有望と考え、F/S実施を日本政府
に要請し、これを受けて国際協力偉業団がF/Sを実施した。
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=21.4％、EIRR=15.0％
　ﾒｿｯﾄ地区のﾊﾞﾝﾌｫｲｶﾛｸに賦存するｵｲﾙｼｪｰﾙは、発電用流
動床ﾎﾞｲﾗｰ、ｾﾒﾝﾄｷﾙﾝﾌﾞﾚｶﾙｻｲﾅｰ用燃料及びｾﾒﾝﾄ用粘土原
料の代替として適する。また、流動床ﾎﾞｲﾗｰから出る灰ｼｪｰﾙ
は、混合ｾﾒﾝﾄ用混合材として使用できる。このｵｲﾙｼｪｰﾙと近く
にあるﾄﾞｲﾃﾞｲﾝｷ石灰鉱床を主原料、けい砂・鉄鉱石・粘土を副
原料として普通ｾﾒﾝﾄ・混合ｾﾒﾝﾄを年産808,500ﾄﾝ生産する場
合のF/Sの結果はﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙである。ﾌﾟﾛｾｽは流動床ﾎﾞｲﾗｰによ
る発電及び乾式NSPｷﾙﾝによるｾﾒﾝﾄ製造を前提とした。（1996年
10月現地調査結果）

中止・消滅

実施機関
　工業省鉱物資源局鉱物燃料課

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾀｰｸ県ﾒｿｯﾄ地区

総事業費
　3,202百万ﾊﾞｰﾂ（33,412百万円）
　うち外貨分1,937百万ﾊﾞｰﾂ
　　（1USﾄﾞﾙ=240円=23ﾊﾞｰﾂ）

実施内容
　・石灰石鉱床、ｵｲﾙ ｼｪｰﾙ鉱床その他原料の開発工事
　・鉱山機械
　・原燃料受入設備からｾﾒﾝﾄ出荷設備までのｾﾒﾝﾄﾌﾟﾗﾝﾄ一式
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ｷﾙﾝはNSPｷﾙﾝ）
　・住宅、倉庫、事務所、ｶﾞﾚｰｼﾞ等の建築物
　・工場用地、原燃料鉱床への取付道路
　・土木・建築、据付工事
　・流動ﾎﾞｲﾗｰ

実施経過
　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ選定期間       ：約9ヶ月
　建設請負業社選定期間：約1年3ヶ月
　建設工事期間                ：約3年
　合　　計                          ：約5年

工業省によると、前提条件であるオイルシェール層の含油量が低く（層が薄い）、現
在でもオイルシェール鉱床の開発の事業採算がとれない。（2003年2月現地調査結
果）

　報告書提出後のｴﾈﾙｷﾞｰ事情等により、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは凍結されている。また、ﾀｲ王国
での最大手ｾﾒﾝﾄﾒｰｶｰであるｻｲｱﾑｾﾒﾝﾄの動向もﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ凍結との関係がある模様
であるが、少なくとも現在の石油需要緩和基調が続くかぎり本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの復活が検
討される可能性は非常に低いと思われる。（1996年10月現地調査結果）
1999.10現在：その後の進展なし
2003年3月現在：その後の進展なし

F/S／窯業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 011

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

タイ

潤滑油製造プラント建設計画調査

The Feasibility Study on Establishment of
Lubricating Oil Refinery in the Kingdom of
Thailand

三上　良悌

ユニコ　インターナショナル(株)

84.2.19～3.17

7

58～59

62,941 千円

24.00 人月 （内現地5.60人月）

1984/12

千代田化工建設（株）
ユニコ　インターナショナル(株)

NEA:National Enargy Administration
（国家エネルギー庁）
Thammachart Sirivadhankakul
(Deputy Secretary General 当時)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=18～23％、EIRR=16～20％
　潤滑油ﾌﾟﾗﾝﾄの新設置として、Bangchak製油所の拡
張の形で実施されるのが望ましいが、原料／副原料の
観点からはﾀｲ王国の三製油所の増設計画と合わせて
考慮されるべきである。
　潤滑油の製造に適した原油の輸入が必要。

実施済

実施機関
　F/Sﾚﾎﾟｰﾄによれば最も好ましい運営形態は現Bangchak Refineryの
Exapansionである。次いでBangchak Refineryに新会社を新設して運営に
当たる方法。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Bangchak地区又はSiracha地区
　（好ましくはBangchak地区）

総事業費
                       330百万USﾄﾞﾙ（75,900百万円）
　うち外貨分  173百万USﾄﾞﾙ
　　　（1USﾄﾞﾙ=230=23ﾊﾞｰﾂ）

実施内容
　潤滑油（基油）製造ﾌﾟﾗﾝﾄ一式
　能力：基油      250,000 Kl/年
             ｱｽﾌｧﾙﾄ  55,600 Kl/年
             硫黄          2,600t/年
　設備：基油　　ﾌﾟﾛｾｽﾌﾟﾗﾝﾄ
　　 　　原料      ﾀﾝｸ
　　　 　中間体  ﾀﾝｸ
　　 　　製品      ﾀﾝｸ

実施経過

実施機関
○Thai Lube Base Company Limted
　　Thai Oil      38％
　　PTT            30％
　　三菱石油  22％
　　BP Thai      10％

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Suracha地区（Thai Oil製油所内）

実施内容
　Lube Base Oil   300,000kl/y

実施計画
　1994年Jan.10　　Bid Due　　実施済
　1994年July         Award        実施済
　1997年2nd Q      Completion

　石油情勢の変化、借入外貨の増加、東部臨海工業ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの優先性などの理由
もあるが、最も支配的と考えられるのは以下の通りである。
　1.ﾀｲ王国3製油所で現在燃料油増産を目指した増産計画が完了したこと。
　2.上記ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに目途がたち資金的にも、人的資源にも可能になったこと。

　大量に輸入していた潤滑油の自給を目指したﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄである。1984年のF/Sの結
果、経済性有りと評価されBanchak地区を第一候補地に、Siracha地区を第二候補地
として建設が提言されたが、Banchak地区の環境影響調査の結果、環境に対する負
荷が大きいと判断され、旧NEAは1989年に計画を凍結した。その後、政府内の組織
変更でこの案件は旧NEAの手を離れた。
　しかし、1980年代後半から潤滑油に対する需要が急増したので、潤滑油製造ﾌﾟﾗﾝ
ﾄ建設計画は形を変えてThai Oilを中心とするThai Lube Base Company Limitedに引
き継がれることになった。SirachaのThai Oil Co.敷地内に潤滑基油ﾌﾟﾗﾝﾄ
（3,000kl/y）を実現すべくPTT、Thai Oil Co.、三菱石油、BPがF/S実施。
1994年7月に建設開始。1997年6月に操業開始予定。（1996年10月現地調査結果）

本件、日揮(株)にて実施済

実施済みということで変更なし。（2003年2月現地調査）

F/S／化学工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 012

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

タイ

配電指令センター開発計画調査

The Feasibility Study on Distribution System
Dispatching Center Project

佐藤　文紀

西日本技術開発(株) 電気部海外担当部長

86.6.25～8.8

10

60～61

51,536 千円

20.23 人月 （内現地7.03人月）

1987/2

西日本技術開発（株）

Provincial Electricity Authority
（地方配電公社）
Sakol Wongbuddha
(Director, Planning and Civil Works Dept)

　ﾀｲ国では、主にEGATが電力開発を担当しその
EGATから電力供給を受けて、ﾊﾞﾝｺｸ市とその周辺では
MEA（首都圏配電公社）が、またそれ以外の地域では
PEA（地方配電公社）がそれぞれ配電を受け持ってい
る。1981年にIEATが設立されて以来の工業団地地方
分散化方針に伴い、PEA（地方配電公社）の配電にお
いても高い供給信頼度を要求される工業用電力需要
の比率も増加の一途を辿っている。またそれに伴う配
電設備のますますの増加・複雑化も予測されている。こ
れに対処するため、近代的配電指令ｼｽﾃﾑを導入して
「配電指令業務の自動化」を推進することがぜひとも必
要であると認識されていた。
         　　　　　　　　　　　　　　　　　   (*)へ続く

具体化進行中

実施機関
　地方配電公社

　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ全体　PEAの全供給ｴﾘｱ
　・ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ　Central Region 3
　　　　　　（ﾅｺﾝﾊﾟﾄﾝ）

総事業費
　98,212,000USﾄﾞﾙ
　（ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ再計　12,099,000）
　うち外貨分66,587,000USﾄﾞﾙ（同上8,293,000）
　　（1USﾄﾞﾙ=153.80円）

実施内容
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ全体　　　　　・ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　配電指令ｾﾝﾀｰ  13ヵ所     同左     1ヵ所
　無線中継局        24ヵ所 　 同左     1局
　変  電  所            150ヵ所   同左     12ヵ所
　自動開閉器        871台      同左     127台
　ﾘｸﾛｰｻﾞｰ            420台      同左     19台
　ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾕﾆｯﾄ   一式        同左     一式

実施計画
　87～89年　第一段階　　1ヵ所
　90～92年　第二段階　　7ヵ所
　93～94年　第三段階　　5ヵ所

　1992年6月から1997年6月の5ヶ年の予
定でﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力「地方配電
自動化技術者養成協力事業」が実施され
ており、5年間で専門家派遣30人、ｶｳﾝﾀ
ｰﾊﾟｰﾄ研修20人、器材供与総額140百万
ﾊﾞｰﾂが予定されている（1996年度までの
実績が専門家派遣30名、受入19名、機
材供与458630千円）。またこのﾌﾟﾛ技の後
半部分において、「Disturibution
Automation System (DAS)」を備えたﾊﾟｲ
ﾛｯﾄ配電指令ｾﾝﾀｰがﾅﾜﾝｺﾝ工業団地を
対象地域として業務を開始（1995年8月）
する予定になっており、ここでﾀｲ側の
Engineer200人およびTechnician200人が
自動化された配電指令業務について研
修を受けることになっている。
　本格実施については2 Phaseに分けて
実施することとし、4県をｶﾊﾞｰするPhase 1
は既に詳細調査を終了し、現在
Contractorを選定中である。また残りの範
囲をｶﾊﾞｰするPhase 2では、本年10月末
に詳細調査が終了する予定。ｽｹｼﾞｭｰﾙ
に若干の遅れは見られたが提言に沿って
順調に実現化していると言える。（1996年
10月現地調査結果）

1999.10現在：変更点なし

(*)の続き
　このような背景のもと本計画調査は実施された。1987年2月の最終報告書ではま
ず、自動配電指令ｼｽﾃﾑがPEAにとって最初の試みであるため、本格実施に先立ち
ｼｽﾃﾑの検証・運転技術の修得・技術者のﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ等を目的としたﾊﾟｲﾛｯﾄ配電指令
ｾﾝﾀｰの設置を提言している。そしてさらにPEAの全供給ｴﾘｱにわたる配電指令ｾﾝﾀ
ｰ13ヶ所の設置と通信系統の改善を詳細に計画し提言している。

F/S／送配電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 013

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

タイ

サンカンペン地熱開発計画調査

Pre-Feasibility Study for the San Kampaeng
Geothermal Development Project

中村　久由

日本重化学工業(株) 地熱事業部副本部長

82.7.0～87.12.0

29

56～62

563,107 千円

157.09 人月 （内現地97.98人月）

1988/3

日本重化学工業（株）
三井金属資源開発(株)

タイ王国電力公社
Khien Vongsuriya(Director Thermal Power
　　　　　　　　 Engineering Dpt.)
Chaya Jivacate(Assistant Director,
        Thermal Power Engneering Dpt.)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
　ｻﾝｶﾝﾍﾟﾝ地域の地熱貯留層からは約1,000t/hの熱
水の生産が可能で、これを用いてﾊﾞｲﾅﾘｰｻｰｸﾙ方式に
よる5MW程度の発電の見通しが立つ。しかし、経済性
の問題から、本格的開発調査は延期せざるをえないで
いる。ただし政策的観点から、調査結果を生かすとす
れば、調査井から噴出する熱水を利用し、200～300kw
のﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝﾌﾟﾗﾝﾄを設置することが望ましい。

遅延・中断

実施機関
　ﾀｲ王国電力公社（EGAT）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｻﾝｶﾝﾍﾟﾝ地域

総事業費

実施内容
　・地質調査
　・地化学調査
　・物理探査
　・熱流量調査
　・調査井掘削
　・貯留層解析

実施経過
　1982.7　　計画開始
　1988.3　　計画完了

　・調査井2本の掘削（1,500ｍ級）
　・上記井の坑井試験および地質調査

2001.11現在：現地調査の結果、進展なし

(*)の続き
2001.11現在：サンカンペン地域において
は、進展なし。さらに僻地のメホンソン県
北部山岳地帯での電化のため、EGATに
より地熱の利用が検討されており、日本
への技術援助の要請が行われている。　

(**)の続き
（2001年11月現地調査結果）ミャンマー国
境付近のメホンソン県北部山岳地帯で
は、電源の不足による給配不安定が著し
く、民生向上の妨げになっている。この地
域の電化安定化をEGATは強く要請され
ている。同地域は地熱が豊富なため、こ
れを発電と農産品加工用熱源として利用
し、民生向上を図る計画があり、EGATか
ら日本の技術援助の要請が出されてい
る。　　　　　　　2003.3現在：情報なし

2001.11現在：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1)サンカンペン地域は、発電用冷却水の確保が困難で、空冷では経済性に問題が
あった。　　　　　　　　　　　
2)サンカンペン及びその周辺が、全国電力グリッド網に組み入れられたため、小規模
ローカル電源の必要性が薄れた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　

　JICA報告書はﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ有りとあるが、種々の困難点も指摘している。ただし地
熱発電開発自体を断念したわけではなく、同じﾁｪﾝﾏｲ県のﾌｧﾝ地区ではﾌﾗﾝｽの技
術で小規模な発電をしている。1996年度現地調査によると、ｻﾝｶﾝﾍﾟﾝ地区の方がﾌｧ
ﾝ地区よりも地熱発電の可能性は高かったと今でも考えているが、本計画調査で経
済性が低いとの結論が出されたため、中断せざるを得なかったという。ちなみにﾌﾗﾝ
ｽ調査団はﾌｧﾝ地区での調査のあと、地熱開発を続行すべしと提言しそれがその後
ﾌｧﾝ地区で研究開発が続けられる主因になったとのことであるが、その調査結果の
内容、前提条件、積算方法等は不明である。（1996年10月現地調査結果）
1998.10現在：新情報は特になし(*)へ続く

（1996年10月現地調査結果）ｻﾝｶﾝﾍﾟﾝ地区では温泉が出ることが確認されたことか
ら、ﾎﾃﾙ等が建設され観光地・保養地として開発されている。しかしこの開発により地
価が上昇し、当地での地熱発電計画の経済性はますます低くなった。
　最近の環境保護に関する規制強化を受けて北部での水力発電が困難になってい
る傾向に加え、ｼｬﾑ湾沖の天然ｶﾞｽは確認埋蔵量の60％が消費されたとの方向もあ
ることから、EGATでは今後とも新ｴﾈﾙｷﾞｰ源開発を進める意図を有している。(**)へ
続く

F/S／新・再生エネルギー

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 014

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

タイ

ナムユアム川水力発電統合開発計画調査

Nam Yuam River Basin Integrated  Hydroelectric
Power Development Project

錦織　徹雄

電源開発(株)

88.2～89.8

15

62～1

235,188 千円

0.00 人月

1989/12

電源開発（株）

Paopat Javanalikikirn, General Manager of
Electricity Generating Authority of Thailand
タイ発電公社（EGAT）

　本調査の上位計画となる「ﾅﾑﾕｱﾑ川流域水力発電開
発計画調査（M/P）」が1985年に実施されたが、この中
でNam Ngao（14MW）、Mae Lama Luan（240MW）の2つ
の発電所の統合開発計画が提案された。この提案に
基づき本F/S調査が実施され、1990年3月に最終報告
書を提出した。

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=13.39％
   FIRR=14.02％

中止・消滅

実施機関
　ﾀｲ発電公社（EGAT）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾕｱﾑ川・上流

総事業費
          Nam Ngao          Mae Lama Luan
　合計    6,470百万ﾊﾞｰﾂ   8,350百万ﾊﾞｰﾂ
　内貨    2,632百万ﾊﾞｰﾂ   3,288百万ﾊﾞｰﾂ
　外貨    3,828百万ﾊﾞｰﾂ   5,062百万ﾊﾞｰﾂ
　　　　　（89年1月時点、1USﾄﾞﾙ=26ﾊﾞｰﾂ）

実施内容
　ﾀﾞﾑ     ﾛｯｸﾌｨﾙ    ﾛｯｸﾌｨﾙ
　出力    140MW     240MW

実施経過

　この計画はEGATの1993年度の長期電源開発計画の中でMae Lama Luan計画の1
号機、2号機が2002年運転開始予定として計上されるに至った。その後、ﾀｲ国の法
律で義務づけられた環境影響評価調査を1991年から1994年までの予定で実施し
た。しかしその実施中に、ﾀｲ政府が環境保護のため北緯18度以北での水資源開発
を事実上凍結するとの方針が内々に伝えられたため、本計画の実現は断念されるに
至った。ﾀｲ国政府は1995年に正式にこの方針を閣議決定した。この閣議決定により
ﾀｲ国内での新規水資源開発は事実上ほぼ困難となったと認識されている。（1996年
10月現地調査結果）
2000.11現在：変更点なし

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 015

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

タイ

ラムタコン揚水発電開発計画

Feasibility Study on Lam Ta Khong Pumped
Storage Development Project

錦織　徹雄

電源開発(株)

89.2.27～3.28
90.5.19～5.25
90.5.30～6.5

9

1～3

171,964 千円

40.50 人月 （内現地16.50人月）

1991/11

電源開発（株）

Paopat Javanalikikorn
General Manager
Electricity Generating Authority of Thailand
(EGAT)　タイ発電公社

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り
2.FIRR=11.2％
   EIRR=17.4％

[条件]
代替ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ火力発電所
　全体効率：68.9％
　割引率    ：12％
　金利        ：外貨 8％
　　　　　　　 内貨11％

実施中

実施機関        ：Electricity Generating Authority of Thailand
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾒｺﾝ川水系ﾑﾝ川支流ﾗﾑﾀｺﾝ川、首都ﾊﾞﾝｺｸの北東200km
総事業費        ：641百万US$（16,674百万ﾊﾞｰﾂ）
　　　　　　　  　1991年1月時点：1US$=26 Baht
　　　　　　　  　外貨分　8,497百万ﾊﾞｰﾂ
　　　　　　　  　内貨分　8,177百万ﾊﾞｰﾂ
実施内容：
　　　　　　　　上池（新設）       下池（既設ﾗﾑﾀｺﾝ貯水池）
有効貯水池       9.9MCM                   290MCM
  HWL                   660ｍ　　　　　　 　277ｍ
  LWL                   620ｍ　　　　　 　　261ｍ
  ﾀﾞﾑﾀｲﾌﾟ　　 　ｱｽﾌｧﾙﾄ　　　　  ｱｰｽﾌｨﾙﾀﾞﾑ
　　　  　　　　ﾌｪｰｼﾞﾝｸﾞ
　　　　　　  　ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ
  ﾀﾞﾑ高                   60ｍ　　　　　　　40.3ｍ
  ﾀﾞﾑ体積        6,190千立方ｍ　　 853千立方ｍ
  水車               立軸ﾌﾗﾝｼｽﾀｲﾌﾟ×4台（reversible）
  発電機            三相交流周期　4台（278MVA×4）
  発電出力         1,000MW
  送電線            230KV×2 line（110km）

実施経過       5年間（含む準備工事）1997年12月運開

実施機関： Electricity Generating
Authority of Thailand
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾒｺﾝ川水系ﾑﾝ川支流ﾗﾑﾀ
ｺﾝ川、首都ﾊﾞﾝｺｸの北東200km
総事業費：635百万US$
                      （15,864百万ﾊﾞｰﾂ）
　　1991年6月時点：1US$=25 Baht
　　　　　　　　外貨分　9,512百万ﾊﾞｰﾂ
　　　　　　　　内貨分　6,352百万ﾊﾞｰﾂ
実施内容：
　　     　　上池（新設）   下池（既設
                                   ﾗﾑﾀｺﾝ貯水池）
有効貯水池　9.9MCM　       290MCM
　HWL             660ｍ　　　 　 277ｍ
　LWL              620ｍ              261ｍ
　ﾀﾞﾑﾀｲﾌﾟ　ｱｽﾌｧﾙﾄ　　 ｱｰｽﾌｨﾙﾀﾞﾑ
　　　　　　　ﾌｪｰｼﾞﾝｸﾞ
　　　　　　　ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ
　ﾀﾞﾑ高　  　50ｍ     　　　40.3ｍ
　ﾀﾞﾑ体積　5,360千立方ｍ　 853千立方
ｍ
　水車　　　　立軸ﾌﾗﾝｼｽﾀｲﾌﾟ×4台
（reversible）
　発電機　　　 三相交流周期　4台
（282MVA×4）
　発電出力　　　　 1,000MW
　送電線　　　 230KV×2 line（110km）
実施経過　　　　5年間（含む準備工事）
2002年9月1号機運開

　ﾀｲ国、特にﾊﾞﾝｺｸ首都圏の電力需要の伸びは著しく、ﾊﾞﾝｺｸに近く工期も短い本ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄのEGATは、最優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの一つに位置づけていた。
　このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが順調に実現しつつある要因は、1)ﾀｲ国の電力需要が予想以上に
伸びたことと、2)本調査終了後、日ﾀｲ双方によって素早い対応がなされたこと、3)環
境保護政策の対象地域にかかったが、設計変更によって対応できたこと__が挙げら
れる。
　新規のﾀﾞﾑ建設が事実上不可能になったﾀｲでは、環境に対する負荷が比較的小
さい揚水式発電に期待をかけている。ただし発電量は小さい。（1996年10月現地調
査結果）

1992年  4月より詳細設計のために必要な事前ｽﾀﾃﾞｨｰを開始。
（ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ電源開発(株)）
1994年  5月  詳細設計開始（ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは電源開発(株)）
1994年  9月  円借款「ﾗﾑﾀｺﾝ揚水式水力発電所建設事業」（1994.9.30調印、182.42
億円）
1994年10月  作業用ﾄﾝﾈﾙ工事
1995年12月  本格工事着工
　全体として本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは順調に推移しており、2001年4月に第1期が完成予定。25
万kwが2基稼働する見込み。第2期運開予定は2007年の見通し。規模は第1期と同
じである。（1996年11月現地調査結果）　　2002.3現在：変更点なし

詳細設計でｵﾘｼﾞﾅﾙの計画から次の3点が変更された。
1　変圧器を設置するためのﾄﾗﾝﾌｫｰﾏｰﾎｰﾙを廃止。建設コスト削減のため。
2　penstock（水圧管）の途中にあった踊り場を廃止して直線的にした。地質上の問題と建設ｺｽﾄ
削減のためである。
3　当初計画のｽｲｯﾁﾔｰﾄﾞの場所が森林伐採禁止区になったため、位置を移動させた。
（1996年10月現在調査結果）

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 016

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

タイ

リグナイトブリケット振興計画

The Feasibility Study on Lignite Briquette
Development

田中　恒二

テクノコンサルタンツ(株)

89.11.20～12.16
90.6.19～10.30
91.2.10～91.3

9

1～3

318,462 千円

80.48 人月

1991/11

テクノコンサルタンツ(株)

Mr. Prathes Satabutr,
Mr. Mohar Singh Monga
Deputy Secretary General, National Energy
Administration, Ministry of Science
Technology and Energy

　木炭の代替燃料としてLignite Briquettesを進行しよう
という計画。
1990年にF/Sが行われ、次の理由でﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ有り
とされた。

1.料理用、燃料用としてのLignite Briquettesの需要は
大きく、本計画はﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄを経て、商業ﾌﾟﾗﾝﾄを実
施する価値がある。

2.代替対象燃料の木炭の価格が高く、商業ﾌﾟﾗﾝﾄは財
務的にﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙである。但し、ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄは規模が
小さく、それのみでは財務的に成立しない。

3.ﾀｲ国の森林は薪炭の採取が原因で、急速に枯渇し
ており、由々しい環境問題となっており、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを
至急実施する必要がある。

遅延・中断

1.Lignite briquettes（ﾘｸﾞﾅｲﾄ･ﾌﾞﾘｹｯﾄ）は木炭の代替品として料理用燃料と
して使用可能である。

2.ﾀｲ国では木炭と薪が主要な料理用燃料であり（それぞれ約40％）、森林
破壊の最大原因となっており、早急に木炭代替のLignite briquettesを普
及させる必要がある。

3.ﾌﾟﾗﾝﾄの総資金所要額（1990年基準）
  ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ    3,000ﾄﾝ／年    68,043,000ﾊﾞｰﾂ
　（1ﾊﾞｰﾂ=5.5円として、約3.74億円）
  商業ﾌﾟﾗﾝﾄ       50,000ﾄﾝ／年  208,182,000ﾊﾞｰﾂ
4.商業ﾌﾟﾗﾝﾄの財務的収益率
  ROI   before tax 11.6  after tax 10.0
  ROE  before tax 14.3  after tax 11.7 　Lignite Briquettesは硫黄分の高いﾘｸﾞﾅｲﾄを原料としており、中国や旧東ﾄﾞｲﾂでは

大気汚染の主要な原因となっている。また、急速に都市化の進むﾀｲで、悪臭を放ち
大量の灰を残すLignite Briquettesは不適当である。料理用にも向いていない。この
ようにF/Sでは環境に与える負荷など外部不経済が考慮されていない。また、森林枯
渇の指摘自体は正しいにしても、この計画実施によって、森林資源の保護が図られ
るのかどうかの因果関係も検討されていない。（1996年10月現地調査結果）

　ｴﾈﾙｷﾞｰ開発振興局（DEDP）が実験室で研究を進めた結果、品質、生産能力、市
場性に問題が多いことからﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ建設にまで至らなかった。また、1993年にﾀ
ｲ国が無償資金援助の対象国から外れたことも影響したという。しかし、DEDPでは現
在も実験室ﾚﾍﾞﾙでの研究は続けており、これまで蓄積したﾉｳﾊｳを活かして第3国へ
の技術移転を進める意向。すでに、ﾈﾊﾟｰﾙの技術者に対する指導を始めている。
（1996年10月現地調査結果）

2002.3現在：新情報なし

2000.11現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。そのため追加情報は収集不可
能。

F/S／その他工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 017

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

タイ

シンプン流動床燃焼石炭火力発電計画

Sin Pun Fluidized-Bed Combustion Coal-Fired
Thermal Plant Development

伊坂　弘

電源開発(株)

91.3／91.9／92.1

10、3、7

2～4

302,931 千円

64.20 人月

1992/11

電源開発（株）

Electricity Generating Authority of Thailand
(EGAT)
Mr. Charmon Suthiphongchai
Deputy General Manager

1.ﾌｨｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ有り
2.当時のEGATの平均売電単位1.21ﾊﾞｰﾂ/KWhを用い
た場合
　FIRR=0％
　しかしながら
　1)石油代替資源開発に役立つ
　2)既設ｸﾗﾋﾞ発電所（1995年廃止予定）の用地、従業
員等を有効活用でき、早期に建設できること。
　3)東南ｱｼﾞｱで最初の流動床火力となること等を総合
的に評価した結果、開発促進すべき計画である。

中止・消滅

　A-FCB Coal-Fired Thermal-Power Development（流動床燃焼石炭火力
発電）という新技術を導入し、ｸﾗﾋﾞ県ｸﾗﾋﾞ発電所内に17 million Bahtを投
資して出150MWの発電設備を新設する。

1.実施機関
　　ﾀｲ国発電公社（EGAT）
2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　　ﾀｲ国南部ｸﾗﾋﾞ県既設ｸﾗﾋﾞ発電所地点
3.総事業費（1992年6月時点）
　　345億円（外貨　194億円、内貨　30.2億ﾊﾞｰﾂ　　1ﾊﾞｰﾂ=5円）
4.実施内容
    発電出力　　　　150MW　（75MW×2基）
    ﾎﾞｲﾗ型式　　　　常圧型ﾊﾞﾌﾞﾘﾝｸﾞ型流動床燃焼ﾎﾞｲﾗ
5.建設工程（契約後1号機運開まで　3年間）
　1994年  6月    土木着工
　1996年12月     1号機運開
　1997年  6月     2号機運開

　本F/S調査で、当時のEGATの平均売電単価1.21 Baht/kwhに対し、発電単価がそ
れよりも高い1.6baht/kwhと計算された。この調査結果を受けてEGATは事実上、本
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを断念した。また当地の石炭の質が比較的悪く、量も限られていたこともそ
の判断に影響したと思われる。
　しかしEGATとして石油代替資源の利用を今後とも追及していく方針であり、本新
技術自体の実現化をあきらめたわけではないとのことである。（1996年10月現地調査
結果）

2003.2現在：変更点なし

F/S／火力発電

報告書の内容

- 102 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 018

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

タイ

バンサパン工業団地開発計画調査

The Study on Bang Saphan Industrial Complex

小泉　肇

日本工営(株)

95.11～95.12/96.5～96.7

14

7～8

210,221 千円

59.92 人月

1997．1

日本工営（株）
(財)日本立地センター

IEAT
Ms.Anchalee (副総裁)

1)ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨの有無：有り
2)経済分析
EIRR　36-51％（外部ｲﾝﾌﾗｺｽﾄ全てを開発ｺｽﾄに付加した場合）
EIRR　42-68％（工場団地開発に直結する外部ｲﾝﾌﾗｺｽﾄのみに限った場合）

（経済分析の前提条件）
・進出企業付加価値
　　　　　　           　　　　 2001　　　 2006　　　 2011
就業者数              　　　2400　　　 6050　　　11900
1人当付加価値（千ﾊﾞｰﾂ）2340　　　 3090　　　 2870
　付加価値（百万ﾊﾞｰﾂ）   5600　　　18700　　　34200
・資本集約型産業1人当資本投下額　1.6百万万ﾊﾞｰﾂ
財務分析　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの収益性（ROI） 13.6％
　　　　　自己資本の収益性（ROE）　16.4％

3)期待効果
・首都圏経済社会の過密解消、ﾐｬﾝﾏｰ･南西ｱｼﾞｱへの窓口作り
・素材型産業拡充と鉄関連産業の導入による鉄工産業ｺﾝﾝﾌﾟﾚｯｸｽ構築
・工業集積推進による港湾資源有効活用

*外部ｲﾝﾌﾗ整備を、工業団地整備とは別に政府資金、BOTにより、実施する必要
がある。

遅延・中断

1)実施機関
・ﾊﾞﾝｻﾊﾟﾝ自由貿易地区の開発／運営委員会をﾊﾞﾝｻﾊﾟﾝ地域の経済開
発を監理する組織として設立
・ﾊﾞﾝｻﾊﾟﾝ工業団地開発を実施するためのJV会社がｻﾊﾍﾞﾘｱｸﾞﾙｰﾌﾟとﾀｲ
工業団地開発公社で設立の計画

2)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ　　ﾊﾞﾝｻﾊﾟﾝ地域

3)総事業費
・工場団地（600ha）　27.7億ﾊﾞｰﾂ（約120億円）－建設ｺｽﾄ22.5億ﾊﾞｰﾂ、ｴ
ﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｺｽﾄ2.7億ﾊﾞｰﾂ、予備費2.5億ﾊﾞｰﾂ
・外部ｲﾝﾌﾗ　115.9億ﾊﾞｰﾂ（509億円）－給水施設32.6億ﾊﾞｰﾂ、道路11.7
億ﾊﾞｰﾂ、港湾61億ﾊﾞｰﾂ、給電2.9億ﾊﾞｰﾂ、通信0.2億ﾊﾞｰﾂ、有害ｺﾞﾐ処理
施設7.5億ﾊﾞｰﾂ

4)実施内容及び実施ｽｹｼﾞｭｰﾙ
　第1期開発（108ha　2000年末迄）
　　・ﾊﾞﾝｻﾊﾟﾝ川既存ﾎﾟﾝﾌﾟ場拡張と送水ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ、ｻｲﾄ貯水池の建設
　　・国道4号線へのｱｸｾｽ道路建設
　　・ﾌﾟﾗﾁｬｯﾌﾟ港の一般貨物ﾊﾞｰｽ建設
　　・団地内変電所及び115kv送電線
　　・団地内電話交換所／光通信ｹｰﾌﾞﾙ
　　・ﾌﾟﾗﾁｬｯﾌﾟ港ﾊﾞﾙｸﾊﾞｰｽ
　　・500kv新設変電所、230kv送電線（2001）
　第2期開発（202ha　2003年末迄）
　　・ﾀｴｻﾀﾞﾑと送水管
　　・ﾌﾟﾗﾁｬｯﾌﾟ港ﾊﾞﾙｸﾊﾞｰｽ拡張
　　・IPP及び230kv送電線
　第3期開発（290ha　2007年末迄）
　　・ｱｸｾｽ道路4車線化、ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ

1)IEA及びNESDBでの調査の結果、西部臨海開発の具体的な
動きはいまだ始まっていない。ﾋｱﾘﾝｸﾞ調査によれば、ﾊﾞﾝｻﾊﾟﾝ
工業団地開発計画は現在、南部臨海開発計画事務所の所管
となってその具体化に向けて準備が行われている。

2)港湾拡張工事が民間企業（ｻﾊﾍﾞﾘｱ）によって進められてい
る。

3)本格調査の最終報告書で工業団地開発の前提条件とされ
た具体的事項と現在のIEAの対処方針について
 (1)給水：2000年10月、RIDの要請によりJBICがﾀｻｴ･ﾀﾞﾑ建設
に関して現地を視察。同ﾀﾞﾑは2000年11月を目処に住民との
移転費用交渉が決着し、今後ﾀﾞﾑ建設のD/D調査の実施に
移っていく。
 (2)給電：EGATの民営化にともないIPPによる小規模発電が隣
接地域内で行われている。将来的には工業団地の開発段階
にあわせて電力供給会社を設立する予定。
 (3)運輸：道路の新設によらず、既存の道路の拡幅工事にて対
応する予定。
 (4)通信施設：通信施設の整備は通信事業の規制緩和により
さして大きな問題とはならない。
 (5)関連施設等：工業団地開発に着工の際には、施設整備や
施設管理会社を機能別に数社設立する予定。下水やごみ処
理についてもこの範疇に入る。
 (6)その他：経済危機で土地価格が下げり、用地取得は比較
的容易になったと判断される環境となっている。
 (7)環境配慮：IEAはいまだ環境影響評価を実施していない。
 (8)実施責任機関：工業団地開発の実施責任機関はIEAとな
る。開発ｺｽﾄはIEAが35％。残り65％は国内外から資金調達の
予定。（2000年11～12月現地調査結果）

2002.2現在：変更点なし

ﾀｲ国の経済停滞があり、進捗が難しい状況がある。IEATによると、バサンパン工業団地の開発を担当している民間企業（鉄鋼
関連）の経営難から、工業団地の開発は現在延滞・中断中とのことである。よって現時点において、同工業団地の完成は当分
期待できない。ただし政府・自治体等が整備を担当している同工業団地へのアクセス道路、港湾等の部分は完成済み。（2003
年2月現地調査結果）

（平成15年度　国内調査）
バンパサンでサハベリアグループは製鉄工場を操業しているが、鋼鉄の国際市況が悪化し、これに伴い同グループの財務状
況も悪化した。このため、同グループと工業団地開発公社（IEAT)との合弁によるバンサパン工業団地開発計画は進展をみて
いない。ターセダムからの導入計画も、ターセダム実現の遅延に伴い、実現に至っていない。事業の実現化はサハベリアグ
ループの投資にかかっているが、今のところ同グループは問う計画の実現に関心を示していない。ターセダムは2004年より工
事に入るが、導水計画の実施はサハベリアグループの投資次第となる。

・BOT方式により外部ｲﾝﾌﾗのひとつである給水ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ整備が行われる見通し。
・ﾊﾞﾝｻﾊﾟﾝとﾐｬﾝﾏｰを結ぶ物流ｺﾘﾄﾞｰ計画調査が、ｻﾊﾍﾞﾘｱ社（ﾊﾞﾝｻﾊﾟﾝ鉄鋼産業ｵ
ｰﾅｰ）により行われた。
・1999.12月：工業団地への給水源となるﾀｻｴﾀﾞﾑに関し、RID（王立潅漑局）は実施
へ向けて、検討を行っているという情報あり。
・2000.11月：給水ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝのF/SをJETROが実施中。また給水源であるﾀｻｴﾀﾞﾑに
関し、SAPROFが実施されている。

2000.11：工業団地周辺道路の拡幅工事が実施。駅周辺において、当該列車の為の
線路引き込み工事が開始されている。

IEATは工業団地を直接建設することはなくなった。工業団地は民間企業が開発・建
設し、IEATは政策面で監督する。（ただし、過去にIEATの開発した工業団地のユー
ティリティーセンター等の運営はIEATが継続して実施。（2003年2月現地調査結果）

F/S／工業一般

報告書の内容

- 103 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 019

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

タイ

首都圏配電網システム改善拡張計画調査

Feasibility Study on Power Distribution System
Improvement and Expansion Plan in the
Metropolitan

大河原　郁夫

東電設計(株)

94.11.16～12.17
95.5.17～6.15
95.9.21～10.5

9

6～7

145,174 千円

37.00 人月 （内現地17.80人月）

1995.11

東電設計（株）
電源開発(株)

Metropolitan Electricity Authority (MEA)
Mr. Unggoon MONDHATUPLIN
 (Deputy Director)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
　EIRR=12.58％
　FIRR=11.79％
2.最大電力需要は1994年に4,755MWを記録し、2016
年には3.3倍の15,780MWとなると想定される。本状況
下、MEAは第7次配電ｼｽﾃﾑ改善拡張計画を策定して
おり、本調査は、これのF/S調査である。
・共同溝計画の早期実現
・保護ｼｽﾃﾑ、通信設備の近代化
・本計画の前提条件、例えばEGATの電源開発計画な
どに変更があった時は本計画を見直すこと。
・12/24KV配電ｼｽﾃﾑのF/S調査を早急に実施するこ
と。
・工事資金調達計画を立てること。
・総合建設本部のような組織をつくり工事計画を推進す
ること。
・ﾊﾟｲﾛｯﾄ地下変電所の新設。

一部実施済

1)実施機関
　MEA（ﾀｲ首都圏配電公社）
2)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　MEAが電力を供給しているﾊﾞﾝｺｸ、ﾉﾝﾀﾌﾞﾘ、ｻﾑｯﾄﾌﾟﾗｶﾝ地域
3)総事業費
　55,798.7（Million Baht）外貨分1,321
　（US$=Baht25）　　　　 （MillionUS$）
4)実施内容
・ﾀｰﾐﾅﾙ変電所の新設・増設17,615MVA
・配電用変電所の新設・増設16,435MVA
・総配電線の新設・増改良1,211.6ckt-km
5)工程
　1997～2016年　建設工事

(平成15年度国内調査)　タイMEA変電所／地中線建設プロ
ジェクト・東電設計(株)がｺﾝｻﾙﾄ業務を実施している。
・230KV変電所1ヶ所新設：終了　（BIBHAVADI T/S）
・230KV地中送電線3回線新設：終了　2500mm　1800MVA
（VIBHAVADI T/S～LADPRAO T/S）（MEA）（EGAT）
・230KV地中送電線新設：進行中　（BANGKAPI　T/S～
CHIDLOM　T/S）　1200MVA
JBICより100億円の円借款供与が行われた。

(平成17年度在外調査)
次段階事業：　第8及び第9配電網システム改善拡張計画
　実施期間：　1996年～2007年
実施機関：　首都圏配電公社（MEA）
　目的： 適切な方法で増加する電力需要に対応供給しMEAシ
ステムを改善及び拡張すること、及びシステム依存度を上げ、
顧客への標準的なサービスを管理すること。
　資金調達：
　　調達先：　円借款、IBRD、JBIC、及びNIB
　　調達額：
　　　第8配電網システム改善拡張計画：　39,077百万BHT
　　　　IBRD：145 百万USD
　　　　OECF：14,304 百万JPY
　　　　JBIC及びNIB：11,060 百万 JPY
　　　第9配電網システム改善拡張計画：　49,915百万BFT
　　　　地方借款のみ
　工事時期：　1996年5月21日-2007年12月30日
　進捗状況：　55%
　　第8配電網システム改善拡張計画：　完工
　　第9配電網システム改善拡張計画：　実施中

次段階事業：　第10配電網システム改善拡張計画
  実施機関：　MEA
　状況：　2007年半ばに内閣により事業の承認がある予定。

タイMEA変電所／地中線建設プロジェクトが推進されている。
(平成15年度国内調査)
・230KV変電所1ヶ所新設（BIBHAVADI T/S）：終了
・230KV地中送電線3回線新設（VIBHAVADI T/S～LADPRAO T/S）：終了　2500mm　1800MVA　(MEA）(EGAT）
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

数回に渡り、MEAの副総裁が来日し、東京電力(株)の地下変電所、地中線設備を視察し（東電設計(株)が案内）、その結果も
踏まえ、タイMEA変電所／地中線建設プロジェクトが推進されている。
2002.3現在：変更点なし
2003.3現在：変更点なし
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

(平成17年度在外調査)　特記事項なし

F/S／送配電

報告書の内容

- 104 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 020

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

タイ

首都圏送変電設備増強計画

Study for Bulk Power Supply Project for the
Greater Bangkok Area

高橋　拓也

電源開発(株)

92.7.1～7.20／92.10.7～10.21
93.2.16～3.2／93.6.20～7.4

8

4～5

151,541 千円

37.00 人月 （内現地16.00人月）

1993．8

電源開発（株）

タイ国発電公社：EGAT
(Electricity Generating Authority of Thailand)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：あり

2.EIRR：17.56％
　B/C：2.18
　FIRR：17.10％

3.実施計画
経済性を考慮して、可能なかぎり架空送電線を使用す
る計画とし、物理的に不可能なﾙｰﾄのみ地下ｹｰﾌﾞﾙで
設計する。工事中に停電を伴わないよう配慮した計画
とする。

4.本計画に基づき引き続き、230KV以下の基幹送電線
にかかわるﾊﾞﾝｺｯｸ首都圏送配電網整備拡充計画の
ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査を行うことが必要である。

一部実施済

実施機関：EGYPT

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾊﾞﾝｺｯｸ首都圏（ｸﾞﾚｰﾀﾊﾞﾝｺｯｸ地域およびｾﾝﾄﾗﾙ地域）

総事業費（内・外貨）：
・1,954×10（の6乗）US$（1US$=25ﾊﾞｰﾂ）
・第1期工事分　696,258千ﾊﾞｰﾂ
・第2期工事分　470,739千ﾊﾞｰﾂ
・第3期工事分　365,768千ﾊﾞｰﾂ
・第4期工事分　421,288千ﾊﾞｰﾂ

実施内容：
・500KV送電線（新設）226回線・km
・230KV送電線（新設）146回線・km
・230KV送電線（増改良）472回線・km
・230KV地中送電線（新設）472回線・km
・500KV変電所　6ヶ所（新設5、増設1）
・230KV送電線　18ヶ所（新設10、増設8）

実施経過：
それぞれの計画は第1、第2期各4年、第3、第4期各5年で計画（工事期間
18年間）

1995.11：
首都圏配電ｼｽﾃﾑ改善拡張計画のﾌｨｰｼﾞ
ﾋﾞﾘﾃｨｰ調査

（平成15年度　国内調査）
Investment Programme Support Project
(Transmission System Expansion Project)
が提案され、タイ首都圏万国周辺におけ
る500ｋV、230ｋV送電線、変電所の新設、
増設プロジェクトで26のサブプロジェクト
から構成されている。資金調達先は、世
銀と自己資金で、総額558百万USドル。
新設・増設規模は以下のとおり。
送電線回線長：1,890（circuit-km)
変電所容量：5,900MVA

工事は1993年6月に開始され、2001年3
月に完工された模様。

（平成15年度　国内調査）
Investment Programme Support Project (Transmission System Expansion Project)が
提案され、タイ首都圏万国周辺における500ｋV、230ｋV送電線、変電所の新設、増
設プロジェクトで26のサブプロジェクトから構成された。工事は1993年6月に開始さ
れ、2001年3月に完工された模様。

2002.3現在：変更点なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.2現在：変更点なし

F/S／送配電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 021

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

タイ

ガオ石炭盆総合開発計画調査（フェーズⅠ）

Feasibility Study on Comprehensive Development
of The Ngao Coal Basin (Phase I)

松村　稔

三菱マテリアル資源開発(株)

99.12.12～12.24　　　　01.5.21～6.8
00.8.21～10.18　　　　01.10.31～11.17
00.11.27～01.2.10

12～13

166,391 千円

33.01 人月

2002.1

三菱マテリアル資源開発（株）
三井鉱山エンジニアリング(株)

工業省鉱物資源局（DMR）
(現：エネルギー省鉱物燃料局：DMF)　　　　　
　Somchai Poom-im (Director of Bureau of
Energy Technology Department of Mineral
Fuel)

今後の課題・提言：ガオ炭の開発可能性について適正
な判断を下すには、「区域A」の詳細調査、改質コスト
調査及び改質技術の汎用性調査が必要。同炭の改質
技術の有効性は認められるものの、輸入炭との比較に
おいて、現時点での経済的合理性は認められなかっ
た。改質しない場合は、「区域A」を対象としてセメント
向けに用途を絞った選別採掘・選炭による方法を提言
する。想定される開発条件は、次の通り。　　　　　　　　

・可採炭量：約1,000万トン　　　　　　　　　　　　　　　　　

・剥土比：約6.0地山m3/トン　　　　　　　　　　　　　　　　

・炭質（AR)：約3,600kcal/kg, S<3%　　　

遅延・中断

1.地質調査結果：上部炭層群（Zone I)のみを計算対象として確認埋蔵炭
量は略1.5億トン。採掘対象埋蔵炭量は、深度250mまでとして約7,700万ト
ン。

2.選炭・改質試験結果：選炭により灰分の除去はある程度可能だが、硫黄
分はほとんど除去できない。改質試験は乾燥法、低温乾留法、低温液相
分解法の３つについて実施した。硫黄分除去について、乾燥法はあまり効
果がなかったが、残りの2方法については約同等の効果が認められた。経
済性ならびに技術的な完成度から、低温乾留法が最適と判断した。

3.開発計画：環境・地質・炭質・採掘条件から、採掘可能な区域として3区
域が選定された。これらの可採炭量、炭質、経済性を比較検討の結果、
「区域A」がもっとも有望であることが判明した。「区域A」の可採炭量は約
2,935万トン、剥土比は6.3である。採掘条件、コストは略々周辺炭鉱並で
あるが、炭質が若干劣る。今後の詳細調査により区域を絞り込み、選別採
掘と選炭を実施することにより、可採炭量約1,000万トン、3,600kcal/kg、硫
黄分3%以下の製品炭の確保が期待できる。

主にDMRの機構改革に伴う予算制限措
置により、新規案件はすべてペンディング
となっており、これまでのところ調査・開発
に関する具体的な進展は見られない。
（2003.2現在）

(平成15年度国内調査)
2001年10月新たにエネルギー省が発足
し約2年が経過したが、未だ新規業務・予
算は制限されている。この影響で、ガオ炭
田の位置付けも決定されず、現在に至っ
ている。石油、石炭、電力等全てのエネ
ルギー部門のエネルギー省への統括が
全て終了し、大幅な予算制限が緩和され
るには、3-5年が必要とされる。

(平成17年度国内及び在外調査)
特記事項なし

　2001年10月、新たにエネルギー省が発足し、石油・石炭・天然ガス・電力・水力等すべてのエネルギー部門を統括することと
なった。旧DMRは同省の鉱物燃料局（DMF)となった。またNEPO（国家エネルギー政策室）、DEDP(エネルギー開発局）、
EGAT（発電公社）等も同省管轄下に入る予定。このため、ここ１年間は新規業務、予算は大幅に制限されおり、本年度(2002～
2003）予算も決定していない状態である。この影響を受けて、タイ国全体のエネルギー政策の中でのガオ炭田開発の位置付け
も決定されず、同炭への改質技術の適用可能性に対する技術的・経済的な詳細検討もあまり進んでいない。（2003.2現在）
(平成16年度国内調査)　エネルギー省が発足(2001年10月）し3年が経過するも、未だ新規業務、予算は制限されており、この
ため、ガオ炭田の位置づけも決定されないまま、現在に至っている。
(平成17年度在外調査)　 調査が延期されたため。

当該炭田の開発を実現する上で最大のネックとなっている炭質（低品位、高硫黄）改善方法として、調査団は３つの方法を試験
した結果、低温乾留法が最適と判断された。しかし、この方法は米国の開発・保有技術であるため、追加調査の実施について
はタイ国に委ねられた。日本固有の改質技術であり、「低温乾留法」等の効果が期待された「低温液相分解法」については、改
質技術を担当した三井石炭液化社により以下の内容により現在調査が実施されている。
　・委託元/スキーム：NEDO研究開発業務部「平成14年度国際共同研究先導調査事業」
　・カウンターパート：エネルギー省鉱物燃料局（旧工業省鉱物資源局/DMR）　　　　　　
　・題名/調査内容：「高カロリー燃料炭の調整法による省エネルギー技術」低温液相分解法のタイ国との共同技術開発の可能
性調査
(平成16年度国内調査)　未だ大幅な予算制限がされており、これが緩和されるのに３～5年が必要とされる。
(平成17年度国内調査)　2001年10月、新たにエネルギー省が発足し、石油・石炭・電力等全てのエネルギー部門の統括が終
了し約4年が経過したが、未だ新規業務・予算は制限されている。この影響でガオ炭田の位置づけも決定されず、現在に至る。

(平成15年度在外調査)　環境問題が深刻化したため、現時点での炭鉱採掘は難しい。環境保全に配慮した炭鉱採掘技術を
研究し、導入するべきである。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

F/S／ガス・石炭・石油

報告書の内容

- 106 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 VNM 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ベトナム

ダニム電力システム改修計画調査

Feasibility Study on Rehabilitation of Da Nhim
Power System

神田　正敏

日本工営(株)

1994.6.27～9.24

26

5～7

303,101 千円

43.00 人月

1995．6

日本工営（株）

エネルギー省（工業省に変更）

Nguyen Si Pyong
Director
International Cooperation Department
The Ministry of Energy

1.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施は充分ﾌｨｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-があり、計画は緊
急に実施すべきである。

2.経済的内部収益率及び財務内部収益率はそれぞれ
20.69％、20.13％である。外貨借款は据置5年、債還30
年、年金利2％、販売価格は0.07US$/Kwh。

3.設備の改修または更新により設備停止率が改善され
発生電力量が増加する。また、昇圧により電力損失が
軽減する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一部実施済

1. ヴィエトナム電力公社(EVN)、工業省(MOI)

2. ・ダニム発電所
   ・サイゴン変電所
   ・230KV送電線（ダニム－サイゴン）
   ・66KVファンラン、カムラン送変電所

3. 事業費  9,355,000千円　　
内　外貨分  8,680,000千円　　　内貨分　  675,000千円

4. ダニム発電所（4×40MW）、サイゴン変電所（28MVA×7）、 送電線
（230KV、257Km）の設備修復並びにファンラン66KV系統の110KV昇圧

5. 詳細設計入札業者契約　　　1997/6
   66KV昇圧工事完了　　　　　1999/2
   ダニム発電所リハビリ完了　　2000/3

・円借款「ダニム電力システム改善事業」（1996.3.26調印、70
億円）によりダニム発電所（40MW×4基）、ｻｲｺﾞﾝ変電所及び
その間をつなぐ230kV送電線257kmの改修が実施される。
・1997年3月26日に円借款調印（EVN70億円）
・ベトナム政府内での手続きの遅れによりダニム発電所のリハ
ビリ完了は当初計画の2000年3月から2006年2月完了予定に
変更されている。従って工事を急ぐとともに2002年4月に期限
切れとなる円借款の少なくとも4～5年の延長が必要である。
2003.3現在：円借款の期限が当初の2002年9月12日から2007
年6月12日（57ヶ月）まで延長された。
2003.3現在：調査項目中「ｻｲｺﾞﾝ変電所」はベトナム電力公社
(EVN)の自己資金にて別途全面的な拡張工事が実施されるこ
とになったため、JBICﾛｰﾝ対象項目から除外された（2002年6
月）
(平成15年度国内調査)　提案事業に関する入札が実施され
た。
発電設備：ロット１（水車）：東芝、ロット2（発電機）：三菱電機、
ロット3（水文データ）及びロット４（230kv送電球）は入札評価を
終了し承認待ち。
(平成17年度国内及び在外調査)
ダニム電力システム改修事業
　2003年6月18日　設計開始
2004年12月23日　工事開始
2006年6月18日　完工予定
ロット1：
2005年7月14日　1台の改修工事が完了。２台目の改修工事が
進行中。
工期に1.5ヶ月の遅れ。
ロット2:
工期に1.5ヶ月の遅れ。
ロット3:
2004年6月1日　建設開始
現在6ヶ月遅延。

2003.3現在：ダニム発電所は年間発生電力量1億１ｋWhを誇る有数の水力発電所である。改修工事は当該発電設備を運転停
止して実施されるため、改修工事が電力供給に支障をきたすことが懸念され、新規の水力発電所（ﾊﾑﾄｳｱﾝ・ﾀﾞﾐ水力発電所）の
建設が完成するまで着手できなかった。
(平成１７年度国内及び在外調査)　 円借款により一部事業が実施済

1996年11月現在、円借款要請中
1996年10月　OECF Mission渡越：協議
1996年12月5日　OECFﾛｰﾝ調印
1999年5月　ｺﾝｻﾙ契約
1999年10月　ﾄﾞﾗﾌﾄ入札書類提出
2001年12月14日　D/D、総予算、MOI承認
2002年2月4日　入札プラン首相府承認
2002年2月　入札書類EVN最終承認待ち
2002年5月6日 ダニム発電所・発電設備（ﾛｯﾄ1及びﾛｯﾄ2）の入札公示
2002年8月14日　ダニム発電所・発電設備（ﾛｯﾄ1及びﾛｯﾄ2）の入札
2003年1月17日　ダニム発電所・発電設備（ﾛｯﾄ1及びﾛｯﾄ2）の契約交渉開始
2003年2月下旬　水文データ収集設備（ﾛｯﾄ3）及び230kV送電線（ﾛｯﾄ4）入札公示予定

調査項目中"66KVﾌｧﾗﾝ、ｶﾑﾗﾝ送変電"はIBRD資金にて別途に実施することになっていためOECFﾛｰﾝ対象項目から除外さ
れた。近い内に、改修工事が開始される予定（1998年10月現在）　1994年JICA調査開始当初のC/Pはエネルギー省であった。
翌1995年、首相府令91によってEVNが首相府直轄の公社として設立され、併せてその傘下に18社の地方電力会社が設立され
た（ダニム発電所は電力会社No.2が運営）。一方、エネルギー省は工業省に併合された。工業省はEVNを監督するとともに電
力セクターにおける全般的な監督と規制、政策形成と戦略策定を担当することとなった。工業省とEVNとの関係はEVNが工業
省に対して事業運営についてだけ報告を行う義務があるという関係になっている。ただしプロジェクトの実施にはMOIのD/D及
び総予算の承認が必要である。なお、工業省では傘下のエネルギー研究所（Institute of Energy）がEVNを担当している。
(平成１７年度国内及び在外調査)　特記事項なし

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 VNM 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

ベトナム

ハイテクパーク計画M/P及びF/S調査

The Master Plan Study and Feasibility Study on
the Hanoi High-Tech Park Project

赤川　正俊

日本工営(株)

96.12.1～97.3.31/97.4.18～98.3.31

16

8～9

373,447 千円

89.30 人月 （内47.90人月）

1998．3

日本工営（株）
(財)日本立地センター

科学技術・環境省
Sr. Dinh（NISTPASS　局長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨあり
2.FIRR　10.0％　EIRR　25.9％
3.関連ｲﾝﾌﾗ整備は公共事業として実施。本事業実施
によりﾍﾞﾄﾅﾑ工業構造の近代化及び周辺地域の開発
が期待される。

遅延・中断

1. ﾍﾞﾄﾅﾑ国におけるﾊｲﾃｸ産業育成政策
2. ﾎｱｸｯｸ･ﾊｲﾃｸﾊﾟｰｸのﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ
3. ﾊｲﾃｸﾊﾟｰｸ初期開発事業のﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査

・1998年8月5日の政府承認5494/HDTD
によって、Ha Tay ProvinceにHoa Lac
Hi-Tech Parkの建設が正規に認可され
た。

・ﾍﾞﾄﾅﾑ政府からJBICに対してﾊｲﾃｸﾊﾟｰｸ
内のｲﾝﾌﾗ整備（電気、道路、下水、給
水、湖の保全等）に資金協力して欲しい
旨の要請が出されている。JICAにはﾊｲﾃ
ｸ関連の人材育成事業への技術協力が
要請されている。1998年にはJICAから6ヶ
月間の短期専門家が派遣され1998年7月
に人材開発に関する実施企画書が作成
され、以後JICAによる正式なﾌｫﾛｰはされ
ていない。

・1999年に円借款の要請を受けたJBICは
この要請の受諾を見送った。

2002.2現在：変更点なし　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：科学技術環境省は、2002年
にﾎｱﾗｯｸ・ﾊｲﾃｸﾊﾟｰｸの管理センターを自
身で資金調達し、建設した模様だが、そ
の他の進捗は不明。

日本の商社がﾊｲﾃｸﾊﾟｰｸ開発事業を実施する方向で尽力したが、JBICの円借款案
件による周辺インフラ事業が停滞しているため、開発が進んでいない。(2003.3現在)

（平成15年度　国内調査）
今年度、ベトナム政府高官より日本政府側（JICA、JBIC）に資金協力の依頼があった
模様だが、JBICはベトナム側からの要請を採択していない。

・1999年12月現在：部分的にﾍﾞﾄﾅﾑ側がB/Dを行ったとの情報あり。
・2000年10月：JBICﾐｯｼｮﾝ派遣。PMUが説明会を開いたが、現在保留の状態。
・ﾊﾉｲ市は独自の資金でｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰを建設。2000年12月竣工予定。5億円の予算
で継続して開発域を拡張するとの情報あり。　
・2002.3現在；変更点なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・2003.3現在：2001年にJETRO(JBIC)による地球環境事業に関するF/S調査「IT関連
人材育成及びﾎｱﾗｯｸﾊｲﾃｸﾊﾟｰｸ開発事業化調査」が実施された。

（平成15年度　在外調査）
情報なし

F/S／工業一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 VNM 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ベトナム

ベトナム・ドンナイ川中流ドンナイ第３、第４連係水
力発電計画調査

Feasibility Study on Dong Nai No.3 and No.4
Combined Hydropower Project in the Middle
Reaches of the Dong Nai River in the Socialist
Republic of Vietnam

和田　勝義

日本工営（株）

99.1.17-99.3.20／99.5.12-99.11.2/
99.12.12-99.12.21／00.2.20-00.2.29

9

10～11

249,010 千円

49.93 人月 （内現地37.87人月）

2000．3

日本工営（株）
東電設計（株）

Bui Thuk Khict, Deputy General Director

工業省電力庁
Tran Minh Huan, General Director of
Department of International Cooperation
Ministry of Industry

本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはﾄﾞﾝﾅｲ第3・第4発電所の二つの連続した
発電所から構成され、内部収益率は代替火力法で
13.1%、長期限界費用法で13.5%と得られており、高い
経済性を示している。また、最適投入年はﾄﾞﾝﾅｲ第3発
電所が2007年、ﾄﾞﾝﾅｲ第4発電所が2008年との結果得
られており、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに係わるD/Dの早期実施が推
奨される。　

具体化進行中

実施期間：EVN

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾍﾞﾄﾅﾑ国ﾄﾞﾝﾅｲ川中流域

総事業費：737.1百万US$
（外貨：423.4百万US$、内訳：313.7百万US$)
（ﾄﾞﾝﾅｲ第3：396.5百万US$、ﾄﾞﾝﾅｲ第4：340.6百万US$)

実施内容：
              設備容量（MW)  発生電力網（Gwh)
ﾄﾞﾝﾅｲ第3        240               736
ﾄﾞﾝﾅｲ第4        270               841
合計            510             1,577

送電線：
ﾄﾞﾝﾅｲ第3： 新設500kV二回線12km
ﾄﾞﾝﾅｲ第4： 新設500kV二回線13km

(平成15年度国内調査)　PECC2（ローカルコンサルタント）によ
るF/Sレビューが2003年10月に終了し、最終報告書がEVN（ベ
トナム電力庁）に提出された。ベトナムは自国資金にて外国コ
ンサルタントを調達し、D/Dを2003年12月に開始予定。また、
着工は2004年末を予定。ベトナム政府から円借款資金要請が
なされたが、JBICは同要請を採択せず。従い、ベトナム政府は
提案事業の自国資金での実施を決定した。
(平成16年度在外調査)　１．ODAローンによる資金源の確保が
困難なため、ベトナム電力会社（Electricity of Vietnam: EVN）
は、国内・国際銀行の商業ローン利用による資金源の確保を
行う意向である。EVNはPECC2に対し、さらにプロジェクト規模
の調整や業務量の再算出、プロジェクトの総予算（ベトナムの
標準コストに基づく）、その他資金指標の変更を依頼した。
PECC2はこれを2003年2月に完了させた。２．2004年7月、
PECC2は、ドンナイ第3・第4水力発電プロジェクトのF/Sの見直
しを完了させ、F/Sの修正版は2004年12月24日に承認された。
３．フェーズ1の技術設計は、PECC2と水力技術設計所JSC（ロ
シア）（Hydro-engineering Design Institute JSC）により作成さ
れ、2004年末にMOIに承認された。４．PECC2と水力技術設計
書JSC(ロシア）は、フェーズ2のための技術設計と、二箇所の水
力発電所設備の入札書類の作成を準備している。５．ベトナム
政府は、国内のJVを建設業者に選出した。６．プロジェクトは、
2004年12月26日に開始した。
(平成17年度在外調査)
次段階調査：　技術設計
　実施期間：　2005年1月～2005年12月
　実施機関：　PECC2、HPI(ロシア)、Colneco(スイス)
　目的：　技術上の変数の特定と工事製図の準備のため。
　調査報告書との関係：
　　次段階調査では、以下の変更があった。また、ベトナム、ロ
シア、米国の設計標準が技術設計報告書の第2段階へ適用。
　　・ドンナイ第3水力発電：
　　　　全長1kmのトンネルが西岸へ、最大出力180 MW、メイン
ダムはRCC、正常水位レベル570m。
　　・ドンナイ第4水力発電：
　　　　最大出力340MW、正常水位レベル476m、沈殿水位レ
ベル474m。
　進捗：
　　2004年12月着工、技術設計及び製図作成の段階。EVNの
自己資本と国内の銀行による貸付が提案されている。　　　　

(平成15年度国内調査)　PECC2（ローカルコンサルタント）によるF/Sレビューが2003年10月に終了し、最終報告書がEVN（ベト
ナム電力庁）に提出された。ベトナムは自国資金にて外国コンサルタントを調達し、D/Dを2003年12月に開始予定。また、着工
は2004年末を予定。JBICへ円借款資金要請がなされたが、JBICは同要請を採択せず。従い、ベトナム政府は提案事業の自国
資金での実施を決定し、現在のところ日本のODAによる事業実現可能性は無い。
(平成16年度在外調査)　EVNは自己資金と共に、利用できる国内及び国際ローンを探している。Icombankを通し、国内銀行の
クレジット・ローンの契約を結ぶことが出来た（公文書番号：2036/CV-NHCTS）が、まだプロジェクト費用の25％が不足してい
る。
(平成１７年度国内及び在外調査)　事業は詳細設計のレビュー段階にある。

EVNが2000年3月に作成したベトナム全国電力ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ(2001ー2010)では、本調査で提案した通り、ドンナイ第3および第4発
電所の運開年をそれぞれ2007年､2008年と正式に決定している｡今後､ベトナム国内の環境審査を経た後､日本政府に対しE/S
の円借款を要請するものと予想される。
2002.3現在:EVNは本案件の早期実施に強い意欲を見せており、JICA,EVNによるF/Sのベトナム国側首相承認が下りれば、直
ぐにでもMPIに対して実施検討の申請書をあげることが可能な状況にある。　
2003.3現在：MPI（投資計画省）は、本案件に対してODAによる実施を望んでいるが、日本政府が円借款供与に対して消極的
であるため、要請を控えている。F/Sに対する首相承認が下りれば、自己資金によるD/D実施が始まる可能性もある。最近、
EVNは大使館との面談に際して、外務省にODAの要請をしたと聞いている。
（平成１５年度　在外調査）（PECC2の回答）
工業省及びベトナム電力の決定によりN3,DN4は分離され、それぞれのプロジェクト報告書は工業省の承認待ち。２００４年９月
にDN３、DN4のtechnical design終了予定。
(平成16年度国内調査)　特記事項無し。
(平成17年度国内調査)　詳細設計書をレビューするコンサルタントの調達手続中

ECFAよりJICA連携D/D案件形成を繋げるべく予備調査団が派遣された(2002.2.24～2002.3.8)
(平成１７年度国内及び在外調査)　特記事項なし

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 VNM 004

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ベトナム

鉄鋼圧延工場建設計画調査

Feasibility Study on Installation of Steel Flat
Product Mills in the Socialist Republic of Viet Nam

小林清

新日本製鐵（株）

2000.2～2000.3/2000.6～2000.7

11

11～12

137,064 千円

36.83 人月

2000.10

新日本製鐵（株）

工業省
ベトナム鉄鋼公社

20,500トンの冷延工場建設推奨

実施中

・市場調査により、ベトナム国に於ける冷延薄板需要が2005年約50万ト
ン、2010年約100万トンであることを予測した。　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　

・上記予測に基づき、205,000トンの生産能力を有する冷延工場を推奨し
た。

・工場建設候補地として南部PHUMYを推奨した。

・建設費は126百万US$と算出。

(平成15年度国内調査)　当該冷延工場は2004年春に操業開
始の予定。
(平成16年度在外調査)　F/Sはベトナム政府に承認され、投資
決定が下りている。
(平成16年度在外調査)　本プロジェクトの投資者はベトナム鋼
鉄会社（VSC）である。VSCは、本プロジェクトの資金源を自身
の投資(1,000万米ドル)、政府貸付(6,800万米ドル)、及び商業
銀行の貸付(51,575百万米ドル)により確保した。承認済みの
F/Sに基づき、基礎技術設計の作成コンサルタントを
Austroplan（オーストラリアのｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ会社）に決定した。こ
の設計に基づき、生産容量は年間405,000トンになる。
　VSCはプラントの設備調達業者選定のための国際入札を実
施した。Daniell S.p.A（イタリアの会社）が設備調達業者として
落札した。
　2002年12月に着工し、建設は2003年3月に正式に開始され
た。工事終了予定は、2004年末である。しかし、幾つかの理由
（例：建設業者に影響された費用増大）のため建設はｽｹ
ｼﾞｭｰﾙより遅れている。
　2004年末、建設は80％程度終了している。現在、設備担当
業者が設備導入のための最終業務を行っている。設備導入は
2005年3月に終了する予定であり、工事はほぼ完了している。
　2005年の第2四半期には、プラントの試験運用が行われる。
2005年6月にはプラントは完成し、商業生産が開始される予
定。
(平成17年度国内調査)　2005年6月に冷延工場が完成し、
2005年第3四半期には熱試験と冷延工場の試験稼動が実施さ
れた。現在VSCは試験操業を進めている。

(平成15年度国内調査)　当該冷延工場は2004年末に操業開始の予定。
(平成17年度在外調査)　2005年6月完工。現在試験操業段階。2006年初頭からの商業生産開始を予定している。

2001年8月　首相府　冷延工場建設承認
2001年10月　コンサル入札
2001年11月　コンサル決定（Austroplan（オーストリア））
2002年　設備メーカー（Danieli)が決定、現在建設中。（2003年3月現在）
(平成15年度在外調査)
2002年12月　当該冷延工場建設工事開始　進捗状況３０％
2004年末　工事終了予定。その後、メッキライン及びカラー塗装ラインを増設予定
(平成16年度国内調査)　特記事項は無し。
(平成16年度在外調査）
設計・工事：
　施工時期：　2003年3月-2005年1月
　完工後の管理･運営主体：Phu My Steel Flat Product Co.は、ベトナム鉄鋼会社、Vietnam Steel Corporationのグループ会社
として設立された。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

(平成15年度在外調査)　1998年JICAが実施した一貫製鉄所のM/P及びPre－F/Sの状況
経済的困難のためベトナムは本格的なF/Sを実施出来なかった。現在、VSCは本格的なF/S実施のための調査を継続中。VSC
は亜鉛含有量の高いThachKhe鉄鉱石の利用調査のためロシアと契約。同じく最新の国際市場及び技術プロセスを取り入れ
て、Arcelor　Consultant社と一貫製鉄所のPre-F/Sの更新のため契約。上記の調査は2003年始め開始、2004年5月終了予定
(平成17年度在外調査)　 VSCは近い将来、冷延工場の生産力を600,000～650,000t/年まで拡大することを計画している。

F/S／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

五強渓水力発電開発計画調査

Review on the Wuqianxi Hydro Electric Power
Development Project in People's Republic of China

飯島　滋

通商産業省資源エネルギー庁

80.1.19～2.4

7

54～55

9,215 千円

0.00 人月

1980/10

電源開発（株）

電力工業部

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.期待される開発効果
(1)湖南省の電力不足改善
(2)湖北、湖南の電力の有機的配分に大きな役割を果たす
(3)尾閭地区の洪水被害を軽減
(4)水の航行の改善
JICAのF/S調査後、中国側で岩盤調査等の技術調査がされ、
1989年4月よりﾀﾞﾑ建設が開始され、1996年12月に終了した。
－総投資額は82億元で、内62億元は国家開発銀行、中国建設
銀行、湖南省経済建設投資公司からの借款である。残りは省
政府からの資金であり、主としてﾀﾞﾑ建設地立退き住民への賠
償金として使用された。
－完成したﾀﾞﾑの仕様は正常貯水位108ｍ　
洪水防止貯水池容量13.6億ｍ3　
洪水防止制限水位98ｍ　洪水防止最高水位108ｍ
－ﾀﾞﾑの発電容量は発電機5台、計120万kw　　
保障出力25.5万kw　年間発電量53.7億kWh

実施済

実施機関
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　場五（常徳市の上流 130km、陵の下流 73km）

総事業費
　530百万USﾄﾞﾙ
　（120,178百万円、1USﾄﾞﾙ=226.75円）
　円　借

実施内容
　150～175万KW
　貯水池　発電有効貯水容量 43.0億立方ｍ
　ﾀﾞ     ﾑ    重力式ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ
　　　         高　104ｍ　　長　785ｍ
　水    車   31～35万KW×5台
　送電線   500KW 650km

実施経過
　1979～1985年（7年間）

中国にて再検討された計画諸元
ﾀﾞﾑ：ｺﾝｸﾘｰﾄ重力式
　　 高さ87.5km、堤長 724ｍ
水車発電機：ﾌﾗﾝｼｽﾀｲﾌﾟ
　　　　　　240MW×5台

運転開始　　1974年末（1号機）
　　　　    　　1996年末（最終）

　ﾀﾞﾑの高さ、工期等を変更して充分な水没補助の対策を行って地元住民を納得さ
せたと聞いており、工事に必要な外貨部分について第2次円借款の残と第2次の追
加金、第3次円借款の供与が決定。

 1979年、1980年度に日本政府は当ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに140億円178.4億円の円款をｺﾐｯﾄし
た。中国側はこれを受けて1980年度より本格的に工事に着手する予定であった、経
済調整による内貨不足、および水没保証に対する対策不備を理由にｽﾛｰﾀﾞｳﾝする
ことに決めた。その後、計画の見直し、設計の再検討を実施する一方、現場におい
て調査工事、準備工事を実施中。なお前述2年のｺﾐｯﾄ額はこれを商品借款に切替
え、他ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに転用した。その後日本政府は、円借款を1988年24.7億円
(1988.8)1989年60.2億円(1989.5)1991年に31億円(1991.2)81億円(1991.10)1992年
に54億円(1992.3)の5回にわたって円借款を供与した。1990年1月より電源開発(株)
が詳細設計、施工・監理に対するｱﾄﾞﾊﾞｲｽ業務を実施し、1992年9月に業務を完了し
た。さらに、1993年5月より電源開発(株)が建設工事、運転保守等に関するｱﾄﾞﾊﾞｲｽ
業務を実施した

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

甌江水力発電開発計画調査

The Feasibility Study on the Oh River
Hydroelectric Power Development Project in
People's Republic of China

篠原　淑郎

電源開発(株)

82.6.17～11.18
83.7.3～7.16

14,5

55～58

426,318 千円

94.32 人月 （内現地28.72人月）

1984/3

電源開発（株）

水力電力部
　朱敬徳（外事司副司長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=12.2％
　結　論
　甌江水系ﾀﾝ坑、黄浦両水力発電計画は､系統の増
大する電力需要と負荷の尖鋭化が想定されることから､
尖頭負荷に対応できる貯水池を有する尖頭出力発電
所とした｡また､電力需給予測の結果、ﾀﾝ坑発電所は
1990年代前半､黄浦発電所は遅くとも2000年までに運
転を開始すべきである｡
両計画の経済性は、単独(黄浦計画はﾀﾝ坑計画が完
成後に着手)でも代替火力設備と比較して経済的に優
位である。
　勧　告
　ﾀﾝ坑水力発電を1993年､黄浦水力発電所を1999年
までに運転開始するためには､4万人および6万人にお
よぶ水没移転に対する具体的対策をたてる一方､追加
調査を含め、実施計画ならびに建設に必要な諸準備
を早急に実施するよう勧告されている｡　　(*)へ続く

遅延・中断

[実施機関]　　水利電力部

[ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ]　浙江省

[総事業費]　　　ﾀﾝ坑（ﾀﾝｶﾝ） 総事業費 1,346百万元
                                                   うち外貨分  334百万元
                            黄浦（ﾜﾝﾌﾟｰ）総事業費　  740百万元
                                                   うち外貨分  201百万元
　　　　　　　　　         　（1.704元=1USﾄﾞﾙ、1982年時点）

[実施内容]
                          　ﾀﾝ坑発電所   　   黄浦発電所
最大出力                  600MW 　            240MW
年間発生電力量    1.046GWH           846GWH
常時満水位        　     160ｍ    　          38ｍ
総貯水量          3,500百万立方ｍ   700百万立方ｍ
ﾀﾞﾑ　型式     　　　　中央1×水壁型ﾛｯｸﾌｨﾙ
       高さ         　　　　 165ｍ        　      50ｍ
  　  堤体積 　13,800百万立方ｍ   2,200百万立方ｍ
水車         　　　 立軸ﾌﾗﾝｼｽ4台       立軸ｶﾌﾟﾗﾝ4台
発電機      　　  三相交流同期4台    三相交流同期4台
送電線      　　　  ﾀﾝ坑～萌水～       黄浦～萌水
　　　220kv×46km、500kv×250km  220kv×61km

[実地経過]
　1986～1993年　　ﾀﾝ坑
　1994～1999年　　黄浦

(*)から
　1987年に初歩設計を完了し､国家計画
委員会へ提出した。しかしながら、浙江省
の資金不足とﾀﾞﾑ建設による水没地区の
住民移転問題（当時4万人の移転問題）
が未解決であったという2点の理由から、
当計画は承認されなかった。
　1980年代中旬から1990年半ばまでは、
国家の発電政策が火力発電中心の傾向
にあり、水力発電への投資は見送られる
ようになった。（2000年2月現地調査結果
報告）

　他のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを推進中で1997年現在、特に進展無し。

　現段階では、国家計画に組み入れられていないが、建設作業は水利電力部華東
勘測設計院にて継続中であり、1987年には貯水池の初歩的設計が終了。

1999.11現在：変更点なし

技術移転
　1.現地での岩盤力学に関するｾﾐﾅｰの開催
　2.電源開発会社本店における各部門別研修、保有発変電設備見学等のｶｳﾝﾀ
ｰﾊﾟｰﾄ研修
　3.供与機材の運転指導、ｻﾝﾌﾟﾙ等の指導を行った。

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

産業廃水処理・再生利用計画

Feasibility Study on Industrial Waste Water
Treatment and Recycling Project

佐藤　晋

三菱油化エンジニアリング(株)

89.3.17～3.30／90.2.4～3.15
89.11.12～12.31／90.7.23～8.12

6,12,12,6

63～2

339,607 千円

80.05 人月

1991/3

三菱油化エンジニアリング(株)

中国国家科学技術委員会
環境科学技術弁公室　副主任
傅　立*

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ　：燕山地区　有り
                       太原地区　無し
2.内部収益率（生産能力増強投資負担除外）：
　　燕山地区  56.4％
　　太原地区  1.6％
3.開発効果と問題点
　　燕山地区：工業用水制約解消
　　　　　　　　（生産能力増強可能）、
　　　　　　　　排水基準に合格となる
　　太原地区：悪質排水の前処理設備が高価
　　　　　　　　（発生源対策が必要）、
　　　　　　　　現状の工業用水回収率が低い。

カウンターパートの変更：「中国科学技術部農村与社
会発展司資源与環境処」に改編。（1999年度現地調査
結果）

実施中

実施機関：燕山石油化公司、太原化学工業公司

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：北京燕山、山西太原

総事業費      ：燕山地区    41,608　万元（約104億円）
                        太原地区    74,829　万元（約187億円）
                             計　　　116,437   万元（約291億円）
（1元＝25円）
実施内容      ：燕山地区  簡易処理・回収  （11,426立方m/day）
                                           再生利用　　　   （14,974立方m/day)
                                           悪質排水前処理（11,426立方m/day）

                      太原地区　簡易処理・回収  （41,085立方m/day）
                                         再生利用            （33,033立方m/day）
　　　　　　　　　  　          悪質排水前処理（15,630立方m/day）
　　　　　　　　　  　          集合排水処理　 （39,450立方m/day）

（1999年度現地調査結果）
燕山石油化工湯源公司: 大きく改善され
た。改善に関してはJICAの報告書を参考
にしたが必ずしも提言通りではなく、その
後の燕山石油化工の実情に合わせて独
自の改善を実施した。具体的な対策とし
て、１）汚水源の管理強化 ２）生産部門で
のクリーンな生産 ３）汚水と清水の分離
・汚水処理に関しては以下の事項を実施
した。１）前処理設備の設置 ２）汚水処理
場の新規建設 ３）観測システムの建設
・資金はすべてすべて燕山石油化工有
限公司が事故調達しており、総投資額は
3.5億元である。
・再利用についてはJICA調査後に燕山
石油化工有限公司及び中国科学委員会
生態環境研究センターが協力して汚水処
理・再利用を実験的に実施した。
（太原化学工業公司）
・南堰排水処理場は完成し、前処理能力
は６万立方ｍとなった。また関係工場の前
処理設備も完成している。
・化学肥料工場の汚水処理については
F/Sはできたが、まだ実施していない。
・クリーン生産計画を実施中である。
・今後の改善課題として南堰汚水処理場
の改良が残っている。

1. フィージビリティのある燕山地区において、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ効果をさらに高めるため、簡
易な再生利用システムの実証実験を、JICAのプロジェクト方式技術協力で実施予
定。
2. 太原地区においても、報告書の提言に基づき、発生源対策の強化、簡易処理、
回収量増大策等を見直し中。
3.太原地区において、工場診断の必要性を報告書で提言したが、1996年度工場近
代化計画調査として実現。

2002.3現在：変更点なし

ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ研修を1991年3月26日より約1ヵ月間実施。
（燕山石油化工総公司1名、太原化学工業公司1名）

F/S／工業一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 004

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

十三陵揚水発電開発計画

Ming Tombs Pumped Storage Power Project

森本　時夫

電源開発(株)

90.7.5～7.31

8

1～2

111,327 千円

29.70 人月

1990/1

電源開発（株）

華北電業管理局

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ　：有り

2.EIRR=11.7％
   B/C=1.02（SDR=10%）
   FIRR=12％

実施済

実施機関：華北電業管理局

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：北京市北方　40km

総事業費：外貨　531,250 千元
                  内貨　666,616 千元
                   計　1,197,866 千元
　　　　  　　     　　（1元=32円）

実施内容：1.貯水池
　　　　　　　下池　既設
　　　　　　　上池　有効貯水容量 3.8百万立方ｍ
　　　　　2.ﾀﾞﾑ
　　　　　　　ｱｽﾌｧﾙﾄ表面遮水璧型ﾛｯｸﾌｨﾙ
　　　　　　　高さ　120ｍ
　　　　　3.発電所
　　　　　　　形式　地下式
　　　　　　　幅／高／長　20.7ｍ/44.6ｍ/149ｍ
　　　　　　　出力　800MW（200MW×4台）
　　　　　　　ﾋﾟｰｸ継続時間　5時間

運転開始   1995年末（1号機）
                   1996年末（最終）

・現在発電機は4機あり、第1号機は1995
年12月に完成し、その後半年ごとに各発
電機が建設され、最終の第4号機は1997
年6月に完成した。
・総工事費は37.1515億元かかっており、
内OECFからの円借款は130億円（総投
資の約30％）。内貨としては北京国際電
力開発投資公司及び国家開発銀行から
資金が供給された。
・すべての提言・勧告はｸﾘｱｰしており問
題はない。
（1999年度現地調査結果）

　本調査は中国側が一部実施したF/Sの補足調査であり、本調査をもってF/Sを完成
させ、これをもってOECFの円借款（1991年3月調印、130億円）が供与された。
　1991年7月より電源開発(株)が施工監理に対するｱﾄﾞﾊﾞｲｽ業務を実施。

2002．3現在：変更点なし

F/S／水力発電

報告書の内容

- 114 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 005

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

神府東勝鉱区炭質管理システム計画

Feasibility Study on Quality Control System Plan
for Shaenfu Dongsheng Coal Field

栗井　康雄

三菱ﾏﾃﾘｱﾙ（株）

90.9.3～90.9.26/91.2.20～91.2.28
91.6.17～91.10.26/91.12.2～91.12.20
92.3.2～93.3.13/92.7.6～92.7.17

11

3～4

204,344 千円

63.70 人月

1992/7

三菱ﾏﾃﾘｱﾙ（株）

能源部　煤炭司長　陳　明和
華能精煤公司　　董事長　肖寒

・需要家のﾆｰｽﾞに適応した国際的な品質規格ﾍﾞｰｽの
輸出炭等を生産する多機能の炭質管理ｾﾝﾀｰ設置を
目的としたﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰｽﾀﾃﾞｨｰを実施した。その結
果、財務内部収益率は11.3%となった。
・上記ｾﾝﾀｰの設置により、中国を代表する輸出炭が生
産、拡大されることになり、国際収支が改善され、石炭
需要の確保により炭鉱経営も安定する。
・「華能精媒公司」は「神華集団有限責任公司」と改
名。(1999年度現地調査結果)

実施済

実施機関
　華能精媒公司

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　陜西省北部揄林地区、蒙古自治区の伊克盟地区

総事業費
　24億元（4,600万米ﾄﾞﾙ）と予測

実施内容
　中国で石炭埋蔵量の最大の神府東勝鉱区は、今後最大の増産余力を
有しており、需要に対する品質の適合と安定供給を図ることを主目的とし
て「炭質管理ｼｽﾃﾑ計画」の調査を実施した。
　具体的には、大柳塔炭坑及び活鶏兎炭坑の出炭（1,100万t/年）を対象
に、輸出炭及び優れた炭質の国内炭を製造する為、選炭設備、分析、積
出設備と総合管理部門を含む炭質管理ｾﾝﾀｰを設置する計画を作成し、
輸出を拡大し、炭坑操業の安定化を図ることとした｡
全体計画
　原炭処理能力：1,200万t/年
　破砕設備  　 　：300万tｘ 4基
　水洗ｼﾞｸﾞ　　    ：150万t ｘ2基
　原炭ｻｲﾛ　　   ：  6,600tx 2基　
　　　　　　　　　　 10,000tx2基
　精炭ｻｲﾛ　　   ：10,000ｔx8基
実施経過
　建設　選炭設備 　　　1991-1997年
           　 泥炭設備   　　1993-1997年
            　管理ｼｽﾃﾑ 　　1995-1997年

実現された設備
　原炭処理能力：600万t/年
　破砕設備       ：600万t/年（2基、国産）
　水洗ｼﾞｸﾞ        ：150万t/年（1基、国産）
　　(1995/末～1997/上、
                       ｶﾅﾀﾞ製3基導入予定)
　原炭ｻｲﾛ　　   ： 6,600tx2基
　積炭　　　    　：10,000tx4基

・1997年よりﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが実施されており、
以下の設備が実現されている｡
　原炭処理能力：1,200万t/年
　破砕設備葉ﾛﾝｸﾞﾎｰﾙ掘削のため不要
　水洗ｼﾞｸﾞ150万t（1基、国産）及びﾄﾞｲﾂ
   KHD社より250万t/年の機器を3台購入
　原炭ｻｲﾛ6,600tx2基及び15,000´2基
　積炭ｻｲﾛ10,000tx8基
・炭質管理ｾﾝﾀｰは指導を中心とした
  ｾﾝﾀｰで機材・設備も揃っており、順調
に
  機能している。
(1999年度現地調査結果)
・2000年度より三菱マテリアル株式会社と
して、神木炭の輸入を開始した。

2002.3現在：追加事項特になし

(*)の続き
2002.2現在：変更点なし。2003.2現在：変更点なし。

　本調査に基づき選炭設備等は建設され、順調に操業されている。
　日本輸出入銀行3次ｴﾈﾙｷﾞｰﾛｰﾝ（総額4億米ﾄﾞﾙ）の一部、「大柳塔・活鶏兎開発
工事」にて建設された(1994年3月現在)。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　2002.3現在：変更点なし。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　2003.2現在：変更点なし。

本調査の実施機関中実施した技術移転の主たるものは、次の通りである。
1)JICAが供与した大口径ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ機器による現地での孔、試料搾取等に関し指導し
た。
2)JICAが寄与した分析機器を利用し、JIS規格による分析等にし指導した。
3)日本における中国技術者の研修については、1992年4月に1名（炭質管理）、9月
頃に1名（経済性の検討他）受け入れ、それぞれ技術移転を実施した。(*)に続く

F/S／ガス・石炭・石油

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 006

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

神木炭総合利用計画調査

The Feasibility Study on the Complex of the
Shenmu Coal

佐藤　晋

三菱化学エンジニアリング(株)

93.2.24～3.24/93.8.30～9.18/94.1.17～2.3/

10／10／11

4～6

260,373 千円

62.36 人月

1994．8．1

三菱油化ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

中国国際工程諮詢公司
蒋　兆祖（副総経理）

１.投資総額
総建設所要資金に建設中費用、試運転費用、建設中金利を
加えた総投資額
　1)国内全額借入の場合　　　　　　　 　1,051.1 4万元
　2)国内資材調達見合国内借入
　海外調達見合ｿﾌﾄﾛー ﾝ借入の場合　　　 924.6 4万元
2.財務分析
　 内部利益率　6.6％ (ｹ ｽー1)の場合)
3.経済評価
　・都市ｶ゙ｽ設備を含んでおり公共性の高い計画である。
　・事業収益金による納税額558千万元（14年間累計）
　・中国内陸部の地域開発に寄与する
4.提言
　1)海外ｿﾌﾄﾛー ﾝの導入
　2)事業主体（推進母体）の確立
　3)都市ｶ゙ｽ適正販売価格の設定
　4)製品販売先の確保
　5)原料石炭購入価格の設定（低廉）

遅延・中断

石炭を原料として尿素・メタノール・酢酸・都市ガスを製造する石炭化学コ
ンプレックスの技術的・経済的可能性調査。
1）建設予定地：中国内蒙古自治区包頭市
2）生産品目、規模：石炭ガス化プラント、コンプレックス内所要量見合、ア
ンモニア ３３万T/年、尿素 ５７.２万T/年、メタノール ３３万T/年、酢酸 ２２
万T/年、都市ガス ５０万Nm3/日、自家発電所 ４.９万kw
3）生産品の需給見通し：２０００年時点における需要は、各製品共、供給を
上廻る。
4）工場立地条件：適格である。
5）総建設所要資金：８６２,１８０万元
6）建設計画：設計・建設・試運転 １９９６年～１９９９年、稼働開始 ２０００年

提言：
　1)海外ｿﾌﾄﾛｰﾝの導入
　2)事業主体（推進母体）の確立
　3)都市ｶﾞｽ適正販売価格の設定
　4)製品販売先の確保
　5)原料石炭購入価格の設定（低廉）

（平成15年度　国内調査）
情報なし

1995年投資制度改革が国家計画委員会より通達され、地方政府は総投資額の30％
を準備することが義務づけられた。当時内蒙古自治区と包頭市は13億元しか準備で
きず、国家の認可を受けられなかった。その後も国家は当ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの重要性を鑑み
た。外貨の導入を試み、その間日本（丸紅、日揮）をはじめｱﾒﾘｶ（Dasco、Prax）、イギ
リス（BP）、ドイツと協議をもったが、いずれも契約提携にはいたらず、現在手付かず
のままになっている。代替案として内蒙古自治区は1996年に天然ｶﾞｽ（ｲｹｼﾞｮ盟烏審
旗から産出）を用いてﾒﾀﾉｰﾙと酢酸を製造するF/Sを作成した。（1999年度現地調査
結果）

本計画については、第9次5ヵ年計画への上程を、下記機関が推進中である。
1.中央；科学工業部
2.地方；内蒙古自治区、包頭市

2002.3現在：変更点なし
2003.3現在：新情報なし

(平成16年度在外調査）
進捗が見られない。

F/S／化学工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 007

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

紅石ダム揚水式水力発電所F/S調査

The Study on Pumped Storage Hydroelectric
Power Development in Koseki Dam

金子　和男

電源開発(株)

96.2.26～3.20／96.5.22～6.20／96.8.26～10.24
97.1.16～1.30／97.3.10～3.24／97.5.22～5.30
97.7.18～8.1／97.11.5～11.19

12

7～9

313,569 千円

52.10 人月

1998/1

電源開発（株）
(株)アイ・エヌ・エー

中華人民共和国
電力工業部東北電業管理部

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り
2.EIRR=27.0％
   B-C=202808万元（1元=15円）
   B/C=1.62
　（前提条件）
        割引率=12％
3.期待効果

中止・消滅

・実施機関：中華人民共和国電力鉱業部
                    東北電業管理局
・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：吉林省松花上流域
・総事業費：628,317万元（94,248百万円）
   （外貨分　337,346万元（50,602百万円））
   （内貨分　290,971万元（43,646百万円））
（1997年、1元=15円）
・実施内容：最大出力　1,200MW
                    運転時間　5時間
                    ｺﾝｸﾘｰﾄ表面遮水壁型ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ（高さ78ｍ、頂長502ｍ）
                    三相交流同期発電電動機4台
・実施経過：2001年建設着手、2005年（1号機）運開
・環境問題：なし
・実施設計に先立ち必要な追加調査：地形図作成、地質調査

・当ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのF/S調査終了間際の1997年後半に電力市場の状況に変化が現れ、
既存の設備においても供給電力過多の傾向が見られるようになり当ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの必要
性に疑問が見えていた。しかし、この問題についての日本側との話し合いはもたれて
いない。JICA報告書完成（1998年1月）後、同年5月に中国側において費用面、効果
面等を考慮の末、当ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの中止を正式に決定した。（1999年度現地調査結果）

2003.2現在：変更点なし。

フォローアップ調査終了年度：2003年度
終了理由：中止･消滅案件のため。

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 008

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中華人民共和国中国炭直接液化事業の経済性に
係るF/S調査

F/S on Direct Coal Liguefaction Project in the
Republic of China

志鷹　義明

(財)石炭利用総合センター

98.2.22～3.20/98.9.6～9.20/98.12.6～
12.11/99.5.30～6.10/99.11.21～12.4

15

9～11

270,532 千円

80.00 人月

2000．3．1

（財）石炭利用総合センター

実施当時：煤炭工業部国際合作司
　　　　　　　科学技術処長　高雅琴
現在：国家煤炭工業局外事司
　　　　国際合作処長　高雅琴

1)本石炭液化事業のﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨは低い、と結論した。
DCF法による収益率はROI（税引前）4.8％、ROI（税引
後）3.7％、ROE2.6％
2)環境円借を適用し、評価期間を20→30年とした場
合、ROEは8.3％に改善。また物価上昇率を石油製品、
石炭原料全てに4％／年とした場合、ROI（税引前）9.4
％、ROI（税引後）7.7％、ROE9.6％に改善。
3)[開発の効果]石炭液化事業により中国の石油輸入量
の急増が抑制され、日本などｱｼﾞｱ諸国の石油確保事
情を緩和する。中国の西部開発に貢献。
[問題点]実証ﾌﾟﾗﾝﾄの経験がなく、第1号の技術的、経
済的ﾘｽｸがある。

遅延・中断

1)立地場所 ：黒龍江省ﾊﾙﾋﾟﾝ市依蘭縣

2)ﾌﾟﾗﾝﾄ規模：原料石炭　5,000t/d
　　　　　　 主製品（ｶﾞｿﾘﾝ、軽油）75万ｔ／年

3)総建設費：97億元（1,300億円）

(平成15年度国内調査)　黒龍江省を含め、中国東北地域は経
済地盤沈下が著しく、プロジェクト資金の3分の１の自己資金分
を手当てできない状況が依然続いている。
　中国中央政府は、石炭直接液化商業プラントを数基建設す
る計画は依然保持している。その第1号機を陜西省に米国技
術を導入して建設することが既に決定された現在、第2号機以
降の建設は5-10年先になると考えられる。その間に、黒龍江
省政府の資金手当てなどが進捗すれば、第2号機以降で立ち
上がる可能性は考えられるが、現在のところ2国間で関係を維
持しようとの動きも無い。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

2003.1現在：1)黒龍江省政府が本格F/S調査を未だに中央政府に提出できない主な理由は、事業資金の3分の1以上と規定さ
れている資本金を調達できないことにある。2)中国最初のプロジェクトは陜西省神華プロジェクトと2002年3月に決まった。採用
された技術は、米国のHTI法である。
(平成15年度在外調査)　石炭液化プロジェクトの投資が高く、建設期間が長いことに加えて、中国国内から導入できる既存の
成功経験もないことから、当該プロジェクトの進展に影響を及ぼしている。
(平成16年度国内調査)　陝西省に現在建設中の第1号商業プロジェクト（神華集団）が完成し、かつ順調な操業が確認されるま
で、第2号プロジェクトの実施について中国中央政府が承認することは、困難と考えられる。また、第1号プロジェクトに中国が選
定した米国技術は、信頼性に不安があると認識し、現在その改良に苦心している模様。そのため、第1号プロジェクトの建設と
順調な操業には10年を要することも予想される。
　以上の状況を勘案すると、本件は遅延・停滞から風化・中断する可能性も充分予想される。そうならないケースとしては、中国
が日本技術の導入と技術支援を日本側に要請し、資金援助を中国政府が決断した場合に限られる。
(平成16年度在外調査)　本プロジェクトは投資規模が大きく、建設期間も長いため、中国国内には他に例が無い。そのため、プ
ロジェクトの進展に影響が出ている。

　報告書は2000年3月には中国側に届き、中国側は中国において石炭液化プラントを建設するか否かの審査に入り、現在もそ
れは進行中。来年3月までに建設するか、否かを決定し、その後どの立地に建設するかを決定する予定。
F/S当時の国際原油価格は15$/bで、その後上昇し、中国国内石油製品価格も上昇し、中国国内の計算ではROE 10％を超え
ているとのこと。
2003.1現在：事業主体である黒龍江省政府（及び省の国営企業）が、自ら行うべき本格F/S調査を完成させておらず、中央政
府（国計委）に提出もされていない。したがって、中央政府（国計委）は次の計画段階に進展してよいという承認を出していな
い。
(平成16年度　国内調査）　中国中央政府は、石炭液化事業の実現には現在も意欲的で、陝西省の神華集団のプロジェクトを
第一号として建設中である。神華集団は中国でも大手の石炭企業である。但し、本件は黒竜江省にあり、中国東北地区全体の
経済地盤沈下のため、資金の手当てがつかない状況にある。
(平成17年度国内調査)　陝西省に於ける米国技術による事業化の決定が先行した。また、陝西省でのプロジェクトは技術力不
足のために難航し、完成が遅れている。

中国政府は日本の行った本件（黒龍江省）の他に、米国により陜西省に、独自により雲南省に石炭液化F/Sを同じ期間に平行
して行った。さらに日本（NEDO）陜西省におけるF/Sを1999年度の1年間で行い、以上4件のF/S結果を中国政府はまとめて審
査する模様。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

F/S／エネルギー一般

報告書の内容

- 118 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 009

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国神府東勝鉱区水資源総合開発調査

Study on Development of Water-resource,
Shenfu-Dongsheng Mining Area in the People's
Republic of China

実方貞夫

日本工営（株）

97.10～97.11/　98.5～98.6/
98.11～98.12/99.10～99.11

11

9～12

248,524 千円

48.87 人月 (現地26.77)

2000.　6

日本工営（株）
㈱ダイヤコンサルタント

神華集団有限責任公司

1)フィージビリティの有無:　調査された大ダム案・小ダム案の
双方共に経済的にはフィージビリティがあるが財務的フィージ
ビリティは無いと結論付けられた｡また、大ダムの基礎遮水工
法・砂層改良・液状化問題、小ダム案に必要とされる新規下
流調整池が未検討であるとの観点から技術的健全性が十分
ではないと判断された。
2)内部収益率:　大ダム案・小ダム案それぞれの経済内部収
益率は15.0％及び12.5％と中国基準収益率12％を上回って
いる。しかし財務的内部収益率は両者とも2%以下と算定され
投入資本の回収は困難と結論づけられた。　
3）当該開発計画の問題点：　ダム建設地点の地質条件が、
中国側が実施した既存調査で想定した条件より悪いことが判
明した。特にダム左岸アバットメントの風積堆積物（砂丘部）が
厚く、膨大な遮水処理・安定処理が必要になると予想され堆
積土砂処理も含めた技術的課題が大である。その結果財務
的妥当性に欠けることとなり、結論として大型ダム建設に変わ
る水資源開発を再検討することを提言した。

遅延・中断

1)実施機関：　中華人民共和国　神華集団有限責任公司、基本建設協調
部副経理　馬志富　

2）プロジェクトサイト:　（転龍湾ダム予定地点）内モンゴル自治区、黄河の
一支流であるウーランムールン川上流の神府東勝鉱区　
　　　　　　　　　　　　　
3）総事業費：　大ダム案２７３百万米ドル、小ダム案６３百万米ドル　

4）実施内容:　
（大ダム案）中央遮水壁式ゾーンタイプアースフィルダム,堤高64m、堤堆
積7百万立方メートル、総貯水容量4.3億立方メートル、有効貯水容量1.15
億立方メートル、水門扉付地上開水路式洪水吐、仮排水・排砂トンネル
（8m径、818m長一本）｡給水トンネル（２．５m径一本）、発電所（420kW）
 （小ダム案）コンクリート重力式ダム、堤高34ｍ、堤堆積12万立方メートル、
総貯水容量0.18立方メートル、有効貯水容量0.05億立方メートル、仮排
水・排砂トンネル（8m径、460m長ー本）、給水官（埋設ヒューム管、1.0m
径、12.3km長一本）

5)実施経過:　
（大ダム案）コンサルタント契約締結後竣工まで8年10ヶ月間　
（小ダム案）コンサルタント契約締結後竣工まで8年6ヶ月間　　　
　　　　　　　
6)機材供与の有無と受け入れ研修および現地セミナーの開催の有無:
（機材供与）有り　（水文観測機器・弾性波探査機器・水質分析機器）　
（受け入れ研修）有り　（物理探査・経済分析・水文分析一名、合計3名）　
　　　　
（現地セミナー）無し

2003.3現在：情報なし
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成15年度在外調査)　1999年度末、4回にわ
たって現場を調査した結果、及び中日双方専
門家の共同研究によって、天竜湾水ダムは予
定地ブロックにおける烏蘭木倫河水路の流水
が少なく、かつ流れが常に中断され、ダム建設
予定地の工事施工地質条件が悪く、ダムの長さ
が推測データより約100倍と長くなり、投資額も
はるかに予算を上回ったうえ、現地で調達でき
るダム建設用材料も限られているなどの諸問題
が指摘されたため、建設不可能と判断した。そ
のため、当該ダムを鉱区の水源としないと共に、
1999年12月にプロジェクト主管機構である国家
科学技術国際部合作司にその旨を報告したう
え、2001年度第１四半期に前倒しで当該プロ
ジェクト実施の終了を申請した。その後も関係
作業を継続的に実施していない。現状から分析
した結果、近い時期に当該プロジェクトを実施
する可能性はないと判断される。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

2003.3現在：情報なし
(平成15年度　在外調査)　1999年度末、4回にわたって現場を調査した結果、及び中日双方専門家の共同
研究によって、天竜湾水ダムは予定地ブロックにおける烏蘭木倫河水路の流水が少なく、かつ流れが常に
中断され、ダム建設予定地の工事施工地質条件が悪く、ダムの長さが推測データより約100倍と長くなり、投
資額もはるかに予算を上回ったうえ、現地で調達できるダム建設用材料も限られているなどの諸問題が指
摘されたため、建設不可能と判断した。よって近い将来、当該プロジェクトを実施する可能性はないと判断さ
れる。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

2003.3現在：情報なし
(平成15年度国内調査）　情報なし
(平成16年度国内調査)　情報なし
(平成16年度在外調査)　本プロジェクトは、2000年の繰上げ終了以来、現在に至るまで、関連の
現場での出張作業や研究活動は一切行われていない。2003年には本プロジェクトの状況につい
ての説明が行われているが、その後現在までいかなる情報もない。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

2003.3現在：情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

F/S／水力発電

報告書の内容

- 119 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 KOR 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

大韓民国

産業排水処理・再生利用計画

Industrial Waste Water Treatment and Recycling
Project in the Republic of Korea

後藤　藤太郎

(財)造水促進センター

91.3.24～3.29／93.5.11～5.19
92.2.24～2.29／92.9.7～11.5

7

2～5

130,742 千円

480.00 人月

1993．8

（財）造水促進ｾﾝﾀｰ
(株)三祐コンサルタンツ

Korea Institute of Science and Technology
Dr. Wonttoon Park, Diredtor

1.染色工業団地の産業排水処理・再生利用計画
　ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有

2.電気ﾒｯｷ工業団地の産業排水処理・再生利用計画
　ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有

具体化準備中

総事業費：
　１案　１０．２２億ウォン（１．６億円）
　２案　１０．９１億ウォン（１．７億円）
　３案　１４．１０億ウォン（２．２億円）

実施内容：
　韓国国内の公害関連規制を満足させる経済的な排水処理システムの実
施（排水量低減、排水処理、再生利用）

（平成15年度　国内調査）
現況に関する情報不足であるため、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの現況は暫定措置。

2000.10現在：
　報告書の提出後、C/PのKISTより参考資料にしたいとの連絡があったが、その後
連絡なし。ｿｳﾙ市の水源の浄化についての問い合わせ、大学・企業からの技術的問
い合わせはある。

2002.3現在：新情報なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：情報なし

F/S／その他工業

報告書の内容

- 120 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 BGD 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

バングラデシュ

カルナフリ・レーヨン工場修復・増設計画調査

The Feasibility Study for Replacement and
Expansion of Karunaphuri Rayon & Chemicals Ltd.
in People's Republic of Bangladesh

植木　茂夫

(社)日本プラント協会　 ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ調査部長

79.2.5～2.24

9

53～54

40,433 千円

0.00 人月

1979/9

(社)日本プラント協会

化学産業公社(BCIC)Bangladesh Chemical
Industries Corpora-tion

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR（税引前）=8.8％、FIRR（税引後）=7.75％
　条件：金利 9％
　　KRCの設備の修復の実施
3.期待される開発効果
(1)KRCのたて直しによって、地域社会に便益を与える
　　　　（現在は充分な便益を与えていない）
(2)外貨節約（約3,000万USﾄﾞﾙ）
(3)雇用の増大（直接3,000人、この他にも間接的に多
数期待できる。）

実施済

実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Chittagong Hill Tracts

総事業費
　310.4百万TK（4,031百万円）
　（1USﾄﾞﾙ=200円=15.4TK）
　外貨分
　（建設関連費用　3,636百万円　長期借入円借
　（運転資金　　　   　 54百万円　自己資金
　内貨分
　　　　　　　       　   　26百万TK 自己資金

実施内容
　ﾚｰﾖﾝ･ﾌｨﾗﾒﾝﾄ及びｾﾛﾌｧﾝ　 5t/d
　ﾚｰﾖﾝ･ｽﾌ　　　       　　　　 15t/d

　　（改修）ﾋﾞｽｺｰﾄ製造ﾌﾟﾗﾝﾄ、ﾚｰﾖﾝ･ﾌｨﾗﾒﾝﾄﾌﾟﾗﾝﾄ、
　　　　　　ﾊﾟﾙﾌﾟﾌﾟﾗﾝﾄの主工程部門、ｹﾐｶﾙ･ﾌﾟﾗﾝﾄ、
　　　　　　水処理ﾌﾟﾗﾝﾄ、ｻｰﾋﾞｽﾊｳｽ
　　（新設）ﾚｰﾖﾝ･ｽﾌ製造設備

実施経過
　工期　契約発行後22ヶ月
　　　　1979.9　契　　約
　　　　1981.7　工場建設完了

BCIC

ﾁｯﾀｺﾞﾝｶﾙﾅﾌﾘ地区

（1USﾄﾞﾙ=235円=19.8TK）
円借款　　3,800百万円（1981）
　　　　　　266百万円（1983）

自己資金　TK.106.5百万

同　左

同　左

契約発効後24ヶ月
　1980.12　着　　工
　1984.3　 工場建設完了
　1984.6　 商業運転開始

報告書と具体化された内容との差異
1.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ予算：時期の遅れによる
2.資金計画：時期の多少の遅れによる
3.建設ｽｹｼﾞｭｰﾙ：遅延の主たる理由は、1)政変、ｵｲﾙｼｮｯｸ等による内貨調達の遅
れ、2)現地側の土木工事の遅れ。
4.製造原価の悪化：1)予想を大幅に上回る円為替ﾚｰﾄの上昇、2)F/Sの見積りの甘さ
（BCICによる評価）

1980.10 円借款 L/A締結
1983　追加融資
－ﾚｰﾖﾝ市況悪化。製造ｺｽﾄが市価の3倍にも上る現状。
－ﾚｰﾖﾝ･ｽﾌ6～7t/日、（当初F/Sにはなかった自己投資新規ﾌﾟﾗﾝﾄによる）
　ｿｰﾀﾞ10～12t/日を製造するのみ
　（1996年10月現地調査結果）
1999.10現在：変更点なし

受注業者名
　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ：三菱重工業(株)

　他にF/Sに対する批判として、非効率的で時間がかかり過ぎる、と言った転がﾊﾞﾝｸﾞ
ﾗﾃﾞｼｭ側から指摘（1996年10月現地調査結果）

F/S／その他工業

報告書の内容

- 121 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 BGD 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

バングラデシュ

132KV送変電計画調査

Feasibility Study for the Construction of
Bheramara Barisal Transmission Line in People's
Republic of Bangladesh

佐藤　恒也

(社)日本プラント協会業務部課長

79.2.12～3.24

8

53～54

57,819 千円

0.00 人月

1979/11

東電設計（株）

Bangladesh Power Development Board
(B.P.D.B.)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.B/C…（金利15％）0.198、（金利4％）0.667
　条件(1)送電線及び変電所の用地確保
           (2)現地調達資材の確保
3.期待される開発効果
(1)Faridpur地区の灌漑計画が促進され約15万ﾄﾝ程度
の米の増産が可能となる。
(2)約25万人／年に及ぶ就業機会が与えられる可能性
がある。
(3)同国西部地域における安価が安定した電力供給を
可能にする。
（1996年10月現地調査結果）

実施済

実施機関
　ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ電力公社
　（B.P.D.B : Bangladesh Power Development Board）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ西部地域

総事業費
　Total　563百万TK
　外貨   258百万TK
　内貨   304百万TK
　（7312百万円、1USﾄﾞﾙ=200円=15.4TK）

実施内容
　132KV　送電線　230km
　Faridpur変電所の新設
　Madaripur   〃　    〃
その他既存の変電所の増設、改造

建設ｽｹｼﾞｭｰﾙ
　　1980. 1 　準備着手
　　1981.10　工事着手
　変電所運転開始
　1983.7　BheramaraおよびFaridpur
　1985.7　MadripurおよびBarisal

同　左
Bheramara～Faridpur～Barisal間

349百万TK
外　貨　3,089百万TK
内　貨　　148百万TK
円借款  3,100百万円（L/A　1980.10.31）
（1.25％・30年(10年)）LDCｱﾝﾀｲﾄﾞ

同　左

1981.11.31　契約
1981. 9　　　着工
1984.12 　 　完成

予算・外貨分のｺｽﾄは若干F/Sの見積より低くなった。内貨分ついては理由は不明で
あるが半減した模様。
建設ｽｹｼﾞｭｰﾙ：送電線鉄塔工事に関し、土壌粘土の安定係数のこり方について、ｺ
ﾝﾄﾗｸﾀｰとBPDB側との間に意見の相違が生じその解決のために若干工期をﾛｽした
模様であるが、全体工事が当初予定より早く完成したことから大きな問題には発展し
なかった。

1980.10　円借款　L/A締結
1980.11　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ契約
1999.10現在：変化なし

受注業者名
　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ：ﾄｰﾒﾝ(株)

F/S／送配電

報告書の内容

- 122 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 BGD 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

バングラデシュ

カプタイ水力発電所増設計画調査

The Feasibility Study for the Kaptai Hydro Power
Station Extension Project in People's Republic of
Bangladesh

岩田　元恒

東電設計(株)

80.3.1～3.29

4

54～55

26,683 千円

0.00 人月

1980/9

東電設計（株）

Bangladesh Power Development
Board（B.P.D.B.）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り（代替え案との比較）
2.FIRR=5.3％　条件　電力料単価=100ﾊﾞｲｻ/KWh
3.期待される開発効果
(1)化石燃料の節約
(2)需要地区への安定良質の電力供給
(3)既設発電設備の保守点検の機会を増加させ発電所
全体の故障を減少させる。

1999.11現在：変更点なし

実施済

実施機関
　BPDB（ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ電力公社）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　既設ｶﾌﾟﾀｲ発電所上流約150km地点
総事業費
　1,331.7百万TK（内貨　413.3百万TK）
　                        （外貨　918.4百万TK）
                           （12,215百万円）
　             　（17,712百万円、1TK=13.3円）

実施内容
　50MW×2機の発電所
　土木建築工事（機材・施工）
　ｶﾌﾟﾗﾝ型水車
　発電機
　鉄構機器類（ｹﾞｰﾄ・鉄管・ｽｸﾘｰﾝ）
　送変電設備

実施経過
　準備から着工まで約14ヶ月
　工事実施期間　約45ヶ月
　　　1985.6  　4号機　運転開始
　　　1985.12　5号機　   　 〃

BPDB

同　　左

3,891.053百万TK
               （内貨　　927.330百万TK）
               （外貨　2,963.723百万円）
円借　 1980年度　　 250百万円
                    （E/S L/A締結　1981.8.7）
　 　　  1982年度　 4,000百万円
                    （L/A締結　1983.1.26）
　　　   1983年度　10,680百万円
                    （L/A締結　1984.3）

50MW×2機の発電所及び
                     132Kv送電線   約60km
同　　左

1984.9.24　　着工
1988.1.15　　4号機運開
1988.2.15　　5号機運開
1988.11.20 　竣工

報告書と具体化された内容との差異
1.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｺｽﾄ：F/S報告書の見積に対し、総額で約1割増加したが、これは主として
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの遅延による物価上昇分の増加による。
2.ｽｹｼﾞｭｰﾙ：F/S報告書では1985年12月完成を予定しており、約2年強の遅れとなっ
たが、これは主としてｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約及び入札書類評価の遅れによる。（工期はF/S
報告書とほぼ同じ）

1.E/S(1st Stage)：1980年度円借款2.5億円（他に内貨6.4mil.TK）を供与。
2.1982年度円借款として土木・建築分(Lot-1)及びE/S(2nd Stage)に対し40億円供
与。
3.鉄鋼・ｹﾞｰﾄ(Lot-2)、水車発電機(Lot-3)及びE/S(Lot-4)に対し1983年度円借款と
して、106.8億円供与。
4.同国唯一の水力発電所として順調に稼働。しかし、日本製機材のﾒﾝﾃﾅﾝｽ及びｽ
ﾍﾟｱﾊﾟｰﾂ調達に（とくにｺｽﾄとﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ面で）問題あり。
　（1996年10月現地調査結果）
5.1998.10　#6,7増設、F/S補足調査を実施中。

[受注業者名]ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：東電設計(株)
　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ：大成建設(株)、丸紅(株)、（日立造船・日立製作所・東芝）
　　　    　　　ﾄｰﾒﾝ(株)（開発電気・高岳製作所）
[追加工事ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約]　1987年7月付調印／　雨量計・水量計・ﾃﾚﾒﾀﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ
新設、ｸﾚｰﾝ･ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ調達、ｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂ調達、所内配電変圧器調達・据付、ｶｰｺﾞﾄﾗ
ﾝｽﾌｧｰｼｽﾃﾑ新設、PDB技術者の研修

F/S／水力発電

報告書の内容

- 123 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 BGD 004

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

バングラデシュ

ジュートパルプ工場建設計画調査

The Feasibility Study on the Election of a
Jute-Pulp Mill in People's Republic of Bangladesh

植木　茂夫

(社)日本プラント協会

81.9.19～10.7

7

56

41,355 千円

0.00 人月

1982/3

(社)日本プラント協会

化学産業公社(BCIC、Bangladesh Chemical
Industries Corporation)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=13.18％
条件（ｼｬﾄﾞｰ･ﾚｰﾄ）外貨1.30、ｼﾞｭｰﾄ･ｶｯﾃｨﾝｸﾞｽ0.80、
天然ｶﾞｽ2.50
3.期待される開発効果
(1)外貨節約及び外貨獲得（合計約339百万US$）
(2)雇用機会の増大
(3)地域社会への経済効果
(4)関連産業への波及効果

遅延・中断

実施機関
　Bangladesh Chemical industries
　Corporation（BCIC）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Ashugani RegionのBhairab Bazar
　（ﾀﾞｯｶの東北方約70km）

総事業費
　67,191百万USﾄﾞﾙ　内貨 11,235百万USﾄﾞﾙ
　（15,454百万円）     外貨 55,938百万USﾄﾞﾙ
　　（USﾄﾞﾙ=230円=19TK）
　　自己資金40％　　　長期借入金60％

実施内容
　設備能力　25,000t/y
　原料処理設備　　　薬品製造設備
　蒸解設備　　　  　　薬品回収設備
　ﾊﾟﾙﾌﾟ洗浄設備 　　発電設備
　ﾊﾟﾙﾌﾟ精選設備 　　工業用水処理設備
　漂白設備　　　　　  排水処理設備
　ﾊﾟﾙﾌﾟ乾燥設備　　 建屋及び住宅

実施経過
　1982.10.1　契約発効
　1986.1.1 　 操業開始

参考：初期運転資金、建中金利を含める
と下記のようになる

78,708百万USﾄﾞﾙ　
                  内貨　21,013百万USﾄﾞﾙ
（18,103百万円）　
                  外貨　57,695百万USﾄﾞﾙ

現況に至る理由：
1.不況のために製品ﾊﾟﾙﾌﾟの市況が悪い一方、原料ｼﾞｭｰﾄｶｯﾃｨﾝｸﾞｽの評価がF/S調
査時の約2倍に値上がりした。
2.但し、1996年現在、ﾊﾟﾙﾌﾟ市況は好転し、ｸﾞﾘｰﾝｼﾞｭｰﾄの戦略的重要性も再評価さ
れ、現地政府ｻｲﾄﾞからは再調査が求められている。
（1996年10月現地調査結果）

　F/S終了後、先方よりﾌﾟﾗﾝﾄ機能の半分を煙草の巻紙製造に転用することの可能性
につき日本ﾌﾟﾗﾝﾄ協会に照会がなされた。
　その後、進展なし。
1999.10現在：変更点なし

F/S／その他工業

報告書の内容

- 124 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 BTN 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ブータン

プナチャンチュ水力発電事業計画調査

Feasibility Study on the Development of
Punatsangchhu Hydropower Project in the
Kingdom of Bhutan

角田進

電源開発（株）

98.11.25～99.12.30/99.3.4～99.3.19/99.5.26～
99.6.23/99.9～00.1/00.3.4～00.3.15/00.6.30～
00.7.29/00.11.18～00.11.29

13

10～12

324,945 千円

人月

01.　2

電源開発（株）

貿易産業省電力局

1.Punatsangchhu水力発電計画は技術的、経済的、環
境影響、及び資金計画の面からフィージビルである。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2.経済評価及び財務分析の結果は以下のとおりであ
る。EIRR　＝13.1％　FIRR　＝13.1％　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　
3.本プロジェクトの発電による電力をインドへ輸出する
計画であり、これによる電力収入でブータン国の財政
基盤を強化することが可能となる。

具体化準備中

1.実施機関:　Department of Power, Ministry of Trade and Industry

2.プロジェクトサイト:ブータン国Punatsangchhu側中流域　

3.総事業費:内貨　US$　11,5553,000　外貨　US$　697,339,000
計　　US$　812,892,000 (2000年7月時点）

4.設備出力:　870MW

5.実施経過:準備工事1年   本体工事6年

（平成15年度　国内調査）　情報なし
（平成17年度国内及び在外調査）
次段階調査：　詳細プロジェクトレポート
(Detailed Project Report: DPR)
　実施期間：　2004年4月 - 2006年3月(24ヶ月)
　実施機関：　WAPCOS及びインド政府
　目的：　施工前の詳細調査
　状況：　ブータン政府とインド政府間の討議に
おいて、プナチャンチュ水力発電プロジェクト
は、現在実施中のタラ水力発電プロジェクトの
直後に実施される方針である。但し、表記案件
とは若干の違いがある。ダム建設予定地がJICA
用地の1.56 km上流へ、発電所建設予定地が
JICA用地の700m上流へ移動した。潜在電力は
100MWの見込み。
　資金調達：
　　調達先：　インド政府　無償資金　

（平成15年度　在外調査）
詳細プロジェクトレポート（DPR)の準備のための覚書(MOU)がブータン政府とインド政府間で
2003年9月15日に結ばれた。プナチャンチュ水力発電プロジェクトのDPRは2年で終了する予定
で、インド政府が出資する。
(平成16年度在外調査）
プロジェクトは、現在詳細な調査/探査/計画/デザインの段階である。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

（平成15年度国内調査）　情報なし
（平成15年度在外調査）　詳細プロジェクトレポート（DPR)の準備のための覚書(MOU)がブータン
政府とインド政府間で2003年9月15日に結ばれた。プナチャンチュ水力発電プロジェクトのDPR
は2年で終了する予定で、インド政府が出資する。
(平成16年度国内調査）　インド政府が出資し、実施しているDPRは２００６年１月に完了する予
定。その後、インド政府内で本プロジェクトへ出資するかどうか、検討・決定される。
(平成16年度在外調査）　2004年2月、WAPCOSは現地動員と現場業務実施を開始した。覚書に
従い、現地作業は約18ヶ月継続し、また、さらにDPR準備のために6ヶ月をとっている。DPRは、
2006年2月から3月までにはできる予定である。
（平成17年度国内及び在外調査）　特記事項なし

(平成15年度在外調査)　現在実施中の1020MWタラ水力発電プロジェクト(2005年9月終了予定)
の直後に本水力発電プロジェクトが開始されることが望まれる。
（平成17年度国内及び在外調査）　特記事項なし

F/S／水力発電

報告書の内容

- 125 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IND 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

インド

溶剤精製炭生産計画調査

Pre-feasibility Study on the Solvent Refined Coal
Development Project

三上　良悌

ﾕﾆｺ　ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

90.2.9～90.10.26 (51日間）
91.9.1～91.9.21(21日間）
92.1.16～92.1.24 (9日間）

17

2～3

368,528 千円

102.43 人月

'1992.3

ﾕﾆｺ　ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
三井石炭液化（株）

Ministry of Steel
Joint Secretary
Mr. N. K. Raghupathy

1)SRCを用いた場合のｺｰｸｽ価格は現在のｺｰｸｽ価格を
上回っており、ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨは無い。

2)ｺｰｸｽ用石炭に配給する輸入炭30%の半分をSRC5%と
非粘結炭10%で置換する前提で、FIRRは-2.8%

3)技術的にはSRCの効果（ｺｰｸｽ強度向上）は確認され
た。かなりの外貨節約が期待できる。(327百万US$/20
年間)

遅延・中断

実施機関：Ministry of steel

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾙｰﾙｹﾗｰ製鉄所

総事業費：255.16百万US$
                  円貨              157.53円/US$
　　　　　   円換算ﾚｰﾄ   136.32円/US$

実施内容：SRC製造の実施ﾌﾟﾗﾝﾄの能力は装入石炭500t/日。
                  SRC製造用の石炭はｱｯｻﾑ炭が、SRCを配合する石炭に
                  はｻﾑﾗ炭が選定された。
                  事業範囲は、SRC製造ﾌﾟﾗﾝﾄと関連付帯設備。

実施経過：ﾍﾞﾝﾁｽｹｰﾙﾌﾟﾗﾝﾄの建設運転ﾃｽﾄに約3年、実施ﾌﾟﾗﾝﾄの
                  建設に約3.5年。

未だ具体化されていない。

・当初F/Sにより、採算性が低く判定された（FIRR-2.8%）ため、ｲﾝﾄﾞ政府内部でも、担
当部局以外はﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施の効果を疑問視している。（1996年10月現地調査結果）

ｲﾝﾄﾞ政府担当部局は、再度のF/Sで行うことを主張しており、1994年2月の日・ｲ双方
政府関係者による会合（出席者：(日本側)大使館関係者、（ｲﾝﾄﾞ側）Mrs.R.Murali,
Ministry of Finance 及びMr. S.S. Saha, Ministry of Steel）の席上日本側に対し、限
られた環境実験にとどまらず、ﾊﾟｲﾛｯﾄ・ﾌﾟﾗﾝﾄを造り、より包括的な実験を行いたい旨
が新たに援助要求された。
しかし、鉄鋼省が依頼した専門家による見積りによれば、十分採算性有りと判断され
たとの由（裏付けとなる資料は未入手）。（1996年10月現地調査結果）
・2002.3現在：進捗状況不詳

・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄのﾙｰﾙｹﾗｰ製鉄所は国営企業であり、最新技術の導入において大い
に立ち遅れている。従って、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにおいては、日本から資金援助よりもむしろ
技術移転協力に主たる期待を寄せている｡（1996年10月現地調査結果）
・進展ないものと考える。特にｲﾝﾄﾞの経済体制変化で経済性はより困難と考える。
（1998.10現在）

F/S／ガス・石炭・石油

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IND 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

インド

工作機械公社リストラクチュアリング計画

The Study on HMT Restructuring and
Development Program

延原　敬

住友ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ(株) 国際事業部 部長

91.3.10～3.24／91.6.13～7.17
91.10.20～11.23／92.2.20～2.29

15

2～3

295,547 千円

68.82 人月

1992/3

住友ビジネスコンサルティング(株)

HMT Limited.
Chairman  Mr. P. C. Neogy

Ministry of Industry
Joint Secretary  Mr. Anup Mukerji

1)ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨの有無：有

2)財務・経済評価結果
                               FIRR　 　EIRR　総事業費
　工作機械・　　　　　　　　　　　　　　　 （億円）
　ﾊﾞﾝｶﾞﾛｰﾙ工場  25.1％　　45.8         84.0
　ﾄﾗｸﾀｰ工場         21.6　　　45.3       106.2
　印刷機械工場    18.7　　　33.7         34.7
　ﾌﾟﾚｽ工場            10.2　　   25.0         72.4
　鋳造工場
　ﾊﾞﾝｶﾞﾛｰﾙ           22.1　　  40.2         55.1
　ﾋﾟﾝｼﾞｮｰﾙ             9.4　  　 28.7         25.2
　　　　　　　　　　　　　    総計         377.6

3)開発効果
　ｲﾝﾄﾞ経済の自由化に対応したHMT社の対外競争力
の強化

具体化準備中

1. HMT社経営診断結果の要約
　1)事業内容
　2)経営環境

2.事業ﾐｯｸｽの方向
　1)製品市場の現状
　2)事業ﾐｯｸｽの今後の方向

3.HMT社中期・長期経営計画の策定
　1)長期目標
　2)基本戦略
　3)部門別戦略

4.組織・人事制度再編のための行動計画

5.投資実施にかかる行動計画
　1)工場近代化のための戦略的投資計画
　2)その他分野における戦略的投資計画

6.戦略的投資計画の財務・経済評価

7.提言

1. HMT社の組織・人事制度の再編が報
告書の提言に基づき進行中である。

2.戦略的投資計画の中の生産性向上活
動については引続き日本人専門家の指
導を受けつつ継続実施中である。

3.戦略工場の近代化投資については、世
銀・IFCと資金支援について協議中であ
る。但し、自己資金で賄える範囲におい
て提言内容に基づいて近代化投資の実
施が一部開始されている。

・民営化は今に至るまで全く行われていない。HMT本社も株式会社化してはいるも
のの、株式を公開する方針は採っておらず、民資導入も別会社を合弁会社として設
立し、HMT社既存の資産・流通ﾗｲﾝに組み入れようとしている。
・世銀をはじめ公的融資の不調については、融資条件として提示された人員削減や
組織合理化案をHMT側が拒否したことによる。（1996年10月現地調査結果）

1.最終報告完成をまって、1992年3月にｲﾝﾄﾞ工業省、HMT社、世銀担当者が来日
し、提案ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実行に向けての打合せ会が開催された。
2.1992年11月、ﾊﾞﾝｶﾞﾛｰﾙにおいてｲﾝﾄﾞ工業省、HMT社、世銀、IFC担当者が集ま
り、融資、実施に向けての打ち合わせが行われた。
3.現在HMT社は、戦略投資実行のための技術支援を日本企業に要請中である。
4.融資面の調整が不調。世銀融資（1994年頃検討）、民間からのﾍﾞﾝﾁｬｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ投
資も厳しい。（1996年10月現地調査結果）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　5.HMT社は現在、子会社の株式の約4分の3の売却による民営化を計画中。
2002.3現在：新情報なし

・1994年1月にHMT社民営化方針が閣議決定されるも、実施に至らず。（1996年10
月現地調査結果）

F/S／機械工業

報告書の内容

- 127 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IND 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

インド

工業団地建設計画調査

The Feasibility Study on the Industrial Model
Town in India

黒河内　恒

八千代ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）　顧問

94.8.2～8.31
95.1.4～2.2
95.5.11～5.25

15

4～7

426,369 千円

49.00 人月

1995/6

八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ（株）
ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）

Dept of Industrial Development
Ministry of Industry
Mr. Hasmukh Adhia
(Deputy Secretary)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=29.6%、
   ROI（税引前）   販売期間5年間で12.8%、
                                          10年間で8.0%
   ROI（税引後）   販売期間5年間で7.4%、
                                          10年間で4.6%
　*土地の販売価格は1平方M当たり50$とする。

3.生産に伴う付加価値の増加は283.6億ﾙﾋﾟｰ/年
　29890人の雇用増加、所得の増加277億ﾙﾋﾟｰ/年
　建設投資の地域経済へのｲﾝﾊﾟｸﾄはIMT開発費180.8
億ﾙﾋﾟｰ、工場建設費210.6億ﾙﾋﾟｰ

中止・消滅

1.実施機関　ハリヤナ州工業開発公社（HSIDC）
2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ　ハリヤナ州グルガオン（デリー近郊）
3.総事業費（1ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ=3.3円=US＄0.033）
　総額　19755.7百万ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ
　内　直接費　外貨分　    3226.6百万ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ
                         内貨分     12550.9百万ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ
　　　ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ 1288.6百万ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ
　　　ｺﾝﾃｨﾝｼﾞｪﾝｼｰ　　　1057.8百万ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ
4.モデル工業団地の建設
　土地取得・造成、国道整備、発電、送信、上下水道、産業廃棄物処理、
住宅及び都市施設
　開発規模600ha（工場地区400ha、住宅地区200ha）
　誘致企業数112社（製造業64社、非製造業48社）
5.実施スケジュール
　準備期間　1年
　土地造成及びインフラ整備　3年

本件は中止となった。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

日本の商社ｸﾞﾙｰﾌﾟが本件への参加を検討するために1995年までF/Sの見直しを行った｡
1996年10月現在、三菱商事、三井物産、丸紅による日本商社連合が最終判断を検討中（進出が
決まれば、本IMT管理については、日本商社連合50%、HSIDC50%の出資比率によるJVが形成さ
れる）。（1996年10月現地調査結果）
1997年に入り、日本商社連合はｲﾝﾄﾞ側提示の土地価格では本件採算にあわないとして最終的
に実施不可能との結論に至った。IMTを取りまく近隣インフラ整備等にOECF融資が要請される
可能性が大であったが、日本ｸﾞﾙｰﾌﾟの撤退でOECF融資も白紙になった。
2003.3現在：進展なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

2003.1現在：上記理由により本件が動き出す見込みはない。
フォローアップ調査終了年度：2003年度
終了理由：中止･消滅案件のため。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

F/S／工業一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 NPL 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ネパール

ｸﾘｶﾆ第２発電所建設計画調査ｶﾄﾏﾝｽﾞ地区送配電
網整備計画

The Feasibility Study of the Kulikani No.2
Hydropower Station Project, the Kathmandu
Transmission & Distribution System Project in
Kingdom of Nepal

淵本　正宏

日本工営(株)

77.11.18～78.3.24

12,2

52～53

144,674 千円

65.57 人月 （内現地22.07人月）

1979/1

日本工営（株）

Nepal Electricity Authority (NEA)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

2.EIRR=14.9％　条件：金利 4％

3.期待される開発効果
(1)ｸﾘｶﾆ発電所の運転により、ﾗﾌﾟﾃｨ川の流出量は将来
増加し、この増加水量は灌漑や工業に利用可能
(2)雇用機会の増大（建設に要する労働力1,200人/年）

実施済

実施機関
　Second Kulckhani Hydroelelctric Development Board（SK HDB）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾗﾌﾟﾃｨ川上流

総事業費
　10,080百万円
　内貨 720万USﾄﾞﾙ、外貨4,080万USﾄﾞﾙ
　（USﾄﾞﾙ=12.55　ﾈﾊﾟｰﾙﾙﾋﾟｰ=210円）

実施内容
　33MW 117.9GWh/年
　堤対幅 54ｍのﾏﾝｽﾞ取水堰およびそれを含む水路、導水ﾄﾝﾈﾙ(6km)、
  ｻｰｼﾞﾀﾝｸ、水圧鉄管ﾄﾝｴﾙ、発電所、放水路(160ｍ)、送電線(132KV)

実施経路
　資金調達～完成　　6年半
　（目標　1985／1986）

(*)の続き
1993.12         第一発電所運開
　現在の技術上の問題として、第一発電所では土砂の堆積、第二発電所
ではPermanent restorationのための資金不足が最重要課題として挙げら
れて居り、援助要請有り。（1996年10月現地調査結果）
1992.10-12   OECF資金による発電機器の調査が実施され、ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ
の実施が勧告された。
1994.  6-10   無償による発電機器のｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙが実施された。

同左

Makwanpur Dist, Narayani Zone, Nepal

外  貨    10,415百万円、
内  貨　 201百万ﾙﾋﾟｰ
円借款  10,415百万円

32MW　　104.6GWh/年
取水堰　ｺﾝｸﾘｰﾄ重力式    堤高 15ｍ
                        堤長 36ｍ
導水路ﾄﾝﾈﾙ  円形ﾄﾝﾈﾙ  内径 2.5ｍ
                        延長 5847.768ｍ
ﾍﾟﾝｽｯﾄｯｸ　    内径 2.1～1.2ｍ
            水平部延長  487.94ｍ
            斜坑部延長  356.713ｍ
排水路            延長  261.015ｍ
発電所      地上式、鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ建
            20ｍ巾×31.5ｍ長×32ｍ高
開閉所      広さ26ｍ×42ｍ
送電線新設  （ﾍﾀｳﾗｰ・ｶﾄﾏﾝｽﾞ間）
            132KW－回線延長42km
変電所増設  2ヶ所
　1982.6～1983.10　詳細設計
　1983.11　着工
　1987. 2　 竣工

1992.12  OECF資金（SAPS）による発電設備補修の調査実施（日本工営）
         発電設備補修：無償（748百万円）
          E/N               ：1993.10.15
         完了               ：出荷 1995.3.10；現地補修工事 1994.10.17
1993. 7  集中豪雨発生、ﾏﾝﾄﾞｩ渓流取水施設流失。発電停止、OECF緊急融資に
         依り、復旧工事を実施。
1993.12  発電再開
1994年1月より、ｸﾘｶﾆ第一、第二発電所の修復・防災事業（KDPP）がOECF資金に
         より開始され、現在その第2期事業の工事を継続中。

ｸﾘｶﾆ第2水力発電所
　1982.4　円借 L/A締結
　　　　　（7,344百万円、金利1.25％、30年返済（10年据置）LDCｱﾝﾀﾉｲﾄﾞ）
　1983.6　円借 L/A締結
　　　　　（4,806百万円、金利1.25％、30年返済（10年据置）LDCｱﾝﾀﾉｲﾄﾞ）
ｶﾄﾏﾝｽﾞ地区送配電網整備計画
　1985.10　無償　E/N締結（503百万円）
　1986.10　無償　E/N締結（490百万）
　1999.10　現在：特に変更点なし。

1993.7　集中豪雨により、第一発電所水路鉄管の一部流失。発電停止、OECF緊急
融資に依り復旧工事が実施。同時に、第一、第二発電所周辺主要道路の復旧工事
も開始。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(*)に続く
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

F/S／水力発電

報告書の内容

- 129 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 NPL 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ネパール

ウダイプールセメント工場建設計画調査

The Feasibility Study for the Construction of
Udaipur Cement Plant in Kingdom of Nepal

鳥谷部　良

小野田エンジニアリング(株)

78.1.5～2.23

10

52～53

52,582 千円

0.00 人月

1978/9

小野田エンジニアリング(株)

1. Ministry of Industry (MOI)
2. Udaypur Cement Industries Ltd.

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=  8.3％（ｾﾒﾝﾄ価格48ﾄﾞﾙ/t）
             11.4％（  　　〃       55ﾄﾞﾙ/t）
条件：(1)外国からの借款
          (2)ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰの整備
          (3)自然条件の測定
3.期待される開発効果：
(1)国際収支の改善（年間約137.7百万Rsの外貨獲得）
(2)雇用の促進（約600名）
(3)地域別不均衡の是正
(4)工業技術の向上
(5)ｾﾒﾝﾄの自給に伴うｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰの開発促進
(6)地域資源の活用

実施済

実施機関
　工業省

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｻｶﾞﾙﾏﾀｿﾞｰﾝ、ｳﾀﾞｲﾌﾟｰﾙ地区

総事業費
　1,017百万Rs
　外貨　783百万Rs（金利 7.0％/年）
　内貨　234百万Rs
　（1NRs=19.3円）
　長期ﾛｰﾝ            70％
　ﾈﾊﾟｰﾙ国資本   30％

実施内容
　1,000t/日（ｸﾘﾝｶｰﾍﾞｰｽ）
　ｾﾒﾝﾄﾌﾟﾗﾝﾄ一式
　従業員住居施設
　新施設、送電設備（支線）
　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ範囲外：
　　幹線道路、送電設備（幹線）

実施経過
　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの決定    9ヶ月
　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰとの契約  1年3ヶ月
　工事完成                 3年
　合計                         5年

（Revised F/S ﾚﾎﾟｰﾄ）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：同　　左
総事業費       ：不　　明
実施内容       ：800t/日（ｸﾘﾝｶｰﾍﾞｰｽ）

(**)より
1996.10現在、ｾﾒﾝﾄ需要の伸びにより、生
産力増強に係る援助が求められている
（800t/日→1,600t/日がﾈﾊﾟｰﾙ側目標）
（1996年10月現地調査結果）
1997.10　OECF「ﾈﾊﾟｰﾙｳﾀﾞｲﾌﾟｰﾙｾﾒﾝﾄ
工場建設事業」に係る援助効果促進調
査（SAPS）に関しSWﾐｯｼｮﾝ派遣
1998.1-3　上記SAPS調査ﾐｯｼｮﾝ（小野田
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ5名）が1月及び3月、下記に
関し現地調査実施 (1)産業施策展望の面
から見たﾈﾊﾟｰﾙ政府の本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対す
る姿勢のﾚｳﾞｭｰ (2)実施期間（UCIL）の設
備運営上及び組織構造上の問題点調査
(3)ｽﾍﾟｱｰﾊﾟｰﾂ管理に、ｼｽﾃﾑの問題点調
査 (4)財務状況ﾚｳﾞｭｰ (5)従業員ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ
方法ﾚｳﾞｭｰ
現状調査との改善案の提出を含む報告
書を提出した。
1998.10　UCIL経営及び技術指導の為、
長期専門家（JICA）の派遣が決定され
た。
1999.4　UCIL経営及び技術指導の為、
JICAにより長期専門家（2年間）1名、及び
短期専門家（6ヶ月）1名が派遣された。

(*)より　
1987.7 　Exchange Note調印
1987.10　Loan Agreement調印(18.77億円)
1988.1 　Loan Agreement発効
1988.1 　小野田ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)とのｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ契約発効
1988.2　 P/Q Announce実施
1988.8 　入札開始
1989.5　 川崎重工／ﾄｰﾒﾝ　ｸﾞﾙｰﾌﾟとｳﾀﾞｲﾌﾟｰﾙｾﾒﾝﾄ会社が契約調印
1989.7　 同上契約発効
1989.9　 工事開始

　当初実施予定時期より7～8年が経過し、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ、ﾏｰｹｯﾄｽﾀﾃﾞｨｰの再検討が必要となった。ま
た円借款が供与されやすいようﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの規模を縮小する必要があった。このため「ﾈ」側工業
省の要請に基づき、1985年(株)ﾄｰﾒﾝ・川崎重工(株)・小野田ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)により、JICA報告書
の見直しを実施、800t/日に縮小した場合もﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙであるとの結果が得られた。
1985.6 　円借款要請
1985.9 　国王訪日時に再要請
1986.1 　ﾈﾊﾟｰﾙ援助国会議において規模縮小案を再々要請
1986.8 　Revised F/S ﾚﾎﾟｰﾄに対し、四省庁／OECF質問状を提出
1986.10　上記質問状に対し、ﾈﾊﾟｰﾙ政府はClarification Reportを日本政府に提出
1986.12　OECFはAPPRAISAL Missionをﾈﾊﾟｰﾙに派遣　　　　(*)に続く

川崎重工／ﾄｰﾒﾝ　ｸﾞﾙｰﾌﾟが現地工事開始
1993.1　 セメントウランと完成引渡しを行う。
1994.8 　石灰石輸送ﾛｰﾌﾟｳｪｲ完成引渡しにより全ｴｱ完了した。
1994.12　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄにより技術指導完了した。
1996.10　現在、ｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂ不足と技術導入不足がたたり、実際には生産力（800t/
日）のﾌﾙ稼働もおぼつかない状況にある。　　(**)へ続く

F/S／窯業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 NPL 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ネパール

サプトガンダキ水力発電開発計画調査

Feasibility Study on Sapt Gandaki Hydroelectric
Power Development Project

山口　正史

日本工営(株)

81.2.1～3.31／
81.8.1～3.31／
82.4.1～4.30

11,18,2

55～57

346,807 千円

92.30 人月 （内現地76.03人月）

1983/3

日本工営（株）

水資源省電力局
(Electriaty Development, Ministry
of Water Resources：EDC)
Nepal Electricity Authority (NEA)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

1999.10現在：変更点は特になし。

遅延・中断

実施機関
　水質資源電力局

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　中部ﾈﾊﾟｰﾙ　ｻﾌﾞﾄｶﾞﾝﾀﾞｷ河

総事業費
　544百万USﾄﾞﾙ
　　 外貨 468百万USﾄﾞﾙ
　　 内貨　76百万USﾄﾞﾙ
　　　（1982年7月時点）

実施内容
　設備容量：　75,000KW×3台=225,000kw
　常時せん頭出力：174,000kw
　1次、2次電力量 ：　757GWh/年
                    852GWh/年

実施経過
　1983年末　　　　準備工事開始
　1989年末　　　　全工事完了

(*)より
5.ｱﾙﾝ-3中止決定に伴い、NEAは中規模
水力（10-300MW）M/Pを1996年より開始
した。現時点で24ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが選定されて
いるがその中にｻﾌﾟﾄｶﾞﾝﾀﾞｷは含まれてい
ない。（1997年9月現在）
6.JICA案件としてｻﾌﾟﾄｶﾞﾝﾀﾞｷ計画の見直
しを含むｶﾞﾝﾀﾞｷ流域水資源M/Pの実施
が水資源省より要請されているが、未だ
採択されていない。（1997年9月現在）
7.1998年10月現在、ﾈﾊﾟｰﾙ政府内に本
計画の推進の動きはない。

　実現化の遅れは（ｱﾙﾝ-3など他の水力案件のみならず）、主としてﾈﾊﾟｰﾙ政府部内
におけるほかの開発案件との優先順位付けの兼ね合いにより（例えば、ｻﾌﾟﾄｶﾞﾝﾀﾞｷ
にﾀﾞﾑを造っても貯水にはなるが農業灌漑用水として使えない、等）。（1996年11月現
在）

1.1983年2月～1985年6月まで追加地質調査を2回実施（日本工営(株)／水資源省
電力局）
2.ｱﾙﾝ-3との対比の関連で作成されたIBRD・ADBのReview Reportの疑問に答える
ため、電力局の要請に基き、種々の技術的検討を1987年に行った（日本工営）。
3.ｱﾙﾝ-3に対する日本政府ﾐｯｼｮﾝが9月に派遣されたので、この結果によりﾈﾊﾟｰﾙ電
力開発のｼﾅﾘｵが確定する可能性あり。
4.ｱﾙﾝ-3の実施取り止めが決定したので、Gandaki A 計画以後に実施すべき計画の
一つとして浮上しつつある。（1995年3月現在）
(*)に続く

　現在ﾈﾊﾟｰﾙ政府は水力発電計画としては、世銀主導のもとｱﾙﾝ-3計画の推進にﾌﾟ
ﾗｲｵﾘﾃｨｰを置いており、ｻﾌﾟﾄｶﾞﾝﾀﾞｷについては、今後灌漑を含めた多目的ﾀﾞﾑ計画
として再考する考え方もでている。一方、ｱﾙﾝ-3の実施に遅れが見込まれてきたため
（特に最近ｸﾛｰｽﾞｱｯﾌﾟされている環境問題）、他水力先行（ｶﾘｶﾞﾝﾀﾞｷA）との意向も電
力局の中で出ている。ｻﾌﾟﾄｶﾞﾝﾀﾞｷも先行水力案件候補としてとらえる意見もあるが、
少数派である。

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 NPL 004

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ネパール

尿素肥料工場計画調査

The Feasibility Study on the Establishment of Urea
Fertilizer Plant in the Kingdom of Nepal

坂梨　晶保

ユニコ　インターナショナル(株)

84.1.8～2.6

7

58～59

62,964 千円

24.15 人月 （内現地6.21人月）

1984/10

ユニコ　インターナショナル(株)
(社)日本プラント協会

Ajit Narayan Singh Thapa
Joint Secretary
Ministry of Industry（MOI, 工業省）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR= 8.2％、FIRR=12.2％
(1)製品の市場性は良好
(2)製造技術的にはほぼ健全（一部に商業的に実証さ
れていない技術を含むが技術的に解決可能）
(3)主要原料の電力供給については価格決定および水
力発電所建設計画実現が前提条件となる。
(4)総合評価としての投資の妥当性は認め得る。

遅延・中断

実施機関
　MOI

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Hetauda Nepal

総事業費
　144.8百万USﾄﾞﾙ
　　うち外貨分　　119.9百万USﾄﾞﾙ
　　（1USﾄﾞﾙ=230.0円=15.65NRs）

実施内容
   ﾌﾟﾛｾｽﾌﾟﾗﾝﾄ
　　水素ﾌﾟﾗﾝﾄ          28.4 ﾄﾝ/日
　　窒素ﾌﾟﾗﾝﾄ        132.0
　　ｱﾝﾓﾆｱﾌﾟﾗﾝﾄ   160.0
　　炭酸ｶﾞｽﾌﾟﾗﾝﾄ  207.0
　　尿素ﾌﾟﾗﾝﾄ        275.0

　用役ﾌﾟﾗﾝﾄ
　　用水処理               183ﾄﾝ/時
　　冷 却 水　　     　　6,500

　補助設備　　　　　  一式
　   社宅  　　　　　     92戸

実施経過
　1988.1　　計画開始
　1991.7　　計画完了

　肥料生産に必要な電力をｻﾌﾟﾄｶﾞﾝﾀﾞｷ発電所計画から、またCO2をﾍﾀｩﾀﾞｾﾒﾝﾄ工
場から調達することを予定しているが、前提となる両ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが世銀資金の手当等
で難行し、依然として、目途がたっていない現在本計画は具体化していない。（ﾍﾄｩ
ﾀﾞｾﾒﾝﾄは現在稼働中）
　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ自身については、総額1.5億ﾄﾞﾙの資金を必要としているが、資金手当
の目途はついてない。

1986.1     ﾈﾊﾟｰﾙ援助国会議でのﾈ側の要請順位は第3位。

1996.10   現在、ﾈﾊﾟｰﾙ政府の開発方針の変化（電力及び農業開発の最優先化）に
より、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは頓挫した格好になっているが、民間の参入も望みにくく、また肥
料自体の需要は増大している現状も鑑みて、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに寄せる現地側の期待は
根強いものがある。（1996年10月現地調査結果）

1999.11現在：進展なし

　肥料製造に投入する政府補助金の負担も膨大であり、本来ならばMOIとしては前
向きに進めたいﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄである。（1996年10月現地調査結果）

F/S／化学工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 NPL 005

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ネパール

繊維工場建設計画調査

The Study on the Establishment of Integrated
Textile Mill in the Kingdom of Nepal

有田　生雄

東洋紡エンジニアリング(株)

86.2.26～3.27

5

60～61

63,105 千円

22.60 人月 （内現地5.60人月）

1986/12

東洋紡エンジニアリング(株)

D.P.Sharma
Joint Secretary
Ministry of Industry（MOI,工業省）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

2.IRR=12.7％（ｹｰｽⅠ）
         =13.1％（ｹｰｽⅡ）

・繊維は食料、住居、教育、衣料品等とともに西暦2000
年には自給体制とする5品目のひとつと指定され、かつ
輸入代為品として外貨即約の見地より早期に適性規模
の紡績、織布、染色一貫工場の建設をするべきであ
る。職務的にもﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙであり、かつﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施に
よる波及効果もかなり期待できる。

中止・消滅

実施機関
　工業省

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Lamahi, Dang District

総事業費
　731,306,000NRs うち外貨分662,345,000NRs
　（1NRs=8.4円、1USﾄﾞﾙ=21NRs）

計画内容
　紡績・織布・染色一貫工場
　・紡績　ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ綿混紡糸
　　　1,843,277kg/年
　・織布　ｼｬｰﾃｨﾝｸﾞ、ｽｰﾃｨﾝｸﾞ、ﾂｨﾙ他
　　　10,459,000ｍ/年

敷地面積　約 47,000平方ｍ
建屋面積　 20,517平方ｍ

・ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対する現地でのOJT
・ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの日本における研修

1.1990年4月にﾋﾞﾚﾝﾄﾞﾗ王国による29年間の政党活動禁止解除が行なわれ、複数政
党制導入による民主化が始まった。民主化の波で国内の混乱状態が続いていた
が、1991年後半には政情もかなり落ち着いてきており、新政府は地方開発に重点を
置いてきており、これまでﾍﾟﾝﾁﾞｨﾝｸﾞであった本案件を再検討する機運が政府内に高
まってきたと観察される。しかし、その後ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのtake upや資金援助の日本政府
への依頼などは行なわれていない模様である。
2.1996年10月現在、繊維産業には民間参入も多く、着実な成長を続けており、同分
野における政府系企業の果たす役割と意義は微小なものになっていると見られてい
る。（1996年10月現地調査結果）

1987.3    ﾈﾊﾟｰﾙ政府から日本政府へ資金協力のためのTORが提出された。
1987.12  ﾈﾊﾟｰﾙ政府外務大臣Mr.Upadhyaya来日時、当ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対する資金援
助を日本政府に要請。
　工期、金額ともに無償案件の規模としては大きすぎるという理由で日本政府はtake
up出来ない旨回答した。しかし、ﾈﾊﾟｰﾙ政府は再度要請を出したが、日本政府は当
面take upの意思はない。
1999.10現在：変更点なし

F/S／その他工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 NPL 006

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

ネパール

アルン３水力発電開発計画調査

The Feasibility Study on Arun-3 Hydroelectric
Power Development  Project in the Kingdom of
Nepal

野尻　慎一

電源開発(株)

86.2.23～3.25
86.5.4～86.8

16

60～62

17,311 千円

0.00 人月

1987/6

電源開発（株）
中央開発(株)

Nepal Electricity Authority(NEA)
ネパール電力庁

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.                     EIRR    B/C     FIRR
　1期工事      15.5％    1.5      10.8％
　1,2期工事   19.5％     2.1     14.9％

本計画では1期開発計画のみでも技術的、経済的に
ﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙであるが、引き続き2期開発計画を実施する
ことにより経済性は一層高まる。

遅延・中断

[実施機関]　　NEA

[ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ]　東部ﾈﾊﾟｰﾙ　ｱﾙﾝ川

[総事業費]
                              （外貨分） （内貨分） （計）
　1期工事(201MW)    328.6        55.8      384.4
　2期工事(201MW)    117.3        16.8      134.1
　1期2期計                445.9        72.6      518.5
　　　　　　　　　　　　（単位：百万USﾄﾞﾙ）
　　　　  （1986年6月1日時点、1USﾄﾞﾙ=21.35Rs）

[実施内容]
　1.貯水池
　　流域面積 29.310平方km　　有効貯水量 2.0×百万立方ｍ
　2.ﾀﾞﾑ　　　ｺﾝｸﾘｰﾄ重力式
　                       高さ　65ｍ　体積　160,700立方ｍ
　3.発電所　 型式　　地下式
　4.発生電力量　最大出力　201MW(1期工事) 402MW(1,2期工事)
                    年間発電量   保証電力量     二次電力量
　　　　　　　　1期工事       1,712.6GWh            －
　　　　　　　　1,2期工事    1,863.2GWh     1,097.1GWh

[実施経過]  1987.11   工事着工
　　　　　　　1994.6     1期工事　1号機運転開始
　　　　　　　1998.9     1期工事完了
　　　　　　　1998.12   2期工事　4号機運転開始
　　　　　　　1999.6     2期工事完了

(*)から
1999.10現在：変更点なし　　　　　　　　　　
2003.  3現在：変更点なし

1.JICAによるF/S終了後、ﾄﾞｲﾂが本案件のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟを積極的に取り上げ、推進した
    ことによる。
2.1995年8月に世銀が中止を決定した理由は以下の3つ：(1)F/Sの時間枠組の予定
    より以上の時間がかかると判定、(2)ﾄﾞﾅｰ国のうち一国が反対（明示されず）、
    (3)Cost/benefit analysisが不充分。（1996年10月現地調査結果）

・ﾄﾞｲﾂ政府の無償援助によりD/Dが完了。ﾌﾟﾗｲﾑ･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄはLahmeyer
International GmbH（西ﾄﾞｲﾂ）で、電源開発（株）／中央開発ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙがjointで
参加した。調査期間は1988年12月～1991年1月までの2ヵ年であったが、1992年5月
NEAは本計画を2段階開発（1期工事201MW）で実施することとし、その設計変更を
同上ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄに追加発注し、1993年4月完了した。なお、同時にｱｸｾｽﾛｰﾄﾞは山ﾙ
ｰﾄ（194km）から川ﾙｰﾄ（115km）に変更された。（JICA F/S案）
・NEAは本計画の建設を決定し、1993年8月土木工事の入札締切り、現在業者とﾈｺﾞ
中、近々ｱｸｾｽﾛｰﾄﾞの建設に着手する。建設資金は世銀、ｱｼﾞ銀、KFW、OECFその
他の協調融資となっている。
・世銀の本件融資中止決定（1995年8月）により、計画は中止となった。(*)へ

1.NEAによれば、1995年4月段階での世銀ﾐｯｼｮﾝ（21日間にかけて調査）は
    ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ有りの判定を下しているとの由。
2.NEAとしては引き続き本案件復活を援助諸国に要請していく方針
    （1996年10月現在）。

F/S／水力発電

報告書の内容

- 134 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 NPL 007

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

ネパール

カトマンズ地区送配電網拡張整備計画

Master Plan Study and Feasibility Study on
Extension and Reinforcement of Power
Transmission and Distribution System in
Kathmandu Valley

宮川　喜章

日本工営㈱

90.10.12～90.11.15／91.6.2～91.7.7

5/4

2～3

118,363 千円

36.36 人月 （内現地11.36人月）

91.　12

日本工営（株）

K.C.Thakur
Managing Director
Nepal Electricity Authority(電力公社）

1995年／1996年までに実施すべき計画として、以下の
ものを提案した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（1）リングメイン・システムを含む高圧送電システムの増
強、整備。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（2）11kvおよび低圧配電線の整備、拡張。　　　　　　　
　これらの計画はFIRR:31.5％、EIRR:21.33％とフィージ
ブルであり、本計画実施により期待される開発効果は、
電力供給信頼度の向上、過度な電圧降下の低減、送
電ロスの軽減等である。

実施済

1)132KV変電所増強。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2）11KV開閉所3ヶ所の開閉機器取り替え。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
3)11KV地中線新設。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
4)66KV変電所及び66KV送電線新設。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
5)11KV幹線フィーダ及び付随する低圧配電線の増強整備。　　　　　　　　
　上記案件は、2段階に分けて実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　フェーズⅠ  Stage‐1:(3)及び(5)の一部　Stage‐2:(2)及び(5)の一部　　　
　フェーズⅡ Stage‐1:(3)及び(5)の一部　Stage‐2:(1)及び(5)の一部　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(*)の続き
1995年  1月:業者選定入札　(フェーズⅡ,Stage‐Ⅰ)
1995年  3月:業者契約          (　　　 〃　　　　　　)　
1996年  3月:工事終了          (　　　 〃　　　　　　)　
1995年12月:業者選定入札   (フェーズⅡ,　Stage‐2)
1996年  1月:業者契約          (　　　〃　　　　　　)
1997年  3月:(1)132KV変電所増強を除く
                      他の工事完了(　          　〃    　　)
     (変電所用機器の輸送中の破損による)
1997年11月:全作業完了       (　　　　　〃　　　　　)
1998年  2月:全作業官僚届提出 (　   　　〃　　　 　　)
6．機材供与有り。受入研修等はなし。現地での建設作業を通しての直接
指導があった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1.実施機関　NEA(Nepal　Electricity　
Authority)
2.プロジェクトサイト:カトマンズ地区　　　
3.総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　
フェーズⅠ:1,686,000千円　　　　　　　　　
無償資金協力「カトマンズ地区配電網拡
張整備計画（1）」　　　　　　　　
（1992.7.16EN署名、9.34億円）
（1993.6.29EN署名、7.52億円）　　　　
フェーズⅡ:3,538,000千円　　　　　　　　　
無償資金協力「カトマンズ地区配電網拡
張整備計画（2）」　　　　　　　　
(1994.9.  8EN署名、15.02億円)　
(1995.6.20EN署名、20.36億円)　　　　
4.実施内容　左記の2）,3）及び5)の一部　
5．実施経過　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1992年12月:業者選定入札
                          (フェーズⅠ, Stage‐1)
1993年  1月:業者契約
                          (　　  　　〃　　　　　　)
1994年  3月:工事終了
                          (　　  　　〃　　　　     )
1994年  1月:業者選定入札
                          (フェーズⅠ, Stage‐2)
1994年  2月:業者契約　
                          (　　　     〃    　　　　)
1995年  3月:工事終了　
                          (　　   　  〃    　　　　)
　

配線設備の老朽化による事故（停電）の多発、電圧降下の増大、送電損失の増加に
より、計画実施が急がれた。現在の実施内容は左記の緊急性の高いもののみに限
定された。案件(1)、(2),(3)、(5)は2段階に分けて実施され、案件(4)は電源不足のた
め、一旦当計画より除外。

本F／Sで対象となった案件のうち、特に緊急性の高いものに対し、1992年2月に基
本設計調査団（フェーズⅠ）を派遣し、基本設計調査スコープの1部（Stage‐1）に対
し、7月E／Nが調印された。その後、フェーズⅠ(Stage-2)に対して、1993年6月に
E/N調印された。1993年12月、フェーズⅡの基本設計調査が実施された。これを受
け、1994年9月及び1995年6月にそれぞれフェーズⅡ分の（Stage‐2）のE/Nが調印さ
れた。1997年11月、案件（4）を除く全作業完了。(4)は2001年に採択され、基本設計
調査開始の予定。

業務を受注した業者は、フェーズⅠ、Ⅱを通して、4Stageとも、株式会社トーメン。案
件(4)は「ネパール国第3次カトマンズ地区　配電網拡張整備計画基本設計調査」とし
て2001年末に採択され、2002年3月より基本設計調査が開始される予定。

F/S／送配電

報告書の内容

- 135 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 NPL 008

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

ネパール

イラム小水力発電開発計画

Feasibility Study on Ilam Small Hydropower Project
in the Kingdom of Nepal

杉山　廣志

中央開発(株) 海外事業部技師長

93.3.1～12.15

9

4～5

192,378 千円

40.27 人月

1994．2．1

（株）中央開発ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

ネパール電力庁（Nepal Electricity Authority:
NEA)

A.N.S Thaｐa
Managing Director

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有
2.EIRR=19.7％　 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電を代替とした場合
　FIRR=10.65％　現行電気料金RS2.27/Kwhをﾍﾞｰｽと
する。
3.ﾈﾊﾟｰﾙは数年前まではｱﾙﾝⅢ（200MW）、ｶﾘｶﾞﾝﾀﾞｷ
（140MW）等の大型水力開発を目指していたが、援助
各国の協調融資を必要とし、足並みがそろわず目下水
資源があるにも拘わらず、電力不足となり停電は日常
茶飯の事となっている。この急場をしのぐため、中小水
力の早期の開発と、民間資本の活用が目下の急務と
なっている。
ｲﾗﾑ小水の発電計画は、この目的に合致するのみなら
ず、特に最東端に位置し、地域格差などで問題の多い
この地区の発展に貢献すると同時に、この計画を実施
することによる雇用創出効果、関連産業の発展効果、
道路整備によるｲﾝﾌﾗの改善等、この地域にもたらす副
次的効果は大であり、東端地域の振興に大いに役立
つと考えられる。

実施済

総事業費：
　総事業費=14,640,500ドル　内貨分6,100,400ドル、外貨分8,540,100ドル

実施内容：
　1.流域面積　125平方Km　
　2.発電方式　流れ込み式　
　3.取水堰ダム　自然越流コンクリートダム　高さ4m、堤頂長33m
　4.池砂地　巾5m 　高さ3.5m　長さ56m　
　5.水路トンネル　幌形　高さ2m　巾2m　長さ3,200m　
　6.水槽　巾5m　高さ2～7.5m　長さ32.5m
　7.調整池　有効容量2,000平方m　深さ2.4m　
　8.水圧道路　鋼製　径1.1～0.6m　長さ990m　
　9.放水路　巾2m　高さ2m　長さ30m
 10.発電機器
　　水車：横軸ペルトン　2×3,300Kw, 304m 2×1.25立法m/s　　
　　発電機：湘同期　2×3,700Kva 11Kv 50Hz
　　変圧器：油入風冷　2×3,700Kva　11/33Kv
 11.送電線　架空線式　33kv1回線　4.7Km

1.NEAの自己資金により、1994年10月か
ら11月にかけて、工事用道路及びｷｬﾝﾌﾟ
ｻｲﾄﾞ工事が開始された。
2.ﾈﾊﾟｰﾙ政府より日本政府に対し、1994
年9月本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの詳細設計及び機器に
ついての無償資金協力が要請された。
しかしながら電力開発は無償資金協力に
なじまないとの理由で、日本政府は対象
案件として取り上げていない。
3.1997年現在、NEA独自で工事継続中

(*)より
設備の出力6.2MW（横軸ﾍﾟﾙﾄﾝ水車2台）
を計画し、発電所からのNational Grid（主
要送電線）まで3.5kmの送電線延長を含
め1998年8月の完成を目指し、工事進捗
状況45％（1997年末現在）完成している。
　1997年完成予定で工事が行われてい
たが、地質等に問題があり大幅に工事が
遅延している。1998年の工事進捗状況見
直しで完成年度を1999年8月として、この
時点で70％完了と見込んでいる。

2000年3月工事完了。現在順調に稼働
中。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：情報なし。

NEAは本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを是非とも実施したい希望をもっており、自国内で可能な土木工
事は自己資金で行い、先端技術を必要とする水車・発電機等の発電機器を無償資
金協力にて援助を仰ぎ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ全体を完成させたい意向である。

2000年3月工事完了。現在順調に稼働中。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1.NEAのﾈﾊﾟｰﾙ政府からの借入により工事用道の入札書類完成　（1994年7月）
2.工事用道路の入札　（1994年10月）
3.ｷｬﾝﾌﾟｻｲﾄの工事の入札　（1994年11月）
4.工事開始　（1995年10月）
5.工事終了  （1999年12月）
Iram発電所は現在Puwa Kholaと発電所の名称を変更して、建設工事推進中である。
本計画は環境問題を配慮した地下式発電所として計画され、建設業者との契約を
1995年10月に締結した。この建設業者は中国とﾈﾊﾟｰﾙの合弁会社CWHEC-Laxmi
である。資金はﾈﾊﾟｰﾙ政府（HMG/N）とNEAが出資し、その建設費は約5.74億ﾈ
ﾊﾟｰﾙﾙﾋﾟｰである。(*)へ続く

1995年初め、大規模水力開発であるｱﾙﾝ第3発電所（400MW）の計画が凍結となり、増々中小水力の開発が急務となってい
る。ﾈﾊﾟｰﾙの電力事情は大きな変化が無く、慢性的な電力供給不足は解消されていない。

（平成15年度国内調査）
変電所、特に変圧器にて、時々問題が発生し、その現地対応を行っている。導入管の一部で地盤、土壌（地質）問題にて、導
水管の基礎に関して検討中である。サイトの一部で地すべりの可能性があり、その防護を検討中である。

F/S／水力発電

報告書の内容

- 136 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 NPL 009

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

ネパール

ベリ・ババイ水力発電計画調査

Feasibility Study on the BHERI-BABAI
Hydroelectric Project

大沼　茂夫

日本工営（株）

第一段階：98.3.1-98.3.30/98.8.29-98.9.17/
98.11.11-98.11.25/99.1.7-99.1.31

第二段階：99.7-01.12(当初予定）

8

8～10

2,769 千円

23.57 人月

1991.12

日本工営（株）
中央開発（株）

水資源省

遅延・中断

1. 計画の概要
 (1) 調査の目的
 本調査は、ﾈﾊﾟｰﾙ国西部地区での地方電化の促進を図ると共に、東西
基幹送電網を通じて余剰電力を中央消費地区へ供給することにある。

 (2) 調査の内容
 本調査は、二段階で実施され、第一段階で計画の概略検討を行い、特
に環境上の問題をｸﾘｱｰにした段階で第二段階で本格調査を行う計画で
あった。しかしながら、2000年後半より、現地治安状況が悪化し、同年の9
月には安全確認調査団が事業団より派遣された。同調査の結果、治安状
況が改善されるまで、本調査の実施を見合わせるという、実質的な調査中
断で対応する方針が決定され、今日にいたっている。尚、中断までに実施
された第二段階調査の結果は進捗報告書(2)におさめられたうえで、相手
国側担当機関に提出されている。（2001.3月） （平成15年度　国内調査）

治安が回復しないため、進展なし。

(平成16年度　国内調査）
治安悪化のため、事業化は進展していない。

2002.3現在：変更点なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：変更なし

（平成15年度　在外調査）
情報なし

（平成15年度　国内調査）
治安上の理由により本調査が中断された後も、マオイストの活動により実施不可能な状況である。

(平成16年度　国内調査）
治安悪化のため、事業化は進展していない。

F/S／水力発電

報告書の内容

- 137 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 NPL 010

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ネパール

クリカニ第３水力発電所開発計画調査

Feasibility Study on the Construction of the
Kulekhani-Ⅲ Hydro-power Plant

小玉　勉

日本工営　（株）

2001．９～2003．3

11

13～14

119,259 千円

85.72 人月

2003．2

日本工営　（株）

ネパール電力公社（(Nepal Electricity
Authority: NEA)

本計画の今次”Ｕｐｇｒａｄｉｎｇ　Feasibility　Study”の結
果、ネパール電力系統の持つ現状と乾期信頼度のあ
るピーク電力を系統に供給できる本計画の特質を考慮
し、本計画の最適開発規模は設備容量45MWの調整
池式発電所となった。設計、施工計画・積算に基づく
経済・財務分析の結果、EIRRが15．3％、FIRRが5％と
なった。本計画は技術、環境、経済、財務の点から実
施可能である。本計画の電力系統への最適投入時期
につき検討した結果、本計画は2007年に運転を開始
することが最適であることが明らかになった。また、本計
画の電力系統への投入の妥当性を検討した結果、本
計画は2007年度乾期の電力不足を避けるため、夕方4
時間にピーク電力を供給することが妥当であることが分
かった。従い、本調査に継続し、2003年詳細設計を実
施し、本計画の建設を早急に実施する必要がある。

遅延・中断

調査の目的：
本調査は、ネパール国において、乾期に不足するピーク電力に対応する
ためクリカニ第3水力発電所計画の電力系統への投入に焦点を当て、１）
ネパール国電力公社によって実施された本計画に係る最新のF/S報告書
をレビューするとともに、２）これを補足する地質調査・環境調査を実施し、
最適な開発計画を策定し、技術面、経済・財政面かつ環境面から実施可
能性を検討することを目的とする。また、本調査に関連する技術移転およ
び技術者の育成を行う。

調査の内容は以下のとおりである（平成15年度　在外調査より）：
１．社会経済状況
２．水文学、地質学、地形学的なサイトの状況
３．環境評価
４．電力調査
５．最適開発計画
６．最適貯水作業
７．実施可能性
８．建設計画及び費用の概算
９．プロジェクト評価
１０．技術移転

調査の範囲：
本調査は、平成13年9月から平成12年２月まで3ステージ（予備調査、詳細
調査、設計・経済調査）に分け、現地予備調査、国内準備作業、5回の現
地調査と3回の国内作業を18ヶ月間実施した。

(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成15年度在外調査)　NEAの2002年度開発計画によると、本プロジェクトは2007/2008年まで
のパイプラインプロジェクトに認定された。現在、ネパール政府が日本政府に対し、無償もしくは
円借款支援を要請していると考えられる。
(平成16年度国内調査)　NEAは、2008/09年に想定されている電力不足に対応するため、KL-3
をパイプラインプロジェクトとして考えていた。しかし、2008/09年の投入が実質上不可能となった
現在、NEAは更にキャパシティの大きい他プロジェクトを推進することに力を入れており、KL-３は
パイプラインプロジェクトのリストから外された。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成15年度在外調査)　NEAの2002年度開発計画によると、本プロジェクトは2007/2008年まで
のパイプラインプロジェクトに認定された。
(平成16年度国内調査)　2002年7月に円借、JBICローン資金要請をしたが、目途は立っていな
い。
(平成17年度国内調査)　本プロジェクトは逼迫する乾春ピーク電力供給に対応するため、パイプ
ラインプロジェクトとして、2007/8年の運転開始を目指していたが、当時のNEAが大型貯水池式
発電所の開発に方針転換した為、プロジェクトの実施は棚上げされた。
ネパール国は、現在、電力不足が深刻化してきており、計画停電が頻繁に実施されている。新規
の電源開発が進んでおらず、クリカニIIIの早期実施を再度希望している。然しながら、政治的不
安定、治安状況の悪化、ローンの未消化等により、ドナーからの新たな支援が得られない状況に
あり、債権の発効による自己資金での開発を考えているとの情報もある。

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PAK 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

パキスタン

特殊鋼工場再建計画調査

The Study on Rehabilitation Plan of Special Steels
of Pakistan Ltd.

御手洗　良博

(社)日本プラント協会

80.3.2～3.28

8

54～55

46,286 千円

0.00 人月

1980/11

(社)日本プラント協会
大同特殊鋼(株)

工業管理委員会
重工業公社

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：無し（代替え案との比較）
2.IRR=△7.174％
3.計画の問題点
(1)特殊鋼の需要が少ない。
(2)製鉄用原材料は大部分輸入に依存しており、その
価格は極めて高い。
(3)財務分析の結果、資金効率や採算性は極端に悪
く、負債は長期間解消されない。

中止・消滅

実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ

総事業費
　85.6百万Rs
　　　（21,400百万円、1USﾄﾞﾙ=10Rs.=250円

実施内容
　　　　　　　　　                 　(単位t/y)
              1年目    5年目    10年目
ﾋﾞﾚｯﾄ        660        970       1,560
棒  鋼     1,840     2,700       4,360
角  鋼        460        680       1,080
平  鋼     4,840     7,100      11,420
合  計     7,800   11,450      18,420

　・機械設備　ｽｹｰﾙﾌﾞﾚｰｶｰ、ﾋﾞﾚｯﾄ矯正機、疵検出機等の追加
　・技術指導（3年間）

実施経過
　上記の通り

JICAによるF/S調査の結論としてﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰがなかったため。

1999.10現在：変更点なし

F/S／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容

- 139 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PAK 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

パキスタン

ラクラ炭田・石炭火力発電開発計画調査

The Feasibility Study for the Iakhura Coal Mining
and Power Station Project in the Islamic Republic
of Pakistan

内田　昭八

三井鉱山海外開発(株)

79.5.19～1.25／
79.6.9～1.25／
80.5.29～7.10

11,2,19

54～55

416,335 千円

0.00 人月

1981/2

三井鉱山海外開発（株）

水利電力省 Mr.Aftab Saccd Khan
PMDC  Mr.A.A.Malik
WAPDA  Mr.M.Akram Khan
WAPDA  Mr.Khawaja Daood

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=11.9％、条件：外貨…金利　 8.75％、25年
                                   内貨…金利　12.5 ％、20年
3.期待される効果
(1)重油火力発電所と比較すると、燃料費が2分の1で
     経済的に有利。天然ｶﾞｽの節約。
(2)雇用機会の増大。
(3)収入の地域還元。

遅延・中断

実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　石炭火力発電所の立地地点、Jamshoro

総事業費
　12,008百万Rs　内貨　6,675百万Rs
                            外貨　5,333百万Rs
　（1Rs=22円、1980.6時点）

実施内容
　・発熱量約4,600kcal/kgの石炭が年産約100万ﾄﾝのペースで30年間
      供給可能
　・発電所：300MW×1unit
　・炭　鉱　生産設備、補助施設、鉄道
　・発電所　ﾎﾞｲﾗｰ、ﾀｰﾋﾞﾝ、発電機、主変圧器

実施経過
　工事前準備期間　　　約24ヶ月
　　1983.4　　　　建設開始
　　1987.1　　　　本格的出炭
　　1987.3　　　　発電所の営業運転開始

　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの現況に至る理由
1.本石炭火力発電計画は炭鉱開発、輸送鉄道の建設等を必要とし、投資額が莫大
なものとなるため。
2.石炭の品位が低い。
3.ﾊﾟｷｽﾀﾝ・中国間で本案件に関して政治的話し合いがもたれた模様である。

1.WAPDAは本計画を中断し、輸入重油火力発電計画を優先させた。
2.Jamhoro火力1号機（重油250MW）の実施計画を東電設計が受注、さらに建設工事
は三井物産・三井造船・富士電機ｸﾞﾙｰﾌﾟが受注した。なお、WAPDAは本計画を中
国製流動床ﾎﾞｲﾗ50MW×3によって実施する計画を進めている。また本計画には、
円借款21,736百万円が供与されている。
　（1984.2. L/A 締結）
初期段階で、F/Sを実施したのみで、その後進展はなく、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは事実上終結し
ている。
1999.10現在：変更点は特になし。

F/S／ガス・石炭・石油

報告書の内容

- 140 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PAK 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

パキスタン

ウェストワーフ火力発電開発計画調査

The Feasibility Study on West Wharf Thermal
Power Plant Project in the Islamic Republic of
Pakistan

高沢　克巳

東電設計(株) 火力本部

87.11.23～88.5.31

8

62～63

78,642 千円

人月

1988．5

東電設計（株）

S.M. Arshad Bokhari
Managing Director
Karachi Electric Supply Corporation (KESC)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=14.0％（電力値単価 113.65ﾊﾟｲｻ/kwh）
　EIRR=19.9％（　　　　　　〃　　　　　 ）

条件：
(1)電力需要の急伸に対応できる大容量新電源の早期
建設
(2)200MW油焚き火力発電設備2基の建設
(3)送電網の系統強化

遅延・中断

総事業費：
　48,392百万円  うち内貨   8,116百万円    うち外貨  40,276百万円
(1Rs＝7.4074円)

実施内容：
　200MW × ２基の発電所　土木建設工事 　送電線設備　既設発電所撤
去工事　発電機

 実施経過：
　準備から着工まで約11ケ月
　工事実施期間約36ケ月（１号機）
　　　　　　　約32ケ月（２号機）
　92.10　　１号機　運転開始
　94.10　　２号機

本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはｶﾗﾁ電力公社の電力網強化対策として新規大容量火力の
建設並びに基幹送電線(220kv)の拡充強化を目的としており、ｶﾗﾁ電力公
社並びにﾊﾟｷｽﾀﾝ国の電力需要不足の補完する重要ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして位置
付けられている。

88年に次段階調査（Ｄ／Ｄ）が行われたが、93年以降に民間発電業参入の計画が
進められており、本事業も民間に委ねるべきとの方針がある。カラチ電力はこれに反
対しているが、政府との間に考え方の差があることから、本事業の実現には時間がか
かる模様。

1988.5　F/S提出
1988.7　詳細設計業務締結（無償技術供与）
1988.11　詳細設計業務開始
1989.8　詳細設計報告書提出
1989.10　発注仕様書（草案）提出
1990.1　最終報告書提出
1999.10現在：変更点なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

ﾊﾟｷｽﾀﾝ国7次5ヶ年計画（1988～1992年）に着工すべき地点とし、計画されている。
現在、ﾊﾟｷｽﾀﾝ政府内の投資調整委員会で内容検討中。環境問題及び燃料貯蔵等
について委員会より実施機関（KESC）に質問が出され、KESCは回答済。投資調整
委員会通過後、円借款の要請がなされるものと思われる。

F/S／火力発電

報告書の内容

- 141 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PAK 004

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

パキスタン

豆炭生産計画調査

The Feasibility Study on Smokeless Coal
Briquettes Development Project in the Islamic
Republic of Pakistan

田中　恒二

テクノコンサルタンツ(株) 常務取締役

88.6.21～7.20

12

62～63

110,765 千円

30.43 人月

1989/2

テクノコンサルタンツ(株) 

パキスタン鉱業開発公社(PMDC)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=12.3％
   EIRR= 1.9％

　条件
　　市場価格を用い、特別な特典は用いてない。

遅延・中断

実施期間
　PAKISTAN MINERAL DEVELOPMENT CORPORATION (PMDC)

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｼﾝﾄﾞ州ﾗｸﾗ炭鉱PMDC用地

総事業費
　1,278百万円
　うち内貨　860百万円
　うち外貨　418百万円
　　1.00USﾄﾞﾙ=18.11RS
　　1.00RS.=7.32円

実施内容
　ﾗｸﾗの褐炭とﾊﾞｶﾞｽ原料とし50,000ﾄﾝ/年の豆炭製造プラントを建設す
る。
　ﾌﾟﾗﾝﾄ一式
　付帯設備一式

実施経過
　1988.3～1989.1

　ﾊﾟｷｽﾀﾝ政府内に（PCSIR）、国産技術による豆炭の工業化を進めたいとの意見もあ
り、政府内で調整中である。PMDCは国産技術による豆炭の品質が劣るため、日本
の技術による工業化を希望している。また、炭鉱の所在地であるｼﾝﾄﾞ州政府が実施
する案もあり、それらの意見の調整中。

　ﾊﾟｷｽﾀﾝ政府は、日本政府の無償援助による実現を希望し、要請書を近く提出す
る。国産技術優先論が強く、進展していない（1994年3月現在）。
　1999.10現在：情報無し。

フォローアップ調査（国内調査）終了年度：2003年度
終了理由：本調査を担当したコンサルタントが解散となり、調査の実施が困難になっ
たため。

F/S／エネルギー一般

報告書の内容

- 142 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PAK 005

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

パキスタン

パキスタン・ムンダ多目的ダム計画

Feasibility Study on the Development of Munda
Dam Multipurpose Project in Islamic Republic of
Pakistan

野中　哲

日本工営（株）

98.5.11-98.6.24/98.9.28-99.3.14/99.5.31-99.7.3/
99.10.5-99.10.18/00.1.13-00.1.29

15

9～11

357,644 千円

65.37 人月 （内現地35.44人月）

2000.2

日本工営（株）
日本技研（株）

ﾊﾟｷｽﾀﾝ国水利電力公社（WAPDA)

Sanaullah Ch. （計画調査課長）

1. 本ﾀﾞﾑ計画は技術的側面、経済的側面そして環境の
側面からもﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙであることが証明された。

2. 本ﾀﾞﾑ計画の経済的内部収益は13.2%、財務的内部
収益は12.7%である。

3. 期待される開発効果
・水力発電：最大出力74万kW、年間発生電力量
2,407GWh

・灌漑：新規純灌漑面積6､109ha、既設水路への用水
補給

・ﾀﾞﾑの洪水調節容量1億立方メートル、年平均洪水被
害軽減額46百万ﾙﾋﾟｰ

具体化進行中

1)実施期間：本調査ではｽﾃｱﾘﾝｸﾞｺﾐｯﾃｨは組織されなかった。当該開発計
画の実施・運用担当機関は水利電力公社と考えられる。

2)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾑﾝﾀﾞﾀﾞﾑは、ﾊﾟｷｽﾀﾝ国北西辺境川を流れｽﾜｯﾄ川の既設
ﾑﾝﾀﾞ頭首工から上流約5km、州郡ﾍﾟｼｬﾜｰﾙの北約37kmに位置する。

3)総事業費：外貨分612百万米ﾄﾞﾙ、内貨分537百万米ﾄﾞﾙ、合計1,149百
万米ﾄﾞﾙと見積もられた(1999年9月価格）。

4)実施内容：
・ﾑﾝﾀﾞﾀﾞﾑ：ｺﾝｸﾘｰﾄ表面遮水壁型
  ﾛｯｸﾌｨﾙ213m高、堤長760m
・発電所：設備容量740MW（185MWx4台）
  年間発生電力量2,407GWh
・送電線：220kV延長30km
・左岸灌漑施設：4,540ha（総面積）、
　水量 4.4m3/s、ﾄﾝﾈﾙ＋幹線水路14km
・右岸灌漑施設：2,310ha（総面積）、
　水量2.2m3/s、ﾎﾟﾝﾌﾟ＋幹線水路13km

5)実施経過：詳細設計・入札書類作成：3年
            仮排水ﾄﾝﾈﾙ建設期間：2年
            本体建設期間：6.5年
            全体工事期間：9年

2000.11現在：特になし
2003.3現在：特になし
(平成17年度国内および在外調査)
次段階調査：　Munda Multipurpose Dam
Project Review and Upgrading of F/S and
Preparation of Preliminary Engineering Designs
with Cost Estimation
実施期間：　2004年4月～2005年8月頃
　実施機関：　AMZO Corporation　(パキスタン
系米国企業)
　目的：　JICA開発調査で行ったF/Sのアップ
デートとレビューおよび基本設計、事業費算
定、EIA 報告書作成、及び再定住アクションプ
ラン策定
　標記調査報告書との関係：
　　1992年11月　Pre-F/S調査：　パキスタン水
電力公社（WAPDA）
2000年3月　F/S 調査：　JICA　(日本工営/日
本技研)
2004年～　　F/S調査のアップデートとB/D：
AMZO社
　進捗：　AMZO社の上記調査のため、日本工
営が2003年12月にプロポーザルを提出したが
失注。独のラーメイヤー社が受注し、調査を実
施したようであるが、詳細は不明。F/S調査終了
後、NTDCとM/s AMZO間において関税につい
て合意が得られるならば、プライベートセクター
からのスポンサーが得られる可能性があり、
Gop's power generation policy 2002のもとでプ
ロジェクトが実施可能である。

(平成15年度国内調査)　民間企業がIPP事業を実施する提案をしている模様である。
(平成16年度国内調査)　民間の案件として実施中。出資はアムロン(アメリカ）。D/D(コンサル）の
入札実施済み。
(平成17年度国内および在外調査)　特記事項なし

2000年夏に本計画の実施プログラム（PC2)がWAPDAにより作成され、パキスタン政府内での詳
細設計への承認はおりている模様。しかしながら、現在のところ、パキスタン政府から日本政府へ
の本案件に関する支援要請は出されていない。（2002.3現在）
2003.3現在：状況に変化なし
(平成15年度在外調査)　情報なし
(平成15年度国内調査)　現在のところ日本政府への正式要請はない。
(平成16年度国内調査)　民間の案件として実施中。出資はアムロン(アメリカ）。D/D(コンサル）の
入札実施済み。
(平成17年度国内および在外調査)　特記事項なし

機材供与・受入研修・現地セミナー：
機材供与有り（測量・水分・事務・地質機材、車両）
受入研修（2回、合計4名）
現地セミナー（合計3回）
(平成17年度国内および在外調査)　特記事項なし

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 LKA 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

スリランカ

合成繊維工場新設計画調査

Study on the Establishment of Synthetic Textile
Mill Project in the Republic of Sri Lanka

植木　茂夫

(社)日本プラント協会

77.2.4～3.17

7

51～52

36,480 千円

0.00 人月

1978/3

(社)日本プラント協会

化学工業省
繊維工業省

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=6.9％、EIRR=17.5％
　条件：適切なﾌﾟﾗﾝﾄｻｲﾄの選定
3.期待される開発効果：
(1)繊維産業の発展に寄与
(2)民生の安定
(3)雇用の増大（家族を含め10,000人増）

中止・消滅

実施機関　－
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ｺﾛﾝﾎﾞ市北方あるいは近郊
総事業費
　内貨 216,582千Rs
　15,795百万円　外貨 209,299千Rs
　　　　　（28,750千USﾄﾞﾙ）
　　　建設関連　26,294千USﾄﾞﾙ
　　　　頭金　15％自己資金
　　外貨分　　残　85％外国の資金援助
　　　　運転資金 2,456千USﾄﾞﾙ
　　　　　自己資金
　　　　建設関連　180,077千Rs
　　内貨分　　自己資金
　　　　運転資金　36,505千Rs
　　　　　市中銀行より借入
実施内容
　紡績　2,100t/年
　織布　20百万Yard/年
　加工　受託加工分（10百万Yardを含め）
　　　　30百万Yard/年
　紡績設備　精紡機58台、25,056　錘
　織布〃　　織機612台
　加工〃　　　　　　　　　　
　取水及び水処理設備
　ﾎﾞｲﾗｰ、受配電設備、冷凍機廃水処理設備、消火設備
　通信設備、住宅設備
実施経過
　1982年操業開始予定
　建設工期　24ヶ月

1.F/S終了後政権が交替したこと。
　旧政権は本件をﾅｼｮﾅﾙﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとし国内消費用繊維製品製造を目的としていた
が、新政権は輸出用権威製品を合弁の形態で製造することを計画している。
2.繊維産業をといりまく環境が変化した。

1999.10現在：変更点なし

F/S／その他工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 LKA 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

スリランカ

アッパーコトマレ水力発電開発計画調査

Feasibility Study on Upper Kotomale Hydroelectric
Power Development Project in Sri Lanka

佐山　實

(株)中央開発インターナショナル 取締役副社長

1984.11-1984.7

15

59～62

35,000 千円

91.51 人月 （内現地41.21人月）

1987/7

中央開発(株)

スリランカ電力庁(CEB)
N.A.J Perera(現Chairman)
K.K.Y.W Perera(前Chairman)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=11.9％    但し、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電を代替と
　FIRR=9.06％    したEIRRと現行電気料金をﾍﾞｰ
                        ｽとしたFIRRである。
3.ｽﾘﾗﾝｶの向こう20年間の電力需要想定から97年に必
要とされる対象ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄである。特に90年代に大規模
に導入される石炭火力が予定どおり進行した場合、そ
れら火力との組合せにおけるﾋﾟｰｸ用発電としても最も
経済性が高いﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄである。又、化石燃料資源のな
いｽﾘﾗﾝｶにおいては水力資源は国家経済上貴重な資
源であるが、同国に残された水力資源の中で本ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄは最も優れた水力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄである。なお、発電単価
は7円/KWHと非常に安価で経済性の高いﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで
ある。

具体化進行中

実施機関
　ｽﾘﾗﾝｶ電力庁（CEB）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｽﾘﾗﾝｶ中央南部のﾏﾊﾍﾞﾘ河支流ｺﾄﾏﾚ川の最上流部、ﾇﾜﾗｴﾘﾔ県
総事業費
　9,800百万ﾙﾋﾟｰ（556億円）
　うち外貨分　5,460百万ﾙﾋﾟｰ
　　　（1USﾄﾞﾙ=161.6円=28.5Rs）
実施内容
                                   ｶﾚﾄﾞﾆｱ計画         ﾀﾗﾜｹﾚ計画
　流域面積                  235平方km          363平方km
　ﾀﾞﾑ型式                ｺﾝｸﾘｰﾄ重力式    ｺﾝｸﾘｰﾄ重力式
　ﾀﾞﾑ高さ                         70ｍ                     20ｍ
　貯水池有効容量   30百万立方ｍ      2百万立方ｍ
　導水路（主）                2,980ｍ               13,070ｍ
            （支）                   4,130ｍ                9,420ｍ
　放水路                        2,170ｍ                 460ｍ
発電計画
　有効落差                   144ｍ                 468ｍ
　　最大使用水量    35立方ｍ/s      50立方ｍ/s           計
　　最大出力                44MW               204MW             248MW
　　年間発電量         135GWH              674GWH          809GWH
　　ﾌｧｰﾑ電力量          76  〃                  331  〃               407  〃
　　二次電力量            59  〃                  343  〃               402  〃
　　設備利用率            35％                   37.7％
　　建設費            4,160百万ﾙﾋﾟｰ  5,640百万ﾙﾋﾟｰ  9,800百万ﾙﾋﾟｰ

　　1985.11計画開始
　　1987.7  計画完了

(*)より　
　　流域面積         310.6km2
　　ﾀﾞﾑ型式           ｺﾝｸﾘｰﾄ動式
　　ﾀﾞﾑ高さ            34ｍ
　　貯水容量　　　0.67MCM
　　導水路             中4.3ｍ×12.815ｍ
　　水圧道路　　   中4.3～1.45×796ｍ
　　放水路             中4.3ｍ×409ｍ
　　発電所             地下式　
                         19ｍ×50.5ｍ×36.5ｍ
　発電計画
　　有効落差　　 　  473.1ｍ
　　最大使用水量    36.9ｍ3/s
　　最大出力            150MW
　　水車                 立軸ﾌﾗﾝｼｽ水車　
                        2×77MW　600rpm
　　発電機　　　　 三相同期発電機　
                        2×88MVA　13.8／220V
　　送電線　　　 　22KV×2回線×18.5km
　　建設費　　　 　US$ 260 million
　1995年6月詳細設計及び入札図書が完成し
たが、環境問題で難渋しており、開発着手は見
合わされている。
　1996年4月～6月　代替案の追加調査実施、こ
の内容につき環境審査が行われ、開発着手は
却下された。1997年CEBはこの環境審査につ
いて再審査を要請した。1998年この再審査はﾊﾟ
ｽしたが、その後再度環境問題として追訴され、
これらの問題について審査されている状況であ
る。　　　2003.01現在：懸案の環境問題は現地
政府関係者内で解決。2002.3.23 L/A締結
「アッパーコトマレ水力発電所建設事業」
（33,265百万円）。(**)へ続く　　　　　　　　　　　　　
　　　　

　1987年から激化したｽﾘﾗﾝｶの内紛のため、経済活動も停滞し、電力需要の伸びも
鈍化し、本計画の具体化が遅れていた。しかし一部地域を除き内紛も落ち着いてき
た事と、それと同時に電力需要も回復してきたため、本計画が再び脚光を浴びて、
実現に向けて推進されつつある。（1994年3月現在）。
(**)の続き
その後、スリランカ政府、実施機関（セイロン電力庁）はJBICガイドライン、スリランカ
政府公共事業法に基づき、コンサルタント選定の入札業務に入り、2002.9.25入札締
め、評価・選定の結果、現地政府側の問題により流札。2003.2現在、再入札手続
中。

　1986年から始まったｽﾘﾗﾝｶ国内の民族紛争による経済成長の停滞、電力需要の延びの鈍化が
あったため、また一方、石炭火力推進の動きもあったため、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの着手は見送られてき
た。しかし、1991年6月、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施のためのE/Sの実施に対する借款要請が日本政府に対
してなされた。これをうけ、ﾌｧｸﾄ･ﾌｧｲﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ･ﾐｯｼｮﾝ（1991.9）、4省庁ﾐｯｼｮﾝ（1991.11）を経て
OECFはｱﾌﾟﾚｲｻﾞﾙ･ﾐｯｼｮﾝを1991年12月に派遣し、E/S実施のためのTORが策定された。更に
1992年3月E/N,L/Aが締結し、1993年9月中央開発、日本工営、電源開発ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ、CECB
の4社による共同企業体にてE/S実施を行うことが決まった。E/S実施は1993年9月から行われ、
1994年3月までにF/Sのﾚﾋﾞｭｰと最終開発案の見直しが行われた。又、1995年8月までにその開
発案に基づく詳細設計が実施される。（OECF円借款E/S92.3.31 14.82億円）。1994年3月に見
直された開発案は、大容量ﾀﾞﾑを含むｶﾚﾄﾞﾆｱ計画は当面取りやめることとし、将来はｶﾚﾄﾞﾆｱ計画
も考慮される事もあるとして、ﾀﾗﾜｹﾚ計画のみ先行に開発することとなった。その諸元は次の通り
である。 (*)へ続く

　外貨節約、地域開発等への波及効果も大きいので、本件が実施されれば、経済復
興計画の目玉となろう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 LKA 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

スリランカ

ｹﾗﾜﾗﾋﾟﾃｨﾔｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞｻｲｸﾙ発電所建設計画調査

The F/S on Combined Cycle Power Development
Project at Kerawalapitiya

筒井　善二郎

東電設計(株)

97.12.9～12.26／98.8.17～8.28/
98.2.10～3.5／98.11.3～11.14/
98.5.12～5.26

14

9～10

161,656 千円

46.50 人月

1998.10

東電設計（株）

Ceylon Electricity Board (CEB)

1.本調査で技術・経済・財務・環境面から評価を実施し
た結果、本発電所の建設計画は実施可能であると結
論した。

2.本計画は技術的・経済的にﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙであると共に環
境影響評価上も問題がなく、“水主火従”を是正すると
いうCEBの基本方針のためにも需給ﾊﾞﾗﾝｽ予測からし
ても、早期実施を勧告する。

具体化進行中

1996年の電化率は46.8％で、政府は2005年までに80％の電化を計画。
WASPによる電力開発結果によると2012年までに水力70MW、火力
2588MWが必要。

主要諸元・設計条件：
(1)電力出力：150MWｺﾝﾊﾞｲﾄﾞ･ｻｲｸﾙ1基
(2)ﾀｰﾋﾞﾝ人口温度：1,200℃ｸﾗｽ
(3)年間利用率：70％
(4)燃料貯蔵量：45日分
(5)最低負荷：ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞｻｲｸﾙとして定格10％
(6)排出ｶﾞｽ基準：SO2　340mg/MJ
No2　　130mg/MJ
ﾊﾞｲｼﾞﾝ　40mg/MJ

（平成15年度　国内及び在外調査）
現況に関する情報不足であるため、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの現況は暫定措置。

(平成16年度国内調査）
スリランカ政府は03年夏ごろ、IPPとして以下2オプションを公示し、各1グループずつ応札した。
　１）１５０MWオプション：香港ベースのワールドエネギー
　２）300MWオプション：KEPSO（韓国電力）+サムソン
現在、上記の評価を実施中とのこと、情報では両者とも充電価格が高すぎるとのこと。一方、コロンボ市内と当該発電所までの
送電線プロジェクトは円借款の供与が決まっており、JBICは発電所の建設を中止している。

2002.3現在：変更点なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：変更点なし

（平成15年度　国内及び在外調査）
情報なし

(平成16年度国内調査）
スリランカ政府は03年夏ごろ、IPPとして以下2オプションを公示し、各1グループずつ応札した。
　１）１５０MWオプション：香港ベースのワールドエネギー
　２）300MWオプション：KEPSO（韓国電力）+サムソン
現在、上記の評価を実施中とのこと、情報では両者とも充電価格が高すぎるとのこと。一方、コロンボ市内と当該発電所までの
送電線プロジェクトは円借款の供与が決まっており、JBICは発電所の建設を中止している。

F/S／エネルギー一般

報告書の内容

- 146 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 ARE 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

アラブ首長国連邦

発電・海水淡水化プラント海水油害防止対策調査

Study on Measures to Prevent Oil Pollution of
Thermal Electric Power Stations and Sea Water
Desalination Plants

村山　義夫

(財)造水促進センター

88.3.4～3.28／88.9.14～11.11
89.9.20～9.29／89.1.18～3.3

20

62～1

208,404 千円

55.80 人月 （内現地25.23人月）

1989/10

(財)造水促進センター

水電気庁(WED)
Water & Electrocity Department
Dr.Shams EI Din

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

　条件：約56億円の投資により油汚染防止用ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
ｼｽﾃﾑが設置可能である。

遅延・中断

実施機関
　WED

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Umm AI Nar

総事業費
　5,610百万円（89年3月時点）

　油汚染防止用ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑの構築。

実施経過
　WEDにて検討中、未着手

　2000.10現在：日本側に水理模型の問い合わせがあったが、その後進展なし。

　周辺地域において同様調査を実施する計画がある模様。

F/S／エネルギー一般

報告書の内容

- 147 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 DZA 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

アルジェリア

海水淡水化計画（大アルジェ圏）調査

Feasibility Study on the Establishment of Sea
Water Desalination Plant in Democratic and
People's Republic of Algeria

村山　義夫

(財)造水促進センター

83.3.12～3.31

11

57～58

58,402 千円

29.71 人月 （内現地7.01人月）

1983/10

(財)造水促進センター
日揮(株)

水資源省：
Le Ministere de 1`Hydraulique
  Rabah Chenoufi
（水資源環境森林省調査局長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=1.44～13.32％
3.期待される開発効果
(1)本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、1984年初頭から1986年中期までに
MSR（多段ﾌﾗｯｼｭ蒸発）法海水淡水化ﾌﾟﾗﾝﾄ15万立方
ｍ/日（5万立方ｍ/日×3基）を完成させることによって
深刻な水不足を解消するとともに社会環境の改善をも
たらす。
(2)本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの推進に当たっては財務状況の改善及
び生産水価格の低減を図るために、政府出資あるいは
補助金の十分な提供と資金調達の合理化に十分な配
慮が必要である。

遅延・中断

実施機関
　水資源環境森林省

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　　ﾌﾟﾗﾝﾄｻｲﾄ：Stamboul
　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｴﾘｱ：大ｱﾙｼﾞｪ圏

総事業費
　総事業費       223.5百万USﾄﾞﾙ
　うち外貨分     194.1百万USﾄﾞﾙ
　　　　　　　　（1USﾄﾞﾙ=230円=4.6ﾃﾞｨﾅｰﾙ）

実施内容
　1. 15立方ｍ/日（5万立方ｍ/日×3基）、日海水淡水化ﾌﾟﾗﾝﾄの建設及
び関連工事
　2. 海水淡水化生産水の配水施設の建設及び関連工事

実施経過
　1984.1    建設開始
　1986.10  建設完了

1.現況に至る理由
大ｱﾙｼﾞｪ圏の水不足は深刻であり、現在、一時的に水需要が緩和されているとはい
え、いずれは実施せざるを得ないﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄである。
しかし、市内配水管の改修、ﾀﾞﾑの活用等により当面は所要の給水が見込めることか
ら、本件の具体化は当分延期される模様である。
2.報告書と具体化されたものの差異
現時点で実績のある最大級のﾕﾆｯﾄ規模3万立方ｍ/日を採用したいとする「ｱ」側の
方針。

1983.11～1984.6　ﾃﾝﾀﾞｰﾄﾞｷｭﾒﾝﾄ作成（造水促進ｾﾝﾀｰ）
Tenderは発表されていない（中断）
1999.10現在：新情報なし

技術移転
1.日本及び世界における海水淡水化技術の現状について1982年11月ｱﾙｼﾞｪ市に
おいて海水淡水化技術ｾﾐﾅｰを開催し、技術指導を行った。
2.1983.5.18～6.3　ｱﾙｼﾞｪ国際見本市にJETROの要請により海水淡水化ﾌﾟﾗﾝﾄのﾃﾞ
ﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝを行った。

F/S／工業一般

報告書の内容

- 148 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 DZA 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

アルジェリア

海水淡水化計画（オラン・モスタガネム市域）調査

The Feasibility Study on the Establishment of Sea
Water Desalination Plant (Oran and Mostaganem
Areas) in Democratic and People's Republic of
Algeria

村山　義夫

(財)造水促進センター 常務理事

84.2.8～3.3

18

58～59

125,175 千円

45.24 人月 （内現地10.61人月）

1984/11

(財)造水促進センター
(株)神戸製鋼所

水質資源環境森林省：
Le Ministere de 1'Hydraulique de
1'Environment et Foret Rabah Chenoufi
（水資源環境森林省調査局長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=28.6～49.61％
3.期待される開発効果
(1)生産水を給水することによって深刻な水不足を解消
するとともに、社会環境の改善をもたらす。
(2)ｱﾙｼﾞｪﾘｱ政府当局はﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施において稼働実
績を最も重視することからMSF法の採用を検討してきた
が、RO法の技術進歩は目ざましく、経済的にも好まし
い方式であり、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのﾓｽﾀｶﾞﾈﾑ市域ではRO法
の採用を提言した。
(3)本ﾌﾟﾛｴﾈﾙｷﾞｰｼﾞｪｸﾄの推進に当っては財務状況の
改善及び生産水価格の低減化を図るために、政府出
資あるいは補助金の充分な供与と資金調達の合理化
に充分な配慮が必要である。

遅延・中断

実施機関
　水資源環境森林省

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｵﾗﾝ(O)市域
　　ｻｲﾄ=Port aux Poules
　ﾓｽﾀｶﾞﾈﾑ(M)市域
　　ｻｲﾄ=Oureah

総事業費
　総事業費    (O)  297.3百万USﾄﾞﾙ
                       (M)  145.7百万USﾄﾞﾙ
　うち外貨分  (O)  258.7百万USﾄﾞﾙ
                      (M)  127.1百万USﾄﾞﾙ
                        （1USﾄﾞﾙ=220円=4.8ﾃﾞｨﾅｰﾙ）

実施内容
　ｵﾗﾝ市域
　　1. 15万立方ｍ/日（3万立方ｍ/日×5基）、海水淡水化ﾌﾟﾗﾝﾄの建設及
び関連工事
　　2. 海水淡水化生産水の送水施設の建設及び関連工事ﾓｽﾀｶﾞﾈﾑ市域
　　1. 6万立方ｍ/日（1.5万立方ｍ/日×4基）、海水淡水化ﾌﾟﾗﾝﾄの建設
及び関連工事
　　2. 海水淡水化生産水の送水施設の建設及び関連工事

実施経過
　1985.1     計画開始
　1987.10　計画完了（ｵﾗﾝ）
　1987.7　     　〃　　  （ﾓｽﾀｶﾞﾈﾑ）

1.ｵﾗﾝ市域の水不足は深刻であり、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの必要性が極めて高い。
2.ﾓｽﾀｶﾞﾈﾑ市域の計画が遅延しているのは、ｵﾗﾝ市域を優先して実施することとした
こと、およびｻｲﾄの決定等に関して、ﾓｽﾀｶﾞﾈﾑ市域の意見調整が遅れていることが背
景となっている。

ｵﾗﾝ市域の計画
1985.2～1985.5  詳細設計及びﾃﾝﾀﾞｰﾄﾞｷｭﾒﾝﾄ作成実施
                         (財)造水促進ｾﾝﾀｰ
1986.3                締切りで入札実施。財政事情の悪化等により、
                          事実上計画は凍結。
                          ﾓｽﾀｶﾞﾈﾑ市域の計画具体化が進んでいない。
1999.10現在：新情報なし

技術移転
　1982、1983年度に実施した海水淡水化計画（大ｱﾙｼﾞｪ圏）調査（DZA001）の内容
を相手国当局が熟知しており、特に技術指導等を行う必要がなかった。

F/S／工業一般

報告書の内容

- 149 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 EGY 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

エジプト

ヘルワン製鉄所改造計画調査

Survey on Rehabilitation of Egyptian Iron and Steel
Company in Helwan

前原　繁

新日本製鉄(株) 技術協力事業部

76.11.22～12.16

14

51～52

76,433 千円

0.00 人月

1977/10

（社）日本鉄鋼連盟

Dr. AHMED EID
（ヘルワン製鉄所副所長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
　設備改善の必要投資242USﾄﾞﾙ／t-steel／Y)は日本
における1,000万t/Y）に比し、低廉である。
　条件　技術ﾚﾍﾞﾙの向上
（操業・整備技能、管理体制、原料、資材調達、要員）

西独政府ﾛｰﾝが適用された模様であり、以後の動向の
把握は難しい。

実施済

実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾍﾙﾜﾝ製鉄所DEMAG Plant
　50.7百万USﾄﾞﾙ
　　（この他ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ費 3.5百万USﾄﾞﾙ）
　　（14,703百万円、1USﾄﾞﾙ=290円）

実施内容
　出銑能力　394千t/y（現状 240千t/y）
　製鋼能力　375千t/y（現状 165千t/y）
　圧延工場計画能力
　　大型 180千t/y、小型100千t/y
　（現状　大型60千t/y、小型55千t/y）
　・製鋼ﾌﾟﾛｾｽの変更
　上吹純酸素転炉工場の新設
　・その他設備の改造
　・製銑先進国ﾒｰｶｰの操業指導の導入

実施経過　34ヶ月

操業指導は報告書通り実現した。
1978年10月から2年間にわたり5名の専門家派
遣を行った。
1.本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの現状
　ﾍﾙﾜﾝ製鉄所に対して、JICAは上記の2調査
を行ったが、これらの調査で提言された内容
は、いずれもEISCO社のDEMAGﾌﾟﾗﾝﾄ全体の
改造計画の中で、ﾄﾞｲﾂ政府によるｿﾌﾄ･ﾛｰﾝ
（DM 150 million）によって実現された。
2.本調査に対する評価
　JICAによる調査は、20年近く前の調査であり、
製鉄所の状況も大きく変化しているが、当時の
EISCO社にとって、何をすべきかを明らかにした
という意味で大変有益な調査であったと、
EISCO社側は評価している。特に、1976年に
JICAからｽﾀｯﾌが1年間滞在し、設備更新・生産
性向上等について行ったｱﾄﾞﾊﾞｲｽが有意義で
あった。
3.EISCO社の現状
　1994年の実績で、ﾍﾙﾜﾝ製鉄所の粗鋼生産
は、1.2 million t/yである。借入金の支払い利
子を含めた固定費回収のための損益分岐点
は、1.33 million t/yであり、未達の分が赤字と
なっている。借入金の利払いは、高金利（中に
は16％）と外資借入金の為替差損等により、
US$70/tonと非常に重い（ANSDK
US$23/ton）。現在23,000人の従業員をかかえ
ており、労働生産性はANSDKと比較して非常に
低い（ANSDKは2,700人の社員が1.1million
ton/year生産）。（1995年11月現地調査結果）

　本件ﾌﾟﾗﾝﾄは一部西独製のものであったことから、西独側が積極的に対応したこ
と、また日本側はﾃﾞｨｹｰﾗ製鉄所の建設に関与していたこともあって本計画は円借適
用には至らなかった。

1. 1978年10月から2年間、5名の専門家を操業指導の為に派遣した。その過程にお
いてDEMAG設備の分塊工場の設備損傷が著しく、改修工事の緊急性が指摘され
た。
2. この指摘に基づき同国より分塊工場改修工事に関する調査の要請があり、1978
年度にF/Sを実施した。
3. 西独政府ﾛｰﾝ引当済み（圧延設備の近代化のみ着手する模様）
　 ﾃﾝﾀﾞｰ以降の経過は不明。
　(1)西独ｿﾌﾄﾛｰﾝ（0.75％、1975年）30百万ﾏﾙｸ、1979年ｺﾐｯﾄ
　(2)IBRD 90百万ﾄﾞﾙ、1980年ｺﾐｯﾄ
1999.10現在：西独政府ﾛｰﾝが適用されて模様である。

F/S／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容

- 150 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 EGY 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

エジプト

ヘルワン製鉄所分塊工場改修計画調査

Rehabilitation Plan of Blooming Mill Helwan Works
EISCO Arab Republic of Egypt

篠原　泰明

新日本製鉄(株) 室蘭製鉄所設備部

79.3.5～3.30

3

53～54

22,442 千円

0.00 人月

1979/6

（社）日本鉄鋼連盟

Shatella (Rollong Mill)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
　改修により月間鋼塊処理能力 16,800t/月が可能（現
状10,000t/月弱）
　条件 (1)LD転炉からの冷塊を30,000t/年とする。
            (2)基本的にはもとの状態に復帰させる老朽
                 設備の更新を主とする。
3.期待される開発効果
　(1)鋼材不足の解消
　(2)輸入鋼材の減少

西独政府ﾛｰﾝが適用された模様であり、以後の動向の
把握は難しい。

実施済

実施機関
　EISCO

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾍﾙﾜﾝ製鉄所DEMAGﾌﾟﾗﾝﾄ

総事業費
　約2,931百万円　（13.34百万USﾄﾞﾙ）
　この他に、ｺﾝｻﾙ費として約290百万円（1.32百万USﾄﾞﾙ）
　　（1USﾄﾞﾙ=219.75円）

実施内容
　鋼塊処理能力　16,800t/月
　（現状　10,000t/月弱）
　灼熱炉
　　炉の耐火物、炉蓋の修理、燃焼制御
　　炉圧制御、室燃比制御の完備
　鋼塊機　2台更新
　ｶﾊﾞｰｸﾚｰﾝ　2台更新
　ﾌﾞﾙｰﾐﾝｸﾞﾐﾙの改修
　ﾏﾆﾌﾞﾚｰﾀｰ更新
　ﾃｰﾌﾞﾙﾛｰﾗｰの一部更新及び一部変更

実施経過
　現地工事期間約4.5ヶ月（日本ﾍﾞｰｽ）

1.本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの現状
　ﾍﾙﾜﾝ製鉄所に対して、JICAは上記の2
調査を行ったが、これらの調査で提言さ
れた内容は、いずれもEISCO社の
DEMAGﾌﾟﾗﾝﾄ全体の改造計画の中で、ﾄﾞ
ｲﾂ政府によるｿﾌﾄ･ﾛｰﾝ（DM 150 million）
によって実現された。
2.本調査に対する評価
　JICAによる調査は、20年近く前の調査
であり、製鉄所の状況も大きく変化してい
るが、当時のEISCO社にとって、何をすべ
きかを明らかにしたという意味で大変有益
な調査であったと、EISCO社側は評価し
ている。特に、1976年にJICAからｽﾀｯﾌが
1年間滞在し、設備更新・生産性向上等
について行ったｱﾄﾞﾊﾞｲｽが有意義であっ
た。
3.EISCO社の現状
　1994年の実績で、ﾍﾙﾜﾝ製鉄所の粗鋼
生産は、1.2 million t/yである。借入金の
支払い利子を含めた固定費回収のため
の損益分岐点は、1.33 million t/yであり、
未達の分が赤字となっている。借入金の
利払いは、高金利（中には16％）と外資借
入金の為替差損等により、US$70/tonと
非常に重い（ANSDKはUS$23/ton）。現
在、23,000人の従業員をかかえており、
労働生産性はANSDKと比較して非常に
低い（ANSDKは2,700人の社員が
1.1million t/y生産）。

　EISCO社のDEMAGﾌﾟﾗﾝﾄ改造計画に対して西独政府のﾛｰﾝがつき、その中に当
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの分塊設備改修も含まれる模様である。
1999.10現在：西独政府ﾛｰﾝが適用された模様である。

　今回の分塊改修計画の目的はJICAが1976,1977年度に実施した「DEMAG設備改
造計画」作成時点の水準にまで分塊工場の生産状況を戻し、当該工場がﾈｯｸとなっ
ている銑鋼一貫のDEMAG設備の能力ﾊﾞﾗﾝｽを回復させることにある。
　従って、本改修計画に基づく投資は全体改造計画と矛盾するものではなく、むしろ
将来の全体改造計画を実施する場合にそのまま生かされるものである。

F/S／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容

- 151 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

エジプト

ディケーラ直接還元一貫製鉄所建設計画調査

Feasibility Study on Dikheila Integrated Steel Mill
Project in Arab Republic of Egypt

岸田静夫／鈴木利勝

JICA理事／日本鋼管(株) 技術開発部企画部長

79.3.1～3.18

17

53～54

145,230 千円

0.00 人月

1979/8

（社）日本鉄鋼連盟

Eng.ABDEL KAMAL
Preasident of IMC

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.ROI=11.63％
条件(1)販売価格の上昇率6％
        (2)原料天然ｶﾞｽのｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞﾚｰﾄ
        (3)原材料の輸入関税免除
3.期待される開発効果
(1)鉄鋼業の発展
(2)技術移転
(3)国内資源の有効活用
(4)雇用の拡大
(5)輸入代替による外貨節約

(*)の続き
(2)建設ｽｹｼﾞｭｰﾙ：予算は世銀ｸﾞﾙｰﾌﾟ／JC／ｴｼﾞﾌﾟﾄ側
で承認されているのは800百万USﾄﾞﾙであるが最近の
見通しでは700百万USﾄﾞﾙ強で収まる見込み。

実施済

実施機関
　－

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｴﾙﾃﾞｨｹｰﾗ

　総事業費
　（物価変動なし）　　　（USﾄﾞﾙ=200円）
　538百万USﾄﾞﾙ    内貨　99百万USﾄﾞﾙ
（107,600百万円）  外貨 439百万USﾄﾞﾙ
　（物価変動あり）
　672百万USﾄﾞﾙ    内貨 138百万USﾄﾞﾙ
（134,400百万円）  外貨 534百万USﾄﾞﾙ
　資本金30％、他は長期借入

実施内容
　Bar and Rod製品　723千ﾄﾝ/年
　電気炉  70t heat×4炉
　連鋳     4ｽﾄﾗﾝﾄﾞ×3基
　石灰焼成設備、Bar and Rod mill、
　工場内電気設備、酸素製造工場、ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ設備、
　天然ｶﾞｽ設備、圧縮空気設備、構内輸送設備、
　保全工場設備、倉庫、出荷設備

実施経過
　50ヶ月

Alexandria National Iron and Steel Co.
ｴﾙﾃﾞｨｹｰﾗ

80百万USﾄﾞﾙ
1.円借款  36,000百万円
　　　E/S 3.0％　30年（10年）
　　　　　  3.5％　30年（10年）
2.輪　銀　ｻﾌﾟﾗｲﾔｰｽﾞｸﾚｼﾞｯﾄ
　　　　   31,200百万円 8％　8～10年
3.第三国資金協力
　　　　IBRD    165.3百万USﾄﾞﾙ
　　　　IFC         95.2百万USﾄﾞﾙ
　　　　S/C     211.5百万USﾄﾞﾙ
　　　　資本金   240百万USﾄﾞﾙ
　　　　（30％）

同　　左
745千ﾄﾝ/年

同　　左
（但し、Bar and Rod millは個別ﾐﾙとなる）

主要工場　操業開始
　1986.11　直接還元　ﾌﾟﾗﾝﾄ
　1986. 5    製鋼工場
　1986. 7 　 Bar mill
　1987. 4　  Rod mill

1.現況に至る理由
(1)技術移転、輸入代替による外貨節約等本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実現による効果の大きさ
(2)円借款、IBRD　IFC等公的資金の確保
(3)豊富な天然ｶﾞｽの存在及び建設用棒鋼の供給不足
2.報告書と具体化された内容との差異
(1)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ予算：F/S時は建設資金のみであったが、これに開業費、最少所要運転
資金、建設期間中金利及び操業開始後1年間の建設に関わる金利を含め、総投資
額として、再見積を行った。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(*)へ続く

1981. 9   合弁会社設立に関する基本契約調印
1982. 7   正式に合弁会社を設立
1982.10  円借款L/A締結（E/S 3,000百万円）
1983. 7   円借款L/A締結（Ⅰ    15,000百万円）
1983. 7   円借款L/A締結（Ⅱ   18,000百万円）
1985. 5   すべての入札ﾊﾟｯｹｰｼﾞのｻﾌﾟﾗｲﾔｰが決定され、1986年5月に製鋼7月に棒
鋼、11月に直接還元鉄、1987年4月に線材工場の操業がそれぞれ開始された。
1999.10現在：変更点なし

1.拡張計画のF/Sを1987年3月に実施した。
2.受注業者名　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ・日本鉄鋼連盟
3.1990年末、F/Sの見直し要請がなされ、1991年12月予備調査ﾐｯｼｮﾝ、1992年3月
S/W ﾐｯｼｮﾝが派遣された。S/Wの調印は1992年11月になされた。
4.1988年公称能力を越える82.5万ﾄﾝの生産、1991年公称能力を越える100万ﾄﾝの
生産（1989年から3年連続、純利益を計上し、1990年から配当を開始）

F/S／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容

- 152 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

エジプト

石炭火力発電開発計画調査

Feasibility Study on the Coal Fired Power Plant in
Sinai, Arab Republic of Egypt

和智　鉄也

西日本技術開発(株)

83.1.8～3.8
83.5.24～7.7
83.11.30～12.14

13

57～58

306,854 千円

128.72 人月 （内現地25.44人月）

1984/2

西日本技術開発（株）

エジプト電力庁:
Egyptian Electricity Authority
Dr.Emad El Sharkawi (Deputy
   Chairman, Project Coordinator)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=11.29％、EIRR=10％
3.勧告
　電力の需要ﾊﾞﾗﾝｽ上、1989年度までに1,200MW程度
の発電設備が必要であり、したがってｴﾙｸﾗｲﾏｯﾄ
600MWの重油火力と本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの第1基300MW×2を
1989年までに、第2基600MWを1990年以降に建設する
開発計画は適切でありｻｲﾄに関しても、ｼﾅｲ半島の国
内炭を利用した燃料供給計画上、ｱﾕﾝﾑｻ地点は適地
である。発電設備、港湾設備、送変電設備から成る本
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの技術的ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨは十分であり低利のｿﾌﾄ
ﾛｰﾝを得て早急に実施すべき優良ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄである。工
事着手前にﾎﾞｰﾘﾝｸﾞによる地質調査、海洋調査、連携
送電系統の詳細安定解析、ｽｴｽﾞ運河の送電線渡河方
法調査などを行うとともに、大型ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄであるので資
金の調達、工事の発注方法など十分に検討を加えた
実施計画をまとめる必要がある。

中止・消滅

実施期間
　Egyptian Electricity Authority (EEA)

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　3ヶ所の候補地点の検討の結果、燃料供給、送変電設備、経済性を考
慮し、ｼﾅｲ半島ｽｴｽﾞ湾岸ｱﾕﾝﾑｻ地点とした。
総事業費
　総事業費　　　620百万USﾄﾞﾙ
　うち外貨分　 　529百万USﾄﾞﾙ
　（1USﾄﾞﾙ=230円）
実施内容
　下記300MW×2units石炭火力の発電設備（最終1,200MW）の建設
　1.輸入炭受入港湾設備
　（6,000ﾄﾝ石炭船、重油5,000ﾄﾝﾊﾞｰｼﾞ用外）
　2.燃料貯蔵設備（石炭60日分、重油30日分）
　3.冷却水設備（取水、放水）
　4.灰捨場（600MW×10年）
　5.発電設備
　（300MW×2、石炭専焼火力ではあるが、ｽﾀﾝﾊﾞｲとして重油焚可能な
ﾃﾞｭｱﾙﾀｲﾌﾟ、2,000ﾄﾝ/日の造水ﾌﾟﾗﾝﾄ設置、外）
　6.送変電設備
　（44km，220KV×2cct×2ﾙｰﾄ、含ｽｴｽﾞ渡河
　　地下ｹｰﾌﾞﾙ及び新ｽｴｽﾞ変電所、外）
　7.通信設備
　（ｶｲﾛ変電所－新ｽｴｽﾞ変電所－ｼﾅｲ火力発電所ﾏｲｸﾛ回線及びPLC
外）
　8.その他
　（事務所、工作所、排水処理装置、塩素処理装置、倉庫、外）

1.本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの現状
　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、ｼﾅｲ半島のｱﾕﾝﾑｻ地点
にｴｼﾞﾌﾟﾄ最初の石炭火力発電所を建設
することを計画したものであった。しかし、
本調査実施後に、EEAは独自に別の調
査を行い、同地点に天然ｶﾞｽによる火力
発電所（ｱﾕﾝﾑｻ天然ｶﾞｽ火力発電ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ）を建設する計画をたてた。現在このﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄが進行中である。ｴｼﾞﾌﾟﾄには現在
石炭火力発電所は全くなく、EEAは今後
も石炭火力発電所を建設する考えはな
い。したがって、このJICA Studyは、中止
に至ったと判断される。
2.中止に至った原因
　国内炭は良質ではないこと、かつｱﾕﾝﾑ
ｻは観光地であるので排水・排ｶﾞｽ等公害
の問題があることから、石炭火力発電建
設は適切ではない。さらにJICA Studyはｽ
ｴｽﾞ横断の地下ｹｰﾌﾞﾙ建設等により、ｺｽﾄ
が非常に高くなっている。（US$620
million）。一方、EEA計画の天然ｶﾞｽ火力
発電所建設はUS$360 millionと半減。
従って、天然ｶﾞｽ火力発電のほうがふさわ
しいとEEAは判断した。
（1995年11月現地調査結果）

ｴｼﾞﾌﾟﾄは産油国であるが、年間の原油生産量約3,000万ﾄﾝに対して、国内の石油需
要が急速に伸び、外貨収入の60％を占める石油輸出に支障をきたすようになった。
そこで石油代替ｴﾈﾙｷﾞｰとして大型石炭火力発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの開発が必要となった。

第一次円借款ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの一つとして、このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのE/Sに対する円借款（3億5千
万円）を、1985年度に申請し、1986年3月にE/N締結予定のところ、ｴｼﾞﾌﾟﾄ政府との
交渉が不調で、約1年遅れたが、1987年度にpledgeされた。1986年3月予定のE/N締
結は、ｴｼﾞﾌﾟﾄ側の事情1990年中には締結されなかった。

FS終了後10年経過したが、本計画のESを含む円借の条件などでもめて現在、取り
止めとなっている。

F/S／火力発電

報告書の内容

- 153 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

エジプト

ディケーラ製鉄所拡張計画調査

The Feasibility Study on the Expansion Project of
the Dikheila Iron & Steel Works in the Arab
Republic of Egypt

戸田　弘元

(社)日本鉄鋼連盟 海外調査部長

87.3.7～3.21

13

61～62

129,984 千円

38.00 人月 （内現地6.00人月）

1987/12

（社）日本鉄鋼連盟

Ministry of Planning and International
Saad Bayoumz (Under Secretary)

　拡張計画の実施は国民経済的にみて有効であり、長
期的にみれば企業としての財務状況の改善に寄与す
るとみる。
　勧告として政府の資金援助、輸入競合品対策、電
力・ｶﾞｽ供給価格の是正、電力供給保証業務上技術上
の修得対策、輸入機器への輸入関税等の特別措置等
政府の強力な助成が必要。
　第2期完成で競争力は早期実現に向かう見込み。

1999.11現在：追加情報無し
2003.01現在：2000年3月のEzz社との合併、2001年の
生産実績は「その他の状況」の通り。

実施済

実施機関
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｴﾙﾃﾞｨｹｰﾗ

総事業費
　（ｴｽｶﾚなし）
　311百万ﾄﾞﾙ（内貨28、外貨283）
　（ｴｽｶﾚあり）
　343百万ﾄﾞﾙ（内貨28、外貨315）
　（87年時点、1USﾄﾞﾙ=2LE）

実施内容
　直接還元鉄工場：年産40～60万ﾄﾝを1基増設
　製鋼工場：70t/ht　電炉   2基増設
                     ﾚｰﾄﾞﾙﾌｧｰﾈｽ  1基増設
                     4 str連鋳機       1基増設
　ﾛｯﾄﾞﾐﾙ    ：現有能力を2倍に増強
　上記主要設備の増設・増強に伴い、水処理ﾌﾟﾗﾝﾄ、受配電設備、
　構内輸送設備の増設・増強を行う。
　以上により製品ﾍﾞｰｽでの年間生産量はﾊﾞｰﾐﾙで427千ﾄﾝ、
　ﾛｯﾄﾞﾐﾙで693千ﾄﾝ、合計1120千ﾄﾝとなる。

実施経過
　22ヶ月

　直接還元鉄工場の増設・ﾚｰﾄﾞﾙﾌｧｰﾈｽ
の増設・ﾛｯﾄﾞﾐﾙの増強等JICA　Studyの
主な提案は、実施され、1997年に完成・
運転開始。設備投資金額は、経営努力
によりJICA Study見積よりも少なく押えて
いる。

　ANSDK社の採算性向上により経営体力もつき、市場環境も整い、1987年F/Sｱﾌﾀ
ｰｹｱ調査として1993年にF/Sを実施。
　原材料費・設備費・稼働率等を最新ﾃﾞｰﾀを基に見直し、目標生産能力は当初計
画通りのままで上流部門の設備投資を低く押え、内部収益率も13.15％となった。ｴ
ｼﾞﾌﾟﾄ国内鉄筋棒鋼需給ﾊﾞﾗﾝｽの点からも、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進派ｴｼﾞﾌﾟﾄ経済に貢献す
るとの結論に、増資（70百万ﾄﾞﾙ）及びIFC（IFCﾛｰﾝ20百万ﾄﾞﾙ）、European
Investment Bank（53百万ﾄﾞﾙ）、ｴｼﾞﾌﾟﾄ国内銀行7行（150百万ﾄﾞﾙ）の関係者の合意
を得て、資金調達の目処も立ち、生産能力150万ﾄﾝ/年目標の拡張計画を実施・完
工した。拡張計画は順調に実施され、2000年までに稼動開始した。

1992/11   ｴｼﾞﾌﾟﾄ政府の要請に基づき、本拡張計画見直しの役務範囲を定めた
                 同意書に調印
1993/3     ｱﾌﾀｰｹｱ調査団派遣。
                 10月に最終ﾚﾎﾟｰﾄ提出
1994/4     ANSDK社取締役会にて拡張計画実施に伴う増資を決定。5月の株主
                 総会で増資承認
1994/7     生産能力150万ﾄﾝ/年を目標とした拡張計画ｽﾀｰﾄ
1997/12   第3直接置換鉄プラント増設開始（2000年稼動）
1998/2     電気炉、精錬設備各1基増設開始（2000年稼動）　　　　　　　　　　　　　　　
2000/3     EzzSteelと合併し、Ezz-Dekheila社となる
              （両者を併せた2001年の生産は334万tで世界64位）

ANSDK社は、Ezz社との合併後も順調操業により好調な経営実績を挙げている。
                             (1991) (1992) (1993) (1994) (1995) (1996) (1997) (2001)
生産量(千ﾄﾝ)      1,000   1,035   1,102   1,132   1,234   1,119   1,244   3,340#
売上額(百万LE)  1,069   1,198   1,329   1,314   1,531   1,322   1,384
純利益(百万LE)       64        67      112      115      120      123      121
★1996年は、拡張工事の為の既存設備停止により、減産となった。 #EZDK社としての実績。

F/S／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

エジプト

エル・ディケーラ製鉄所拡張計画（A／C）

Revised Feasibility Study of the Expansion Project
of the El Dikheila Iron and Steel Works in the Arab
Republic of Egypt

比企野 賢三

日本工営（株）

93.3.6～93.3.23

9

3～5

121,703 千円

27.34 人月

1993．10

日本鋼管（株）
(株）神戸製鋼所

THE EXECUTIVE ORGANIZATION FOR
INDUSTRIAL AND MINING COMPLEXES
AS REPRESENTATIVE MINISTRY OF
INDUSTRY（略称IMC）
Mr. Abd El Moneim Ismail, Chairman of IMC

今回見直した拡張計画の場合、経済計算の結果ROI
は13%で魅力的な数字であった。このROIに加え設備投
資額は比較的少なく、資金調達も容易であろう。この拡
張工事の実施によりﾃﾞｨｰｹｰﾗ製鉄所の財務体質は改
善され、ｴｼﾞﾌﾟﾄ国の鋼材の輸入交代に貢献するであろ
う。早期実行をｴｼﾞﾌﾟﾄ国およびﾃﾞｨｰｹｰﾗ製鉄所のため
推奨する。

実施済

鉄筋バー0.4百万t/yの増産を図り、現状の1.1百万t/yを1.5百万t/yに拡
大する。

手段として既存設備の有効活用、鉄源としてのスクラップを多用、最小限
の投資により実行する。

（1）製鋼プラントLF2基新設+電炉酸素吹込み
（2）圧延工場　線材圧延工場に1ライン増設（既設加熱炉増強を含む）
（3）周辺設備、新設備に併せ、水処理、酸素設備、圧縮空気発生、構内
輸送、保全、分析検査などの設備を増強する。

建設費は約US$212百万ドル（エスカレーション見込む）と見積った。
さらに将来の拡張計画として（1）薄板ミル、（2）条鋼ミル建設の可能性が考
えられる。

1.本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの現状
 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、1997.9完工

(Unit:million US$)
 　　　　　　　　　　　JICA Study 　ANSDK
Steel Making Plant:  　　64 　　　　　64
Road Mill: 　　　　　  　　39 　　　　　44
Utilities: 　　　　    　　　34 　　　　　26
Power: 　　　　　　 　　　　2　　　　　　5
Transportation: 　   　　11　　　　　  1
Maintenance Shop:　　   2　　　  　　0.2
Laboratory: 　　　　  　　2　　　　　　　2
etc. 　　　　　　　　  　　　66 　　　　　49
Total: 　　　　　 　    　　220　　　　　 191

拡張工事により、生産能力は現在の年間
1.1million tonから1.5million tonに増加。

2.資金調達
拡張工事の資金は、ANSDK自信の増資
(US$70million)・IFCのﾛｰﾝ(US$20million)
・European Investment Bankのﾛｰﾝ
(US$53 million) ・ｴｼﾞﾌﾟﾄ国内の銀行(7行)
からの借入れが約US$150millionであり、
合計で約US$300million（US$191millionを
上回った資金調達計画は、直接還元鉄
工場増設および補助的な設備等に対す
る費用）。

2002.2現在：変更無し

ANSDK社採算性向上により経営体力もつき、ｴｼﾞﾌﾟﾄ国内鉄筋鋼需給ﾊﾞﾗﾝｽの点か
らも、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進はｴｼﾞﾌﾟﾄ経済に貢献するとの結論に、IFCを始めとする関係者
の合意を得て、資金調達の目処も立ち、生産能力150万ﾄﾝ/年目標の拡張計画を実
施・完工した。

2002．2現在：変更無し

1994年4月、ANSDK社取締役会にて拡張改革実施に伴う増資を決定。5月の株主総
会で増資承認。
1994年7月、 生産能力150万ﾄﾝ／年を目標とした拡張計画ﾌｪｰｽﾞIがｽﾀｰﾄし、1997
年7月に 完工した。
2002．3現在：変更なし
2003. 3現在：変更なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

ANSDK社は順調操業により好調な経営実績を挙げている。

　　　　　　　　　　　 (1992) 　 (1993) 　(1994) 　(1995)　 (1996)  (1997)   (1998)   (1999)  (2000)　 (2001)   (2002)
生産量（千ﾄﾝ）　　　1,035 　　1,102 　1,132　　 1,234 　1,119　　1,244   1,527   1,711  1,610　　　1,979   2,169
売上額（百万LE）　 1,198 　　1,329 　1,314     1,531   1,322　　1,384   1,534　 1,514  1,671　　　 2,202   2,945
純利益（百万LE）       67        112     115       120       123　　　　121    　 71     29    △35　　　　△260 　 101
*1996年は、拡張工事の為の既存設備停止により、生産減産となった。市場の低迷により採算は悪化したが、当該プロジェクト
で実現した設備は順調に稼動している。なお、新規のフラットプロジェクトが1999年11月に完工し、12月よりホットコイルの製造

を開始した。

F/S／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

エジプト

薄板生産工場建設計画（フェーズ2）

The Study on Viability of a Project to Produce
Steel Flats (Phase II)

大谷　信久

日本工営（株）

1997.3-1997.11

12

8～9

215,487 千円

132.00 人月

1997.12

日本鋼管（株）
(株）神戸製鋼所

GOFI(General Organization for
Industrialization)

投資総額は、設備費、稼動準備費、および、建中金利
を含め11億US$

ROI=14.4％、ROE=21.8%で、ﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙである。
しかしながら、輸入設備に対する輸入税や売上げ税の
減免等の更なる優遇措置を講ずることが望まれる。
本薄板工場建設計画の検討に当たっては、薄板製品
の輸出は考えていない。しかしながら、薄板工場で生
産される薄板製品は、現在輸入されている薄板に代わ
るものであり、この結果として、ｴｼﾞﾌﾟﾄからの外貨の流
出を抑えることができる。

2003年3月現在：情報なし

実施済

現在ｴｼﾞﾌﾟﾄの薄板製品の生産量は56万ﾄﾝ/年（国営ﾍﾙﾜﾝ製鉄所のみ）。
最大製品幅1m。ｴｼﾞﾌﾟﾄのGDP成長率中間値の場合、2005年の予測需要
量は100万ﾄﾝ弱。2015年には170万ﾄﾝ強となる。この結果、以下の生産規
模を前提とした薄板工場につき、調査した。
生産能力： 100万ﾄﾝ/年（ｽﾗﾌﾞ生産量基準）
生産能力： 63.8万ﾄﾝ/年
(内訳)
 熱延ｺｲﾙ: 54.1万ﾄﾝ/年
 厚板:  　 9.7万ﾄﾝ/年
冷熱製品: 22.4万ﾄﾝ/年
亜鉛ﾒｯｷ製品:  7.1万ﾄﾝ/年
----------------------
製品合計：　　　93.3万ﾄﾝ/年

建設地：ｲﾝﾌﾗを含む諸建設費、港湾水源等の輸送費などの経済効果を
考慮した結果､ｴﾙ・ﾃﾞｨｹｰﾗ地区を対象地と決定。
生産ﾌﾟﾛｾｽ：ｴｼﾞﾌﾟﾄのｴﾈﾙｷﾞｰ・原料事情と設備投資ｺｽﾄを考慮、直接還
元ﾌﾟﾛｾｽ＋電気炉＋熱延（半連続式ﾎｯﾄｽﾄﾘｯﾌﾟﾐﾙ）＋冷延（ﾌﾟｼｭﾌﾞﾙ方式
酸洗ﾗｲﾝ＋ﾚﾊﾞｰｽｺｰﾙﾄﾞﾐﾙ＋ﾊﾟｯﾁ焼却炉＋連続式亜鉛ﾒｯｷﾗｲﾝ）
建設工期：ﾍﾞｰｼｯｸ・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ開始～操業開始：35ヶ月、機器発注～操
業開始：35ヶ月
総投資額：11億US$（自己資金30%、借入金70%）
要因計画：合計1,550人(生産部門1,406人、間接部門144人)
教育計画：高度な薄板製造技術を有する海外の製鉄会社と契約、技術指
導を得る。
採算性：税引き前ROI：14.4%、ROE:21.8%

ｴｼﾞﾌﾟﾄ政府の民営化政策により、本ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄの推進は民間に委ねられた。現
在、ANSDK社がアレキサンドリア市、EZZ
社がスエズ市にて、それぞれ生産の能
力：年間100万ﾄﾝ、操業開始：2002年稼
動目標の薄板ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを進行中。　

（平成15年度　国内調査）
1999年11月、ANSDK社にて年産100万ト
ンの薄板生産設備が完成し、12月から生
産を開始した。
（製鉄：DRI　1基増設、製鋼：電気炉　1基
増設、熱延：薄スラブ熱延　1基新設）

また、EZZ社の薄板プロジェクトは、2003
年4月に生産を開始。

ｴｼﾞﾌﾟﾄ政府の民営化政策により、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの推進は民間に委ねられた。現在、
ANSDK社がｱｴｷｻﾝﾄﾞﾘｱ市、EZZ社がｽｴｽﾞ市にて、それぞれ生産の能力：年間100万
ﾄﾝ、操業開始：2002年稼動目標の薄板ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを進行中。　　　

（平成15年度　国内調査）
ANSDK社は1999年11月に薄板生産設備を完工、12月から生産を開始した。また、
EZZ社の薄板プロジェクトは、2003年4月に生産を開始。

1997.11 株主総会にて薄板ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの推進と5億LE増資（7億LEｰLE12億）を承認
1999.10 株主総会にて3億LE追加増資とEZZ引受け承認
1999 取締役会定員増（15名）Eng.Ezz取締役就任承認
1999末 完工
1999.12　　ANSDK薄板プロジェクトスタートアップ             　　　　　　　　　　　
2000.1～12　生産量約40万トン
2000.8.　酸洗ライン、シャーライン、スリッターライン新設・稼動　　　　　　　　　　
2001.1～12　生産量約60万トン　　　　　　　　　　　　　　　
2001.1～12   生産量約64万トン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2002.1～12   生産量約69万トン

2000.3 Eng.EzzがANSDK社会長に就任

（平成15年度　在外調査）
近年の当国経済開発計画は、民営化、市場経済化、自国での雇用機会拡大に焦点
を当てている。

F/S／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容

- 156 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IRN 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

イラン

日本輸出用製油所計画調査

Feasibility Study on Development of Iran-Japan
Export Oil Refinery in Empire of Iran

川田　通良

(財)中東協力センター

78.6.7～6.26

１１

53

128,309 千円

0.00 人月

1979/3

（財）中東協力センター

石油公社
（NIOC）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.ROE(DCF) 11.8％
条件(1)金利
　　　(2)価格　　12.65USﾄﾞﾙ/bbl

遅延・中断

実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾓﾊﾒﾄﾞ･ｱﾒﾘ地区
総事業費
　基本6ｹｰｽ（実施内容の項参照）について
　　最小　1,073.6百万USﾄﾞﾙから
　　最大　2,658.0百万ﾄﾞﾙまで。
　　（1USﾄﾞﾙ=219.14円）
実施内容
　基本6ｹｰｽ　　　　　1000BPSD
　ﾊｲﾄﾞﾛ･ｽｷﾐﾝｸﾞ型：125,250,500
　水素化分解型：125,250,500
　原油ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ　　全長165km
　製油所設備　　精製装置
　　　　　　　　海水淡水化設備、発電設備
　　　　　　　　等用役設備、貯油設備等
　港湾施設
実施経過
　製油所設備
　　－125,000,250,000 BPSD：44ヶ月
　　－500,000 BPSD：53ヶ月
　海上ｼｰﾊﾞｰｽ：36ヶ月
　港湾施設：33ヶ月
実施計画
　原油ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ：36ヶ月

革命・戦争による。

ｲﾗﾝ革命により先方がﾄﾞﾗﾌﾄ･ﾚﾎﾟｰﾄの検討を開始した状態のまま事実上その後の接
触は中断しており、ｲﾗﾝ側の状況は不明（1979.4）。
上記ﾄﾞﾗﾌﾄ･ﾚﾎﾟｰﾄ提出後におけるｲﾗﾝ側の状況は不明なるも三井Gによる製油所
は、ｲ･ｲ戦争により、破壊されたことになった。本調査はﾄﾞﾗﾌﾄ･ﾚﾎﾟｰﾄ提出をもって、
完了済みである。（1988.11）
1999.10現在：変更点なし

ｲ･ｲ紛争によるｱﾊﾞﾀﾞﾝ製油所（能力60万B/D）が破壊された結果国内需要は5製油
所（能力56.5万B/D）及び委託精製（南ｲｴﾒﾝｱﾃﾞﾝ製油所）で賄っており、製品輸出
はない状況にある。

F/S／化学工業

報告書の内容

- 157 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IRN 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

イラン

エネルギー最適利用計画

Technical Cooperation on Analysis of Energy
Conservation and Rational Use of Energy in the
Social and Economic Sectors of the Islamic
Republic of Iran

井口　光雄

(財)省エネルギーセンター

95.9～95.10
96.2～96.3／96.5～96.8／96.10～96.11
97.2／97.6～97.7

22

7～9

444,155 千円

80.92 人月 （内現地51.18人月）

1997/9/1

（財）省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ
(財)日本エネルギー経済研究所

Plan and Budget Organization (PBO) Institute
for Research in Planning and Development
(IRPD)
Sharif University of Technology Dr. Saboohi,
Manager

実施中

1)6業種（鉄鋼、化学、ｾﾒﾝﾄ、ｶﾞﾗｽ、繊維、食品）11工場のｴﾈﾙｷﾞｰ診断結
果
2)6業種のｴﾈﾙｷﾞｰ消費の現状と省ｴﾈﾙｷﾞｰ対策の経済評価
3)省ｴﾈﾙｷﾞｰ政策ｼﾅﾘｵの設定と省ｴﾈﾙｷﾞｰ・ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙの推定
4)政策ｼﾅﾘｵ及び省ｴﾈﾙｷﾞｰ対策投資の評価
5)省ｴﾈﾙｷﾞｰﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの検討（1998.10現在）

（平成15年度　国内調査）
2003.3  プロジェクト方式技術協力により
「省エネルギー推進」を開始(～2007年3
月）

（平成15年度　国内調査）
2003年3月にﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力により 「省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進」を開始(2007年3月まで）
（平成15年度　在外調査）(2003．12.07SERIよりの回答）
2001年より32のｴﾈﾙｷﾞｰ多消費企業のｴﾈﾙｷﾞｰ診断を実施済（IEEOはこの診断活動を支援し、ｴﾈﾙｷﾞｰ診断機器の更新に財
政支援）　SERI所有のｴﾈﾙｷﾞｰ診断ﾊﾞｽは現在2台（１台目JICA贈与、２台目IEEOが2001年に贈与）
2000～01年　Mobarakeh及びEsfahan製鉄所にｴﾈﾙｷﾞｰ診断実施、2003年５月両製鉄所とｴﾈﾙｷﾞｰ管理に関する長期協力契約
を締結
2003年　SERIはNIOCとｴﾈﾙｷﾞｰﾓﾃﾞﾙの開発及び技術者研修の契約締結
2003年6月より工場技術者向け研修開始

2000.11 プロジェクト方式技術協力による｢エネルギー管理訓練センター｣を要請。
2001.6　第一次短期調査実施、2001.2に第二次短期調査予定。要請元は工業省。2002.2   第二次短期調査実施　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2002.7   第三次短期調査実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2002.9   第四次短期調査実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2002.11  RD合意・署名（政策アドバイザーの派遣を追加）　　　　　　　　　　　　
2003.3  　プロジェクト方式技術協力により 「省エネルギー推進」開始予定
2003.5　　SERIは製鉄所向けｴﾈﾙｷﾞｰ管理協力を開始　
2003.6   SERIはエネルギー診断機材を工場に支給開始、工場の専門家の訓練開始

（平成15年度　在外調査）
情報なし

本調査で実施した工場診断が基になり、ﾃﾍﾗﾝｾﾒﾝﾄにおけるCO2削減可能性調査
が、NEDO事業1999年度共同実施等推進基礎事業に採択された。また開発調査に
てC/Pに供与した省エネルギー診断計測器は、2001年6月現在シャリフ工科大学に
て保管されている。
（平成15年度　国内調査）
研修員受け入れ：2003年3月に1名（政策）、2003年9月に3名（技術）。

F/S／エネルギー一般

報告書の内容

- 158 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 JOR 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ヨルダン

イルビット工業団地計画調査

The Feasibility Study for the IRBID Industrial
Estate in the Hashemite Kingdom of Jordan

目良　浩一

(財)国際開発センター 研究顧問

80.11.30～12.23

9

55～56

45,310 千円

0.00 人月

1981/10

(財)国際開発センター 

都市農村環境省       (MMREA)
工業開発銀行           (IDB)
ジョルダン工業団地公社(JIEC)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.FIRR=10.1～12.8％　EIRR=11～16％
条件(1)公的自己資金の調達または国内民間資金の
             利子率12％
        (2)資本の機会費用8％
        (3)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの早期実施（特に土地購入）
        (4)ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰの整備
3.期待される開発効果：
(1)ｼﾞｮﾙﾀﾞﾝ国工業化の推進
(2)地域間所得格差の是正
(3)首都ｱﾝﾏﾝの過密化を軽減
(4)雇用機会の創立（直接雇用3,000人）

実施済

実施機関
　ｲﾙﾋﾞｯﾄ開発公社（新規設立予定）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｲﾙﾋﾞｯﾄ市郊外

総事業費
　8.984百万JD（3,066万ﾄﾞﾙ）1980年価格
　内貨　　　522万JD
　外貨　　　376万JD
　（6,746百万、1USﾄﾞﾙ=20円=0.293JD）

実施内容
     工業団地　　27万2,950平方ｍ
     工業用地　　18万6,553平方ｍ
　道路
　貯水槽
　　高圧変電所、配電網
　電話ｹｰﾌﾞﾙ延長

実施経過
　1981年　土地購入完了
　1982年　詳細設計及び工事入札
　1983年　建設工事着工
　1984年　完　　成

JIEC（Jordan Industrial Estate Corp）

当初の建設予定地であった環状道路沿
いから南東約13kmに変更
約5百万JD（ｻｳｼﾞ基金が40％～50％、公
社が残額を負担）

中小工業の誘致が主体。大規模事業とし
て鋳物工場建設計画がある。工業団地42
万立方ｍ、建物建設は必要最小限に押
え、敷地のみの提供を主としている。

1987年：建設工事着工/1989年：建設工
事完成

計画された工業団地は既に完成し、ほぼ
100％の入居率となっている。その後、
JIECは計画の拡張を決定し本年2月に完
了予定の第3期工事まで継続している。
最終的な団地面積は初期計画の2.25倍
まで拡張され、74企業の進出、13,000人
の雇用創出が実現しつつある。（2001年1
～2月現地調査結果）

報告書と具体化された内容との差異
　　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：土地価格の安さ

(*)から
工場の経営が困難になった場合でも、経営者が交代する結果となっており、ｲﾙﾋﾞｯﾄ
の立地性が高いことを証明していると考えられる。また、JIECでは引き続きｶﾗｸ、ｱｶﾊﾞ
などの工場団地の建設を進めている。（2001年1～2月現地調査結果）

　JICA F/S当時想定された実施主体はｲﾙﾋﾞｯﾄ市であったが、その後JIEC（Jordan
Industiral Estate Corp=団地公社）に変更になったため、予定された立地も変更され
ることとなった。F/Sの見直しとD/DはJordanによる資金で1985終了。
　なお、本計画は現行5ヵ年計画（1986～1990）に取り上げられ、1985年のD/Dに続
いて1987～1989年の3ヵ年ではｼﾞｮﾙﾀﾞﾝ科学技術大学の東方1kmの400dunum(36ha)
のｻｲﾄに建設された。建設費総額は475万JDである。

現在、ｲﾙﾋﾞｯﾄ工業団地は充分な採算性を得ており（設立された工場およびJIEC）、
設立された工場はほとんど破産することなく現在に至っている。(*)へ続く

1. 建設予定地が変更され、F/Sの見直しをﾃﾞﾝﾏｰｸのｺﾝｻﾙﾀﾝﾄが行った模様。
　　（F/Sの見直しとD/Dはｼﾞｮﾙﾀﾞﾝによる資金）見直しの結果FIRRは7％。
2. 公社は日本のF/Sを高く評価
3. 現在ｱﾝﾏﾝ工業団地がｵｰﾌﾟﾝ、ｲﾙﾋﾞｯﾄは2番目の工業団地となる。今後、第3次
5ヵ年計画でｻﾙﾄ市、ｱｶﾊﾞ市、ｶﾗｸ市にも同種の団地を作って行く予定。

F/S／工業一般

報告書の内容

- 159 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 JOR 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ヨルダン

配電網電力損失低減計画フィージビリティ調査

The Feasibility Study on Electric Power Loss
Reduction of Distribution Networks in the
Hashemite Kingdom of Jordan

高橋明

東京電力（株）

99.9.17～12.7/00.1.17～2.26/00.5.17～6.30/
00.9.29～10.13

6

11～12

150,094 千円

人月

00．12

東京電力（株）
東電設計（株）

ジョルダン国国営配電会社(NEPCO)

Ali Y. Al-Zubi
(Dept. of Load Research and DSM)

ジョルダン国側の強い要請により、小さな投資によって
配電損失の低減がはかれる電力用コンデンサの設置
をさらに進めることが適策である。　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
･IEファクターの高い改善案を順次進めることで、ネット
ベネフィットも大きなものから得ることが可能である。　

･経済財務評価の結果により、プロジェクトは経済的に
も財務的にも十分実行可能である。

具体化準備中

このプロジェクトでは、ジョルダン国政府が推進している電力損失低減計
画の実施の要請を受け、線路新設対策案についての実施計画を策定す
るための調査を行った。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・実施機関:　ジョルダン国国営配電会社(NEPCO)　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
・調査項目：
1.調査対象地域における33kV、11kV、6.6kV、415Vの各フィーダー及び
33kV/415V変電設備の各電力供給設備の現状把握　　　　　　　　　　　　
2.対象地域の電力需要予想
3.電力損失を低減するための方策の策定･標準化　
4．ジョルダン国における配電網改良整備基本方針の検討･設定
5.調査対象の配電網における最適な改良･整備計画の策定
6.対象設備の概念設計
7.最適化計画の実行可能性の評価(経済財務分析、環境影響評価等)
8.実施計画の策定(工事計画、投資計画等)　　

(平成16年度在外調査）　NEPSCOは、JEPCO、
IDCO、EDCOネットワークを強化するため、以
下の通り132/33ｋVの新規及び既存の変電所を
建設/拡張した。
　1）北部において、Waqas、IShtafina変電所、ま
た南部において、Aqaba産業変電所を建設し
た。
　2）QAIA、Maan、Qatraneh、Rashadieh、ａｌ－ａ
ｚｒｑ、ghor al safi変電所の強化。
　3）NEPCOと配電会社は、実行可能なプロジェ
クトを見出し実行するため、更なる調査を進め
る。また、
１．LVネットワークに蓄電器を追加。
　１）総容量40MVAR（JEPCO）
　２）総容量10MVAR（IDECO）
　３）総容量10MVAR（EDCO)
２．3フェーズ不平衡電流の改善
　改善作業は、全配電会社により継続して行わ
れている。
３．LVラインの導線再配置
　１）現在までに、合計370ｋｍのＬＶラインが
higher cross-session lineに置きかえられ、来年
2005年には計画通り150ｋｍが置き換えられる予
定である。(JEPCO)
　２）100m㎡から150m㎡への再構築の代わり
に、新しいラインを構築するためのMaanフィー
ダーの次段階調査（EDCO)
　３）既存の二つの支脈（Legs)と負荷を分割す
るための、EMRAMAラインの新規LEG構築
（IDECO)。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成15年度在外調査)　NEPCOは、本調査結果からの提言を実施する計画を、2004-2008年の
ビジネスプランの中に盛り込む予定である。
(平成16年度在外調査)　施設の改善が実施されている。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

2002.3現在：情報なし
2003.3現在：情報なし
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成15年度在外調査)　NEPCOは、本調査結果からの提言を実施する計画を、2004-2008年の
ビジネスプランの中に盛り込む予定である。
(平成16年度在外調査)　LV(低電圧）＆MV（メガボルト/百万電子ボルト）フィーダーに関する継
続調査は、電力潮流計算（Power Flow Calculation: PLFLOW)と損失低減のための最適化プロ
グラム（Optimization program for Loss Reduction: PLOPT)の両方を利用している配電会社に
よって行われている（全て配電会社の自己資金）。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

F/S／送配電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 OMN 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

オマーン

製油所建設計画調査

The Feasibility Study for Oil Refinery Construction
Plan in Sultanate of Oman

北村　美都穂

日揮(株)　参事　企画開発室長補佐

79.3.2～3.26

7

53～54

42,376 千円

0.00 人月

1979/10

日揮（株）

Mohamaed Zubair
The Ministry of Commerce and Industry

　ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
1.FIRR=8.5％　EIRR=9.0％
2.条件：(1)金利7.5％
　　　　 (2)要員の訓練
　　　　 (3)製油所建設実施機関の設立
3.期待される開発効果
　(1)石油製品を国内向けに安定供給ができる。
　(2)輸入製品の備蓄基地の建設等、非生産投資の必
要がなくなる。
　(3)外貨節約

実施済

実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾐﾅ･ｱﾙ･ﾌｧﾊﾙ地区

総事業費
　22.23百万ｵﾏｰﾝ･ﾘｱﾙ
　　（14,167百万円、1USﾄﾞﾙ=0.34540ｵﾏｰﾝ･ﾘｱﾙ=219.14円）
　自己資金　　40％
　その他長期借入金

実施内容
　原油処理能力　　　　40,000 BPSD

　原油常圧蒸留装置
　LPGおよびﾅﾌｻ水添脱硫装置
　ﾅﾌｻ接触改質装置
　灯油洗浄装置
　ｶﾞｽ回収装置

実施経過
　1983年　初頭　運転開始
　建設所要期間　試運転3ヶ月を含め　33ヶ月

Oman Reffinery Co.
（ｵﾏｰﾝ国営石油会社）

同　左

約2,500万ｵﾏｰﾝ･ﾘｱﾙ
　　（建設資金　7,400万USﾄﾞﾙ）

ｵﾏｰﾝ政府の全額負担

50,000 BPSD/日

同　左

1980.11　着工
1982.10　完成
契約後22ヶ月
（除くBasic Design）

報告書と具体化された内容との差異
1.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ予算：能力増、および工事完了が4ヶ月遅れたことにより建設費が850万ﾄﾞ
ﾙ増加した。
2.設備能力：輸出向けを多く見込んだ為と思われる。
3.建設ｽｹｼﾞｭｰﾙ：
(1)調査段階では新会社を設立してから実施段階に移行することを想定していたが、
実際はこのﾍﾟｰｽをｽｷｯﾌﾟしたこと。
(2)ｵﾏｰﾝ政府の強い意向での出来る限りの工期短縮が望まれたこと。

1.1979年秋、最終報告書提出後、ｵﾏｰﾝ政府は直ちに本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施を決定し、
SIPM（ｵﾗﾝﾀﾞ）に入札仕様書作成を始めとするﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄを委託した。
2.国際入札は1980年の1月から4月にかけて実施され、日欧米のｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｺﾝﾄﾗｸ
ﾀｰ7社が応札し、三井造船／Bander USAが受注した。
3.1985年増強工事を三井造船が匿名で受注（総額50億円）
　増強工事 (1) 日産5万ﾊﾞﾚﾙから同8万ﾊﾞﾚﾙに増強
　　　　　     (2) 硫黄回収設備の新設
1999.10現在：変更点なし

F/S／化学工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 OMN 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

オマーン

発電・海水淡水化複合プラント計画調査

The Feasibility Study for the Power & Desalination
Complex Plant Project in the Sultanate of Oman

植木　茂夫

(社)日本プラント協会

85.1.24～2.17／
85.4.20～4.29

12,1

59～60

121,773 千円

48.74 人月 （内現地11.28人月）

1985/8

(社)日本プラント協会
(財)造水促進センター

電気水省：Ministry of Electricity and water
Mr.Abdulla Ali Dawood (Director General of
Projects)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ－：有り
2.EIRR=8％以上、FIRR=11.7％（20年）
                      6.1％（10年）

遅延・中断

実施機関
　電気水省

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Barka地区（Muscat西方約60km）
総事業費
   総事業費      343.28百万RO（2,509億円）
    うち外貨       293.22百万RO（857.34百万USﾄﾞﾙ）
　　（1USﾄﾞﾙ=250円=0.342RO,1RO=731円）
実施内容
1.電力部門
　(1)発電設備…発電所74MW(Type-F)
　　　　 60MW背圧ﾀｰﾋﾞﾝ発電機×3
　　　　　　　（海水淡水化と組合せ二重目的）
　　　　 80MWｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機×5
　　　　　　　　80MWｽﾁｰﾑﾀｰﾋﾞﾝ発電機×2
　(2)送電設備
　　　　　　　　4ヶ所
　(3)変電設備

2.海水淡水化部門
　(1)ﾌﾟﾛｾｽ設備…MSF法18万立方ｍ/日
　　　　　　　　　（3万立方ｍ/日×6基）
　(2)取排水設備
　(3)生産水送水設備
実施経過       1986.4　計画開始
                       1991.8　計画完了

(*)より
1987.11電力需要の伸び率低下のため、
本件推進は中断。
1999.10現在：変更点なし

1.当初、全体計画を一期で実施する予定でF/Sを行ったが、石油価格低落によるｵﾏ
ｰﾝの財政困難から、ﾌｪｰｽﾞを分けて実施に入る方向で検討中。
2.Phase-Ⅰ…80MWｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ×2
                    3万立方ｍ/日　海水淡水化ﾌﾟﾗﾝﾄ×2
3.Phase-Ⅱ、Ⅲについては未定。

1986.3    ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの国際入札招聘
1986.10  ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ選定結果の非公式情報
              第1位：KULIJIAN(USA)
              第2位ｸﾞﾙｰﾌﾟ：Dr.ZAIRE（ｴｼﾞﾌﾟﾄ）　EPDCｸﾞﾙｰﾌﾟ（日本）
               *当初第1位の英国EPDCは、Desailiの実績がなく落選。
1986.10  ｵﾏｰﾝ大蔵省は燃料を天然ｶﾞｽから重油に変更したい意向との情報有り。
1987.2    燃料変更に伴う再調査のﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙをﾌﾟﾗ協・電発・造水ｾﾝﾀｰｸﾞﾙｰﾌﾟによ
り
              提出。
1987.4    再入札の見込みなりとEwbankからの情報有り。(*)へ続く

　ｵﾏｰﾝ政府の方針変更により、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのｻｲﾄであるBarka地区での新設よりも
Ghubrah地区における既存ﾌﾟﾗﾝﾄの増強を先行させている。

F/S／火力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 OMN 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

オマーン

バルカ発電海水淡水化プラント開発計画調査

The Feasibility Study on Barka Power and
Desalination Plant Project in the Sultanate of
Oman

豊島　幸雄

（株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

93.11～93.12/94.1～94.2/
94.6～94.7/94.8

10

5～6

95,452 千円

18.06 人月

1994．9

（株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（PCI）

Ministry of Electricity and Water Under
Secretary
HE. Abdullah Bin
Ali. Bin Dawood

1.経済的・財務的両観点から、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実行可能
性を検討したが、2項に述べる内部収益率が仮定した
割引率を超えると予測されたことから実行可能と判断さ
れる。

2.当該開発計画の内部収益率は13%であり、予想割引
率8%を大きく上回っている。
本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはB.O.O方式で実施される予定であり、「投
資されるエクイティに対する収益率」の分析が最重要で
あると考える。

3.需要家の大多数を占める家庭で、電力不足のため生
活必需品であるｴｱｺﾝの導入ができずにいる｡また、慢
性的な水不足により基本的生活要件を満たしていな
い。ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施によりこのような状況から開放される。

実施中

　電力・水省（MEW）は急増する電力・水の需要に対処するために、首都
マスカット西方約60Kmにある都市バルカ近郊に発電・海水淡水化プラント
の建設を計画した。JICAは同計画のF/S（目標年度2010年）を実施した。
１.開発規模（目標年度2010年における設備容量）
　発電プラント：1,848MW　（コンバインドサイクル）
　海水淡水化プラント：254,400立法m/日（逆浸透法）
２.建設費
　電力部門：564.18百万R.O　　淡水化部門：262.02百万R.O　
　合　計：826.20百万R.O (1US$=0.3845R.O）
３.実施計画
　受給バランスと経済的な設備時期を考慮し、４段階の実施計画とする。
　1995年5月～1998年12月、1998年5月～2001年12月
　2001年5月～2006年12月、2006年5月～2006年12月
４.環境調査
　発電・海水淡水化プラントの建設および運用上、サイト周辺の生態系、
社会環境に関し重大な影響を及ぼすと考えられる問題点は特に見当たら
ない。

1.実施期間：ｵﾏｰﾝ国　電気・水省
(MEWA)

2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：首都ﾏｽｶｯﾄ西方約60km
にある都市ﾊﾞﾙｶ近郊（F/Sと同一ｻｲﾄ）

3.総事業費：現在の段階（入札図書等の
技術的業務を実施するｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの選定）
では、F/Sﾚﾎﾟｰﾄにて報告した建設費以
下に収まるものと想定して進められてい
る。
F/S建設費：826.20百万R.O.　
（1US$=0.3845R.O）
（外貨：718.00百万R.O、内貨：108.20百
万R.O）

4.実施内容：当該開発計画の事業範囲
は、F/Sﾚﾎﾟｰﾄに沿って進められている｡た
だし電力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施工程は一部修
正された。これはﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施決定が遅
れたためであり、全体事業計画としては
変更されてない。

5.実施経過：ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ選定が1995年5月
～9月に実施され、ｹﾈﾃﾞｨﾄﾞﾝｷﾝ（英国）が
選定された。業者契約の締結（B.O.O方
式）は1996年10月頃の予定であったが契
約（B.O.O方式）は未締結。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施形態が建設請負方式からB.O.O方式に変わった。「F/Sにおいて
は、MEWが事業者として資金調達、ﾌﾟﾗﾝﾄ運転・保守に責任をもち、請負者は建設
完了をもってﾌﾟﾗﾝﾄを引き渡し計画を終了する建設請負方式を前提としてｽﾀﾃﾞｨを
行ったが、請負者が建設資金の調達、ﾌﾟﾗﾝﾄの運転・保守を含むB.O.O方式に変更
となった。」
1999年12月にMEWより、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの入札図書を作成用ということで、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
の地質資料の送付依頼があり送付した。その後の経過を注目しているが、進展の情
報は確認されていない。2002年2月現在、B.O.O方式の採用による。

1997年10月現在、業者契約（B.O.O方式）は未締結。
1999年11月現在、景気悪化によりﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは中断している模様。
2002年2月現在、米国IPPが実施→日本企業(日立造船)がプラント実施中。
2003年3月現在、2002年3月以降の情報なし。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

(平成16年度　国内調査）
本調査終了後に民間資金により実施され、プロジェクト自体は完了している。

技術移転として、電力系統解析の手法についてｺﾝﾋﾟｭﾀｰによる実技指導を実施し
た。

F/S／火力発電

報告書の内容

- 163 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 OMN 004

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

オマーン

オマーン還元製鉄所関連施設建設計画調査

The Feasibility Study of the Direct Reduction Plant
Based Steel Complex Project in the Sultanate of
Oman

明渡　博

(株)神戸製鋼所

98.2.12～3.16／98.6.23～7.13
98.9.1～9.7／98.12.15～12.23

13

9～10

108,839 千円

41.03 人月

1999/2/1

（株）神戸製鋼所
日本鋼管(株)

商工省
局長　Hamed. H. Al-Dhahab

本製鉄所の建設と操業は建設用資材とｽｸﾗｯﾌﾟ、石灰
石などの原料ﾕｰﾃｨﾘﾃｨを大量に必要とするので、関連
事業も含めて多くの雇用機会を創出する。また、製品を
それまでの輸入品と代替することで、20年間で32.6億ﾄﾞ
ﾙの外資が節約でき、国際収支の改善に寄与する。

一方、安定した経営環境を保つためには、輸入設備に
対する輸入税や売上税の減免等、優遇措置を講ずる
事が望ましい。また、生産開始後も一定期間にわたり、
法人税や売上税を免除する事も期待される。

民間ｾｸﾀｰによる新発電所建設にも、ｵﾏｰﾝ国政府の
支援が望まれる。

遅延・中断

ｵﾏｰﾝ国は、長期構想“OMAN2020”の下、石油依存の経済構造を変えよ
うとしている。その一環として、豊富な天然ｶﾞｽ資源を利用した、製鉄・石油
化学・肥料・ｱﾙﾐの4基幹産業を推進している。このため政府より、民間によ
る製鉄所建設の経済性について、分析依願があり、採集候補地ｿﾊｰﾙに
関して調査を実施した。

実施機関：商工省
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ｿﾊｰﾙ地域
総事業費：投資総額783百万ﾄﾞﾙ
実施内容：直接還元鉄工場、電気炉、連続鋳造機、棒鋼圧延工場
実施経過：予め上げられた2つの候補地について比較検討を行い、最終
的に選ばれたｿﾊｰﾙについて、市場分析、建設、運営計画の策定、財務・
経済分析を実施した。

（平成15年度　国内調査）
オマーン政府の工業化（天然ガス使用）はLNGの開発リファイ
ナリーに注力する方向にあり、鉄鋼などの工業化は民間主体
に任せる方針を取っている。最近、オマーン民間とインド資本
の合弁にて、少ない設備投資額で可能な中小規模ミルが建
設・稼動しており、当面のオマーンの鉄鋼需要の大半はカ
バーできる状況になっており、大規模設備投資を伴う当プロ
ジェクトは依然凍結状態のままである。この状況に加え、最近
のアラビア湾岸諸国の鉄鋼需要およびイラクの復興需要を
狙って、カタール・サウジアラビア・UAEにおいて既存の設備拡
張計画(鉄鋼生産能力増強）が進んでおり、オマーンにおいて
大規模DR一貫製鉄所プロジェクトを実現する可能性は極めて
少なくなったと考えざるを得ない。

報告書提出後の経過
（平成15年度　在外調査） 国家開発計画の優先順位の低下
又は他の政策関連要因のため遅延・中断。将来のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実
現は難しい。
(平成16年度国内調査）
状況に進展は見られない。Sohar工業地域の産業インフラ整備
に係るファイナンススキームの整備を中心とするプロジェクト推
進基本事項の解決に手間取り、全体としての計画推進に時間
を要している状況である。
但し、2000年より稼動したLNG施設の拡張工事は継続されて
おり、2004年7月にはSohar地区IWPP（Independent Water and
Power Project）に関するシンジケートローンが契約され、手案
事業を含め当地域の産業地盤としてのインフラ整備は進行し
ている。実施機関の効率運営上の理由等により、プロジェクト
進行効率の点で時間を要すると考えられ、事業化にいたるま
でには3年～5年程度の期間を要するものとみられる。
（平成16年度　在外調査）
金融・エネルギー協議会（Finance & Energy Council）がプロ
ジェクトを評価し、必要な資金の範囲内では実施不可能である
と認めた。現在の鉄鋼価格の下落の継続と世界的な競争の激
化、また鉄鋼の過剰供給により、市場が不安定である。

プロジェクト現況に至る理由
(平成16年度国内調査）
状況に進展は見られない。Sohar工業地域の産業インフラ整備
に係るファイナンススキームの整備を中心とするプロジェクト推
進基本事項の解決に手間取り、全体としての計画推進に時間
を要している状況である。

政府は以前より、天然ｶﾞｽの供給価格を0.8ﾄﾞﾙ／百万BTU以上にする方針を打ち出している。しかし、経済性を上げるために
は、近隣諸国並の0.6ﾄﾞﾙ／百万BTUが必須条件である。商工省の上申書を基に、どのような方針が出るか、注視される。発電
所の新設について、ｿﾊｰﾙ地区の他の候補ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが進展していないこともあり、具体的な話が進んでいない。また、鉄鋼市況
の回復が今一つであることも、ｵﾏｰﾝ民間企業による出資母体の形成に、微妙な影響をもたらしている。鉄鋼市況は一段と悪化
しており、ﾛｼｱ等から安い鋼材が流入しているので事業化の環境は依然厳しい。（2000年11月）
世界的な鉄鋼の供給過剰と長引く市況の低迷はオマーンを含む湾岸諸国も例外ではなく、オマーンにおける鉄鋼プロジェクト
への関心は失われており、事実上サスペンドの状況となっている。（2003年1月現在）　　　
（平成15年度　国内調査）
オマーン政府の工業化はLNGの開発および石油リファイナリーに注力する方向にあり、鉄鋼などの工業化は民間主体に任せ
る方針を取っている。最近オマーン民間とインド資本の合弁にて、少ない設備投資額で可能な中小規模ミルが建設、稼動して
おり、当面のオマーンの鉄鋼需要の大半はカバーできる状況になっており、大規模設備投資を伴う当プロジェクトは依然凍結
状態のままである。

提出機関の商工省が、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進の為の上申書を、閣僚ﾚﾍﾞﾙの諮問機関「ﾌｧｲﾅ
ﾝｽ／ｴﾈﾙｷﾞｰ･ｶｳﾝｾﾙ」に上程した。ｿﾊｰﾙ港開発計画は、日本輸出入銀行の融資
を得て入札および一部の発注が進んでいる。天然ｶﾞｽのﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ敷地については、
入札が行われているものの必要量は未定である。電力省がIPPを認可する供給価格
は、原則2.8ｾﾝﾄ／KWとなっている。ｿﾊｰﾙ港は建設中で2002年中完了予定。ｶﾞｽﾊﾟ
ｲﾌﾟﾗｲﾝの発注計画がなされたがこれからである。発電所は、ガスパイプライン敷設
後となるが、具体的話は進んでいない。 2003年3月現在：変更点なし

（平成15年度　在外調査）
情報なし

経済・財務省からBrown & Root社に発注し、ｿﾊｰﾙ地区のｶﾞｽ・電力等のｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸ
ﾁｬｰ整備のﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ作成が進められている。ｵﾏｰﾝはWTOに加盟した（2000年10
月）。2003.3現在：オマーンに於けるガスの利用に関しては、①世界的な天然ガスの
需要増を背景に2000年より稼動開始したオマーンLNGの拡張工事が開始された、
②ドバイとの共同にてアルミ精錬の計画の詳細検討などが行われている。

F/S／工業一般

報告書の内容

- 164 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 OMN 005

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

オマーン

ソハール地域鉱害防止ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ調査

Feasibility Study on Mine Pollution Control in
Sohar Mine Area

松坂　稔一郎

三菱マテリアル資源開発(株)

99.10.22～11.3/00.11.5～12.11/00.3.5～3.20/　
02.3.8～3.19/00.5.21～7.31/01.5.25～6.15/
00.8.31～10.30/01.11.01～11.9

9

11～13

319,863 千円

63.85 人月 （内現地25.23人月）

2001.12

三菱マテリアル資源開発（株）
千代田デイムスアンドムーア

商工省鉱物局

Dr. Hilal Mohammad Sultan Al Azri
（鉱物局局長）

1.経済分析：対策の内部収益率は16.3%、費用便益比
率が1.0以上であることから、本プロジェクトはフィージ
ブルであると判断される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
2.提言：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1)水質環境管理体制の強化及び鉱山開発プロジェクト
に関して、商工省と環境省とのより緊密な連携を行う必
要がある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2)オマーン国は大気環境基準を制定する必要がある。

遅延・中断

1.調査結果　
(1)水質調査　
(2)大気質調査　　

2.ワジ・スーク川地下水汚染対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1)濾水防止、塩分汚染土壌の採掘・除去。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　2)揚水井戸又は集水トレンチで汚水地下水の揚水。　　　　　　　　　　　　
　　3)汚染水の水処理施設での塩分と重金属類除去　　　　　　　　　　　　　
　　　

3.大気汚染対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
排煙脱硫法による精錬所からのSO2とばいじん対策　　　　　　　　　　　　　
　

4.経済分析　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

5.提言　
(1)環境モニタリング・システム　
(2)環境管理体制

2003.2現在：汚染対策については、実現・具体化されていない
が、本調査において設置されたモニタリング井戸の観測の継
続、調査、機器の活用が行われている。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

2003.2現在：
1)原油生産の低迷による歳入不足により、環境対策への予算が抑制されていること
2)世界的な経済不振によりODA予算が抑制されていること、等。
(平成15年度国内調査)　同上の理由により遅延。世界経済ならびにオマーン国の財政事情の好転には、3-5年程度の期間が
必要と予想される。
(平成15年度在外調査)　提案されたプロジェクトの規模が適切さに欠けるため実施が難しい。実施には3－5年要。
(平成16年度国内調査)　オマーン国の原油生産の低迷による歳入不足により、環境対策への予算が抑制されており、実現に
は至っていない。
(平成16年度在外調査)　経済状態の悪化により、実現は困難。
(平成17年度国内調査)　以前は経済情勢の悪化による理由により事業化が進展していなかったが、現在は、石油価格の高騰
により、一人あたりのGDPがODAの対象にならない。

商工省、環境省は報告書で提案した対策を実施すべく予算措置を講じようとしたが、オマーン国の財政事情から未だ予算化さ
れていない。在オマーン国大使館を通じて日本からの援助、JBICからの融資についても打診があったが、実現に至っていない
(2003.2現在）。
（平成15年度　在外調査）　遅延／中断の状態であるが、提言の一部である尾鉱からの水・酸の流出防止を実施した。2004年
尾鉱にｶﾊﾞｰをかける予定。坑道の監視を今後5年間続行予定。
(平成16年度国内調査）　オマーン国の原油生産の低迷による歳入不足により、環境対策への予算が抑制されており、実現に
は至っていない。世界経済並びにオマーン国の財政事情の好転には、3～5年程度の期間が必要と予想される。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成16年度在外調査)　現在、提言内容に基づき、Sultan Qaboos大学と協同で地科学調査を行っている。後、日本の参加の
もとでソハール鉱山地域の改善提言を完成させる予定である。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

F/S／鉱業

報告書の内容

- 165 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 SAU 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

サウジアラビア

石油化学工場建設計画調査

Survey for the Construction of Petrochemical in
Kingdom of Saudi Arabia

三浦　昭

サウディ石油化学開発(株)

78.2.15～2.28

8

52～53

43,945 千円

0.00 人月

ｻｳﾃﾞｨ石油化学（株）　（SPDC）

基礎産業公社

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

1999.10現在：変更点なし

実施済

実施機関
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　東部ｱﾙｼﾞｭﾍﾞｰﾙ
総事業費
　ケース1　347,900 百万円　　　ケース2　361,000 百万円　　　　　　　
　ケース3　414,000 百万円　　　ケース4　323,900 百万円　　　　　　　
実施内容        ｹｰｽ1      ｹｰｽ2      ｹｰｽ3      ｹｰｽ4
　エチレン      458,000 　458,000 　456,000 　456,500
　低密度        300,000 　250,000 　250,000 　200,000
   ポリエチレン　　　　　　　　　　　　　　 　
　高密度　        　-          80,000　　    -    　      -
   ポリエチレン　　 　　　　　　　　　　　
　エチレン　   200,000 　150,000　 150,000 　150,000
 　グリコール　　　　　　　　　　　　　　　
　電解酸素　　     -       　  -     　 220,000  　  -
　二塩化エチレン -   　　    -    　  300,000 　   -       (単位：ｔ／年）
　用役設備：海水、脱塩水、循環冷却水、純粋設備、蒸気発生、空気分
離、燃料、圧空、受配電設備
　附帯設備：廃棄物処理、貯蔵出荷、保守、共通配管、防消火、試験検
定、通信放送　他　
実施経過
　1982年中　設計、建設工事発注
　1985年中　設備完成
　1985年中～1986年初　試運転
　1986年初　営業生産開始

ｲｰｽﾀﾝ　ﾍﾟﾄﾛｹﾐｶﾙ　ｶﾝﾊﾟﾆｰ
　（通称 SHARQ）
                     第1期           第2期
ｴﾁﾚﾝ(他ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとの共有)
                 500,000T/Y   500,000T/Y
低密度ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ
                 130,000T/Y   196,000T/Y
ｴﾁﾚﾝｸﾞﾘｺｰﾙ
                 300,000T/Y   360,000T/Y
　（他ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとの共有）
                　　　第1期                第2期
用役設備：循環冷却水
               純水設備・蒸気発生   増強
附帯設備：貯蔵出荷・保全設備
               共通配管・防消火・
               試験検定・通信放送   増強
　

 1985. 3      設備完成
 1994.12     設備完成
 1985. 4～8 試運転
 1994. 1～   試運転中
 1985. 9       生産開始
 1995. 1       商業運転開始
 1985.10      輸出開始
 1987. 1       商業運転開始

(*)より
1994.11.30  第2期増強完工式

ｼｬﾙｸ社の生産・出荷とも当初より極めて順調に推移し、ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ設計能力の約150％、ｴﾁﾚﾝｸﾞﾘ
ｺｰﾙで同約130％の生産を続行中である。
（千ﾄﾝ/年）            1987 1988 1989  1990  1991 1992 1993 1994 1995  1996 1997 1998
PE 生産量             158   176   176   189    200   210  194    347   407    433   449   478
SPDC引取販売量    101     85     92     95     89    102    95   154   177     206   172   173
 SABIC　  〃             66     61     99     96    104   110  105   180   198     245   252   287
EG　生産量            161  162   193    226   199   227  269   429   487     455    523   512
　(SHARQ分)
SPDC引取販売量    106  107    87    107      98   101  129   197   213   179   213   186
 SABIC　  〃              65    97    95    133    102   120  132   234   237   301   312   321

                                                           　  　         第1期  第2期
ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ政府ﾛｰﾝ (PIF)                              　60％       -
銀行ﾛｰﾝ                                                　           10％     60％
SHARQ(日本側・ｻｳｼﾞ側共に50％の出資会社)  30％     40％
      （日本出資の45％はOECF）
ｼｬﾙｸ社の損益の概要は以下のとおり。　　　　　（単位：百万ﾄﾞﾙ）
                1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998
 売上高     147  295   283   210   209   196  165   180   560   479   569  399
 当期利益   17  126   108    68     60     41   27     41    235   131   222   88
ｼｬﾙｸ社生産2品目共当社より、生産、販売共好調に推移している。

ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ政府によるｽｹｼﾞｭｰﾙは以下のとおり
1981.9.5.   現地会社SHARQ設立
1982.10     現地工事着工
           　　 定礎式
　　　　　　     （日本側から通産政務次官、和田OECF理事参加）
1985. 4      試運転開始　　　　　　　　(*)へ続く

F/S／化学工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 SAU 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

サウジアラビア

R／Oプラント濃縮排水処理計画調査

Study on Reverse Osmosis (R/O) BRINE Reject
Treatment in the City Riyadh, Kingdom of Saudi
Arabia

猪飼　勝

(財)造水促進センター

80.9.26～10.13

9

55

58,075 千円

0.00 人月

1981/3

（財）造水促進ｾﾝﾀｰ

サウディ政府・農水省

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.回収水1ｍ当り4.6USﾄﾞﾙ（15.2SR）
　条件：(1)償却利率5％
             (2)既存の水価格　ﾀﾝｸﾛｰﾘｰで輸送される。
               35SR/立方ｍ～50/立方ｍ

中止・消滅

実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Riyadh市内Malez, Shemessy,Manfouhaの3浄水場設置R/Oﾌﾟﾗﾝﾄ

総事業費
　見積額
　直接経費     43.8百万USﾄﾞﾙ
　間接経費     14.8百万USﾄﾞﾙ
　合計　          58.6百万USﾄﾞﾙ
　　　　　  　　（12,924百万円、1USﾄﾞﾙ=220.54円）
実施内容
　濃縮排水処理能力     12,340立方ｍ/d
　水質　TDS                          12,720ｍg/l
　回収水量                     11,281立方ｍ/d
　水質                                     1,500ｍg/l
　抽出固形廃棄物                        269t/d

　処理ﾌﾟﾗﾝﾄ（ｺｰﾙﾄﾞﾗｲﾑｿｰﾀﾞ軟化、濾過装置他）
　付帯設備（濃縮排水貯槽、回収水貯槽他）
　建設工事（用地地ならし、土木、建築工事他）
　間接工事（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ管理、ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ他）

ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ政府農水省において1982年、1983年予算確保ができなかったため。ｱﾗ
ﾋﾞｱ湾岸のｱﾙｼﾞｭﾍﾞｰﾙからﾘﾔﾄﾞまで海水淡水化生産水の大輸送ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝが完成
し、ROﾌﾟﾗﾝﾄによる地下水塩の必要性がなくなった。

1999.10現在：変更点なし

F/S／工業一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 SDN 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

スーダン

フェロクローム製練工場建設計画調査

The Feasibility Study on the Establishment of a
Ferrochrome Plant in the Democratic Republic of
the Sudan

芳賀　秀夫

日本重化学工業(株)

81.3.1～3.24

11

55～56

52,329 千円

0.00 人月

1981/8

日本重化学工業（株）

エネルギー鉱山省
スーダン鉱山公社
国営採業企業

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：無し
2.FIRR=△11.0％～5.4％、EIRR=△13.2％～2.9％

中止・消滅

実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾀﾞﾏｼﾞﾝ地区（ﾌﾞﾙｰﾅｲﾙ州）

総事業費
　       ｹｰｽA 　　        ：        ｹｰｽB
　17.8百万USﾄﾞﾙ        ：  30.1百万USﾄﾞﾙ
　輸入12.4百万USﾄﾞﾙ：  輸入21.7百万USﾄﾞﾙ
　国産5.4百万USﾄﾞﾙ  ：  国産8.4百万USﾄﾞﾙ
　   3,915百万円          ：   6,642百万円
　　　（1981年3月時点1USﾄﾞﾙ=220.54円）

実施内容
　　     　7,000t/Y       ：    15,000t/Y
　原料処理設備
　電気炉設備
                          ｹｰｽA      ｹｰｽB
　　電極径 ㎜        800        1,050
　　鉄皮　径 ㎜   6,500       9,000
　製品処理設備
　集塵設備　ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ設備
　受変電設備
実施経過
                           ｹｰｽA     ｹｰｽB
                           36ヶ月    48ヶ月

1981年6月に提出されたF/S報告書の結論は、ﾌｪﾛｸﾛﾑ産業設立は原料ｺｽﾄ高、ｲﾝﾌ
ﾗ不整備、ﾌｪﾛｸﾛﾑ市場の世界的な不況の長期化等により、経済的、財政的に
non-feasibleというものであったが、基本的条件にその後変化が見られないだけにｽ
ｰﾀﾞﾝ側でも本件につき何ら進展がない。

1999.10現在：新情報は入っていない。

F/S／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 SYR 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

シリア

セメント工場建設計画調査

The Study on the Cement Plant Development

高草木　宏

日本セメント(株)

97.11.9～12.2
98.2.18～3.27
98.10.4～10.15

8

7～8

142,089 千円

33.70 人月

1996/11/1

日本ｾﾒﾝﾄ（株）
インダストリアルサービスインターナショナル

産業省セメント公団(GOC)
Mr. Ahmad Al Hamo
General Director

1)ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨの有無：有り

2)EIRR　19.8％　（ｲﾝﾌﾗを考慮した場合EIRR　18.95
％）
（条件）潜在為替ﾚｰﾄUSD1=51SP、追加ｲﾝﾌﾗｺｽﾄ
23490千USD、ｾﾒﾝﾄ経済価格USD59.5/t、労働賃金
USD151.56、土地USD138900

3)期待効果
・ｾﾒﾝﾄ生産による国内供給増加（輸入代替）による将
来予想されるｾﾒﾝﾄ需要拡大への対応
・1000人の国内雇用

具体化準備中

1)実施機関　　新会社の設立

2)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ　　ｱﾌﾞ･ｱﾙ･ｼｬﾏｰﾄ地域

3)総事業費　　合計約560百万USD（外貨457.443百万USD、内貨4414.41
百万SP）

4)実施内容　　年産300万ﾄﾝのｾﾒﾝﾄ工場新設
　最新高効率設備導入、生産工程・品質管理設備は自動制御運転方式、
省ｴﾈ式・節水式ｼｽﾃﾑ導入

5)実施経過
　契約前期間　12か月、建設期間43か月、商業運転開始2002年7月

当社・新設300t/dｾﾒﾝﾄの前提となったｱﾄﾗｾﾒﾝﾄup-grade.とｱﾄ
ﾗｾﾒﾝﾄ能力upが未だ資金の問題で実現されておらず、又需要
が世界的不況に依り伸びておらず、新設ｾﾒﾝﾄ300万ﾄﾝの実現
が至っておらない。
然し、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄは上記2件の入札を行っており完了次第需
要動向をみながら再開するとの事。然しこのF/Sが同国のｾﾒﾝﾄ
政策のﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝになっているとの事。

現在までのところ、JICA調査で提言されたAbu Shamat工場の
建設はまだ具体化されていない。理由は資金不足にある。調
査終了後に日本政府に円借款を要請したが、ｾﾒﾝﾄ工場はｲﾝ
ﾌﾗと見なされず、却下された。これに代わり、GOCは現在
Hamaに100万ﾄﾝの新設ﾌﾟﾗﾝﾄを建設する計画を推進中。これ
は、資金の一部をArab Foundに仰ぎ、残りをｼﾘｱ政府が負担
することで、すでに国際入札が終了してｲﾗﾝ企業「ｴﾀﾞｾｾﾗｰﾄ」
が請け負っている。3～4年後には完成する。

一方、調査で提言されたその他の対策は以下の通り実現に向
けて計画準備、具体化準備中。
1)Adra工場のextension（ｾﾒﾝﾄ製造ﾗｲﾝの増設）を計画中。応
札には欧州、韓国、中国となっている。しかし、資金調達先が
まだ決まっておらず、政府計画局（State Planning
Commission）が現在検討中。
2)Adra　Co., Syrian Co., Al Chahba Co.,Tartous Co.,各社工
場のup-grading（既存施設の改善、近代化など）を計画推進
中。この内、adraのupgradingはすでにｵｰｽﾄﾘｱｺﾝｻﾙと契約済
みで、1～2ヶ月中に設計業務が完了する予定。他については
現在入札準備中（2001年1月～2月現地調査結果）

同国の平和施策への転換が民間投資を増やしｾﾒﾝﾄ需要を喚起すると予想したが、
まだ予想通り経済が立ち上がっていない理由に依る。

（平成15年度　国内調査）
300万トンの新規ﾌﾟﾗﾝﾄでまず円借款の見通しがつかない限りは、具体的な動きはな
い。当面は国内需要を満たすことと、省エネの目的より、既存のﾌﾟﾗﾝﾄの拡張と改造
に重点をおいている。特に、”HAMA　CEMENT”、”ADRA　CEMENT”を考えてい
る。円借款の枠が限られている状況から、シリア政府がセメント産業の位置付けを
はっきり示して、円借款の優先順位を上げて要請してもらう必要がある。

円借款要請中
発電所が優先され、本件と経済開発についての円借はまだ実現してない。
2002.3現在：変更点なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：変更点なし

（平成15年度　国内調査）
発電、肥料、港湾と平行して要請されたが、優先順位付けがなされていない。
資金調達が実現した場合は、設計・主要機器の調達は日本から、一般機器は国際
調達でと確定している。また提案、試運転、研修についても日本で行われることが確
定している。

1998.3.9　　技術移転ｾﾐﾅｰ実施
1998.10.10　同上
2003.01 調査担当コンサルタントが分社化、合併のため、本調査のその後のフォロー
アップ調査は困難。

F/S／窯業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 SYR 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

シリア

シリアダマスカス首都圏配電網改良計画調査

The Feasibility Study on the Rehabilitation Project
of Damascus and Damascus Rural Distribution
Network in Syria Arab Republic

中島浩(第一次現地調査)、(塚原澄雄)（第二次現地調査）、佐久間隆夫（2年
次）

日本工営（株）

98.10.25-98.12.23/99.1.5-99.3.15/99.5.15-99.6.1
3/99.8.9-99.8.23

7

10～11

153,720 千円

41.13 人月 （内現地31.33人月）

1999.10

日本工営（株）
東電設計（株）

配電公社(PEDEEE)

経済内部収益率（EIRR)は26%と高く評価することだけが
できるので、このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは十分ﾌｨｰｼﾌﾞﾙであると言え
る。さらに、感度分析の結果もEIRR20%以上を示し、こ
のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは収益率を保ことが判明した。また、以下の
ような改良計画の効果が期待される。

・電力供給情況の改善
・電力損失および電圧降下の改善
・供給信頼度の改善
・損失削減によるCO2の排出量の抑制

財務内部収益率(FIRR)は9%と低い値をしめしている
が、これはｼﾘｱ国の低い電気料金設定に原因があり、
改善が望まれる。

遅延・中断

[調査目的]
調査対象地域の配電網改良基本計画を策定し、そのﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ調査
を実施する

[調査対象地域]
ﾀﾞﾏｽｶｽ市およびﾀﾞﾏｽｶｽ郊外地域

[既存配電網の問題点]
・機器の老朽化（老朽化した油入ｹｰﾌﾞﾙでの事故の多発など）
・ﾋﾟｰｸ時に過負荷運転が行われているなど、変圧器の容量不足
・配電設備への不適当な資機材の使用、適正な設備仕様の不備、不適切
な設計、施工、不適切な保守
・配線網の系統構成に起因する低い供給信頼度

[配電網の改良計画]
以下のｻﾌﾞﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを2002年まで、2005年まで、2010年までの3期に分け
て改良計画を策定した。
・66／20kV変電所の新設（24個所）
・変圧器容量の増加（51台）
・66kV送電線の増強（14台）
・66kV遮断機の取換え（65台）
・20kV線路の新設・増設（2､600km)
・20/0.4kV変圧器の新設・増設（4,111台）
・低圧線路の新設・増強（3,158km）

2003.3現在：なし
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

実施機関であるPEDEEEより、円借款要請のApplecation (D/Dは無償により実施する連系D/D)
が,　国際援助の窓口であるSPC (State Planning Committee)に提出されても、その後の大統領の
死去による政治体制の変更や、悪化する中東問題などにより、何ら進展がない。
(平成16年度国内調査）　1～2年以内の事業化を目指しているが、中東の政治状態の安定、特
にイラク復興プロセスの進捗に大きな影響を受けるため、確定的な予測は困難である。
（平成17年度国内調査）　特記事項なし

実施機関であるPEDEEEより、円借款要請のApplication (D/Dは無償により実施する連系D/D)
が,　国際援助の窓口であるSPC (State Planning Committee)に提出されても、その後の大統領の
死去による政治体制の変更や、悪化する中東問題などにより、何ら進展がない。
2003.3現在：変化なし
(平成15年度国内及び在外調査)　情報なし
(平成16年度国内調査)　シリアは、米国からテロ支援国に指定されている。日本は外交上、この
影響を受けているものと判断する。
（平成17年度国内調査） 実施機関であるPDEEEは、実施の意向を持っている。IPをアップデート
してシリア政府に円借款の要請をするようプロモートしているが、事業化に至るまで長期間かかる
と見られる。

（平成17年度国内調査）　特記事項なし

F/S／送配電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 SYR 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

シリア

太陽光発電利用民生向上技術協力計画調査

The Study for the Introduction of Integrated
Photovoltaic System into the Syrian Arab Republic

湊嘉徳

㈱四国総合研究所

95.12～01.2

16

7～12

1,000,683 千円

141.35 人月

2001.　3

（株）四国総合研究所
財団法人　日本エネルギー経済研究所

シリア・アラブ共和国大統領府科学研究調査
センター　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Riad Sabouni (プロジェクトマネージャー）

村落電化システムの場合、既設配電線から5km以上、
村落の住宅戸数で30戸以上の場合には、配電線延長
よりも太陽光発電による電化のほうが経済的である。東
南部にすむ移動民族（ベドウィン）の住宅用電化手段と
して、可搬式の太陽光発電システムが有効である。揚
水システムの場合、揚水量20トン/日、揚程60メートル
程度の場合、太陽光発電システムのほうがディーゼル
式揚水システムよりも経済的である。また、配電線から
3km以上離れている場合にも太陽光発電のほうが有利
である。淡水化システムの場合、現状では造水コストが
高く経済的でない逆浸透膜他の設備費が下がれば、
東南部かん水地下水地域の生活用水確保に大きな
ニーズが見込める。　　　　　　　　　　　　　

具体化準備中

このプロジェクトは、シリア国北部の同国第2の都市Aleppo市周辺地域を
対象として太陽光発電を利用した村落電化、地下水揚水、かん水淡水化
システムを導入し、これらの設置や運営管理及び地場産業/家内工業の
育成等を通じ、遠隔地域の民生向上に資することを目的としたものであ
る。このプロジェクトを通じて、太陽光発電システムの有用性を確認すると
ともに、シリア国内の地場産業の育成やカウンターパートへの技術移転、
技術力向上を支援した。さらに、導入した太陽光発電システムを技術面や
経済面から分析を行い、シリア国の現状や電化計画及び給水計画などに
合理的に組み込まれるよう、将来の導入プランやシリア国政府の役割など
についての検討と提言を行った。プロジェクトでは始めに、Aleppo周辺の
未電化村落とシステム設置対象村落であるZarzita, Fedre, Katoura村及
びRasem　Al　Shikh　Kalif村（Kalif村と略称）の村落社会経済調査を行
い、Zarzita村には集中型村落電化システムと揚水システム、Fedre村と
Katoura村には戸別型小規模電化システム、Kalif村には戸別型中規模電
化システムと揚水/淡水化システムの実証設備を建設し運転を行った。導
入設備はいずれもシリア国側カウンターパートの適切な維持管理により順
調に運転を継続し、電気と水の供給により村落の民生向上に大いに貢献
している。Zarzita村では、集中型村落電化システムの夏期の余剰電力を
活用した地場産業/家内工業育成の一環として七宝焼や石粉加工品の製
造業を立ち上げ、地域振興に役立っている。製品は村近くのサイモン城
遺跡で販売され、良好な売上を得ている。近年、地球温暖化が世界規模
でクローズアップされる中、途上国の地方電化を推進するため、再生可能
エネルギー、特に太陽光発電の利用は、環境へのインパクトが少なく注目
される技術である。従って、広い乾燥地域を有し豊富な太陽エネルギーに
恵まれているシリア国において、この開発調査の成果を大いに活用し太陽
光発電システムの導入を促進しつつ、遠隔地域の民生向上に寄与するこ
とを期待している。　　　

特に進展なし。
(平成15年度国内及び在外調査)　情報なし
(平成16年度国内及び在外調査)　特記事項なし
(平成17年度国内調査)　開発調査報告書中に記載した、「太
陽光発電の普及に向けての提言」も参考として、現地政府によ
り「2011年までの再生可能エネルギー利用マスタープラン」が
作成された。

開発調査を通じ、相手国政府諸機関や現地住民などに対して、ワークショップの開催やTVを通じての啓蒙活動を行った｡この
結果、現地政府関係諸機関から開発調査時のカウンターパートに対して、太陽光発電の応用分野について検討依頼があり、
上記のようなプロジェクトを検討している。
(平成17年度国内調査)　C/Pにより、具体化に向けた検討が行われている。

開発調査終了後のわが国への追加調査や借款等の要請はない。但しこのプロジェクトの成果を活用して、相手国政府独自で
次のようなプロジェクトを検討している｡
　1．航空機用ナビコンシステム電源への適用:国営シリア航空と共同検討
　2．通信システムリピーターステーション電源:通信省
　3．東南部乾燥地域へのかん水淡水化システム導入検討:住宅省
　4．東部地域を中心とした揚水システムの導入検討:農業省、灌漑省　　　　　　　　　
2003年3月現在：変更なし。　
(平成15年度国内及び在外調査)　情報なし
(平成16年度国内調査)　ヨーロッパ新エネ関連雑誌への掲載やヨハネスブルグでの世界再生可能エネルギー会議でのプロ
ジェクト紹介等が実施されたが、具体的なプロジェクト形成には至っていない。
(平成16年度在外調査)　太陽光発電研究所は、太陽光発電の電力と燃料電池で使用するための水素製造の統合について、
試験的な調査の実施に関心を示している。調査の実現は、ドナーの資金調達確保の状況による。
 (平成17年度国内調査)　実施した開発調査結果も踏まえ、導入可能性のある応用分野として、配電線から10km以上離れた未
電化村落の電化、ベドウィン用の可搬式太陽光発電システム、及び飲料水や灌漑用システムの電源システムを検討している。

気象観測装置やバッテリー性能評価装置および太陽光発電システム設計装置等を導入し、システム設計や運転維持管理等
についての技術移転を行った。また、運転維持管理技術やバッテリー評価などに関して、UNDPと連携し技術向上をはかった。
(平成17年度国内調査)　自己資金により、シリア航空の航空機誘導システム用電源として、太陽光発電とディーゼル発電のハ
イブリッドシステムを導入した他、地震モニタリングシステム等の電源としても太陽光発電を導入した。

F/S／新・再生エネルギー

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TUN 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

チュニジア

火力発電開発計画調査

Feasibility Study for Thermal Power Development
in Tunisian Republic

三国　雅士

電源開発(株)

79.9.29～10.20

8

54

38,858 千円

0.00 人月

1980/3

電源開発（株）

テュニジアガス電力庁（STEG）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

実施済

実施機関　　STEC
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Rades, Bizerte
総事業費
　ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ増設計画　14.33
                      Rades案    Bizerte案
　汽力発電      83,670     85,820
　送変電増強   5,320       5,340
                ----        ----
                        88,990      91,160
             単位：百万DT    1979年価格
             （1USﾄﾞﾙ=0.405DT=219.14円）
実施内容及び実施経過
　1　ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ増設計画
　　1983.7　Robbana　20～30MW×1台
　　1984.1　Kasserine     　〃         ×2台
　　1984.1　Metlaoui 　      〃         ×2台
　2　汽力発電所計画
　　1985.8　Rades　 　150MW×1基
　　1986.2　　〃   　　       　〃
　　　〃　　　  〃　　      170MW×2基
　3　送変電増強計画
　　 送電線増強
　　1985.1　Rades　225KV 1cc約30km
　　1984.10 　 〃　  　 〃　      〃　  15km
　　1985.1　Bizerte　 〃　    2cc約50km
　　 送電設備
　　1985.1　　　100MVA×1
　　1984.10 　     　　〃
　　1985.1　　　     　〃

(1)総括
　JICA Planは、汽力発電所建設地につ
いてRades, Bizerteの両案を提出したが、
STEGはRades案を実施した。理由は、
Radesが最大消費地Tunisに近いことであ
る。Radesにおける170MW×2基の汽力発
電所建設（JICA　Planでは150KW×2基）
と送変電所の増強、およびRobbana等に
ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝの増設を行った。現在、総発電
供給の4割をRades発電所で行っている。
(2)建設
　汽力発電所の運転開始時期は1985年
であり、JICA Planよりも1年早めることがで
きた。建設費総額は311億円。
(3)資金供給
　OECFが68億円、輸銀が232億円、合計
300億円を日本が資金提供した。
(4)環境・社会問題への対応
　ﾗﾃﾞｽ発電所においては、政府の環境基
準（NOX,SOX等）の順守をはじめ、設備
面では煙突を高くしたこと、燃料面では天
然ｶﾞｽを重油よりも多く使用していること
（過去10年平均でｶﾞｽは重油の2倍）等の
環境対策を行った。
また、ﾗﾃﾞｽ発電所建設には、住民移転・
再定住・既得権の補償の問題は生じな
かった。（1995年11月現地調査結果）

報告書と具体化された内容との差異、若干有り、（報告書第4章のとおり）
1988年中にﾌｧｲﾅﾙ、ｱｾﾌﾟﾀﾝｽの見込み。
現在、発電所の機械関係はなお定期点検/定期的ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙで十分利用可能であ
るが、近い将来、運転・制御系の全面的な交換を予定している。
調査の有効性：本調査は遅延することなく建設へとつながり、また現在Rades発電所
がﾁｭﾆｼﾞｱ電力系統の中でﾍﾞｰｽ火力として重要な位置を占めていることから、内容・
時期共に適切で、非常に有効であったと判断される。また、それ以外の提言（ﾋﾟｰｸ用
ｶﾞｽ･ﾀｰﾋﾞﾝ、送・配電網整備など）も実施に至っており、調査は有効に利用されたと
判断できる。（2001年1～2月現地調査結果）

1982.9　円借款　L/A　締結   68.4億円    25年   4.25％
1983.5　輸　銀　ｻﾌﾟﾗｲﾔｰｽﾞｸﾚｼﾞｯﾄL/A　締結
                                                231.4億円 20.5年   6.25％

受注業者名
　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ：ﾀｰﾋﾞﾝ･ﾎﾞｲﾗｰ 　 　 三菱重工(株)
                発電機・付属機器  三菱電機(株)
                送電線  Spie Batignolles(仏)
                変電所  ANSAL DD(伊)
                燃　 料　天然ｶﾞｽ（通行料）および重油

F/S／火力発電

報告書の内容

- 172 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TUN 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

チュニジア

カセブ揚水発電開発計画調査

Feasibility Study for the Kasseb Pumped Storage
Power Project in the Republic of Tunisia

石山　豊／小林哲郎

電源開発(株)

78.1.17～2.25／79.2.27～3.27
79.7.9～7.27／79.12.1～12.28

8,3,5,5

52～55

108,248 千円

0.00 人月

1979/6

電源開発（株）

STEG（チュニジア電力ガス公社）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.上流案は物価上昇2.3％以上、下流案は3.4％以上
で続く限り、それぞれのEIRRは8.0％以上になり経済的
妥当性がある。
　条件：天然ｶﾞｽを使用し、深夜揚水用燃料価格をﾋﾟｰｸ
時のそれの2分の1と仮定。
3.期待される開発効果：
(1)国内の建設技術水準の向上
(2)国内通貨による支出の一部は貯蓄として留保され、
無限の再投資ｻｲｸﾙを通して将来のGNP造出に役立
つ。

遅延・中断

実施機関
　STEG（ﾃｭﾆｼﾞｱ電力ｶﾞｽ公社）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Tunis西方約100km Beje市の北方約20km
総事業費
　　　     上流案          ：   下流案
　内貨　22.1百万DT   ：  27.2百万DT
                  （27％）               （29％）
　外貨　59.2百万DT   ：  65.5百万DT
                  （73％）               （71％）
　　計　 81.3百万DT   ：  92.7百万DT
　　 　(47,200百万円) ： (53,800百万円)
　　　（1USﾄﾞﾙ=0.4065DT=219.14円）
実施内容
　350MW
　ﾀﾞﾑ    高さ      50ｍ
         堤頂更     400ｍ
         体積         960.000立方ｍ
　取水口
　導水路
　発電所：水車、発電機器および主変圧機
          75MW 2台と100MW 2台
　送電線　225KV1回線230km
　　1980.後半より　準備工事開始
　　1985.4　　　　   1号機運転開始　　75MW
　　1986.1　　　　   2号機　   〃 　　       　 〃
　　1988.1　　　　   3号機　   〃 　     　 100MW
　　1989.1　　　　   4号機　   〃 　       　　 〃

本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが未実現・中止に至った理由
は
　1)第二次石油危機により、重油の価格
が4倍になった。また1983年に予定してい
たｱﾙｼﾞｪﾘｱからの天然ｶﾞｽ供給が2年遅れ
た。これに伴い、STEGの経営が悪化し
て、設備投資計画を縮小した。
　2)本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの建設費用について、当
初US$38millionを予定していたが、開発
調査終了時にはUS$92millionになった。
またその70％が土木工事であったが、こ
の資金提供者がいなかった。
　3)ｶｾﾌﾞよりもﾊﾞﾙﾊﾞﾗが揚水発電所適地
として認識された。

　水力発電担当者は、揚水発電所建設
は断念したわけではなく、今後検討して
いきたいとの意向を示している。

(**)から
b)本計画は、一部農業安閑としても考え
られていて、結局農業省の方で断念し
た。
c)本計画は、ｱﾙｼﾞｪﾘｱからの天然ｶﾞｽ供
給、ｶﾞﾍﾞｽ湾の天然ｶﾞｽ開発など天然ｶﾞｽ
供給の拡大を前提としていたが、これが
遅れSTEGの財政状態の悪化、揚水原資
の高騰などにより経済性が低下した為。
（2001年1～2月現地調査結果）

　調査時以降の石油燃料市況の変化、またｱﾙｼﾞｪﾘｱからの天然ｶﾞｽ供給が1982年か
ら予定されたことから、ｱﾙｼﾞｪﾘｱの協力を得てｽﾁｰﾑ火力およびｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電が実
施された。（三菱ｸﾞﾙｰﾌﾟが300MWのﾗﾃﾞｽ火力発電所を増設）従って当分の間、揚水
発電所建設は見送り。
本計画が現在も「遅延・中断」している主な理由は以下の通りである。
a)高い建設単価（JICA調査のﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ「TUN101電力長期計画」の中で実施したﾌﾟ
ﾚF/Sにおいては建設費US$38百万であったが、その後実施された本開発調査
（F/S）の結果US$92百万となった）　(**)へ続く

1999.11現在：変更点なし
STEGによれば、本計画は全く廃棄されたわけではなく、今後とも状況が好転すれば
再評価し、実現させる可能性があるとのことであった。また、もう一つの用水計画であ
るﾊﾞﾙﾊﾞﾗ計画も、現在のところ具体的進展はなく、本計画と同様、遅延・中断であ
る。
（2001年1～2月現地調査結果）

　一連の調査の結果、特に地質調査および上池埋砂測定の結果、技術的にﾌｨｰｼﾞ
ﾌﾞﾙな事は相手方に充分納得された。しかしながら、ﾋﾟｰｸ用電源としてKW当り約15.5
万円（ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝの2倍以上）要する点が問題となり、また火力発電所の建設が遅れて
いるため揚水用深夜余剰電力が不足していることもあってこの計画の実施は、見送
られている（1994年3月現在）。ｱﾗﾌﾞ・中東諸国の発電所運転要員の研修のための訓
練ｾﾝﾀｰを設立するため、日本の協力を求めている。

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TUN 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

チュニジア

スファックス産業公害対策計画

Study on Waste Treatment and Recycling Plan of
Selected Industries in the Region of SFAX

片柳　蓊

三菱化学エンジニアリング(株)

91.6.7～6.21/92.1.18～2.1/92.6.12～7.26/92.9.5
～10.19/93.2.25～3.6

13/3/10/15/9

2～5

464,836 千円

86.39 人月

1993．9．1

三菱油化ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

環境保護庁　Mr. Ennabli
ｽﾌｧｯｸｽ工科大学 Prof. Medhioub (ENIS)

(*)より
6.一般的に産業公害対策投資は、便益の特定・算出が困難
であるが、ｹ ｽー1をﾍﾞー ｽに以下の前提を置きF/Sを実施した。
結果は、ﾌｨー ｼﾋ゙゙ﾘﾃｨ有り：SIOS-ZITEX,SATHOP,STS,SMCP
　　　　ﾌｨー ｼﾋ゙゙ﾘﾃｨ無し：SIAPE-A,UPOTS

7.上記前提でFIRRは、SIOS-ZITEX（37.9％）、SATHOP（18.8
％）、STS（124.8％）、SMCP（10.4％）となる。

8.ﾌｨー ｼﾋ゙゙ﾘﾃｨが無い2工場に対しての問題点等は以下の通
り。
1)SIAPE-A：燐酸肥料工業は基幹産業であり、生産活動の継
続は肥料産業全体の付加価値維持のために必要である。仮
に操業停止が90日とすると、FIRRは13.1％となるため、ﾌ゚ﾛｾｽの
見直しを含め段階的に実施すべきである。
2)UPOTS：ｵﾘー ﾌ゚油産業も基幹産業であり、土地利用面、ｵﾘ
ﾌー゙油産業の付加価値維持の観点から、ｵﾘー ﾌ゙油搾油排液処

理は1工場単位ではなく、地域あるいは産業全体として取組
む必要がある
一部実施済

１.対象工場：７業種９工場
１）国営燐酸肥料工場（SIAPE-A）２）国営石油公社スファックス油槽所
（SNDP）３）オリーブ油工場（UPOTS）４）石鹸工場（２工場；SIOC-ZITEX,
SATHOP）５）皮なめし工場（２工場；SMCP, TMC）６）染色工場（STS）７）下
水処理場（ONAS）

２.対象工場の産業公害排出量（処理対象排出量）
１）総排水量：4,698m3/日　２）総排ガス量：568,000Nm3/時（排出ケ所15）

３.ケースの設定（排水排出規準によるケース分け）
　ケース１：調査団の提案による暫定規準　ケース２：チュニジア側の提案
による暫定規準　ケース３：チュニジア排水規準（海域、河川、公共下水道
別）尚、チュニジアの排ガス規準は無いため日本の排出規準を準用した。

４.総所要資金
（ITD=125円）排水処理　　排ガス処理　　　　合計
ケース１　15,782,600TD  17,386,400TD  33,169,000TD（約41.5億円）
ケース２　24,329,600　　17,386,400　　41,716,000（約52.1億円）
ケース３　25,450,900　　17,386,400　　42,837,300（約53.5億円）

5.建設期間　2年間
(*)へ続く

(1)開発調査後の公害対策ﾌﾚｰﾑﾜｰｸづくり
　公害対策委員の育成と組織化およびｺﾝﾄﾗ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑづくりを
図った。ｺﾝﾄﾗ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑとは、ANPEが企業に対し一定期間に
公害対策を指導し、その実施についてﾁｪｯｸするもので（罰金
を課すこともある）、当該企業との合意の下に行うものである。
　また、公害対策設備を導入する企業については、政府が財
政援助を行う制度（FODEP）をつくった。これは、世銀・ﾁｭﾆｼﾞｱ
政府からの資金提供により基金をつくり、企業に設備導入資金
の20％を補助金、30～50％を融資を行うという制度である。
1996年から実施予定であり、すでに申し込みを受け付けてい
る。

(2)排水・排ｶﾞｽ基準
　海への廃棄物については、国際法（締結済み）からの制約も
あり、罰金等の制裁をはじめ、特に厳しく管理している。
　排ｶﾞｽ基準の設定については、今後関係省庁と協議・検討し
ていく。

(3)調査終了後の実施状況
　ENIS（LARSEN）では、環境ｱｾｽﾒﾝﾄのｴﾝｼﾞﾆｱ育成と政府・
民間企業からの委託調査を行っている。従って、工場の排水・
排ｶﾞｽ状況とその改善については、かなり把握している。現在ま
でに、約100の企業から委託があり、約1000件の分析を行い、
ときには助言を行っている。
　石鹸工場では、排煙対策としてﾏﾙﾁｻｲｸﾛﾝを設置したが、こ
れはLARSENの助言に基づくものである。この他、鉛工場に対
しﾌｨﾙﾀｰの設置の助言等を行った。しかし、公害対策設備設
置等の実施については、あくまで企業の決定事項なので、経
済性が優先され、LARSENの助言が活かされないこともある。
（1995年11月現地調査結果）

（平成15年度　国内調査）
情報なし

1.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの1機関であるｽﾌｧｯｸｽ工科大学は、供与機材を使用して対象工場の
環境測定を継続実施中。
2.石鹸工場（SIOS-ZITEX,SATHOP）では、排煙対策としてﾏﾙﾁｻｲｸﾛﾝを設置した。
3.ENISでは、JOCV 2名（1995/2～、1995/7～）及び、長期専門家1名（1996/4～）を
受入れ活動中。　　　

1.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの1機関であるｽﾌｧｯｸｽ工科大学は、供与機材を使用して対象工場の
環境測定を継続実施中。
2.石鹸工場（SIOS-ZITEX,SATHOP）では、排煙対策としてﾏﾙﾁｻｲｸﾛﾝを設置した。
3.ENISでは、JOCV 2名（1995/2～、1995/7～）及び、長期専門家1名（1996/4～）を
受入れ活動中。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2002.3現在：変更点なし
2003.3現在：情報なし

以下の通りに3次に亘るｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ研修を実施した。
1) Mr. Bousid:1992年2月24日より約1ヶ月
2) Ms. Emna & Ms. Imen:1993年4月1日より約3週間
3) Mr. Sarbaji & Mr. Hashicha:1993年10月18日より約3週間

F/S／その他

報告書の内容

- 174 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TUR 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

トルコ

ｸｽﾞﾙﾙﾏｯｸ河ﾎﾞﾔﾊﾞｯﾄ－ｹﾍﾟｽ河水力発電開発計画
調査

Feasibility Study for Boyabat-Kepez Dam and
Hydro Electric Power Plant in Turkish Republic

原田　信昭

電源開発(株)

78.9.9～10.13

7

53

57,235 千円

0.00 人月

1979/3/1

電源開発（株）

水利庁（DSI）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=10.9％（Kepez）. 条件：総合送電線計画への
接続
3.期待される開発効果
電力需要の著しい伸びに対して供給力を確保する。

具体化進行中

実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｹﾍﾟｽ

総事業費
　14,124百万TL
　　（123,726百万円、1USﾄﾞﾙ=25TL=219円）
　　（内貨 6,800百万TL、外貨7,300百万）
　内貨相当分　国内金融機関
　外貨相当分　国際金融機関

実施内容
　3ﾕﾆｯﾄ　510MW
　ﾀﾞﾑ（高さ195ｍ　幅265ｍ）
　貯水池（1,410×106立方ｍ）
　発電所　170kw×3基=510kw
　　1991年秋　　運転開始
　　工事期間　　82ヶ月

1.民間会社がBOTｽｷｰﾑで、本件の建
設・投資・操業を行う。従って、DSIの担当
を離れ、ｴﾈﾙｷﾞｰ資源省の所管に移っ
た。
2.D/D（Detailed Design）終了し、ｱｸｾｽ道
路・ﾄﾝﾈﾙ建設等を実施した。
　（1996年10月現地調査結果）
(*)より
1996　ﾄﾙｺ国大手建設会社であるﾄﾞｳｼｭ
社を中心とする企業体とｴﾈﾙｷﾞｰ省の間
で基本協定が締結され、売電契約（ｾｰﾙ
ｽ･ｱｸﾞﾘｰﾒﾝﾄ）およびﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施契約
（ｲﾝﾌﾟﾚﾒﾝﾃｰｼｮﾝ･ｱｸﾞﾘｰﾒﾝﾄ）締結のため
の交渉が最終段階に入っている。実施契
約が締結されると、企業体は1年以内に
着工することとなる。
1997　引き続き企業体とｴﾈﾙｷﾞｰ省の間
で細部の交渉が行われ、また企業体は資
金調達の努力も続けている。
本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに日本企業も参画の動きがあ
る。
ﾄﾙｺ国では1997年に到り、需要と供給が
拮抗する状況となり、電力不足の状況が
生じる事から、近々本件BOTにも進展が
見られるものと思われる。
1998.企業体（ﾄﾙｺ．DOGUS社が中心）は
10月にImplementation Contractにｻｲﾝし
ｴﾈ省に提出しﾊﾟﾎｰﾏﾝｽﾎﾟﾝﾄﾞ差し入れ済
み。また同月着工式挙行。日本企業は企
業体の平業参画の条件について協議を

　当初は、ｸｽﾞﾙﾙﾏｯｸ河下流のｱﾙﾁｨﾝｶﾔｱﾑ・ｱﾀﾁｭﾙｸﾀﾞﾑ及びｶﾗｶﾔﾀﾞﾑ等の完成が
優先され、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは進展がみられなかったが、近年の急激な需要増により、鋭
意推進されることとなった。

1985.10～1986.8　詳細設計実施（資金はDSI自己資金）
　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：電源開発(株)
1993　新内閣は水力のBOT開発を積極的に推進する方針を決定。
　　　　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄもその対象に指定された。
　　　　BOT開発地点指定、ｴﾈﾙｷﾞｰ省により開発申請公募
　　　　1993年長期電源開発計画では2001年運転開始となっている。
　　　　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対して、8ｸﾞﾙｰﾌﾟよりBOT新姓が為されており、その中には
            仏、伊の企業も含まれている。
1994　ｴﾈﾙｷﾞｰ省にて申請書審査
(*)へ続く

F/S／水力発電
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TUR 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

トルコ

ベシュコナック水力発電開発計画調査

The Feasibility Study on the Beskonak
Hydroelectric Power Development Project in the
Republic of Turkey

湯沢　省三

電源開発(株)

82.2.14～3.22／
82.10.3～10.28

8,5

56～58

106,646 千円

71.32 人月 （内現地37.72人月）

1983/3

電源開発（株）

国家水利庁：General Directorate State
Hydraulic Works (DSI)
Mr.Sabahattin Sayin(General Director､DSI)　
Mr.Sayhan Bayoglr (Director Plannig Dept)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=12.9％、FIRR=9.4％
　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは技術的および経済的観点からは以下の
理由からﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙである。

(1)技術的にはﾀﾞﾑ地点のｶﾙｽﾄ化したKoprucay礫岩か
らの透水性が大きいが、経済的範囲の技術処理で解
決される。
(2)財務評価的にはFIRR=9.4％＞9.14％（加重平均し
た融資金利）
(3)経済評価的にはEIRR=12.9％＞12％（機会費用）
(4)代替火力との比較では
　 便益、費用比率(B/C)=2.2
　 純現在価値額(B-C)=18,051.68百万TL
　 等価割引率は34％

遅延・中断

実施機関
　国家水利庁（DSI）・ﾀﾞﾑ発電所建設
　ﾄﾙｺ電力庁（TEK）・送電線建設・管理運営
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｷｮﾌﾟﾙﾁｬｲ川流域
総事業費
　総事業費　　　35,478百万TL
　うち外貨分　  　 8,010百万TL
　　　　（1USﾄﾞﾙ=230円=148TL、1982年3月時点）
　水系河川　　ｷｮﾌﾟﾙﾁｬｲ川
　流域面積　  　1,980平方km
　貯水池面積　 18.4平方km
有効貯水容量　275×1000立方ｍ

実施経過
　ﾀﾞ　　ﾑ
　　型式　　　　ｱｰﾁｺﾝｸﾘｰﾄ重力式
　　ﾀﾞﾑ高　　             165ｍ
　　ﾀﾞﾑ長　　             160.9ｍ
　　ﾀﾞﾑ体積               488百万立方ｍ
　発電所（2units）
　　型式
　　最大使用水量　 　217立方ｍ/s　#1.167立方ｍ/s
　　　　　　　　　      　 #2.50立方ｍ/s
　　最大有効落差　　 105ｍ
　　最大出力　　　   　200.7MW　#1.154.8MW
　　　　　　　　　      　 #2.45.9MW
　　年間発生電力量　655.9GWh
　　水車型式　　　　立軸ﾌﾗﾝｼｽ　　1988.1 　計画開始
　　　　　　　　　　　　　　　           　 1993.12　計画終了

1.KEPEZ CompanyがBOT方式により開
発するとして同社がﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査の見
直しを行い、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを上下流の2段
開発方式に変更を行ったが、結局、環境
への影響の少ない下流計画（ﾀﾞﾑｻｲﾄは
当初のﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査と同じ）を開発す
ることとし、1996年10月、ｴﾈﾙｷﾞｰ省に開
発の申請書が提出された。
2.D/D（Detailed Design）は、まだ行って
いない。
3.本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、二つのﾀﾞﾑを建設する
するが冬期のみに発電するので、IRR
（Internal Rate of Return）が9％と低い。
DSI担当は、小規模のﾀﾞﾑを建設するのが
妥当と考えている。
4.本件は地質上の問題・環境問題（本件
ﾀﾞﾑは国立公園の中）・住民移転問題があ
るが、地質上の問題は技術上ｸﾘｱｰした。
5.計画では、1997年から建設開始予定
　（1996年10月現地調査結果）
6.環境問題から進展が無い（1997年）。
7.Kepez社の改記ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨおよび財務
分析ﾚﾎﾟｰﾄをｴﾈﾙｷﾞｰ省で評価中
（1998年3月）

技術的問題（ﾀﾞﾑ地点からの漏水）による遅れ。
BOT方式での交渉がまだまとまっていない。
環境保護の問題から大規模ﾀﾞﾑによる開発が困難となっている。

・工事予定地点が狭く、岩盤は強固なものの、難工事が予想されており、DSIがこの
点に関し追加調査を実施した。
・現況では詳細設計に入っていないが、近い将来実施される可能性はある。
・ただし現在進行中のBOT方式での交渉がまとまらなければ、着工見合せの可能性
もある。
・工事予定地点が狭く、岩盤は強固なものの、難工事が予想

　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの位置するｷｮﾌﾟﾙﾁｬｲ川流域の開発が進み、F/S実施当時と現在では
本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの環境（水没）上の影響が大きく異なり、計画の見直しを余儀なくされた。
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TUR 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

トルコ

チョルフ川水力発電開発計画調査

Feasibility Study on Coruh River Hydroelectric
Power Development Project

高市　守

電源開発(株)

85.5.28～86.2.28

12

59～61

166,058 千円

52.00 人月 （内現地25.00人月）

1987/1

電源開発（株）

General Director
Electrical Power Resources
Survey and Development Administration
電力調査庁（EiE）

　YusufeliおよびArtvin計画とも技術的また経済的にも
ﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙである。
　本計画の発電所は2000年に運転開始するのが望ま
しく、そのためには1990年前半に本工事に着工する必
要がある。

具体化進行中

　中長期的に不足が予想される電力供給に対処すべく、ﾄﾙｺ最東部のﾁｮ
ﾙﾌ川流域に2基のﾀﾞﾑを建設し、合わせて地域の経済開発に寄与する。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾁｮﾙﾌ川中流部（YusufeliおよびArtvin）

総事業費
　Yusufeli計画
　　373,365百万TL
　　（外貨136,980、内貨236,385）　計・1,127億円
　　　　　　　　　　　　（753TL=1USﾄﾞﾙ=160円）
Artvin計画
　　157,015百万TL
　　（外貨63,919、内貨93,096）

実施内容
　Yusufeli
　　　　　　ﾀﾞﾑ（高さ270ｍ、体積21百万立方ｍ）
　　　　　　貯水量（2,130百万立方ｍ）発電所（540MW）
　　　　　　建設期間9年
　Artvin
　　　　　　ﾀﾞﾑ（高さ160ｍ、体積50万立方ｍ）
　　　　　　貯水量（167百万立方ｍ）発電所（320MW）
　　　　　　建設期間6年

1.ﾁｮﾙﾌ川には、現在10件の水力発電ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄがあり、JICA STRDYのArtvinと
Yusuferiの両ﾀﾞﾑ建設も、その中に含まれ
る。
2.ArtvinとYusuferiの両ﾀﾞﾑのD/Dは終
了。
3.ﾁｮﾙﾌ川の水力発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは高い優
先順位がおかれている。しかし、ｱｸｾｽ道
路建設と住民移転（町の半分が水底に沈
む）等の問題がある。
（1996年10月現在調査結果）

(*)の続き
・ﾁｮﾙﾌ川本流中下流部の
Yusufeli(540MW)，Artvin（380MW），
Deriner（675MW），Boraka（300MW），
Mulatri(380MW)の4地点も同じく国家ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄとしてﾀｰﾝｷｰ方式で緊急に開発す
ることとし、Derinerについてはﾛｼｱとｽｲｽ
の資金を導入することとし、現在着工準備
中である。YusufeliとArtvinもDerinerの着
工に引き続き着工の運びとなる。

・ﾄﾙｺ国では1992年のｱﾀﾁｭﾙｸ水力（2400MW）の完成以来、現在に至るまで新規の
水力開発が国家（DSI）による開発はなく、BOT方式による民間水力開発を目指して
きが、この方式による着工もまだであった。しかし、近年の電力需要の伸びは目ざま
しく、昨年度は14％にも達し、需要が逼迫してきたことから、BOT方式の他に水力を
国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして、ﾀｰﾝｷｰ方式で開発することとし、ｱﾀﾁｭﾙｸ水力下流のｶﾙｶﾑ水
力（120MW）はｵｰｽﾄﾘｱの資金により96年に建設工事に着手した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(*)へ続く

　詳細設計終了
　計画はF/Sとき本的には変化ないが、Artvinﾀﾞﾑに関しては、ｱｰﾁ型をｱｰﾁ･ｸﾞﾗﾋﾞ
ﾃｨ型に変更した。
1993年　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、建設実施機関であるDSIに移管された。
1993年　策定の長期電源開発計画では、2004年に運転開始となっている。
1994年   ﾄﾙｺ政府はArtvinとYusuferiの両ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄをﾀｰﾝｷｰ方式による外国資金を
導入した国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとしてDSI自身の手で開発することとし、現在ﾌﾗﾝｽ、ｵｰｽﾄﾘｱ
両国と基本協定を締結し、本格的な資金の交渉中。
1997年　引き続きﾀｰﾝｷｰ企業体との交渉中。DSIは近々交渉は終結するとしている。
1998年　引き続きﾀｰﾝｷｰ社との交渉中。

・1995年のﾄﾙｺの電力事情の伸びは14％と計画（7％）の2倍の伸びとなった。1996年
冬からは電力不足のための計画停電も予想される。

F/S／水力発電
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

トルコ

ディギリ・ベルガマ地熱開発計画調査

Pre-Feasibility Study for the Dikili-Bergama
Geothermal Development Project in Turkey

江島　康彦

西日本技術開発(株) 取締役地熱部長

86.6.～7,8～12　　　87,1～3,5～8

9

60～62

204,576 千円

43.69 人月 （内現地30.16人月）

1987/11

西日本技術開発（株）

トルコ共和国鉱物資源開発総局
Sakir Simsek （地熱部長）
Ali Kocak （地熱部副部長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：無し
ﾃﾞｨｷﾘ･ﾍﾞﾙｶﾞﾏ地熱地帯は、地下に貯留されている発
電利用可能な流体の温度がそれ程高くない。貯留深
度が深い、さらに貯留規模が小さい、いわゆる地熱ﾎﾟﾃ
ﾝｼｬﾙの低い地熱地帯であること、また、開発に際してｽ
ｹｰﾙ問題や不凝結ｶﾞｽ問題が生じる可能性の高い地
熱地帯であること等から、経済的な発電所地熱開発の
実施は困難である。
今後は、地熱資源の有効利用の観点から多目的利用
の可能性を検討するため深部の資源量の確認が望ま
れる。

中止・消滅

　地熱発電開発の可能性を探るために、JICAとトルコ政府・鉱物資源総局
（MTA)と共同して、トルコ国西部のDikili-Bergama地熱地帯で、地球科学
調査（JICA・MTA)及び調査井掘削調査（MTA)を実施した。調査の結果、
地熱発電事業が実施可能な地熱資源の賦存は認められず、そのポテン
シャルからみて本地域の地熱資源は多目的（暖房、乾燥等）利用に適して
いると判断された。
　報告書では、調査内容及び実施経過（第1次調査；広域調査、第2次調
査；精密調査、第3次調査；地熱地帯評価）が纏められ、最後に事業実施
の可能性の判断は示された。
　調査の結果、本地域での発電事業の実施は困難との判断が示された
が、本調査では、我が国の工業技術院地質調査所（当時）の協力もあり、
当時としては最先端の地熱資源調査探査技術が導入され、カウンター
パートの能力も高かったことから、充分な技術移転が行われた。この技術
移転についても報告書には詳細に記述され、これらの技術は、その後のト
ルコ国の地熱利用（主に暖房利用）に大きく貢献している。

対象地域での発電事業は実現しなかっ
たが、移転された技術を用い対象地域の
一部及び周辺地域で地熱利用の多目的
（暖房）利用計画が進められているとのこ
と。ただし、対象地域の詳細事業内容や
計画については現在入手できていない。
(2003.3現在)

対象地域で地熱発電事業が実施できなかったのは、地熱発電開発を目的にした調
査援助の適地では無かったことが主たる要因ではあるが、当時の技術レベルでは本
格調査前の少ないデータからその可能性を判断するのは困難であったとも考えられ
る。現在のシステム化された評価技術を用いれば事前調査でその可否を判断でき、
本格調査では開発（発電）規模や方法の決定が行うとされている。　JICA調査後のト
ルコ側の動きを見れば、地熱利用は熱利用を中心としたものになっていることから、
当時の調査でも熱利用に配慮した調査・開発計画の立案をすべきであったと思われ
る。ただし、熱利用の活発化には、このJICA調査における技術移転が大きな役割を
果たしている。（2003.3現在）

対象地域での発電事業は実現しなかったが、移転された技術を用い対象地域の一
部及び周辺地域で地熱利用の多目的（暖房）利用計画が進められている。
1998年：技術移転されたMTA（支部）があるｲｽﾞﾐｰﾙ市（多少地域南部）では、移転さ
れた技術用い地熱資源の分布を調査し、地熱利用の地域暖房が行われており、経
済的な効果をもたらしている。今後も熱利用の開発が今後進むと思われる。
なお、1999年度にはｲｽﾞﾐｰﾙ周辺における熱水供給に関するF/SがJETROにより実
施され、円借款による事業が検討されている。（2003.3現在）

・JICA調査の結果をトルコ側担当部署であるMTAは充分に理解し、その後も他の
　地域での同様の調査援助を要請された。
・トルコ国における地熱開発が、環境保全を考慮した再生可能エネルギー義務化に
　伴い、ここ数年活発化している。移転技術が使われている。（2003.3現在）

F/S／新・再生エネルギー

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TUR 005

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

トルコ

ザマント・ギョクタシュ水力発電開発計画調査

Zamanti Goktus Hydroelectric Power Development
Project

高市　守

電源開発(株)

87.11.0～88.11.0

12

62～1

169,174 千円

0.00 人月

1989/10

電源開発（株）

A.Erol Enacar
General Director
State Hydravlic Works
トルコ国家水利庁（DSI）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=14.02％
   EIRR=23.82％

具体化準備中

実施機関
　ﾄﾙｺ国家水利用庁（DSI）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｻﾞﾏﾝﾄ川　ｷﾞｮｸﾀｼｭ地点

総事業費
　583,315百万ﾄﾙｺﾘﾗ（448.7百万USﾄﾞﾙ）
　うち内貨　329,458百万ﾄﾙｺﾘﾗ（253.4百万USﾄﾞﾙ）
　うち外貨　253,857百万ﾄﾙｺﾘﾗ（195.3百万USﾄﾞﾙ）
　　　　（1988年6月時点、1USﾄﾞﾙ=1,300ﾄﾙｺﾘﾗ）

実施内容
　ｺﾝｸﾘｰﾄ･ｱｰﾁ・重力式ﾀﾞﾑ（高さ148ｍ）を築造し、15.7kmの導水路ﾄﾝﾈﾙ
により108立方ｍ/sの水を導水し、270MWの発電を行なう。

実施経過
　1991～92年  実施設計
　1996年         着工
　2001年         運転開始

・1996年9月にﾄﾙｺ国ｴﾈﾙｷﾞｰ省より、11ヶ地点の水力発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのBOT方式開発
のｱﾅｳﾝｽがあり、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄもその中に入っている。
・開発を希望する企業は2ヶ月以内にﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ･ｽﾀﾃﾞｨ申請書を提出することと
なっており、JICAによるﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ･ｽﾀﾃﾞｨの済んでいる本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対しては多数
の企業からの開発の申請があるものと予想される。
　（1996年10月現地調査結果）
・BOTに関する具体的な動きは今のところない模様（1997年）。
・Gukurova社BOTの交渉権獲（98年）
2000.11現在：新情報なし

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TUR 006

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

トルコ

エルマネック水力発電開発計画

Ermenek Hydroelectric Power Development
Project

久野　一郎

日本工営（株）

89.3.1-89.3.27/89.7.18-89.8.16
89.10.15 - 89.11.28/90.1.21- 90.2.13
90.3.18 - 90.3.29

7,7,9,1,4,5

63～2

163,245 千円

51.98 人月 （内現地22.99人月）

1990.12

日本工営（株）

トルコ電力調査庁（EIE）

1. ﾌｨｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：技術的に可能。経済性高い。環境影
響は小さく、対処可能。

具体化進行中

実施機関：EIE

プジェクトサイト：Emenek Cayiの渓谷郡

総建設費：（1998年価格）
            外貨 170､000千US$
            内貨 235､000千US$
              計   405､000千US$
           （約567億円、1US$=140円）

貯 水 池 ：有効貯水量     2､399百万m3

ダ        ム：形式 ｺﾝｸﾘｰﾄｱｰﾁ式
                 堤高 190m

発 電 所 ：形式 地下
                 主発電機 160MW×2台

水       路：導水路トンネル　f6.1m、L=9,042m
                 圧力シャフト       f3.6m、L=553m×2
                 放水路トンネル  f6､1m、L=1,764m

送電線：38万V送電線     160m
              34,500V送電線  160m

トルコ政府の資金不足のため、実施が遅れている。
Hydropower & Dams (1999)によれば、D/Dは1996年4月にEWEとトルコのコンサルタ
ントによって開始された、1999年末に終了予定。工事は、オーストリアの資金で実施
予定｡

1. D/Dについて入札を実施した。1995年末までに発注し、その後D/Dを行う(1996～
1998年の3年間）。D/D終了後、建設に9年を要する。
2. 建設費用の見積もりは、D/Dにより再計算するが、JICA Studyの見積もりと大きな
変化はない見込み。
3. D/Dが終了した時点でDSIに移管されるか、BOTの申請があれば、当該民間会社
により建設が実行される。
4. 地盤がよくないので、検討中。(199511月現地調査結果)
5. 1996年にトルコ政府の資金でD/Dが実施されることが決定され、スイスEWE社が
実施中(1997年現在)．
2002.3現在：変更点なし

F/S／水力発電

報告書の内容

- 180 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TUR 007

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

トルコ

アクス製紙工場リノベーション計画

The Feasibility Study on Renovation Program for
Akus Newsprint Mill

白石　正明

ﾕﾆｺ　ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株）

90.2.19～90.3.20

10

1～2

126,055 千円

0.00 人月

1990.12

ﾕﾆｺ　ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株）

紙・パルプ公社（SEKA）
Sabahattin Yalinpala
General Director
Pulp and Paper Mill of Turkey

1.　ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.　FIRR=16.84%（課税を想定しない）
              13.02%（課税を想定する）
　　（ともに、1996年ｺﾝｽﾀﾝﾄﾌﾟﾗｲｽ、
      生産量100,000T/Y 　長期借入金の金利4%）
     EIRR=13.91%

3.期待される効果：
　本計画は、製品の品質を国際標準商品ﾚﾍﾞﾙまでに
向上させ、（輸入品との）品質差による販売価格の劣勢
をなくすことを目標とした。そのため、国際的趨勢である
新聞紙の軽量化を図った（45g/平方m）。さらに、古紙
の再利用が行われることと合わせ、原材料の資源節約
効果が期待できる。また、管理、操業技術の問題点改
善が本計画の前提であり、その意味で技術向上の効果
が期待される。さらに生産量増大による輸入新聞紙代
替により、外貨節約効果が期待される。

中止・消滅

実施機関：　紙・ﾊﾟﾙﾌﾟ公社（SEKA）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：　東北部ｱｸｽ市（黒海沿岸）

総事業費：　　 US$94,986,000（約14,134百万円）
　　　　　　　 (1 US$=\148.8=TL 2417.6)

実施内容：
　1.原料関係
　　各ｽｸﾘｰﾝにｽﾘｯﾄ型を採用/遠心ｸﾘｰﾅｰの採用
　　ﾘﾌｧｲﾅｰ系の強化/H202晒の採用/ｼｬｲﾝﾌﾞｱﾅﾗｲｻﾞｰの採用
　2.抄紙機関係
　　ｽﾄｯｸｲﾝﾚｯﾄ更新/ｵﾝﾄｯﾌﾟﾜｲﾔｰｼｽﾃﾑ採用ﾌﾟﾚｽﾊﾟｰﾄ増強／ﾄﾞﾗｲﾔｰﾌ
ｰﾄﾞ更新／駆動設備更新巻取包装機更新
　3.古紙脱ｲﾝｸﾊﾟﾙﾌﾟ生産機の新規導入（85BDT/日）
　4.白水専用ﾌｨﾙﾀｰ新規採用
　5.DIP排水を物理的分離と生化学処理を用いて処理する設備を設置
     （処理設備からの汚泥は焼却処理）
以上により、新聞用紙（45g/m2）を、現行の74,700T/Yから10,000T/Yに引
き上げる。

実施経過
　1990.10.      末F/S完了、1990.12末F/Sﾚﾋﾞｭｰ完了
　1992.1.        政府許可、1993.4～8.入札、入札書評価
　1993.9.～10.契約交渉、契約締結
　1993.11. ～　ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ実施開始
　1995.4. ～8. 据付工事（1995.4.～9.現設備操業停止）
　1995.10～    商業運転開始

(1)本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの現況:本調査が行われた1990
年当時は、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはSEKA（紙・ﾊﾟﾙﾌﾟ公
社）にとって魅力的なものであったが、SEKAが
希望していたﾌｧｲﾅﾝｽが得られないまま、調査
から5年が経過した。現在SEKAは、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
の実現を全く考えていない。
(2)中断に至った主な原因:1)調査実施からの5
年間に、製紙産業において急速な技術革新と
市場の変化が起こり、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが現在の
SEKAのﾆｰｽﾞにそぐわないものとなってしまっ
た。2)本調査後に、ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞのｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ会社に
よって新たな調査が行われた｡SEKAは、現在こ
の新ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実現に関心をもっている。JICA
調査が新聞紙のみを対象としたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄであっ
たのに対して、新ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、machine coating
print (MCP)等の新しいｱｲﾃﾞｨｱを導入している
点に特徴がある。投資額は、US$230 millionと
JICAﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（US$100 millionの投資）よりも高
いが、SEKAはこの点を問題にしていない。ただ
し、SPOはまだ新しいﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを承認していな
いので、実現には至っていない。
(3)SEKAの現状:SEKAは、1994年までは毎年、
損失を出してたが、1995年は第3四半期までで
約US$75 millionの利益を上げており、年間で約
US$100 millionの利益が見込まれる。1996年以
降も利益を上げることが見込まれているが、
様々な要因による変動が厳しいので、将来の見
通しは明確ではない。1995年に急速に財務状
況が好転したのは、主としてそれまで低く押さえ
られていた紙の売却価格が、一気に2～3倍に
はねあがったことによるものである。
　資産としては、9つの工場を所有しており、この
原価償却費が年間約US$100 millionになるの
で、本年の投資財源は約US$200 million（利益
減価償却費）である 続く

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ・ﾌｧｲﾅﾝｽ（ｿﾌﾄ・ﾛｰﾝ）が得られないため

(*)より
　ｱｸｽ工場の稼働率は、1990年当時は73%であったが、自動制御システムの導入等
により、現在は約85%まで上がっていると共に、紙の質をも向上させている。
　現在、ﾄﾙｺ国内で、年間約300,000tの新聞紙の需要がある。このうち、SEKAのｼｪｱ
は、現在の40%である。（国内紙のｼｪｱは、1980年の55%から1993年には91%にまで上
昇したが、現在再び40%に下落）。

F/Sﾚﾎﾟｰﾄは、SPOに提出され承認を受けた。
その後、SEKA（紙公社）は、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施もすべからく内外の融資を打診している
が、未だ適当な資金源が見つかっていない｡

2002.3現在：進捗状況不詳

F/S／その他工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TUR 008

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

トルコ

オルトゥ川水力発電計画

Feasibility Study on Oltu River Hydroelectric
Power Development Project

林　茂

電源開発(株)

90.11.28～9.9

11

2～4

232,803 千円

53.85 人月 （内現地19.85人月）

1992/10

電源開発（株）

General Directorate of Elektrik Isleri Etud
Idaresi (EIE)
国家電力調査庁
Nezih Sayan (設計部部長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ　有り
2.EIRR=26.82　　FIRR=10.68
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは技術的経済的観点からﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙである。
　1)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを実現の上で、技術的な問題点はない。
　2)環境上ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施を否定する要因はない。
　3)代替水力との比較においても経済的に有利であ
る。
　4)国内循環ｴﾈﾙｷﾞｰ資源の開発である。
3.ﾄﾙｺの電力需給計画上ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの速やかな実施が
必要である。
　1)ｵﾙｰﾙ計画、ｱｲﾊﾞﾙ計画とも2000年までに着工準備
       を完了するべきである。
　2)ｵﾙｰﾙ計画は2005年、ｱｲﾊﾞﾙ計画は2006年に運転
       開始されるべきである。

具体化準備中

1.実施機関：国家電力調査庁（EIE）

2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾁｪﾙﾌ川水系ｵﾙﾄｩ川流域

3.総事業費　（単位百万T.L.　1991年7月時点　4,300TL/$）
　　　　   　      ｵﾙｰﾙ計画　ｱｲﾊﾞﾙ計画　　  合計
    総事業費       677,364         957,688         1,635,052
    うち外貨分     413,190         534,046           947,236
4.実施内容
                                       ｵﾙｰﾙ計画             ｱｲﾊﾞﾙ計画
　ﾀﾞﾑ
    型式                              ﾛｯｸﾌｨﾙ                   ﾛｯｸﾌｨﾙ
    高さ                                  136ｍ                       175ｍ
　　体積　　　　           3,818,000立方ｍ　　9,268,000立方ｍ
　発電所
　　最大使用水量           48立法ｍ/s             67立方ｍ/s
　　有効落差                      154.7ｍ                    211.8ｍ
　　最大出力                        65MW                    125MW
　　年間発生電力量         241.5GWh               408.4GWbh
　　水車型式×台数   立軸ﾌﾗﾝｼｽ×1台    立軸ﾌﾗﾝｼｽ×1台

(*)より
　本件の直前にJICA F/Sが実施されたｴﾙﾏﾈｯｸ水力の実施設計がEIEの自己資金
により1996年に開始されたもので、本件のBOT開発が進展しない場合にはEIEにより
近々実施設計の国際入札が行われるものと思われる。
　1998年2月本計画地点を含む8つの中規模水力のBOT水力ﾘｽﾄｴﾈﾙｷﾞｰ省ｱﾅｳﾝ
ｽ･ﾃｸｻｰﾙ社応対準備中（1998年4月）

　1994年中に実施設計を開始する予定であったが、先行ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（ｴﾙﾏﾈｯｸ計画）
の実施設計の開始が1996年にずれ込んだため、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施設計の開始は、
1997年以降になると見られていた。しかし、1996年10月新たにﾄﾙｺ国ｴﾈﾙｷﾞｰ省より
44ヶ地点の水力発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのBOT方式開発のｱﾅｳﾝｽがあり、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄもその
中に入っている。
　開発を希望する企業は2ヶ月以内にﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ･ﾚﾎﾟｰﾄを添付して申請書を提出
することとなっており、JICAによるﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ･ｽﾀﾃﾞｨの済んでいる本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対し
ては多数の企業からの開発の申請があるものと予想される。（1996年10月現地調査
結果）
2003.3現在：いままでのところ、BOTの申請は無い。

2003.3現在：ﾄﾙｺ国ｴﾈﾙｷﾞｰ省は、1996年9月に11ヶ地点の水力発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの
BOT方式開発のｱﾅｳﾝｽをしており、10月の44ヶ地点とあわせ、55ヶ地点のｱﾅｳﾝｽを
している。本件の直下流にあるユスフェリ水力地点が現在複数国のコントラクター（日
本企業も参加の動きあり）主導によるファイナンス付き、ターンキーベース開発につ
いてトルコ政府とネゴ中であり、本件にはついてはこれらの動向が定まった後に動き
が出てくるものと思われる。

F/S／水力発電

報告書の内容

- 182 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TUR 009

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

トルコ

キョプルバシ水力発電開発計画調査

Koprubasi Hydroelectric Power Development
Project

高市　守／長谷川　泰資

電源開発(株)

92.10.10～12.8／93.3.1～3.21/
93.8.30～10.16／94.1.31～2.14

12

4～6

227,607 千円

49.00 人月

1994．12

電源開発（株）

Huseyin Yaruz
Planning Director
State Hydraulic Works (DSI)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ　有り
2.EIRR=28.98％　FIRR=9.90％
3.・国産ｴﾈﾙｷﾞｰ開発による外貨節約
消費地に近い中小規模の計画であり、電力ｼｽﾃﾑの大
型化を避けられる。

実施中

総事業費：1,250,309百万トルコリラ（144百万ドル）うち内貨　778,977百万ﾄ
ﾙｺﾘﾗ　外貨　471,332百万ﾄﾙｺﾘﾗ（1993年1月　US$1=TL8,700）

実施内容：
　・ダム　型式　ロックフィル　高さ　110m　有効貯水量　163百万m3
　・発電所　最大使用水量　43立法m/s　有効落差　190m　　最大出力　
70MW

年間発生電力量　212.1Gwh　水車型式×台数　立軸フランシス×２台

（平成15年度　国内調査）
情報なし

(平成16年度　在外調査）
EPDCレポートは、1994年にJICAを通し、
「キョプルバシダムとHESプロジェクト
フィージビリティ調査レポート」（Koprubasi
Barrage and HES Project Feasibility
Report」を作成した。さらにこの地域は、
極めて頻繁に洪水の危機にさらされてい
る。特に、1998年5月の洪水では、非常に
大きな物質的負債を被った。よって、現在
の計画レポートは、アップデートされ洪水
予防が現在のレポートに加えられている。

　１）ダムの掘削工事はほぼ完了してい
る。トンネル、カバーシャフト、基盤の掘削
とトンネルの入り口部分は完成している。
　２）資金調達：国家予算
96,000,000,000,000リラ
　３）建設作業の宣言日時：2001年12月
11日、建設の資金実現率：25.5％、完了
日時：2006年12月17日、建設業務責任
者：General Directorate of State Hydaulic
Works
　４）技術協力の必要は無い

4年前フィリアス川流域に大洪水が発生し、多大の被害を受けたので計画を洪水調
節を含む多目的ダムに変更。発電計画は原案のままで早期開発決定。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

・1996年9月にﾄﾙｺ国ｴﾈﾙｷﾞｰ省より、11ヶ地点の水力発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのBOT方式開発のｱﾅｳﾝｽがあり、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄもその中に
入っている。
・開発を希望する企業は2ヶ月以内にﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ・ﾚﾎﾟｰﾄを添付して申請書を提出することとなっており、JICAによるﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘ
ﾃｨ･ｽﾀﾃﾞｨの済んでいる本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対しては、多数の企業からの開発の申請があるものと予想される。（1996年10月現地調査
結果）
・Erko社BOTのﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ提出、ｴﾈﾙｷﾞｰ省で評価中。（1998年4月）
・2001年までにDSI自身の手でD/D修了済み。国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして開発決定。2002年1月ローカルコントラクターと契約済み。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・2003.2現在：建設中

（平成16年度　国内調査）
特記事項は無し。

本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは需要地に近くｱｸｾｽも良く環境上の問題も特にないことから、JICAによ
るF/S終了直後から複数のﾄﾙｺ企業からのBOT方式による開発の問い合わせがDSI
にあった。

F/S／水力発電

報告書の内容

- 183 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TUR 010

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

トルコ

チョルフベルタ水力発電開発計画

Coruh-Berta Hydroelectric Power Development
Project

長谷川　泰介

電源開発(株)

95.11.27～12.13/96.1.4～1.16
96.2.11～2.17/96.5.22～7.31/96.9.16～11.14
97.2.19～3.17/97.10.1～10.15

9

7～9

258,719 千円

55.20 人月

1997.12

電源開発（株）

General Directorate of Elektrik Isleri Etud
Idaresi (EIE)
国家電力調査庁
Tuncay DERMAN（設計部部長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ有り。

2.EIRR=15.4％　FIRR=11.9％
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは技術的経済的観点からﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙである。
　1)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを実現する上で、技術的な問題点はな
い。
　2)環境上ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施を否定する要因はない。
　3)代替水力との比較においても経済的に有利であ
る。
　4)国内循環ｴﾈﾙｷﾞｰ資源の開発である。

3.ﾄﾙｺの電力需給計画上ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの速やかな実施が
必要である。
1)ﾊﾞｲﾗﾑ計画、ﾊﾞｰﾘｯｸ計画とも2002年までに着工準備
を完了すべきである。
2)ﾊﾞｲﾗﾑ計画、ﾊﾞｰﾘｯｸ計画とも2007年までに運転開始
されるべきである。

具体化準備中

1.実施機関
　　国家電力調査庁（EIE）

2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　　ﾁｮﾙﾌ川水系ﾍﾞﾙﾀ川

3.総事業費（単位　百万US$）

　　総事業費
　　　ﾊﾞｲﾗﾑ計画　　　ﾊﾞｰﾘｯｸ計画　　　合計
　　　　172.1　　　　　79.5　　　　  　　251.6
　　内外貨分
　　　　 62.5　　　　　25.0　　　　　 　　87.0

4.実施内容

　　　　　　　ﾊﾞｲﾗﾑ計画　　　　　　ﾊﾞｰﾘｯｸ計画
　　ﾀﾞﾑ
　　　型式　　ﾛｯｸﾌｨﾙ　　　　　　 　ｺﾝｸﾘｰﾄ重力
　　　高さ　　　145ｍ　　　　　　　　74ｍ
　　　体積　　6,144,000立方ｍ　　195,000立方ｍ

発電所：
　　最大使用水量　　43立方ｍ/s　　　52立方ｍ/s
　　有効落差　　　　 182.9ｍ　　　　 130.9ｍ
　　最大出力　　　　　68MV　　　　　　59MV
　　年間発生電力量　250.4GWh　　　　 225.8GWh
　　水車型式×台数　立軸ﾌﾗﾝｼｽ×1台　 立軸ﾌﾗﾝｼｽ×1台

(平成15年度　国内調査）
1998年2月にBOTでの実施をエネルギー省がアナウンスした。2002年3月の時点で、
ロシア・ドイツ・トルコ連合のファイナンス・グループと実施設計込みで建設を折衝中。

（平成15年度　在外調査）
ロシアとトルコ間で取り交わされた第３二国間協力議定書に基づいて、最終デザイン
の準備、建設及び電気機材の供給と取り付けがトルコ・ロシア企業から成る連合に
よって実施される予定である。

1998年2月本計画を含む8つの中規模水力のBOTﾘｽﾄがｴﾈﾙｷﾞｰ省よりｱﾅｳﾝｽ。ﾄﾙｺ
国内企業より報告書購入の申請有り。（1998年4月）
2002.3現在：DSIにプロジェクト移管。国家プロジェクトとして開発することで、ﾛｼｱ、ド
イツ、トルコ3国連合ファイナンスｸﾞﾙｰﾌﾟとD/D込みで建設計画ネゴ中。　　　　　　　　
　　　

（平成15年度　在外調査）
ロシアとトルコ間で取り交わされた第３二国間協力議定書に基づいて、最終デザイン
の準備、建設及び電気機材の供給と取り付けがトルコ・ロシア企業から成る連合に
よって実施される予定である。

F/S／水力発電

報告書の内容

- 184 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 YEM 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

イエメン

マフラクセメント工場拡張計画

Feasibility Study on the Expansion Project of
Mafrac Cement Plant

遠藤　和夫

住友大阪セメント(株)

92.3.12～3.26（9名）
92.5.15～5.29（5名）
92.9.4～9.12（3名）

9

3～4

57,295 千円

20.50 人月

1992/11

住友大阪セメント(株)

イエメンセメント公社
Amin Ismal Al Shibani総裁

1.ﾌｨｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ有
2.財務内部収益（FIRR）　11.8％
   経済内部収益（EIRR）　15.4％
3.開発の効果
　1)国内の天然資源の有効活用
　2)ｾﾒﾝﾄ輸入の減少による外貨減の防止、財政の
      健全化に寄与
　3)雇用の促進
　4)ｲﾝﾌﾗ整備の促進

具体化準備中

1.実施基幹：ｲｴﾒﾝｾﾒﾝﾄ公社
2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾏﾌﾗｸ地区
3.総事業費          36,000百万円
                  外貨：36,000百万円
                  内貨：含まず
　　　　　　　　　　（操業準備費用、運転資本）
4.実施内容
　設備能力：500,000ﾄﾝ／年
　生産物    ：普通ｾﾒﾝﾄ
　生産量    ：500,000ﾄﾝ／年
　実施経過：ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ選定　1994年8月
               入       札 ：1994年11月～1995年7月
               業者決定：1995年  7月
               工事完成：1998年  6月

1993年　円借款要請

1993年10月～1994年3月　JCI補助事業により基本計画案
　　　　　　　　　　　　　（入札図書）作成

2002.3現在：新情報なし。
2003.3現在：情報なし

F/S／窯業

報告書の内容

- 185 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CMR 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

カメルーン

メンベレ水力発電開発計画

Feasibility Study on Memve Ele Hydroelectric
Power Development Project

小川侑一/加藤道人

日本工営（株）

90.12.4-91.3.27/91.5.20-91.9.30/
91.11.25-92.2.28/92.5.31-92.9.14/
93.2.1-93.3.9

8/13/12/5

1～5

472,683 千円

96.53 人月 （内現地48.80人月）

1993．10

日本工営（株）

Nations Electric Corporation of Cameroon
(SONEL)
（カメルーン電力公社）

1. フィージビリティー有り

2. FIRR = 22.9%
 　EIRR = 16.5%

3. 1994年1月終了予定のロンパンガ貯水池計画のF/S
の結果に基づき
1) メンベル
2) ナクティガル
3) ロンバンガの計画の実施計画策定が必要。

4. 当F/Sでは、1999年D/D、2005年着工、2009年1期
10万MW完成､2015年2期10万MW完成で、工程表、工
事費用を算定。

遅延・中断

実施機関：SONEL
プロジェクトサイト：カメルーン南部ヌテム川の河口より100km上流地点
総事業費：417百万USドル
          　　外貨345百万USドル（借款）
          　　内貨72百万USドル（自国政府予算）

プロジェクト概要：
  流域面積 26,350km2
　最大使用量    450m3/s
  設備容量   　 201MW (4台×50.3ＭＷ）
  年間発生電力量 1,1400Gwh
  貯水池 総貯水量  130万m3
  ダム 均一型アースダム、20m高、1,850m長、盛土量 884千m3
  導水路  コンクリート張台形水路15m幅×2,400m長

  ヘッドポンド  貯水量   600千m3
  鉄管路        トンネル埋設型4条×6-4m内径×95m長
  発電所        半地下式、縦軸フランシス型水車4台
  放水路        トンネル、2条×9m径×1,450m
  送電線        285km長×225kV, 2回線
  受電変電所    既設の拡張
  工事期間      5年（詳細設計2年、資金準備2年、入札1.5年は含まず）

（平成15年度　国内調査）
新規水力事業はほとんど実施が止まって
いる。

（平成15年度　国内調査）
新規水力事業はほとんど実施が止まっている。リハビリは実施中のものもある。

2000.10：報告書提出後具体的な動きはない
2002.3現在：変更点なし
2003.3現在：進展なし。現況は暫定処置。

メインベル・ナクティガル・ロンバンガの3つの水力計画を同列とし、現地政府はその
ランキング調査を行いたい意向。1996年5月に在外プロ形調査によりJICAがミッショ
ンを派遣（1996年10月）

F/S／水力発電

報告書の内容

- 186 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CMR 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

カメルーン

カメルーン小水力発電による地方電化計画調査

Feasibility Study on the Development of Micro
Hydropower Rural Electrification in the Republic of
Cameroon

湯澤　省三

(株)EPDCインターナショナル

98.3，98.6，98.11，99.2，99.7，99.11

10

9～11

216,729 千円

39.40 人月

1999.12

（株）EPDCｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

鉱山・水・エネルギー省（MINMEE)
新規事業管理部長
Essouma Akono Clement

1.ﾉﾄﾞｶﾖ地点一期工事3,000kwを早期に着工すべく開
発着手のための準備を継続して行う。

2.避地における農村電化水力発電所の運営方式を策
定すること。

3.ﾝｶﾞﾝﾍﾞ･ﾁｶｰﾙ、ｵﾗﾑｾﾞについては、計画調査を継続
するとともに、後者については廃水の影響を確認するこ
と。

具体化進行中

1.実施機関：
　鉱山・水・ｴﾈﾙｷﾞｰ省及びｶﾒﾙｰﾝ電力

2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ｻｲﾄ
ﾝｶﾞﾝﾍﾞ･ﾁｶｰﾙ（中西部）；ﾉﾄﾞｶﾖ（中東部）ｵﾗﾑｾﾞ　ﾝｶﾞﾝﾍﾞ･ﾁｶｰﾙ（中西
部）；ﾉﾄﾞｶﾖ（中東部）及びｵﾗﾑｾﾞ（南部）

3.総事業費
　ﾝｶﾞﾝﾍﾞ･ﾁｶｰﾙ　92百万円
　ﾉﾄﾞｶﾖ　　　　　 177百万円
　ｵﾗﾑｾﾞ　　　　　　89百万円

4.実施内容
　ﾝｶﾞﾝﾍﾞ･ﾁｶｰﾙ　　　530kw
　ﾉﾄﾞｶﾖ　　　　　4,530kw
　ｵﾗﾑｾﾞ　　　　　　400kw　の小水力発電所の建設

5.建設工程
　Contract Awardから2年。ﾉﾄﾞｶﾖは一期300kw分とする。

　カメルーン政府は、現在電気事業法の重要な
改訂を行い、民営化を計ると共に、農村電化推
進のため、避地には政府は発電所の運営に支
援を行うようにした。その最初の計画として、3水
力発電地点の調査を行い、各々に適切な規模
を設定した。何れも流れ込み式小水力である。
　ﾝｶﾞﾝﾍﾞ･ﾁｶｰﾙ地点は、出水期の流量が大きく
出水に比し、土木構造物が大きく、ｵﾗﾑｾﾞ地点
は、湛水地による村落・耕地の冠水域が大き
い。ﾉﾄﾞｶﾖ地点は、流量が比較的安定しており、
落差が大きく、4,530kwの出力が得られる。ま
た、周辺需要も大きい。無償援助を前提とした
場合、3地点同時着工は、全額的に困難であ
り、ﾉﾄﾞｶﾖ地点一期工事3,000kwから着工するの
が適切である。
(平成17年度国内調査)
次段階事業：　Ndokayo電化建設計画
　実施機関：　中国政府
　資金調達：
　　調達先：　中国政府借款
　標記調査報告書との関係：
　　カメルーン小水力発電による地方電化計画
調査で計画された3地点のうち1地点、中東部の
Ndokayo電化建設計画の具体化
　進捗：
　　中国政府は、中東部のNdokayo電化建設計
画に合意し、鉱山・水・エネルギー省大臣と中
国側との間で借款協定が結ばれた。

カメルーン政府による本計画の自己資金実施は困難であり、本プロジェクトを日本政府による無
償協力案件として取り上げて来ている
(平成15年度国内調査)　在カメルーン日本大使館に出された要請の実現については、現時点で
は進展なし。
(平成15年度在外調査)　本件に興味を示した中国政府は、中東部のNdokayo電化建設計画に
合意し、鉱山・水・エネルギー省大臣と中国側との間で借款協定が結ばれた。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

カメルーン日本大使館に、本計画の無償援助要請が2000年初めに提出された。
2003.2現在：変更点なし
(平成15年度国内調査)　在カメルーン日本大使館に出された要請の実現については、現時点で
は進展なし。
(平成15年度在外調査)　本件に興味を示した中国政府は、中東部のNdokayo電化建設計画に
合意し、鉱山・水・エネルギー省大臣と中国側との間で借款協定が結ばれた。
(平成16年度国内調査)　特記事項無し。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成15年度在外調査)　上記要請は、カメルーン国土開発管理省（MINPAT)から提出された。要
請している資金額は以下の通り：Ndokayo （10,051百万FCFA)、Ngambe Tikar (5,203百万
FCFA)、Olamze (5,055百万FCFA)。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

F/S／エネルギー一般

報告書の内容

- 187 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 ETH 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

エチオピア

タナ湖周辺地域電力開発計画調査

Feasibility Study on Power Development at Lake
Tana Region

成田　饒

電源開発(株)

76.3.10～3.29／
76.9.1～9.27／
77.3.7～3.19

6,8,8

50～51

73,401 千円

0.00 人月

1977/3

電源開発（株）

Ministry of Planning and Development
Ethiopian Electric Light & Power
Authority (EELPA)
エチオピア電灯・電力公社

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.B/C…1.2（金利10％）、1.6（金利8％）

遅延・中断

実施機関　　　EELPA
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　1. Tis Abbay　既設（ﾀﾅ湖下流35km　Biue Nile右岸）
　2. Tis Abbay No.2（1.の100ｍ下流）
　3. 調整ﾀﾞﾑ　Abbay Bridgeの上流約200ｍ
総事業費
　43.3百万Eth　ﾄﾞﾙ　1976年単価
　　　　　（約6,062百万円）
　外貨　28.4百万Eth　ﾄﾞﾙ　（3,976百万円）
　内貨　14.8百万Eth　ﾄﾞﾙ　（2,072百万円）
　（1USﾄﾞﾙ=2.07Eth=290円、1Eth ﾄﾞﾙ=140円）
　外貨：外国又は国際金融機関からの借入れ
　内貨：ｴﾁｵﾋﾟｱ国内での借入れ
実施内容
　調整ﾀﾞﾑ　 Effective Capacity　7,786百万立方ｍ
　　Tis Abbay　発電所3号機　3,840kw
　　Tis Abbay　No.2　Headrace, Penstock
　             ﾀｰﾋﾞﾝ、Generator、主要変圧器
　送電線　　66KV　165km　45KV　85km
実施経過
　調整ﾀﾞﾑ
　Tis Abbay　　3号機　　1979～1983初までに運転開始
　送電線　　　　　1986初までに運転開始
　Tis Abbay No.2

　革命後の資金難から着工が遅れていたが、代替としてFurcha水力発電所から
Debre Marcos経由Bahar Derに至る230KV送電線の建設が承認されている（ｲﾀﾘｱ政
府の資金援助）
　この送電線によりTana湖周辺の需要に対応することが計画されいている。

　EELPAはF/S終了後、D/Sを電源開発(株)に要請してきたが、当時ｿ連・ｷｭｰﾊﾞの同
国への進出がはげしく同社はD/Sを辞退
　1999.10現在：変更点なし。

　1985年末 The Italian Aid Fund missionがﾀﾅ湖から分水して発電するUpper Beles
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの調査を行っている。

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 KEN 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ケニア

ニエリ工業団地開発計画調査

The Feasibility Study for Development of Nyeri
Industrial Estate in the Republic of Kenya

飯島　貞一

(財)日本立地センター常務理事

77.2.19～3.15

11

51～52

64,409 千円

0.00 人月

1977/12

（財）日本立地センター

Kenya Industrial Estate Limited (K.I.E)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=7％
 条件：(1)金利4％
           (2)用地の拡張
           (3)原料調達方針の設定
           (4)入居希望へのｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞを高めること。
3.期待される開発効果
　(1)ｹﾆｱ･ｱﾌﾘｶ人による経済の近代化および投資
      機会の創出
　(2)農村と都市の格差是正
　(3)地域の資源の有効利用による付加価値増
　(4)消費者利益の擁護と経済厚生

実施済

実施機関
　Kenya Industrial Estate Limited
  (K.I.E)

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　中央州ﾆｴﾘ部

総事業費
　1,776百万円
　政府投資、外国援助

実施内容
　100ha未満の小規模団地
　・ﾆｴﾘ工業団地及び関連ｲﾝﾌﾗの建設及び運営
　・ﾆｴﾘ、ﾅﾝﾕｷ、ﾆｭﾌﾙﾙ、ﾑﾗﾝｶﾞにおけるRural Industrial
    Development Center (R.I.D.C)の建設・運営
　・ｶｱﾁﾅにおけるIndustrial Promotion Area(I.P.A)の建設・運営
　・専門家派遣

同　左

同　左

23.6百万ｼﾘﾝｸﾞ（約280百万円）
政府投資
　6,750立方ｍ
・完成
　ﾆｴｿ工業団地・ｶﾗﾁﾅIPA
　ﾑﾗﾝｶﾞ　RIDC
・計画中
　ﾅﾝﾕｷ・ﾆｱﾌﾙﾙ　RIDC
JICAﾍﾞｰｽ技術協力
・専門家派遣
　1978年以来長期専門家6名、短期専門
家4名（延べ）を派遣（長期専門家1名派
遣（任期は1986年8月まで）1986年4月より
3ヶ月間短期専門家2名派遣
・単独機材供与
　1983年鋳造工場

1.KIE側は工業団地の入居率を引き上げることを最優先としているため、工業団地と
密接に関連するRIDCの整備等、中小企業育成事業が遅れざる得ない状況となって
いる。
2.ｹﾆｱ政府内において、工業団地の開発は、1)消費地からの遠さ 2)政府主導による
非効率性のため優先順位が低下している。

1.1981年政府出資によりﾆｴﾘ工業団地を建設。1986.2現在24屋中13に地元私企業
が入居している。
2.報告書に基づき、ﾆｴﾘ地区の小規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの選定確認F/S実施に関し、長期専
門家派遣の形でﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟがなされてきた。（派遣中の専門家の任期がきれ本件協
力を終了した。）
1999.11現在：特に変更点なし

　KIEは公社からの政府系の中小企業向け融資機関へと転換しつつある。この転換
は中小企業振興に極めて有効なものであり、融資を受けている企業の多くは非常に
活性化している。ﾆｴﾘ工業団地も当初のF/Sでは資金調達を金利4ﾊﾟｰｾﾝﾄ、5年据
置、20年返済によって行う場合には有為な値が出ないと結論づけれているが、賃貸
ではなく施設を各中小企業に売却するという方法を採ることで、極めて効率的かつ
attractiveな中小企業団地経営が可能になった。（1996年10月現地調査結果）

F/S／工業一般

報告書の内容

- 189 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 KEN 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ケニア

ソンドゥ川水力発電開発計画調査

The  Feasibility Study on the Sondu River
Hydroelectric Power Development Project in the
Republic of Kenya

中村　夫／沢谷一夫

日本工営（株）

84.1.22～3.23
84.6.10～11.30

11,13

58～60

448,407 千円

125.73 人月 （内現地63.20人月）

1986/1

日本工営（株）

ｳﾞｨｸﾄﾘｱ湖周辺地域開発公社:Lake Basin
Development Authority
Mr. Samuel B. Obura (Managging Director)
/Mr. K'Oniala (ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ･ﾁｰﾑ･ﾘｰﾀﾞｰ)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

2.EIRR=10.4％，FIRR=4.2％
   FIRRは現行電力料金による場合。8％のFIRRを得る
には運転開始時までに年平均6％の料金改訂を要す。

3.期待される開発効果
　(1)本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、灌漑を含んだ多目的開発である。
　　　（第1期　EIRR=13.6％）
　(2)同国において遅れているﾋﾞｸﾄﾘｱ湖周辺の地域開
発に効果が大きいと期待される。

実施中

実施機関
　主務官庁：Ministry of Energy and Regional Development
　発        電：Lake Basm Development Authority
　送  配  電：Kenya Power and Lighting Co., Ltd.

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｿﾝﾄﾞｩ川下流のMiriu地点

総事業費
　総事業費   1,320.9百万ｹﾆｱ･ｼﾘﾝｸﾞ
　 うち外貨         66.9百万USﾄﾞﾙ
　　　（1USﾄﾞﾙ=240円=15.0 ｹﾆｱ･ｼﾘﾝｸﾞ）

実施内容
　1. 発電設備容量　 48.6GWh
　2. 年間発電電力量　36GWh（一次），155.6GWh（二次）
　　（上流Magwagwa ﾀﾞﾑ完成後）
　　　　　　      　　　 237.5GWh（一次）， 14.9GWh（二次）
　3. ﾋﾟｰｸ流量　39.9立方ｍ/sec
　4. ｸﾞﾛｽ･ﾍｯﾄﾞ　162.6ｍ
　5. 有効貯水量　1.1百万立方ｍ
　6. 他に　15,610haの灌漑可能

実施経過
　1989.1     ﾀﾞﾑ建設開始
　1992.12　ﾀﾞﾑ建設完了
（1996年、上流のMagwagwaﾀﾞﾑ完成）

主務官庁：Ministry of Energy
発電：Kenya Power Company
送配電：Kenya Power and Lighting Co.,
Ltd.

ｿﾝﾄﾞｩ川下流のMiriu地域、ｿﾝﾄﾞｩ町橋より
22km下流。

1.設備容量：60MW
2.年間発電電力量：330.6GWh
3.最大使用水量：39.9立方ｍ/sec
4.総落差：196.9ｍ
5.調整地容量：1.1百万立方ｍ

1990.3      詳細設計開始
1991.10 　詳細設計終了
1997.7      施工監理ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務開始

　操業開始は2002年。発電能力は
60MW、灌漑によって便益を受ける面積
は100平方ｷﾛﾒｰﾄﾙ。便益を受ける人口は
約15万人。

1985.8　ｶﾉｰ平野かんがいF/Sにつき、ｹ政府から日本あて技協要請
1986.5　ﾐﾉｳ計画実情に関し、ｹ政府が日本に協力要請（1回目）
1987.1　ﾐﾉｳ実施、ﾏｸﾞﾜｸﾞｱ、ﾀﾞﾑF/S、ｶﾉｰ平野かんがいF/Sについてｹ政府から日
本に対し、協力要請（2回目）
1987.12 1987.1と同趣旨の要請（3回目）
1989.10 ｿﾝﾄﾞｩ･ﾐﾘｳ水力発電事業(E/S) 6億6,800万円のL/A締結
1991.8　ｿｳﾄﾞｩ･ﾐﾘｳ水力発電工事　円借要請
1997.3　円借締結「ｿﾝﾄﾞｩ･ﾐﾘｳ水力発電事業」（69.33億円）
1997.7　ｺﾝｻﾙ業務開始
1999.3　土木工事着工（実施機関：Kenya Electricity Generating Company Ltd.）

　ｳﾞｨｸﾄﾘｱ湖周辺開発公社（Lake Basin Development Authority）では、ﾅｲﾛﾋﾞなどに比べて成長
の送れてきたこの地域の開発の中心にこの計画を位置づけている。ｷｽﾑ近郊には日本の無償援
助で建設された大規模な精米工場があり、灌漑による米の収量増加によってこの施設がﾌﾙ稼働
すると期待されている。
なお、ｳﾞｨｸﾄﾘｱ湖に流入する河川の農薬による水質汚染が深刻な問題となりつつある。
（1996年10月現地調査結果）

F/S／水力発電

報告書の内容

- 190 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 KEN 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

ケニア

マグワグワ水力発電開発計画調査

The Feasibility Study on Magwagwa Hydroelectric
Power Development

澄川　啓介

日本工営（株）

90.1.21-90.3.24
90.6.4-90.11.30
91.8.9-91.8.18

14

1～3

394,611 千円

67.58 人月 （内現地41.68人月）

1991/10

日本工営（株）

S.K. Gichuru
Managing Director
The Kenya Power Co., Ltd.
ｹﾆｱ電力会社（KPC)

1. 本計画は、経済的にも財務的にもフィージブルであ
るので、ケニアの電力需給を満たす2002年末までに、
完成させることが必要とされる。

2. D/D、資金調達、建設に必要とする機関を考慮する
とF/S完了後、直ちにD/Dを開始する必要がある｡

3. 本貯水池内に700～800戸の家屋が存在し、それら
に対して"Land for Land”の原理に基づき十分な移転
計画を立案する必要がある。

遅延・中断

1. ｹﾆﾔの西部に位置ｿﾝﾄﾞｳ川の中流域に位置する貯水池式発電計画で
ある。

2.  ﾏｸﾞﾜｸﾞﾜ計画自身は水力発電計画であるが、下流域に位置するｿﾝﾄﾞｳ
／ﾐﾘｳ流れ込み式発電計画のﾌｧｰﾑｱｯﾌﾟする機能と、ｶﾉｰ平野の灌漑計
画に水を安定供給する機能を有する多目的計画である。

3. ﾏｸﾞﾜｸﾞﾜ計画の多目的性と、電力需要の伸びを考慮して、最適規模の
検討がなされ、ﾀﾞﾑ高は105m、発電規模は120MW、最適投入時期は西暦
2003年、年頭とれた。

4.  最適規模に対する基本計画がなされ、
建設費は、US$328.48百万と算定された。
物価上昇分を含めると、US$499.03百万になる。

5.  ﾏｸﾞﾜｸﾞﾜ計画の経済分析をﾏｸﾞﾜｸﾞﾜ単独水力発電計画とｿﾝﾄﾞｳ/ﾐﾘｳ及
びｶﾉｰ平野灌漑計画を含めた多目的計画とに分けて実施し、EIRRにおい
て前者は11.29%となった。一方、後者は、13.54%となった。また、財務分析
の結果、EIRRにおいて11.14%が得られたので､経済的にも財務的にも
ﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙであるとの結果が得られた。

　ｹﾆｱの電力不足解消の切り札と見られるﾏｸﾞﾜｸﾞﾜ水力発電計画は見通しは不透明
である。ﾀﾞﾑ建設予定地周辺の住民約5000人の移転・補償問題に目途がたたないた
め、1991年のFS完了後、まったく進展はない。移転・補償に関する調査もいまだに行
われておらず、1～2年内に実施擦る予定もない。ｹﾆｱ電力内でも慎重論が出てい
る。
  ケニア電力ではｶﾅﾀﾞのｴｰｶｰｽﾞ社に依頼して全国電力開発計画の見直しを進めて
いるが、そのなかでのﾏｸﾞﾜｸﾞﾜ水力発電開発のﾌﾟﾗｲｵﾘﾃｨｰは大きく低下し、「複数の
候補地の中の一つ」という位置づけに変わった。しかし、地元KISUMUにあるｳﾞｨｸﾄﾘ
湖周辺開発公社 (Lake Basin Development Authority)では、移転問題は解決可能と

本計画の下流域に位置するｿﾝﾄﾞｳ／ﾐﾘｳ流れ込み式発電計画が建設中。
2002.3現在：変更点なし。

1991年のFSはﾀﾞﾑ建設には住民の移転・補償問題の詳細な調査が必要としており、
その指摘は正確であったと評価できる。環境・人権面から大規模なダム建設は世界
的にも難しくなる傾向にあり、ｹﾆｱにもその流れが及んでいる。今後の展開はｹﾆｱ内
部の政治情勢、担当官庁間の権限争い、国際世論・NGO、国際金融機関の意向が
絡み合い、きわめて不透明である。(1996年10月現地調査結果)

F/S／水力発電

報告書の内容

- 191 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 KEN 004

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

ケニア

グランドフォールズ水力発電所開発計画

The Feasibility Study on Mutonga Grand Falls
Hydropower Project in the Republic of Kenya

澄川　啓介

日本工営（株）

94.2.10-94.3.28/94.7.7-95.3.28/95.6.2-96.3.27/9
7.2.2.6/97.3.28/97.5.19-98.3.31

18（業務調整、通訳除く）

5～9

636,954 千円

87.39 人月 （内現地59．26人月）

1998．1

日本工営（株）
（株）ﾊﾟｽｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

ﾀﾅ河流域開発公社
ｴﾈﾙｷﾞｰ省

プロジェクトによりUS$56.9百万の純便益（割引率12%）
及び14.98% の経済的内部収益率が得られる｡プロジェ
クトはグランドフォールズダム及びﾑﾄﾝｶﾞﾀﾞﾑの2つのダ
ム式発電所から構成され、最適投入年は前者が2008
年に後者は2012年と結論されている。グランドフォール
ズダムは人工洪水の機能も持ち合わせ、タナ河下流の
環境改善にも寄与すると期待されている。尚､プロジェ
クトの詳細設計、工事の開始にあったっては2年の追加
環境調査を実施する必要がある｡

具体化準備中

1) 実施機関：当初はTARDA（タナ河流域開発公社）であったが、開発規
模の合意が得られず、エネルギー省に変更となった。
2) プロジェクトサイト：ケニア山を源流とするタナ河の中流域に位置する。
3) 総事業費：事業はグランドフォールズダム、ムトンガダムの2つから構成
されている。
                   外貨       内貨          合計
                 （百万$）  (百万ksh）   （百万$）
ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾌｫｰﾙｽﾞﾀﾞﾑ   343        5,485         445
ﾑﾄﾝｶﾞﾀﾞﾑ          190        2,400         235
合計              533        7,885         680

4) 実施内容：     設備容量       発生電力量
                   (mW)         (GWh/year)
ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾌｫｰﾙｽﾞﾀﾞﾑ   2*70=140         715
ﾑﾄﾝｶﾞﾀﾞﾑ          2*30=  60        337
計                  200           1,052

5) 実施経過        設計・入札       工事
ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾌｫｰﾙｽﾞﾀﾞﾑ       3年          5年
ﾑﾄﾝｶﾞﾀﾞﾑ              1年          4.5年

6) 経済・財務
EIRR:  14.98%
FIRR:  15.10%

調査についてワークショップが下記の通り
開催された。
1994.9  第1回ワークショップ
1995.3  第2回ワークショップ
1997.6  ステアリングコミッティー
1998.1  第3回ワークショップ
1998.3  最終報告書が提出された。　　　

ｹﾆﾔ電力不足解消のため、1999年工事の開始したｿﾝﾄﾞｳ／ﾐﾘｳ水力発電計画の次の
発電水力案件としてｹﾆﾔ電力会社 (KENGEN)は、ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾌｫｰﾙｽﾞ計画とﾑﾄﾝｶﾞ計画
の実現に意欲を見せている。ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾌｫｰﾙｽﾞ計画実施の為には、ﾀﾞﾑ建設によるタナ
河下流自然環境への影響を調査する必要があり、追加環境調査の実施とｹﾆﾔ政府
に働きかけている。

（平成15年度　国内調査 および平成15年度　在外調査）
円借款の資金要請が出されているが、具体的な進展はない。

1998.8：エネルギー省追加環境調査のTORを提出
2002.3現在：変更点なし
2003.3現在：1998年にTORを提出してから、動きがない。
（平成15年度　国内調査）
タナ川下流追加環境調査を提案しているが、具体的な進展はない。

（平成15年度　在外調査）
最新の最低価格開発計画（2003年）の中で、当プロジェクトが高い石油価格のリスク
からの保護ができると述べられ、2018年までに懸念されている事業を完了させること
が推奨された。

ワークショップではﾀﾅ河下流追加環境調査（2年）をプロジェクト実施前に行うことが
推奨された。　2003.3現在：電源開発の実施機関であるｹﾆｱ電力会社（KENGEN）の
電力開発計画(2002年）によれば、本調査で推奨されているﾑﾄﾝｶﾞ水力発電所
(60MW)及び低ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾌｫｰﾙ水力発電所(140MW)を逼迫する電力不足に対応するた
め、詳細設計を実施し、早期に電力系統に投入することとしている。

F/S／水力発電

報告書の内容

- 192 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MDG 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

マダガスカル

アンデカレカ水力発電開発計画調査

Feasibility Study on Andekaleka Hydroelectric
Power Development Project

山田　直明

(株)ニュージェック 技術部長

74.8.29～10.11

7

49

47,373 千円

0.00 人月

1975/3

（株）ニュージェック

経済大蔵省

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=13.6％
　条件(1)金利7％
　　  　(2)ﾌｪﾛｸﾛﾑ工場の操業開始
3.期待される開発効果：
　ﾌｪﾛｸﾛﾑ精錬用の電力供給する。ﾏﾀﾞｶﾞｽｶﾙ政府はｸﾛ
ﾑ鉱石の輸出にとどまらずﾌｪﾛｸﾛﾑ製錬を行い、より付
加価値をあげて輸出し、経済発展に基盤設備を図ろう
としている。

実施済

実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾎﾟｲﾄﾗ中流部のｱﾝﾃﾞｶﾚｶ下流約2.6km

総事業費
　27,483百万FMG　  内貨9,177百万FMG
　（34,354百万円）　外貨18,306百万FMG
　（100FMG=125円、1USﾄﾞﾙ=300円）
　全額借入れ

実施内容
　第1発電所　　70.4MW
　第2発電所　　36.0MW
　第1発電所　　総落差　152ｍ
　　　　　　　     最大使用水量　60立方ｍ/s
　　　　　　　     17,600KVA×4台
　第2発電所
　　　　　　　     総落差　84.4ｍ
　　　　　　　     最大使用水量　60立方ｍ/s
　　　　　　　     18,000KVA×2台
実施経過
　1977年　　　　　　     　 着工
　1980年末　第1発電所   第1期工事　完成
　1985年末                        第2期  〃 　  〃
　1988年末　第2発電所   第3期  〃 　  〃

ﾏﾀﾞｶﾞｽｶﾙ電力水道公社（JIRAMA）

同　左

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ予算
30,315百万FMG

ｱﾝﾃﾞｶﾚｶ発電（1ヶ所のみ）
最大出力　116MW（29MW×4）
使用水量　60.0立方ｍ/s
　　　　（15.0立方ｍ/s×4）
有効落差　214.5ｍ
年間発生電力量　　847GWhg（全体）

1979.9　着工
1982.6　第1期工事竣工

報告書と具体化された内容との差異
1. 本件調査実施後、融資国が再調査を行い、第1、第2と分けず、一括して開発する
よう計画変更された。
2. 第1期工事（取水施設、導水路、発電所、開閉所等の全土木工事、及び水車、発
電機2台新設）は、1982年6月竣工
3. 第2期工事（29MW水車、発電機2台増設）は、電力需要に合わせて将来実施する
ことによるが、1986年から5ヵ年計画に12,600 MILFMGが計上されている。

1982年発電所完成、一部運転開始
　世銀、ﾌﾗﾝｽ、ｶﾅﾀﾞ等9か国による融資、及びJIRAMA自己資金
　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄはｶﾙﾃｪ（ｶﾅﾀﾞ）
1999.11現在：変更点なし

1. ﾌｪﾛｸﾛﾑ精錬に同発電所の電力を使用する案はまだ実施されていない。
2. 木取水ﾀﾞﾑの上流Ankorahotraに、第3期工事としての取水池ﾀﾞﾑが計画されてお
り、調査・設計が完了している。

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MWI 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

マラウイ

ンクラＢ－リロングウェＢ送電線建設計画調査

Nkula B-Lilogwe B Transmission Line
Construction Project

小池　正男

電源開発(株)

89.3.5～3.31

6

63～1

66,811 千円

0.00 人月

1989/8

電源開発（株）

マラウイ電力公社（ESCOM）
Rolano E.G. Offord
General Manager
The Electricity Supply

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=9.1％

条件：代替ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電所とする。

具体化進行中

実施機関
　ﾏｳﾗｲ電力公社（ESCOM）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾝｸﾗB発電所～ﾘﾛﾝｸﾞｳｴB発電所

　35.4百万ﾄﾞﾙ
　うち内貨　12.6百万ﾄﾞﾙ
　うち外貨　22.8百万ﾄﾞﾙ
　（1989年2月時点1USﾄﾞﾙ=125.92円=2.6695M.Kw）

実施内容
　－132KV送電線新設（　長250km、送電容量300MW）
　－Nkula B発電所増設
　－Sharpevale変電所新設
　－Lilongwe B変電所増設
　－関連通信設備

実施経過
　1989.10　実施設計
　1990.10　着工
　1992.  3   運転開始

ﾌﾗﾝｽの資金援助により詳細設計業務を実施中。

2000.11現在：変更点なし

F/S／送配電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 NER 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ニジェール

マルバザセメント工場拡張計画調査

Feasibility Study on Expansion Plan of Malbaza
Cement Plant in Republic of Niger

梅木　菅男

小野田エンジニアリング(株) 顧問

78.11.7～12.9

7

53～54

30,945 千円

0.00 人月

1979/6

小野田エンジニアリング(株) 

Kada A Labo
ニジェールセメント会社　取締役社長

1. ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2. ROI=9.03％、条件　優遇条件にもとづくﾛｰﾝ
　 期待される開発効果：
　　(1)基礎資材自給への足がかりとなり、国家開発
       計画に好影響を与える。
　　(2)地域開発の促進に貢献

遅延・中断

実施機関
　ﾆｼﾞｪｰﾙ･ｾﾒﾝﾄ会社

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾏﾙﾊﾞｻﾞ

総事業費
　7,714.3百万CFAﾌﾗﾝ（6,943百万円）
　　　（1FF=50CFA ﾌﾗﾝ=45円）
　工場関係     円借           5,449.3百万CFA ﾌﾗﾝ
              外貨ﾎﾟｰｼｮﾝ       　 3,922百万CFA ﾌﾗﾝ
              ﾛｰｶﾙﾎﾟｰｼｮﾝ         1,527百万CFA ﾌﾗﾝ
　　　　　　　　　　　　　（三国調達分も含む）
　　　　　　　ﾆｼﾞｪｰﾙ出資分  155百万CFA ﾌﾗﾝ
　厚生施設    円借                2,060百万CFA ﾌﾗﾝ
　関係　　　ﾆｼﾞｪｰﾙ                 50百万CFA ﾌﾗﾝ

実施内容
           ｸﾝｶ(t/Y)     ｾﾒﾝﾄ(t/Y)
　増設      55,600       60,000
　既設      36,800       40,000
　　計       92,400      100,000
　ｷﾙﾝ                  200t/d
　原料粉糾ﾐﾙ     352t/d　増設
　仕上ﾐﾙ             240t/d
　厚生施設    社宅（98戸）、診療所他

実施経過
　契約後30ヶ月

1. CO-FINANCE先であったﾌﾗﾝｽ、ｲｽﾗﾐｯｸﾊﾞﾝｸからﾌｧｲﾅﾝｽの確約が取付けられ
なかった。
2. 世銀の指導に基づき大型ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの見直しが実施された結果、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ計
画へと変更を余儀なくされた。

1. F/Sﾚﾎﾟｰﾄでは6万t/年の増設計画であったが、その後ﾌﾗﾝｽﾛｰﾝ、ｲｽﾗﾐｯｸﾊﾞﾝｸの
CO-FINANCEによる30万t/年新設計画へと変更された。
2. その後更に新設計画から既存設備（4万t/年）ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝに変更となり、日本ﾌﾟﾗ
ﾝﾄ協会がF/Sを実施（1986.7に報告書完成）
　 報告書では、既存設備のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝによって年産8万ﾄﾝとすることを提言。
1999.10現在：その後の進展なし

　上述の日本ﾌﾟﾗﾝﾄ協会のF/Sのほかに、世銀ﾌｧｲﾅﾝｽによるF/Sが直後に実施さ
れ、ｶﾅﾀﾞのｺﾝｻﾙが担当（1986.10完成）
　ﾆｼﾞｪｰﾙ政府は、これらのF/Sを検討し、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの推進を望んだが、隣国のﾅｲｼﾞｪ
ﾘｱからの輸入ｾﾒﾝﾄCIF価格をもとに算出したEIRRがﾏｲﾅｽであるとして、世銀が反対
し、未だに推進されている。

F/S／窯業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 SEN 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

セネガル

ダカール地区電力設備拡充計画調査

The Study on Development of Electric Power
System in the Dakar Area

北沢　仁

(株)EPDCインターナショナル

94.8～94.9／94.11～94.12／95.1～95.2～95.7

6

5～7

147,465 千円

31.00 人月

1995．10

（株）EPDCｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

セネガル電力公社（SENELEC）
Mr. Moustapha Lo　計画課長

1.技術的、経済的に妥当であり、実行可能である。

2.FIRR=14.2％、EIRR=15.5％

3.電源設備の増加により、電力設備全体の保守点検を
可能にし、運用の正常化が計られる。配電網拡張、ﾘﾊ
ﾋﾞﾘによりﾎﾞﾄﾙﾈｯｸの解消と信頼度確保が図れる。

遅延・中断

総事業費：　　2552.9百万円（外貨2356.3百万円、内貨196.6百万円）
　内　発電設備1766.9百万円（外貨1675.0百万円、内貨 91.9百万円）
　　　配電設備 786.0百万円（外貨 681.3百万円、内貨104.7百万円）

実施内容：
・Bel-Air発電所に５ＭＷ２台のディーゼル発電機を増設する。
・ダカール地区配電網について
　　１）しゃ断器の取替え　２）中圧配電線路の改善　３）低圧配電網の拡張
　４）低圧配電網のリハビリ

実施スケジュール：
（発電設備）16ヶ月後発電開始
（配電設備）しゃ断器の取替え　　　 9ヶ月後完成
　　　　　　中圧配電線路の改善　　15ヶ月後完成
　　　　　　低圧配電網の拡張　　　15ヶ月後完成
　　　　　　低圧配電網のリハビリ　12ヶ月後完成

(平成15年度国内調査)　セネガルにおける援助重点分野が基
礎生活の向上（水供給、教育、人的資源分野、保健医療）、環
境（砂漠化防止）、貧困削減の3本を柱に据えてあり、電力事
業以前に着手すべき項目が優先されている。
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

(平成15年度国内調査)　セネガルにおける援助重点分野が基礎生活の向上（水供給、教育、人的資源分野、保健医療）、環
境（砂漠化防止）、貧困削減の3本を柱に据えてあり、電力事業以前に着手すべき項目が優先されている。これら援助重点項目
を進めつつ、電力事業を展開するためには、3-5年程度の期間が必要と考えられる。
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

2002.3現在：変更点なし
2003.2現在：変更点なし
(平成17年度国内調査）　日本側の電力設備化苦渋計画調査の結果に対して、先方政府側が異なる見解があり、実現に至らな
かった。即ち、調査結果では、比較的小容量の電源設備を必要台数設置し、電力設備を拡充する計画であったが、先方は、
日本側提案の小容量より大きな容量を要望し、収束しなかったとのこと。
(平成17年度在外調査)　事業化が進展しない理由に於ける政治的要因としては、開発調査のファイナルレポートが提出された
1995年から新政権が誕生する2000年まで政治的不安定な状態が続いたことがあげられる。また、95年前後には世銀、IMFを交
えてエネルギー政策に関する文書が採択され、電力政策の方向性が変わった可能性がある。加えて、CIP機関のセネガル電
力公社(SENELEC)は、元々公社であったが民営化された後、再び公社化されており組織的要因も考えられる。電力関連省庁
間では、開発調査で提言されているような発電機の増設や電線の拡張、リハビリは議論されているものの、実現の可能性は極
めて不透明である。

(平成17年度在外調査)　特記事項なし

F/S／エネルギー一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 SEN 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

セネガル

太陽光利用地方電化計画

The Study on Photovoltaic Rural Electrification
Plan

磯田　真一

(株)コーエイ総合研究所

98.9.20～10.4/00.9.24～12.23/02.1.19～2.2/
/99.3.13～3.26/01.3.10～3.19/00.1.22～
3.21/01.6.2～7.7/00.6.4～7.10/01.9.29～11.3

11～13

243,133 千円

81.70 人月

2002.3

（株）コーエイ総合研究所
(財)日本エネルギー経済研究所

エネルギー水力省（MEH）

-潜在オペレーターと定期的対話の機会
-ASERの地方電化実施推進のキャンペーン
-ASER’s Procedure Manualに沿ったパイロット事業の
早期実施
-JICAパイロット・プロジェクトの継続的モニタリング

遅延・中断

セネガルの地方電化の現状とその政策

PVによる地方電化実施計画

PV地方電化実施手法（Business Model）案と今後の課題
 －PV地方電化市場整備に向けて－

官・民主導による地方電化実施にあたってのASERへの提言

提言：
-潜在オペレーターと定期的対話の機会
-ASERの地方電化実施推進のキャンペーン
-ASER’s Procedure Manualに沿ったパイロット事業の早期実施
-JICAパイロット・プロジェクトの継続的モニタリング

(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成15年度在外調査)　プロジェクトの次
フェーズについては、ASER（セネガル地
方電化庁）がJICAに資金協力要請書を
2002年6月に提出したが、その後の回答
がなく、それゆえ現在まで実現していな
い。現在は要請書に対するJICAの対応を
待っている段階で、具体化に向けて積極
的に協力する用意がある。
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

2003.3現在：情報がないため、プロジェクトの現況は暫定措置とする。
(平成15年度在外調査)　太陽光利用電化マスタープランは策定されたものの、その
後は全く調査が行われていない。プロジェクトの次フェーズについては、ASER（セネ
ガル地方電化庁）がJICAに資金協力要請書を2002年6月に提出した。現在は要請
書に対するJICAの対応を待っている段階で、具体化に向けて積極的に協力する用
意がある。
(平成17年度在外調査)　長期に亘る遅延。

(平成15年度国内調査)　本件は今後民営化の枠組み（セッション等）の中で太陽光
による電話サービスを普及させるのが目的で、次段階としては、調査団によって提案
されたアクションプランをフォローアップする時期にきている。
(平成16年度国内調査)　特記事項なし
(平成17年度在外調査)　 　資金要請は公にはまだ行われていない。先方省庁の能
力、組織やカルチャーの向上が認められれば今後何らかのアクションも有り得るが、
現段階では事業化の可能性は少ない(5年以上に亘り進展がない)。

(平成15年度国内調査)　太陽光を含む地方電化事業の施策・制度がどのようにこの
後進展しているのかをJICAとしてはフォローアップする必要がある。地方電化事業の
取り組みは進行しているようであるが、宗主国のフランス主導が目立ち、日本のプレ
ゼンスは調査のみである。まずは短期専門家の派遣で事業の持続性を確認する必
要がある。
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

F/S／新・再生エネルギー

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 STP 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

サントメ・プリンシペ

ミニ水力発電計画調査

The Study on Construction on Mini Hydro-Electric
Power Stations

湯沢　省三

(株)EPDCインターナショナル

96.2.26～3.22/96.7.15～9.4/96.9.23～
10.18/96.11.25～12.7/97.2.3～2.16

10

7～8

161,485 千円

人月

1997.3

（株）EPDCｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

Ligia Barros
天然エネルギー局長
社会設備・環境省

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨの有無：有り（条件付き）
2.経済評価
本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの年間資本費436088ﾄﾞﾙ、代替ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電年間資本費79030ﾄﾞﾙであ
り、便益／費用比率は0.181と分岐点1を大きく下回る。しかし、全額無償援助を前
提にした場合、便益／費用比率は1.663となる。FIRR　10.75％
（財務分析の前提条件）
1)EMAE負担率7％、電気料金10c/kWh　2)無償資金援助の実施
3.期待効果
1)電力供給不測5000kWの改善
2)外貨節約（年間輸出額5.1百万ﾄﾞﾙの1.4％、燃料輸入額1.1百万ﾄﾞﾙの6.7％）
3)家庭への電力普及率ｱｯﾌﾟ　約50％→60％
4)漁業振興の制約条件である冷凍／冷蔵設備の設置に必要な電力供給拡大（食
料自給率ｱｯﾌﾟ）
慢性的な電力供給不足を解消するため、開発の規模にかかわらず水力発電所の
投入が必要であり、本計画の早期実施を勧告。なお、ｻ国の対外債務増加は、これ
以上不可能な状況にあり、外貨を伴わない水力の建設は火力に優先すべき。

遅延・中断

1)実施機関　水道電力公社（EMAE）

2)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ　首都ｻﾝﾄﾒ市近郊Manuel Jorge川流域
・選定計画地点は流域面積10平方km、落差約40ｍ以上の条件を満たす
Do Ouro，Manuel Jorge，Abade， Cantador，Io Grande，Lembaの6河川を
取り上げて検討し、Manuel Jorge（No.4）を選定した。

3)総事業費　　4754千ﾄﾞﾙ

4)事業内容
・出力　最大230kV、年間発生電力量1292MWhの流れ込み式ﾐﾆ水力発
電所の建設
・取水ﾀﾞﾑ、導水路、沈砂池、ﾍｯﾄﾞﾀﾝｸ、水圧管路、発電所、発電所進入
路、地元生活用水取り入れ設備等土木工事

5)実施ｽｹｼﾞｭｰﾙ　2000年運転開始（詳細設計7か月、建設期間12か月）

（平成15年度　国内調査）
次段階調査や具体的な活動は行われて
いない。

（平成15年度　国内調査）
プロジェクトの現況は暫定措置。

ｻﾝﾄﾒ政府から、本計画の建設を無償協力で行うべく、1997年2月、要請書がｶﾞﾎﾞﾝの
日本大使館に提出されている。
2003.2現在：変更点なし

（平成15年度　国内調査）
2003年7月、首都サントメで、軍人によるクーデター、和解による事態収拾となった
が、行政組織・国家体制が安定正常化するまで、情勢を見守る必要がある。したがっ
て、事業化進展の可能性についても、急展開は望めない。

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 SWZ 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

スワジランド

ルブク石炭開発計画調査

The Pre-Feasibility Study for the Lubhuku Coal
Development Project in the Kingdom of Swaziland

野崎　元

住友石炭鉱業(株)

83.11.22～84.3.9／
84.6.5～85.3.1／
85.6.29～85.7.20

6,12,3

58～60

266,336 千円

56.00 人月 （内現地12.00人月）

1986/1

住友石炭鉱業（株）

天然資源ｴﾈﾙｷﾞｰ省地質調査鉱山局：
Geological Survey  and Mines Dept.,
Ministry of Natinal Resources and Energy
Mr.A.S.Dlamini (Director)

1. ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2. EIRR，FIRRは算出せず
3. F/S実施に当って、以下の3点に留意すべきである。
(1) 石炭開発に関する諸政策の明確化
(2) 石炭市場の具体化
(3) 開発推進体制の強化

1999.11現在：新情報は入っていない。

遅延・中断

実施機関
　未定

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Lubombo DistrictのLubhuku（ﾙﾌﾞｸ）地域

総事業費
　初期投資額約26.9百万USﾄﾞﾙ（1985年時点）
　（精炭51万ﾄﾝ/年の生産規模）

実施内容
　・調査地域北部で約3,500万ﾄﾝの可採炭量
　・柱房式坑内掘による、精炭51万ﾄﾝ/年の生産規模、
    山元原価16USﾄﾞﾙ／精炭ﾄﾝ 　市場確保のため国内炭使用による火力発電所建設計画があり、その余剰電力を

南ｱﾌﾘｶに売電する予定であるが、南ｱの政治・経済情勢の不安定化に伴い、将来の
市場予測が立たず、見通しが明確になるまで、一時遅延。

　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進のため担当機関局内に小委員会（Lubhuku Coal Development
Team）を新設した。1983年度、試錐機2台（300ｍ、500ｍ級）の機材供与を行い、
1984年度は日本の技術移転によりｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ政府の手で試錐工事を実施した。この
調査結果も含めたﾌﾟﾚF/Sを1985年度に実施した。結果は以下の通り。(1)開発対象
炭層：ﾙﾌﾞｸ北部区域Main Seam，(2)炭質：大部分が半無煙炭、一部無煙炭。ﾑﾊﾟｶ炭
鉱及びﾒﾀｰﾙ無煙隅に匹敵，(3)生産規模：精炭51万ﾄﾝ/年（原炭64万ﾄﾝ/年）可採
炭量約3,500万ﾄﾝ，(4)開坑：斜坑方式，(5)採炭：ｺﾝﾃﾆｱｽ･ﾏｲﾅｰによる柱房式，(6)
初期投資額：約2,690万USﾄﾞﾙ（1985年度・金利含まず），(7)山元原価：16.00VSﾄﾞﾙ
／精炭ﾄﾝ，(8)その他：F/Sに当たっては、下記の諸点を明らかにしておくことが望ま
しい。a)石炭開発に関する諸政策の明確化，b)石炭市場の具体化，c)開発推進体制
の強化

F/S／ガス・石炭・石油

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TZA 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

タンザニア

塩化ビニール及び苛性ソーダ製造工場建設計画
調査

The Feasibility Study for Caustic Soda and P.V.C
Project in Tanzania

田中　清稜

三井東圧化学(株)

77.6.10～7.3

10

52

32,793 千円

0.00 人月

1977/12

三井化学(株)
日産化学(株)

工業省
National Development Corporation (NDC)

1. ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：無し
2. 計画の問題点
 (1) 需要に見合う生産を行うと固定費負担が高くなりす
       ぎる。
 (2) ｲﾝﾌﾗ設備が不充分。ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施はｺｽﾄ高
 (3) 苛性ｿｰﾀﾞは現在同国が輸入している価格の約
       3倍、PVCでは約5割高になる。

遅延・中断

実施機管：    NDC   PVC  苛性ｿｰﾀﾞ

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ      ﾀﾞﾙｴｽｻﾗﾑ市の西方国際
ｻｲﾄ：         空港へ向う道路に沿った
     　         工業団地地区

総事業費：    222百万Tsh             177百万Tsh
              （建設金利含む）
               （7,339百万円）       （5,841百万円）
                                     （1US$=8.3Tsh=\270）

実施内容：    PVC12,000ﾄﾝ/年          苛性ｿｰﾀﾞ7,000t/年
                                      （ｹｰｽ1）
              装置・設備・土建        塩素　6,200t/年
              要員訓練
              1) 最大の需要先になる
                  灌漑事業、給排水事       1) 同時発生するC1の
                  業等の計画が未確定           需要がほとんどない

              2) ﾓﾉﾏｰを輸入してﾎﾟﾘﾏｰ   2) 原料塩を輸入に頼ら
                  に重合するだけは付加         ざるを得ない。
                  価値はほとんど高まら
                  ずかえって割高になる。    3) 熟練労働力の要請が
                                                                必要。

実施経過：     1985年末　完成                1981年　完成
                （建設期間4年間）

現在National Chemical Industriesに移管
されている。

〔PVC〕

1. 原料であるVCMの調達は、輸入に依存せざるを得ない状況にかんがみ、当国の外貨逼迫及
び当国経済の低迷により現状では原料輸入は期待うすの観がある。
2. PVC加工業界においては、加工技術の低水準及び技術者不足等の事情もあり、多々問題が
ある。
3. PVC国産化の基盤は脆弱で早急な工業基盤は認めず、ﾌﾟﾗﾝﾄ建設の実現は極めて低い。
〔苛性ｿｰﾀﾞ・塩素〕

1. 同製品製造過程及び貯蔵・運搬に際して塩素の発生及びその強い毒性を考慮すれば安全
性の確保という見地から当国においてはやや困難である。
2. 塩素処理の技術上の問題もあり、当面は工業化は難しい。　　

1999.10現在：変更点は特に無し。

　1993年になってｱﾌﾘｶ開発銀行のﾌｧﾝﾄﾞによってﾌﾗﾝｽのｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ会社があらたに
F/Sを実施した。この調査では、一定のｹｰｽではﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰがあるものの、収益性
は低いことを認めている。また、環境面では、この計画がﾅﾄﾛﾝ湖の生態系に与える
影響は長期的にきわめて大きいことを示唆している。なお、塩化ﾋﾞﾆｰﾙ計画は検討
の対象から外れている。その結果は玉虫色だが政府はﾌｧｲﾅﾝｽのめどがつけば実
現に向けて動き出したいとの意向を持っている。（1996年10月現地調査結果)

F/S／化学工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TZA 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

タンザニア

キリマンジャロ州送配電網計画調査

The Feasibility Study for the Transmission &
Distribution Network Project in the Kilimanjaro
Region, United Republic of Tanzania

小池　仁

(株)EPDCインターナショナル

79.1.31～3.17

8

53～54

83,890 千円

287.50 人月

1979/11

（株）EPDC(株)EPDCインターナショナル

Tanzania Electric Supply Corporation
タンザニア電力公社（TANESCO）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

2.FIRR=3.3％　EIRR=4.8％以上
　条件 (1) 低金利
　  　　 (2) 長期間の融資
　　  　 (3) 計画の早期履行

3.期待される開発効果
　(1)農業…農業用水資源の開発、生産性の向上
　(2)工業…低廉、安定した動力源の確保
　(3)住民の生活水準の向上
　(4)雇用機会の増大
　(5)農村と都市の格差是正
　(6)外貨の節約（動力源を石油から水力へと転換）

実施済

実施機関　　　TANESCO
　　　　　　　（Tanzania Electric Supply Company Limited）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ 　Hai, Rombo, North Pare South Apare

総事業費　　　1,851百万円 外貨分　　1,358百万円
　　　　　　　（1 Tsh=25円）   内貨分　 19.714百万Tsh
　　　　　　　外国援助の長期借款

実施内容
　33KV 送電線　122.5km
　33KV 配電線 　　 33km
　11KV     〃  　 　152.5km
　柱上変圧器 107台（6,325KVA）
　低圧線　　　 90km
　引込線　　　 1,650口
　街路灯　　　 160灯
　33／11KV変電所　2.5MVA　2ヶ所
　33／11KV変電所　0.5MVA　2ヶ所
　11／33KV　33／11KV変圧器 1MVA　1ヶ所

実施経過　　　1981.初    着工
　　    　　　　　1981. 3     完成

同　　左

同　　左

2,100百万円 外貨分　1,600百万円
                     内貨分　　500百万円相
当
                     円借款   1,600百万円

実施内容には下記が追加された。

追加内容
送配電 33kV.11kV.90km. 低圧線 50km
（F/S当初予定していなかった個別工業
需要家を対象とする拡張計画）

1983.4　着工
1985.3　完成

報告書と具体化された内容との差異
1. 総事業費：実施の時期が予定よりずれたため
2. 実施経過：国際価格競争により、機材購入費に余剰を生じたため。
   F/S時にはF/S後、直ちに実施に入るものとされていたLOAN申請、
   その他の手続におくれが出た。

1980.1～5　F/S　追加調査実施
1981.10　　円借款　E/N 締結
1981.11　　円借款　L/A 締結
1982.5 　　ｺﾝｽﾄﾗｸﾀｰ契約（西沢）総工費21億円（OECFﾛｰﾝ）
1982.11　　OECFの認証（ｺﾝｻﾙ→EPDCｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ）
1983.4 　　着工
1985.3　　 完成
1999.11現在：変更点なし

1. 先方の内貸負担能力がなく、外貨16億円だけでは当ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ建設は難しく、よっ
て、商品借款約5億円の見返り内貨が建設費に転用された。
2. 受註業者：(株)西沢
3. ｷﾘﾏﾝｼﾞｬﾛ州各地への第2期配電網拡張に関してﾀﾝｻﾞﾆｱ政府から1994年に日本
国政府に要請がなされ、無償資金強力（EN 1996.3.18　4.37億円）が実施された。

F/S／送配電

報告書の内容

- 201 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TZA 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

タンザニア

ダルエスサラーム送配電網計画調査

The Feasiblity Study on Der es Salaam Electric
Power Distribution Network Project in the United
Republic of Tanzania

小池　仁

(株)EPDCインターナショナル

84.6.22～7.22

8

59

73,190 千円

28.60 人月 （内現地7.70人月）

1985/1

(株)EPDCインターナショナル

Tanzania Electric Supply Co. (TANESCO)
Mr.K.A.Derua （現在退任）
 (Director opertion、当時)
Mr.K.Kimaryo （現Director）
 (Manager Operation、当時)

1. 老朽甚だしく、早急な改修が必要である。
2. 特にﾑｻｻﾆ地区の低圧配電線の改修は緊急を要す
る。
3. 市中心部に電力供給する4変電所は既に過負荷を
生じており、早急な対策を必要とする。
4. 既設送電、配電線の老朽、保守不良が著しく、大幅
な改修整備が早急に実施されねばならない。

実施済

実施機関
　TANESCO
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ市
総事業費
　1. ﾑｻｻﾆ地区緊急資機材　6億円
　2. 総事業費   239.4百万Tsh
　　　（3,282百万円）
      うち外貨分  2,628百万円
　　　（1Ths=13.71円）
　　4変電所（ｲﾗﾗ、ｼﾃｨｰｾﾝﾀｰ、ｵｲｽﾀｰﾍﾞｲｸﾌｧｸﾄﾘｰｿﾞﾝ1）の
　供給地域内の送配電施設の整備改修を行う、現状の改善
　に重点をおき、重要は1990年までを対象とする。また家
　庭電気機器の損傷が頻発しているﾑｻｻﾆ地区は本体の整備
　とは別に、低圧配電網の改修を主に精度の高い調査を実
　施する。

実施経過
　1986.3　計画開始
　1989.3　計画完了
　緊急分に対しては
　　1985.1　開始　1986.3　完了

同　　左
同　　左
1. ﾑｻｻﾆ地区改修工事
　 1985.3.6　無償資金協力597百万円
　 ﾑｻｻﾆ、ｳﾊﾟﾝｶﾞ地区の電力事情の
   改善に 必要な資機材及び工事用
   車両の供与
　 1986.3工事完了
2. 本格改修工事（第1期）
　 1986.8　無償資金協力 1,320百万円
　 (1)ｲﾗﾗほか3変電所の改修、および
         2変電所の新設工事
　 (2)変電所関連送配電線の資機材
        供与および工事指導
　 (3)工事用車両の供与
　 1987.2竣工
3. 本格改修工事（第2期）
　 1987.9　無償資金協力 1,145百万円
　 ・33kV、11kV幹線、枝線の改修
　 ・配電変圧器の増設、保護設備改修
　 ・低圧回路改修
　 ・ｶﾘｱｺ地区配電網前面取替工事
4. 本格改修工事（第3期）
　 1991年DD調査実施
　 1992年度無償資金協力 792百万円
　 1993年度無償資金協力 979百万円
　 ・ｿｺｲﾈ、ﾑｻｻﾆ変電所新設
　 ・ｲﾗﾗほか4変電所の増設・改修
      および33KV送電線新設
 1994.2　竣工

1.緊急分については、日本の無償協力援助により実施され、竣工した。
　　　1985.3　E/N 締結　　1986.10　竣工
2.送配電網本体の整備改修は、ﾀﾝｻﾞﾆｱ政府より本報告書を付して1985年5月にﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ実施の要請がなされ、日本政府はこれを無償援助にて、2期に分けて実施する
ことが決定された。
3.　1986.8　1期分 E/N 締結　　　1987.9　2期分 E/N 締結
4.　1988.12 全工事完成
5.　本格第3期については、1993.3基本設計を実施し、1992.6 E/N 締結
6.　1994.2　全工事完成に至る
7.   1999.11現在：その後の詳細不明

受注業者名
1.緊急資機材  電　線：三菱商事／碍　子：三井物産／自動車：西沢
2.本格第1期    変電所改修建設：西沢／送配電資機材：三菱商事／車両：西沢
3.本格第2期    電線および附属材料の納入、特殊地域の配電工事　：西沢
                         支持物、碍子、変圧器、ﾒｰﾀｰ等配電資機材の納入：三井物産
4.本格第3期    変電所：西沢(株)／送配電線：三菱商事(株)

F/S／送配電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TZA 004

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

タンザニア

キリマンジャロ小水力発電開発計画調査

Feasibility Study on Small-Scale Hydroelectric
Power Development Project in Kilimanjaro,
Tanzania

佐藤　英男

(株)EPDCインターナショナル

87.8.0～87.10.0
88.1.0～88.3.0

13

62～63

165,651 千円

50.00 人月

1989．2

（株）EPDCｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

電力公社（TANESCO）
Mr. Tesha (Director, Planning)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
　　　　No.1　　　No.2
2.FIRR= 6.1％　　　5.9％
　EIRR=13.3％　　 12％

条　件：　
FIRR借款条件　　　　　　　　　　年金利　　返済期間
政府ﾍﾞｰｽによるｿﾌﾄﾛｰﾝ  　　　　　1.5 ％ 　30年
（10年の返済猶予期間を含む）

国際金融機関からのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾛｰﾝ   7.64％ 15年
（5年の返済猶予期間を含む）

遅延・中断

総事業費：　ｷｸﾚﾄﾜ No.1.　1,008百万円　ｷｸﾚﾄﾜNo.2.　6,916百万円
　　　　　　うち内貨     　138百万円　　　　　　　1,050百万円
　　　　　　うち外貨     　870百万円　　　　　　　5,866百万円　合　計　
7,924百万円

実施内容：　設備内容      ｷｸﾚﾄﾜ
　　　　　　　　　　　　No.1（改造）　　　　No.2（新設）
　　　　取水ダム　　　　　　　　　　　　　　13m×103.5m
　　　　導水路改修　　　改修2,046.5m　　　　　3,265m
　　　　最大使用水量　　15.4立方m／sec　　　17.9立方m/sec
　　　　有効落差　　　　12.7m　　　　　　　　78.2m
　　　　最大出力　　　　1500kw　　　　　　　11,000kw
　　　　年間発生電力量　10.53百万kwh　　　　67.09百万kwh

実施経過：　計画工程　91年運転開始予定（15カ月）
　　　　　　　　　　　94年運転開始予定（48カ月）

（平成15年度　国内調査）
情報なし

　Kikuletwa川は水量の季節変動が小さく、ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰありと結論されたが資金の
めどがつかず、現在まで進展はない。TANESCOは日本の無償援助を期待してい
る。（1996年10月現在調査結果）

1999.11現在：変更点なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは同地区で進行予定のLower Moshi開発計画（農村開発）とも密接に
関連している。（同じ河川が対象）（1996年10月現地調査結果）

F/S／水力発電

報告書の内容

- 203 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TZA 005

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

タンザニア

キハンシ水力発電開発計画

The Feasiblity Study on Kihansi Hydroelectric
Power Development Project

海老　康正

電源開発(株)

89.2.15～3.31／89.7.1～7.30
89.8.1～9.29／89.12.1～12.15
90.2.19～3.5／90.9.2～9.16

19

63～2

278,195 千円

67.39 人月

1990/10

電源開発（株）

Tanzania Electric Suppry Company Limited
（TANESCO : ﾀﾝｻﾞﾆｱ電力公社）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り

2.                                  EIRR　　  B/C  　　FIRR
　　上部ｷﾊﾝｼ計画     11.26        1.07        6.49
　　下部ｷﾊﾝｼ計画     45.94        2.32　　 12.74

3.本計画は技術的及び経済的にﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙであり、ﾀﾝ
ｻﾞﾆｱ国の電源開発計画では下部を1996年に電力系
統に投入し、上部計画を1999年に投入すると位置づけ
られているので、実施するように勧告する。

4.向上部計画については、ﾌﾟﾚF/Sﾚﾍﾞﾙの調査となって
いる。

実施済

実施機関：TANESCO

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾀﾝｻﾞﾆｱ西部ｷﾊﾝｼ川

総事業費：
　外貨   上部ｷﾊﾝｼ 198,200千US$／下部ｷﾊﾝｼ 154,400千US$
　内貨   上部ｷﾊﾝｼ　62,800千US$／下部ｷﾊﾝｼ　51,600千US$
     計     上部ｷﾊﾝｼ 261,000千US$／下部ｷﾊﾝｼ 206,000千US$
　　　　（約654億円）
　　　　（1989.6月時点，1US$=140Tsh=140円）

実施内容： 　　　　　　　    上部ｷﾊﾝｼ計画　　下部ｷﾊﾝｼ計画
1.貯水池　流域面積　　　　  583平方km　　　   　590平方km
　　　　　有効貯水容量　　75.1百万立法ｍ　　0.48百万立法ｍ
2.ﾀﾞﾑ形式　　　　　　　　　      ﾛｯｸﾌｨﾙ　　　　　  ｺﾝｸﾘｰﾄ重力
　　　　　高さ　　　　　　         　95ｍ　　　　　　      　35ｍ
3.発電所形式　　　　　　　   半地下式　　　　       半地下式
4.発生電力量　最大出力　　  47MW　　　　   　  　   153MW
　年間発生電力量　保証　　   175.5　　　　       　  　710.9
　　　　　　　　　       二次　　　 61.4　　       　　　      196.0

実施計画：　　　　　　上部ｷﾊﾝｼ計画　　下部ｷﾊﾝｼ計画
　　　　　工事着手　　　　1995.7                    1993.7
　　　　　工事完了　　　　1999.12                  1996.12

半地下式の設計。
下部ﾀﾞﾑは1993年に着工され、1997年に
完成見込み。上部、下部同時建設はﾀﾝ
ｻﾞﾆｱ国にとって負担が大きいことから投
資効率の良い下部計画から先に行う事と
した。
主な資金ｿｰｽは次の通り。
IDA 102.7 M US$, NORAD 380M NOK,
SIDA 200M SEK, EIB 23M EUC, KfW
28M DM
（1996年10月現地調査結果）

1997年に至る本体工事は着工されていな
いが、1997年中にｱｸｾｽ道路工事に着手
する模様。

2000年運転開始目処に本体建設工事も
着手。ﾀﾞﾑ、取水口。水路発電所はｲﾀﾘｱ
企業〔ｲﾝﾌﾟﾚｿﾞﾛｰ〕が受注。
送電、変更についてはｼｰﾒﾝｽ社が工事
実施。
2001年2月建設工事完了営業運転開始。

　下部計画はD/D施工管理をNorPlanが受注したが、これはF/Sではﾀﾝｻﾞﾆｱ国の経
済事情、遠隔地である現地の事情を考慮してより工事の容易な尊小路、小圧鉄管
路、半地下発電所のﾚｲｱｳﾄを提案したのに対して、D/D，S/V入札の際NorPlanが上
記状況を無視して、ﾀﾞﾑ、水圧管路、地下発、破水路型の見かけ上工期短縮およびｺ
ｽﾄ削減が図るﾚｲｱｳﾄを提案して受注に成功している。しかし現実には1994年運開予
定が1998年に至り着工となった次第である。

　報告書提出後、ﾀﾝｻﾞﾆｱ政府はJICAによるD/Dの実施を要請した経緯があるが現
実に至らず、1991年世銀資金で下部ｷﾊﾝｼ計画のD/Dを開始中。
　1994年に、ﾉﾙｳｪｰのｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ会社（Norplan）が下部ｷﾊﾝｼ計画について、実施設
計と施工監理契約を締結。
  2001年2月　完成運転開始(2002.3現在)

　下部計画は上部計画完成により100％の発電能力が発揮される。現在の下部キン
ハシのみでは貯水池がないため、フル運転ができない状態にあり、早晩上部計画の
実現の機運が上がるものと見られている。

F/S／水力発電

報告書の内容

- 204 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 UGA 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ウガンダ

キレンベ銅鉱山開発計画調査

The Rehabilitation Study of Kilembe Mines and
Jinja Smelter Plant in the Republic of Uganda

平田　洋一

住友金属鉱山(株)

78.1.29～3.9

10

55～56

70,411 千円

0.00 人月

1978/8

住友金属鉱山（株）
古河鉱業(株)

大蔵省

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
条件 (1) 銅価の上昇
         (2) 資金面でのｳｶﾞﾝﾀﾞ政府による強力な
　　　　　援助が必要
2.期待される開発効果：
　　経済性は必ずしも明るくはないが、外貨獲得の面
  で寄与

遅延・中断

実施機関：

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ｷﾚﾝﾍﾞ鉱山、ｼﾞﾝｼﾞｬ製錬所

総事業費：　 　112百万ｳｶﾞﾝﾀﾞｼﾘﾝｸﾞ
　　　　 　　 　（14百万USﾄﾞﾙ、3.164百万円）
　　　　　 　 　（1USﾄﾞﾙ=224円=7.93ｳｶﾞﾝﾀﾞｼﾘﾝｸﾞ）
　　　　 　 　　（ｳｶﾞﾝﾀﾞ政府による資金援助が必要）

実施内容：　　月産粗鋼量　5万ﾄﾝ

　　　　　　　  ｷﾚﾝﾍﾞ鉱山
　　　　　　　　   設備、機械の整備あるいは新規購入、
　　　　　　　　   必要機材の購入（8.5百万USﾄﾞﾙ）

　　　　　　　　ｼﾞﾝｼﾞｬ製錬所
　　　　　　　　　電気炉の更新、他設備、機械の更新
　　　　　　　　　　　　　　　（5.6百万USﾄﾞﾙ）

実施経過：　　要期間　　14ヶ月

1.政府不安定な状況が続いていること、及びｳｶﾞﾝﾀﾞ政府よりわが国の輸銀融資（ﾃﾚ
ﾋﾞ放送ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）の債務履行が適性になされていないことも重なり、円借款の実施に
至っておらず、今後も実施することは困難と思われる。

2.金属（銅、ｺﾊﾞﾙﾄ）価格の低迷

3.経済環境の変化による再調査

報告書提出直後に、政権不安定な状況が続いている。1987年2月中旬より進められ
ているIMF調査団と政府との交渉でIMFが求めている「通貨のﾃﾞﾉﾐ・切下げ」を中心と
する合意がなされる見込み。政府は総額1億ﾄﾞﾙにのぼるﾘﾊﾋﾞﾘ計画を承認。ただし
資金調達方法は未詳。
1989年6月以来、BRGM（仏）／Barclays Metals（英）が起業化調査（Pyrite精鉱註の
ｺﾊﾞﾙﾄ回収）
1993年9月Biological OxidationとSX/EWの併用で1,000t/yr Cobalt回収ﾌﾟﾗﾝﾄ建設
を提案（KASESE　Cobalt Projectと呼称）
1999.11現在：変更点は特になし

　同鉱山の再開に関し、1981年よりｶﾅﾀﾞのﾌｧﾙｺﾝ･ﾌﾞﾘｯｼﾞ社がｳｶﾞﾝﾀﾞ政府に技術提
携し、10年契約にてｺﾊﾞﾙﾄの抽出ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを開始した模様。詳細は不明。
　SHERRIT DORDON社によるｺﾊﾞﾙﾄ事業に関するｽﾀﾃﾞｨが実施された模様。
SELTRUST ENGINEERING社によるF/Sが実施された模様。

F/S／鉱業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 ZMB 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ザンビア

窒素肥料工場改修計画調査

Feasibility Study on the Rehabilitation of the
Nitrogenous Fertilizer Plant in the Republic of
Zambia

安達　勝雄

(社)日本プラント協会

81.2.20～3.21
81.10.2～11.2

11,9

55～56

88,344 千円

0.00 人月

1982/3

(社)日本プラント協会

工業開発公社

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=（税引前）26.02％、
   FIRR=（税引後）19.17％
改修工事を実施した場合としない場合の収益差を、改
修工事に見合う収益と考えて計算した。
3.期待される開発効果：
 (1)外貨流出防止によって国際収支に貢献
 (2)食糧政策に貢献
 (3)NCZの収益改善に貢献

実施済

実実施機関：

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：

総事業費：　22百万k　　　　　 内貨　1.8百万k
　　　　　　 （5.869百万円）　    外貨 20.2百万k
　　　　　　　　　　　　　         　　（5.381百万円）
　　　　　　 （1.00K=266円=1.01227SDR）
　　　　　　　すべて長期借入金

実施内容：  ｱﾝﾓﾆｱ原料部門：緊急時のみ
　　　　　　　運転可能な程度に回収
　　　　　　　硝酸ﾌﾟﾗﾝﾄ：完全修復　50,000T/Y
　　　　　　　硝安ﾌﾟﾗﾝﾄ：完全修復　60,000T/Y
　　　　　　　設計
　　　　　　　機器調達
　　　　　　　輸送
　　　　　　　現地工事

実施経過：  1971～1972年に輸銀ｻﾌﾟﾗｲﾔｰｽﾞｸﾚｼﾞｯﾄで建設された。
　　　　　　　当初の製造能力に戻すことを目的としている。
　　　　　　　1983.9　　ｺﾝﾄﾗｸﾄ締結
　　　　　　　1985.3　　現地工事着工
　　　　　　　1985.8　　工事完了
　　　　　　　1985.9　　試運転完了

NITOROGEN CHEMICALS OF ZAMBIA
LTD.
（ｻﾞﾝﾋﾞｱ窒素肥料公社）

KAFUE　市外郊外（ﾙｻｶ南方50km）

　35.7百万k　　内貨　2.8百万k
（6.898百万） 　 外貨 32.8百万k
　　　　（1.00K=193円）
1984.1　円借款 E/N締結
1984.6　円借款 L/A締結　
                         （6.342百万円）

1984.9～1985.6　詳細設計
1985.9　　　　 　 現地工事着工
1986.5　　　　 　 工事完了
1986.9　　　　 　 試運転完了

報告書と具体化された内容との差異
1. ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ予算  ：改良修理工事実施までの設備保守のために
　                             緊急予備品10億円が追加された。
2. 建設ｽｹｼﾞｭｰﾙ ：ｻﾞﾝﾋﾞｱ政府が円借款を申請し、L/A迄に時間
　                             がかかりｺﾝﾄﾗｸﾄ締結が約10ヶ月遅れた。
(*)より
そのため、現在NCZ製の肥料は国内ﾏｰｹｯﾄの10％を占めるに過ぎない。（1996年10
月現地調査結果）       1999.10現在：変更点なし

　1996年10月現在、日本の援助によって改修が行われた「KOBE Plant」と世界銀
行、KFWの資金で建設された「KINA Plant」の2つが存在する。石炭の安定供給に
問題があり、ｱﾝﾓﾆｱ発生ﾌﾟﾗﾝﾄはｽﾄｯﾌﾟしている。石炭確保後もその高いｺｽﾄが大き
な問題となる。ｷｬﾊﾟｼﾃｨとしては「KOBE Plant」が1日あたり80ﾄﾝ、「KINA Plant」が1
日あたり220ﾄﾝのｱﾝﾓﾆｱを中間財として生産できる。また最終財は「KOBE Plant」が
年間60,000ﾄﾝの硝安を生産するが、「KINA Plant」は年間55,000ﾄﾝの硝安とともに
142,000ﾄﾝのNPKS、10,000ﾄﾝの硫酸などｷｬﾊﾟｼﾃｨは「KOBE Plant」より大きい。財務
的には現在困難な状態にある。大きな理由は、十分な回転資金がないことと南ｱから
の補助金を受けた競合肥料の流入の2点である。特にｻﾞﾝﾋﾞｱは輸入肥料には関税
をかけておらず、NCZの競争力は低い。(*)へ続く

　1986年9月に試運転は完了したが、2～3の機器に不良な点（材質の選定ﾐｽ）が有
り、手直し工事を行う事で合意した。手直し工事は1987年8月完了した。1988年10月
　日本より専門家派遣（MANAGEMENT 助成）が決まり1989年より専門家6名が派遣
された。
1996年10月の現地調査によると1997年半前半に民営化の予定。南ｱまたは欧州企
業が買収する見通し（売却価格は450百万ﾄﾞﾙ程度）。

F/S／化学工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 ZMB 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ザンビア

燐鉱石開発計画調査

A Pre-Feasibility Study for the Phosphate
Development Project in the Republic of Zambia

小野　孝

日鉱探開(株)

84.6.16～7.15
84.9.7～9.23

3,3

59～60

109,657 千円

22.41 人月 （内現地6.98人月）

1985/6

日鉱探開（株）

ザンビア鉱工業開発公社：ZIMCO
(Zambia Industrial and Mining Corpora-
tion Ltd.)
S. N. Punukollu (ZIMCO探査部長)
A. S. Sliwa (MINEX地質課長)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=12.8％、FIRR= 5.9％

遅延・中断

実施機関
　ZIMCOであろう。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　燐酸肥料工場の位置（現在、別調査を実施中）により
　開発ｻｲﾄは変わるので、本調査では特定しない。

総事業費
　詳細な事業費の積み上げは行っていない。仮に設定し
　た数値でEIRR等を計算した。
　（総事業費　12.8百万USﾄﾞﾙ、1USﾄﾞﾙ=245円）

実施内容
　燐鉱石開発調査は、燐鉱石の調査、埋蔵鉱量の計算・
　分析、選鉱法の選択についての各評価と総合評価を行
　い、完了した。

実施経過
　事業実施ｽｹｼﾞｭｰﾙは提示してない。

　本報告書の勧告に基づき、新規ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして燐酸肥料工場建設計画調査のF/S
〔ZMB004〕が実施された（1985年8月にJICAとのS/W、1987年度終了）が、結果はﾈ
ｶﾞﾃｨﾌﾞであった。そのため、燐鉱石開発も進んでいない。
　ｻﾞﾝﾋﾞｱ大学の鉱山学部において小型ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄがｵﾗﾝﾀﾞの援助を得て稼働し
ている。しかし、商業ﾍﾞｰｽの生産への移行もめどはたっていない。（1996年10月現地
調査結果）
1999.10現在：追跡調査実施に至っておらず、情報無し。

　ｻﾞﾝﾋﾞｱ川は、燐鉱石（精鉱）の輸出振興を意図して燐鉱石の原料（埋蔵量）の拡大
を期待しており、ZIMCO主体で細々ながら自力で調査を継続しているが、1990年1
月に内陸部の燐鉱床地帯に於ける調査についてJICAの技術協力の継続実施を
JICA（Lusaka事務所宛）に要望した事実がある。

F/S／鉱業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 ZMB 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ザンビア

豆炭生産計画調査

The Feasibility Study on the Briquettes
Development Project in the Republic of Zambia

田中　恒二

テクノコンサルタンツ(株)

86.2.23～3.23

9

60～61

79,581 千円

34.10 人月 （内現地8.70人月）

1987/3

テクノコンサルタンツ(株)

National Council for Scientific  Research
Dr.Silangwa （所長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：無し
2.EIRR：ﾏｲﾅｽ
　本件は、無償すなわち設備費関係ｺｽﾄでなければ経
済性なし。設備費がｾﾞﾛであれば競合製品の木炭よりも
安価に豆炭を供給できる。

遅延・中断

実施機関
　科学技術院

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾙｻｶ

総事業費
　3,207百万円
　（外貨 1,522.8百万円、内貨 6,329.8千kwachas）
　（1 kwachas =26.6円）

実施内容
　・ﾏﾝﾊﾞ炭鉱洗炭池より粉炭の採取
　・ﾏﾝﾊﾞよりﾙｻｶまで粉炭のﾄﾗｯｸ輸送設備
　・中間地ﾅｶﾝﾊﾞﾗよりﾙｻｶまでﾊﾞｶﾞｽとﾓﾗｼｽの輸送
　・ﾙｻｶで豆炭の製造

実施期間
　1987.4～1990.7

・ｺﾝﾛの専門家派遣
・青年海外協力隊員が豆炭技術指導

(*)より
現状では政府は豆炭の材料費等の製造ｺｽﾄを独立に稼ぎ出すことを求めており、豆
炭を売ることで収入を得ることが必要な状況となっている。（1996年10月現地調査結
果）。

　ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰはないと判断されたが、日本政府は研究用炭化施設をNational
Council for Scientific Researchに供与し、先方で研究が継続されている。（1996年10
月現地調査結果）。

1999.10現在：変更点、新情報は特に無し。

　NCSRの幹部は現在豆炭に対する需要は大きく、生産ｷｬﾊﾟｼﾃｨ（特に炭化用機械）
の解決が必要との認識を持っている。NCSRでは豆炭ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは最も高い予算配分
を受けており、また、JICAによりｷｬﾊﾟｼﾃｨの大きな炭化用機械の導入を求めている。
しかし、十分な需要予測が実施さえているとは言いがたい。NCSRは1991年まで法律
の上で縛られており、生産を拡大して利益を得ることができなかったが、(*)へ続く

F/S／その他工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 ZMB 004

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

ザンビア

燐酸肥料工場建設計画調査

The Feasibility Study on the Establishment of
Phosphate Fertilizer Plant in the Republic of
Zambia

植木　茂夫

(社)日本プラント協会常任理事

86.11.25～12.20

4

59～62

18,208 千円

0.00 人月

1987/8

(社)日本プラント協会
宇部興産(株)

産業開発公社
Dixie Zulu  (Managing Director)
C.M.Kapihya (Executive Director)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：無し
　採用した資金の借入条件下で、収益率及び資金繰り
の点で財務的に存位しない。

遅延・中断

実施機関
　産業開発公社（INDECO）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Kafue

総事業費
　36.084百万USﾄﾞﾙ（熔りん）
　34.358        〃         （過りん酸）
　うち外貨分26,773MMUSﾄﾞﾙ（熔りん）
                     24,689MMUSﾄﾞﾙ（過りん酸）
　　　　（1987年1月1日時点、1.00USﾄﾞﾙ=8.00K）

実施内容
　燐鉱石、蛇紋岩の採掘と輸送
　燐酸肥料の製造

　燐酸肥料工場建設計画調査（1987）で燐酸肥料工場はﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ無しと判断さ
れた結論は受け入れられ、燐酸肥料の生産は商業ﾚﾍﾞﾙでは中止されている。ｻﾞﾝﾋﾞ
ｱ政府は小規模な燐鉱石がある地元においてﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄが活動できないか模索
中。しかしめどはたっていない。（1996年10月現地調査結果）
1998.10現在：変更点なし 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　2003.  3現在：変更なし

F/S／化学工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 ZIM 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ジンバブエ

アンモニア工場建設計画調査

The Establishment of an Ammonia Plant in the
Republic of Zimbabwe

安達　勝雄

(社)日本プラント協会

88.7.29～8.27

10

63～1

134,499 千円

42.80 人月 （内現地11.70人月）

1989/6

(社)日本プラント協会

工業技術省
MINISTRY OF INDUSTRY AND
TECHNOLOGY
産業開発会社
INDUSTRIAL DEVELOPMENT
CORPORATION

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=12.5％
   EIRR= 9.8％
3.石炭を原料とするｱﾝﾓﾆｱ生産によって、水電解に
　消費されていた多量の電力、約100MW、が他の開発
　用途に活用でき、それによって約150百万USﾄﾞﾙの
　火力発電投資が節約出来る副次効果もある。

遅延・中断

実施機関
　工業技術省／産業開発公社

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾜﾝｹﾞ、国の北西部ｻﾞﾝﾋﾞｱ国境近く（この国唯一の石炭の産地）

総事業費
　334百万ﾄﾞﾙ
　うち内貨     89百万USﾄﾞﾙ
　うち外貨　245百万USﾄﾞﾙ
　（1ﾄﾞﾙ=130円=1.82Zﾄﾞﾙ）

実施内容
　1.国産石炭を原料としてｱﾝﾓﾆｱ、尿素を製造する。
　2.現在水電解法でｱﾝﾓﾆｱ、硝安を製造しているｾｰﾌﾞﾙ化学のｱﾝﾓﾆｱ
を、
     この石炭原料のｱﾝﾓﾆｱで置き換え、相当する電力を他の産業需要に
     転用する。
　3.ｱﾝﾓﾆｱ生産           198千T/Y
　　（うちｾｰﾌﾞﾙ化学へ供給  99千T/Y）
　　尿素                        173千T/Y
実施経過
　1991.1　ﾌﾟﾗﾝﾄ建設開始
　1994.1　生産開始

1.窒素肥料として尿素を推進すべきか否かについて工業技術省と農林省の間で意
見の相違があり、農林省は硝安を推している。
2.生産開始後2年経過の時点（1996年）でもｱﾝﾓﾆｱ換算200千T/Yの窒素肥料需要
は過大であると農林省は主張している。
3.ｾｰﾌﾞﾙ化学は水電解は停止するとしても、ｱﾝﾓﾆｱ生産は続行したいと政府に強く
働きかけていた。

1990年6月、産業開発公社より石炭を原料として、400T/D ｱﾝﾓﾆｱ（132千T/Y）相当
分の水素を発生するﾌﾟﾗﾝﾄをｾｰﾌﾞﾙ化学の中に建設する計画を打ち出した。そのた
めの技術引合いを1990年9月末締切りで行った。

2000.10現在：変更点なし

　別の機関が異なるｻｲﾄ、規模にて類似ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを推進するも実現に至らず。最近ﾒ
ﾀﾝｶﾞｽをﾍﾞｰｽにしたｱﾝﾓﾆｱ生産計画があるとの情報もあるが、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとは全く
別であり、本計画はとりやめになったと理解。

F/S／化学工業
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 ZIM 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

ジンバブエ

クエン酸工場建設計画

Establishment of Citric Acid Plant

石井　暢夫

テクノコンサルタンツ(株)

92.5.28～92.6.28

8

2～3

171,152 千円

42.91 人月

1992/3

テクノコンサルタンツ(株)

Industrial Development Corporation of
Zimbabwe(IDC)
Mr. L.A. Munyawarara
Duputy General Manager

1.技術的には、問題は全て解決されているが、財務的
にﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ無しとの結論となった。

2.FIRR：2.9％（before tax），1.5％（after tax）
   EIRR：5.5％
総事業費（1991年価格／1US$=3.15Z$=132円）
   CASE-Ⅰ：35億円、CASE-Ⅱ：34.2億円

3.
1.)内陸に位置しているため、内陸輸送費が高くﾌﾟﾗﾝﾄ
が割高となる。
2.)国内市場規模が小さく、製品の2/3は周辺諸国に輸
出することになり、輸出先では欧米の製品と競合するた
め、販売価格を下げざるを得ず財務的に圧迫した。
3.)副原料、人件費が割高であった。

中止・消滅

1)ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ国で豊富に収穫されている“どうもろこし”よりのｺｰﾝｽﾀｰﾁを原
料として、液体発酵法によりｸｴﾝ酸（一水塩結晶）を製造する工場のF/S報
告書である。

2)原料として、ｺｰﾝｽﾀｰﾁのほか、さつまいも、ｷｬﾂｻﾊﾞの固体発酵法による
ｸｴﾝ酸製造の可能性もｻﾝﾌﾟﾙを日本に持ち帰り、発酵試験を行い検討し
た。液体発酵法および固体発酵法の試験結果は収率・品質ともに極めて
良好であった。

3)国内市場は3～4年先でも高々1,000T/Y。ﾌﾟﾗﾝﾄの経済規模は、ｱｼﾞｱ諸
国では、2,000～3,000T/Yの工場も建設・運転されており、周辺諸国への
輸出分も考慮して、ﾌﾟﾗﾝﾄの生産能力は3,000T/Yとした。

4)ﾊﾗﾚ近傍の建設候補地も設定し、主要機器のみ輸入し、汎用機器は国
産。土木・建屋・据付け等はｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｻﾞｰの監督のもと、地元業者による
建設を考え、総建設費を算出した。

5)原料・副原料費、人件費、用役費等、現地の実情を反映したﾃﾞｰﾀを
ﾍﾞｰｽに、財務的分析を行い上記の結論に達した。

商工省及び工業開発公社が受領後、保管している。
2002.3現在：新情報なし

2000.11現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。そのため追加情報は収集不可
能。

F/S／化学工業
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 ARG 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

アルゼンチン

燐酸肥料計画調査

The Feasibility Study on the Establishment of
Phosphate Fertilizer Plant in the Argentine
Republic

桑原　誠

ユニコ　インターナショナル(株)

83.5.21～6.19

7

58～59

80,596 千円

21.00 人月 （内現地8.00人月）

1984/9

ユニコ　インターナショナル(株)
日鉱エンジニアリング(株)

陸軍工廠およびイパサム：Direcion
General de Fabricacciones Militares/
Fierro Patagonico de Sierra Grande
S.A.M. Dr.Arnoldo Eleuterio Rolando
 (Coronel,  DGFM)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：無し
2.EIRR=3.22％，FIRR=7.35％
3.計画の問題点
(1)原料品質が商業的実証技術に適さない。
(2)硝酸分解法では処理可能性が実証されたが副産品
の市場性に乏しい。
(3)製造規模が国際規模より小さく、低迷している肥料
国際価格と競合出来ない。
(4)技術改良研究続行が必要である。

中止・消滅

実施機関　　　　陸軍工廠およびｲﾊﾟｻﾑ
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾘｵ･ﾈｸﾞﾛ州　ｼｪﾗｸﾞﾗﾝﾃﾞｨ
総事業費
　総事業費　　　421.8百万USﾄﾞﾙ
　うち外貨分       193.3百万USﾄﾞﾙ　（1USﾄﾞﾙ=230円）
実施内容
　燐鉱石濃縮工場          336.7ﾄﾝ/日
　硝酸化成肥料工場　1,021.5ﾄﾝ/日
実施経過
　1987.1　計画開始時期　　　1987.1　計画完了時期
　本調査の目的は、Rio Negro州にあったHIPASAM社（Hierro Patagonico
de Sierra Grande Sociedad Anonima Minera）が有する選鉱工場の、脱燐
課程において排出される尾鉱を基本原料として、硝酸化成肥料の製造を
行う事業計画の採算性の検証にあった。HIPASAM社は1969年、政府（軍
需工場局）・Rio Negro州・ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ開発銀行の共同出資の下、鉄鉱山
開発と製鉄生産を目的に国営企業として設立され1971年には選鉱工場を
稼働させた。1979年にﾍﾟﾚｯﾄ工場も稼働を始めたが、累積損失が膨れ上
がった結果、1991年には操業を停止し1993年にはRio Negro州の管轄下
となり現在に至っている。
　本燐酸肥料計画調査は、ﾍﾟﾚｯﾄ工場が稼働を開始した数年後に行われ
た。具体的には、先述の選鉱工場から排出される尾鉱を加工して燐鉱石
を製造する「燐鉱石濃縮工場」及びその燐鉱石から硝酸化成肥料の製造
を行う「燐酸肥料工場」の2工場建設計画がF/Sの対象となった。調査の結
果、以下の点から採算性がないことが判明した。

(*)の続き
特に農業分野における「ｱ」国の課題への
対応を、鉱工業分野の知見を応用するこ
とで試みたことは特筆に値する。
（1997年9月現地調査結果）
1)Sierra Grandeで採掘される鉱石より得ら
れた尾鉱には残留鉄分の割合が高く、そ
の除去に必要となる硫酸の量が多くなる
ことから、燐鉱石の濃縮ｺｽﾄが割高とな
る。また、仮に相応の除去に成功したとし
ても、高い品質が望めない。
2)最終製品の硝酸化成肥料製造に必要
な副原料のｱﾝﾓﾆｱと硫黄は輸入に依存
するため、ｺｽﾄが更に割高となる。
3)以上の2点を解決する手段として、操業
率の極大化が考えられたが、国内市場だ
けでは損益分岐点到達に必要な工場の
生産量が確保できない。仮に輸出により、
必要な操業率を確保しようにも、ｱﾒﾘｶ合
衆国等の競合先とくらべて価格が高いた
め、輸出による操業率向上にもあまり期待
できない。

　上述のように、硝酸化成肥料製造計画には採算性がないという判断がなされた
後、当該開発調査結果に基づいた具体的な動きは特にない。なお、1996年10月に
は
HIPASAM社活性化にかかるF/S実施の要請があがっている。
                                                                            （1997年9月現地調査結
果）
　燐酸肥料の原料となるｱﾊﾟﾀｲﾄを副産とする鉄鉱石の採掘及び加工についての
JICA調査が実施された。

農業近代化と農産物の生産性向上が指摘されていた1960年代以降、肥料使用の重要性が協調
されており、中でも（自然補給が行われない）燐酸肥料が注目されつつあった。同国では当時、
その消費全量を輸入に依存しており、自給率を少しでも向上させることを悲願としていた。そのよ
うな背景の下、選鉱工場のように既存経営資源を活用しつつ、肥料自給問題の解決を目指した
事業計画の採算性検証を、我が国が開発調査を通してとり行ったことは、結果こそ「採算性なし」
とはなったものの、意義ある援助であったと考える。(*)へ続く

F/S／化学工業
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 ARG 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

アルゼンチン

ネウケン州北部地熱開発計画

Northern Neuquen Geothermal Development
Project

藤田　武俊／増野　昇

電源開発(株) 技術開発部 地熱開発室

87.11.24～88.1.22／88.10.7～89.1.22
89.11.22～90.3.30／90.12.17～91.3.30
91.3.17～3.30／91.4.5～6.10

23

62～4

289,229 千円

112.91 人月

1992/5

電源開発（株）

Ente Provincial de Energia del Neuquen
(EPEN)
Ing. Jose L. Sierra (Director de Nuevas
Fuentes de Energia)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有
2.EIRR：12.67％
B-C：3,977,000　US$  （割引率10％）
B/C：1.10                   （割引率10％）
3.開発の効果
・新ｴﾈﾙｷﾞｰ源の開発促進に貢献
・計画地域周辺の振興に寄与
・電力供給の質・信頼度の向上

具体化準備中

1.実施機関：ﾈｳｹﾝ州ｴﾈﾙｷﾞｰ公社（EPEN）
2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ｻｲﾄ：ﾈｳｹﾝ州北部ｺﾊﾟｳｴ
3.総事業費：US$53.7百万　（1991/12時点）
　　　　　　外貨　　US$ 15,089,000
　　　　　　内貨　　US$ 38,611,000
4.実施内容
　出力規模               30MW　1基
　年間発生出力量   210百万KWh
　坑井                       1,200ｍ×7本
　送電線                   Copahue～Loncopue
                                    （80Km，132KV）
5.工事工程
　先行坑井掘削：2.5年
　後続坑井掘削・発電所本体工事：2.5年
　     合　計　　　　　　　約5年

　本調査の目的は、30kwの発電所のF/Sを行いつつ、ｺﾊﾟｳｴ地区におけ
る地熱ｴﾈﾙｷﾞｰ（電力）開発ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙの評価、開発計画の策定、及びそれ
ら調査の実施を通したｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ国側ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄへの技術移転にあっ
た。地熱発電を主としたｴﾈﾙｷﾞｰ開発を行うことは以下の点から採算性は
ある、と結論づけられた。
1)「ｱ」国における化石燃料を用いた発電所による電力供給は、長期的に
は減少させられる。
2)同地区での地熱発電所建設による環境への影響は少ない。
3)同地区での地熱発電所建設による住民への影響は少ない。
4)EIRR、FIRRともに健全な数値を示した。 (*)へ続く。

このF/S調査によって実現・具体化された
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄには、総発電力0.6MWのﾊﾟｲﾛｯ
ﾄﾌﾟﾗﾝﾄの建設がある。調査中に掘削が行
われた調査井№3の蒸気を使用し、1988
年には完成させた（ただし、このﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟ
ﾗﾝﾄは積雪の影響で稼働上のﾄﾗﾌﾞﾙが時
折発生する。従って、もっと低い位置にﾌﾟ
ﾗﾝﾄは設置すべきであった、というｺﾒﾝﾄも
あった）。
（1997年9月現地調査結果）

(*)から
5)同地域での地熱発電所の設置は、石
油、天然ｶﾞｽ代替ｴﾈﾙｷﾞｰ源の開発、地熱
発電技術の修得、地域振興、電力供給
技術の質・信頼度向上に寄与する（「地熱
発電所としては南米最初の本格的発電
所であり、今後、他国における地熱発電
所建設や運営における技術の普及・移転
に寄与する可能性があるので早期開発が
望ましい」という勧告を報告書の中で行っ
ている）。

　1992年以降に起こった同国ｴﾈﾙｷﾞｰ政策の転換により、地熱を利用した電力はｺｽﾄ
的に天然ｶﾞｽ・石油を原料とした発電方式に対抗できなくなった。民間企業による電
力開発を基本方針とした同国では、公的資金投入による発電所の建設は行えず、
一方、地熱発電に興味を示す民間企業はなく、発電のための地熱利用への道は当
面の間閉ざされることとなった。従って、30MW発電所の採算性を検証した当F/Sの
結果はｴﾈﾙｷﾞｰ政策の変更により、意味を持たなくなった。しかし、州政府では州知
事の指示により、発電以外の利用（冬期の道路凍結解消等）による地域開発への応
用が現在試みられている。
2003.2現在：変更なし

　前述のように、州政府は同地域における、地熱の有効利用について試行中であ
り、我々調査団との会議の場でも、報告書を基に質問をしばしば提示してきた。その
ような事実から、先方は調査レポートを熟読しており、開発調査結果がよく活用され
ていると考える。特に調査開始時に重点項目として掲げられていた「地熱発電」の位
置付けが、同国の政策により変わってしまった事実にも係わらず、我が国援助の効
果が生き続けていることが確認できたことは特筆に値する。（1997年9月現地調査結
果）

F/S／新・再生エネルギー

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 ARG 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

アルゼンチン

アルゼンティンHIPARSA社再活性化フィージビリ
ティ調査

The Study on the Feasibility for the Reactivation
of Hiparsa in the Argentine Republic

原野　紀久

ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ･ｻｰﾋﾞｽ(株)

98.2.26～3.26
98.7.8～8.7

8

9～10

3,293 千円

37.69 人月

1998/12/1

インターナショナル・コンサルティング・サービ
ス（株）

Mr. Daniel Meilan
Under Secretary of Mining, Secretariat of
Industry, Commerce and Mining, Ministry of
Economy and Public Works and Services of
the Argentine Republic

1. EIRR=16.1％　IRR=7.4％
2. ・HBIﾏｰｹｯﾄは有望であり、経済効果が期待できる。
　 ・国内の天然ｶﾞｽというｴﾈﾙｷﾞｰを有効利用できる。
　 ・HBIﾌﾟﾗﾝﾄ新設により、新たに155名以上の雇用を捻
出できる。

遅延・中断

　国内の天然ｶﾞｽを還元剤とするHBIﾌﾟﾗﾝﾄを新設し、HBIを製造し、国内
および南北ｱﾒﾘｶの電気炉ﾒｰｶｰに販売する。

1)実施機関
　Secretariat of Industry, Commerce and Mining, Ministry of Economy
and Public Works and Services of the Argentine Republic
2)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Sierra Grande, Rio Negro State
3)総事業費
　総事業費　　　US$245,984,000-
　（外貨分　　　US$219,700,000-）
　（内貨分　　　US$ 26,284,000-）
注釈：ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝﾍﾟｿは米ﾄﾞﾙと等貨
4)実施内容
　設備能力：
　鉄鉱山の鉱石採掘　2,600,000t/y
　選鉱　1,100,000t/y
　　ﾍﾟﾚｯﾄ生産　1,100,000t/y
　HBI生産　　　 750,000t/y
　　最終生産物：HBI
　　HBI生産量： 750,000t/y
5)実施経過
　報告書「再活性化ｽｹｼﾞｭｰﾙ」に示す通り。

(平成15年度　国内調査）
99年のブラジル金融危機に端を発した経
済悪化は、アルゼンチンに飛び火した結
果、アルゼンチンの金融・経済状況は泥
沼の危機に瀕している。2002年初め変動
相場制への以降を実施したが、現在１米
ドル＝2.8ペソまで下落し、対外債務は膨
張し経済回復の見通しは立っていない。

ここ5年間で大統領が次々と交代し、経済
基盤の安定復活に優先して注力されてい
るようである。従って、経済金融危機を脱
出し、経済的立ち直りが実現するまで、プ
ロジェクト事業化の実現は困難である。 ・新大統領の就任式は1999年12月であり、新内閣の組織が行われ、新任大臣の下で各省庁の総てのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ案件が検討課

題としてあげられる模様である。
・新規入札にあたりRio Negro州政府より税制上の優遇処置や保税地域としての許可を取り付けるのに時間が掛かっている。入
札時までには州政府の仮許可を取り付ける見込み（2000年12月現在）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
・ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝの実質的ﾃﾞﾌｫﾙﾄ状況のため、政府関与の新規プロジェクトは動いていない模様（2003年3月現在）。

(平成15年度　国内調査）
金融・経済危機の脱却に的を置いた政治が必要であり、当面の間プロジェクトの実現化は困難である。

・1999年11月に大統領選挙が実施され、本件を含む総ての新規案件は再検討対象
とされた模様で、進行するとしても2000年夏以降になるものと予測される。
・2000年末を目処に再活性化のための入札書類を準備中（2000年12月）。

･2002.3現在：新情報なし　　
･2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　在外調査）
情報なし

特記事項なし。

F/S／工業一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 BOL 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ボリビア

ピラヤ水力発電計画調査

The Pilaya River Hydroelectric Development
Project

榎並　敏夫

電源開発(株)

79.9.26～10.29／80.5.19～10.4
80.12.13～12.27／81.6.19～8.2

4,9,4

54～56

226,235 千円

0.00 人月

1982/3

電源開発（株）

ENDE

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=9.2％
条件(1)割引率 12％
        (2)電気料金61.7USﾄﾞﾙ/kwh（1981.12）

遅延・中断

実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾋﾟﾗﾔ川ｱｸﾞｱｽｶﾘｴﾝﾃｽ地域

総事業費
　224百万USﾄﾞﾙ　（57,984百万円、1USﾄﾞﾙ=258.86円）
　　（内貨分　　120百万USﾄﾞﾙ）
　　（外貨分　　102百万USﾄﾞﾙ）

実施内容
　発電所設備出力　　　　87,000kW
　年間可能発生電力量　（平均 536GWh　保証電力量 472GWh）
　ﾀﾞﾑ（ｺﾝｸﾘｰﾄ重力式）、沈砂池（ﾄﾝﾈﾙ式）、
　導水路（圧力ﾄﾝﾈﾙ式）、水圧管路
　発電所（地上式）、水車（立軸ﾍﾟﾙﾄﾝﾀｲﾌﾟ）、
　発電機、主変圧機、開閉所、送電線、通信設備

実施経過
　1985年　　 建設着手
　1990年末　運転開始
　※1991年初めには何らかの電源が必要となるので、
　　Misicuni水力計画(100MW)とﾋﾟﾗﾔ水力計画(87MW)
　　との経済比較を行い、いずれの計画を先行させる
　　べきかを決定すべきである。

　国内経済の冷え込。特に大口消費先であるCOMIBOL（ﾎﾞﾘﾋﾞｱ鉱山公社）の電力
消費が1983年より下降傾向にあり、また全体的に電力需要が伸びていない状況にあ
ることから本件ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの具体化へ踏み出せない現状にある。
（ENDEの電力売上）
　1982年 771.6百万kwh（前年比 4.7％増）
　1983年 781.3　   〃   　 （　  〃 　  1.3％増）
　1984年 781.7　   〃

　ﾎﾞﾘﾋﾞｱ国の経済事情が悪化し、同政府から日本政府への円借款要請案件が積み
残されているため、本件について更に日本政府へ要請すべきか否かにつき検討中。
1999.10現在：変更点なし。

　ﾋﾟﾗﾔ水力発電開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは同国の景気が好転してから再考する用意があるとの
ことで、完全に放棄したものではないとの事である。

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 BOL 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ボリビア

鉱山施設近代化計画調査

Feasibility Study for the Modernization of Mining
Facilities in the Republic of Bolivia

隅田　実

同和工営(株)

81.7.13～9.25
82.7.2～8.5

11,14

56～57

221,229 千円

0.00 人月

1983/3

同和工営（株）

Gral Bring Abel Marinez Mendez
General Manager
Corporacion Minera de Bolivia
ボリビア鉱山公社（COMIBOL）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
　条件
　(1)残存する鉱床条件に適合したｻﾌﾞﾚﾍﾞﾙ採掘法を実
施する。
　(2)新選鉱工場の建設と新選鉱ｼｽﾃﾑとして、ﾃｰﾌﾞﾙ
選鉱を採用する。
　(3)適正人員は1,200人である。
　(4)ｻﾝ･ﾌﾛｰﾚﾝｼｵ鉱山周辺における新鉱床の探査を
進める。

遅延・中断

実施機関
　COMIBOL

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｶﾀﾋﾞ鉱山

総事業費
　131百万USﾄﾞﾙ（1万t/日生産）

実施内容
　1.採鉱…ｻﾌﾞﾚﾍﾞﾙ採掘法
　2.新選鉱工場…1万t/日処理の向上をSigloXX地区のｾﾛ･ﾋﾟﾁｬｶﾆ
　　の東斜面に設ける。建設工事に当たっては、ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ
　　（20t/日以上）を設けてｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ精度を高めた上で詳細設計
　　を行う。
　3.選鉱方式…Sn 0.3％前後の低品位元鉱を対象、錫石の単体分
　　離性に注目した粉砕、磨鉱、分級工程を組合せたﾃｰﾌﾞﾙ選鉱
　　主力とし、最後に精鉱品位を上げるために脱硫および、脱鉄
　　処理を行う。
　4.選鉱廃さい処理…ｾﾛｻｶﾏﾙｶの西側の平地に廃さいｻﾝﾄﾞの粗粒部
　　分を集めて囲繞堤を構築する。

実施経過
　1.採鉱…建設期間4年間。
　　　　調査設計より開発坑道開削まで4年間
　2.選鉱…調査設計より操業開始まで3年半

(*)より
　1986年以降の合理化で約5千人からの
従業員の殆どが整理され、鉱山会社とし
ての操業を中止したが、本鉱山は1952年
革命の接収資産である事から売却・放棄
は出来ず、又旧従業員要望で、大半が協
同組合を組成して、鉱山会社との租鉱権
契約によりｼｸﾞﾛXX･ﾔﾔｸﾞｱ鉱業所鉱区で
錫鉱石採掘等に従事する様に変わった。
　現在は7組合、組合員総数約7千人の
随時稼働で殆どが坑内採掘等に従事し
ており、3組合程は買鉱業者よりの融資で
3小規模選鉱所（20t～120t/日処理能力）
を設置して採掘鉱石を手選別で品位ｱｯ
ﾌﾟを図り、1～4％にして処理し精鉱を買
鉱業者経由若しくは直接ｳﾞｨﾝﾄ精錬所に
売鉱している。内1組合（120人）は鉱山会
社と旧選鉱廃さい処理契約を交わして鉱
山会社の選鉱場（300t/処理能力）賃貸し
生産活動を行っているが、漸次組合員数
は減少しつつある様子。
　従って鉱山会社の従業員としては鉱区
他施設管理の為約15人程がいる。
　1991年5月Imera Taboca社（ﾌﾞﾗｼﾞﾙ系
現地法人）が当鉱山の選鉱廃さい採取の
権利を入れ取得したが、労働組合の反対
にあって中断、回収試験を実施したが満
足する結果にいたらず、公社と協議結
果、契約解消、撤退し、あと内外国企業
の参入は見ていない。

ｶﾀﾋﾞ鉱山は坑内採掘による大規模な赤字をかかえ、国家的な問題となっていること
と、鉱量が枯渇しつつあること、錫暴落で立ち行かなくなり、世銀勧告などもあり、閉
山することを決めたが、選鉱場など資産保守のため、残った従業員は再開を望み、
元従業員により組織された協同組合（数100人）により、坑内採掘、廃さいの簡易処
理による錫鉱回収を小規模に実施している。

ﾎﾞﾘﾋﾞｱ鉱山に設置したJICAﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄを利用し、ｶﾀﾋﾞ鉱山の廃さい処理（錫の再
回収）を目的とする選鉱試験を実施し、その結果に基づきF/Sを実施（ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ・同
和鉱業・世銀3億円融資）することとなっていたが、錫国際会議の崩壊による建値暴
落にあい、経済的ｽﾀﾃﾞｨなど見るまでもなくﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙでないと世銀・鉱山公社の判断
により、概要ｽﾀﾃﾞｨに止まり最終F/Sは中断された。（1986年）

1999.10　現在：変更点なし

上記F/S調査は1986年8月終了。また建設実施ﾌｧｲﾅﾝｽについてはF/S結果による
が、世銀等からのものを期待した。
しかし、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ鉱山公社は急激な錫価格の暴落と従来までの赤字鉱山に対処するた
め鉱山公社全体の大合理化を実施した。
(*)へ続く

F/S／鉱業

報告書の内容

- 216 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 BRA 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ブラジル

スアッペ臨海工業団地計画調査

The Survey on the Suape Coastal Industrial Estate

飯島　貞一

(財)日本立地センター常務理事

76.1.9～2.2

9

50～51

49,491 千円

0.00 人月

1976/8

(財)日本立地センター

(Brasilia)Dr.Dilson Sontanade Queiroz
(Secretario Geral Ministerio do Interior).
(Recife) Dr.Paulo Gustavo de Araujo Cunha
(Vice Governador do Estodo,Governo de
Pernanbuco)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.期待される開発効果
1)経済成長への貢献（所得の増加）
2)輸入代替による外貨の節約
3)雇用機会の創出（38,000人）
4)地域住民の生活基盤全般の整備水準の向上（住
宅、供給処理、道路、通信、教育）

(*)より
9)RECEITA INTERNA（歳入部）2,229百万ｸﾙｾﾞｲﾛ
10)OP,CRED,EXTERNO（外部資金）3,356百万ｸﾙｾﾞｲ
ﾛ
11)合計 6,846百万ｸﾙｾﾞｲﾛ（11.3億USﾄﾞﾙ、1usﾄﾞﾙ
=60.5ｸﾙｾﾞｲﾛ）
（1980.10.30）
4代にわたるﾍﾟﾙﾅﾝﾌﾞｺ州知事の交代、ﾌﾞﾗｼﾞﾙ経済の
悪化により遅滞
・中断が生じた。しかし、開発のための予算化、税制優
遇措置も取られている
一部実施済

実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Pernambuco州　Ricife市　Suape地域

総事業費
　総額　45,473百万円
　　　　（1USﾄﾞﾙ=10.673C=296.55円）
　　　　港　　湾　　　950百万ｸﾙｾﾞｲﾛ
　　　　インフラ　　　　460百万ｸﾙｾﾞｲﾛ
　　　　住　　宅　　　220百万ｸﾙｾﾞｲﾛ

実施内容
　約1,100haの工業団地
　　　港湾、住宅、ｲﾝﾌﾗ（道路、鉄道、工業用水、洪水対策）

実施経過
　1975～1985年

その他
　本調査の目的は、Pernambuco州政府が連邦政府の援助を得ながら進
める「Suape臨海工業団地計画」の事業性の検証を行うことであった。工場
の誘致と工業地帯整備のうち、本調査では、後者を先行させるべきと提案
した。工業地帯における開発は、20～30年という長い期間で完了するよ
う、漸次作業が行われるべきであり、そのためには将来ﾋﾞｼﾞｮﾝの確立が必
要と提言している。同計画が「港湾の開発・整備」を前提に立てられている
ことから、ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ調査等の事前調査開始を急務とすべし、という提言も行
われた。

実施機関
　ｽｱｯﾍﾟ港湾ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ公社（ﾍﾟﾙﾅﾝﾌﾞｺ州
の組織）

ｻｲﾄ
　Parnambuco州 Recife市 Suape地域

自己資金

1.港湾及びｲﾝﾌﾗ（道路、鉄道）は建設
中・　但し、道路、鉄道については一部完
成　　済液体貨物専用ﾋﾟｱ、ｱﾙｺｰﾙ備蓄
基地
　完成
2.運河、ﾀﾞﾑ、変電施設、（10MW）、通信
ｾ　ﾝﾀｰ・訓練ｾﾝﾀｰ等は完成済
　今後、州政府は(1)防波堤(残り50ｍ) 　　
　(2)公共埠頭(400ｍ)(3)石油備蓄基
　地を建設予定

1991年10月時点で、報告書との差異は外
港の防波堤(2,900ｍ)建設を除き、存在し
ない。現状は、
1.道路、鉄道、通信、電力等のｲﾝﾌﾗ整
備、防波堤建設、外港の工事が終了（自
己資金3.5億ﾄﾞﾙ）。
2.工業団地内で13社が稼働中（中小肥
料・砂糖工場、石油精製施設、修繕ﾄﾞｯｸ
等）。4社が建設中、13社が土地購入済、
12社が工場立地検討中。

日本側提案の内容・日程とも大幅な遅れが生じているが、基本線は変更されておら
ず、報告書をﾍﾞｰｽに計画は推進されている。ｽｱｯﾍﾟ港開発は1992年時点でも
Nordeste地区の最優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして位置づけられている。1992年までのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
に対する資金投資額は主に自己資金で、3.5億ﾄﾞﾙ、ｽｱｯﾍﾟ港開発には今後、政府と
州予算併せて1.3億ﾄﾞﾙが見込まれている。

港湾、道路、鉄道は施工中（道路、鉄道については一部施工済）
運河、ﾀﾞﾑ、発電施設(10MW)、通信ｾﾝﾀｰ、訓練ｾﾝﾀｰ等施工済
工業団地に関しては (1)石油・ｱﾙｺｰﾙ備蓄基地(5平方ｍ)造成中、
但しｱﾙｺｰﾙ基地は完成済。 (2)製鉄・ｱﾙﾐ・肥料科学等ﾌﾟﾗﾝﾄは計
画中 (3)ﾌｧｲﾊﾞｰｸﾞﾗｽ造船所のみ稼働中。

1999.11現在：特に変更点なし

1976年より1982年5月までの投入資金額と資金源。
1)RESERVA FE（特別基金保留分）15百万ｸﾙｾﾞｲﾛ　2)FUNDO ESPECIAL（特別基
金）390百万ｸﾙｾﾞｲﾛ　3)FUNDO PART ESTADO（州交付基金）264百万ｸﾙｾﾞｲﾛ　
4)FUPI（総合計画開発基金）35百万ｸﾙｾﾞｲﾛ　5)FINEP（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究融資公社）17
百万ｸﾙｾﾞｲﾛ　6)TIDE（第1次州開発計画）9百万ｸﾙｾﾞｲﾛ　7)BNH（国立住宅銀行）
526百万ｸﾙｾﾞｲﾛ　8)FNDU（国家都市開発基金）2百万ｸﾙｾﾞｲﾛ　(*)へ続く

F/S／工業一般

報告書の内容

- 217 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 BRA 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

ブラジル

ビラウン滝水力発電開発計画調査

Salto Pilao Hydroelectric Power Development
Project, Feasibility Study

大沼　茂夫

日本工営（株）

93.3.1-93.3.30/93.6.2-93.11.28/
94.1.17-94.1.31/

13

4～6

266,562 千円

51.00 人月 （内現地41.50人月）

1994．3

日本工営（株）

サンタカタリーナ州電力公社
（CELESC）

局長　Joao Raimundo Colombo

1.  フィージビリティーの有無：あり
2.  EIRRは14.4%、FIRRは12.1%
3.  イタジャイ川の中流郡にある急流郡（ビラウン滝）の
落差約200mと豊富な流量（年平均108m3/s）を利用し
て、142MWの流れ込み式発電所を設けることにより、年
間617GWhの常時電力量が得られる。流れ込み式なの
で工事に伴う家屋移転は23戸と少なく、環境上の影響
も極めて小さい。

実施済

サンタカタリナ州電力公社（SELESC）は、州内の送配電を賄っているが、
SELESC自身が持っている発電設備は73Mwしかなく、需要の93％は他州
からの買電に頼っている。しかし、他州の電源開発も思うように進まないた
め、将来の供給力不足が懸念されている。その為自州内での電源開発が
急務となっている。

プロジェクトサイト：サンタカタリーナ州　ロンドラス、イビラマ、アビューナ

総事業費：２１５百万ドル（1992年12月US＄１=120円）　外貨105.3百万ド
ル、内貨110.2百万ドル

実施内容：72600KWの水車２台、78900KVAの発電機２台他

実施経過：工期３年半

2003.3現在：民間案件として、実施・実現
されている。

（平成15年度　国内調査）
提案事業：Salto Pilao Hydroelectric
Project　（2002年BOT契約済み）

裨益対象：サンタカタリ-ナ州

現在のBOTによる計画は、設備容量
181MW、工期72ヶ月、工費309mil.reaisと
なっている。

2003.3現在：民間案件として、実施・実現されている。

ビラウン滝の水力発電ダムは、1998年に入札が行われ、民間事業者の手によって2002年には稼動する予定である。本調査は
入札に要する資料を準備する上での基本資料として活用され、修正個所としては、総費用が計画当時と比べて低くなった
（$175mから$125m）程度であったという。同州は、現在の電力自給率5%を25%程度までに引き上げる計画を持っている。ビラウン
滝水力発電ダムは発電計画の5%を受け持ち、全体の発電計画の中で重要な位置づけにある。これらの観点により、本調査レ
ポートは同州、同電力公社にとって「大変役にたった」と先方は強調していた。（1997年9月現地調査結果）

2002.3現在：変更点なし。

(平成16年度国内調査）
新しい情報は、特になし。

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 BRA 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

ブラジル

サンタカタリーナ州南部石炭鉱害復旧計画

Recuperation of Mined-Out Areas in South Region
of Santa Catarina in the Federative Republic of
Brazil

相田　康雄

三菱ﾏﾃﾘｱﾙ　（株）

96.5.27～7.6/96.9.17～11.9
97.2.12～3.17/97.10.4～10.31
97.12.8～12.24/98.1.31～2.13

13

7～9

497,449 千円

81.96 人月

1998/3/1

三菱ﾏﾃﾘｱﾙ（株）
千代田ﾃﾞｲﾑｽ・ｱﾝﾄﾞ・ﾑｰｱ（株）

ｻﾝﾀｶﾀﾘｰﾅ州都市開発環境局（SDM)
及び技術環境保護協会(FATMA)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.経済内部収益：18.93%
3.その他
F/Sｻｲﾄ4箇所内単独での復旧では、対象国内水質環
境規制値を満たすまでに復旧することは困難であり、
生産活動区域の復旧を最初に行うべきとの結論に達し
た。

具体化準備中

1.実施機関：ｻﾝﾀｶﾀﾘｰﾅ州都市開発環境局(SDM)、技術環境保護協会
(FATMA)
2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ｻﾝﾀｶﾀﾘｰﾅ州南部地域
3.総事業費：145.0百万R$
4.実施内容：第一ﾌｪｰｽﾞ：採掘操業の環境対策改善と生産区域の復旧、
第二ﾌｪｰｽﾞ：放置採掘後の復旧
5.実施経過：現操業炭鉱における環境対策改善のための追加ｽﾀﾃﾞｨｰを
要請中

（平成15年度　国内調査）
本調査結果を基にした、IDBによる詳細
調査が2001年12月から2003年7月まで行
われ、総事業費US$53.5百万で対策を実
施すべきとの結論になった。サンタカタ
リーナ州政府は、連邦政府にIDB、JBIC
からの借款による資金要請の許可を手続
き中である。

（平成15年度　国内調査）
本調査結果を基にした、IDBによる詳細調査が2001年12月から2003年7月まで行わ
れ、総事業費US$53.5百万で対策を実施すべきとの結論になった。サンタカタリーナ
州政府は、連邦政府にIDB、JBICからの借款による資金要請の許可を手続き中であ
る。

ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄより米州開銀（IDB）に対し、現操業炭鉱における環境対策改善の為の
追加ｽﾀﾃﾞｨｰの要請がなされ、IDBにて検討。

IDBが追加ｽｹﾃﾞｭｰﾙを承認したため、2001年度から作業開始予定（イーアンドイーソ
リューション及び三菱総研）　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：情報なし

（平成15年度　在外調査）
情報なし

F/S／その他

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHL 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

チリ

バーケル川、パスクワ川電源開発計画調査

The Baker and Pascua River Hydroelectric
Development Project

榎並　敏夫

電源開発(株)

76.2.10～3.24

6

50～51

59,293 千円

0.00 人月

1976/11

電源開発（株）
日本工営(株)

チリ共和国企画庁 (ODEPLAN)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：無し
2.計画の問題点
　(1)建設予定地にかなりの地質問題があるので直ちに
       調査工事を行う必要あり。
　(2)ｺｱｰ材料の確保が課題で氷稿粒度が使用可能か
       分析試験する必要あり。
　(3)対象地域の地震観測網の整備必要あり。
　(4)水文関係は相関値を除外した生ﾃﾞｰﾀで分析する
       必要あり。
　(5)氷河の融雪の影響をどう分析するか?
　(6)標高値が不確実なため、横断測量等による確認が
      必要。

具体化準備中

実施機関　ﾁﾘ電力公社（ENDESA）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ　ﾊｲ･ﾊﾟｽｸﾜ、ｻﾝ･ｳﾞｨｾﾝﾃ地点
　　　　　　　 ﾍﾞﾙｹﾞｽ地点（代替案）
　　　　　　　 ﾊｲ･ﾊﾟｽｸﾜ　　552百万USﾄﾞﾙ
　　　　　　　 ｻﾝ･ｳﾞｨｾﾝﾃ　216百万USﾄﾞﾙ
　　　　　　　 ﾍﾞﾙｹﾞｽ　　　 277百万USﾄﾞﾙ
　　　　　　　 ﾀﾏﾝｺﾞ　　　　508百万USﾄﾞﾙ
　　　　　　　 ｻﾙﾄﾝ･ｺｰｼﾞ　408百万USﾄﾞﾙ
　　　　　　　　　（1USﾄﾞﾙ=296.55円）
実施内容　G案とH案あり
　　　　　　二段開発…G案
ﾊﾟｽｸﾜ地点…ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ
　　　　 ・高さ　　　　　　　　   　182ｍ
　　　　 ・最大出力　　　　　   　1,000MW
　　　　 ・年間発生電力量　   　7,100GWh
　　　　 ・堤体積　　　　　　　    9,800,000立方ｍ
ｻﾝ･ｳﾞｨﾝｾﾝﾃ地点…ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ
　　　　 ・高さ　　　　　　　　　　71ｍ
　　　　 ・最大出力　　　　　　　350MW
　　　　 ・年間発生電力量　　　2,450GWh
　　　　 ・堤体積　　　　　　　 　1,300,000立方ｍ
ﾍﾞﾙｹﾞｽ地点…ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ
（代替案）・高さ　　　　　　　　　80ｍ
　　　　 ・最大出力　　　　　　　464MW
　　　　 ・年間発生電力量　　　3,350GWh
　　　　 ・堤体積　　　　　　　  3,115,000立方ｍ
(*)へ

(*)から
ﾀﾏｼﾞ地点…ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ
　　　　 ・高さ               170ｍ
　　　　 ・最大出力       720MW
　　　　 ・年間発生電力量  5,541GWh
　　　　 ・堤体積          13,500,000立方ｍ
ｻﾙﾄﾙ･ｺﾞｰｼﾞ地点…ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ
　　　　 ・高さ               70ｍ
　　　　 ・最大出力      440MW
　　　　 ・年間発生電力量  3,035GWh
　　　　 ・堤体積           1,430,000立方ｍ

[実施経過]
　今後のｽｹｼﾞｭｰﾙに4年必要

産業誘致による総合地域開発を目指していたが、同国政府での同地域開発の優先度が低下し、
計画実施の見込みはたっていない。天然ｶﾞｽをｱﾙｾﾞﾝﾁﾝより購入し、火力発電による電力供給が
主流となりつつあった。「ﾁ」国において、ｺｽﾄ面で劣る水力発電所が実際に建設運営される可能
性はそれほど高くない。仮に同地域で発電事業を起こせたとしても、当面の主要電力需要先であ
る南部主要都市消費地より遠隔であることから発電事業を起こすにはそもそも不適当な地であ
る。ｲﾝﾌﾗ事業に積極的に関与しているIDBによれば、仮に発電ｺｽﾄを低く押えられる目処がつい
たとしても、送電線の負担問題が残るなど課題が多く、計画実現の見込みは低い。（1997年9月
現地調査結果）

ﾊﾞｰｹﾙ川・ﾊﾟｽｸﾜ川では2つずつの発電所がｺﾝｾｯｼｮﾝﾍﾞｰｽで立ち上げられる予定
である。前者の発電量が合計1300MW、後者で合計1200MW規模のものを予定して
いる。発電所の建設稼働は2005～2010年の間を考えており、その際必要となるF/S
等の計画づくりに関しては、自らの技術者を動員して行うとしている。（1997年9月現
地調査結果）
1999.11現在：変更点なし。

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHL 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

チリ

リーチング工場環境配慮型操業改善計画調査

The Study on Environmentally-Friendly Operation
of Mineral Processing Plant Using Biotechnology

橋本　滋

同和工営（株）

1999．10～2003．1

11

11～14

303,109 千円

90.27 人月

2002．12

同和工営（株）

チリ鉱山公社（Empresa Nacional de Mineria)

１）フルスケールプラントの規模：リーチング工場の設備
能力は月14，000ｔであるので、設備能力いっぱいまで
運転すると廃液量は一日約600立方ｍとなる。
２）モデルプラントの処理能力：現状の廃液性状での能
力を検討したところ、廃液供給のための廃液ポンプ及
び廃液をリーチングﾌﾟﾗﾝﾄに返送するための中和後液
送りポンプを大容量のものに交換することにより、モデ
ルﾌﾟﾗﾝﾄの処理能力は176立方メートルまで上げること
が確認できた。
３）フルスケールﾌプラントの概念設計
ケース１（鉱石処理量月8，000ｔの集鉱能力の最大量に
対応する場合）：現在のモデルプラントを改造する方向
で検討を行う。
ケース２（鉱石処理量月14，000ｔ：リーチングプラント設
備能力に対応する場合）：残りの必要処理能力分の設
備を現在のモデルプラント近傍に新設することとして検
討する。

具体化準備中

提案プロジェクト：
本プロジェクトで設置したモデルプラントを鉱業規模に増強し、リーチング
プラントの最大月間処理能力14，000トンに見合う廃液量1日600立方メート
ルを処理する能力を有する排水処理プラントの設置。

モデルプラント
最大処理能力：1日176立方メートル
設備費：39，000ドル
ランニングコスト：1年182，000ドル

ケース１
最大処理能力：1日330立方メートル
設備費：399，000ドル
ランニングコスト：1年262，000ドル

ケース２
最大処理能力：1日600立方メートル
設備費：2，125，000ドル
ランニングコスト：1年447，000ドル

重要事業の内容：
-オバジェ・プラントの操業及び環境診断
-細菌酸化手法における技術移転
-商業規模でのプラント稼動に関するFS
-チリにおける細菌酸化手法の応用性
-オバジェ・プラントにおける環境に配慮した操業プラン

(平成15年度国内調査)　モデルプラントは順調に運転されて
いるが、フルスケールプラントの建設を行う目処は立っていな
い。
(平成16年度国内調査)　モデルプラントは順調に運転されて
いるが、フルスケールプラントの具体化の可能性は低いと考え
られる。
(平成16年度在外調査)　生物処理プラントは、現在、生成鉄分
の20％の酸化と5％の中和により正常稼動している。また、鉄
分33～35％、湿分25～30％の水酸化鉄を中間製品として取
得している。この生産の主な理由は、オバージェプラントの経
費を削減することにある。最終製品として、ベンタナス製鉄所に
販売される。小規模なマーケットなので生産は限られている
が、これにより操業マージンの改善が見込まれる。改善は、一
部の機器の機能変更・パイプ交換に加え、管理部の指示に基
づいて担当者がPLCの更新を行った。
プラントは、50立方メートル/日で操業されており、鉄イオンの
濃度は45g/リットルと成なっている。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

(平成15年度国内調査)　フルスケールプラントの建設を行う目処は立っていないが、モデルプラントは順調に運転されている。
(平成15年度在外調査)　商業規模のプラント設置に関わるFSについては、鉱石供給が少ないため膠着状態にある。既に提案
されたプロジェクトのうち、ペンディングとなっているのは、水酸化鉄、硫化鉄、顔料の副産物生産に関わるものである。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

(平成15年度国内調査)　モデルプラントは順調に運転されているが、フルスケールプラントの建設を行う目処は立っていない。
チリ側では、廃水処理のランニングコストの軽減を行うため発生する鉄殿物の有効利用方法について研究をしている。考え得る
用途としては、顔料の原料、無機凝集剤の原料、精錬所煙灰の処理剤等が考えられる。中でも、煙灰の処理剤はチリ鉱山公社
内に精錬所を持っていることもあり、最も有望な利用用途となっている。
(平成16年度国内調査)　フルスケールプラントの建設を行う目途は立っていないが、モデルプラントは、オバージェプラントの環
境負荷の低減化等に貢献しながら、順調に運営されている。しかし、中和剤等のランニングコストの負担で精一杯の状態であ
り、現在のところ、フルスケールプラントの具体化の可能性は低いと考えられる。
(平成16年度在外調査)　現在は、生物処理プラントの拡充プログラムは存在しない。供給量（約6,000ｔ）ため、生物処理プラント
拡充の必要性は存在しない。また、中和処理工程において、中和剤を多用すること、投入費用に見合う収入を確保できるような
製品の販売が不可能なことから、操業費用が増加するので拡充は妥当ではない。生物処理プラントの拡充を溶剤による抽出及
び電気イッシュー・プラントとの比較で評価すると、収益性が低い。
(平成17年度国内調査)　　オバージェプラントではフルスケールプラント建設コストの捻出と、建設後のランニングコストの捻出が
難しく、フルスケールプラント建設の実現の可能性はきわめて低い。
(平成17年度在外調査)　バイオプロセス工場で何らかの固形廃棄物の商品化を検討している。そのため、近日中にラ・セレナ
大学、鉱業・金属工業研究所(CIMM)の担当者との会合(鉱業イノベーションプログラム)を予定している。

(平成16年度国内調査)　モデルプラントは、処理能力100m3/d、第一鉄の供給濃度30g/Lで設計及び当初の運転を行ったが、
現在は、処理量50m3/d、第一鉄の供給濃度60g/Lで操業されている。運転当初に使用した中和剤は炭酸カルシウムであった
が、各種の試験を行った結果、現在は炭酸ナトリウムを中和剤として使用している。そしてこのモデルプラントで発生する脱水
ケーキは、チリ国内のバルパライソにあるベンタナス製錬所へ銅電解製錬工程での脱砒剤として売却されている。このことによ
り、モデルプラントの運転当初には発生していた固形廃棄物がなくなり、オバージェプラントの収益に貢献すると共に、モデルプ
ラントの運転のコスト削減へも寄与している。他方、脱水ケーキの鉄含有量は33-35%であり、ベンタナス製錬所で発生する煙灰
中の砒素を無害化する鉄源として使用することが現在検討されており、バクテリア酸化処理プラントの新たな付加価値の可能性
も出てきている。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

F/S／鉱業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 COL 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

コロンビア

カウカ河フルミート水力発電開発計画調査

The Cauca River Julumito Hydro Electric Power
Development Project

川島登紀衛／山本　敬

電源開発(株)

72.2.8～3.23
79.2.13～3.14
79.4.1～9.9

6,9,4

46～47　53～54

96,496 千円

25.87 人月 （内現地13.67人月）

1979/10

電源開発（株）

ICEL (Instituto Colombiano de Energia
Electrica  ｺﾛﾝﾋﾞｱ電力公社)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=20.7％（代替石炭火力と比較した場合のﾌﾙﾐ
ｰﾄ水力発電計画の経済的内部収益率）
3.期待される開発効果
 (1)安定した電力の供給源として寄与
 (2)Cauca県、Narino県の産業、経済及び雇用の促進、
観光産業の発展に貢献

遅延・中断

実施機関
　ICEL

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Cauca県　Popayan市の北西約10km

総事業費
　75.9百万USﾄﾞﾙ（16.633百万円、1USﾄﾞﾙ=219.14円）
　　外貨　45.6百万USﾄﾞﾙ
　　内貨　30.3百万USﾄﾞﾙ
　　　準備工事等に必要な資金はICELの自己資金
　　　本工事費は国際金融機関よりの融資または
　　　政府間の開発援助の2ｹｰｽ

実施内容
　53.000kw
　主ﾀﾞﾑ（中央遮水方ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ）
　　　　 高さ 82ｍ　　長さ 340ｍ
　　　　 ﾀﾞﾑ体積　　1.25百万立方ｍ
　　　　 副ﾀﾞﾑ、取水ﾀﾞﾑ、主水路
　　　　 Generator　　29.500KVA×2
　　　　 変圧器　　   29.500KVA×2
　　　　 送電線　 　  115kv　10km

実施経過　　　1982年　　　 着工
　　　　　    　　1984年末　　完成

今後の調査     1.地質調査など
                        2.地形測量

1983年7月ICELよりKW単価が高いので下げる検討をしていほしいとの要請が直接
電源開発にあり
1983年8月発電規模を当初F/Sの5.3万KWを7万KWに変更した案を回答した。

報告書提出後、ICELとしては計画実現の方向で国内調整を計ってきたが、主として
資金調達上の問題から計画実現に至らなかった。しかし、1983年3月のﾎﾟﾊﾟﾔﾝ市地
震発生後、復興政策の一環として、大統領が本計画推進について新聞発表し、実
現に向かい始めている。
1983年4月時点では、9月入札であったが、この通りには進んでいない。
ｺﾛﾝﾋﾞｱ政府は経済事情悪化のため新規大規模開発を凍結している。

　ｾﾃﾞﾙｶ社（CEDELCA：ｶｳｶ県の電力会社）の所轄で、資金調達の問題から実現さ
れていない。
（1999年11月現地調査結果）

経済事情悪化の為、新規開発計画は全面的にｽﾄｯﾌﾟとなっている。

F/S／水力発電

報告書の内容

- 222 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 COL 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

コロンビア

海水淡水化計画調査

The Feasibility Study on the Sea-Water
Desalination Project in the Republic of Colombia

橋本　尚人

(財)造水促進センター

82.7.3～7.29

11

57

47,433 千円

0.00 人月

1983/2

（財）造水促進ｾﾝﾀｰ

Nohra Bateman, Chief
Technical Cooperation Division
National Department of Planning
衛生事業公社（EMPOISLAS）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
　ｻﾝ･ｱﾝﾄﾞﾚｽ島における逆浸透法ﾌﾟﾛｾｽを使用した日
産規模3,000立方ｍのﾌﾟﾗﾝﾄにおいては技術的・経済
的観点から事業化可能性があることが判明した。
　一方、ﾌﾟﾛﾋﾞﾃﾞﾝｼｬ島におけるﾌﾟﾗﾝﾄについては「ｻ」島
と同様、逆浸透法ﾌﾟﾛｾｽを使用し、日産規模が500立方
ｍであることを特定化された。

実施済

実施機関
　EMPOISLAS

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｻﾝ･ｱﾝﾄﾞﾚｽ島及びﾌﾟﾛﾋﾞﾃﾞﾝｼｱ島

実施内容
　7.4百万USﾄﾞﾙ（1982年現在）
　うち外貨分　4.8百万USﾄﾞﾙ
　（1USﾄﾞﾙ=243円=61.26ﾍﾟｿ）

実施内容
　ｻﾝｱﾝﾄﾞﾚｽ島    3,000立方ｍ/日
　ﾌﾟﾛﾋﾞﾃﾞﾝｼｱ島    500   　〃
　海水取水、造水ﾌﾟﾗﾝﾄ、淡水送水ﾎﾟﾝﾌﾟ一式
　（ｸﾞﾗｽﾙｰﾂﾌﾟﾗﾝﾄ）

実施経過
　1983.8～1985.1（18ヶ月）

INSFOPAL（INSTITULO NACIONAL DE
FOMENTOMUNICIPAL=都市衛生公社）

同　左

ｻﾝｱﾝﾄﾞﾚｽ島       3,000立方ｍ/日
ﾌﾟﾛﾋﾞﾃﾞﾝｼｱ島        300　  〃

1年

報告書と具体化された内容との差異

1.実施内容：ﾌﾟﾛﾋﾞﾃﾞﾝｼｱ島については2000年の需要を見込んで500立方ｍ/日と推
定したが、より短期に設定300立方ｍ/日に見直された様子。

2.実施経過：通常工法で1年半が予期されたが、ﾓｼﾞｭｰﾙ工法により現地での建設ｽ
ｹｼﾞｭｰﾙ短縮で1年となった。

1984.5  入札（国際入札）締切り。日揮他10数社応札
1984.9  DEGREMOUT社（ﾌﾗﾝｽ）受注

1999.11現在：変更点なし

F/S／工業一般

報告書の内容

- 223 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 COL 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

コロンビア

アトラート川水力発電開発計画調査

Feasibility Study for the Atrato River
Hydroelectric Power Development Project in the
Republic of Colombia

吉沢　広吉

電源開発(株)

85.3.0～86.5.0

10

56～60

258,727 千円

0.00 人月

1986/7

電源開発（株）

Carlos Rodado Noriega
Insituto Colombiano de Energia Electrica
ICEL（電力公社）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有
2.EIRR：11.1％
   B/C ：1.47
   FIRR：7.3％

遅延・中断

実施機関
　ICEL

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Choco県より130km
総事業費
　268百万USﾄﾞﾙ（約536億円）
　（第1　152百万ﾄﾞﾙ、第2　116百万ﾄﾞﾙ）
　　内貨　149万ﾄﾞﾙ
　　外貨　118.8万ﾄﾞﾙ
　　（1US$=200YEN）
実施内容
                        Siete No.1          Siete No.2
　出力                75MW   　　　     85MW
　主ﾀﾞﾑ        高さ55ｍﾀﾞﾑ         高さ35ｍ
　　               動式ｺﾝｻｰﾄ       動式ｺﾝｻｰﾄ
　使用水量  25立方ｍ/s        28立方ｍ/s
　主方式      38,300km×2        43,300km×2
　                       ﾍﾟﾙﾄﾝ                ﾌﾗﾝｼｽ
　発生電量      508GWh             188.2GWh

実施経過
　着工      1989年1月          1989年1月
　完成      1992年8月末      1992年12月末

経済事情悪化のため新規開発計画は全面的にｽﾄｯﾌﾟされている。

1999.11現在：変更点なし

本F/S調査に先駆け、1982年3月、M/P調査をJICAにて実施。
ｴﾙ･ｼｴﾃNo.1，No.2にしぼる。

F/S／水力発電

報告書の内容

- 224 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 COL 004

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

コロンビア

小規模発電設備修復計画調査（Ｆ／Ｓ）

Feasibility Study on Small-Scale Power Plants
Rehabilitation Project in the Republic of Colombia

小野　匡美

八千代エンジニヤリング(株) 取締役社長

89.11.26～12.23／90.1.14～2.25
90.6.17～8.5／90.9.16～10.1
91.1.20～2.10

9

63～1

166,111 千円

54.99 人月 （内現地22.82人月）

1990/3

八千代エンジニヤリング(株) 

INSTITUTO  COLOMBIANO DE
ENERGIA-ELECTRICA （ｺﾛﾝﾋﾞｱ電力庁）
MR. JUVENAL PENALOZA ROSAS
（計画部部長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR= 9.2～ 7.0％（4地点の高～低値）
   EIRR=11.5～10.4％（同上）

条件
外貨ならびに内貨の資金調達のための借入条件は
次の通り

            年利   元本支払期間    支払条件
　外貨　10％　   　25年間        元本均等払い
　内貨　21％　 　　 8年間      　      同上

遅延・中断

実施機関
　INSUTITUTE COLOMBIANO DE ENERGIA-ELECTRICA
　（ｺﾛﾝﾋﾞｱ電力庁）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Caracoli, Municipal, J.Bravo 及び Lagunillaの4地点

総事業費
　3,140.8百万円
　　うち内貨 1,526.6百万円
　　うち外貨 1,614.2百万円　　　（1USﾄﾞﾙ=140円）

実施内容

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
             最大使用水量  有効落差   定格出力  年間可能発電力量
               (立方ｍ/s)         (ｍ)           (kw)               (GWh)
　Caracoli       10.0               82.9            6,700                 57.0
　Municipal      7.0                79.6           4,500                 34.8
　J.Bravo          3.0              143.0           3,500                 29.4
　Lagunilla       2.0              309.0           5,000                 43.2

実施経過
　未具体化

2000.10現在：特になし。

　1990年3月先方ｺﾛﾝﾋﾞｱ電力庁に提出後、同電力庁はDNP（国家企画庁）へ4地点
のうちの3地点（Municipal, J.Bravo及びLagunilla）を実現化に向けて申請した。DNP
は所管の地方電力会社へ今後のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進の権限を移管した（小規模発電ゆえ
に国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの対象とはならないとの理由）。
　1991年1月ｺﾛﾝﾋﾞｱ国家企画庁（DNP）より、下記4地点の小規模水力発電に関する
円借款の申し入れが日本政府にあった。1)Municipal 2)Intermedia 3)San Cancio
4)J.Bravo
　上記要請に基づきOECFはｱﾌﾟﾚｲｻﾞﾙ･ﾐｯｼｮﾝを派遣すべく準備に入ったが、同時
に要請された他のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとのﾌﾟﾗｲｵﾘﾃｨにより1991年度は見送りとなった。その後
相手国側の電力庁が民営化で組織・役割が変更となり、要請がｷｬﾝｾﾙされた。

1989年8月～9月にかけて、ｺﾛﾝﾋﾞｱ電力庁のC/P研修を日本で実施し、技術移転を
行った。

F/S／エネルギー一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CRI 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

コスタリカ

レベンタソン及びパクアレ河水力発電開発計画調
査

The Reventazon and Pacuare Rivers Hydroelectric
Power Development Plan

佐藤　光春

電源開発(株)

77.8.15～9.28

6

52

60,123 千円

0.00 人月

1978/3

電源開発（株）

ICE　コスタリカ電力公社

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.ｸﾞﾜｬﾎﾞ河：B/C…1.18、条件　利子率
            (1) 外貨 8.0％
            (2) 内貨12.0％
　ｼｷﾚｽ河 ：B/C…1.25、条件　利子率
            (1) 外貨 8.0％
            (2) 内貨12.0％
3.期待される開発効果
　ﾚﾍﾞﾝﾀｿﾝ河：1987年に予測される電力供給力不足の
                         解消
　ﾊﾞｸｱﾚ河    ：1991年以降の電力供給不足への対応

遅延・中断

（ﾚﾍﾞﾝﾀｿﾝ河）
実施機関
　ICE

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Guayabo（Reventazon川中流部）

総事業費
　2,130百万Colones
　　　　　（外貨1,260百万Col., 内貨 870Col.）
　　（52,121百万円）
　　1977年時点、1USﾄﾞﾙ=8.6Colones=210.44円
実施内容
　180MW
（土木設備）
　　ﾀﾞﾑ（ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ･ﾀﾞﾑ）高さ38ｍ
　　重量式ｺﾝｸﾘｰﾄ  198,000立方ｍ
　　ｸﾞﾗﾍﾞﾙﾌｨﾙ        564,000立方ｍ
（電気機械）
　　水車             66,000KM 3台
　　発電機         78,000KVA 3台
　　主変圧器     78,000KVA 3台
　　送電線　　　60km　　230KV，2CCT
　　通信設備

実施経過
　1982.5　着工
　1987.2　運転開始

（ﾊﾟｸｱﾚ河）

ICE

Siquirres（Pacuare川下流）

3,740百万Colones(91,837百万円)
（1USﾄﾞﾙ=8.6Colones=210.44円）

310MW

ﾀﾞﾑ  高さ      200ｍ
       体積      2,640,000立方ｍ
Substation     100MVA×4台
送電線         65km
1978～1979  地質建設材料の調査
1978～1982　ﾀﾞﾑの高さの再検討、ﾀﾞﾑの
形式決定の調査
1983～1987   F/S

開発は1992年以降

(*)の続き
ｺｽﾀ･ﾘｶ電力・通信公社（ICE）は1986年にﾊﾟｸｱﾚ川計画の推進のために米州開発銀
行（IDB）により75万ﾄﾞﾙの融資を受けてｼｷｰﾚｽ水力発電計画としてﾌﾗﾝｽのｿｸﾞｱﾚ社
によるﾌﾟﾚ F/Sを実施した。その後2年間、ICEは独自にF/Sを継続した。　
　本計画は川の流れを変えることによる生態系への悪影響を主張する環境保全ｸﾞﾙ
ｰﾌﾟ（NGO）が計画に強力に抵抗している。また、重要な自然観光資源（当河川はﾗﾌ
ﾃｨﾝｸﾞで有名）への悪影響に端を発した住民の感情問題（生活補償）もある。
（1998年11月現地調査結果）

1.ﾚﾍﾞﾝﾀｿﾝ河についてF/Sﾊﾟｸｱﾚ河についてはPre F/S調査を実施した。
　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施の方向で検討中
2.ｺｽﾀﾘｶ電力公社（ICE）はJICA報告書に基づき現在まで、諸関連調査を進めてきた
が1986年10月本計画のうちﾊﾟｸｱﾚ河計画のみを優先開発する方針を立て、米州開
銀の資金によりｼｷｰﾚｽ水力発電計画としてﾌﾗﾝｽのｿｸﾞﾚｱ社が本計画のPre F/Sを実
施した。
　1978年当時は環境問題はなく、従って環境ｲﾝﾊﾟｸﾄ調査や社会影響評価は行われ
なかった。
　(*)へ続く

1988年3月JICAからｴﾈﾙｷﾞｰ関係のﾌﾟﾛﾌｧｲ･ﾐｯｼｮﾝ派遣に際し、ｼｷｰﾚｽ計画をICA
案件として要請しないかと打診したが、ICEからは米州開銀の資金により調査すると
の回答あり。

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CRI 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

コスタリカ

ビリス水力発電開発計画

Pirris Hydroelectric Power Development Project

高市　守

電源開発(株)国際事業部

89.11.29～90.1.27／90.9.30～11.13
91.1.7～3.28／91.4.4～5.9
91.12.1～12.15

12

1～4

139,669 千円

68.15 人月

1992/9

電源開発（株）

Instituto Costarricense de Electricidad (ICE)
Ing. Mario Lopez Soto
(Jefe Depto. Proyectos de Generacion)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ ：有
2.EIRR（EDR）   ：19.27
   B-C：64,216,000 US$  （割引率　12％）
   B/C：1.47                   （割引率　12％）
3.開発の効果
・電力の安定供給
・周辺地域の振興

実施中

1.実施機関：ｺｽﾀﾘｶ電力公社（ICE）

2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ｻﾝﾎｾ県南部ｻﾝﾗﾌｧｴﾙ

3.総事業費：US$218,915,500（1991/1時点）
                外貨　133,035,200
                内貨     85,880,300

4.実施内容
  ﾀﾞ                      ﾑ：ｺﾝｸﾘｰﾄ　ｱｰﾁ重力式（120ｍ高）
  総  貯  水  容  量：37.5百万立方ｍ
  最   大   出   力   ：128MW
  年間発生電力量：609.3GWh
  送       電       線  ：Pirris～Escazu（44Km､230KV）

5.工事工程
　1996年5月～2001年4月（5年）

JICA F/S時の調査工事では明らかにならなかった地下水位の問題がF/Sで勧告し
た追加地質調査工事実施により判明したため。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(*)の続き　　　
1998年1月にOECFに借款要請。2005年の操業開始を目指して計画を進行中。
2000年12月   JBICよりｱﾌﾟﾚｲｻﾞﾙﾐｼｮﾝ派遣。 　
2001年  4月   L/A締結（2001/4/9)「ビリス水力発電所建設事業」（16,683百万円）
2001年  7月   L/A承認
2003年  2月   現在準備工事及びICE直営工事実施中 　

1992年～1993年にF/Sﾚﾎﾟｰﾄで勧告されている追加地質調査工事を自己資金で実
施した。
1996年                   ﾀﾞﾑ基本設計業務を電源開発(株)が実施。（ICEの自己資金）
1996年5月             ｺｽﾀ･ﾘｶ大統領訪日時に橋本首相へ円借款供与を要請。
1997年6月～11月  ﾀﾞﾑｻｲﾄを上流地点に変更し、追加F/Sを実施。
1998年9月             追加F/S報告書をOECFに提出。
　本案件は既にOECFの融資対象となっており、1982年に水力発電計画調査が実施
され、1988年にｺｽﾀﾘｶ自体の調査が完了。引き続き1992年にJICAによるF/S調査が
開始されるといった経緯がある。(*)に続く

2003.2現在：変更点なし

F/S／水力発電

報告書の内容

- 227 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CRI 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

コスタリカ

ロスジャーノス発電開発計画調査

Los Llanos Hydroelectric Power Development
Project

海老　康正

電源開発(株)

94.8.29～10.27／95.5.17～6.6
94.11.13～95.1.26／95.7.1～8.14
95.2.12～3.13／95.11.26～12.13

15

5～7

313,632 千円

61.10 人月

1996．3

電源開発（株）

Instituto Costarricense de Elcetricidad (ICE)
Ing. Mario Lopez Soto
(Jife Dpto. Proyectos de Generacion)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有

2.EIRR：20.2％
　純経済価値：US$42,389,000（割引率12％）
　便益費用比率：1.43（割引率12％）

遅延・中断

総事業費：US$ 151,762,900（1995年1月）　外貨　93,118,200　内貨　
58,644,600

実施内容
　 ダム：コンクリート重力式（62.4m高）　 有効貯水容量： 653,000 立方m

最大出力： 85 MW   年間発生電力量 ： 389 GWh
   送電線： Los Llanos～San Rafael (Parrita)   (22Km、230KV)

工事工程： 2001年1月～2004年12月（4年）

(平成15年度国内調査)　2003年11月現在、ICEが河川の流域
変更をしない開発計画案を検討中である。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

（平成15年度　国内調査）　2003年11月現在、ICEが河川の流域変更をしない開発計画案を検討中である。
（平成17年度国内及び在外調査）　特記事項なし

(平成15年度国内調査)　2003年11月現在、ICEが河川の流域変更をしない開発計画案を検討中である。
(平成17年度国内調査)　電力公社にて流域変更を伴わない開発計画案を検討中であるが、プライオリティは低い。
(平成17年度在外調査)　1997年以降、ロス・ジャノス発電計画は全国発電網開発プランを支えるひとつの選択肢として捉えられ
ていたが、ボルカ発電計画が代替案として浮上したことから、ロス・ジャノス計画は進展を見せていない。発電コストが安く、重要
性を持ったボルカ計画により、ロス・ジャノス計画ばかりでなく、その他の発電計画が棚上げとなり、それらが実現するとしても２０
２０年以降となる見通しである。

（平成17年度在外調査）　　ロス・ジャノス計画ではナラシボ川から取水してパキタ川に移水することになるため、環境面から見る
ときわめて難しい問題を引き起こす。したがって、この計画を実現させるためには、特に環境影響評価等の実地調査が今後必
要であり、中でも取水に関する環境影響調査が鍵となる。
　コスタリカでは環境保護団体や対象地域の住民が取水を含む発電計画に対して強い反発を起こしている。同時に、ナラシボ
川の河口に位置するレイ海岸地帯がマヌエル・アントニオ国立公園の一部に指定されたため、ロス・ジャノス計画の実現を一層
困難にしている。同計画を現在のまま実現すれば、取水により流水量が最低となり、今後計画を進展させるためには、技術・環
境調査を実施する際、取水の法的正当性をも検討する必要がある。

F/S／水力発電

報告書の内容

- 228 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 DOM 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ドミニカ共和国

サントドミンゴ市配電網改修拡張計画調査

The Feasibility Study on the Modernization Plan of
Power Distribution System in the City of Santo
Domingo, Dominican Rep.

松本　茂

西日本技術開発(株)

80.2.12～3.31

6

54～55

39,740 千円

5.10 人月

1980/9

西日本技術開発（株）

Emilio Bodde n L.
Sub-Administrador General
C.D.E（ドミニカ電力公社）
（Corporacion Deminicana de Electricidad)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=19.9％、条件：利子率10％
3.期待される開発効果
 (1)送配電損失率の低下
 (2)盗電需要化の殆どを料金化できる。
 (3)設備の近代化
 (4)設備容量の余力

実施済

実施機関　　C.D.E
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｻﾝﾄﾄﾞﾐﾝｺﾞ市
総事業費
                F.C        L.C       Total
  1 Stage   4,622     2,820     7,442 (1980～1982)
  2 Stage   5,577     1,293     6,870 (1983～1985)
  3 Stage   4,810        769     5,579 (1988～1990)
    Total  15,009     4,882    19,891 （単位：百万円）
実施内容
　高圧配電線ﾌｨｰﾀﾞｰ　　126　ﾌｨｰﾀﾞｰ
実施経過
　　報告書の内容
　　　送電設備　変電設備　配電設備
第1期　 69KV×1cct.　　69KV変電所　　12.5KV配電線
　　　　新設8.2km　　 新設1か所28MVA　新設73km(27F)
　　　　　　　　　　　　増設6か所196MVA  張替100km
                        　　　　　　　　　　　       WHM25,000個
第2期　138KV×1cct.　 138KV変電所　  12.5KV配電線
　　　　新設13.0km　　新設1か所28MVA　新設65km(24F)
　　　　　　　　　　　　　69KV変電所　　　張替100km
　　　　　　　　　　　 　新設2か所56MVA　WHM25,000個
　　　　　　　　　　　 　増設4か所140MVA
第3期　138KV×1cct.　 138KV変電所　  12.5KV配電線
　　　　新設13.0km　　新設1か所56MVA　新設73km(27F)
　　　　　　　　　　　　　69KV変電所         張替70km
　　　　　　　　　　　 　増設6か所196MVA　　

C.D.E

同　　左
・JICA F/SとCDE実施予算との相違点
（第1期工事のみ）
　　　 　 JICA F/S   CDE
変電所        4.9         2.3（注）
送   電         0.4         1.6
配   電         19.0      15.4
   他             15.5        2.7
                    39.8      22.0（注）
                                    （百万ﾍﾟｿ）
     送電線新設  変電所新設  配電線新
設
第1期      8.2km    1ヶ所       27ﾌｨｰﾀﾞｰ
第2期    13.0         3             24
第3期    13.0                        27
　計　    34.2         4             78
　（注） JICA変電所一期工事はUSADの
みであるが、CDEはほかにCapotillo等4
変電所の建設を含んでいる。しかし、この
4変電所の建設ｺｽﾄは不明のためこの数
値には含まれていない。

報告書と具体化された内容との差異
1. 各Stageの内容、費用に変更あり。
2. JICA F/S後仏ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ（Sofrelec）による見直しを行い、これをもとｳﾞｪﾈｽﾞｴﾗ投資
基金の要請を行った。主な修正点は
　 　変電所：JICA第1期、第2期工事分を第1期でまとめて行う。
                 送　電：木柱を鉄柱にする。ﾙｰﾄを見直す。
　               配　電：地中工事の繰り延べ。
3.詳細設計はｳﾞｪﾈｽﾞｴﾗ系企業（Tanzanos, Guilley Asoc）が実施した。
4.ｽｹｼﾞｭｰﾙの遅れはJICA F/S後の詳細の遅れ及び資金調達の遅れによる。

第1期工事　ｳﾞｪﾈｽﾞｴﾗ共和国から資金を導入し、詳細設計を実施した。
資金はｻﾝﾌｧﾝ協定の下、石油代金をﾌｧﾝﾄﾞとしたｳﾞｪﾈｽﾞｴﾗ投資基金（総額5,000万
ﾄﾞﾙ/年程度）から2,200万ﾄﾞﾙが搬出された。又JICAにyおり派遣されている専門家の
指導のもとに他地域における変電所の増設、配電網の新設、昇圧工事がｳﾞｪﾈｽﾞｴﾗ
融資により実施された。
（JICA事務所より）
1999.10現在：変更点なし

受注業者
　F/S   見直し：Solrelec（仏）
　D/D             ：Tanzanos, Guilly Asoc.（ｳﾞｪﾈｽﾞｴﾗ）

F/S／送配電

報告書の内容

- 229 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 DOM 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ドミニカ共和国

ユナ川水力発電開発計画調査

Feasibility Study on El Torito-Los Veganes
Hydroelectric Power Development on the Yuna
River in the Dominican Republic

園田　博康

日本工営(株)

82.6.30～8.14
82.11.15～83.3.31
83.5.30～8.20

16,7

57～59

338,344 千円

116.63 人月 （内現地65.99人月）

1984/8

日本工営（株）

ドミニカ電力公社  (C.D.E)
Marcelo Jorge Perez（電力公社総裁）
Fernando Luciano（水力発電部長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=13.8％、FIRR=12.4％
3.勧告　ﾕﾅ川の上流域の2地点（ｴﾙﾄﾘｰﾄ及びﾛｽﾍﾞｶﾞﾉ
ｽ）に流れ込み式の発電所（第1発電所 7.2MW、第2発
電所 7.7MW）を建設し、落差を2段階で利用することに
より、合計14.9MWのﾋﾟｰｸ負荷用水力の開発をする。

遅延・中断

実施機関
　C.D.E

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾕﾅ川上流域のｴﾙﾄﾘｰﾄ及びﾛｽﾍﾞｶﾞﾉｽ地区

総事業費
　総事業費　　　57.1百万RDﾄﾞﾙ
　うち外貨分　 　33.8百万RDﾄﾞﾙ
　　（1983年央時点、1USﾄﾞﾙ=1RDﾄﾞﾙ）

実施内容
　1.ﾕﾅ川上流域　　約100平方km
　2.上流の集水面積30平方kmから取水した水を5kmの導水ﾄﾝﾈﾙで第1発
電所へ導き7.2MWの発電を行う。（落差229ｍ、使用水量3.7立方ｍ/s）
   3.更に第1発電所からの放流水と残流域30平方km（合計 60平方km）か
ら取水した水を3.5kmの導水ﾄﾝﾈﾙで第2発電所へ導き7.7MWの発電を行
う。（落差 134ｍ、使用水量6.88立方ｍ/s）

実施経過
　1984.8　　計画開始時期
　1986.3　　E/N締結
　1986.5　　L/A調印
　1986.7　　設計完了時期

(*)の続き
2. 詳細設計、ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：(株)日本工営
3. 1986年8月政権交替後、ﾄﾞﾐﾆｶ国会で
L/Aがないまま時日を経て、1988年2月ﾄﾞ
政府よりOECF宛当面実施を見合わせる
旨の連絡があったため、その後の連絡は
中断している。事実上棚上げされL/Aの
無効状態となった。

　輸入燃料に頼る火力発電から少しでも脱却するための水力開発を目指していた
が、1988年、ﾄﾞ政府政権交替により棚上げされた。

1985.12～1986.3  詳細設計実施（内国資金60万ﾄﾞﾙ）
1986.3                  E/N署名
1986.5                  L/A提携調印。但し発効について
                            (1)ﾄﾞﾐﾆｶの国会承認を得ること
                            (2)債務完済することの条件が指定されたが履行されず。
1988.2                 中断
1999.10               特に新情報なし。

1. 技術移転（詳細設計等）
　　OJT：ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ、物探の専門家を派遣し、供与機材を用いて技術指導、
              その他各専門家が個別に指導。
　　日本での研修：2名が来日し約1.5ヶ月滞在し、現場見学その他にｺﾝｻﾙ
　　ﾀﾝﾄ会社でﾚﾎﾟｰﾄ作成に従事。
(*) へ続く

F/S／水力発電

報告書の内容

- 230 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 ECU 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

エクアドル

紙パルプ工場建設計画調査

The Feasibility Study for the Establishment of a
Pulp & Paper Mill in the Republic of Ecuador

狩野　忠夫

本州製紙(株)

82.10.2～11.5

9

57～58

68,624 千円

21.56 人月 （内現地9.24人月）

1983/6

本州製紙（株）
(社)日本プラント協会

国家金融公社 (Corporation Financiera
National : C.F.N)、Industrial
Forestal Cayapas C.E.M.(I.F.C)
Mr.Gianni Garibaldi (General Manager
of C.F.N)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=15.72％、FIRR=10.62％
 (1)ﾊﾞｰｼﾞ建設方式による、年間生産量39,600ﾄﾝ中芯
　　原紙製造ﾌﾟﾗﾝﾄがﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙである。
 (2)原料木材の供給は、本ﾌﾟﾗﾝﾄを存立せしめるに、
　　十分な量が確保出来る。同時に森林伐採跡地は植
　　林を行う。
 (3)製品は全量、輸入品代替として販売される。
 (4)財務状況をより安定したものとするため、長期借
　　入金の条件をｿﾌﾄにするような努力が必要である。

中止・消滅

実施機関
　・Corporacion Financiera Nacional(C.F.N)
　・Industrial Forestal Cayapas C.E.M.(I.F.C)

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｴｽﾒﾗﾙﾀﾞｽ州　ｻﾝ･ﾛﾚﾝｿ
　ｶﾔﾊﾟｽ、ﾌｫﾚｽﾄ、ｺﾝｾｯｼｮﾝ
総事業費
　94.4百万USﾄﾞﾙ
　　（1USﾄﾞﾙ=230円）

実施内容
　ﾊﾞｰｼﾞ建設方式による、中芯原紙、
　年間　39,600ﾄﾝ　製造ﾌﾟﾗﾝﾄ
　　　　　…全1式（ﾌﾙ、ﾀｰﾝ、ｷｰﾍﾞｰｽ）
　原木伐採・運搬・道路建設設備、ﾊﾞｰｼﾞ曳航用浚渫
　掘削工事、土木建築工事、ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ等を含む。

実施経過
　時期は特定せず
　ﾌﾟﾗﾝﾄ建設期間　　33ヶ月

　当時のｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ機関の消滅、資金規模が過大、ｻｲﾄで皆伐を行うと当地が多雨
地帯のため再植林が不可能なこと、等の理由による。

　紙ﾊﾟﾙﾌﾟ工場の建設辞退は、1989年から1992年までの国家開発計画中の優先ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ13のうちに含まれる（優先順位は不明）。しかし本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実現見込みは現
在全くないようである。
　本調査が行われた当時のCFNの機能はWBやIDBから直接融資を受け、それを
CFNが直接企業に融資を行うというものであった。当時ｶﾔﾊﾟｽ社という木材伐採業の
会社とﾁｬﾊﾟｻ社という製材業の会社があったが、共に10年以上前に潰れた。
　現在のCFNは、1998年8月10日の現大統領就任以降、人的・組織的にﾘﾆｭｰｱﾙし
た（大統領が変わるたびに同じことが起きる）。当時のことを詳しく知る人はいない。
（1998年11月現地調査結果）

　紙ﾊﾟﾙﾌﾟ工場建設に関しては、資金協力を含め、日本に再調査を依頼したいとの
要望がある。

F/S／その他工業

報告書の内容

- 231 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 ECU 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

エクアドル

チェスピ水力発電開発計画調査

Chespi Hydroelectric Development Project

牛島　照美

電源開発(株)

85.1.10～3.10
85.6.16～12.24

15

59～61

171,035 千円

55.50 人月 （内現地35.20人月）

1986/8

電源開発（株）

INSTITUTO ECUATORIANO DE
ELECTRIFICATION (INECEL)
ING,MARCO KAROLYS (Director Ejecutivo
de Ingenieriay Construccion)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=13.50％
   FIRR=6.2％
3.ｶﾞｲﾔﾊﾞﾝﾊﾞ川中流域の開発地点としてﾁｪｽﾋﾟ計画地
点が最もﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙであり、最適開発規模は最大出力
167MWで1985年12月時点の総建設費は299.1百万US
ﾄﾞﾙである。
　本計画の詳細設計に当たって、大縮尺の地形図作
成、調整地周辺のLahar堆積物の含めた詳細な地質及
び材料調査と調整地での堆砂形状及び排砂方式を検
討するため、河川流量と堆砂の粒度分布の測定を高頻
度かつ精密に実施する必要がある。

遅延・中断

実施機関
　ｴｸｱﾄﾞﾙ電力公社（INECEL）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　首都ｷﾄ北方約30km地点のｶﾞｲﾔﾊﾞﾝﾊﾞ川中流部のﾍﾟﾙﾗﾋﾞ川
　との合流点下流2km地にﾀﾞﾑを築造し7.5kmの導水路ﾄﾝﾈﾙ
　により下流へ導水して発電所を建設する。

総事業費
　299.1百万USﾄﾞﾙ
　うち外貨分140.3百万USﾄﾞﾙ
　　　1.00USﾄﾞﾙ=200.50円=96.5S/.）

実施内容
　・堤高60ｍのｺﾝｸﾘｰﾄ重力式ﾀﾞﾑ
　・直径5.2ｍ長さ7.5kmの導水路ﾄﾝﾈﾙ
　・直径4.5ｍ～2.1ｍ長さ553ｍの水圧、管路
　・使用水量70立方ｍ/s，落差278ｍ、出力167MW
　・立軸ﾌﾗﾝｼｽ水車2台（85.4MW）
　・三相交流同期発電機2台（93MVA）
　・半地下式発電所
　・屋外型三相送油風冷式、93,000KVA
　　2台の変圧器
　・138KV 亘長22km
　　2回目の送電線等の建設計画

　詳細設計を実施すべく、輸銀の2ｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝを利用して、ｱﾝﾃﾞｽ開発公社（CAF）
（輸銀の出資機関）へ融資申請を進め、電源開発に対し随意契約によるﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ
提出依頼があり提出したいが、大統領が交替したことに伴い計画が中断。
　1990年に、計画されたﾀﾞﾑｻｲﾄに流入するﾋﾟｽｹ川上流部で大規模な土砂洛崩落が
あり、再度の崩落を危惧したINECELは運開を延期した。

　資金調達上の問題（予算が付かない）
　ｴｸｱﾄﾞﾙの電力事業の民営化に伴い、民間投資家による開発がない限り発電所の
建設は今後あり得ないとのこと。（1998年11月現地調査結果）

F/S／水力発電

報告書の内容

- 232 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 ECU 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

エクアドル

エスメラルダス輸出加工区開発計画

Esmeraldas Export Processing Zone Development
Project

小泉　肇

日本工営（株）

91.6.11～91.7.5
91.2.17～91.3.24

11

2～3

175,839 千円

48.55 人月 （内現地17.06人月）

1991/12

日本工営（株）

Claudio Creamer Guillen
General Manager
Industrial Development Center
産業開発ｾﾝﾀｰ(CENDES)

中止・消滅

[プロジェクト概要]
エクアドル国エスメラルダ州に23haの輸出加工区を建設する。
建設費は、約600万ドル（うち外貨分200万ドル）。運営はエスメラルダ輸出
加工区運営会社が行う。

[調査概要]
・投資需要調査
・施設計画
・予備計画
・組織制度
・環境計画
・積算
・事業計画

調査精度はプレF/Sレベル。
政権交替に伴い、プロジェクトへの関心が低下し、優先順位が再考された規模。

運営会社は設立済、また用地も確保済、入居状況は不明。

カウンターパートであるCENDES（産業開発センター）は既に消滅している。
(1998年11月現地調査結果）

2002.3現在：変更点なし。

F/S／工業一般

報告書の内容

- 233 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 GTM 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

グアテマラ

製油所建設計画調査

The Feasibility Study on the Petroleum Refinery
Project in the Republic of Guatemala

佐藤　晋

三菱油化エンジニアリング(株)

83.7.11～7.23

9

58～59

51,813 千円

18.64 人月 （内現地10.51人月）

1984/8

三菱油化エンジニアリング(株)

The Ministry of Energy and Mines
エネルギー鉱山省
Tte.  Cnl. e Ing. Sigfrido Alejandro
Contreras Bonilla 大臣
Mr.Jorge Huertas課長

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.EIRR=8.6％、FIRR=11.2％
　本計画は財務評価および経済評価によれば、本計
画の収益性はそれ程高くないが、実施しても良いﾚﾍﾞﾙ
にある。
　但し、財務評価の感度分析の結果によると、収益性
は、原油価格、石油製品価格の影響を大きく受け、ま
た本計画の所要資金が巨額であることから、国家経済
的な見地から本計画の取り上げの可否を決定する必要
がある。

遅延・中断

実施機関
　ｴﾈﾙｷﾞｰ鉱山省

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　El Rancho
　（首都ｸﾞｧﾃﾏﾗ･ｼﾃｨから80km北東に位置する）

総事業費
　794百万ｹｯﾂｧｰﾙ
　　うち外貨分　481百万ｹｯﾂｧｰﾙ
　　　　　　　　（1ｹｯﾂｧｰﾙ=235円）

実施内容
　下記を含む
　1. 4万ﾊﾞﾚﾙ/日の製油所
　2. 輸入原油受入れ基地
　3. 220kmの受入れ基地から製油所までのﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ

実施経過
　1983.10　 計画開始
　1984.7      計画完了

報告書提出後、原油価格が軟化傾向のためｶﾞｿﾘﾝ等石油製品価格市況も緩んでお
り、本計画の収益性が低下していること、またｸﾞｧﾃﾏﾗ国の政治・経済環境もやや悪
化しているため。

　1984年10月ｴﾈﾙｷﾞｰ鉱山省石油局において、実施につき検討されたが、財政的理
由により困難とされた。

F/S／化学工業

報告書の内容

- 234 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 GTM 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

グアテマラ

アマティトラン地熱開発計画調査

Feasibility Study on the Amatitlan Geothermal
Development Project

藤野　敏雄

西日本技術開発(株)

98.5.11～5.25/98.10.3～11.29/99.3.1～
3.12/99.11.27～00.2.9/00.5.1～10.15/01.3.1～
3.15/01.10.21～10.29

13

9～13

741,455 千円

59.95 人月

2001.12

西日本技術開発（株）

エネルギー鉱山省（MEM）、電力公社（INDE）

Ing. Julio Cesar Palma Ayala
（General Manager of Geothermal Department)

1)フィージビリティの有無：　　　有り
    (発電事業実施可能な地熱資源の賦存が確認され、
事業採算性の確保も可能）

2)　内　部　収　益　率：　出力20MW＝10.48-11.14%、
　出力40MW＝10.87-13.75%

3)期待される効果：　輸入化石燃料に代わり国内資源
（地熱）を活用することにより電力需要への対応が可能
となる。地球温暖化に関わる炭酸ガス排出量も極めて
少なく、地球環境へのインパクトを抑えた電力供給が可
能となる。また，地熱開発では、電源開発以外に熱の
多目的利用が可能となり，新たな産業の創造により地
域の発展に幅広く寄与する。これに伴い燃料のための
森林樹木伐採が抑制され、貴重な動植物の生息地で
ある熱帯雨林の保全への貢献が期待される。

実施中

JICAは同国首都グァテマラシティの南西約40kmに位置するアマティトラン
地域の地熱資源の広がりを調査し最適地熱発電計画の策定に関する技
術協力の要請を受け、1998年9月から2002年1月にかけて、グァテマラ電
力公社（INDE）と共同してアマティトラン地熱開発計画調査を実施した。

この調査では、蒸気生産井掘削・調査を含む地球科学的調査（地質，地
化学，物理探査，検層），噴出試験が行われ、これらの結果を基に資源量
評価も実施された。資源量評価における貯留層シミュレーションによって、
本地域には約50MW相当の発電開発が可能な地熱資源ポテンシャルが
存在することが確認された。報告書には、これらの調査・評価の結果が取
りまとめられている。さらに，調査では、発電所概略設計・工事計画が作成
され，工事費の積算，環境影響評価および経済･財務評価も実施された。
これらも併せて最終報告書には記載されている。地熱ポテンシャルの高
さ、立地条件の良さから、収益性の高い事業の実施が可能と評価された。

(平成15年度国内調査)　政府は、早期の事業実現と、同国政
府及び電力公社（INDE)の財務状態、さらには本事業が収益
性の高い事業であること等を考慮し、INDEに代わり発電所建
設・運転を実施する民間事業者を公募することとした。事業者
による地熱資源の過剰開発及び事業者の資源開発リスクの低
減等を考慮し、公募事業を、発電所規模を徐々に拡大するよう
に、３段階に分け実施することとした。具体的には、発電所規
模を開発に段階に応じ、10～13MW、20～22MW、50MWまで
とステップに分け増設することとしている。
　既に海外から応募した民間事業者が本地域の発電事業者と
して選定されていることから、近く発電所が建設され発電事業
が開始される予定である。発電した電気は、電力公社が買い
取り、同公社の送配電網を通じ、同国内に供給される予定。な
お、この事業に必要な蒸気の安定確保のために、我が国コン
サルタント（西日本技術開発）が民間事業者支援のためのコン
サルタントサービスを実施している。なお発電所建設資金調達
方法は、民間事業として実施されるため不明。次段階調査とし
て、エンジニアリング補足調査（坑井出力確認試験）が実施さ
れた。
(平成16年度国内調査)　民間業者により、BOO方式で発電所
建設実施中。
(平成16年度在外調査)　地熱資源活用を目的に、要望に応え
てプロジェクトの第1期建設時にカルデラス地区に５MWプラン
トを設置した。5MWプラントは2003年3月に稼動開始している。
(平成17年度国内調査)　 　アマティトラン地熱電源開発に関
し、INDEはメキシコから中古の地熱発電設備(出力5MW)を購
入し、現在発電を行っている。一方、余剰分の地熱蒸気開発
に関しては、当初国際入札において応札したイスラエルOrmat
社との間で24MW買電に関するPPA契約がINDEとの間で締結
され、同社は発電所建設中である。この発電所建設に要する
資金に関しては、IDB資金を活用している模様である。さらに、
Ormat社は更なる出力増大の可能性についても現在、調査・
検討中である。
(平成17年度在外調査)　 オルマ･オルティラン社によるハイブ
リッド式地熱発電プラント20MWの建設と稼動にあたっての環
境影響調査書が提出され、承認された。道路とプラント本体基
礎工事は完工しており、建設は全体の15%程度が完成してい
る。

(平成15年度国内調査)　政府は、従来INDEが地熱・水力等の自国天然資源による電源開発を行うこととし、既設のZUNIL地熱
発電所も日本の支援を受けINDE中心となり事業化した。本地域についても、IDB資金によりINDEが基礎調査を行っており、こ
の延長線上で日本の支援を受け実施されたものである。しかしながら、INDEの財務状態は悪化し電源開発を行うには難しい状
況になりつつある。本地域についても、化石燃料輸入による対外債務の増加を抑え、必要な電力供給を早期に実現するため
に技術・資金を有する民間事業者を公募せざる得なくなった。
(平成15年度在外調査)　INDEは、理事会で承認された方針（戦略）に基づいて国内の地熱発電の開発を促進する目的で、ア
マティトゥラン地熱発電フィールド（５０MW)の開発およびその運営に関わる国際入札を実施した。落札業者は環境に及ぼす影
響調査結果を環境天然資源省に提出し、その承認を待ってプロジェクトを開始する予定である。
(平成16年度国内調査)　民間業者によるBOO方式での発電所建設を実施中。
(平成16年度在外調査)　入札者：INDE、工事開始予定：2005年1月
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

(平成15年度国内調査)　本調査結果では、電力公社（INDE)による発電所建設・運用の実施が勧告されたものの、同国政府は
増加する対外債務や電力公社の財務状態からINDEによる発電所の建設運転は困難との判断し、地熱発電所建設運転の能
力を有する民間事業者を公募することとした。これにより、早期の地熱発電事業の実施が可能になり、同国の化石燃料輸入量
削減や安定電力供給が可能となるものと期待されている。公募はBOO方式による発電所建設のための競争入札として2002年
に実施され、契約諸条件の調整が終了次第、発電所建設が開始される予定である。
(平成16年度国内調査)　地熱発電所建設の能力を有する民間業者を公募。本邦企業は応札せず、唯一ORMAT社（イスラエ
ル企業）が応札、発電事業者として選定された。現在、最初の３０MW発電設備用の追加蒸気井掘削を準備中であり、蒸気を確
認次第、発電所建設を実施する予定。その後３０MW発電所を追加し、合計６０MWの設備容量にする予定である。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

(平成15年度国内調査)　本調査期間中にも電力公社を取り巻く状況は変化し、政府は民間の電力事業への参入を認め、求め
る方向を大きく変化していった。このため、本調査結果をINDE事業に活かすことは出来なかった。しかし、資源や環境の保全を
考慮した公募条件検討や事業者選定には、調査結果や移転技術が活用されている。
(平成17年度在外調査)
研修：　　地熱開発と実験方法　地熱流体、X線回折、ジルコン形態の分析　6週間
専門家派遣：　　地熱科学調査(地質、地球化学、地球物理)、環境面の評価、新しい生産井の設計と場所の特定、地熱発電プ
ラントの設計と建設場所の選定、電力分野に関する調査、掘削工事の監理　1998年から2001年にかけて数回の派遣団
その他：　　1700メートルの地熱井二本(AMJ-1, AKJ-2)の掘削が成功し、発電量が12から20MWに増強　

F/S／新・再生エネルギー

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 HND 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

ホンジュラス

エル・カホン水力発電所増設計画

Amplification Project of El Cajon Hydroelectric
Power Plant

榎並　敏夫

電源開発(株)

92.6.10～7.9
92.10.24～11.7

10

3～5

140,858 千円

32.40 人月

1993．4

電源開発（株）

Empresa Nacional de Energia Electrica
(ENEE)
Mauricio Mossi S. (Dierctor de Planificacion)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ有り（ただしﾍﾞｰｽ負荷対応火力発電所が
事前に建設されることが条件）

2.EIRR　16％
　B/C　1.12
　B-C　US$15,076,000

具体化準備中

1）ホンジュラス電力公社（ENEE）
2）コマヤグア県
3）内貸　US$17,692,000
 　外貨　US$92,385,000
 　合計　US$110,077,000
4）定格出力　75MW×2台
5）1996年1月　詳細設計開始
 　1998年7月　工事着工
 　2002年1月　5号機運開
 　2006年1月　6号機運開

（平成15年度　国内調査）
情報なし

（平成15年度　国内調査）
現況に関する情報不足であるため、プロジェクトの現況は暫定措置。

2003.2現在：変更点なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

F/S／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MEX 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

メキシコ

ラグーナ地域綿繊維工業開発計画調査

The Feasibility Study on the Development of
Laguna Cotton Texile Industry in the United
Mexican Srates

井上　重男

東洋紡エンジニアリング(株)

81.1.14～2.12

7

55～56

46,001 千円

16.50 人月 （内現地9.00人月）

1981/10

東洋紡エンジニアリング(株)

農業振興総局Ing. Alberto Levet Contreras
(Director General de Desarrollo
Agroindustrial)局長のものに現在担当は
Ing.Edwardo Garza Martinez(Director de
Programs y Proyectos Agroindustriales)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.FIRR…ROI=13.1％、ROE=8.1％
3.EIRR=23.1％（GNP利益率）
条件(1)金利9％
        (2)原綿代10％up
期待される開発効果：
(1)ﾗｸﾞｰﾅ地域の綿花の安定消費と付加価値の創造に
役立ち、ｴﾋｰﾄﾞ農民援助政策に寄与する。
(2)地域の雇用創出、経済人口増に役立ち、その製品
の流通は地域経済を活発化する。
(3)政府の工業開発政策と大衆消費用製品を適正価格
で供給する政策にも合致する。
(4)ﾊｲﾚﾍﾞﾙﾌﾟﾗﾝﾄによる高品質製品の生産は、ﾒｷｼｺ織
物技術水準向上を促し、繊維原料輸出から製品輸出
への体質転換に資する。

中止・消滅

実施機関
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾗｸﾞｰﾅ
　　（建中金利含む）
総事業費
　2,201百万ﾒｷｼｺﾍﾟｿ（Mﾍﾟｿ）
　　　　（19,390百万円）
　うち外貨　　9,946百万円
　　　内貨　　1,072百万Mﾍﾟｿ
　　　　　（9,444百万円）
　　　　　（1USﾄﾞﾙ=23.60ﾍﾟｿ=208円）
　株　 式（払込） 　1,287百万Mﾍﾟｿ
　借入金（長期）　　　858百万Mﾍﾟｿ
　　   〃 　（短期）　　　200百万Mﾍﾟｿ
実施内容
　綿糸　Ne 20’s　　　272,050kg
　綿ﾍﾞｯﾄﾞｼｰﾃｨﾝｸﾞ67”巾晒3,000,000ｍ-
　　　〃　　 ”染 4,500,000ｍ-1,500,000ｍ
　　45/55混紡ﾂｨﾙ45”　　巾染6,000,000ｍ
　　65/35混紡ﾎﾟﾌﾟﾘﾝ45”  巾染1,500,000ｍ
　　精紡機　　　　　           36,228錘
　　ｴｱｼﾞｪｯﾄ織機　　　　   254台
　　晒工程　　　　　　        1ﾗｲﾝ
　　染工程　　　　　　        1ﾗｲﾝ
　　電気設備
　　動力設備
　　契約より工場完成まで22ヶ月
　　 　   〃     ﾌﾙ操業開始まで35ヶ月

1.政策の変更／政権の交代

　調査終了後に機構改革が行われ、当時のｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ機関（農業振興総局）は既
に存在していない。
　調査終了時点から年月が経っており、ﾗｸﾞｰﾅ地域での綿花栽培は現在行われてお
らず、調査内容は現状とそぐわないものとなっている。
1998年現地調査を行ったが、ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ不可能であった。（1998年11月）
1999.11現在：変更点なし

　その後1987年頃、同じﾗｸﾞﾅ州に紡績工場建設の企業性調査が民間主導により行
われた（ﾖｰﾛｯﾊﾟ紡績ﾒｰｶｰによる機械の売込みが動機と聞いている）。その結果、ﾒｷ
ｼｺの投資金融公社NAFINSA（70％）とﾛｰｶﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ（30％）の出資による20,000錘の
紡績工場”HILATURA DE LAGUNA”の建設が行われた。

F/S／その他工業

報告書の内容

- 237 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MEX 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

メキシコ

ゲレロ州硫化鉄鉱開発計画調査

The Feasibility Study for the Development Project
at the Guerrero State

小灘　龍男

同和鉱業(株)

80.10.10～11.14

6

55～56

70,190 千円

0.00 人月

1981/10

同和鉱業（株）

Guillermo P.Salas
Director General del Consejo de Recursos
Minerales
国有財産省鉱物資源局

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ－：有り
2.FIRR=17.9％
条件(1)投資額は全額借入れ。金利8％
        (2)価格上昇税金は除外
        (3)機器装置類10年更新
3.期待される開発効果：
　(1)地域社会の促進（地域社会、関連産業への影響）
　(2)雇用の促進（従業員及び家族の生活安定化）
　(3)未利用資源の有効活用（肥料用硫酸製造、製鉄
     原料の生産）
　(4)国際収支への影響（鉄鉱石需要の対応）

実施済

実施機関
　鉱物資源局、鉱業振興局

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　1.Campo Morado鉱床　2.Copper King鉱床
　3.冶金工場　　Lazaro Cardenas地区

総事業費
　45,449百万円
　（1USﾄﾞﾙ=210円=12Pesos）
　ﾊﾞﾝｸ･ﾛｰﾝ

実施内容
　1.Compo Morado 420,000t/y 約20年
　2.Copper King　  200,000t/y 約40年
　3.冶金工場　　工業用濃硫酸 700,000t/y
　　　　　　　       　ﾍﾟﾚｯﾄ　　　　340,000t/y
　1.Compo Morado道路、福利厚生施設
　2.Copper King道路、福利厚生施設
　3.冶金       貯鉱場、破砕工場、焙燒、硫酸工場、
                   ﾍﾟﾚｯﾄ工場、回収工場

実施経過
　計画着手後30ヶ月で試験操業開始

　ﾒｷｼｺ政府より本件関連ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして
ｵｱﾊｶ州未利用鉱物資源回収について
技術協力の要請がなされ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式
技術協力を実施した。
1.案件名：未利用硫化鉱開発技術
2.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ：ｴﾈﾙｷﾞｰ鉱山国営企業省
鉱業振興局
3.経過
1984. 4　 正式要請
1985. 3　 事前調査
1986. 2　 R/D締結
              （協力期間　1986.2～1990.2）
1986. 6　 専門家派遣開始　ﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰ、
               選鉱、製錬、分析（各1名）
1988.12　製錬ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ据付完了
1989. 1 　試運転及びﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄに
               おける技術移転開始
1990. 2 　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了

CFMは、1991年10月の機構改革で、
CRMに吸収合併された。

　本案件に追従してJICA/CFM（旧国有財産省鉱物振興局）の間でｵｱﾊｶ州未利用
鉱物資源回収についてﾌﾟﾛ技が実施された（案件名：未利用硫化鉱開発技術、1986
年～1990年）。
　本ﾌﾟﾛ技終了と時を同じくして、当時のｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄである国有財産省の機構改革
が行われ、1992年2月に国有財産省はｴﾈﾙｷﾞｰ鉱山国営企業省に改称し、併せて
CFMがCRMにその業務の一部を移管し消滅した（ｴﾈﾙｷﾞｰ鉱山国営企業省はその
後現商工省に改称し、CRMは現在その管轄下にある）。（1998年11月現地調査結
果）

1999.11現在：変更点なし

F/S／鉱業

報告書の内容

- 238 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MEX 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

メキシコ

ＣＦＭ選鉱場近代化計画

The Study on Modernization Plan of Benefication
Plants of CFM in the United Mexican States

橋口　博宣

同和鉱業(株)

89.7.17～10.11

6

1～2

76,541 千円

25.80 人月

1990/3

同和鉱業（株）

エネルギー・鉱山・国営企業省
　鉱山振興局（CFM）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り

2.ﾊﾟﾗﾙ選鉱場          IRR=19.9％
   ｸﾞｱﾅｾﾋﾞ選鉱場    IRR=49.5％
   ﾊﾞﾛﾈｽ選鉱場        IRR=52.7％

3. ﾊﾟﾗﾙ選鉱場：設備の老朽化対策、効率上昇、操業
  安定化、労働条件改善、省力化

　 ｸﾞｱﾅｾﾋﾞ選鉱場：設備の維持、省ｴﾈﾙｷﾞｰ化、操業
  安定化、物品費削減、事務部門の合理化

　 ﾊﾞﾛﾈｽ選鉱場：操業ﾌﾟﾛｾｽの合理化、計装自動化、
  事務部門の合理化

実施済

実 施 機 関   ：CFM

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾊﾟﾗﾙ選鉱場、ｸﾞｱﾅｾﾋﾞ選鉱場、ﾊﾞﾛﾈｽ選鉱場

総 事 業 費   ：算出せず

実 施 内 容   ：
　ﾊﾟﾗﾙ選鉱場、ｸﾞｱﾅｾﾋﾞ選鉱場、ﾊﾞﾛﾈｽ選鉱場について、その地域の鉱
業ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙに遡り、近代化計画を策定した。具体的には、設備の更新・合
理化、計装自動化、事務部門の合理化について、個所別に提言した。

実 施 経 過   ：
　ﾊﾟﾗﾙ選鉱場において、ﾎﾞｰﾙﾐﾙ等の設備更新工事を、提言に基づき計
画開始した。

　要請に基づき、日本政府はﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ技
術協力「選鉱場操業管理技術」
（1992.8-1996.8）の実施により、ﾊﾟﾗﾙ選
鉱場近代化計画の実施に際して必要とさ
れる無公害選鉱場の(1)選鉱操業技術、
(2)ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ利用による管理技術、(3)計
装技術の3つを中心とした操業管理技術
に関して、技術移転が実施された。
1991.7　 選鉱場操業管理技術協力
                  ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ　事前調査団派遣
1991.11  同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ　長期調査員派遣
1992.4　 　　　　〃
1992.8    R&D締結
1992.12  ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾌ
                 ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ･ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ派遣
1993.1　 長期専門家（選鉱）派遣
1993.3　 JICA-SEMIPｾﾐﾅｰ「選鉱操業
        近代化と環境改善への努力」開催
1993.5　 長期専門家（ﾌﾟﾛｾｽｺﾝﾄﾛｰﾙ、
                                 計装技術）派遣
1993.6　 計画打ち合わせ調査団派遣
              実施機関変更　CFM→CRM
1994.8　 巡回指導調査員（第1次）派遣
1995.6　 巡回指導調査員（第2次）派遣
1996.7　 終了時評価調査団派遣
1996.8　 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了

　実績は専門家派遣35名、CP受入18
名、機材供与412,622千円

　本調査の提言を受けて、CFMは17の選鉱場の一つであるﾊﾟﾗﾙ選鉱場に対して、
選鉱設備の計装化、自動化等によって無公害の近代化された実操業規模のﾓﾃﾞﾙ
選鉱場を設立し、選鉱操業・管理技術者を養成することを目的にﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ技術協力
の要請を行った。

　CFMをｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄとして実施された本案件は3つの選鉱場に対してそれぞれの異
なった勧告を行い、その後本案件に追従して実施されたﾌﾟﾛ技（案件名：選鉱場操業
管理技術、1992年～1996年）の対象として選定されたﾊﾟﾗﾙ選鉱場が現在も操業中
である。
　1997年に現商工大臣によりﾊﾟﾗﾙ選鉱場の民間への売却支持が出されたが、これ
についても（JICA協力案件の売却について）JICAが抗議を行う等の側面支援の結果
民間への売却（民営化）を免れている。（1998年11月現地調査結果）
 2002.3現在：新情報なし

F/S／鉱業

報告書の内容

- 239 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MEX 004

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

メキシコ

マサテペック水力発電リハビリテーション計画

Feasibility Study on Rehabilitation of Masatetec
Hydroelectric Power Station

三宅　清之

日本工営（株）

90.8.17-90.10.30/90.12.3-90.12.17/91.2.11-91.2.
25/91.5.17-91.6.15/91.9.6-91.10.5

10

3～5

202,023 千円

49.80 人月 （内現地31.30人月）

1995.11

日本工営（株）
（株）三祐コンサルタンツ

メキシコ連邦電力庁（CFE）
Ing. Juan Jose Vazquez
（生産事業部、土木部長）

下記対策を提案した。
・取水口の新設（上方へ移動）
・排砂ﾄﾝﾈﾝﾙの新設
・砂防ﾀﾞﾑの築造（高さ40m）
・浚渫の継続（ﾄﾞﾚｯｼﾞｬｰの修理又は新規購入）
・耐摩擦調速機の導入

工事費総額：US$30.8x10,000,000

EIRR:　165%

具体化準備中

メキシコ市北東170Kmのアプルコ川に建設されたマサテペック水力発電所
（1962年に運開）のソレダッド貯水池の泥砂問題、発電所水車の損傷に対
し、技術的、経済的、環境的見地から、リハビリテーション計画を策定する
調査である。調査の結果、取水口と排砂施設の新設、上流砂防ダムの建
設、浚渫の継続、デクジピット調速機の導入を提案した。

1)実施機関である連邦電力庁(CFE)に
1994年7月に問い合わせたところ、提案さ
れた計画は、妥当と承認され緊急策とし
て浚渫工事の入札を行うことが決定され
たとの由。

2)電力事業の民営化方針に基づき、所要
工事費の対外借款による資金調達は考
えていない。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

CFEの実施能力は高い。又、通常のOECF借款は適用されない国である。
プロジェクトの現況は暫定措置。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

CEFは、提案を妥当なものとして、資金調達を含む実施計画を策定中、優先計画と
して浚渫工事の入札を決定した由。1994年～1995年にかけてﾒｷｼｺの電力政策の変
更=民活(IPP事業)にともない、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ（堆積した土砂の回収）に要する予算が
いまだに付いていない。ﾀﾞﾑに堆積した土砂を除去するための自主対策措置として、
緊急対策用に設置してあるﾚﾍﾞﾙﾊﾞﾙﾌﾞを開けて（年間100万立米、5年間で500万立
米にまで堆積した土砂を）抜いた。（1998年11月現地調査結果）

2002.3現在：変更点なし
2003.3現在：変更点なし

F/S／水力発電

報告書の内容

- 240 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PAN 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

パナマ

石炭火力発電開発計画調査

The Panama Coal Power Development Project

三國　雅士

電源開発(株)

86.6.16～9.13
87.2.1～2.15

10

60～61

100,353 千円

33.50 人月 （内現地17.00人月）

1987/3

電源開発（株）

パナマ水資源電力会社
INSTITUTO DE RECURSOS HIDRAULICOS
Y ELECTRIFICACION
Ing.CARLOS A. ALIGANDONA (Director
Ejecutivo de Desarrollo)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.FIRR=12.6％
   FIRR=13.5％
3.本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは技術的、経済的、財政的にもﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙ
なので、1号機を1992年10月、2号機を1993年1月に運
転開始するためには、1988年に実施設計業務を開始
する必要があり、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに関連する外交面、資金
面、技術面の手続き、または事前準備を可及的速やか
に開始すべきである。

遅延・中断

実施機関
　ﾊﾟﾅﾏ水資源電力公社（IRHE）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　発電所地点は北緯9度20分10秒、西経79度54分35秒に位置し、ﾊﾟﾅﾏ運
河のｶﾘﾌﾞ海側への出入口であり、ﾘﾓﾝ湾に面したﾃﾙﾌｧｰｽﾞｱｲﾗﾝﾄﾞでｺﾛﾝ
市から約3kmの距離である。

総事業費
　224.9百万USﾄﾞﾙ
　うち外貨分150.9百万USﾄﾞﾙ
　　　（1.00USﾄﾞﾙ=185.00円=1.00B）

実施内容
　設備出力150MW（75MW×2基）の輸入炭火力発電所、石炭荷揚げ用
桟橋と貯炭場、冷却水の取水及び放水施設、灰輸送と灰捨場及び、約
70km、230KV2回線の送電線等の建設計画

具体的な動きはない。
1999.10現在：変更点なし

・1988年1月の中南米大使会議（東京）において、円借款要請の意向がある旨の情
報を入手。
・ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対する現地でのOJT
・ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの日本における研修（最新の石炭火力発電所を見学）
・現地ｺﾝｻﾙの活用
・JICAﾍﾞｰｽ専門家派遣　1987年5月まで/1988年3月から1名

F/S／火力発電

報告書の内容

- 241 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PER 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ペルー

ミチキジャイ送電計画調査

Michiquillay Power Transmission Project

山崎　武

電源開発(株)

74.11.13～75.1.8

6

49～50

46,512 千円

0.00 人月

1975/9

電源開発（株）

ELECTROPERU（ペルー電力公社）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.B/C…1.15　　条件：割引率10％
3.期待される開発効果
 (1) Michiquillay鉱山開発の伴うｲﾝﾌﾗ整備の一環
     （同鉱山の開発は、周辺地域の経済活動を大きく
       増加させ、同地域の牧畜業、林業、農業の生産
       性は一段と向上する。）
 (2) 豊富で低廉な電力を供給
 (3) ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ関連地域の周辺住民の生活向上と民生
       安定に貢献

中止・消滅

実施機関
　ﾍﾟﾙｰ政府及び
　（日本側）ﾐﾁｷｼﾞｬｲ鉱業株式会社（三井金属、日本鉱業、
　　三菱金属、住友金属、同和鉱業、古河鉱業、日鉄鉱業）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Trujillo～Pacasmayo～Michiquillay～Cajamarca
総事業費
　24.010千USﾄﾞﾙ   外貨 14.350千USﾄﾞﾙ
                              内貨  9.660千USﾄﾞﾙ
　建設中利子を除く工事費　20.782千USﾄﾞﾙ
　　　　　　（7.203百万円、1USﾄﾞﾙ=300円）
実施内容
　送電設備
　　Trujillo～Pacasmayo～Michiquillay
    220KV      240km     1回線
　　Michiquillay～Cajamarca
    33KV      30km     1回線
　変電設備
　Trujillo変電所         220KV開閉設備
　Michiquillay変電所  220KV 33KV開閉設備
　　　　　　　　　　　変圧器80MVA
　Cajamarca変電所    33KV 13.8KV開閉設備
　　　　　　　　　　　変圧器5MVA
　通信設備
　　保安用電力搬送通信設備
実施経過　
1977～1978年　　詳細設計
1978年　　　　　  着工
1982年　　　　　  完成

鉱山開発が経済的に不可となったため送電計画も凍結されている。

1999.10現在：変更点なし

F/S／送配電

報告書の内容

- 242 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PER 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ペルー

サンタ河電源開発計画調査

Santa River Hydro-Electric Power Development
Project

野崎　次男

電源開発(株)

78.2.22～3.29

１１

52～53

72,206 千円

0.00 人月

1979/1

電源開発（株）

ペルー国電力公社電力調査企画局
(ELECTRO PURU-INIE)局長代理
ING. CESAR A.ZAPATA

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.期待される開発効果：
　(1) 100,000haの灌漑用水が確保される。
　(2) 雪崩、洪水等の災害防御効果等、周辺地域にも
た
      らす経済効果は大きい。

具体化進行中

実施機関
　MEM，ELECTROPIRU，INIE
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Santa河
　C-2,C-3 発電計画（R発電計画を除く）
　C-2 Chimbote市より北東70km
　C-3 Chimbote市より北東50km
総事業費
　C-2 133百万USﾄﾞﾙ 406百万USﾄﾞﾙ
　C-3 273百万USﾄﾞﾙ
　（97,424百万円、1USﾄﾞﾙ=239.70円）
                                    外貨    内貨
　　土木工事                   20％    80％
　　電気及び水力機器      75％    25％
　　送電線工事                70％    30％
　　所要資金は全て外国よりの借入
実施内容
　C-2　72MW，C-3　158MW
　C-2　Manta川取水ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ
　（高さ12.5ｍ、堤頂長62ｍ）
　　　導水路、調圧水槽、水圧管路
　　発電所（24,600kw　ﾌﾗﾝｼｽ水車3台）
　　　　　　26,700kvA　発電機3台
　C-3　調整池（650,000立方ｍの調整能力）
　　重力式ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ
　　（高さ57.5ｍ堤頂長80.0ｍ）
　　　導水ﾄﾝﾈﾙ、調圧水槽
　発電所（54,000kwﾍﾞﾙﾄﾝ水車×3台
          58,000kvA発電機×3台）　　　　(*)へ続く

(*)より
実施経過
　送変電設備
　　運開　　C-2 1986　工事期間　4ヵ年
　　  　　　　C-3 1987　工事期間　4ヵ年半

世銀より、JICA予備調査の見直し、全体計画の作成並びに計画の一部のF/S及び
D/Sの作成用に800万ﾄﾞﾙ（金利：年9.75％、支払期間：17年、据置期間6年を含む）
の供与を受け、F/SをﾌﾞﾗｼﾞﾙのHydro-Serviceが実施中。
1984年末にFinal Design終了した模様。
1999.11現在：変更点なし

SANTA河の総合開発計画の見直し並びに、C-1のD/S，C-2，C-3のF/Sを含めて世
銀の資金でﾌﾞﾗｼﾞﾙのｺﾝｻﾙﾀﾝﾄHydro-Serviceが800万ﾄﾞﾙで調査実施。

F/S／水力発電

報告書の内容

- 243 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PER 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ペルー

ポエチョスおよびクルムイ水力発電計画調査

Poechos and Curumuy Hydro-Electric Power
Development Project

野崎　次男

電源開発(株)

79.2.25～3.29

8

53～54

63,844 千円

29.57 人月

1979/11

電源開発（株）

ELECTROPERU（ペルー電力公社）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=7％　条件 (1) 金利4.5％
                              (2) 返済20年
3.期待される開発効果
　(1) 電力不足の改善
　(2) 将来の需要の伸びに対応し、高価なﾃﾞｨｰｾﾞﾙ燃
料
         の節約。（現在Piura県はﾃﾞｨｰｾﾞﾙ及びｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ
         発電のみ。）

遅延・中断

実施機関
　ELECTROPERU
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Piura県
　PoechosﾀﾞﾑはSullana市北東30kmにあり、
　Poechos発電所は同ﾀﾞﾑ直下に、Curumuy発電所
　は同ﾀﾞﾑの南約40km、Piura市の北約20kmに位置
　する。
総事業費
　Poechos   15.3百万USﾄﾞﾙ
　（内貨：5.3百万USﾄﾞﾙ　外貨：10.0百万USﾄﾞﾙ）
　Curumuy 17.3百万USﾄﾞﾙ
　（内貨：8.1百万USﾄﾞﾙ　外貨：  9.2百万USﾄﾞﾙ）
　計　　32.6百万USﾄﾞﾙ
　（7,151百万円、1USﾄﾞﾙ=219.14円）
実施内容
　Poechos 7,600kw，Curumuy 9,000kw
　Poechos
　　分岐管、導水鉄管路、立軸ｶﾌﾞﾗﾝ水車
　（4,000kw×2台）を有する地上式発電所、
　　放水路
　Curumuy
　　上部調整池（調整容量　102,000立方ｍ）
　水槽鉄管路、立軸ｶﾌﾞﾗﾝ水車（4,750kw2台）を有する地上式発電所、放
水　路
実施経過
　1980年末　　入札書類等の作成
　1983年中　　運転開始

1980.7　ﾍﾟﾙｰ政府は4,000万ﾄﾞﾙの外国からの借款許可を出す。
1981.5　従来の経緯から日本政府の経済協力でこの建設を行うべく、1982年度で日
本政府から4,000万ﾄﾞﾙﾀｲﾄﾞﾛｰﾝで借款を得られる可能性について非公式に問い合
わせがあり、その回答文書をもらいたい旨連絡があった。
1981.6　この時点では1982年度で、ﾘﾏ市の電話拡張計画の借款の話が進み、より将
来は可能性なるものも現時点では不可能との事であった。従ってこの計画はﾄﾞｲﾂ政
府と交渉の上、ﾀｲﾄﾞﾛｰﾝで行うことに決まった。
1983.9　西ﾄﾞｲﾂの融資は決定されていない。
1999.11現在：変更点なし

1982年ﾄﾞｲﾂが4,000万ﾄﾞﾙｺﾐｯﾄしたが他に流用され現在進展がない。この地方の電
力供給の不足から天然ｶﾞｽを利用したｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電所の建設案も併行して検討さ
れている。

F/S／水力発電

報告書の内容

- 244 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PER 004

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ペルー

マルコナ鉱山鉄鉱石焼結工場建設計画調査

The Feasibility Study on Marcona Sintering Project
in the Republic of Peru

飯田　弘

川崎製鉄(株)

79.11.20～12.10

9

54～55

59,127 千円

0.00 人月

1980/8

川崎製鉄（株）

イエロ・ペルー(Hierro-Peru)社

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.ROE=5.7％、ROI=7.2％
　　　条件：金利　9％
3.期待される開発効果
(1)付加価値の増加と外貨収入効果
(2)資源有効利用
(3)税収入増加
(4)多岐にわたる産業技術のﾚﾍﾞﾙ向上に多大な効果

中止・消滅

実施機関
　ｲｴﾛ･ﾍﾟﾙｰ社

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｲｴﾛ･ﾍﾟﾙｰ社のｻﾝﾆｺﾗｽ工場用地内
　粗鋼ﾔｰﾄﾞ北側

総事業費
　　直接建設費                      113,688,000
　　ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ費                    3,776,000
　　教育・訓練・操業指導員         433,000
　　開業前準備費                         505,000
　　建設期間中金利                  8,244,000　　　　　　　　　　　　　　　　　
              計                               126,646,000 US ﾄﾞﾙ
　　自己資金   25％
　　　　　　　（1USﾄﾞﾙ=240円）
　　借 入 金     75％
　　　輸出金融        約41％
　　　米ﾄﾞﾙﾛｰﾝ       約34％

実施内容
         2,500,000ﾄﾝ/年
               7,610ﾄﾝ/日（稼働率90％）
　燒結工場設備：
　　輸送・ﾊﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞ面での粉化防止対策、
　　燒結排気ｶﾞｽ用100ｍ煙突集塵機、ｻｲﾚﾝｻ

実施経過

　ﾍﾟﾙｰ国経済状況の悪化と鉄鉱石の国際価格の下落により、国内鉱山業界は軒並
み経営不振に見舞われている。また、1985年の政権交替に伴い、ｲｴﾛ･ﾍﾟﾙｰ社の総
裁も交替し、本件ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの有力な推進者がいなくなった。

　開発調査終了時から1ヵ年は工場建設のためのｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞを実施すべく計画して
いたが、無期限に延期するとの決定が下され、実現の目途は立っていない。

　Hierro-Peru社は、ﾌｼﾞﾓﾘ政権の下、1992年11月民主化入札が実現し、中国首都
鋼鉄が落札した。したがって、ﾍﾟﾙｰ国営企業として、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実現の可能性は
無くなった。

F/S／鉱業

報告書の内容

- 245 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PER 005

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ペルー

ＰＶＣ工場建設計画調査

The Feasibility Study on the Development of PVC
in Poramonga, Republic of Peru

田中　恒二

テクノコンサルタンツ(株)

83.1.25～2.7
83.6.30～7.6

7

57～58

55,882 千円

18.91 人月 （内現地8.68人月）

1984/3

テクノコンサルタンツ(株)

パラモンガ社（国営化学会社）
Sociedad Paramonga Limted
Alvaro Vargas Guacucano,(Manager
Engineering Division)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=12.0％FIRR=16.8％（税引前）11.9％（税引後）
3.結論：技術、原料、財務、経済、市場等の観点から本
件は成立し得る。ただし機器輸入関税の免除特典およ
び有利なﾌｧｲﾅﾝｽが望まれる。
4.提言：
  (1)本件の実施を勧めるが、輸入機器への関税
     免除策が必要
  (2)できるだけ有利なﾌｧｲﾅﾝｽ取得に努力する
  (3)既存の製品販売ﾙｰﾄが弱いので強化に努める
  (4)品質管理組織がないので新設する
  (5)本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは電力消費量が大で、その価格のﾌﾟﾛ
      ｼﾞｪｸﾄの経済性への影響が大である。従って、将
来
      電力料金値上げの場合特恵料金をら受けれるよう
　　に交渉に努める。
  (6)石灰石鉱山開発に先立ち、詳細な地質調 査、
      ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾃｽﾄ、鉱量評価等、専門家により実施

する
遅延・中断

実施機関
　Paramonga社
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾍﾟﾙｰ国
　　1.工　場                  Paramonga市
　　2.石灰石鉱山　　　Pariahuanca
総事業費
　総事業費             75百万ﾄﾞﾙ（59.8百万ﾄﾞﾙ）*
　　うち外貨分        44百万ﾄﾞﾙ（43.2百万ﾄﾞﾙ）*
　　（1USﾄﾞﾙ=242円=1,536,65Soles）
　*　機器輸入関税が免除される場合
実施内容
　1.Paramonga社 Paramonga工場敷地内に
　　25,000ﾄﾝ/年のPVC生産設備として下記設備新設
　　石灰石ｷﾙ                         58,000ﾄﾝ/年
　　ｶｰﾊﾞｲﾄﾞ製造用電機炉    35,000ﾄﾝ/年
　　ｱｾﾁﾚﾝ発生装置     9,945千立方ｍ/年
　　VCM製造装置                   25,500ﾄﾝ/年
　　PVC製造装置                    25,000ﾄﾝ/年
　　ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ設備　　　       　　一式
　2.工場より北方約200km
　　Pariahuancaの石灰石鉱山開発
実施経過
　1985.4　　計画開始時期
　1988.7　　計画完了時期

(*)より
2.その他
(1)ﾊﾟﾗﾓﾝｶﾞ社は、更に小規模ﾌﾟﾗﾝﾄF/Sを
検討中。
(2)同社は市場環境の好転があれば計画
実施を考えている。

相手国内の市場の悪化
隣国ｺﾛﾝﾋﾞｱより極端に安価なPVCがﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ輸入されはじめ、Paramonga社のPVC
ｼｪｱが低下した。ANDEAN PACTの互恵条項により、この輸入PVCに関税をかけて
国内市場を防衛することができない。

F/S終了後、ﾊﾟﾗﾓﾝｶﾞ社自体で関連事項のｽﾀﾃﾞｨを進めたが、実施のための具体的
措置をとるに至っていない。

　1999.10現在：変更点は特になし。

1.技術移転
(1)ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄは、現地調査全工程及び現地作業を密接にｻﾎﾟｰﾄし、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ全般
にわたるﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝを頻繁に行った。
(2)上記1で基礎知識を身につけたｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄが来日し、ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂで財務経済
評価に参加し、また類似ﾌﾟﾛｾｽでPVCを生産している電気化学(株)青梅工場で研修
した。(*)へ続く

F/S／化学工業

報告書の内容

- 246 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PER 006

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ペルー

ｱﾘｺｰﾀ湖水補給及びｱﾘｺｰﾀ第3水力発電開発計画
調査

Water Supply for the Lake Aricota and the
AricotaNo.3 Hydroelectric Power Project

榎並　敏夫

電源開発(株)

82.10中旬～83.3上旬／83.1下旬～83.3下旬
83.7中旬～83.8中旬／83.11下旬～83.12中旬

12

57～58

157,705 千円

58.30 人月 （内現地28.50人月）

1983/12

電源開発（株）

Corporacion Departmental De
Desarrollo De Tacna
(CORDETACNA)タクナ県開発公団
Luis Bocchio Rejas公団総裁
Luis Saez Sanchez 計画部長

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=13.1％　FIRR=7.5％
3.勧告
　ｱﾘｺｰﾀ湖（容量8億立方ｍ）は1967年から灌漑・発電
に利用されて来たが1982年10月には残4億立方ｍとな
り、今後のきびしい使用制限にも拘わらず1987年末に
は湖水枯渇が予想された。このためこの時点までに上
流域から分水による水補給が計画され6つの代案のう
ちﾛﾚｽｺｰﾀ湖（塩水）とﾄｺ川を水源とする経済的なB-Ⅲ
案が選択された。これより1.66立方ｍ/秒が分水補給さ
れ、併せて出力13.4MWのｱﾘｺｰﾀ第3発電計画が行わ
れる。
　この計画には塩水の希釈排水と地質調査を含む詳
細な追加調査が提言された。

具体化準備中

実施機関
　ﾀｸﾅ開発公団（CORDE TACNA）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾍﾟﾙｰ南西部地域　ﾀｸﾅ県、ﾌﾟﾉ県、ﾓｹｸﾞﾜ県
総事業費　　　　　67.4百万USﾄﾞﾙ
　　うち外貨分       34.1百万USﾄﾞﾙ（1982年12月現在）
　　　1USﾄﾞﾙ=235.00円=997 Soles
実施内容
　1.湖水補給計画
　　ﾄｺ取水ﾀﾞﾑ高さ11.5ｍ
　　堤長135ｍ（ﾛｯｸﾌｨﾙ）、開水路容量3.0立方ｍ/秒、
　　延長30km、ﾛﾚｽｺｰﾀ湖集水路　延長32km
　　ﾄｺ揚水設備・揚程85ｍ、揚水量3立方ｍ/秒
　　ﾎﾟﾝﾌﾟ1,600×2台=3,200KW　送電線　69kv　35km
　2.ｱﾘｺｰﾀ第3水力発電計画
　　取水ﾀﾞﾑ高さ5ｍ、堤長56ｍ（ﾛｯｸﾌｨﾙ）
　　ﾄﾝﾈﾙ容量4.6立方ｍ/秒、延長7,245km
　　発電所（半地下式）
　　使用水量：4.6立方ｍ/秒
　　有効落差：357ｍ　　出力：13,400km
　　水　  　車：立軸4射ﾍﾟﾙﾄﾝ水車1台
　　　　            出力　13,900kw、回転速度514r.p.m.
　　発  電  機：出力15,000KVA
　　発  電  線：138KV　8km　1cct
実施経過
　1987.7　　計画開始期間
　1987.12 　計画完了期間

（工事内容の詳細は不明である）

38百万USﾄﾞﾙ

湖水補給計画
ﾛﾚｽｺｰﾀ湖とｳﾞｨﾗｺｰﾀ湖の水を33kmの水
路と5.0MWの揚水所よりｱﾘｺｰﾀ湖へ導水
する。

(*)より
2.F/S終了後、ﾍﾟﾙｰ政府により追加調査が行われ、水利権に抵触しないよう、水路、
取水地点が変更された。

1984.7　最高法令（No.-047-84-PCM）を官報公示し、本件の担当機関をﾀｸﾅ開発
公団から国家開発庁（INADE）に移管して推進することとなった。
1984.9　INADEは、円借要請すべくﾍﾟﾙｰ政府内部の手続きを開始したが、その後政
権交替に伴い円借要請は出されなかった。
1990.4　INADEは、水補給計画のうち、ﾛﾘｽｺｰﾀ湖には手を触れずに計画内容を一
部変更して400l/s取水する案を作成して工事を完了した。
1990.9　F/S見直しを日本政府に要請。
1998.7　ｳﾞｨｽｶｰﾁｬｽ湖の地下水開発を無償条件として実施。

1.技術移転例　調査団員とそれぞれに職種に応じたｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄを各々1～2名つけ
て現地調査に同行せしめて業務実施したが、非常に効果のある技術指導となった。
また公団の幹部3名を日本での国内業務に参加させて、実際に報告書作成に当ら
せた。更に日本国内の建設現場の見学を行い、実地に工事の進行状況を体験させ
た。研修内容も技術そのもののほかに電気事業全般、資金調達等一般的な知識に
ついても修得したため今後の自国での活躍が期待される。　　　 (*)へ続く

F/S／水力発電

報告書の内容

- 247 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PRY 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

パラグアイ

肥料プラント建設計画調査

The Feasibility Study for Fertilizer Production
Plant in the Republic of Paraguay

藤木　幸彦

(社)日本プラント協会 技術部嘱託・参事

86.6.16～7.17
87.2.9～2.19

6

60～62

66,004 千円

19.40 人月 （内現地7.90人月）

1987/3

(社)日本プラント協会
日産化学工業(株)

商業工業省
Emilio A. Ramirez Russo
  (Director of Technical Bureau)
Dionisio Coronel (Coordinator of
                                     Technical Bureau)

ﾊﾟﾗｸﾞｧｲは、農業立国を目指し、肥料の国産化は国の
悲願といえる。近年、農地の劣化が急激に進んでい
る。
本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、主要原料であるりん鉱石をﾌﾞﾗｼﾞﾙより
輸入せねばならず、大量に長期に、安定して確保せね
ばならない。
肥料価格、農産品価格、流通など政治経済上の前提
の解決を必要とする。

遅延・中断

実施機関
　新たに設立された公企業が担当することが望ましい。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｲﾀｲﾌﾟ発電所に近いｴﾙﾅﾝﾀﾞﾘｱ市
　（ｱﾙﾄﾊﾟﾗﾅ県）の郊外

総事業費
　外貨　34.21百万USﾄﾞﾙ
　内貨　1,041.8百万Gs
　　（1986年央時点、1USﾄﾞﾙ=240Gs）

実施内容
　燐鉱石を輸入し、電解炉（乾式）により燐酸液を製造する。
　　　　生産能力  　25,380t/y（as P205）
　ｱﾝﾓﾆｱは輸入する。
　　　　輸入量          9,030t/y
　生産肥料
　　DAP（18-46-0）　29,000t/y
　　NPK（6-30-10）　32,000t/y
　　NPK（15-15-15）　4,000t/y
　　TSP（0-46-0）       5,000t/y
　　　副産物
　　　ｽﾗｯｸﾞ　　        73,590t/y
　　　　（肥料ﾌｲﾗｰ、および珪酸質肥料）
　　　燐鉄　              1,670t/y
実施経過
　1987.4　計画開始
　1992.1　計画完了

1989年の政変前までは、政府が殆ど全ての産業における生産や販売に携わっていたが、その
後、民営化の波が押し寄せ、「農牧林業近代化計画（世銀勧告構造調整による）」に沿って、ｻｲ
ﾛ、肥料会社等の売却が行われた。当然の帰結として、国主導の肥料ﾌﾟﾗﾝﾄ工場を建設すること
自体にも意味がなくなり、資金や技術援助等での継続ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ要請にもつながらなかった。もっ
とも、原料輸入面で大きなﾎﾞﾄﾙﾈｯｸを抱えており、仮に政変がなかったとしても、我が国資金・技
術面で支援を続けていく対象案件になったとは考えにくい。
当時、周辺国では肥料生産は行われてはいたものの輸入量も多かった。そのため、「ﾊﾟ」国内で
肥料工場を建設した場合にも「採算は十分にとれる筈」と楽観的な見方がなされていた。このよう
な背景を考えると、本調査によりﾎﾞﾄﾙﾈｯｸが科学的に証明され、同国への警鐘となった、という点
で意義があったと考える。（1997年現地調査結果）　　　2003.3現在：変更なし

　本調査終了後、同国農牧省が台湾の無償資金を得て再度調査を行い、肥料工場
を実際に作った。外国から三種要素肥料を購入し、自国農業に適合するようそれら
肥料を配合しているに過ぎないため、付加価値が低い製品しか生産していない。そ
の後、同工場は民営化を企図し、入札にかけられたが、当初US$200万だった価格
が、US$60万にまで落ちたうえで落札された。また、落札されたものの、あまり活発な
生産活動は行われていないようである。更に最近では新たな肥料工場建設の入札
が出されておりUNIDOと日本ﾌﾟﾗﾝﾄ協会が応札した。工業団地開発とﾌﾟﾗﾝﾄが組み
合わされたもので、当該ﾌﾟﾗﾝﾄではﾎﾞﾘﾋﾞｱからひいたﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝで運ばれる「天然ｶﾞ
ｽ」を使い、原料の一部である窒素を生産するものである。（1997年現地調査結果）
1998.10現在：変更点なし。　　　　　　2003.3現在：変更なし。

農牧省によれば、本調査は技術移転という面では不満足であったという意見があっ
た。改善策としては、報告書の一部を任せられるなど、調査活動への巻き込みをもっ
と積極的に行ってほしかった、と述べていた（もともとC/Pが商工省であったことから、
農牧省ｽﾀｯﾌの活用が不十分であったのは仕方がないものと考える）。一方、農牧省
では本調査ﾚﾎﾟｰﾄは保持しておらず（焼失した）、本調査結果ﾚﾎﾟｰﾄが、現在では既
に使われていないものと考えられる。（1997年現地調査結果）　2003.3現在：変更なし

F/S／化学工業

報告書の内容

- 248 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PRY 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

パラグアイ

首都圏配電網整備計画

Power Distribution System Improvement Project in
the Metropolitan Area

小山　隆平

電源開発(株)

89.7.5～8.18

9

1～2

143,528 千円

41.50 人月

1990/5

電源開発（株）

Administracion Nacional de Electricidad
(ANDE)
（パラグアイ電力庁）
Ing. Guillermo Krauch
（営業局　営業部長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り
2.EIRR：14.9％
   B/C ：1.18
   FIRR：10.7％
3.計画対象地域の1982年～1988年の電力需要の伸び
率は9％台であり、引き続き高い伸び率での需要増が
予想される。本計画の実現により、電力供給を確保す
るとともに、SCADAｼｽﾃﾑ、絶縁化の採用により事故防
止率の軽減、事故停止時間の短縮が期待でき、電力
安定供給に寄与するものと期待される。

具体化進行中

実施機関
　ANDE

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Paraguay首都圏

総事業費
　外貨分     121,048.4
　内貨分       32,793.1　
       計         153,841.5　= 21,537,810千円
　　　　　　　　（単位：千USﾄﾞﾙ）
　（1989年価格1USﾄﾞﾙ=1200ｶﾞｧﾗﾆ=140円）

実施内容
　1)都心へ220KV、66KVの送電線を引き込み、1次、2次変電所を建設
     する。1次変電所2ヵ所。2次変電所5ヶ所。
　2)配電設備の強化を図る。
　　設備増強、並びに1部地域の絶縁化を図る。また配電線事故時の自動
    復旧装置を設置する。
　3)SCADAｼｽﾃﾑを採用する。
　　配電用変電所の監視、制御を図るため、配電制御所を新設し、
SCADA
     ｼｽﾃﾑを導入し一括監視制御を行う。これに必要な通信設備の新設を
     行う。

実施経過
  配電線    ：1993～2000       変電所：1993～2000
  配電設備：1993～2000       制御所：1993～1994
  通信設備：1993～2000

　本調査ﾚﾎﾟｰﾄは、同国の電力計画策定
においても重要な役目をもった。C/Pの電
力庁は、国内の他の電力関連M/Pをつく
る際の基礎資料として活用している。
（1997年9月現地調査結果）

　日本政府（OECF）からの借款は、同国の債務問題が解決されないために進展して
いなかったが、1部返済が実施されたことにより、供与が決定された。調査の結果を
踏まえ、首都圏の電力供給が度々遮断される状況を回避するために、ｲﾀｲﾌﾟ水力発
電所から首都圏の北方15ｷﾛﾒｰﾄﾙまで施設されている既往送電線と首都圏を結ぶた
めに、変電所と送配電線の建設により、急増する電力需要への対応を図ると共に、
配電制御ｼｽﾃﾑ及び電力保守用通信機器を導入することにより、安定した電力供給
体制が確保される。
（1997年9月現地調査結果）

1992年  8月   実施内容を分割し円借要請がなされた。
1994年  3月   日本政府円借款ﾌﾟﾚｯｼﾞ「ｱｽﾝｼｵﾝ送配電網整備計画」（81億円）
1994年11月    L/A締結
1996年  8月   ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査見直し、実施設計開始
1998年11月   送変電機器調達入札開始
1999年  8月   配電機器調達入札開始

2002.3現在：変更点なし

　C/Pの電力庁は、技術移転が十分でなかったと感じられている。事前の打ち合わせが十分で
なかったこと、文化の違い、など様々なことが原因と考えられる。電力庁は「C/Pとして、十分な
受け入れ準備は整えたつもりであったので残念だった」と述べているが、このようなｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
不足に起因するC/Pの不満はこの調査に限らず時折見られる現象である。このような不満を少
しでも解消するには、双方の調査責任者ﾚﾍﾞﾙの意思疎通の努力が十分に行われることで回
避できることが多い。（1997年9月現地調査結果）

F/S／送配電

報告書の内容

- 249 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 SLV 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

エルサルバドル

トロラ川水力発電計画調査

Feasibility Study on the Hydroelectric Complex
Over Torora River in El Salvador

橋本　信雄

電源開発(株）

2001.5～2003．12

11

12～15

404,968 千円

71.43 人月 （内現地4.53人月）

2004年3月

電源開発(株）

レンパ川水力発電実行委員会
（CEL：Comission Ejecutiva Hidro Electrica
Del Rio Lempa)

結論：技術面、経済・財務面及び環境面から実施可能
であると結論づけられる。
勧告：建設着工前には、以下の事項を実施することを
勧告する。
　・追加地質調査を実施し、発電所レイアウト及び構造
の最適化。
　・アクセス道路の新設、及び改修
　・水没地域の移転・保証を行うと共に、地域住民との
相互理解を得る。

具体化準備中

エル・チャパラル水力発電計画は、レンパ川支流のトロラ川の下流域で、
ホンジュラス国との国境部の直上流に位置するダム式の発電計画である。
ダムは、高さ87.5m、体積約370,000立方メートルのコンクリート重力式ダム
で、有効貯水容量106×10の6乗立方メートルの貯水池により、平均年間
流入量1,489×10の6乗立方メートルを調整する。
発電用水はダムに付属する取水口にて最大使用水量100立方メートル/S
が取水され、延長約144.5mの水圧管路を経て、ダム直下左岸に位置する
発電所に導水される。最大出力64.4MW（1ユニット）で年間発生電力量
220.6GWｈの電気を発生し、115ｋV送電線により既設キンセデセプティエ
ンブレ変電所まで送電される。
なお、併設して設置される河川維持流量を使用する小水車（1.3MW）によ
る電力量及び貯水池運用による既設キンセデプティエンブレ発電所にお
ける電力量の下流増を含めると総電力量は232.2GWｈに達する。

（平成17年度国内調査）
次段階事業：　EPC契約によるエル・チャ
バラル水力発電計画発注図書作成
　実施期間：　2005年9月　-　2006年8月
　実施機関：　Commission Ejectiva
Hidroelectrica del Rio Lempa (CEL)
　目的：　トロラ川水力発電計画調査で抽
出され、F/Sレベルの調査を実施したエ
ル・チャバラル水力発電計画に関し、EPC
スキームによる建設を目途とした発注図
書の作成業務
　標記調査報告書との関係：　トロラ川水
力発電計画調査で抽出された水力発電
計画の具体化
　資金調達：
調達先：　自己資金

(平成16年度国内調査)　現政権期間内にプロジェクトが完成するようにしたいという
政治的意図があるため。
(平成17年度国内調査)　具体化に向けての活動が行われている。

(平成16年度国内調査)　CELはメキシコの電力会社に依頼して、フルターンキー
ベースでの発注の可能性を調査中。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

F/S／水力発電

報告書の内容

- 250 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TTO 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

トリニダードトバゴ

石油汚染対策計画調査

The Study on Pollution Prevention and Control
within the Petroleum Sector in the Republic of
Trinidad and Tobago

田中　恒二

テクノコンサルタンツ(株)

93.9.11～10.10
94.1.30～2.28
94.7.30～8.22

11

4～8

282,562 千円

57.90 人月

1995/1/1

ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）
コスモ石油(株)

Ministry of Energy and Energy Industries
Rupert Mends
Permanent Secretary
Ministry of Energy and Energy Industries

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り
2.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ有りのための条件
　　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ年数　　　　　　20年
　　・Social Discount Rate　　10％／年
　　・資金源　　　　　　　　　100％ﾛｰﾝ
　　・金利　　　　　　　　　　5％／年
　　・返済　　　　　　　　　　元金の10％／年
　　・建設期間　　　　　　　　1年
　　・操業年数　　　　　　　 19年
　　・Shadow Price Factor　　 使用しない

経済的負担額は、各種経済指標、輸出による収入、経
済価値、各種便益等を考慮した場合、妥当と判断され
る。

具体化準備中

1.主として原油同伴水排出による汚染防止のため、排水中の油分濃度平
均50ppmを目標値とし、Bernsteinタンクファームに加圧浮上装置（DAF）
と、活性炭吸着設備（ACA）の設置、及びPointe-a-Pierre製油所にDAFの
設置を提案。（同伴水は極めて安定な水中油滴型エマルジョンを形成して
いるため、一般的な重力式油水分離機では、油と水に分離することは不
可能）

2.プロジェクト・スキームの提案及び実施勧告　実施機関：環境庁
（Environmental Management Agency)

1.Pointe-a-Pierre製油所－総事業費：3,377千USドル（5.4TTドル・USド
ル、1994年基準年）　実施内容：加圧浮上装置設置

2.Bernsteinタンクファーム－総事業費：16,300千USドル（5.4TTドル・USド
ル、1994年基準年）　実施内容：加圧浮上装置・活性炭吸着設備設置

3.年間操業費：47,694USドルもしくは原油1ドル当り0.22USドル

4.実施経過
　　初年度　政府承認、資金調達
　　２年度　基本設計、入札、受注契約
　　３年度　エンジニアリング、設計、建設
　　４年度　操業

（平成15年度　国内調査）
情報なし

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの現況は暫定措置。

2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：情報なし

2000.11現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。そのため追加情報は収集不可
能。

F/S／ガス・石炭・石油

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 URY 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ウルグアイ

紙パルプ工場建設計画調査

The Feasibility Study on the Establishment of
Paper Pulp Mill in the Oriental Republic of
Uruguay

三上　良悌

ユニコ　インターナショナル(株)

84.11.27～12.26
84.12.7～12.26

3,5

59～60

88,077 千円

26.50 人月

1985/9

ユニコ　インターナショナル(株)
(株)北越エンジニアリング

企画調整情報庁：SEPLACODI
Mr. Jorge Pelufo（情報庁長官）
Ms. Ana Cazyadori（技術顧問）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.EIRR=12.99％、FIRR=11.92％
　　条件  (1)EIRRは1991年価格評価
                (2)FIRRは税徴収前

遅延・中断

実施機関　　　未定

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ　　　Fray Bentos

総事業費
   総事業費　　611.02百万USﾄﾞﾙ
   うち外貨　  　473.10百万USﾄﾞﾙ（1USﾄﾞﾙ=260円）

実施内容
　1.日産750tのﾊﾟﾙﾌﾟ生産設備について、現地組立方式を採る。
　2.生産品種は原木価格が安いこと、生産量が多いことからL材100％
（globulus）とする。

実施経過
　1985年植林開始5～7年後にﾌﾟﾗﾝﾄ買付を開始。
　　（ﾌﾟﾗﾝﾄ買付準備より建設完了まで約7年）

　報告書にて述べられている結論と勧告はおおよそ以下の通り。
1)国際競争力を有するためには、工場の生産量は750T/Dを確保する必
要がある。
2)原材料の輸入（自国での植林が十分でない段階）、製品の輸出の利便
性・経済性を鑑みると、Fray Bentosでの立地が最適。
3)採算の出る稼働率を確保できた場合、工場、及び植林関係、並びに周
辺産業での雇用の拡大が期待できる。
4)植林と原木の確保はﾊﾟﾙﾌﾟ工場自身で行うべきであり、そのためには工
場建設地の隣接土地保有者の協力が必要となる。
5)同国政府の支援は不可欠である。（金融、港湾整備、及び植林促進政
策の確立等）。

(*)より
　JICA調査実施後1987年に新森林法が
設定され、1988年以降実施された結果、
近年急速に造林が進み、1997年末現在
345,000haの植林が実現した。この結果、
上記ﾊﾟﾙﾌﾟ工場計画ならびにその他の林
産工業開発の期が熟したと判断したｳﾙ
ｸﾞｧｲ政府は、日本政府に対し、林産工業
開発基本計画作成の要請が出され、本
年2月依頼調査が実施された。

　本調査の評価対象となった工場は、そもそも、7年後（1992年）ﾕｰｶﾘの植林が十分に行われた
頃に建設をはじめることが前提としてあった。1997年現在、今だに報告書の提言が実現されてい
ない理由としては、「ｳ」国が同産業に民間活力を導入し、国として振興の音頭をとらなくなったた
め、また、報告書提出から10年近くたったため、以下のような修正を行わねばならなくなったため
と考える。
1)企業形態を変えて作りなおす（当時は国有を前提としていた）
2)ﾊﾟﾙﾌﾟ工場は、1500万ﾄﾝ規模とする。（当時は750万ﾄﾝ）
3)ﾀﾞｲｵｷｼﾝ対策として塩素漂白ではなく、酸素漂白に切り替える。
4)経済環境の変化、特にﾒﾙｺｽﾙ設置による外国資本の自由参入の影響を考えなければいけな
い。（1997年9月現地調査結果）

　本調査のあとでJICAは、1986年1～2月官ﾍﾞｰｽで1986年7～9月現地調査を含む本
格調査が実施された（造林木材利用計画：林業開発のM/P案件）
　本調査にC/Pの一員として参加した面談者によれば、本調査結果を受けて某大手
製紙ﾒｰｶｰはﾛｰｶﾙ資本参加を前提に進出を表明したが、ﾊﾟｰﾄﾅｰが見つからず、結
局進出をあきらめた経緯があったという（ﾌﾞﾗｼﾞﾙ国境の町、Puerto Aregreにあったﾉﾙ
ｳｪｰの製紙会社が一方的に国営化された事件を知り、同ﾒｰｶｰは進出の条件に現地
資本50％の参加を求めていた。しかし、当時50％の資本参加を行える「ｳ」国企業は
おらず交渉は頓挫した）。（1997年9月現地調査結果）
(*)へ続く

　調査当時5つあったﾊﾟﾙﾌﾟ会社は合併、もしくはﾁﾘ企業とﾌﾞﾗｼﾞﾙ企業にそれぞれが
1社ずつ買収された。ちなみに、「ｳ」国政府は、外国企業に対しても補助金等優遇
措置を与えているという。（1997年9月現地調査結果）
　IDCJがﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を実施した。鉱工業部にて林産工業開発基本計画調査が
発表されている。（1998.10現在）

F/S／その他工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 VEN 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ベネズエラ

オリノコヘビーオイル軽質化計画調査

The Study on the Orinoco Heavy Oil Upgrading
Project in the Republic of Venezuela

広瀬　鮮一

日揮(株)

79.9.30～10.13
80.5.3～5.23

6,8

54～55

102,330 千円

0.00 人月

1980/11

日揮（株）

エネルギー鉱山省
レイエス次官補

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.ROE=22.9～25.0％（Income Tax 50％）
            17.1～18.7％（　    　〃　     67％）

1966.11現在：変更点なし

中止・消滅

実施機関
　ｴﾈﾙｷﾞｰ省
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Monagas州南部Cerro Negro
総事業費
　所要資本　　　（百万USﾄﾞﾙ）
　　ﾌﾙｰﾄﾞｺｰｶｰｹｰｽ    1,073.40
　　ﾕﾘｶｹｰｽ                  1,097.50
　　M-DSｹｰｽ                1,188.18
　　　243,393～269,420百万円、1USﾄﾞﾙ=226.75円
実施内容
　Cogollar ⅨとCerro Negro原油の50／50％
　混合原油処理
　　25～28°　API、硫黄分1重量％以下の改質油
　　125,000 BPDS生産
　　ﾌﾟﾛｾｽ装置
　　…………（常圧蒸留装置、減圧蒸留装置、ﾌﾙｰﾄﾞｺｰｶｰ装置、
ﾕﾘｶ装置、M-DS装置、水素化処理／脱硫装置、水素製造装置、
硫化水素回収装置、硫黄回収装置）
　　用役設備
　　　………　（ｽﾁｰﾑﾎﾞｲﾗｰ、発電機、ﾎﾞｲﾗｰ供給水処理、冷却塔）
　　　　ﾀﾝｸ貯蔵設備
実施経過

　世界の原油価格が低迷している中で、
ｳﾞｪﾈｽﾞｴﾗは将来への布石としてｵﾘﾉｺ重
質油ﾍﾞﾙﾄの開発活動を続けている。

(1)世界の石油需給及び価格の見通しが以前よりも厳しいものとなり、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの経
済性を再検討する必要が出た。
(2)ｳﾞｪﾈｽﾞｴﾗの経済が悪化し、対外債務問題が表面化したため、未着手の大型ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄの多くが、延期ないし取止めの扱いとなった。

軟質化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはまだ実施されていないが、現在PDVSAはｵﾘﾉｺ重質油と水を混合
し、乳化剤を添加したｵﾘﾏﾙｼﾞｮﾝ（Orimulsion）の商業運転を行っている。
　本案件での3社による軟質化ﾌﾟﾛｾｽは（他国にも同様の調査を依頼しその結果と比
較したと思われ）不採用となった。
　日本の提案した軟質化ﾌﾟﾛｾｽを採用しなかった理由は、(1)本調査後にｵﾘﾉｺ地域
で4つのｺﾝｿｰｼｱﾑが結成された当時、軟質化ﾌﾟﾛｾｽに関する再調査が行われた結
果、ﾃﾞﾚｲﾄﾞｺｰｶｰ方式を採用することに決定し、1993年と1995年に国会で承認を受け
た。(2)残念ながら、2次精製基地を近隣に持たない日本、消費国でない日本として
は、ｳﾞｪﾈｽﾞｴﾗがJICA調査で提案された軟質化ﾌﾟﾛｾｽを採用しても、両国にとってﾒﾘｯ
ﾄが少ない。（1998年11月現地調査結果）

ｾﾛ･ﾈｸﾞﾛ地区の軟質化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは延期されたがｵﾘﾏﾙｼﾞｮﾝ等ｵﾘﾉｺｵｲﾙ開発は着実
に実施されている。

F/S／化学工業

報告書の内容

- 253 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 VEN 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

ベネズエラ

タチラ州炭田開発計画

The Republic of Venezuela The Feasibility Study
on Tachira Coal Mine Development Project

村岡　次郎

三菱ﾏﾃﾘｱﾙ（株）

91.2.13～191.3.26/91.7.27～91.8.4
91.9.14-91.10.15／92.8.1～92.8.13

11

2～4

212,497 千円

55.12 人月

1992/9

三菱ﾏﾃﾘｱﾙ（株）

Fondo de Inversiones de Venezuela
(エンジニアリング部、Geol. Edgardo Ardina）
Carbones del Suroeste, C.A.
（Gerente General, Econ. Wilfredo
Colmenares）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ有り
2. ・財務内部収益率21.91%
    ・経済内部収益率29.23%
3.開発効果
　安価な国産石炭の使用（外貨節約）、失業者の救
済、関連産業への開発効果。
　この炭坑開発を基礎として､ｳﾞｪﾈｽﾞｴﾗ国内に高品位
のｺｰｸｽ製造工場建設の検討に活用する事が望まし
い｡

具体化準備中

1)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Las Adjuntas鉱区
2)総事業費
　初期投資　2662百万Bs（44441千$）
　追加投資   1000百万Bs（16946千$）
       合計　　 3622百万Bs（61387千$）
3)実施内容
　年産44万ﾄﾝ採掘、15年間操業
　主要設備：坑口8ヶ所、主要巻上機250kmｘ4台、主要扇風機45kWｘ4
台、他
4)実施経過
　1年間準備期間、2.5年間坑内外建設、1997年操業開始
5)その他
　環境への影響は軽微 　上記の通り、当「炭田開発計画」F/Sは、ﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙであるとの結論を得て、この結果

に基づいて「ｺｰｸｽ炉建設設計」F/Sが実施された。

　本調査の結果に基づき、1993年6月JICAによる「ｳﾞｪﾈｽﾞｴﾗ共和国ｺｰｸｽ炉建設計
画」のFS調査が行われた。なお、業務受注者は（株）ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙと三井鉱山ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
（株）の共同企業体。
　ｻｲﾄはﾀﾁﾗ州に限定し、ここで産出される石炭を全量輸出する計画であったが、調査当時から
石炭の輸送に関する問題があり､ﾀﾁﾗ州以外での調査も必要とされていた。
　南西部開発公団の予算不足でﾀﾁﾗ州以外の調査は実施されなかった。
　その後南西部開発公団はｳﾞｪﾈｽﾞｴﾗ・ｴﾈﾙｷﾞｰ鉱山省を通じて民間に開発権を与え（入札）、民
間の機械化による出炭（露天掘）により、現在20万ﾄﾝ/年を出炭している。（輸出は全量ﾌﾞﾗｼﾞﾙ向
けで10万ﾄﾝ、国内石炭化学用3万ﾄﾝ、国内製鉄用7万ﾄﾝ）。(1998年11月現地調査結果）　
2002.3現在：変更点なし。2003.3現在：変更点なし。

　本調査の実施期間中(1992年2～3月）ｳﾞｪ国担当機関の担当者が研修員として来
日、炭田開発、炭質評価技術について技術移転を行った。

2002.2現在：変更点なし。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：変更なし。

F/S／ガス・石炭・石油

報告書の内容

- 254 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 VEN 003

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

ベネズエラ

コークス炉建設計画調査

The Study on the Establishment of the Coke Plant

三上　良悌

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

93.7.4～93.8.17
94.1.17～94.2.6

11

4～6

202,176 千円

44.38 人月

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
三井鉱山ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

ヴェネズエラ投資基金

1. ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2. FIRR=5.54%, EIRR=6.27%
　　
条件1)開発中のﾀﾁﾗ州の石炭のみを使用　2)製品を全
量輸出　3)環境への配慮

ただし、上記条件を満たすことは困難が予想され、投
資は困難と思われる。

遅延・中断

総事業費：656.62百万$　long term loans　459.63百万$　equity   196.99
百万$（1$=115円=95Bs　1993年価格）

実施内容：コークス炉の建設（環境規制を考慮）－年100万トン規模

（平成15年度　国内調査）
情報なし

(平成16年度　国内調査）
進捗が見られていない。

F/S／ガス・石炭・石油

報告書の内容

- 255 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PNG 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

パプアニューギニア

プラリ河電力開発計画調査

Feasibility Study for the Purari River Electric
Development Project in Papua New Guinea

和田　勝義（第1次～第4次）

日本工営(株)

75.2.7～3.31／75.4.1～76.3.31／
76.4.1～77.3.31／77.4.1～10.16

16,30,26,2

49～52

725,848 千円

0.00 人月

1977/12

日本工営（株）

資源エネルギー省

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=19.4～22.2％
3.期待される開発効果
　同国に産する銅、石灰石、天然ｶﾞｽ等とｵｰｽﾄﾗﾘｱに
産するﾎﾞｰｷｻｲﾄ、製錬石等を組合せた電力多消費産
業の育成。

遅延・中断

実施機関
　Purari河　開発公社

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾌﾟﾗﾘ河のﾜﾎﾞ地点を中心とした地域

総事業費
　総額 5,000百万USﾄﾞﾙ
　　水力発電計画                 1,000百万USﾄﾞﾙ
　　ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰ         700～900百万USﾄﾞﾙ
　　工業団地施設     3,100～3,300百万USﾄﾞﾙ
　　（1,342,550百万円、1USﾄﾞﾙ=268.51円）

実施内容
　発電所：180万kw
                 118億kwh/年
　工業団地
　　58万ﾄﾝのｱﾙﾐ精錬を中核とする。

実施経過
　着手決定後8ヶ年を要する。

　計画当初前提としていたｱﾙﾐﾆｳﾑ精錬工場の進出が実現せず、ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰなし
と判明したため。

　1988年7月内閣が変わったが、電力庁及び資源ｴﾈﾙｷﾞｰ省において今のところ目
立った実施への動きはない。
　1999.10現在：特に新情報なし。

1. 1985年1月の中曽根首相訪問を機に、日本の経済・技術協力に関心が深まり、先
般PNGを訪問した某ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ会社のﾌﾟﾛﾌｧｲﾁｰﾑに対してPNG産業開発大臣が非
公式ながら本件の具体化について興味を示していた模様である。
2. 電力庁は本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを断念したわけではないが、精錬に替わる大電力消費産業
の創出に成功するか、油価の高騰といった事がない限り早急な具体化は難しい。

F/S／水力発電

報告書の内容

- 256 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 SLB 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ソロモン

テンガノ湖ボーキサイト開発計画調査

Feasibility Study for the Lake Te Nggano Bauxite
Resources Development Project in the Solomon
Islands

塚原　登

住鉱コンサルタント(株)

81.10.18～12.17

6

55～57

54,196 千円

12.20 人月

1982/8/1

共同事業体：代表
住鉱コンサルタント(株)

国土、エネルギー天然資源省
Frank I. Coulson（Chief Geologist）

ﾎﾞｰｷｻｲﾄ質灰色粘土は水深のもっとも浅い部分にある
E層では厚さ0.3ｍ　Al203　43.7％、D層；0.28ｍ　37.6
％、C層；0.22ｍ　26.6％、最も深い部分のA層では1.5
ｍ　4.7％であった。この結果ﾎﾞｰｷｻｲﾄ粘土は限られた
狭い範囲にのみ分布し、金属鉱業として大規模ないし
中規模の商業生産を行なうには質、量共に不十分と判
断された。現時点ではﾛｰｶﾙ消費用の窯業原料、教材
用粘土等としての利用が考えられる。

中止・消滅

実施機関
　MLENR

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾃﾝｶﾞﾉ湖

総事業費

実施内容
　ﾃﾝｶﾞﾉ湖に於ける現地調査は、音波探査及び柱状採泥により湖底に堆
積する含ﾎﾞｰｷｻｲﾄ粘土の分布状況を明らかにすることを目的として行われ
た。調査期間は36日間、調査量は音波探査35測線、169kmﾗｲﾝ、柱状採
泥65試料（48地点）であった。
帰国後の業務内容は次の通りである。
　調査記録の読取り。湖底地形図、堆積層等厚線図、上面等深線図の作
成。採泥結果と音波探査の対比。採泥試料の科学分析結果及びＸ線回
析結果の検討・評価。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは実現せず。

現地調査の結論／勧告にある通り、大・中規模の商業生産を行う可能性はない。

休止。
1999.11現在：変更点なし

F/S／鉱業

報告書の内容

- 257 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 BGR 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

ブルガリア

ﾏﾘｯﾂｲｰｽﾄ第一火力発電所性能改善・環境保全再
建計画調査

The Study on Maritsa East No.1 Replacing
Thermal Power Plant for Improvement of the
Performance of the Units and the Environmental
Protection

井上　寿郎

電源開発(株)

95.6.12～7.11/95.8.23～9.15/95.11.13～
12.12/96.2.26～3.20/96.7.2～7.16

14

7～8

303,978 千円

60.40 人月

1996.9

電源開発（株）
東電設計(株)

ブルガリア国営電力会社(NEK)
国家エネルギー委員会
(Committee of Energy)

Nikita NABATOV (Executive Director)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り
2.FIRR=8.8％
 ・金利：8％（外貨）、10％（内貨）
 ・環境対策設備を考慮
3.EIRR=25.3％（割引率10％）
　 代替火力を輸入炭火力とした。
4.期待効果
 ・投資増加に基づく経済的波及効果、雇用力の拡大
 ・ﾘｸﾞﾅｲﾄ利用による新規電源開発に対する技術普及
 ・発電関連産業（建設、鉱業、鉄鋼、電機、輸送等）の
活性化
 ・環境対策実施による住民健康、生活・社会・自然環
境の改善等の好ましい結果

本再建計画は技術的及び経済的にﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙであると
共に環境への貢献度が高いので、2000年代の電力需
給ﾊﾞﾗﾝｽ予測からして、早期実施を勧告する。

一部実施済

本調査は、ﾏﾘｯﾂｧ･ｲｰｽﾄ第1火力発電所（旧5～6号機：2×150MW跡地）
において、ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ国およびECの環境規制に適合し、かつ技術的・経済
的観点から最適な発電設備再建計画を策定した。

1.実施機関　国営電力会社（NEK）ﾏﾘｯﾂｧ･ｲｰｽﾄ第1火力発電所

2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ　ｽﾀﾗ･ｻﾞｺﾗから南東約40kmのﾏﾘｯﾂｧ地域

3.総事業費　　　　605.3百万USﾄﾞﾙ（外貨454.9百万ﾄﾞﾙ）

4.実施内容
・ﾏﾘｯﾂｧ･ｲｰｽﾄ第1火力発電所の性能改善の実施
・発電出力：　　460MW（230MW×2基）設置
・ﾎﾞｲﾗ型式：循環式流動床ﾎﾞｲﾗｰ

5.建設工程
・Civil工事開始　1998年4月初
・2001年10月　1号機運開（契約後1号機運開まで3年6ヶ月）
　（2号機6ヶ月遅れ）

実施内容の変更：

（発電出力）
「460MW（230NW×2）」から「300MW
（150MW×2）」へ
（ﾎﾞｲﾗｰ型式）
「FBC式」から「PCF式」へ

本改修設備投資ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄについては、
米国人Jack Menahemの会社と基本契約
締結済。現在150MW×2基の発電設備
建設の基礎工事終了。今後発電ﾌﾟﾗﾝﾄ建
設ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ﾁｰﾑが公社内に組織される
予定。ﾌﾟﾗﾝﾄ自体は2003年から4年をかけ
て建設し、完成後10年間Jack Menahem
の会社によって運営された後ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ側
に返却される、BOTの形態を採る。
必要投下資金はJICA最終報告とほぼ同
額の6億ﾄﾞﾙと見積もられ、その調達につ
いては、すべてMenahemの会社が責任を
負うことが契約に明記されている。現在の
ところ、米国輸出入銀行が総額の75％、
民間銀行ｸﾞﾙｰﾌﾟが25％を賄う交渉が進
行中。
（1998年11月現地調査）

本改修設備投資ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄについては、米国人Jack Menahemの会社と基本契約締
結済。現在150MW×2基の発電設備建設の基礎工事終了。今後発電ﾌﾟﾗﾝﾄ建設ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ･ﾁｰﾑが公社内に組織される予定。ﾌﾟﾗﾝﾄ自体は2003年から4年をかけて建設
し、完成後10年間Jack Menahemの会社によって運営された後ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ側に返却され
る、BOTの形態を採る。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

2003.2現在：変更点なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾌｧｲﾅﾝｽ推進のため1997年秋ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ国からの訪日ﾐｯｼｮﾝがあった。

F/S／火力発電

報告書の内容

- 258 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 BHG 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

ボスニア・ヘルツェゴビナ

パルプ・製紙工場復興計画調査

Feasibility Study on the Rehabilitation of a Pulp,
Kraft Paper and Paper Packing Factory in Bosnia
and Herzegovina

水野　正俊

(株)大和総研

98.2.7～3.13/
98.6.15～7.4

10

9～10

129,780 千円

29.36 人月 （内現地17.63人月）

1998．8

（株）大和総研

Federal Ministry of Energy, Mining and
Industry
Mr. Enes Gotovusa
Secretary General（次官）

長期にわたる内戦の結果民族的対立が続いているた
め、ﾕｰｺﾞ連邦が分裂しﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞｳﾞｨﾅ国内経済の
破綻、原材料供給元および製品の販売市場の喪失、
工場設備の損害と克服すべき障碍は枚挙のいとまがな
いが、
1)NATRON社の自助努力（給与引下げ、経費節減等）
2)政府支援策（国内原料価格低減、古紙回収ｼｽﾃﾑ改
善）
3)生産管理（品質向上、ｺｽﾄ削減、従業員教育・訓練
等）
4)経営管理（市場経営ﾏｲﾝﾄﾞの向上、国際的製紙会社
との提携、事業部制導入・業績評価、人員数適正化
等）を通じて、外国投資の導入を図りつつ3段階の開発
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに従って、現在の輸入ﾊﾟﾙﾌﾟおよび古紙利用
から、MGﾍﾟｰﾊﾟｰと広葉樹SCﾊﾟﾙﾌﾟによるﾌﾙ操業を目
指すこと。

遅延・中断

（報告書目次より）
1.調査の背景と対象
2.社会経済状況
3.ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ／旧ﾕｰｺﾞｽﾗｳﾞｨｱの紙・ﾊﾟﾙﾌﾟ産業
4.輸出市場
5.原料
6.NATRON社の現況
7.段階的開発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
8.運転再開費用および投資の推定
9.製造原価・ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ分析
10.財務分析
11.会社の概要および段階的開発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ要約
12.勧告
附属資料（技術資料等）
図面（工場ﾚｲｱｳﾄ）
地図（地雷埋設図）

外部資金を使わずに工場側で出来る改
善は調査時から始まっており、抄紙機の
錆おとしや排水ﾊﾟｲﾌﾟの修理が始まってい
る。また、事業部制も導入され、工場幹部
の入れ替えも積極的に実行されている。
（社長交代が予測されたが、政治力を活
かし今日でも社長は積極的なﾜｰｸを続け
ている。）
工場がﾌﾙ稼働できるだけの外国投資は
未だ実施されていない。

（平成15年度　在外調査）
新製品開発については、資金面での障
害があり、実現していない。また調査提言
内容を実施することに関心のある会社は
無かった。しかし、提言のうち特に大きな
投資を必要としていないものについては、
既に完全に実施されている。一方で、
オーストリアの専門家により、NATRON社
のリハビリに関するF/Sが実施され、紛争
前に生産されていた製品を復活させるた
め、より財政的負担のかからない方法が
示されている。これに対しては、ヨーロッ
パのいくつかの会社が実施に移すことに
関心を示している。

針葉樹原木および製品の販売先であった新ﾕｰｺﾞｽﾗｳﾞｨｱ（ｾﾙﾋﾞｱ人主体）が、ｺｿｳﾞｫ
紛争に起因する西側の空爆で壊滅状態となり、原料手当と製品輸出に支障を来たし
ていることが予想される。また、周辺国を含め政治情勢が不安定なことと、紙ﾊﾟﾙﾌﾟの
世界市況が十分回復しておらず、外国投資が実行されにくい状況にある。
2000.11現在：“Gascogne社”は撤退の理由として、従業員選考についての工場内民
族対立、高価な原木価格、銀行ｼｽﾃﾑの不備、公的支援の不足をあげている。

（平成15年度　在外調査）
新製品開発については、資金面での障害があり、実現していない。

JICA研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに従い、NATRON社より来日した2名の幹部の研修を支援するとと
もに、工場再建にむけて忌憚のない意見交換を行った。調査時点では、引続き技術
者派遣による技術支援と投資先を見つけるための支援業務に対する希望があった
が公的要望は出されていない様子。NATRON社自体は生産を継続しているが、生
産量や製造品目等の詳細については不明。
2000.11現在：2000年1月に提携交渉をしていた仏大手“Gascogne社”は交渉を打切
り、提携および資本参加は白紙に戻った。不振を続ける“Natron社”の従業員は、
800名まで削減されている。
2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：情報なし

調査実施の際も問題であったが、非友好国に囲まれていることもあり通信回路が極
めて悪いのに加え英語が通じにくく、十分にｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝが取れていない。
2000.11現在：G次官は引退。Natron社、ｴﾈﾙｷﾞｰ鉱工業省とも連絡がつかない。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

F/S／その他工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CSK 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

チェコスロバキア

メルニーク発電所排煙脱硫対策

Feasibility Study on Flue Gas Desulphurization for
Melnik Power Station in Czech and Slovak Federal
Republic

新井　重郎

電源開発(株)

92.5／92.7／92.10

9

4

138,651 千円

33.00 人月

1992/12

電源開発（株）

Josef Krecek
Deputy of General Manager
Cezch Energu Power
チェコ電力会社(CEZ)

1.湿式石灰石石膏法の脱硫装置を下記により適用
　Part Ⅱ：110MW unit毎に効率70％を超える排煙脱硫
装置を設置
　Part Ⅲ：500MW unitに効率85％を超える排煙脱硫装
置を設置
2.これにより環境基準、排出規制を満足
3.天然ｶﾞｽ焚火力への転換に比べてEIRR=39％とあり、
本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨあり

一部実施済

1.実施機関
  ﾁｪｺ電力会社（CEZ）

2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
  ﾁｪｺ共和国ﾒﾙﾆｰｸ市（ﾌﾟﾗﾊ近郊）

3.総事業費（1992.10月時点）
　230.5百万US$　（外貨　90Mil$、内貨　145Mil$）

4.実施内容
　Part Ⅱ　110MW×4Unitに効率90％の排煙脱硫装置を4基設置
　Part Ⅲ　500MW×1Unitに効率85％の排煙脱硫装置を設置
　　　　　 排煙脱硫装置は湿式石灰石石膏法

5.建設工程　Contract Awardから2年6ヶ月

CEZの国家電力開発戦略の一つとして、
100MW以上の発電ﾌﾟﾗﾝﾄに対する脱硫
装置の設置ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄがある（全国で17
基。1997-1998年度におけるCEZの大気
汚染防止関連総事業費用10億ﾄﾞﾙ）。最
終段階としてﾒﾙﾆｰｸにおける第1号～第3
号のﾌﾟﾗﾝﾄ3基が残されている。
（100MW,200MW,500MW）。これらも年内
に完成の予定。故にJICA開発調査により
提言された課題は全て今年度内に終了さ
れることとなる。
調達資金は主として社債発行による自己
資金。一部世銀借款による。
（1998年11月現地調査） EXIMｱﾝﾀｲﾄﾞﾛｰﾝを拒否した理由

1.別途独自にﾌｧｲﾅﾝｽの調達をする。

1993年  3月　ﾁｪｺ政府により「円ｸﾚ」が正式要請された。
1993年11月　ﾁ省庁にて「ﾒﾙﾆｰｸ案件はEXIM担当する」こととなった。
1994年  8月　CEZより「EXIMｱﾝﾀｲﾄﾞﾛｰﾝ借入れはしない」旨のEXIM宛ﾚﾀｰが
                      届いた。

2003.2現在：変更点なし

1998年10月まえで排煙脱硫装置を設置することが法律により決定されている。

F/S／火力発電

報告書の内容

- 260 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 HUN 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

ハンガリー

国有企業自動車部品企業ﾘｽﾄﾗｸﾁｬﾘﾝｸﾞ計画調査

The Restructuring of the State-Owned Automatic
Parts Company

石井　暢夫

テクノコンサルタンツ(株)

95.12.5～12.22
96.2.8～3.13

6

7～8

94,206 千円

22.19 人月

1996/9

テクノコンサルタンツ(株)

経済省（Ministry of Economic Affairs）
産業局
イマグ社

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨの有無：あり

2.税引後内部収益率IRROE26.4％
    EIRR　19.8％　
   （ｲﾝﾌﾗを考慮した場合EIRR　18.95％）
（条件）
・自己資金30％、長期借入金70％
・借入条件－金利30％、返済期間5年、返済猶予
  期間3年、返済方法は半年度割賦元金定額返済
・設備導入機関  1996－1997年、
  操業期間          1998－2005年
・通貨ﾚｰﾄ　1ﾄﾞﾙ=106円=142ﾌｫﾘﾝﾄ
・ｴｽｶﾚｰｼｮﾝ適用しない

3.期待効果
・短期的には財務状況は好転しないが本計画により長
期的な財務状況は改善される
・製品品質の向上に寄与する

一部実施済

1)目的
ﾊﾝｶﾞﾘｰの国有自動車部品製造企業のﾓﾃﾞﾙ企業である「ｲﾏｸﾞ社」の近代
化計画の策定を通じてﾊﾝｶﾞﾘｰの自動車振興に寄与すること

2)実施機関           ｲﾏｸﾞ社

3)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ    ﾓｰﾙ村（ﾌﾞﾀﾍﾟｽﾄの南西）

4)近代化計画
生産工程：在庫管理強化、金属加工のﾚｲｱｳﾄ変更、裁断・縫製工程の表
皮材ﾛｽ率低減、ｸｯｼｮﾝ工程の作業手順標準化・作業工程見直し、組立工
程の整備改善・ﾚｲｱｳﾄ検討、検査工程の標準書整備
生産管理：製品開発・設計管理における社内設計規格・標準化推進、在
庫管理における組織・機能集約化、工程管理における機能見直し・必要
な書式整備、品質管理における品質管理手法導入、既存ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｼｽﾃ
ﾑ改善
経営管理：意思決定ﾌﾟﾛｾｽ確立、ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ手法導入・組織体質改善、職
能等級制度導入、財務諸表に基づく分析手法導入

5)総事業費　296870千ﾌｫﾘﾝﾄ（1ﾄﾞﾙ=106円=142ﾌｫﾘﾝﾄ）
1996年度23569千ﾌｫﾘﾝﾄ、1997年度273301千ﾌｫﾘﾝﾄ

6)実施（生産設備近代化）ｽｹｼﾞｭｰﾙ
1996年度（短期）　　年産5万台対応体制整備
1997年度（中期）　　NCﾊﾟｲﾌﾟﾍﾞﾝﾀﾞ、丸ﾊﾟｲﾌﾟ切断機、ﾜｰﾔ
ﾌｫｰﾐﾝｸﾞﾏｼｰﾝ、型入複写機、ｴｱﾃｰﾌﾞﾙ作業台、自動延反機、等の導入
1998－2003年度（長期）　工程自動化・機械化等の推進、CADCAM導入

1)1995年のｼｰﾄ生産量36,000ｾｯﾄ／年を
1996年には50,000ｾｯﾄ／年へ増量する計
画であったが、実績として51,700ｾｯﾄを達
成した。
2)1997年の計画60,000ｾｯﾄに対して、
63,100ｾｯﾄの生産実績をあげた。
3)ISO-9001規格を1996年に取得。1998
年にはQS-9000を獲得し、製造業標準の
面ではGM,Ford,ｸﾗｲｽﾗｰ等に並んだ。
4)JICA開発調査最終報告書の細部に亘
るｱﾄﾞﾊﾞｲｽに従った結果、ｺｽﾄ削減効果が
徐々に現れ始めている。
5)「提案－改善」運動も社内に定着。1997
年には488のｱｲﾃﾞｱが従業員より寄せら
れ、うち141が採択、83が実現した。1998
年では1ヵ月平均で417.7ﾌｫﾘﾝﾄのｺｽﾄ節
減効果につながったとされる。
6)Estergonにあるｽｽﾞｷ自動車工場に製品
を納入しているが、客先からのｸﾚｰﾑの件
数／種類とも本年度は着実に減少してい
る。
7)改善のための投資原資は、現在のとこ
ろすべて自己資金によって賄われてい
る。自動車産業の活況、ｲﾏｸﾞ社の好業
績、及び政府の制度的支援により、利益
並びに減価償却費を全て再投資に回す
事が出来る。      （1998年11月現地調
査）
2002.2現在：新情報なし
2003.3現在：情報なし

(*)の続き
終了理由：本調査を担当したコンサルタントが解散となり、調査の実施が困難になっ
たため。

1998.10現在：
1)報告書に基づき、改善が実行されている。
2)ｲﾏｸﾞ社の研修員は宝和工業(株)にて訓練を受けている。
（1996年および1997年実施）
2003. 3現在：情報なし

1998.10現在：1997年は、ﾏｼﾞｬｰﾙ･ｽｽﾞｷの部品供給下請会社の主要60社の、最優
秀協力会社として、ｲﾏｸﾞ社はﾏｼﾞｬｰﾙ･ｽｽﾞｷ社より表彰された。
2000.11現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。そのため追加情報収集は不可
能。
フォローアップ調査（国内調査）終了年度：2003年度　　　　　　　(*)へ続く

F/S／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 HUN 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

ハンガリー

ボルジョド発電所性能向上・環境保全再建計画

The Feasibility Study on the Facility Improvement
and Environmental Protection of Borsod Power
Plant

 内田　顕

（株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（PCI）

96.3/96.10～11
97.1～2/97.5

13

7～9

199,551 千円

48.00 人月

1997.8

（株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（PCI）

経済賞ｴﾈﾙｷﾞｰ局
Department of Energy coordination, Head,
Dr. Miklos Poos
実施機関：米国系民間企業AES

1.1995年では36.5TWhの電力需要は2010年には43～
49Twhに増加すると予測されている。このような中で炭
鉱を持つ発電所は自前の石炭を有効利用しつつ環境
保全をも達成する必要がある｡

2.敷地内に150MWのﾕﾆｯﾄを循環式流動床燃焼方式
で新設する。

3.既存の10缶の微粉炭燃焼ﾎﾞｲﾗｰのうち4缶を天然ｶﾞ
ｽ・油燃焼用に改造し、主として周辺地域への熱供給に
用いる｡

4.流動床ﾎﾞｲﾗｰの灰の適正処理など十分な環境保全
対策を行う。

具体化準備中

結論と提言：

1.序論
2.計画の背景
3.発電所最通開発計画の検討
4.新設ﾕﾆｯﾄの予備設計
5.既存施設改善の予備設計
6.環境影響評価と環境保全対策
7.工事計画
8.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ・ｺｽﾄ
9.経済・財務分析
10.ﾊﾝｶﾞﾘｰの発電所開発に向けての提言

ﾎﾞﾙｼｮﾄﾞ発電所は既に民間外資に売却さ
れているため、ODAの対象外であり、ﾊﾝ
ｶﾞﾘｰ政府も指導を継続している訳ではな
い。しかし、同発電所を買収した米国系
企業は、JICA開発調査の成果を踏襲・活
用し、現在も設備投資を推し進めている。
（1998年11月現地調査）

調査開始当時は当発電所は国営企業に属していたが、途中で民間に売却された｡
しかし、ﾊﾝｶﾞﾘｰ国の工業省の要請で調査は一時中断のあと、続行された。買収企業
はAES(米)でそのﾛﾝﾄﾞﾝ支店が担当。

2002.3現在：変更点なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2003.3現在：情報なし

（平成15年度　国内及び在外調査）
情報なし

F/S／その他

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 POL 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

ポーランド

コジェニッツエ発電所排煙脱硫対策調査

Feasibility Study on Flue Gas Desulphurization for
Kozienice Power Plant

三国　雅士

電源開発(株)

91.2.24～3.24

9

2～3

179,961 千円

37.01 人月 （内現地13.41人月）

1991/12

電源開発（株）

Franciszek Gaik
Undersecretary
Ministry of Industry
ポーランド政府経済省 (Ministry of Economy)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り

2.EIRR=37.69％
※本計画と同等のSO2削減効果を持つ天然ｶﾞｽﾎﾞｲﾗ
ｰへの改造費用と比較する代替設備ｱﾌﾟﾛｰﾁ法による
評価

3.期待される開発効果
　1)環境改善による国民の健康被害減少
　2)設備投資に伴う経済成長、雇用力の強化
　3)脱硫設備輸出波及効果

一部実施済

1.実施機関：MOI

2.ｻｲﾄ         ：ｺｼﾞｪﾆｯﾂｪ発電所

3.総事業費：建設費　250.3億円／年間運転経費　15.7億円
　　*見積時点ﾚｰﾄ　　1US$=135円=9,500zl(1991.3)

4.実施内容：500MV容量3基の脱硫装置設備

5.実施経過：ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ   1993.4
                     発注            1994.5
                     着工            1994.1
                     運開            1998.1

1998年10月2日に500MW脱硫設備1基の
建設契約が締結。受注先はIVO（ﾌｨﾝﾗﾝ
ﾄﾞ）。
日立製作所、ﾄｰﾒﾝの3企業によるｼﾞｮｲﾝﾄ
ﾍﾞﾝﾁｬｰ。
調達資金の明細は企業秘密。一部ｺｼﾞｪ
ﾆｯﾂの自己資金。
契約内容の詳細及び事業費用等につい
ても口外が禁止されているとこと。ただし、
開発調査時の3基に対し、今回は1基の
建設。開発調査時よりも為替ﾚｰﾄ変動の
関係等で建設ｺｽﾄが、当初の見積り費用
のおよそ30％以下に落ち着いていること
が示唆された。（1998年11月現地調査） 実現の遅れはひとえに資金調達の困難さにある。また、ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ国内の電力需給が

現在緩和傾向にある事、電力等の大規模企業の民営化が遅れている事等も背景に
ある。

2002.3現在：変更点なし

F/S／その他

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 POL 002

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

ポーランド

マゾビアン石油精製所近代化・環境対策計画調査

The Study on Modernization and Environmental
Pollution Control in Mazovian Oil Refinery and
Petrochemical Works in Ptock

三上　良悌

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

93.11～93.12
94.5上旬

10

5～6

166,165 千円

43.10 人月

1995.1

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
出光ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

Mr. Antoni Miklaszewski, Deputy Director
Foreign Cooperation Department, Ministry of
Industry and Trade
Mr. Eugeniusz Korsak, Development Manager
Petrochemia Plock S.A.

ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：あり

原油価格はﾛｯﾃﾙﾀﾞﾑFOB価格使用、資本調達は自己
資本50%、残り短期5年金利12.5%の借り入れ資本内部
率も高く回収期間も妥当。

一部実施済

総事業費：43978千ドル（パワープラント33859千ドル、CDU10119千ドル）

実施内容：
　第一原油蒸溜装置の近代化－（1）石油製品のオフ・グレードの生産防
止（2）労働環境からの悪臭対策（3）計測・制御方式をDCSに変換（4）製品
規格の変化と製品別生産量の変化（または生産能力の上昇）（5）省エネ
ルギー（6）公害の削減
　発電プラントの改善－（1）ボイラの効率の向上（燃料消費量の削減）と
NOxとSO2の削減（2）ボイラへの給水設備の用水・化学薬品消費量の低
減及び原水処理能力の増大（3）抽気復水発電設備の設置による電力供
給能力の向上

建設期間：原油蒸留設備近代化29か月、ボイラ関係24か月

1.石油蒸留装置近代化
・既存のﾌﾟﾗﾝﾄ4基の改修と新規ﾌﾟﾗﾝﾄ1基
の建設を決定。蒸留能力57,000ﾊﾞﾚﾙ/日
*5を目標とする。
・既存ﾌﾟﾗﾝﾄ2基の改修は既に終了。1基
はｱﾒﾘｶFlour Danie社、もう1基はｲﾀﾘｱの
Snam Progetti社による。

2.発電ﾌﾟﾗﾝﾄ改善
・全7基のﾎﾞｲﾗｰについては、国内環境基
準に合わせた排出を達成すべき、改修工
事進行中。2000年までに完成の予定。
・配管にたまる蝶を除去するためのﾌｧﾝを
設置。
・脱硫装置も現在取り付け工事進行中。
これが完成すればﾛｼｱ産の低品質原油も
利用可能になるため、多大なｺｽﾄ削減効
果が見込まれる。納入業者はｲﾀﾘｱの
Snam Progetti社、工事は5割方完成。

これまでに投下された設備投資総額は
1、2合わせて15億ﾄﾞﾙ。様々な近代化の
ため、2002年までに要する投資総額は20
億ﾄﾞﾙが見積もられている。(1998年11月
現地調査)

プロジェクトは自己資金により、一部実施済み。

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：情報なし
（平成15年度　国内調査）
情報なし

(平成16年度　国内調査）（平成16年度　在外調査）
特記事項無し。

F/S／化学工業

報告書の内容

- 254 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 ROM 001

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

ルーマニア

ガラチ製鉄所環境・省エネ対策計画調査

The Study on Environmental Pollution Control and
Energy Saving

堤　洋志

(株)神戸製鋼所 機械ｴﾝｼﾞ本部ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ監理部

93.11.22～12.18
94.7.6～8.10
94.11.26～12.13

14

5～6

227,742 千円

52.18 人月

1995/2/1

（株）神戸製鋼所
新日本製鉄(株)

産業省
次官　Danion Popescu
　　　　Petru Ianc

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：あり

2.省ｴﾈ投資　　FIRR 17.2％　　EIRR 18.9％
　環境投資　　FIRR  7.0％

3.省ｴﾈ効果として粗鋼ﾄﾝあたりﾓﾃﾞﾙﾌﾟﾗﾝﾄのみでも
0.99Gcal、全設備に適用すれば1.5Gcalのｴﾈﾙｷﾞｰ節
約が可能という結論を得た。これは全額換算でﾓﾃﾞﾙﾌﾟ
ﾗﾝﾄだけで年間59百万ﾄﾞﾙの省ｴﾈ効果が期待できるこ
とを意味し投資ｺｽﾄでも約3.1年で回収可能であること
になる。
　一方、環境にについては提言対策実施効果は2002
年において対策前に比べて大気汚染物資SO2で66
％、NO2で20％、排水水質ではｼｱﾝで93％、ｱﾝﾓﾆｱで
83％、ﾌｪﾉｰﾙで99％の低減が期待できるという結論と
なった。

遅延・中断

　ガラチ製鉄所は粗鋼能力１千万トンの東欧最大の製鉄所であるが、重工
業優先政策により環境及びエネルギーの有効利用がないがしろにされて
きた。このため1989年の体制変化以後は深刻なエネルギー不足と環境汚
染に悩んでいた。このためルーマニア政府の要請を受けて環境、省エネ
対策に係わる本格調査を実施した。

実施機関：SIDEX
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ｶﾞﾗﾁ地域
総事業費：省エネ投資　186.2百万ドル　　環境投資　年174千ドル
実施内容：72600KWの水車２台、78900KVAの発電機２台他
実施経過：コークス炉、焼結工場、溶鉱炉、熱延加熱炉、その他動力設備
についてあらかじめ選定されたモデルプラントについて省エネ、環境対策

資金事情のため、実現具体化されたもの
はない。唯一、ｺｰｸｽ炉No.7について、輸
銀融資ﾍﾞｰｽでの改修が実施直前段階ま
でに至ったが、ﾙｰﾏﾆｱの入札制度上複
数社の入札となり､混乱､着手に至ってい
ない｡

 2002.3現在：具体化の計画は進めている
が、実現に向けての具体的動きは未だに
ない。

（平成15年度　国内調査）
2001年7月にガラチ製鉄所が民営化さ
れ、政府資金を前提とした本プロジェクト
の推進は困難となった。

資金不足が極めて深刻である。1968年設立当初は、当時世界の最新設備を誇っていたが、その後実質的に何のﾒｲﾝﾃﾅﾝｽも
されないまま放置された状態となり、設備の老朽化と作動不能が著しい。また、ﾁｬｳｼｪｽｸ政権下、経済面を顧慮せずに製鉄所
立地が決められ、国内資源の面でも潤沢な鉄鉱石や高品位石炭にもめぐまれないため、製造される鉄鋼は価格的にも品質的
にもおよそ国際競争力を持ちえない。1998.10現在：その後、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは具体化していない。ﾙｰﾏﾆｱ（SIDEX）が資金源であり、
L/G発行も無理なため、ﾛｰﾝの組成も難しい。SIDEXもﾙｰﾏﾆｱ政府産業省も、強く製鉄所のﾃｺ入れをしたい意向ではあるが、ｽ
ｹｰﾙﾒﾘｯﾄを追究する鉄鋼生産ﾗｲﾝの性質上、分社化による部分売却もままならない。（1998年11月現地調査）　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2002.3現在：ルーマニア政府による国有企業民営化の急速な動きがあり、近代化を含めた設備計画の再編が行なわれる模
様。2001年7月に完全民営化された結果、政府資金による本プロジェクトの推進は難しくなった。（2003年度調査）　

（平成15年度　国内調査）　
001年7月にガラチ製鉄所が民営化され、政府資金を前提とした本プロジェクトの推進は困難となった。　

(平成16年度国内調査）

ｺｰｸｽ炉No.7の設備改善にあたって、それに係るｺﾝｻﾙﾀﾝﾄとして三井物産と新日本製鉄が入札
したが、最終的に三井物産とｼﾞｬﾊﾟﾝｵｯﾄｰが手掛けることになった〔1998年初頭〕。これには輸銀
の借款を用いることになっていたが、ｶﾞﾗﾁ頭金不足のため、計画は動いていない。ｶﾞﾗﾁ製鉄所
はこれ以外にも設備改善を求めているが、資金不足のため、ﾌﾟﾗﾝﾄ協会に打診した模様である。
　　
2002.3現在：国有企業民営化に関する政府内動向により、調査対象プロジェクトの動きも中断状
況。

2001年7月、ガラチ製鉄所はイスパットインターナショナルに買収され完全民営化された。(2003
年度調査）

(平成16年度国内調査）

ﾙｰﾏﾆｱ政府は環境対策と省ｴﾈ推進をその国是としており、今後ｶﾞﾗﾁ製鉄所のﾘｽﾄﾗ
を進めていくことは、同国の産業振興の優れたﾓﾃﾞﾙになりうるとしている。ﾙｰﾏﾆｱ鉄
鋼業全体に係る近代化の費用は260百万米ﾄﾞﾙ、SIDEX単独で138百万米ﾄﾞﾙと見積
もられている。SIDEXの株式会社化は100％完了。株式の83％は政府所有（1998年
11月現地調査）。新たなﾘｽﾄﾗ･ｽﾄﾗﾃｼﾞｰの政府承認待ち（2000年11月現在）。　

(平成16年度国内調査）

F/S／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容

- 265 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



 

 

 

 

 

 

 

 

（2）マスタープラン調査（全 187 件） 



個別プロジェクト要約表 KHM 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

カンボジア

プノンペン市及びシェムリアップ市電力復興ﾏｽﾀ
ｰﾌﾟﾗﾝ

Master Plan Study on Rehabilitation and
Reconstruction of Electricity Supply in Phnom
Penh and Siem Reap, Cambodia

中島　浩

日本工営（株）

93.1.11～93.2.9/93.6.25～93.7.9

15

4～5

161,471 千円

36.84 人月

1993．7

日本工営（株）
東電設計（株）

Ministry of Industry
（カンボディア工業省）
Mr. Khlaut Randy（副大臣）

(1) 第1期E/N調印　　 :1993年6月4日
(2) 第1期計画詳細設計:1993年6月～8月
(3) 第1期計画入札　　:1993年9月13日～10月7日
(4) 第1期計画完成　　:1995年2月28日
(5) 第2期E/N調印　 　:1994年7月30日
(6) 第2期計画詳細設計:1994年5月～9月
(7) 第2期計画入札　　:1994年10月12日～11月4日
(8) 第2期計画完成　　:1996年2月28日
(9) 第2次ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ市電力供給施設計画
　　基本設計:1997年4月～1998年3月
(10)第2次ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ市電力供給施設計画
　　詳細設計:1998年12月～1999年12月
(11)第2次ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ市電力供給施設計画
　　E/N調印:1999年6月15日
(12)第2次ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ市電力供給施設計画
　　入札日:1999年10月18日
(13)第2次ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ市電力供給施設計画
　　業者契約認証日:2000年1月13日 　
14）ｼｪﾑﾘｱｯﾌﾟ市発電計画基本設計：2001年～2001年11月　　　　　　　　
(15)第2次ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ市電力供給施設計画完工：2002年3月　　　　　　　
(16)ｼｪﾑﾘｱｯﾌﾟ発電計画詳細設計(2002年8月～　八千代ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ）　

（平成15年度　国内調査）

情報なし

進行・活用

既設電力設備の老朽化により極端に逼迫している両市の電力事情を改善
すべく下記計画の実施を提言した。
（A）プノンペン市
　　（１）短期的には既設発電設備の改修及び増設
　　（２）中長期的には包蔵水力発電の開発
　　（３）市内配電線の修復
　　（４）給電指令設備の更新
　　（５）電力事業運営、販売体制の改善
（B）シェムリアップ市
　　（１）既設発電設備の修復
　　（２）短期的には新ディーゼル発電設備の投入
　　（３）長期的には包蔵水力発電系統からの受電
　　（４）市内配電線のループ化
　　（５）電力事業運営、販売体制の改善
各支援国の動向、電力需要予測から日本の緊急支援としてプノンペン市
系統へ10MWのディーゼル発電設備の設置、市内各発電所を効率的に
運用するための連係線の新設および給電指令設備の設置を提言した。こ
の提言は各援助国、機関の計画とも整合しカンボディア国の要請を満た
すものであった。

　　　

日本政府は2期に分けて無償資金援助を実施。
第1期：22.28億円(完工)
－5MWのﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電設備の建設
－約8kmの配電設備の新設
第2期：18.52億円(完工)
－5MWのﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電設備の建設
－約22kmの連係線の新設
－通信・給電指令設備の更新

2003.2現在：「第2次ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ市電力供給施設計画」(無償）の
ための基本設計調査（1997.4～1998.3)、詳細設計（1998.12～
1999.12)　
2000.1に同計画の業務契約が締結され、2002年3月完工。
2002年3月、完工式実施。2003年3月に瑕疵検査を実施予定。
　

上記は首都ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝの復旧工事であり、ｼｪﾑﾘｱｯﾌﾟ市の発電計
画はJICAとの契約に基づき下記のように実現している。　

（1）基本設計：ディーゼル発電材（総電量10.5MW）の設置計
画の基本設計を30,000,000万円の受給金額にて2001年11月
に完了。　　　　　　　　　　　　
（2）実施予定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
D/Dを2002年5月に開始予定。引き続き計画実施が開始され、
2004年3月に完成予定（工事費総額21億円程度）

本調査の結果を踏まえ、極度の電力不足状態にあり、いまだ計画停電を余儀なくさ
れているﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ市の電源施設、配電施設の増設・修復を行うことにより、同国の復
興に不可欠な電力ｲﾝﾌﾗの整備が必要との判断から、2期に分けて日本政府による
無償資金協力が実施された。

ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ市において最大規模となる10MWのﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電設備の建設、約30kmの配
電設備・連係線の新設、通信・給電指令設備の更新により、ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ市における電力
事業の改善と同国の復興の促進が期待されている。上記した経緯により第1期計画
は伊藤忠商事ｸﾞﾙｰﾌﾟが受注し、1995年2月末に完成した。

ﾏｽﾀｰ･ﾌﾟﾗﾝの現地調査期間および報告書説明時などの機会、計画実施期間を利
用し、計画立案、電力設備の運転・保守・設計、電力系統の運営などに対し現地電
力公社職員に技術移転を実施した。

M/P／エネルギー一般

報告書の内容

－267－

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 KHM 102

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

カンボジア

電力技術基準及びガイドライン整備計画調査

The Study for Establishment of Electric Power
Technical Standards and Guidline in Kingdom of
Cambodia

高岡　拓也

電源開発(株）

2002.11．20～12.7、2003．2.9～3.1、
2003．5.23～5.31、2003．7.4～7.12
2003．8.1～8.16、2003．10.10～10.18
2003．11.28～12.6、2004．1.25～2.7

7 

14～15

175,048 千円

47.46 人月

2004年2月

電源開発(株）
中部電力(株）
プロアクトインターナショナル(株）
鉱工業エネルギー省
（MIME：Ministry of Industry, Mines and
Energy)
Ith Praing
（Secretary of State Doctor of Business
Administration）

(平成16年度国内調査)　本調査の成果を発展させるた
め、2004年9月から技術協力プロジェクト「カンボジア電
力セクター育成技術協力プロジェクト」が開始された。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

カンボジア国の電力技術基準(案）作成のため、以下の調査業務を実施。
①カンボジア国電力セクター調査報告：カンボジア国における電力セク
ターの実情の把握と課題の洗い出し
②カンボジア国電力設備要覧：カンボジア国の電力設備の実態調査を実
施し、設備要覧を作成。
③電力技術基準(案）：簡潔明瞭で包括的な内容にし、クメール語版も作
成をした。
④電力技術者ガイドブック：電力技術者基準を運用するために必要な技
術資料集としてガイドブックを作成した。

(平成16年度国内調査)　カンボジア国内
の電力セクターにおいて、技術的な基準
と、それを補完する技術資料集が整備さ
れた。これによりカンボジア国内の電力技
術者の技術力向上と安全性、電力設備
の信頼性向上へつながる法的整備の準
備が整った。
また、電力技術基準については、2回の
公聴会が実施され、電力技術者ガイド
ブックについては電力技術者を対象にセ
ミナーが開かれた。
(平成17年度国内調査)
次段階事業：　電力セクター育成技術協
力プロジェクト
　実施期間：　2004年9月19日から2007年
9月18日　（3年間）
　実施機関：　MIME, EAC, EDC
　目的：　電力技術基準がEACにより効率
的及び適切に運用されること（EAC向
け）、配電系統が効率的及び適切に運用
されること（EDC向け）。
　本調査報告書との関係：　開発調査によ
り作成され、その後法制化された電力技
術基準がカンボジア国内での運用をス
ムーズに開始するため、細則作成を含め
た技術協力を実施する。　

(平成16年度国内調査)　本調査により策定された電力技術基準案は、2004年4月に
General Requirements of Cambodiaとして法制化された。
(平成16年度在外調査)　カンボジア電力技術基準の草案とエンジニアのためのガイ
ドブックが出版され、MIMEにより有効活用されている。さらに本調査を通して、
MIME、EAC、EDCのカウンターパートへの技術移転が行われた。
(平成17年度国内調査)　次段階事業が実施されている。

(平成16年度国内調査)　電力設備要覧、電力技術者ガイドブックについては必要に
応じてデータの更新をし、常に細心の状態にすることが必要である。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／エネルギー一般

報告書の内容

- 268 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

都市ガス整備計画調査

Study on Rehabilitation and Development of Town
Gas

大川進一郎

東京ガス(株) 横浜営業部長

75.3.7～3.30
75.8.24～8.31

8

49～50

22,547 千円

0.00 人月

1975/11

東京ガス(株)

Qoyum Tjandranegara
President Director
State Gas Public Corporation (PGN)

　ﾁﾏﾗﾔ等3ヵ所からﾁﾚﾎﾞﾝを結ぶ天然ｶﾞｽ･ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝよ
り、ｼﾞｬｶﾙﾀの工業用として分岐ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝが敷設された
（この工事は本調査実施前から既に決まっていた）。そ
の後、本報告書で勧告された種々の提言は資金難か
ら実施が遅延していた。しかし1980年に、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政
府の政策変更があり天然ｶﾞｽの利用を促進することと
なった。そこで大阪ｶﾞｽが本案件の詳細調査を行ない、
世銀の融資（US$32 billion）および輸銀の融資（金額不
明）、英国の技術協力（専門家）を得て、ｼﾞｬｶﾙﾀ、ﾎﾞ
ｺﾞｰﾙ、ﾒﾀﾞﾝ3都市の都市ｶﾞｽ供給網の近代化と拡充計
画が実施され、1992年に終了している。

　1999.10現在：新情報無し。

進行・活用

　インドネシア国家エネルギー計画の枠内における都市ガスの位置付け
及び展望に関して、資金、経営、計画、技術の各面から検討を行った。
　提言内容は以下のとおりである。
　インドネシアの都市部の熱エネルギー源として、都市ガスは重要である。
しかるに、ガス公社（ＰＧＮ）は設備の老朽化及びサービス低下により充分
にその機能を果たしていない。従って早急にその修復、開発を図る必要が
ある。特に、天然ガスの活用促進を強く進言した。

　ﾁﾏﾗﾔ等3ヵ所からﾁﾚﾎﾞﾝを結ぶ天然ｶﾞ
ｽ･ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝより、ｼﾞｬｶﾙﾀの工業用として
分岐ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝを敷設した。

受注業者（ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ）
　新日鉄、日本鋼管、東京ｶﾞｽ

M/P／ガス・石炭・石油

報告書の内容

- 269 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 102

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

中小工業振興開発計画調査

The Study on the Development of Linkage-Type
Industries in the Republic of Indonesia

坂梨　晶保

ユニコ　インターナショナル(株)

85.6.10～9.30／
85.11.6～12.5

13,6

60

136,714 千円

46.03 人月 （内現地20.38人月）

1986/3

ユニコ　インターナショナル(株)
(社)海外コンサルティング企業協会

工業省 官房: MOI(Secretariate General,
Ministry of Industry)
Mr.Bachrum S. Harahap(Special Assistant to
Minister)

1999.11現在：進捗状況不詳
2003.3現在：情報なし

進行・活用

本調査の目的は、金属機械関連工業と垂直または水平にリンケージをす
るリンケージ工業の問題点を探り振興策を策定することである。
1.中小工業開発のため、以下の育成策を提言した。
(1)中小工業有望案件の発掘、ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ･ｻｰﾋﾞｽのためのｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ･ｻ
ｰﾋﾞｽを提供する。
(2)対象業種を中小規模の「成長型」の金属加工業とする。
(3)育成業種を当初ある程度の数に留め（90～100社）、重点的・ﾓﾃﾞﾙ的に
育成する。
(4)国営銀行を実施機関とする低利・長期の融資制度を確立する。
(5)金属下請け部品の品質の検査・向上を目的とした品質検査ｾﾝﾀｰを設
立する。
2.対象地域はｲﾝﾄﾞﾈｼｱ全域（但し、ｼﾞｬﾜ島の主要都市周辺が中心となる）
3.総事業費　　40百万USﾄﾞﾙ
　内訳
　　　　　対中小工業融資原資     29.4百万USﾄﾞﾙ
　　　　　ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ･ｻｰﾋﾞｽ         3.0百万USﾄﾞﾙ
　　　　　共用施設                           7.6百万USﾄﾞﾙ
　　　　　　（1USﾄﾞﾙ=235円）
　潜在的総資金需要　520百万～900万USﾄﾞﾙ　（1986～1990年の5年分
　　               　 　 うち外貨分　 50～70％              を1985年価格で評
価）
4.一件当り最大資産規模：    10億～20億ﾙﾋﾟｱ
5.一件当り融資額：         上限 5億～10億ﾙﾋﾟｱ
                                               下限15百万ﾙﾋﾟｱ
6.第一期ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾛｰﾝの貸出期間は開始後約5年

　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ中央銀行は国立銀行及び民
間商業銀行を通じて行う既存の間接貸付
制度にOECFのﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝ（案件名
AJDFｶﾃｺﾞﾘｰB-小規模企業向け融資、
L/A1989.11.2441百万）が実施され、中小
企業に対する低金利の資金供給が実施
された。

提言は大きく二つに分けられる。
1　開発金融（ﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝ）の新設
2　金属加工ｾﾝﾀｰの設立及び詳細FSの実施

　2については、詳細FSをJICAに申請し、1988年度開発調査「IDN025 金属加工業
者育成ｾﾝﾀｰ設立計画調査」終了。提言ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは1989年度、1990年度、1991年度
に優先Aでﾌﾞﾙｰﾌﾞｯｸにのせたが、無償資金協力案件として取り上げられていない。
提案ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの規模が大きすぎるとの指摘があったのに加え、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの持続性に
関する懸念が援助側にあったためと思われる。

M/P／工業一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 103

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

産業セクター振興開発計画

A Study on Industrial Sub-sector Development in
the Republic of Indonesia

乾　文男

日本貿易振興会

16

1～3

444,738 千円

142.23 人月

1991/1

日本貿易振興会
住友ビジネスコンサルティング（株）

Achmad Djani, Acting Head
Bureau of Planning, Ministry of Industry
（インドネシア共和国工業省）
現：Ministry of Industry and Trade

　当時のC/Pﾒﾝﾊﾞｰへのﾋｱﾘﾝｸﾞや現地調査での商工
省および電気、機器、ｾﾗﾐｯｸ、ﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸの3つの業界
代表者とのﾐｰﾃｨﾝｸﾞの限りにおいて、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府が
独自に特定業種のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを策定しかつﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを実
施している例を見いだすことはできなかった。(2000年
11～12月、現地調査結果)
2002.3現在：変更点なし。
2003.3現在：情報なし。

進行・活用

　本調査は、輸出有望業種行く育成に関する戦略造り及び日本企業の直
接投資・技術移転促進を目的とする。

経緯: 1988年　   日・ｲ年次協議「産業ｾｸﾀｰ振興開発計画調査」を採択。
　　　　　　　　   ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ共和国から我が国に対しTOR提出。
　　　　　　　　　予備調査実施。
          1989年4月S/Wに合意・署名
　　 　第1年次(1989.7~1990.8)
　　　　　　　　　手工芸品、ｺﾞﾑ製品、電気機器(ﾓｰﾀｰ、変圧器等)
　　 　第2年次(1990.9~1991.12)
　　　　　　　　　ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品、ｱﾙﾐ製品、ｾﾗﾐｯｸ製品(ﾀｲﾙ、衛生陶器等)

提言: 1. 業界団体活性化
  　      2. 高分子素材ｾﾝﾀｰ
　  　　3. 中間技術者・技能者の育成
　　　  4. 工業標準化・品質管理普及
　　  　5. ﾊﾝﾃﾞｨｸﾗﾌﾄ開発振興ｾﾝﾀｰ
　　  　6. 外国投資・技術提携促進
　　  　7. 輸出振興事業促進
　　  　8. ｾﾗﾐｯｸ原料資源調査
　　  　9. 産業公害防止・省ｴﾈ促進
　　　 10.工業者傘下研究所の強化
　 　   11.金属加工育成

1.業界団体活性化
　JETROを通じた講師派遣研修、研修受
入
2.高分子素材ｾﾝﾀｰ
　1995年より工業技術院が産業貿易省傘
下の農産加工研究所、ｾﾙﾛｰｽ研究所と
ﾊﾞｲｵｹﾐｶﾙに関する共同研究実施
3.中間技術者・技能者の育成
　JETRO短期専門家派遣、JICAの民活
方式による技術専門家派遣等
4.工業標準化・品質管理普及
　1993年度からJICA開発調査「工業標
準・品質管理推進基本計画調査」(M/P,
IDN105)を実施
5.ﾊﾝﾃﾞｨｸﾗﾌﾄ開発振興ｾﾝﾀｰ
　協同組合小企業省にﾃﾞｻﾞｲﾝの短期専
門家派遣、その後長期専門家派遣
6.外国投資・技術提携促進
　JICA専門家をBKPMへ派遣
7.輸出振興事業促進
　ﾌﾟﾛ技「貿易研修ｾﾝﾀｰⅡ」を実施予定
8.ｾﾗﾐｯｸ原料資源調査．
　JICA開発調査「ｾﾗﾐｯｸ原料開発計画調
査(M/P)」を実施
9.産業公害防止・省ｴﾈ促進
　ﾌﾟﾛ技「産業公害防止技術訓練計画」
(1993.10~1998.10)を実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　(*)に続く

M/P／工業一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 104

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

インドネシア

法定計量制度振興計画調査

The Study on the Development of Legal Metrology
System in the Republic of Indonesia

佐々木　隆一

（財）日本品質保証機構

93.8～93.9
94.1
94.9

11

4～6

132,533 千円

35.10 人月

1994．11

（財）品質保証機構

Mr. Gumaryo, SH
Director of Metrology
Directorate General of Domestic Trade
Ministry of Industry and Trade, Republic of
Indonesia

BAPPENASの開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとしてﾘｽﾄｱｯﾌﾟし、1996年1月現在D/DのためのOECF
ローン申請予定。(1996年1月現地調査結果)

DOMのﾌﾟﾃﾗ所長が1995年11月に来日し、このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの早期実現にｲﾝﾄﾞﾈｼｱ側
は努力しているので、JQAとして是非協力してほしい旨の要請があった。JQAとして
はｲﾝﾄﾞﾈｼｱ側の努力を見守り、必要に応じて協力することを表明した。OECFの案
件として1997年現在進行中である。JQAはDOMよりﾃｸﾆｶﾙｱｼｽﾀﾝﾄとしての協力要
請を受けている。

1997.5   OECFはAppraisal Mission (査定Mission)を派遣
1997.11　E/S(ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ･ｻｰﾋﾞｽ)に関するL/A(借款契約)を調印。4.18億円の円
借。
1998.11:ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ･ﾌｧｰﾑのP/Q(Pre-Qualification)が実施された。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの政情
不安からﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施が一時中断。
　　
1999年10月  JQAはDOMの要請を受けて、T/A(ﾃｸﾆｶﾙｱｼｽﾀﾝｽ)ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄのた
め、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙを提出。
1999年12月現在:DOMの選考委員会は、JICAのプロｼﾞｪｸﾄ実施ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙを受諾
した。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2002.3現在：情報なし　
2003.3現在：情報なし　

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

1.法定計量振興プログラム
　1）計量法、政令、省令の改正
　2）DOM及び地方検定所の役割、組織の再検討と設備
　3）計量技術者養成のための教習所の新設と研修設備の改善、充実
　4）計量関係製造業の業種別団体の設立
　5）民間計量技術者団体の設立
　6）計量振興団体の設立

2.個別実施プロジェクトの概要計画
　1）計量法改正プロジェクト
　2）DOMの改革及び建屋、機器設備プロジェクト
　3）計量教習所の改革プロジェクト
　4）中核検定所整備プロジェクト
　5）地方検定所整備プロジェクト

OECF Appraisalの結果、L/A(Loan
Agreement)が対象とする事業は、
1)DOM、計量教習所の機能強化
2)中核検定機関の整備・拡充(7地域)
3)技術要員の海外研修・海外専門家によ
る巡回指導についてのJICAﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの
ﾚﾋﾞｭｰ及びD/D(詳細設計)のみが借款の
対象となった。また今次対象のE/S(ｴﾝｼﾞ
ﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ)について、T/A(ﾃｸﾆｶﾙｱｼ
ｽﾀﾝｽ)と通常のｺﾝｻﾙﾀﾝﾄｻｰﾋﾞｽとに分割
し、T/AがJICAﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝのﾚﾋﾞｭｰを実施
した後、そのﾚﾋﾞｭｰ結果のOECF同意を
条件にD/Dを実施することとなった。

本事業はJICAﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ(開発調査)が実施されてから既に3年が経過しており、当
時の状況をもとに事業に移すことは現実的ではないとの判断から、D/D(詳細設計)を
実施する前にT/A(ﾃｸﾆｶﾙｱｼｽﾀﾝﾄ) としてJICAﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝのﾚﾋﾞｭｰを行い法定計量
における検定設備並びに検定員の需要見込みの見直しを行う。その結果をOECFが
同意したうえでD/Dを実施することとなった。

M/P／工業一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 105

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

インドネシア

工業標準・品質管理推進基本計画調査

The Study on Master Plan for the Industrial
Standardization and Promotion of Quality Control

猪岡　哲男

ユニコインターナショナル（株）

1994.8～1994.9/1994.11～1994.12/1995.6

12

6～7

166,979 千円

45.42 人月

1995．8

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
(財)日本規格協会

工業省工業標準化センター（PUSTAN）

提言1)の2を中心に捉えた、標準化・認証システム、又は体系、制度整備
を行おうとしているが、現在の経済危機下では当面、同国内で取り上げ
られる可能性は少ない。しかし、PUSTANとしては、時間がかかってもよ
いという前提で実施のため支援を要請すべく準備中である(1998年)。
2002.3現在：進捗状況不詳
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし
(平成17年度在外調査)　2004年10月の内閣改造により、商工省と輸出
振興庁となった。PUSTANも2003年半ばに各省庁に分かれたが、調査に
関連する多くの課題は商工省内のPUSTANに引き継がれている。

進行・活用

提言内容：
1.産業界への工業標準化・品質管理普及・浸透
1）国民生活の質的向上と品質意識の醸成
　・自動車の安全に係る予備部品への認証プログラムの導入
　・家電製品への安全マーク認証プログラムの導入
2）工業セクターの効率向上と深化促進
　・中小企業向け品質システム認証の新設・普及
　・品質システムコンサルタント登録制度の創設
　・品質管理推進者資格制度の創設

2.工業標準化・品質管理推進体制の整備のために
1）産業ニーズに応えうる規格開発・普及体制の改善
　・規格開発プロセスの合理化を主眼とする体制整備への準備
　・標準化・品質管理の普及・浸透を目的とするシステムの確立　・規格原
案作成過程への産業界の参画促進
　・規格適合認証の信頼性確立
2）国際的に認知される認定・認証制度の確立
　・国際相互認証の推進

(平成15年在外調査)
Program 01：　自動車の安全にかかわる予備部品の認
証プログラム導入。これに関してはタイヤ、ガラス、電池
等について安全規格を制定し認証制度を導入しようと
現在準備中。
Program 02：　家庭用電気製品への安全マーク認証プ
ログラムの導入。すでにいくつかの安全にかかる強制
規格を制定したが、安全マーク制定および認証プログ
ラムまではいたっていない。
Program 03：　中小企業向け品質システム認証の新
設・普及。1997年に中小企業向け品質プログラムを作
り、実施している。
Program 04：　品質システムコンサルタント登録制度の
創設。すでにBSNによって制度および訓練プログラム
ができている。対象はISO9000、ISO14000、HACCP、
OHSなど。
Program 05：　品質管理推進者資格制度の創設実施さ
れていない。
Program 06：　規格開発プロセスの合理化を主眼とす
る体制整備。DSNによってすでに実施済み。
Program 07：　標準化・品質管理の普及・浸透を目的と
する機関の設立。PSAおよびBSNは、普及・浸透活動
をラジオ、テレビ、新聞などのメディアを使って行ってい
る。
Program 08：　産業ニーズを反映できる規格開発体制
整備。PSAでは技術委員会（TC）に産業界を含めて、
ニーズの反映に努めている。
Program 09：　規格適合認証の信頼性確立。DSNおよ
びPSAがセミナー、シンポジウムを通して行っている。
Program 10：　国際相互認証の推進。BSNは相互認証
協定をAsia Pacific Ｌaboratory Accreditation
Cooperation(APLAC) および Pacific accreditation
Cooperation (PAC)と結んでいる。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

当時C/PであったPUSTANはCenter for Standardization & Accreditation (PSA)と名称を変えている。2003年2月
時点で、センターの職員数は73名で当該調査時点と比べほとんど増えていない。
(平成17年度在外調査)　
技術協力：　スラバヤ(東ジャワ)及びバンダンの自動車部品製造中小企業向け品質管理システム及び標準化標
準化についての研修
　人数：　各20名
　実施期間：　2003年12月8日～13日(スラバヤ)、2003年12月15日～20日(バンダン)

M/P／工業一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 106

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

インドネシア

電力セクター総合エネルギー開発計画調査

The Master Plan Study of Electric Power
Development in the Republic of Indonesia

藤目　和哉

（財）エネルギー経済研究所

93.10.20～93.12.3／94.1.4～94.2.8/ 94.3.11～
94.3.28／94.7.11～94.10.13/ 94.11.19～94.12.24
／95.3.7～95.3.21

12

5～7

184,118 千円

45.40 人月

1995．3．1

（財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所
電源開発（株）

Ministry of Mines and Energy
Dr. Yogo Pratomo
Director of Electric Power Planning and
Development Department

カウンターパートより需要予測モデルの利用について、
さらに技術ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞの要請があり、1996年4月専門家を
1名派遣し1ヶ月間のﾄﾚｰﾆﾝｸﾞを実施した。
2003.3現在　C/P部門より継続的に1～2名が（財）エネ
ルギー経済研究所の付置機関であるAPERC（アジア太
平洋エネルギー研究センター）に研究員として派遣さ
れ（1997年から2002年3月まで合計4名）、エネルギー
需給に関する研究に従事、2003年2月時点では1名が
従事中である。
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　国際エネルギー使用合理化
調査（APECエネルギー・モデル研修事業）では、インド
ネシアを含めたAPEC途上国からの関係者に対しエネ
ルギー需給予測技術のセミナーを行い、この技術が
徐々に現場で活用されるようになってきている。例え
ば、2005年度のインドネシア政府（エネルギー鉱物資
源省）の需給見通しは、本研修事業の手法・ノウハウに
基づいている。尚、PLNもこの種の技術移転を強く希望
しているが PLNは民間電力会社であるため 本事業
進行・活用

　インドネシア政府が2020年を目標とする発電用総合エネルギー開発計
画のマスタープランを作成するための基礎技術を確立することを目標と
し、以下の分野での技術移転および提案を行った。

（1）電力需要予測モデルの開発（電力データベースの整備を含む）
（2）各社会部門および経済部門における電力消費動向分析
（3）発電用エネルギー資源の評価
（4）電力供給システムの再構築に関する提案
（5）電力部門に関する投資計画分析（公共および民間）
（6）電力部門における省エネルギー、環境保全に関する技術の紹介
（7）電源開発を促進するための基本戦略の提案

電力需要予測を行うためデータベースの整備、
技術移転を行った需要予測モデルを用いた電
力需要予測は数年間に亘り実施された。データ
ベースの時系列データは、ADBプロジェクト
（NERA、英国コンサルタント）でも利用された。
その後、「インドネシア国最適電源開発のため
の電力セクター調査」(2001年8月～2002年7
月）において電力需要モデルの再構築を行なう
とともに、今日的課題に即して左記7項目のリバ
イスを行なった。特に、現在逆ザヤ状態になっ
ている電力料金を毎年17％前後上げて、現在
の3セント/kWhレベルの価格体系をほぼ倍の6
～7セント/kWhにする計画であり、電力需要に
及ぼす価格弾力性が議論になって、モデルの
よるシミュレーション結果が実証されつつある。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし インドネシアでは、1998年にPower Sector Restructuring Policyを策定し、電力セクターの規制緩

和、競争市場の創設による市場原理導入することになり、ジャワーバリ地区については2003年ま
でにマルチプル・バイヤー／マルチプル・セラーモデルに基づく電力市場を確立する予定となっ
ている。しかし、民間発電会社が適正に電源開発を進めていくためには政府(電力総局）の適正
な関与が必要と考えられており、C/Pである電力総局の役割も変わりつつある。従来のPLN任せ
からC/P自身が政策判断をする必要性が大きくなった。特に、電力開発の前提となる需要予測・
需要分析は自ら判断する重要事項となった。また、左記(5)に相当する電力部門に関する投資促
進誘導施策については難渋しているところである。（2003.3現在）
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

2002年1月には、インドネシアのボゴールにて、インドネシアのエネルギー関連機関から12名の参
加を得て、エネルギー需給に係わる2週間セミナー（コンピュータを使用した実技・演習）を行った
（経済産業省、エネルギー専門家派遣事業）。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／エネルギー一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

インドネシア

石炭生産拡大のための人材育成・技術開発マス
タープラン

The Study on Human Resources and Technology
Development Plan for Coal Mining

岡崎　孝雄

（財）石炭開発技術協力センター

96.1.17～2.15
96.7.14～7.28
97.1.30～2.8

6

7～8

90,040 千円

25.50 人月

1997.3

（財）石炭開発技術協力ｾﾝﾀｰ
三井鉱山エンジニアリング（株）

Ministry of Mines and Energy Directorate
General of Mines Directorate of Cool
Mr. Kawan Malau (Sub-Director)
（現）Ministry of Energy and Mineral
Resources Education and Training Agency for
Energy and Mineral Resources
Education and Training Center for Mineraland
Coal Technology,  Mr.Nursaleh Adiwinata　　

・Coal Mining Training Center設立に関する協力要請
書(ﾌﾟﾛ技のTOR)が提出された。
・鉱山総局長、石炭局長等に移動があったが、人材育
成の必要性に関する認識に変化はない。
・1999年4月、ﾌﾟﾛ技案件候補として採択され、7月に準
備ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑが設けられる。
・1999年9月より2000年5月まで、準備のための短期専
門家を派遣。
・2000年3月　　事前調査団派遣    (M/M調印)
・2000年6月　　短期調査団派遣    (M/M調印)
・2000年11月　 実施協議調査団派遣(M/M調印)
・2001年4月1日にプロ技（インドネシア石炭鉱業技術向
上）が開始。　

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

(提言)
1)人材開発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑのさらなる推進
2)生産能率向上を目指し、鉱山運営管理を強化
3)当面、半機械化採炭の習熟が重要で、採掘・保守技術の開発研究も必
要である。政府の支援も必要。
4)資格制度、保安監督官制度、救護隊等、保安ｼｽﾃﾑの確立が必要。
5)環境保全推進が必要。
6)低品位炭有効利用のため、山元発電、石炭ｶﾞｽ化・液化技術の推進が
必要。
7)人材育成のため、訓練ｾﾝﾀｰの増強、新設が必要。学校・OJTとの併用
で人材育成を達成させる事が石炭の安定生産に必要である。

(石炭関連人材育成ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ)
1)学校教育　 講師育成－「諸外国から講師受入」「業界から人材公募」
「留学制度活用」等共同研究実施－「炭坑の技術的課題の研究、解決」
2)訓練ｾﾝﾀｰ　 LPPT強化－「JBTにより再建中」、MDCM強化－「管理職ｺ
ｰｽ回数増加」「災害防止技術ｺｰｽ新設」石炭鉱業訓練ｾﾝﾀｰ設立
3)企業内訓練　教育部門整備、専属講師育成、ｶﾘｷｭﾗﾑ整備
4)制度　資格制度導入、(財)石炭協会設立、奨学金制度設置

(人材開発ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ計画)
1)名称：石炭鉱業訓練ｾﾝﾀｰ
2)設立理由：石炭生産量急増による人材確保、坑内掘技術者育成、高度
な採掘方式技能習得
3)設立場所：東ｶﾘﾏﾝﾀﾝ及び南ｶﾘﾏﾝﾀﾝ
4)対象者：坑内掘・露天掘ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｻﾞｰ、坑内掘熟練労働者
5)ｶﾘｷｭﾗﾑ：石炭地質・探査、坑内・坑外保安、採炭工学、機器管理、炭質
管理
6)初期投資：12,145百万ﾙﾋﾟｱ(政府負担)､運営費4,031百万ﾙﾋﾟｱ(ﾛｲﾔﾘﾃｨ)
7)所轄：鉱山総局管轄

本調査終了後、ｽﾏﾄﾗ島の訓練ｾﾝﾀｰをﾌﾟﾛ技のｻｲﾄとするTOR
が提出された。
・準備ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑの設立
・準備のため石炭局に短期専門家派遣　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
インドネシア石炭鉱業向上(Coal Mining Enhancement Project
at Ombilin Mines Training College in the Republic of
Indonesia)プロジェクトの立ち上げ　　　　
本プロ技立ち上げ前の調査段階に、マスタープラン調査報告
の内容が十分活かされインドネシア石炭鉱業の将来発展のた
めには人材育成、特に今後の炭鉱における採炭は深部化の
坑内採炭へ移行することが見込まれ、坑内技術者育成のた
め、従来まで存在したオンビリン鉱山研修学校の既存設備の
拡充を計ってJICAプロ技のサイトとして平成13年4月にプロ
ジェクトが立ち上げられた。　　　　　　　

プロジェクト概要　　　　　　　　　　　　　　
1.協力期間:　2001.4.1～2006.3.31　　
2.プロジェクトサイト:　西スマトラ州サワルントン市(州都パダン
から東へ約99km,人口約56千人)
3.相手国実施機関:　鉱業人材開発センター(MDCM:　
Manpower　Development　Center　for　Mines)
（現）鉱物・石炭技術教育訓練センター(ETCMCT:Education
and Training Center for Mineral and Coal Technology)
4.日本側協力機関:　経済産業省エネルギー庁資源・燃料部
石炭課、経済産業省原子力安全・保安院鉱山保安課
5.プロジェクト目標:　オンビリン鉱業専門学校が坑内技術者を
養成できる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
6.日本側対応:　専門家派遣(長期)チームリーダー、業務調整
員、採掘技術、保安技術、機械技術、電気技術、環境技術
(短期)平成13年度7名、平成14年度８名（2003.3現在）
　･研修員受入　平成13年度 3名、平成14年度 3名　期間1ヶ
月
　･機材供与　　　

・同国の石油ｴﾈﾙｷﾞｰが枯渇の方向に向かっており、国家ｴﾈﾙｷﾞｰ政策の中で、石
炭政策が重要な位置づけにある。

・ｱｼﾞｱのｴﾈﾙｷﾞｰ需要が急増傾向にあり、日本へのｴﾈﾙｷﾞｰ安定供給のため、産炭
国支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが開始された。

・将来増大が見込まれる石炭生産に対応するため、日本の技術移転が効果的であ
る事が、各種の共同研究等で評価されている。

　　　　

M/P／鉱業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

インドネシア

工業分野振興開発計画（裾野産業）

The Study on Industrial Sector Development
(Supporting Industries)

 延原　敬

 （株）日本総合研究所

96.1.30～2.10／96.2.25～3.28･96.6.18～6.26／
96.8.1～9.4･96.12.8～12.21

13

7～8

236,122 千円

58.84 人月

1999.6

（株）日本総合研究所
八千代エンジニアリング（株）

The Ministry of Industry and Trade･Mr. Agus
Tjahajana Wirakusumah･Director, Directorate
for Program Development, Directorate Gneral
for Metal, Machinery and Chemical Industries

ｱｼﾞｱ通貨危機の発生によりｲﾝﾄﾞﾈｼｱの裾野産業も深
刻な影響を受けている。こうした状況から、JICAは1988
年10月、本案件のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査の実施をｲﾝﾄﾞﾈｼｱ側
にｺﾐｯﾄした。

当時のC/Pﾒﾝﾊﾞｰへのﾋｱﾘﾝｸﾞや現地調査での商工省
および電気、機器、ｾﾗﾐｯｸ、ﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸの3つの業界代
表者とのﾐｰﾃｨﾝｸﾞの限りにおいて、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府が独
自に特定業種のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを策定しかつﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを実施
している例を見いだすことはできなかった。(2000年11
～12月、現地調査結果)

2002.3現在：変更点なし。
2003.3現在：変更点なし。

（平成15年度　国内調査）　
情報なし

進行・活用
1.産業の概況
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ経済と組立産業の現状／裾野産業振興にかかる制度・政策／ｲﾝﾄﾞﾈｼｱにおける部品／産業の現状
／原材料の供給概況／現地ｱﾝｹｰﾄ調査による裾野産業・要素技術の現状分析／ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの要素技術産業／
ｱｼﾞｱ地域における国際競争の現状

2.分析及び提言
1)案件別に提案される育成戦略の方向
自動車産業(育成戦略の方向、基本戦略、開発指標、具体的な育成策)／電気・電子産業(現状と特徴、基本戦
略、開発指標、具体的な育成策)／機械部品産業(現状と特徴、基本戦略、開発指標、具体的な育成策)／要素
技術産業別改善策(鋳造、鍛造、金属ﾌﾟﾚｽ、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ成形加工)

2)裾野産業の総合開発戦略
基本戦略／裾野産業育成目標／裾野産業育成のための施策
　　(1) 制度・政策面の整備
　　(2) 技術ﾚﾍﾞﾙ向上
　　(3) 品質管理向上
　　(4) R&D活動強化
　　(5) 中小企業向け融資制度拡充
　　(6) 人材育成制度の拡充
　　(7) 経営管理能力の向上
　　(8) 産業ｲﾝﾌﾗの整備
　　(9) 租税・関税制度の合理化と通貨業務の迅速化
　　(10)国内市場開拓支援
　　(11)輸出市場開拓支援、投資活性化活動

3)ｱｸｱｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
金融・機械工業開発研究所の金属加工産業向け鋳造技術支援機能の強化／中小企業共同試験研究活動支
援制度の創設／地方技術指導体制強化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ／裾野産業企業巡回技術指導活動強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ／下請企
業育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ／業界団体活動の強化／裾野産業育成融資制度／上級技能訓練ｾﾝﾀｰの設立／経営者能力
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ／中小金属加工業向け工業団地建設計画／通関業務の電子化／下請取引(企業間提携)促進制度の
創設／部品輸出促進策の強化・拡充／外国企業との資本・技術提携促進策の強化

1.より大規模な企業も対象となるよう中小企業の
定義が改正された。
2.工業部門だけでなく商業部門も対象に含むよ
うに工商省内の中小企業担当部局が拡張され
た。
3.商業銀行に対して小企業向け融資の拡大が
義務づけられた。
4.税関ｼｽﾃﾑ改善計画に対するJICAの開発調
査が実施された。
5.金属・機械工業開発研究所(MIDC)に対する
JICAのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力が1998年度に開
始された。

提案の一部はMIDCによって実施されている。
対象は機械、自動車、電子産業のサポーティン
グ産業である。特に自動車産業のための部品
企業に対しては、QS9000のを取得するように促
進している。

マシニング、溶接、鋳造、熱処理、校正、製品
試験、CAD/CAM/CAEの人材育成を行ってい
る。

政府は、これからもMIDCを増強して産業に対し
てコンサルタントサービスをできるようにする意
向。

2002年は政府職員2人と8人の起業家を訓練の
ため日本に送った。2003年も起業家を日本に
送る予定。（2003年2月現地調査結果）

1. 提案の一部はMIDCによって実施されている。対象は機械、自動車、電子産業の
サポーティング産業である。特に自動車産業のための部品企業に対しては、QS9000
のを取得するように促進している。

2. マシニング、溶接、鋳造、熱処理、校正、製品試験、CAD/CAM/CAEの人材育成
を行っている。

3. 政府は、これからもMIDCを増強して産業に対してコンサルタントサービスをできる
ようにする意向。

ｱｼﾞｱ通貨危機のなかでｲﾝﾄﾞﾈｼｱ経済が深刻な状態となったことから、緊急支援ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑを策定することを目的として、本件のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査がJICAによって実施され
た。実施期間は、1998年12月～1999年3月。

M/P／工業一般

報告書の内容

- 276 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

インドネシア

セラミック原料開発計画

Study on Development of Raw Material of Ceramic
Industry in the Republic of Indonesia

猪岡　哲男

ユニコ　インターナショナル（株）

95.8.27～95.9.16／95.10.29～95.12.5
96.2.11～96.3.18／96.6.23～96.8.18
96.9.24～96.10.12／96.12.15～96.12.26

10

7～8

230,142 千円

56.90 人月

1997.2

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
(財)北九州国際技術協力協会

Institute for Research and Development of
Ceramic Industry (IRDCRI)
Ir. Meda Sagara(Director)

ｾﾗﾐｯｸ業界は原料業者に対し、調査結果を報告、供給
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへの参加を呼びかけた。

その後同国経済危機により、建築関係が冷え込み、ｾﾗ
ﾐｯｸ生産(主としてﾀｲﾙ)は、従来の20%に落ち込んだ。こ
のためｾﾗﾐｯｸ業界による原料開発への意欲は中断して
いる。

2002.3：変更点なし

（平成15年度　国内及び在外調査）
情報なし

遅延

1.粘土、長石の安定供給ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
1)調査結果を一般に公開し、事業採用への働きかけを行う。
2)事業費の決定に必要な技術情報を収集し、投資家に提供、補正調査の
実施。
3)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実現、操業の開始、及び実操業段階での技術的諸問題に
対する適切な技術支援を行える体制の確立。
4)採掘ｻｲﾄとｽﾄｯｸｶｰﾄﾞ間のｱｸｾｽ道路整備への支援

2.小規模坏土、釉薬調整ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
1)BBK、MOIT、小規模工業開発局、Kiara Condong地区の代表者を含む
関連機関で実施のための協議を行い、実施促進機関を確立する。
2)BBK、Kiara Condong地区代表者との間で技術的検討事項を協議し、事
業概念の最終化を図る。

3.技術支援体制整備ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
1)関連機関の間で原料開発にかかる技術支援体制整備を行うための実
態組織を設立する。
2)技術支援のための計画を策定、要員の確保、予算化。

特筆すべき実現・具体化された内容はな
い。（2003年2月現地調査結果）

国内市場が金融危機以来低迷した状況が現在も続いており、このため原材料の不
安定供給よりも、原材料の輸送および原材料の精製技術が問題となっている。また
中国製品からの輸入が脅威となっている。BBKは一部設備を改善し、技術支援体制
が強化された。（2003年2月現地調査結果）

M/P／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容

- 277 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

インドネシア

新型流れ込み式水力発電導入発展計画

Feasibility Study on Introduction and Development
of Advanced Run-of-River Hydropower Stations in
the Republic of Indonesia

田村　武正

（株）ニュージェック　技師長

（第1次）97.7.22～8.15／97.10.7～10.16/98.1.7～
1.13／98.2.10～2.16
（第2次）98.7.8～7.22／98.9.28～10.7／98.12.8～
12.28

9

9～10

68,468 千円

37.54 人月

1999.2.1

（株）ﾆｭｰｼﾞｪｯｸ
（株）EPDCインターナショナル

インドネシア国鉱山エネルギー省
電力エネルギー開発総局

2002.3現在:変更なし。

(平成15年度　国内調査）
情報なし

(平成16年度　国内調査）
中小水力発電案件については、担当機関はIPPあるい
は地方政府機関による開発を期待している。

遅延

1.勧告／提言
ﾁﾗｷ川の水力開発をﾓﾃﾞﾙにして、中小規模の流れ込み式水力開発を全
土に普及させるのに必要な施策として下記勧告を行った。
(1) 鉱山ｴﾈﾙｷﾞｰ省電力ｴﾈﾙｷﾞｰ総局を中心とした流れ込み式水力開発
促進の組織作り
(2) 人材育成
(3) ﾛｰｶﾙ産品の積極的導入とﾛｰｶﾙ製造者技術の育成
(4) 有利な借款条件の利用

2.合意内容
1998年10月5日付けで、調査内容につき下記が合意された。
(1) ﾁﾗｷ川の流れ込み式水力開発のF/Sは、開発地点の選出と最適規模
並びに基本ﾚｲｱｳﾄ計画で打ち切る。
(2) その代わり、今後中長期的観点から必要となる流れ込み式水力開発
地点の選定をﾁﾗｷ川と同じ地域及び南ｽﾗｳｪｼ北部の河川について行う。
結果として下記10地点の有望地点が選ばれた。

・西ｼﾞｬﾜ州　　ﾁﾌﾞﾆ川2ヵ地点、ﾁｶﾝﾀﾞﾝ川3ヵ地点
・南ｽﾗｳｪｼ州 　ｳﾛ川2ヵ地点、  ﾊｳ川3ヵ地点

1998年以降の政治的・経済的混乱に加えて、PLNの民営化と分割の方向で進んで
おり、開発主体が明確でない為に暫くは静観の模様。

2003.3月現在：変更なし。

（平成15年度　在外調査）
チラキ川の流れ込み式水力発電プロジェクトは、本開発調査後の数年間の現地通
貨（ルピア）暴落により、経済的に実現不可能であると考えられる。本プロジェクトの
実現可能性を、現在の現地通貨での貨幣価値に基づいて再検討するべきである。

(平成16年度　国内調査）
事業化方策を新規水力発電開発目的とする以外に、他の方策（CDM等）とすること
で進展化を提案することも考えられる。

M/P／水力発電

報告書の内容

- 278 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

インドネシア

インドネシアデザイン振興計画

Study on Master Plan on Design Promotion in the
Republic of Indonesia

猪岡　哲男

ユニコ　インターナショナル（株）

1998.3
1998.7～9
1999.11～12

10

9～11

224,063 千円

60.77 人月

1999.10

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
（株）三和総合研究所

Anwar Suprijadi
Director-General
Small Enterprises Promotion
Ministry of Cooperatives and Small
Enterprises

デザインセンター開発プロジェクトに関しては、専門家派遣済み。(2000.3現在実施
中）
(平成15年度国内及び在外調査)　情報なし
(平成16年度国内調査)　特記事項なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし
(平成17年度在外調査)
デザインベース特別地域開発プロジェクト
　2003年　チレボンとバリにデザイン開発協会(Doddering Development
Organization) が設立された。
　2004年　DDOはJICA専門家による研修を開催した(4種)。
JICA,、DDOバリ、IFCの協力のもと、東京とバリを結んで、"Marketable Design for
Japan"研修をJICA-netにより実施。
「Indonesia Good Design Selection」が毎年実施されている。
2005年　JICA協力のもとJICA－Netセミナー 'packaging design' がジャカルタで行
われた。

進行・活用

ﾃﾞｻﾞｲﾝ振興のための戦略ﾃｰﾏとして以下の5点を提言：
　
1)産業・企業におけるﾃﾞｻﾞｲﾝ導入上の制約を取り除き、導入意欲を引きだ
すこと
2)振興体制の整備を段階を追って進めること
3)提案型／発送型ﾃﾞｻﾞｲﾅｰの育成とその活動環境整備を行うこと
4)ﾃﾞｻﾞｲﾝの水準を高め、ﾃﾞｻﾞｲﾝを見る眼を育てること
5)優れたﾃﾞｻﾞｲﾅｰの存在を海外に発信し、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱのﾃﾞｻﾞｲﾝ資源のｲﾒ
ｰｼﾞｱｯﾌﾟを図ること

提言実現のための具体的ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑとして以下のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを提案：
1)特定地域ﾃﾞｻﾞｲﾝ振興ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
2)特定業種ﾃﾞｻﾞｲﾝ振興ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
3)ｸﾗﾌﾄ実態総合評価調査
4)ﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾝﾀｰ開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

デザインセンター開発プロジェクトに関しては、専門家ﾁｰﾑ派
遣済み。(2000.3現在実施中）当時、PNDにはプロのデザイ
ナーがスタッフにいなかったが、現在はインテリアデザイナーと
プロダクトデザイナーが非常勤で活動している。PDNは最初の
アクションとして、訓練プログラム・ワークショップを行った。2001
年・2002年にインドネシア版Gマークである「Indonesia Good
Design Selection」を実施した。デザイン審議会を再活性化さ
せ、デザイン振興のための政策についての審議を行った。産
業界、政府、デザイン業界を集めたPre Design Conventionを
実施した。2003年はチレボンとバリに地方デザイン審議会と地
方デザインセンターを設立する。これらのデザインセンターの
機能は1)デザイン振興のためのワークショップ実施、2)ハンディ
クラフトの陳列、3)デザインコンペ、4)デザイン潜在性調査　
（2003年2月現地調査結果）
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

1999年にデザインセンター(PDN)は協同組合・中小企業省（MOC&SME）から、産業通商省(MOIT)の中小企業総局に移った。
これは当該調査における提案のひとつで、MOC&SMEの一プロジェクトでしか過ぎなかったPDNを、中小企業育成のツールとし
てMOITに移すことを提案していた。（2003年2月現地調査結果）
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

PNDは、現在実施中のJICA中小企業クラスター機能強化計画調査に協力している。2003年は本格的なConventionを実施する
予定。「デザインの日」などを提唱する予定。現在、長期専門家とバリのデザインセンター立ち上げのため短期専門家がいるが
活動中。続けて専門家を送ってほしいというPDNからの要望あり。（2003年2月現地調査結果）
（平成17年度在外調査）
技術協力：
　研修：　日本デザインマーケット優先付けと傾向　1名　2005年2月21日から2005年3月2日
専門家派遣：
　　デザインプロモーション　2000年8月～2003年8月
　　存立可能な地元産業開発　2003年10月～2005年10月

M/P／工業一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

インドネシア

インドネシア工業分野振興開発計画（裾野産業）
ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査ﾌｪｰｽﾞ1

The Follow-up Study on the Develoment of
Supporting Industries in the Republic of Indonesia

延原　敬

（株）日本総合研究所

98.12.5～98.12.31
99.1.27～99.2.28

12

10～11

141,952 千円

35.00 人月

1999. 6

（株）日本総合研究所

The Ministry of Industry and Trade
Dr. Budi Darmade
Secretary of Directorate General, Directorate
General of Metal, Machinery Electronies and
Maltiforous Industries

本件プロジェクトに続き、フェーズ監調査として、輸出振興マス
タープラン策定のための調査団が派遣された。
また中小企業振興、輸出促進のための専門ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰﾁｰﾑの
派遣など、この分野における日本の協力が継続されている。
2002.3現在：変更点なし。
2003.3現在：変更点なし。
(平成15年度国内及び在外調査)　情報なし
(平成17年度在外調査)
次段階事業：Supporting Industries Development for Casting
Technology (SIDCAST)
　期間：1999年4月～2004年3月
裨益：
　裨益対象： SME産業
　裨益効果： 対象産業の機会向上。技術移転・人的資源開発
研修(HRD　training)、品質向上への意識向上、50を超える産
業は技術コンサルタントサービスのため、公式にMIDCを訪問
　状況：　2005年　鋳物専門店、機械専門店はISO9001-2000
認定へ申請中

進行・活用

以下の5つのｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが提言された。

1)輸出振興ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの策定調査
2)ﾓﾃﾞﾙ工業ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ設立ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
3)下請産業見本市の開催
4)経営管理ｽｷﾙ向上ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
5)中小企業の競争力強化(ﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝ)ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

提案プロジェクトのうち、1)輸出振興マスタープ
ラン作成については、フェーズ監調査で実施、
また3)下請産業見本市は、「ｱｾｱﾝ自動車裾野
産業ｶﾝﾌｧﾗﾝｽ」として2000年7月にジャカルタで
開催。4)経営管理スキル向上プログラムもｲﾝｶﾝ
ﾄﾘｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑとして実施中である。
一方、2)モデル工業ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ設立プログラ
ムは、ｲ側からの要請があるが具体的進展はな
く、また5)ツーステップローンについは、ｲ国の
金融情勢が不安定であるため進展していない。
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

(平成17年度在外調査)　特記事項なし

プロジェクト終了時に現地セミナー開催。
フォローアップ調査（国内調査）終了年度：2003年度
終了理由：本調査を担当したコンサルタントの担当者が退職し、調査不能となったため。
(平成17年度在外調査)　 特記事項なし

M/P／工業一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

インドネシア

インドネシア（裾野産業）フォローアップ調査フェー
ズ2（輸出振興）

The Second Phase of the Follow-up Study on the
Development of Supporting Industries in Indonesia
Export Promotion

手島　直幸

（株）三和総合研究所

99.7～2000.3

8

11

100,722 千円

29.00 人月

2000/3/1

（株）三和総合研究所

National Agency for Export Development
(NAFED)
Ministry of Industry and Trade
Chairman Gusmardi Bustami

2002.3現在:新情報なし。
(平成15年度国内及び在外調査)　情報なし
(平成17年度在外調査) インドネシア国において輸出振興を強
化するため、政府はJICAとの協力を予定している。
次段階調査：　インドネシア貿易手続行政改善プロジェクト
実施期間：　2004年2月～2005年3月
実施機関：　経済産業省、工業・産業省、財務省、運輸省
　目的：　通関手続、ロジスティックスシステムの改善、輸出振興
のためのアクションプランとして推薦された。
　状況：　この調査では、他の国に比較すると長時間のリードタ
イム、ハイコストな輸入コンテナの取扱いがあることが判明した。
調査後、政府は取扱いコストを30％以上削減した。
（平成17年度国内調査）　日本国経済産業省により輸出競争力
分析調査が実施されている。

進行・活用

提言[1]政府のとるべき政策
1.戦略的輸出振興政策
2.商社・ｱｾﾝﾌﾞﾘﾒｰｶｰを通じた貿易金融の流れをつくる
3.ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ振興戦略
4.ﾃｻﾞｲﾝ振興戦略
5.輸出振興機関の再編成

提言[2]民間部門が取り組むべき輸出競争力向上施策
対象6業種(繊維製品、食品、飲料、木製品、電気・電子部品、自動車部
品、機械部品)について、具体的戦略計画立案のｱｲﾃﾞｱを提案した。

NAFEDをはじめ、産業貿易省、農業省、商工会議所、業界団体、
JETRO、JICA専門家を集めたｽﾃｱﾘﾝｸﾞｺﾐｯﾃｨを組織し、調査計画、調査
報告書、提言等を協議した。

輸出振興機関の再編成については、徐々に実
行に移されている。民間部門への提言につい
ては、プロジェクト期間中に行ったアドバイスに
基づき、輸出実績を増加させる事例がみられ
る。
1. ブランド振興戦略に対しては、関係者を集め
てワークショップを行った。2003年には「ブランド
開発調査」を実施し、今年中にナショナルブラ
ンドを決定する予定。
2. デザイン振興戦略においては、デザインセン
ターの「Indonesian Good Design Selection」に
協力した。
3. 輸出振興政策として、28の国々を非伝統的
輸出産品の市場に選び、集中的に振興する。こ
れには見本市の参加、通商ミッションが含まれ
る。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項な
し

輸出振興機関の再編成については、徐々に実行に移されている。民間部門への提言について
は、プロジェクト期間中に行ったアドバイスに基づき、輸出実績を増加させる事例がみられる。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

1.輸出企業の経営診断調査に同行
2.2000年2月ジャカルタにて1日間のワークショップ開催(中小企業経営者、NAFED Staff約150名
参加)
3. JICAの支援によって貿易研修センターを設置した。また４つの地方貿易研修センターをスラバ
ヤ、マカサール、メダン、バンジャルマシンに設置する。　（2003年2月現地調査結果）
（平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

M/P／工業一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

インドネシア

最適電源開発のための電力セクター開発

The Study on the Optimal Electric Power
Development and Operation in Indonesia

水野　明久

中部電力（株）

01.7.11～02.8.30

9

13～14 

125,124 千円

38.30 人月

2002. 8

中部電力（株）、（財）日本エネルギー経済研
究所

エネルギー鉱物資源省
Ministry of Energy and Mineral Resources
（MEMR）

(平成15年度在外調査)　当開発調査の提言を受けて、MEMRはスマトラにおける最
適電源開発に関する調査、操業・整備・修復向上のための現存の電力設備に関す
る包括的調査、及びジャワ・バリ地域におけるキャプティブ電力の有効利用に関し
ての調査の３つの調査に関心を持っている。
(平成16年度国内調査)　
１．次段階調査：
　１）内容：最適電源開発のための電力セクター調査に関するフォローアップ調査
　２）期間：2004年1月～10月
２．研修員受入：1名、電力開発計画、2002年3月
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

進行・活用

１）スマトラ島電源開発計画・運用強化計画調査
ジャワバリ地域以上に電力不足が深刻なスマトラ島では、電力系統が3つ
に分かれている中で、PLNに加えてIPP進出の計画も進んでいる。スマトラ
島の電力システムの効率化を進めるためには、系統連系のタイミングなど
の長期的な視点にたった、スマトラ島全体の最適な電源開発計画の策定
が急務となっている。さらに、調査実施段階からカウンターパート機関のひ
とつであるPLNから本プロジェクトを急務に実施したい旨の発言があり、先
方のニーズも非常に高いものと思料される。

２）運用改善計画調査
アジア通貨危機に伴い、大型新規電源の開発計画が遅延している中で、
至近に危惧されているジャワバリ地域における電力危機のインパクトを軽
減するためには、既設電源の運用を改善し、その供給量を増強すること
が、最も現実的な電力危機対策と考えられる。先方政府も、必要資金がそ
れほど大きくないことから、本プロジェクトの実施に非常に興味を示してい
る。

３）自家発活用計画調査
同じく、即効性の高い電力危機対策の一つとして、インドネシアに多く存
在する自家発を有効活用する方策も考えられる。インドネシアでは、過去
に幾度も電力不足を経験しているという歴史的背景から、特に企業関連の
需要家の多くが自家発を保有している。これら自家発の運用実態を把握
し、活用にあたっての条件、政府やPLAが果たすべき役割を整理すること
で、自家発の有効活用が進展すると考えられる。

開発効果：ジャワバリ地域およびスマトラ地域の電力危機が緩和される。

(平成16年度在外調査）
- JBICローンの詳細設計調査
　内容：　Tj Priokガス火力発電所（720MW複合サイクルガス火
力発電所）、及びSemarang発電所の修復（200MWガス）
　資金調達：円借款（2004年3月31日）
　　　・58,679,000,000円
　　　・8,685,000,000円
- 無償資金協力の基礎設計調査
　調査時期：2003年8月4日～2004年1月16日（Gresik電力発
電所）
　内容：200MW＠2
　資金調達：無償資金協力（2004年7月26日）
　　　・1,985,000,000円
- 保留電力の効果的利用に関するフォローアップ調査
　調査時期：2004年5月7日～2004年10月29日
(平成16年度国内調査)　「最適電源開発のための電力セク
ター調査に関するフォローアップ調査」（期間：2004年1月～10
月）
(平成17年度国内及び在外調査)
次段階調査：　ジャワ・バリ地域発電設備運用改善計画調査
　実施期間：　2005年11月から2006年10月
　実施機関：　JICA
　技術協力：
　　研修：　有限電力の有効利用についての研修　2名　2004
年9月6日～18日
次段階調査：　スマトラ系統電力開発運用強化計画調査
　実施期間：　2004年２月から2005年7月（実施済）
　実施機関：　JICA
次段階調査：　インドネシア国最適電源開発のための電力セク
ター調査に関するフォローアップ調査　（自家発有効活用）
　実施時期：　2004年1月から2004年10月
　実施機関：　JICA

また、標記調査結果に基づき、以下の事業が終了。
　無償資金事業：
グレシク蒸気力施設ユニット3及び4の修復
　円借款事業：
　　ムアラ・カラング火力発電施設1-3再稼動事業
　　ムアラ・タワル火力発電施設拡大事業
　　タンジュン・プリオク再稼動事業

(平成15年度国内調査)　提言された３案件に係る調査団が既に派遣された。
(平成15年度在外調査)　当開発調査の提言を受けて、MEMRはスマトラにおける最適電源開発に関する調査、操業・整備・修
復向上のための現存の電力設備に関する包括的調査、及びジャワ・バリ地域におけるキャプティブ電力の有効利用に関しての
調査の３つの調査に関心を持っている。この3調査に関して、JICAはプロジェクト形成チームを派遣し、インドネシア政府との間
で何度か協議された。エネルギー鉱物資源省はこれらのJICA開発調査の実施によって、必要な技術移転が関連機関に対して
行われることを期待している。
(平成16年度国内調査)
１．次段階調査：
　１）内容：最適電源開発のための電力セクター調査に関するフォローアップ調査
　２）期間：2004年1月～10月
２．研修員受入：1名、電力開発計画、2002年3月
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

(平成16年度在外調査）
無償資金協力の基礎設計調査に係る技術協力
　研修：3名
　専門家派遣：電力政策　2002年9月1日～2004年12月27日, 2004年12月13日～
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

M/P／送配電

報告書の内容

- 282 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 115

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

インドネシア

再生可能エネルギー利用地方エネルギー供給計
画調査

The Study on Rural Energy Supply with Utilization
of Renewable Energy in Rural Areas

藤枝誠

東電設計（株）

2000年2月～2003年9月

11名

12～15

309,539 ?

66.54 人月

東電設計（株）
日本工営（株）

エネルギー鉱物資源省
（MEMR：Ministry of Energy and Mineral
Resources)

(平成16年度国内調査)　本調査は、PLNの送配電線の
及ばない地域における、再生可能エネルギーを利用し
た住民参加による建設・維持管理までの一貫した地方
電化事業を推進するものである。
(平成17年度在外調査)
新再生可能エネルギー及びエネルギー保護庁,
DGEEU, MEMR は、2005年に分散型マイクロ水力発
電、PICO水力発電、太陽光線水力パンプ、太陽光起
電ディーゼルハイブリッドシステム、再生可能な地方エ
ネルギーを開発中である。施設の建設については本調
査結果が参照されている。加えて、調査を行うための調
査マニュアルもこれを参照する予定である。

進行・活用

現地再委託により実施されたインベントリー調査の結果により、対象3州
（南スラウェシ州、西ヌサトゥンガラ州、東ヌサトゥンガラ州）において、54箇
所の開発可能地点を抽出している。

(平成17年度在外調査)　特記事項なし

(平成16年度国内調査)　アウトプットとして、再生可能エネルギー利用による地方電
化のためのガイドラインと、分散型小規模（マイクロ）水力発電による住民参加型によ
る調査から建設及び維持管理までを記載したマニュアルが作成されている。パイロッ
トプロジェクトとして、南スラウェシ州タナトラジャ県に37KWのマイクロ水力発電所を
建設し、その過程において、中央及び地方職員、地元NGO、開発地域住民を対象
に、OJTを実施し、その結果はワークショップにおいて周知された。
(平成17年度在外調査)　本調査結果が活用されている。

(平成17年度財が調査)　特記事項なし

M/P／エネルギー一般

報告書の内容

- 283 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 116

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

インドネシア

APEC地域WTOｷｬﾊﾟｼﾃｨﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ協力ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

The Capacity Building Program on the
Implenmentation of the WTO Agreements in APEC
Area (Indonesia)

田中秀和

（株）UFJ総合研究所

2001.12－2003.09

13名（+追加団員）

13～15

329,333 千円

54.48 人月

2004年1月

（株）UFJ総合研究所

商工省　通商産業協力総局
（Ministry of Industry and Trade)

省庁間情報共有体制に関するパイロットシステム構築が2003年
10月に完成する予定。
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

進行・活用
調査の背景：商工省（MOIT）は、日本に対し、GATS、AD/CVD、TRIPS、TBT協定を
はじめとするWTO協定の理解の促進、国内実施体制の強化を目的とした開発調査
の協力を要請した。

上位目標：①関係省庁間のWTO関連情報の共有化。②行政官及び業界関係者の
協定理解・実施・交渉能力の向上。③制定済みの法制度に対するエンフォースメント
への具体的な取り組みの実施。④行政官他関係者のWTO協定にかかる交渉能力の
強化、及び自国の利益確保。

全体の提言：キャパシティ・ビルディング協力はカウンターパート組織の能力強化を目
的としており、そのためには下記の３つの要素において今後どのような強化を図って
いくべきか、が重要なポイントとなる。
　1.人材の育成・強化：本プログラムによるセミナー・ワークショップの開催を通じて、
将来のトレナーの養成に結びついたコンポネントとしては、AD/CVD とTRIPS が特筆
される。AD/CVD においては、1 回目のワークショップでは学ぶ側にいたMOIT のス
タッフが3 回目の地方ワークショップでは講師としてインドネシア語による説明をこなし
た。配布資料も1 回目の英文資料を一部活用するかたちで現地語版を作成し、地方
の行政官と企業への理解の促進を行なった。TRIPS においては、教材の作成に重点
を置き、ドラフト完成後、トレーナーズ・トレーニングを実施したところ、教材の更なる内
容の充実の必要性について熱心な議論がなされた。これらのトレーナー達が、今後も
省庁および地方政府、民間企業を対象とした研修事業を更に展開して行くことを提
言したい。
2 組織・制度面の強化：AD/CVD コンポネントにおいてはKADI に成り代わる新しい
組織「貿易救済措置委員会」の機能強化が重要である。これまでのKADI は兼任のス
タッフによって運営されていたが、新組織においては専任スタッフを配置する構想で
もあり、より強化される方向にはあるが、新組織の専任スタッフの育成とAD に係る損
害評価などの方法論の確立など課題も多い。
3 情報の共有：本プログラムでは情報共有システムのMOIT への設置が含まれてお
り、稼動後はMOIT内およびMOIT 外のWTO 関係者へも情報提供のリソースポイント
としての機能が期待される。人材および組織が強化されても、新鮮な情報のフローな
くしては、機能は発揮されない。また、情報の共有が進むことにより、コミュニケーショ
ンも活発になり、WTO 協定の理解と活用の促進につながることが期待される。

成果：
１．省庁間情報共有体制の強化。
２．GATS協定実施能力向上を目的としたセミ
ナー･ワークショップの開催。
３．AD/CVD/SG協定実施能力向上及びDSU
履行能力強化を目的としたセミナー･ワーク
ショップの開催。
４．SG/AD協定実施能力向上を目的としたセミ
ナー･ワークショップの開催。
５．TBT協定実施能力向上を目的としたセミ
ナー･ワークショップの開催。

(平成17年度在外調査)　"EU-Indonesia
Support Program"が実施された。プログラムは、
WTOキャパシティービルディング、スタンダード
開発, 及び画一化と試験から構成されている。
WTOキャパシティービルディングについては、
商工省がWTOシステムについて商工省関係者
に指導を行い、一ヶ月におよそ20名程度の参
加者がある。

省庁間情報共有体制に関するパイロットシステム構築が2003年10月に完成する予定。
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

(平成17年度在外調査)　特記事項なし

M/P／その他

報告書の内容

- 284 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 117

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

インドネシア

首都圏貿易環境改善計画調査　（経済開発部）

The Study on Trade Related Systems and
Procedures in the Republic of Indonesia

山下　生比古

（株）　日本港湾コンサルタント

2004.02～2005.03

10

15～16

157,416 千円

43.44 人月 （内現地34.34人月）

2005.03

（株）日本港湾コンサルタント
（株）パシフィックコンサルタントインターナショ
ナル
Coordinating Ministry for Economic Affair

(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

進行・活用

1．　効率性向上（貿易円滑化戦略の策定及び実施）
　　法的矛盾の統一、透明性の確保、物流システムの官民協調、電子手
続き整備

2．　競争導入
　　国際物流ハブ構想を推進し、近隣諸国との競争環境を構築

3．　国際支援スキームの活用
　　上記2事業を推進するため、技術的、財政的支援を導入する政策の策
定

(平成17年度国内及び在外調査)
次段階事業：　貿易手続行政改善プロ
ジェクト
　資金調達：　円無償　R/D締結　2005年
10月
　実施機関: 　EKUIN

(平成17年度国内及び在外調査)　貿易手続き行政改善プロジェクトがJICAにより実
施される予定（2005年10月にR/D）。

(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

M/P／工業一般

報告書の内容

- 285 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 118

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

インドネシア

中小企業人材育成計画調査　（経済開発部）

The Study on Human Resource Development for
SMEs　Focused on Manufacturing Industries in
Indonesia

守口　徹

ユニコ　インターナショナル（株）

2003.09～2004.06

5

15～16

192,219 千円

38.31 人月 （内現地27.40人月）

2004.09

ユニコ　インターナショナル（株）

工業商業省（MOIT）

(平成17年度国内調査)　2004年新大統領の下MOITは
工業省と商業省に分割する。

進行・活用

　基礎的な産業人材育成は基礎教育と同じく政府が担うべきであるという
前提を元に、政府としての取り組みを提案した。現状はMOITの元職員な
どにEO（Extension Officer）として企業指導を担当させる形にはなっていた
が、研修等の制度もなく、無策のままであった。また人材育成の単発的な
セミナーはMOITの各部署によって単独・散発的に実施されているだけ
で、唯一の人材育成機関であるPUSDIKLATも本来は政府の職員を対象
とした機関で、研修コースの一部を企業向けに開放しているだけ、という状
況であった。
　それに対し本調査では、人材育成プログラムの内容改善と組織改善の2
点に関し、以下の提案を行った。

A．　人材育成プログラム
　1．製造業中小企業向けの基礎的な経営・生産管理技術の研修プログラ
ムの開始
　2．プラスチック成形技術、金属プレス加工技術、金型技術への支援体
制の強化
B．　組織改善
　1．IDKMのもとにSME人材育成を専門とする部局の設立
　2．PUSDIKLAT-INDAGに製造業SMEへの研修に特化した部局の新設
　3．IDKMの新しい人材育成部局が中心となり、MIDCと
PUSDIKLAT-INDAG民間研修部門をメンバーとした人材育成委員会の設
置

(平成17年度国内調査)　調査終了後、人
材育成委員会が正式に発足。
(平成17年度在外調査)　標記調査報告
書の提案を元に、IKMはHRDクリニックを
2005年4月に開設した。

次段階事業：　中小企業人材育成計画プ
ロジェクト
　実施機関：　JICA, IKM
　実施期間：　2005年10月
　目的：　商工業省においてSMEの為のト
レーニング研修の計画、国立トレーニング
センターの設立、及びインドネシアにおけ
る "Shindan System"の設立 (平成17年度国内及び在外調査)　JICAによりフォローアップ調査が実施された。

(平成17年度在外調査)
次段階調査: 中小企業人材育成計画フォローアップ調査
  実施機関: 中小企業部長、商工業省
  目的: 人間開発のための包括的計画の策定
  結果:　TOT カリキュラムの見直し、TOT コースと目的の概要説明、及びSME デー
タﾍﾞｰｽの構築とSME ネットワークの増強

M/P／工業一般

報告書の内容

- 286 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 LAO 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ラオス

国境サバナケット地域経済特別区開発計画調査

The Study on Special Economic Zone Development
in Border Area (Savannakhet Province) in Lao PDR

小泉 肇

（株）コーエイ総合研究所

00.7～01.1

7

12

123,231 千円

32.16 人月

2001.　2

（株）コーエイ総合研究所
日本工営株式会社

ラオス人民民主共和国国家計画委員会
(CPC/NERI)

Dr. Somphanh KEOMIXAY

SEZ計画実現のために、ラオス政府側は以下のアクショ
ンをとっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　1）SEZ法案を議会で審議。
　2）首相の政令（Decree)公布
　3）法案承認の為の追加説明資料作成
　4）実施機関としてSEZA設立
　5）SEZAで企業誘致活動
　6）誘致企業へのIncentive関係政令を公布
(平成15年度在外調査)　情報なし
(平成16年度国内調査)　特記事項なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

サバナケット県でのSEZ機能を明確にし（物流、輸出加工、自由貿易、
サービス産業振興）、4候補地区を評価して、第2メコン橋からXeno町まで
の国道9号線沿いをSEZとして開発することを提言。

第1期開発として、Site-A（57ha) Site-B (18ha)の実施を進言。実施体制と
してSEZ　Authority設立を勧告。

SEZ機能の明確化と開発地域の選定につ
き合意。
SEZ計画は首相の承認、政令（Decree)と
して公布された（2002.1）
SEZ法案が議会(National　Assembly)で審
議され、継続審議となった（2001.10）。
(平成15年度国内調査)　SEZ Authority
（SEZA)設立。Governor, Vice-Governor
任命（2002）。SEZAとして企業誘致活動
開始、現地事務所設置（2002）。誘致企
業へのIncentiveに関する政令を公布
（2003年7月）。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

SEZ計画は首相が承認し、政令（Decree)として公布された（2002.1）。SEZ法案が議
会(National　Assembly)で審議され、継続審議となった（2001.10）。
2003.3現在：変更なし
(平成15年度国内調査)　SEZ Authority（SEZS)設立。Governor, Vice-Governor任命
（2002）。SEZAとして企業誘致活動開始、継続中。現地事務所設置（2002）。誘致企
業へのIncentiveに関する政令を公布（2003年7月）。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／工業一般

報告書の内容

- 287 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ラオス

再生可能エネルギー利用地方電化計画調査

The Study on Rural Electrification Project by
Renewable Energy in the Lao People's Democratic
Republic

大滝克彦

プロアクトインターナショナル株式会社

98.9～98.10/99.1～99.2/99.5～99.6/99.9～
99.10/00.2～00.3/00.5～00.6/00.9～00.11/
00. 12

8

10～12

306,881 千円

49.00 人月

2001.　2

ﾌﾟﾛｱｸﾄｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
（株）四国総合研究所

工業手工芸省電力局
Houmphone Bulyaphol　(局長)

本調査結果は非常に高く評価され、特に太陽発電については
提案された方式に基づき、ラオス全体の地方電化を進めたいと
いう意向である。既に約200箇所の電化を行う為の無償資金援
助要請が提出されている。
(平成15年度国内及び在外調査)　情報なし
(平成16年度在外調査)
資金調達：
　1）調達先：世界銀行
　2）調達額：200万米ドル
　3）内容：VientianeとOudomaxayの120の村における太陽光発
電と小規模水力発電による電化。そのうちの複数の村が開発
調査地域に含まれている。
(平成17年度国内調査)
次段階事業：　Southern Province Rural ElectrificationⅡ：
　状況：　オフグリッド電源により2007年末までに10,000世帯の
電化を計画し、内9,000世帯を太陽光発電(Solar Home
System)によって電化予定である。

進行・活用

1)太陽光発電による地方電化
･パイロットプロジェクトを実施して、Solar　Home　SystemとBattery　
Charging　Stationの2方式について、ラオスの条件に合った技術を提案
し、住民の料金負担をもとに実際に地方電化の手法として活用できること
を確認。
･工事手法、維持管理手法、及びそのために必要となる住民レベルの活
動（組織育成のトレーニング等）について、具体案を提示

2）小水力による地方電化
･パイロットプロジェクトを実施せず、机上検討のみであったが、1村落の電
化に適した20ｋｗクラスのマイクロ水力についての基本デザインを提示し
た。

調査終了後、世銀により同様の調査が継続中
である。ここではJICA調査の手法に基づき、既
に約10箇所の村落が太陽光発電によって電化
された｡また,これまでにパイロットで設置済みの
システムについても順調に稼動しており、料金
徴収もスムーズに行われている。工業手工芸省
では、パイロット村落から得られる料金収入を基
金としており、その一部を活用して新たな村落
への太陽光ｼｽﾃﾑ設置を続けている。
(平成17年度国内調査)
次段階事業：　オフグリッド地方電化事業：
　資金調達：
　　調達先：　世銀
　状況：　115村5100世帯が太陽光発電などに
より電化されており、2005年4月までに計6000世
帯の電化が達成される見込み。 2003.3現在：調査結果をベースに、無償資金を確保して、太陽光発電による地方電化事業を本

格的に実施したいとの方針であり、独自に少しづつではあるが、ｼｽﾃﾑ設置数を増やしている。た
だし、本格的な事業拡大については、無償資金の援助（ﾘｽﾄ済）の正式採択及びその速やかな
実施が不可欠である。C/P側は地方電化のための組織を充実させつつあり、事業実施能力につ
いては問題ないと考えられる。　世銀等、他のドナーへの資金援助も交渉している。
（平成16年度在外調査）
設計・工事：
　１）提案事業名：第2回南部地方電化プロジェクト（Second Southern Provincial Rural 　　
Electorification Project: SPRE2)、配電網以外の要素。
　２）内容：フェーズ1プロジェクトは2005年1月から2007年6月にかけて実施される予定。
(平成17年度国内調査) 部提案事業が計画中 又は実施済みである

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／新・再生エネルギー

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ラオス

送変電設備マスタープラン調査

The Study on Master Plan of Transmission Line
and Substation System

中島　浩

日本工営（株）

2001.2～2002．9

7

13～14

140,714 千円

38.66 人月

2002．9

日本工営（株）
東京電力（株）

ラオス電力公社（Electricite du Laos, EDL)

(平成15年度国内調査)　最優先プロジェクトに対する基本設計
レベルの調査結果を受けて、ラオス政府は昨年度、最優先プロ
ジェクトに対する無償資金協力を日本政府に要請したが、採択
には至らなかった。しかし、ラオス政府は本最優先プロジェクト
の重要性をかんがみ、今年度も再び同案件の無償資金協力の
要請書を日本政府に提出している。
(平成15年度在外調査)　情報なし
(平成16年度国内調査)　
次段階調査：
　１）内容：115KV送電線事業に係るSAPROF
　２）期間：2004年8月～2004年9月
(平成17年度国内調査)　
次段階事業　メコン地域電力ネットワーク整備計画
　資金調達：
　　調達先：　円借款　L/A締結　2005年3月7日
　　調達額：　3,326百万JPY
　内容：　首都ビエンチャンから第2の都市では、サバナケットを
中心とする中南部をつなぐ送電線の整備
　状況：　コンサルタントの入札が8月に締め切られた。現在、プ
ロポーザルの審査中。（日本のコンサル2社が応札）

進行・活用

提案プロジェクト予算：内貨＄119,495.8　外貨＄360,536.2

提案されたプロジェクトは、2020年までの送変電設備開発マスタープラン
を構成するサブコンポーネントである。送電線プロジェクトには53セクショ
ン、総旦長3,601.7ｋｍのサブプロジェクトが含まれる。また、変電プロジェク
トには変電所の新設、変圧器などの機器の増設・更新など、８７のサブプロ
ジェクトが含まれる。これらのサブプロジェクトには既にADBや世銀などの
資金目処がついているものも含まれている。また、上記提案されたマス
タープランの中から、最も緊急性の高いプロジェクトとして選定し、基本設
計レベルの調査も実施した。この最優先プロジェクトには、関連する変電
所の改修・増強計画も含まれている。概要は以下のとおりである。

送電線延長：299.8Km（194.6Km＋105.2Km)
回線数：2回線
変電所：Pakxan変電所（Bolikhamxai県）、Thakheｋ変電所（Khammouan
県）、およびPakbo変電所（Savannakhet県）

開発効果：
最優先プロジェクトの開発効果
最優先プロジェクトの経済評価、輸入電力削減を基に、また財務評価は販
売電力の増加分を基にプロジェクトの内部収益率を求めて実施した。ベー
スケースでの経済的内部収益率は23.9％、財務的内部収益率は14.9％と
なり、ラオスの資本機会費用11％を上回りプロジェクトの妥当性が立証さ
れた。さらに、このプロジェクトの完成により、下記の効果が見込まれる。
－輸入電力量の削減
－98万人の電化受益者
－地域の工業、農業、商業分野の開発への貢献
－地域のBHN改善への貢献
－国内連係系統の先鞭効果

(平成15年度国内調査)
マスタープランに含まれるサブコンポーネ
ントのうち、北部地域は主にADBローンに
より、また中南部地域は主に世銀ローン
により開発が進められている。その他、中
国、韓国などもラオス電力セクターに開発
資金を貸与して、開発を推進している。
(平成17年度国内調査)
特記事項なし

(平成15年度国内調査)
マスタープランに含まれるサブコンポーネントのうち、北部地域は主にADBローンに
より、また中南部地域は主に世銀ローンにより開発が進められている。その他、中
国、韓国などもラオス電力セクターに開発資金を貸与して、開発を推進している。
(平成16年度在外調査)
資金調達：
　１）資金調達先：無償資金（日本政府は、円借款での資金調達も検討している）
　２）提案プロジェクト名：Paksan-Pakho間215KV送電線と変電線設備　
（Paksan-Pakho 215KV Transmission Line and Substation System)

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／送配電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

マレーシア

石油産業開発計画調査

Master Plan Study for the Development of
Petroleum & Natural Gas Resources in Malaysia

畠山　勉

石油開発公団石油開発技術センター

76.11.15～11.21
76.12.12～77.1.17

9

51～52

205,424 千円

155.00 人月

1978/3

日本オイルエンジニアリング(株)

国営石油会社(PETRONAS)

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの具体化が進んでいる。
　本報告書の勧告の主旨に従い、同国の短長期に於
ける石油探鉱開発計画が策定され、同国会議により
PETRONASにより本計画は遂行中である。具体化され
ている内容は次の通り。
1.ｱﾝﾓﾆｱ尿素ﾌﾟﾗﾝﾄ
       ｻｲﾄ：ｻﾗﾜｸ州　Bintulu
　　規模：ｱﾝﾓﾆｱ 33ﾄﾝ/年、尿素49.5万ﾄﾝ/年
2.石油精製ﾌﾟﾗﾝﾄ
　(1)ｻｲﾄ：ﾄﾚﾝｶﾞﾇ州Kerteh
　　 規模：3万ﾊﾞｰﾚﾙ/日の精製能力
　(2)ｻｲﾄ：Malaka
　　 規模：16.5万ﾊﾞｰﾚﾙ/日の精製能力
1999.11　現在：変更点なし

進行・活用

1.計画の概要
　ﾏﾚｲｼｱ国の石油開発はようやく緒について段階であり、1974年に制定さ
れた石油開発法によって、国営石油会社PETRONASが設立され、今後第
3次5ヶ年計画のもので、石油及び石油化学全般にわたるﾏｽﾀｰ･ﾌﾟﾗﾝの作
成が計画され、わが国に同調査の要請が出された。
 (1)調査の内容
　ﾏﾚｲｼｱ国における石油及びｶﾞｽの埋蔵量を評価し、同国における石油
及びｶﾞｽの将来の生産推移を予測すると共に、必要とされる生産施設の規
模及び型を提言し、同国内の石油及びｶﾞｽ資源の開発策定に際しての必
要事項を調査する。
　Ⅰ　対象油田、ｶﾞｽ田
　　a.比較的長い実績を有する油田 4ヶ所　c.開発待機油田 11ヶ所
　　b.比較的短い実績を有する油田 4ヶ所　d.未開発油田   16ヶ所
　Ⅱ　調査事項
　　a.地質及び物理探査資料の解析   f.既存生産施設の処理能力の評価
　　b.坑井特性の解析                          g.油田施設概念設計
　　c.油層液体特性の解析                   h.投資額の算定及び投資時期
　　d.油層推移挙動調査                      i.経済検討
　　e.油層ｼｭﾐﾚｰﾀによるﾋｽﾄﾘｰ･ﾏｯﾁ
2.結論及び勧告
 (1)ﾏﾚｲｼｱの原油及びｶﾞｽ埋蔵量
              　　　　　　　   原油 　　　             ｶﾞｽ
　　原始埋蔵量    3.994.6MMSTB    46.931.4MMMSCF
　　可採埋蔵量      862.9MMSTB    14.547.0MMMSCF
　　（百万ｽｯﾄｸﾀﾝｸ･ﾊﾞﾚﾙ）　（1 Billion Standard Cubic Feet）
 (2)既存の生産施設に対する提言
　計量ｼｽﾃﾑの改善、Dehydrationｼｽﾃﾑの改善、海上生産設備のﾘﾓｰﾄ･ｺ
ﾝﾄﾛｰﾙｼｽﾃﾑの採用
                                                        (*)へ続く

勧告遂行の為PETRONAS機能を強化、
国営操業会社の設立（CARIGARI），P.S.
ｺﾝﾄﾗｸﾄの改定実施（EXXON, SSHELLと
の）を実行している。
CARIGRIは独自の探鉱事業及びｻﾗﾜｸ沖
海洋油田の操業に従事している。

このﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝに基づいて尿素肥料工場
建設のF/Sが行われ、実現した（次ぎの案
件を参照）また、提言に基づいて
PETRONASの機能強化のために国営の
資源探索・操業会社が別会社として設立
され、探鉱事業およびｻﾗﾜｸ沖海洋油田
の操業に関わることになった。（1997年10
月現地調査結果）

ｻﾊﾞ、ｻﾗﾜｸが中心であった原油生産が、半島沖油、ｶﾞｽ田郡の発見、開発により、生
産量は増大している。加えて、多量の天然ｶﾞｽ埋蔵が確認され、ｻﾗﾜｸではLNGﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄが発足し、半島側ではPenninsular Gas Projectとして半島部の国内需要に向
けると共に、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙに対しても輸出する事業が開始されている。

(1)、(2)と並んで石油化学ﾌﾟﾗﾝﾄ建設の勧告もなされたが、市場、財務、労働力の条
件に制限が有り具体化されていない。

M/P／ガス・石炭・石油

報告書の内容

- 290 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

マレーシア

工業分野開発振興計画

The Study on Selected Industrial Product
Development

青木　平八郎

日本貿易振興会

88.1.31～3.30(14)／88.5.22～6.5(10)
88.10.16～12.14／89.3.15～3.24(計26)
89.10.16～12.14(17)／90.6.3～6.22(10)

17

62～2

483,950 千円

177.78 人月

1990/11

日本貿易振興会
住友ビジネスコンサルティング(株)

Malaysian Industrial Development Authority
マレイシア工業開発庁（MIDA）

2002.3現在：変更点なし
変更点なし。（2003年2月現地調査）

進行・活用

　本調査は、ﾏﾚｲｼｱにおける戦略輸出育成のための総合的な協力を目指
すもので、ﾏﾚｲｼｱ工業分野における選定業種について現状を調査分析
の上、それらの育成と輸出振興のための総合ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを策定することを目
的とする。
　さらに、日本とﾏﾚｲｼｱの合弁・技術提携を促進すべく、当該業種におけ
る日本の投資・合弁希望企業に関する情報を整備する。
　本調査までの経緯は以下の通り。
　1986年4月     ：ﾏﾚｲｼｱ側から日本政府に正式要請提出。
　1986年9月     ：JICAｺﾝﾀｸﾄﾐｯｼｮﾝ派遣
　1987年2～8月：JICA短期専門家派遣。
　1987年8月     ：事前調査団派遣、S/W締結。
　1988年1～9月：本調査第1年次
　　　　（金型、金属製自動車部品、陶磁器およびｶﾞﾗｽ製品）
　1988年10月～1989年7月：本調査第2年次
　　　　（ｵﾌｨｽ用電子機器、陰極管、ｾﾗﾐｯｸICﾊﾟｯｹｰｼﾞ／基盤、ｺﾞﾑ履物）
　1989年10月～1990年11月：本調査第3年次
　　　　（錫製品、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ及び周辺機器）及び調査各年次の提案
　　　　　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに関する総合的取り纏め
提言：
1.  投資促進活動の拡充・強化
2.  人材育成強化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
3.  高付加価値産業工業団地建設計画調査
4.  中小製造業企業向け金融・信用保証制度の拡充
5.  中小製造業企業技術支援
6.  SIRIM･AMTCの金型部門の拡充
7.  業界団体活動の活性化支援
8.  輸出振興活動の拡充強化
9.  工業標準化・品質管理推進
10.R＆D活動の強化（窯業技術ｾﾝﾀｰ技術支援、ｺﾞﾑ研究所設備増強）

（高付加価値産業工業団地建設計画調
査）
　JICA開発調査「ﾊｲﾃｸ工業団地建設計
画」（FS，1990-91）を実施
（中小製造業企業向け金融・信用保証制
度の拡充）
　円借款「中小企業育成事業」（139.8億
円、1992.5.28調印）供与により中小企業
に工場建設、設備投資等のための中長
期資金を低利で提供
（工業標準化・品質管理推進）
　JICA開発調査「工業標準化・品質管理
振興計画」（MP，1991-2）を実施
JICA開発調査の提言等にもとづき、1993
年MATRADE（ﾏﾚｰｼｱ貿易公社）、1996
年SMIDEC（中小企業開発公社）が設立
された。
1997年現在の主要な裾野産業育成政策
は次の通り
1)ﾍﾞﾝﾀﾞｰ開発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（VDP）
VDPは大企業－中小企業間の協力関係
を政府主導の下で築いていこうとするもの
で、日本の系列ｼｽﾃﾑがﾓﾃﾞﾙになってい
る。ﾌﾟﾛﾄﾝ社の“ﾌﾟﾛﾄﾝ･ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ･ｽｷｰﾑ”
から始まり、VDPに発展した。VDPはﾏﾚ
ｰｼｱ通産省が、下請中小企業（ﾍﾞﾝﾀﾞｰ企
業）の育成を図ることを目的とし、同省・多
国籍大企業（ｱﾝｶｰ企業）・金融機関が連
携する三者協定方式のもとに実施され
る。(*)に続く

(*)より
この方式では従来のように、政府が優遇貸付を行う代わりに、民間金融機関がｱﾝｶ
ｰ企業とともに、支援に取り組むもので、国の直接的な財政負担はない。
当該ﾍﾞﾝﾀﾞｰ企業は大企業との取引先としての信用度の高さをもとに、既存融資制度
の活用により、長期低利の資金調達を図る。
2)中小企業金融:ﾏﾚｰｼｱ開発銀行、ﾏﾚｰｼｱ産業開発公庫、ﾏﾚｰｼｱ産業金融等が
設備近代化資金やﾌﾞﾐﾌﾟﾄﾗ企業を対象とした新規開業資金等、各種長期資金を提
供している。また小規模企業向けにはCGC（Credit Guarantee Corporation）が所轄
する信用保証制度があり、信用力の落ちる企業に対し保証を行っている。

M/P／工業一般

報告書の内容

- 291 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

マレーシア

工業標準化・品質管理振興計画

Study on the Industrial Standardization and Quality
Assurance Improvement Program in Malaysia

坂梨　昌保

ユニコ　インターナショナル(株)

92.2～1.5ヶ月
92.6～1.5ヶ月
92.11～0.3ヶ月

14

3～4

175,113 千円

48.46 人月

1993/1

ユニコ　インターナショナル(株)
(財)日本規格協会

SIRIM(Standards and Industrial Research
Institute of Malaysia)
Dr.Hamzah Kassim, Head, Corporate Division

2002.3月現在：進捗情報不詳

1996年にDepartment of Standard Malaysia(DSM)がで
き、これによりSIRIMは、会社法によって登録された政
府100%所有の会社（実施機関）となった。DSMは技術
科学省の下で国家の標準局で、もともとSIRIMが行って
いた法制的な国家標準化活動部分および認証を担当
している。

2002年にSIRIMは、SIRIM QMAS Internationalという
100%子会社を設立し、事業所認定について任せること
になった。またMSマークやCEなどの製品認証もこの機
関のサービスとなっている。（2003年2月現地調査結
果）

進行・活用

　下記、工業標準化・品質管理振興の4つの主要目標を設定、それに沿っ
て計52件の提言を行った。
1.地元企業の品質・技術向上による産業間、業種間ﾘﾝｹｰｼﾞの促進
　1)品質管理取り組みの奨励・支援
　2)標準化への認識向上
　3)規格開発・改訂強化による品質管理・標準化基盤作成

2.ﾏﾚｲｼｱ製品に対する輸出市場での信頼性確保
　1)国内認証制度の改善・充実による品質・技術向上確保
　2)国際性のある品質管理ｼｽﾃﾑの普及を通じての信頼性獲得
　3)国際的に認知された制度による試験検査の実施

3.技術開発と国民生活の調和促進

4.技術ｲﾝﾌﾗの展開を通じて産業の競争力確立
　1)R&Dの将来的基礎の形成
　2)技術人材の長期的育成への着手
　3)品質管理普及のための場の確保
　4)品質管理の評価体制確立

（1994年3月現在）
1.提言4-4)に関し、SIRIM計量ｾﾝﾀｰ拡充
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄをﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力
「SIRIM計量ｾﾝﾀｰⅡ」（1996.3-2000.2）に
より実施
2.提言1.に関し「工業分野開発振興計画
（裾野産業）調査」を1994-1995年度実施

・工業規格検討委員会を組織して標準の
ﾄﾞﾗﾌﾄと作成中である。その委員会はﾌﾟﾗｽ
ﾃｨｯｸ加工、鋳造・鍛造、ｾﾒﾝﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ、
ｹｰﾌﾞﾙ･ﾜｲﾔｰ等の8委員会であり、1992
年から随時開始した。現在検討中の工業
標準の70％が国際規格からのものであ
る。
・ACCSQ（Asean Consulting Committee
for Standard Quality）に参加し、ｱｾｱﾝ域
内での規格統一や相互認証等の制度を
検討している。規格はｱｾｱﾝ独自のものを
つくるのではなく、国際標準をﾍﾞｰｽとす
る。
・品質向上はQIP（Quality Improvement
Program）がNPCにより推進されている。現
在ISO9000取得済みの会社は約1,200社
あるが、内中小企業5-10％（約100社）で
ある。この中小企業は、1,000社以上ある
ので、取得会社は1割に満たない。
・TQMはRaya Plastic Manufacturingと
Ingressの2社をﾓﾃﾞﾙ工場にして普及を
図っている。（1997年現地調査結果）

JICA調査の52の提案について、SIRIM・NPCは真摯に実行している。工場標準・品
質管理は徐々に向上していると思われる。しかし一方では、部品ﾕｰｻﾞｰの仕様は、
個々の調達品限りの仕様である場合が多い。供給もとの中小企業はまだ技術的には
高度のものには対応できないため、やむをえず質を落としているｹｰｽもある。これは
他方、質の良いものは価格が高く、予算との兼ね合いで仕様も落とさざるを得ないと
いう事情もある。（1997年現地調査結果）

規格・品質管理システムの普及
 　2003年2月現地調査時点　（　）は当該調査実施時点
MS規格 　　2872　(1641)
製品認証 　1873　（845)
ISO9000  　2808社＜SIRIMによる認証のみ、全体の60-70%＞

M/P／工業一般

報告書の内容

- 292 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

マレーシア

SIRIM計量センター拡充計画

The Study for Upgrading  the Measurement
Centre, SIRIM

三井　清人

(財)日本品質保証機構

93.6～7
93.11

5

4～5

82,950 千円

21.50 人月

1994．1

（財）品質保証機構
国際航業(株)

SIRIM　Berhad
Mr. Woo Seng Khee AMN
General Manager
National Measurement Centre

SIRIM計算ｾﾝﾀｰにおいて取扱う計量分野の拡大と設備の拡充、及び技術者の増
員と養成やﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式の技術協力の実現に向け調査団を派遣した。
・事前調査団（1995.3.12～3.25）
・長期調査団（1995.6.12～6.23）
・実施協議調査団（1995.9.4～9.12）
・計画打合せ調査団（1997.2.24～3.5）
・運営指導ﾁｰﾑ（1998.6.21～6.27）
・巡回指導調査団（1998.9.25～10.3）
・終了時評価調査（1999.10.13～10.30）

具体的実施に向けて専門家派遣及び研修員受入れを実施した。

・長期専門家派遣　　　　　　　　　　　　　　　　・短期専門家派遣
ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ（1996.6～2000.2）延べ2名　電気        （1996.10～）延べ13名
調整員       （1996.5～2000.2）1名　　　　　振動         （1996.10～）延べ 3名　
長さ         （1996.5～2000.2）　　　　　　　　長さ        　（1997. 2～）延べ 4名
電気         （1996.5～2000.2）　　　　　　　　圧力         （1997.12～）延べ 2名
圧力         （1996.5～1998.7）　　　　　　計量、計測一般 （1999. 7～）延べ 2名
振動         （1996.5～1998.5）　　　　　　

・研修員受入れ
　　視察型         （1996.10）  延べ 3名
　　電気           （1997. 5～）延べ 6名
　　振動           （1997. 5）   1名
　　圧力           （1998.10）   1名
　　長さ           （1997. 7）  延べ3名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

進行・活用

1.マレイシア工業の現状
2.計量制度と法規制
3.計量体系の現状と問題点
4.量別に見たSIRIM計量センターの現状と問題点
5.産業界の要望
6.SIRIM計量センター拡充計画に係わる提言

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力「SIRIM計量ｾﾝﾀ
ｰⅡ」（1996.3-2000.2）の実現
1999年9月までの投入実績：専門家派遣
（延べ）：長期7名、短期24名、研修員受
入れ14名、機材供与3.5億円
技術的移転内容：長さ､圧力､電気､振動
分野の標準設定技術､標準維持管理技
術・校正技術

・計量標準の検討を1996年から行い、ﾄﾞﾗ
ﾌﾄは完成した。1998年にNational
Measurement Lawとして制定する予定で
ある。

・APMP（Asia Pacific Measurement
Program）とAPRMF（Asia Pacific Regal
Measurement Forum）のｾﾐﾅｰに研修員
（trainee）を派遣予定。

・1991-1995年の当ｾﾝﾀｰ支出実績は
RM20 millionであったが、政府は当ｾﾝﾀ
ｰを強化するため、1996-2000年の予算を
RM645 millionとした。

・2001年6月に当ｾﾝﾀｰ拡充のため、移動
予定。（1999年10月現地調査結果）
当初の計画はずれ込み2003年6月に当
センターをKL郊外のLepangに移転予
定。
2003年2月現在ほぼ建物は完成してい

近年のﾏﾚｲｼｱの急速な工業化に伴い、中小企業の製造技術の高度化が進み、現
有設備・技術では対応できなくなっている。このため、計量ｾﾝﾀｰとしては、第6次ﾏﾚ
ｲｼｱﾌﾟﾗﾝにおいてその設備充実のため予算獲得を実現、また開発調査の提言に従
い、校正部門を第3ｾｸﾀｰに移管し、計量ｾﾝﾀｰは、より高度な研究機関になるべく体
制整備を開始した。これに協力するために本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが具体化した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2002.3現在：新情報なし

SIRIMは1996.9.1付で従来の国立研究所から研究公社に組織替えした。目的は国
家公務員の給与が低く、優秀なﾘｻｰﾁｬｰが採用しにくい為、日本の民活をみならっ
て公社化した。しかし、全額国家負担であり、体外的にもﾏﾚｲｼｱ唯一の公的計量研
究及び検定機関である。

M/P／その他

報告書の内容

- 293 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

マレーシア

工業分野振興計画（裾野産業）調査

A Study on the Development and Promotion Plan
for the Supporting Industry in Malaysia

 延原　敬

 (株)日本総合研究所

94.3.17～3.30／94.6.27～8.5･94.9.22～9.28／
94.11.23～12.22･95.3.16～3.22／95.6.1～6.10

12

5～7

242,222 千円

68.52 人月

1995.8

（株）日本総合研究所
(株)日本アジア投資

The Ministry of International Trade and
Industry Mr. Kassim bin Sarbani Deputy
Director, Small Medium Industries, MITI

本件調査期間中から中小企業関連組織の変更の動き
があった。
　これが半年後に独立機関の設立として実現した。この
間、個別のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進については若干遅れたが、政
府内での中小企業政策への認識が大きく変わった。

2002．3現在：変更点なし

進行・活用

1．産業の概況：マレイシアにおける自動車産業の概況／自動車部品産業
の現状／自動車部品産業に関する政策／主要な自動車メーカー自動車
部品アセンブラーのアジア地域戦略／日本からの投資及び技術提供の
可能性

2．分析及び提言
1）総合開発戦略（1996-2005）
第1フェーズ（1996-2000）：自動車部品産業保護政策の転換による経営者
意識の改革／ｷｰｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ部品製造技術確立／ASEAN域内市場への
自動車部品供給推進／個々の自動車部品製造企業の生産性・品質管理
能力向上／人材育成機関整備／外資系企業の誘致・技術提携推進／健
全な自動車需要育成／ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ・ｻﾌﾞｾｸﾀｰ育成による産業間ﾘﾝｹｰｼﾞ
の確立
第2フェーズ（1996-2005）：製品開発能力の向上／先進国市場への自動
車部品輸出の拡充／先端技術を有する人材の育成

2）グループ毎の開発戦略：a.キーコンポーネント部品グループの育成－ｷ
ｰｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ部品国産化推進／競争力（特に価格競争力）の強化／自前
の開発技術高度化（製品改良から製品開発まで）：b.輸出振興型部品グ
ループの育成－輸出企業の誘致／電子関連自動車部品の裾野拡大／
競争力強化のための構造改革と制度的受け皿の整備／海外市場開拓支
援／企業経営体質の強化：c.エンジニアリング・サブセクターの育成－人
材育成策の強化／支援体制の再構築

3）自動車部品産業育成のための具体策：規制緩和推進メカニズムの確立
／オートモーティブタウン構想／自動車研究・試験・情報センターの設置
／下請育成計画(VDP)の拡充／外国投資促進活動強化及び企業間提携
促進計画拡充プログラム／自動車関連業界組織の活動強化プログラム／
人材育成プログラム／巡回指導強化プログラム／ジョイントR&D推進プロ
グラム／自動車需要安定化プログラム／海外市場開拓支援プログラム

1.通商産業省(MITI)の中小企業局が1996年5月SMIDEC（中
小企業開発公社）として独立し、VDPの拡充等の提案実現が
図られている。
2. MIDA等が従来あまり積極的でなかった海外からの投資誘
致活動に本腰を入れだした。
3. 民間企業が中心となりｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞﾀｳﾝの建設が進められて
いる。
ﾍﾞﾝﾀﾞｰ開発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（VDP：Vender Development Program）が
1993年から実施された。VDPはﾏﾚｰｼｱ通産省が、下請中小企
業（ﾍﾞﾝﾀﾞｰ企業）の育成を図ることを目的とし、同省・多国籍大
企業（ｱﾝｶｰ企業）・金融機関が連携する三者協定方式のもと
に実施される。この方式では従来のように、政府が優遇貸付を
行う代わりに、民間金融機関がｱﾝｶｰ企業とともに、支援に取り
組むもので、国の直接的な財政負担はない。当該ﾍﾞﾝﾀﾞｰ企業
は大企業との取引先としての信用度の高さをもとに、既存融資
制度の活用により、長期低利の資金調達を図る。1996年現
在、ｱﾝｶｰ企業は54社、それらｱﾝｶｰ企業が発掘した企業が94
社である。現在、VDPは企業家開発省に移管されている。ま
た、JETROから1997年に金型専門家2名が派遣され7社の指
導を実施した。（1997年10月現地調査結果）（**）へ続く

（平成15年度　国内調査）　情報なし
(*)から
・2003年からASEAN自由貿易地域（AFTA)の発足により、2003年から自動車の域内
輸入関税が大幅に下がる。輸入車に最高300％の関税を課しているマレーシアも
2005年に関税を引き下げる予定。同国自動車メーカー、プロトンも2005年までに各
部品のコスト削減を一律30％課すことを関連部品メーカーに指示している。（2003年
2月現地調査結果）

（**）から
・巡回指導は現在JODCの専門家5名（半年交代、現在は第3次派遣）により実施され

VDPは一次下請企業の育成には貢献したものの、
1)対象となる中小企業は原則としてﾌﾞﾐﾌﾟﾄﾗ企業（ﾌﾞﾐﾌﾟﾄﾗ資本が70％）であり、裾野
産業の大部分を占める中国系企業は対象にならない。
2)対象となる中小企業は、ｱﾝｶｰ企業と直接取引のある一次ﾍﾞﾝﾀﾞｰに限られており、
二次下請企業に対しては適用されない。したがってVDPは裾野の広い下請産業育
成に発展しない等の問題を抱えている。（1997年現地調査結果）(*)へ続く

M/P／機械工業

報告書の内容

- 294 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

マレーシア

クリムテクノセンター経営企業調査

Study on Management and Planning of R&D
Supporting Facilities (Techno Centre) for Kulim
Hi-Tech Industrial Park in Malaysia

藤井　隆

(財)日本立地センター 顧問

95.6.1～7.13

10

6～7

117,452 千円

24.29 人月

1995．11

（財）日本立地ｾﾝﾀｰ
日本工営(株)

Kulim Technology Park

Corporation SPN. BHD TEOH,
SOON-LIANG (Director)

1.本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、1996～2000年を計画年次とする第7次国家5ヵ年計画に、国家的
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして盛り込まれた。

2.1996年4月1日～7日（米国ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ）、4月15日～22日（東京、大阪、熊本、福
岡）、4月18日～23日（米国ｻﾝﾌﾗﾝｼｽｺ）でｾﾐﾅｰを開催し、企業誘致を推進してい
る。

3.ﾊﾏﾀﾞ重工（北九州市、半導体生産）等の進出等、企業立地が実現しつつある。

4.ﾐﾉﾙﾀ（株）よりﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのｽｹｼﾞｭｰﾙに関する資料請求があった。

2000年10月19日東京でｾﾐﾅｰを開催し、企業誘致を促進している。また、富士電機
（ﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸ）の進出等、企業立地が実現しつつある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2002.3現在：新情報なし

進行・活用

1. テクノセンターの戦略的経営方針
 (1）テクノセンターの機能：1）R&D支援機能（物性・表面分析／環境分
析）、2）ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ機能、3）人材育成機能、4）情報提供機能、5）交流機
能
（2）テクノセンターの組織：1）ﾒｶﾄﾛﾆｸｽ･ﾃｽﾃｨﾝｸﾞ･ｾﾝﾀｰ、2）ﾏﾃﾘｱﾙ&ｻ
ｰﾌｪｲｽ･ｱﾅﾘｼｽ･ｾﾝﾀｰ、3）ｴﾝﾊﾞｲﾛﾒﾝﾀﾙ･ｱﾅﾘｼｽ･ｾﾝﾀｰ、4）ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙ･
ﾈｯﾄﾜｰｸ･ｾﾝﾀｰ、5）ﾋｭｰﾏﾝﾘｿｰｽ･ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ･ｾﾝﾀｰ、6）ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ･ﾃ
ｸﾉﾛｼﾞｰ･ｾﾝﾀｰ、7）ｾｰﾙｽ&ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝｶﾝﾊﾟﾆｰ（需要開拓のための機関とし
て、別組織の設立）
（3）事業運営体制作りの基本方針：1）公共性を持った民間的事業、2）外
国企業との共同化の推進、3）民間企業の参画促進のための優遇措置の
設置、4）事業調整・連携機能の充実、5）優秀な人材のリクルート戦略の構
築

2. テクノセンターの財務計画
（1）総投資額は86.74百万ﾘﾝｷﾞｯﾄ（1995年価格、施設28.73百万ﾘﾝｷﾞｯﾄ、
機器58.01百万ﾘﾝｷﾞｯﾄ）：第1ﾌｪｰｽﾞ　 64.51百万ﾘﾝｷﾞｯﾄ（施設24.26百万ﾘﾝ
ｷﾞｯﾄ、機器40.25百万ﾘﾝｷﾞｯﾄ）　第2ﾌｪｰｽﾞ　 13.55百万ﾘﾝｷﾞｯﾄ（施設2.6百
万ﾘﾝｷﾞｯﾄ、機器10.95百万ﾘﾝｷﾞｯﾄ）　第3ﾌｪｰｽﾞ　 8.68百万ﾘﾝｷﾞｯﾄ（施設
1.87百万ﾘﾝｷﾞｯﾄ、機器6.81百万ﾘﾝｷﾞｯﾄ）
（2）新事業主体として、KTPC/KSDC：51%、政府：29%、民間：20%の第3ｾｸ
ﾀｰを提言。

3. テクノセンター設立・運営のための提案：（1）立ち上げのための提案：国
家発展戦略の最重要計画としての位置づけ／責任体制明確化／速やか
な予算化／建設早期着手／円滑な設備導入／情報ｻｰﾋﾞｽ提供の先行実
施／専門技術者の確保・養成（2）ﾃｲｸｵﾌのための提案：世界の先端研究
開発機関へのｱｸｾｽ／大学・連合大学院の誘致／国内外のﾃｸﾉｾﾝﾀｰと
の協力補完関係確立（3）有効利用のための提言：相対的立地条件改善
／工業発展のモデルとしての位置づけ／先端科学技術機関としての位置

提言に従って、各方面において、下記の
ような分野が具体化しつつある（主なもの
を記述）。
・University Technology Malaysia(UTM)と
ｼﾞｮｲﾝﾄﾍﾞﾝﾁｬｰ契約
・MIMC Electronic Materialsとｼﾞｮｲﾝﾄﾍﾞﾝ
ﾁｬｰ契約
・University Sains Malaysiaとｼﾞｮｲﾝﾄﾍﾞﾝ
ﾁｬｰ契約

すでに建屋は着工されており、若干の遅
れはあるものの、完成間近。すでに供用
が開始されているInformation Technology
Centerと連携してｻｰﾋﾞｽを来年内には開
始することになっている。

2002年末、テクノセンターは完成。現在教
育に使う機材の調達の一年次が終了、据
付が実施されている。新規創業者向けの
オフィススペースには現在３社入居。建物
は２階建。将来需要があれば3階建に拡
張可能な設計。事務所、新規創業者向け
に安価に貸し付けるインキュベーションセ
ンター、技術移転・トレーニング・講義を
実施するための各種教室、作業場、機械
設置の場所等を備えている。（2003年2月
現地調査）

KTPCによると、機器の調達に対して2001年から2005年までの5年間の予算として中
央政府より合計63Million　RMが付いている（初年度は15Million　RM実施済み）。
（2003年2月現地調査結果）

（平成15年度　国内調査）
情報なし

1)当財団に、同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの内容に関する問合せがあり、これに対応した。
2)Kulim Technology Park Corporationから、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進に関する情報誌
「Techno-Tides」が送付されてきている。

M/P／工業一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

マレーシア

マレイシア省エネルギー促進計画調査

Study on Promotion of Energy Efficiency in
Malaysia

橋本　章則

テクノコンサルタンツ(株)

97.2～97.3／98.6～98.7
98.9～98.10／99.2

12

9～10

126,915 千円

30.79 人月

1999

ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）

Department of Electricity and Gas Supply,
Malaysia (JBE & G)

報告書提出後、短期専門家の派遣が行われ、省ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ推進の為の作業を行っている。

2002.3現在：新情報なし　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：情報なし

（平成15年度　在外調査）
情報なし

進行・活用

1. 省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進政策と制度に関する提言
 1) 省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進ｺｰﾃﾞｨﾈｰｼｮﾝﾎﾞｰﾄﾞの設立
 2) 省ｴﾈﾙｷﾞｰ規則の制定
 3) 判断基準及びｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの作成
 4) ｴﾈﾙｷﾞｰ管理企業制度とｴﾈﾙｷﾞｰ管理者制度
 5) ｴﾈﾙｷﾞｰ管理者資格制度
 6) 省ｴﾈﾙｷﾞｰ表彰制度
 7) 省ｴﾈﾙｷﾞｰ優遇制度の確立

2. 診断施設・工場への提言
 1) ﾐﾝｺｰﾄﾋﾞｽﾀﾎﾃﾙへの提言
 2) ﾊﾞﾝﾀﾞﾙｳﾀﾏｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰへの提言
 3) ｾﾚﾝﾊﾞﾝ病院への提言
 4) APMC社ﾗﾜﾝ工場（ｾﾒﾝﾄ）への提言
 5) ｾﾝﾄﾗﾙｼｭｶﾞｰｽﾞﾘｱｲﾅﾘｰへの提言
 6) ｱﾑｽﾃｰﾙﾐﾙへの提言

報告書提出後、短期専門家の派遣が行われ、省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進の為の作業を行って
いる。

（平成15年度　在外調査）
情報なし

M/P／エネルギー一般

報告書の内容

- 296 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

マレーシア

裾野産業技術移転計画調査

Study on Strengthening Supporting Industries
through Technology Transfer in Malaysia

阿部典文

財団法人素形材センター

00.2～00.3/00.6～00.7/00.9/01.1

13

11～12

221,331 千円

人月

01.　2

（財）素形材ｾﾝﾀｰ
神鋼リサーチ株式会社

ペナン開発公社

2002.3現在:　新情報なし
(平成15年度国内及び在外調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

遅延

･裾野産業強化施策にかかる提言:　4つの戦略　
1.付加価値向上を目指し、企業の持つ経営資源の有効活用を図るための
生産技術活動支援　
2.ペナン及び周辺地区のMNCsや地場の大企業の多様なニーズに応えら
れる裾野産業における生産活動の多様化及び各種サービスの充実の推
進
3.インフォメーションテクノロジー(IT)のSMIsにおける使用を積極的に推進
し、顧客の獲得、市場情報や技術情報へのアクセス、資材調達への応用
などを支援。
4.中小企業経営者に対する近代的な経営技術の教育システムを強化し、
経営合理化を推進し、対等な事業協力者として大企業や金融機関の信頼
を獲得し、取引の機会の拡大を促進。

･裾野産業強化のための戦略実現のための実施プログラムは以下のように
提案されている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1.生産技術開発ユニットの設立
2.巡回指導ユニットの設立
3.技術高度化諮問委員会の設置
4.現地調達率向上のため協議会設立
5.原材料共同調達システムの構築
6.経営管理教育の強化　
7.経営コンサルタント制度の導入

実施プログラムは工業･貿易局の指導の
もとに優先順位に従い、投入可能な人
材、設備、及び予算を考慮しながら、詳
細実行計画を順次立案することがステア
リングコミッティーにて議決されている。
左記の７つのアクションプラン(AP)のうち
1.3.4.5については、提案どおりではない
が実施もしくは準備・進行中である。AP6
についてはPSDC、またAP2,7について
は、新しく設立されたCollaborative
Research and Resource Center (CRRC)を
活用することを計画中。（2003年2月現地
調査結果）
(平成17年度国内調査)　特記事項なし PDCによるとペナンの産業は、去年の米国における景気後退およびバイヤーである

MNCが中国へ移るなどで市場が小さくなっている。このため戦略の再構築が必要。
（2003年2月現地調査結果）
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

アクションプランの実施（予定）機関であったPIKSは縮小し、PDCがその機能を受け
継いでいる。（2003年2月現地調査結果）
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／機械工業

報告書の内容

- 297 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

マレーシア

クリーナープロダクション振興計画

The Study on Cleaner Production Promotion in
Industry sector

青木成夫

三菱化学エンジニアリング（株）

2000.11.1～2002．8.1

13

12～14

322,205 千円

72.78 人月

2002．9

三菱化学エンジニアリング（株）

マレーシア標準工業研究所（SIRIM)

(平成15年度在外調査)　4つのデモンストレーションプ
ロジェクトは成功に終わり、主催した会社に引き継がれ
た。また、ワークショップや円卓会議の際、クリーナープ
ロダクション普及および公害管理に対する行動計画が
関係省庁等に提案された。この行動計画は、クリー
ナープロダクションや公害管理に関する政策の策定を
行うにあたり、有益な資料や指針として取り扱われてい
る。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

クリーナープロダクション（CP)の普及に関し、以下の項目からなる一連の
施策を提案した。
1)CPに関する国家戦略・政策の策定
2)意識高揚キャンペーン、ネットワーク形成および情報普及
3)CP技術・サービスへのアクセス改善
4)優遇措置
5)規制体系の強化
6)キャパシティビルディング

提案施策は、次の方針に基づくアクションプランを作成した。
1)提案施策は次の基準によって選定する。
－CPプログラムを策定する上で重要なもの
－短期または中期の実施が必要な項目
－調査の過程でまれ意思阿川の優先順位が低いものを削除する
2)各アクションプラン要素の実施責任期間を明確化する
3)実施目標期間を付け加える

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成15年度国内調査)　C/Pの普及活動として、デモンストレーションプロジェクトを４
モデル工場にて実施した。
(平成15年度在外調査)　ワークショップや円卓会議の際、クリーナープロダクション普
及および公害管理に対する行動計画が関係省庁等に提案された。この行動計画
は、クリーナープロダクションや公害管理に関する政策の策定を行うにあたり、有益
な資料や指針として取り扱われている。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成16年度国内調査)　2004年12月、調査時のカウンターパートの半数が離職転職
した。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／その他

報告書の内容

- 298 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

マレーシア

知的財産権行政IT化計画調査

The Study on Enhancement of Intellectual Property
Rights Administration Capacity through Utilization
of Information Technology in Malaysia

ユニコインターナショナル（株）

2002．6.28～2003．2.24

10

14～15

120,874 千円

35.74 人月

2003.1

ユニコインターナショナル（株）
富士テクノリサーチ（株）

国内取引・消費者行政省　知的財産局

(平成15年度国内調査)　知的財産局は、現在オンライン出願、
オンライン検索サービスのシステム構築を進めており、2003年4
月には本格稼動の予定となっている。
フェーズ２として、以下を実施することになった（平成15年8月開
始）：
　1）工業意匠行政管理パイロットコンピューターシステムの構築
　2）特許文献検索環境改善のためのインターネット、構内回線
解析
　3）その結果にもとづく行政効率改善効果の解析と、さらなる
効率化提言
(平成15年度在外調査)　情報なし
(平成16年度国内調査)　平成16年11月現在、フェーズ2調査実
施中。平成17年1月終了予定。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

1.工業意匠行政管理コンピューターシステムの構築
以下の6つのサブシステムから構成される。
1)工業意匠出願・登録管理システム
2)料金管理システム
3)サーチシステム
4)ドキュメント管理システム
5)管理サポートシステム
6)メンテナンスシステム

2.特許審査用外国特許文献検索環境の改善。外部の特許文献や、審査
情報提供が今後急速に変化すると想定されることから、現時点での大幅な
投資を避けて、国際協力の活用をまず検討すべきとした。次いで、イン
ターネットの高速化、プロキシサーバーの導入などによる改善を提案。
知的財産局は、現在オンライン出願、オンライン検索サービスのシステム
構築を進めており、2002年12月にはテストを実施、2003年4月には本格稼
動の予定となっている。

(平成15年度国内調査)　知的財産局は、現在
オンライン出願、オンライン検索サービスのシス
テム構築を進めており、2003年4月には本格稼
動の予定となっている。
(平成16年度国内調査)　平成１６年１１月現在、
フェーズ２調査実施中。平成１７年１月終了予
定。
(平成17年度国内調査)
次段階調査：　知的財産権行政IT化計画調査
(フェーズ2)
　実施期間：　2003年8月より19ヶ月
　実施機関：　JICA
　目的：
　　1．率的な工業意匠出願登録管理の実現を
目的としたパイロットコンピューターシステムの
構築、およびその導入により得られる効率性・
効果の評価
　　2．公社内およびインターネット回線解析によ
る特許文献検索環境改善のための調査
　　3．知的財産権行政における更なるIT 活用
のための将来計画にかかる提言
　標記調査報告書との関連：　「工業意匠にか
かる行政の効率化を目的とするパイロットコン
ピューターシステムの構築」、「公社内およびイ
ンターネット亜回線解析による特許文献検索環
境改善調査」、「IT活用のための将来計画にか
かる提言」を内容とするフェーズ2の実施

(平成15年度国内調査)　フェーズ２として、以下を実施することになった（平成15年8月開始）
　1）工業意匠行政管理パイロットコンピューターシステムの構築
　2）特許文献検索環境改善のためのインターネット、構内回線解析
　3）その結果にもとづく行政効率改善効果の解析と、さらなる効率化提言
(平成16年度国内調査)　平成16年11月現在、フェーズ2調査実施中。平成17年1月終了予定。
(平成17年度国内調査)　次段階調査が実施されている。

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／工業一般

報告書の内容

- 299 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

マレーシア

APEC地域WTOｷｬﾊﾟｼﾃｨﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ協力ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

The Capacity Building Program on the
Implenmentation of the WTO Agreements in APEC
Area (Malaysia)

田中秀和

（株）UFJ総合研究所

2002.03－2003.6

13名+追加団員

13～15

329,333 千円

41.87 人月

2003年6月

（株）UFJ総合研究所

通産省
(Ministry of Trade and Industry)

調査終了後まもないため、具体的な措置が相手国政府によっ
て実施されているかどうかは不明であるが、提言への対応が検
討されている。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

１．調査背景：マレーシア通産省（MITI）は、日本に対し、農業SPS、DSU、
TRIPS、TBT協定をはじめとするWTO協定の理解の促進、国内実施体制
の強化を目的とした開発調査の協力を要請した。

２．上位目標：①行政官及び業界関係者の協定理解・実施・交渉能力の
向上、②制定済みの法制度に対するエンフォースメントへの具体的な取り
組みの実施、③行政官他関係者のWTO協定にかかる交渉能力の強化、
自国利益の確保。
３．提言：

(1) 人材と組織の強化：WTO 協定の内容が細分化され、それぞれに膨大
な書類のやりとりが発生しつつある現状において、どこまで対応すべきか、
という問題は発展途上国共通の悩みである。このような状況で単に、「人員
を増強し、強化すべき」ということだけでは、実行可能な提言とは言えな
い。ここには、戦略が必要である。即ち、重点分野の絞込み、国益に沿っ
た対応戦略と、そのために必要な人材と組織、ということとなる。今回の成
果をベースに更なるキャパシティ・ビルディングの検討が望まれる。
(2) 情報共有と活用の促進：マレイシアでは、行政機関等における情報イ
ンフラの整備は進んでおり、パソコンの普及、インターネットへのアクセス
等についての大きな障害はないと見られる。一方、WTO関連の情報は膨
大であり、DSU においても一つ一つのケースを集めることだけでも相当な
データ量になる。よって、情報の共有と活用の推進は上述の戦略との関係
で、メリハリをもって取り組むことが適切である。
(3) ASEAN 域内協力の推進：本プログラムではASEAN の4ヶ国を対象に
協力を実施しているが、コンポネントによっては共通の関心事項も多く、今
後のキャパシティ・ビルディングを展開するにあたっては、各国個別という
よりは、共通テーマは共同でセミナー、ワークショップ、パネル・ディスカッ
ションというかたちをとることにより、情報を提供するリソース側の制約も緩
和され、域内各国の主体性も発揮できる。このような観点から、マレイシア
において関心が高いテーマについて、周辺国と共同で技術移転会合をク

成果：
１．農業/SPS協定実施能力向上を目的としたセ
ミナー･ワークショップの開催。
２．DSU履行能力強化を目的としたセミナー･
ワークショップの開催。
３．TRIPS協定実施能力向上を目的としたセミ
ナー･ワークショップの開催。
４．TBT協定実施能力向上を目的としたセミ
ナー･ワークショップの開催。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

調査終了後まもないため、具体的な措置が相手国政府によって実施されているかどうかは不明
であるが、提言への対応が検討されている。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

成果：
１．省庁間情報共有体制の強化。
２．農業/SPS協定実施能力向上を目的としたセミナー･ワークショップの開催。
３．GATS協定実施能力向上を目的としたセミナー･ワークショップの開催。
４．SG/AD協定実施能力向上を目的としたセミナー･ワークショップの開催。
５．TBT協定実施能力向上を目的としたセミナー･ワークショップの開催。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／その他

報告書の内容

- 300 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MYS 112

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

マレーシア

知的財産権行政IT化計画（フェーズ2）　（経済開発
部）

The Study on Enhancement of Intellectual Property
Right Administration Capacity through Utilization
of Information Technology in Malaysia(PhaseⅡ)

猪岡　哲男

ユニコ　インターナショナル（株）

2003.08～2005.02

7

15～16

194,264 千円

60.00 人月 （内現地24.67人月）

2003.01

ユニコ　インターナショナル（株）

知的財産権公社（Intellectual Property
Corporation of Malaysia）（旧国内取引・消費
者行政省知的財産局, Intellectual Property
Division: IPD）

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

　マレイシア政府の知的財産権行政サービス能力の向上をIT化を通じて
行う上で、フェーズ１にて作成された基本設計書等の結果を受け、以下が
実施された。
　1．効率的な工業意匠出願登録管理の実現を目的としたパイロットシステ
ムの構築、テスト、及び導入により得られる効率性・効果の評価
　2．更なるIT化に向けた提言の策定
　3．公社内及びインターネット回線解析による特許文献検索環境改善の
ための調査

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

（平成17年度国内調査）　相手国政府により何らかの対応がとられているかどうかは
不明であるが、具体的な活動に向け対応が検討されている。

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／工業一般

報告書の内容

- 301 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MYN 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ミャンマー

農村地域における再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ導入調査

The Study on Introduction of Renewable Energy to
Rural Areas in Myanmar

片山　陽夫

日本工営㈱

2001.1～2003．8

10

12～15

275,451 千円

67.01 M/M

2003年9月

日本工営㈱
（財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所

電力省、電力公社
（Depatment of Electric Power, Myanmer
Electric Power Enterprise)

(平成16年度在外調査)　国境地域民族省（Ministry for
Progress of Border Areas and National Races and
Development Affairs)とMOEPは、共同で地方電化スキームを着
実に実施している。また、政府は、小規模水力発電による地方
電化に集中的に取り組んでいる。JICA提案プロジェクトのNaim
Lanプロジェクトを含む小規模水力発電は、地方当局と住民、
MPBNAとNOEPが共同で実施する。地方電化における籾殻エ
ンジンの活用は、全国的に着実に進められている。特に、
Ayeyarwady地区においては、積極的に活用されている。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

適切な再生可能エネルギー資源を利用して、農村を対象とした再生可能
エネルギー導入プログラムを長期的に推進し、財政上の裏づけを与え、実
行し、モニターするために、制度面の充実を図ることにより、ミャンマーの
農村地域における現在の低い電化率を大幅に改善できるポテンシャルが
高い。本調査の成果品は、このようなプログラムを支援するいくつかの貴
重な材料となろう。ミャンマー国は、水力発電資源、バイオマス資源（モミガ
ラ、木材チップ等）、太陽光といった豊富な再生可能エネルギー資源に恵
まれている。さらに、ミャンマー国には、農村地域における50 kW 以下の
小水力発電やバイオマスガス化エンジンの製造および建設の地場技術、
さらにバッテリー照明技術およびリサイクル・再生流通網が存在している。
このような地場資源と地場技術は、ミャンマーの多くの農村が必要としてい
る「低コストの村落電化」実現に寄与する。
ミャンマー国農村地域の電化を推進・持続させるため、以下の方策をとる
ことを提案する。
１．MEPE が、地方電化の担当官庁であることを正式に再確認し、送配電
部の下に地方電化課を設立する。
２．MEPE が保有し運転する既設小水力発電機およびディーゼル発電機
を補修する。
３．「政府事業」として、系統外の辺境地に新規小水力発電所を建設し、ま
た、系統周辺地域では配電線を延伸することにより、24 時間供給可能な
農村電化を実施する。
４．「村落事業」を正式認証し、奨励する。
５．自助努力による「村落事業」の実施を支援するために、「村落電化基金
（短期融資）」および「完成保証制度」の設立・運用に向けて、検討を開始
する。
６．「村落事業」の設計、建設、運営および管理の人材育成プログラムを実
施する。
７． 「社会事業」に資金支援をする。

(平成17年度国内調査)
本調査で実施した小水力発電所の点検保守・
修理モニタリングとマニュアルのフォローアップ
の一環として、MEPE/DHPは小水力水車を
Triangle Links 社に発注し、3ヶ所の発電所に
合計5台の水車を設置した。3台運転中、2台は
配電線の建設待ち。
M/Pで推奨した地場技術(村落水力と籾殻発
電)かつ自助努力による村落電化が民間水力
技術者と村民自身の資金拠出により持続的に
継続されている。

(平成16年度在外調査)　JICA調査は、現在の政府による政策の策定において、大いに役立って
いる。ミャンマー版農村REスキーム策定のためのビジュアルガイドは、地方当局やMEPEの州・区
域エンジニアに、REスキームの実施を容易にするために配布された。JICAが作成した小規模水
力発電の管理運営(O&M)マニュアルは、ZiChaung発電所を含むMOEPの全ての小規模水力発
電所に配布され、マニュアルに従うよう指示が出された。
(平成17年度国内調査)　相手国機関により継続的な活動が続けられている。

(平成16年度在外調査)　MOEPは、JICAの提案プロジェクトのHeho水力発電スキーム（8MW）も
含む1MW容量の小規模水力発電所の設立を担う。おそらく、MOEPでは、このプロジェクトに関し
て、詳細設計調査が必要になってくるものと思われる。
(平成17年度国内調査)
日本工営及び田中水力機械技師によるフォローアップ調査、および小水力水車の設計・製作指
導　(2004.2、2005.2、2005.9)

M/P／新・再生エネルギー

報告書の内容

- 302 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

石油化学工業開発計画調査

Pre-Feasibility Study for the Development of
Petrochemical Industry in the Philippines

千野　武司

ユニコ　インターナショナル(株)高分子工業部長

75.2.25～3.20

7

49～50

72,379 千円

0.00 人月

1975/11

ユニコ　インターナショナル(株)
日揮(株)

国家経済開発庁

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ及びﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ工場稼働中。
ｴﾁﾚﾝ計画は進行中。

1999.11現在：新情報なし

進行・活用

１．計画の概要
　下記に関する現地調査を実施し、同国石油化学工業の問題点、将来の
ありかたに関する第一報告書Orientation Report)をまとめる。
（１）国内及び海外の市場調査を行い、関連製品の需要予測を行う。
（２）原料・副原料・中間原料の入手可能性の調査を行う。
（３）石油化学コンプレックスに関する検討
　　1.立地条件の調査 　
　　2.建設費用の算定　
　　3.ユーティリティに関し、その消費量との検討　
　　4.プロセス・スキームの選定、適正規格の選択　
　　5.その他
（４）経済性及び国家への貢献度の評価

２．結論及び勧告（Orientation Reportの概要）
（１）窒素肥料プラントについては相当規模のものの建設が可能であろう。
（２）合繊原料の製造を主体賭するアロマティック系Complexの建設は、時
期尚早（合繊工業を興す場合は原料輸入が適当）であろう。
（３）今後の比国石油化学工業は、オレフィン系製品の製造を志向すべき
であろう。

遅延となった理由としては
1.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの経済性がそれ程高くないためと推定される。
2.度重なるｵｲﾙｼｮｯｸによる需要減退採ﾅﾌｻﾍﾞｰｽ石油化学（特にｵﾚﾌｨﾝ系）工業の
経済的後退。
3.計画当時の製油設備（Filcilt）がｽｸﾗｯﾌﾟされ、Caviteに立地するﾒﾘｯﾄがなくなっ
た。
4.ﾌｨﾘﾋﾟﾝの経済状況の悪化。
5.政変

　台湾資本によるLuzon Petrochemicalﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（230.000t/y，ｴﾁﾚﾝ）が1994年完工
目標で計画進行中。

M/P／化学工業

報告書の内容

- 303 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 102

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

マニラ市火力発電所リハビリテーション計画調査

Study for the Rehabilitation of Thermal Power
Plant in Metro Manila in the Republic of the
Philippines

大賀　利雄

西日本技術開発(株) 火力本部

82.7.6～9.30

14

57

133,072 千円

36.98 人月

1983/1

西日本技術開発（株）

フィリピン電力公社
(National Power Corporation : NPC)

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの具体化が進んでいる。
1983.02　NPCと西日本技術開発との間に輸銀のﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ融資をﾍﾞｰｽとした準備作業の為の第一次ｺﾝｻﾙﾀ
ﾝﾄ契約
1983.03　NPC輸銀に対して融資申請、6台の発電設備
中、3台相当についてを受ける。
1983.05　丸紅（既存機納入者）に入札要請
1983.12　比国の財政事情悪化により契約直前に輸銀
不可能となる。
1985.03　輸銀より融資Offer
1985.05　Tender Issue（ﾏﾗﾔ火力のみ）
1985.10　契約締結　ﾏﾗﾔ火力ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開
始
1986.07　ﾏﾗﾔ火力2号ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ着工
1986.10　ﾏﾗﾔ火力2号運転開始
1987.08　ﾏﾗﾔ火力1号運転開始
1987.10　ﾏﾗﾔ火力1号試運転完了
（別紙参照）

進行・活用

実施機関
　NPC
総事業費
　ﾏﾗﾔ火力     7,574 百万円
　うち外貨分   6,438 百万円

　対象発電所   ﾙｿﾝ島ﾘｻｰﾙ区ﾏﾗﾔ火力発電所（合計出力650MW）、
　　　　　　　　及びﾒﾄﾛﾏﾆﾗ区ｽｰｶｯﾄ火力発電所（合計出力850MW）の
　　　　　　　　設備劣化し出力が低下しているので設備更新出力の
　　　　　　　　回復を計る。
実施工程
　1982年11月から1984年11月にかけて6台（ｽｰｶｯﾄ4台、ﾏﾗﾔ2台）の発電
　設備の定期修理を実施し設備改善を行う。

同　　左
第Ⅰ期工事　ﾏﾗﾔ火力1・2号機
　　　　　　（合計出力650MW）
　総事業費　　　12,294百万
　融資元　日本輸出入銀行
　融資額　10,450百万円
　（1986年7月着工、1987年10月完工）
第Ⅱ期工事　ｽｰｶｯﾄ火力、1､4号
　　　　　　（合計出力450MW）
　総事業費
　　　　　14,321百万円　 46百万ﾄﾞｲﾂﾏﾙｸ
　融資元　日本輸出入銀行
　　　　　　　　Kredutanstalt Fuer
　　　                     Wiederaufbau(KFW)
　融資額  12,173百万円
　　　　　　　　　　　  　　46百万ﾄﾞｲﾂﾏﾙｸ
　（1989年7月着工、1990年12月完工）

第Ⅲ期工事　ｽｰｶｯﾄ火力　2､3号
　　　　　　（合計出力400MW）
　総事業費
　　　　　15,985百万円    99百万ﾄﾞｲﾂﾏﾙｸ
         　　　　　　　    129百万ﾍﾟｿ
　融資元　日本輸出入銀行 KFW
　融資額  13,704百万円
　　　　　　　　　  　　　　99百万ﾄﾞｲﾂﾏﾙｸ
　（1993年2月着工、1995年6月完工）

1.現況に至る理由
　ﾒﾄﾛﾏﾆﾗや工業団地をはじめとして、ﾙｿﾝ島主要地域で頻発する停電や電力供給
不足による社会的不安と生産性の低下を解消するために直接効果をもたらすもので
ある。
2.報告書と実現されたものとの差異の理由
(1)実施工程の変更
　比国政情及び経済情勢不安定による融資遅延
(2)総事業費
　詳細は設備内容の点検と技術的検討の結果、改修項目が追加された。

ﾏﾗﾔ火力ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ受注業者名
　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：西日本技術開発(株)
　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ ：丸紅、日立製作所、ｼｰﾒﾝｽ（西独）
ｽｰｶｯﾄ火力1.4号及び2.3号ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ受注業者名
　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：西日本技術開発(株)
　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ ：丸紅、日立製作所、1号全体、4号ﾎﾞｲﾗｰ関係(*)へ続く

M/P／火力発電

報告書の内容

- 304 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

フィリピン

石炭鉱業技術開発調査

Master Plan Study for the Coal Mining Technology
Development in the Republic of the Philippines

 井上　正昭

 (株)ダイヤコンサルタント営業本部部長

88.4.27～5.11／
88.6.13～6.21

11,7

62～63

84,845 千円

25.40 人月

1988/8/1

（株）ﾀﾞｲﾔｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

エネルギー局(OEA)
Office of Energy Affairs
Executive Director

ﾏｲﾆﾝｸﾞ･ｴﾝｼﾞﾆｱ1名がﾄﾚｰﾆﾝｸﾞの為に来日日比政府
間にて、具体的実施方法につき協議中。（1988.8～10）
1989.11.27～12.9　技術協力長期調査実施（専門家4
人）：ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ･ｸﾞﾗﾝﾄﾞは取り止め、ﾌﾟﾛ技による専
門家派遣にて処理。

1992.5(財)石炭開発技術協力ｾﾝﾀｰが訪問したところ、
ﾌｨﾘﾋﾟﾝｴﾈﾙｷﾞｰ局（OEA）より、JICAに対し鉱山及び保
安の専門家の派遣を希望している旨伝えられた。

1992.6　 日比2国間協議で、本件の実施は保留となっ
ている。
1993.10　年次協議によりﾌﾟﾛ技協案件としては却下さ
れた。
1999.10現在：その後の情報は入っていない。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

フィリピンにおける石炭鉱業の活性化の一手段として、石炭鉱業開発セン
ターの設置を検討し、その推進にあたって以下の提言を行った。

1．フィリピンの長期エネルギー計画のなかで石炭エネルギーの位置付け
を明確にし、石炭鉱業の今後の体質改善・育成を効果的に推進していく
ための政策を継続的に実行すること。

2．石炭鉱業への企業の投資効果をあげるために、技術改善の一翼を担う
センターの活用を計ること。

3．センターの役割は、本来の目的である技術トレーニングに加えて、石炭
鉱業に関する調査・研究部門の拡充、政府委託業務の実施、センター教
育受講による資格制度の導入等により、センターの活動範囲の拡大活性
化を計ること。

ｾﾌﾞ島に、炭鉱技術ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰを設立
することで、日比間合意。

本件調査に基づき石炭開発法が改正された。また、同様に炭坑の安全に関する規
則について1995年11月現在見直し作業が行われている。　（1995年11月現地調査
結果）

M/P／ガス・石炭・石油

報告書の内容

- 305 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

工業標準化・品質向上計画調査

The Study on the National Standardization and
Industrial Quality Control Improvement Program

坂梨　晶保

ユニコ　インターナショナル(株)

89.3.6～3.23／
89.7.9～7.29

13,12

63～1

149,751 千円

49.53 人月 （内現地17.93人月）

1990/1

ユニコ　インターナショナル(株)

Mr.Renato V.Navarrete
Director, Breau of Product Standards,
Department of Trade and Industry
（貿易工業省製品規格局）

1991.     日本政府に対し無償資金協力の要請をする
1992.2.   JICAがASEAN生産性・工業標準化基礎調査
               実施
1993.3.   JICAによる事前調査実施
1993.8.   JICAとBPSとの間でﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ技術協力として
の“Industrial Standardization and Electrical Testing
Project in the Philippines”に関する議事録を締結。
1995.7.25  上記ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが正式に開始（なお、試験ｾﾝ
ﾀｰの業務は1994年から開始されている）

援助方式が無償資金からﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ技術協力に変更さ
れたのは財政上の理由による。
（1995年11月現地調査結果）

2000.12月現在：新情報なし

進行・活用

本件調査の目的は、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ共和国において、工業製品の品質向上を計
り、工業製品の国際信用力を高め、国際競争力を確保し、よって工業製
品の輸出拡大と工業開発に資することができるように、1)工業標準化の振
興、2)工業製品品質管理の改善・普及・並びに3)規格開発及び製品認証
に係わる試験検査制度・設備の整備充実、を促進するためのﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ
を作成することにある。
以下の4つの枠組みでﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを提案した。
1.品質に対する認識向上と標準化促進の為の体制整備
 1)標準化促進、品質規制、検査・取締体制の改善強化
 2)輸出検査制度導入
 3)品質管理研究・研修機関（QMI）の設立
 4)重点産業分野における規格開発強化
2.標準化、技術・品質向上支援設備の新設、整備
 1)中央試験・検査ｾﾝﾀｰの設立
 2)地方試験・検査・技術ｾﾝﾀｰの設立
 3)工業標準化に関わる計量校正ｻｰﾋﾞｽ体制の整備・充実
 4)技術・品質向上の為のR&D、技術指導機能強化計画策定の為の研究
調査ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
3.個別企業・共同事業品質向上投資支援
 1)個別企業の品質向上投資支援
 2)共同事業としての品質向上投資支援
4.技術面での品質向上投資支援
 1)技術・品質向上の為のｾﾐﾅｰ･ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ
 2)技術・品質向上の為のｽｷｰﾑ

　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ技術協力「工業標準化・電気
試験技術」（1993.8-1997.8）実施。実績
は、専門家派遣29名、受入12名、機材供
与309,607千円

　BPSは中央試験・検査ｾﾝﾀｰ設立のための支援を日本政府に要請すべくﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞ
ﾙを提出したが、同国科学技術者（DOST）からも類似ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙが出され両者間の
調整に時間を要した。その後、内容について修正事項あり、NEDAにて保留中。
本件はﾌｨﾘﾋﾟﾝ政府が独立で実施することは困難があるため、現在、部分的・段階的
にでも実施できるよう事業内容を分割し、海外の援助ｿｰｽに対し援助要請を行って
いる。

ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ研修（1名）
1991年4月より、工業標準化専門家1名をBPSに長期派遣、ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ実施のための
支援を行っている。（JICA）

M/P／工業一般

報告書の内容

- 306 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

フィリピン

カビテ輸出加工区開発・投資振興計画

The Cavite Export Processing Zone Development
and Investment Promotion Program in the Republic
of the Philippines

相原　宣夫

ユニコ　インターナショナル(株)

89.11.13～12.10／90.1.4～3.30
90.7.11～7.20

9

1～2

117,116 千円

38.05 人月

1990/9

ユニコ　インターナショナル(株)

Department of Trade and Industry
Mr. Nelson F. Cabangon

・報告書と共に提供されたｶﾋﾞﾃ輸出加工区への投資促
進用ﾊﾟﾝフレｯﾄの追加発行が相手国側担当機関(DTI)
より要請され、2,000部の増刷を行い、在日ﾌｨﾘﾋﾟﾝ大使
館経由で提供した。
・ｶﾋﾞﾃ輸出加工区の拡張事業が実施された。区への投
資は順調に伸びている。
・OECFﾛｰﾝは1991年8月に認められ、それに基づく
F/Sﾚﾋﾞｭｰが1992年5月に認められた。その後F/S、
M/P調査が実施されたのは1994年9月である。にもかか
わらず、工事は1992年2月に既に開始しており、本ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄの進行はかなり変則的である。また
SAPROF(Special　Assistance  for Project Formation)で
は認められなかったPhase 5が認められ、Phase 4　
Extensionとして復活した。(1995年11月現地調査結果)
(*)へ続く

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ共和国ｶﾋﾞﾃ市

総事業費用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ範囲
　日本、及びﾌｨﾘﾋﾟﾝ国内で企業ｱﾝｹｰﾄ調査、投資環境調査をもとに、ﾌｨﾘ
ﾋﾟﾝ／CALABAR地域／ｶﾋﾞﾃ輸出加工区に対する1991~1995年の5年間の
投資／立地需要予測を行い、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ政府の適切な施策が実行されれ
ば、かなりの潜在需要が見込めることを提示、需要の顕在化のためにﾌｨﾘ
ﾋﾟﾝ政府の行うべき具体的投資誘致、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを2年間ﾀｲﾑﾃｰﾌﾞﾙ、概略の
予算規模を付けて提言するとともに、投資の受入れ先としてのｶﾋﾞﾃ輸出加
工区に求められるｲﾝﾌﾗ面、制度面の要整備事項を提言した。また、今後
のﾌｨﾘﾋﾟﾝ工業発展の一つの鍵となるﾘﾝｹｰｼﾞ産業育成の取り組み方につ
き、ｶﾋﾞﾃ輸出加工区と周辺産業とのﾘﾝｹｰｼﾞ促進策を具体例として提示し
た。
　その他、ｶﾋﾞﾃ輸出加工区への投資促進用ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ(英・和)を作成し、提
供した。

　本調査と同時期に実施された
SAPROF(Special Assistance for Project
Formation)調査報告も参考として、ｶﾋﾞﾃ
輸出加工区の拡張事業が日本政府
(OECF)からの借款(1990年度40.28億円)
により具体化された。
　また、外資呼び込みのためのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが
本調査報告の提言の中から取り上げら
れ、実施された。

　海外(特に日本)における投資促進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ実施について、協力依頼先、実施要領
等がこれまでﾌｨﾘﾋﾟﾝ側において十分に把握されていなかった。
　また、ｶﾋﾞﾃ輸出加工区の拡張を希望するにあたって、将来の需要予測、あるいは
加工区の比較優位性に対する認識がそれまで十分でなく、本調査報告を受けて実
施が決定された。税金の減免など他の輸出加工区に見られるｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ(4～6年は
法人税が5%)の他に、特に当地区ﾒﾘｯﾄとしては、行政側が手続きなど種々の援助を
してくれるので、中小企業にとって進出しやすいと言うことであろう。
(1995年11月現地調査結果)

M/P／工業一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

フィリピン

工業分野振興開発計画

The Study on Industrial Sub-Sector Development

松本　玉一

日本貿易振興会

90.3.15～3.29
90.6.4～8.17
91.6.10～8.8

3～4

469,820 千円

0.00 人月

1992/7

日本貿易振興会
ユニコ　インターナショナル(株)

フィリピン共和国貿易工業省
Tomas I. Alcantara
Undersecretary
Department of Trade and Industry
Board of Investments

　ﾌﾟﾛ技協方式により、ｿﾌﾄｳｪｱ開発訓練所が1995年に
建設が開始された(1999年まで)。日本側5百万ﾄﾞﾙ、ﾌｨﾘ
ﾋﾟﾝ側が2億3,300万ﾍﾟｿを負担する。現在日本から5名
の専門家が派遣されている。また、金型技術ｾﾝﾀｰに
ついてもﾌﾟﾛ技協方式により進めることが1995年10月に
決まった。1995年11月にはECFAの調査団が、
DOST,DTI,NEDA及び民間企業などを訪問している。
一方、木製家具産業の育成・振興については国際見
本市への出品、海外市場調査の実施、家具産業委員
会の設立、その他の施策を行っている。
(1995年11月現地調査結果)

2002.3現在：変更点なし
2003.3現在：変更点なし

進行・活用

1)ｻﾌﾞｾｸﾀｰの発展段階がそれぞれの現状と特性に合わねばならない。
　木製家具等国内資源活用型かつ輸出増を主導しうる企業を備えた産業
　の振興が当面の焦点。ｺﾝﾋﾟｭｰﾀﾌｿﾄが中期的、金型、ｵｰﾚｵｹﾐｶﾙｽが中
　長期的に図られるべき。
2)投資促進については、産業育成策の立案、組織の改善、投資誘致に
　重点を移行すべき。
3)金融施策上では、大・中企業の海外直接投資の受入れと直接借入れを
　促進すべき中・小企業向けの制度融資の実施体制も拡充すべき。
4)技術水準の向上に関しては、
　a.教育訓練機関の整備拡充
　b.技術支援体制の整備
　c.R&Dの振興
　d.研修生の海外派遣
　e.海外企業との合弁・提携による技術移転の遂行に力を入れるべき。
5)ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞにおいては、製品の海外広報、市場調査、国際的に通用す
る
　輸出方法に接近という面では改善すべき。
6)工業標準化、品質管理を一層推進すべき。
7)中小企業振興策を戦略的、重点的に実施すべき。業界団体活動を活
性
　化すべき。
　さらに個別振興開発計画の再構成と最適優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(振興策の効果
先
　行性からみて重要で、政策上優遇、特典に適するﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ)の選定と実
　施上の留意点について、詳細に分析、提言した。

　ﾌﾟﾛ技協方式により、ｿﾌﾄｳｪｱ開発訓練
所が1995年に建設が開始された(1999年
まで)。日本側5百万ﾄﾞﾙ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ側が2億
3,300万ﾍﾟｿを負担する。現在日本から5
名の専門家が派遣されている。また、金
型技術ｾﾝﾀｰについてもﾌﾟﾛ技協方式によ
り進めることが1995年10月に決まった。
1995年11月にはECFAの調査団が、
DOST,DTI,NEDA及び民間企業などを訪
問している。一方、木製家具産業の育成・
振興については国際見本市への出品、
海外市場調査の実施、家具産業委員会
の設立、その他の施策を行っている。
(1995年11月現地調査結果)

　円借款「工業・支援産業拡充事業(ﾂｰｽ
ﾃｯﾌﾟﾛｰﾝ)」(1994.12.20調印、225億円)に
より、低利の中長期資金を中小企業へ供
与

M/P／工業一般

報告書の内容

- 308 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

フィリピン

ルソン系統電力設備修復・維持管理改善計画

Master Plan Study on Rehabilitation/ Renovation
and Operation/ Maintenance Improvement of
Power Facilities in Luzon Grid

小川　晃正

西日本技術開発(株) 火力本部

91.7.16～8.14／91.11.5～12.4
92.4.21～5.5

11

3～4

137,893 千円

36.50 人月

1992/5

西日本技術開発（株）

フィリピン電力公社
（National Power Corporation:NPC）
ラマス副総裁

ﾃｨｳｲ･ﾏｸﾊﾞﾝ地熱発電所改修事業
・1999年4月、契約ﾈｺﾞ助成業務完了。
・NPCはパーシャル・リハビリ実施を決定し2000年10月
から丸紅/東芝、三菱との間でそれぞれ契約ネゴを再
開。契約書は比国政府とJBICの承認を得て、2002年7
月発効。リハビリ工事は2003年5月頃に着工。(2003.2
現在）

進行・活用

1.実施機関　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ電力公社(NPC)

2.総事業費　329百万USﾄﾞﾙ

3.対象設備ﾙｿﾝ島の発電設備(水力、火力、地熱発電)及び送変電設備
　1)既設発電設備の中、特に老朽化が激しい下記各発電所及び送変電
     設備のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ／ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝを提案
　　・ﾏﾆﾗ、ﾊﾟﾀｰﾝ両火力発電所
　　・ｱﾝﾌﾞｸﾗｵ、ﾋﾞﾝｶﾞの両水力発電所
　　・ﾏｸﾊﾞﾝ、ﾃｨｳｨの両地熱発電所
　　・ﾙｿﾝ系統の一部送電線／変電所のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
　2)電力設備(主として発電設備)の運転・保守方法(ｿﾌﾄ)の改善と提案

1.ﾏﾊﾊﾞﾝ、ﾃｨｳｨ両地熱発電所・ﾘﾊﾋﾞﾘﾃ
ｰｼｮﾝ工事の実施
円借款「ﾃｨｳｨ地熱発電所改修事業」
(1994.12.7調印、70.56億円)
円借款「ﾏｸﾊﾞﾝ地熱発電所改修事業」
(1994.12.7調印、66.30億円)
「ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約」
1997.3.12調印　外貨分: 4.91億円
                          内貨分: 7.9百万ﾍﾟｿ
「工事契約」
1998.6工事入札締切、ﾃｨｳｨ(丸紅)、ﾏｸﾊﾞ
ﾝ(三菱)との契約は、2002年7月1日に発
効。
2.ﾊﾞﾀｰﾝ火力発電所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ工事は
中止されている。(世銀資金)
3.火力発電所の運転・保守方法の改善を
進めるため、ﾏﾗﾔ火力発電所の信頼度向
上調査をJICAへ申請、1994年3月に事前
調査が実施されI/Aを締結。同年8月31日
より1995年3月までに本格調査が実施さ
れた。
4.ﾏﾆﾗ火力発電所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ工事の
F/S調査を1993年11月JCIで実施し、1994
年3月にF/Sﾚﾎﾟｰﾄが提出された。
5.円借款「変電所拡充計画」(1994.12.20
調印、28.96億円)により7変電所の変圧器
容量の増強実施。
6.円借款「電力網整備事業」(1995.8.30
調印、22.24億円)により8変電所の変圧器
容量の増強実施　　　(*)へ続く

(*)の続き
7.円借款「ﾙｿﾝ系統民活支援事業」(1997.3.18調印、149.72億円)により民活発電所
と既存系統を接続する送電線の建設・変電設備の拡充を実施

M/P／エネルギー一般

報告書の内容

- 309 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

フィリピン

有害産業廃棄物対策（フェーズ１）

The Study on Industrial Hazardous Waste
Management (Phase I)

大野眞里

株式会社エックス都市研究所

00.9～01.3

11

13

357,644 千円

53.00 人月

01.　6

（株）ｴｯｸｽ都市研究所
国際航業株式会社

環境天然資源省　環境管理局

Peter Anthony a.Abaya (局長)
Fernadino Y. Conception (次長)
Geri Geronimo R. Aanez(担当課長)

2001年1月に局長よりモデル統合有害廃棄物処理施設整備事
業へのF/Sの要請レターがJICAに提出される。
2002年3月にJICAミッションが出され,F/S等に関するS/W、I/A
が締結される。
2002年5月に大臣よりプロジェクト実施主体としてNRDC、プロ
ジェクト実施主体としてNRDC,プロジェクトサイトでF/Sすること
の承認レターがJICA宛に出される。
2002年10月よりフェーズ2調査が開始、現在に至る。(2002.3現
在)
2003.3現在：情報なし
(平成15年度在外調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

短期行動計画
提言：
①有害廃棄物管理の基本認識の確立
②有害廃棄物行政の為の情報管理システムの構築
③組織のキャパシティ･ビルディング
④有害廃棄物管理のための経済的政策の確立
⑤発生源における有害廃棄物管理体制の確立促進
⑥有害廃棄物処理施設の整備促進〈保管対策の策定、国によるモデル有
害廃棄物処理施設の建設推進〉
⑦計画的な実行

1.モデル有害廃棄物処理施設建設事業のF／
Sにつながった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　
2.提案したキャパシティ・ビルディングのプロ
ジェクトもフェーズ2のプロジェクトとして実現し
た。(マニュアル作成、ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽシステム及びそ
のネットワーク、トレーニングコース設立)
3．フェーズ1で実施したデータベースの整備に
伴い関連するデータ入力、更新の作業が日常
の業務として定着した。

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成15年度国内調査)
次段階調査：　有害産業廃棄物対策（フェーズ2）
　実施期間：　2001年9月　-　2002年11月
　実施機関：　JICA
　目的：
　　1．フェーズ1で提案された「有害廃棄物の統合処理モデル事業」のF/S
　　2．フェーズ1で提案された「有害廃棄物管理」の手続きに関する各種マニュアルの作成
(平成16年度在外調査)　廃棄物排出登録者数は増加し、データベースを導入した各地方におい
て、廃棄物排出者データベースの修正がなされた。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／その他

報告書の内容

- 310 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

フィリピン

天然ガス産業開発計画調査

The Master Plan Study on the Development of the
Natural Gas Industry

木村　徹

(財)日本エネルギー経済研究所

99.9.23～10.1/00.11.5～12.11/00.2.3～2.19/
01.7.5～8.4/00.8.9～9.16/01.10.13～10.27

8

12～13

146,111 千円

43.90 人月

2001．12

（財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所
大阪ガス(株)

エネルギー省　（DOE)
Mr. Jesus T. Tamang
Chief, Natural Gas Office

2002年2月報告書提出後、2002年7月ごろ、組織改革
を行った。
(平成15年度在外調査)　次段階調査として、2002年9
月～2003年3月に効率的なエネルギー利用推進を目
指したインフラ開発プロジェクト（F/S）が南ルゾン地区
で行われた。DOEは引き続きガスセクターの開発を推
進しており、投資委員会による投資優先計画(IPP)に基
づいた奨励を続けている。
(平成16年度国内調査)　特記事項なし
(平成17年度国内調査） 天然ガス（NG）自動車の導入
と普及がエネルギー省（DOE）により、2004年から2006
年の予定で実施されている。既に2005年10月時点で
20台導入済みであり、2010年までに200台を導入するこ
とを目標としている。

進行・活用

フィリピンにおいて、これから本格的にガス利用を開始するために必要とさ
れる政策・制度について提案を行ない、ガス利用の促進を意図した政策・
制度につき提案した。主な内容は以下の通りである。

(1)ガス選好の位置づけの確立と投資刺激策
(2)優先投資プランによる資金的インセンティブ
(3)特別会計による資金的インセンチティブ
(4)ガス利用プロジェクトのための国際金融機関資金の確保
(5)ガス利用推進の研究プロジェクトへの資金援助
(6)ガス規制システムの簡素化
(7)ガス利用推進のための基本的料金政策の考察
(8)ガス利用推進のためのDOEの組織と研修

DOEでは、ガス利用推進のための組織を
設定し、担当マネージャーに本プロジェク
トのリーダーであったタマン氏を当てた。
また2003月１月17日の時点での説明で
は、本プロジェクト後、いくつかのインベス
ターがＤＯＥを訪問し、本プロジェクトで検
討された天然ガスパイプラインの検討内
容をヒアリングした模様である。
(平成16年度在外調査）
　1．PNOC-ECは、メトロマニラ（Bat-Man
1)に対し、建設・所有・運営の暫定許可を
与えた。
　2．MarivelesとBataanの建設・所有・運
営の許可は、DOEよりGN Powerに下り
た。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

DOEの組織改革は、独自の問題であり、早急に対応できるが、それ以外は、法的な
手続きが必要であり、今しばらく時間が必要かと思われる。
(平成15年度国内調査)　担当マネージャーのタマン氏はDOEのNGO（Natural Gas
Office)の責任者で、この調査結果を基に、現在南ルソン地区で5つのガスパイプライ
ン（LNGを含む）プロジェクトの実現を目指している　（バタンガス-マニラ、バターン-
マニラ、バターン-カビテ海底ライン、マニラ環状ライン、CALACA　LNG）。
(平成15年度在外調査)　本調査のマスタープランはルゾン地区における天然ガス開
発の基礎と位置付けられている。次段階調査として、2002年9月～2003年3月に効率
的なエネルギー利用推進を目指したインフラ開発プロジェクト（F/S）が南ルゾン地区

調査にあたり必要とされる技術について、１回２時間を20回程度おこなった。パイプラ
インの設計見積技術、線形計画法によるガス供給の最適化、世界のガスに関する法
規例、経済財務分析、需要予測、ＬＮＧタンクの設計見積技術などが技術移転の内
容である。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／ガス・石炭・石油

報告書の内容

- 311 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 110

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

フィリピン

フィリピン生産統計開発計画

Study on Development of Industrial Statistics

守口　徹

ユニコインターナショナル(株)

00.8.24～12.10/01.9.3～12.15/
01.1.27～3.27/02.1.27～3.9/
01.5.20～7.3

5

12～13

149,057 千円

36.83 人月

2002.3

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

国家統計局　（NSO)

国家統計局は品目別数量月次調査(MSP)のパイロット
調査を2002年より始めた。その支援を目的にフォロー
アップ調査が2002年10月より2003年3月まで実施され
た。なお、MSPのデータ審査・指数算定用のｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼ
ｽﾃﾑは本開発調査のｽｺｰﾌﾟ外であったが、調査団がﾌﾟ
ﾘﾃｽﾄに使用したシステムに基づいてNSOが開発を始め
た。フォローアップ調査においてはNSOが開発を始め
たシステムの完成への支援も行っている。
(平成15年度在外調査)　2002年度に行われた品目別
数量月次調査(MSP)は、国家統計局の通常業務として
引き続き2003年度にも行われた。指標のコンピュー
ター化は2004年初めまで続く予定である。
(平成16年度国内調査)　特記事項無し。
(平成17年度国内調査)　NSOからの情報では、秋の
NSCBB調査デザイン技術委員会でMSPが取り上げら
れるかは不明。

進行・活用

製造業を対象とした品目別数量月次調査の設計をｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄである国
家統計局（NSO）とともに行い、指定統計としての正式開始の準備をするこ
とが目的であった。NSOは既に製造業を対象に月次調査（MISSI）を実施
中であったが、生産数量指数を生産金額指数と価格指数から間接的に求
める方法（間接法）を採用していた。生産指数として不正確であるだけで
はなく、各方面から求められている品目別の情報が欠けている。

調査団は、設計業務と併行して、NSCB、DTI、NEDA、および民間企業団
体を訪問し、新しい調査への理解を求めるとともに協力を要請した。また
3ヶ月間のﾌﾟﾘﾃｽﾄを実施し、新しいｽｷｰﾑの調査がﾌｨﾘﾋﾟﾝにおいて実施可
能であることを確認した。最終設計案としては、　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　
1) ｾｸﾀｰ調査により把握したﾌｨﾘﾋﾟﾝの製造業各ｾｸﾀｰがもつ構造上の特
徴、　 2) 品目の特徴 を考慮して、MISSIを全面的に品目別数量調査に切
り替えるのではなく、MISSIの間接法がより適切と考えられるｾｸﾀｰについて
は現行の方法を維持することとし、品目別数量調査（MSP）と間接法を組
み合わせた新MISSIを提案し、NSOと合意した。

2002年よりNSOは現行MISSIと併行して品
目別数量調査（MSP）のパイロット調査を
開始した。
(平成15年度在外調査)　2002年度に行わ
れた品目別数量月次調査(MSP)は、国家
統計局の通常業務として引き続き2003年
度にも行われた。指標のコンピューター
化は2004年初めまで続く予定である。
(平成16年度在外調査)　月次生産統計
（Monthly Survey of Production：MSP)
　1．2002年～2003年統計までの24種類
の設問が作成・印刷され、また2004年の
MSPのための簡略化した設問が作成され
た。
　2．データエントリープログラムと統計指
標一般化プログラムの完了
　3．生産統計の予備指標は、2002年～
2004年6月の間、月次算出された。
　4．MSPのための手引書の印刷
　5．プレゼンテーション：MSP手法、
MANCOM予備結果と項目及び、コンサ
ルテーションフォーラム
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

MSPのパイロット調査は2003年も引き続き行われている。2004年からの新MISSI開始
の為のNSCBに対する指定統計認定申請業務が5月から予定されている。新しい調
査のスキーム、方法とともに、2年間の蓄積データ、それをもとに作成した新指数を提
出することになる。
(平成15年度国内調査)　2003年秋より新MISSIへの移行支援を目的にJICA専門家
が2年間の予定で派遣されている。MSPパイロット調査は継続中であるものの、新
MISSI移行への対NSCB業務の進捗はない。
(平成15年度在外調査)　2002年及び2003年の蓄積をもとに、NSOは指標のコン
ピューター化の方法とその結果を記したレポートを準備し、NSCBの調査デザインに

(平成15年度在外調査)　日本の技術協力：NSOの研修員1名が2002年10月のセミ
ナーを受講した。また別の研修員2名が2003年10-11月にセミナーを受講した。さら
にJICA専門家がNSOカウンターパートの指導のため、2002年～2003年3月まで派遣
された。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／工業一般

報告書の内容

- 312 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

フィリピン

電力構造改革のためのエネルギー省キャパシティ
ビルディング開発調査

The Study on the Institutional Capacity Building
for the DOE under a Restructured Philipine
Electric Power industry

水野　明久

中部電力関連事業部　国際事業部長

02年11月～04年1月

6 

14～15

189,542 千円

42.78 人月

2004年2月

中部電力(株）
(株）三菱総合研究所

エネルギー省
（Department of Energy）
Undersecretary
Cyril C. Del Callar

(平成16年度国内調査)　ｽｹｼﾞｭｰﾙに遅れはあったもの
の、DOEは予定通りPDP（2004～2013）を国会提出し、
承認を得た。この内容は、DOEのウェブサイトに掲載さ
れており、投資家に公開される。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

本調査は、電力産業改革法施行によって新たにDOEに付された業務を遂
行するためのDOEの計画・組織能力の向上を次の4分野で実施した。
１．電力開発計画（PDP2004～2013）の策定支援：
　・策定ｽｹｼﾞｭｰﾙの提案
　・WASPⅣならびにKGTMaxの技術移転
２．地方電化計画の策定支援
　・MEDP策定フローの提案
　・配電計画（DDP）のフォーマット策定
３．送電計画の審査支援：
　・審査ｽｹｼﾞｭｰﾙのPDPとの調整
　・PSS/Eに係る技術移転
４．エネルギー分野投資推進室の立ち上げ支援
　・投資フローの整理
　・EIPOシステムの構築

(平成16年度　国内調査）
1．PDPの策定については、DOEの経験
不足が否めないため、フォローアップ調
査が必要。
2．WASPⅠ、GTMaxはPDP(2005～2014）
の策定はで使用。
3．DDPについては、このフォーマットによ
り、DOEが2004年度に取りまとめ。
4．PSS/Eについては、TDP（2005～2014）
の審査に使用予定。
5．EIPOシステムは、現在稼動中。
(平成17年度国内調査)
特記事項なし

(平成16年度国内調査)　JICAは、平成16年度にフォローアップ調査を実施し、
PDP(2005～2014）の策定について、必要な支援を実施した結果、DOEが独自で
PDPを策定できるキャパシティディベロプメントは達成できた。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成17年度国内調査)　 今後の継続的な支援のため、現在、DCEに計画専門家を
派遣中（JICA）。

M/P／エネルギー一般

報告書の内容

- 313 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

フィリピン

APEC地域WTOｷｬﾊﾟｼﾃｨﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ協力ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

The Capacity Building Program on the
Implenmentation of the WTO Agreements in APEC
Area (Philippines)

田中秀和

UFJ総合研究所

2002.11－2004.03

13名+追加団員

14～15

214,659 千円

45.29 人月

2004年3月

UFJ総合研究所

貿易産業省
（Department of Trade and Industry)

(平成16年度調査）
各コンポネントの活動を実施中。
コンポネントの構成:
1. 省庁間情報共有体制の強化
2. 農業／SPS 協定実施のためのキャパシティ・ビル
ディング
3. GATS 実施のためのキャパシティ・ビルディング
4. SG／AD 協定実施のためのキャパシティ・ビルディン
グ
5. TBT 協定履行促進のためのキャパシティ・ビルディ
ング
6. 多角的貿易体制参加に向けたキャパシティ構築の
ためのアクションプラン作成

進行・活用

１．調査背景：フィリピン国貿易産業省（DTI）は日本国に対し、農業/SPS、
SG/AD、TBT協定をはじめとするWTO協定の理解の促進と協定履行能力
の強化、省庁間でのWTO関連情報共有体制の強化を目的とした開発調
査の協力を要請した。
２．上位目標：①関係省庁間のWTO関連情報の共有化、②行政官及び
業界関係者の協定理解・実施・交渉能力の向上、③制定済みの法制度に
対するエンフォースメントへの具体的な取り組みの実施、④行政官他関係
者のWTO協定にかかる交渉能力の強化、自国利益の確保。
３．提言：
１）セミナーおよび研修コースの一層の実施：SG／AD（およびDS）に関す
るセミナーや研修コースの一層の実施が必要である。中核となる政府機関
の職員に対しては、より高度な技術的内容についてのセミナー／研修が
必要である。
(2) 技術作業部会の設置と運営：省庁間協力と情報共有を向上させるため
に、全関連政府機関からなる技術作業部会を省令もしくは合意覚書に基
く正式の組織として設置することが勧められる。
(3) 恒常的枠組みを通じた官民協力の推進：官民協力のための恒常的枠
組みを設置することが勧められる。こうした枠組みは、フィリピンの既存の
産業組合の機能を強化する形で形成することが実際的であり、またその
ネットワークを活用し、バーチャルなネットワークとすることが初期コストを低
く抑えることに寄与するであろう。

今後、フィリピンがTBT 協定を効率的かつ効果的に履行し、国益を最大
化していくためは、更に多くのステークホルダーが同協定の権利と義務及
び国際標準化活動の重要性を理解すること、及び関連組織が連携を行う
為の国内調整委員会の存在が不可欠である。また、自国産業の健全な発
展のためには、官民の協力の下、現在進行中の国際標準化活動へ積極
的に参加し、そこでの議論を、現行のフィリピンの技術・社会状況に反映さ
せつつ、基準認証政策へ役立てていくことが不可欠である。

成果：
１．省庁間情報共有体制の強化。
２．農業/SPS協定実施能力向上を目的と
したセミナー･ワークショップの開催。
３．GATS協定実施能力向上を目的とした
セミナー･ワークショップの開催。
４．SG/AD協定実施能力向上を目的とし
たセミナー･ワークショップの開催。
５．TBT協定実施能力向上を目的とした
セミナー･ワークショップの開催。

(平成16年度調査）
各コンポネントの活動を実施中。

M/P／その他

報告書の内容

- 314 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

フィリピン

産業環境マネジメント調査

The Study on Environmental Management with
Public and Private Sector Ownership(Empower) in
The Republic of The Philippines

大野　正人

(株）エックス都市研究所

2002.03.04－2003.08.22

8

13～15

196,734 千円

48.75 人月

2003年4月

㈱エックス都市研究所

貿易工業省　投資委員会
（BOI/DTI：Board of Investment, Department
of Trade and Industry)

(平成16年度　在外調査）
1．全国リサイクル政策の策定と採用：フィリピンのリサイクル産
業開発についての提案調査は、フィリピン政府からJICAへ委託
された。現在、JICAからの返信を待っている。
2．フィリピン環境パートナーシッププログラム（Philippine
Environmental Partnership Program:　PEPP)に基づく、法律・規
則・政策の統合：フィリピン政府は、PEPPに基づいて、規制面
の協力とその他のインセンティブの提供による環境パフォーマ
ンスの向上のための自主規制採択を奨励・サポートする活動に
取り組んでいる。
3．新たなインセンティブに関する政策提言とコンセンサス形
成：提案された法案は、現在大統領命令No.226（包括投資法：
Omnibus Investment Code)が修正され、投資家に対し、さらに
魅力的なインセンティブパッケージが提供されるまで、国会で
の審議を待っている状態である。
(平成17年度国内調査）　本調査で提案されている事業の内、
「フィリピン国リサイクル産業復興計画の策定」に係る調査業務
については、現在JICAにおいて支援に向けた準備が進められ
ている。

進行・活用

（1） アクション・プランのBOIでの正式承認
BOIにおける国家IEMアクション・プランの正式承認、BOIの中期計画への
組み入れが検討されており、そのためのステップとして、BOIのマネジメント
委員会でアクション・プラン案の説明が行われた。この国家IEMアクション・
プランがBOIの計画として正式に承認されるとともに、BOI内部の産業環境
分野の施策を担当する職員数を増員し、アクション・プラン実施体制を強
化することが望まれる。
（2） アクション・プラン進行管理体制の確立
アクション・プランに掲げる活動については、活動ごとに関係主体とその役
割を提示しているが、これらの主体間の連携を図るとともに、アクション・プ
ラン全体の進行管理、評価、見直しを行う組織の設置が必要である。
（3） アクション・プラン実施に必要な資金の確保
アクション・プランに掲げた活動の実施にあたって必要となる資金は、まだ
手当てされていないものが多い。ドナーを対象としたラウンドテーブルの実
施をとおして、IEMの推進のためのフィリピン国の方向と優先的アクション
については、理解されていると考えられる。EMPOWERプロジェクト終了後
も、前項で言及したアクション・プラン監理委員会が中心となって、アクショ
ン・プランへの資金支援を働きかけていくことが望まれる。

(平成16年度在外調査)　政府のグリーン購入法
（Green Procurement Policy: GPP)採用に向け
た政策提言：BOIは、独自のグリーン購入法を
策定した。大統領命令No.301「全省庁や機関
の管理部門において、グリーン購入法を作成す
る」を発令した。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成16年度在外調査)　IEMナレッジ・ネットワーク・プロジェクト：IEMウェブサイト（iemnet）は、
one environmentポータルサイトを通して、フィリピン開発銀行（Development Bank of the
Philippine: DBP)が管理している。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／その他

報告書の内容

- 315 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

フィリピン

パラワン州電力開発マスタープラン調査　（経済開
発部）

The Master Plan Study of Power Development in
Palawan province in the Republic of the Philippines

斎藤　芳敬

中部電力（株）

2003.02～2004.09

12

14～16

153,485 千円

45.63 人月 （内現地34.53人月）

2004.09

中部電力（株）
野村総合研究所（株）

エネルギー省（DOE: Department of Energy）
パラワン政府（PGP: Provincial Government of
Palawan）

（平成17年度国内調査）
1.　水力開発に関する支援：　石油製品の価格高騰に
より、本調査実施時よりも水力開発を行うことのメリットは
大きくなっており、先方州政府における技術支援ニー
ズも高まっている。
2.　送変電開発に関する支援：　グリッドにおける電力
需要は顕著に増加しており、同設備開発に関するニー
ズは依然として高い。
3.　BAPA組織の持続可能性向上に関する支援：　C/P
独自で運営管理改善へのアプローチを開始している
が、とりわけ新組織の立上げ、及び運営情況の評価と
いった分野における技術力が十分でないため、先方州
政府からのニーズは依然として高い。

進行・活用

1）水力開発に関する支援
　既にF/S又はPre-F/Sが実施された4つの水力開発地点について、その
開発規模や設計についての再検討を行う。。また、本調査におけるマップ
スタディにより得られた4つの開発有望地点について、Pre-F/Sを実施す
る。また、これら調査を通じ、水力プロジェクトの調査計画からプロジェクト
実施までの技術移転を行う。

2）送変電設備開発に関わる支援
　2009年までの送変電設備開発及び自動負荷遮断システムの導入などの
運用設備開発に関するPre-F/Sを実施する。

3）BAPA（バランガイ電化組織）の持続的な運営の為の支援
　BAPA組織の運営管理及び新組織の立上げ時に必要となる技術的及び
経済・財務的検討に関する技術移転を行う。

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成17年度国内調査)　相手国政府により何らかの対応がとられているかどうかは不
明であるが、具体的な活動に向け対応が検討されている。

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／エネルギー一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 SGP 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

シンガポール

包装技術センター開発計画

Study on Development of Packaging Centre in the
Republic of Singapore

猪岡　哲男

ユニコ　インターナショナル(株)

92.11.6～93.3.26
93.5.25～93.9.13

11

4～5

207,290 千円

26.31 人月

1993．9

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
(社)日本包装技術協会

SISIR　（Singapore Institute of Standards and
Industrial Research）

2002.3現在：進捗状況不詳　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：情報なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

包装技術センターの開発、活動促進
１．輸送環境調査の実施
２．物流システム合理化への包装面での対応
３．コスト最適化への対応
４．包装材品質の安定
５．マーケッティング特性の改善
６．多様化する流通、消費パターンへの対応
７．適切な包装作業技術技法の普及
８．包装工程機械化促進
９．環境問題への対応

・ｾﾝﾀｰへの包装技術の蓄積
・独自研究によるｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ包装環境を反
　映した包装技法の開発
・海外包装技術情報の収集と普及
・環境問題への取り組みの積極化
・包装規格試験体制の整備
・人材育成
・東南ｱｼﾞｱ・南西ｱｼﾞｱ地区包装技術者
育
　成研究ｺｰｽ開催
・東南ｱｼﾞｱ・南西ｱｼﾞｱ諸国からの包装に
　関する規格試験、依頼試験の発注、包
　装試験技術研修生受け入れ

ｾﾝﾀｰへの包装技術の蓄積、独自研究によるｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ包装環境を反映した包装技
法の開発、海外包装技術情報の収集と普及、環境問題への取り組みの積極化、包
装規格試験体制の整備、東南ｱｼﾞｱ・南西ｱｼﾞｱ地区包装技術者育成研究ｺｰｽ開
催、東南ｱｼﾞｱ・南西ｱｼﾞｱ諸国からの包装に関する規格試験、依頼試験の発注、包
装試験技術研修生受け入れが行われた。

M/P／その他

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

タイ

家具産業振興計画調査

Study on Furniture Industry Development and
Programing

斉藤　久夫

(株)コスガ

75.3.11～3.30

7

49～50

10,737 千円

0.00 人月

1975/11

(株)コスガ

タイ工業省 Industries Service Industitute
(ISI)

これらの提言を受けて、工業省は同省家具部門を拡充して政
府予算によりFuniture Industry Development Center(FIDC：家
具産業振興開発ｾﾝﾀｰ)を発足させた。同ｾﾝﾀｰ設立はJICAﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ方式技術協力案件としても取り上げられ、設立準備段階
から3年間にわたりJICAの全面的な協力を得た（1977～1980
年）。1996年現在、同ｾﾝﾀｰは順調に運営されており、1)年間約
25ｺｰｽ余りの研修の実施　2)個別家具工場のｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ　3)新
素材の研究開発　4)個別家具工場から持ち込まれる家具製品
の品質ﾃｽﾄ　5)専門家育成の為のｾﾐﾅｰの実施、等を主な活動
内容としている。同ｾﾝﾀｰは1階が研修場、品質ﾃｽﾄ場、試験場
とそれぞれの用途に使用されている（1996年10月）。ただし、同
ｾﾝﾀｰはおよそ20年前にJICAから提供された器材をほぼそのま
ま現在も使用しており、老朽化・設備の陳腐化が見られる。同ｾ
ﾝﾀｰではCNCﾛｰﾀｰ等の最新器材導入を工業省を通じ政府に
予算請求しているが、認められるには至っていない。また、
JICAにも要請していくという。（1996年10月現地調査結果）
1999.11現在：特に新情報なし。(*)につづく。

進行・活用

1.調査対象事項
　ﾀｲ工業省ISI（Industries Service Institute）と共に、ﾊﾞﾝｺｸ地区12社他、ﾀ
ｲ全国で合計5地区43社で実差査を行い、ﾀｲ側が意図している振興上の
基本方針に関する次の各事業の検討を行なった。
　1)量産化体制の確率
　2)機械工具類の整備と操作技術の習得
　3)作業能力の向上
　4)未利用資材の開発と利用
　5)内需志向産業から輸出志向産業への脱皮

2.振興策等提案事業
　ISI家具部門の強化・充実を図り、ここを核機関として以下を実施する。但
し先進国よりの機材供与、専門家の派遣、先進国への技術研修生の送り
込みが必要である。

　1)製造技術管理方法について
　　製材、乾燥、機械加工、接着、研磨、組立、塗装等について、
　　a)基礎的技術の確立、b)伝習事業の実施、c)ISI職員の指導能力の向
上

　2)ﾃﾞｻﾞｲﾝについて
　　家具産業の近代化に必要な設計、管理手法の確立
　　ﾀｲ国独自のｵﾘｼﾞﾅﾙ･ﾃﾞｻﾞｲﾝの確立
　　輸出志向地の市場調査

家具産業振興ｾﾝﾀｰの設置の概要

協力期間を3年間とし、ISIの家具部門を
拡充し、ISI所長直轄のFurniture Industry
Development Centerとして発足した。

1.ｾﾝﾀｰの機能と業務
　1)技術経営指導
　2)人材の養成
　3)技術開発

2.ｾﾝﾀｰ設立の実施ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
　STAGE1　設立準備期間
　　　　　　　　　(概ね1977年5月末迄)
　STAGE2　基礎確立期間
　　　　　　　　　(概ね1978年5月末迄)
　STAGE3　初期活動期間
　　　　　　　　　(概ね1979年11月末迄)

実績
1.専門家派遣：1977～1979年/13名
　　　　　　　1980年/18名

2.機材供与：1977年/106,852千円
　　　　　　　1978年/8,670千円

3.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ受入：1977～1979年/11名
　　　　　　　1980年/4名

　ﾀｲ国の家具製品輸出額は1976年調査当時の200million bahtsから1995年には8.5
倍の17,000bahtsへと順調に伸びている。
　現在同ｾﾝﾀｰは、国内民間ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄに委託して、今後のﾀｲ国家具産業の進むべ
き方向性についての総合的調査を実施している。調査期間は5年間の予定で、この
調査結果を持って新たな家具産業振興計画を検討するものと思われる。（1996年10
月現地調査結果）

M/P／その他工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 102

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

タイ

ナムパイチャム河水力発電開発計画調査

Master Plan for the Pai and Chaem River
Hydroelectric Power Development in the Kingdom
of Thailand

成田　饒

電源開発(株)

80.11.11～81.1.19

9

55～56

93,320 千円

0.00 人月

1981/7

電源開発（株）

National Energy Administration
(NEA, 国家エネルギー庁）

1981年7月に提出された最終報告書ではMae Pai No.6
とMae Chaem No.5の両地点が優先地域とされ、引き続
きF/Sを実施すべきであると提言された。この提言を受
けてMae Chaem No.5についてはｶﾅﾀﾞ国際開発庁
（CIDA）の援助を受けてF/Sが実施された。Mae Pai
No.6については、EGATによりF/S調査を日本側に要
請する動きが1983年にあったが、ﾊﾟｲ川右岸側の山地
全体は野生動物保護林に指定されていることが判明
し、その後、具体化へ向けての調査は行われなかっ
た。
　現在までのところ、本計画調査の提言に従って水力
発電所が建設される見通しはない。環境問題への関心
の高まりにより、ﾀｲ国内で新規のﾀﾞﾑを建設することは、
事実上ほぼ不可能になったというのが、EGAT当局者
を含めた関係者の共通した認識である。（1996年10月
現地調査結果）

1999.10　現在：変更点なし

中止・消滅

1. 計画の概要
 調査目的・調査内容
　ﾀｲ政府が計画中の「ﾅﾑﾊﾟｲ･ﾁｬﾑ河水力発電開発計画」地域について、
同計画の推進に必要なﾏｽﾀｰ･ﾌﾟﾗﾝを策定し、その結果を報告書として完
成することを目的とする。
　1981年度は、国内解析作業を行って、ﾄﾞﾗﾌﾄﾌｧｲﾅﾙﾚﾎﾟｰﾄを完成し、
（NEA）に説明を行い、その後にﾌｧｲﾅﾙﾚﾎﾟｰﾄを完成して送付した。
2.結論及び勧告
　Mae Pai No.6及びMae Chaem No.5の両地点は今後F/Sを実施すべきで
あり、またMae Pai No.1及びMae Chaem No.4の両地点も調査を引き続き
推進することが望ましいと結論され、その旨勧告した。

　THA005ｸﾜｲﾔｲ河上流ﾀﾞﾑ中止をきっかけに、この計画も具体化検討までに至らな
かった。
　なおEGATは、民営化されるのに伴い、民間独立発電業者（IPP）からの買電を増や
す予定であるが、これら民間業者は初期投資が莫大で立ち上げまで7～8年もかかる
ﾀﾞﾑ建設よりも、火力発電所建設を指向している。（1996年10月現地調査結果）

M/P／水力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 103

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

タイ

バンコク市配電網近代化マスタープラン計画調査

The Master Planning Study for MEA's Distribution
System in the Kingdom of Thailand

本間　利典

(株)EPDCインターナショナル

81.3.2～3.22

5

55～7

91,036 千円

0.00 人月

1982/9

(株)EPDCインターナショナル

Sawek Palawativichai
General Manager
Metropolitan Electricity Authority (MEA)
首都圏電力公社

　最終報告書提出後、このｴﾘｱA,B,Cに基づいて提言
の大部分が実施されたとのことである。さらに報告書提
出後の急激な需要増に対処すべく、1986年になった
MEAは需要予測の見直しを含めた本ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの見
直しも実施した。また提言の実施は主にｱｼﾞｱ開発銀行
（ADB）からの借入により賄った。当時OECFは地方電
化の方に注力していた。また資金的な制約のために
1)230KV送電線ﾙｰﾄの先行手配、2)変圧器管理ｼｽﾃ
ﾑ、3)都心部配電線の地中化は実現しなかった。本計
画調査終了後の進捗状況とを概観すると、提言に沿っ
ておおむね順調に実現化していると言える。
　　　　　　(**)へ続く

進行・活用

　ﾀｲ国では、主にEGATが電力開発を担当してそのEGATから電力供給を
受けて、ﾊﾞﾝｺｸ市とその周辺ではMEA（首都圏配電公社）が、またそれ以
外の地域ではPEA（地方配電公社）がそれぞれ配電を受け持っている。
MEAでは、配電設備利用率は全域一律50％程度と極めて低く抑えられて
おり、この設備利用率の改善が重要な課題であった。なぜ低いのかという
と、主要な設備をすべて2重構造にし、設備の1ﾕﾆｯﾄが故障した時にはもう
1ﾕﾆｯﾄで救済するという考え方に起因していた。
1982年9月に提出された本計画調査の最終報告書では、配電ｴﾘｱを1ごと
の「ﾒｯｼｭ」に分けてそれぞれの現状の負荷密度を調査することにより、
MEA配電ｴﾘｱをｴﾘｱA,B,Cに分けた。そして、それぞれのｴﾘｱの特性ごと
に適正な高配電設備利用率を実現すべく、必要な設備更新・拡充の提言
がなされた。
1.実施機関：MEA
2.主な提言内容
(1)設備拡充計画
　1)配電用変電所拡充計画　2)二次送電線拡充計画　3)高圧配電線拡充
計画　4)後年度の都心への供給
(2)投資計画
　20年間で総額61,840百ﾊﾞｰﾂ
(3)投資についての勧告
　1)近年度
　　設備利用率の向上、変電所用地の先行確保
　2)遠年度
　　変電所用地の有効利用、ﾀｰﾐﾅﾙ変電所用地230kv送電線ﾙｰﾄの先行
手配
　　　　　(*)へ続く

(1)提言の大部分が実施されつつある。
(2)しかし：230KV送電線ﾙｰﾄの先行手配
              ：変圧器管理ｼｽﾃﾑ
              ：都心部配電線、
                送電線の地中化
                は実施が見送られている。
                理由は、主として財務事情
                （資金不足）によるものと思わ
                れる。
(3)最近の急激な需要増に対処すべく、数
多くの計画が立案されつつある。

(*)の続き
(4)投資に関連しての技術上の勧告
　1)近年度
　　・二次送電線にTAACを採用
　　・配電用変電所からの配電線引き出し
数増加の対策
　　・低圧系統の投資提言のための変圧
器管理ｼｽﾃﾑ
　　・諸統計の整備
　2)遠年度
　　・送電線、配電線地中化への新技術
採用
　　・電源規模の拡大に伴う短絡容量の
増大に対する対策

　

M/P／送配電

報告書の内容

- 320 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 104

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

タイ

省エネルギープロジェクト開発計画調査

The Study on the Energy Conservation Project in
the Kingdom of Thailand

植　政一／新倉　隆

(財)省エネルギーセンター

83.1.9～2.12／83.6.26～7.30／
84.1.22～1.27／84.3.4～3.21

2,8,7,7,2,7

57～59

206,764 千円

70.04 人月 （内現地30.28人月）

1985/1

(財)省エネルギーセンター

National Energy Administration
(NEA:国家エネルギー庁）
Prapath Premmani (Secretary General)

　国家計画、ｾｸﾀｰ計画へ組み込まれている。具体的
には省ｴﾈﾙｷﾞｰ法制定を検討する際に、その資料の一
部として使用された。また、省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ設立のた
めの資料として活用された。1985年4月に省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝ
ﾀｰが設立された。
　本計画調査報告書提出後、提言はほぼ全てそのまま
実現したと言える。本調査は、調査中のOJTによる効果
的な技術移転（「その他の状況」参照）を含め、ﾀｲ側ｶｳ
ﾝﾀｰﾊﾟｰﾄから高く評価されており、そのことが次の
「THA113 省ｴﾈﾙｷﾞｰ計画ｱﾌﾀｰｹｱ調査」要請につな
がった。（1996年10月現地調査結果）

1999.11現在：特に新情報なし。

進行・活用

　1979年の第2次ｵｲﾙｼｮｯｸに見舞われた直後に策定された第5次5ヵ年国
家社会開発計画では、貿易赤字の縮小とｴﾈﾙｷﾞｰの輸入依存率の低減が
唱われた。このような背景のもと各種の省ｴﾈ対策が立案されたが、特に工
業ｾｸﾀｰにおけるそれは重視された。しかし実施機関である当時のNEA
（国ｴﾈﾙｷﾞｰ庁）はこの分野の経験が乏しかったため、技術移転を含めて
本計画調査の実施が依頼された。本調査での提言および調査内容は次
のとおりであった。
1)省ｴﾈﾙｷﾞｰ法の制定と、それに基づく各種優遇策等の実施。
2)半官半民の省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進機関を設立し、民間企業に対する技術支援
の実施。
3)6業種55工場についてｴﾈﾙｷﾞｰ診断を行い、業種別のｴﾈﾙｷﾞｰ使用合理
化ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝを作成した。

この提言に基づき、以下のとおり実現化さ
れた。
1)1992年4月に「省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進法」が制
定された。同法の骨子は、a)一定基準以
上のｴﾈﾙｷﾞｰを使用する工場・建物を指
定工場・建築物とし、定期的にｴﾈﾙｷﾞｰ使
用状況および省ｴﾈﾙｷﾞｰ計画の提出義務
づけ、b)指定工場・建築物に対するｴﾈﾙ
ｷﾞｰ管理者の選任・届け出義務づけ、c)省
ｴﾈﾙｷﾞｰ促進基金の設立による補助金支
出と低利融資の実施、である。
2)半官半民の「ﾀｲ省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀ
ｰ(ECCT)」が1985年4月に設立された。同
ｾﾝﾀｰはｴﾈﾙｷﾞｰ診断およびｴﾈﾙｷﾞｰ管理
研修、広報、普及ｾﾐﾅｰ、情報提供等を
実施しており、ﾀｲにおける省ｴﾈﾙｷﾞｰ推
進中核機関として産業界で高い評価を受
けている。
3)業種別のｴﾈﾙｷﾞｰ使用合理化ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
は、NEAの改組して発足したｴﾈﾙｷﾞｰ開
発促進省(DEDP)内のEnergy
Conservation Regulatory Divisionで活用
されている。（1996年10月現地調査結果）

(*)より
3.個別短期派遣専門家1989年2～7月に熱の専門家1名を3～5月に電気の専門家1
名を派遣して、工場診断技術をはじめとする省ｴﾈﾙｷﾞｰ技術の普及・推進を行った。
4.1992年10月にﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ選定確認調査団を派遣し、ﾀｲ側の要望を調査した結果、

技術移転例
1.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対する現地でのOJTとしては、携行機材を使用して工場のｴﾈﾙ
ｷﾞｰ診断技術の指導を行った。
2.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの日本における研修としては以下のことを行った。
(1)日本の省ｴﾈﾙｷﾞｰ政策研修　(2)産業界での省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進方法研修
(3)工場の省ｴﾈﾙｷﾞｰ優秀事例研修　(4)ｴﾈﾙｷﾞｰ診断機材取扱研修(*)へ続く

M/P／エネルギー一般

報告書の内容

- 321 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 105

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

タイ

金属加工業振興計画調査

The Study on the Promotion of Metalworking
Industries in the Kingdom of Thailand

滝　勇

(財)総合鋳物センター（現、素形材センター）

84.1.17～1.25／84.3.21～3.29／
84.5.14～6.13／84.8.7～8.17

2,1,11,2

58～59

83,429 千円

27.07 人月 （内現地18.20人月）

1985/1/1

(財)素形材センター
石川島播磨重工業(株)

Department of Industrial Promotion,
Ministry of Industry Pisai Khongsamran
工業省工業振興局（工業振興局局長）
Mr.Pisal Khongsamran
工業振興局局長

　第6次5ヵ年計画（1987～1991年）において金属加工事業の
振興を開発政策の最重要施策として押し上げるための正当性
を説明する資料として活用され、勧告の中の1つのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに
予算がつき閣議において実施されることが承認された。
1985.1　 MIDI設立計画基本設計調査
1985.6 　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力事前調査
1985.10　無償資金協力「金属加工機械工業開発研究所建設
計画1/2」E/N（10.04億円）
1986.7　 無償資金協力「金属加工機械工業開発研究所建設
計画1/2」E/N（19.11億円）
1986.7 　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力実施協議（R/D交換）
1986.10-1991.9　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力「金属加工機械工業
開発振興」実施
1991.6 　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了時合同評価（Joint Evaluation Report）
1999.10現在：変更点なし
2003年3月現在：1996年にMIDIは、裾野産業振興センター
（BSID)と発展的に改組され現在にいたっている。

進行・活用
　本調査が実施された1984年当時は、恒常的輸入超過、農業依存と未熟な工業部
門を併せ持つ産業構造などがﾀｲ国経済の問題点として指摘されていた。この点はﾀ
ｲ国政府も認識しており、産業構造の高度化を模索していた。とくに、育成に長期間
を要するが、今後の産業構造高度化の過程において幅広い分野の部品供給を支え
る金属加工産業が重要視された。また将来は国内での需要を満たすのみならず、諸
外国への輸出も見込まれていた。このような背景のもと、本調査は実施された。
　本調査では同国金属加工産業の実態、問題点、対応策等が検討され、最終報告
書において14の振興ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑと4つの個別振興ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが提言された。14の振興ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑは法律、税制、金融、行政、人材育成、業界団体等に関する提言で構成されて
いた。また4つの個別振興ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとは以下のとおりであった。
　1)金属加工業振興ｾﾝﾀｰ（MIDC）の設立　
（事業内容：(1)人材育成、(2)情報伝達、(3)技術開発、(4)振興計画の企画調整等）
　2)新中小企業金融制度の創設（資金源：別途検討する。利率：ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ以下。）
　3)中小金属加工業再配置ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
（特に東部臨海工業地帯の関連下請工業小規模工場団地創設
　4)金属加工品の輸出市場開拓調査

(*)　より
　また融資企業に対してｺﾝｻﾙﾀﾝﾄによる経営指導も取り入れている。提言の中の第3
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（中小金属加工業再配置ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(特に東部臨海工業地帯の関連下請工
業小規模工場団地創設)）については工業団地創設が工業省およびMIDIの管轄外
とのことで、具体的な動きはでていない。ただし、ｺﾝｹﾝ、ﾁｪﾝﾏｲ、ﾁｮﾝﾌﾞﾘ等の地方都
市にあるMIDI類似の工業ｾﾝﾀｰの活動をMIDIはｻﾎﾟｰﾄしているという。
　提言の中の第4ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（金属加工品の輸出市場開拓調査）に関しては、同じ工業
省内の輸出振興局（DEP）が輸出促進業務を専管しているということもあり、本格的な
輸出市場調査はまだ行われてないにようである。然し、MIDI加盟企業が従来の国内
でのExhibition参加のみならず、海外のExhibitionに金属加工部品の出展を開始して
いるとのことである。特にｲﾀﾘｱでのExhibition参加の成果として、金属加工部品を輸
出しはじめた。（1996年10月現地調査結果）

　その後、第6次5ヵ年計画（1987～1991年）策
定過程において、金属加工行振興を開発政策
の最重要施策として押し上げるための資料とし
ておおいに活用され、提言の中の第1ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
（金属加工行振興ｾﾝﾀｰ設立）が閣議で承認さ
れた。これを受けて、1985年1月にMIDI（正式名
称：機械工業開発研究所）設立計画基本設計
調査が実施された。その計画に基づき1985年
10月と1986年7月に無償E/N（計約30億円）が
締結され、1987年7月にはﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協
力実施協議（R/D交換）が実施された。これらの
経過を経て1985年5月に同ｾﾝﾀｰ開所式が行わ
れた。
　同ｾﾝﾀｰでは提言に基づき人材育成、ｾﾐﾅ
ｰ開催、製品検査等のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが活発に実施さ
れている。特に人材育成については1988年に
22の研修ｺｰｽを実施して以来、1995年には
CADやCNC操作ｺｰｽ等を新設し計91ｺｰｽが実
施された。過去8年間で述べ1万1千人余が受講
したことになる。また同ｾﾝﾀｰ内には2つの業界
団体が事務所を構え、業界誌を発行して会員
企業に情報提供をする一方、MIDIの事業内容
につき常時協議しているとのことである。ちなみ
に研修ｺｰｽの新設についてもこれらの業界団体
から意見聴取を行っている。
　提言の中の第2ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（新中小企業金融制
度の創設）については、工業省およびMIDIの管
轄外のことである。1985年にOECF融資を受け
た中小企業育成ﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝ（正式名称：
IFCTローン(Ⅰ)）が新設され金属加工業の融資
対象業種に指定され実績があがっている。金利
はﾀｲ国の民間通常融資より1～2％程度低く、
返済期間等についても緩やかな条件である。(*)
へ続く

　MIDI設立以外は、本計画調査のｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄである工業省産業振興局の管轄でな
い、あるいは権限がないとのことで実現が遅延している提言がある。
（追加・情報）
　上記の4個別ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ以外に最終報告書で提言された14の振興ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑのうち、
中小企業近代化促進法等の制定について見ると、伝統的に新規立法は極めて困難
とのことで進展はない。ちなみに中小企業関連法創設については1988年に実施され
た「工業分野振興開発計画調査（THA11）」でも再度提言されたが進展はなかった。
さらにその後1993年に実施された「工業分野振興開発計画（裾野産業）調査
(THA114)」でも再び同じ提言がなされたが、やはり進展はない。ちなみにこのような

金属加工センター（MIDI)は、JICA開発調査「工業分野振興開発計画（裾野産業）調査」（1995
年）の提言を受けて発展的に「裾野産業振興センター（Bureau of Supporting Industry
Development, BSID)」(DIP傘下）へと改組された。その一環でプラスチック部門の拡充が図られ、
1997年日本のNEDOのアジア経済構造改革促進研究協力によりプラスチック射出形成機（イン
ジェクションマシン）2機と附属機器が供与され、技術指導がおこなわれた。1999年7月にはJICA
はプロジェクト方式技術協力（1999～2004）としてプラスチック金型製作（訓練用）機材の供与と日
本人技術専門家の派遣に合意。日本人専門家の派遣を2004年末まで実施する予定。　（2003年2
月現地調査結果）

M/P／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 106

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

タイ

ナムユアム川上流域水力発電開発計画調査

Master Plan Study on Nam Yuam River Basin
Hydroelectric Power Development Project in
Thailand

高島　康夫

電源開発(株)

85.7.0～87.3.0

12

60～61

171,983 千円

59.85 人月 （内現地22.50人月）

1987/3

電源開発（株）

タイ国発電公社
Sommart Boonpiraks(Director)
Payak Ratnarathorn (Chief)
Prasit Srisaichua(Asst. chief)

「ﾅﾑﾕｱﾑ川流域水力発電統合開発計画調査」として、
電源開発(株)がF/Sを実施し、1990年度に終了した。
この中で、Nam Ngao(140MW)、
Mae Lama Luan(240MW)の2つの発電所の統合開発計
画が提案された。

1999.10　現在：変更点なし

中止・消滅

提言の内容：本ｽﾀﾃﾞｨによって浮上した地点はﾕｱﾑ川支流ﾇｶﾞｵ川に位置
するMae Ngao地点であって、F/Sの実施と追加調査工事を勧告している。
提言の概要：
・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ ：ﾀｲ国西北部ｻﾙｳｨﾝ川水系ﾕｱﾑ川上流域
・総事業費        ：3.833.4百万B（うち外貨分1.874.3百万B）
                                （1B=6円）
・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ範囲：ﾀｲ国西北部ｻﾙｳｨﾝ川ﾕｱﾑ川上流息において、
                            9つの候補地点
                           地点より、4つの主要ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを選定し詳細な検討を
                           実施。

                                             Mae         Mae       Mae        Upper
                                            Ngao         Rit       Rit 2a     Yuam 1
　ﾀﾞﾑ高さ(ｍ)                       114          87         38            62
　貯水量(MCM)                   661.2       85.7       3.2         421.4
　有効落差(ｍ)                    82.5       68.5      126.9        41.0
　使用水量(Cms)                166.2       41.2       10.4         53.0
　設備容量(MW)                 116.9       24.0       11.2         18.5
　年間発生電力量(GWh)   245.2       61.5       43.6        54.46
　建設費10MB                     3.373      1.273       698        1.791
   B/C10MB                          1.305       0.82      0.858       0.503

F/S THA104を実施（1990年3月終了）

　提言内容に基づきF/S調査（THA104を参照）が実施され、1990年3月に最終報告
書を提出した。その後、ﾀｲ国の法律で義務づけられた環境影響評価調査を1991年
から1994年までの予定で実施した。しかしその実施中に、ﾀｲ政府が環境保護のため
北緯18度以北での水資源開発を事実上凍結するとの方針が内々に伝えられたた
め、この計画および上位計画である本ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの実現は断念されるに至った。ﾀｲ
国政府は1995年に正式にこの18度以北規制方針を閣議決定した。この閣議決定に
よりﾀｲ国内での新規水資源開発は事実上ほぼ困難となったと認識されている。
（1996年10月現地調査結果）

M/P／水力発電

報告書の内容

- 323 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

タイ

工業規格・検査・計量制度振興計画調査

The Study on the Development Program of
Industrial Standardization, Testing and Metrology
in Thailand

柿沼　幹二

(財)日本規格協会理事

87.2.25～3.26

14

61～62

95,096 千円

54.50 人月

1987/11

（財）日本規格協会
(財)日本品質保証機構

タイ国工業省工業標準局 (TISI)
Kanya Sinsakul (Director)
タイ国科学技術研究所
Siri Nandhasri (Director)

無償資金協力
・「工業標準化・工業計量試験ｾﾝﾀｰ建設計画(1/2)」
　　1988.11.　　26.48億円
・「工業標準化・工業計量試験ｾﾝﾀｰ建設計画(2/2)」
　　1989.7.　　15.94億円

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力
・「工業標準化私権研修ｾﾝﾀｰ」（1989.12.-1994.11.）
　専門家派遣　44名、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ受入　23名
　機材供与　106057千円

1994年6月に最終評価ﾐｯｼｮﾝが派遣され、当初の予定
通り1994年11月末日を以って協力期間は満了した。
（1996年10月現地調査結果）

進行・活用

　本計画調査は、工業製品の規格・基準および認証制度の振興を図るこ
とにより、ﾀｲ国工業製品の品質を改善して国際的競争力を高め、輸出振
興およびﾀｲ国内市場において輸入品に負けずにｼｪｱを維持すること等を
目的として実施された。この規格・基準および認証制度の振興は第6次5ヵ
年計画でも重要な施策として位置付けられた。これを受け、科学技術省
（MOSTE）所管の公益法人ﾀｲ国家科学技術研究所（TISTR）より試験・計
量・校正ｻｰﾋﾞｽの能力向上に関する調査要請が出された一方、工業省工
業標準局（TISI）からも工業規格試験機能向上のための試験所および試
験器材の無償資金協力要請が出された。結局、年次協議およびその後の
事務ﾚﾍﾞﾙ協議の末、両要請を一本化し、開発調査の枠内で工業標準化
および試験・検査・計量制度の振興ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ調査を実施することで
JICA、TISTR、TISIの三者が合意し、1987年12月に最終報告書が提出さ
れた。最終報告書ではﾀｲ国工業規格に関する総合的な分析を行い、17
の問題点を明らかにしたうえで18振興ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを提言している。それらに加
えて2ｾﾝﾀｰ設立ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを詳細に提言している。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：　ﾊﾞﾝｺｸ市内または近郊の閑静な場所

総  事  業  費 ：　44.6億円（うち外貨分7千万円）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ範囲：(1)研究開発における試験
                          (2)標準の確立と計量校正ｻｰﾋﾞｽの充実
                          (3)工業規格に基づく試験
                          (4)工業標準化、品質管理に関する研修

「工業標準化・試験・研修ｾﾝﾀｰ」(TISI管轄)と
「工業計量・試験ｾﾝﾀｰ」(TISTR管轄)の2ｾﾝﾀ
ｰ設立については実現した。1988年11月と翌
1989年7月にE/N（建物建設および機材供与）
が締結され、ﾊﾞﾝｺｸ市郊外ﾊﾞﾝﾌﾞｰ工業団地内
に隣接して二つのｾﾝﾀｰは設立された。
　その後、前者の「工業標準化・試験・研修ｾﾝﾀ
ｰ」に対し、5年間のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力を実
施(5年間)し、標準化・品質管理、試験の2分野
を中心に技術移転が行われた。ﾌﾟﾛ技の内容は
主に専門家派遣(長期12名、短期21名)、ｶｳﾝﾀ
ｰﾊﾟｰﾄ(23名)、機械保守(約94,000千円)であっ
た。その後、同機材の修理・保守管理指導に必
要な資材の選定に関するﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ(修理班派
遣)も行われている。このｾﾝﾀｰには「電気電子」
「機械」「工業材料」「化学」「建設材料」「食品・
農業製品」の6分野の試験室があり、それに加
えて民間企業内での試験の普及を支援する研
修課がある。どの試験室も最新の試験器材を先
進国（主に日本）から随時調達しており、高い試
験制度を実現している。
　一方後者の「工業計量・試験ｾﾝﾀｰ」に関して
は、ﾌﾟﾛ技は実施されず、個別専門家派遣が派
遣された。（1996年10月現地調査結果）
従来縦割りで存在していた政府機関の付属機
関・試験所を分野別（食品、繊維、電気、電子、
自動車、ISO認証等）のInstitute（民間）に分割・
統合する産業構造改革ﾌﾟﾗﾝが進行しており、
ISTTCでも分野別統合に沿って、自動車、電気
試験分野のISTTCからの分離を準備中である。
(*)へ続く

　本調査の結果を踏まえ、提案業務を担当している工業省工業標準局（TISI）の機
能強化・人材育成を通じて工業製品の品質管理を強化し、それらの品質向上を図る
ための協力要請が行われ、無償資金協力により工業標準化・試験・研修センター及
び工業計量・試験ｾﾝﾀｰ用の建物建設、機材購入に必要な資金が供与された。その
後、同機材の修理・保守管理指導に必要な資材の選定に関するﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ（修理班
派遣）も行われている。
また、工業標準化・試験・研修ｾﾝﾀｰに対しては、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力を実施さ
れ、標準化・品質管理・試験の2分野を中心に技術移転が行われた。（1996年10月
現地調査結果）

　ｱｲﾛﾝ、冷蔵庫、蛍光灯、鉄鋼棒、電線といった製品についての性能標準化に果た
した役割は評価されるが、電気電子関連および自動車関連の部品（いわゆる裾野産
業製品に属する）の標準化については現在までのところ対象外のようである。しかし
この種の裾野産業製品に対する標準化の需要は高まっており、TISIが対象とする製
品の範囲を従来の概念を超えて広げることが望まれる。(1996年10月現地調査結果)

M/P／その他

報告書の内容

- 324 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 108

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

タイ

ラムチャバン工業基地開発計画調査

The Study on the Leam Chabang, EPZ/GIE
Industrial Promotion in the Kingdom of Thailand

飯島　貞一

(財)日本立地センター常務理事

88.5.16～10.20

20

62～63

121,233 千円

人月

1989. 1

（財）日本立地ｾﾝﾀｰ

東部臨海開発委員会事務局

1)提言に沿って、現地に、事業主体であるIEATの事務
所が設立された他、ｻｰﾋﾞｽ施設についても充実が図ら
れている。

2)ほぼ分譲が終了し、主要な企業の操業が始まってい
る。

1999.10現在：特に変更点なし

同工業団地の区画はゾーン１、ゾーン２ともに完売状態
で、IEATとしても成功している工業団地の１つとなって
いる。（2003年2月現地調査結果）

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

　タイ政府は１９８２年に世銀融資を得て、ラムチャバン工業団地を含む東
部臨海開発マスタープランを作成した。同プランは大規模な産業基盤と国
際的な物流拠点をバンコク首都圏以外の地域に形成し地方分散をはかる
ことを目的とした、タイ国内における大規模工業団地開発の先駆けであっ
た。その後１９８５年から１９９１年頃にかけて、OECF融資によりラムチャバ
ン工業団地の過半のインフラ整備が行われた。１９８８年、このラムチャバン
工業団地の一応の完成を目前に控えて、入居企業選定・企業誘致・工業
団地運営等についての指針を提供するため本調査が実施された。そのう
ち入居企業選定のために、２段階の選定基準案を策定し提示した（スク
リーニング・クライテリアとターゲティング・クライテリアの２枚の企業選定評
価シート）。　また本調査のそのほかの提言は以下のとおりである。
- 効率的プロモーション活動の実施　- 投資インセンティブの改善　-
IEATの組織改正（Policy Coordination Section等の創設）　- 各種新施設
の建設　- 工場立地手続きの簡略化　- IEATと入居企業の維持管理業務
分担の明確化　- 中小企業団地の設立　等

本調査の主たる成果物である2枚の企業
選定評価ｼｰﾄ(案)はかなり活用されてい
る。提案された評価項目も企業選定基準
の参考にされている。「効率的ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ
活動の実施」は、本工業団地の概要・投
資ﾒﾘｯﾄを説明するﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ、ﾋﾞﾃﾞｵ等を日
本語、英語、中国語、ﾀｲ語で作成して企
業誘致に役立てている。「各種新施設の
建設」は、まずｵｰｽﾄﾗﾘｱの協力を得て技
術者学校が工業団地内に新設される予
定である。通信回線は準じ増設中であり、
特筆すべきは会議場とそれに付随する最
新通信設備を集積したGlobal Access
Centerという区画を設けたことである。「工
場立地手続の簡略化」は報告書のなかで
近隣諸国における工場立地申請手続き
の平均が1～1.2年であることが指摘され、
この短縮が提言されていた。この提言を
受け、進出申請から進出の内認可が通知
されるまで約25日間、実際に工場が建設
され最終的な工場操業許可がでるまで約
3ヵ月と大幅に改善されている。「中小企
業団地の設立」については特にそのため
の施策は実施していないが、進出した日
系大手ｱｾﾝﾌﾞﾘｰ企業が国産化率引上政
策に対応して系列の日系中小部品ﾒｰｶ
ｰを同工業団地内に進出させている。し
かし提言が本来狙ったﾊﾞﾝｺｸ周辺からの
ﾀｲ資本中小部品ﾒｰｶｰの移転は、ほとん
どない。（1996年10月現地調査結果）

当財団に、企業ｱﾝｹｰﾄのその後の反応として、企業等からの問合わせがあり、それ
に応答した。相手側にも紹介等の連絡を行った。
　その後、日本立地ｾﾝﾀｰ職員が現地へ出向き、事業進捗状況を確認し、企業紹介
等に役立っている。また港湾、道路等ｲﾝﾌﾗ事業、経済環境が改善されたことで、予
想以上に早く進んでいることがわかった。

2003年2月時点でラムチャバン工業団地の区画は、JICAのM/Pの支援等もありほぼ
全て完売の状態。同工業団地は第１ゾーンと、1995年に開発・拡張された第2ゾーン
からなる。第１ゾーンは主に一般工業用の団地としており、第2ゾーンはプロセッシン

- ﾗﾑﾁｬﾊﾞﾝ工業団地営業開始直前にｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの研修が日本において行われ
た。これにより、体制、支援制度等の検討が進んだ。
- 1996年からの第8次5ヵ年計画でのﾗﾑﾁｬﾊﾞﾝ工業団地関連の投資必要金が右派
176,317万ﾊﾞｰﾂ。資金調達予定先については明らかではない。
- 東部臨海工業地帯における第2の国際港は、ｳｰﾀｰﾊﾟｵ（地名）に建設予定。
（1996年10月現地調査結果）

M/P／工業一般

報告書の内容

- 325 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

タイ

工業用水合理的使用計画調査

The  Study  on the Effective Use of Industrial
Water in  the Kingdom of Thailand

橋本　尚人

(財)造水促進センター

87.10.12～12.10
88.7.14～7.28

10

61～63

198,364 千円

71.60 人月

1989．3

共同事業体：代表
(財)造水促進センター

Pisal Khongsamran
Director-General
Industrial Works Department Minitry of
Industry　工業省

(2003年現在：Mrs. Nongnuch Ingkhawara,
Director, Industrial Water Technokolgy
Institute, DIW, MOI)

報告書の内容を検討して今後の進め方を計画中だが、具体的な提言実現はな
い。提言内容を実施するには、相手国担当機関（工業省工場局）の体制（人員、組
織等）、予算等の整備が必要で、早急の実施は難しかったと考えられる。しかし
1996年10月現在、工業用水合理的使用に関する独立のｾﾝﾀｰ設置計画（総予算
1,000万ﾊﾞｰﾂ、建設予定地ﾁｮﾝﾌﾞﾘ）が決まっており、本調査の提言内容が順次実
現する可能性がある。その計画においては、ﾗｲｾﾝｽ付与制度の導入を検討中との
ことである。これは個別工場に事業計画および運転計画を提出させ、あらかじめ定
めた基準に適合すればﾗｲｾﾝｽを付与し工業用地下水を供給するが、ﾗｲｾﾝｽがな
ければ供給しないという計画である。現在そのｾﾝﾀｰの事業内容の細部を検討中で
あるが、このほかにも調査体制の充実などが含まれるようである。また、このｾﾝﾀｰ計
画立案には本報告書が参照されたとのことである。またｾﾝﾀｰ運営開始時には個別
専門家派遣を希望することのことであった。（1996年10月現地調査結果）

 調査報告書の提言を受けて、工業省DIWが中心となって各種調査が実施されて
いる。今までの成果を記した報告書が2003年3月末に完成予定とのことである。
（2003年2月現地調査調査）

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

　本調査は、バンコクでの地下水くみ上げにより近年深刻化している地盤
沈下懸念および増大する工業用水需要に対処するため実施された。提言
として以下の事項が挙げられた。
１）合理化普及セミナー開催による技術指針の普及・徹底
２）量的・地域的に対象工場を拡大しての工場調査の実施
３）適当な工場を選び合理的使用設備を付与して合理化の効果を実証し
て周知する。（「デモンストレーション・プラント」構想）
４）巡回指導による技術指針の実現
５）個別工場の要望に応じた専門家派遣による技術指導
　これ以外に報告書内で税制・金融制度の優遇措置、法制度の充実、工
業向け地下水料金の値上げ等を提言。

本調査実施中に合理的使用に関するｾﾐﾅｰが2回実施された
（1回は官公庁・大学等が対象で、1回は民間企業が対象）。た
だしこのこれらのｾﾐﾅｰに準じての開催を提言された合理化普
及ｾﾐﾅｰが、その後開催されたという情報はない。また量的・地
域的に拡大した工場調査の提言もその後実現していない。「ﾃﾞ
ﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝﾄ」構想は詳細は定かではないが現在部内
で検討中。巡回指導・個別工場専門家派遣についても特に進
展しているとの情報はない。ただしこの提言を受けて日本に専
門家派遣を要請中。

税制・金融措置および法制度の充実については本部局の管
轄外のこともあり、特段検討されていない。工業向け地下水料
金の値上げは実施されており、1988年の1.5ﾊﾞｰﾂ/立方ﾒｰﾄﾙ
から段階的に引き上げられ現在は3.5ﾊﾞｰﾂ/立方ﾒｰﾄﾙとなって
いる。ただし、この段階的値上げが地下水くみ上げ抑制を意図
して実施されたものかは明らかではない。（1996年10月現地調
査結果）

その後、調査を通して技術移転を受けた調査手法等を元に、
バンコック東部において5分野にわたり調査が進められた。
1999年から2001年にかけて、工業省DIWが中心となり大学等
にも協力を依頼しながら調査を実施。４業種に絞り込み民間企
業28工場の協力を受けて合理的な工業用水の利用に向けた
実証的調査が進められた。この4業種は、食品加工、テキスタ
イル、ゴム等の水を多く使う業種である。2001年からはさらに15
工場に絞込みさらに詳しい調査を実施している。2002年からは
委員会、ワーキンググループにより調査結果をまとめており、
2003年3月に報告書を完成予定。（2003年2月現地調査結果）

調査を通して技術移転を受けた調査手法等を元に、バンコック東部において5分野
にわたり調査が進められた。1999年から2001年にかけて、工業省DIWが中心となり
大学等にも協力を依頼しながら調査を実施。４業種に絞り込み民間企業28工場の協
力を受けて合理的な工業用水の利用に向けた実証的調査が進められた。この4業種
は、食品加工、テキスタイル、ゴム等の水を多く使う業種である。2001年からはさらに
15工場に絞込みさらに詳しい調査を実施している。2002年からは委員会、ワーキン
ググループにより調査結果をまとめており、2003年3月に報告書を完成予定。（2003
年2月現地調査結果）

この調査では工業用水のくみ上げだけを問題としているが、飲料水等その他の用途
への水供給の考察がないため、地盤沈下と地下水くみ上げに関する包括的な調査
にはそもそもなっていなかったとも言える。かりにこの地盤低下の問題に本格的に取
り組むとすると、複数のｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄと組むことを検討せねばならないかもしれない。
ちなみにﾊﾞﾝｺｸ市は毎年2.5cmずつ地盤沈下している。（1996年10月現地調査結
果）

M/P／工業一般

報告書の内容

- 326 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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2003年3月改訂

案 件 名

タイ

サムットプラカン工業地区大気汚染環境管理計画
調査

The Study on the Air Quality Management
Planning for the Samut Prakarn Industrial District
in the Kingdom of Thailand

山田　剛

(社)産業環境管理協会

87.12.14～12.20／88.1.6～2.2／
88.3.3～3.27／88.4.24～5.5／
88.7.4～7.28／88.9.11～9.21／
88.11.13～11.23／89.1.17～1.28

2/10/7/1/9/1/1/6

62～2

334,671 千円

78.78 人月 （内現地26.92人月）

1991/1

(社)産業環境管理協会

Office of National Environment Board (ONEB)
Mr. Sangsant Panit (Acting Chief of Air and
Noise Section)
Dr. Supat Wang Wong Watana (Environment
Officer)

　本調査以降、MOSTE内で公害管理局は着実に拡充された
職員数は15人から80人となった。また職員を対象としたｾﾐﾅ
ｰやﾜｰｸｼｮｯﾌﾟも年間15～20前後開催され、大学の環境関連学
部の協力も得つつ活発に実施されている。省ｴﾈの啓蒙活動に
ついては、産業界に対してﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ活動を実施している他、
ｴﾈﾙｷﾞｰ供給側のEGATがかなりの予算を投入して活発な行動
を実施している。以上が各提言の実現状況である。本計画調
査終了後の進捗状況を概観すると、短期・長期にわたるほぼ全
ての提言が順調に実現化していると言える。またその提言実現
により、大気汚染に関する測定数値は着実な改善を示してい
る。それに加えて現在、ﾊﾞﾝｺｸ手内に20の公害ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･ｾﾝﾀ
ｰが既に設置され測定業務を行っている。(1996年10月現地調
査結果)以上のように、従来型の排気ｶﾞｽに関する大気汚染の
管理については着実な進展を見せているが、ﾀｲ国では規制対
象となっていない揮発性有機化合物(VOCs)による各地の工業
地区における土壌汚染、大気汚染が深刻化している。特に、近
隣小学校の移転問題等も起き、対策が急がれている。このよう
な状況下で、通商産業省ｸﾞﾘｰﾝｴｲﾄﾞﾌﾟﾗﾝの97年度ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄと
して、VOCs汚染調査法に関する研究協力が実施された。(*)へ
続く

進行・活用

　本計画調査が要請された当時、ｻﾑｯﾄﾌﾟﾗｶﾝ工業地区の3分の1にあたる
敷地で既に2,500余の中小工場が操業していた。これに加え、近隣のﾁｬｵ
ﾌﾟﾗﾔ川を行き交うﾌｪﾘｰﾎﾞｰﾄ(1,300台/日)からの廃棄ｶﾞｽ、および新設され
た高速道路からの廃棄ｶﾞｽが加わり、この地区の大気汚染は既に深刻なも
のであった。今後、敷地の残り3分の2にﾊﾞﾝｺｸ周辺からの工場移転が見込
まれ、更なる大気汚染の悪化が懸念されていた。
　このような背景のもと本調査は実施され、同工業地区における大気汚染
物質・排出源・排出量の測定等を行った後、改善策の検討、ﾀｲ経済に与
える影響の分析、現行の行政組織・法体系に関する分析を行っている。こ
れらの現状分析を踏まえ、1991年1月の最終報告書で短期と長期に分け
た提言が行われた。短期では、

1)本調査で行われたｻｰﾍﾞｲの継続的実施
および
2)ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･ｼｽﾃﾑの拡充が提言された
長期では
3)環境管理基本法の制定
4)工場への排出規制の実施
5)環境基準の見直し
6)行政組織の改編・拡充
7)職員の訓練
8)省ｴﾈ啓蒙の実施等が提言された

　この短期の提言を受けて、本調査で行
われたのと同様のｻｰﾍﾞｲが毎年実施され
ている。さらに報告書が提出された1991
年に、MOSTEは同省の通常予算によりﾓ
ﾆﾀﾘﾝｸﾞ･ｼｽﾃﾑの全面的刷新を行った。
　また長期の提言のそれぞれの実現状況
について見ると以下の通りである。
　ﾀｲ国では、同国国家の伝統とも言える
ほど新規立法が難しい。しかし主要政党
間の混乱からﾃｸﾉｸﾗｰﾄのみで構成された
ｱﾅﾝ内閣が設立した1991年から1992年に
かけては、従来審議が遅延していた数多
くの有力な法案が設立した。公害対策基
本法である「Enhancement and
Construction of National Environmental
Act」も10年近く経って、突然1992年に国
会を通過した。この法案には首相自らの
後押しがあったことが影響したようである。
その後この法律に基づいて、環境基準の
見直し権限や工場への排出規制権限等
がこの公害管理(PCD)に付与され、公害
対策行政の大幅な充実・強化が進展して
今日に至っている。またこの法律を根拠と
して、公害管理局(PCD)が公害の苦情を
受けて調査を実施し、調査結果を同じ
MOSTE内のIndustrial Work Department
に報告しこの部局が調査対象工場に改
善命令等を出す仕組も整備された。
(1996年10月現地調査結果)

(*)の続き
　このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでは、ﾄﾘｸﾛｴﾁﾚﾝなどの5種のVOCsを対象にして、ある工業地区の地
質、土壌・地下水汚染、大気汚染の調査手法の技術移転、これの物質の使用・管理
状況の調査などが行われる。これらの結果を踏まえて、今後は、汚染調査の実態、
修復などの協力が必要となろう。(1997年8月現在)
　また、1998年度の同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして、Map Ta Phut工業団地をﾓﾃﾞﾙ対象地区とした
本格的な大気拡散ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝｿﾌﾄの供与を行った。ｻﾑｯﾄﾌﾟﾗｶﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでは、大気
拡散ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝｿﾌﾄを供与し(ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝを含む)、その取り扱いに関する技術を移
転することにより、他の全ての地域の大気拡散ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝがﾀｲ国独自で行えるように

　今後は地方にも同様のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･ｾﾝﾀｰを拡張していく方針で、来年中には計54に
なる予定である。ｻﾑｯﾄﾌﾟﾗｶﾝ地区での本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはこれらﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･ｾﾝﾀｰの設置と
ﾈｯﾄ･ﾜｰｸ化に大変役立った。(1996年10月現地調査結果)

M/P／その他

報告書の内容

- 327 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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2003年3月改訂

案 件 名

タイ

工業分野開発振興計画

Study on Industrial Sector Development

井上　朗

日本貿易振興会

88.1.31～3.31(12)／88.6.1～6.15(11)
88.11.1～12.20／89.3.7～3.26(計20)
89.11.1～12.20(11)／90.6.11～6.30(11)

13

62～2

476,797 千円

0.00 人月

1990/10

日本貿易振興会
日本鋼管(株)

Department of Industrial Promotion
工業省　工業振興局

　MIDIの機能強化については、設立当初20程度であった研修
ｺｰｽが現在は約90にまで充実しており、業界段階機関誌を通じ
ての情報提供、大手・外資企業と独立中小企業との「縁結び」
事業、日本での研修JICA専門家招請の実施等、提言に沿った
内容が幅広く実施されている。また、ﾃｷｽﾀｲﾙ、ｶﾞｰﾒﾝﾄ産業の
TID及び木製家具のFIDCは着実に機能が強化されており、ま
た陶磁器産業の「ﾗﾝﾊﾞﾝｾﾗﾐｯｸｾﾝﾀｰ」は提言を受けてその後
設立された。ただし、玩具産業の「玩具産業振興機関」は現在
まで設立の動きはない。中小企業法等の制定について見ると、
立法権限は国会にありその国会では伝統的に新規立法は極
めて困難とのことで進展はない。
　BOI投資奨励業種としての認定については、本調査対象業
種のうち金型加工、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工、陶磁器(ｾﾗﾐｯｸ)等がその後
認定されたが、大規模投資が主たる対象である。
　付加価値税(VAT)はその後導入された。また上記の通り中小
企業向けのBOI認定企業並み税制・関税優遇措置について
は、更なる弾力的運用が望まれているところである。また各種輸
入関税免除措置の提言については、ﾃｷｽﾀｲﾙについて原材料
の輸入関税免除が実現したとのことである。(**)へ続く

進行・活用
　輸出拡大から取り残された中小企業、また輸出産業を支えるべき金型加工品　輸出拡大から取り残された中
小企業、また輸出産業を支えるべき金型加工品など裾野産業でもそれに対応できていない中小企業が7業種を
対象に本計画調査は実施された。(金型産業、玩具、木製家具、ﾃｷｽﾀｲﾙ、ｶﾞｰﾒﾝﾄ、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工品、陶磁
器)。この7業種について産業育成および輸出振興のための総合ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを策定。
<行政組織改編>
　金型産業については、工業省工業振興局(DIP)と商工省輸出振興局(DEP)との政策調整・連携を提言。また工
業省内に「資料・情報ｾﾝﾀｰ」の設立を提言。
　他6業種についても、DIPとDEPとの政策調整・連携を提言。またﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工品、陶磁器ではとくに政府部内
に「政策担当ﾕﾆｯﾄ」(振興案作成実施、民間団体との協力、情報整備、関係機関との調整)の設立が新しく提言
されている。
<公的ｻｰﾋﾞｽ機関設立>
　金型産業についてはMIDIの機能強化を提言。具体的には専門家の招請、金型研修機能の強化、OJT、情報
提供、学会の組織・運営、国内技術交流(大手/外資企業と独立中小企業)の推進等である。
　他6業種については、玩具で「玩具産業振興機関」が詳細に提案されている。ﾃｷｽﾀｲﾙ、ｶﾞｰﾒﾝﾄ、木製家具で
は既存のTID及びFIDCの強化が提言されている。また陶磁器では「ﾗﾝﾊﾞﾝ･ｾﾗﾐｯｸ･ｾﾝﾀｰ」設立が詳細に提案さ
れている。
<法整備・政策的配慮>
　金型産業では「中小企業省」の早期制定・施行が提言されている。加えて「金型加工」のBOI投資奨励業種へ
の指定が提言されている。
　他6産業はBOI投資奨励業種としての認定あるいは弾力的運用を求めている。
<税制・関税措置>
　金型産業では負付加価値税の早期導入(当時政府内で検討中)が提言された。BOI認定企業並み税制・関税
優遇措置に加えて金型生産用機械の輸入関税免除が提言されている。
　他6産業では玩具、プラスチック加工、陶磁器では生産機械の輸入関税免除が提言されている。他6産業では
玩具、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工、陶磁器では生産機械の輸出関税免除、ﾃｷｽﾀｲﾙ、ｶﾞｰﾒﾝﾄ、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ、陶磁器では原材
料の輸入関税免除が提言されている。木製家具ではﾊﾟﾗｳｯﾄﾞ輸出税の引き下げが提言されている。
<金融措置>
　金型産業ではﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝの導入が提言されている。加えて既存の制度金融機関(IFTC,SIFO)の積極活用
と、中央銀行輸出ﾘﾌｧｲﾅﾝｽ制度の信用枠拡大・優遇金利設定(市中金利に連動)が提言されている。また中小
輸出業者のための輸出信用保証機関の新設も提言。
　他6産業では6業種とも既存の制度金融の適用が提言されている(*)へ続く

(**)の続き
   1992年に円借款「AJDFｶﾃｺﾞﾘｰB」
(1992.9.14調印、343.75億円)が供与され
ﾀｲ産業金融公社とｸﾙﾝﾀｲ銀行を通じてﾀ
ｲの中小企業に対して優遇金利の中長期
資金を付与。金型産業ではThai Mot and
Die AssociationとThai Foundry Industry
Associationの2業界団体が設立され、双
方ともMIDIの協力を得て定期的に業界誌
を発行しているとのことである。またﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸ産業についてはThai Electral Plating
Forumが約100社の参加を得て設立され
た。
　1989年以降、工科系大学の新設、工学
部の増設が相次いでいる。しかしMIDI(金
型機械産業振興ｾﾝﾀｰ)とFIDC(家具産振
興ｾﾝﾀｰ)等の工業省産業振興局管轄の
公的ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰが設立されている場合
には、そこで職業訓練ｺｰｽを充実させて
いるとのことである。また資格制度につい
ては労働省の管轄とのことで、工業省産
業振興局は現在までのところ検討してい
ない。金型産業、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工、家具等
の分野においては、日系企業との合弁事
業がかなり見られる。ただし、海外市場調
査や輸出ﾐｯｼｮﾝの派遣等の輸出戦略に
関する事項は工業省内でも輸出振興局
(DEP)の管轄とのことで、進捗状況の詳細
は捉えられていない。(1996年10月現地
調査結果)

　本計画調査は産業振興と輸出振興をｾｯﾄで検討し、法律、税制、関税、金融、人
材育成等について幅広い提言がなされているにも関わらず、報告書が提出されたｶ
ｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄは当然ながら工業省産業振興局のみであった。このため、産業振興局に
権限のない分野の提言については実現が遅延していることが多い。
(*)の続き
<業界団体関連>
　金融産業では金型ﾒｰｶｰの業界団体「金型工業会」の設立と定期的「金型情報誌」
の創刊が提言されている。他6産業では、業界団体は既にあったが、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工
では一歩進んで、業界団体と関係政府機関から成る「ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ産業連絡会」の常設

　ﾀｲでは伝統的に省庁間の協力関係が希薄であると言われているが、この傾向は工
業省内部でも見られ、本計画調査のｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄである工業省工業振興局(DIP)によ
ると、DIPとDEPとの政策・連携は実施されておらず現在でも模索されていないとのこ
と。(1996年10月現地調査結果)
2002.3現在：変更点なし
2003.2現在、変更点なし。（2003年2月現地調査結果）

M/P／工業一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

タイ

悪臭防止管理計画

Study on Prevention and Control of Offensive
Odors from Small and Medium Scale Factories in
the Kingdom of Thailand

牧山　聡

(株)環境工学コンサルタント

92.10～94.1

8

3～5

211,827 千円

40.62 人月

1994．1

（株）環境工学ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

工業省工業局
Mr. Issra Shoatburakarn （技術課長）
Mr. Sunaree Veerasawadrak （係長）
Mr. Sugunya Banapaesat （係長）

ﾀｲ政府より日本政府に対し、悪臭測定及び悪臭規制
確立の専門家の派遣が要請された。(1994年10月)。ま
た1996年中にDIW内に悪臭の調査分析等を行う"Air
Pollution Control"という新部局が設置される予定とのこ
とで、その設置決定に本調査が参照されたという。な
お、ﾁｮﾝﾌﾞﾘ県に悪臭ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの設置を計画中。1996
年4月から1997年2月まで悪臭測定技術指導のため2
名の専門家が派遣された。

2002.3現在：新情報なし

進行・活用

本調査（1992.10～1994.1）では調査対象の４業種８工場の悪臭測定を実
施し、悪臭発生源および発生量を推定し、各業種における妨脱臭対策を
短期、中期、長期に分けて提案。

短期対策としては、悪臭対策研究委員会の設置、２年以内の本格的実態
調査の実施、対策マニュアルの作成等が提言された。また本調査で使用
した測定機器および分析室の活用による測定技術の普及・研修の実施が
併せて提言された。

中期対策としては、測定器材の本格整備、「モデル工場（モニタリングをか
ける工場）」の選定、妨悪臭関連の法律整備による規制開始等が挙げられ
た。

長期対策としては測定の定期化、規制の継続、産業廃棄物工場の建設、
個別企業に対する財政的助成措置等が提言されていた。

これらの提言を受けて工場省工場局内に分析室を本調査終
了後も存続させ、供与された悪臭測定機器を使用し測定技術
の研修が行われている。また、本調査期間中(1993年2月と7月)
には工場局職員(ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ)3名を研修員として受入れそれ
ぞれ約1ヶ月間、悪臭測定方法及び悪臭防止対策の研修を
行っている。さらに1994年10月にﾀｲ政府より日本政府に対し、
悪臭測定及び悪臭規制確立の専門家の派遣の要請が出され
た。これにより1996年4月から1997年2月まで、悪臭測定に関す
る専門家2名が派遣され、悪臭測定機器使用の技術指導にあ
たった。しかし短期対策では他に提言された悪臭対策研究委
員会の設置、2年以内の本格的実態調査の実施、対策ﾏﾆｭｱﾙ
の作成等は本格的実態調査の実施、対策ﾏﾆｭｱﾙの作成等は
行われていないとのことである。また中期および長期対策とし
て提言された測定器材の本格整備、「ﾓﾃﾞﾙ工場」の選定、産
業廃棄物の工場の建設等は今のところ予定に挙がっていな
い。つまり現在までのところ測定技術に関する技術移転が中心
に行われているというところである。
　
また中期および長期対策で提言された悪臭規制については
必要な法律が整備されていないし、工業省には立法権限がな
いとのことで実現していない。加えて個別企業に対する財政的
助成措置も工業局の管轄外であるとのことで実現していない。
(1996年10月現地調査結果)　

1997年から1999年にかけてレポート、ビデオ、CDなどを作成し
てキャンペーンを展開。情報の普及が行われた。1998年から
2000年にかけて、マヒドット大学に委託して魚工場、肉工場、
家畜骨を使う産業等とのケーススタディーを実施し、より効果
的な手法や基準作りのための情報収集が行われた。2001年か
ら2002年にかけて、基準化に向けた活動（Study for Official
Order Standard)に向けた活動が行われ、2003年中に規格化さ
れる予定。現在海外の情報等も収集して基準化・規格化の作
業が進められている。（2003年2月現地調査結果）

（平成15年度　国内調査）
情報なし

各省間の独立性が強く、協力意識が希薄である。そのためｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの管轄を超
えて他省に関わる提言はそもそも実現する可能性が低い。
ﾀｲ国会での法律審議手続きが非常に遅く、新規立法に関する提言とその新規法律
に根拠を置かざるを得ない対策の提言は、早期の実現可能性が低い。(1996年10月
現地調査結果)

（平成15年度　国内調査）
情報なし

M/P／その他

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

タイ

省エネルギー計画アフターケア調査

The Study (After-Care) on the Energy
Conservation Project in the Kingdom of Thailand

中川　暉雄／石田　寛

(財)省エネルギーセンター

93.8.5～93.9.3／93.10.13～93.11.10
94.2.21～94.3.10／94.7.3～94.9.15
95.1.16～95.1.25

15

5～6

214,685 千円

42.07 人月 （内現地28.58人月）

1995/3/1

（財）省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ

Ministry of Science, Technology and
Environment
Dr. Pathes Sutabutr (Director General)

本ｱﾌﾀｰｹｱ調査報告書提出後、提言はほぼ全て着実
に実現している。本調査は、ﾀｲ側ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄから前回
の省ｴﾈ調査(THA104)同様、調査中のOJTによる効果
的な技術移転を含めて高く評価されている。(1996年10
月現地調査結果)

1995年に「省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進法」が施行された。1997年か
ら2000年にかけ、法で規定されている工場の指定が順
次行われている。 法で規定されている｢エネルギー管
理者｣の数・能力を向上させ,さらなる省エネ推進のため
｢エネルギー管理者訓練センター｣を開設することとな
り、JICAプロ技支援要請が出された。2002年2月にRD
締結。（協力期間3年、長期専門家4名）
2002.4 「エネルギー管理者訓練センター」プロジェクト
開始（～2005年4月）。　　　　
2002.8 短期専門家（研修制度）派遣　　　　　　　
2002.9 短期専門家（試験制度）派遣
2002.10 研修生3名（技術）受入れ(2003.1現在）

進行・活用

本調査は1982年～84年に実施した「タイ王国省エネルギープロジェクト開
発計画調査」のアフターケアとして位置づけ、1992年4月にタイが公布した
「省エネルギー促進法」に関するアクションプランエネルギー関連データ
ベース構築作成に対する提言および省エネルギー診断技術移転を行うこ
とを目的とし、次の項目について調査した。

1.アクションプラン
　1）エネルギー開発促進局（DEDP）の組織改善
　2）DEDP地方事務所の設置
　3）省エネルギー促進基金のフォローアップ
　4）エネルギー管理者の育成

2.エネルギー関連データベース構築

3.OJT、ワークショップによる省エネルギー診断技術の技術移転
　1）工場、建築物省エネルギー診断技術
　2）工場、建築物省エネルギー改善計画作成技術
　3）工場、建築物省エネルギー推進計画評価技術

1.DEDPを省ｴﾈﾙｷﾞｰに関する規制部門、促進部門、 研修部
門に3部門に組織変更し、省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進法の要請に対応で
きる組織にした。

2.「省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進法」により設置が求められているエネルギー
管理者の育成のための研修制度を確立し、実施している。

3.DEDPは供与機材を使用して、工場診断を実施している。

4.指定工場・建築物に定期的提出が義務づけられているｴﾈﾙ
ｷﾞｰ使用状況および省ｴﾈﾙｷﾞｰ計画に関してﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを整備
し、業務に役立てている。

また本調査を通じた技術移転は以下の通りである。

1.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対し、現地において調査団連携機材を使用し
た工場診断技術をﾜｰｸｼｮｯﾌﾟおよびOJTにより指導した。

2.1994年10月、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ7名が日本で以下の3研修に参加
した。
　(1) 日本の省ｴﾈﾙｷﾞｰで政策
　(2) 産業界の省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進方法
　(3) 工場の省ｴﾈﾙｷﾞｰ優秀事例研究。

3.1994年10にﾀｲ王国省ｴﾈﾙｷﾞｰ調査のｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ8名を受入
れ、以下の4研修を実施した。
　(1) 省ｴﾈﾙｷﾞｰ政策の的確な実施
　(2) 日本の省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進税制
　(3) ｴﾈﾙｷﾞｰ管理士制度
　(4) ｴﾈﾙｷﾞｰ関連ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの整備
(1996年10月現地調査結果)

（平成15年国内調査）
2003.3　研修生2名（政策）受入れ
2003.4－6短期専門家3名（研修設備据付、試運転）派遣
2003.7　研修生3名（技術）、1名（政策）受入れ
2003.9 短期専門家　2名（研修テキスト、試験制度）派遣

(平成１６年度国内調査）
１．次段階調査：省エネ政策・制度調査（進行中のエネルギー管理者訓練センター支援策として工場診断研修の提案）
２．技術協力：
　１）研修員：４名　実技訓練ノウハウ修得、２００４年６月２８日～７月３０日
　２）専門家派遣：１名　新エネルギー管理者制度支援、２００４年７月１１日～７月１７日　

（平成16年度在外調査）
１ 研修員受入：

省エネ促進基金（ENCON　Fund）は、エネルギー管理者の認定研修援助,省エネルギー診断並びにその結果に基づく省エネ
ルギー設備導入への資金援助、新エネルギー開発研究資金援助などに利用されている。その運用資金額はこれまでに約450
億円に上っている。

（平成16年度　在外調査）
カリキュラム、指導マニュアル等、研修に必要なツールは用意し、現在PREパイロット研修コースの実施過程にある。

M/P／エネルギー一般

報告書の内容

- 330 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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案 件 名

タイ

工業分野振興開発計画（裾野産業）調査

The Industrial Study Development (Supporting
Industry)

稲員　詳三

ユニコ　インターナショナル(株)

93.9～12

12

5～6

214,798 千円

57.85 人月

1995．3

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

工業省工業振興局（DIP）
Manas Sooksmarn
Director-General
Department of Industrial Promotion
Ministry of Industry

本報告書の提出後、政府発行の資料でもこの報告書のﾃﾞｰﾀ・図表をそのまま転記
しており、提言の実現化に加えて業界に関する基礎的資料を提供したという意味
で、本計画調査報告書は有効に活用されている。(1996年10月現地調査結果)
　
1999年2月より同年8月まで、ﾀｲの経済危機を踏まえた中小企業の振興について、
JICAのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を実施した。同調査による提言は、ﾀｲの中小企業振興基本
法として法制化されている。(1999年12月現在)
　
中小企業、自動車、電気・電子の各分野毎にｲﾝｽﾃｨﾁｭｰﾄを設立。現在、日本政府
の支援を受け各々の組織強化が図られている。(2000年11月現在)　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2002年2月現在、本調査の役割は、同フォローアップ調査に受け継がれている。本
調査報告書の役割はほぼ完了したのかもしれない。結局提案17プログラムのうち、
13プログラムが実施された。未実施分は工業省（カウンターパート）の管轄外のプロ
グラム、あるいは民間の協力が必要なものであった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003年2月現在、変更点なし。（2003年3月現地調査結果）

（平成16年度　国内調査）
特記事項は無し。

（平成16年度　在外調査）
MIDIは組織改革を行い、工業促進省（Dep. of Industrial Promotion）の「裾野産業
開発局（Bureau of Supporting Industry)」の一部となった。BSIDは、4つの部門と1つ
の課に分かれている。
　１）機械と金属工業部門、２）業務委託促進部門、３）産業部品製造開発部門、４）
包装印刷部門、５）ゼネラルアドミニストレーション課

進行・活用

　本調査ではタイ中小企業と外資企業の双方に企業アンケートを実施し、
民間のニーズに迫り、１７の個別プログラムを提言した。そしてそれらのプ
ログラムの予想/期待される定量効果を明記してタイ工業省に提示した。　
＜行政組織改編＞　中小企業/裾野産業振興のため、工業省工業振興
局（DIP)再編が提言されている。再編後DIPは調査課、政策課、振興課、
下請企業課、金融課、地方中小企業課から成る。（Pro3）
＜公的サービス機関設立＞ 官民資金により財団を設立し、公的センター
の運営を委託することにより、民間のニーズ・活力を導入する。（Pro 9）
＜法整備・政策的配慮＞　裾野産業や中小企業に特定した政策は従来
体系化されていないので、「中小企業基本法」と「下請企業振興法」の制
定を提言。（Pro 1,2）
＜税制・関税措置＞　下請取引契約におけるSupplier側の新規雇用・教
育・R&D費用を法人所得税から減額、Buyer側の技術指導費も法人所得
税から減額。（Pro 6）
＜金融措置＞　中小企業向金融・保証制度はひととうり整っているので、
それらの改善(融資限度額引き上げ、金利・返済期間・据え置き期間の改
善、代理貸付の全国ﾈｯﾄﾜｰｸ化と政府による利子補給・保証料負担、信用
保険会社の設立と、機材リース支援(利子補給、支払保証、加速償却)を提
言。（Pro12）
＜人材育成＞　<技術者養成>1)総合的巡回技術指導プログラム（Pro7）　
2)裾野産業への技術検定制度の新規導入（鋳造、金属ﾌﾟﾚｽ加工、ﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸ加工、金型制作に）（Pro8）　3)企業-大学協同職業訓練機関への学
校法人格の付与（Pro10）。4)技術者の育成プロジェクトの継続（Pro 14）
<管理者養成> 経営者再教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(制度金融、ﾘｰｽ支援申込の条件)
（Pro13）
＜その他＞各種産業統計の整備（Pro 4）。 BUILD活動（下請契約促進・
ﾏｯﾁﾝｸﾞ）の拡大（Pro 5）。投資支援策として1) 海外中小企業ｸﾞﾙｰﾌﾟによる
「ｸﾞﾙｰﾌﾟ投資誘致ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」（Pro15 ）2) 新規企業家支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（Pro 16）
3) 隣接業界からの｢新規参入支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣（Pro 17）

　「裾野産業振興課」(98人)と「産業振興政策計画課」(30人)の
新設を含めたDIPの大規模改編を予定している。この改編案は
1996年8月に国王の署名がなされており、2ヵ月以内に実施さ
れる予定である。「裾野産業振興課」は、業界組織化、試験ｻ
ｰﾋﾞｽ、ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ、大企業との縁結び、情報提供、各種行政
事務等を担当する。また現在のところ政策立案を行い政府に
働きかける部署がないので、新設の「産業振興政策計画課」は
それを担当する。現在JICAに対し「裾野産業ｾﾝﾀｰ」設立ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄを申請中である。金型産業における現在のMIDIのような
機関を目指している。今回ﾋｱﾘﾝｸﾞしたDirectorによると、このよ
うなｾﾝﾀｰは本来、民営で行われるべきと考えており、なるべく
民間の協力を得て業務を実施したいとのことである。これらの
法律の必要性は以前より高く認識されており、法案は既に作
成済みで産業大臣に提出されている。しかし、ﾀｲ国では法案
を国会通過させることは極めて困難であり、まだ設立していな
い。このような中小企業基本法が未だにないことが、効果的か
つ整合的な中小企業施策が実施できない最大の原因になっ
ているとの分析もあり、この分析とほぼ同様の認識を工業省も
有している。しかし立法権限は国会にある以上、如何ともし難
いというのが現状であるが、毎回内閣が変わるたびに期待して
いる。1993年10月にﾀｲ投資委員会(BOI)は4業種(金型、ｼﾞｸﾞ、
鍛造、鋳造)を、今後技術発展をはかるべき基礎的工業の対象
業種に指定し投資奨励されることとなった。そして1994年9月に
同委員会は「特別業種として10業種をｻﾎﾟｰﾃｨﾝｸﾞｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰと
して定める規定」を発表した。同布告では、上の4業種を含め
14業種に対し、次の通りの税制・関税優遇措置を付与した。機
械輸入関税の免税(BOI第1、2地域50%、BOI第3地域100%)、
法人税の8年間免除、外資出資比率規制の適用除外等。ﾀｲ
産業公社(IFCT)が1985年にOECFの融資を受けた中小企業
育成ﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝ(正式名称:IFCTﾛｰﾝ)を設けて実績をあげ
ており、中小企業金融公社(SIFC)が同様のﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝ融資
をOECFに申請し決定した(35.08億円、LA9.9.30)。また1992年
にIFCT、大蔵省、ﾀｲ銀行協会の3者で「小規模企業信用保証
公社(SICGT)」という融資保証機関が設立され、中小企業の担
保不足を補っている。1992年に日本の経団連とﾀｲ工業連盟の
出資により、ﾀﾏｻｰﾄ大学にﾀﾏｻｰﾄ大－ﾀｲ工業連盟工科大学
が設立され、私立大学としての学校法人格が付与されている。
また日本のJODCの協力を得て巡回技術指導が実施されてい
る。裾野産業への技術検定制度の新規導入や経営者再教育
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ新設については前述のｻﾎﾟｲﾝｾﾝﾀｰ設立に際して検
討したい傾向である。各種産業統計は近年の次第に拡充・整
備されて来ており、BUILD活動についても活発に実施されてい
る。ただし新規参入支援に関しては特に新しい動きはない。
(1996年10月現地調査結果)

本報告書における提言の実現化状況を概観すると、各提言分野で何らかの具体的動きや成果が見られる。1988年の工業分野
振興計画調査でも幅広い提言がなされたにも関わらず、報告書が提出されたｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの工業省産業振興局に権限のない
分野の提言については実現しない提言が多かった。しかし本裾野産業育成調査においては、かなり広範囲で提言が実現しつ
つある。この理由としては、1)政府が裾野産業育成の重要性を認識するようになったこと、2)本調査報告書がﾀｲにおけるほとん
ど唯一の総合的裾野産業調査であり、政府機関内で裾野産業について論じられるときは必ず参照されている、といったことが
考えられる。政府発行の資料でもこの報告書のﾃﾞｰﾀ・図表をそのまま転記しており、提言の実現化に加えて業界に関する基礎
的資料を提供したという意味で、本計画調査報告書は有効に活用されている。(1996年10月現地調査結果)

（平成15年度　国内調査）
裾野産業のみならず、中小企業振興全体も視野に入れた提案を行ったため、当該報告書は同国の中小企業振興施策のガイ
ドラインとなるとともに、わが国からタイ国中小企業振興に関わる技術協力の基本計画としても活用された。

次段階調査：タイ工業分野振興開発計画（裾野産業）フォローアップ調査（THA116)
提案事業：エンジニアリング・プラスチック研究協力（NEDOの無償供与 1997）

2002年3月現在：タイにおける中小企業振興策は、次段階（民活など）へ移行するであろう。

M/P／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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案 件 名

タイ

タイ生産統計開発計画（フェーズ1）

A Study on the Development of Industrial
Statistics in the Kingdom of Thailand

黒川　雄爾

ユニコ　インターナショナル(株)

98.8～ 4回　計6ヶ月

9

10～11

144,131 千円

40.95 人月

1999.6

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
三井情報開発(株)

工業省産業経済室工業情報センター
（OIE-IIC）

フェーズ2の終了時にOIEの中での月次統計の業務改革が行われた。現在、
OIE-IICが独自に、日本人専門家の指導を得ながら月次統計を拡大整備してい
る。
2002.3現在：「生産統計開発計画調査(フェーズ2)」に引き継がれているので、
フェーズ2要約表を参照のこと。
2003.3現在：新規変更等に関しては「生産統計開発計画調査(フェーズ2)」に記載。
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成16年度国内調査）　フェーズ２（案件番号：THA/M 119/00）参照。
(平成17年度国内調査）　法律で実施を確保し、中央銀行が月次統計の実施権限
を工業省に移管したことに加えて、IMFの統計整備の勧告が出たことにより予算が
つき、人の増員・機材の導入ができたことから、月次統計の実施体制が整い、日本
商工会議所が支援してくれ、しかもニーズがあり、結果をインターネットで世界に毎
月迅速に伝えることができるという好条件が重なったことが幸いしている。
　JICAが実施したのは月次生産統計のみであり、これに関しては他の援助は無く、
タイの予算で実施されていると思われる。但し、工業統計は広範囲に亘るため、他
のドナーが支援している可能性が高いと思われる。
(平成17年度在外調査)　 特記事項なし

進行・活用

本調査において、速報性と信頼性を備え、かつ国際標準に適う月次生産
指数の公表を目指し、設計、実査、審査・修正、製表、分析、公表といった
各作業ｽﾃｯﾌﾟを網羅した生産統計開発計画をﾀｲ国工業省工業情報ｾﾝﾀ
ｰに提案するとともに、各種ﾏﾆｭｱﾙ及びﾜｰｸｼｮｯﾌﾟｾﾐﾅｰを通じて技術移転
を行った。

1.1999年1～3月にﾊﾞﾝｺｸ及びその周辺の377事業所のパイ
ロット調査を実施し、これに引続きタイ側で実施している。
2.臨時予算ではあるが、1999年度87百万バーツという巨額の
実行予算をとり、2000年度通常予算に17百万バーツの内示を
得ている。2000年度13人の増員要求を行い5人の増員に成功
した。
3.長期専門家(実査、公表担当)が、それぞれ1999年11月及び
2000年1月に派遣された。
4.1999年2月にフェーズ2のS/W協議が行われ、1999年7月～
2000年7月にフェーズ2調査が実施され、調査対象事業所の拡
大ﾘｽﾄの作成、指数開発及びｿﾌﾄｳｪｱ開発を行った。
(平成17年度在外調査)
次段階調査：　生産統計の月間調査
　実施期間：　2000年6月～
　実施機関：　産業経済局
　目的：　タイの製造業における月間の生産傾向を明らかに
し、工業製品生産を管理する組織の設立を目指す。産業経済
局は、付加価値によって計られる生産指標、船積み指標、製
品在庫指標、在庫率指標、容量利用率、労働指標、労働生産
性指標を設定した。
　資金調達：
　　調達先：　自己資金
　　調達額：　年間6百万THB
　進捗：　2005年現在までの6年間で50の産業（ISIC4桁）にお
ける203項目について統計取得。
　裨益：
　　裨益対象：　政府及び民間組織（国際機関も含む）
　　裨益効果：　1ヶ月につきおよそ6,000人が産業統計のウェ
ブサイトにアクセスした。月間指標報告書のコピーがおよそ
2,000枚以上配布された。

1999年2月にフェーズ2のS/W協議が行われ、1999年7月～2000年7月にフェーズ2調査が実施され、調査対象事業所の拡大ﾘ
ｽﾄの作成、指数開発及びｿﾌﾄｳｪｱ開発を行った。
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成15年度在外調査)　2000年6月に行われた次段階調査では、製造業セクターの月次生産傾向が明らかになった。OIEは以
下の8つの指数を作成：生産指数（生産価値）、生産指数（付加価値）、出荷指数、製品在庫指数、在庫指数、稼動率指数、労
働指数、労働生産性指数。この月次生産統計調査はタイ政府からの資金で行われている。本調査は当初10産業分野の４9品
目に関して行われていたが、現在は50産業分野の203品目にまで発展している。この調査結果を示した報告書や生産統計に
ついてのウェブサイトは、政府や国際機関、民間セクターによって活用されている。技術移転に関しては、ASEAN諸国に対して
特別に計画された生産統計についてのセミナーを、カウンターパート2名が受講。
裨益効果としては、生産統計に関するウェブサイトに月５,０００件のアクセスがあり、およそ６９０部の月次統計レポートが配布さ
れた。
(平成16年度在外調査)　月次産業統計のウェブサイトは、約6000ヒットしている。また月次産業統計レポートは、約2000部配布
されている。
(平成17年度在外調査) 特記事項なし

1. 産業統計の集団研修1人と、同時期にカウンターパート研修として3名を受け入れた。
(平成17年度在外調査)　
　研修：　ASEAN諸国の産業統計に関する研修　2名　2001年10月～11月までの32日間
　専門家派遣：　2名　2001年～2002年

M/P／工業一般

報告書の内容

- 332 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名
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氏名
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査

団

団長
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実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

タイ

タイ工業分野振興開発計画（裾野産業）フォロー
アップ調査

The Follow Up Study on Supporting Industries
Development in the Kingdom of Thailand

稲員　詳三

ユニコ　インターナショナル(株)

99.3～ 6

12

10～11

133,863 千円

36.65 人月

1999．10

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
(財)国際開発センター

工業省工業振興局計画課

提言した17プログラムの大半が、一部修正を加えられて実施に移されている。本報
告書に相前後して提出された水谷レポートにおいても、ほぼ同様の提言がなされ
ており、お互いが補完しあう形となっている。このことが、タイ側のすばやい反応に
つながっているものと思われる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　
2002.3現在：経済産業省の委託による現状把握調査が、何度か行なわれていると
聞く（IDCJなど）。JICA(役務提供)によって、タイ国の中小企業振興策の見直し調整
が行なわれる予定（2002年3月）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003年3月現在、JICAプロ形調査団「地方クラスターにおける中小企業診断制度
の展開」が訪タイ。本調査の継続の位置付けとなるものと考えられる。
(平成17年度在外調査)
次段階事業： SIC及び鋳型技術開発
　資金調達先：　自己資金　円無償823,348,000 JPY
　研修：　DSIDから13名　3ヶ月
　専門家派遣：　長期専門家：　9名　短期専門家：　27名　機械の操業、鋳型技術
及び鋳型取付けに関する研修を実施
　裨益対象：　タイ鋳型産業及び関連産業
　裨益効果：　SICプロジェクトは、タイの鋳型産業における労働者の知識及び技術
の向上に貢献している。このプロジェクトではコンピューター技術（CADCAM）を利
用し、民間企業の人々がかつて2次元で行っていた設計を3次元で行う研修を行っ
ている（2003年はおよそ250名）。このことにより、域内での高品質の部品の生産が
可能となり、国際市場での競争が可能となる。また、SICはプラスチック産業及び自
動車産業の急速な発展に結びつくよう計画されている。
状況：　SICプロジェクトが終了すると、タイ王国政府は引き続き、鋳型及びダイ産業
発展のため5年にわたる基幹プロジェクト「タイ鋳型及びダイ開発プロジェクト」を発
表した。このプロジェクトは主に3つの戦略（(1)人的資源開発 (2)技術開発 (3)下請
け及びネットワーク開発）からなっている。このプロジェクトは昨年始まり、産業省の
管理下にある。

進行・活用

5大戦略の下、合計17のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを提言した。この中には調査終了時期に
一部準備が開始されたものも含まれる。
　
5大戦略は次の通り:
1)中小企業金融の強化
2)中小企業の経営協力・技術の向上
3)中小企業の人材育成
4)中小企業の市場開拓支援
5)中小企業のﾋﾞｼﾞﾈｽ環境の整備

・中小企業インスティテュｰトの設立
・自動車インスティテュｰトの設立
・電気・電子インスティテュｰトの設立
・中小企業向け信用保証枠の拡大
・SIFCの強化
・ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙの創設
・中小企業診断士の育成と診断制度の普及等
・自動車インスティテュｰトの活性化については、部品産業への
技術移転プログラムが、JICA専門家、JODC派遣専門家、シニ
アボランティア約10名前後で実施中（2000年から）。
・電気・電子インスティテュｰトについては、JODCのコンサル
ティング型専門家派遣事業により活性化計画調査完了（2001
年）。
・中小企業診断士育成は、JICA・JODCの専門家派遣によっ
て、ODA支援が3年目に入る。
（平成17年度国内調査）
次段階事業：　タイ国中小企業クラスター及び地域開発に資す
るコンサルティング・サービスの開発
　実施期間：　2004年1月　-　2005年10月
　実施機関：　JICA（経済開発部）
　目的：　産業クラスター振興アプローチを採用した中小企業
振興の手法開発と、全国展開の方法提言。前後調査は中小
企業振興マスタープランとして広い範囲の提言をしている。
　裨益効果：　当該フォローアップ調査は、中小企業振興の基
本計画を提供し、タイ国政府が採用した。
　提案事項の多くは、「宮沢基金」によって実施されている。中
小企業振興にIIRPの果たした役割は大きく、具体的事業が根
付いているもの、役割を終えたもの、資金的問題から自立の方
向へ舵を切ったものがある。

1997年のタイ通貨危機により製造業が受けたﾀﾞﾒｰｼﾞは大きく、早急な構造改善策の実施が求められていた。そのような中でな
された本調査での提言は時節を得たものであった。　　工業省によると、タイ工業分野振興開発計画調査（裾野産業）(1995)報
告書ならびにタイ工業分野振興開発計画（裾野産業）フォローアップ調査(1999）報告書の英文要約版は、タイ側によりタイ語に
翻訳・製本され関係省庁並びに関係機関に配布された。２つの報告書の提言の内、おおよそ70％程がそのまま、あるいは若干
の形をかえて実施に移された。（2003年2月現地調査結果）
(平成15年度国内調査)　日本NEDO無償供与。供与先：タイ自動車インスティテュｰト
2000年度：4，200万円　（大型環境試験機、小型環境試験機）
2001年度：3，200万円　（CAD/CAM/CAEワークステーション）
(平成15年度在外調査)　本開発調査を受けて、中小企業振興のマスタープラン（2002年～2006年）が策定された。
(平成16年度国内調査)
技術協力：
　タイ国自動車産業技能検定支援方策策定調査（JODC）：　2002年4月～4.2ヶ月　7人
　タイ国自動車産業における技術人材育成に係るF/S調査（JETRO）：　2004年7月～2005年1月
タイ国中小企業産業クラスター及び地域開発に資するコンサルティング・サービスの開発にかかる調査（JICA）： 2004年2月

(平成16年度　国内調査)
　タイ国自動車産業技能検定支援方策策定調査(JODC)、2002年4月～4.2ヶ月、7人
　タイ自動車産業における技術人材育成に係るF/S調査(JETRO)、2004年7月～2005年1月
　タイ国中小企業クラスター及び地域開発に資するコンサルティング・サービスの開発にかかる調査（JICA）2004年2月～2005
年10月

M/P／工業一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

タイ

タイ国ヒ素汚染地域環境改善計画調査

The Environmental Management Planning Survey
for  Arsenic Contaminated Area of the Nakhon Si
Thammarat Province in the Kingdom of Thailand

大屋　峻

三井金属資源開発(株）

98.9～00.3

11

10～11

197,505 千円

49.25 人月

2000.3

三井金属資源開発(株）

Environmental Research and Trainning Center
MOSTE
Ms. Sukanya Boonchalermkit
Head of Toxic Substances Dept.

2001年初旬：本調査結果を基にヒ素汚染地域を環境保護地域に指定する政府方
針が決定された。
2001年上旬以降：数度にわたり指定のための地元公聴会を開催。
2001年末：地元住民が指定に同意。
2002年：国家環境会議で正式な指定が行なわれる予定。その後、必要予算措置が
とられ､本格調査が実施される予定。
2003年1月：相手国政府内で案件創出中。
(平成16年度国内調査)　特記事項なし
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

進行・活用

本調査により砒素汚染の進んだ地区が抽出され、その汚染機構が明らか
になった。

提言としては、
　1)砒素汚染された土壌の除去
　2)新規汚染の回避
　3)汚染地下水の浄化
　4)地下水の監視
　5)地元住民の啓蒙
である。

砒素汚染の進んだ地域の環境保護地域指定の為に、国家環
境会議へ提案された。
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成15年度在外調査)　本調査の結果を受けて、以下の次段
階調査がタイ政府の出資によって実施されている：
1）タイにおける廃棄汚染危害評価と管理：ロンフィブン地区の
事例（2001年10月～2002年10月）
2)ロンフィブン地区の砒素汚染地域改善についてのF/S（2002
年10月～2004年10月）
3)砒素汚染された農作物についての調査（2002年10月～2003
年10月）
4)自然素材を使った砒素濾過設備について（2002年10月～
2003年10月）
5)ロンフィブン地区における砒素汚染の土壌安全レベルにつ
いての調査（2002年10月～2004年4月）
(平成17年度国内調査)　特記事項なし
(平成17年度在外調査)
次段階調査：　ヒ素汚染地域環境改善計画調査　(F/S on the
improvement of arsenic contamination area in Ronphibun
district)
実施期間：2002年10月?2004年10月
実施機関：ERTC
目的：　汚染地域における詳細調査、汚染地域改善のための
適正技術調査、及び政策と計画の改善のための現地住民の
要求調査
資金調達先：　自己資金
2002年　400,500 THB
2003年　407,632 THB
進捗状況：　完工

調査結果ならびに提言を受け、県知事ならびにタイ国政府環境部署は汚染の深刻さを実感し、その対処に熱心に取り組んで
いる。また、タイ国政府科学技術環境省では環境保護地域指定後の対策実施の技術援助を希望しており、個別専門家の派遣
を要請した。本調査のサブC/P期間であった工業省鉱物資源局では、本件で扱った錫鉱山跡地が全国に散在し同様の問題
が多いことから、より包括的、全国的、持続的な対策を検討しており、その立案に我が国の協力を要望している。
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成15年度在外調査)　本調査の結果を受けて、以下の次段階調査がタイ政府の出資によって実施されている：
　1．タイにおける廃棄汚染危害評価と管理：ロンフィブン地区の事例　（2001年10月～2002年10月）
　2．ロンフィブン地区の砒素汚染地域改善についてのF/S（2002年10月～2004年10月）
　3．砒素汚染された農作物についての調査（2002年10月～2003年10月）
　4．自然素材を使った砒素濾過設備について（2002年10月～2003年10月）
　5．ロンフィブン地区における砒素汚染の土壌安全レベルについての調査（2002年10月～2004年4月）
(平成16年度在外調査)
予算状況：政府予算
1 砒素汚染水除去のための赤土の適用：160 000バーツ

(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

M/P／鉱業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

タイ

ナコンラチャシマ地域産業開発計画調査

The Study on the Master Plan for the Industrial
Development in the Provincial Cluster of Nakhon
Ratchasima, Buri Ram, Surin and Chaiyaphum in
the Kingdom of Thailand

渡辺洋司

ユニコインターナショナル株式会社

99.1～2/00.1～2/00.3～4
00.5～6

11～12

135,766 千円

39.67 人月

00.　6

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
財団法人国際開発センター

工業省工業経済局

調査時と政権が変わったものの、現政権においても地方開発重視の視点は変わら
ず、調査で提言した中から｢一村一品運動｣が全国に展開されることとなった。この
他、産地診断プログラムが工業省で実施されている。
(平成16年度国内調査)　「一村一品運動」は、タイ政府（タクシン政権）の重要施策
として依然展開中。また、その次段階調査として、「JICAタイクラスター開発調査」が
全国に展開する形で現在進行中。同調査は、来年6月まで実施される。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

アクションプランとして合計38のプロジェクト・プログラムを提示し、その中で
特に重要性が高いと判断された以下の10プロジェクト・プログラムについて
は、実施後期待される効果や実施の手順についても検討した。
①地域産業開発公社の設置プロジェクト
②一村一品運動の普及
③先端農産物加工研究実用センター設立プロジェクト　
⑤経営トップエグゼキュティブセミナープログラム
⑥産地診断プログラム*1　
⑦PRIDプログラム*2の継続　
⑧ツーステップコントラクト*3推進プログラム
⑨Marketing & Designセンター設立プロジェクト
⑩内陸コンテナデポの建設プロジェクト
(注）　*1　地場産業の産地診断　
*2　タイ工業省の施策“Promotion of Rural Industrial Development　
Project”
*3　現地企業が日系部品企業に納入し、日系部品企業は自社製品として
品質を保証し、日系メーカーに納入、全ての責任は日系部品企業が持
つ。

一村一品運動の全国展開：この運動についてはそのための基
金が各県に配分され、工業省の産業振興局が中心となって指
導している。
　新政権の2001年2月の発足の後、同年8月には「全国一村一
品推進委員会」が設立され、同年10月には同委員会の下に9
つの付属委員会（サブ・コミティー）の設置が決定され、施策の
実施機関として全国一村一品開発推進事務所（オフィス）の設
定が決定した。なお同委員会の委員長は副首相、副委員長は
内務大臣が担当している。現在は、同事務局が各県等への指
導を実施している。（2003年2月現地調査結果）
(平成15年度　在外調査)　次段階調査として、地域産業開発
についての活動計画策定調査が行われた。この調査によっ
て、タイ国５地域における産業開発の対象産業・地域が選定さ
れた（2002年4月～2003年4月）。工業省によりコミュニティ製
品、文化的製品、中小企業製品の3つに分類され、現在450の
潜在的な製品が開発途上にある。
(平成16年度国内及び在外調査)　「一村一品運動」がタイ政府
（タクシン政権）の重要施策として展開されている。また、次段
階調査としては全国に展開する形で、現在進行中であり、来年
6月まで実施されるの「JICAタイクラスター開発調査」が上げら
れる。
(平成16年度在外調査)　マスタープランの展開において、タイ
国地域開発計画アクションプランの作成に利用されている他、
04年11月に国会にて承認されたタイ国地域クラスター開発
（Provincial Cluster Development)の作成ガイドラインとして、そ
の一部が利用されている。
(平成17年度国内調査)
次段階調査：　タイ国中小企業クラスター及び地域開発に資す
るコンサルティング・サービスの開発調査
　実施期間：　2004年2月　-　2005年10月
　実施機関：　JICA、タイ工業省工業振興局（DIP）
　目的：
　　1)　産業クラスター新興に係るマスタープランとアクションプ
ランの策定
　　2)　モデルクラスターにおけるパイロットプロジェクトの実施
　　3)　産業クラスターアプローチによる中小企業振興策の全
国展開方法の提言
　技術協力：
　　研修：　クラスターアプローチ研修
　その他：
　　標記調査報告書での「産地診断プログラム」、「産業開発公
社の設置プロジェクト」などが本調査を取り上げる出発点となっ
ている。尚、提案事業は内容を一部変更した形で実施されて
いる。

日本のＮＧＯや地方自治体の積極的な支援がある。工業省によると、同調査報告書は工業省により、ほぼ全土の地方自治体
に配られ、地方振興のモデルケースとなった。「村落活性化ファンド（Village and Urban Revolution Fund)」が設立されて、予算
を受けて民活による一村一品運動が全国で展開されている。しかし、マーケットに即した製品開発を行う人材の不足や、経営的
指導を行える人材の不足等からいくつかの問題の提起へとなってきている。（2003年2月現地調査結果）
(平成15年度国内調査)　提言として取り上げられた一村一品運動は、主にタイ内務省と工業省によって、その後も重要プログラ
ムとして実施されている。ただ、地方においてリーダーとなるべき人の養成や、製品の差別化は依然として開発の課題である。
また、同時に提案した産地診断プログラムも、JICAの新たな開発調査として取り上げられる予定となっている。
(平成15年度在外調査)　本調査結果は、タイ国の地域開発計画策定の為のガイドラインとして部分的に使用された。現在、工
業経済局により地域産業開発振興プロジェクトが継続されており、政府機関、民間セクター、NGOや工業省から支援を受けた
現地の人材との連携に力を入れている。その結果、42産業分野の参加による290の製品がタイ国5地域において準備されてい
る。プロジェクトサイトは61地区にわたり、229の商業セクターと18,603人の現地の人材が参加している。
(平成16年度国内及び在外調査）　「一村一品運動」は、タイ政府（タクシン政権）の重要施策として依然展開中。また、その次
段階調査として、「JICAタイクラスター開発調査」が全国に展開する形で現在進行中。同調査は、来年6月まで実施される。
(平成17年度国内調査) 次段階調査の実施に加え C/Pの政策に於いて活用されている

都市部と地方の経済格差が拡大し、BOIの投資だけでは産業が発展しない地方もある。
(平成15年度国内調査)　一村一品運動セミナーへの研修員受け入れ（北九州センター）
(平成16年度国内及び在外調査)　一村一品については研修員受入、専門家派遣とも、（双方の）地方自治体レベルまで含める
と多数。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／工業一般

報告書の内容

- 335 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

タイ

生産統計開発計画調査報告書(フェーズ2)

A Study on the Development of Industrial
Statistics in the Kingdom of Thailand (Phase 2)

黒川 雄爾

ユニコ インターナショナル株式会社

99.7～12/00.1～3/00.6～7

7

11～12

116,781 千円

30.01 人月

00. 7

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
三井情報開発株式会社

工業省工業経済局

プロジェクトの最終段階で工業省では機構改革があり、局長・課長が交替したが、
JICAから専門家2名が派遣され(2000.11～2002.1)、工業統計が毎月作成・公表さ
れていた。
1)能力のある職員が5人増員された。
2)月次統計を実施するための予算が毎年つくようになった。
3)10業種、150事業所で2年間公表してきたが、本年夏には規模が3倍に拡大され
る見通し。
2003年3月現在：対象業種を49業種に拡大し、現在も同じシステムをベースにして
運営されている。
(平成16年度国内調査)　JICAは2003年に専門家ベースで統計調査の規模拡大を
実施した。JICAは開発調査で、同様の月次生産統計をフィリピン（200１-03）、ヴィ
エトナム（2004）について実施している
(平成16年度在外調査)　特記事項は無し。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

進行・活用

調査の目的は、同プロジェクトのフェーズ1調査の結果に基づいて以下の4
点を実施することにある。
1)統計処理用の本格的コンピューターシステムの開発に関する提言
2)月次生産動態統計調査の実施（実査拡大、審査・分析・公表、体制づく
り等）に関する提言、各種指数の開発、コンピューターシステムの運用
3)カウンターパートへの技術移転
4)工業生産指数の公表開始パーソナル・コンピューター、サーバーと汎用
ソフトを多用した分散型コンピュータ・システムを開発し、審査負担を軽減
し、2000年5月以降毎月公表できるようにした。

報告書の他に、統計作成のための各種マニュアル、 コン
ピューターシステムを作成し、研修を重点的に行なったので、
人材が育成されてきている。
（2002年3月現在、現地でのﾋｱﾘﾝｸﾞ）：フェーズ１の終了時の
1999年にはWeb上で成果を公開した。また、この調査で作成さ
れたシステムや成果は他のタイの機関でも活用されている。
フェーズ１ではPCを活用しての実証的なレベルにとどまった
が、フェーズ２ではOracleなどの高度なシステムを活用した情
報システムが構築された。現在では、タイ工業省OIEでさらに
改良を進め、調査終了時の10業種から49業種まで対象業種を
広げている。
(平成16年度国内調査) JICAは2003年に専門家ベースで統計
調査の規模拡大を実施した。JICAは開発調査で、同様の月次
生産統計をフィリピン（200１-03）、ヴィエトナム（2004）について
実施している
(平成17年度在外調査)
次段階事業：　工業統計システム開発　(Monthly Industrial
Statistics System Development)
　実施期間：　2000年6月から現在
　実施機関：　タイ工業省産業経済局（Office of Industrial
Economics）
　資金調達：
　　調達先：　自己資金
　目的：　OIE工業統計作業のためのコンピューター システム
の性能の強化、業務の高速化を目的に積極的な活用
　内容：　新システムはユーザーが積極的に活用できるようウェ
ブ技術を使用した。
　裨益効果：
　　裨益対象：　OIE 職員、管理職職員
　　裨益効果：　OIE 職員、管理職職員の工業統計作業の効
率化

1)工業省幹部が産業政策を企画する上で、工業生産動向をフォローし、また企業活動をモニターする手段として統計の重要性
を認識したこと。
2) 民間企業の協力を得るためのセミナー、表彰式などを行ない、結果をインターネットで流したところから企業の協力を得たこ
と。
3)IMFの統計整備の要請もあり、NESDBが統計予算の特別枠をとって月次工業統計を最優先としてくれたことから大蔵省が予
算を経常化してくれたこと。
4)中央銀行は月次工業統計を作成しているが、他の統計への関心が深く、工業省の統計作成に技術的協力をしてくれたこと。
(平成15年度在外調査)　産業統計システムの潜在的能力拡大のための次段階調査がタイ政府出資により2001年6月～2002年
3月に行われた。このプロジェクトにより、産業統計システムの潜在的能力が向上し、より多くのデータを短時間で処理できるよう
になったため、工業省の作業効率が上がった。
(平成16年度国内調査)　JICAは2003年に専門家ベースで統計調査の規模拡大を実施した。JICAは開発調査で、同様の月次
生産統計をフィリピン（200１-03）、ヴィエトナム（2004）について実施している。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

2002年3月現在（工業省OIEでのヒアリング）：本調査で作られたシステムを手本として、他の省庁や機関などでも同じようなシス
テムを構築するようになってきている。OIEでは、日常の作業に同システムを活用している。
(平成15年度国内調査)　本プロジェクト終了の数ヶ月前より2ヶ月間、実査および指数を中心とした統計業務に関するアドバイ
ザーとして2名を専門家として派遣。
（平成17年度国内調査）
技術協力
　研修：　産業統計セミナー（調査統計部による）：　本件終了後、C/P（OIE/MOI）のコンピューターシステムスタッフ1名を経済
産業省（調査統計部）主催の産業統計セミナーの研修生として受け入れる。

M/P／工業一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

タイ

バンコク首都圏及び周辺における産業廃棄物管理
マスタープラン調査

The Study on Master Plan on Industrial Waste
Management in the Bangkok Metropolitan Area
and its Vicinity in the Kingdom of Thailand

志村亨

国際航業（株）

2001．3～2002．10

18

13-14

314,854 千円

83.43 人月

2002．11

国際航業（株）
（株）エックス都市研究所

工業省　工場局　（DIW）

廃棄物管理局（Bureau of Waste Management
and Administration(BWMA)」
（2004年3月より）

（平成15年度　在外調査）
本調査で実施したパイロットプロジェクトで立ち上げら
れた廃棄物利用データセンター（WUDC)の始動及び
管理が、政府関係機関（工業環境技術局及び工業情
報センター）に委ねられた。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

(平成16年度　国内調査）
特記事項無し。

進行・活用

（非有害産業廃棄物管理への勧告）
１. 再利用・リサイクルシステムの適正化、再利用・リサイクル産業の活性化
２．処理・処分施設の整備

（有害産業廃棄物管理への勧告）
１．セメント工場の活用の推進
２．廃棄物ブレンダーの育成
３．セメント工場以外の有害産業廃棄物の再利用・リサイクルの推進

（産業廃棄物管理全般への勧告）
１．違法あるいは不正な処理・処分ルートの排除
２．発生源での廃棄物管理の徹底
３．廃棄物交換データベースセンターの活用
４．統一的な産業廃棄物管理行政とライセンス制度の導入
５．データベースの更新
６．正確な廃棄物処理実態の把握
７．個別産業の廃棄物管理計画の策定

（平成16年度　在外調査）
DIWは、産業廃棄物処理と管理活動実施
の責任を持つBWMAを2004年2月に創設
した。

（平成15年度　在外調査）
本調査で実施したパイロットプロジェクトで立ち上げられた廃棄物利用データセン
ター（WUDC)の始動及び管理が、政府関係機関（工業環境技術局及び工業情報セ
ンター）に委ねられた。

（平成16年度　在外調査）
BIETの「廃棄物管理部（Waste Management Division)」は、廃棄物管理局（Bureau of
Waste Management and Administration(BWMA)」に組織改編された。よって、WUDC
は2004年初め（3月より）、BWMAに移行した。

M/P／その他

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

タイ

APEC地域WTOキャパシティビルディング協力プロ
グラム

The Capacity Building Program on the
Implementation of the WTO Agreements in the
Kingdom of Thailand

田中　秀和

（株）UFJ総合研究所

2001．8～2002．12

14

13～14

240,000 千円

37.63 人月

2002．11

（株）UFJ総合研究所

(調査時）
Department of Business and Economics,
Ministry of Commerce

（名称・組織変更後）
Department of Trade Negotiations, Ministry of
Commerce

(平成15年度在外調査)　1)情報システム構築はLANが使用不可能であ
るため、まだ完全には利用されていない。2)GATSの実施能力向上に
ついて：GATS関連の団体におけるネットワークの利用は、情報共有と
連携強化の点において、満足できるレベルに達している。3)AD/CVD
に関する能力向上：セミナー資料は議会議員、公的・民間団体用の
AD/CVDの知識ツールとして開発・配布された。タイ輸出製品に対す
るAD負担の増加に対して、民間セクターの産業に対する海外貿易局
の能力が不十分であると考えられる。JICAの提案である、フェアトレード
センターの設立は非常に有益であると考えられるが、経済的・人的資
源をいかに確保するかについて引き続き民間セクターとの議論が必要
である。4)TRIPSの能力向上：TRIPS協定に関する認識を高めるため、ト
レーニングカリキュラムと2004年の活動スケジュールがトレーナー訓練
のために準備されつつある。5)TBTの能力向上：タイ産業企画研究所
では、ASEAN、EUなどの国際協議の場に参加することにより、見識や
経験の共有を続けている。
(平成16年度国内及び在外調査)　特記事項なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

1)　WTO協定実施にかかる組織体制の強化《コンポネント1》
・導入したWTO関連情報システムの有効活用
・将来、タイ政府における省庁間ネットワークへの拡張
・DTN内の他業務分野の情報共有への活用
2)　GATSの実施能力向上支援《コンポネント2》
・組織の活用と裾野の拡大
・人材育成とタイ政府部内のリソース活用
・サービス関連省庁間での情報共有化の促進
・GATS対応と国内サービス産業政策との関連に関する認識の深化
・サービス産業界との関係の強化と活用
・一般に対する周知活動
・新設されたサービス貿易交渉課の機能の活用
・キャパシティ・ビルディング活動の企画と管理
3)AD/CVD協定の実施能力向上支援《コンポネント3》
・AD/CVD措置に関する研修および知識普及の一層の推進
・AD/CVD実務における官民協力の一層の推進
・AD/CVD等貿易救済措置に関する情報集約センターの設置
4)TRIPSのためのキャパシティ・ビルディング《コンポネント4》
・講師陣の組織化機能
・トレーニング・カリキュラムとスケジュールの計画立案機能
・カリキュラムに合った講師を手配するための調整機能（マッチング機能）
・トレーニング計画のメンテナンス機能
・セミナーやシンポジウム等の普及啓発活動とトレーニング・コースの推進
機能
5)TBT協定の実施能力向上支援《コンポネント5》
・継続的な意見交換及び経験の共有
・国際規格策定にあたっての実務能力の強化
・強制規格における任意標準の活用と標準化マスタープランの策定

(平成15年度国内調査)　2003年11月9日より12
日にかけて、フォローアップ現地調査を実施し
た結果、下記の状況が判明した。
　・プログラムの効果全体に関しては、概ね評価
が高く、人的ネットワーク構築・強化の契機と
なった点、研修・ワークショップ教材の活用が進
んでいる。
　・プログラムの活動には、必ずしも「WTO協
定」に関連したものに限らず、その後の各組織
の自立的なキャパシティビルディング活動の契
機となって、活用されている分野も複数存在し
ている（GATS、TRIPS、TBT等）。
　・WTOを巡る環境は分野によって異なる。例
えば、サービスについてはFTAへの人的資源
の配分が見られたが、AD/CVD等の貿易制裁
措置については案件の増加が見られた。
(平成17年度国内調査)　特記事項無し

(平成15年度国内調査)
　・プログラムの効果全体に関しては、概ね評価が高く、人的ネットワーク構築・強化の契機となっ
た点、研修・ワークショップ教材の活用が進んでいる。プログラムの活動には、必ずしも「WTO協
定」に関連したものに限らず、その後の各組織の自立的なキャパシティ　・ビルディング活動の契
機となって、活用されている分野も複数存在した（GATS、TRIPS、TBT等）。
(平成15年度在外調査)
　・GATSの実施能力向上について：GATS関連の団体におけるネットワークの利用は、情報共有
と連携強化の点において、満足できるレベルに達している。
　・AD/CVDに関する能力向上：セミナー資料は議会議員、公的・民間団体用のAD/CVDの知識
ツールとして開発・配布された。

TRIPSの能力向上 TRIPS協定に関する認識を高めるため トレ ニングカリキ ラムと2004年

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／その他

報告書の内容

- 338 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ベトナム

ハノイ地域工業開発計画調査

Hanoi City Area Industrial Development

小泉　肇

日本工営（株）

94.8.29～94.9.29/94.12.1～95.1.12/95.5.24～
95.6.22

19

5～7

326,689 千円

91.37 人月

1994．12

日本工営（株）
テクノコンサルタンツ(株)

Hanoi People's Committee
（ハノイ市人民委員会）

Nguye Ngoc Le
Vice-Chairman

・報告書の提出に沿って、改革、整備が進みつつある。
・工業団地の外部インフラ整備に関し、OECFﾛｰﾝがｳﾞｨｴﾄﾅﾑ政府により申請され
た(1996年8月)。10月のOECFの審査を経て、採択された。(1997年3月)
・1999.12現在:　タンロン工業団地が民間資金により工事を実施。ﾊﾉｲ都市インフラ
整備事業が円借款によりD/D実施中。
・2000.11現在:　タンロン工業団地が2000年7月に完工。入居企業4社が決定。1社
は操業開始。
・2003.3現在：　JBICの円借案件（タンロン北工業団地の周辺におけるインフラ事
業、国道5号線改良、ハイフォン港整備等）が起爆剤となり、タンロン北工業団地を
はじめとするﾊﾉｲ周辺（特に国道5号線沿い）での工業地区開発が活発化してい
る。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

工業振興におけるマクロ的課題：国営企業改革／金融改革／税制改革
／組織・行政改革／投資促進／工業・貿易振興
工業振興におけるミクロ的課題：生産ライン改善としつけ教育／分業・下
請システム導入／下請・裾野産業育成／工場・企業経営の訓練／環境保
全

ハノイ地域の工業開発方針：
・国家開発計画における工業化の方向性（2010年目標）と北部経済開発ﾄ
ﾗｲｱﾝｸﾞﾙの工業開発ﾌﾚｰﾑﾜｰｸとの整合性の確保
・高次加工業及び都市型工業（機械・金属加工業、裾野産業、ﾊｲﾃｸ加工
業）の立地
・既存工業（機械・金属加工業、電気・電子工業、繊維・縫製工業、化学工
業）の近代化
・既存工業の再配置
・複数の新たな工業開発団地の建設

ハノイ地域の工業振興プログラム：
１）短期プログラム：組織改革・法制度改革の推進／株式化・民営化の促
進／金融ｼｽﾃﾑ強化／分業・下請ｼｽﾃﾑ構築による工業再生／企業経営
者訓練推進／工業生産性向上／ﾀﾝﾛﾝ北工業団地とｻﾞｰﾗﾑ工業団地開
発／工業ｾｸﾀｰに対する外国投資促進
2)中長期プログラム：組織、法制度改革及び民営化の促進、金融システム
改善の継続により工業振興フレームの改善を更に促進、工業振興政策の
更なる強化、工業の近代化促進と工業団地の開発

その他提言：
・国公営工場の活性化対策（工場長クラスのトレーニング／5Q運動／下
請けシステムの構築　等）
・5カ所の戦略的工業団地整備（タンロン北、ザーラム、タンロン南、ドンア
イン、ソクソンの各工業団地を2000～2010年にかけて整備）

1.組織改革:軽工業省、重工業省を合併し、工業省となった。
2.工業団地の内、タンロン北は我が国民間主導により開発され
た。ｻﾞｰﾗﾑについては、韓国民間企業が開発済み。
3.2000年11月現在、円借款「ﾊﾉｲ市インフラ整備事業(第1期:ﾀ
ﾝﾛﾝ北地区公的支援)」(1997.3.26調印、114.33億円)により、工
業団地開発の部分が実施されている。
4.ﾊﾉｲ市からﾎｱﾗｯｸ市を結ぶ道路建設が1999年の始めに完成
した。
5.製鉄所や造船所はハイフォンに移転しているが、企業移転
のための資金融資や優遇政策(優遇貸付や輸出入保証制度)
が設定。
6.タンロン北工業団地は住友商事が開発している。入居企業
が操業を開始した。
7.ｻﾞｰﾗﾑ工業団地はSaidongとBaituの2つの地区で工業団地の
開発が進行中である。
2002.3現在：タンロン工業団地の2期計画あるも具体化してい
ない。
2003.3現在：　住友商事が開発したタンロン北工業団地
（ﾌｪｰｽﾞI）には、ｷｬﾉﾝ、TOTO等日系企業の進出が目立つ。現
在、十数社は工場の建屋を建設済みで、一部は操業を開始し
ている。その他に十数社は入居を決定し契約済みである。
フェーズIは概ね完売となっている。住友商事が、現在、タンロ
ン北工業団地（ﾌｪｰｽﾞII）の開発計画・設計を開始している。
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

JBICの円借款案件によるインフラ事業支援に伴う工業開発（2003.3現在）
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

タンロン工業団地へは入居企業の引合いが多く、同社は2期開発を検討中。
2003.3現在：JBIC資金により、タンロン北工業団地の周辺におけるインフラ事業、国道5号線改良、ハイフォン港整備等が完了
したことで、タンロン北工業団地への入居が進展した。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／工業一般

報告書の内容

- 339 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名
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査

団
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結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ベトナム

全国電力開発計画調査

The Master Plan Study on Electric Power
Development in the Socialist Republic of Viet Nam

小山　隆平

電源開発(株)

1994.1.8～2.6／1994.3.5～3.28
1994.7.4～8.2／1994.9.16～10.18

15

5～7

245,856 千円

56.60 人月 （内現地35.10人月）

1995．9

電源開発（株）
(財)日本エネルギー経済研究所

Electricity of Viet Nam
(EVN、ヴィエトナム電力公社）

Son La(F/S)については、特に情報なし。
2003.3現在：
　1．ﾊﾑﾂｱﾝ、ﾀﾞﾐ水力計画は2002年7月完成。
　2．ﾀﾞｲﾆﾝは建設開始（2002）。
　3．ドンナイNo.3はJICA F/S「ドンナイ川中流ドンナイ第3、第4系水力発電計画調
査」(1998.12～2000.3)の終了。                     火力：
　4．ﾌｰﾐｰ火力（ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ）No.1、No.2-1は2002年完成。
　5．ﾌｧｰﾗｲ火力（石炭）は2003年2月完成。
（平成17年度国内調査）
次段階調査：　Son La水力発電設計レビュー
　実施期間：　2005年3月　-　2006年5月
　実施機関：　Ministry of Industry (MOI)
　目的：　ソンラ水力発電所の設計レビュー
　資金調達：　自己資金
次段階調査：　ソンラ水力発電事業(F/S)
　実施機関：　Power Engineering Consulting Company
　工事開始：　2004年2月
　資金調達：　
　　調達先：　自己資金
　　調達額：　700-800USD
　進捗：　2010年に排水路第1ユニット操業、2012年完成予定。

進行・活用

調査内容：
ヴィエトナムの将来的な電力需要を予想し、経済的に利用可能なエネル
ギー源の選定を踏まえた電力供給計画を策定するとともに、その具現化
に有効な諸制度を検討した。

需要予測：
電力需要は2000年で18631GWh（1993年の2.3倍）、2010年で55948GWh
（1993年の7倍）

結論及び勧告：
Son La水力計画については、開発規模をEIA及びF/Sを早急に実施したう
えで決定することを勧告した。Sesan川水計の水力計画について、総合的
な開発計画を得るためM/Pを早急に策定することを勧告した。上記F/S及
びM/Pは1996年に着手することを併せて勧告した。

・Season川のマスタープラン策定については、ADBにより入札
が実施中(1996年11月現在)
・1997年のアジア経済危機に伴って電力開発計画の基本計画
の変更が行われた。
・発電所の建設計画も影響を受けJICA調査団の提言より実施
が遅れている。
<Son La水力計画(F/S)について>
・ﾌｰﾐｰではガス利用によるガスタービン発電所建設に円借款
が実施されている。
<Season川水系の水力計画について>
・Season 3に関してはｽｳｪｰﾃﾞﾝのSIDAの資金協力によるF/Sと
ADBによる技術的なｻﾎﾟｰﾄが実施されており、現在資金調達
先を探している。
・Season 4に関してはﾌﾟﾚF/Sがｳﾞｨｴﾄﾅﾑのコンサルタント会社
であるPCCにより実施されている。
・KrongとThuong KortumはﾌﾟﾚF/Sの準備中である。
・ﾊﾑﾂｱﾝﾀﾞﾑは、2002年7月に完成。
・ドンナイNo.3,4はJICAがF/S調査を終了。
・1993年以降の円借款プロジェクトとしては、ﾌｰﾐｰ火力(ｶﾞｽﾀ
ｰﾋﾞﾝ)発電所建設事業(1994年1月28日調印、累計619.32億
円)、ﾌｧｰﾗｲ石炭火力発電所建設事業(1994年1月28日調印、
累計728.26億円)。ﾊﾑﾂｱﾝ･ﾀﾞﾐ水力発電所建設事業(1994年1
月28日調印、累計530.74億円)、ダニム電力システム改修事業
(1997年3月26日調印、70億円)、ｵﾓﾝ重油焚き火力発電所建
設事業
　(E/S)(1998年3月30日調印、6.36億円)、ﾀﾞｲﾆﾝ水力発電所建
設事業(1999年3月30日調印、累計40.3億円)が決定している。
(平成15年度国内調査)　次段階調査として、Sesan 3
Hydropowerプロジェクトに関する経済・財務評価および環境評
価に関するコンサルティングサービスをアジア開発銀行の資金
（998,000 US$)にて実施。また、Rao Quan, Thuong Kon Tum,
Sesan 3, Sesan 4, Houi Quang, Son La, Song Con2の水力発
電開発プロジェクトについてのFSまたはPre-FS調査をローカ
ルコンサルタントにより実施中または実施済み。
　また、715MWガス・コンバインドサイクル発電所の新設プロ
ジェクトであるPhu My 2 Phase 2 BOTプロジェクトが提案され、
民間投資により実施されることで計画。なお480百万USドルを
JBIC、ADB、及びIDA（世銀グループ）により資金調達。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

(平成15年度国内調査)　715MWガス・コンバインドサイクル発電所の新設プロジェクトであるPhu My 2 Phase 2 BOTプロジェクト
が提案され、民間投資（EDF、EDFI、Sumitomo、TEPC International)により実施されることで計画。なお480百万USドルをJBIC、
ADB、及びIDA（世銀グループ）により資金調達。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

JICA調査当初のC/Pのエネルギー省は、工業省に併合された。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

M/P／エネルギー一般

報告書の内容

- 340 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

ベトナム

鉄鋼産業振興M/P調査

The Master Plan Study on the Developing of Steel
Industry in the Socialist Republic of Vietnam

小林　譲二

新日本製鐵株式会社

1996.10～1998.3

17

8～9

342,334 千円

83.06 人月

1998/3/1

新日本製鐵（株）

Pham Chi Cuong
Vice President
Vietnam Steel Corporation (VSC)

(1) 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ協力として下記の要請が
ｳﾞｨｴﾄﾅﾑより日本政府に対し提出された。
1)当面の薄板の需要に応えるべく、将来の一貫製鉄所
構想と整合のとれた形での小規模熱間圧延ﾐﾙの建設
に係わるﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｽﾀﾃﾞｨ
2)既存製鉄所の近代化の為の助言・協力
(2) MASTER PLANで議論された各種ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実行
の為の検討がﾍﾞﾄﾅﾑ側で始まった。
・小規模冷延設備の建設／台湾・日本ﾒｰｶｰとのJV
・太原製鉄所の近代化／中国のODA延期、(但し小規
模な近代化事業は検討中)
(3) 1999年12月現在、ﾍﾞﾄﾅﾑ側は熱延・冷延に関するﾌﾟ
ﾚF/Sを日本側に要請した。
(4) 2000年度のJICA／鉱工業調査案件として、熱延に
関するﾌﾟﾚF/Sを調査中。

2002.3現在：変更点なし。

進行・活用

1.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ概要
2010年のｳﾞｨｴﾄﾅﾑの鉄鋼需要は640万ﾄﾝ／年と想定し、能力460万ﾄﾝ／
年規模の高炉一貫製鉄所を段階的に建設する。

・(step-1)　2006年までに熱間圧延(能力160万ﾄﾝ／年)・冷延(能力70万ﾄﾝ
／年)・CGL/EGL(能力230万ﾄﾝ／年)をｽﾀｰﾄ

・(step-2)　2010年までに能力230万ﾄﾝ／年の高炉・ｽﾗﾌﾞCCをｽﾀｰﾄ、及び
熱間圧延(能力320万ﾄﾝ／年)、冷延(能力120万ﾄﾝ／年)、CGL/EGL(能力
30万ﾄﾝ／年)に増強

・(step-3)　2010年以降に能力230万ﾄﾝ／年の高炉・転炉をｽﾀｰﾄ

2.建設費　　 step-1のみ実施　　   約14億ﾄﾞﾙ
　　　　　　　  step-3までの総合計　約57億ﾄﾞﾙ

・東南ｱｼﾞｱの深刻な経済危機に伴うﾍﾞﾄﾅﾑの経済悪化から、ﾍﾞﾄﾅﾑ側は本プロジェ
クトの次のSTEPの推進を一次延期。(一貫製鉄所に係わる本格F/Sを2000年以降に
要請する意向)
・1999年、経済の安定化を睨み、下工程の熱延・冷延に関してﾌﾟﾚF/Sに取り組むこと
にした。
・2000年JICA／鉱工業調査案件として、熱延に関するﾌﾟﾚF/Sを実施することになっ
た。

（平成15年度　在外調査）

提言内容は延期されているものの、小規模な近代化事業は検討中。

M/P／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容

- 341 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

ベトナム

標準化計量・検査 品質管理M/P調査

Study on Development of Industrial
Standardization, Metrology Testing, and Quality
Management in the Socialist Republic of Vietnam

猪岡　哲男

ユニコ　インターナショナル(株)

96.3.9～96.3.22／97.5.18～97.7.2/
97.8.19～97.8.30／97.12.1～97.12.10

14

8～9

178,648 千円

45.98 人月

1998.1

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
(財)日本規格協会

Directorate for Standard and  Quality
(STAMEQ)
Dr. Nguyen Hun Thien
(Director General)

提案実施に向けてSTAMEQは引き続き要請を提案し
ているが(1998年)、同国内で保留されている。

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：情報なし

進行・活用

・下記に沿ってそれぞれ提言し、それに基づきﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ提言を行った。
1.標準化・品質行政のｼｽﾃﾑと組織体制
2.規格開発・普及
3.認識・認定
4.品質管理
5.試験・検査
6.工業計量・校正

・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ提言
1)社内標準化・品質管理普及体制の整備、指導者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
2)中核企業の品質能力向上支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
3)電子・電気機器安定にかかる強制認証制度拡充ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
4)外国との相互協定に基づき外国規格適合製品認証体制の整備ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄ
5)計量標準・校正体制の整備・拡充

(1) 工業標準化に係わる行政ｼｽﾃﾑと組
織
　　体制の確立、及び工業規格の開発と
　　その普及
　　1)法律の整備
　　2)標準化委員会(Standardization
　　　 Committee)の設置
　　3)2000年1月のｽﾀｰﾄに向けてｳﾞｨｴﾅﾄ
ﾑ
　　　工業規格(VIS)の整備を実施中で
　　　ある。
　　4)工業規格には強制規格を作るべく
　　　準備中である。
　　韓国の援助(KOICA、1.5百万US$)で
　　電気製品の安全基準を作成中(電線、
　　扇風機、ﾍｱﾄﾞﾗｲﾔｰ、ｱｲﾛﾝ、湯沸かし
　　器の5品目)で2000年1月から認証事
　　業をｽﾀｰﾄする。

(2) 品質ｼｽﾃﾑ認証・試験所認定
　　STAMEQでのVILAS(品質ｼｽﾃﾑ認証
　　ｽｷｰﾑ)の実施とTCVN(Technology
　　 Centre)の拡充。

(3) 試験、検査、及び校正
　　1)試験機材や測定機器等の更新。
　　2)電気分野でﾖｰﾛｯﾊﾟ(EU)の支援を受
　　　けて4つのﾗﾎﾞの環境整備を行って
　　　いる。

(1) 工業標準化に係わる行政ｼｽﾃﾑと組織体制の確立、及び工業規格の開発とその
普及が行われた。
(2) 品質ｼｽﾃﾑ認証・試験所認定STAMEQでのVILAS(品質ｼｽﾃﾑ認証ｽｷｰﾑ)の実施
とTCVN(Technology Centre)の拡充が行われた。
(3)試験機材や測定機器等の更新、電気分野での4つのラボの環境整備を行った。

（平成15年度　在外調査）
標準化に関する政令を準備中、　電気・電子分野を中心としたTCVNのISO、IEC規
格化７０％達成、　TCVNの国家経営プログラム（特に安全・健康・環境保護・企業の

M/P／その他

報告書の内容

- 342 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ベトナム

ベトナム中小企業振興計画

Study on the Promotion of Small and Medium Scale
Industrial Enterprises in the Socialist Republic of
Viet Nam

小早川　護

(株)野村総合研究所

99.3～99.11

15

10～11

164,524 千円

37.07 人月

1999/12/1

（株）野村総合研究所
(財)素形材センター

ベトナム国計画投資省産業局
ハイ（HAI）副局長

2001年に開催されるベトナム共産党大会で中小企業振興が正式に決定される。こ
れを契機に、報告書で提案した諸方策が具体的な実現に移行するものと見られ
る。
2002.3現在：変更点なし
2003.1現在：報告書の60％程度は実現したものとみられる。残りの40％程度は2004
までに実現される方向である。
(平成16年度国内調査）
「JBICによるベトナム中小企業向けツーステップローン」
　資金調達先：中央銀行（SBV)　円借款：L/A締結は未定。　金額：約80億円提供
の予定(2004年11月25日時点）
　事業内容：優良中小企業向けツー･ステップ・ローン

進行・活用
策定の範囲は、監督官庁機構、実施機関機構、関連法規、信用保証制度を含む中小金融制度、人材育成制
度、機械及び部品産業、縫製産業、電機及び部品、食品加工業、その他などである。策定の対象期間は、2005
年までの短期、2010年までの中期、2020年までの長期である。調査は、我が国通産省、外務省、大蔵省との政
策調整を行いつつ実施し、ﾍﾞﾄﾅﾑ計画投資省に提案を行った。

提言内容の現況に至る理由：
(平成16年度　在外調査）
１．次段階調査：
　１）調査名：「SMEセクター調査」（ADBによる出資）
　２）主要構成：
　　　・SMEセクターの現時点での状況と障害についての診断的レビュー
　　　・現在の政府改革と将来の見通しに関する分析
　　　・現在のドナー活動の分析
　　　・ADBの戦略的焦点と重点分野の開発
　　　・可能なプロジェクト/協力のプロポーザル
　３）調査期間：2003年4月～7月
２．技術協力：専門家派遣
　JICA長期専門家派遣1名。SME調査、SME振興計画、技術協力センター設立のための事前調査。2001年9月
～2003年9月

ベトナム計画投資省は、中小企業基本法草案、監督機構草
案、信用保証制度草案を起草中である。しかし、初めてのこと
もあって作業は遅れている。また、以上の仕組みを運用する能
力も充分とはいえない。従って、我が国からのフォローアップが
必要とされよう。
2003.03現在：2002年時点でハイ副局長によれば、JICA調査
に基づき中小企業法令や信用保証法令などを2001年に相次
いで公布、また、中小企業局も設置されており、今後必要なこ
とは実行支援策であり、技術センターなどのコンセプト設計を
含めドナーに一層の協力をお願いしたいとのことであった。
(平成15年度国内調査)　ADBによるフォローアップ調査実施済
み（2002年）、ADBによるロードマップ作り実施中（2003年）、
ADBによる構造調整ローン枠準備中（2004年1.5百万ドル程
度）
(平成16年度在外調査)　１．JICA調査に基づき、2001年11月、
中小企業振興の政府管理を実施するための中心機関として、
計画投資省（Ministry of Plannning and Investment)内にSME
開発庁（Agency of SME)を設立した。2002年には、首相に対し
て中小企業開発奨励の政策と枠組みに関するアドバイスを行
う中小企業開発促進委員会（SME Development
Encouragement Council)を設立した。
２．JICA調査に基づき、ハノイ、ホーチミン、及びDangの三箇
所において、技術面とツールの向上に関するコンサルティン
グ、技術管理と機材維持のガイドライン、新技術へのアクセス
補助と中小企業の機材などを提案された供給する技術協力セ
ンターを設立した。
３．JICA調査において提案されたその他の政策や促進プログ
ラムについては、SME開発庁によって進められている。（SMEに
対する信用保証基金、市場・競争の促進、輸出促進プログラ
ム、SMEのための情報・コンサルティングと人材育成）

2003.3現在：JICA調査の提案内容のうち、制度・法令面はだいぶ整備されてきた。党中央、首相府などの最高機関が中小企業
振興を相当重視してきたためである。

(平成15年度　国内調査）
ADBによるフォローアップ調査実施済み（2002年）、ADBによるロードマップ作り実施中（2003年）、ADBによる構造調整ローン
枠準備中（2004年1.5百万ドル程度）
(平成15年度在外調査）
実施済
　２００１　信用保証制度（法令）設立　（保証基金は無）
　２００１．１１中小企業法令公布
　２００２．１０中小企業庁設立
　２００３　中小企業支援センター（３技術支援センター）設立
　２００３　新土地法制定により土地に関する権利が明確化
２００３ ０２MIPの大臣が議長となる中小企業振興協議会設立

信用保証制度の実施に向けて、我が国からの技術移転が急務と考えられる。　　　　　2003.3現在：ハイ副局長は、2002年後半
に中小企業局の筆頭副局長に選任され、実務面の任を担うことになった。

M/P／工業一般

報告書の内容

- 343 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ベトナム

産業公害対策マスタープラン調査(産業廃水)

The Master Plan Study for Industrial Pollution
Prevention in Viet Nam(Waste Water)

倉剛進

(財)国際環境技術移転研究センター

99.10～11/99.11～12/00.2～3/00.6/00.7～8

15

11～12

214,685 千円

54.62 人月

2000．9

（財）国際環境技術移転研究ｾﾝﾀｰ
三菱化学エンジニアリング株式会社

工業省技術品質管理局
Dong Ngoc Tung局長

(平成16年度国内調査)
・自然循環方式のモデル廃水対策装置をICETTと工業省とが共同で設置、効果の実証と同
国における廃水対策への適用可能性を検証（2003年12-2004年3月）。同結果がベトナム工
業省から高く評価されたことを踏まえて、ハノイ近郊のPhu Do Noodle村において実用設置し
て、ベトナムの食品加工産業に関わる産業廃水対策モデルプロジェクトを実施する予定であ
る（2004年度イオン環境財団補助金）
・自然循環方式のモデル廃水対策装置に関する実証実験の成果発表と技術普及のため、
現地セミナーを開催（ハノイ：2004年3月）。
・ベトナムにおける環境技術移転に関して、主に人材育成に焦点をあてた現地調査を実施
（ハノイ：2004年6月、2004年8-9月）。
・クリーナープロダクションや環境管理システムなどの環境調和型技術のベトナム国内への
移転普及を促進を目的とした研修指導を実施（ハノイ：2004年11-12月）。
研修：
　自然循環方式のモデル廃水対策装置に関する実技研修のため、工業省傘下の工業化
学研究所の研究員1名を日本に招聘（2004年12月）。
(平成16年度在外調査)　産業省（Ministry of Industry: MOI）は、共用排水処理施設準備プログ
ラムを産業地域に設立する準備を行っている。このプログラムは、ベトナム政府から
20,000USD拠出されている。また自然循環型排水処理システムの普及を継続して支援してい
る。さらに、MOIは継続して関係団体を日本に派遣し、産業環境の分野での連携強化を図っ
ている。
(平成17年度在外調査)　アジアに於ける環境に優しいキャパシティービルディングプロジェク
ト統合プログラム調査が、2001年MOI-ICETTにより実施された。プログラムは、アジア諸国に
於いて、持続的開発を促進させる人材、情報ネットワークを含めた環境技術についての実務
的・理論的知識とスキルを増加させることを目的としている。

進行・活用
1．環境側面
(1)環境基準の修正
(2)総量規制的手法による対象水域及び汚染物質の決定
(3)モニタリングの強化
(4)環境測定士制度の導入
(5)公害防止管理者制度の導入
(6)違反企業に対する罰則の強化
(7)住民への情報公開と参加促進
(8)有害物質使用企業の登録

 2．企業支援面
(1)人材養成 公害防止管理者及び環境技術コンサルタント
(2)技術指導
(3)公害防止投資の支援 長期融資、税制優遇、表彰制度
(4)共同処理施設の導入
(5)情報交流の促進

 3．その他の活動設備集約産業の統合化、ISO14000等促進、防止機器産業育成大学の環境工学講座の拡
充、国営企業生産性向上、省庁連携促進

実現・具体化された内容：
（平成16年度国内調査）
技術協力：
日本で開発され実用化されている低コスト、易操作かつ効果大の現地微生物を用いた自然循環方式のモデル
廃水対策装置をICETTと工業省とが共同で設置し（イオン環境財団補助金）、効果の実証と同国における廃水
対策への適用可能性を検証した（2003年12-2004年3月）。
ハノイにおいて、自然循環方式のモデル廃水対策装置に関する実証実験の成果発表と技術普及のため、工業
省を中心とした政府機関、大学環境関連の専門家を参加者として、現地セミナーを開催した（2004年3月）。
工業省、天然資源環境省他環境関連機関等の協力を得て、ベトナムにおける環境技術移転に関して、主に人
材育成に焦点をあてた現地調査を実施した（2004年6月、2004年8-9月）。
ハノイにおいて、工業省と協力してクリーナープロダクションや環境管理システムなどの環境調和型技術のベト
ナム国内への移転普及を促進するため、地方政府行政官を中心とした参加者に対して、日本の地方環境行政
専門家、産業環境管理専門家、国連機関からのクリーナープロダクション専門家による研修指導を実施した
（2004年11-12月）。
研修員の受入：
自然循環方式のモデル廃水対策装置に関する実技研修のため、工業省傘下の工業化学研究所の研究員1名
を日本に招聘し、本プロセス技術を実用化した東洋電化工業(株）において、分析技術及びプロセス保守管理
技術に関しての実務研修を実施した（2004年12月）。

(平成15年度国内調査)
　工業省行政官と傘下研究所技術者の計3名を四日市ICETT
で受け入れ、省エネ・省資源および環境汚染防止を中心とし
たクリーナープロダクションに関する座学と現場技術研修を実
施した（2003．10－１１）。工業省と政府機関、地方政府、環境
関連機関、企業に対する環境管理改善施策導入について協
議した（2003．3）。工業省及び地方政府と協力して、ハノイ、ハ
イフォン、ホーチミン地区の企業の環境管理技術等について
の現地指導を実施した（2003．5）工業省とクリーナープロダク
ション、環境汚染防止対策等を中心とする今後の技術移転に
関して協議した。また繊維・食品加工企業における環境技術
移転状況を調査した（2003．11）
2004年2月にハノイにおいて、クリーナープロダクション、環境
汚染防止対策等を中心とする技術移転に関する現地ワーク
ショップを開催準備中。

(平成16年度国内調査)
技術協力：
　日本で開発され実用化されている低コスト、容易操作かつ効
果大の現地微生物を用いた自然循環方式のモデル廃水対策
装置をICETTと工業省とが共同で設置し（イオン環境財団補
助金）、効果の実証と同国における廃水対策への適用可能性
を検証した（2003年12-2004年3月）。
　ハノイにおいて、自然循環方式のモデル廃水対策装置に関
する実証実験の成果発表と技術普及のため、工業省を中心と
した政府機関、大学環境関連の専門家を参加者として、現地
セミナーを開催した（2004年3月）。
工業省、天然資源環境省他環境関連機関等の協力を得て、
ベトナムにおける環境技術移転に関して、主に人材育成に焦
点をあてた現地調査を実施した（2004年6月、2004年8-9月）。
　ハノイにおいて、工業省と協力してクリーナープロダクション
や環境管理システムなどの環境調和型技術のベトナム国内へ
の移転普及を促進するため、地方政府行政官を中心とした参
加者に対して、日本の地方環境行政専門家、産業環境管理
専門家、国連機関からのクリーナープロダクション専門家によ
る研修指導を実施した（2004年11-12月）。
研修員の受入：
　自然循環方式のモデル廃水対策装置に関する実技研修の
ため、工業省傘下の工業化学研究所の研究員1名を日本に招
聘し、本プロセス技術を実用化した東洋電化工業(株）におい
て、分析技術及びプロセス保守管理技術に関しての実務研修
を実施した（2004年12月）。

(平成17年度在外調査)　特記事項なし

(平成15年度国内調査)　日本での研修実施により、1999年以来2003年まで17名の行政官等が排水対策技術および環境向上
政策に関する有益情報を得て、傘下の企業の指導等に活用している。また現地でのセミナー（2002年）により約50名の企業技
術者に排水対策を含むクリーナープロダクションの手法を普及啓蒙した。これらの技術者等により、国営および民営工場の排
水対策が前進している。

(平成15年度在外調査)　多くのベトナム企業がISO14001に関心を持ち、認定の希望を持っている。ISO14001認定のための企
業能力向上プロジェクト：ベトナム企業２８社がISO14001の認定を受けた。100社を対象にISO14001関する２日間の研修をベト
ナム北部、中部、南部で実施（2001年4月-9月）

(平成16年度国内調査）
・工業省では、一定の予算を準備して、人材育成事業、環境改善事業への支援を拡大してきている。
・工業省直轄の工業政策戦略研究所（Institute of Industrial Policy and Strategy Research)の中に、持続的開発部（Sustainable
Development Department)を設置した。
・工業省は産業汚染防止部門で 企業の人材育成のための多くの研修を設定し 実践してきている

(平成16年度国内調査)
　自然循環方式のモデル廃水対策装置をICETTと工業省とが共同で設置、効果の実証と同国における廃水対策への適用可
能性を検証（2003年12-2004年3月）。同結果がベトナム工業省から高く評価されたことを踏まえて、ハノイ近郊のPhu Do Noodle
村において実用設置して、ベトナムの食品加工産業に関わる産業廃水対策モデルプロジェクトを実施する予定である（2004年
度イオン環境財団補助金）

M/P／その他

報告書の内容

- 344 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ベトナム

北部再生可能エネルギー利用による地方電化計
画調査

The Renewable Energy Master Plan Study in The
Northern Part of Socialist Republic of Vietnam

大瀧　克彦

プロアクトインターナショナル（株）

2001.1 ～2002.7

9

14

149,202 千円

41.49 人月

2002．7

プロアクトインターナショナル（株）
東北電力（株）

ベトナム電力公社

電化率向上はベトナム政府として大きな課題であり、グリッドが届かない地域につい
てのオフグリッド地方電化について、別のスキームにより推進する必要性を認識し
ている。ただし、EVNの電力系統とは切り離された電力供給システムとなるため、各
地域をその推進主体として進めるという方法が1999年に打ち出されている。実際に
は、各地域の技術者にとってこのような方式の電化は未経験であり、技術的なノウ
ハウは持っていない。さらに、資金的な助成措置も明確でないことや農民による維
持管理が難しいことが原因となって、オフグリッドの地方電化プロジェクトがなかな
か進展しないのが現状である。本調査後、ベトナム側から小水力によるオフグリッド
地方電化について、パイロット事業を実施し、地方技術者への技術移転、資金プロ
グラムの明確化、農民による維持管理方法の提案などを行うよう要請があった。こ
の要請に対しJICAが検討し、2003年3月からフォローアップ調査としてパイロットプ
ロジェクトを実施し、要請された課題に取り組むこととなった。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

進行・活用

Off-grid地方電化の戦略：必要事業費は＄10,000～20,000程度。
行動計画：
2002－2003（準備段階）
各省人民委員会（PPC)の技術者のキャパシティビルディングと国内企業の
技術力向上のため、パイロット事業を実施する。候補コミューンを選定し、
設計と資金措置を含む開発計画を立案する。

2004-（実施段階）
様々な基金を活用し、作成した計画に基づくoff-gridプロジェクトを実施す
る。
これにより、PPC技術者がoff-grid開発に関するノウハウと経験を蓄積する
ことができる。村落住民がoff-grid計画を推進できるよう、off-grid技術の普
及に努める。

提言：
１）資金の確保
ドナーによる資金援助措置の具体化
Off-grid事業の開発費補助の原則を明確化
マイクロファイナンス制度の整備

２）技術開発
パイロット事業の実施
技術マニュアルの整備
Off-grid関連機器の国内開発と品質向上

３）組織体制の強化
PPC技術者の能力強化（キャパシティビルディング）
政府とプロビンスの連携強化
EVNやPCの外部支援体制の確立
利用者組織（CEU)の運転・管理マニュアルの整備

(平成17年度国内調査)
次段階調査：　北部再生可能エネルギーによる地方電化計画
フォローアップ調査
　実施期間：　2003年3月～2004年10月
　実施機関：　JICA鉱工業開発調査部/経済開発部、ベトナム
工業省
　目的：
　　オフグリッドマイクロ水力のポテンシャル地点で、事前の基
礎調査・計画・設計・施工・モニタリング等、オフグリッド地方電
化の一連の作業を行うパイロットプロジェクトをカウンターパート
とともに実施し、その経験を通し現地技術者と住民組織のキャ
パシティビルディングを行う。
　技術協力：　研修員派遣（4名　ベトナム国別「地方電化計
画」）
　　研修時期：　2004年3月（約3週間）
　　内容：　施設見学等を通じて、日本における太陽光、風力、
小水力、燃料電池などの再生可能エネルギー／新エネルギー
利用技術に関する開発と普及状況を学ぶと同時に、こうした技
術の自国における地方電化への活用方法について講義等を
通して学ぶ。
　裨益：
　　裨益対象：　ホアビン省テウ村（約80世帯）、カウンターパー
ト（ホアビン省工業局）
　　裨益効果：
　　　本件関連政策担当省である工業省：　本件調査結果を基
に、各地方技術者のオフグリッド地方電化手法に関する研修
のあり方や、電化対象村落で運用・保守・マネジメントを担当す
る住民を対象としたマネジメント研修及びガイドライン整備等に
ついて検討を開始した。
　　　実質的C/Pであった地方省工業局スタッフ：　オフグリッド
地方電化のプランニング、プロジェクトマネジメントのOJTを実
施した。
　　　パイロット村落：　運用・保守技術及び料金徴収管理等の
マネジメントに関する電化組織のメンバーへのOJTを実施し
た。
　　　北部17省のオフグリッド電化事業を担う地方技術者、プラ
ンナー、住民：　パイロット事業を通じて、技術者用マニュアル
（計画・設計）、村落組織用マニュアル（運転・保守・マネジメン
ト）を完成させたことで、今後村落規模のマイクロ水力を用いた
電化を行う際の関係者のガイドとして、大いに活用される。

(平成17年度在外調査)
特記事項なし

(平成15年度国内調査)　本調査後、ベトナム側から小水力によるオフグリッド地方電化について、パイロット事業を実施し、地方
技術者への技術移転、資金プログラムの明確化、農民による維持管理方法の提案などを行うよう要請があった。この要請に対
しJICAが検討し、2003年3月からフォローアップ調査としてパイロットプロジェクトを実施し、要請された課題に取り組むこととなっ
た。
(平成15年度在外調査)　情報なし
(平成17年度国内及び在外調査)　一部提案事業が実施されている。

(平成15年度国内調査)　ワークショップ開催により、各省（人民委員会）の技術者にオフグリッド電化の標準モデル（設計案、コ
スト試算など）を説明。EVN技術者1名についてC/P研修を実施（2003年3月）。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

M/P／新・再生エネルギー

報告書の内容

- 345 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ベトナム

ピーク対応型電源最適化計画調査　（経済開発
部）

Master plan on pumped storage power project and
optimization for peaking power generation on Viet
Nam

伊東　雅幸

東京電力（株）

2002.12～2004.06

10

14～16

124,605 千円

41.18 人月 （内現地12.60人月）

2004.06

東京電力（株）
東電設計（株）

ベトナム電力公社

（平成17年度国内調査）　ベトナム国は、2006年3月末
までに第6次電力M/Pを策定すべく、2004年10月よりそ
の準備に入っており、本マスタープラン調査で明らかに
なった現状の策定手法の問題点の改善を図るため、日
本政府に対し第6次電力M/P策定のための技術協力
の要請を行った。
　2004年12月、電力システム開発基本計画調査予備
調査団が派遣され、ベトナム側カウンターパートに指名
されたEVNと本調査に関するS/W協議が行われ、2005
年2月4日に合意に至った。
　JICAにより、電力セクターマスタープラン調査（2005
年5月　-　2006年5月の13ヶ月間の実施期間）が2005
年現在実施されている。

進行・活用

1．　電源開発計画
　1）　系統制約の考慮
　2）　水力開発
　3）　南部系統への石炭火力の導入
2．　個別開発計画
　1）　揚水発電計画の推進
　　　　北部揚水発電所（Phu Yen East）出力1,200MW(400MW*3)の建設
　2）　既設水力の増設によるピーク供給力の増強
　　　　南部既設水力発電所（Tri An）の増設によるピーク化
　3）　南部石炭火力の建設
　　　　南部石炭火力2020年までに2,000MWの開発導入
　4）　北部水力発電所の増設
　　　　Ban Chat, Huoi Quang発電所の最適化
3．　送電システム拡充計画
　1）　Plei Ku変電所からNha Trang変電所管500kV（中部～南部間　
300km　１回線）

(平成17年度在外調査)
次段階調査：　Phu Yen East
Pre-F/S(JN3), Bac Ai (JS6) Pre-F/S
 　実施機関: TEPCO及びTEPSCO
 　目的:　電力需要に対応
 　状況:　2007年6月に終了予定

（平成17年度国内調査）　JICAによる電力セクターマスタープラン調査が実施されて
いる。

(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

M/P／エネルギー一般

報告書の内容

- 346 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工業省エネルギー計画調査

The Study of Energy Conservation Promotion
Project in the People's Republic of China

新倉　隆

(財)省エネルギーセンター　専務理事

85.10.14～12.24
86.8.21～9.2

25,7

59～61

92,998 千円

34.67 人月 （内現地16.67人月）

1987/1

(財)省エネルギーセンター

国家経済委員会
周　培年　（能源局長）

1.中国側に供与した調査団携行機械を使用して工場
省ｴﾈﾙｷﾞｰ診断を中国側独自で実施している。
2.「省ｴﾈﾙｷﾞｰ法」の制定について今年（1994年）の全
国人民代表大会に提出され、審議中である。1998.1.1
から施行された。ただし施行細則はまだ公布されてい
ない。
3.本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの次期事業として大連省ｴﾈﾙｷﾞｰ教育ｾﾝ
ﾀｰ事業のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力の正式要請が中国
政府からあり、1991年10月末に日本政府は事前調査
団を1992年4月に長期調査団を中国に派遣し今後の
協力事項について協議を行ない、1992年7月に実施協
議調査団を派遣し、R/Dを締結した。期間は5年間とし
た。
(1)1993年3月中国側研修員4名を受け入れて、省ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ管理研修を実施。
(2)1993年10月に、大連省ｴﾈﾙｷﾞｰ教育ｾﾝﾀｰ計画事業
の進行状況確認および細部調査のために調査団を派
遣した。
(3)1994年4月中国側研修員4名を受け入れて 省ｴﾈﾙ
進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　大連市内

計画内容
・ｴﾈﾙｷﾞｰの管理について、4工場を調査し、工場側の省に対する姿勢、組
織、ｴﾈﾙｷﾞｰ消費状況把握と管理などの状況報告
・ｴﾈﾙｷﾞｰ使用上の問題点のまとめ
・4工場ごとの改善方策の具体化とその経済効果のまとめ
・大連市工業部門に対する省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進施策として目標設定、進捗状
況の管理、工場に対する指導援助と条件整備に関する具体的な提言のま
とめ。

1.工業省ｴﾈﾙｷﾞｰ改善の資料として活用
され、一部の工場では改善の実施をし
た。
2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力「大連市省ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ教育ｾﾝﾀｰ」（1992.7-1997.7）実施。
3.1992～1997年度までの日本側投入実
績は、CP受入れ23名、専門家派遣49名、
機材供与528,476千円となった。

・中華人民共和国省ｴﾈﾙｷﾞｰ法が1997年
11月1日に公布され、1998年1月1日に施
行された。これにともなって、各地方都市
では各自の省ｴﾈﾙｷﾞｰ法を作成した。大
連市においては大連市省ｴﾈﾙｷﾞｰ管理
方法が1999年に作成され、現在市人民
大会で正式な法律になるために申請中
である。
・当ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始当時はｴﾈﾙｷﾞｰの有限
性から省ｴﾈﾙｷﾞｰ政策を国家をあげて推
進していく気風であったが、現在では状
況が変化し、生産品のｺｽﾄを削減するた
めに省ｴﾈﾙｷﾞｰ進めている。
・大連市としては経済不況から電力消費
量が減少し電力の供給過多の状況にあ
る。したがって電力の積極的使用を奨励
しているが、同時に効率的、有効的な使
用を呼び掛けている。
（1999年度現地調査結果）

(*)の続き
(4)1994年5月「中国大連省ｴﾈﾙｷﾞｰ教育ｾﾝﾀｰ」が設立され、工場ｴﾈﾙｷﾞｰ管理・熱

技術移転例
1.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対する現地でのOJTとしては、調査団携行機材を使用して工場診断
技術を指導した。
2.診断材料の取り扱い方法の指導を行った。
3.1987年4月に短期専門家（熱管理）を派遣した。

M/P／エネルギー一般

報告書の内容

- 347 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

金型産業振興計画調査

The Study for the Development Program for Die &
Mold Manufacturing Industry in the People's
Republic of China

三上　良悌

ユニコ　インターナショナル(株)

88.1～2

7

62～63

106,939 千円

人月

1988．10

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

国家経済委員会
輸出入局副局長
俛　根仙

上海ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品金型工場：現存するが、所属はﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸ業界に変更された。外国からの設備を導入して発
展している。

上海無線電金型工場：現存するが、経済不況のため生
産は鈍っている。設備改良したが、運営は上手くいって
いない。

上海電機金型工場：現存する。基本的に改良は実施し
ていない。現在運営面で困難に直面している。

上海ｺﾞﾑ金型工場：現在従業員220名、生産額（1999
年）は1,000万元。JICA側の診断通りではないが、独自
に改良して順調に運営されている。
（2000年2月現地調査結果）

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

中国の金型産業を振興するために調査団は大別して次の３種類の提言を
行った。
1．金型産業を育成するための組織問題、関係産業問題、金型産業の技
術向上問題等、金型産業の基盤改善についての提言。
2．診断した４工場（プラスチック射出成型用金型、精密小型プラスチック
射出成型用金型、モーターコア用プレス金型、タイヤ用金型）に就て各々
の近代化の対応策を提言。
3．金型技術者養成センターについて、とりあげるべきテーマ、カリキュラ
ム、必要設備、予算についての提言。

本調査の提言のうち、金型技術者養成ｾ
ﾝﾀｰに関して、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ技術協力「上海
現代金型技術者訓練ｾﾝﾀ
ｰ(1991.9-1998.6)による支援が決定さ
れ、中国が整備するｾﾝﾀｰにおいて日中
双方の技術協力によりｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰの養成
を図ることにより。中国のﾌﾟﾗｽﾁｯｸ用金型
技術の向上が実施された。金型製作ｺｰｽ
のｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰとなるべきｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの金
型技術が向上し、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ射出成型用精
密金型について実践的な金型技術者が
養成されている。

左記のうち、2については中国としては予算申請を中央政府にという所までは知って
いるが、その後の経緯は不明。

項目3について、日本のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ技術協力にのるかどうかの検討（主として技術協力
会社が存在するかの検討）が行われ、一応協力会社の存在が確認されたが、中国
情勢から中断した。

上海は中国の工業化における重要な拠点であり、工業発展の基礎となる金型産業
に対しても重点的な振興を計画している。本調査と上海市がまとめた上海金型産業

1994年度までに専門家派遣累計26名、受入17名、機材供与319,491千円である。

M/P／その他工業

報告書の内容

- 348 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

青島輸出加工区開発計画調査

The Study on the Development of Qingdao Export
Processing Zone in the People's Republic of China

寺田　恵一

日本工営(株)

88.6.26～11.15

13

63

136,148 千円

44.79 人月 （内現地23.00人月）

1989．3

日本工営（株）
(財)日本立地センター

青島市人民政府
青島経済技術開発区管理委員会主任
青島輸出加工区開発調査協調組組長
許　善義

1993.5月頃に上下水道ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対する円借がｺﾐｯﾄ
された。
・日本企業側が大連に力を入れたために青島での輸
出加工区計画は先延ばしにされた感がある。
・1992年12月19日に中央政府より「青島保税区」建設
が認可された。現在、第1期建設（面積0.86平方km）、
第2期建設（面積0.96平方km）はほぼ終了している。第
3期建設にとりかかるところである。
・既存の「経済技術開発区」整備及び新設の「保税区」
建設に係るｲﾝﾌﾗはすべてJICA開発調査を基にしてお
り、現在ほとんどのｲﾝﾌﾗは完成している。
（2000年2月現地調査結果）

進行・活用

１．青島市は輸出加工区建設に適した条件を備えた地域である。即ち、軽
工業、紡績工業　を主とした多様な工業集積を有する都市であること、中
国の中で経済基礎が比較的整っており、良好な港湾に恵まれた対外貿易
の盛んな都市であること、さらに豊富な資源を有する背後地をひかえ、交
通が便利で技術力にも比較的優れ、良質で豊富な労働力資源に恵まれ
ていることである。但し、候補地区は青島市街からのアクセスが悪く、また
海外からの航空アクセス並びに通信事情が悪い。
２．青島地域への立地適合業種は、「地域動向性評価」、「立地実現性評
価」で適正が認められ、かつ「立地条件適正評価」にもパスした業種とし
た。23業種（当面）および24業種が選定された。”当面”適合する業種、製
品は労働集約型（中間技術型、量産技術型を含む）が主体であり”将来”
の業種・製品は先進技術型の比重が増大している適合業種は、食品、繊
維、衣服、出版、化学、プラスチック窯業、非鉄、一般機械、電機、精密機
械等である。
３．適合業種に基づいて、用地開発計画、生産規模の想定、土地利用計
画、施設計画を含む輸出加工区開発モデルプランを策定した。用地面積
は 260haである。
４．輸出加工区の制度／運営・管理についての提案を行った。

1992.9～1993.2　青島開発計画事業に
係わる案件形成促進調査（SAPROF調
査）がNKによって実施された。その内容
は下記の3ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのF/Sである。
1.青島経済技術開発区の上下水道整備
2.港湾整備
3.ﾌｪﾘｰ調達
1993.5月に、上下水道ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの円借款
「青島開発計画（上水道・下水道）」
（25.13億円）がｺﾐｯﾄされ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが実
施された。

1996年12月に港湾整備に関する円借款
「青島港前湾第2期建設事業」（27億円）
がｺﾐｯﾄされた。本案件は貨物取扱需要に
対応するために、同湾前湾地区にｺﾝﾃﾅ2
ﾊﾞｰｽ、雑貨4ﾊﾞｰｽ（計6ﾊﾞｰｽ、取扱能力
合計315万ﾄﾝ/年）を建設するものである。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

1992.9～1993.2　青島開発計画事業に係わる案件形成促進調査（SAPROF調査）が
NKによって実施された。その内容は下記の3ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのF/Sである。
1.青島経済技術開発区の上下水道整備
2.港湾整備
3.ﾌｪﾘｰ調達
1993.5月に、上下水道ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの円借款「青島開発計画（上水道・下水道）」（25.13
億円）がｺﾐｯﾄされ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが実施された。

1996年12月に港湾整備に関する円借款「青島港前湾第2期建設事業」（27億円）がｺ

M/P／工業一般

報告書の内容

- 349 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

徳興銅鉱山鉱廃水処理計画調査

The Study on Air Pollution Control for Thermal
Power Plants

長浜　達也

三井金属資源開発(株)

93.3.6～3.31/93.6.1～7.3/93.8.15～9.31/

93.10.14～12.16/94.5.15～6.15/94.7.17～8.5/

94.10.15～10.31/95.1.16～1.25

12

3～7

268,306 千円

66.20 人月

1995．3

三井金属資源開発（株）

・有色金属工業総公司
　外事局処長　催虎林
・北京有色冶金設計研究総院
　副工程師　劉　　仁
・徳興銅鉱山
　総工程師　　森昌

本調査に基づき1996～1997年にわたって、新規廃水
処理施設の詳細設計を実施するために
　1)現地概況･ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ設計調査
　2)ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ設計元請の決定
　3)ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ現地据付監督
　4)実証試験の実施･運転員の教育訓練
　5)新規廃水処理施設詳細設計に関する指導
を引続き協力し、これからは千代田化工関係コンサル
タントによって、JICAより受注、実施されている｡
2000年にﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ詳細設計が終了予定。以後、本
格工事が円借で進む可能性あり｡
2002年1月現在：中国側にて工事計画を立案し進行中
との情報がある。
2003年1月現在：情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

（現状の認識）
徳興鉱山廃水は、2003年にはph1.5～4.0の酸性廃水4.9万立法m／日と
ph1.1～1.2のアルカリ性廃水28.1万立方m／日に達し、下流の楽安川、　
陽湖の汚染が進行するため早急に対処する必要があること。

（提言）
1.廃水処理計画
　空気撹拌方式による二段中和法の廃水処理施設を新設する。その為の
詳細設計を早急に実施する必要がある。
・新規廃水処理施設の建設費　　範囲内　5,100万元　　範囲外　9,953万
元　建設期間　2年間
・操業費　　平均　　　0.58元/立方m

2.環境モニタリング計画
　処理施設の効果確認と将来の汚染に対する改善予測をするための基礎
データ収集を目的にモニタリングを実施。

3.廃滓堆積場余剰水排水系の事故処理対策

4.停電等によるアルカリ廃水の流出防止対策

5.不法立入禁止

6.管轄外廃水の処理

7.廃水量及び排物質総量の抑制

新規廃水処理工程のうち中国が未経験
の分野である空気攪拌及び二段中和設
備に関するJICA開発調査(詳細設計)を
実施(1996.8-)
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

　中国側(有色金属工業総公司)は本調査団の指摘及び提案内容を深刻に受けと
め、北京有色冶金設計研究総院と共に徳興銅鉱山に対して、廃水処理対策の早期
実施を指導｡その結果報告書による改善提言内容の実行を早期に実現させると共に
新規廃水処理場建設費用を予算化させた｡並行して新規廃水処理工程のうち中国
が未経験の分野である空気攪拌及び二段中和設備に関する詳細設計を日本側へ
要請した｡
　これを受け日本側では、予備･事前調査を経て｢徳興鉱山廃水処理計画詳細設計
調査｣を1996年8月から実施｡詳細設計調査の第1回調査で、空気攪拌及び二段中
和の詳細仕様を決定するためデータ取得を目的としたﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ設計･建設が行

徳興銅考案廃水管理各論の技術移転(堆積場排水系の事故処理／停電等事故時
のｱﾙｶﾘ廃水流出防止対策立案／廃水量排物質総量の抑制／酸性排水の不法流
用防止策の検討等)。新規廃水処理場建設及び操業費の試算(中国側設計積算手
法の移転)。詳細設計後は千代田化工関係ｸﾞﾙｰﾌﾟが、かかわっている｡
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／鉱業

報告書の内容

- 350 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

寧夏石炭資源開発利用計画調査

The Study on Utilization of Coal in Ningxia

三上　良悌

ユニコ　インターナショナル(株)

96.11～97.1

6

7～8

113,898 千円

27.50 人月

1996.10

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
三菱マテリアル(株)

寧夏回族自治区
科学技術委員会

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

（石炭資源開発利用計画）
1.発展ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ
石炭の予想埋蔵量は2000億ﾄﾝであり、1995年の生産規模が続いた場合、
2200年間の生産が可能。品種が豊富で、品質も良く、比較的採掘が容易
という特徴をもつ。

2.石炭資源の現状と将来計画
ここ数年、1400万ﾄﾝ前後を出炭、2010年には2600万ﾄﾝを予想。選炭率も
44％と高い。

3.石炭・電力多消費型産業の可能性
2010年には1995年に比べて、石炭消費が無煙炭塊炭1.7倍、無煙炭粉炭
3.5倍、ｺｰｸｽ用炭1.2倍、動力用炭5.5倍に増加。多くの産業において優
位性がある。

4.石炭の生産と需要のﾊﾞﾗﾝｽ
供給が過多になると考えられる霊武炭の処理対策が必要、利用量の不足
は出炭量を制約し鉱山の効率が悪化する。

5.需要拡大への対策
霊武炭の需要拡大には、ｾﾐｺｰｸｽ製造、ｱﾝﾓﾆｱ・尿素製造、山元発電等
が考えられる。

6.環境評価
冬季のTSP及びNOXの値が高いのは石炭の燃焼、特に住宅・中小工場等
の石炭燃焼による汚染の影響が考えられる（但し、NOXは基準値内）。黄
河の水はSSは高くても平均的にはCODは低い。黄河以外の中小水路で
は汚染が進行。適切な対策が必要。

1)石炭火力発電所（石嘴山）：近々建設
着工予定である。
2)活性炭生産工場は順調に稼動してお
り、日本が輸入している。
3)天然ｶﾞｽからの化学肥料生産：中国石
油化工公司にｱﾝﾓﾆｱ（尿素）製造機器が
2基建設されており、さらにもう1基を自治
区政府及び中国石油化工公司で予定し
ている。
4)苛性ｶﾘ生産：この案件は消滅した。
5)熱圧成型ｺｰｸｽでの特級鋳物用ｺｰｸｽ
生産：調査時（1996）と同じく実験用のﾊﾟｲ
ﾛｯﾄ設備で4万ﾄﾝを生産するのみで進展
はない。
6)炭化珪素生産：ﾊｲﾃｸ産業振興の意味
から国家の重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして注目され
ている。
（1999年度現地調査結果）

1)石炭火力発電所（石嘴山）：近々建設着工予定である。
2)活性炭生産工場は順調に稼動しており、
　日本が輸入している。
3)天然ｶﾞｽからの化学肥料生産：中国石油化工公司にｱﾝﾓﾆｱ（尿素）製造機器が2
基建設されており、さらにもう1基を自治区政府及び中国石油化工公司で予定してい
る。
4)苛性ｶﾘ生産：この案件は消滅した。
5)熱圧成型ｺｰｸｽでの特級鋳物用ｺｰｸｽ生産：調査時（1996）と同じく実験用のﾊﾟｲﾛｯ
ﾄ設備で4万ﾄﾝを生産するのみで進展はない。

M/P／鉱業

報告書の内容

- 351 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国モデル都市（瀋陽市、杭州市）中小企業振興
計画

Study on Small and Medium Enterprise
Development in Shenyang and Hanzhou

渡部陽

(財)素形材センター

00.5.14～6.8　　　
00.10.8～12.23
01.2.11～3.24
01.8.9～9.26

12～13

582,319 千円

142.88 人月

2001.12

（財）素形材ｾﾝﾀｰ
ユニコインターナショナル(株)

国家経済貿易委員会中小企業司

2003.3現在：情報なし
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成15年度在外調査)　杭州市では、企業が速やかに
発展し、各レベルの政府は中小企業の発展へのサ
ポートを逐次に強化しつつあるため、企業はよい政策
の環境の中で発展し、また発展に役立つ全ての管理
経験、生産技術、営業方策及び企業発展戦略を利用
して、経営収益を向上することができた。活動の展開に
より、杭州は中小企業信用担保融資、企業信用制度を
確立する面において、大きな成果を収めた。
(平成16年度在外調査）
提案事業「杭州市中小企業振興計画」
　１）裨益対象：中小企業
　２）裨益効果：政府のサポート、ネットワークの市場及
びその働き
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

1) 中小企業の抱える問題点・中小企業振興政策と実施組織の現状調査
による改善点の指摘及び改善案の提出（含、必要な行政予算の提言）
2) 中小企業数社の診断・指導の実施による具体的な改善の効果（含、診
断・指導事例集の作成）。問題点の政策提言。
3) パイロット・プロジェクトとして、中小企業ネットワークの設立。運転の継
続及び中小企業振興の具体化に寄与。
4) パイロット・プロジェクトとして、投資基金のアドバイザリー・サービスを提
供し、ハイテク以外の中小企業の近代化促進を目的としたリミテッド・パー
トナー（LPS）式投資基金設立の準備への協力。

（藩陽市）
対象企業：
一般機械産業、自動車部品産業、電子・情報産業、環境保護産業

調査の成果：
１） 中小企業の抱える問題点・中小企業振興政策と実施組織の現状調査
による改善点の指摘及び改善案の提出。改善・指導（診断・指導事例集の
作成）。
２） パイロット・プロジェクトとして、中小企業ネットワークの設立。運転の継
続及び中小企業振興の具体化に寄与。
３） 中小企業振興政策の提言（マスター・プラン及び個別プロジェクトの提
言、アクションプランの策定）
・ 中小企業支援システムの構築と育成
・ パートナーシップ活動による中小企業の市場開拓
・ 産業構造改革
・ 高新技術振興
・ 経営基盤強化
・ 中小企業金融支援
・ 中国の外国企業誘致政策
・ 中小企業投資支援

1)限定された範囲ではあるが、診断・指導
を実施した数社での具体的な改善効果
が見られた。
2)パイロット・プロジェクトとしての中小企
業ネットワークの設立。運転は継続され、
中小企業振興の具体化に寄与している。
今度組織の拡大を期待する。
(平成15年度在外調査)　中小企業ネット
ワークの構築が具現化された。市全体の
範囲内で中小企業のために情報サービ
スを提供している。１２０社あまりの中小企
業がネットワーク構築サポート・システムを
十分に利用して自社のサイトを構築でき
るように考えられている。
(平成16年度在外調査)　瀋陽市は、中小
企業ネットワークを通して全市の中小企
業のIT化を進めている。現在既に100以
上の会員企業を有し、企業広告用サイト
の無料開設に便宜を図っており、企業本
体及びプロジェクトやその成果について
有効な広報がなされている。2004年、本
ネットワークは、国家発展改革委員会によ
り初のモデルサイトに認定された。このサ
イトを作業の場として、瀋陽中小企業ｻ
ｰﾋﾞｽセンターは、中小企業に対して人材
育成、技術コンサルティング、情報サービ
ス等のサービスを提供している。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成15年度在外調査)　中小企業ネットワークの構築が具現化されている。市全体
の範囲内で中小企業のために情報サービスを提供している。１２０社あまりの中小企
業がネットワーク構築サポート・システムを十分に利用して自社のサイトを構築できる
ように考えられている。
(平成16年度在外調査)　瀋陽市は、中小企業情報ネットワークの基盤の上に、瀋陽
中小企業ｻｰﾋﾞｽセンターを設けている。企業技術刷新ｻｰﾋﾞｽセンター等一連の仲介
サービス機関は、中小企業の発展と成長のため、人材育成、技術コンサルティング、
情報サービスを提供している。

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／工業一般

報告書の内容

- 352 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中小企業金融制度調査　（経済開発部）

The Study on Reforming SME Finance System in
the People's Republic of China

薮田　仁一郎

（財）国際開発センター

2003.03～2005.02

9

14～16

192,219 千円

38.31 人月 （内現地27.40人月）

2005.01

（財）国際開発センター
みずほ総合研究所（株）

中国人民銀行研究局

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

　本調査では、中国の中小企業金融問題を解決する為の総合戦略の提
言を行った。さらに総合戦略では、貸し手側（金融機関）のサービス改善・
制度改革と借り手側（中小企業）のレベルアップ・情報開示の両面から検
討を加えた。提案された戦略は以下の通りである。

戦略1：　金融機関のサービス改善・制度改革
　1．金融システム改革、資本市場整備
　2．中小企業向け融資環境の整備、商業銀行における中小企業向け融
資業務の改革
　3．政策性中小企業専門機関の創設
　4．信用保証制度の改革
戦略2：　中小企業のレベルアップと情報開示
　1．中小企業の経営問題と財務管理の改善、情報開示
　2．中小企業のレベルアップのための公的支援、人材育成

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成17年度国内調査)　調査終了後間もないため、相手国政府により何らかの対応
がとられているかどうかは不明であるが、具体的な活動に向け対応が検討されてい
る。

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／工業一般

報告書の内容

- 353 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 KOR 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

大韓民国

水資源総合開発計画調査

The Long-Term Multipurpose Dam Schemes
Preliminary Feasibility Study in Republic of Korea

脇　治雄／久野一郎

日本工営(株)

77.10.10～12.17／
78.7.3～79.3.26

11,28

52～54

330,609 千円

78.06 人月 （内現地31.86人月）

1979/9

日本工営（株）
電源開発(株)

建設部水資源局

1.対象となった10ﾀﾞﾑのうち住岩、臨河、咸陽、洪川ﾀﾞﾑ
については第2次国土総合開発10ヶ年計画（1982～
1991年）に盛り込まれており、特に住岩ﾀﾞﾑについて
は、第5次経済社会開発5ヶ年計画期間中の事業費
140百万ﾄﾞﾙ、うち円借款60百万ﾄﾞﾙを予定して鋳型、
1984年8月に111億円の円借款（L/A）が行われた。
2.またﾊﾟﾑｿﾝｺﾞﾙ、麟蹄、ｶﾞﾝﾋｮﾝ、奉化については第3
次10ヶ年計画（1992年～）に盛り込む予定であるが、九
切及び達川ﾀﾞﾑについては経済性等の問題から現在
のところ建設する計画はない。

　ﾀﾞﾑ建設には巨額のｺｽﾄがかかるので韓国政府として
は資金調達の困難性等により緊急を要するものから段
階的に建設を実施しており、1982年に完了した大清ﾀﾞ
ﾑ、1985年に完成した忠州ﾀﾞﾑに引き続き現在は陝川・
住岩・臨河ﾀﾞﾑが完成している。
1999.10現在：特に新情報なし

進行・活用

1.計画の概要
(1)調査の目的
　本調査は大韓民国における水資源開発の長期展望を行ない第一次調
査により選択された10地点に対して、多目的ﾀﾞﾑ建設の技術的・経済的妥
当性を予備的に検討する。
(2)調査の内容
　調査団はﾀﾞﾑｻｲﾄの弾性波探査、ﾀﾞﾑｻｲﾄ地質図作成、築堤材料調査水
文調査、洪水被害調査、都市用水需要調査、土壌調査、土地利用調査、
農業基盤整備事業調査、電力市場調査、目的別水需要調査、水収支予
測、多目的ﾀﾞﾑの概略設計と工事費積算および多目的ﾀﾞﾑの経済分析を
実施した。

2.結論及び勧告
　調査対象ﾀﾞﾑの運転開始時期は、いずれも揚水需要から決定され、漢工
流域2008年、洛東江流域1991年、ｾﾝｼﾝｺｳ流域1986年と算定される。
(1)漢工流域5地点のうち、洪川、達川およびｶﾞﾝﾋｮﾝﾀﾞﾑが経済低に成り立
ち、中でも洪川ﾀﾞﾑは大規模な発電と長期の揚水供給の可能性があり最
有力である。
(2)洛東江流域3地点のうちでは、臨河ﾀﾞﾑが経済的に成り立つと判定され
た。
   このﾀﾞﾑは発電とともに流域の用水供給に重要な役割を果たすと考えら
れる。
(3)ｾﾝｼﾝｺｳに提案された住岩ﾀﾞﾑは経済的妥当性が高く、特に南海岸工
業地帯への用水供給の観点から早期開発が望ましい。
(4)今後の課題として、水文観測の充実と更に詳細な水質調査を勧告す
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ段階で提案された10ﾀﾞﾑ地点
の内、住岩、臨河、咸陽、洪川ﾀﾞﾑの4地
点については、以下の通り計画が進行し
ている。

住岩：円借款(111億円)が充当され1986
年から本格工事に入り1990年に完成し
た。ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは日本工営。

臨河：1984年から韓国政府資金により一
部工事実施されていた。1987年から円借
款(約70億円)が充当され、1988年春から
ﾀﾞﾑ本体設立に着手し1991年に完成し
た。ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは日本工営。

咸陽：韓国政府資金による詳細設計が終
了しているが、工事資金計画が未定であ
る。

洪川：1990年度に工事着工を予定した
が、補償問題が大きく、実施の見通しが
たっていない。

長期的視点にたった水資源開発の重要性が理解され、優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが実現し、供
用されている。他のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄも韓国政府の水資源開発製作に基づいて実施が検討
されている（1994年3月現在）。

M/P／水力発電

報告書の内容

- 354 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MNG 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

モンゴル

エルデネット鉱山近代化計画

Erdenet Mine Modernization and Development
Program

坂井　茂

三井金属資源開発(株) 

92.12.7～12.23／93.2.24～3.28
93.6.16～7.9／93.11.30～12.12

12

4～5

198,389 千円

55.00 人月

1993．12

三井金属資源開発（株）

エルデネット鉱山
S. Otgonbileg （総裁）　
S. Gezegt （生産技術部長）

・ｴﾙﾃﾞﾈｯﾄ鉱山関係者が来日の都度、ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄを訪
問し、進行の情報交換を行っている。
・内閣が数回変わり経済政策の焦点が定まっていな
い。
・ｴﾙﾃﾞﾈｯﾄ鉱山を民間に売却する様計画されている。
・ﾓﾝｺﾞﾙの所有分51％を約2億ﾄﾞﾙ程度の金額との情報
がある。この数値は報告書で試算した価値に近い。
・当時の主要ﾒﾝﾊﾞｰは（技術者を含む）が鉱山を離れ情
報は得にくい状況にある。

2002.3現在：変更点なし　　　　　　　　　　　　　　
2003.1現在：変更点なし

進行・活用

１.近代化計画の概要
（１）基本方針：・生産障害要因（電力、部品供給不安定）の解消・銅生産
120千t／年維持のための投資計画・各部門の機械設備の更新・改善
（２）採選鉱：・稼働率の向上とコスト低減を目指した採鉱機械の導入・選鉱
粗鉱処理能力の増強
（３）ワークショップ：・新設備の導入
（４）組織改革
（５）用水：・第二水源の確保

２.財務経済分析
・投資額　　3.4億ドル
・FIRR　　　14％～20％
・EIRR　　　27％～40％

・選鉱処理能力の増強（自己資金にて実
施中）
・高性能採鉱機械の一部導入（ 　〃  ）
・報告書の指摘に従って重機類の更新は
西側（USA、日本）より調達されている模
様
・日本は「ｺﾏﾂ」が商談に入っている。
・AOTS制度にのって「ｴﾙﾃﾞﾈｯﾄ鉱山」より
1名の地質研究員が来日、受入会社は三
井金属資源開発(株)である。
・酸化鉱処理にSX-EW法を使って実操業
に入った。
　ﾚﾎﾟｰﾄでは銅製錬所の建設はやめ、
SX-EWによる銅生産を勧告した。
・ﾛｼｱからの電力供給量が増加し当面電
力不足は解消されており、暖房用ﾎﾞｲﾗ
ｰの発電計画は立ちぎれとなった模様。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

1.ｴﾙﾃﾞﾈｯﾄ鉱山民営化計画が進行中、ﾖｰﾛｯﾊﾟ系企業が興味を持ったとの情報があ
る。
2.SW-EWによる酸化鉱処理事業の増産が計画されている。提言は5,000t/年として
いるが10,000t/年計画に向かって計画進行中。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

・報告書の取り扱いにつき1994年11月ｴﾙﾃﾞﾈｯﾄｺﾝﾂｪﾙﾝとしての結論を得た。
・生産ｺｽﾄｱｯﾌﾟ銅価ﾀﾞｳﾝの両面から経営難に直面、本調査提言の分社関係を2000
年までに実行する。
・品位が下がりはじめ生産コストは80¢程度上昇している。
・80km離れたｾﾚﾝｹ川からの導水によるｴﾙﾃﾞﾈｯﾄ鉱山用水の流送ｺｽﾄ削減のため地
下水開発の要望あり。

M/P／鉱業

報告書の内容

- 355 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MNG 102

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

モンゴル

石炭産業総合開発計画調査

Study on Comprehensive Coal Development and
Utilization in Mongolia

佐藤　武比古

(財)日本エネルギー経済研究所

93.11.8～12.7／94.7.18～9.2/
94.9.20～10.14／94.12.8～12.22/
95.1.10～2.27／95.6.1～6.15／
95.9.4～9.13

16

5～7

336,304 千円

96.13 人月

1995．11

（財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所

インフラストラクチャー開発省
燃料局　（旧エネルギー地質・鉱山省）

チムルバートル（General Director　
スンドゥイ　石炭部長）

（バガヌール炭鉱改善計画）　世銀、OECF共同融資を得て改善を終了した。世
銀、JBIC（旧OECF）協調融資を得て1997年着手し、世銀融資分は1999年に完了、
JBIC融資分は2002年春改善計画が終了した。　　
（シビーオボ炭鉱改善計画）　OECF融資を得て第一期分を終了し、第２期分を実
施中。1997年にJBIC（旧OECF）から第一期分の融資を得て同年着手し2002年３月
終了した。1998年にはJBICから第二期分融資を得て、工事が進行中。既に生産性
の向上において部分的成果が現れており、全ての改善計画の終了は2003年末を
予定。
（石炭利用開発マスタープラン調査）　マスタープラン調査に基づき実施された上
記2炭鉱のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝにより､200５年迄石炭供給能力は十分である｡　なお、首都ウ
ランバートルの大気汚染低減の観点から、同国政府関係機関において、ﾌﾞﾘｹｯﾄの
導入が検討されている。(2003.1現在)
(平成17年度国内及び在外調査) 特記事項なし

進行・活用

本調査はバガヌール炭鉱およびシビー・オボー炭鉱のリノベーション計画
調査（第一部）と石炭利用開発マスタープラン調査　（第二部）により成る。

（第一部リノベーション計画）
1）バガーヌール炭鉱
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：首都ｳﾗﾝﾊﾞｰﾄﾙの東110km,海抜1350m
総事業費：150百万USドル（3年間）
実施内容：鉄道方式をトラック方式に変更し、石炭生産能力を600万トン/
年に増加。

2）シビー・オボー炭鉱
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：首都ｳﾗﾝﾊﾞｰﾄﾙの南東260km,海抜1200m
総事業費：5000万USドル（3年間）
実施内容：石炭生産能力を200万トン/年に増加。

（第二部マスタープラン要旨）
1）シビー・オボー炭鉱の開発を優先。　2）山元火力発電所を建設し、ブリ
ケットを生産。　3）所要資金は2005年迄に約560百万USドル。

-石炭の安定供給を確保するためﾊﾞｶﾞﾇｰﾙ炭鉱の4百万ﾄﾝ/年への復旧
およびｼﾋﾞｰ･ｵﾎﾞｰ炭鉱の2百万ﾄﾝ/年への増強を行うべき。
-計画経済ｼｽﾃﾑから市場経済に移行過程にあるため、石炭産業に係る課
税が過大であり、調整が必要である。
-市場経済における石炭産業の人材育成が重要である。

1.バガヌール炭鉱の生産能力を4百万ﾄﾝ/年に復旧せしめるた
めのﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ業務が、世銀・OECFの協同融資約55百万ﾄﾞﾙ
で、1997年より開始され2002年に完了した。
2.ｼﾋﾞｰ･ｵﾎﾞｰ炭鉱の生産能力を2百万ﾄﾝ/年に向上せしめる開
発業務「バガヌール･シベオボ炭鉱開発事業」が、OECFの融
資58.27億円（第1期：L/A締結 1997.2.28. バガヌール向け
22.95億円を含む）を得て、1997年より開始され、2002年に完
了した。
（1996年SAPROF実施）
3.「モンゴル炭鉱総合開発計画監」としてOECFより42.98億円
の円借を締結。1999年より実施中（E/N 1998.2.10、L/A
1998.2.12）
(平成15年度国内調査)　バガヌール・シベオボ炭鉱開発事業
を実施し、バガヌール炭鉱およびシベオボ炭鉱における石炭
の増産を計った。シベオボ炭鉱では、円借款を開始した1997
年の生産実績222千トン/年に対し、2002年の石炭生産実績は
約4倍の932千トン/年に達した。バガヌール炭鉱では、需要見
合で2002年には３０９３千トン/年を生産した（1997年と約同量）
(平成17年度国内及び在外調査)
次段階事業：　バガヌール・シビーオボー炭鉱改善計画フェー
ズII（Baganuur and Shivee-Ovoo Coal Mine Development
Phase II）
　資金調達：
　　調達先：　円借款　L/A締結　1998年2月12日　（L/A No.
MON-P5）
　　調達額：　4,298百万円
　設計・工事期間：　1998年7月　-　2005年3月
技術協力：
専門家派遣：　30名
　進捗：　100％　主要建設工事及び機器調達は2004年9月に
終了し、稼働中
　裨益：
　　裨益対象：　モンゴルウランバートル第4火力発電所他
　　裨益効果：　モンゴルの電力需要の7割以上を供給している
第4発電所の石炭供給は、従来、バガヌール炭鉱及びシャリン
ゴル炭鉱が燃料炭供給を担っていた。シャリンゴル炭鉱の生
産能力低下及び電力需要の伸びに対して、バガヌール炭鉱
及びシベオボ湛国からの安定した石棺供給が実現。（生産能
力は、バガヌール4百万トン、及びバガヌール200百万トンだ
が、2004年の実需要は合計400百万トン/年）。1998年には30
万トン/年規模のシビーオボ炭鉱は、2004年には100万と二条
の出荷を実現し、同国第2位の炭鉱に成長した（設計設備能
力は目標に到達しているが、実需要は200百万トンに未到
達）。

従来、比較的良質な石炭を算出し主力供給源であったシャリンゴル炭鉱が生産最盛期を過ぎており、安定した代替供給源が
必要となっていた。他方、良質炭を賦存する炭鉱の開発には輸送インフラの開発が必要であった。そこでモンゴル政府は、
OECF（当時）の融資により同国石炭の主力消費者である第4火力発電所のﾎﾞｲﾗｰを改造し、既に鉄道と接続しているバガヌー
ルおよびｼﾋﾞｰ･ｵﾎﾞｰの低品位炭を効率よく使用拡大するための対策を実施し、1998年にはその第一期工事が終了した。この
改造計画と前後して、代替主力炭鉱であるバガヌール炭鉱とその後続が期待されるｼﾋﾞｰ･ｵﾎﾞｰ炭鉱の改善・更新が決定され、
現在、実施進行中である。
　エネルギーの安定供給（石炭／電力）のため緊急課題として実行に向け進行中である。　(財)日本エネルギー経済研究所は
太平洋炭礦(株)と共同して、第一期と第二期のｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務を受注。第一期計画の機器納入で伊藤忠商事、現地抜水工
事で鴻池組、使用中機器の修理部品納入でモンゴル企業4社がそれぞれ受注。
2003.3現在：第二期計画は、国際入札の結果上記コントラクターが受注し工事を実施中。
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成17年度国内調査)
1．クリーンコールテクノロジー導入計画
　モンゴル政府は、2005年中に石炭液化・ガス化等クリーンテクノロジー導入方針について国会審議を行う予定。
2。中小炭鉱の開発計画
　モンゴル政府は、広範囲に分布する石炭資源を有効利用し、中央電力網から外れた地域の電力及び熱供給推進を検討中
（ODA支援を要請しようとしているか否かは不明）。
3．石炭輸出事業計画と輸送インフラ整備計画
　既設鉄道の輸送力増強計画及び南ゴビ資源開発に係る鉄道建設が検討されている。「資源はあるが輸送府インフラが無い」
という状況からの脱却を模索している。

M/P／ガス・石炭・石油

報告書の内容

- 356 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

モンゴル

モンゴル国工業開発計画調査

The Study for the Promotion of the Industrial
Sector in Mongolia

渡部　陽

(株)サイエス

98.7.22～8.28／98.10.3～11.4
98.12.5～12.25

15（含、交替者、調整員、通訳）

10

158,128 千円

41.96 人月

1999．1

(株)サイエス

工業農産省　開発計画局長
Mr.N.BATAA

2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：変更点なし

（平成15年度　在外調査）
情報なし

進行・活用

短期戦略：
1)既存の原資の有効活用
　天然資源の有効活用
　ｺﾒｺﾝによる生産ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄのﾌﾙ活用
2)中小企業の活力の引き出し
　適正規模の資金援助
3)政府の強力なﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟの発揮
　戦略なき移行経済による市場失敗の認識と戦略的産業政策の策定と
   実施

中長期戦略：
1)産業構造・企業体質改善
　信用創出の育成と振興
　産業構造改革
2)技術革新
　使用ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ
1)貯蓄・融資協同組合の育成、民間の自助活動による金融環境改善
2)今回の診断企業に対する個別技術支援の継続
　銀行の融資に関する企業指導
3)各種協同組合支援による流通制度の改革→原材料集配機能の強化
4)品質評価ｾﾝﾀｰ機能の強化→既存国立研究機関を支援し活用

調査団が選んだ優良企業のうち4社に対
しKFW（ﾄﾞｲﾂ）の資金援助が実現した。

企業経営と生産技術について、企業診断の過程でC/Pに対する技術移転を行っ
た。特に企業経営に対する技術移転については、ﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝを念頭に置き、財務
管理に重点を置いて行った。
フォローアップ調査（国内調査）終了年度：2003年度
終了理由：本調査を担当した国際事業部が組織改編により解散になり、担当コンサ
ルタントへのアンケート調査実施が困難になったため。

M/P／工業一般

報告書の内容

- 357 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

モンゴル

再生可能エネルギー利用地方電力供給計画調査

Master Plan Study for Rural Power Supply by
Renewable Energy in Mongolia

渡辺芳知

日本工営株式会社

98.10～98.12/99.2～99.3/99.5～99.7/99.1/00.2
～00.3/00.7～00.8

6+１（業務調整）

10～12

350,714 千円

55.70 人月

00.　9

日本工営（株）

モンゴル国インフラ開発省
インフラ開発省エネルギー局

Dr.N.Enebish, Senior Export for Renewable
Energy, Department for Fuel and Energy

　マスタープラン調査の完成は2000年9月で、この時期、村落の電力供給では日本
の無償資金によるディーゼル発電機の供与が緊急案件として実施されていた。こ
の無償計画が2002年度で完了すると考えられる。（第4次村落電化はNKではなく
PCIEが監督業務を担当）。マスタープランで提案しているシステムは、太陽光や風
力などの再生可能エネルギーとディーゼル発電機によるハイブリット・システムを基
本としている。このため、ディーゼル発電機の供与計画が完了した時点で、本プロ
ジェクトの実施を日本政府に対し無償資金協力として要請する予定であるとの情報
も得ている。2003.3現在：モンゴル政府は実施に関する要請書をすでに日本政府
に提出したが、その後変化した現状に合わせるため、再提出を検討中。
(平成15年度国内及び在外調査)　情報なし
(平成16年度国内調査)　特記事項なし
(平成17年度国内調査)　マスタープランでの提案計画を、2006年度の日本の無償
資金協力として、第4番目の優先順位で要請する。
(平成17年度在外調査)　資金調達の問題により、マスタープランの第一段階は実
現されなかった。モンゴル政府は日本政府にマスタープランの第一段階の実施の
ための資金要請を2002年、2004年及び2005年に行ったが、資金獲得に至らなかっ
た。

進行・活用

モンゴル全国の系統に接続されていない167村落に対し、太陽光、風力、
小水力、ディーゼル発電機、系統連携により電力供給を行う計画である。
2015年を最終目標年とし、2005年、2010年、2015年と3つの段階で計画を
提案している。最も近い2005年では、Basic　Human　Needsの充足を最優
先と定め,学校・病院・ソム役場に対して24時間の安定電力供給を目標とし
ている。プロジェクト完成後、日常の運営維持管理は各村落で行い、設備
の所有権と運営維持管理の最終責任はインフラ開発省が持つことになっ
ている。

提出した報告書に基づき、相手国政府は再生可能エネルギー
による村落電力供給計画を政府の開発計画の中に含めてい
る。実施については、2005年のプロジェクトを日本に対し、無
償資金協力にて要請する意向を持っている。
(平成17年度国内及び在外調査)
政府のアクションプランに明記されているように、2000年から
2005年の間に55のソムが中央電力網に接続された。
-　過去3年間に導入された発電システム
Umnugovi
　資金調達：　（国際共同実証事業）
　　調達先：　NEDO、日本
　内容：　NEDOにより200kWpの太陽光発電設備と制御設備
の据え付け、及びJICA無償で据え付けられたディーゼル発電
機との連係運転。
　導入時期：　2003年6月ー9月
Sukhbaatar
　資金調達：
　　調達先：　自己資金
　　調達額：　約310,000 USD
　導入時期：　2004年6月ー9月
Zavkhan
　資金調達：
　　調達先：　GTZ（技術協力）
　導入時期：　2003年ー2005年
Sukhbaatar
　資金調達：
　　調達先：　韓国（技術協力）
　導入時期：　2005年6月ー8月
Khovd
　資金調達：
　　調達先：　ADB（技術協力）
　　調達額：　95,000　USD
　導入時期：　2004年7月ー8月

村落の電力供給はロシア製ディーゼル発電機により行われていたが、1997年当時、このディーゼル発電機の老朽化により多く
の村落が無電化村落になりかけていた。モンゴル政府はもともと、再生可能エネルギーを取り入れた村落の電力供給計画を描
いており、本マスタープラン調査の要請は1995年ごろには出されていた（1995年にNKが確認したのはドラフトのみ）。　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
本来であれば、このマスタープラン調査終了後、ディーゼル発電機も含めた村落の電力供給プロジェクトが進められるべきで
あったが、無電化村落の出現を食い止めるため、モンゴル政府はディーゼル発電機の供与を日本政府に緊急要請し、無償資
金協力として実施された。ディーゼル発電機の供与計画完了により、モンゴル政府は本来描いていた村落の電力供給システム
を実現させるべく、現在の状況になったものといえる。
(平成15年度　国内および在外調査)　情報なし
(平成17年度国内及び在外調査)　相手国政府により、活発な活動が見られる。　

　3村落に太陽光パネル、風力発電機およびバッテリーからなるパイロットプラントが据え付けられた。
　ウランバートルでの技術移転セミナーが2回、村落での技術移転セミナーが各パイロットプラント据付村落でそれぞれ2回ずつ
実施された。また、各年度に1名、合計3名のカウンターパート研修生の受け入れが行われた。
(平成17年度国内調査)　
本調査コンサルタントによるフォローアップ調査
　内容：　マスタープランで据え付けられたパイロットプラントの現状確認と、提案案件を実現させるためのプロモートを実施。
　実施時期：　1．2004年5月15日～2004年5月26日(12日間)　2．2005年6月27日～2005年7月9日(13日間)

M/P／新・再生エネルギー

報告書の内容

- 358 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

バングラデシュ

小規模工業開発計画調査

Development Plan of Small Scale Industries in
People's Republic of Bangladesh

橋田　担

(株)野村総合研究所

81.11.11～12.1／
80.1.13～3.31

16,16

54～55

66,016 千円

0.00 人月

1980/9

（株）野村総合研究所

Bangladesh Small & Cottage Industries
Corporation (BSCIC)

1999.10現在：変更点なし

中止・消滅

1.計画の概要
(1) 調査目的                         (3)小規模金属加工、軽機械工業
　包括的なﾏｽﾀｰ･ﾌﾟﾗﾝ作成と     開発についてはさしあたり、
　有望ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ確定                 金融、原材料、供給、ﾏｰｹﾃｨﾝ
　実施にすぐ移せるような           ｸﾞ及び流通、技術についての問
　具体的ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ発掘              題解決が重要である。
(2) 調査内容                         (4)日本からの適正技術の協力に
　農業関連工場の開発とﾌﾟﾛ       ついて製品に関するｼｰｽﾞ(ﾋﾝﾄ)
　ｼﾞｪｸﾄ確定                            提供
　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施の具体的手法   －製品ｶﾀﾛｸﾞ作成
　の提示                                       －製品図面と規格ﾗｲﾌﾞﾗﾘｰ設立
2.結論及び勧告                           －日本人専門家ﾊﾟﾈﾙ設立
(1) 国内の小規模工業の現状     －短期委嘱専門家の巡回指導
　とその振興・開発政策につ           技術に関するｼｰｽﾞ提供
  いてはIDAの資金供与が充分    －生産工程表その他生産関連
　である。                                         資料ﾗｲﾌﾞﾗﾘｰ設立
　従業員の訓練に問題あり、        －国内適正技術保有工場ﾘｽﾄ作成
　又、設備、材料、指導 員が      －専門家ｽｷﾙｽﾞ･ｲﾝﾍﾞﾝﾄﾘｰ作成
　不足している。                           －短期委嘱専門家の巡回指導と
　ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰが未整備である。  生産技術に関するﾉｳ･ﾊｳ･ﾒﾓﾗﾝ
(2) 要請のあった4地域(Chandpur,     ﾀﾞﾑ作成
　Joydebpur, Kustia, Bogra)に
　おいて小規模工業として開発を
　急ぐべき分野は農機具、機械、
　金属製品、軽機械、機械部品な
　ど生産と修理をおこなう金属加
　工ならびに軽機械工業と一括総
　称されるｻﾌﾞｾﾝﾀｰである。

1.ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ国側が本M/Pの実施に対し、地域とﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｽｹｰﾙを拡大して、報告
書に提示された所要金額（約7億円）をはるかに上まわる金額相当の無償供与を要
求してきたこと。
2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進当事者（中小工業公社）のﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ政府内調整能力不足。

　しかし、現地政府担当者によれば、上記の理由はおよそ真実から遠く、実際のとこ
ろはひとえに資金面の都合によるとの由。
（1996年10月現地調査結果）

　本M/Pは、その後のBangladesh Small & Cottage Industries Corp.(BSCIC)のﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ立案の際に基準となっている。また、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭには45万の小規模ﾋﾞｼﾞﾈｽが
存在しており、BSCICによる研修ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの重要性は高い
（1996年10月現地調査結果）

M/P／工業一般

報告書の内容

- 359 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 BGD 102

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

バングラデシュ

チッタゴン地域工業開発計画調査

The Study on Industrial Development of
Chittagong Region

前　迪

（株）パシフィックコンサルタンツインターナショナル

94.8～(0.5ヶ月)／94.11～(1.33ヶ月)　[1年次]
95.4～(1ヶ月)／95.7～(0.33ヶ月)　[2年次]

13

5～7

278,906 千円

0.00 人月

1995．9

（株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（PCI）
日本工営(株)

バングラデシュ人民共和国投資委員会

・1997年5月に調査団団長をした者が新内閣及びﾀｸｽﾌｫｰｽに
対し、プロジェクトの説明のため在ﾊﾞﾝｸﾞﾗ大使とともに出向い
た。
・2002.3現在：新情報なし。
・2003.3現在：提案に沿った具体的な開発の動きがあるという
報告・情報はない。1997年のアジア経済危機、その後の世界
的な経済の停滞の中で、提案されたプロジェクトは具体的に進
展していないと考えられる。
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　提案事業は、一時、韓国企業に開発
コンセッションを与えたが、1997年の経済危機の影響などにより
実施が頓挫した。またチッタゴンの工業開発の事業化が進展し
ない理由として、事業化のイニシアティブをとるべき政府での重
要性に対する認識が得られなかったこと、政府の財政難・対外
債務の問題から資金投入が困難で、実施に対するコンセンサ
スを得られなかったこと、さらに、投資先としての魅力が他国に
比べ低い状態であり外資導入が難しいことが要因としてあげら
れる。
(平成17年度在外調査)　事業化の進展については、未だ検討
中。

遅延
（チッタゴン工業開発計画）
1.開発シナリオ：
　1）工業開発（特に初期段階）では集中型投資が適当であり、政策的な工業開発の特別工業地域として特別工
業開発地域の法制化と指定が重要かつ必須条件。
　2）特別工業開発地域の中には経済特区を設置し、外国からの直接投資を誘致。
　3）基盤整備費用の軽減のために、関連インフラのうち、都市基盤としての機能を併せ持つものは、地域開発
事業や都市開発事業の一環として整備を実施。

2.工業化への戦略的アプローチ：
　1）工業化のプロセスに即した加速的かつ重点的な基盤整備推進　2）農業と工業の間のリンケージの深化・拡
大の加速化　3）工業の開発と成長の加速化

3.提言内容：
　1）特別工業開発地域及び経済特区の法制化と指定　2）各種施設を伴う複合的な機能を備えた地域としての
経済特区の開発
　3）規則作成・許認可等の権限を持ち事業に全責任を持つ「ﾁｯﾀｺﾞﾝ開発会社」の創設による直接投資の誘致
推進　4）既存工業の振興

（チッタゴン経済特区開発実施計画）
1.提言内容：1）進出企業／ﾁｯﾀｺﾞﾝ開発会社／関係行政出先機関における人材開発　2）制度的な課題の解決
（関税／金融／課税制度／企業設立／政府保証）  3）通商概念を盛り込んだ開発の実施

2.開発期間：1997年初めから3年間以内に整備完了

3.経済特区事業分析：
　1）雇用創出　30000人（2005年）／2）付加価値額　57億タカ（2005年）／3）外貨獲得　40億ドル（2005年までの
累計、当初70％・その後80％が輸出）／4）ネット開発コスト　＄82.2百万／5）事業期間　1997-2010年（14年間）
／6）出資金　＄25.6百万／7）投資収益率（ROI）　6.44％／8）出資収益率（ROE）　2.75％

4.優先誘致業種：繊維・軽工業／電子・電気／金属機械／食品加工／木材

経済特区の法制化のためﾀｸｽﾌｫｰｽが1996年
10月頃内閣内に設立され、1997年現在作業
中。
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

　「民活化による工業団地開発」等の安易な政策判断により、一時韓国の企業に開発のコンセッ
ションを与えたが、1997年の経済危機の影響もあって実施が頓挫する。
　既存の輸出加工区と異なり、地場産業の育成・強化を含めた総合的な工業開発を目指す～経
済特区」開発を提案したが、その意義と重要性について既存の関係機関(輸出加工区庁、投資
委員会)の充分な理解と認識が得られず、またこれらの機関の事業実施能力の不足(人材、資金)
もあって事業化が妨げられた。
　ﾊﾞ国の民間セクターの人材不足と資本形成の未熟により、事業化へのイニシアティブは全て政
府が取る必要があるが、政府の財政難や対外債務の増大の面から政府内での具体的コンセンサ
スが形成されなかった。
　ﾊﾞ国の投資先としての魅力度は「政情不安定」「投資ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞの不足」「不合理な手続き上の
問題」等の面から低く 1997年のアジア経済危機による影響を受けて 外資企業の投資に対する

(平成17年度在外調査)　特記事項なし

M/P／工業一般

報告書の内容

- 360 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IND 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

インド

工業団地（IMT）建設計画

The Master Plan Study on the Industrial Model
Town

黒河内　恒

八千代エンジニヤリング(株)常務取締役

92.11.23～92.12.6 1/93.1.24～93.3.28

14

4～5

214,770 千円

58.14 人月

1993．12．1

八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ（株）
テクノコンサルタンツ（株）

Department of Industrial
Development,
Ministry of Industry, India
Mr.Surendra Singh
(Secretary)

1)インド側はﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの結果を踏まえ、ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝで
検討の対象となった候補地４地点の内、最も優先順位
の高いﾊﾘﾔﾅ州ｸﾞﾆｶﾞｵﾝにおけるﾓﾃﾞﾙ工業団地開発の
F/Sの実施につき要請した。
2)この要請を受け、JICAは1994年2月、F/Sに係わる事
前調査団を派遣しS/Wの協議・署名を行った。
3)上述S/Wに基づき、JICAによる「ｲﾝﾄﾞ工業団地建設
計画(F/S)調査」が1994年7月より着手され、1995年6月
に完了した。
4)ｲﾝﾄﾞ側は実行に着手するため日本政府に円ｸﾚを要
請、OECFは1995年6月末E/S(26.5億円)分をﾌﾟﾚｯｼﾞし
た。
5)本調査はより具体化されたかたちで、IND003ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄ(IMT実現化に際してのF/S)へと引き継がれた。その
意味に於いて本案件は「実現済」と言える。

2002.3現在：変更点なし
2003.3現在：変更点なし

遅延

（１）バンガロール近郊（ビダティ及びサトヌール）及びデリー近郊（ノイダ及
びグルガオン）の４候補地の中からモデル工業団地（IMT）に最適なサイト
をリコメンドし、選定されたサイトに対するIMTの概念設計を行うマスタープ
ランが策定された。

（２）また、特にIMTの実現化のためには外国投資促進に関し、近隣諸国と
の競合を強く意識した具体的施策の早期展開が必要である旨の提言がな
された。

(1)1994年2月21日に日本・ｲﾝﾄﾞ間で本ﾏｽ
ﾀｰﾌﾟﾗﾝを受けてのF/S調査実施に関する
S/Wが締結された。

(2)F/S調査はﾃﾞﾘｰ近郊のﾊﾘｱﾅ州グルガ
オンにおいて、外国資本・技術を導入し、
雇用機会の創出、技術・経営手法の移
転、ｲﾝﾄﾞ産業界全体のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ等を図
るべく、外国企業及びｲﾝﾄﾞ国内企業を誘
致できる様な国際水準のｲﾝﾌﾗを有したﾓ
ﾃﾞﾙ工業団地建設にかかる計画を策定す
るもの。

(3)また、本F/Sにおいて、同計画の概念
設計の策定及び財務的・経済的ﾌｨｰｼﾞﾋﾞ
ﾘﾃｨの確認を行う。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

1.ﾚﾎﾟｰﾄ提案に基づきｲﾝﾄﾞ側は事業実施体として日本商社連合と第三ｾｸﾀｰ設立の
申し入れをした。

2.日本商社連合と独自にF/Sを行い採算性について検討したところ開発事業に乗り
だすほどの利益確保は困難と判断し、その旨をｲﾝﾄﾞ側に伝えた(1995年10月末)。

3.最終的にIND003ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの現況と同じである。1997年にはいり、日本商社連合は
ｲﾝﾄﾞ側提示の土地価格では採算があわないとして最終的に実施不可能との結論に
至った。IMTを取り巻く近隣ｲﾝﾌﾗ整備等にOECF融資が要請される可能性が大で

2003.1現在：動き出す可能性は全くない。

M/P／工業一般

報告書の内容

- 361 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IND 102

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

インド

マハラシュトラ州揚水発電所開発計画

Master Plan Study on Pumped Storage
Hydroelectric Power Development in Maharashtra
State, India

牛島　照美、近藤　滋

電源開発（株）

97.9.4～94.9.24／95.1.9～95.2.16
95.3.16～95.3.30／95.9.27～95.10.14
95.11.22～95.12.6／96.2.25～96.3.25

17

6～9

314,445 千円

65.60 人月 （内現地46.70人月）

1998/3

電源開発（株）
（株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾂﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

Government of Maharashtra
Irrigation Department

2002.3：変更点なし
2003.3：変更点なし

中止・消滅

　　　　　　　Hevaleサイト　Jalondサイト　Marleshwar
落差(m)            551                   598                 697
出力(MW)         960                 1,200              2,000

　ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ調査で有望とされた3ヶ地点をﾌﾟﾚ･ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査の対象としたが、そ
のうち2ヶ地点が鳥獣保護区の一部に位置していることが州森林局より指摘された。
さらに、この地点での地層調査を中止するように指示を受けた。またﾌﾟﾚ･ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ
調査対象3地点の航空写真測量を実施したが、地形図の国外持ち出しの許可がｲﾝ
ﾄﾞ政府より出なかったため、日本国内でのﾌﾟﾚ･ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査ができなくなった。今
後はﾌﾟﾚ･ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ設計に向けて地質調査、水文調査、電力調査を実施して最適
な開発計画案を決定する必要がある。

フォローアップ調査終了年度：2003年度
終了理由：中止･消滅案件のため。

M/P／水力発電

報告書の内容

- 362 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PAK 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

パキスタン

繊維産業振興開発計画

Scope of Work for the Study on the Textile
Industry Development Programme in the Islamic
Republic of Pakistan

青木　平八郎

日本貿易振興会

91.9.0～92.7.0

10

3～4

47,453 千円

0.00 人月

1992/9

日本貿易振興会

Mr. Muhammad Yunus
Head of Spinning Department
Textile Industry Research and Develpt.
Centre
Mr. Mohammad Yunas Siddiqi
Deputy Chief
Planning and Development Division

2002.3現在：変更点なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：情報なし

遅延

1.企業ﾚﾍﾞﾙでは、各企業ﾍﾞｰｽでの改善努力が必要。また、個々の企業に
　よる対応が困難な問題については、業界が一丸となって対応すべき。業
　界団体にあっては、業界の組織化を更に推進し、技術の向上、人材育
　成、経営の近代化・合理以下、規格標準化などの問題に取り組む必要
が
　ある。更に民間ﾍﾞｰｽ技術協力ｽｷｰﾑを活用し、外国技術者の要請をす
べ
　き。
2.政策ﾚﾍﾞﾙでは、繊維産業の総合的発展に行き着くための起動力を輸出
　指向型ｶﾞｰｿﾝﾄ部門の拡大・発展に求めるべき。当面の政策目標を輸出
　ｶﾞｰｿﾝﾄ部門の育成に置き、そのために必要と思われる幾つかの政策修
　正が必要。さらに繊維産業の現状を常にｳｫｯﾁしつつ、実情に応じた適
切
　な政策を立案し、他省庁との政策の整合・調整を図りながら政策を実行
し
　ていく機能をもった行政ﾕﾆｯﾄを設立すべき。
3.公的機関の活動・機能については、最重要課題とみられる人材育成、
　技術訓練の面で補強すべき。現在の繊維産業が上流から下流に至るま
　で全体として低ﾚﾍﾞﾙの技術水準に留まっており、中間管理技術者も量
　的、質的とも低水準にあるので、人材育成、技術訓練或いは技術指導の
　面で様々な施策が早急に講ずるべき。
4.財政措置として、繊維産業の中流(織布、染色)と下流(ｶﾞｰｿﾝﾄ)部門へ重
　点配分
5.ｶﾞｰｿﾝﾄ素材とｶﾞｰｿﾝﾄの輸入環境(特に関税)の改善
6.綿糸輸出所得控除の恩恵を廃止すべき。 提言内容の現況は暫定措置

M/P／その他工業

報告書の内容

- 363 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

スリランカ

工業分野開発振興計画

Study on Industrial Sector Development

小泉　肇

日本工営(株)

91.3.8～91.3.22/91.6.15～91.7.14/
91.11.15～91.11.29/

13

3～5

183,401 千円

49.13 人月

1993．3

日本工営（株）
ユニコ　インターナショナル(株)

Ministyr of Industry, Science and Technology

A. S. Jaya Wardena
Secretary

・OECFによるSAPROF実施済み(1993年12月)
・1994.6　工業団地に関する円借調印済
・1995.5  NKのE/S開始
・1996.1　ｼｰﾀﾜｶ(ｱｰｻｰﾌｨｰﾙﾄﾞ)工業団地D/D完了
・1996.5　ｶﾀﾅ工業団地D/D中断(ｽ政府が当ｻｲﾄに滑
走路(空港)建設を予定。)
・1996.10 Re-Tender中(NKの推薦したｺﾝﾄﾗｸﾀｰの他
案件の工事ﾐｽ等によりｽ政府に承認されず)
・1997.8　ｼｰﾀﾜｶ工業団地入札終了、工事着手
・1999.12ｼｰﾀﾜｶ工業団地、工事終了。
・2000.9　E/S終了
・2000.10 Disbursement 期間完了
・2002.3 現在：変更点なし
・2003.3現在：概ね全ての入居企業は操業にいたって
いる。　

進行・活用

　輸出振興投資促進策：本調査で提言した短期、中長期のアクションプロ
グラム、制度改善等に即し、EDB(Export Development Board), BOI(Board
of Investment)等が実施していく予定である。
　金属加工育成：工業大臣は本調査で提案したアクションプログラムに
沿って実施していく旨表明した。特に、金属加工訓練センターについて、
工業団地予定地のカタナに建設する方針を表明した。
　工業団地計画：工業大臣は、アーサーフィールド地区及びカタナ地区で
の工業団地建設を、本調査の提案に沿って、早期に実現していく方針を
表明した。

・1993年9～12月、OECFによるSAPROF
が工業団地開発の精査のため実施され
た。

・円借款「工業団地開発事業」(1994.6
調印、37.98億円)が供与された。対象は
以下の通り。
－ｱｰｻｰﾌｨｰﾙﾄﾞ工業団地の詳細設計及
び
　　建設
－ｶﾀﾅ工業団地の詳細設計

・工業省の専門家派遣事業が継続され
　た。

・2003.3現在：ｱｰｻｰﾌｨｰﾙﾄﾞ工場団地は、
「ｼｰﾀﾜｶ工業団地」として、2000年に団地
造成が完了した。2000年末に工場ﾛｯﾄは
完売した。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

JICA調査及びOECFのSAPROF調査時には、工業省が主導となって調査が進行し
ていたが、1994年の政権交代以後、工業省の大臣をはじめ、関係担当者が交代し、
最近では、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実行意欲が薄れて来ていると思われる。加えて、工業省と運
輸省の権力争い、ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ選定の際の政治的圧力等が、ｶﾀﾅIEのD/D中断、及び
ｼｰﾀﾜｶIEのﾃﾝﾀﾞｰのやり直しをもたらしたものと考えられる。

　ｼｰﾀﾜｶIEﾃﾝﾀﾞｰは、本邦業者が落札、工事が始められた。2003.3現在：ｼｰﾀﾜｶ工
業団地は市内から50km以上東の内陸に位置し、地理的には不便ではあるが、工場
ﾛｯﾄのﾘｰｽ料が極めて安く設定されたため、完売に至った。工業省は地域開発案件

・1994年8月の政変に伴い、円借事業の実施が遅れていた。
・1997年8月にｼｰﾀﾜｶ工業団地の工事着手
・2000年11月現在、全ﾛｯﾄが売約済、17社操業中　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・2003年3月現在：ｼｰﾀﾜｶ工業団地周辺では、ｵﾌｨｽやﾏｰｹｯﾄのような商業施設、ﾎﾃ
ﾙ等の宿泊施設等が多く立地し、地域の活性化及び経済発展に大きく寄与してい
る。

M/P／工業一般

報告書の内容

- 364 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

スリランカ

全国送電網整備計画調査

The Master Plan Study for Development of the
Transmission System of the Ceylon Electricity
Board

塚原　澄雄

日本工営(株)

96.1.17～96.2.15／96.5.28～96.7.26/
96.9.2～96.10.16／96.12.1～96.12.15

8

7～8

172,205 千円

40.20 人月 （内現地28.50人月）

1997．1

日本工営（株）

Dr. Leslie Herath
Chairman
Ceylon Electricity Board (CEB)
セイロン電力庁

2000年までの計画から、一部EIA不要な変電設備増強計画および次に実施する計
画のF/SおよびEIA調査についてOECFに資金要請があった。
(TSDP-1:31.14億円)
・L/A締結:1997年8月13日
・ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄへのｲﾝﾋﾞﾃｰｼｮﾝ:1998年5月 8日
・ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙの締切:　   1998年6月24日
・ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄはEPDC
　2次計画として、M/Pの2000年まで及び2005年までの計画から、EIA済あるいは不
要な変電設備増強計画についてOECFに資金要請があった。
・2003年1月現在、工事中
(TSDP-2:40.30億円)
L/A締結:1998年9月28日
・ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄへのｲﾝﾋﾞﾃｰｼｮﾝ:1998年11月25日
・ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙの締切り:　 1998年 1月27日
・ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄはNK　
・2001年6月、業者契約締結(2003年6月完工予定）。また、TSDP-3 が来年度案件
として要請されている。　

・2003年3月現在：工事は2003年末完工予定。

　　　　　　
　　

進行・活用

(既存発電系統の現状と問題点)
　・発電電力量の約93%が水力。主要送電線は中央山地における水力発
電所から全国の約60%を消費するｺﾛﾝﾎﾞ地区へ送電(220kV系統と132kV
系統)。
　・送電系統はｺﾛﾝﾎﾞ地区を除いて主として樹枝状系統になっており、供
給信頼性に問題がある。
　・132kV系統には設備が老朽化しているもの、系統の予備容量の不足し
ているものがある。

(送電系統計画)
1)2000年までの拡張・整備計画(計17案件、うち14案件が緊急実施案件)
　・Upgrading of 132kV Biyagama-Pannipitiya Line to 220kV
　・Reconductoring of Kolonnawa-Panipitiya 132kV Line
　・Construction of Sapugaskanda GSS-KHD 132kV Line
　・Upgrading of Sapugaskanda P/S-Sapugaskanda GSS 132kV Line
　・Construction of Ratnapura 132kV Substation
　・Construction of Aniyakanda 132kV Substation等
2)2005年までの拡張・整備計画(計22案件)
3)2010年までの拡張・整備計画(計23案件)
4)2015年までの拡張・整備計画(計10案件）
合計1,183.6百万ﾄﾞﾙ(-2000 133.3百万ﾄﾞﾙ、-2005 237.7百万ﾄﾞﾙ、-2010
465.5百万ﾄﾞﾙ、-2015 347.0百万ﾄﾞﾙ)、EIRR 26.3%
緊急開発案件分　116,803千ﾄﾞﾙ(外貨93,246千ﾄﾞﾙ、内貨23,557千ﾄﾞﾙ)　

・OECFより31.14億円の円借(1997)
・OECFより40.30億円融資のL/A締結
　(1998.9.28)　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

本調査の結果を踏まえ、第1次実施案件としてKolonnawa S/Sのﾘﾊﾋﾞﾘと、132kV
Biyagama Pannipitiya送電線の220kVへの昇圧が採用された。また、第2次実施案件
の主なものとして、Athurugiriya S/SとRatnapura S/Sの新設および132kV
Kelanitissa-Kolonnawa送電線(2.2km)の220kVへの昇圧が採用された。
　
これらはｺﾛﾝﾎﾞ地域への供給力強化および送電ｼｽﾃﾑの安定化を目的として、2000
年および2005年までに実施すべき緊急案件として報告書で提言したSub-projectsで
ある。ｽﾘ･ﾗﾝｶでは、50kVおよび10km以上の送電線建設には環境影響調査(EIA)が
義務づけられているが、上記は全てEIA済あるいは不要な案件である。

2003.3現在：TSDP-3への融資を日本政府に要請中。　　　

M/P／送配電

報告書の内容

- 365 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

スリランカ

スリ・ランカ工業振興・投資促進計画（フェーズ1）

Master Plan Study on Industrialization and
Investment Promotion in Sri Lanka (Phase I)

小泉　肇

(株)コーエイ総合研究所

98.2.14～98.3.21/99.7.1～99.7.9

6

10～11

66,943 千円

16.90 人月

1999．9

（株）コーエイ総合研究所

工業開発省

Mr. S. Jayawardena
(Dty. Director)

フェーズ特調査報告書を提出後に、引き続きフェーズ2調査が
実施された(1999.11～2000.7迄)。フェーズ1調査はフェーズ2
調査で取り上げるべき有望業種を選定することを主体としてお
り、具体的な工業振興M/Pはフェーズ2調査で策定された。
(平成15年度国内及び在外調査)　情報なし
(平成16年度国内調査)　特記事項無し。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

ﾌｪｰｽﾞⅠ調査報告書を提出後に、引き続きﾌｪｰｽﾞⅡ調査が実施された
(1999.11～2000.7迄)。ﾌｪｰｽﾞⅠ調査はﾌｪｰｽﾞⅡ調査で取り上げるべき有
望業種を選定することを主体としており、具体的な工業振興M/Pはﾌｪｰｽﾞ
Ⅱ調査で策定された。

ﾌｪｰｽﾞⅡへの提言：
1.6ｻﾌﾞｾｸﾀｰ(食品加工／縫製業／皮革製品／ｺﾞﾑ・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品／一般
機械／電機・電子製造)の開発戦略策定
2.UNID,GTZ,USAIDの協力結果を踏まえた、JICA調査としてのｺﾞﾑ・ﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸ製品、一般機械、電機・電子製造ｻﾌﾞｾｸﾀｰへの焦点集中
3.情報ｻｰﾋﾞｽ産業の詳細調査
4.ﾌｪｰｽﾞⅡ調査の対象産業分野:ｺﾞﾑ・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ産業／一般機械産業／電
機・電子産業／情報ｻｰﾋﾞｽ産業
5.自由貿易体制や地域間連携等周辺環境への留意。産業別戦略におけ
るﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・生産性・投資の注視注視
6.工業ｾｸﾀｰ全体戦略の策定
7.ﾌｪｰｽﾞⅠで考察した開発ﾌﾚｰﾑの洗練化
8.ﾌｪｰｽﾞⅠ調査結果・提言の参照

フェーズ特調査後に、予定されていた通り
フェーズ監調査が実施された。フェーズ特調査
で提言された有望業種の内、ｺﾞﾑ・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ、一
般機械、電機・電子、情報サービス産業に関す
る開発戦略と具体策を検討すると共に、全国の
工業振興戦略を策定した。また、縫製業と皮革
産業についてはUNIDOが調査を分担し、その
調査結果をJICAのM/Pに取込んだ。更に
フェーズ監調査終了後に、フォローアップ調査
が要請され、「中小企業開発公社」の設立に関
して具体的な計画の策定が行われた。　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
また、フォローアップ調査として｢テクノパーク計
画｣につき具体的な計画が策定された(2002．
3)。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし フェーズⅡ調査後に、JICAによる開発調査ベースでの技術支援、IT技術に係る専門家派遣、及

びJBICによるテクノパーク開発・政府機関強化・中小企業開発公社設立に係る資金協力が要請
された(2000.8)。この内、中小企業開発公社設立については、JICAフォローアップ調査(2000.11
～2001.3)で具体的な設立計画の策定につき協力が続けられた。また、テクノパーク開発につい
てJICAフォローアップ調査（2002.1～2002.3）が実施された。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：情報なし。
(平成15年度国内及び在外調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

フェーズ2調査では、ｲﾝﾄﾞ、ﾏﾚｰｼｱ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、日本の工業振興政策についての国際
セミナーを開催している。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／工業一般

報告書の内容

- 366 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

スリランカ

工業振興･投資促進計画調査(フェーズ2)

Master Plan Study for Industrialization and
Investment Promotion in Sri Lanka (Phase 2)

小泉肇

㈱コーエイ総合研究所

99.11～00.1

10

11～12

177,126 千円

45.20 人月

00.　7

（株）コーエイ総合研究所

工業開発省

Mr.W.C.Dheerasekana, Secretary

提案された中小企業支援策に関し、JICAフォローアップ調査と
して｢中小企業振興機関の設立計画｣(SMIDEC)が策定された
（2001.3）。また、提案されたテクノパーク建設に関し、JICAフォ
ローアップ調査として｢テクノパーク計画｣が策定された
（2002.3）。
(平成15年度在外調査)　情報なし
(平成15年度国内調査)　SMIDEC設立に関しては、Vision2010
で取り上げられ、政権交代でより民間主導の政策が持たれたこ
と、ADBと民間主導によるBDSを提唱したことから、JICA調査提
言通りの実施は当面ADBによるBDS実施の成果を見た上で判
断することとなった。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

調査内容については要約表｢LKA―103｣の通り。　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
最終報告書の構成は以下の通り。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Summary：要約　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Main　Report：報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Appendix　Ⅰ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Appenndix　Ⅱ（UNIDO）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Appendix　Ⅲ

M/Pで提案された組織改革、工業統計整備に
ついてはUNIDOがフォローする予定とされた。
中小企業振興の為のSMIDEC設立計画が策定
されたが未だ実現にいたっていない。テクノ
パーク計画についてはﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を実施
（2002.2-3）。
(平成15年度国内調査)　UNIDOによるフォロー
は十分な形で実施されていない。テクノパーク
実現に関して、政府、BoIに進言。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

工業開発省（MID)はM/PをWhite Paperとする予定であったが、White Paperとするに
至らなかった。｢中小企業振興機関の設立計画｣につき、IFC,ADB,JBICに資金協力
の可能性をあたった。テクノパーク計画については、第３５次円借款リストに載せて要
請されている。
(平成15年度国内調査)　上記35次円借款での実施は見送られた。SMIDEC設立は
Vision2010で取り上げられ推進されたが、政権交代で当面ADBによるBDSサービス
方式から成果を見ることになった。テクノパーク計画については、BOIが開発投資者
を探している。
(平成16年度国内調査)　SMIDEC設立、テクノパーク計画のフォローに関連して、個

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／工業一般

報告書の内容

- 367 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 ARM 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

アルメニア

アルメニア民間セクター開発計画

The Study on Mater Plan for Development of
Private Sector in the Republic of Armenia

東　勇次郎

アイコンズ国際協力（株）

98.10.8 ～ 98.11.28
99.2.25 ～ 99.3.27
99.7.15 ～ 99.7.24

8

10～11

147,784 千円

41.24 人月

1999．7．1

アイコンズ国際協力（株）
（監）トーマツ

アルメニア開発庁
Armenian Development Agency

Mr. Gagik Yeghiazarian　（長官）

・1999年10月、議会中ｻﾙｷｼｱﾝ首相が暗殺され、同首
相の弟が首相に就任。
・2000年3月省庁の縮小(25省庁から18省)、組閣があ
り、ｿ連邦崩壊後、政権から離れていた共産党員が入
閣する等、挙国一致体制の政権となった。    　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・2002.3現在、経済問題が最大課題でとりわけ民間部
門の発展、国営企業の民営化推進が重要課題で本マ
スタープランの提言は重視されているが、政情の不安
定、民間セクターの低成長、財政不足などで提言内容
が十分に実施されていない。 　　　　　　　　　　　
2003.3現在：情報なし
(平成15年度在外調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　 特記事項なし

遅延

1) 中期(7ヵ年)開発計画「Vision Armenia-2005」の策定(主要な政策課題
を特定し、中期的解決を計る。そのための開発戦略と政策、計画策定の
手法、具体例として貿易政策、地域開発政策等)
2) 民間ｾｸﾀｰ開発政策と実施機関及びﾋﾞｼﾞﾈｽ支援ｼｽﾃﾑの構築(経済省
を縮小、改編して経済開発企画省を設ける。開発銀行を創設する。中小
企業支援基金等の創設、ADAの強化等)
3) 9項目の実施ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを提案
4) 重点ｻﾌﾞｾｸﾀｰのうち、2ﾓﾃﾞﾙ企業の経営指導を行った。

報告書が参考にされ、中期計画(3～5年)
の策定が試みられている。また、報告書
の主旨に基づき経済省を縮小、機能を追
加して改編された。さらに、ADAの強化が
行われ、人口ｾﾝｻｽが実施された。2モデ
ル企業は、調査団の経営指導と提言を受
けて、経営改善を徐々にではあるが進め
ている。
(平成15年度国内調査)　アルメニアは企
業家精神に富み、CIS諸国の中でも民営
化が最も進んでいる。本計画調査の提言
や指導の内容は十分認知され、可能なこ
とは採用あるいは実行されている。しかし
資金不足が最大のネックで、外資や技術
の導入および隣国アゼルバイジャンとの
関係を含め社会経済の安定等が大きな
課題である。
(平成17年度国内調査)　 特記事項なし

現政権の再重要課題は、経済問題である。経済改革の基本方針・方向は変わらな
いが、政変後政府の具体的政策の継続性が十分確保されていない。本調査で中心
的役割を果たしてきたADA Yeghiazaring長官は2000年2月に突然更迭された。
(平成15年度国内調査)　平成14年末以降は、本計画調査（重点３サブセクター：電
気・電子、機械、化学）およびモデル２企業を含む）の組織的なフォローを実施して
いない。
(平成16年度国内調査)　アルメニアにおける政変及び政権交代により、提言の現政
権における位置づけは不詳である。但し、報告書提出後のアルメニア政府（現政権
を含む）の開発の方向性、採用された政策及び実績を見る限り、報告書の提言の主

(平成17年度国内調査)　 特記事項なし

M/P／工業一般

報告書の内容

- 368 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 AZE 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

アゼルバイジャン

バクー市配電網改修･復興計画調査

Master Plan Study on Rehabilitation and
Reconstruction of Electricity Supply in Baku in the
Azerbaijan Republic

宮川喜章

日本工営（株）

99.8～99.11/00.1/00.2～00.3/00.5～00.7

７

11～12

163,063 千円

38.49 人月 (現地25.19)

00.　12

日本工営（株）
㈱コーエイ総合研究所

バクー市電力部

基本設計レベルの調査によって抽出されたプロジェクト
に対して、調査終了後 無償資金協力の要請がアゼル
側よりなされた。しかし、実施機関であるBENの民営化
の問題により、採用されなかった。  (2002.3現在)
2003.3現在：変更なし
(平成15年度在外調査)　情報なし
(平成16年度国内調査)　調査終了後、実施機関が民
営化されたため、事業化に進展は見られない。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

遅延

配電網改修・復興計画の概要：
1) 地中線路の改修・新設・469線路（232.9ｋｍ）
2) 配電用変電所の改修・新設：262ヶ所
3) 変圧器の増容量：374台（173.4MVA)
4) その他,宮殿指令システムに対する提言

基本設計レベルの調査：
上記MPより、Sabail地区を最優先地域として選定した。
1) 地中線路の改修・新設・42線路（17.4ｋｍ）
2) 配電用変電所の改修・新設：35ヶ所
3) 変圧器の増容量：54台（32.9MVA)
  総事業費は約14百万ドル

2003.3現在：なし
（平成15年度国内調査）　実施機関の民
営化により、実現は困難と判断される。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成15年度国内調査)　実施機関の民営化により、実現は困難と判断される。
(平成16年度国内調査)　実施機関の民営化により、実現は困難と判断される。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成17年度国内調査)　「バクー市ムシュビク地区変電所改修計画基本設計調査」
(2005年9月-2006年3月)を実施中。

M/P／送配電

報告書の内容

- 369 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 GRG 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

グルジア

鉱業振興マスタープラン調査

Master Plan Study on Promotion of Mining Industry
in Georgia

西川　有司

三菱金属資源開発（株）

2000．9．1～2002．12．1

8

12～14

211,089 千円

43.89 人月

2003．1

三菱金属資源開発株式会社

経済貿易産業省

(平成15年度国内調査)　マスタープランの具体的実施につい
て、本調査の関係機関（経済貿易産業省、環境省、国家地質
局）により検討されている。一部実施もされている。主要な検討
科目は次のとおり：ウェブサイトの更新・拡充、資源情報のデジ
タル化、外資の誘致、鉱業組織の改革、鉱業法の改善、鉱業
基金の設置、国際会計基準の普及、鉱業設備機械の更新・再
建、マドネウリ鉱山の生産、経営改善。ウェブサイトについて
は、一部更新をはじめている。また定期的にニュースなどを掲
載できるよう拡充の具体的検討を進めている。
(平成15年度在外調査)　情報なし
(平成16年度国内調査)　特記事項なし
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

進行・活用

１）マドネウリ高山の再建策（５百万ドル）：生産性の向上
２）チュアトラ高山の再建策（３０百万ドル）：生産性の向上
３）鉱業汚染地域での環境汚染調査（１０百万ドル）：環境汚染の実態解明
４）環境モニタリングシステムの導入（１０百万ドル）：環境管理システムの確
立
５）国家支援による広域地質探査（15百万ドル）：有望地域の抽出
６）民間企業による探査制度支援（５０百万ドル）：開発ターゲット鉱床の具
体化
７）地質図の改訂（30百万ドル）：探査基盤の構築
８）金鉱山開発（80百万ドル）：年間５０百万ドルの歳入
９）銅鉱山開発（100百万ドル）：年間100百万ドルの歳入
１０）モデル鉱山のF/S作成（40百万ドル）：国際競争力の強化
１１）ジェフタフォン・フェロアロイ事業の再建（20百万ドル）：生産性の向上
１２）金精錬所、銅精錬所、亜鉛精錬所のF/S作成（10百万ドル）：加工業
の
創設

(平成15年度国内調査)　マスタープランの具体
的実施について、本調査の関係機関（経済貿
易産業省、環境省、国家地質局）により検討さ
れている。一部実施もされている。
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

(平成15年度国内調査)　マスタープランの具体的実施について、本調査の関係機関（経済貿易
産業省、環境省、国家地質局）により検討されている。一部実施もされている。主要な検討科目
は次のとおり：ウェブサイトの更新・拡充、資源情報のデジタル化、外資の誘致、鉱業組織の改
革、鉱業法の改善、鉱業基金の設置、国際会計基準の普及、鉱業設備機械の更新・再建、マド
ネウリ鉱山の生産、経営改善。ウェブサイトについては、一部更新をはじめている。また定期的に
ニュースなどを掲載できるよう拡充の具体的検討を進めている。しかし、英語への翻訳の人材が
少なく、人材調達が拡充へのネックとなっている。資源情報のデジタル化は国家地質局で取り組
み始めた。外資の誘致は新鉱床の開発などでスイスなどの投資家に働きかけを行っているが、政
情の安定性が不十分のせいもあり、まだ投資に至っていない。ウェブサイト及びパンフレットで
行っているが、具体的成果に至っていない。鉱業組織の改革は各組織トップが改革推進派に変
わり 組織改革のための人材の適切な配置とな た 今後組織の見直し 再編が実施されていく

(平成17年度在外調査)
技術協力：
　研修：
　　人数：　1名　2004年6月22日-7月14日
　　内容：　｢平成16年度地域別研修鉱業振興共通基盤整備コース｣。鉱業振興マスタープラン策
定の基礎を習得し、マスタープランを策定

M/P／鉱業

報告書の内容

-370 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 KYR 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

キルギス

工業開発マスタープラン調査

The Study on Master Plan of Industrial
Development Plan

白石　正明

ユニコ　インターナショナル(株)

16

7～8

324,658 千円

82.37 人月

1996.11

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
(株)ＣＲＣ海外協力

商工省
工業政策局長

Mr. Kuban Kanimetov

JICAによるﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝは、同国工業開発の基本案とな
り、現在に至るまで、工業開発の指導書として活用され
ている。今後共提案ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの実施を含め、日本に対
する期待が大きい。
　
1998年3月にはJICAのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査により、電気、機
械工業再建のためのReviewと提案を行った。又、専門
家派遣要請に対し、政策立案専門家及び市場開発専
門家の派遣(1999年)が予定されている。 1999年に専
門家2名が派遣された。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2001年に再度1名が派遣され現在も滞在中。(2002.3現
在)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：情報なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用
(工業開発ﾋﾞｼﾞｮﾝ)
　当面既存のｻﾌﾞｾｸﾀｰによる国内資源ﾍﾞｰｽの工業製品の輸出強化による外貨獲得、現在輸入されている工業
製品の国産化による外貨節減を行い、その間に持続的成長を支えるべき産業構造の再編と保有技術・設備を
活かした非在来型工業、非資源ﾍﾞｰｽの産業、国内資源ﾍﾞｰｽの新工業等の育成を図る。

(有望ｻﾌﾞｾｸﾀｰ選別のｸﾗｲﾃﾘｱ)
1.原材料入手可能性　2.保有技術・要員活用可能性　3.既存生産設備利用可能性　4.需要　5.製品の品質・価
格
(有望ｻﾌﾞｾｸﾀｰ進行・育成戦略)
1.繊維工業
　1)短期　「優良な材料確保」「巨大企業縮小集約化・効率的経営」「運営資金援」「業界団体結成」「企業経営・
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞに関する教育・指導」
　2)中長期　「ﾓﾃﾞﾙ工場設置」「国内流通機構整備」「外国企業との提携と投資受入」「商品企画、ﾌｧｯｼｮﾝ開発、
市場調査等の技術修得」「ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙﾌｧｲﾊﾞｰ製造技術導入」
2.機械、電気・電子工業
　1)短期　「ﾀｼｭｸﾐｰﾙ多結晶ｼﾘｺﾝ工場稼動」「既存工場稼動率向上」「業界団体結成」「需要調査と市場開拓」
「企業経営機能修得」「個別企業の要素技術、設備、要員ﾘｽﾄｱｯﾌﾟ」
　2)中長期　「企業ﾘｽﾄﾗ」「輸出拡大準備」「大型投資実施」
3.食品加工工業
　1)短期　「食品加工業管轄省庁の連携強化」「流通機構整備」「食品衛生思想徹底」「期間農産品国産化」
　2)中長期　「業界団体結成」「需要調査と市場開拓」
(工業開発経過悪実施のための政策、制度面における提案)
1.行政機構改革
　1)工業政策・貿易政策立案能力強化　「工業政策・貿易政策の一元実施」「企業体の管轄・工業政策実施体
制一元化」「望ましい産業貿易実施のための組織・人材の確保・育成」
　2)政府組織改革　「省の数の削減、政策立案・実施・予算実行責任・権限移管」「組織簡素化」「役職人員大幅
削減」
2.金融・制度改革
　1)金融ｾｸﾀｰ　「国家資産基金内に民営化促進基金設置」「工業開発・貿易銀行創設」「銀行改革実施」「NBK
による監督業務充実」「銀行預金保険制度実行」資本市場改革」「ﾘｰｽ産業育成」
　2)財政・税制度　「資本利得税撤廃」「国内資金活用」「目的税徹底」「税務行政見直し」「優遇措置検討」「新
税制施行」
3.貿易促進　「商品発掘・開発」「市場発見・開拓」「ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁ、商品開発、販売機能充実」「制度整備(輸
出入銀行創設、輸出保健制度創設、貿易保健ｾﾝﾀｰ創設等)」
4.投資促進　「関連法規・優遇制度整備」「経済特別開設」「外国投資促進機関設立」「外国投資誘致活動実
施」
5.流通　「卸と小売の分化・確立」「専門化」「消費者までの時間的距離短縮」「独立性確保」
6.運輸　「幹線道路整備」「中央ｱｼﾞｱ5ヵ国による鉄道会社創設」「西欧・ｱｼﾞｱへの定期航空路開設」
7.中小工業ｾｸﾀｰ振興　「団体結成」「金融・技術・創業・市場開発支援」「裾野産業形成」
8.環境保全　9.社会環境改善　10. 工業標準振興
11. 品質管理能力振興 「QC活動活性施策実施」
12. 人材育成 「教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ見直し」「外国語大学設立」等
＊に続く

1.行政機構、特に工業省の改善　
2.工業開発銀行の設立(1999年開業)
3.中小工業育成の促進活動
4.専門家派遣要請(対日本)：工業政策、軽工業
(木綿、皮革興業)
5.ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ実施協力要請：石炭、石炭工業開発
調査、工業開発促進機関設立、電気、機械工
業開発計画
6.多結晶ｼﾘｺﾝ工場：民間協力による工場稼動
計画進行中(1999年には着手見込み)、太陽電
池工業の育成計画進行中(企業ｸﾞﾙｰﾌﾟ結成)
7.開発銀行設立に合わせ、OECFの2-STEP　
LOAN要請が行われる見込み。
*の続き
2.金融・制度改革
1)金融ｾｸﾀｰ　「国家資産基金内に民営化促進基金設置」「工
業開発・貿易銀行創設」「銀行改革
　　実施」「NBKによる監督業務充実」「銀行預金保険制度実
行」資本市場改革」「ﾘｰｽ産業育成」
2)財政・税制度　「資本利得税撤廃」「国内資金活用」「目的税
徹底」「税務行政見直し」「優
　　遇措置検討」「新税制施行」
3.貿易促進　「商品発掘・開発」「市場発見・開拓」「ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ
ﾘｻｰﾁ、商品開発、販売機能充実」「制度整備(輸出入銀行創
設、輸出保健制度創設、貿易保健ｾﾝﾀｰ創設等)」
4.投資促進　「関連法規・優遇制度整備」「経済特別開設」「外
国投資促進機関設立」「外国投資誘致活動実施」
5.流通　「卸と小売の分化・確立」「専門化」「消費者までの時間
的距離短縮」「独立性確保」
6.運輸　「幹線道路整備」「中央ｱｼﾞｱ5ヵ国による鉄道会社創
設」「西欧・ｱｼﾞｱへの定期航空路開設」
7.中小工業ｾｸﾀｰ振興　「団体結成」「金融・技術・創業・市場
開発支援」「裾野産業形成」
8.環境保全　
9.社会環境改善　
10. 工業標準振興
11. 品質管理能力振興 「QC活動活性施策実施」

12. 人材育成 「教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ見直し」「外国語大学設立」等

以下の提案が実現に至った：
１．行政機構、特に工業省の改善　
2.工業開発銀行の設立(1999年開業)
3.中小工業育成の促進活動
4.専門家派遣要請(対日本)：工業政策、軽工業(木綿、皮革興業)
5.ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ実施協力要請：石炭、石炭工業開発調査、工業開発促進機関設立、電
気、機械工業開発計画
6.多結晶ｼﾘｺﾝ工場：民間協力による工場稼動計画進行中(1999年には着手見込
み)、太陽電池工業の育成計画進行中(企業ｸﾞﾙｰﾌﾟ結成)

経済開発は順調に進行しており、GDP伸び率も1997年は10%を超えた。但し、工業
生産伸び率は低く、工業部門の活性化が重要な鍵である。

M/P／工業一般

報告書の内容

- 371 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

キルギス

キルギス鉱業振興マスタープラン調査

Master Plan Study on Promotion of Mining Industry
in the Kyrgyz Republic

西尾　政義

三井金属資源開発(株)

97.12～99.8

9

9～11

197,923 千円

44.51 人月

1999．10

三井金属資源開発（株）

Steering Committee of the Kyrgyz Republic
Murzagaziev Sh.M. (Deputy Chairman)

・鉱業の技術支援組織として、資源研究開発センターの設立のため日本国へ技術
協力プロジェクトを要請中。
2002.3現在：鉱業関連組織の再編が続行中
2003.3現在：鉱工業関連組織の再編実施中
(平成15年度国内調査)　鉱工業関連組織の再編がほぼ終了した。
(平成16年度国内調査)　特記事項なし
(平成16年度在外調査)　US Trade and Development Agency（USTDA）は、地質・
鉱物資源州当局に対し、中小規模の金鉱床において、米国の鉱業企業を誘致し
て、その発展を図るため、地質学的・経済的評価を進める費用として、290,000米ド
ルの無償資金供与をした。無償資金協力の合意書に従い、入札によって決定した
下請負建設業者は米国の企業「American Geological Services」（コロラド州レイク
ウッド）に決定した。鉱床の地質学的・経済的評価は2005年中に終了する予定であ
る。
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

進行・活用

・鉱業分野のGDPは国家全体の10%を目標
・鉱業振興を3段階(育成期、自立期、発展期)に分け、それぞれ適切な政
策の実施立案(ﾓﾃﾞﾙ探鉱開発地域の設定)
・中小規模鉱床の開発促進
・ﾓﾃﾞﾙ鉱山の設定と国の支援政策
・資源研究開発ｾﾝﾀｰの設立と技術支援
・中小鉱山の金融支援(探鉱開発基金等)
・一元的鉱業統括組織の設立
・環境管理体制の整備、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ体制の強化

鉱業統括組織の簡素化を実施、鉱業公社を廃止し、地質鉱物
資源庁に権限を集中。
・国家非常事態省に堆積場の汚染モニタリング、自然災害の
防止のためのﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰを設立、管理体制を強化。
・中小鉱床の評価見直しを実施し、その中から将来有望な鉱
床の概算F/Sを実施、自主探鉱実施中。
（平成16年度　在外調査）
１．鉱床の探鉱開発の促進
　開放型合資会社Kyrgizaltyｎは、Terek-Kassan金鉱床にて、
予想中小規模鉱床を基準としたモデル鉱床の形成を進めてい
る。
２．事業改革
　政府認証済みのプログラムに基づき、適切な公的機関により
鉱業分野の構造改革、民営化、信頼に基づく経営や販売を進
めている。
３．法律及び税法
　新たな税法が適用された。新しい税法は、国内の商業採鉱
を促進するため、複数のノルマがある。また、特に自然保護領
域に関する新しい法律が適用された。
４．鉱業分野の運営構造
　大統領宣言に従い、鉱業分野の開発統制機能は、地質・鉱
物資源担当州当局に一任された。地質・鉱物資源州当局に
は、探査業務と潜在的鉱物資源開発の責任と共に、鉱業分野
の事業設立のための高品質の原料が提供されている。JICA専
門家より提案があったキルギス-日本鉱物資源科学調査セン
ターの設立は進められていないが、センター設立に関してキル
ギスと日本のグループの中では体系的な議論がなされている。
５．国際会計基準の導入
　鉱業分野事業における適正な経営判断を下すための財政
客観解析のための国際基準を満たすような会計プログラムが
導入された。
６．人材研修
　地質学専門の人材研修と教育がJICAの後援により、中国とト
ルコのJICA事務所にて（3名）、また国際金融機関にて（3名）
行われた。
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

・資源研究開発センターの設立協力を日本国に要請中であるが、諸般の事情により繰り延べされている。このため最近の技術
習得が遅れている。
・政策的な支援、長期鉱業振興計画等の立案に必要な最新鉱業技術を有する専門家が不足しているため、正当な鉱床評価
が困難で次のｽﾃｯﾌﾟに進めない。
(平成15年度国内調査)　鉱工業関連組織の再編がほぼ終了した。
(平成15年度在外調査)　キルギス政府はJICAのM/Pを承認した。政府は５年、１０年、１５年間の鉱工業開発計画の準備を予
定。税制の自由化、政府の介入削減等の投資環境の改善策が絞りこまれている。これらの1部は第１段階で実施された。
提言にあった優先分野の金鉱業セクターについては2001年１月15日に政令「キルギス共和国金鉱業継続開発の措置」が大統
領により公布された。
他のM/Pの提言項目も関係省庁により検討中又は実施中である。
「モデル鉱区」及び「モデル鉱山」のｱｲﾃﾞｱはTerek-Kassansai鉱区で実施中である。
金鉱山Terekkan,Chapchama,Cha'ar,Ishtamberdy地区では45万の鉱石生産能力を持つ近代鉱業企業体の設計・建設が開始さ
れた。
(平成16年度在外調査) JICA専門家によるプロポーザルの実施により 国内の鉱業・地質学分野の運営構造が改善し 鉱業

・資源研究開発センターの設立協力を日本国に要請中であるが、諸般の事情により繰り延べされている。このため最近の技術
習得が遅れている。
・政策的な支援、長期鉱業振興計画等の立案に必要な最新鉱業技術を有する専門家が不足しているため、正当な鉱床評価
が困難で次のｽﾃｯﾌﾟに進めない。
・地質鉱物資源庁から資源開発協力基礎調査について、再開の可能性について問い合わせあり。
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

M/P／鉱業

報告書の内容

- 372 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

カザフスタン

非鉄金属産業振興計画調査

The Master Plan Study on Promotion of the
Nonferrous Metals Industry

松浦　淳雄

三井金属資源開発（株）

95.11～97.3

26

7～8

353,002 千円

74.09 人月 （内現地15.16人月）

1997．2

三井金属資源開発（株）

産業貿易省
産業政策総局 局長
V.K.Kulsartov

・民営化は予想を上廻るｽﾋﾟｰﾄﾞで実行されている。
・外国資本との間で合同もしくは売却の交渉が活発化
　している。
　特に、銅関係部門は外国資本による経営に切替った
　(ｼﾞｪｽﾞｶﾞｽﾞｶﾞﾝ、ﾊﾞﾙﾊｼetc)。
・政府内行政組織が大幅に変更されたとの情報があ
　る。

2002.3現在：非鉄金属鉱業は生産を回復し民営化が
推進されている。

2003.1現在：銅・鉛・亜鉛製錬分野において株式売却
による民営化が進められている。

進行・活用

1.生産事業体を利益ある体質へ変革する
・新現鉱山の開発、既鉱山の増減産、不採算事業からの撤退、など原料
基地の再整備
・原料の安定供給に見合った製錬所の操業
・市場のﾆｰｽﾞにあった加工品の生産量、品質及びﾕｰｻﾞｰの開拓
・企業の経営、管理体制を整備する
2.市場と市場開発　　　　　
生産品の市場戦略をうち立てる。LMEへの登録商社機能の育成、貿易振
興事業団等によるﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ
3.振興計画の実行体制　振興支援組織の創設、法制度改訂
4.環境保全
5.外国からの支援　国際協力機構からの資金援助、開発協力等
6.1996～2000年　基盤の整備
　2000～2005年　安定成長と構造改新
　2005～　　　　 　産業構造の活性化高度化
7.政策提言に関するｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
1)産業危機脱出の為の政策実施(企業負債一時凍結、外資法改正、関
税・物品税・付加価値税等の減免)
2)不採算国営企業の縮小・閉鎖
3)民営化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを2000年を目途に実施、その後は民間中心の経営実
施、2001年以降、行政は監督・監査・許認可権で産業を管理・指導
4)振興政策の実施は実行機関を新設
5)環境行政は、環境省－国土全般、通産省－事業地域の分担、公害発
生可能性地域では環境技術管理ｾﾝﾀｰを設立し管理ｼｽﾃﾑの中心に外国
の協力獲得に積極的なｱﾌﾟﾛｰﾁ実施
6)資金調達は企業責任による自己調達を原則とし、政府は政府保証等の
支援実施
7)非鉄金属産業製品内需拡大のために農業、機械製造業等の振興実施

企業の経営体制の整備の中で提案した
東ｶｻﾞﾌ州の企業合同が実行され民営化
に移行した。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

1.鉱山の閉山については地域社会に及ぶ影響が大きく実行が遅れている模様。
2.民営化が進行中、ﾊﾞﾙﾊｼｺﾝﾋﾞﾅｰﾄに外国資本が参加して経営権を持った。
3.韓国三星ｸﾞﾙｰﾌﾟ、加ﾆｭｰﾓﾝﾄ社が参加後、ﾆｭｰﾓﾝﾄ社は撤退。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

担当者(元政策総局長)は東ｶｻﾞﾌｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ合同の民営化会社の経営者になった。遷
都が実施され(Almaty→Astana)、遷都に伴う各種事業(含ODA)が活発に行われてい
る。

M/P／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容

- 373 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 KZK 102

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

カザフスタン

機械産業振興計画調査

Master Plan Study for the Development of
Machinery Industry in the Republic of Kazakhstan

若林 輝彦

（財） 素形材センター

97.11～99.3

9～11

306,949 千円

人月

99．　3

（財）素形材ｾﾝﾀｰ
八千代エンジニアリング（株）

エネルギー産業貿易省工業局

2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：情報なし
(平成15年度国内及び在外調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

遅延

マスタープランとして現状分析に基づき、国際市場での競争力確保のた
め、分業･専業化による技術力及び価格面で優位に立てる合理的な生産
体制の確立を目ざし、短･中･長期の観点から開発戦略について提言し
た。

短期的課題としては、既設の生産設備を生産･縮小させて、現在の市場規
模に適応する生産体制に変換する必要がある。中期的には現在輸入に
依存している部品･コンポーネントの国産化を行い、長期的には「機械産
業開発プログラム(案)」でも現在の輸入製品の国産化を順次図っていくこ
ととした。研究開発費の削減、早期育成、国際市場に参入する際のマーケ
ティング力を考慮すると、国際企業グループとの技術提携による開発方式
が望ましい。最後に、アクションプランとして、機械産業振興実行計画、産
業再編成計画、モデル企業経営改善計画を提示。

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成15年度国内及び在外調査)　現況に関する情報不足であるため、提言内容の
現況は暫定措置である。
(平成16年度在外調査)　本調査期間中、何度も組織再編や省の廃止などが実施さ
れたため、本調査の書類が産業貿易省（Ministry of Industry and Trade）に転送され
ていない。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／工業一般

報告書の内容

- 374 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 EGY 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

エジプト

薄板生産工場建設計画調査（フェーズI）

The Study on Viability of a Project to Produce
Steel Flats (Phase I)

三上　良悌

ユニコ　インターナショナル(株)

96.5～6

4

7～8

72,178 千円

16.07 人月

1996.11

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
(財)北九州国際技術協力協会

工業天然資源省工業化総局

本調査を受けてﾌｪｰｽﾞ2の調査が行われ、その後日本
及びｲﾀﾘｱが鋼板工場を建設した。

2002.3現在：97.1から98.1にわたって実施されたフェー
ズ２に引き継がれていることより、フェーズ2要約表参
照。(実施コンサルタント:日本鋼管㈱/㈱神戸製鋼所)

2003.3現在：情報なし( ﾌｪｰｽﾞ2のEGY007 　参照）

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

勧告：
　・2005年のHR、CR需要は経済規模に達する(CRは輸出も考慮)
　・2005年は準備、建設期間を考慮すると妥当
　・中間成長率は過去の実績を見ても妥当、2005年以降鉄鋼需要は急増
　・以上の結果から需要面からは鋼板工場の建設は妥当であり、投資前調
査ﾌｪｰｽﾞ2に入ることが望まれる。

本調査を受けてﾌｪｰｽﾞ2の調査が行わ
れ、その後日本及びｲﾀﾘｱが鋼板工場を
建設した。

本調査を受けてﾌｪｰｽﾞ2の調査が行われ、その後日本及びｲﾀﾘｱが鋼板工場を建設
した。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

M/P／その他工業

報告書の内容

- 375 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

エジプト

工業廃水対策調査

Study on Industrial Waste Water Pollution Control
in the Arab Republic of Egypt

長濱 逸郎

千代田デイムス・アンド･ムーア（株）

99.9～99.10/99.11～99.12/00.2～00.3/00.9

12

11～12

200,941 千円

49.29 人月

00.　12

千代田デイムス・アンド・ムーア（株）
千代田化工建設株式会社

公営事業省　環境庁

デモンストレーションプラントの導入に関してはエジプト
国と日本国側とが合意しているS/Wの条件（予算等）を
満たすことが出来ず、実現されなかった。
（平成15年度　国内及び在外調査）
情報なし
(平成17年度国内及び在外調査)
特記事項なし

遅延

エジプト国における工業廃水汚染の現状について調査とそれに基づく提
言を行った。
1）調査対象5工場における廃水処理装置に関する設計業務。さらに、5工
場の中からデモンストレーションプラント（廃水処理設備）の設置に相応し
い1工場の選択。

2）工業廃水を適切に処理することを促進するための政策提言（水環境行
政の強化、公害防止技術の向上、クリーナープロダクション技術の普及
等）

3）技術移転セミナー（廃水処理原論、プライベートセクターにおけるプロ
ジェクト等）の実施。

デモンストレーションプラントの導入に関
しては、エジプト国と日本国側とが合意し
ているS/Wの条件（予算等）を満たすこと
が出来ず、実現されなかった。
（平成17年度国内及び在外調査）　特記
事項なし

デモンストレーションプラントの導入に関しては、エジプト国と日本国側とが合意して
いるS/Wの条件（予算等）を満たすことが出来ず、実現されなかった。
（平成17年度国内及び在外調査）　エンドオブパイプに於いて排水処理を行うデモ
ンストレーションプラント建設費が、エ国と日本国側の合意していた予算を満たすこと
が出来なかった。また、要請、次段階調査共に無い為。

（平成17年度国内及び在外調査）　特記事項なし

M/P／その他

報告書の内容

- 376 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

エジプト

エネルギー経済モデル策定調査

The Study on Building Energy-Economic Model for
the Arab Republic of Egypt

福島 篤

（財）日本エネルギー経済研究所

99.10～99.12/00.1～00.3/00.6～00.8/00.10～
00.11

5

11～12

141,121 千円

38.33 人月

2001.　1

（財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所

エジプト国エネルギー計画機構(OEP)
Dr.Hani Alnakeeb (OEP総裁）

調査時点において、OEPは石油省の傘下にあったが、2002年上期に電力省の管
轄下に移された。したがって、OEPの仕事の内容もシフトしつつあるのが現状であ
る。電力省に移管したことにより、モデルの出力が電力中心となり、専門家派遣中
にモデルの修正を行なった。また、電力省より他機関による電力関連モデルとの整
合性について下問され、調整した。OEPは電力省への貢献の柱として、モデルを
使ったシミュレーションに期待している。
2003年3月現在：情報なし
(平成15年度国内調査)　C/Pによる独自の予測結果の公表を行った。裨益対象は
C/Pの15名の専門家としている。C/Pの効果測定のために、独自のモデル・メンテ
ナンスを2002年中に行うように現地JICA事務所とともに申し渡したが、今のところ返
事が無い。
(平成16年度国内調査)　特記事項は特に無し。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

進行・活用

本調査の目的は、エジプト国のエネルギー経済モデルを開発すると共に、
その構築・運用に関する技術移転を実施することにあった。すなわち、モ
デル構築と技術移転が本調査の2本柱であり、通常のM/P調査とは若干
趣が異なっている。C/PであるOEPは、エネルギー政策、特に燃料シフト
政策等へのモデルの有効性を確認するとともにOEPスタッフの更なる能力
向上を期待した。

主な提言は以下のとおりであった。
1)モデルの精度を向上させるためのデータ収集システムの整備
2）モデルの習熟とモデルの運用・維持
3）本モデルは短期モデルであるので、中・長期問題へ適用する場合、国
家計画との整合性の確保
4）エネルギー政策への適用にあたっては、需要、価格、供給計画と順次
モデルの機能を適用していくこと

2003.3現在：OEPは、提言項目について、経済チームと技術
チームの2課を配置している。ただし、スタッフの交替もあり、さ
らなる能力向上が必要である。　このため短期専門家を派遣
（14年1月下旬～6月上旬)した。約５ヶ月間の専門家派遣事業
であったが、モデル構築を基礎的部分と応用部門とに分ける
と、基礎的な部分は習得できたと思える。現地のJICA事務所
からは半年に一度は報告書を提出するようにOEPに依頼し
た。
(平成15年度在外調査)　以下の次段階調査が実施される：
1)2016/17年までのエネルギー需要予測　（2001年9月～12
月）
この調査で使われたモデルは、エネルギー・パワー評価プログ
ラム（ENPEP)およびOEP-JICAモデル（エジプトにおけるエネ
ルギー経済モデル）である。この調査結果は、電気エネルギー
省に送付された。
2)エネルギー及び環境に関する再調査（2002年6月～10月）
OEP-JICAモデルを使用し、ERMコンサルタントによって実施。
2009/2010年までのエネルギーバランスが推測される。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

調査時の技術移転セミナーにおいて、石油省次官から原油輸出を確保するため、石油製品から天然ガスへの燃料シフトが国
家的課題であり、ついては天然ガス供給インフラの整備、天然ガス産業への育成施策にかかわる技術協力要請を検討する話
があった。OEPもその方向で検討してきたが、電力省へ移管したことにより、提言内容の実務は石油・ガス中心から電力中心に
シフトしつつある。
(平成15年度国内調査)　短期専門家派遣を行い、モデルのメンテナンスと更なる技術の向上を図った（2002年1月～6月）
(平成15年度在外調査)　以下次段階調査に於いてOEP-JICAモデルを使用：
　1)2016/17年までのエネルギー需要予測　（2001年9月～12月）
　2)エネルギーと環境に関する再調査　（2002年6月～10月）
(平成16年度在外調査)　OEPの新しい状況に基づき、モデルは未だ利用されている。
(平成17年度在外調査)　OEP-JICAモデルは継続的にOEMエネルギー計画調査に使用されている。

(平成16年度在外調査)
OEPは現在、企画省（Ministry of Planning)の傘下にあることから、OEPはモデルの整備と開発を指導する専門家の派遣を必要
としている。
(平成17年度国内及び在外調査)
研修：　経済改革、エネルギー保全、環境保護に対応するためのエネルギー経済モデルの構築　2名（OEP）2002年12月4日～
2002年12月22日
専門家派遣：　エネルギーモデルのデータ追加等を行い、再度研修を実施　1名　3ヶ月

M/P／エネルギー一般

報告書の内容

- 377 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IRN 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

イラン

石油化学工業製品計画調査

The Development Plan for the Petrochemical
Downstream Industries in Iran

千野　武司

ユニコインターナショナル㈱

77.9.27～77.11.10

10

52～53

66,797 千円

0.00 人月

78．　9

ユニコインターナショナル㈱

ＮＰＣ(National Petrochemical  Co.)

イラン・イラク戦争による被爆被害により日本側投資会
社はＭＩＴＩから海外投資保険の支払いを受け撤退。そ
の後イラン側は韓国、イタリア、ドイツ等のコントラクター
の協力を受け、一部完成模索開始。現在増設計画あ
り。イラン側は日本を含む各国に改めて協力依頼中。　
　　　

進行・活用

1.計画の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(1）調査の目的　　
イランにおいては、現在大規模な石油化学プラントがペルシャ湾岸に建設
中であり、1979年10月に操業を開始し、1980年には一部を除いて本格操
業に入る予定である。しかしこれから生産される原料を使う加工産業は国
内で十分育っているとは云い難く、製品の国内需要もよく把握されていな
い。このため製品別の需要調査と国内の加工振興計画に関して調査を行
うものである。
（2）調査の内容　
石油化学製品の市場分析と需給予測
プラスティックおよび合成ゴム成形加工業の振興の為のマスタープラン作
成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　2.結論および勧告
（1）イラン国内における石油化学製品の需要を大きく伸ばすためのボトル
ネックは次の通り。
流通機構の不整備、パイプ用としていまだに鉄が使われていること（ＰＶＣ
パイプはほとんど使われていない）、成形加工技術が低いため、工業製品
の部品は全て輸入されていること　
（2）国内の需要を喚起するためには、ＮＰＣ（National　Petrochemical　
Co.）が中心となり、加工業者に対する教育、先進国からの技術導入、加
工業育成の為の投資、地方の成形加工業者が集中している場所へのス
トックポイントの設置、国民への石油化学製品の優秀さのアピール、製品
規格の設定（例えばJIS規格のようなもの）等の実施を早急に推し進めるべ
きである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

イラン革命による混乱、イラン・イラク紛争の発生により未実施となっている。現在
IJPCプロジェクトの工事再開の目途は立っていない。従って下流製品を対象とした
本調査は具体化不可能な状況にある。

IJPCを｢母なる産業｣として完成させる方針であり、石油化学工業の育成を重要課題
としているが、本件調査での需要推計はその前提が大きく異なってきたため、現状で
は見直しが必要なものとなってきている。工業省は1984年12月、本調査の見直しを
要請したが、現地調査の困難さ、需給予測の困難さ等を理由として協力困難な旨回
答。他方、イラン政府はアラク精油所（計画中）からナフサ等の原料供給を受けてポリ
マー等を生産するアラク石油化学コンプレックスの建設を推進しようとしている。

M/P／化学工業

報告書の内容

- 378 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

イラン

エネルギー計画調査

The Collaborative Study on the Comprehensive
Energy Development Plan in the Islamic Republic
of Iran

宮田　満

（財）日本エネルギー経済研究所

92.2.2～3.13／92.6.3～93.3.29／93.6.3～6.12／
93.6.30～9.4／93.9.16～11.27／94.1.30～2.28

19

3～6

311,396 千円

92.56 人月

1994．3．1

（財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所

Plan and Budget Organizatioｎ
（計画予算庁）

現：Management and Planning Organization
（現：管理計画庁）

Dr. Y. Saboohi

1995年9月からイラン国エネルギー最適利用調査を開
始した（1995．9～1997．10）。

1996年7月、上記調査におけるイラン側カウンターパー
ト（原調査の際と同じ）より、"ｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾃﾞｰﾀおよび省ｴﾈ
ﾙｷﾞｰのためのｾﾝﾀｰ"設立に対する協力の要請の意志
表示があった。

1999年2月、上記"ｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾃﾞｰﾀ及び省ｴﾈﾙｷﾞｰのた
めのｾﾝﾀｰ"として、"ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ"が設立された
(下欄参照)。

（平成15年度　国内調査）
情報なし　

(平成16年度　国内調査）
特記事項は無し。

進行・活用

1.プライオリティ・プラン
1）エネルギーの合理的利用の研究のためのエネルギー・データ・ベース
の構築

2）省エネルギーのための対策の検討
不要なエネルギー消費の削減　・効率の改善　・エネルギーの回収　・電
気およびガスのロード・マネジメント

3）省エネルギーのポテンシャルの推定
技術的ポテンシャルの推定　・経済的ポテンシャルの推定と労働生産性へ
のインパクト　・エナジー・インテンシティの最適化

4）適正な政策に関する暫定的な研究

2.アクション・プラン
1）政策
基本的な政策方向の検討と形成－価格政策、課税対策、研究・開発・デ
モンスレーション（R.D. & D.）政策

2）機構・態勢の整備
エネルギー情報システムの構築　・エネルギー管理者を教育するための教
育施設の整備
　
3）財政支援の整備
　
4）人的資源の開発

1.「ｲﾗﾝ国ｴﾈﾙｷﾞｰ最適利用計画」(JICA
開発調査、FS)開始(1995.9～1997.10)。
この調査にて、左欄の提言内容の詳細な
検討を行った。

2.提言内容のうち、1-1)および2)、ならび
に2-1)の1部および2)は具体化(実施)され
ている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　3.「ｲﾗﾝ･ｱﾌﾜｽﾞ製鉄所における省ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ対策事業」(NEDO発注、2000.9～
2001.3)を受注し、CDMにつながるFS調
査を行った。　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
4.エネルギー省傘下のEnergy
Efficiencing Organization (2000.5)と、石
油省傘下のOrganization for
Optimization of Fuel Consumption
（2000.8）との2つの省エネ促進機関が設
立された。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
5.｢イラン化学工業の省エネルギー促進
事業（NEDO発注、2001.8.29～
2002.3.31）を受注し、CDMにつながるFS
調査を行った。　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「実現/具体化された内容」の1.および2.に記したように、ｲﾗﾝ政府は省ｴﾈﾙｷﾞｰの推
進について非常に熱心であり、提言内容の1部はすでに具体化(実施)されているとと
もに、新たに詳細な調査が要請され、「ｲﾗﾝ国ｴﾈﾙｷﾞｰ最適利用計画調査」として実
施された。

なお、「実現/具体化された内容」2.に記した2-2)は、上記「ｲﾗﾝ国ｴﾈﾙｷﾞｰ最適利用
計画調査」実施後、ｲﾗﾝ政府(計画予算庁および石油省）の支援の下で、ｼｬﾘﾌ工科
大学 (Sharif University of Technology) の中に、"ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ（現、管理計画
庁）"を設立する、という形で実施された。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「報告書提出後の状況」欄に記したように"ｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾃﾞｰﾀ及び省ｴﾈﾙｷﾞｰのためのｾ
ﾝﾀｰ"の設置に対する日本政府の協力を求めていたが、「提言内容の現況に至る理
由」欄に記したように、その後、"ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ"がｲﾗﾝ政府の支援によって設立
された。

M/P／エネルギー一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

イラン

イラン国火力発電所環境影響評価調査

The Study on Evaluation of Environmental Impact
of Thermal Power Plants in Islamic Republic of Iran

野口　雅章

（株）数理計画

96.12～97．1/97.1～2．
98.6～7/98.9/99.３／99.9 

11

8～11

383,980 千円

53.46 人月

2000．1．1

（株）数理計画
東電環境エンジニアリング（株）

エネルギー省環境部長
Dr. A.R. Karbassi

2002.3現在：e-mailにて情報交換継続中
2003.3現在：JICAフォローアップ調査を2002.11～12に実施。
(平成16年度国内調査)　特記事項なし
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

進行・活用

ｴﾈﾙｷﾞｰ省のみで処理できる提案：
1.発電設備の保守管理の向上
2.発電所職員の公害教育の実施
3.ｴﾈﾙｷﾞｰ省環境組織の拡大
4.蒸気ﾀｰﾋﾞﾝの効率向上

他の担当機関を含んで処理する提案：
1.国内重油ﾊﾞﾗﾝｽの調査による発電所での煤煙脱硫の必要性の検討
2.ｴｽﾌｧﾊﾝ地域でのSMPの発生源の特定とその対策検討
3.ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙの精度向上　

エネルギー省のみで処理できる提案1.2につい
て、職員研修所でのカリキュラムの拡大・追加を
実施。
エネルギー省のみで処理できる提案3につい
て、環境部に3課を追加：
　 1.環境・煙道ガス測定
　 2.分析
　 3.ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ、EIA
エネルギー省のみで処理できる提案4につい
て、予算不足で新品との取替は未実施。補修
のみ実施。
他の担当機関を含んで処理する内案につい
て、他省や地方自治体を含むため進捗状況な
し。
2002.2現在：JICA供与機材を使用して当時の
対象以外の発電所の煙道ガスをエネルギー省
環境部のみで測定している。
(平成17年度在外調査)
次段階調査：　火力発電所に創設された環境
部についての調査、重油から天然ガスへの燃
料転換に関する調査
実施期間：　2001年
資金調達先：　エネルギー省及びTAVANIR

提言内容を広く含んで先方より次のプロジェクトの提案があったが、2001年夏にJICAで不採用と
なった。提案内容：｢今までの発電所は技術・環境・経済面から総合的に検討して建設していな
い。その能力もイラン側にはない。そこで、日本側の協力を得てダブリツ、エスファン両発電所を
モデルに総合的検討を実施して、イラン側の能力を向上させる｣
2003.3現在：提言8項目中3項目はエネルギー省以外の省庁または地方行政組織と協力し実施
すべきものであるが、いずれの組織も興味を示していないので進展していない。エネルギー省の
みで処理できる提案については、提案内容を進行・活用中。
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成15年度在外調査）
2003．12．21イランｴﾈﾙｷﾞｰ省回答
2002 11 12JICAフォロ ア プ調査実施 内容は下記の通り

(平成17年度在外調査)　特記事項なし

M/P／その他

報告書の内容

- 380 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

イラク

輸出用石油製油所計画調査

Technical Study Report on Export Oil Refinary

岩本　吉辰

(社)日本プラント協会

76.7.7～7.16

7

51

153,370 千円

0.00 人月

1977/1

(社)日本プラント協会

SCOP社

本調査後ｲﾗｸ国はﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実現に向って、ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞ
ﾙの見直しにより1978年にPuilman Kellog社にBid
Package作成（Basic DesignおよびTerms of Refernce）
およびManagementの依頼を出した。しかしながらｲﾗﾝ
／ｲﾗｸ戦争の影響（1978年以降）で、FAO地区で港湾
機能が停止したため、本計画は中断されている。
　なお、Kellogがどこまで作業したかは不明である。
1999.10現在：変更点なし

中止・消滅

1.計画の概要
　ｲﾗｸ共和国の石油事業公社（State Company of Oil Project）によって計
画される輸出用石油製油所の建設に必要な各種技術資料を集積する。
2.結論及び勧告
　SCOP社によって提供された輸出用石油製油所計画の入札仕様書に
従って、供給原油分析地及び製油所計画について検討し、又ﾌﾟﾛｾｽ装
置、用役設備、ｵﾌｻｲﾄﾀﾝｸ設備、ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ設備に係る基本設計仕様及び
条件等を説明するとともに、これらの詳細設計役務遂行に係る基本条件に
ついても想定した。

ｲﾗﾝ／ｲﾗｸ戦争及びｸｳｪｰﾄ紛争による計画停止

国連ｲﾗｸ制裁に伴い、最近の情報なし。

M/P／化学工業

報告書の内容

- 381 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

ヨルダン

南部地域工業開発計画調査

The Study in Industrial Development in the
Southern Districts

赤川　正俊

日本工営(株)

95.11～95.12（40日間）／
96.1～96.3（60日間）／
96.7～96.9（50日間）／97.1（9日間）

17

7～8

374,527 千円

91.87 人月 （内現地47.42人月）

1997．1

日本工営（株）
(財)日本立地センター

ジョルダン工業団地公社
総裁 Mr.ヒンダウイ

・中東和平の停滞により、外国による援助が難しい状況
となっており、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの進捗も見られていない。
・ｼﾞｮﾙﾀﾞﾝ工業団地公社は、A-2ｻｲﾄ及びｶﾗｸｻｲﾄの土
地収用を既に始めており、当工業団地ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは実現
可能性があると思われる。　
　　　　　　　　　　　　　　
2002.3現在：変更点なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：2001.3以降の進捗については不明　　　　
　
（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

(1) 南部地域工業開発戦略：「空間的ﾘﾝｹｰｼﾞ強化」「南部地域優先ｲﾝﾌﾗ
整備」「工業基礎ｲﾝﾌﾗ整備」

(2) 南部地域工業開発計画
1)有望業種の選定
・ﾀｰｹﾞｯﾄ業種:13業種
・ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄﾐｯｸｽ:100種類以上の製品
・最も高い開発ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙを持つ工業ｻﾌﾞｾｸﾀｰ:化学工業を選定

2)最優先／優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの選定と評価
・最優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ:3件(南部地域工業技術ｾﾝﾀｰの設立、南部地域中小工
業振興ｾﾝﾀｰの設立、職業訓練ｾﾝﾀｰの強化)
・優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ:11案件

3)最優先／優先工業団地ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの選定
・10候補地区より、優先先1ヵ所(ｱｶﾊﾞ:A-2ｻｲﾄ)及び優先3ヵ所(ｶﾗｸ、ﾀ
ﾌｨｰﾗ、ﾏｱﾝで各1ヵ所)を選定

4)Pre-F/Sの実施・結果
・A-2はﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙと判断(工業ﾛｯﾄ面積160ha、投資額合計41.74百万
JD-1JD=1.14ﾄﾞﾙ、FIRR7.8%、EIRR(WTPｱﾌﾟﾛｰﾁ)13.2%、EIRR(GVAｱﾌﾟﾛ
ｰﾁ14.9%)
・ﾏｱﾝ、ﾀﾌｨｰﾗについては、採算性、経済妥当性のより詳細な検討が必要
・ｶﾗﾌは採算性が極めて低いが、ｼﾞｮﾙﾀﾞﾝ側が強く実施を希望している。地
域振興の観点から条件付きで実施を許容すべきである。

JICA調査は広範な内容の提言を含むた
め、今回の現地調査ではJIECが直接管
轄している工業団地計画に焦点を当て
た。その結果、以下の内容が判明した。

1)調査ではAqaba地区の開発を最優先し
Ma’an, Karak, Tafilaを実施することを勧
告しているが、現実には政治的決定によ
りKarakが先行し、次いでAqabaの準備が
進行している。
2)Karakは昨年(2000年10月)に造成が始
まり、近く完成の予定。
3)Aqaba地区の開発はUSAidから15百万
ﾄﾞﾙの支援(ｸﾞﾗﾝﾄ)を受け、現在F/S実施
中(ｺﾝｻﾙはWelber-Smith社と地元ｺﾝｻﾙ
のJV)　F/Sは今年3月に終了予定。
4)Ma’an地区の計画は第1期工事として
43haの造成が2002年に完了する運びと
なっている。
5)Tafila地区は現在待機中で具体的な進
展はない。
(2001年1～2月現地調査結果)

（平成15年度　国内調査）
情報なし

・元来、政府予算は外国援助に頼って来た部分が大きいにもかかわらず、中東和平
の停滞によって難しい状況となっており、1997年現在ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの進捗が見られてい
ない。
・調査途中で、ｲｽﾗｴﾙにﾈﾀﾆﾔﾌ政権が誕生し、その後中東の停滞等を背景に提言
したﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの進捗は際立っていない。

M/P／工業一般

報告書の内容

- 382 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

ヨルダン

送配電網電力損失低減計画調査

The Study on Electric Power Loss Reduction of
Transmission and Distribution Networks in the
Hasemite Kingdom of Jordan

大河原　邦夫

東電設計(株)電力計画室

96.2.24～96.3.27／96.6.17～96.10.15
96.11.22～96.12.20／97.3.3～97.3.17

5

7～9

131,230 千円

29.50 人月

1997.5

東電設計（株）

National Electric Power Co. (NEPCO)
Mr. ALI. Y. AL-ZUBI
(Load Research and Management Section
Head)

1.JICAは配電専門家を1997年6月～1998年5月にｼﾞｮﾙ
ﾀﾞﾝに派遣し、主として力率改善、山相ｱﾝﾊﾞﾗﾝｽ電流
改善について、NEPCO、JEPCO、IDECOに対して技
術指導を行った。

2.ｼﾞｮﾙﾀﾞﾝ側から日本側にF/Sの実施について要望が
出ている。また、東電設計からJICAに電力損失低減は
CO2削減につながることをご説明すると共に、F/S実施
について要望した。

1999.6～1997.7　MPに基づくFSを東京電力との共同
企業で実施。

2002.3現在:変更点なし
2003.3現在：変更点なし

進行・活用

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ:有り
　　EIRR=15.04%
　　FIRR= 9.27%

2.送配電損失率は対策を実施しない場合、2009年には11%と推定される。
対策を実施することで、7.2% に抑制できる。

・NEPCO、JEPCO、IDECOはJICA配電専
門家の指導を受け、三相ｱﾝﾊﾞﾗﾝｽ電流
改善中。またLV系統の力率改善につい
ても検討中。

・1999年6月、M/Pに基づくF/Sを東京電
力との共同企業で受注(現在実施中)。

（平成15年度　在外調査）
本調査結果を受けて、1999年9月～2000
年12月に配電網電力損失提言計画F/S
が行われた。加えて、JEPCO（Jordan
Electric Power Company) によって以下の
ような次段階調査が行われている：
-LVネットワークへの蓄電器増加
（2002年9月～2003年7月）
-不安定な3段階電流の改善
（2002年2月～続行中）
-LVラインの再伝導
（2002年2月～続行中）

F/Sの実施に至っていない。実施を控える理由はないと思われる。早期実施が望ま
れる。ただし、小額資金で行える対策について実施中。

（平成15年度　国内調査）
2000年10月にF/Sが終了している。

（平成15年度　在外調査）
本調査結果を受けて、1999年9月～2000年12月に配電網電力損失提言計画F/Sが
行われた。

M/P／送配電

報告書の内容

- 383 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ヨルダン

企業経営能力強化計画調査

Study on the Strengthening of Enterprises
Management Capability in the Hashemite Kingdom
of Jordan

 猪岡 哲男

ユニコ インターナショナル（株）

00.2～1.4ヶ月/00.6～2．9ヵ月
00.10～2.1ヶ月/01.1～0.5ヶ月

8

11～12

247,022 千円

57.87 人月

01. 3

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

産業貿易省

2003.3現在：情報なし
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成15年度在外調査)　デザインワークショップに参加
した企業のうち数社は、デザインワークショップにてデ
ザインされたモデルを実際に製造した。うち1社は、
ワークショップで学んだことを生かして会社方針を改め
たとのこと。
(平成16年度国内調査)　特記事項なし
(平成16年度在外調査)　特記事項なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

本調査では①マーケティング調査プログラム、②工業デザインワークショッ
プ、③企業診断を実施した。詳細調査対象は「電気・電子産業」及び「プラ
スチック成型、金属加工などの関連裾野産業（Related Supporting
Engineering Industry）」であるが、本調査で策定するマスタープラン、アク
ションプランは製造業全体の企業経営能力強化という観点から策定した。
これらのプログラムを通じてのファインディングをもとに、次の提言を行っ
た。

１）市場のニーズを把握し、それをもとに商品を企画したり、ニーズに合っ
たサービス方法を案出したりする経営能力

２）ニーズを満たす商品を製造、性能・品質を維持、サービスとして提供で
きる経営能力を付けることを目標に、これに向けて次の分野で活動を行
い、関係セクターの認識の向上と参加促進、基盤の整備、活動の展開を
図ること：
①概念の普及及+A43および啓蒙
②技術移転及び人材育成
③経験交流と普及
④表彰・奨励
⑤輸出市場への広報・宣伝
⑥関連インフラの改善・整備
⑦情報収集・提供
⑧研究開発
⑨研究開発への支援

家具を対象とするデザインワークショップ
実施のため短期専門家が派遣された。
(平成17年度在外調査)
Jordan Upgrading and Modernization
Program （JUMP）
　資金調達：
　　調達先：　自国資金
　実施機関：　産業貿易省高官率いる運
営委員会、政府及び民間代表
　目的：
　　1．生産力の向上、質の改善、及び単
位コスト削減
　　2．民間企業が国内、地域、国際市場
に於いて高まる競争に対応できるように
すること。
　　3．市場シェアの拡大及び新しい非伝
統的輸出市場の開発
　　4．国際ビジネス慣習のベンチマーク
化及び適用
　　5．市場のニーズに合致した戦略的政
策の策定
　　6．人的能力の向上

　家具を対象とするデザインワークショップ実施のため短期専門家が派遣された。
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成15年度在外調査)　デザインワークショップに参加した企業のうち数社は、デザ
インワークショップにてデザインされたモデルを実際に製造した。うち1社は、ワーク
ショップで学んだことを生かして会社方針を改めたとのこと。
(平成16年度在外調査)　デザインワークショップは、参加した企業とYarmouk大学の
学生に良い機会をもたらした。
(平成17年度在外調査)　C/Pによるプログラムが運営されている。

（平成15年度　在外調査）
グローバル経済での競争に備え、中小企業振興を目的としたプログラム運営のため
に500万ヨルダンドルを充当することが、首相によって決定された。
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

M/P／工業一般

報告書の内容

- 384 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

モロッコ

ハウズ地方分散電化計画調査

Master Plan Study on Decentralized Rural
Electrification on Haouz Region in Kingdom of
Morocco

島田　良秋

中央開発(株)

96.3～98.1

9

7～9

236,529 千円

56.80 人月

1998．1．1

中央開発（株）
(株)三祐コンサルタンツ

Centre de Development des Energies
Renouvelables (CDER)
（再生可能エネルギー開発センター）
Mohamed Moubdi (Secretarie General)
Taoumi Mustapha (Chef de la Division
Technique)

実現／具体化された内容に、記載の状況から進展は
ない。

2000年11月現在：JICA無償資金協力部が予備調査の
要請を行った。

2002.3現在：新情報なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　国内調査　及び在外調査）
情報なし

進行・活用

本調査を通じて、調査対象村落の多くは小規模で、道路などのｱｸｾｽが不
便な広い地域に散在していることが明らかとなった。これにより本調査地域
の全村落に既設の送電線を延長して行う電化手法は投資と電力消費量
の関係から効率が悪く、分散電化方式（太陽光発電、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電、ﾏｲｸ
ﾛ水力発電及び一部村落への既設送電線の延長）による電化供給が望ま
しい方法であることを確認した。この結果、ﾊｳｽﾞ地方の電化率は14％から
23％に上昇するものと試算される。また、この電化は遅れた地域の社会・
経済に大きなｲﾝﾊﾟｸﾄとなり、直接及び間接の地域開発効果が多く期待で
きる。このように本電化計画は公共性が高く早期実施が望まれるが、経済
性に劣るので公的資金及び国外の有利なﾌｧｲﾅﾝｽの供与が望まれる。ま
た実施に際しては電化対象村落に対し、電化手段についての住民の要
望を確認し、反映させることが望まれる。さらにCDERを中心とした実施体
制と完成後の維持管理方法について提案している。

ﾓﾛｯｺ政府より日本政府に対し、本事業の
実施について無償資金協力を要請中。
130億7300万円のE/Nを締結（1998.4.21）
OECFより6,027万円の円借款（L/A）「地
方電化事業（Ⅰ）」を締結（1998.6.5）

ﾓﾛｯｺの地方（農村地域）における電化率は1994年現在21％にとどまっており、これ
は近隣諸国（ｴｼﾞﾌﾟﾄ84％、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ80％、ﾁｭﾆｼﾞｱ70％等）と比較しても明らかに低
い水準となっている。こうした状況からﾓﾛｯｺ政府は地方電化を国の重要課題の一つ
として位置付け、1980年代初頭からいくつかの基本計画を策定して電化取り組んで
きた。今回ﾓﾛｯｺ政府は地方電化の一環として、現在電化率14％のﾊｳｽﾞ地方の120
村落（約6,200世帯）を対象とした電化ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ作成に関する技術協力を日本政府
に要請し、電化の実現を図ったものである。

M/P／新・再生エネルギー

報告書の内容

- 385 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

オマーン

工業開発計画調査

Survey on the Industrial Development Plan of
Sultanate of Oman

橋田　担

(株)野村総合研究所

78.2.19～3.25

9

52～53

56,641 千円

0.00 人月

1978/11

（株）野村総合研究所

Undersecretary for Industry Ministry of
Commerce Industry　商工省

1.ﾌﾟﾚ･ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨありとしたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ﾊﾟｯｹｰｼﾞ4件に
ついてF/S調査要請が出され、日本政府はそのうち製
油所建設計画を取り上げ1978、1979年土にF/Sを行っ
た。
2.F/S終了後本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施が決定し1980年11月
から建設開始、1982年10月完成、現在操業中。1985年
増強工事開始
3.また、ｵﾏｰﾝの鉱物資源の有望性、それに伴う鉱物
探査の必要性の指摘に対し、ｵﾏｰﾝ政府より要請が出
され1978、1979年JICAﾍﾞｰｽにより鉱物資源調査を実
施した。
さらに同調査の提言に基づき再びJICAﾍﾞｰｽにより南部
地域資源開発協力基礎調査を実施。同調査の結果、
開発可能な鉱物資源の賦存はほとんど認められなかっ
た。
1999.10現在：新情報なし

進行・活用

1.計画の概要
(1)調査の目的
　ｵﾏｰﾝ国は現在、外貨収入を石油輸出のみに頼る産業構造にあり、しか
も石油資源枯渇が近いとの見通しがある。従って今後の工業開発のため
には、産業の石油離れを実現する必要があるとの観点から、窯業、大理
石、銅関連等の工業ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実現可能性等につき調査すること。
(2)調査内容
　1)ｵﾏｰﾝ国の工業開発戦略の検討として
　　a.ｵﾏｰﾝ国の社会・経済の現状と将来展望
　　b.工業立地の現況と動向
　　c.ｵﾏｰﾝ工業開発
　　d.工業開発の基本戦略に関する提言
　2)主要戦略業種のﾌﾟﾚ･ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査として
　　a.対象業種の選定と分析
　　b.「ｵﾏｰﾝ」側指定業種（大理石、窯業、ｶﾞﾗｽ、銅関連、建材、
      小型漁船舶、海水淡水化利用）のﾌﾟﾚ･ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査
　　c.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査への提言
2.結論及び勧告
　ｵﾏｰﾝ国最大の産業は中西部に算出する石油であり、政府収入の90
％、外貨収入の90％以上を占めている。調査の結果指定業種をしぼり、ｵ
ﾏｰﾝ国の工業ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして可能性が存在するものとして以下のものが挙
げられる。
(1)炭酸塩岩石とｾﾒﾝﾄを用いた製品（建築材料）
(2)銅製品（銅鉱山開発ﾀﾞｳﾝｽﾄﾘｰﾑ）
(3)製油所
(4)ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製氷ﾀﾝｸ等

　製油所建設の詳細については、個別ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ要約表OMN 001　参照。
　ｵﾏｰﾝ商工省では、ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ策定後、
ほぼ2年毎に省独自にﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝのﾚ
ﾋﾞｭｰを行っている。JICAﾚﾎﾟｰﾄは工業開
発計画策定実施の基本資料として活用さ
れている。

M/P／工業一般

報告書の内容

- 386 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

オマーン

産業統計情報センター設立計画

The Study on the Establishment of the Industrial
Statistics Information Center

丸山　満

(株)CRC総合研究所

91.3.17～92.3.27

10

2～3

212,657 千円

62.04 人月

1992/5

CRC海外協力（株）

商工省
Kiyumi工業局長

1.統計処理ｼｽﾃﾑのための短期専門家2名派遣
2.統計企画のための長期専門家1名派遣
3.通産省の調査統計部より短期専門家派遣
4.第1回の統計調査が終了するまで日本から専門家を
派遣することになっている。
2000.11現在:計画に基づき、工業統計調査が実施され
ている。
2002.3現在:新情報なし。

進行・活用

1.調査の目的
　五ヶ年計画の重点施策とした工業振興を掲げているが、現状を把握する
のに十分な統計ﾃﾞｰﾀに欠け、政策の適切な具体化がなされていない。か
かる状況下、工業部門に関する統計の本格的整備のため、当ｾﾝﾀｰ設立
を計画し、そのための調査実施を要請してきた。

2.提言
　1994年からの第一回工業統計実施に向けて次の点に関する計画を
策定し、提言した。
　　(1) 工業統計の実施主体となる「産業系統情報ｾﾝﾀｰ」自身の基本機能
　　(2) 工業統計調査の実施計画案策定
　　(3) ｵﾏｰﾝ商品分類ｺｰﾄﾞの作成

　最終報告書の提案に基づき、商工省内
に統計情報ｾﾝﾀｰが設立され、ここが中
心となって統計調査が実施されている。
　また運営委員会も設置され、本件の実
施にあたって関係省庁の協力も得られる
体制が整ってきた。
　ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの増員は計画通りに進んで
いないが、日本からの専門家による指導
により、その能力の向上が見られる。
　同省では今後商業統計も実施したいと
の意向を持ち、将来、商工省の情報ｾﾝﾀ
ｰとしての位置付けをしている。
　また、ｾﾝﾀｰの名称もIndustrial
Statistics and Information Centerとした。 1.相手国の推進体制

　出来るだけ早く調査を実施したいとの強力な要請があったが、実施母体となる工業
　統計ﾕﾆｯﾄの人員整備等がなされておらず、まず実施主体としてのｾﾝﾀｰの基本機
　能と人員整備が急務であった。

2.1994年実施に向けて1993年より大規模なﾊﾟｲﾛｯﾄ調査を行う必要性があり、かなり
詳
　細な実施案策定が要求された。

M/P／その他

報告書の内容

- 387 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

オマーン

工業開発基本計画調査

The Study on Master Plan for the Industrial
Development

坂梨　晶保

ユニコ　インターナショナル(株)

93.11.7～93.12.27／94.2.13～94.2.23/
94.6.25～94.7.29／94.11.6～94.11.12

8

5～6

144,034 千円

0.00 人月

1994．12

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

商工省
H. E, Khamis Bin
Undersecretary for Industry
Ministry of Commerce and Industry

提言「5」を取り上げ、その具体化のためにJICAに調査
依頼(工業開発ｾﾝﾀｰ設立計画本格調査--1996年実
施済み)。1997年同提言実現へ向けて長期専門家の派
遣要請あり、実現。その結果ｾﾝﾀｰ実現への予算措置
も見込まれている。但し、その具体的実現への技術的
支援が更に要請されている(商工省より要請済み)。投
資促進のためOCPED設立。国際ｺﾝﾃﾅ幹線をｻﾗｰﾗに
誘致。今後FZの開発が予定されている。

2002．3現在:変更点なし
2003.3現在：情報なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

(平成16年度　国内調査）
特記事項は無し。

進行・活用

1.輸出市場の確保
　1）輸出振興活動の組織化　2）貿易会社の設立

2.外国投資の促進
1）外国投資家にとってより魅力ある投資条件を整備するための法制整備
　2）外国投資促進のための組織整備　3）フリーゾーンの設置振興

3.工業開発金融制度の強化

4.人材開発
　1）技術能力修得長期プログラム　2）経営能力強化プログラム

5.技術基盤の確立
　1）技術研究および製品開発を支援する機能の確立

6.インフラストラクチャーの拡充
　1）湾岸施設　2）工業団地

提言「5」を取り上げ、その具体化のためにJICAに調査依頼(工業開発ｾﾝﾀｰ設立計
画本格調査--1996年実施済み)。1997年同提言実現へ向けて長期専門家の派遣要
請あり、実現。その結果ｾﾝﾀｰ実現への予算措置も見込まれている。但し、その具体
的実現への技術的支援が更に要請されている(商工省より要請済み)。投資促進の
ためOCPED設立。国際ｺﾝﾃﾅ幹線をｻﾗｰﾗに誘致。今後FZの開発が予定されてい
る。

（平成16年度　在外調査）
オマーンのVision2002の作成にあたり、本調査の結果が国家の工業開発戦略の策

商工省は本提言をﾍﾞｰｽとして、その開発計画を実施すべく努力している。予算措置
も徐々に実現しており、とりわけ技術面での更なる支援が期待されている。

M/P／工業一般

報告書の内容

- 388 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

オマーン

工業開発センター設立計画調査

The Study on Establishment of Industrial Research
Center

坂梨　晶保

ユニコインターナショナル㈱

95.12～0.6ヶ月/96.2～0.9ヶ月/96.6～0.3ヶ月

7

7～8

96,206 千円

23.39 人月

1996.7

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

商工省
All Bin Masoud Al-Sunaidy
Director General of Industry
Ministry of Commerce & Industry

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：情報なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

遅延

工業開発ｾﾝﾀｰ」設立計画
(ｾﾝﾀｰの活動内容)
1)既存産業のﾆｰｽﾞ、特に既存産業の向上、多様化、拡張のためのﾆｰｽﾞ
に応える技術支援
2)有望工業ｾｸﾀｰにおける新規事業を始めるに当たっての技術的支援
3)上記1),2)を実施する上で必要とされる独自研究

(重点対象分野と技術支援内容)
1)衣料縫製技術分野
・高付加価値製品生産・輸出市場価格競争力強化、製品ﾗｲﾝ多様化促進
技術
・生産ﾗｲﾝにｵﾏｰﾝ人技術者・技能者が参加てきる雇用機会送出
・Cutting Center設置、CAD/CAMｼｽﾃﾑによるﾊﾟﾀｰﾝ作成等のｼｽﾃﾑ導入
・ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ設置
2)食品・包装技術分野
・特に輸出指向事業者に対して包装技術支援実施(当初は食品産業関連
包装に焦点)
・技術情報収集・提供、ｾﾐﾅｰ・窓口相談・巡回指導、包装資材ﾃｽﾄ等実施
・独自研究実施
3)非金属鉱物開発・研究分野
・非金属鉱物に関する開発研究を実施し、資源ﾍﾞｰｽの工業開発・採掘投
資に役立つ情報提供(当初はｾﾗﾐｯｸ原料開発に注力)
・ｾﾗﾐｯｸ原料開発－ﾃﾞｰﾀ収集評価、組成分析・品質試験、結果の普及

(組織)
行政としての政府からの独立性確保、国の工業開発政策との整合性確保
に運営委員会設置、政府からの資金的支援の確保

(技術ｽﾀｯﾌ)
　独立当初は海外から招聘(海外からの技術協力確保)

（平成15年度　国内調査）
現況に関わる情報不足であるため、提言内容の現況は暫定措置である。

M/P／工業一般

報告書の内容

- 389 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

オマーン

電力合理化システム需給管理計画調査

The Study on Demand Supply Management for
Power Sector in Sultanate of Oman

大滝　克彦

ﾌﾟﾛｱｸﾄｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

97.10～98.9

10

10

104,073 千円

29.07 人月

1998.11

ﾌﾟﾛｱｸﾄｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
(株)四国総合研究所

Ministry of Housing, Electricity and Water
Salim Al-Rujaibi
Director of Planning and Statistics

緊急対策として提言したｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機への注入の
実施についてMEWはﾒｰｶｰであるGEと技術を重ね、当
社にも意見を求めてきた。一部誤解のあった部分を説
明し、推進を強く勧めた。また、独立して運転していた2
つの電力系統の連系については着実に工事が進めら
れている模様。中央給電指令所計画も工事中である。

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟのため、電力系統解析が専門のJICA長期
専門家が赴任(1999.4～2000.4)し、提言の具体化を
図った。基本的には、JICA報告を高く評価し、着実に
実施していく姿勢である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　

2003.3現在：ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝへの水注入以外は、ほぼ報告
書とおりに自国の資金で開発工事が行われている。

進行・活用

1.電力需給
1)ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機について注水による出力増加を行う。
2)ｺﾝﾃﾞﾝｻを多数設置して系統の安定度を向上させる。
3)Muscat系統とWadi Jizzi系統を連系し、ｺｽﾄ削減を図る。
4)各発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの運転ﾓｰﾄﾞを変更して燃料費の削減を図る。このため
には中央給電指令所の設置が望ましい。

2.電気料金制度について、料金区分の変更や定額料金の新設などによ
り、増収を図る。　また、電力ﾒｰﾀｰの定期的な取替を行う。

1.　電力需給
1)(ﾒｰｶｰと交渉中)
2)既に60MVA分以上のｺﾝﾃﾞﾝｻが設置済み、系統安定度改善
効果大。
3)連系は政府計画にｵｰｿﾗｲｽﾞされた。着工は遅れ気味だが、
2003年完成目標。
4)中央給電指令所の建設は決定。工事発注済であり、完成予
定は2003年(2003.3現在）。

2.現在、電力ｾｸﾀｰの民営化が発電部門から本格化しており、
料金問題についてはその動きの中で検討されていくであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：　　　　　　　　
1)コンデンサの増強によって系統安定度の向上を実施。　　　　
　　　　　　　　
2)Muscat系統とWadiJizzi系統の連携を工事中。　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
3)中央給電指令所の工事が進行中。

※1
(平成16年度　在外調査）
２．設計・工事
　１）事業名：220KV　オマーン/UAE連結（220KV　Oman/UAE
interconnection）
　２）期間：2004年～2006年4月
　３）内容：Al-Wasit（オマーン）・Al-Ain（UAE）間
３．裨益効果
　１）事業名：
　　・2003年NW許容設備を備えたBarka・Al-Kamil　IPP間の建
設
　　・Muscat/Wadi Jizzi間の132kvリンクの建設
　　・Barka/Maninat Qaboos間の220kvリンクの建設
　　・給電センターLDCの設立
　２）裨益対象：システムの許容量の増加と安定性の向上
　３）裨益効果：北部（Northern Grid）における電力供給の品質
向上

夏季の電力主要の急増に対処するため、ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機の注水やｺﾝﾃﾞﾝｻの設置といった緊急対策をまず提言した。このうち
ｺﾝﾃﾞﾝｻ設置については直ちに実施された。

一方、注水については、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄであるMEW内部に技術に詳しいｽﾀｯﾌがほとんどおらず、外部のﾒｰｶｰに聞くという体質の
ため、全ての判断が遅れ気味になってしまう。現在も検討中とのことであるが、発電所の民間への売却の話が進んでいるため、
これ以上の進展は当面望めない。また、Barka発電所の新設という大ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが正式決定され、系統連系や中央給電指令所
の建設といった計画も、JICA報告による提言通り実施されることとなった。このようにJICA報告のﾗｲﾝに沿って各種事業が実施
されている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：オマーン政府は資金が豊富なため、開発のシナリオを求めていたが、本調査により中期的にとるべき対策が明確
になったことで、一斉にﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが動き出している
(平成15年度　在外調査）
Sohar発電海水脱塩プロジェクト
２００４年工事着工、２００６年４月工事完了
（場所：Sohar工業地区 新発電所：能力５００MW 海水脱塩プラント：能力３０MIGD)

（平成16年度在外調査）
オマーンにおける電力セクターは、給電、送電、配電の各会社を設立するための切
り離し過程にある。各会社は独立した監督機関の管轄下に置かれる。

M/P／エネルギー一般

報告書の内容

- 390 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 SAU 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

サウジアラビア

標準化機関強化計画（消費者保護）

The Study on the Master Plan for the Development
of the Saudi Arabian Standards Organization
Activities for Consumer Production

富澤　一行

(財)電気安全環境研究所

97.6.5～97.7.4
97.9.11～97.10.7
98.2.12～98.2.20

8

8～10

119,608 千円

30.72 人月

1998．5

（財）電気安全環境研究所
富士テクノサーベイ(株)

サウディ・アラビア王国標準化公団
Nabil A. Moulla(Deputy Director General of
SASO)

2002.3現在：標準化機関強化計画に関するプロジェク
ト完了後、SASOから情報の提供はない。

2003.2現在：情報なし

（平成15年度　在外調査）
次段階調査として、2001年-2003年に消費者問題規制
についての調査が政府によって行われた。現在は、省
庁評議会からの承認を待っている状況。

（平成16年度　在外調査）
現在も、省庁評議会からの承認を待っている状況であ
る。

進行・活用

1)規格
特に安全に関して、欠如しているｻｳﾃﾞｨｱﾗﾋﾞｱ規格(SSA)は早急に制定し、
現存するSSAも直ちに見直すべきである。[要 技術者補充]

2)認証・登録・認定制度
SASOは次の新しい認証制度を発足させるべきである。
　　a.国内製品に対する規格適合性ﾏｰｸ
　　b.輸入製品に対する試験後合格ﾃﾞｰﾀの確認制度

3)試験・検査
試験の数と内容の増加に対応するため、SASOは自らの試験設備増強を
すべきである。(具体的なﾘｽﾄ提言した)、また先進的なﾗﾎﾞ管理体制を取り
入れるべきである。[要 予算措置]IECEE-CB制度への参画は活動強化、
国際社会での地位向上の為に有効な方法である。

4)消費者支援機関の設立と育成
消費者教育、消費者苦情処理ｼｽﾃﾑ等を行う消費者支援機関を設立すべ
きである。[要 予算措置、省庁間協議]

5)広報活動と消費者教育
雑誌「The Consumer」の内容をよりﾎﾟﾋﾟｭﾗｰにして購買者数の増加を図る
べきである。

本報告書提出後の状況欄のとおり。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

（平成15年度　在外調査）
最終報告書を受けて、消費者問題を研究
するために各関連省庁とSASOから編成さ
れた委員会を2000年に発足させた。この
委員会は国立消費者局の規程（草案）を
2001年に制定し、2003年には省庁評議
会に提出した。現在は省庁評議会からの
承認を待っている状況である。

　調査業務が完了した後、情報は提供されていない。SASOは、報告書提出時にマ
スタープランの実施に向けて努力することを約束していたのでﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの確実な実
施に向けて提言の内容を分析し、具現化するであろうと期待している。
　なお、SASOが具現化の段階で我々の経営資源が必要と判断した場合には、JICA
を通じて貢献することは可能と思われる。

（平成15年度　在外調査）
最終報告書を受けて、消費者問題を研究するために各関連省庁とSASOから編成さ
れた委員会を2000年に発足させた。この委員会は国立消費者局の規程（草案）を

・市場品買い上げ試験等において技術移転の実施
・諸外国における消費者保護行政の仕組に関するｾﾐﾅｰ等の実施
・ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ研修の実施

M/P／工業一般

報告書の内容

- 391 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 SYR 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

シリア

発電設備リハビリ・人材養成訓練計画調査

Master Plan Study on Rehabilitation and Manpower
Training for Power Plants in the Syrian Arab
Republic

千葉　規矩

八千代エンジニヤリング(株) 取締役

94.10～95.6

9

5～7

133,891 千円

31.10 人月

1995．7

八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ（株）

電力省、発・送電公社
（オディ総裁、シャバニ発電部長）

　発電所修復計画は1995年8月にOECFによってﾊﾞﾆｱｽ発電所3～4号
機のSAFROF調査が実施され、修復工事が実施される可能性が高い。
　電力訓練センターは我が国の無償資金協力が実現し、1996年8月
E/Nが締結された。
　電力需要の拡大に伴い設備増加の必要性が増している。これに対
し今後、約5bil.US$の総投資額が見積もられている。発電関係は日本
から、送変電に関してはﾖー ﾛｯﾊﾟからの融資を受けているが、現在近隣
諸国との総電線網の連携計画が進行中。(2001年1～2月現地調査結
果)
2002.3現在：変更点なし。
2003.3現在：情報なし。
(平成15年度国内調査）　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

提言：
1.発電設備の修復計画
・UNITのクニーニング実施、計装制御装置の更新・高過剰空気率運転を
しない（ボイラ効率低下及び低温腐食防止のために）
・損傷の早期対策修理実施・オーバーホール時の詳細点検項目の確実か
つ早期の対策実施・オーバーホール時の性能試験実施、結果確認

2.電力訓練センター建設計画
・建設に当たっての「シ」国の発電事業の内での位置づけの明確化・インス
トラクターの確保
・既設訓練校及び発電所等との連携を図る・訓練修了生待遇の向上を図
り、訓練生の意欲を高める

我が国の無償資金協力により「電力技術研修
所」が建設されることになった。1996年1月より基
本設計調査が実施され、1996年9月に
E/N(10.22億円)が締結された。
　1996年9月：実施設計を作成。
　1997年7月10日：6億4,900万円の無償資金協
力実施の交換公文締結
　1999年初:工事完了
1）発電施設のリハビリ
　Banias No.3,4のﾘﾊﾋﾞﾘ(Overhaul)は、日本の無
償資金(10億円)で完成。No.1,2に関しては国際
入札でEnel(ｲﾀﾘｱ)でｺﾝｻﾙに選定。Mehardeh
No.1,2については、ﾄﾞｲﾂのﾗｰﾒｲﾔｰ社とｺﾝｻﾙ
契約が結ばれており、数日中に業務開始の予
定。
2）発電所の電気・計装ｼｽﾃﾑの改造・更新
　Banias No.3,4についてはリハビリ工事と同時
に完了。No.1,2及び他の発電所については計
画はあるがまだ始まっていない。
3）電力訓練センターの設立
　送電／変電用訓練センターは2国間援助によ
る11 Mil.Ecuの無償によりAdraに完成している。
しかし、ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰの技術、経験が不十分であ
ることから日本での研修を希望している。　
(2001年1～2月現地調査結果)
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ調査に引き続き実施された基本設計調査に於いて我が国の無償資金協力によって
訓練センターが建設される必要性、妥当性、緊急性が我が国政府によって理解、承認された為。
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

発電設備の運転維持管理技術に関するJICAｸﾞﾙｰﾌﾟ研修(1名)及び個別研修(1名)
が実施された。
(平成17年度国内調査）　特記事項なし

M/P／火力発電

報告書の内容

- 392 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 SYR 102

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

シリア

繊維産業開発計画

Study on the Development of the Textile Industry
in the Syrian Arab Republic

前田　種雄

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

97.3.2～3.26/97.8.1～9.26

14

8～9

217,879 千円

56.34 人月

1998.3

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
東洋紡ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

General Organization For
Textile Industry
Mr. Walid Nouri (SPC)

現在のｼﾘｱの繊維産業は国営・民間企業が独立に活
動しており、国営は綿を、民間は合成繊維を主体に
扱っている。繊維産業を輸出産業に育成させるために
は国営・民間が一体になった発展が必要であり、それ
を達成するために必要な提言・勧告を個別ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ、
国営・民間企業、輸出入、産業政策、ｻﾎﾟｰﾄ機能に分
けて行った。

進行・活用

1.2010年までを対象とした､繊維産業開発にかかるﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの策定。特
にｿ連・東方体制の崩壊に伴う、同国の外貨獲得源として繊維産業界開発
計画の策定｡
2.繊維産業振興政策の現状と問題点。
特に国営企業の問題点と発展を阻害している要因｡
3.繊維産業の現状と問題点
繊維の国内生産､輸出入を各種統計からまとめ、ｼﾘｱ繊維産業の現状「国
営・民間企業、素材・形態別の流れの実態）を明らかにした。同時に国営・
民間企業のの訪問結果からそれらの問題点を指摘した。
4.繊維需給予測
国内需給の予測、輸入見通し、輸出の可能性を素材別に予測した。
5.開発戦略、開発目標の設定､振興策の提言
6.工場診断結果のまとめ

　

1.1998年9月に正式に提出された報告書において提案した｢官
民一体となったシリアの繊維産業の発展｣という考えが官側に
十分浸透していた。主な具体例は次のとおり。
・綿花・綿紡績糸などの綿関連製品の価格を2001年7月以降、
従来のcost＋profit方式から国際価格連動方式に変更した。そ
の結果、輸出を主体とした民間の繊維企業（綿紡績・製布・染
色・縫製）の生産活動が急激に増大している。
・民間のDamascus　Chamber　of IndustryとMinistry of
Educationの協力により、Industrial School（Garment校）が開校
されている。官民協力が進んだということで画期的なことであ
る。　
2.最終報告書の内容を説明したセミナー（1997年12月）の内容
を国営繊維企業のある幹部が克明に記憶していた。そして｢政
府はなかなか変わらないが、あのセミナーに出席した全ての
人々の頭の中にあの報告書の内容が入っている｣と言ってくれ
た。報告書の内容が、彼らにシリア繊維産業の今後の方向に
ついて大きな示唆を与えていることをしめすものである。
3.1997年当時、国営紡績企業は新紡績工場で生産された品
質の優れた紡績糸をほとんど輸出していた。報告書では官民
協力の例として、この品質の優れた紡績糸を民間に積極的に
供給することを提案し、1997年12月に実施されることになったと
の報告があった。しかし、2002年1月時点では国内に供給され
ているのは1,000ｔ/ｙ（新規紡績66,000ｔ/ｙの内）の程度であっ
た。
4.報告書で提案した染色専門家の派遣が実現し、ＪＩＣＡから
1999年2月に派遣された。（その後専門家が病気になり帰国
し、現在は派遣されていない）　　　　　　　　　5.報告書で提案し
た、品質の悪い紡績糸を使用するPROJECT（現地ではwaste　
cotton　projectと言っていた）がHomsで実施されている。　　　
6.報告書で指摘した｢綿花に付加価値をつけて輸出する（染
色・縫製等の川下工程の充実）｣という考えが工業大臣を筆頭
として浸透している。　　　　　
7.報告書で提案した｢ダマスカス繊維工業専門学校の機材拡
充｣がJICA無償プロジェクト（シリア国ダマスカス繊維工業専門
学校整備計画基本設計調査）として取り上げられ、現在基本
設計調査を実施中である。8.報告所において、大規模紡績工
場を複数建設することの問題点を指摘した。現在は大規模紡
績工場を複数建設したことの反省が工業省を中心に行なわ
れ、民間の活用の対応策が検討されている。　

｢実現/具体化された内容｣に記載の通り、報告書において提案した｢官民一体となっ
たシリア繊維産業の発展｣という考えが官側に十分浸透しているため。

2003.3現在：情報なし

（平成15年度　国内および在外調査）
情報なし

M/P／その他工業

報告書の内容

- 393 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TUN 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

チュニジア

電力長期計画調査

The Survey for Electric Power Development Plan
in the Republic of Tunisia

小池　仁

(株)EPDCインターナショナル

77.2.8～3.9

6

51～52

46,782 千円

0.00 人月

1977/10

(株)EPDCインターナショナル

Societ Tunisienne de l'Electricite et du gaz
(STEG)
テュニジア電力ガス公社

　本調査で勧告したｶｾﾌﾞ揚水発電計画については
1977、1978年度にF/Sを実施しﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨありとの結
果が得られている。1977年ﾗﾃﾞｨｽ火力F/S実施。

進行・活用

1.計画の概要
(1)要請の背景
　ﾃｭﾆｼﾞｱ共和国は近年工業化を指向し、これに伴い同国の電力需要は
大きく増加することが見込まれており、これに対処するため供給施設の増
強が必要である。本計画は同国の要請を受け、現在考えられているﾋﾟｰｸ
電力供給のための揚水発電等の計画について最も適切な計画を勧告す
るため、ﾃｭﾆｼﾞｱ電力ｶﾞｽ公社（STEG）の電力系統の長期計画を精査する
とともに、今後の同国ｴﾈﾙｷﾞｰ事情等を含む総合的検討を行い、15ヶ年
（1977～1991）の電力設備計画の策定、長期計画での揚水発電計画の位
置づけを明確にすることを目的とした。
(2)調査内容　報告書内容の骨子は次の通りである。
 1)ﾃｭﾆｼﾞｱ国の一般事情（風土、経済、電力等）
 2)既設電力設備の検討
 3)長期電力需要想定及び需給ﾊﾞﾗﾝｽの策定
 4)新規供給投入の時期及び開発優先順位の検討
 5)ｶｾﾌﾞ揚水発電所計画の概要（予備設計、概算工事費）
 6)ｶｾﾌﾞ揚水発電所計画の経済性
 7)上記1)～6)にもとづく長期電力設計計画（1977年～1991年）
2.結論及び勧告
(1)電源開発計画の内容は、既に発生済みの発電設備計画を除けば、
1983年以降ﾍﾞｰｽ供給として先ず150MWﾕﾆｯﾄのｽﾁｰﾑ火力を建設し、そ
れとﾋﾟｰｸ供給力としてのｶｾﾌﾞ揚水発電計画350MW（1期75MW×2台、2期
100MW×2台）とを組合せ、開発することが最も適切である。
(2)ｶｾﾌﾞ揚水発電計画については、代替設備としてのｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝと比較して
経済性があり、火力発電設備が主力を占める電力系統内で運転予備力と
して、また、負荷追随運転による規定周波数の維持offshore天然ｶﾞｽ開発
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとの関連で、ｶﾞｽ･ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝの設備利用率を向上させる等最適な
計画である。
(3)ｶｾﾌﾞﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄについては詳細な現地踏査にもとづくﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ調査
を実施する必要がある。

(1)1977年当時のJICA Planの需要予測
　（JICA Plan　年率11％の伸び率）
1976年実績　1,350GWH（全ﾃｭﾆｼﾞｱ需要）
1985年予測　3,940  1990年予測　6,700
1992年の実績は5,740GWHであり、JICA Plan
の需要予測は大きすぎたことになる。
(2)実施:1基170MW×2基（JICA Planでは
150MW×2基）のﾗﾃﾞｽ発電所が建設され、1985
年に運転開始された。ｶｾﾌﾞ揚水発電所は、建
設費用の増加・ｱﾙｼﾞｪﾘｱからの天然ｶﾞｽ供給開
始の遅延・ｶｾﾌﾞ以上の揚水発電所用適地確認
等により、未実現・中断となった。
(3)今後（1995年以降）需要予測と設備投資計
画:STEGは2001年まで年率7.5％で需要が増加
すると予想しており、この需要に対応するには、
1,820MWの設備が必要と判断。現在の設備能
力が1,100MWだから、2001年までに、700MW
の設備投資が必要となる。
　この700MWは、340MWを汽力発電
（170MW×2基：STEGによるﾗﾃﾞｽ発電所の拡
張）とｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電（350～500NW）で供給する
ことを計画している。大規模水力発電所の増
設・拡張は考えていない。
　ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電はBOO方式により民間資本（外
資）導入を計画。従って将来、民間の発電会社
が設立されることになる。しかし、民営化は生産
部分だけであり、民間発電会社はSTEGに対し
て売電するのみで、送配電はあくまでSTEGの
独占を維持する予定。
(4)水力発電所:水力発電は、現在は総発電量
の1％を供給するにすぎない。これは、自然条
件上の水力発電所適地が少ないこと（落差・水
量等）、火力発電に比べて大きな投資を必要と
すること等による。   (*)へ続く

1.一連の調査の結果、ｶｾﾌﾞ揚水発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが技術的にﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙであることは相
手方に充分納得された。しかし、調査時以降の石油等燃料市況の変化や、またｱﾙ
ｼﾞｪﾘｱからの天然ｶﾞｽ供給が1982年から予定されたことがあって、ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝに比べ建
設コストが2倍以上となる揚水発電は当分見送りとなった。
2.ﾍﾞｰｽ火力は提案されたｽｰｽ地点はその後の調査により、ﾗﾃﾞｽ地点に変更された
が、150MW2台のｽﾁｰﾑ火力として実現した。
(*)より　
水力発電所建設費：US$1,500～2,000/KWH（土木工事を除く）
火力発電所建設費：US$  750～  900/KWH（土木工事を含む）

本ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの勧告を受けて
1)150MWﾗﾃﾞｽ火力のF/S実施後、建設された。（資金の一部は円借、ﾒｰｶｰは三菱
     重工）1982年度68.4億円円借款供与。
2)ｶｾﾌﾞ揚水のF/Sが実施された。

M/P／エネルギー一般

報告書の内容

- 394 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TUN 102

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

チュニジア

機械・電気産業生産性向上計画調査

The Study for Development of Mechanical and
Electrical Industry in the Republic of Tunisia

渡部　陽

(株)サイエス

97.6.10～6.29／97.9.13～10.12
97.11.9～11.30／98.2.7～2.16

10（通訳・調整員を除く）

9

174,443 千円

39.77 人月

1998.3

(株)サイエス
(財)素形材センター

CETIME（機械・電気産業技術センター）
シヤバン氏（技術部長、プロジェクト責任者）

1.ﾁｭﾆｼﾞｱより投資促進大臣の来日(1998.5)時、JICAに
　てｾﾐﾅｰを予定。
2.CETIME改革のためのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を1998年後半
に予定。提言に従い、まずCETIMEの機能強化は着実
に実施されている。組織編成が行われ、CETIME職員
も独自に企業診断を実施できるよう、移転された技術の
一層の向上に励んでいる。また国立生産性ｾﾝﾀｰの準
備として、CETIME内に生産性本部を設立する計画も
開始された。一方、工業省を中心として、農業の生産
性向上運動が国家計画として推進されている。さらに
民間もUTICA(ﾁｭﾆｼﾞｱ経営者連合会)と政府と協力して
運動を支援している。この調査は、生産性向上の運動
の一層具体的な推進を確実にするために、「TUN104
工業技術支援組織強化計画」へと引き継がれた。
(2001年1～2月現地調査結果)

2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：情報なし

進行・活用

　ﾁｭﾆｼﾞｱは2010年を目処として、拡大EUのへの加盟を決定、それまでに
現在EU製品にかけている関税障壁取り払う必要があり、自国産業の生産
性をEU並に引き上げる必要に迫られている。このためC/PであるCETIME
を中心に政府・民間一体となった機械・電気産業分野の生産性向上提案
を示し、理解された。

1.CETIMEに対する提言:民間への技術、経営管理、市場開発支援、具体
的には生産性ｾﾝﾀｰ機能設立。
2.民間企業に対する提言:産・学・官協力、製造業協会結成、ｾｸﾀｰ情報
収集ｼｽﾃﾑ改革。
3.政府に対する提言:中小企業対策(各種)、貿易構造改革、部品産業育
成、税制の見直し、科学技術振興。

フォローアップ調査（国内調査）終了年度：2003年度
終了理由：本調査を担当した国際事業部が組織改編により解散になり、担当コンサ
ルタントへのアンケート調査実施が困難になったため。

M/P／機械工業

報告書の内容

- 395 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

チュニジア

テュニジア国産業廃棄物リサイクル計画調査

The Study on Recycle Plan for Industrial Waste in
Republic Tunisia

大野　眞里

(株)エックス都市研究所

97.9～98.11

8

9～10

87,316 千円

33.57 人月

1997.12

（株）ｴｯｸｽ都市研究所

工業省産業振興課：
Mohamed Fadhel ZERELLI
LAROUSSIB. LAZREG
環境・国土整備省産業廃棄物課：
HASSINI Salah

1998年11月にﾁｭﾆｼﾞｱ国工業省は、引続き電炉の本格FSの実施を希望表明。
1998年12月に報告書提出後、三菱商事が関心を証明し、情報収集あり。
1999年2月、共英製鋼㈱が関心があるとの情報を入手。1999年2月以降、共英製鋼
㈱と三菱商事等が開始するとの情報があった後、現在までﾌｫﾛｰしていない。
2000年以降、共英製鋼㈱を含め電炉業界の低迷により、進出への感心が失われ
ている模様。2001年には、機会を見つけて発展の可能性をﾚﾋﾞｭｰする予定。
調査の提言はまだ十分に実現に至っているとはいえないが、最近はﾘｻｲｸﾙに関し
て政府のﾊｲﾚﾍﾞﾙでの議論も多く、政府の重要政策の一つとして認識されつつあ
る。(2001年終了の第9次5ヶ年計画で9箇所の廃棄物処理場の整備が完了し、第
10次計画では10番目の処理場が含まれる予定)このように現在は本調査で提言さ
れた内容に関して、制度的・社会的環境の整備段階と考えられる。(2001年1月～2
月現地調査結果)　

・2001年以降、フォローしていないが、テュニジア国では都市ゴミのリサイクルを進
めることとしており、国家廃棄物戦略に基づき。リサイクル施設の整備を進めること
にしており、その資金援助をJBICに出されていると聞く。リサイクルが進んできた場
合に、その資源化のための受け皿向上の整備が重要になるはずで、その動向を注
視する必要がある。
2002.3現在：変更点なし。

2003.3現在：変更点なし
（平成15年度　国内及び在外調査）
情報なし

（平成16年度　在外調査）

特記事項は無し

進行・活用

1.資源の利用とﾏｸﾛ･ﾏﾃﾘｱﾙ･ﾊﾞﾗﾝｽ
2.産業廃棄物の処理実態
3.リン酸石膏の利用方法の検討
4.特定品目(鉄、紙、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ、ｱﾙﾐﾆｳﾑ)のﾘｻｲｸﾙの可能性の検討
5.ﾌﾟﾚF/Sの背景、対象の設定及び目的
6.鉄のﾘｻｲｸﾙの推進(施設整備計画および事業性評価)
7.紙のﾘｻｲｸﾙの推進(施設整備計画および事業性評価)
8.ﾘｻｲｸﾙ促進のための政策・施策
9.結論と提言

産業廃棄物ﾘｻｲｸﾙの有望品目として特に鉄と古紙を取り上げ、年10万ﾄﾝ
の電炉、年5万ﾄﾝの再生ﾊﾟﾙﾌﾟ工場のﾌﾟﾚF/Sを行い、特に電路事業の事
業性が高いことを示した。

また産業ﾘｻｲｸﾙを推進するための国家戦略とﾘｻｲｸﾙ政策について提案し
た。

1.相手国政府では、電炉工場に対する海
　外からの投資を期待しており、ｱﾌﾟﾛｰﾁ
　のあった企業に対して本成果の情報提
　供を行っている。
2.我が国での具体化した内容は、今のと
　ころない。

リサイクル施設（電炉、古紙再生）については、ヨーロッパでも設備能力に過剰感が
あり、ダンピングすれすれの価格での供給が可能である。市場規模の小さいテュニジ
アに流入した場合に、小規模産業のそれらのサプライヤーはひとたまりもないところ
に問題がある。一方、リサイクル製品は付加価値が高くないので、ローカルな市場で
生きていける余地もあり、そのバランスと経済の見通しを如何に判断して、新たなビジ
ネスチャンスとして地元企業の側から投資マインドが形成されるかがポイントとなる。　

（平成15年度　国内及び在外調査）
情報なし

調査工程中、、予算化されたｾﾐﾅｰはﾄﾞﾗﾌﾄﾌｧｲﾅﾙの説明時の1回であったが、調査
の中間段階で1回、余分にｾﾐﾅｰを実施した。また調査の方法、ﾘﾝ酸石膏のﾘｻｲｸﾙ、
有害物質の処理、ﾘｻｲｸﾙ、ｲﾝﾍﾞﾝﾄﾘｰ調査、鉄・古紙のﾏﾃﾘｱﾙﾌﾛｰ、ﾘｻｲｸﾙ政策に
ついての関係者を集めたﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを4回開催し、我々のﾉｳﾊｳ、現状の把握の方
法、対策のあり方などの考え方について技術移転を試みた。

M/P／その他

報告書の内容

- 396 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TUN 104

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

チュニジア

チュニジア工業技術支援組織強化計画

Study for the Development of Public Technical
Support Systems for Industry in the Republic of
Tunisia

渡部　陽

(株)サイエス

99.2～00.2／4回

10～11

203,817 千円

人月

2000.4

(株)サイエス

チュニジア工業省
機械・電気技術センター（CETIME）

OUAZAA Mchamed

2000年、3人の専門家派遣実施中。

生産性向上運動に関しては水準化事務局など、他にも多くの組織が関係してお
り、来年には国立生産性ｾﾝﾀｰ設立に向けてこれらの組織が集結する予定である。
ﾁｭﾆｼﾞｱ側の理解では、水準化計画はほぼ予定通りに進展中。また1999年より工業
だけでなく、ｻｰﾋﾞｽ・流通企業も計画の対象に含み始めた。(2001年1～2月現地調
査結果)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2002.3現在：新情報なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
2003.3現在：情報なし

（平成15年度　在外調査）
情報なし

（平成16年度　在外調査）
特記事項は無し。

進行・活用

1.工業省機械・電気技術ｾﾝﾀｰ(CETILME)生産性部の設立についての提
言
1)CETIME生産部案
・診断技術の更なるﾚﾍﾞﾙ･ｱｯﾌﾟ及び品質管理と原価管理を今後重点的に
強化する。
・投資計画診断能力の強化
・意識改革の継続
・CETIME内部の専門家と外部との専門技術の共有

2)CETIME生産性部の水平展開
・CETIMEが受けた診断技術を他の製造業ｾｸﾀｰに活用すべく技術の水
平的拡散を図る。

2. 政府に対する提言(製造業の生産性向上戦略に係る提言)
国立生産性ｾﾝﾀｰ設立とともに、次の7項目の提言を行った。
1)生産性の定義と測定の標準化
2)国家品質計画の戦略策定
3)国際競争力の戦略的ｾｸﾀｰﾚﾍﾞﾙの比較評価
4)経営改善技術の場の創設
5)中小企業診断士育成と資格制度
6)中小企業(SME)の産業構造改革に係る政府の支援
7)企業経営改善の技術指導

2000年度は3人の専門家をﾁｭﾆｼﾞｱに派
遣し、C/Pの更なる組織強化を実施中。ま
だ進行中であるが相手先より非常に有益
との評価をえている。

1)本調査の提言に従い、国立ｾﾝﾀｰの核
となるべきｾﾝﾀｰがCETIME内に既に設置
された。さらに国立ｾﾝﾀｰ設立のF/Sも実
施されており、現在は2回にわたり実施さ
れたJICA調査結果の成果の強化中。
2)経営者の意識改革ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ計画に関
しては、政府が活動中。最近5年間で経
営者の意識は大きく変わり、今年1月から
水準化運動の枠内で、経営者に対する
新たな経営助成金制度が開始されてい
る。
3)技術移転に関しては、基本的な企業診
断技術の移転が行われ、調査終了後の
現在も、ﾁｭﾆｼﾞｱ(CETIME)技師達が独自
に企業診断を継続し、技術向上に向けた
自助努力を行っている。
4)財務診断に関しては、調査期間が短
かったこともあり、また多くのﾁｭﾆｼﾞｱ企業
において財務諸表が不備であった為、期
待された効果は明確でない。
(2001年1～2月現地調査結果)

フォローアップ調査（国内調査）終了年度：2003年度
終了理由：本調査を担当した国際事業部が組織改編により解散になり、担当コンサ
ルタントへのアンケート調査実施が困難になったため。

M/P／工業一般

報告書の内容

- 397 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TUR 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

トルコ

エネルギー利用合理化計画調査

The Study on National Use of Energy

田中　恒二

テクノコンサルタンツ(株)

95.11.26～12.25/96.2.13～2.22/96.7.8～
7.14/96.7.29～9.20

17

7～8

351,747 千円

57.78 人月

1997．1

ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）
三菱化学エンジニアリング(株)

トルコ共和国電力調査総局 (EIE)

2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

遅延
1.組織・機構：EIEは工業省のKOSGEBと協力して中小製造業の省ｴﾈﾙｷﾞｰを推進すべきである。
2.省ｴﾈﾙｷﾞｰ法・規制
　・現在の規制の適用範囲を500TOBまでの工場へ拡大、規則の義務はｴﾈﾙｷﾞｰ年間消費量の報告に止める
　・工業ｾｸﾀｰも対象とする省ｴﾈﾙｷﾞｰ基本法の制定
3.ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ作成：EIEはｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ作成に指導的役割を発揮すべき
4.特典、優遇措置：現行の税の減免措置、低金利融資、保証制度の広報充実
5.ｴﾈﾙｷﾞｰ管理者資格
　・EIE、その他機関で実施中のｴﾈﾙｷﾞｰ管理者ｺｰｽ拡充によるｴﾈﾙｷﾞｰ管理者候補の工場要員の訓練実施
　・3年後を目指してｴﾈﾙｷﾞｰ管理者の配備促進
　・ｴﾈﾙｷﾞｰ管理者有資格のｴﾈﾙｷﾞｰ管理者への任命・登録、ｴﾈﾙｷﾞｰ管理者へのEIEからの情報提供
6.省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ：EIE/NECC強化、ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ設置と中小製造業技術者に対する省ｴﾈﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ実施
7.EIE/NECCの組織と職務：監督機関としての機能強化、省ｴﾈ活動・教育・ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ促進
8.EIE/NECCの活動、ｴﾈﾙｷﾞｰAudit：中小工場に対する簡単なｴﾈﾙｷﾞｰAudit実施、大規模工場に対しては有
料化検討、指定工場に対する確実な実施
9.技術情報配付：中小製造業に対するKOSGEBとの共同活動強化、ﾎﾟｹｯﾄﾌﾞｯｸ作成、配付
10.ｴﾈﾙｷﾞｰﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ作成：情報配付ﾙｰﾄ確立
　・中小製造業に関する情報収集ｼｽﾃﾑ強化
　・海外の省ｴﾈﾙｷﾞｰ技術情報収集ﾁｬﾝﾈﾙ拡大
　・ﾊﾟｿｺﾝ通信によるﾃﾞｰﾀの供給、配付ｼｽﾃﾑ整備省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ
　・省ｴﾈﾙｷﾞｰ成功事例ｾﾐﾅｰの実施
　・中小工場経営者・技術者に対する教育実施
　・中小製造業に関する情報収集ｼｽﾃﾑ強化
　・海外の省ｴﾈﾙｷﾞｰ技術情報収集ﾁｬﾝﾈﾙ拡大
　・ﾊﾟｿｺﾝ通信によるﾃﾞｰﾀの供給、配付ｼｽﾃﾑ整備　　　　　　　　　　　　　　　　
11.省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ
　　・省ｴﾈﾙｷﾞｰ成功事例ｾﾐﾅｰの実施
　　・中小工場経営者・技術者に対する教育実施

（平成15年度　国内調査）
現況に関わる情報不足であるため、提言内容の現況は暫定措置である。

2002.3現在:本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。そのため追加情報の収集は不可
能。

M/P／エネルギー一般

報告書の内容

- 398 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 BWA 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ボツワナ

太陽光発電利用地方電化計画調査

The Study on the Photovoltaic Rural Electrification
in the Republic of Botswana

静間　勇夫

ユニコインターナショナル（株）

2000.8～2003.3 

8

12～14

235,701 千円

53.98 人月

2003．2

ユニコインターナショナル（株）
電源開発（株）

Ministry of Minerals, Energy and Water
Resources

(平成15年度在外調査)　情報なし
(平成15年度国内調査)　ボツワナの3村に50WpのSHSを導入し、マスタープランの
検証を行うための実証プロジェクトは2002年3月にスタートしたが、このプロジェクト
は現在においても健全に継続されている。ボツワナ政府は実証プロジェクトの中で
SHSの新規据付や、設備撤去費用を行うための予算措置を行っており、予算的に
もプロジェクトの継続が保証されている。また、マスタープランで提唱している本格
プロジェクトについても、政府は予算化を行い、予定通り2004年から実行されるとの
ことである。
(平成16年度国内調査)　ICAの太陽光発電（PV）地方電化計画調査の後ボツワナ
政府は、UNDP/GEFをスポンサーとして、"Identifying and Overcoming Barriers to
Widespread Adoption of Photovoltaic Rural Electrification in Botswana"を実施し
た。この調査結果を元に、88村5152世帯にPV-lanternとLPGシステム(調理用)の供
給、88村1373世帯にSHS(Solar Home System)の供給、1村にPV-mini-gridシステム
の供給や、政策支援、教育宣伝、民間セクター強化、資金金融等のための支援等
を5ヵ年に亘り実施する計画を策定した。
(平成17年度国内調査)　UNDP/GEFのBotswana: Rural Renewable Energy-Based
Rural Electrification ProgrammeについてはProject Documentが2005年7月GEFの
CEO Endorsementのために提出され実施が承認段階にある。

進行・活用

10年間で約13,000世帯にSHS（Solar Home System：平均容量70Wp）によ
り電化し、また低所得者約2，300世帯に対し、バッテリーチャージングス
テーションの利用を図る。

（PV地方電化の戦略、提言）

１．現行のPV地方電化事業を促進するための制度面・政策面での支援策
の検討

２．補助政策・インセンティブプログラムの提言

３．PV地方電化の目標、サブ目標を達成するための戦略

1)グリッド電化及び他のエネルギーサービスの恩恵を受けられない地域の
世帯に太陽光電力を早期に、受け入れやすい条件で供給する。
2)PV地方電化事業が最小コストの選択であり、事業が採算性・持続性のあ
るものである。
3)地域に必要とされるインフラプロジェクトとの統合化
4)環境にやさしいエネルギー利用拡大

(平成16年度国内調査)　JICAの太陽光発電（PV）地方電化計
画調査の後ボツワナ政府は、UNDP/GEFをスポンサーとして、
"Identifying and Overcoming Barriers to Widespread Adoption
of Photovoltaic Rural Electrification in Botswana"を実施した。
これは、PVとGHG削減システムの普及と維持管理を図るため
のインフラストラクチャーを確立するための障害を洗い出し対
策を立てるものである。この結果、88村5152世帯にPV-lantern
とLPGシステム(調理用)の供給、88村1373世帯にSHS(Solar
Home System)の供給、1村にPV-mini-gridシステムの供給や、
政策支援、教育宣伝、民間セクター強化、資金金融等のため
の支援等を5ヵ年に亘り実施する計画を策定した。
(平成17年度在外調査)
次段階事業：　3村に於ける太陽光発電地方電化普及プロジェ
クト
実施時期：2001年4月から
進捗：　100％
内容：　マトルハハネグ村（ソーラーホームシステム）、ロロルワ
ネ村（電池充電システム）、及びクドゥンステ村（ソーラーホーム
システム）の3つの村に於いて実施された。
裨益：
裨益対象：地方家庭
　裨益効果：最終的に、このシステムを取得できた者に効果を
もたらし、特に、電気、テレビ、ラジオへのアクセスが可能となっ
た。
　　その他：裨益対象者は、これらのシステムのメインテナンス
を行うための訓練を受けた地元の専門家による技術支援を受
けている。

(平成16年度国内調査)　ボツワナ政府は、UNDP/GEFをスポンサーとして、"Identifying and Overcoming Barriers to
Widespread Adoption of Photovoltaic Rural Electrification in Botswana"を実施した。資金調達先：UNDP/GEF、金額：合計　
USD 8,693,000内UNDP/GEF3,315,000USD、ボツワナ政府 4,182,000USD、エンドユーザー1,198,000US
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成16年度国内調査)　JICAで設置した三村落実証プロジェクトは、継続運営されているが、利用者の内、かなりの世帯が、
Fee for serviceを永続的に支払うより補助された金額で購入することを希望しているということである。
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

M/P／送配電

報告書の内容

- 399 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ケニア

木材加工業近代化計画調査

Survey of the Modernization Plan of Wood
Processing Industries in the Republic of Kenya

繁沢　静夫

(財)日本木材備蓄機構　調査役

78.2.3～3.3

8

52～53

41,494 千円

19.24 人月 （内現地3.74人月）

1978/11

（社）日本林業技術協会

商工開発公社

1999.10現在：新情報は入っていない。

中止・消滅

1.計画の概要
(1)調査目的
　ｹﾆｱは森林資源の乏しい国でありながら、生産される木材は効率的かつ
経済的な方法で利用されていない。よって木材加工業とくに既存の製造
工場の近代化を見出し、新しい木材工業の導入の可能性を検討すると共
にその実現のために、とらなければならない措置について示唆することで
あった。
(2)調査内容
　既存の製材工場の近代化および木材資源の有効利用策のため次の項
目について調査した。
　1)既存製材工場の機械設備・伐木運材設備・経営の近代化策
　2)新しい木材産業の導入
　3)ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ
　4)近代化のための訓練ｾﾝﾀｰの充実
　5)近代化計画と所要資金計画

2.結論及び勧告
　近代化の方向として
(1)製材工場の旧式な丸鋸機械から効率的な帯鋸機械に転換して、網率
の向上と歩止りの向上をはかる必要がある。
(2)残材特に鋸屑の利用のために「ﾌﾞﾘｹｯﾄ工場」の建設が適当である。
(3)木材産業の総合的な発展のために「木材二次加工工場」を建設し、家
具部材住宅部材等の供給することが適切である。
(4)茶の輸出振興に寄与するために「ﾃｨｰﾁｪｽﾄ工場」を建設することが適
当である。証左についてはさらに調査の必要がある。
(5)従業員の訓練の必要性が存在し、「訓練ｾﾝﾀｰ」の設備を充実する必要
がある。
(6)およそ総額1,230万ﾄﾞﾙが調査対象16工場の近代化所要資金として必
要である。

　本案件の担当はIndustrial & Commercial Development Corporation(ICDC)である。
1978年に開発調査がなされた後、長期間特に融資等もなされなかったことで、当案
件の優先順位は下がってしまった。また、当案件はｹﾆｱ全体の森林資源に関わる
Kenya Forestory Mater Planと関わりが出てくるようになり、当案件の実施は実質上
Ministry of Natural Resourceの管轄下におかれるようになった。
さらに1993年からは構造調整政策の実施に基づいて民営化が図られ、当案件のよう
に商業的に成功する見込みの低い案件は実施しなくなったということも重要な理由
である。また、現状ではこのﾚﾍﾞﾙの産業はKIEの融資案件であるとも言える。
　その理由は小規模産業に対してはKIEが融資を行うことになっているが、ICDCは

ICDCにおいて現在進みつつあるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはHort culture、Tanary、Pipe Line等があ
るが、今後は工作機械等の基本的な産業の育成に力を入れたいと考えている。
（1996年10月現地調査結果）

M/P／その他工業

報告書の内容

- 400 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

ケニア

輸出振興計画調査

The Study on the Master Plan for Trade Promotion
in the Republic of Kenya

黒河内　恒

八千代エンジニヤリング(株)常務取締役

90.9.7～90.12.5
91.3.7～91.3.25
91.9.14～91.9.23

11

2～3

183,606 千円

51.20 人月

1991/10

八千代エンジニヤリング(株)
日本貿易振興会

商務省、国際貿易局(Ministry of Commerce,
KETA)
Mr. R.O.Ogama (Ag. Director)

2002.3現在：変更点なし。

進行・活用

　ｹﾆｱ国の貿易促進のために関連する制度、組織および産業について調
査・分析を行い、それを基に輸出振興ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝを作成し、実行の要とし
て各種ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを提案した。
　ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの内容は以下から成っている。

　・輸出振興制度の改善・開発について
　・輸出振興組織および機能の開発について
　・情報整備について
　・貿易斡旋、貿易研修、広報、展示活動について
　・在来型輸出産業の改善・拡大について
　・「戦略型中核工業」の育成について
　・産業育成に関する共通項目について

　輸出振興に関する専門家派遣要請が
あり、1992年2月よりJETROから1名派遣と
なった。
　1996年現在も派遣中であり今後も継続
される予定である。
　報告書に基づいてExport Promotion
Council(EPC)が設立されている。この組
織は商務省国際貿易局(Ministry of
Commerce, KETA)の下部機関として設立
された。移管後は実質的にはKETAの政
策部は商務省に残ったものの、それ以外
はEPCに移管され、現在は法律上も、実
質的にもかなり自立的な決定権を持って
いるようである。
　その他、進行中の事業は、貿易に関す
る情報の公開をｹﾆｱ人及びそれ以外の
人々に対して行うこと、業務におけるｺﾝ
ﾋﾟｭｰﾀｰの導入、また講習会を実施し、必
要な情報を人々に提供することである。
輸出保険等の制度的な改革が報告書の
大きな柱として挙げられているが、今のと
ころはあまり進行していない。(1996年10
月現地調査結果)
2000.10現在:進展なし

　現在はまだﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ進行のかなりの部分を専門家に依存しているように見える。
1993年2月よりJETROから1名専門家が派遣されており、現在は交代の専門家
(JETRO)とともに1997年2月までは2名体制となる。ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの更なる育成が重要
に見える。(1996年10月現地調査結果)
　また、円借款「輸出促進計画」(1993.10.26調印、82.49億円)が供与されている。

M/P／工業一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

モーリシャス

エネルギーセクター長期開発計画

A Study on Long Term National Energy Plan in the
Republic of Mauritius

市来　良英

ユニコ　インターナショナル(株)

96.3～97.7

13

7～9

233,060 千円

57.12 人月

1997.6

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

地方自治・公共用役省
Mr. Soccramanien Vithilingen, Permanent
Secretary, Ministry of Energy, Water
Resources, Postal Services, Scientific
Research and Technology

・ﾊﾞｶﾞｽ発電の活用について主要製糖工場においてF/Sが実施されている。
・中央電力公社の組織改革が進行中である。
・電力需要は引き続き堅調で2000年には1400Mkwhとなった。
・カウンターパートの旧エネルギー省はMinistry of Public Utilitiesの一部局となった
が、電力分野のBOO、BOT政策を強力に推進し、すでに675MkwhはIPPである。　
　　
・バガス・コール発電については、主要精糖工場のBelleVue（35MW×2）、Fuel　
Co.（28MW）、Beau　Chump（28MW）と合計126MWが2000年までに完成し、稼動し
ている。さらに、Medine（30MW）、Union（30MW）、Britania（30MW）の建設計画が
進行中で2005年までに90MWが稼動し、IPPのシェアは60％となる。
・中央電力公社（CEC）は、従来、発電と送電を一元的に行なっていたが、政府の
民間活力活用政策の断行によって送電に特化した投資をすることとなった。今まで
に手がけていたFort Geoge(26.5MW×4＋29MW)による135MWの建設は完成し
た。他の古い発電設備は次々閉鎖していく予定である。BOO最初の大型発電所の
BelleVueからの買電契約は、建設コストのローン期間中の7年間は1.8ルピー/kwh、
その後は1.1ルピーで買電することが決まったが、CECのFortGeogeの発電コスト
（1.5ルピー）を下回るものであり、電力民営化の成功例として世銀はプッシュしてい
る。　　　　　　　　　　　　　　　　
・かねてからCECが自己建設に意欲を燃やしていたFortWilliamの発電所計画につ
いては、2007年以降にBOTが300MWを建設することが決まり、世銀がF/Sをすでに
実施した。今後BOTの候補企業の募集が行なわれるが、これが完成するとCECの
発電シェアは10％に低下する。

2003.3現在：情報なし　

（平成１５年度　国内及び在外調査）
情報なし

進行・活用

報告書の内容：

・ｴﾈﾙｷﾞｰｾｸﾀｰの開発と現状　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・ﾊﾞｶﾞｽｴﾈﾙｷﾞｰの利用
・ｴﾈﾙｷﾞｰ政策と機構　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・ｴﾈﾙｷﾞｰの需要予測ﾓﾃﾞﾙ
・ｴﾈﾙｷﾞｰ開発課題と対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・最適投資計画　
・ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　

・ｴﾈﾙｷﾞｰｾｸﾀｰの組織強化と法制の整備

・ﾊﾞｶﾞｽ発電の活用
提言にそって製糖工場のひとつが外国（EU）より資金を調達
し、ﾊﾞｶﾞｽ発電設備を整備して、電力公社への外販を始めてい
る。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・IPP推進のための法制の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
農業の主力である砂糖生産は横這い、減少気味であり、繊
維、エレクトロニクスなどの製造業では外資のモーリシャス人に
よるtake overが進み、モーリシャス人資本がマダガスカル等に
生産拠点を移している。しかしSAFE（South　Africa-Far　East）
とWASC（West　African　Sub-Marine　Cable）の2大海底ケー
ブルが完成し、アジア、ヨーロッパとの通信能力が飛躍的に伸
びた。観光、金融活動は引き続き4％前後の成長を続けてお
り、ITパーク作り、飛行場、港湾、道路、下水道などの公共事
業が目白押しである。この結果、電力需要は長期予測通り、高
い伸びをしている。中央電力公社（CEC）が海外借入で投資す
ると、為替差額負担があり料金設定が高めになっていた。地元
の有力企業である精糖工場には砂糖輸出の伸び悩みによる
投資余力のあるところから、CECが適正料金で買電する仕組
みができれば、精糖工場による年間を通じる発電により、IPPで
安料金で電力供給できる条件が整っていた。本プロジェクトで
は、エネルギーモデルによる長期需要予測を行い、発電所の
新規建設と廃棄のスケジュールとバガスの有効利用を提案し、
その実施方法としてのIPPの手法を紹介した。

提言は真摯に受け止められ、その大部分が検討ないし、実施されている。

・ﾊﾞｶﾞｽ発電の活用は部分的に試みられているが、主要電力ｿｰｽとなるまでには至っ
ていなかった。エネルギー源として石油よりも石炭利用を提案していた。調査期間中
は、IPPに関する制度の整備が進行中で、IPP側のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞが未だ不明の部分が
あった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　
・本調査はいいタイミングで実施され、堅調な電力需要を背景にこの4年間でモーリ
シャス政府が民間主導型に政策を大胆に進めたことから、報告書の提案がうまく実

M/P／エネルギー一般

報告書の内容

- 402 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

マラウイ

地方電化マスタープラン調査

Master Plan Study on Rural Electrification in the
Republic of Malawi

村田孝久

東電設計（株）

2001.8.17～2002.3.29/ 2002.5.17～2003.3.24

9

13-14

173,936 千円

37.40 人月

2003．3

東電設計（株）
野村総合研究所（株）

天然資源環境省（MINREA)
エネルギー局（DOE）

（平成15年度　国内調査）
マスタープランは、今後カウンターパート機関である天
然資源環境省エネルギー局（DOE）により逐次見直さ
れることになっており、電化対象となる未電化トレーディ
ングセンターについての電化優先順位付け、電化対象
に対する電化方法、電化初期投資額、電化施設維持
管理コスト及び事業化の評価について見直しを行う必
要があり、これらの作業をカウンターパート独自で実施
できるようにするために、データベースの整理方法や分
析の仕方、及び電力需要想定モデルの構築方法等に
関する以下の課題について、技術研修を行った：

-村落社会経済調査データ分析方法
-データベース開発と活用
-配電設備調査
-日本の電力技術紹介

進行・活用

提言：
１）地方電化プログラム次期フェーズ5の速やかな実施
フェーズ5の実施に際しては、電化対象のトレーディングセンターについて
のフィージビリティ調査と、52のトレーディングセンタースケジューリングが
必要である。
2)将来のプログラムにおいて電化対象となるトレーディングセンターの選定
と電化方式の選定
フェーズ5の実施には数年を要する。地方電化を連続的に実施するため
には、その間にフェーズ6の計画を立てておくことが必要である。データ収
集を続け、必要に応じてこれらのデータに基づいて優先度を再評価するこ
とが望ましい。
3）他の電化推進のための施策との調整
現状の低い水準にとどまる電化率の向上を図るためには、トレーディング
センターからの離れた地点についても並行して電化を進める必要がある。
そのような地域では、分散型電源、とりわけSHSの導入による電化は有効
な戦略となる。
4)資金の動員と予算確保
地方電化を持続可能なものとするために、初期コストだけでなくO&Mコスト
に対しても、何らかの補助が必要となる。
5）法整備面でのイニシアティブ
エネルギー局は新規事業者に対して市場への参加を鼓舞したり、地方電
化プログラム実施を後押しすることで、リーダーシップを発揮することが望
ましい。

(平成16年度在外調査）
１．「地方電化マスタープランフォローアッ
プ調査」（The Follow-up Study for the
Master Plan on Rural Electrification(RE)
in Malawi):
　１）調査の目的：
　　①REプロジェクトのフェーズ５のフィー
ジ　　　ビリティスタディをサポート
　　②RE政策と担当機関の細則について
　　　　明確な提案をする
　　③新来者に対して、REビジネスモデ
ル　　　の提案をする
　　④新来者のためのREビジネスモデル
の　　　開発
　　⑤カウンターパートの個人的な技能の
　　　　向上
　２）調査期間：2003年12月～2004年9月

（平成15年度　国内調査）
マスタープランレポートの勧告に準じて、地方電化プログラムフェーズ５のフォローアップ調査を実施する予定である。

（平成15年度　在外調査）
地方電化プログラムを支援するエネルギー政策承認と法整備を行うことにより、政府は次期フェーズに利用しうる国内資金を基
にした持続可能な資金繰りの仕組みを確立しようとしている。

(平成16年度　在外調査）
１．資金調達：
　１）提案事業名：MAREPフェーズ5
　２）調達先：日本政府の債務救済無償（2003年3月）
　３）調達額：600万米ドル（債務救済無償）+自己負担（180万米ドル）
　４）内容：52箇所の交易の中心地を含むMAREPフェーズ５のF/Sは、2003年11月に開　　始され、2004年3月に完了した。設計
はまだ開始されていないが これから作成され るべきものである これについては 資金調達状況に左右される 日本の債務

（平成15年度　在外調査）
政府は、フェーズVIのための資金をドナーからの資金に加え、国内からも調達する
予定である。地方電化プログラムを支援するエネルギー政策承認と法整備を行うこと
により、政府は次期フェーズに利用しうる国内資金を基にした持続可能な資金繰りの
仕組みを確立できると考えている。

M/P／新・再生エネルギー

報告書の内容

- 403 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 NAM 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

ナミビア

全国電力開発計画調査

Study for the Electricity Master Plan in the
Republic of Namibia

松井　正臣

(株)EPDCインターナショナル

1997.1～3/1997.7～11/1998.2～3/
1998.6～7

9

8～10

14,183 千円

48.23 人月

（株）EPDCｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ
八千代エンジニヤリング(株)

Ministry of Mines and Energy
Electricity Division
Permanent Secretary
Mr. S. C. Simasiku

2000/06-M/Pを基にMME（The　Ministry　of Mines
and Energy）の指導により、Rural　Electricity　
Distribution　Master　Plan　for Namibiaが全国の
Regional毎にNamPower（ナミビア電力会社）により作成
され、地方電化計画の実施準備が整っている。(2003.2
現在)

（平成15年度　国内及び在外調査）
情報なし

(平成16年度　国内調査）
１）事業名：400ｋＶ南ア-ナミビア国際連係線、Ｋｏｋｅｒｂ
ｏｏｍ-Ｓｋｏｒｐｉｏｎ亜鉛鉱山電線など。
２）裨益対象：ナミビア国全域
３）裨益効果：
　　南アの電力をＳｋｏｒｐｉｏｎ亜鉛鉱山、Ｒａｍａｔｅｘ繊維
工場などのピーク電線対応に利用し、国内産業の発展
が可能になった 将来開発されるＫｕｄｕガス田の余剰
進行・活用

本調査開始時、既にﾅﾐﾋﾞｱと南ｱﾌﾘｶ共和国の400kV電力連係が実施段
階にあり、Cunene水力発電F/S及びKudu海底ｶﾞｽ利用のｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ･ｻｲｸﾙ
発電F/S進行中(非公開)であったが、こうした状況を考慮して、短・中・長
期の需給ﾊﾞﾗﾝｽに対応する発電ｼｽﾃﾑ増設の最適ｼﾅﾘｵ(地方電化の実施
ｽｹｼﾞｭｰﾙを含む)を提言した。電力ｾｸﾀｰの政策、制度、組織に関する改
善策、環境保全型の再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの採用についても提言してある。

発電ｼｽﾃﾑ増設最適ｼﾅﾘｵに沿った形
で、400kV連係送電線（Aries南ア西部～
Kokerboomナミビア南部-1999/12竣工、
Kokerboom～Auasナミビア首都近郊
-2000/05竣工）が建設された。（総旦長
900km/一回線）
http://www.nampower.com.na参照。
2002/02現在Kokerboomナミビア南部
-Skorpion　Zinc　mineナミビア南西部（旦
長251km）の建設工事が開始されている
（工期52週間）。

首都圏の電力需要増及び地方の鉱物資源採掘・精錬需要増（5.5％-地方電化12.0
％-2001）による。

（平成15年度　国内および在外調査）
情報なし

(平成16年度　国内調査）
１）Kudu-Gas-To-Power Project800MWFS終了、EPC入札募集中。2005年中頃、
EPCコントラクタ選定予定。

M/P／エネルギー一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 NGA 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ナイジェリア

リバース州合成繊維工業開発計画調査

Survey on the Development of Synthetic Fiber
Industry in River State

中川　芳一

ユニコ　インターナショナル(株)

75.2.11～3.22

6

49～50

48,403 千円

0.00 人月

1975/11

ユニコ　インターナショナル(株)

リバース州経済復興省

（Mr.Ogoninより聴取）

本調査を踏まえた計画は、石油化学工業の進展（1990
年以降）を持って再検討される模様。
1999.11現在：変更点なし

中止・消滅

1.計画の概要
　下記の内容に関し現地調査を実施し、相手国政府に中間報告を行い帰
国した。
PartⅠ
　ﾅｲｼﾞｪﾘｱの現在に於ける繊維消費事情調査
　ﾅｲｼﾞｪﾘｱの国内合繊素材別需要量調査
　ﾅｲｼﾞｪﾘｱ国内加工工程合繊加工品生産可能量調査
　ﾘﾊﾞｰｽ州の加工工程合繊加工品生産可能量調査
PartⅡ
　ﾘﾊﾞｰｽ州の合繊加工品生産ｽｹｼﾞｭｰﾙの設定
　建設すべき工場の具体案作成
　経済性評価並びに社会に対する貢献度の評価
PartⅢ
　ﾘﾊﾞｰｽ州の合繊原糸、原綿製造について企業化可能性の検討
　ﾘﾊﾞｰｽ州での合繊原料製品について企業化可能性の検討
2.結論及び勧告
　当初計画通り、現地調査を実施し、中間報告を行い帰国（中間報告書
内容は次の通り）。
(1)現地調査に加え、国内作業を経て本件ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに関する検討詳細を
報告する。
(2)現地調査終了段階に於ける調査団意見は次の通り（概要）。
　1)合繊需要は増加するだろう
（種類はpolyester steable fibar及びfilamentyarnが主体であろう）
　2)ﾘﾊﾞｰｽ 州内は合繊加工業創設はfeasibleであろう。
　3)合繊製造業・合繊原料製造業を加工業と同時に創設することは時期
尚早ではないか。
(3)今後国内作業実施に関する諸条件・方法等について相手政府の了承
をとりつけた。

合繊加工業は設備投資資金の制約があり、ﾘﾊﾞｰｽ州での企業化はなされていない。

M/P／その他工業

報告書の内容

- 405 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TZA 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

タンザニア

キリマンジャロ州中小工業開発計画調査

The Feasiblity Study on Small Scale Industrial
Development in the Kilimanjaro Region

目良　浩一

(財)国際開発センター 主任研究員

74.11.28～12.28

10

49～50

30,356 千円

0.00 人月

1975/8

（財）国際開発ｾﾝﾀｰ（IDCJ）

Joseph J. Mpiza
Regional Development Director
Kilimanjaro Region
経理府中小工業省
キリマンジャロ州政府

1.ｷﾘﾏﾝｼﾞｬﾛ州工業開発ｾﾝﾀｰ（KIDC）設立について、
ﾀﾝｻﾞﾆｱ政府より協力要請がなされ、1976.12に3名の個
別専門家が派遣された。
2.その後、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術指導と無償案件として取
り上げられることになり、1978.9 実施協議ﾁｰﾑが派遣さ
れ、R/Dが結成された。
3.1979年度我が方の無償資金協力によりKIDCおよび
KADCの両ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対し20億円で建物、ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ、
機械設備を完成（1981.3.31）
4.R/Dによる4ヶ年の協力に引き続き、1982.9.13より、
3ヶ年のR/D延長が行われ、さらに1988.3まで機械加
工、鋳造・鍛造、食器の3部門についてﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ協力
が行われることになった。
1999.10現在：新情報無し。

進行・活用

1.計画の概要
(1)関連資料の収集
(2)ﾀﾝｻﾞﾆｱに於ける中小工業の実態調査
(3)開発有望業種の選定およびﾌﾟﾚﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査
(4)工業開発基地の概念設計
(5)総合開発調査団によるﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝとの調整

2.結論及び勧告
ｷﾘﾏﾝｼﾞｬﾛ州の中小工業の現状は、同州の大企業に較べ、技術、経営両
面ではるかに遅れをとっており、かつ生産能力が十分に活用されていな
い。開発の戦略としては、
(1)既存の生産能力の活用化をはかるみと。
(2)緊急に必要とされている工業を重点的に開発すること。

開発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑとしては、
(1)計画訓練およびｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰｻｰﾋﾞｽ
(2)工業団地開発
(3)工業協同組合への開発ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞの供与
(4)開発金融機関による中小工業貸付けの強化
　このうち(1)の機能を果たすため新たな組織（ｷﾘﾏﾝｼﾞｬﾛ州工業開発
ｾﾝﾀｰ）を設立する。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力
　1.案件名：ｷﾘﾏﾝｼﾞｬﾛ州中小工業開発
　2.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ：ｷﾘﾏﾝｼﾞｬﾛ州地域開発
局
　3.目的・内容：ｷﾘﾏﾝｼﾞｬﾛ総合開発計画
の一環としてｷﾘﾏﾝｼﾞｬﾛ中小工業開発
ｾﾝﾀｰ(KIDC)を設立し、機械加工、鋳造、
鍛造、窯業及びﾌﾞﾘｹｯﾄ製造の分野にお
いて
　(1)適正技術の導入と改良
　(2)技術指導と普及工業開発に係わる企
画・調査
　(3)人材の育成のための技術協力を行
う。
4.協力実績
　1985年度までの延人数
　　長期専門家　29名
　　短期専門家　28名
　　研　修　員     15名

　　機械供与　　238百万円

ﾓｼ地区に溶鉱炉、鍛造、簡単な機械製作機器、設計・製図、ﾌﾞﾘｹｯﾄ製造、瓦・ﾌﾞﾛｯ
ｸ製造が、ｻﾒ地区には食器製造、硝子製造が教育的ﾚﾍﾞﾙで行える機材が設置され
ており、非常に細々とではあるが訓練は行われている。機材の大分は使用可能であ
るが、一部は故障しており、ｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂ不足のため利用できない。しかし、そのような
故障機械も含め、保存は良くなされており、盗難等にあった形跡はない。なお、現在
35 million Tshの電気料金未払い分のために一部の送電が止められており、溶鉱炉
は利用できない。
　現在、KIDC独自に抜本的なReconstruction Programが進められている。また、
1994年に、KIDCを管轄するPMOによって国内のｺﾝｻﾙﾀﾝﾄであるTanzania Industrial

提言がﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄｱﾌﾟﾛｰﾁを採用したがために、KIDCによって技術を習得しても周辺にはその
技術を生かす場がないという状態が生まれている。また、開発計画後の詳細な計画がなされる際
に、ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄにおける「技術移転」のみに集中したために、導入されたそれぞれの設備は教
育するのに適当な規模に限定された。当初の開発計画においては同業者組合を結成し、同敷
地内に生産設備を建設することで周辺の中小企業育成をねらったが、その計画が進行しなかっ
たため、ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄのみが残ることになった。(*)へ続く

M/P／工業一般

報告書の内容

- 406 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TZA 102

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

タンザニア

ダルエスサラーム市電力供給拡充計画

Master Plan Study and Prefeasibility Study on Dar
Es Salaam Power Supply System Expansion in the
United Republic of Tanzania

北沢　仁

電源開発(株)

92.1～92.2（1.5M）
93.8～93.9（1.0M）

8

4～5

230,608 千円

33.50 人月

1994．3

電源開発（株）
(株)三祐コンサルタンツ

タンザニア電力公社（TANESCO）
Managing Director
Tanzania Electric Supply Company LTD.

現在進行中の第一次、第二次ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ電力供給
拡充計画に続く無償案件として、第三次計画の申請が
1998年7月ﾀﾝｻﾞﾆｱ政府より日本大使館に提出されて
いる。所要資金は約30億円。なお、第二次計画は1999
年12月、完成予定が2000年6月に延期されている。
（2001年2月～2002年8月）

タンザニア国主要都市配電設備リハビリテーション調査
実施中(2002.3現在)。

進行・活用

1.長期(15年)・短期(5年)ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝにおいて以下の内容で合意した。
　1)長期ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ
　　a.新設変電所(11ヵ所、設備容量175MVA)
　　b.既設変電所容量増加(19ヵ所、設備容量増加分510MVA)
　　c.132kV,33kV送電線の新設(18回線、約83km)
　　d.11kV配電線の新設(約57km)
　2)短期ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ
　　a.新設変電所(6ヵ所、設備容量80MVA)
　　b.既設変電所容量増加(3ヵ所、設備容量増加分165MVA)
　　c.132kV,33kV送電線の新設(8回線、約36.4km)
　　d.11kV配電線の新設(20回線、約20km)

2.勧告
　1)短期ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝで選定された9変電所については、資金調達の上、実
施に移す。
　2)基本案である為、経済活動・都市開発計画などにより、見直し修正が
必要となる。
　3)計画的な電源開発が不可欠である。

TZA003「ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ送配電網計画調
査」と一体になった形で無償資金協力に
より、短期ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの内容に沿った拡
充が実施されている。

1996年　ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ電力供給拡充計画
（D/D）無償資金協力　0.45億円

1997年　ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ電力供給拡充計画
（1/2期）無償資金協力　12.01億円

1997年　第二次ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ電力供給拡
充計画（詳細設計）無償資金協力0.40億
円

1998年　ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ電力供給拡充計画
（2/2期）無償資金協力　7.84億円

1998年　第二次ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ電力供給拡
充計画（1/2）無償資金協力　8.26億円　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　1999年　第二次ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ電力供給
拡充計画（2/2）無償資金協力　3.85億円
　　

2001年　ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ電力拡充リハビリ計
画MP/FS（無償）(2003.3現在)

タンザニア国の社会・経済の中心地、首都ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ市の電力安定供給。

（平成15年度　国内調査）
次段階調査として、2001年2月から2002年10月まで、主要都市配電設備リハビリテー
ション調査が行われた。資金調達先は、ノルウェーNORAD、ドイツKfW、スウェーデ
ンSIDAで、約10,000千ドルが変電所の新設やリハビリのために調達された。

また以下の提案事業が既に実施された：Ilala変電所増設、Tandale変電所新設、
Chang'ombe変電所新設、Oysterbay変電所増設、FZ I変電所増設、Msasani変電所

M/P／エネルギー一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TZA 103

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

タンザニア

主要都市配電設備リハビリテーション計画

Master Plan and Feasibility Study on the Power
Sector for Major Towns in Tanzania

小谷　敞

電源開発（株）

2001.2～2002.10

13

13～14

172,586 千円

49.72 人月

2002．9

電源開発（株）

Tanzania Electric Supply Company Limited
（TANESCO)

(平成15年度国内調査)　ダルエスサラーム、アル-シャ、モシの
送配電設備のリハビリ・増強は、日本政府の無償援助を期待し
ており、タンザニア政府からの要請状も大使館宛てに提出され
ているが、TANESCOの民営化の動きがあり、実現していない。
(平成16年度国内調査)　TANESCO(タンザニア電力公社）の民
営化の進捗により、BD凍結。
（平成17年度国内調査）　本調査実施後、関係機関の理解を
得るべく説明を行ってきたが、現在まで実現には至っていな
い。一方、ダルエスサラーム市内の電力供給設備は、確実に逼
迫した状況が進展し、2004年9月と2005年10月には、市内の変
電所の主要変圧器が故障し、供給障害が発生している。これら
の状況を詳細に調査し、原因を特定して復旧に向けた検討並
びにその復旧が実施されることを期待される。
（平成17年度在外調査） 世銀による発電量増加のためのプロ
ジェクトが協議されているが、承認されていない。

進行・活用

送電設備面における提言：
-多度鉄塔の多用
-台帳の整理
-パイロットガラス碍子による破損測定
-コンクリート柱の導入

変電設備面における提言：
-設備の機能維持について（定期的な巡視点検の実施及び定期点検・診
断の実施）
-変電所の増設方法（変電所に求められる基本事項、具体的な増設方法）
-SCADAシステムの必要性

配電設備面における提言：
-設備面での対策（１１kVフィーダー、低圧配電線、配電用変圧器）
-運用面での対策（不平衡電流の解消、重負荷フィーダーの解消、配電用
変圧器運用の適正化、力率改善用低圧コンデンサの設置、計器管理、契
約の適正化、電力損失管理手法の明確化）

維持管理における提言：
-保安基準、保守要則、巡視点検要領、保修作業実施要綱、配電路線の
電圧電流測定、配電路線図、設備管理カード、配電線事故復旧指針、配
給信頼度管理要領

経営面における提言：
-設備投資を可能とするレベルでの料金設定
-料金徴収の改善

(平成15年度国内調査)　維持管理センターの
マネジメント見直しについては、SIDA、KfWの援
助とTANESCOの自己資金により、ほぼマスター
プラン提言内容が実行され、ダルエスサラーム
市内の配電維持管理能力は著しく改善されて
おり、TASESCOはアル-シャ、モシへの展開を
検討している。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項な
し

(平成15年度国内調査)　ダルエスサラーム、アル-シャ、モシの送配電設備のリハビリ・増強は、日
本政府の無償援助を期待しており、タンザニア政府からの要請状も大使館宛てに提出されてい
るが、TANESCOの民営化の動きがあり、実現していない。一方、維持管理センターのマネジメン
ト見直しについては、SIDA、KfWの援助とTANESCOの自己資金により、ほぼマスタープラン提言
内容が実行され、ダルエスサラーム市内の配電維持管理能力は著しく改善されており、
TASESCOはアル-シャ、モシへの展開を検討している。現在、世銀の支援により建設が進められ
ているSongasプロジェクト（Songo Songo島のガス田から天然ガスをパイプラインでダルエスサラー
ムに輸送し、Ubungoで発電に供するプロジェクト）が2004年5月に竣工予定である。その余剰金を
利用して、マスタープランの提案案件を実施する計画が進められている。
(平成15年度在外調査)　当調査で提案されたプロジェクトの実施にあたり、エネルギー鉱山省を
通じてTANESCOが日本政府に対して無償資金協力の正式要請を出したが 平成15年度の選

（平成15年度在外調査）
3主要都市地域のエンジニアと技術者に対して、配電計画・配電管理システム向上・
緊急事態での電力損失に対する負荷移転セミナーが行われた。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

M/P／送配電

報告書の内容

- 408 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 ZAF 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

南アフリカ

中小企業振興計画

The Study on the Development of Small and
Medium Enterprises in KwaZulu-Natal

猪岡　哲男

ユニコインターナショナル(株)

01.3.12～3.28　　　01.10.17～11.29
01.5.27～6.15　　　02.2.20～3.7
01.7.8～8.26

12～13

231,050 千円

48.76 人月

2002.3

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

貿易産業省（DTI）、クワズールナタール州経
済観光省（DEDT)

2002. 6：中央政府DTIは具体的行動計画として、提言にある「中小企業生産技術
センター」「PDI企業（あるいは事業協同組合）のためのインキュベータ」「One-Stop
Shop型中小企業支援センター」の機能を持つ総合的センターを設立する計画につ
いて、AIDC (Automotive Industry Development Center) にその具体的計画策定を
依頼した。
2002. 7：Durban Automotive Cluster's (ダーバン地区自動車部品企業により構成
される産業クラスター協議会) は、提言にある「中小企業生産技術センター」実現の
ための引き続く支援を要請する旨、クワズールナタール州経済観光局に要請状提
出。
2002. 8：上記を受けて、クワズールナタール州経済観光局はJICAあて、計画具体
化のためのフォローアップ支援を要請。

（平成15年度　国内および在外調査）
情報なし

(平成16年度　国内調査）
２００４年１月より、ＪＩＣＡは「南アにおける中小企業家支援」をテーマとする「課題開
発タイプ」プロジェクト形成調査を実施した。

進行・活用
(1) 中小企業振興の方向：南アKZN州における中小企業振興の方向として次の方向を提言。
 ・中小企業に期待される社会経済的役割を活用
- 南ア産業の競争力強化に中小企業の役割を活用する
- 社会経済上の不均衡、貧富の差是正に中小企業の役割を活用する
 ・中小企業の困難な状況の改善を支援
 ・ PDIの中小企業開業・成立を促進

(2) 提言した中小企業開発上の戦略目標とアクション：
戦略目標 1: 機械産業裾野産業の高度化
自動車部品企業の高度化を図り、南ア経済の持続的成長に貢献する
1-1  中小企業生産技術センターの設立
1-2  自動車部品開発力向上のための開放型試験研究設備提供
1-3  中小企業の設備機器高度化のための情報提供
１-4  企業のApprenticeship制度余裕部分の公的活用
1-5 コンピュータ・ネットワークを利用した職業教育・訓練e-learningシステムの構築
1-6  技能検定体制の整備
1-7  優良SME Databaseの構築と発信

戦略目標 2: PDI企業の振興
 PDI (Previously Disadvantaged Individuals)の開業・企業活動を支援、経済の成長効果の国民各層への均等化
に貢献する。
2-1  PDI企業（あるいは事業協同組合）のためのインキュベータ

戦略目標 3: 中小企業支援環境の改善
中小企業が大企業と対等な立場でビジネスを行うことができる支援環境を整える。
3-1  One-Stop Shop型中小企業支援センターの設立
3-2  情報面での中小企業支援機能の整備

2002. 6：中央政府DTIは具体的行動計画として、提言にある「中小企業生産技術センター」「PDI企業（あるいは事業協同組合）
のためのインキュベータ」「One-Stop Shop型中小企業支援センター」の機能を持つ総合的センターを設立する計画について、
AIDC (Automotive Industry Development Center) にその具体的計画策定を依頼した。
2002. 7：Durban Automotive Cluster's (ダーバン地区自動車部品企業により構成される産業クラスター協議会) は、提言にある
「中小企業生産技術センター」実現のための引き続く支援を要請する旨、クワズールナタール州経済観光局に要請状提出。
2002. 8：上記を受けて、クワズールナタール州経済観光局はJICAあて、計画具体化のためのフォローアップ支援を要請。

(平成16年度　国内調査）
２００４年１月より、ＪＩＣＡは「南アにおける中小企業家支援」をテーマとする「課題開発タイプ」プロジェクト形成調査を実施した。

(平成16年度　在外調査）
１．「ＫＺＮ（クワズールーナタール）研修センター」(仮称）
　経済開発省は、開発調査の戦略目標1にて提案されているように、中小企業生産技術センター（プロポーザルでは暫定的に
ＫＺＮ研修センターとしている）の設立に向けて効果的な活動を実施するための技術運営委員会（ＴＣＳ）を設立した 経済開発

M/P／工業一般

報告書の内容

- 409 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 ZIM 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

ジンバブエ

ジンバブエ中小企業振興計画調査

The Master Plan Study on the Promotion of Small
and Medium Scale Enterprises in the Republic of
Zimbabwe

阿部　典文

(財)素形材センター

98.3.15～98.3.26／98.5.16～98.6.14
98.7.18～98.8.16／98.10.13～98.10.29

8

10

160,631 千円

人月

1998.11

（財）素形材ｾﾝﾀｰ
(株)サイエス

商工業省　（MOIC）

ｼﾝ゙ﾊﾌ゙゙ｴは、2000年6月総選挙により野党(MDC)の議席が急上
昇し2大政党時代を出現させた。(以前は、150人議席の2名が
野党、これに対し今回の選挙で一気に57議席へ)これは、ｼﾝ゙
ﾊﾌ゙゙ｴ独立の英雄であったﾑｶ゙ﾍﾞ大統領の強行なるｺﾝｺ゙出兵に
よる失政が原因で、経済の低迷が続いていること(製造業成長
率1999年-5%、2000年-4.2%)、食料不足による大規模な暴動発
生(2000年10月)、白人土地収用問題のこじれなど、社会不安
が急速に拡大したことによる国民の不満が一気に表面に現
れたためである。このような経済、政治上の不安定は、同国の
国際収支を大幅に悪化させ、今まで外国からの借入金(世銀
等)の返済にﾃﾌ゙ｫﾙﾄのなかった優等生も本年はほとんど返済
されていない。(外貨収入の根幹であったﾀﾊｺ゙収入1/3減)以
上のような状況を鑑みると、来年には大きな政治的混乱が発
生し、危険地域の一つとなる可能性が大きくなると考えられ
る。このような時期にﾌｫﾛー ｱｯﾌ゚調整を行うことは非常に困難と
思われる。従って今後1年位は政治・経済の動向を見極める
必要がある。

遅延

現状認識を3つの断面(法制／機構／政策)より捉え、次の勧告を行った。

法制: 中小企業振興のための基本法及び近代化促進法を制定すること。
機構: 商工業省内に、振興政策担当部局を設立し、横通しを図ること。ま
た、中小企業金融制度が整備されていないので、専門の金融機関及び信
用保証機能を拡大すること。
政策: 中小企業特有の構造上の弱点を改善するための政策及び事業活
動の不利の是正に係わる政策の大枠を定めること。

次に経営及びﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ、技術及び人材、金融政策については、中小企
業振興の立場より提言を行い、また重点4業種についてはｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ国の
原材料を活用した産地立地型の企業の振興(金属及び食品加工)、輸出
を対象とした企業の振興(縫製及び家具)を目標としてｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの提
言を行っている。

(提言実施のためのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ)
提言実施は、新設が予定されている商工業省、政策担当部局が核となり、
優先度を定め順次実行に移されるが、提言の部分的な実現を一日も早く
行うために、次のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施を提案した。
Project 1: 振興政策の企画・立案能力向上のための訓練・指導
Project 2: 中小企業の技術課題の解決支援を目的とする中小企業支援ｾ
ﾝﾀｰの設置
Project 3: 輸入機械・保守部品国産化のための試作品設計・生産ｾﾝﾀ
ｰ(金属加工)
Project 4: 食品加工(多目的真空冷凍乾燥方式)ﾊﾟｲﾛｯﾄ工場
Project 5: ﾏｰｹｯﾄ開発支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(繊維及び繊維製品)
Project 6: 木製家具技術指導ｾﾝﾀｰの開設

2002.3現在：新情報なし 　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：新情報なし
(平成15年度　国内調査）
情報なし
（平成15年度　在外調査）
担当機関は商工業省から新しく編成された中小企業開発省に移った。中小企業開発省は必要な資源（特に人的資源）に欠け
ており、プロジェクトは現在停滞状態にある。

(平成16年度　在外調査）
省において、適切なリソースが不足しているため、その職務の遂行が満足にできない。
調査の提言の実施において、大幅な進歩があった。JICA専門家が省でサポートしている。
１）法的枠組
　中小企業（SME）本案の草案が作成され、国会法律委員会に提出された。省は法律の早期制定を望んでいる。さらに法案
は 公的-民間パートナーシップ組織である中小企業協議会の設立の準備段階となる

（平成15年度　在外調査）
1999年に産業開発・貿易・投資政策の大枠が商工業省によって定められた。これが
結果的に中小企業政策の大枠と活動計画の草稿となった。これらは閣議によって
2002年8月に採択された。現在、JICA専門家1名が中小企業開発省に在任してい
る。中小企業開発省は現在小ビジネス法の制定過程にあり、2004年には施行させる
見込み。

M/P／工業一般

報告書の内容

- 410 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 ZIM 102

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

ジンバブエ

太陽光発電地方電化促進計画調査

The Study on the Promotion of Photovoltaic Rural
Electrification in the Republic of Zimbabwe

谷　　隆之

(財)日本エネルギー経済研究所

97.2.2～97.2.26／97.5.25～97.8.11/
97.10.19～97.11.18／98.1.10～98.2.20/
98.7.10～98.8.8／98.12.6～98.12.20

9

8～10

245,012 千円

47.17 人月

1999. 3

（財）日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所

Mr. C.T. Mzezewa (Director)
Department of Energy
Ministry of Transportation and Energy

JICAより専門家が派遣されて提言の実現にむけて協力
している。

2000年7月：Mr. MzezewaがC/P研修で来日。
2002年2月：JICA専門家1名、DOEに駐在。　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
2003年3月：変更なし。

（平成15年度　国内調査）
2003年9月：　JICA専門家帰国。

(平成16年度国内調査）
地方電化を推進するための独立した組織（Board)と地
方電化基金（Fund)を設立するという情報がある。

遅延

太陽光発電ｼｽﾃﾑによる地方電化を促進するために、太陽光発電による
地方電化計画を策定し、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ政府に以下の行動を早急に行うように
提言した。

(1) 太陽光発電による地方電化計画は、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ国現在の未電化家庭、
約150万件の1割を対象とし、第1期計画15,000件、第2期計画135,000件
の電化を行う。

(2) 第1期計画15,000件の内、6,000件には無償資金により約3.5百万ﾄﾞﾙの
導入を期待する。

(3) 政府は太陽光発電による地方電化計画及び電力ｻｰﾋﾞｽ供給方式
(ESCO方式)の採用を決定し、ZESA(ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ電力供給公社)を実施機関
とする。

(4) ZESAは、本調査のﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝで示した実施候補地域から実行地域を
決定し、年度毎の電化計画を作り、計画に沿った資金計画を策定する。
政府は早急に必要資金の手配をする。

(5) 政府は、太陽光地方電化を推進するための支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(技術ﾄﾚｰﾆﾝ
ｸﾞ、供給部品の品質向上、融資制度の準備等)を実行できるように責任を
持って各関係機関に働きかける。

具体化事項なし

ジンバブエ国は現在、政治的、経済的に厳しい情勢にあり、新しいプロジェクトの実
行は困難である。

（平成15年度　在外調査）
提案されたプロジェクトの実施は困難であり、ジンバブエ政府は、配電網を使い全て
の学校、クリニック、農村ビジネスセンターを対象とした農村電化プログラムに乗り出
している。

(平成16年度　国内調査）

本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了後、草の根無償資金により約200軒分の戸別型ｼｽﾃﾑの機材が提供
され、ORAPの協力により設置された。

（平成15年度　国内調査）
2003年9月に帰国したJICA専門家によると、日本から供与された機材も未だ一部が
未活用である。

M/P／エネルギー一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 ARG 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

アルゼンチン

経済開発調査

Study on Economic Development of the Argentina
Republic

大来佐武郎

(財)国際開発センター

85.8.27～87.3.15

29

60～61

316,353 千円

102.00 人月

1987/3

(財)国際開発センター（IDCJ）

企画庁             グリンスプン次官
工業貿易庁     ガルシア次官

　1986年7月来日したｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ大統領と中曽根首相
（当時）との合意に基づき日ｱ賢人会議が設立された
（日本側議長：大来団長）そこでの審議の中でもまず、
本調査の報告書が出発点として活用された。

1999.10現在：新情報無し。

進行・活用

1.調査の目的
　本調査の目的は、ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ経済の現状を踏まえ、工業活性化に重点
を置く経済活性化と輸出復興のための政策手段策定に資する基礎資料を
作成することにある。調査は、ﾏｸﾛ経済、農業、工業、運輸および輸出の5
部門と経済全般にわたっている。

2.提言
1)ﾏｸﾛ経済部門：農業品加工業・石油化学・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ関連産業等の振
興、および、中・長期計画の策定と経済目標の提示とその実行。また、中・
長期計画策定の際の留意点としては、現実的な目標値の設定、統計の整
備、行政組織の簡素化、及び民活導入などを指摘。
2)農業部門：作物部門では生産性・物流の効率の向上、畜産部門では家
畜飼育の安定と収益性の確保、及び食肉加工業の再活性化、漁業では
漁獲・加工段階でのｺｽﾄﾀﾞｳﾝを骨子に指摘。
3)工業部門：工業復興のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝとして、官民協調体制確立、合
理的外資政策の導入、技術開発支援体制確立、及び長期資本市場整備
等の必要性を指摘。
4)輸出部門：輸出振興制度の整備、輸出のためのﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・情報ﾈｯﾄﾜ
ｰｸの構築、及び人材養成体制整備等を指摘。
5)その他：石油化学ｾｸﾀｰの総合計画の策定、金融制度の整備、及び中
小企業支援策の策定等の必要性を指摘。

　報告書が提出された1987年は、同国で
ﾊｲﾊﾟｰｲﾝﾌﾚが始まったまさに最初の年で
あったため、直ちに提言内容が同国の経
済政策に活用されることはなかった。その
後、1990年代当初から、ﾒﾅﾑ政権が実施
してきた経済改革の一環として、本調査
のﾏｸﾛ経済編で述べられた提言の多くが
実現されてきたという認識が一般的であ
る。特に輸出振興・産業多様化・流通の
整備などの面で、同調査結果は、「ｱ」国
指導者層の「参考書」として活用された。
　実現・具体化されたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとしては、
工業技術院（INTN）内のﾊﾟｯｹｰｼﾞｾﾝﾀ
ｰがある。ﾊﾟｯｹｰｼﾞﾝｸﾞｾﾝﾀｰ必要性に関し
ては、本経済開発調査において農産品
加工物の品質管理の向上、ﾊﾟｯｹｰｼﾞﾝｸﾞ
研究充実の重要性が提言される中でふ
れられている。同ｾﾝﾀｰは現在も機能を続
けており、技術院予算により建物の増築
等、施設の拡充が続けられている。他方、
更に絞り込んだ提言を行うことを目的に第
二次経済開発調査（大来2）が実施され、
1996年に報告書が完成した。当該ﾚﾎﾟｰﾄ
はここで議論している経済開発調査ﾚ
ﾎﾟｰﾄ（第一次調査ﾚﾎﾟｰﾄ）と共に、大来財
団の主催ｾﾐﾅｰ、また日本政府関係者等
を通し、中央政府のみならず、同国内州
政府、及び民間企業に対しても披露され
ている。
（1997年9月現地調査結果）

　一国の経済運営のあり方に言及し、かつ活用された同調査ﾚﾎﾟｰﾄの意義は高いと
いうのが多くの見方である。「ｱ」国にとって幸いなもとは、経済環境の悪化が起こって
いた当時、政府が参考にできる唯一の経済政策に関する指針書として本調査ﾚﾎﾟｰﾄ
が存在したことである。大統領を含めた指導者が緊急事態を乗り切るための道具とし
て活用したことでまさに国民的評価を受けた。一方、もしﾊｲﾊﾟｰｲﾝﾌﾚが収まらず、経
済状況が好転しなかったならばいまだ机の下に押し込まれている可能性もある。この
ように、経済的に苦しい時期に、我が国の提言がﾀｲﾐﾝｸﾞよく提出されたことが評価さ
れた好事例の一つと考えられる。
　ところで同国内の研究機関との面談において、本調査に以下のような若干の批判

1)調査の最終段階で、ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚｽ市内で主要な調査結果をふまえ公開のｾﾐﾅｰが
開かれた。
2)1987年5月に開かれたｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ州立銀行協会年次総会において、大来団長の
代理として調査団側副総括が記念講演を行った。
3)団員の1名がﾊﾟｯｹｰｼﾞﾝｸﾞｾﾝﾀｰ協力のための調査団員として、再度ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝを
訪問した。

M/P／その他

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

アルゼンチン

工場省エネルギー計画調査

The Study on the Rational Use of Energy in
Industry in the Argentina Republic

新倉　隆／井口光雄

(財)省エネルギーセンター

87.12.8～12.23／88.2.22～3.31
88.9.26～10.26／88.10.20～11.9
88.11.3～12.3

2,7,6,5,6

62～1

318,963 千円

70.20 人月 （内現地26.47人月）

1989/10

(財)省エネルギーセンター

Instituto Nacional de Tecnologia Industrial
(INTI:国立工業技術院)
Lic. Jorge R. Fucaraccio (Direccion)

　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの次期事業としてﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力「ｱﾙｾﾞﾝ
ﾃｨﾝ工業分野省ｴﾈﾙｷﾞｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」の正式要請がｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ政
府からあり、1994年4月に事前調査、1994年8月に長期調査を
実施し、1995年3月にR/Dを締結した。ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始は1995年
7月とし、協力期間は5年間である。1995年10月から順次、長期
専門家4名を派遣するとともに、研修員の受入を実施している。
　1996年3月に計画打合調査を実施し、1996年11月には計測
制御の短期専門家1名を派遣した。1997年5月に巡回指導調
査団を派遣。1997年3月1名（ﾌﾟﾛｾｽ制御）、1997年6月2名（食
油工業、工場管理）計3名の短期専門家を派遣した。1997年10
月1名（食油工業）1998年2月1名（石油工業）1998年3月5名（実
習装置試運転）1998年9月2名（石油工業）の計9名の短期専門
家を派遣した。1997年10月に2名研修員を受入れた。1998年5
月に実習装置が完成、使用開始した。
1998年7月に巡回指導調査団を派遣した。1998年11月及び
1999年1月に各1名の研修生を受入れ、実習中心の研修を実
施した。1998年10月以降、合計6名の短期専門家を派遣した
（石油、炉、ﾎﾞｲﾗｰ、情報等）

進行・活用

1.中小規模製造部門における省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進の促進強化を目的として、9
業種10工場に対する省ｴﾈﾙｷﾞｰ診断により、ｴﾈﾙｷﾞｰ使用実態を把握し、
国ﾚﾍﾞﾙでの推進施策と工場ﾚﾍﾞﾙでの省ｴﾈﾙｷﾞｰ改善方法の提言を行
なった。
2.工場の省ｴﾈﾙｷﾞｰを推進するためのｴﾈﾙｷﾞｰ使用合理化ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝのた
めの資料を作成して提出した。

1.1989年に経済政策の一環としてｴﾈﾙ
ｷﾞｰ価格の政府補助が廃止され国際価格
に上昇したため、省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進の必要
性が更に増大した。
2.「ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ国経済成長3ヵ年計画」
（1993～95年）に、省ｴﾈﾙｷﾞｰ技術導入に
よる中小企業振興を掲げた。INTIがその
実行部隊として今後の政策をつくるべく、
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの作業をしている。
3.国家ｴﾈﾙｷﾞｰ計画（1998～2000年）に、
ｴﾈﾙｷﾞｰ政策、省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進を掲げた。
具体的には、ｺｽﾄ削減、品質向上、及び
環境保護を中心に競争力ｱｯﾌﾟを企業が
得られるよう、
a.工場診断（省ｴﾈ診断、機材の効率的活
用の指導）
b.発電事業の環境基準遵守調査を事業
として行っていくことを明示、実行してい
る。
4.1995年3月、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力「ｱ
ﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ工業分野省ｴﾈﾙｷﾞｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」
（1995.7-2000.6）のR/Dが締結された。ﾌﾟ
ﾛ技協力1995.3～1997.8までの投入実績
は、専門家派遣19名、C/P受入れ8名、機
材供与418,296千円である。
5.報告書は工業「省ｴﾈﾙｷﾞｰ改善」の資料
として活用されている。

　本調査終了後、経済の好転、石化ｴﾈﾙｷﾞｰの開発・増産、及びそれに伴うｴﾈﾙ
ｷﾞｰ政策の変更により、「省ｴﾈの徹底による国際収支の改善」という当初目的の必然
性が後退し、提言内容の実現にも勢いがなくなった。一方、当時のC/PであるINTIは
省ｴﾈ工場診断を通し、省ｴﾈ文化の普及を図ろうと現在でも活動を続けている。しか
しながら、各種分野における“民営化”の流れにあって、INTIにも独立独歩の組織運
営が求められつつある。（1997年9月現地調査結果）
　・研修生受入：2000年3月（計測診断1名）
　・短期専門家派遣：1999年7月製紙工場、9月ﾓﾃﾞﾙ工場（ｻﾆｰﾃｯｸｽ）、
                    2000年1月製紙工場、5月石油製油所、9月省ｴﾈ管理、

(*)より
3.ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝがわの要請に基づき、1992年2月中旬、10日間省ｴﾈﾙｷﾞｰ短期専門家
を
　派遣。
4.ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ側の要請に基づき、1994年2月、1年間の省ｴﾈﾙｷﾞｰ長期専門家を派遣
　予定。

M/P／エネルギー一般

報告書の内容

- 413 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

アルゼンチン

品質管理評価改善計画

The Study on the Promotion of Total Quality
Control in Small and Medium Scale Industries and
Certification System for Industrial Export Products
in the Argentine Republic

竹下　輝雄

（株）ＣＲＣ総合研究所

89.8.7～89.10.5

12

1～2

223,718 千円

70.30 人月 （内現地28.74人月）

1990/11

CRC海外協力（株）

Ruben Zeida
（中小企業局長）

　調査後しばらくの間は景気の悪化に伴い自動車生産
量が伸びず、品質管理どころではなかった。しかし、ﾒﾙ
ｺｽﾙの発足を契機に自動車産業は急激に拡大をはじ
め、あらためて品質管理・品質向上に真剣に取り組む
状況となっている。工業標準化に関しては、
1)工業規格は、自動車メーカー主導（自動車規格）で
  行われているため、国が行う必要性が薄いこと、
2)業界と政府間での当該分野における連携が薄いた
  め、品質システム認証機関を設置していないこと、
3)実施機関たるINTIに権限等が与えられなかったこ
　と、などから当初より進展する余地はなく、現在に
  至っている。なお、当時実施的なC/Pであった
　CIFARA(中小企業自動車部品業界)は大企業の支援
  する協会 に吸収され、現在はAFACという新組織と
  なっている。(1997年9月現地調査結果)
2002.3 現在：変更点なし。

進行・活用

提言の概要
　1.自動車産業及び一般産業における品質管理の必要性
　2.輸出認証制度の必要性
　3.自動車部品ﾒｰｶｰにおけるTQC導入のｽﾃｯﾌﾟと要領
　4.自動車部品の輸出振興のための提言．
　5.国家的品質管理普及のための提言
　6.輸出認証制度の導入
　7.技術交流ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄと対処すべき課題

　本調査の目的は、「ｱ」国において工業製品の輸出拡大を図る上で重要
となる「工業標準化認証制度」の導入、及び工業界の大多数を占める中小
企業における品質向上に貢献する「TQC(総合的品質管理)導入推進ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑ」の策定にあった。具体的には、2つの作業が行われた。1つは、同国
自動車業界の品質管理に関する問題点を明らかにし、解決方法の提言を
行い、品質管理改善ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを作成すること。もう1つは、同国の工業標準
認証制度の実態を把握し、日本の制度の実態を踏まえた上で同認証制
度確立計画を策定することであった。

　その後、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの要請により、日本
から専門家が派遣され、同国の自動車部
品工業会の品質管理についての実施指
導が行われ、大きな成果をあげた。

　本調査がもとで、実現・具体化されたﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄとしては、1997年1月に実施された
QS9000に係わる研修ｾﾐﾅｰがある。部品
協会を同ｾﾐﾅｰを継続的に行っていくと
いっていたが、講師は米国ﾋﾞｯｸﾞｽﾘｰより
招聘されている。なお、最近研修ｾﾝﾀｰも
建設している。(1997年9月現地調査結果)

　調査後、景気低迷により一時は本調査に対する関心は薄れていたようであるが、近
年になって自動車産業が活性化したため、あらためて本調査が評価を受けている。
特に品質に対する考え方は研究体制の変更へと結びついた。換言すれば、「品質を
意識する」という思考方法を啓発し得たという点で同調査が活用されたものと考える。
また、当時日本からきた調査団は、実際に自動車部品工場へと踏み込み、現場を実
際に見ていた。そのような「現場主義的」活動が、実質的ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄである、部品協
会所属の人間を感銘させた、ともいわれていた。
(1997年9月現地調査結果)

M/P／工業一般

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

アルゼンチン

火力発電所大気汚染防止対策調査

The Study on Air Pollution Control for Thermal
Power Plants

市来　良英

ユニコ　インターナショナル（株）

93.3

10

4～6

327,670 千円

48.85 人月

1994．9

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
三洋テクノマリン

エネルギー庁
Carlos Bastos
Secretary
Secretaria de Enegia

当該調査の結果は、各発電所が民営化された後の大気汚染問題に対する対策を
ｴﾈﾙｷﾞｰ庁が見極めるためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝという意味においては十分な貢献を行った
ものと考える。また、将来のｴﾈﾙｷﾞｰ計画の参考書、ならびに汚染数値測定の技術
移転という面でも活用されている。(1997年9月現地調査結果)
　
2000年開発調査案件として「火力発電所設置に係る排出基準設定調査」が実施さ
れる。これは、選定された環境問題重点地域をモデル地域として、環境測定値、排
出測定値等を解析することにより、現在の排出基準を再評価し、地域ごとの環境面
の条件の違いを考慮した、ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ国全域に適用可能な総合的な火力発電所
の新設・増設の可否判断基準を確立することを目的としている。2000.11より｢火力
発電所設置にかかる排出基準設定調査｣が実施されており、2002年3月終了。

2003.3現在：変更なし

進行・活用

1.政府の役割
　1）ばい煙発生施設の把握　2）発電所周辺大気環境監視体制の確立　
3）発電効率向上対策の管理・指導　4）新設・増設・再設ユニット建設前の
環境審査体制強化　5）調査研究機関の充実（大気汚染防止技術、新燃
料技術）

2.個別発電所の役割
　1）ばい煙発生状況及び周辺地域のモニタリング　2）排気系統施設の保
守・管理体制強化　3）使用燃料の管理　4）運転管理の強化　5）石炭使用
時の粉塵飛散防止対策及び石炭灰の適正処理処分

3.汚染物質低減の為の燃料技術の改善

4.ばい煙インスペクション・システム導入
　1）地域モニタリングステーション　2）中央モニタリングセンター　3）人的
開発計画

調査時の提言の一つに、電力会社の民
営化に際した入札条件の一つとして、
NOx, CO2の排出水準規制の設定があっ
た。発電所の民営化後、落札した企業の
発電所での検査が行われたが、該当した
全企業（発電所）において基準はｸﾘｱされ
た。この数年で発電の効率性が上がり、
NOx, CO2の排出量自体が下がっている
のが現状である。仮に排出水準をｸﾘｱし
ない場合には、一定期間内での改善を求
め、その期間内に改善できなければ罰金
が課される仕組みが作られた。
(1997年9月現地調査結果)

2000年11月に開発調査案件として｢火力発電所設置にかかる排出基準設定調査｣
が実施されており、2002年3月終了。

（平成15年度　国内調査）　
情報なし

(平成16年度　国内調査）
特記事項は無し。

M/P／火力発電

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

アルゼンチン

火力発電所設置にかかる排出基準設定調査

Environmental Criteria for Installation and
Extension of Thermal Power Plants

野口　雅章

(株)数理計画

00.6.26～7.10/01.6.16～8.17/00.11.25～
12.21/01.12.1～12.15/01.1.17～3.17

12～13

173,163 千円

43.30 人月

2002.3

（株）数理計画
東電環境エンジニアリング(株)

国家電力事業規制機構（ENRE）
原子力委員会（CNEA)

2003.3現在：政治・経済面で国内が混乱状態にある。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　排出基準の設定が主提案であったが、カウンター
パート機関のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等からも、政令等が発行された
様子はない。
(平成15年度国内及び在外調査)　情報なし
(平成16年度国内調査)　特記事項なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

1. 対象地域と火力発電所
1) ブエノス・アイレス市：ヌエボ・プエルト、プエルト・ヌエボ、セントラル・テ
ルミカ・コスタネラ、セントラル・ブエノス・アイレス
2) サン・ニコラス地域：セントラル・テルミカ・サンニコラス、AESパラナ
3) ルハン・デ・クジョ地域：セントラレス・テルミカス・メンドサ

2. 提案
・ 排出基準の設定手法の提案
・ 排出基準検討
・ 排出基準運用計画の提案（地域排出基準の必要性の判断、大気モニタ
リングの必要性）
・ 大気保全行政（排出基準体系の整備、大気環境モニタリングの実施、発
生源インベントリーの整備）
・ 環境保全計画（３５項目提案）

2003.3現在：政治経済の混乱から、調査
の主題である（排出基準設定）について
は、ENREでの進展は報告されていない。
JICA機材を供与されたCNEAは、
　1）JICA機材を使用して、煙道ガスを測
定。実施箇所は、ﾒﾝﾄﾞｰｻ中央火力他、合
計6箇所。
　2）ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚｽ州にてSPMの測定を実
施。
　3）ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚｽ市でもSPMと2.5ﾐｸﾛﾝ以
下の粒子状物質や自動車排気ガスの大
気汚染を測定。　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　
　4）その他CNEAでは、JICA機材を使用
し、移転した技術を使用して活発に活動
中。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

供与された機材が十分に活用されている。
(平成15年度国内及び在外調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　供与された機材を活用

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／火力発電

報告書の内容

- 416 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ボリビア

亜鉛製錬計画調査

Zinc Refinery Survey

真栄城　勇

秋田製錬(株)　取締役製錬所長

75.2.21～3.26

9

49～50

49,428 千円

0.00 人月

1975/9

直営

鉱山冶金省

　1978年西独KLOCKNER社による報告が提出された。
それによると、亜鉛製錬所建設と同時に硫酸工場も勧
告されているが、1986年2月現在ﾍﾟﾝﾃﾞｨﾝｸﾞになってい
る。
1999.10現在：変更点なし

遅延

計画の概要
1.調査の目的
　ﾎﾞﾘﾋﾞｱ政府の要請に基づき、同国の重要産業である鉱業開発に伴う亜
鉛製錬計画についてその可能性を調査した。同国は本亜鉛製錬工業を
開始することにより、硫酸製造及び硫酸利用による銅の製錬さらには、化
学肥料の製造等の工業計画を有しており、本亜鉛製錬計画はこれら計画
の第一段階として極めて重要なものである。

2.調査の内容
　ﾏﾃﾙﾃﾞ鉱山を初めとする亜鉛鉱産出地域、亜鉛製錬工業建設候補地及
びその他関連する事項を中心に以下の調査を行った。
　(1)ﾎﾞﾘﾋﾞｱにおける亜鉛鉱産出量の予測
　(2)亜鉛製錬工業企業化の可能性の検討
　(3)建設すべき工場の概要の検討
　(4)亜鉛製錬工業開発の同国経済及び社会に与える影響の検討

3.結論及び勧告
　亜鉛鉱山探鉱・開発の遅れもあり、また製錬技術の確立・当初投資節減
の面からも第1・2期にわけて建設することが妥当である。
　　第1期　3,000ﾄﾝ（亜鉛量）
　　第2期　6,000ﾄﾝ（      〃    ）
　製錬方式は湿式とし副製品である硫酸に関しては、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ国内の硫酸
消費状況に鑑み、硫酸は製造せず郵送及びｽﾄｯｸに便利な硫酸を製造す
る新方式を検討する必要がある。

　計画そのものは＜とりやめ＞でなく、＜現状では具体化の方向が見出せない
状況＞である。
　理由として、KARACHIPAMPA鉛・銀製錬所の操業を軌道に乗せることが優先され
ていること、また亜鉛の国際市場価格の低迷があげられる。

　現在、KARASHIPAMAPA鉛・銀製錬所の操業問題の解決を優先。本件ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
の具体化については鉛鉱石の手当を予定しているﾎﾞﾘｳﾞｧｰﾙ鉱山開発を主とした一
連の増産計画が進めば亜鉛鉱石の産出増大も見込め、活発化する可能性もある。

M/P／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容

- 417 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 BOL 102

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ボリビア

ボリヴィア国ポトシ県鉱山セクター環境汚染評価調
査

The Study on Evaluation of Environmental Impact
of Mining Sector in Potosi Prefecture of the
Republic of Bolivia

大木　久光

三井金属資源開発(株)

97.9～99.5

10

9～11

245,536 千円

51.30 人月 （内現地22.00人月）

1999．10

三井金属資源開発（株）
ユニコ　インターナショナル(株)

持統開発企画省
・副大臣 Mb. Neisa Roca. Hurtado
・環境総局長 INg. Marcelo Ballon Echazu
ポトシ県：天然資源環境局長(現知事顧問)
Lic. Luis Salazar Panozo

・ボリヴィア国及びポトシ県は、「環境保安研究センター(仮称)」を鉱害防止とのモデ
ル事業とすべく当センターの日本国の技術協力による設立の要請が強く出され
た。
・当センターの設立ができないと、鉱害防止事業に一歩が出せない状況にある。
・2000年4～8月　同上センター導入に係る短期専門家派遣→実施の妥当性と可能
性あり
・2001年4月～2002年1月　第1～4次短期調査→日本/ボリヴィア間の意見調整及
びプロ技実施内容の双方承認
・2002年5月　「鉱山環境研究センター」に係るR/D締結      ・2002年7月　「鉱山環
境研究センター」に係るP/J開始
・2003.2現在：上記プロジェクト方式技術協力実施中。
(平成15年度国内及び在外調査)　情報なし
(平成16年度国内調査)　2004年11月現在　上記プロジェクト方式技術協力実施中
(平成16年度在外調査)　日本からの技術協力：鉱業環境研究センター（CIMA)　プ
ロジェクトの実施を伴うプロジェクト形式の技術援助。期間：2002年6月～2007年6月
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

進行・活用

・現地鉱業の重要性
・ﾗ･ﾘﾍﾞﾗ川(ﾎﾟﾄｼ市)・ﾀﾗﾊﾟﾔ川／ﾋﾟﾙｺﾔﾖ川(国際河川)の汚染の現状
・同上汚染源と鉱害発生のﾒｶﾆｽﾞﾑ
・対策項目:
選鉱尾鉱の河川放流防止、ｲﾝﾍﾆｵの工程改善検討、坑内涌水・廃石堆
石場浸透水の坑廃水処理、教育・啓蒙・人材育成計画、選鉱尾鉱の廃滓
堆場での処理および廃水処理、技術協力支援の受入れ、ｲﾝﾍﾆｵ尾鉱か
らの錫場の導入、ﾓﾃﾞﾙ選鉱場の導入、廃石、ｽｰｸからの有価金属の回
収、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･ｼｽﾃﾑの完備、ｲﾝﾃｸﾞﾚｲ選鉱場の建設、環境保安研究ｾﾝﾀ
ｰの設立
・鉱害防止計画基本ﾌﾛｰ

この中で、特に鉱害に対処するための人材育成に係る「環境保安研究ｾﾝ
ﾀｰ」の設立が極めて重要

次段階事業：　JICAプロ技｢鉱山環境研究センター｣
　実施期間：　2002年7月-2007年6月
　工事期間：　2003年8月-2006年7月
　　詳細：　化学分析実験所の環境整備（実験室I、定量分析・
前処理室、計量室、微生物分析室）及びパイロット･プラント設
置のためのインフラ基盤整備
　目標：
　　プロジェクト目標：　ポトシに適した、鉱業廃水による水質汚
濁防止のための行政制度及びそのための技術が確立される。
　　上位目標：　鉱業廃水による水質汚濁を防止し改善する。
　　スーパーゴール：　国内の他地域に対し、センターで確立さ
れた鉱廃水による水質汚濁を防止するための行政及びその技
術が普及される。
　実施機関：
　　　主要官庁：　持続開発企画省環境・天然資源・森林開発
次官室
　　　実施機関：ポトシ県天然資源・環境局
　技術協力：
　　研修：　C/P研修
　　専門家派遣：　専門家投入：長期専門家（チーフアドバイ
ザー、業務調整、環境調整、廃水処理、化学分析）、短期専門
家（鉱業　　機材供与：　廃水処理試験設備、分析設備　他
　裨益：
　　裨益者：　タラパヤ流域、ピルコマヨ流域とその支流域に住
む住民
　　裨益効果：　実施された調査結果により将来は汚染源を考
慮した緩和対策を策定し、これによって水資源や土壌などへ
の影響を最小限に食い止めることができる。選鉱廃水･残滓の
貯蔵など、鉱業セクターはこれまでいくつかの汚染防止対策を
とってきた。(影響は計測して数値化できない)。
　進捗：
　　(平成17年度在外調査)　80%完工

ボリヴィア政府の当該国内の鉱害防止ストーリーの基づき、その基幹事業として当センターの設立を熱心に日本政府へ要請
し、JICAプロ技として実施することが認められたことによる。
(平成15年度国内及び在外調査)　情報なし
(平成16年度在外調査)
CIMAプロジェクトの実施
　1）給費研修：本件プログラムにて10名の受益者があった（2002年6月～2004年11月）
　　・研修期間：1ヶ月
　　・給費研修分野：
　　　1．鉱業環境汚染管理
　　　2．鉱業排水処理
　　　3．環境調査
　　　4．環境化学分析
　2）専門家派遣：専門家5名(長期）、7名(短期）

1 専門家リーダー

(平成17年度国内調査)
専門家派遣：
　2003年：　3名　1～3ヶ月　モニタリング、選鉱(2名)
　2004年：　4名　1～4ヶ月　モニタリング、選鉱、行政、分析
　2005年：　6名　1～3ヶ月　モニタリング、選鉱、政策、バクテリア、X線分析
(平成17年度在外調査)　鉱山環境研究センタープロジェクトの環境管理対策を通じて現在までに達成された目に見える効果と
しては、ピルコマヨ国家重層プロジェクト委員会、COMIBOL(ボリビア鉱山公社)、SERGEOTECMIN(鉱山地質技術事業局)、ト
マス・フリアス自治大学及び関係各県の各組織と共同作業検討会を開催したことが挙げられる。また、共同技術作業協定に署
名し、対象地域で得られた水資源情報の交換が行われた。

M/P／鉱業

報告書の内容

- 418 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ボリビア

再生可能エネルギー利用地方電化計画調査

Rural Electrification Implementation Plan by
Renewable Energy

田井　稔三

(株)コーエイ総合研究所

99.1.10～1.31/00.9.2～01.2.15/99.8.7～9.20/
01.5.10～01.6.8/00.1.5～2.12/01.8.27～9.7/
00.5.15～7.14

11～13

215,310 千円

45.00 人月

2001.10

（株）コーエイ総合研究所
日本工営(株)

エネルギー炭化水素庁（ＶＭＥＨ）、ラパス県、
オルロ県

(平成15年度在外調査)　情報なし
(平成16年度国内調査)　現在、M/P策定時にC/Pとし
て携わった職員が担当部署に配置されており、ボリビア
側の受入体制は整っている。但し、M/P策定後から3年
ほど経過しているため、事業実施に当たっては、フォ
ローアップ調査などで現況を再調査する必要がある。
(平成17年度国内調査)　カウンターパート省庁及び担
当部局が改編し、提案事業の所在が不明確になって
いるため、提案事業の進捗は停滞している。

遅延

技術的事項に関する勧告
（太陽光発電システム）
1) エネルギー炭化水素庁とラパス・オルロ両県は、ラパス、オルロ県に設
置した太陽光発電システムの維持管理を特に以下の点に関して追求す
る。
・ オペレーターによる利用者と技術補助員のための追加訓練の実施
・ 初期投資の厳格な管理
（小水力発電）
2) ラパス県とオルロ県は、選定した２つの優先事業地の継続的な水文観
測を実施する。
（風力発電）
3) ラパス県とオルロ県は、モニタリングおよび風力データ収集、特に新規
に設置した４つのモニタリング対象地において継続的に実施する。
4) エネルギー炭化水素庁は、風力発電の技術開発と促進のために民間
部門を支援する。
組織制度強化に関する勧告
1) エネルギー炭化水素庁エネルギー開発部の機能は、再組織化および
人的資源強化によってさらに強化される。
2) エネルギー炭化水素庁と県・市町村間の協力体制は、国家地方電化
審議会の設立やエネルギー開発部職員の県への訪問頻度を多くすること
によって高める。
3) 調査研究と訓練に関する機能は、エネルギー炭化水素庁の基本計画
策定に基づいて再生可能エネルギー開発調査研究・訓練センターの設立
によって強化する。
4) エネルギー炭化水素庁の財政支援機能は、地方電化のための回転資
金や信用貸し・助成金システムの整備を通じて強化する。
5) エネルギー炭化水素庁及びラパス、オルロ県庁は、総括基金と市町村
との連携の調整役を担うとともに、十分な実施能力をもたない市町村に対
しては継続的な技術支援を行う。

(平成16年度在外調査)
「PUND-GEF太陽光発電プロジェクト」　
本プロジェクトは、オルロ県クラウエラ・デ・
カランガス市によって実施されているもの
で、JICAプロジェクトにおいて提案された
計画を考慮したものではなかったが、調
査で得られた情報を参考とし活用してい
る。現在およそ225箇所の太陽光システム
が設置されている。
「農村電化指針計画」　担当庁は、2003
年度に国内9県に対する指針計画を作成
した。オルロ、ラ・パス、ポトシ県の場合、
計画立案の担当コンサルタントがJICAプ
ロジェクトにおいてラ・パスとオルロ県につ
いて作成したものを基礎資料として活用
している。
「ラ・パスとオルロ県における風力活用の
可能性」
　JICA調査で行われたラ･パスとオルロ県
における風力活用の可能性の評価では、
関係者に対して、西部山脈周辺地域
（チャラニャ、チャチャコマニ、カリペ、カイ
パサなどの地区）の有望な風力状況が示
された。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記
事項なし

(平成15年度国内調査)　本調査のフォローアップ案件として、再生可能エネルギー
利用（太陽光、小水力、風力）の電化計画を無償案件として取りまとめたが、ボリヴィ
ア側内部事情により日本側へ正式要請が出されていない。
(平成16年度国内調査)　M/P策定後、ボリビア国の省庁再編が重なり、新規事業を
立ち上げる状況になかった。又、上記理由により、担当官庁の組織が確固とされず、
新規事業の運営維持管理に不安が生じていたことも一因であると考える。
(平成16年度在外調査)　2001年7月に無償経済援助プロジェクトの推進について、
正式な要請が提出された。この要請に対し、2003年9月までに回答が無かった。同
月、VIPFE（国際協力に関する正式窓口）である公共投資及び海外融資省副大臣

(平成17年度在外調査)　PLABERにおいては再生可能エネルギーを使った地方電化プ
ロジェクトの策定、調整、実施を行う上で報告書が大きな役割を果たしている。
また、報告書の中で指摘されたオルロ、ラ・パス県を対象とする計画や調査は、現在
策定中の県単位の計画や地方電化国家マスタープランを発展、最新化する上で大い
に参考となっている。

M/P／新・再生エネルギー

報告書の内容

- 419 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 BRA 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

ブラジル

イタジャイ川流域包蔵水力調査

The Study on Itajai River Basin Hydroelectric
Power Potential Inventory Project

久野　一郎

日本工営㈱

90.6.16～90.8.14／90.12.1～91.2.13
91.2.16～91.3.17／91.5.17～91.8.29

10

2～3

203,573 千円

40.70 人月 (内現地30.20人月)

1991/10

日本工営（株）

サンタカタリーナ州電力公社(CELESC)

　ﾚﾎﾟｰﾄ内容に基づきCELESCは、ﾌﾞﾗｼﾞﾙ外務省
(ABC)へ、F/Sの技術支援についての要望書を提出
し、1993年3月に同F/Sを開始、1994年2月末に最終報
告書を提出した。

2002.3現在:変更点なし

進行・活用

　ｻﾝﾀｶﾀﾘｰﾅ州では当時、製造業の生産高が州経済の1/3近くを占めて
おり、電力消費量も著しい伸びを示していた。しかし、同州では電力需要
の95%を他州からの供給に頼っており、将来の電力供給安定化を鑑み、独
自電源の開発が課題として挙げられていた。このように同州内における電
力需給落差の大きさが懸念される中、連邦政府の要請を受け、
CELESC(ｻﾝﾀｶﾀﾘｰﾅ州電力公社)と協議の上、同川流域の包蔵水力計画
調査をJICAが実施した。
　調査は大きく3つの段階に分かれていた。第1段階で流域内にある包蔵
水力地点(ﾀﾞﾑｻｲﾄ候補地)の把握を行い、更に詳細な調査の必要な地域
の選定を行った。第2段階では前段階にて選定した地域における
Pre-Feasibility Studyを実施した。合計16の包蔵水力地点を確認した上、
環境影響予備調査、及び、社会や環境に与える影響の調査も行った。更
に経済性の評価を行い、最終的に3つの地点(Salto Pilao,Dalbergiaおよび
Benedets Nove)を第3段階調査の対象地点とした。調査第3段階におい
て、3つの地点を経済性、実施ﾀｲﾐﾝｸﾞ、地域社会、経済開発への貢献度、
及び、環境への影響、という5つの観点から総合的に判断した結果、Salto
Pilao(ﾋﾟﾗｳﾝ滝)が相対的にはもっとも優れている地点である、という評価を
行った。

　本調査は「ﾋﾟﾗｳﾝ滝水力発電開発計画
調査(F/S)」へと継続された。ﾋﾟﾗｳﾝ滝水
力発電計画を入札にかける上での参考
資料として活用した他、同州の水力発電
を含めた全体ｴﾈﾙｷﾞｰ計画を考える上で
の参考資料としても活用されている。しか
し、連邦政府が環境に関する法律を改正
した結果、本調査結果を再検討する必要
性が発生し、現地ｺﾝｻﾙによるF/Sを再度
行った経緯がある(法律改正のﾎﾟｲﾝﾄは、
経済評価、需給、環境影響評価の3点で
ある)。
(1997年9月現地調査結果)

　Salto Pilao発電計画が最も有望であるとの提言に至った大きな理由は以下の3点に
ある。

(1) 発電方式は流れ込み式で小さなPond設置、導水路は地下式であることより特に
環
　　境上の問題は考えられない事、また、環境上より最も影響の少ない計画案を選
　　定している事。

(2) 技術的に特に大きな問題は考えられない事。

　実質的ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄであったCELESCによれば、先方は同調査内容に満足はしている。ただし
環境法の規制により新たな分析が必要となったため、ﾚﾎﾟｰﾄの再分析・検討に3ヵ月ほどかかり、
連邦政府へのﾋﾟﾗｳﾝ滝水力発電調査の認可申請に時間がかかったという。このように法規制の
変更による事業の再検討はJICA開発調査に限らず、大型ｲﾝﾌﾗ案件調査ではよく見られる現象
である。CELESCによるこのような指摘は、今後開発調査を構成する上で検討すべき課題を提供
した一例である。(1997年9月現地調査結果)

M/P／水力発電

報告書の内容

- 420 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 BRA 102

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

ブラジル

石炭火力発電所環境評価調査

The Study on Evaluation of Environment Quality in
Regions under Influence of Coal Steam Power
Plants in the Federative Republic of Brazil

野口　雅章

㈱数理計画

94.6～7/95.2～3/95.6～7/96.3/96.7

9

7～9

342,097 千円

26.80 人月

1997．9．1

（株）数理計画
東電環境エンジニアリング㈱

1.ブラジル南部電力公社
　Edison Pereira de Lima(環境部長)
2.リオグランデドスル州電力公社
　Claudio Krebs(環境担当)

1998年9月に打診したが、特記すべき動きはないとのこ
とであった。
1999年12月の打診結果:
・ﾌﾞﾗｼﾞﾙ南部電力公社は調査対象のCandiotaⅡ発電
所を2000年に民有化する。環境庁は2003年末までに
脱硫装置の設置を要求している。
・未建設のCandiotaⅢは、その所有権は公社からｹﾞﾗ
ﾁｫｽｶ発電会社に移行された。
・ﾘｵｸﾞﾗﾝﾃﾞﾄﾞｽﾙ電力公社の発電所は民有化され、
GERASUL社が所有。
・民有化による組織変更で、旧調査団では情報入手が
困難となった。
2001年には、全く連絡なし。ただし、民営後のGerasul
社のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞでは、発電所からの大気環境問題を重
視して環境測定を実施していると述べている。これには
本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが移転した技術と供与機械も含んでいると
思われる。(2002.3現在）　(*)へ続く

進行・活用

排煙対策
1.ｼﾞｮﾙｼﾞｭﾗｾﾙﾀﾞ発電所－特になし
2.ｼｱﾙｹｱｰﾀﾞｽ発電所
　SO2と煤塵対策が必要。但し発電能力が小さいので、他の発電所との統
合を考える。
3.ｶﾝｼﾞｵｯﾀ発電所
　低NOxﾊﾞｰﾅの採用と湿式排煙脱硫装置により、SO2と煤塵の除去を図
る。
4.ｼﾞｬｸｲ発電所
　湿式排煙脱硫装置の設置

煤煙ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの続行
環境大気ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの続行と強化

(*)より　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：Gerasu社ホームページによ
れば、大気汚染対策と石炭灰のセメント
への利用の２件が注目される。大気汚染
対策は集塵装置のみであり、SO2対策と
しては、調査時点と同様に燃料用として
購入している石炭の硫黄分の制限を続行
している。

（平成15年度　国内および在外調査）
情報なし

・CandiotaのSO2除去装置は上記の通り。
・煤煙と環境大気のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞは対象3発電所と地域で続行中。
・GERASUL社(上記)は全環境部とｼﾞｮﾙｼﾞｭﾗｾﾙﾀﾞ発電所に統合。そこで調査で作成
した撹散計算ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを使用して、将来増設計画の環境影響を評価中。　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

調査終了後破損した放射収支計(JICA支給機材)をﾌﾞﾗｼﾞﾙ側で同じ製品を購入し
た。
現地代理店の交替により、NOx分析計の部品入手に困難との連絡があり、日本側ﾒ
ｰｶｰに対処を依頼した。同時に先方には新代理店を紹介した。2003.3現在：Gerasul
社のホームページによれば、社名がTractebel Energiaとなり、Jorje Lacerda,
Charqueadasの２発電所は所属しているが、Candiotto発電所の所属先は不明。

M/P／火力発電

報告書の内容

- 421 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHL 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

チリ

工業標準化制度整備計画調査

Study on the Industrial Standardization System
Development in the Republic of China

柿沼　幹二

(財)日本規格協会 理事

91.3.2～3.28（第1次）
91.6.8～91.7.7（第2次）

8

2～3

110,270 千円

30.00 人月 （内現地17.00人月）

1991/12

（財）日本規格協会

Mr. Hernan Pavez Garcia
  Director Ejecutivo
Instituto Nacional de Nonnalizqcion(INN)

　提案されたLegal Metrology Lab(中央計量研究所)は
その建設費がUS$25Milと言われ、資金不足という理由
で未だに実現していない。
　JICAの専門家派遣の終了に伴い、ﾄﾞｲﾂのPTBが支援
を開始している。(1997年9月現地調査結果)
　本件は今後、状況の改善や変化がないと予想され
る。(2000年11月現在)
2002.3現在：新情報なし。

進行・活用

　ﾁﾘ国の工業技術水準・製品の品質面において、向上・改善の余地は大
きい、というのが当時のﾁﾘ国内における共通認識であった。一方、同国経
済省は、工業製品の輸出拡大を最優先の開発課題としてあげており、産
業発展の基盤の一つといえる工業標準化制度の整備計画の策定を考え
ていた。本調査は主に次の3項目の実現を目的に実施された。

1)工業標準化の振興、特に統一された国家認証制度の整備・普及
2)社内標準化の徹底を含む全社的品質管理の普及
3)前項の「認証制度」実施に係わる計量標準体系の整備

　調査では工業標準化の現状・課題、また具体的な整備計画、実施体制
等を提言。更に計画実施の効果としては、製造業者のｺｽﾄ削減、及び技
術水準向上、並びに公正な商取引の促進や、国としての科学技術・研究
開発ﾚﾍﾞﾙの向上等が挙げられた。

個別専門家派遣

1.標準化          1993年1月より2年間
　(1995年1月完了)
2.計量と認証　1993年4月より3年間
　(実施済)
3.品質管理　　1993年5月・6月
　(実施済)

　1994年3月標準化分野における専門家
については相手機関より現在の専門家の
延長、または後任要請が提出されたが、
実施されなかった。

　National Measurement Accreditation
System,National Measurement Network
of Metrologyという二つのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが実現
した。前者は政府予算により、後者はﾄﾞｲﾂ
のPTBの支援で始めた(専門家派遣と研
修のみで、ﾄﾞｲﾂ側から提案された)。
(1997年9月現地調査結果)

　同部門は現状6人という小部隊の上、上層部の人の入れ替わりが激しく、組織とし
て暫くの間不安定な状態が続いていた。このように利益や雇用を直ぐに生み出すこ
とのない組織やﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄには国の支援や関心も薄いために組織基盤が脆弱な場合
が多い。先方C/Pの不満は、そのような組織の不安定性にも起因するものと推定され
る。相手国政府から、権限を持つ機関や省庁をC/Pとして得られない場合にも、同様
に援助要請を避けることも必要かも知れない。
(1997年9月現地調査結果)

　JICAの実施する以下の集団研修ｺｰｽにINNｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄを常時参加させている。
1)TQC・標準化活動実践ｺｰｽ(PhaseⅡ)(1999年度に廃止)
2)工業標準化・品質管理ｼﾆｱｾﾐﾅｰ(1998年度に廃止)
3)認証・検査制度(2000年度に制度名変更。しかし実施されていない。)
(*)へ

M/P／工業一般

報告書の内容

- 422 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 COL 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

コロンビア

零細・小中規模金属加工工業振興計画

The Study on The Development of Micro, Small
and Medium Scale Metalworking Industries in the
Republic of Colombia

三上　良悌

ユニコ　インターナショナル(株)

89.3.8～3.22／89.6.13～7.27
89.9.3～10.20／90.2.19～3.20

17

63～2

315,174 千円

105.00 人月

1990/9

ユニコ　インターナショナル(株)
石川島播磨重工業(株)

DNP　（国家企画庁）
Martha Cecilia Bernal
(Jefe, Unidad de Cooperacion Tecnica
Internacional, DNP)

　金属加工業振興ｾﾝﾀｰ設立については、ｶﾞｳﾞｨﾘｱ大
統領政府の方針にも合致している。
　このﾌｫｰﾗﾑでは、同振興ｾﾝﾀｰの早急な設立のため
の委託が合意されることになっており、ついてはJICAの
本件担当者の出席を希望する旨の案内書(1991年4月
２日付)が届いている。
　1994年8月の(前大統領の)大統領方針で、各ｾｸﾀｰ毎
に競争力向上と業界内ﾈｯﾄﾜｰｸづくりに対する方針が
出された。しかしながら金属加工業界の組織化は思う
様に進まなかった。
　DNP(国家企画庁)や科学振興ｾﾝﾀｰの要請で、金属
加工振興ｾﾝﾀｰ(CRTM)が1995年11月24日に設立され
1996年より業務を開始した。
(1998年11月現地調査結果)

2002.3現在:進捗状況不詳

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｺﾛﾝﾋﾞｱ共和国ﾎﾞｺﾞﾀﾞ市及び近隣主要都市

総事業費
　94百万米ﾄﾞﾙ

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ範囲
　金属加工振興ｾﾝﾀｰの設立
　金属加工業専用工業団地建設
　SENAへのﾒｯｷｾﾝﾀｰ設置
　SENAへの鋳造ｾﾝﾀｰ設置
　中小・零細金属加工業向ｾｸﾀｰﾛｰﾝの設立

　現在のところ、進展なし。

　同国中小・零細金属加工業の抱える問題は、次の2項目に集約される。　
　1)運転資金の調達が困難な為、受注後高金利のｲﾝﾌｫｰﾏﾙに頼るなど、健全な
　　経営が行えない。従って、企業体力の強化が図れない。
　2)技術面では、主に素形材を支援する機械が存在せず、最終製品に至る品質の
　　確保が図られていない。

M/P／工業一般

報告書の内容

- 423 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 COL 102

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

コロンビア

ﾎﾞｺﾞﾀ市ｸﾘｰﾅｰﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ技術の推進による産業公
害低減調査

Estudio de Prevencion de la Contaminacion
Industrial pro la Promocion de Tecnologias de
Produccion mas Limpias en Santa fe de Bogota
Republica de Colombia

片柳　翁

三菱化学エンジニアリング(株)

98.10.14～98.12.12/99.1.30～99.3.20

9/13

10～11

240,406 千円

54.86 人月

1999．8．1

三菱油化ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

ボゴダ市環境局（DAMA）
Manuel Felipe Olivera (Director)

2002.3現在：変更点なし
2003.3現在：情報なし
(平成15年度在外調査)　DAMA環境管理技術部観光局の再編により
僅かながら遅延が発生したが、同局を介してボゴタ市の環境汚染の抑
制について新たな方策が策定された。この新方針および本件プロジェ
クトの経緯を踏まえ、クリーナープロダクショングループが編成された。
グループの編成ならびにACERCAR第4期の稼動開始に伴い、JICAの
支援を得て、繊維・精油・石鹸・メッキ業界における諸事業が再開され
た。これに関わる他の業界の調査に加え、JICAの援助段階で各企業
が取得した知識の普及と促進のメカニズムとして、上記各業界におけ
るクリーナープロダクション協定と提案がなされた。国立工業協会ANDI
は本プロジェクトの対象業種の中から石鹸業界を選択し、協定の調印
を目指したが、まだ成果は得られていない。協定の期間が2-3年である
ことを踏まえ、JICAによる事業の技術移転が2年以内に実行されること
が期待されている。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

1.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ:ｺﾛﾝﾋﾞｱ国ﾎﾞｺﾞﾀﾞ市

2.調査対象ｾｸﾀｰ:繊維、油脂精製、石鹸、ﾒｯｷ

3.対象4ｻﾌﾞｾｸﾀｰからの汚染負荷は小さいが、ﾎﾞｺﾞﾀﾞ市の産業公害低減の
ためには、さらに汚染負荷低減が必要。

4.ｸﾘｰﾅﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ技術推進
　(1) 共通:生産管理面の改善余地がある
　(2) 繊維:廃熱回収設備設置
　(3) 油脂:ﾌﾟﾛｾｽからの漏れ防止の徹底
　(4) 石鹸:中小工場への押出機設置
　(5) ﾒｯｷ :水洗水の中和再利用

5.行政への提言
　(1) 産業公害提言にかかる基本方針の策定と広報
　(2) 対象ｻﾌﾞｻｸﾀｰの産業公害低減対象の推進
　(3) 産業界全体に対する波及促進
　(4) ﾒｯｷ工業団地計画の推進
　(5) 環境法令の見直し

(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成15年度在外調査)　DAMA環境管理技術
部観光局を介してボゴタ市の環境汚染の抑制
について新たな方策が策定された。この新方針
および本件プロジェクトの経緯を踏まえ、クリー
ナープロダクショングループが編成された。グ
ループの編成ならびにACERCAR第4期の稼動
開始に伴い、JICAの支援を得て、繊維・精油・
石鹸・メッキ業界における諸事業が再開された。
これに関わる他の業界の調査に加え、JICAの
援助段階で各企業が取得した知識の普及と促
進のメカニズムとして、上記各業界におけるク
リーナープロダクション協定と提案がなされた。
国立工業協会ANDIは本プロジェクトの対象業
種の中から石鹸業界を選択し、協定の調印を
目指している。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成15年度在外調査)　DAMA環境管理技術部観光局を介してボゴタ市の環境汚染の抑制に
ついて新たな方策が策定された。この新方針および本件プロジェクトの経緯を踏まえ、クリーナー
プロダクショングループが編成された。グループの編成ならびにACERCAR第4期の稼動開始に
伴い、JICAの支援を得て、繊維・精油・石鹸・メッキ業界における諸事業が再開された。これに関
わる他の業界の調査に加え、JICAの援助段階で各企業が取得した知識の普及と促進のメカニズ
ムとして、上記各業界におけるクリーナープロダクション協定と提案がなされた。国立工業協会
ANDIは本プロジェクトの対象業種の中から石鹸業界を選択し、協定の調印を目指したが、まだ
成果は得られていない。協定の期間が2-3年であることを踏まえ、JICAによる事業の技術移転が2
年以内に実行されることが期待されている。
(平成17年度国内調査) 特記事項なし

・カウンターパート研修:1999.3.29～4.17(DAMA職員2名来日)
・供与機械:　　 水質ﾁｪｯｶｰ／分光光度計／COD計／油分計
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／工業一般

報告書の内容

- 424 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 ECU 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

エクアドル

長期電力開発計画調査

Study on Long-Range Electric Power Development
Program

吉沢　広吉

電源開発(株)

75.1.20～3.20

6

49～50

51,971 千円

36.00 人月 （内現地12.50人月）

1975/10

電源開発（株）

エクアドル電力公社：Instituto Ecuatoriano de
Electrificacion,
キトー電力会社：Empresa Electrica Quito
S.A.,
グアヤキル電力会社：Empresa Electrica del
Ecuador S.A.

1995年に円借款85.76億円（第2次送電線網計画
ﾌｪｰｽﾞB2）が供与され、2001年の竣工を目標として現
在工事中である。

勧告にあるPisayambo水力は1970年代初期に、Paute
水力は1981年に、Guayaquil火力は1978年にそれぞれ
完成し、稼働している。
（1998年11月現地調査結果）

1999.10現在：変更点なし

進行・活用

1.長期電力開発計画の主要ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの完成時期を、それまでのINECEL
案に対し、以下のように提案した。

　    水力                INECEL案         日本側案
　Pisayambo         1976/69.2Mw    1977/69.2Mw
　Paulte                1981/400Mw     1984/500Mw
　    火力
　North themal      1975/30Mw      1977/30Mw
　Guayaquail Ⅰ期  1977/50Mw       1978/73Mw
　Guayaquail Ⅰ期  1978/50Mw       1979/73Mw

2.全国連系送電線については予定通り建設し、地域系統と連系すべきで
ある。
3.建設に当っての外部からの資金導入に必要な調査、準備等を開発に時
期に合せて積極的に実施すべきである。
4.INECELは1975年から10年間に745.2MWの水・火力発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを開
発、1,700km、1,185MVAにおよぶ全国連系変電設備を建設し、これらの
諸設備の運用、保守管理を担当するものとする。
5.電力需要の想定は、電源設備計画、送変電設備計画、全般に対して、
その想定の安定性、定量的精度の向上を計るため、ﾃﾞｰﾀの収集、整理も
行うべきである。
6.INECELは、1985年以降の発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして、Santo Domingo火力
（300MW）、Toachi火力（1期225MW）およびGuayllabamba No.1水力（1期
計画210MW）、の調査を進めるとともに、これらの大規模計画の他、工期、
工事資金の面から中規模水力（50～100MW）の調査を併せて進めていく
べきであることを勧告した。

1.提案したﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの運転開始年、出力
と融資元は以下のとおり。

    水力
Pisayambo        1977/69.2Mw  IDB
Paute                1983/50Mw     IDB
                                               ｲﾀﾘｱ
    火力
North thermal   1977/31.2Mw
GuayaquailⅠ期  1978/73Mw
GuayaquailⅠ期  1980/73Mw　円借款
　なお、North thermalはDiesel
Guangopoloと、GuayaquilはEstero Salado
と、それぞれ改名された。

2.日本側提案のPaute～Milagro間送電線
増設は、Paute～Milagro～Guayaquilまで
延長され、電源開発(株)がF/Sを行い、
1990.11.15に円借款が89.13億円（第2次
送電線網計画ﾌｪｰｽﾞB1）が供与された。
運開予定は1994年。また、INECELが独
自で実施したF/S、「二次送電系
ﾌｪｰｽﾞB1」ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対し、1984年に円
借款94.99億円が供与されている。

3.1985年以降の発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの現況は、
Santo Domingo火力、Toachi水力に関し
てはﾍﾟﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ。Guayllabamba川水力発
電計画は「ﾁｪｽﾋﾟ水力発電計画」として
JICAがF/Sを行った。

現在工事継続中（第2次送電網計画ﾌｪｰｽﾞB2）

M/P／エネルギー一般

報告書の内容

- 425 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

エクアドル

全国電力系統信頼度向上対策計画調査

Study on Service Reliability Improvement Project
of National Interconnected System (SNI)

山本　克彦

電源開発(株)

93.2.17～93.3.16／93.7.27～93.8.10/
93.10.18～93.11.1／94.1.10～94.1.27

8

4～6

196,240 千円

37.00 人月

1994．7

電源開発（株）

エクアドル電力庁：INECEL
(Instituto Ecuatoriano de Electrificacion)
Ing. Gonzalo Paez
Ing. Rodrigo Nieto E.

OECFﾛｰﾝ(電発ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ)により建設中。
送電線設備:第2次送電線網建設計画(ﾌｪｰｽﾞB-2、
1995年度)にて建設中である。
(1998年11月現地調査結果)
2002.3現在：CONSEJO　NACIONAL　DE　
ELECTRICIDAD（CONELEC)電力審議会によりPLAN
　NACIONAL　DE　ELECTRIFICACION(2002-2011）
が作成された。(2002.1)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：エクアドル電力送電網拡充計画F/S
（IDB）2003年8月終了予定、現在入札準備中。

進行・活用

1.供給信頼度は、2003年までLOLP 0.3日/月を確保できる。しかし、既設
設備の保守管理を適正に実施し事故率を下げること、新規電源を計画通
りに開発していくことが必要である。

2.SNIの潮流改善のため、新たな主幹送電線を建設する必要がある
（フェーズD2、フェーズB2）。

3.計算機を導入した新しい系統運用システムを早期に設置することが必要
である。

4.電源が南部に偏っているので、中・北部に水力電源を開発することが必
要である。

5.適正な保守運用を遂行する上で、各種データの蓄積と整理を統計的に
処理する必要がある。

発電設備：
30.9MW Gas Turbine　　　1993年運開
75.0MW Gas Turbine　　　　　〃　
33.0MW Gas Turbine　　　　　〃　
80.0MW Gas Turbine　　　1994年運開
130.0MW Daule Peripa水力BOTで入札
中230.0MW San Francisco　　　 〃　　

送電線設備：
SNI Phase D2 230kV T/L建設中
(OECF円借款　第2次送電線網計画
ﾌｪｰｽﾞB2-85.76億円－1995年度)
発電設備　1993年　　2000年　　　　　　
水力(MW)　1,470.1　　1,748.5　　　　　
火力（MW)　　808.1　　2,111.5　　　　　
合計(MW)　　2,278.2　3,860.0　　　　　
発電設備　1,581.8MW（69％）増設　　　
変電設備　　1992年　　　　2000年　　　　
230/138KV　2,731MVA　　3,717MVA
変電設備986MVA（36％）増設　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（平成15年度　国内調査）
既に実施された提案事業は以下のとお
り：Pritiviejo変電所増設、Cuenca変電所
増設、Guayaquil変電所増設、Puyo-Tena
送電所新設、Daule－Chone送電所新
設。これらの事業により、230ｋVから１３８ｋ
Vへバンクダウン容量が増加、138ｋVから
69ｋVへバンクダウン容量増加、配電供給
能力の増加、停電の減少、送電ロスの低

二次送電線網の普及による地方電化の進展、電化の向上（年間5.1％の伸び）によ
る。

（平成15年度　国内調査）
次段階調査として、F/S調査: Feasibility Study for the Expansion of the Electric
Transmission Network in Ecuador (IDB)が2003年9月から4ヶ月間実施された。

(平成16年度国内調査）
　Elevacion Tena発電所69/138KV de 33 MVA、Coca変電所138/69KV de 33MVA

1999.4.1 INCEL(エクアドル電力庁）は民営化された。

(平成16年度　国内調査）
エクアドル第2の都市Guayaquilでは、Trinitarian変電所（230/138ｋV　375MVA）
Miracle変電所（230/69ｋV　167MVA）の過負荷運転並びに過負荷による変圧器の
焼損により、深刻な供給支障が発生している。

M/P／エネルギー一般

報告書の内容

- 426 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 GUY 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ガイアナ

沿岸地域電力開発計画調査

The Master Plan Study on Electric Power
Development Project in Coastal Area

小池　仁

(株)EPDCインターナショナル

89.7.11～9.26

8

63～1

95,332 千円

0.00 人月

1990/5

(株)EPDCインターナショナル

ガイアナ電力公社（GEC)
Miss Verlin Klass

ｶﾞｲｱﾅ国政府は、本調査報告書で勧告された開発計
画の内、最も緊急を要するものとして挙げられたｶﾞｰﾃﾞﾝ
ｵﾌﾞｴﾃﾞﾝ発電所の更新計画を日本政府に対し、無償
協力の要請を行った。
日本政府は、これに応じて、1989年9月E/Nを調印し、
無償案件として、同計画は1991年1月竣工した。

2000.11現在：変更点なし

進行・活用

1. Garden of Eden発電所の1機更新計画の緊急具体化
　5.7MW中速ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電設備1基の新設。
　基礎、建物は既存利用。運開予定1990年末、費用約7億円。
2. Onverwagt発電所の3機更新計画の促進
　Berbice系統の電力不足解消のため2.6MW3台の更新計画を早急に具
体化する必要がある。
3. New Kingston発電所の新設計画の準備
　今後の主力となるべき発電所であり、建設計画の具体化をｵｰｿﾗｲｽﾞする
必要がある。まず、Feasibility Studyを行なうこと。13MW低速ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ4機、
現Kingston PS跡地に新設。燃料はC重油。1995年運開を目途。建設費約
80億円。
4. Tiger Hills水力地点の開発準備
　将来的には、国産水力ｴﾈﾙｷﾞｰの利用を図る必要があり、規模的にも、
立地的にも妥当なTiger Hills地点の開発に向けて、具体的に詳細調査、
資金調達等の準備を進める必要がある。
　貯水池式、56MW、Kaplan水車型、台数2基。
5. Georgetown市需要の60Hz化の推進
　New Kingstonの出現までの間に、不経済な50/60Hz両系統の需要を
60Hz一本に統一する工事を実施すべきである。

1.最も緊急を要するとして提言を行なった
Garden of Eden発電所の一基更新計画
は、平成元年度の無償案件（7.15億円）と
して、日本政府が取り上げた。
　　E/N　　1989年9月
　　完工　　1991年1月

2.その他の開発計画については、顕著な
動きは無い。

　首都Georgetownを含むCoastal Areaの電力不足の状況は、真に逼迫していた。日
本政府としても、その実態を本調査により確認したため、ｶﾞｲｱﾅ国政府の要請を諒と
し、無償供与ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして推進することを決定したものである。

M/P／火力発電

報告書の内容

- 427 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MEX 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

メキシコ

鉱山公害対策計画調査

The Study on Environmental Impact of Mining
Activities and Countermeasures

橋本　滋

同和鉱業(株)

91.1.21～3.27
91.7.15～9.18

6

2～3

161,928 千円

35.50 人月

1992/3

同和鉱業（株）

エネルギー鉱山国営企業省
鉱業振興局（CFM)

　本案件は先のMEX003に付帯した案件であったが
1992年のCFMの解消時にCRMには引き継がれず、消
滅した。
（選鉱場、CRM関係者も本案件の存在自体を知らな
い）。
（1998年11月現地調査結果）
2002.3現在：新情報なし

中止・消滅

　調査対象地域の鉱害の実態把握及び防止対策を提言した。

1.ｴﾙﾎﾞﾃ地域
　(1)堆積場の堤体崩壊防止法＿押え盛土工法
　(2)堆積場からの粉じん公害防止法＿覆土法
　(3)選鉱場排水対策に関する改善法

2.ﾊﾟﾗﾙ地域
　(1)堆積場堤体崩壊防止法＿排土法と押え盛土工法の併用
　(2)堆積場からの粉じん公害防止法＿覆土法
　(3)選鉱場の排水処理法＿排水沈殿池、ｱﾙｶﾘ塩素法

3.新ｴﾙｺｺ地域
　(1)堆積場予定地に対するﾓﾃﾞﾙ堆積場案
　(2)排水による地下水防止法＿ﾘｻｲｸﾙ法　他

M/P／鉱業

報告書の内容

- 428 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MEX 102

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

メキシコ

大気汚染固定発生源対策計画

The Study on the Air Pollution Control Plan of
Stationary Sources in the Metropolitan Area of the
City of Mexico

内田　顕

(株)ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

90.2～90.3／
90.6～90.7／
90.9～90.11

10

1～3

266,909 千円

59.00 人月

1993/9

（株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（PCI）
(株)日本環境アセスメントセンター

都市開発環境省（当時の名称）
担当次官　Sergio Reyes Lujan
公害局長　Rene Altamirano
大気部長　Rogelio Gonzalez

　JICA鉱工業開発調査部は本件のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟとして、
「ﾒｷｼｺ合衆国大気汚染対策燃焼技術導入計画調査」
を形成し、1993年6月より同ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ2社がこれを行っ
ている。内容は主としてﾒｷｼｺの燃料に合ったNox削減
のための燃焼方式を確立するため、ﾊﾟｲﾛｯﾄ･ﾌﾟﾗﾝﾄに
おいて種々のﾃｽﾄを行うものである。
　同調査は、1995年9月に終了したが、その後のﾌｫﾛ
ｰは独自に行っていないので1997年10月現在不明。
　環境天然資源漁業省ﾒｷｼｺ環境庁（INE）が大気発生
源の確定や、1995年以降のﾒｷｼｺ首都圏大気汚染特
別ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（Programa para Mejorar Lacalidad del Aire
en al Vallede Mexico 1995-2000：連邦ﾚﾍﾞﾙ、固定/移
動発生源とも）を作成するに際しての重要な参考文献
として活用された。
（1998年11月現地調査結果）

2002.3現在：変更点なし

進行・活用

1. 本調査に先行して開始されたOECFによる重油の直接脱硫ﾌﾟﾗﾝﾄ建設
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにより、1995年頃より脱硫重油が供給されることを前提とし、Nox、
SO2、ばいじん対策として、
1)2ヶ所の火力発電所は脱硫重油と天然ｶﾞｽの混焼、または乳化脱硫重油
と天然ｶﾞｽの混焼
2)その他の在来重油燃焼施設では、主として脱硫重油または乳化脱硫重
油または軽油に転換。ｾﾒﾝﾄ工場は、脱硫重油と天然ｶﾞｽの混焼　3)脱硫
重油供給開始までは、主として在来重油を天然ｶﾞｽまたは軽油と混焼す
る。

2. 燃焼管理改善

3. 燃焼装置改善（投資額1～2億米ﾄﾞﾙ）

4. その他の改善策

（1994年3月現在）
1.天然ｶﾞｽ等への部分的転換

2.提案に含まれていなかったが、在来重
油に代えて、より良質のｶﾞｽｵｲﾙが首都圏
に供給されている。

3.一部の工場では、燃料管理や燃料装
置を改善した。

　大気汚染が深刻であって、優先的に投資されるべきﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして評価されてい
たことが根本的な理由と思われる。

M/P／その他

報告書の内容

- 429 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MEX 103

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

メキシコ

大気汚染対策燃焼技術導入計画調査

The Study on the Combustion Technologies for the
Air Pollution Control in the Metropolitan Area of
the City of Mexico

内田　顕

(株)ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

93.6～93.8／94.1～94.3/
94.6～94.12／95.5～95.8

11

4～7

516,835 千円

94.00 人月

1995．9

（株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（PCI）

環境庁（当時の名称）
長　官　　　Ms. Julia Carabias Lillo
基準局長　　Mr. Gabriel Quadri de la Torre
大気部次長　Mr. Enrique Compuzano　
Balbuena

燃焼プロセスに関する企業からの質問に対して回答す
る際の参考書として、本調査報告書が有効に活用され
ている。特に大企業向けと中小企業向けの両方のプロ
セスが明記され実用的とのこと。
（1998年11月現地調査結果）
2002.3現在：変更点なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：情報なし
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし。

進行・活用

結論と勧告：
1）燃焼技術
・燃焼施設における空気比の適正保持　・軽油使用ボイラー－自己再循
環型低NOxバーナと排ガス再循環導入　・ガスオイル使用ボイラー－大型
は低NOxバーナとEGR導入、小型は上記霧化方式導入　・自己再循環型
バーナへの改造・低空気比運転実施　・天然ガス使用ボイラー－自己再
循環型低NOxバーナとEGR導入を奨励　・省エネルギー－低空気比運転
実施　・燃焼と安全の管理計器－設置の推進

2）実施促進措置
低Nox燃焼技術の普及および制度強化のための提案は下記のとおり。
・NOx排出削減のためのオペレーター育成
・NOx対策に係わる制度の強化
財務・技術面での支援、企業内自主監視組織の導入、 測定サービス業の
免許制度の導入、計器の公的検定制度の導入、計測標準の供給システ
ムの確立
　
国営の独占企業団である石油公社の供給する燃料油が、将来にわたって
高窒素分のものであり続ける一方、排出基準を徐々に厳しく定めざるを得
ない国際関係に置かれるため、この様な提言となった。

(平成17年度国内調査)　燃料の軽質油ま
たは天然ガスへの転換、あるいは改良型
燃焼装置への転換が一部大規模事業所
で採用された模様(2003年以前)。

燃焼プロセスに関する企業からの質問に対して回答する際の参考書として、本調査
報告書が有効に活用されている。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし。

(平成17年度国内調査)　特記事項なし。

M/P／その他

報告書の内容

- 430 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MEX 104

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

メキシコ

サポーティングインダストリー振興開発計画

A Study on Master Plan for the Promotion of the
Supporting Industries in the United Mexican State

稲員　詳三

ユニコ　インターナショナル(株)

96.1～5

11

8～9

151,725 千円

60.62 人月

1997．2．1

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

メキシコ商工省（SECOFI）
Dr. Igunacio Navarro（工業振興局局長）

提案したﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのうち3つについて、ﾒｷｼｺ側より日本
政府への技術協力要請が出された。そのうち1件は
JICA開発調査として実施された。他の提案ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに
ついても特に国営金融機関NAFIN（開発銀行）で検討
された。ﾒｷｼｺ大統領来日時のｾﾐﾅｰにおいて本調査に
ついての謝意がのべられた。ﾒｷｼｺへの経団連訪問団
（30名）に対して本報告書内容を説明。
2002.3月現在：本調査報告書は日本ODA（特にJICA）
の継続支援ベースになった。本調査報告書は、再び関
係者の中で関心を呼びつつある。
2003.3現在：情報なし

（平成15年度　在外調査）
マスタープランに盛り込まれたプロジェクトや提案に基
づき、経済省は次のような中小企業振興メカニズムを確
立した：国内サプライヤー発展会議、金融活用のため
の支援基金、零・中小企業支援基金、生産チェーン統
合のための奨励基金。

進行・活用

本件ではJICA開発調査初めての試みとしてPCMﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを通じ、また
PCMの手法に従い、6つの戦略と戦略を達成するための12のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを
提案した。

戦略1：技術向上(3)
戦略2：下請け契約促進(3)
戦略3：起業家育成(2)
戦略4：人材開発(1)
戦略5：金融支援強化(1)
戦略6：中小企業育成政策(2)

「戦略1技術向上」の中「Project-1巡回指
導による技術移転」がJICA開発調査（工
調課）によって実施中。開発調査としては
新しい試みである。　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
2002.2現在：提案事項のうち「技術セン
ター強化策」については、JICAのプロ技
による技術支援がCIDECIに供与され、鋳
造部門のJICA専門家派遣も行なわれた。
提案事項のうち、「中小企業コンサルタン
ト認定制度確立」は、メキシコ政府によっ
て制度が制定された後、JICA開発調査
「中小企業コンサルタント養成・認定制
度」が実施された。（2002年1月完了）　　
　

（平成15年度　国内調査）
現行一般コンサルタント制度のほかに、
中小企業診断・指導を専門にする新しい
中小企業コンサルタント制度と養成制度
を提案。パイロットプロジェクトとしてシニ
アコンサルタント向けに要請コース6週間
を実施。メキシコ経済省は提案事項を実
施することを決定し、基準設定委員会を
設立。その際、JICA調査団の継続支援を
要請し、実現した。要請コース用教材の
作成、メキシコ人座学講師・診断インスト
ラクターの養成、彼らによる養成コースの
実施、これらの業務結果を教訓とした資
格制度と養成制度の最終提案を行った。

「戦略1技術向上」の中「Project-1巡回指導による技術移転」がJICA開発調査（工調
課）によって実施中。ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの性格上、提案されたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄがそのままの形で実
現される、若しくは内容の修正を加えつつ実施されることが多い。また振興策立案の
参考とされる例もあり、全体的に活用されている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　
2002.3現在：2000年に政権交代が行なわれた。政権政党が交代した（75年ぶり）。新
政権下、「日墨中小企業フォーラム」が現地で設立されて、その中に「サポーティング
インダストリー部会」が設置された。

（平成15年度　国内調査）
要素技術移転（MEX105）と同フォローアップ調査、中小企業コンサルタント制度
（MEX106）と同フォローアップ調査は、本開発調査での提案プロジェクトの範疇に入
るが、プロジェクト開始にあたり明確に同調査の提案プロジェクトの実施として位置付
けられていたかどうかは未確認。

M/P／工業一般

報告書の内容

- 431 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MEX 105

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

メキシコ

メキシコ合衆国要素技術移転調査

Study on the Transfer of Essential Technologies to
the Supporting Industry in Mexico

守口　徹

ユニコ　インターナショナル(株)

97．9～98．7

8

9～11

315,203 千円

76.18 人月

1999．10

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

メキシコ合衆国産業技術開発センター
(CIDESI)応用科学センター(CIQA)
メキシコ商務省(SECOF)

2000年1月より両センターに対して40日間のフォローアップ調
査がﾕﾆｺにより実施された。両センター共に本調査を契機に発
足した巡回指導部が継続して活動している。
最終報告書の内容は、来日したSECOFIﾌﾟﾗﾝｺ大臣、及び在日
メキシコ大使に対して、個別にﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝを行った。
(平成17年度国内調査)　 CIDESIからの金型センター設立協力
要請に対して、技術協力プロジェクトが採択され、2005年4月
SWミッションが派遣された。然しながら、最終段階で相手側が
プロジェクトサイトの変更を持ち出したため、SW締結は行われ
なかった。
但し、後任のCONACYT総裁より当初の計画通りの実施要請が
届けられた。

進行・活用

両ｾﾝﾀｰの企業巡回指導機能強化に対して、
　1)組織作り
　2)設備の拡充と職員の教育研修
　3)活動の広報・宣伝
　4)財政支援
　5)外部専門家とのﾈｯﾄﾜｰｸのｱﾌﾟﾛｰﾁと具体策を提言した。

関係機関への提言としては次の6点を強調した。
　1)ｻﾎﾟｰﾃｨﾝｸﾞｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ（SI）振興の好機
　2)技術風土
　3)一般中小企業育成政策から独立したSI育成政策
　4)SI育成政策と技術支援機関
　5)技術支援機関強化の重要性
　6)ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ資格制度の導入

両センターの機能強化では、組織作り、設備の
充実、及び広報・宣伝が徐々に具体化しつつ
ある。新たなコンサルタント資格基準制度の導
入については、JICA開発調査（MEX106「中小
企業コンサルタント要請認証制度計画」2001～
2002年度）が実施され、そのフォローアップ調
査における中小企業コンサルタント養成用のテ
キスト作りにはCIDESIも協力した。（2003.3現
在）
(平成16年度在外調査)
1．スタンピング及びプレスのためのレベル研修
　2004年4月24日、5月1日、8日、15日
2．スタンピング及びプレスのための研修　2004
年5月28、29日
3．ステンレス鋼の加工操業研修　2004年7月7
日、6月22日、7月31日、1月8日、5月3日
(平成17年度国内調査) 特記事項なし

(平成15年度国内調査)　CIDESIは本調査を契機にプレス加工技術を周辺企業への技術サービ
スの柱の一つとし、活動を継続している。既に金型センターとしての拡張計画を持っており、日本
政府に対して協力要請を出している。一方CIQAはプラスチック成型技術者の派遣要請を日本政
府に出すという計画もあったが実現しておらず、巡回指導部の現況は不明である。
(平成15年度在外調査)　各技術センターが当該産業分野との繋がりを強化した。また、各州や
CIDESIなどの中小企業に対するコンサルタントやアシスタント・サービスを提供した（主にケレタロ
州、サン・ルイス州、ポトシ州、アグアスカリエンテス州、ハリスコ州、コアウイラ州CIQA、ヌエボ・レ
オン州、タマウリパス州）。さらに、日本人専門家に育成されたメキシコ人カウンターパートが企業
セミナーや職員研修コースを開催した。
(平成16年度国内調査)　CIDESIの金型センターとしての拡張計画に対する日本政府への協力
要請が具体化しつつあり 技プロとしての公示が2005年9月に予定されている

両センターともに調査においては、要素技術を中心にし、生産管理技術を組み合わせた企業指
導体制の確立を目指したが、生産管理面での指導が優勢を占めている。その傾向は特にCIQA
において顕著である。両センターともに活動の更なる発展の阻害要因は一に資金不足である。
(平成17年度国内調査) 特記事項なし

M/P／工業一般

報告書の内容

- 432 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MEX 106

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

メキシコ

中小企業コンサルタント養成認証制度計画

Study on Training and Certification System of
Consultants for SMEs

稲員　祥三

ユニコインターナショナル(株)

00.8.29～9.17/01.2.11～3.26/01.6.3～
7.14/01.9.2～10.13/01.11.26～12.4

11名

12～13

243,355 千円

56.41 人月

2002.1

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

経済省(SE)（旧商務工業振興省 (SECOFI)）並
びに全国企業競争力センター（Cetro-Crece）

メキシコ政府として中小企業コンサルタント養成・認定
制度を新規に導入することとなった。そのため、メキシコ
国政府は、JICAに制度導入計画の実施のための支援
を要請した。これを受け、制度導入計画のメキシコ側に
よる実施を側面支援することを目的として、フォローアッ
プ調査が2002年7月より2003年1月まで実施された。
(平成16年度国内調査)　１．本件における提案を取り込
んで、新しい「中小企業コンサルティング養成認定制
度」が大統領令として公布されることになっていたが、
一寸伸ばしのような延期の繰り返しで、未だに実現して
いない。　２．新たに「中小企業大学校設立計画」が
JICA開発調査として要請があり、事前調査が公示され
た(2004年10月）。
(平成17年度国内調査)　メキシコ政府(経済省)が約束
した調査団提案の新制度法制化は、未だ実施されて
いない。実施機関であるCONOCERが労働省・教育省
の専管へ移行するなどの事態も実施が遅れている原因
の一つであろう。一刻も早い実施を望んでいたメキシコ
工業連盟は 自身でコンサルタント養成を始めた
進行・活用

以下の調査や作業を通してメキシコ国のコンサルタントの認定・登録・養成
制度の現状と問題点の摘出を行い、メキシコに合った中小企業コンサルタ
ントの養成・認定制度の提言を実施した。

提言の主なものは以下の通り
1) 中小企業コンサルタント認定制度の新規導入
2) 筆記試験の重視
3) シニア部門、ジュニア部門の２階建て
4) 「製造業」と「商業・サービス業」の部門別認定
5) 資格更新制度導入
6) 倫理規定の教育実施
7) 技術コンサルタント部門の導入
8) 一般コンサルタント資格無審査承認（移行措置）
9) 中小企業コンサルタント導入準備活動

メキシコ政府として中小企業コンサルタント養
成・認証制度を新規に導入することを決定し
た。
(平成15年度国内調査)　メキシコ経済省は本
「中小企業コンサルタント養成・認定制度計画
調査」の提案事項実施を決定し、直ちにJICA調
査団の継続支援を要請した。フォローアップ調
査はこの要請を受けて2002年7月～2003年1月
にかけて実施された。フォローアップ調査では、
養成コース用教材の作成、メキシコ人座学講
師・インストラクターの育成、彼らによる育成コー
スの試行、筆記試験の実施、これらの業務結果
を教訓とした認定制度と養成制度の最終提案
を行った。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
(平成15年度在外調査)　上記のフォローアップ
調査による支援を受けて、メキシコ側においてコ
ンサルタント認定新基準（案）が作成され、コン
サルタントの選任グループが基準の各単位の
評価ツールを作成した。また、同基準を満たす
コンサルタント養成のためのカリキュラム・ツール
も併せて開発された。
(平成17年度国内調査)　工業連盟
(CANACINTRA)は、JICA調査団が残していっ
た教材とカリキュラムを利用して、工業連盟自体
が150人の中小企業コンサルタントを養成した。
政府が新制度の法制化と予算化をなかなか実
施しない為、民間団体での実施を開始する。

メキシコ国において、中小企業は数においては99％、GDP比では62．9％、雇用数で
は65％を占めている。メキシコ国政府として中小企業を支援するためには、質の高い
中小企業コンサルタントが重要であると認識したこと。また現行の一般コンサルタント
認定基準における問題点、過去において悪質なコンサルタントによる中小企業への
被害等が指摘される中、新たな中小企業コンサルタント制度の必要性を認識したた
めである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(平成15年度  国内調査） 新しい中小企業コンサルタント基準作成委員会が設置さ
れ、資格取得基準・評価ツール及び養成ツールの作成が行なわれた。現在、同認
定基準の公示、及び経済省実施コンサルティング事業参入のための資格取得の義

（平成15年度　国内調査）メキシコ側は、中小企業コンサルタント養成コースを含めた中小企業人
材育成を具体化するために、中小企業大学校の設立を検討しており、これに対するJICA支援を
求めているところ。これはサポーティングインダストリー振興開発計画（MEX104)の提案プロジェク
ト4－1「人材開発総合計画の策定」に相当するものであり、また国家開発計画のセクタープログラ
ム「企業家開発プログラム」の一部を具体化するものである。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／工業一般

報告書の内容

- 433 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PER 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ペルー

エネ川水力発電開発計画調査

The Ene River Hydroelectric Power Development
Project

山本　敬

電源開発(株)

84.7.6～85.2.12
85.2.24～3.10
85.6.23～7.13

20,2,6

59～60

247,705 千円

78.70 人月

1985/12

電源開発（株）
八千代エンジニヤリング(株)

ELECTROPERU S.A.(ペルー電力公社)
Ing.Jose' Claudio Salamanca c.
 (技術担当理事)
Ing.Rolando Celi Rivera
(企画担当理事)

1. F/S調査実施に向けて、引き続き水文観測を行うほ
か、ｱｸｾｽ道路の建設、前進基地となるｷｬﾝﾌﾟ施設の拡
充を行う。
2. ﾍﾟﾙｰ政府は、日本政府にPre F/S実施の要請状を
出状したい意向である。

1999.10現在：変更点なし

遅延

1.調査の概要
　ｱﾏｿﾞﾝ川の支流、ﾀﾝﾎﾞ川上流及びﾍﾟﾚﾈｰ川の下流の一部を含めたｴﾈ
川全体の水力発電に関する最適開発計画（ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ）を作成することで
ある。

2.報告書の概要
　最適開発計画としては、ｴﾈ･ﾊﾟｷﾂｧﾊﾟﾝｺﾞ（1,379MW）、ﾀﾝﾎﾞ･ﾌﾟｴﾙﾄ･ﾌﾟﾗ
ｰﾄﾞ（620MW）及びｴﾈ･ｽﾏﾍﾞﾆ（1,074MW）の3地点の組合わせであり、合計
出力3,073MW、発生電力量は24,820GWhである。
　その経済性は代替火力（石炭）との比較において、(B/C)=1.27、
(B-C)=1,147百万USﾄﾞﾙであり、このうち、ｴﾈ･ﾊﾟｷﾂｧﾊﾟﾝｺﾞ地点の経済性が
最も高い。
この地点単独で(B/C)=1.76、(B-C)=1,545百万USﾄﾞﾙである。
　この第一開発順位のｴﾈ･ﾊﾟｷﾂｧﾊﾟﾝｺﾞ地点について、開発規模及び開発
時期の検討を含めた技術面、経済面及び環境面からの開発可能性調査
が求められる。
　なお、第二開発順位は、ﾀﾝﾎﾞ･ﾌﾟｴﾙﾄ･ﾌﾟﾗｰﾄで最後のｴﾈ･ｽﾏﾍﾞﾆを開発
する。

M/P／水力発電

報告書の内容

- 434 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PRY 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

パラグアイ

繊維産業振興計画調査

Study on Textile Industry Development in the
Republic of Paraguay

竹野　萬雪

(株)センチュリーリサーチセンタ（CRC）

80.11.15～12.14

10

55～56

62,811 千円

0.00 人月

1981/7

ＣＲＣ海外協力(株)

商工省

　調査団の勧告を受け院内で検討した結果、1982年5
月26日付で在ﾊﾟ日本大使館宛専門家派遣要請書（A1
ﾌｫｰﾑ）を提出。しかし、1.受け入れ体制の不備、2.商
工省での低い関心などを主因に日本側は拒否した経
緯がある。

　技術標準院が中心となって繊維企業と共同で繊維品
質標準規格を作成。
　1999.10現在：追跡調査実施に至っておらず、情報無
し。

進行・活用

1.計画の概要
調査の目的
　ﾊﾟﾗｸﾞｧｲ共和国繊維産業の現況を診断し、技術的経済的問題点を摘出
し、今後の開発可能性についての評価を行ない同国の繊維産業全体の
振興策を主軸とする繊維産業開発基本構想（M/P）策定のため1979年7
月、日本政府に調査実施を要請してきた。
　調査内容
　(1)一般経済状況
　(2)繊維産業の現状把握
　(3)既存繊維企業の診断
　(4)綿糸輸出の可能性と生産体制
　(5)綿織物並びに製品輸出の可能性
　(6)繊維産業構造の変化
　(7)国立技術標準院の機能強化
　(8)「ﾊﾟ」国政府の繊維産業振興策
　(9)繊維産業開発計画の財務分析
　(10)繊維産業開発計画の経済社会的効果
2.結論及び勧告
　繊維産業の振興は輸出の付加価値を高め、工業化を促進し、経済の安
定化をめざすために極めて重要な役割を果たす。このための計画実現の
第一歩として次の2点に実施がなされるべきである。
　(1)国立技術標準院（I.N.T.N.）の機能強化
　　1)I.N.T.N.が十分な活動ができるよう権限を付与させるための法律改正
　　2)機能施設の充実及び人材の確保育成
　　3)I.N.T.N.の活動のPR
　(2)ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｽﾀﾃﾞｨの実施
　　1)小規模繊維企業での共同生産
　　2)輸出用繊維企業の新設

　ﾌﾟﾛ技「繊維産業品質管理」
（1995.2-1997.2）を実施中。期待成果
は、INTNの繊維部門強化及び同国の繊
維産業の発展を資することを目標に、ｶｳ
ﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ自身が、綿紡績、繊維試験・検
査、原綿及び綿糸の工業規格整備・輸出
のための検査に関する技術を身につける
こと。協力活動内容は、①輸出のための
試験・検査技術確立、②綿製品の工業規
格の整備と業界への規格の普及、③原綿
から紡績までの工程における製造技術及
び品質管理技術向上。
　実績は、専門家派遣36名、受入16名、
機材供与376710千円。

　ﾌﾟﾛ技は、20人の研修員の受け入れを
達成したこと、また、INTN内に3つの部局
をつくり機能強化に貢献した、という面か
ら評価を受けた（1996.12、最終評価が
日・ﾊﾟﾗ合同で行われた）。ある部局では、
繊維の品質管理、試験、民間企業への
指導、及び職業訓練校（SNPP）内の繊維
技術ｺｰｽへの支援という4つの機能を備え
るまでにいたった。
（1997年9月現地調査結果）

1.相手先の推進体制
　先方機関における予算措置、ｽﾀｯﾌの配属、機構改革etc.がなされておらず（勧告
が生かされていない）主体的な取り組みの姿勢がない。しかし先方責任者の主張は
“M/P作成が第一段階である。このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは専門家が到着して実施されることにな
る”と、専門家派遣を強く要請した。
2.主務官庁である商工省におけるﾌﾟﾗｲｵﾘﾃｨが高くないのも原因の一つと考えられ
る。

　1980年代終わりになって、累積債務が拡大し、貿易収支の改善を図るためには農

1995年にINTNは中央銀行をはじめとする他の政府系機関、及び繊維関係の民間企
業と共に第一次繊維産業M/Pをつくり、更に2年後の1994年には第二次M/Pを作っ
たが、ﾏｰｹｯﾄの変化、気候変動、及び病虫害発生などで計画通りに産業振興が進
められないのが現状である。
（1997年9月現地調査結果）

M/P／その他工業

報告書の内容

- 435 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PRY 102

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

パラグアイ

石油精製品市場計画調査

The Study on Master Plan on Supply and
Marketing System of Petroleum Products in the
Republic of Paraguay

北村　美都穂

日揮(株) 企画開発室長代理

88.3.7～3.25

8

63

64,044 千円

32.00 人月 （内現地8.00人月）

1989/1

日揮（株）

Julio C. Gutierrez
President
Petroleos Paraguayos
石油公団(PETROPAR)

　PETROPARにて報告書を検討した結果、ｹｰｽ2につ
き更に詳細検討を希望、JICA、JCI宛検討要請書が出
された。
JICA、JCIはこれを断ったが、再度JCI宛依頼状が出さ
れた。依頼主のPETROPAR総裁は最近更迭となった
が、新総裁の下でも詳細F/S実施検討している模様。
1998.10現在：変更点なし

中止・消滅

本調査では、石油産業とその製品に関わる需要と供給、また流通面での
調査・分析を行い、石油製品供給計画案を策定することが目的とされた。
その結論と勧告の概要は以下の通りである。
1)石油供給源の多様化や石油備蓄の増強というような明確な石油政策、
及び基本目標を設定する必要がある。
2)ﾊﾟﾗｸﾞｧｲの石油製品市場が成熟するに伴い、市場原理が活用できる価
格決定方式を石油公団（PETROPAR）が選択できるように変えていく必要
がある。このことは、製品原価（特に輸送ｺｽﾄ）の削減に貢献する可能性を
もつ。
3)政府は石油製品のｺｽﾄ削減を最重要視するのか、公団の維持、技術の
確保のために高ｺｽﾄ製品を容認し続けるのか、判断をする必要がある。報
告書では3つのパターンを提示し、判断材料としてそれぞれの場合のﾒﾘｯ
ﾄ･ﾃﾞﾒﾘｯﾄを示した。

ﾊﾟﾗｸﾞｧｲ国の将来の石油製品供給ｼｽﾃﾑとして、次の3代替案を提示した。
　　　ｹｰｽ1：全量輸入
　　　ｹｰｽ2：製品輸入極小化（製油所の全面改修）
　　　ｹｰｽ3：ｹｰｽ1、2の中間（現在製油所の一部改修による能力増強
            とﾌﾟﾚﾐｱﾑｶﾞｿﾘﾝ・自給化のための二次精製装置新設）
将来の供給ｺｽﾄは、ｹｰｽ1が最低、2が最高3は1、2の中間、ｹｰｽ2は推奨
できない。
ｹｰｽ1と3を比較すると供給ｺｽﾄは3の方がやや高いが、これは石油製品の
安定供給と国の産業・技術資産維持のためのｺｽﾄとみなすことも可能。い
ずれかをとるかは国の政策協定の課題である。

　石油公団（PETROPAR）は、ｹｰｽ2の調査団が最も否定的であった製油所の全面
改修による生産力の向上、及び製品輸入の縮小化を選定し、詳細検討を行う意向を
表わした。実際に処理能力増強の提言を実行しようとしたが、政治・経済的変化（ｸ
ｰﾃﾞﾀｰ）により実現は不可能となった。また、本調査以前には世銀に対しても同様の
調査を依頼していたが、やはり処理能力増強案は否定されていた。
近年、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ・有鉛ｶﾞｿﾘﾝ・無鉛ｶﾞｿﾘﾝ以外の製品販売が自由化された。その結
果、SHELL等国際石油資本の製品が市場に流入し、石油公団の独占販売体制は
崩れた（ただし、販売価格は規制している）。同公団には、現在の処理能力である
7500BSDを2005年には19000BSDとする計画がある（ただし現在でも5500BSDﾚﾍﾞﾙで

フォローアップ調査終了年度：2003年度
終了理由：中止･消滅案件のため。

M/P／化学工業

報告書の内容

- 436 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 SLV 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

エルサルバドル

金属機械工業開発計画調査

Survey on Development Plan of Metal Mechanical
Industries in El-Salbador

石川　郁郎

(株)野村総合研究所

76.11.27～12.19

8

51～52

52,296 千円

0.00 人月

1977/12

（株）野村総合研究所

工業促進公社

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの具体化が進んでいない。
　5ヵ年計画（1978～1982）の工業ｾｸﾀｰ計画に結論が
とり入れられたが、政権が交替したため過去の政権に
おいてのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ案という考えが強く、現在のところ見
通しはたたない状態である。

1999.11現在：変更点なし

中止・消滅

1.計画の概要
　ｴﾙ･ｻﾙｳﾞｧﾄﾞﾙ共和国は、第4次5ヶ年計画を1978年よりスタートさせるがこ
の5ヵ年計画の基本は工業化の促進にあり、特に金属機械工業部門を開
発するべく現在UNIDOの援助を得て、同部門の基礎調査を実施中であ
る。当ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの要請は1976年度に、ｴﾙ･ｻﾙｳﾞｧﾄﾞﾙに派遣したJICAﾌﾟﾛ
ﾌｧｲﾐｯｼｮﾝに対して行われたものであり、その要請内容は以下の
　(1)同国の金属機械工業開発のﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ作成
　(2)有望と考えられる戦略各業種の選定とその検討
　(3)工業開発拠点地域の検討
であり同国より指定した　1)手工具、2)電気ﾒｰﾀｰ、3)農業用機械、4)小型ｺ
ﾝﾌﾟﾚｯｻｰの4業種を中心に、より詳細なF/Sを含むものであった。
2.結論及び勧告
　調査の結果以下の如き概要の結論を得た。
(1)同国の工業開発を考える上でのﾈｯｸは人口過少による国内ﾏｰｹｯﾄが
狭小なことである。従って工業開発を実現するためには、輸入代替と輸出
産業育成の2面を考慮しなければならない。
(2)しかも輸出産業にとっては、国際競争を持たなければならないという厳
しい条件があるため、鋳鍛造等基礎産業の未発達な同国にとっては、これ
が業種を選択する上で大きな制約条件とならざるを得ない。
(3)上述のような状況において、同国より提示された4業種を検討した結
果、対米輸出に重点を置いた「手工具工業」にﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨを認められる
が、これも日本企業の技術とﾏｰｹｯﾄをそのままゆずり受けるとの条件のもと
においてである。
(4)従って同国の金属機械工業開発のためには、職業訓練校の充実等を
通じ、基礎技術の定着を図るなど長期的戦略のもとで、地道な努力を行う
必要がある。

1.政権交替及び行政の混乱
2.報告書が計画省宛提出されたが、工業化の実務担当は経済省であり、両省間の
意思の疎通のまずさがあったのではないか
3.1980年以降の内戦（1979年10月のｸｰﾃﾞﾀｰによる政権交替及び以後の当国政情
不安が現在まで継続している）のため
4.中米経済環境の悪化、共同市場の低迷
　等である。また相手国の予定した民間投資家が不足していたこともあげられる。

M/P／機械工業

報告書の内容

- 437 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 URY 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

ウルグアイ

紙パルプ産業開発計画調査

The Study on the Pulp and Paper Industries
Development Project of the Oriental Republic of
Uruguay

雨宮　善

新王子製紙(株)

80.8.1～8.23

9

55

44,387 千円

0.00 人月

1981/2

新王子製紙(株)

LATU
工業エネルギー省
工業技術研究所

　本紙ﾊﾟﾙﾌﾟM/Pは同国紙産業振興の基本となった。
本調査終了後、森林法が制定され、植林推進者には、
融資、補助金、及び免税等のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞが与えられる
ようになった（この制度や法律の基となったのは、別途
JICA調査による「造林M/P」であったが、そのM/Pが作
成されるきっかけとなったのは本調査「紙ﾊﾟﾙﾌﾟ産業開
発計画」であった）。
　提言された既存工場の診断で提言が受け入れられ、
製紙技術が向上した結果、柑橘類を梱包する高品質
の段ﾎﾞｰﾙの製造が調査終了後数年後に達成された。ﾄ
ｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰの質も同様に向上した。
　ただし、新聞紙供給工場については同国の新聞業界
の協力がえられなかったため実現しなかった。また、ﾊﾟ
ﾙﾌﾟ工場についても、実現には至っていない。
（1997年9月現地調査結果）
1999.10現在：変更点なし

進行・活用

1.計画の概要
調査目的
　「ｳ」政府の紙ﾊﾟﾙﾌﾟ産業開発計画立案に資する基本計画書を作成す
る。
調査の内容
　(1)ｳﾙｸﾞｧｲの一般概況
　(2)森林資源及び紙ﾊﾟﾙﾌﾟ産業の現況
　(3)紙ﾊﾟﾙﾌﾟ産業開発計画
2.結論及び勧告
　(1)既存企業は近代化を一層進めるために、税制、金融面の政府援助が
　　　必要である。
　(2)中期計画としての新聞用紙工場の建設は、そのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを有する
　　　国内ｸﾞﾙｰﾌﾟを指導し、又金融、税制面の援助が望まれる。
    　尚、「ｳ」側に詳細なF/Sを行わせて、その援助を行うことが望ましい。
　(3)長期計画
　　　 植　　林　　
            紙ﾊﾟﾙﾌﾟ産業を工業化政策の一環として育成するためには植林
を
　　　　　優先させねばならない。
　　　 国家助成　　
　　　　　輸出指向の工場は国家助成が必要であり、又十分な原料確保の
　　　　　　　為、植林奨励策が望まれる。
　　　 LATUの強化  LATUを強化することにより民間企業に対して品質
　　　　　改善指導、援助を行う機能を付与することができれば、将来
　　　　　ｳﾙｸﾞｧｲ紙ﾊﾟﾙﾌﾟ産業が輸出指向産業として発展に貢献できる。

1. 1984年度に紙ﾊﾟﾙﾌﾟ工場建設計画F/S
が実施され、日産750tﾚﾍﾞﾙの工場建設
がﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙと結論された。

2. 1986年1月にJICA造林木材利用計画
（M/P）の事前調査団が派遣され、調査実
施の合意がなされ、本格調査は1986年度
に終了（農計部案件）

3. 1981.9よりﾌﾟﾛ技「紙ﾊﾟﾙﾌﾟ品質改善ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ」実施（1985.3終了）。LATUに紙ﾊﾟ
ﾙﾌﾟ研究室が設置され、技術移転が行わ
れた。

4. 1990年に第三国研修を行い「小さい国
ﾓﾃﾞﾙ」として一連の関連ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの報告
が行われた。

　品質改善ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでは、LATU（工業技
術研究所）内に研究室が作られ、品質向
上に大きく貢献した。（1997年9月現地調
査結果）

1.植林に関し、当初は紙ﾊﾟﾙﾌﾟ工場への原料供給を目的としたものであったが、更に
多角的な植林振興の必要上同工場に限定せず、全国的な造林・木材利用計画
（M/P）に変更された。
2.新聞用紙工場の建設は、新聞業界が国産新聞用紙の使用に関心を示さないた
め、中止された。

　地元ﾊﾟﾙﾌﾟﾒｰｶｰが設備増強を計画したことが、本調査が要請されたきっかけの一
つとして言われているが、当時LATUの役員であった印刷会社の社長が、紙（ﾊﾟﾙﾌﾟ）
の品質の不満を持っていたところから始まったともいわれている。多くの印刷会社
は、当時はﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞから技術指導を受けていた大手製紙ﾒｰｶｰ（現在はﾄﾞｲﾂ資本）の
供給するﾊﾟﾙﾌﾟの低品質・高価格に泣かされており、品質の向上、及び原料供給元
の増加・増産を望み、要請を出した経緯があったという。（1997年9月現地調査結果）

M/P／その他工業

報告書の内容

- 438 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 URY 102

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

ウルグアイ

衣料産業振興計画

The Study on Garment Industry Development
Program in the Oriental Republic of Uruguay

竹野　萬雪

(株)CRC総合研究所

91.6.27～92.11.30

10

2～4

202,562 千円

44.60 人月

1992/11

CRC海外協力（株）

工業省
Alberto Iglesias工業局長

2002.3現在：変更点なし。
2003.3現在：情報なし

進行・活用

1.調査の目的
　ｳﾙｸﾞｧｲ衣料産業の代表的な業種である毛織物、ﾆｯﾄ、ﾃﾞﾆﾑの3業種の
現状を、流通市場面、企業経営・組織面、生産技術面、貿易政策面等の
多角的側面から捉え、これに対して輸出志向型の振興ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝを策定
する。
2.提言の概要
　　1)品質表示ﾏｰｸ制度の制定(品質改善)
　　2)協業化の実施(ｺｽﾄ削減)
　　3)UTU(職業訓練学校)の拡充(人材育成)
　　4)ﾌｧｯｼｮﾝｳｨｰｸの開催(市場拡大)
　　　および他のMERCOSUR(南米共同市場)諸国の同意が得られることを
　　　前提に、中・長期計画としての、
　　5)MERCOSURﾌｧｯｼｮﾝﾘｿｰｽｾﾝﾀｰの誘致

　提言内容で実現されたものは、ﾌｧｯｼｮﾝ
ｳｨｰｸだけである。昨年1996年に第一回
目が開催され、ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査団が現地
訪問を行った2週間ほど前に第二回が開
催された。
(1997年9月現地調査結果)

　提案内容が殆ど実践されていない主な原因としては、報告書の提出ﾀｲﾐﾝｸﾞが悪す
ぎた、ということがある。「ｳ」国の衣料産業は、1970年代には輸入代替産業として、
1980年代には米国への輸出による成長を続けていた。(当時は政府の輸出割り戻し
金=補助金という形での政府支援はあった。)1980年代後半からは債務危機を含め、
経済は不安定な状態となり、1990年代に入ると輸出市場が米国からﾒﾙｺｽｰﾙ域内へ
とその比重が高まった。米国ほど品質向上にうるさくないﾌﾞﾗｼﾞﾙ、ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝへの輸
出比重の高まりは繊維業者の品質向上意欲を低迷させ、技術革新の勢いはますま
すなくなってきた。従って、「品質向上」を根幹においている本調査の提案内容が殆
どみられることがなかったことも、特段不思議な現象でもない。(1997年9月現地調査

M/P／その他工業

報告書の内容

- 439 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 URY 103

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ウルグアイ

ウルグアイ東方共和国林産工業開発基本計画

Study on the Basic Plan for the Forest Industry
Development in the Oriental Republic of Uruguay

白石　正明

ユニコ　インターナショナル(株)

98.2～計3.1ヶ月

10

10～11

160,730 千円

40.23 人月

1999.1

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

鉱工業エネルギー省工業局

 (平成１７年度在外調査)　特記事項なし

進行・活用

林産工業開発基本計画として、以下の5つの開発目標を設定し、そのため
の相互に関連した5つの開発方針、開発方針に沿った11の開発戦略、25
のｻﾌﾞ開発戦略、6つの開発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、15のｻﾌﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを策定した。

　1)20億ﾄﾞﾙ輸出産業への育成
　2)林産工業の分散立地による地域開発の促進
　3)人工林による持続可能な新興林業国の樹立
　4)木材の高度利用社会の実現
　5)地球環境改善への貢献

1999年10月の大統領選後、工業省はじめ関係
官庁の官僚、政府高官が交代したため、本ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄﾌﾟﾛﾓｰﾀｰの工業局長も辞任。その後、本
基本計画も進捗していない模様。
2001.9　LATUが同国森林産業に関する世銀セ
ミナーを計画中との報告があった。(2002.3現
在)
2003.3現在：情報なし
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成17年度在外調査)　提案された方針を実
施し、セルロース工場の建設計画を進めること
を目的として、以前に行われた調査を発展させ
た。最終報告書の作成へとつながる協定に署
名して以来、主として国内木材加工業を近代化
するための方針を具体的な形とするべく調査を
実施することとなった。調査後には当然第二、
第三の段階に入ることになり、第二次プロジェク
トが2000年に当該局により申請されたものの、こ
れについては現在まで回答がない。
現在までのところ、２ヶ所にセルロース工場が建
設中である。

（平成15年度　在外調査）　1999年に始まった国内経済危機の影響を受けて低迷した当国の林
産工業は、現在以下の問題に直面している：
1)国内業者は国際市場で取得した製品の販売が容易ではない。
2)加工施設が森林から遠く離れているため、輸送費用が嵩み、生産者と加工業者の円滑な関係
に影響を及ぼしている。
3)木材部門が供給する製品の宣伝が不足しているため、国内需要は生産能力をはるかに下回っ
ている。
4)適切な融資システムや企業の確固たる方針が無かったため、合板や板などの生産を行う製材
所や加工所に適切な投資が行われていない。
5)インフラが不十分であり、改善のための適切な投資が実行されなければ、近い将来大きな問題
を抱えることとなる

(平成１７年年度在外調査)　特記事項なし

M/P／その他工業

報告書の内容

- 440 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 VEN 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

ベネズエラ

中小企業振興計画

The Study on Promotion of Small and Medium
Enterprises

白石　正明

ユニコインターナショナル(株)

00.9.12～9.21/01.8.5～9.19/01.2.24～3.24/
01.11.3～11.12/01.6.2～7.1

12～13

249,680 千円

53.22 人月

2001.12

ユニコインターナショナル(株)

産業貿易省（MPC）

（平成15年度　在外調査）
情報なし

遅延

1.中小企業振興に必要な「必要政策」を提案。
1) 経営基盤の強化：① 資金供給の円滑化（金融政策、特別税制）　②経
営資源の強化（経営・技術支援、人材育成、情報化支援、特許制度普
及、環境対策）　③交流・連携・共同化（共同化、取引の適正化）　④市場
流通の整備（物流の効率化）

2) 創業の促進：①戦略的企業の創出（研究開発）　② 企業促進（新規企
業の創出、創業手続き支援・アドバイス、教育訓練、研究開発支援、イベ
ント実施）

3) その他の施策：①地域中小企業の振興（重点戦略地区の開発）　②輸
出促進（輸出産品の開発と生産体制確立、輸出市場開発、貿易インフラ
の整備）　③行政組織・体制の整備（人材育成制度、調査研究）　④特別
施策の策定（業種別振興策の策定、経済特別区開発戦略の策定）

2.アクション・プランの提案
1) 短期計画：① 体制整備（法、組織、INAPYMI、INAPYMI地域支援セン
ター、関連支援機関との協力関係構築、担当行政官の教育）　② 支援機
能の整備　③ 情報ネットシステム構築　④重要政策の策定（金融制度の
改革と拡充、人材育成制度、企業促進支援制度、INAPYMI地域支援セン
ターの機能整備、研究開発支援、情報システム構築と情報化支援、特別
税制）

2) 中長期計画：①金融制度の改善,強化　②情報システム構築と情報化
支援　③ コンサルタント資格認定制度の構築　④研究開発体制の整備　
⑤創業の促進

（平成15年度　在外調査）
現況に関わる情報不足であるため、プロジェクトの現況は暫定措置である。

2003.3現在：案件担当者(国内）が退職したため、情報収集は困難。
フォローアップ調査（国内調査）終了年度：2003年度
本調査を担当したコンサルタントの担当者が退職し、調査不能となり、国内調査は
2003年3月で打ち切った。

M/P／工業一般

報告書の内容

- 441 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 KIR 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

キリバス

太陽光発電地方電化計画

A Study of Utilization of Photovoltaics for Rural
Electrification

高橋　昌英

(株)四電技術コンサルタント電機部部長

92.3.7～29(4名），92.6.8～7.12(5名）
93.1.1～2.14(4名)，93.7.19～8.5(4名)
94.1.27～2.17(6名)　　計5回，143日間

6

2～5

188,364 千円

973.00 人月

1996/3/1

（株）四電技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

・Mr. Rutete Ioteba
  Acting Energy planner MWE
・Mr. Terubentau Akura
  Manager SEC

1.太陽光発電ｼｽﾃﾑを設置した
　(1) 一般家庭用　　120WP　55戸
　(2) 集会所用　　　720WP　 1戸
2.ｷﾘﾊﾞｽ政府が維持管理し、電灯供給を継続するた
め、
　初期50$、毎月9$を徴収する。
3.地域住民の生活向上がはかれる。さらに普及するこ
　とを期待する。
4.1994年12月、SECの担当者に逢ったところ、ｷﾘﾊﾞｽ
　政府は地方電化計画を積極的に推進することが正式
　に決定したとのこと。
5.1995年10月ｸﾘｽﾏｽ島の電化計画の援助要請がある
　予定とのこと。

2002.3現在：変更点なし 　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
6.2000年にJICAｱﾌﾀｰｹｱ調査実施。　　　　　　　　　　　
　7.2000年よりEU無償支援による150セットの一般家庭
用システム導入が進められている
進行・活用

キリバス共和国の電化計画、住民の経済力、および住民の生活実態ニー
ズ等の調査をおこなった。
　1. キリバス政府は地方住民の生活レベルの向上に努力しており、特に
電気の供給は優先度の高い項目としており、かつ住民からの要請も強い。
　2. 同国は独力での資金調達は困難である。一方、国民の収入は一家族
あたり2,000～3,000A$/年であり、電気料金に多くの出費は困難であり、月
5～10A$程が限度であろう。
　3. 電力供給方式は集中と分散方式を検討したが、分散方式が適してい
る。
　4. 地方電化計画を成功させるには、システムの保守・維持管理が重要
であり、その組織の定形化と技術移転が重要である。
　5. 国策会社SECは充分その責務を果たすことと思われる。

　調査結果に基づき、次の場所に太陽光
発電ｼｽﾃﾑおよび気象観測装置を設置し
た。

(1) 太陽光発電ｼｽﾃﾑ
　　・一般家庭　　55ヵ所
　　・集会所　　　 1ヵ所
(2) 気象観測装置　 1式
(3) 四輪車　　　　 1台

　設置後1年経過して同ｼｽﾃﾑは順調に
稼動しており、保守も充分行われている。
　さらに、日本に引き続き、EUｸﾞﾙｰﾌﾟが、
日本のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄと同一の太陽光発電ｼｽ
ﾃﾑを250ｾｯﾄ取付している。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

設置後1年経過して同ｼｽﾃﾑは順調に稼動しており、保守も充分行われている。
さらに、日本に引き続き、EUｸﾞﾙｰﾌﾟが、日本のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄと同一の太陽光発電ｼｽﾃﾑ
を250ｾｯﾄ取付している。

1.現地住民は、明るい電灯に非常に興味を示し、さらにﾃﾚﾋﾞ、ﾋﾞﾃﾞｵを見ることを望
　んでいる。
2.今後住民の現金収入の見通しがつけば、ﾃﾚﾋﾞ、ﾋﾞﾃﾞｵの要求とともに電化が早く普
　及すると考える。

M/P／新・再生エネルギー

報告書の内容

- 442 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 SLB 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ソロモン

長期電力開発マスタープラン調査

Master Plan Study of Power Development in
Solomon Islands

村田孝久

（株）東電設計

98.12.18～99.3.31/99.5.17～00.3.31/00.5.10～
01.3.20

8

10～12

161,494 千円

50.08 人月

01. 1

東電設計（株）
アイシーネット株式会社

天然資源省(MNR)、ソロモン諸島電力公社
(SIEA)

2002.3現在：変更点なし
2003.3現在：情報なし
(平成16年度在外調査)　電力開発M/Pは、2005年初め
に内閣に提出される予定である。それまで、期限に間
に合うように、特にM/Pで確認されたプロジェクト実施の
資金調達の条件を満たすために、早い時期での準備
作業をJICA事務所と連係しながら進める。
(平成17年度在外調査)　政府は現在、1999年から2003
年にかけての民族間の緊張により起こった経済的不況
と社会的後退による資金面の問題に直面しており、提
案事業実施に係る資金調達は厳しい状況となってい
る。特に、政府は世銀及びその他の二国間/多国間金
融機関への債務帳消しを求めており、新規の電力セク
ター投資は減少すると考えられる。

遅延

1.フィージビリティ：有り
EIRR＝　9.63%　　　　　　FIRR＝　8.38％

2.系統や小水力による電力供給計画や太陽光発電による農村の電化計
画は実現の可能性があるものと考えられ、特に太陽光発電家屋電化シス
テム（SHS)による有効な地方電化計画を実施すべきである。また、太陽光
発電家屋電化システム（SHS）による地方電化の実現に向け、パイロットプ
ロジェクトを実施すべきである。

3.SHS普及にあたり、SHS発電設備に関する教育・訓練が出来るPV訓練セ
ンターを設立することが必要。

(平成16年度在外調査)　ソロモン諸島政
府は、RAMSIの協力によって、法と治安
の回復に成功し、経済的回復に着手し
た。ソロモン諸島の再生のためには、地
方への電力供給が不可欠である。化石燃
料への依存を避けるため、再生可能エネ
ルギーの活用が重視されている。
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

F/Sの実施に至っていない。民族紛争が解決し、電化対象地域の安全が確保された
後は、実施促進すべきと思われる。
(平成15年度在外調査)　本計画が提出された当初から、政府からは低い優先順位し
か与えられなかった。これは、政府が社会セクターを優先するようになったからであ
る。このような優先度の低下によって、資金調達が難しくなった。
　もし資金調達が可能であったならば、いくつかの提案されたサイトでのプログラムの
実施に至っていたかもしれない。本調査が行われてから経過した時間を考えると、プ
ロジェクトサイトや必要な経費について、再検討する必要がある。
(平成15年度国内調査)　停戦協定後も民族紛争が絶えず、日本政府ODA案件が進

(平成17年度在外調査)　特記事項なし

M/P／エネルギー一般

報告書の内容

- 443 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 BGR 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

ブルガリア

省エネルギー計画

The Study on the Rational Use of Energy in the
Republic of Bulgaria

井口　光雄

(財)省エネルギーセンター

92.6.15～7.10／92.10.20～10.30
93.2.15～2.27／93.2.26～3.28
93.5.29～7.10

3/3/3/6/7

3～5

261,674 千円

人月

1994/3/1

（財）省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ

Ministry of Industry
 Dobrin Oreshkov
 (Team Leader & Electric Expert)
 Valentin Stankov (Heat Expert)
 Mitko Dimitrov (Heat Expert)
 Nestor Nestorov (Heat Expert)

本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの次期事業としてのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協
力「ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」の正式要請が
ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ政府からあり、1994年1鎌に東欧省ｴﾈﾙｷﾞｰ基
礎調査、1994年11月に事前調査、1995年5月に長期調
査を実施し、1995年8月にR/Dを締結した。ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開
始は1995年11月とし、協力期間は5年間である。1995
年11月に産業省内にEEC(Energy Efficiency Center)が
設立され、同時に11月から1996年2月にかけて長期専
門家4名を派遣するとともに研修員の受入を実施してい
る。1996年6月に供与機材(計測機器類)ｷｬﾘﾌﾞﾚｰｼｮﾝ
のために短期専門家2名を派遣した。1996年11月に製
鉄工場(電気炉)診断のために短期専門家2名を派遣し
た。1997年2月に繊維工業及び肥料工業予備診断の
ためそれぞれ短期専門家3名、合計6名を派遣した。
1997年3月にｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ2名を受入れ、計測実習指導
を行った。1997年6月3名(肥料)同11月2名(繊維)1998
年2月2名(肥料)同7月2名(医薬品)の短期専門家を派
遣した。1997年11月に巡回指導調査団を派遣した。(*)
へ続く
進行・活用

1. エネルギー需給、省エネルギー政策の問題点：1）エネルギー需給上の
問題点　2）省エネルギー政策上の問題点
2. エネルギー政策の確立：1）エネルギー供給政策　2）省エネルギー政策
3. エネルギー主管組織の明確化
4. エネルギー価格の適正化：1）原価主義に基づく適正な価格の設定　2）
二部料金制の導入
5. 省エネルギー施策実効機関の設置
6. 工場省エネルギー推進施策：1）エネルギー多消費工場での省エネル
ギー推進の強化　2）省エネルギー推進のための工場での技術的判 断基
準の設置　3）省エネルギー推進のための接技投資促進策　4）省エネル
ギーの普及啓蒙、情報提供、表彰
7. 技術開発
8.ブ ルガリアの製造業部門の省エネルギー促進のために次の5工場をサ
ンプルとして調査し、技術的改善の提言をした。1）洗済工場　2）ガラス工
場　3）繊維工場　4）製紙工場　5）食用油工場

1.国家計画(1995～1998年)に、エネル
ギー計画が盛り込まれた。
2.産業省内に省ｴﾈﾙｷﾞｰ主管機関として
省ｴﾈﾙｷﾞｰ部が設立された。
3.1995年8月、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力　
「ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」
(1995.11.1～2000.10.31)のR/Dが締結さ
れた。活動内容は「工場診断・改善指導」
「情報提供」「施策提言」「広報」等。1996
年度までの実績は専門家派遣18名、ｶｳﾝ
ﾀｰﾊﾟｰﾄ受入2名、機材供与17,711千円。
4.報告書は「省ｴﾈﾙｷﾞｰ改善」の資料とし
て活用されている。
5.省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰは供与機材を使用し
て、有料の工場診断を実施している。
6.省ｴﾈﾙｷﾞｰ政策に係る最高意志決定機
関として、閣僚会議直属の省ｴﾈﾙｷﾞｰ委
員会(ﾒﾝﾊﾞｰ25名)が設置され、政策の立
案と実施に際しては、産業省に属する省
エネルギーセンターと緊密な連絡を取り
合っている。現在国会で審議中の省ｴﾈ
法案は、両組織の共同作業により作成さ
れた。
(1998年11月現地調査)

（平成15年度　国内調査）
情報なし

(*)
1998年2月にｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ2名を受け入れ、省ｴﾈ技術指導を行った。
1998年6月以降、8名の短期専門家を派遣した(食品、ｶﾞﾗｽ、繊維、炉、計測、紙等)
1998年12月に巡回指導調査団を派遣した。
1999年4月に研修生1名を受け入れた。

研修生受入れ：1999年 4月(省ｴﾈﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ1名)
　　　　　　　　　1999年10月(電気省ｴﾈ1名)
　　　　　　　　　2000年 3月(省ｴﾈ政策1名)

技術移転:1. ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対し、現地において調査団携行機材を使用した工場診
断技術をOJTにより指導した。2. 1992年11月及び1993年11月、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ各2名に
日本で以下の研修を行った：(1) 日本の省ｴﾈﾙｷﾞｰ政策　(2) 産業界の省ｴﾈﾙｷﾞｰ推
進方法
(3) 工場の省ｴﾈﾙｷﾞｰ優秀事例
2000年3月:終了時評価調査実施　10月31日ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ完了

M/P／エネルギー一般

報告書の内容

- 444 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ブルガリア

鉄鋼産業再構築及び近代化計画調査

Study of Restructuring and Modernization of the
Steel Industry in the Republic of Bulgaria

百合野　貴之

川崎製鉄(株) 人事部付

95.5.13～5.23/95.7.1～8.8/95.11.4～11.28

16

5～7

470,328 千円

58.27 人月

1996．3．1

川崎製鉄（株）
住友金属工業(株)

ブルガリア共和国産業省
金属局局長
Mr. P. Gowanov

1997.6：政権交替(1997年4月)で、窓口が変わり、
OECF資金のための政府L/Gは出ないことが判明。ど
のような資金で行うか検討中。
1997～1998：IMFの管理下にて民営化が進められてお
り、ｸﾚﾐｺﾌﾁ製鉄所も対象となっている。
1999年7月にｸﾚﾐｺﾌﾁ製鉄所は地元のDura Metals (現
地のﾄﾚｰﾀﾞｰ)が71%の資本を握り民営化された。その他
の4製鉄所に関しては不明。
2003.3現在：変更点なし。（PCI、転炉改造の各案件も
検討しているようであるが、資金手当ても含め、進捗は
認めにくい。）
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

(調査目的)
　ｸﾚﾆｺﾌﾁ、ｽﾄﾏｰﾅ、ｶﾒｯﾄ、ﾌﾟﾛﾒｯﾄ、ﾚｺｺの5つの製鉄所を対象に、鉄鋼産
業の再構築のための近代化計画を策定した。

(提言内容)
 近代化対象である5製鉄所に対して9ｼﾅﾘｵの近代化案を検討・呈示し、
10年間に行うべき内容として、以下の点を提言した。

1)ﾌﾟﾛﾒｯﾄ製鉄所の閉鎖・ｸﾚﾐｺﾌﾁ製鉄所を中心とする生産能力の適正化
(350万t/年から186万t/年へ)
2)操業改善による生産ｺｽﾄの削減
3)公害防止対策
4)人材育成
5)近代化必要金額:約270百万US$　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ鉄鋼業は国際競争力に乏しいため、生
産能力の調整は大幅な下方修正を強いられて
いる。
1)ﾌﾟﾛﾒｯﾄに代わり、ｶﾒｯﾄ製鉄所を完全閉鎖
(1998年初)。
2)ｸﾚﾐｺﾌﾁ製鉄所は3台の高炉のうち1台を停
止、また電気炉2台のうち1台を停止。生産量を
年間230万ﾄﾝから160万ﾄﾝへと30%削減した。
3)ｽﾄﾏｰﾅ製鉄所では3台の電気炉のうち2台の
み操業。生産量も25%削減(年間80万ﾄﾝから60
万ﾄﾝ)。
4)操業効率の改善:ｸﾚﾐｺﾌﾁ製鉄所において、
連続鋳造技術の導入が図られている。来年度
初めにも、基礎設備の組み立てに取り掛かる予
定。実施が遅れたのは、ひとえに資金面の手当
ての問題による。プロジェクト全体の必要経費
は80百万米ドルとされている。但し、本プロジェ
クト完成後は年間50百万米ドルのコスト削減が
可能とされる。
5)上記の生産設備改善に伴い、ｸﾚﾐｺﾌﾁの旧生
産設備はｽﾄﾏｰﾅ或いはﾌﾟﾛﾒｯﾄに移設する計画
もあり。
6)以上の鉄鋼業再編のための諸プロジェクト
は、本件JICA調査報告書を基に、ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ政府
自らが作成した"National Program for
Restructuring of Steel Industry in Bulgaria"に
準拠している。(1998年11月現地調査)
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

1997年に対外支払不能となり、IMFの管理下となり、国営企業の民営化が進行中。鉄鋼業も民営
化対象となっている。このために、政府L/Gを要する。OECF、輸出入銀行といった資金調達の目
処がつかない状況。従って、民営化後の新ｵｰﾅｰの動向を注視する。
　民営化後のKremikovtziに関してはｵｰﾅｰであるDura Metalsは3年間でUS$300Milの投資を行
うことをﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ政府に約束しており、現在投資案件についての予算引合いを出している。
　投資案件としては、JICAのM/P Planで提案しているものも含まれているが、より製品に近いとこ
ろの投資案件(多くは細々とした改造案件)も含まれている。
　川崎製鉄としては、細々とした投資案件は競争力が無いことから、JICAの調査時に提案した案
件のうち、高炉へ微粉炭吹込み装置(PCI)導入と転炉の改造の2案件に関しての参画を検討して
いる。
(平成15年度国内調査) 変更点なし（PCI 転炉改造の各案件も検討しているようであるが 資金

閉鎖したｶﾒｯﾄを除く4製鉄所の全てにおいて、株式会社化は終了している。今後の
課題は株式を民間に売却することによって政府持ち株の割合を減らし、新の意味の
民営化を達成することである。(1998年11月現地調査)
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容

- 445 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 HUN 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

ハンガリー

省エネルギー計画

The Study on Rational Use of Energy in the
Republic of Hungary

井口　光雄

(財)省エネルギーセンター

91.7.22～9.20

17

2～3

155,473 千円

30.07 人月 （内現地15.91人月）

1992/9

(財)省エネルギーセンター

ハンガリー政府経済省エネルギー局

2002.3現在：変更点なし

進行・活用

1.ﾊﾝｶﾞﾘｰの製造業部門の省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進のために、政府(工商業省)、ｴﾈ
ﾙｷﾞｰ管理安全公社(AEEF)および省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進に関する機関の省ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ促進活動を調査し、以下の提言をした。

　1)ｴﾈﾙｷﾞｰ価格の市場原理に基づく決定
　2)省ｴﾈﾙｷﾞｰ法の制定
　3)省ｴﾈﾙｷﾞｰ技術開発
　4)情報提供
　5)工場省ｴﾈﾙｷﾞｰ診断
　6)省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進ｾﾝﾀｰの設立

2.ﾊﾝｶﾞﾘｰの製造業部門の省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進のために次の5工場をｻﾝﾌﾟﾙ
として調査し、技術的改善の提言をした。

　1)繊維工場
　2)ﾀﾞｲﾔ工場
　3)ｱﾙﾐﾅ工場
　4)ｾﾒﾝﾄ工場
　5)鉄鋼工場

　ﾊﾝｶﾞﾘｰのｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄであるAEEFは付
与された工場省ｴﾈﾙｷﾞｰ診断機材を用い
て、工場に対して省ｴﾈﾙｷﾞｰ診断を実施
した(1994年3月現在)。

1993年ﾊﾝｶﾞﾘｰ初の国家ｴﾈﾙｷﾞｰ政策公
布。
1996年省ｴﾈﾙｷﾞｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、国会により認
可。
1997年省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰを設立
電気／ｴﾈﾙｷﾞｰ価格は完全に自由化され
ており、現在では西欧との間には価格差
はない。
(1998.11現地調査)

技術移転例
1.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対する現地でのOJTとしては、携行機材を使用して工場のｴﾈﾙｷﾞｰ
   診断技術の指導を行った。
2.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ3名が日本で以下の研修を受けた。
  1)日本の省ｴﾈﾙｷﾞｰ政策研修                    2)工場の省ｴﾈﾙｷﾞｰ優秀事例研修
  3)産業界での省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進方法研修    4)ｴﾈﾙｷﾞｰ診断機材取扱い研修

M/P／エネルギー一般

報告書の内容

- 446 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 HUN 102

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ハンガリー

中小企業振興計画調査

The Development Study on the Promotion of Small
and Medium-sized Enterprises in the Republic of
Hungary

稲員 祥三

ユニコ インターナショナル（株）

00.6～7/00.9～12

16

12

198,528 千円

51.53 人月

00.　12

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
株式会社三和総研

ハンガリー共和国　経済省

JICA専門家が、最終報告書提出時から長期派遣され
提案事項のフォローアップを行なった。特に下請け振
興のために、学生の起業家育成制度として「のれん分
け制度｣を考案・実施されたという情報を得ている。
(2003.3現在）
(平成15年度在外調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

調査実施時、同国は市場経済の体制を導入中であった。中小企業振興
における政府の役割と市場経済化を念頭において提言内容をまとめた。

提案事項:開発目標:競争力のある中小企業育成
（戦略1）中規模･小規模支援充実
（戦略２）振興策と制度の末端への浸透
（戦略3）設備近代化と技術革新
（戦略4）下請け取引き振興
（戦略5）成長産業の創業支援具体的施策として、政策提言8件、提案プロ
グラム13件を提案した。

2001年12月末現在、提案内容が実現/具
体化されたという情報はない。JICA専門
家（長期派遣：「ハンガリーにおける中小
企業発展」2000/10/14～2002/10/13）が
フォローアップを行い、のれん分け制度を
実現／具体化(2002.3現在)。
(平成15年度国内調査)　上記のJICA専
門家が本件フォローアップのため2年間
派遣され、下請け振興のため、のれん分
け制度を実施に移した。日系企業一社が
実施に移した。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

調査実施時、同国は市場経済の体制を導入中であった。中小企業振興における政
府の役割と市場経済化を念頭において提言内容をまとめた。
(平成15年度国内調査)　左記のJICA専門家が本件フォローアップのため2年間派遣
され、下請け振興のため、のれん分け制度を実施に移した。日系企業一社が実施に
移した。
(平成16年度国内調査)　進捗情報なし。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

M/P／工業一般

報告書の内容

- 447 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 POL 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

ポーランド

国有企業リストラクチャリング計画

The Study on Restructuring Plan of Enterprises
Controlled by the State in the Republic of Poland

渡辺　陽

(株)サイエス

96.8.17～9.25／96.11.16～12.15
97.2.23～3.6

4

8～9

147,824 千円

38.66 人月

1997.3

(株)サイエス
(財)国際開発センター

ポーランド政府経済省
Ministry of Economy of the Republic of Poland

1998年2月ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査団が2ヵ月間の現地ﾌｫﾛｰｱｯ
ﾌﾟ調査及びｾﾐﾅｰを行った。

2002.3現在:新情報なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：情報なし

（平成15年度　在外調査）
情報なし

進行・活用

2001年に向けて、ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞの国有企業は全て民営化を迫られている。ﾐｴﾚ
ﾂｴﾝｼﾞﾝ社の調査を通し、C/Pたる経済省に行った提言は全産業に広く役
立ったこととなった。

提言内容：
　1.2000年の自動車産業のｸﾞﾗﾝﾄﾞﾌﾟﾗﾝ策定、政府との協力
　2.工業会と技術協会の設立
　3.国内部品産業の育成
　4.輸出政策
　5.現場改善と現場ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

1.1997年3月にﾐｴﾚﾂｴﾝｼﾞﾝ社ﾄｯﾌﾟﾏﾈｰｼﾞ
ﾒﾝﾄは中・長期案件作成を確約した。

2.現場改善ｻｰｸﾙﾁｰﾑの活動が成功し、
全従業員の参画意識が高まった。

3.各種業界団体が編成され始める。全体
の総括組織としてﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ商工会議所を
設立(1998.11現地調査)。

フォローアップ調査（国内調査）終了年度：2003年度
終了理由：本調査を担当した国際事業部が組織改編により解散になり、担当コンサ
ルタントへのアンケート調査実施が困難になったため。

M/P／工業一般

報告書の内容

- 448 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 POL 102

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ポーランド

省エネルギー計画マスタープラン調査

The Master Plan Study for Energy Conservation in
the Republic of Poland

竹村洋三

（財） 省エネルギーセンター

97.3～99.3

19

8～11

394,033 千円

25.00 人月

2000.4

（財）省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ
財団法人日本エネルギー経済研究所

全国省エネルギー公社(KAPE)

Dr.　Roman Babot
(Director of International Cooperation
Division)

提言された内容の一つである｢省エネルギー技術情報センター
（ECTC)｣の早期設立の為短期専門家2名が派遣され｢ECTC　
Project　Feasibility　Study｣が作成された。
2000.10 プロジェクト方式技術協力「省エネルギー技術情報セ
ンター」プロジェクトのための基礎調査
2001.5  第一次短期調査
2001.7  第二次短期調査
2001.12 第三次短期調査
2002.2  第四次短期調査が実施され、現在、口上書署名およ
びR/D締結待ち（2003.1現在）
(平成16年度国内調査）
・ポ・日省エネルギー技術センター（ECTC)プロジェクト開始：
2004/7/1～4年間
・長期専門家派遣（熱、電気、調整員各1名）：2004/7、リー
ダー：2004/10～

進行・活用

1) ｢省エネルギー技術情報センター（ECTC)｣の設立
2） 人材育成
3） モデル工場選定。モデル工場を通じた省エネの意識、技術の普及
4） 省エネ事例、機器の普及、導入促進
5） ESCO育成経済省、大蔵省、環境省、建設省にて構成するステアリング
コミッティを組織し、開発調査期間中3回のコミッティを開催。

(平成15年度在外調査)　レポート提言に基づ
き、省エネルギー技術センターを設立。2003年
10月にプロ技「省エネルギーセンター」の口上
書を交換。来年度に長期専門家派遣、機材供
与、研修員受入を開始すべくR/Dを準備中。
(平成16年度在外調査)　技術協力プロジェクト
「ポーランド・日本省エネルギーセンター」、R/D
締結：2004年6月9日、プロジェクト実施期間：
2004年7月1日～2008年6月30日。
(平成17年度国内調査)
次段階事業：　ポ・日省エネルギー技術セン
タープロジェクト
実施時期：
　　事前評価調査　－　2004年1月
　　4分野の短期調査　－　2004年3－8月
　　実施協議調査（R/D締結）　－　2004年6月
　　運営指導調査（予定）　－　2005年12月
　設計・工事時期：　2003年12月-2004年3月
　進捗状況：　100%
　内容：　日本側が用意した設計仕様書に基づ
いて研修用設備（ボイラー、バーナー、ポンプ、
ファン、コンプレッサー）の現地調達・据付工事
を行った。
　状況：
2004年6月9日　R/D締結
2004年7月　JICA長期専門家派遣
2005年5月　ポ・日省エネルギー技術センター
(ワルシャワ工科大学内)オープン
　　2005年11月1日　JICA長期専門家4名派遣
中(チーフアドバイザー、業務調整、省エネル
ギー技術(熱)、省エネルギー技術(電気))

ポーランドはEU早期加盟を目指しており、加盟要件の一つとしてエネルギー効率向上、環境負
荷低減があるため、省エネ推進は必須の課題である。
(平成15年度国内調査)　2003年8月19日　小泉首相とレシェック首相の会談後、共同声明で本プ
ロジェクトの早期開始を発表。同年11月4日　ポ日間で口上書署名完了。
(平成15年度在外調査)　レポート提言に基づき、省エネルギー技術センターを設立。来年度に長
期専門家派遣、機材供与、研修員受入を開始すべくR/Dを準備中。
(平成16年度国内調査)
次段階調査：
　１）事前評価調査（2年間停滞の状況変化調査）：2004/1/14～1/28
　２）短専調査（需要調査、機材調達調査等）：2004/3/28～2004/6/6
３）実施協議調査（R/Dミ シ ン） 2004/6/2 6/20

・平成10年度2名、平成11年度1名の研修員を日本へ受け入れ
・平成10年3月中間報告セミナー、平成10年10月測定機材デモンストレーションを実
施。
(平成17年度国内調査)
技術協力：　　研修：　計4名　専門家派遣：　計9名

M/P／エネルギー一般

報告書の内容

- 449 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PRT 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

ポルトガル

アベイロ・ビゼウ地域工業振興総合計画

The Industrial Development Promotion Study of
Aveiro-Viseu Region in the Portuguese Republic

相原　宣夫

ユニコ　インターナショナル(株)

91.6～92.5

8（＋通訳1名）

3～4

165,460 千円

41.97 人月

1992/7

ユニコ　インターナショナル(株)

Instituto do Comercio Externo de
Portugal-ICEP
Prof. Miguel Athayde Marques (Vice
President)

・ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙは本調査中にDACに加盟したため、地域を
変
　えてのJICA調査依頼があったが、協力不可能という
　ことになった。
・ICEP/東京の説明によると、本調査の提言、特に
　「ﾋﾞｾﾞｳ地区の総合開発」の項を読んだﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙの
　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ会社(財閥系企業)が興味を持ちﾋﾞｾﾞｳ市
　長に相談し、ﾋﾞﾃﾞｳ市長は用地の無償提供を申し出
　たとのことである。財閥系企業としてﾊｲﾃｸ工業の開
　発を行いたいとのことである。
・ﾊｲﾃｸ工業団地開発のため、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ財閥は、日本の
　ﾊﾟｰﾄﾅｰを捜しているとのこと。弊社に問い合わせが
　あり。心当りに話をするつもりである。
　(1994年3月現在)

2002.3現在:進捗状況不詳
2003.3現在：情報なし

進行・活用

(基本戦略)
1.環境と調和した工業振興
2.ｱﾍﾞｲﾛ地区工業の近代化を再構築
3.ﾋﾞｾﾞｳ地区工業の加速的振興
4.工業の波及とﾘﾝｹｰｼﾞ
5.中小規模伝統工業の近代化

(基本戦略実現の手段)－ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
1.工業団地の造成
2.産業廃棄物中央処理現場建設
3.工業再配置
4.外国企業とJ/V促進
5.外国大型投資の誘致
6.住環境の整備
7.ﾋﾞｾﾞｳの空港の整備
8.経営者の再教育
9.中小企業向制度金融

(ﾋﾞｾﾞｳ地区の総合開発計画)
　特に工業後発地域ﾋﾞｾﾞｳについて、上記手段のうち1,6,7を組み合わせ
たﾃｸﾉﾎﾟﾘｽ･ﾋﾞｾﾞｳの総合開発計画を提案した。

　欧州諸国から誘致促進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに工業
用地の無償提供を組み入れ、1992～
1993年の投資実績を前年比30%にまで上
げることができた。日本からの投資誘致に
もこのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが適用されているが、投資
実現までには至っていない。

　提言内容は自治体によるﾊｲﾃｸ工業団地の開発であったが、実施母体が設立され
るまでに至らず、代わってﾊｲﾃｸ工業団地開発を含めたJICAﾚﾎﾟｰﾄ提言実現化のた
めのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟｸﾞﾙｰﾌﾟが形成されている。その間、市は独自の外資誘致に対し、土
地の無償提供を行っている。
　その後、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ南部で自動車関連の投資が進み、部品産業については、一部本
調査対象地域においても企業の進出が見られる。その際、提言した投資振興策が
参考とされている。
(1999年12月現在)

M/P／工業一般

報告書の内容

- 450 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 ROM 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ルーマニア

有害廃棄物管理計画

Master Plan on Hazardous Waste Management in
Romania

坂口　喜市郎

(株）エックス都市研究所

2002.02－2003.07

12名

13～15

296,858 千円

53.85 M/M

2003年8月

㈱エックス都市研究所
三井金属資源開発（株）

水利環境保護省
（現・農業・森林・水利・環境省）

(平成16年度調査)　調査終了と同時期にルーマニアに
おいて、省庁再編があった。本調査で作成した有害廃
棄物管理にかかる｢国家戦略と行動計画」は正式に国
家計画として取り入れられることとなったが、実施体制
の改変を受けて今後動向を注視する必要がある。
(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

進行・活用

上位目標：ルーマニアにおいて政府と民間の両レベルにおいて有害廃棄
物管理にかかる意識が向上し、管理が適切になされ、有害廃棄物による
環境汚染が低減する。

プロジェクト目標：ルーマニアにおいて、国家計画として有害廃棄物の減
量化及び適正処理システムを構築するための有害廃棄物管理計画及び
アクションプランを策定する。

有害廃棄物管理の目的と対策
1. 政策と法律
環境に良く経済的に効率的で、社会的に公正な（例えば汚染者支払い原
則の実現等）有害廃棄物管理システムを作る。
2. 制度・組織面
政府組織の行政能力強化
3. 人材育成
国、地方のレベルで量質とも必要十分な人材を供給する。
4. 廃棄物発生抑制
4.1 有害廃棄物の発生抑制および可能な限り近隣処理の原則を奨励し適
用する。
4.2 有害廃棄物の健康と環境への影響を最小限にする。
4.3 資源の効果的利用を最大化する。
4.4 生産性を向上し費用を節約する。
5. 廃棄物の収集輸送
有害廃棄物専用の収集輸送サービスを構築する。

(平成17年度国内調査）　JICA調査にお
いて策定した「ルーマニア国家有害廃棄
物管理戦略」は、2003年7月に法的に正
式な戦略として採用されるに至る。

(平成16年度調査)　調査終了と同時期にルーマニアにおいて、省庁再編があった。
本調査で作成した有害廃棄物管理にかかる｢国家戦略と行動計画」は正式に国家
計画として取り入れられることとなったが、実施体制の改変を受けて今後動向を注視
する必要がある。
(平成17年度国内及び在外調査)　調査結果が活用されている。

(平成17年度国内及び在外調査)　特記事項なし

M/P／その他

報告書の内容

- 451 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 LTA 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

リトアニア

パルプ･製紙工業開発計画調査

The Study on the Development of Pulp and Paper
Industry in the Republic of Lithuania

白石 正明

ユニコ インターナショナル（株）

00.2～1.17ヶ月/00.5～2.13ヶ月/00.10～0.33ヶ月

13

11～12

177,401 千円

45.71 人月

00. 11

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

経済省工業戦略局
Osvaldas Ciukysys　(経済副大臣)

最終報告書提出直前（10月）に総選挙が行われ、2001
年1月に新内閣が成立したが、その後数次にわたる内
閣改造により経済省大臣も3回交代したため、4月の閣
議で実施促進の決定が行なわれたにもかかわらず、本
プロジェクトの実施決定は7月の内閣改造まで中断され
た。タスクフォースチームは経済省大臣を主任、同省副
大臣を副主任とし、全体で16名の構成となっており、メ
ンバーには国会副議長、国会議員、LDAスタッフ等を
含む。プロジェクトの実施促進活動は2001年8月27日、
世界の主要紙・パ企業93社に対する勧誘書類の送付
を以って開始された。しかし、世界不況を反映し、回答
は思わしくなく、同国の在外公館を通じた勧誘を継続し
ているが、この先の実施促進策につきJICAの協力を期
待している。

2003.3現在：情報なし

（平成15年度　国内調査及び在外調査）　情報なし

遅延

独立回復後、リトアニア経済は他の市場経済移行国と同様に低迷を続け
ている。特にロシア偏重の市場・経済体制はロシア経済の不安定さを直接
反映している。同国は国内資源にも乏しく、長期的に経済安定化の基礎と
なるべき産業の開発に努力しているが、農業も鉱業も不振を極めている。
かかる状況下、リトアニア政府は、唯一国産資源として持続的に供給可能
な森林資源に着目し、林産工業の開発を重点政策として取り上げ、その
一環として大型パルプ工業の実現を図ることを目的に日本政府に対し本
件計画調査への協力を要請した。また、典型的資本集約型工業であるパ
ルプ工業の実現には、同国の資本力では到底実現不可能との判断から、
外国資本の導入を前提とした計画作成を意図しており、外国企業誘致の
目的も調査の範囲に含まれている。

市場調査、原料調査、立地選定、立地環境調査、投資環境調査、工場設
計、経営計画、財務分析等が調査内容の主要な部分を構成し、原料供給
の量的可能性（持続的供給力）と価格的競争力、立地環境の適性と選定
（公害負荷の測定を含む）、製品の価格競争力等、通常のF/Sとしての必
要項目は全て含まれている。政府による積極的政策支援の提案策定等が
調査内容の中で重要な点となっており、外資導入を実現するための手段
として「投資促進資（INVESTMENT GUIDE）」を作成し、主要先進国の製
紙メーカーを中心とした投資家に対し戦略的働きかけを行なう戦術提案が
含まれている。この他、リトアニアの既存製紙メーカーの整理統合提案、古
紙回収・利用に関する政策提案を行なっている。

本調査で特別重要とされる環境対策については、EU加盟を前提とした環
境基準の充足が条件となることから、紙・パルプ産業を対象としたEUの
Best Available Technologyの適用を中心に工場設計が行なわれた。この
中には乾式デバーカー､ECF/TCF法による漂白、酸素脱リグニン等が含
まれ、この他用水のリサイクル利用、熱回収と効率利用（省エネ）によるエ
ネルギーの自給システム、排水のバイオ処理等が含まれている。

 ①投資勧誘のためのタスクフォースチー
ムの形成

 ②政府内（閣議）で本プロジェクト推進の
合意取り付け（2001.4）

 ③INVESTMENT GUIDEの配布 （世界
の主要紙・パ企業93社）

 ④投資勧誘活動の継続実施（在外公館
ベース）

プロジェクトの実施促進活動は2001年8月27日、世界の主要紙・パ企業93社に対す
る勧誘書類の送付を以って開始された。しかし、世界不況を反映し、回答は思わしく
なく、同国の在外公館を通じた勧誘を継続しているが、この先の実施促進策につき
JICAの協力を期待している。

（平成16年度　在外調査）
　提案プロジェクトの実施は、世界の製紙市場が停滞しているという背景と同時に、
プロジェクトは大型で巨額投資を伴う事実などにより、困難である。事実、大多数の
製紙業者は、新規の大型投資を嫌っている。大きな投資を必要とするこのようなパル

（平成16年度　在外調査）
　2003年、経済省（Ministry of Economy）は、製紙工場のために選出された三箇所
の候補地における環境インパクト調査を開始した。リトアニア地質・地理研究所
（Lithuanian Institute of Geology and Geography)により、調査が進められている。

M/P／その他工業

報告書の内容

- 452 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 SLO 101

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

スロベニア

マリボール市産業廃水予備処理及び使用合理化
計画調査

The Study for the Sanitation of the Drave River by
Waste Water Pretreatment and Conservation in
Industry in the City of Maribor

後藤　藤太郎

(財)造水促進センター

95.3～97.3　（都合5回派遣）

11

10～12

130,535 千円

50.08 人月

1997.3

（財）造水促進ｾﾝﾀｰ

環境省
マリボール市

下記の通り個別専門家が派遣された。

1997年 9月～1999年 8月(2ヶ年)
長期専門家　(水使用合理化)

1997年10月～1997年12月(3ヶ年)
短期専門家　(排水処理専門家)

1998年 9月～1999年 8月(1ヶ年)
長期専門家　(排水処理)

2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：情報なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

　ﾏﾘﾎﾞｰﾙ市はｽﾛｳﾞｪﾆｱ第2の都市(人口15.2万人、1994年)であり、原材料
を加工し販売する工業都市であるが、この10年企業のﾘｽﾄﾗの結果、不況
による失業者が深刻である。そのため、環境ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへの投資は不十分
な状況にある。

(提言内容)
1.産業排水及び予備処理
　・工場の産業排水実態把握のための専任担当者の配置、工場内におけ
る用水流量計設置、定期的な水質・水量の測定

2.水使用合理化
　・企業への技術的財政的援助、合理化を妨げないWWTP料金体系設定
　・用排水量の正確な把握と完全な水ﾊﾞﾗﾝｽ作成、用途別必要な最低量・
質の把握、工場の操業状況に対応した水ﾊﾞﾗﾝｽの見直し、経済性を確認
した上で実施可能なものから合理化実施

3.WWTP
　・料金設定基本方針－「費用は使用者支払料金で賄う」「平均処理費を
160SIT/m3とし産業排水の汚濁程度、量を増減する」「汚濁の程度を表す
指標はCOD,BOD,SSとする」

4.行政が採るべき施策
　・人材育成のための専門機関設置、専門家認定制度
　・環境対策に対する優遇制度設置－環境設備取得に対する税の減免、
環境設備投資に対する低利融資
　・環境関係ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ会社の育成
(その他)　ﾓﾃﾞﾙ工場20に対して、「用水・排水の現状分析、考察」「水使用
合理化のﾓﾃﾞﾙｼｽﾃﾑとその経済性評価」「廃水処理・予備処理のﾓﾃﾞﾙｼｽ
ﾃﾑとその経済性評価」「一部ﾓﾃﾞﾙ工場についての財務分析」を実施

提言内容を具体化するために産業排水
処理及び水使用合理化に関する個別専
門家を派遣し、ﾏﾘﾎﾞｰﾙ市の代表工場に
対し個別により詳細な指導をすることに
なった。

2000.10現在:　個別専門家派遣については、本調査の提言具体化のため、ﾏﾘﾎﾞｰﾙ
市より強い要請があった。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

M/P／その他

報告書の内容

- 453 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

オンビリン石炭開発計画調査

The Survey for the Rehabilitation of the Ombilne
Coal Mine

河合栄一／伊藤公彦

住友石炭鉱業(株)

78.1.10～3.31／78.4.1～79.3.31
79.4.1～6.9／79.11.7～80.3.31

8,11,9,5

52～54

180,878 千円

0.00 人月

1980/6

住友石炭鉱業（株）

鉱山省石炭公社
地質調査所

　勧告に従ってｵﾝﾋﾞﾘﾝ炭鉱のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝに関する
F/Sを1980年度に実施した。
　対象地域は
　　既存採掘区域　Sawah Rasau, Tauah Hitan
　　新規開発区域　Waringin, Sugar
　　Sugar地区ではS-13までﾎﾞｰﾘﾝｸﾞが実施された。
　　坑内採掘／露天採掘設備入荷
　　　（露天掘用は稼働中、坑内用は一部稼働中）
　1983～1986年に鉱山省と世銀との協力で炭鉱探査ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄが実施された。1990年にﾌﾗﾝｽよりｵﾝﾋﾞﾘﾝⅡ炭
鉱のF/Sが実施された。1996年1月現在ｵﾝﾋﾞﾘﾝⅡ炭鉱
開発を進める民間企業の入札を行っている。（1996年1
月現在現地調査結果）
　最終的に中国1社に絞り、細部ﾈｺﾞ中であるが、昨今
のｲﾝﾄﾞﾈｼｱの経済事情もあり、契約に至っていない
（1998年9月現在）。
　中国のｺﾝﾄﾗｸﾀｰとの交渉は現在も継続中で契約に
至っていない。（1999年11月現在）

進行・活用

1.計画の概要
　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府は、ｽﾏﾄﾗ西ｽﾏﾄﾗ州炭鉱の石炭増産を目的として、隣接地
区の炭量確認調査とﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝのF/Sを求めてきた。
　日本政府は、これに応じてﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ調査ﾁｰﾑを派遣し、8本の試錐を
1979年6月に終了した。
　その結果を分析すると、南方方面に炭層の拡がりが有望と推定され、こ
れに展開について確認しておくことが炭鉱開発のF/Sに資するので、さら
に2本のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞを行って炭層状況の調査を実施した。
　2本のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞは追加の意味をつけてS-3、S-4とし、予定掘削長は
S-3=650、S-4=700ｍである。
　　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施予定機関　P.N.Tambang Batubara,Unit
                            Produksi Ombilin
　　・建設予定地：ｵﾝﾋﾞﾘﾝ鉱区内（ｻﾜﾙﾝﾄ）
　　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ予算：支出推定40百万USﾄﾞﾙ（F/S：49百万USﾄﾞﾙ）
　　・設備能力及びﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ範囲：目標生産75万t/year
                                （1983年実績35万t）
2.結論及び勧告
　(1)S-3のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞの結果、A層1.35ｍ、C層3.85ｍの炭層を確認した。
    （742ｍ 掘削）
　(2)S-4については、炭層の存在が見られなかった。（399ｍ 掘削）
　(3)ｼｭｶﾞｰﾙ（Sugar）地域の地表調査を約14平方kmにわたり実施し、
　　　地質図（1/5,000）を作成した。
　(4)その他（今後のﾌｫﾛｰ）
　　 ｵﾝﾋﾞﾘﾝ炭鉱のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ（石炭輸送、港湾を含む）のF/Sの実施
　　　1980年度に予定する。

JICA実施のｻﾜﾙﾝﾄ（ｵﾝﾋﾞﾘﾝ）石炭開発計
画調査の概要・報告書提出後の状況に
ついては個別ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ要約表IDN008参
照。

資源調査／ガス・石炭・石油

報告書の内容

- 455 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

ルンプール地熱開発計画調査

The Feasibility Study for the Lempur Geothermal
Development Project in the Republic of Indonesia

江島　康彦

西日本技術開発(株) 地熱部長

81.2.3～3.26／81.7.6～7.16
81.8.24～11.10／82.6.20～7.6
82.7.25～83.3.31

19

55～58

422,614 千円

101.40 人月

1983/10

西日本技術開発（株）

鉱山エネルギー省火山調査所：
Volcanological Survey of Indonesia
(VSI)
W.Subroto Modjo (Chief of Geothermal Dev.)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
（結　論）
・調査井は噴出に成功し約20t/hを噴出している。
・Duabelas地区の地熱貯溜層の分布面積は1.5km程度
と推定され、開発可能出力が30MWが見込まれる。
・Sikai地区は有望と考えられるが、調査不足であるため
現時点では正当な評価ができない。

（提　言）
・Duabelas地区は30MWのﾎﾟﾃﾝｼｬﾙがあることが推定さ
れた。本地区のﾎﾟﾃﾝｼｬﾙを確認するための追加調査
が必要であるが、Lempur地域の電力事情を考慮して、
最初に5MWの小容量地熱発電設備を開発するための
技術的、経済的可能性調査結果を実施することを提言
する。
・引続きDuabelas地区並びにSikai地区の追加調査を実
施することが望ましい。

中止・消滅

実施機関
　VSI（火山調査所）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Lempur地域のDuabelasｴﾘｱ
総事業費：未定
実施内容：５MWの小容量地熱発電所の建設
実施経過
　計画開始時期　　未定
　計画完了時期　　未定
1.フィージビリティー：有り
（結論）
・調査井は噴出に成功し約20t/hを噴出している。
・Duabelas地区の地熱貯溜層の分布面積は 1.5km程度と推定され、開発
可能出力が30MWが見込まれる。
・Sikai 地区は有望と考えられるが、調査不足であるため現時点では正当
な評価ができない。

（提言）
・Duabelas地区は30MWのポテンシャルがあることが推定された。本地区の
ポテンシャルを確認するための追加調査が必要であるが、Lempur地域の
電力事情を考慮して、最初に５MWの小容量地熱発電設備を開発するた
めの技術的、経済的可能性調査結果を実施することを提言する。　
・引続きDuabelas地区並びに Sikai地区の追加調査を実施することが望ま
しい。

　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ担当機関の追加調査を実施したいとの意向から1986、1987、1988年度に
ｸﾘﾝﾁ地熱開発計画としてF/S調査を実施。

　資金及び技術力の不足からF/S調査が一時中断していた。

　1986年12月F/S以降、案件名は「ｸﾘﾝﾁ地熱開発調査」に変更された。

　1998年度後半に、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの資金でJICA供与の機材を使って小口径試験井（予
定深度1,000ｍ）が掘削開始された。しかし、掘削後の坑内ﾄﾗﾌﾞﾙ等により噴出には

技術移転
(1)調査手法、解決手法について担当技術者に簡単にﾚｸﾁｬｰを行った。
(2)解決手法について、日本の地熱地帯と当該地熱地帯について比較しながら、ﾚｸ
ﾁｬｰし、日本の地熱地帯、発電所、開発作業状況の視察を実施した。
(3)地熱井掘削機、坑井特性測定器を供与し、使用方法を指導した。

資源調査／新・再生エネルギー

報告書の内容

- 456 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

マレーシア

マレイシアサバ州石炭探査・評価調査

The Study on Coal Exploration and Assessment in
Sabah, Malaysia

島　健彦

三井鉱山エンジニアリング(株)

97.3～97.12/98.2～98.3/
98.7～98.10/99.2～99.7

7

8～11

265,020 千円

63.68 人月

1999．9．1

三井鉱山ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）
日鉱探開(株)

Minerals an Geosciences Department Malaysia
(Sabah)
Alexander S.W.Yan (Deputy Director)

1999年に実施された追加探査（4本の試錐：計890.43m）の結果、JICA調査で確認
した可採炭量（370万トン）以外にさらに130万トンの可採炭量を確認した。すなわ
ち、同地区には、500万トンの可採炭量が孵存していることになる。サバ州政府は、
JICA調査で実施した地域に隣接するマリアウ地域の石炭資源に関心を有しつつ
も、原始林保護を目的に、同地域内での試錐作業を含む探査活動を認めていな
い。このマリアウ地域の北西部に隣接するピナンガ地域で探査活動が行われてい
る。低硫黄含有率の高揮発分瀝青炭の賦存が確認されており、調査が継続中
（2003.2現在）。
(平成15年度国内調査)　上記調査の結果、厚さ0．1ｍ～5．82ｍの炭層が露頭で確
認され、低硫黄含有量（＜0．6％）・低灰分含有量（9％)高揮発分瀝青炭A（ASTM
基準）であることが判明している。地層構造はやや複雑であると報告されている。
(平成15年度在外調査)　情報なし
(平成16年度国内調査)　JICA調査が行われたマリバウ地区、シリンポポン地区は、
探査･開発活動は実施されていない。地質調査所より隣接するマリアウ地区の北西
部（ピナガン）の探査が続けられている。速報によると、同北西部には、20～25百万
トンの埋蔵量があると推定されている。
(平成16年度在外調査)
次段階調査：　サバ州Pinangha地域における石炭探査（Coal Exploration in the
Pinangha area, sabah under the 8th Malaysia Plan Project)第8マレーシアプロジェ
クト
　実施期間：2001年～2005年
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

ﾌｪｰｽﾞ1調査の結果選ばれた3地域について、詳細な地表調査および既
存資料の検討を行い、次の2地域について技術および経済性の両面より
炭鉱開発可能性の評価を行った。結論は次のとおり。
　
南西ﾏﾘｱｳ地域：立地および地質条件よりみて、開発の可能性は低い。
ｼﾘﾑﾎﾟﾎﾟﾝ地域：将来の開発可能性は比較的高い。

［提言の内容］
(1)ｼﾘﾑﾎﾟﾎﾟﾝ地域における詳細探査と石炭開発F/Sの実施
(2)調査地の西に隣接するﾏﾘｱｳ地域における石炭探査および資源の評価
(3)本地域全体の石炭開発に関するﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの作成
なお、上記提言の調査が実施される場合には、DMG（鉱山地科学局）の
担当となる。

（1）ｼﾘﾑﾎﾟﾎﾟﾝ地域における詳細探査（4本の探査試錐を実施）
（2）マリアウ地域の北西部に隣接するピナンガ地域の調査の
実施。
(平成15年度国内調査)　上記の探査がまだ続いている段階で
ある。
(平成16年度国内調査)　JICA調査が行われたマリバウ地区、
シリンポポン地区は、探査･開発活動は実施されていない。地
質調査所より隣接するマリアウ地区の北西部（ピナガン）の探
査が続けられている。
(平成16年度在外調査)
次段階調査：　サバ州Pinangha地域における石炭探査（Coal
Exploration in the Pinangha area, sabah under the 8th
Malaysia Plan Project)第8マレーシアプロジェクト
　実施期間：2001年～2005年
(平成17年度国内調査)　報告書は提出されていないが、サバ
州Pinangha地域における石炭探査が継続して実施されてい
る。

ﾏﾚｰｼｱおよびサバ州政府は、国産資源の活用を重要視しており、提言内容については、基本的に合意している。ｼﾘﾑﾎﾟﾎﾟﾝ地
域の探査は、小規模で予算も少額ですむため、報告書提出後すぐに実施された。マリアウ地域については、より規模の大きな
探査であり、また原始雨林の中に位置するため、環境問題も含めて政府内の関連機関で意見を調整中である。
(平成16年度国内調査）　地質調査所より隣接するマリアウ地区の北西部（ピナガン）の探査が続けられている。
(平成16年度在外調査）
次段階調査：　サバ州Pinangha地域における石炭探査（Coal Exploration in the Pinangha area, sabah under the Sabah under
the 8th Malaysia Plan Project)第8マレーシアプロジェクト
　実施期間：2001年～2005年
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

機材供与：調査用車両、コンピューター、測量器具等
カウンターパート研修受入：延べ3名、3ヶ月
現地セミナー開催：ﾄﾞﾗﾌﾄﾌｧｲﾅﾙ提出後、石炭関連機関を集めて実施
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

資源調査／エネルギー一般

報告書の内容

- 457 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 201

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

タイ

石炭探査・評価

The Study on Coal Exploration and Assessment in
the Kingdom of Thailand

村岡　次郎

三菱マテリアル(株)

95.7.16～9.9／95.11.5～96.2.10
96.6.2～7.13／96.11.3～97.2.22
97.6.1～7.4／97.10.19～10.30

9

7～9

370,157 千円

76.88 人月

1997/10/1

三菱ﾏﾃﾘｱﾙ（株）

Department of Mineral Resources, Ministry of
Industry
（工業省鉱物資源局）
Nawee Pitchayakul, Chief of Coal Exploration
Section

2000年7月から2002年1月にかけて、ガオ炭田を対象と
したF/S技術移転プロジェクト（ガオ石炭盆総合開発計
画）が実施され、経済性を考慮した開発可能性評価技
術の移転がなされた。このF/S調査において開発有望
として選定された区域は、2002年早々、公開入札が実
施される予定である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.2現在：情報なし

進行・活用

　DMRは移転された技術を活用するとともに、今後新しい業務となる開発
計画や実施案の検討能力を備えることが必要と判断している。この為には
開発の可能性の高い炭層堆積盆を選定しJICAとの共同によるF/Sを実施
することにより、技術移転を図る。

1)実施機関:Coal Exploration and
　Development Section,Department
　of Mineral Resources　(工業省鉱物資
　源局石炭探査・開発課)
2)対象地区:ﾌﾟﾗｴ鉱区、ﾉﾝ･ﾌﾟﾗﾌﾞ鉱区、
　ﾒ･ﾗﾏｵ鉱区
3)実施内容:上記実施機関と共同して上
記対象区域を調査し、成果を解析して開
発を前提に評価を行った。共同作業を通
してﾀｲ国側に石炭資源の探査・評価技
術の移転を行った。

（平成15年度　国内調査）
本調査をもとに行われた、経済性を考慮した開発可能性評価技術移転のプロジェク
トである「ガオ石炭盆総合開発計画」は、石炭の改質を含む総合開発計画の検討を
行うフェイズIIまで予定されていたが、フェイズIの結果をもとに検討の結果、フェイズI
をもって終了となった。また、タイ国のセメント需要、電力需要の不振により、ガオ石
炭盆は開発に至っていない。

（平成15年度　在外調査）
情報なし

資源調査／鉱業

報告書の内容

- 458 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TUR 201

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

トルコ

ゾングルダック炭田海域部開発計画調査

Pre-Feasibility Study for the Zonguldak Off-Shore
Coal Mine Development Project in the Republic of
Turkey

井上　正昭

(株)ダイヤコンサルタント

81.3.12～3.31／
81.4.1～82.3.20

6,9

55～57

164,162 千円

40.00 人月 （内現地27.50人月）

1983/1

(株)ダイヤコンサルタント

石炭公社
Turkish Coal Enterprises

　数年後、ｺｽﾞﾙ坑東部の海域の調査を計画したが、陸
上部の開発に変更している。ｱﾏｽﾗ鉱区深部は、ﾀﾞｲﾔｺ
ﾝｻﾙﾀﾝﾄ(株)がﾎﾞｰﾘﾝｸﾞの柱状対比を実施しこれに基づ
き物理探査の計画を勧告した（1988年）。しかし、当局
は地形・地質が物理探査に適さぬとしてﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ調査を
した。本地区では、1984年～1986年にｺﾝﾍﾟｯｸｽ社
（ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ）が開発F/Sを実施している。この結果に基づ
き新地区の開発とこれを燃焼した30～60万ｷﾛﾜｯﾄの発
電所建設を考えているが、州政府は第三者による炭鉱
開発を要求しているので、日本に頼みたいとの意向で
ある（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ名：ｱﾏｽﾗB鉱区開発F/S）。
1993年、石炭開発技術協力ｾﾝﾀｰ（JATEC）国内主要
炭鉱を対象として、保安集中管理、人件費／資材管理
のための調査団を派遣した。一部の炭鉱では世銀資
金により電算化を実施している。

1999.10現在：その後の情報は入っていない。

進行・活用

　ｺｽﾞﾙ鉱Buyuk炭層にて630万ﾄﾝの炭量が埋蔵していることが予想される
も、海域部にて種々の断層が入りくみかつ炭層傾斜も急勾配であるため、
その採掘法は特殊なものとする。また、埋蔵炭量を増加させるため現在あ
る坑道からの水平ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞによる探査が必要である。

　（実施機関）      E.K.I（ｴﾚﾘｰ石炭公社）
　（実施予定地）  Kozul炭鉱内及びZonguldak沖
　（調査範囲）      1.坑内ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ調査の継続
                            2.海域部物理探査追加
                            3.ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ技術研修の実施

開発予定地：ｱﾙﾑﾄｼﾞｭｸ･ｺｽﾞﾙ
（海域のみでなく陸側にまで開発範囲を
拡大）
・ｺｽﾞﾙ鉱区、海域部は困難となったが、ｱ
ﾏｽﾗ鉱区等の有望鉱区が発見されている
ので、その実現を勧告している。

(*)より
(5)民間資本導入
TTKは、Amasra B鉱区の開発について、
外国投資家に興味をもたせるべく、鉱区
開発に加え、その石炭を用いた発電所建
設をｾｯﾄで行う計画を用意した。BOT方
式ですすめたい意向である。しかし、先進
諸国において石炭採掘は斜陽産業となっ
ているので、欧米の民間企業からは、
BOT方式の申請はない。
(6)ｺｽﾞﾙ鉱区（爆発事故以来の状況）
1993年にｺｽﾞﾙ鉱区で爆発事故（263人死
亡）が発生した。JICAは、これを契機に、
安全管理等のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを実施中である
（1995～2000年の5年間）。現在、ｺｽﾞﾙ鉱
区での生産活動は、事故以前の水準ま
でに戻った。TTKは、今後ｺｽﾞﾙ鉱区の一
層発展を図りたい意向。
           （1995年11月現地調査結果）

(1)本調査の意義
　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、ｿﾞﾝｸﾞﾙﾀﾞｯｸ炭田ｺｽﾞﾙ鉱区の海底地質調査等を行った。この調査に
より、海底の地質・埋蔵量等を把握できたと共に、調査機器を調達し、その操作方法
等のﾉｳﾊｳも取得できた。
(2)石炭生産と販売
　TTK（Turkish Hard Coal Enterprises：炭田公社）は、Uzulmez（Asma, Amasra炭
田），Kozlu（1炭田），Karadom（Armutcuk等の3炭田）の3炭田会社をもち、年間3
million tonのHard Coal（亜歴青～歴青炭：ﾘｸﾞﾅｲﾄではなく、良質だが量が少ない）を
採掘している。販売先は、ｴﾚﾘｰ等の製鉄会社（0.8 million ton）・発電所（1.8 million

  現在、各炭鉱（5炭鉱）の入昇坑管理、人件費／資材管理の電算化を望んでいる。
  また、炭鉱事故防止政策が必要とされ、鉱山保安専門家の派遣を希望している。

資源調査／ガス・石炭・石油

報告書の内容

- 459 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MWI 201

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

マラウイ

ヌギヤナ（ガーナ）炭田石炭開発計画調査

Invention on Development Project of Ngana
Coalfield in the Republic of Malawi

青木　正行

海外石炭開発(株)

77.7.23～9.16

6

52

47,100 千円

0.00 人月

1978/2

海外石炭開発（株）

農業天然資源省
L.P.Amthony
(Secretary of the Treasury)

　試錐結果から、地表露頭より、炭層状況が貧化してい
ることが判明し、経済的に採掘不可能とされ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
実施は中止されていた。

　しかし、現行の森林・天然資源省の考え方では、1986
年4月より5年間に、これまでの1) JICA調査、2) THE
CHAMBER OF MINES OF SOUTH AFRICA調査、
3)KIERINTERNATIONAL調査をもとに具体化が進めら
れる予定。
1999.10現在：変更点なし

遅延

1.計画の概要
　調査内容
　　(1)関連資料の収集
　　(2)炭層追跡調査（Trenching Surveyによる）
　　(3)石炭ｻﾝﾌﾟﾙ採取
　　(4)測量作業
　　(5)ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰ（輸送用道路、湖上輸送用Jetty）の調査

2.結論及び勧告
　　(1)炭質は低揮発分、高灰分の低度瀝青炭で石炭化度は高くない。
　　(2)純炭発熱量は5,300Kcal/kg程度で低い。
　　(3)ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰ整備及び技術指導をも含めた経済性の検討を
          十分に行うこと。
　　(4)ﾏﾗｳｲ全土のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ結果について分析を行う。 1. 1985年当初までは石炭をﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ経由ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴより輸入していたが、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ

の政情悪化により輸入が完全に停止し、それに代わるものとして、本ｶﾞｰﾅﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄも
含めて昨年末より国内炭田の開発に着手している。
2. ﾏﾗｳｲは依然として炭田等の開発には外国からの資金、技術援助をあてにしてお
り、自国のみで開発する余裕も能力もない。
3. 1985年8月より、北部Livingstonia南西部約8km地点にあるKaziwiziwiにおいて、ﾏ
ﾗｳｲ政府の全額出資により、労働集約的作業が容易である露天採鉱法をとって採鉱
を開始しているが、炭質と鉱量も将来的に不十分との認識をもっているため、ｶﾞｰﾅ炭
田の採鉱はあきらめていない。

資源調査／ガス・石炭・石油

報告書の内容

- 460 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 SWZ 201

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

スワジランド

石炭開発計画調査

The Lubhuku Coalfield Development Project in the
Kingdom of Swaziland

野崎　元

住友石炭鉱業(株)

80.11.11～81.3.22
81.7.18～82.3.4

6,4

55～57

228,136 千円

0.00 人月

1983/1

住友石炭鉱業（株）

Director
Geological Survey and Mines Department
天然資源エネルギー省

1999.11現在：新情報は入っていない。

進行・活用

　調査地域内には総計1.86億ﾄﾝの埋蔵炭量が期待され、そのうち約70％
が貫入岩が少なく、地質構造の安定した北部約25kmに賦存する。将来新
規炭鉱開発のためこの北部において、より詳細ばﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ調査を実施し、
その後経済・財務評価を含めたF/Sの実施を勧告した。

　　（実施機関）　　Ceological Survey and Mines Dep.
　　                                                    （地質調査鉱山局）
　　（調 査 地）      ﾙﾌﾞｸ地域
　　（調査結果）    試錐本数28本、総掘削長10,661ｍ
                             稼行対象となる炭層：3層（南部より北部が有望）
                             埋蔵炭量：1.86億ﾄﾝ
                             炭質：稼動中のﾑﾊﾟｶ炭鉱と同じ

　1983年度よりF/Sとして「ﾙﾌﾞｸ石炭開発
計画調査」が行われ、1985年度に終了し
ている。詳細は本要約表SWZ001を参
照。

　1983年度、試錐機2台（300ｍ、500ｍ級）の機材供与を行い、1984年度は日本の技
術移転によりｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ政府の手で試錐工事を実施した。
　この調査結果も含めたﾌﾟﾚF/Sを1985年度に実施した。
　結果は以下の通り。
1.開発対象炭層：ﾙﾌﾞｸ北部区域 Main Seam
2.炭質：大部分が半無煙炭、一部無煙炭。
             ﾑﾊﾟｶ炭鉱及びﾒﾀｰﾙ無煙炭に匹敵。
3.生産規模：精炭51万ﾄﾝ/年（原炭64万ﾄﾝ/年）
                    可採炭量3,500万ﾄﾝ

資源調査／ガス・石炭・石油

報告書の内容

- 461 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TZA 201

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

タンザニア

天然ソーダ灰開発計画調査

Pre-Feasibility Study on Natural Soda
Development in Lake Natron Related
Transportation Facilities

新村　明

通商産業省基礎産業局

75.11.13～75.12.7

11

50～51

29,222 千円

0.00 人月

1976/8

日本ソーダ工業会

National Chamical Industry (NCI)
Mr.パレソイ

1999.10現在：新情報なし

遅延

1.計画の概要
　ﾅﾄﾛﾝ湖の天然ｿｰﾀﾞ資源を開発するための投資計画のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝを作成
し、将来におけるﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査のための調査事項および調査計画を作
成する。
2.結論及び勧告
　ﾅﾄﾛﾝ湖の天然ｿｰﾀﾞ灰を年産100万ﾄﾝ規模で開発し、約100kmはなれた
ｱﾙｰｼｬ西方20kmに位置するﾓﾝﾃﾞｳﾘにおいて精製し、ﾀﾝｶﾞ港より輸出す
る。総投資額は、319百万USﾄﾞﾙ。
　ﾅﾄﾛﾝ湖に存在するｿｰﾀﾞ資源中には、平均1.37％のﾌｯ化ｿｰﾀﾞを含有し
ており、ﾌｯ化ｿｰﾀﾞ除去工程が不可欠である。その為の建設費用及び製造
ｺｽﾄも増大する。しかもｿｰﾀﾞ灰の世界市場は将来共小さく、輸出に際し輸
出市場規模を充分精査する必要がある。

　調査結果は本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施を進めていない。主な理由は、技術的理由、市場・
需要に関する問題による。
1.ﾅﾄﾛﾝ湖－ﾓﾝﾃﾞｳﾘ間（約100km）、ﾓﾝﾃﾞｳﾘ－ﾀﾝｶﾞ港（約400km）のｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰの
整備に莫大な投資を要する。
2.ｿｰﾀﾞ灰の品質保持のため、特殊な貯蔵施設の整備も必要であり初期投資のみな
らず、品質管理技術面においても多々問題があるとみられる。
3.ﾀﾝｻﾞﾆｱ側のﾛｰｶﾙｺｽﾄ負担能力がない。

結局、ﾀﾝｻﾞﾆｱ政府はどこからもﾌｧｲﾅﾝｽを得ることができず、計画は進展していな

資源調査／鉱業

報告書の内容

- 462 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

アルゼンチン

ネウケン州北部地熱開発計画調査

The Pre-Feasibility Study for the Northern
Neuquen Geothermal Development Project in the
Argentine Republic

掛川　周男

日鉱探開(株)

82.2.20～3.31／82.11.15～82.3.31
83.10.1～10.12／83.11.7～84.3.29
84.3.22～3.29／84.7.29～8.5

3,8,2,8,1,1

56～59

342,235 千円

78.75 人月

1984/11

日鉱探開（株）

ネウネン州政府エネルギー公社、企画庁計画
調整局、公共事業省国家エネルギー庁燃料
資源局
（89年以降）ネウケン州政府エネルギー公社、
公共事業省国家エネルギー庁、外務省国際
協力局

1999.10現在：追跡調査実施に至っておらず、情報無
し。

(*)の続き
2.その他
　ｱ国側のCP側は、今までのJICAの技術移転による蓄
積を基に、“地熱ｾﾝﾀｰ”を設立し、ｺﾊﾟｳｴ地区の開発
に重点をおき、JICAの技協ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに期待すると共
に、独力で小型地熱発電のﾃｽﾄﾌﾟﾗﾝﾄ（670KW）を1988
年4月に運開させた。しかし、天然ｶﾞｽが活用されるに
つれて、地熱発電への意欲を州政府がなくし、同ｾﾝﾀ
ｰも消滅、技術者は離散、機材もどこかにいってしまっ
た
進行・活用

1.調査対象としたﾈｳｹﾝ州北部15,000平方kmの範囲の中から、3次にわたる調査の結
果、ﾄﾞﾑｰｼﾞｮ（Domuyo）地域で極めて有勢な熱水・蒸気混合型地熱資源の賦存を把
握し、これを検証するための調査井掘削の有望地点として、ab両地区を選出した。
2.
(1)一般的に地熱資源開発は、技術的・経済的ﾘｽｸが大きく、特にｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝでは技
術的土壌と経験が極めて不足しており、可能な限り段階的且つ着実に進める必要が
ある。
(2)このため次段階として必要なことは、ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ評価段階の後半部として、400ｍ級
熱流量井の掘削・測温、1,500ｍ級の調査井掘削による検証、更にこれに関連した各
種試験を行い、全ﾃﾞｰﾀによる最終総合解析を行う必要がある。
(3)以上により当該ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙが実証評価された場合、当該資源の開発が周辺地域に
及ぼす経済的・社会的効果影響について検討予測し開発段階への進行と方策を検
討する。
(※)

提言に関して
(1)本調査終了後、1984年～1985年（現地夏季）にｱ国側C/Pによって400ｍ級熱流
量坑井が掘削され、更に有望な測定結果が得られて、将来の開発を前提とした地熱
資源確認地区として認識された。
(2)ｱ国側はﾄﾞﾑｰｼﾞｮ地区の地理的環境や州政府の政策の変更から、緊急開発重点
をｱｸｾｽの良いｺﾊﾟｳｴ地区に映して、以降の開発調査を行う事を希望し、JICAの新規
技術協力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして実施する事が要請された。
　1987年S/Wが調印され、同年～1991年にわたり1,800ｍ級坑井掘削を含む諸調査・
試験・F/Sが実施された。
(3)ｱ国側では本調査で技術移転を受けた技術者と供与機材を母体に、国政府・州政
府によりﾈｳｹﾝ地熱ｾﾝﾀｰ（Centro Geotermico del Neuquen）が設立され、以後の同
国内の地熱開発の技術的な推進中核となった。
(4)州政府はﾄﾞﾑｰｼﾞｮ地区のｲﾝﾌﾗ整備の手段として、当面同地区の地熱兆候景観と
温泉を対象に観光/ﾘｿﾞｰﾄ開発を州予算及び民間資金を導入して開始した。

1. 1984-1985年にｱ国側CPによって400
ｍ級熱流量坑井が掘削され、更に有望な
測定結果が得られ、将来の開発を前提と
した地熱資源確認地区として認識され
た。

2.ｱ国側はﾄﾞﾑｰｼﾞｮ地区の地理的環境や
州政府の政策変更から緊急開発重点をｱ
ｸｾｽの良いｺﾊﾟｳｴ地区に移して以降の開
発調査を実施することを希望し、JICAに
要請された。1987年にSWが調印され、
1987-1991年に1800ｍ級坑井掘削を含む
諸調査・試験・FSが実施された。
（ARG002 ﾈｳｹﾝ州北部地熱開発計画）

3.ｱ国側は本調査で技術移転を受けた技
術者と供与機材を母体に、国政府・州政
府により、ﾈｳｹﾝ地熱ｾﾝﾀｰ（Centro
Geotermico del Neuquen）が設立され、同
国内の地熱開発の技術的な推進中核機
関となった。

4.州政府はﾄﾞﾑｰｼﾞｮ地区のｲﾝﾌﾗ整備の
手段として、当面同地区の地熱兆候景観
と温泉を対象に観光・ﾘｿﾞｰﾄ開発を州予算
及び民間資金を導入して開始した。

第1、第2ｽﾃｰｼﾞのJICAﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了後もｱ国側C/Pによりﾄﾞﾑｰｼﾞｮ、ｺﾊﾟｳｴ両地区で
の調査と観測は継続されていたが、1995年の州知事選挙の結果による政権交代以
降は、地熱開発が州の重点政策から削除されたため、現時点では地熱ｾﾝﾀｰの活動
もいささか停滞気味との事である。

［その他の状況］
1.技術移転例
(1)現地調査に際して、全期間ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ（延9名）と合同して調査を行い、具体的に

資源調査／新・再生エネルギー
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

チリ

プチュルディサ地区地熱開発計画調査

The Pre-Feasibility Study for the Puchuldiza
Geothermal  Development Project in Republic of
Chile

坂井　定倫

(株)大手開発

78.11.1～12.30／80.10.12～12.18／
79.7.20～8.6／81.2.15～2.21／
79.10.24～12.17／81.11.22～12.6

10,2,4,2,1,2

53～56

145,370 千円

60.70 人月 （内現地28.00人月）

1980/3

三菱マテリアル資源開発（株）
日鉱探開(株)

Patricio Trujillo Ramirez
CORFO地熱委員会（国内産業開発公団）

探査結果に基づき有望と考え選定した地点において、
ﾁﾘ側は地熱調査井No.6を掘削した。又、この調査結果
の妥当性は第3者のｲﾀﾘｱのｺﾝｻﾙにより評価されてい
るが、先方の事情により探査は中断されている。
1999.11現在：変更点なし

進行・活用

1.計画の概要
　ﾁﾘ政府はﾌﾟﾁｭﾙﾃﾞｨｻ地区地熱開発調査を要請し、日本政府は、これに
応え1978年11月～12月地質・物理探査の調査団を派遣した。国内解析に
より、地熱貯溜層の規模、深度を考察し、次に行われるべき調査井の位
置、掘削深度を決定した。
　CORFOはこの勧告により、1979年10月より調査井掘削を計画し、この掘
削により得られる地質、温度、圧力等の諸ﾃﾞｰﾀの解析は、前年度の表面
調査結果と関連を有し、地熱貯溜の正確度の高い評価につながることか
ら日本に対し、この検層の指導を求めた。
　CORFOの実施する掘削ﾃﾞｰﾀの解析と前年度の補充として、南方方向の
電気探査を実施し、貯溜層の南北方向のひろがりの確認を行うこととし
た。
2.結論及び勧告
(1)CORFOの掘削計画が遅延した1979年度内に地熱貯溜層に到着しな
かった事情から電気探査の解析のみを行った。
　1978年度の東西2本の測線（6km×2本）にひきつづき南北方向に6km×
2本を実施した。この結果、北に延びる低比低坑帯が確認された。
　既掘削調査井No.1～No.5の噴気が自然停止したので原因究明を行い
対策を指導した。
　遅延している調査井の掘削計画について、ｹｰｼﾝｸﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの指導、冷
水混入の防止、検層による貯溜層の観測の重要性につき指導した。
(2)その他（今後のﾌｫﾛｰ）
　1980年度のCORFOの掘削計画をみて、調査団を派遣し検層を行い、地
熱貯溜層の評価報告書を作成する必要がある。

　探査結果に基づき、有望と考え選定し
た地点において、ﾁﾘ側は地熱調査井
No.6を掘削した。

同案件が検証した掘削井No.6は、同調査終了後2年後の1982年に放置の決定がさ
れた。その理由は以下の通り。
1)存在した地熱水の温度が十分でなかった。
2)地熱発電の開発を成功させ、周辺の銅鉱山への電力の供給を最終目的に調査は
行われたが、銅価格が下落し、それら鉱山が稼働しなくなった。
3)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄであったﾌﾟﾁｭﾙﾃﾞｨｻﾞは、地熱発電候補としては、当時それほど有望
視されていなかった。（面談したｴﾝｼﾞﾆｱの談によれば、ﾌﾟﾁｭﾙﾃﾞｨｻﾞの南方300kmに
位置するEl Tatio地区がUNDPの支援の下、地熱電源開発を成功させており、ﾌﾟﾁｭﾙ
ﾃﾞｨｻﾞの開発に、そもそも先方が熱心ではなかった、という経緯がある。）（1997年9月

資源調査／新・再生エネルギー
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

コロンビア

石炭開発計画調査

Coal Development Project

青木　正行

海外石炭開発(株) 調査部主席調査役

76.2.7～3.5
76.9.7～9.20

7

50～51

44,696 千円

0.00 人月

1976/10

海外石炭開発（株）

CARBOCOL
(コロンビア石炭公社）

　1976年10月、ｺﾛﾝﾋﾞｱ政府から、本調査で勧告した3
炭田のF/Sよりも優先的に、ｶｳｶ河渓地区炭田のﾘﾊﾋﾞﾘ
ﾃｰｼｮﾝの可能性の検討に関する技術協力の正式要請
がだされ、1976、1977年度にJICAﾍﾞｰｽで実施した。な
お、3炭田の現状は次の通り。
　・Jagua地域：開発中断。開発に必要な所有権問題が
決着せず、 これに必要な法的措置もとられていない。
　・Uraba地域：Colombiaの民間企業が調査したが、有
望な結論はえられなかった。
　・Caucasia地域：民間企業（ｶﾙﾎﾟﾈｽ･ｶﾘﾍﾞ）によって現
在調整中、第1次結果は良好であった。
　JICAの調査した地域では現在も炭鉱開発が進んで
いるが、JICA調査との直接関係が有るか否かについて
ECOCALBONが確認中。
（1998年11月現地調査結果）
1999.10現在：新情報なし

進行・活用

1. 計画の概要
　コロンビア共和国政府の要請に基づき同国の La Jagua ,  Caucasia,
Uraba の３炭田を中心に稼行中La Chapa,Amaga,　Cucuta炭田等の調査
を実施し、石炭試料の分析、検討、炭田  開発の可能性の検討ならびに
今後の調査計画の策定も行うものである。
2. 結論及び勧告
（1） La Jagua, Caucasia, Uraba の３炭田のうち、La Jagua炭田は石炭堆積
分としての規模は小さいが、炭層の状態、地質構造、採掘条件、用水の確
保、輸送事情等いずれの点より判断しても最も開発可能性の高い地域で
ある。
（2）La Jagua炭田について次の段階として下記の調査をすることが望まし
い。
　1）地層序、炭層条件を確認するためコア試錐を行い分析資料として石
炭
       コアを採取する。
　2）石炭コアの分析を行い炭質の検討を行う。
　3）地質調査で炭層露頭の確認、地質構造を把握する。
　4）試錐位置の測量を行う。
（3）Caucasia炭田はAnchica 付近のように概してアクセスが困難な所が多
いので輸送等のインフラスタラクチャーを考慮し開発すべき地域である。
（4）Uraba 炭田は炭層状況、地質状況等より判断して、現状では開発対
象としては考えられない。しかし、この炭田の南北延長にも炭田が分布し
ているので今後調査する必要があると思われる。

　同国第3の工業地帯Cali-Yumbo地区の最重要ｴﾈﾙｷﾞｰ源であるｶｳｶ河渓地区炭
田の石炭採掘状況に行きづまりが予想され、このままでは同工業地帯は石炭以外の
ｴﾈﾙｷﾞｰに転換せざるを得ない状況になってきた。このため本調査の勧告による未
開発炭田のF/Sよりもｶｳｶ河渓地区炭田のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの可能性の検討の方が優先
度が高くなった。また、1979年の法律により政府機関を通さなければ石炭開発ができ
なくなったこと。Jagua地域の所有権をめぐっての法的決着がついていないことから、
JICA F/Sで有望視していたJagua地域の開発は中断されている。

1999.11現在：新情報なし

ｾﾚﾎﾝの開発
北部：EXXONとCARBOCOLとの共同開発決定、年間1,500万tの輸出を1986年
          以降予定
中部：CARBOCOLが直接開発、1990年までに1,000万t/年の生産予定
南部：未開発　　調査を担当した海外石炭開発(株)は組織消滅。

資源調査／ガス・石炭・石油

報告書の内容

- 465 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 COL 202

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

コロンビア

カウカ河渓地域石炭開発調査

The Survey for Coal Development Project in Cali
Coalfield in the Republic of Colombia

青木　正行

海外石炭開発(株)

77.2.5～3.21

6

51～52

43,332 千円

0.00 人月

1972/0

海外石炭開発（株）

鉱山エネルギー省
石炭公社

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの具体化の状況は次の通り。
1.ｺﾞﾛﾝﾄﾞﾘｰﾅｽ地区
　「実現／具体化された内容」のとおり。
2.ﾗ･ｶｽﾀｰﾀﾞ鉱山
　年間10万ﾄﾝの維持が対されている。
3.ﾊﾟﾝｾ及びﾘﾘ鉱山
　年間10万ﾄﾝの増産は可能と判明・確認埋蔵量は
1980年代の終りまでに掘り尽くされる見込み。
4.ﾗｽ･ﾒﾙｾﾃﾞ計画
　1983年より年産9.6万ﾄﾝを目指す計画が展開されて
いる。
5.ﾘｵ･ｸﾗｵ計画　　　　同　上
6.ﾗ･ﾌｪﾚｲｱ計画
　1990年に年産10万ﾄﾝを目指すﾌﾟﾚF/S調査の段階
7.ﾊﾟﾙﾏｰﾙ、ｻﾝ･ﾌﾗﾝｼｽｺ　　　同　上
　JICA調査団によって呈示された他の地区は未だ諸般
の理由により実行移されていない。（1～7の資金源は
鉱床の所有者と民間の石炭消費企業）

中止・消滅

1.計画の概要
(1)調査の目的
　現在稼働しているValle del Cauca炭田が、現在の方法では、今後の採
掘に行きづまりをきたすため、同炭田のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの可能性につき日本
政府に対し要請があった。

(2)調査の内容
　　国内作業　1)石炭質料の分析、2)地質図の作成、3)今後の調査計画と
開発の検討
　　現地調査　1)関係機関との打合せ、2)関連資料収集、3)表地質調査、
　　　　　　　4)稼行炭田調査、5)石炭資料の採取

2.結論及び勧告
　有望地点の選定（12地点）
  Colondrinas（2地点），La Cascada. Rio Lili, Rio Jordan, Jordan
  La Buitrera.Rio Claro.Guachinte.Cas carillo. La Ajicera,
  Palmar, San Francisco

勧告
(1)坑口ﾚﾍﾞﾙ以下の採掘
(2)ﾓﾃﾞﾙ炭坑の選定、開発
(3)日本からの専門家派遣
(4)開発規模、1炭坑当り平均10万ﾄﾝ程度
(5)深部の斜坑坑底にたまる水は留水地をつくりﾎﾟﾝﾌﾟで排水を行う。
(6)排気坑口には扇風機を設置して機械通気を行う。

ｺﾞﾛﾝﾄﾞﾘｰﾅｽ地区については、その次の
10年間に年産22万ﾄﾝの生産を維持する
ための鉱山計画を推進を予定。

1999.11現在：変更点なし

調査を担当した海外石炭開発(株)は組織消滅。

資源調査／ガス・石炭・石油

報告書の内容

- 466 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CRI 201

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

コスタリカ

バハ・タラマンカ石炭開発計画調査

Pre-Feasibility Study for the Baja Talamanca Coal
Development Project in the Republic of Costa Rica

佐藤　利典

(株)ダイヤコンサルタント

81.6.15～82.3.26／
82.5.29～9.1

9,5

56～57

78,660 千円

28.50 人月 （内現地23.70人月）

1983/3

共同事業体：代表
(株)ダイヤコンサルタント

電力公社
Coordinator
Ministro de Energio y Minas

ブルドーザによる露頭の試験掘削がなされた。
RECOPEの石炭部門は、本プロジェクト対象地区－カ
ルボンボリオ地区－と北方のセント地区での炭鉱開発
を計画しており、現在最終開発計画案を作成中（1993
年11月）。
カウンターパートの一人（Mr. BOLANOS）から、坑内設
計に関してダイヤコンサルタントに問合わせがあった。
　1981～94年のフィゲーレス政権下にあって、北方の
セントとワチの2地区で埋蔵量と品質の調査を実施。そ
の間1991年にRECOPEからICEに対し、石炭を原料と
する火力発電のF/Sが要請されたが、コロンビア炭を輸
入した方が経済性が高いとの結論になった。
　1994年に石炭開発は中止された（環境問題のあり）。
　　　　　　　　　　　　　　　　（1998年11月現地調査結果）

1999.11現在：変更点なし

中止・消滅

　本地域においては、小規模ではあるが開発の可能性を有する炭層が５
地区に分散して賦存しており、炭量計算の結果約 630万トンが理論的に
存在する。
　また、開発にあたっては初期投資を少なくおさえた坑内採掘が妥当であ
るもF/S に先立ってトレンチング等詳細調査を行い、より明瞭な炭層賦存
状況と炭質を把握すべきである。

（プロジェクト実施機関）　RECOPE（石油公社）
（調査予定地）　　　　　　カルボンポリオ地区
　　　　　　　　　　　　　　カルボンウノ地区
　
当国の石炭開発は、RECOPE内に石炭部門を創設し、本プロジェクトの担
当者３名（カウンターパート２名を含む）を移籍させた。

地表地質調査、ボーリング調査（カルボン
ポリオ地区）

現在日本政府にF/S ついて協力要請を検討中。それ以降についてはUSAID の経
済技術援助を見込んでいる模様（1984年）。USAID の援助により、ボーリング調査が
カルボンポリオ地区にてなされ、炭層位置などが確認された（1983～84年）。コスタリ
カの石炭開発の歴史は皆無に近く、JICAプロジェクトにおいて、技術移転を行ったカ
ウンターパート２名のみが石炭専門家となっている。(*)へ続く

資源調査／ガス・石炭・石油

報告書の内容

- 467 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 GTM 201

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

グアテマラ

地熱発電開発計画調査（第三次）

Survey on Geothermal Power Development Project

渡辺　憲一

(株)大手開発

76.11.28～77.1.21

10

47～48　51～52

88,603 千円

35.10 人月

1981/2

三菱マテリアル資源開発（株）

電力庁
I.N.D.E
Instituto Nacional de Electrificacion

　電力庁INDEは地質、物理調査を行ったうえ、試錐探
査を行ったその結果に基づいてINDEは生産井規模の
大口径調査井3井の掘削を計画、わが国に対し、掘
削、計測、解析評価に携わる専門家派遣を要請越した
ことにより、1978年9月以降逐次JICA専門家の派遣を
みた。
　1980年には大口径3井の掘削が行われ、20ﾄﾝ/時～
25ﾄﾝ/時の蒸気の噴出をみた、2号井、3号井は、生産
井への転用が可能と考えられ、1981年にはさらに3件の
大口径井掘削が行われ、その何れも20ﾄﾝ/時以上の噴
気があるため全体の蒸気では概して1万数千ｷﾛﾜｯﾄ/時
以上の発電が可能とみられるに至る。現在蒸気の計
測、分析、地下水位の状況等計測が進められている。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ予算：約2,500万ﾄﾞﾙ（米州開発銀行より借款）
建設ｽｹｼﾞｭｰﾙ：近々ﾌﾟﾗﾝﾄ、入札の予定

1999.11現在：進展なし

進行・活用

1.計画の概要
　第1次及び第2次調査により優勢な地熱徴候をもっていることが確認され
たｽﾆｰﾙ地区について、地質調査、電気探査、地震探査等を実施して地
熱貯溜層を解明し、試錐位置を選定した。

2.結論及び勧告
　ｽﾆｰﾙ地区が地熱発電開発に有望な地域であることを確認し、次の勧告
を行った。

(1)構造井掘削
　有望地区における地質層序、地温勾配、地熱流体の性状等を構造ﾎﾞｰﾘ
ﾝｸﾞによって確認することが必要。
(2)調査井（ﾃｽﾄ井）掘削
　生産井掘削に先だち、深層の各種物性、噴気状況を確認するため、調
査井を掘削する必要がある。
(3)再解析
　構造井、調査井による調査の結果、本地区の地熱発電のﾎﾟﾃﾝｼｬﾙを総
合検討し、再解析見直しを行う。
(4)広域調査
　本地区の周辺には、他に有望地域の存在も考えられるため、広域調査
を行う必要がある。

JICAによる専門家派遣（3人）
INDEによる継続調査、開発
中南米の開発資金による生産井の掘削

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ範囲……11孔中3孔生産中

総事業費…25百万ﾄﾞﾙ（米州開発銀行よ
りの借款）

提言内容と具体化されたものとの差異：
　報告書の提案内容と現在INDEが進めているﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの内容には現段階では原則
的な差異はなく、井戸掘削の位置に若干の変化がある程度。

　調査協力の結果、他の有望地域として指摘されているｱﾏﾃｨﾄﾗﾝ湖近辺域の地熱
地帯の調査・開発がJICAの協力調査により1998年ｽﾀｰﾄした。

資源調査／新・再生エネルギー

報告書の内容

- 468 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MEX 201

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

メキシコ

ラ・プリマベーラ地熱開発計画調査

Pre-Feasibility Study on the La Primavera
Geothermal Development Project

中村　久由

日本重化学工業(株) 地熱事業本部顧問

85.1.20~2.17/85.6.12~8.9/85.6.24~9.20/
85.11.27~86.1.31/86.7.21~8.3/87.3.2~3.15/
87.7.20~7.31/87.10.12~88.3.23/88.1.20~2.22/
88.1.20~2.22/88.3.9~3.23/88.6.20~7.13/ 88.
8.8-8.31/1989.1.30-2.5

18

59～63

707,997 千円

75.33 人月 （内現地43.50人月）

01. 3

日本重化学工業（株）

電力局(CFE)
Antonio Razo Montiel(当時；Gerencia de
Proyectos Geotermoelectricos)

現地担当窓口からﾌﾟﾘﾏﾍﾞｰﾗの工事進捗状況について随時情報を入手すべく折衝
を続けている。1991年ﾌｫﾛｰ調査として日本重化学工業(株)独自に調査員（佐藤
浩）を派遣して、現地の工事の進捗状況の把握を行った。1992年から1999年にか
けては、毎年一度GRCの大会参加の際にCFEの技術者に会い、情報を入手して
いる。1996年設置予定の10MW口元発電は延期されているとの情報があるが、現
地での確認はまだ行っていない。現地では坑井等は整備されており、いつでも発
電所建設にかかれる状況である。環境問題（木の切りすぎ）があり、着工が遅れて
いるが、CFEは「環境問題はいずれ解決するだろう。そうなれば建設に着手でき
る。」と言っている。（1997年現在）
1984年から1994年にかけて同州では州政府内の人事異動と環境団体の圧力によ
り、同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが政治問題化。ﾒｷｼｺ連邦電力庁（CFE）に対して同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの中
止要請が出され受理された。その結果、調査による木の伐採と工事用道路等の設
置による土壌浸食の回収・復元活動が実施された（ｻｲﾄは自然環境保護地域内）。
（1998年11月現地調査結果）

（平成15年度　国内調査）
情報なし

遅延

貯留層評価からラ・プリマベーラ地域の可能出力は75MWと結論された
が、発電所建設のためには、経済性を含む開発可能性調査（F/S）を行う
必要がある。

その調査は、
1）貯留層の挙動を確実に把握するために既存の生産井7坑の連続噴気。
2）経済性を考慮して、1）の蒸気利用としての口元発電で15MWの発電が
可能。

1）と2）から貯留層挙動データが入手できる。又、経済性調査の面から経
済的に成り立つ生産井の坑数を検討する。その為には、２～３本の調査井
を掘削し、データを収集する。これによりどの地点で生産井を掘削すれ
ば、どの程度の蒸気量が得られるかの予測が可能になる。以上の調査か
ら最終的な出力規模を決定する。

最近のCFEの出版物（GEOTERMIA）によ
れば、10MW口元発電は、1996年1月設
置する計画になっていたが99年現在進展
は見られない。

現在なおﾍﾟﾝﾃﾞｨﾝｸﾞであることを、1999年
7月にCFE関係者に確認した。

現地（CFE地熱開発部）の判断で現在の生産井を用いて1991年度の10MW口元発
電ﾌﾟﾗﾝﾄ建設（2本の井戸を利用するが、内1本はJICA井）に向け工事を行う予定で
あったが、本調査実施中より、噴気による周辺の植性に対する被害（植物の枯渇）が
問題となり、環境団体の圧力等でﾊﾘｽｺ州政府が本調査終了後に工事の一次中断を
決定。

CFE地熱開発部は、その後環境回復に努め、現在ほぼ復旧したと州政府の評価を
受け、同地域の地熱開発を再開する見通しである。

資源調査／新・再生エネルギー

報告書の内容

- 469 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



 

 

 

 

 

 

 

 

（4）ASEAN 諸国プラントリノベーション協力調査（全 11 件） 
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The Study for the Plant (Paper and Pulp)
Renovation in the Republic of Indonesia

狩野　忠夫

本州製紙(株)

84.2.26～3.27

10

58～59

81,083 千円

35.31 人月 （内現地9.99人月）

1984/11

本州製紙（株）

工業省基礎化学総局：Directorate
General of Basic Chemical Industries
バスキラハマット工場、パダララン工場
Mansur （工業省紙・ゴム計画局長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR（中期計画）=22.61％（ﾊﾞｽｷﾗﾊﾏｯﾄ工場）
          13.80％（ﾊﾟﾀﾞﾗﾗﾝ工場）
3.期待される開発効果
　(1)ﾊﾞｽｷﾗﾊﾏｯﾄ工場
　　　中期的には、既設設備のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝを行い、
　　　市場競争力を強化、1991年以降黒字経営とする。
　　　長期的には、2号抄紙機を増設して､特殊紙を
　　　年間6,020t生産販売し、経営を強化する。
　(2)ﾊﾟﾀﾞﾗﾗﾝ工場
　　　現在、黒字であるがｼﾞﾘ貧が予想されるため、中期
　　　計画として既設設備のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝにより市場競争
力
　　　を強化する。長期計画としては、4号抄紙機を増設
　　　して、高級ｼｶﾞﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ年産3,000t生産販売す
る
　　　並びに麻ﾊﾟﾙﾌﾟ生産設備を増設して、麻ﾊﾟﾙﾌﾟ年
産

3 360t生産し50％自家消費50％を外販する
実施済

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR（中期計画）=22.61％（ﾊﾞｽｷﾗﾊﾏｯﾄ工場）　13.80％（ﾊﾟﾀﾞﾗﾗﾝ工場）

実施機関
　工業省基礎化学総局
　　A. ﾊﾞｽｷﾗﾊﾏｯﾄ工場

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　東部ｼﾞｬﾜ、ﾊﾞﾆｭﾜﾝｷﾞ市

総事業費
                中期計画     長期計画
　総事業費    2,537百万円   6,165百万円
　うち外貨分   1,740百万円   4,259百万円
　　　　（1USﾄﾞﾙ=230円=1,000Rp）

実施内容
　1.中期計画
　(1)設備改善（主要項目）
　　・更新……ｳｵｯｼｬ（3基）、ﾌﾛｰﾎﾞｯｸｽ、ｶﾂﾀ、
                    ﾜｲﾝﾀﾞ等
　　・新設・増設…ﾌﾞﾛｰﾀﾝｸ・ﾁｯﾌﾟｻｲﾛ、ｽｰﾊﾟｶﾚﾝﾀﾞ
　　・予備品の充実
　(2)教育訓練
　　・海外からの教育訓練（17人－月）
　　・海外からの技術者派遣（17人－月）

（別紙参照）
(*)へ続く。

(*)の続き
（報告書の内容の続き）
工業省基礎化学総局
　B. ﾊﾟﾀﾞﾗﾗﾝ工場

西部ｼﾞｬﾜ州、ﾊﾞﾝﾄﾞﾝ県ﾊﾟﾀﾞﾗﾗﾝ市

　　  中期計画     長期計画
　　1,836百万円   8,442百万円
　　1,156百万円   5,766百万円
　　（1USﾄﾞﾙ=230円=1,000Rp）

1.中期計画
　(1)設備改善（主要項目）
　　・更新……ｽﾄﾛｰｶｯﾀ、ｾｸｼｮﾅﾙﾄﾞﾗｲ
ﾌﾞ、ｻｸｼｮﾝｸｰﾁ、ｼｪｰｷﾝｸﾞﾏｼﾝ、ﾜｲﾝ
ﾀﾞｰ、
ﾎﾞｲﾗｰ、各種
           　　   工作機械、各種試験器
　　・新増設…濃度調節機、ﾊﾟﾙﾊﾟｰ、
除塵機、ﾁｪｽﾄ、ﾎﾟﾋﾟﾝｽﾘｯﾀ、ﾜﾗ解梱機等
　　・予備品の充実
　(2)教育訓練
　　・海外での教育訓練（28人－月）
　　・海外からの技術者派遣（17人－月）

（別紙参照）

1. ﾊﾞｽｷﾗﾊﾏｯﾄ工場については、長期計画で計画している製品構造と競合する製品
市場に民間企業が進出した。
2. ﾊﾟﾀﾞﾗﾗﾝ工場については、長期計画で計画しているｼｶﾞﾚｯﾄ紙市場に民間企業が
進出し、新工場が稼働した。

1. 工業省は報告書に基づいて1985、1986年度、BAPPENASに実施を働きかけた。
2. 工業省は、1985年7月ﾊﾞﾆﾜﾝｷﾞ工場の技術、生産担当役員を日本に派遣し、日本
市場とその将来動向を調査させた。
3. ﾊﾟﾀﾞﾗﾗﾝ工場は中期計画を4段階に分割し自己資金で逐次実施を計画。第1段階
として1号抄紙機系統の改善工事を仏ﾒｰｶｰに発注、完成。
4. ﾊﾞｷｽﾗﾊﾏｯﾄ工場は中期計画を自己資金で実施すべく計画。生産効率を高めるた
めにｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府は民営化を推進しており、1992年にはﾊﾞｽｷﾗﾊﾏｯﾄ工場に関して
は90％、ﾊﾟﾀﾞﾗﾗﾝ工場に関しては55％が民間資本となっている。本報告書の提言に
ついては部分的には実現されたが、どちらの工場も民営化を推進しているため、円
借款には消極的である。

　紙・ﾊﾟﾙﾌﾟ関係の国営企業は、1994年3月現在、大幅な赤字である。この分野にお
いては国営企業の指導的役割はなくなってきている。

ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／その他工業

報告書の内容

- 471 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

プラント（苛性ソーダ）リノベーション計画調査

The Feasibility Study on the Renovation of Caustic
Soda Plant of P.T.Industry Soda Indonesia in the
Republic of Indonesia

安達　勝雄

(社)日本プラント協会技術部長

84.5.16～6.5

6

58～59

51,571 千円

19.89 人月 （内現地15.00人月）

1984/12

ユニコ　インターナショナル(株)
(社)日本プラント協会

工業省基礎化学総局
Directorate General for Basic Chemic
Industry, Ministry of  Industry
Mr.Soenaryo(Director for Programming,
DGBC 当時)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=9.0％、EIRR=18.5％
　改修について3つのｹｰｽを検討した。現在の第1、第2
両系列をｲｵﾝ交換膜法に改修するｹｰｽ3が最も収益性
が高く、環境問題も解決する。このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ成功のた
めには、運転及び保守管理体制を改善し、生産能力
の確保を図るとともに、市場ｻｰﾋﾞｽに人材を投入し、販
売を拡大し、早期に100％運転を期さねばならない。ま
た、ソフトな融資条件を供与し、財務的にﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘ
ﾃｨｰを与えることが必要である。

遅延・中断

実施機関
　工業省所管の国営会社であるP.T.Industri
　Soda Indonesia（Persero）（略P.T.ISI）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｽﾗﾊﾞﾔより8kmに位置するﾜﾙ地方に対象工場がある。

総事業費
　総事業費　　　24百万USﾄﾞﾙ
　うち外貨分       14百万USﾄﾞﾙ
　　（1USﾄﾞﾙ=230円=1,000Rp.）

実施内容
　1. 1953～1956年日本の援助で建設された電解による苛性ｿｰﾀﾞﾌﾟﾗﾝﾄ
     の改修設計である。
　2. 水銀法電解によるﾌﾟﾛｾｽを、ｲｵﾝ交換ﾌﾟﾛｾｽに変換し、生産量を増強
     する。
　3. 苛性ｿｰﾀﾞ／塩素利用の現設ﾌﾟﾛｾｽ、用役設備付帯設備の増強、取り
     かえ、新設を行う。
　4. このﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝによって、現設38t/dから63t/dまで苛性ｿｰﾀﾞの生産
     能力がｱｯﾌﾟする。

実施経過
　1985.12　　計画開始
　1987.12　　計画完了

1　新立地に近代的な大型工場を新設するほうが、ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝよりも良いとの意向が
働いていること等が遅延の原因となっている。
2　当該工場がｽﾗﾊﾞﾔの中心地に立地しており、提言ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実現には環境問題
が発生する。

　近年の都市化にともない現在この工場の立地するﾜﾙｰ地区はｽﾗﾊﾞﾔの中心地と
なってしまった。そのため環境問題もあり当該地区で工場ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝを行うことには工
業省は消極的で、近代的大型電解工場を新立地に建設する方向を検討中である。
　その後、ﾒﾗｸ地区でPT ASAHIMAS SUBANTRA CHEMICAL（旭化成との合弁）に
よるPVC及び大型電解ｿｰﾀﾞ工場が建設されたが、この工場の生産高の80％は自社
製品の材料として使われている。また1994年3月現在、大阪ｿｰﾀﾞ（DAISO）とJVで
P.T.ISIがﾚｰﾖﾝや他の繊維用材料となる苛性ｿｰﾀﾞを生産するための工場を計画して
いる。
1999.10現在：変更点なし
2003.3現在：情報なし

ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／化学工業

報告書の内容

- 472 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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団
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報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

プラント（紡績工場）リノベーション計画調査

The Study for the Plant (Spinning Mill) Renovation
in the Republic of Indonesia

有田　生雄

東洋紡エンジニアリング(株)

84.8.6～8.26

6

59

48,883 千円

19.50 人月 （内現地4.80人月）

1985/3

東洋紡エンジニアリング(株)

Ministry of Industry,Mr.Soesant Saharjo
(Director of General of Multifarious Industry)
SANDANG II  Mr.Soemarlan BK Teks
(President Director)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=14.78％
　財務的な鋭敏度分析ではｹｰｽ4は税引前内部収益
率は14.78％となりﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙとなる。又、雇傭・地域開
発への貢献、非石油製品輸出振興政策に有効である
こと、国営紡の最新鋭ﾓﾃﾞﾙ工場としての役割を考える
と社会的にも評価できる。安定運営を続けてゆくために
は、工場原価の提言と優秀技術の導入・移転が必要で
ある。

(*)の続き
2003.3現在：情報なし

実施済

実施機関
　工業省の管轄下でSANDANG Ⅱが実施

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ･ｻﾝﾀﾞﾝⅡ傘下のﾁﾗﾁｬｯﾌﾟ工場

総事業費
　総事業費　 　5,476百万円
　　内貨　　　　3,430百万Rp
　　外貨　　　 20,171百万Rp
　　　　　（431Rp.=100円）

実施内容
　第2工場のｶｰﾄﾞ         91台
　第2工場の精紡機　　74台を改修再使用し、残り全部の生産設備は
                     撤去、新鋭機を導入
　自家発電設備1機の導入
　第１工場空調設備の撤去、更新
　原綿倉庫の新設
　技術移転・訓練

実施経過
　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約後13ヶ月

実施予算
総事業費   5,338百万円
内貨           5,644百万Rp
外貨           4,841百万円
            （Rp 1=\0.088）
1988.7  　L/A調印
1988.11　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府と東洋紡ｴﾝｼﾞﾆｱ
ﾘﾝｸﾞの間にｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約締結
1988.12　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄﾁｰﾑ現地調査に出発
1989.4 　 ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄによるﾃﾝﾀﾞｰﾄﾞｷｭﾒﾝﾄ
作成
1989.6 　 ﾃﾝﾀﾞｰｵｰﾌﾟﾝ
1989.8 　 ﾃﾝﾀﾞｰｴﾊﾞﾘｭｴｰｼｮﾝ
1989.9  　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ落札
1989.11　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府、OECFの承諾手
続中
1989.10　ｼﾋﾞﾙｺﾝｽﾄﾗｸﾀｰ契約
1990.2　 ﾒｲﾝｺﾝｽﾄﾗｸﾀｰ契約
1990.3 　工事開始
1991.4 　技術指導開始
1991.5 　工事完了
1991.6 　試運転完了
1991.7 　ﾌﾙ操業開始
1992.6 　技術指導終了

　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府は本案件に対して積極的姿勢を示した、その理由として(1)現地通貨
ﾙﾋﾟｱの切下げで国際競争力がつき、本件の収益性がF/S時点より相当上がったこ
と、(2)非石油・ｶﾞｽの輸出が国策になったこと、があげられる。

　日本政府は1987年度にASEAN等を対象として約700億円の特別円借款の計上が
内定し、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはその1つに含まれた。
　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ工業省、企画庁も本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに積極的取組姿勢を示し、F/Sの見直し（ﾙ
ﾋﾟｱ切下げ、ｲﾝﾌﾚによる数字の是正）も行われた。
　1987.8　　 OECF Mission ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ訪問、Implementation Program打合せ。
　1987.12    日本政府、ﾈｼｱ政府へﾌﾟﾚｯｼﾞ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは実施へ。
　1988.7       L/A調印
　1990.3      工事開始
　1991.7       ﾌﾙ操業開始
　1999.10現在：変更点なし (*)へ続く

　この工事自体はほぼ当初の計画どおりに進行・終了した。しかしその後の、本工場
の経営は大幅な赤字を計上している。
　1994年3月現地調査では、国営の紡績工場はすべて赤字経営で、市場を民間企
業に食われている。
　建設後の高生産・高品質も日本人が退去後は見る影もなくなる。今の国営の組織
運営では死を待つのみ。

ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／その他工業

報告書の内容

- 473 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 304

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

プリオク火力発電所リノベーション協力計画調査

The Feasibility Study for Priok Thermal Power
Plant Renovation Project in the Republic of
Indonesia

堀内　清

西日本技術開発(株) 火力本部

85.1.21～3.15

5

59～60

44,105 千円

16.49 人月 （内現地6.90人月）

1985/9

西日本技術開発（株）

インドネシア電力公社:PLN(State Electricity
Corporation)
Ir. Ketut Kontra,Mse（退職、計画部部長),
Ir.Poedjantro Soedjono（保修課課長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=13.68％、FIRR=15.23％
3.今後、電力需要の大幅な伸びが予測され、1989年
   より本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの発電所の役割が再重要視されよ
う。
   従って、この時期までに経年劣化している対象電力
   ﾌﾟﾗﾝﾄを整備しておく必要がある。

実施済

実施機関
　State Electricity Corporation (PLN)
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｼﾞｬｶﾙﾀ市　ﾌﾟﾘｵｸ発電所　No.3，No.4号石油火力ﾕﾆｯﾄ
総事業費
　総事業費　　　3,250百万円
　 うち外貨分      3,020百万円
実施内容
　1.ﾎﾞｲﾗｰ
　　一次過熱器　 ：全数取替（原設計通り）
　　二次過熱器　 ：全数取替（伝熱面増加）
　　空気予熱機　 ：全数取替（一級上段ｻｲｽﾞ）
　　ｽｰﾄﾌﾞﾛﾜｰ      ：修　理
　　減温器ｽﾌﾟﾚｰ ：修　理（ﾉｽﾞﾙ取替）
　　ﾉｽﾞﾙ
　　ﾊﾞｰﾅｰ            ：修　理（部品取替）
　　化学洗浄        ：工事実施（ﾄﾞﾗﾑ及びﾎﾞｲﾗｰﾁｭｰﾌﾞ）

　2.ﾀｰﾋﾞﾝ
　　動翼及び静翼      ：全数取替（高効率翼に取替）
　　ｺﾝﾃﾞﾝｻｰﾁｭｰﾌﾞ  ：全数取替（2Units分）
　　ﾛｰﾀﾘｰｽｸﾘｰﾝ      ：全数取替（高性能機採用）
　　給水ﾎﾟﾝﾌﾟ             ：容量増加（10％増加）

実施期間
　1986.10       計画開始
　1988.9         計画完了

同　左

総事業費       1,590百万円
うち外貨分　　1,510百万円
1.ﾎﾞｲﾗｰ
　一次過熱器　：全数取替（原設計通り）
　二次過熱器　：全数取替（原設計通り）
　空気予熱機　：新型採用
　ﾊﾞｰﾅｰﾁｯﾌﾟ  ：ﾉｽﾞﾙ取替（原設計通り）
　蒸気ﾄﾞﾗﾑ内散水管：取替（原設計通り）
2.ﾀｰﾋﾞﾝ
　静翼                   ：3段分取替
　ﾀｰﾋﾞﾝﾛｰﾀ        ：検査
　復水器ﾁｭｰﾌﾞ   ：全数取替
　主塞止弁          ：修理・部品取替
　給水ﾎﾟﾝﾌﾟ         ：ﾛｰﾀ取替
                              （容量ｱｯﾌﾟ）
　ﾀｰﾋﾞﾝｹｰｼﾝｸﾞﾎﾞﾙﾄ ：全数取替
　冷却水ｸｰﾗｰ            ：ﾁｭｰﾌﾞ取替
　海水管                      ：一部取替
3.電気・制御
　蒸気温度制御装置：新ｼｽﾃﾑに変更
　空気予熱器入口空気制御装置：新ｼｽﾃ
ﾑに変更
　ﾓｰﾀ取替                 ：一部取替
　CWPﾓｰﾀｰｹｰﾌﾞﾙ   ：取替
4.その他
　制御空気ﾄﾞﾗｲﾔｰ    ：取替（原設計通り）
蒸気ｴｾﾞｸﾀｰ           ：ﾉｽﾞﾙ取替

(*)の続き
8.  1991.7      ｺﾝﾄﾗｸﾀｰとの契約及び詳細設計開始
9.  1993.10    現地工事開始
     1993.10    3号機工事着工
     1994.2      4号機工事着工
10.1994.7末  現地工事終了、PLNによる見直しにより工費削減
11.1996.1      現地調査、ｼﾞｬﾜ・ﾊﾞﾘ電力系統の電力需要緩和により運転待機中
                            （1996年1月現地調査結果）

1. PLNではﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの経済性を考慮して、実施範囲・内容を決定。
2. PLNの要請により、円借款を対象とした実施計画(I/P)のﾄﾞﾗﾌﾄを西日本技術開発
(株)で作成。
3. OECFの特別借款対象ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（既往ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ活性化協力）になり、1988年1月
にPledgeされ、1988年7月にLoan Agreement締結。15.9億円
4. 1989.7     ﾌﾟﾘｵｸﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約
5. 1989.8     現地調査、購入仕様書作成業務開始
6. 1990.7     入札公示
7. 1990.10　入札締切、　　(*)へ続く

ｼﾞｬﾜ・ﾊﾞﾘ電力系統の電力需要逼迫により工事着工が1992年9月から1993年10月に
延期になった。

ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／火力発電

報告書の内容

- 474 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 305

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

ﾌﾟﾗﾝﾄ（チェプ製油所）ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画調査

The Study for Plant (Cepu Oil Refinery)
Renovation in the Republic of Indonesia

中川　進

東洋エンジニアリング(株)

85.7.1～7.21

6

60

60,491 千円

19.28 人月 （内現地5.40人月）

1986/2

東洋エンジニアリング(株)

チェプ製油所:PPT Migas
(The Cepu Oil and Gas Training Centre in the
Republic of Indonesia), Ir.Muchtisar D.P.
(Head)
Ir. Santosa Suparma (Head of Affiliation
Section)

技術移転
　ﾃﾗﾁｬｯﾌﾟ工場の生産技術上経営上での問題点を指
摘し、その改善方法を示唆した。又、現地調査の各分
科会に於て共同調査を通して専門的指導を行った。
（具体的なｶﾘｷｭﾗﾑ等の準備はしていない）。
1992.6に技術指導を終了し、全技術者は帰国した。実
施機関は引き続き、日本人技術者の常駐を希望してお
り、通産省-JICA派遣事業部へ要請がある可能性があ
る。

遅延・中断

実施機関
　不明

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾁｪﾌﾞ製油所

総事業費
  総事業費　　　2,279百万円
   うち外貨分　　1,974百万円

実施内容
　1. 製油所（常圧蒸留装置・能力2,000 BPSD）の新設
　2. ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ･ﾏｼﾝの更新
　3. ﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ機器の更新
　4. 設備点検保守用機器の新設

実施経過

なし。

　Cepu Refineryの管轄問題

・PPT Migas は、本計画の早期実現に向けてWorkを開始するのも1987年5月頃国営
石油公社であるPERTAMINAに本計画に係る設備が移管される話がもちあがった。
・一旦PERTAMINAへの移管決定されたがPPT Migas にて本計画を進めたいという
要望があり、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進者は再び未決定となった。1994年3月現在では管轄問題
は解決しており（PERTAMINAは土地のみを所有）、PPT Migas は当該ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実
現を熱望している。

2003.3現在：情報なし

　1986年に日本に対して円借款案件として援助要請されたが取り上げられず。

ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／化学工業

報告書の内容

- 475 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 306

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

ﾌﾟﾗﾝﾄ（ｼﾞｬｶﾙﾀ鋳物ｾﾝﾀｰ）ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画調査

The Feasibility Study for the Renovation of Jakarta
Foundry Center in the Republic of Indonesia

滝　勇

石川島播磨重工業(株)

85.5.30～6.18

11

60

79,803 千円

29.44 人月 （内現地5.34人月）

1985/12

石川島播磨重工業（株）

Ministry of Industry
Ir.H.M Toybl(Director of Basic Metal
Industries)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

2.EIRR=13.3％、FIRR=8.9％
　条件(1)長期借入金利13％／年、返済期間12年

           (2)短期借入金利15％／年

           (3)技術教育訓練ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ関係投資ｺｽﾄを
             ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府、あるいは外国からの
             支援に仰ぐ。

実施済

実施機関
　P.T.BARATA

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Pulogadung（Jakarta）

総事業費
　2.97百万USﾄﾞﾙ
　（1USﾄﾞﾙ=250円=1,110RP.）
　内貨 1.41百万USﾄﾞﾙ
　外貨 1.56百万USﾄﾞﾙ

実施内容
　重点を経営・技術に置く。
　1.JFC自身によるﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画の検討
　2.ﾏﾈｰｼﾞｬｰｸﾗｽ以上に対する経営管理手法等の教育
　3.販売・営業体制の強化ならびに生産計画の確立
　4.品質改善のための鋳造技術の確立
　5.技術標準・作業標準等の確立
　6.鋳造技能訓練所のJFC内での設立地

実施経過
　第1段階　第1年目…1,000T/Y、第3年目…1,800T/Y
　第2段階　第4年目…2,100T/Y、第6年目…2,400T/Y
　第3段階　第7年目…2,500T/Y、第10年目…2,650T/Y

　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはその後、P.T.BARATA社
全体のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画としてUNIDOﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄに取りあげられ､ｽﾗﾊﾞﾔ地区3工場を
対象にして以下の通り実施した。
　1987.9～1987.12　F/S（Phase 1）
　1988.11～1990.10実施（Phase 2）

1993.4 頃からPhase3としてUNIDOから専門家が派遣される予定であったが、UNIDO
側の事情により中止となった。

1999.11現在、その後の情報は全くない。
2003.3現在：情報なし

ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／機械工業

報告書の内容

- 476 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 307

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

ﾌﾟﾗﾝﾄ（ﾊﾞﾃｨｯｸ織布工場）ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画調査

Survey for the Renovation of Medari Fabric
Factory

菅野　晃

(社)日本プラント協会

86.7.2～7.22
86.7.6～7.17

10

60～61

46,149 千円

15.00 人月 （内現地4.60人月）

1987/2

(社)日本プラント協会

工業省、協同組合省、GKBI(Garbungan
Koperasi Batic Indonesia)
Dr.Sularso(Chairman of GKBI)

・G.K.B.Iは、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ繊維産業の代表的な機関であ
り、その直営工場であるﾒﾀﾞﾘ工場へのﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画
はｲﾝﾄﾞﾈｼｱの将来に向け外貨を獲得する意味からも必
要な計画であると結論づけた。
　勧告案としては、ｼｬﾄﾙ織機とｴｱｰｼﾞｪｯﾄ織機との組合
せによる3つの案をそれぞれ検討し、その中の第2計画
案であるｼｬﾄﾙ織機72台、ｴｱｰｼﾞｪｯﾄ織機50台、年間生
産量730万ﾔｰﾄﾞを推奨勧告した。

具体化準備中

実施機関
　G.K.B.I

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　G.K.B.I ﾒﾀﾞﾘ工場（直営工場）ｼﾞｮｸﾞｼﾞｬｶﾙﾀ

総事業費
　264億ﾙﾋﾟｱうち外貨分3,442百万円
　　（1USﾄﾞﾙ=160円=1,125ﾙﾋﾟｱ）

計画内容
・紡績工程ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画
   革新織機（ｴｱｰｼﾞｪｯﾄ織機）導入の為、糸質の向上と安定供給を
   はかるべく紡績工程の一部ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
・織布工程ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画
   老朽化した既存の織機の入れ替えと準備工程部門の一部の機台
   入れ替えににより、輸出向けの広幅の生地綿布の生産をはかる。
・染色仕上工程ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画
   現存する設備工程のうち一部部品の補充と老朽個所の取替修理
    など、最小限の改修をはかる。

・G.K.B.Iの課長ｸﾗｽ3名をJICA研修ﾌﾟﾛｸﾞ
ﾗﾑにより日本に招き、実地研修を行う。 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国の銀行資金で実施することが決まり、入札が行われた。

1999.10現在：変更点なし
2003.3現在：情報なし

・具体化の可能性は高いと見られる。同様の案件でﾁﾗﾁｬｯﾌﾟ繊維工場のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
計画（1987年度特別円借52億9,300万円のL/A 締結）が先行し、それが実施の緒に
ついたあとに本件が取りあげられた。

ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／その他工業

報告書の内容

- 477 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 301

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

プラント（紙・パルプ）リノベーション計画調査

The Feasibility Study for the Plant (Paper & Pulp)
Renovation in the Republic of the Philippines

近藤　哲朗

新王子製紙(株)

84.9.10～9.28

9

59

76,144 千円

25.47 人月

1984/8/1

新王子製紙(株)
本州製紙(株)

投資庁:Board of Investment (BOI)
Min.Edgardo Tardesillas(Vice Chairman)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=12.3％
   PICOP　ﾋﾞｽﾘｸﾞ工場の改修（主に2台の抄紙機のﾘﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ）を先行させ、ｲﾘｶﾞﾝ工場の抄紙機移設につい
てはPICOPの資金余力がついた時点で実施することを
提言した。

実施済

実施機関
　B O I・Paper Industries Corporation of the Philippines (PICOP)

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾐﾝﾀﾞﾅｵ島ﾋﾞｽﾘｸﾞ

総事業費
　11,025百万円
　　外貨　5,448百万円
　　内貨　5,537百万円
　　　（1USﾄﾞﾙ=245円=18ﾍﾟｿ）

実施内容
　PICOP ﾋﾞｽﾘｸﾞ工場の改修
　・2台の抄紙機の改造
　・TMPﾌﾟﾗﾝﾄの改造及増設

実施経過
　1986.12     計画開始
　1988.9       計画完了

薬品製造ﾌﾟﾗﾝﾄ増設が追加された。

資金繰りの関係から緊急を要するものか
ら実施するため2段階に分ける。
　第1段階：抄紙機ﾌﾟﾚｽの改造、
                      薬品製造ﾌﾟﾗﾝﾄの増設
　　　　　　 外貨　25億円
　　　　　　 内貨　  9億円
　第2段階：抄紙機の改造（ﾌﾟﾚｽ以外）、
                      CTMPの増設
　　　　　　 外貨　60億円
　　　　　　 内貨　21億円

　調査報告書の勧告に基づき部分的にﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝを実施した。資金手当等の状況詳
細は不明。
（1995年11月現地調査結果）
1999.10現在：変更点なし

技術移転
1.ﾋﾞｽﾘｸﾞ工場の技術系幹部に対し、現地でｴﾈﾙｷﾞｰ問題、ﾊﾟﾙﾌﾟ配合問題について
講義を行った。
2.工場診断を基に、各部門に亘って、原価低減上の問題、品質問題、操業問題、設
備上の問題をとり上げ改善提言を行った。（本件は三菱重工より事情を聴取した）

ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／その他工業

報告書の内容

- 478 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 302

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

ﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ（ﾙｿﾝ島送電網）計画調査

The Feasibility Study for the Plant Renovation
(Luzon Grid Transmission System) in the Republic
of the Philippines

松本　茂

西日本技術開発(株)

84.9.18～11.1

5

59～60

67,476 千円

25.83 人月 （内現地18.80人月）

1985/5

西日本技術開発（株）

国営電力公社(National Power
Corporation:NPC), Mr.J.U.Jovellanos(Special
Assistant to Chairman), Mr.C.D.Del
Rosario(Senior Vice-President)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR/FIRR=7.6～12％
3.期待される開発効果
   電力系統の事故停電を減らし、施設の強化、
   運用の近代化を図ることにより、ｴﾈﾙｷﾞｰ利用
   の効率化を図る。

1999.10現在：変更点なし

実施済

実施機関
　National Power Corporation (NPC)

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾙｿﾝ島

総事業費
　総事業費　　　102億2,500万円
　　　　　　　　（4,138万USﾄﾞﾙ）
          うち外貨分  79億9,800万円
　　　　　　　　（3,238万USﾄﾞﾙ）
               内貨分   22億2,800万円
　　　　　　　　　（900万USﾄﾞﾙ）
　　　　　（1USﾄﾞﾙ=247円，1P=14円）

実施内容
　1. 基幹送電線保護装置の更新ならびにﾘﾚｰ用給電運用のためのﾏｲｸﾛ
       通信網の拡充整備
　2. ﾏﾆﾗ北部の拠点Balintawakに対する供給送電線の強化
　3. 230KV Mexico SSなど老朽変電所設備の更新
　4. 教育保守体系の整備

実施経過
　1985.10　　計画開始
　1988.7        計画完了

1. 基幹送電線の保護装置の更新
2. ﾏｲｸﾛ及び電搬通信網の拡充整備
3. 自動再閉路装置の設置
4. 系統電圧の改善対策
5. 230KV ﾒｷｼｺ変電所などから老朽変電
所設備の更新
6. その他SCADAの拡充、故障検出装置
の改善、教育保守体系の整備（模擬盤、
保守用車両）等が実施された。
    なお、これら等の内容は、F/Sの内容と
殆ど同じである。

ADBとNPCの間で、業務契約が締結（1986年12月、47百万ﾄﾞﾙ）され、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは実
施済み。

ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／送配電

報告書の内容

- 479 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 303

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

ﾌﾟﾗﾝﾄ（ｱｲﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ）ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画調査

The Feasibility Study on the Plant (Island Cement)
Renovation in the Republic of the Philippines

鳥谷部　良

小野田エンジニアリング(株)

86.7.7～7.15

4

60～61

60,773 千円

22.53 人月 （内現地4.10人月）

1986/11

小野田エンジニアリング(株)

Board of Investment (投資委員会)
Blesilda B.Magno (Senior Analyst)

　ICC.ｱﾝﾃｨﾎﾟﾛ工場は湿式であるので、燃料消費量が
多く、且つ電力単価の高いﾏﾆﾗ電力会社から電力の供
給をうけているため電力費が高い。この二つが同社の
財務状態を大きく圧迫しているので、対策として湿式ｷ
ﾙﾝから乾式NSPｷﾙﾝへの転換、ならびに電力購入先を
国営電力会社へ転換することを中心とするﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
が考えられる。
　検討の結果、このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは技術的ならびに経済的
にﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙであることが認められた。

中止・消滅

実施機関
　ｱｲﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ（ICC）ｱﾝﾃｨﾎﾟﾛ工場

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾘｻｰﾙ州、ｱﾝﾃｨﾎﾟﾛ、ﾀﾌﾞﾊﾞｯｸ村

総事業費
　725,182,000P　うち外貨分415,818,000P
　　（1USﾄﾞﾙ=192.05円=19.103ﾍﾟｿ）

事業計画
　・ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝの方式
　　既設NO.1ｷﾙﾝをNSPｷﾙﾝに転換し、能力を2,600t/dclに倍増する。
　　したがってNO.2ｷﾙﾝは休止する。
　・各部門のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
　　原料受入 ：既設設備の整備
　　原料粉砕 ：堅型ﾐﾙ1基新設他
　　焼         成：上記ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ通り
　　ｾﾒﾝﾄ粉砕：既設設備の整備
　　包         装：輸送機能力増加
　　受  注  先 ：ﾏﾆﾗ電力会社から国営電力会社へ変更

・ICC職員の日本における研修

F/S実施中に政権交替が行われ、その後の政情不安により、ｾﾒﾝﾄ需要が極端に減
退した。そのため、ICC運転中止、更に工場売却へと追い込まれている。現在同社
はﾌｨﾘﾋﾟﾝ･ｲﾝﾍﾞｽﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｺﾝｻﾙﾀﾝｼｰ傘下のｿﾘｯﾄﾞｾﾒﾝﾄに引継がれている。

ｿﾘｯﾄﾞｾﾒﾝﾄ社（民間）は、既存ﾌﾟﾗﾝﾄのﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝと2基の生産ﾗｲﾝ拡張を行った。詳
細は不明。（1995年11月現地調査結果）
1999.10現在：その後の進展なし

ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／窯業

報告書の内容

- 480 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 THA 301

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

タイ

南ﾊﾞﾝｺｸ火力発電所ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ協力計画調査

South Bangkok Thermal Power Plant Renovation
Project in the Kingdom of Thailand

難波　弘

電源開発（株）

84.7.17～8.15

9

59

62,722 千円

25.90 人月 （内現地8.30人月）

1985/2

(株)EPDCインターナショナル

EGAT:Electricity Generating
Authority of Thailand（タイ電力公社）
Mr.C.Suthidnongchai(Assistance General
Manager 当時）
Mr.B.Krairiksh(Director 当時）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
(1)南ﾊﾞﾝｺｸ火力はﾊﾞﾝｺｸに隣接しており、系統に占め
る
     比率の非常に高い重要な発電所で首都圏のﾍﾞｰｽ
     負荷需要に今後とも対応させる必要がある。
(2)一方、ﾀｲのｴﾈﾙｷﾞｰ政策上、当火力発電所用燃料
は
     輸入石油よりｼｬﾑ湾の天然ｶﾞｽに転換することが
     輸出入収支ﾊﾞﾗﾝｽ上重要である。
(3)上記の理由よりﾊﾞﾝｺｸ火力発電所のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ、
     すなわち発電ﾌﾟﾗﾝﾄの信頼性向上、効率の回復、
     近代化、寿命の延長が早急に必要である。
(4)このための工事実施時期の確保、資金の準備、
      ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施体制の準備、新技術導入への配慮
      などを提言した。

実施済

実施機関
　EGAT

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾀｲ国ﾊﾞﾝｺｸ郊外ｻﾑｯﾄﾌﾟﾗｶｰﾝ市

総事業費
　総事業費       225億円（2,132百万ﾊﾞｰﾂ）
　うち外貨分     171億円（1,615.3百万ﾊﾞｰﾂ）
　　　　　　（1ﾊﾞｰﾂ=10.57円）

実施内容
　南ﾊﾞﾝｺｸ発電所（1～5号機合計出力130万KW）のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ項目は以下
のとおり
　1.ﾎﾞｲﾗｰﾁｭｰﾌﾞ取替、空気予熱器の材質変更、主ｺﾝﾃﾞﾝｻｰの材質変更
      等の信頼性向上対策(13項目)
　2.運転方法や設備改善等による効率回復(6項目)
　3.合理的保守運用、事故未然防止、環境保護対策、最新の機器や設備
      導入に伴うﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ等の近代化(10項目）以上29項目の実施により、
      信頼度が高く、効率の高い近代的な機能を有した発電所として稼働
      するよう計画した。

実施経過
　1986.7　　計画開始
　1991.1　　計画完了

＜信頼性向上・寿命延長措置＞
費用計 660,013 million baths
　1)ﾎﾞｲﾗ管　（1・2号機）
　2)A/H（空気予熱器）（1・3号機）
　3)主要蒸気管（1号機）
　4)ｺﾝﾃﾞﾝｻ管取替（材質変更）
                                   （1～2号機）
　5)純水電置手入れ（1～5号機）
　6)水質管理危機（1～5号機）
　7)発電機ﾛｰﾀｺｲﾙ端（1～5号機）
　8)自動燃焼制御装置改善（3～5号機）
　9)ﾀｰﾋﾞﾝ･ｼﾞｬｰﾅﾙ温度測定（1号機）
＜工場効率改善措置＞　
費用計 120,000 million baths
 10)蒸気ﾀｰﾋﾞﾝ改善（1号機）
＜近代化＞　
費用 30,840 million baths
 11)ﾊﾞﾙﾌﾞ近代化（1・2号機）
 12)ﾊﾞｰﾅｰ傾斜（1～3号機）
 13)排水処理施設（1・2号機）
＜技術提言＞　
費用計 19,500 million baths
 14)化学洗浄技術向上（1～5号機）
 15)ﾀｰﾋﾞﾝ潤滑油の品質管理技術向上
（1・2号機）
実施者（作業者）
　ﾀｲ電力公社（EGAT）、三菱重工業
（MHI・受注施工分）
　（1996年10月現地調査結果）

　調査終了直後は不況により電力需要の伸びが予想より小さく、EGATの設備にまだ
余裕があった。このため、本格的なﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝは実施せず通常の補修工事で不具合
個所の修理・取替を行っていく方針が確認され、このﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画は一旦延期され
た。
　しかし1987年に入って急激に増加した外国資本投資が引き起こした好景気に伴
い、電力需要は従来予想をはるかに超えて伸びることとなった。この伸びに対処する
ためEGATは電源開発計画の見直しを行った結果、南ﾊﾞﾝｺｸ火力発電ﾕﾆｯﾄの更に
数年の寿命延長を図るべきとの結論に至り、1987年10月、自己資金にてﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
を開始した。現在、本最終報告書の提言に基づき、ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝが最終段階に入って
いる。（1996年10月現地調査結果）

ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／火力発電
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



 

 

 

 

 

 

 

 

（5）中国工場近代化（全 117 件） 
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（冷蔵庫・洗濯機）近代化計画調査－北京

The Study for the Factories (Refrigerator, Washing
Machine) Modernization Program in the People's
Republic of China

竹内　芳朗

(社)日本電子機械工業会

81.12.6～12.26／
82.3.11～3.17

6,3

56～57

24,702 千円

0.00 人月

1982/6

（株）日本電子機械工業会

国家経済委員会

1983.9 　電氷箱廠　契約調印（ｲﾀﾘｱの会社）
1983.7 　洗衣機廠　契約調印：東芝(株)
1984.7 　同　　上　改造完成
1985　　 設備設置

1999.10現在：新情報なし

進行・活用

計画の概要
1.調査目的
　　北京電氷箱廠及び北京洗衣機廠に対し工場診断を実施し当該工場
の近代化計画を作成する。
2.結論及び勧告
　(1)北京電氷箱廠
　　 冷蔵庫の生産を現行30千台から1985年100千台とすることを目標とし
て総合的管理ｼｽﾃﾑを確立し、諸設備の利用技術等の向上をはかる。
　(2)北京洗衣機廠
　　 洗濯機の生産を現行300千台（白蘭200：二層洗100）から1985年500
千台（200：300）とすることを目標として、製造部門を近代化し、設備の改
善をはかる。

(1)北京電氷箱廠
　 総事業費：735万元
　　　　　　　　（うち外貨分229万ﾄﾞﾙ）

(2)北京洗衣機廠
　 総事業費：外貨分446万元
　　　　　　　　（うち技術料77万元）
　　 　　　　　内貨分760万元
生産工程：
　・設備導入
　・板金、組立設備　　　15台
　・金型　　　　　 　　　　15台
　・検査機器　　 　　　　28台
生産管理
　(1)生産管理体制の改善
　(2)事業部の導入
　(3)倉庫の改善

品質管理についても提言内容は実施さ
れた。

実施の遅れはあるが、ほぼ計画案に沿ってﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが実施された。
冷蔵庫については、実施後「雪花」冷蔵庫を生産、品質、利益とも向上した。
但し、その後、市場経済化による競争の激化に対応できず稼働率が落ちている。
洗濯機については、多種類の新製品開発に成功、全部品を国産化し、製品が表彰
を受けた。両者とも輸出を開始、外貨獲得に貢献。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（民生用電子）近代化計画調査－上海

The Study for the Factories (Electronics for
Household Use) Modernization Program in the
People's Republic of China

西　光雄

(社)日本電子機械工業会

82.3.7～3.29／
82.6.27～7.3

5,3

56～57

26,706 千円

0.00 人月

1982/11

（株）日本電子機械工業会

国家経済委員会

1984.7　　三廠契約　 　調印：松下電気貿易(株)
1985.3　　十二廠契約　調印：松下電気貿易(株)
（上海無線電三廠）　近代化計画に沿って改善と生産
工程を中心に中間段階まで実現させたが、主力製品
であったﾗｼﾞｶｾの市場で競争激化により業況低迷、改
善対策、製造ﾗｲﾝは操業中止となっている。
（上海無線電十二廠）　近代化計画ではﾗｼﾞｶｾ用の抵
抗器の部品加工から組立までの一貫生産を目標として
きた。しかし、設備の導入にあたって日本企業との価格
交渉に2年と長期を要したこと、また、ﾗｼﾞｶｾの需要が
1987年の設備導入時点ですでに一巡していたことも
あって組立ﾗｲﾝは低稼働を余儀なくされている。投資ｺ
ｽﾄも円高の影響で大幅増となり、計画額を1割強上回る
680百万円を投じたものの内容的には一部設備の導入
をとりやめている。

1999.10現在：新情報なし

進行・活用

計画の概要
1.調査目的
　上海無線電三廠及び上海無線電十二廠に対し工場診断を実施し近代
化計画を作成する。
2.結論及び勧告
　(1)上海無線電三廠
　　 ﾗｼﾞｶｾ生産を現行175千台から1985年370千台とすることを目標とし
て、
      総合管理体制を確立し、生産ｼｽﾃﾑと設備を改善する。
　(2)上海無線電十二廠
　　 可変抵抗器生産を現行2,500万個から1985年3,800万個とすることを
       目標として生産管理を近代化し、新設備等の導入をはかる。

(1)上海無線電三廠
　 ﾗｼﾞｶｾ製造年産約6万台（1985.6生産
開始）
　 総事業費260百万円（国内資金）
(2)上海無線電十二廠
　　1987.3　完成
　　1987.4　生産開始
　 総事業費約680百万円（国内資金）

生産管理、生産工程、品質管理につい
て、提言内容が実施された。

1. 三　廠     (1) プロジェクト実現による効果の大きさ
　　　　　　　(2) 財政的好条件、好環境
2. 十二廠    (1) 同業種ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの進行速度が速かった
　　　　　　　(2) 国内の許可条件が比較的整備されていた
　　　　　　　(3) ﾗｼﾞｶｾを始めとする音響電気ｾｯﾄの市場の活況

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（プラスチック）近代化計画調査－上海、無錫

The Study for the Factories (Plastics)
Modernization Program in the People's Republic of
China

中野　一

(社)東日本プラスチック造形工業協会

82.1.5～1.25

6

56～57

25,571 千円

12.21 人月 （内現地5.19人月）

1982/8

(社)東日本プラスチック造形工業協会

国家経済委員会
馬（国家経済委員会付主任）
李玉安（国家経済委員会技術改造局工程師）

1982.8　ｸﾞﾗﾋﾞｱ印刷を中心に日本視察
1. ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ（無錫）：1983年12月工場の設備に
                 　              ついて日本製鋼と成約
2. ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ﾗﾐﾈｰﾄ ：1983年3月、工場の改造設備に
             　                  （上海）  ついて新東邦と成約
（無錫）
政府の計画認可と資金供与によって近代化計画の実施ｽｹ
ｼﾞｭｰﾙは若干遅れたものの、当初計画に沿って1985年既存設
備の改造と射出成形機の導入及び生産管理面での近代化を
完了している。近代化実施により生産効率や品質面でも向上
がみられ、業況は好調に推移。1992年7月株式化へと組織変
更を行っている。
3. 1990～1991年に第2次近代化技術改造を実施した。この資
金は江蘇省建設銀行を経由し世界銀行から2,250万元を借入
れ、自動車部品その他の大型成型品用射出成形機、および金
型などを購入した。これらの投資と自己資金を合計し、これまで
にほぼ4,136万元の投資を実施し経営は順調に推移してきた。
（1999年現地調査結果）

進行・活用

　1.上海人民ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ工場、2.無錫ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ工場第1工場に関し、近代化
計画を策定し、提言した。
1. 上海人民ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ工場
　(1)工場管理組織の改善
　(2)既存設備の改善
　　1)　印刷機
　　2)　ｲﾝﾌﾚｰｼｮﾝ
　　3)　ﾗﾐﾈｰﾄ
　　4)　ｽﾘｯﾀｰ
　　5)　製版設備
　(3)新設計画
　　 耐久食品包装材料
2.無錫ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ第1工場
　(1)既存設備の改善
　　 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ原料着色法…ﾀﾝﾌﾞﾗｰを利用した、ﾄﾞﾗｲｶﾗｰﾘﾝｸﾞ方式を採用
　　 原料乾燥機
　(2)新設計画
　　 射出成形部門…ｺﾝﾃﾅ5型→20型に増産
総事業費：既存設備の改善…1.4億円
                 設備導入      　   …6.1億円
実施経過：ﾌｨﾙﾑ生産能力を2段階に分けて向上させる。
　　　　　1981年　　　270 ﾄﾝ
　　　　　1983年　　1,900 ﾄﾝ
　　　　　1985年　　6,000 ﾄﾝ

1983.　大日本ｽｸﾘｰﾝ、
     Think社より設備購入      （第1次）
　　　　・製版用ｶﾒﾗ
　　　　・色分析機
　　　　・物理化学設備   107万ﾄﾞﾙ
　　　　・製袋機
　　　　　 など。
     国内より設備購入…428万元
1984.6　稼働開始
～1986.6　設備購入（第2次）…230万ﾄﾞﾙ
　　　　環境対策…150万元
　　　　生産実績：
　　　　　　1988年　2,400 ﾄﾝ
　　　　　　1989年　4,000 ﾄﾝ
生産管理、品質管理についても、提言内
容が実施された。
1.設備導入…各種ｺﾝﾃﾅ他大型成型品
生産設備
　既存設備改造更新：着色剤、
        ﾎｯﾊﾟｰﾛｰﾀﾞｰ、ﾎｯﾊﾟｰﾄﾞﾗｲﾔｰ装置
　射出成形機と付帯設備導入：日本製
        型締力1600t、ｱﾒﾘｶ製型締力2700t
　金型工作機と付帯設備新設：新鋭NC
        制御3次元ﾌﾗｲｽ盤導入により解決
　検査機試験機器と付帯試験室新設：
         引張・圧縮・衝撃など試験機、
         低温恒温試験室

　                                   (*)へ続く

(*)から
2.生産工程
　JICA近代化調査の提言は、生産工程主要22項目、生産管理主要13項目の合計35項目であ
る。主要提言生産工程22項目19項目は実施完了、未実施3項目は耐候性試験機その他で、中
国国内政府機関へ委託試験可能な設備であり、特別に自工場で持つ程の必要性がない機器で
ある。よって生産工程主要提言項目は100％実施と結論する。設備機器の投資も計画以上に進
展し、結果は高い収益性に現われている。
3.生産管理
　生産管理13項目は全て実施されている。製品品質、金型生産技術に関しては、日本の水準に
比較すると満足ではないが、特に中国市場で劣るとは言えず問題とするほどではない。自動車、
家電部品の外観水準は高ﾚ ﾞﾙであり ｺﾝﾃﾅ に関してはやや外観変形（ﾘﾌﾞ部の引け）が有る

技術移転例：1. 技術関係者に対するﾌﾟﾗｽﾁｯｸ材料・加工についての学科講習
               　    2. 現場管理者および作業者に対する品質向上についての実技指
導
　ﾗﾐﾈｰﾄ化の生産も増え、若干の計画遅れはあるが、ほぼ順調な実施経過といえる。
ﾗﾐﾈｰﾄ印刷に関しては中国でもﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙの技術を有し、他からの見学も多い。上海
では、製品の種類が2種類から20種類に増加。無錫では、7ｼﾘｰｽﾞ65規格の新製品
が開発された ﾌﾟﾗｽﾁ ｸによる木材の代替が進み 木材の節約が進んでいる

中国工場近代化調査／化学工業

報告書の内容

- 485 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（メカニズム・スピーカー）近代化計画調査－
天津

The Study for the Factories (Mechanism Speaker)
Modernization Program in the People's Republic of
China

今本　正

(社)日本電子機械工業会

83.2.21～3.17

3

57～58

23,492 千円

4.98 人月 （内現地1.99人月）

1983/11

（株）日本電子機械工業会
シャープ(株)

天津宅声器材：Tianjin Electroacoustic
Equipment Factory
李文祥（天津元　合公司対外経済長天津市経
済委員会）呉吉祥（副主任）

　ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑに関し若干規模を縮小し、日本
の各商社／ﾒｰｶｰを中国側が独自に選んでﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを
推進している。
　1984.10　松木(株)、末広鉄工所(株)、及び富田電諷
音響(株)と契約
　1985.10　日本企業と合弁
　1998.10　新情報はなし

進行・活用

[実施機関]　　ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑ   天津市無線電廠
                         ｽﾋﾟｰｶｰ                         天津電声器材廠
[ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ]　　天津市
[総事業費]     ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑ　1,815.6百万円
                        ｽﾋﾟｰｶｰ                          1,530.6百万円
[実施内容]
　天津地区における民生用電子工場に対し、工場診断を実施し、既存設
備の有効利用に重点をおいた生産管理と製造技術に関する近代化計画
を作成する。
1. ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑの生産拡大
　(1)　機種の拡大と設定
　   　　・新規機種の開発と導入
　   　　・開発設計の技術力の修得
　　　　　 （1～3段階導入の提案）
　(2)生産工程能力の拡大上記機種設定に伴う、
　   　　・具体的工程設備と生産人員
　   　　・金型製作及び部品生産のための諸設備と人員計画
　(3)生産管理能力の拡大
　   　　・各種管理技術の導入方法
　   　　・管理体制の改善方法
　 以上の導入、修得方法の提案
2. ｽﾋﾟｰｶｰ
　(1)設備の提供、据付　　(2)設備の運転指導
[実施経過]
　ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑ：     1983.3　開始　　1985.3　完了

　ｽﾋﾟｰｶｰ                       ：    1983.9～1984.10     ｽﾋﾟｰｶｰ組立
                                              1984.2～1985.3       ｺｰﾝ紙製造
                                              1984.10～1985.12   ﾎﾞｲｽｺｲﾙ製造

生産管理、生産工程、品質管理につい
て、提言内容が実施された。

天津市無線電廠：
1985年に2000万元の投資を行い、1985
年12月に日本企業と合弁。大幅増産、品
質向上を達成。

天津電声器材廠：
1985年に組立工場、1986年にﾎﾞｲｽｺｲﾙ
工場の改造を実施。総事業費は755万
元。

ｽﾋﾟｰｶｰ部門
　1983年に工場診断のまとめ報告のため関係者が訪中。以後、予算不足の関係に
より商談の具体的進展なかった。1985年より日本の設備を中心に自動化ﾗｲﾝを導
入。輸出比率が30％に達している。
ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰ部門
　ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰは表彰を受け、輸出を開始。ｽﾋﾟｰｶｰの品質改善、生産高が大幅に増
え、輸出もされている。

技術移転
1. ｽﾋﾟｰｶｰに関し、 (1) 各種資料説明、配布。
                                (2) 現地工場各工程に対する改良指導。

2. ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑに関し、OJT等を通じ規格・技術資料の配布、移転を行っ
た。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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調査延人月数
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報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（プラスチック）近代化計画調査－天津

The Study for the Factories (Plastics)
Modernization Program in the People's Republic of
China

中野　一

(社)東日本プラスチック成形工業協会

83.1.20～2.9／
83.6.21～6.27

9,3

57～58

35,620 千円

0.00 人月 （内現地6.52人月）

1983/3

(社)東日本プラスチック成形工業協会

国家経済委員会、陸江（国家経済委員会技術
改造局付局長）
王毅（同工程師）

天津第十四塑料製品廠：
1986年にｲﾀﾘｱから設備導入
1999.11現在：変更点及び新情報は特に無し。

進行・活用

　天津第一塑料廠及び天津第十四塑料製品廠に対し工場診断を実施
し、既存設備の利用に重点をおいた生産工程と生産管理に関する近代化
計画を提言した。
1.天津第一塑料廠
 (1) 工場管理組織の改善
 (2) 既存設備の改善
　　　 新ｶﾚﾝﾀﾞｰ　　旧ｶﾚﾝﾀﾞｰ　　印刷
 (3) 新増設計画
　　　 逆L4本ｶﾚﾝﾀﾞｰの設置
　　　 4本ｸﾞﾗﾋﾞｱ印刷機の設置
　　　 ﾎﾞｲﾗｰの新設
　　　 放射線厚さ計の設置
　　　 ｵｲﾙﾐｽﾄ除去装置
　　　 ｶﾚﾝﾀﾞｰﾗｲﾝの更新
　　　 ﾌﾟﾚｽ機の増設
 (4) 所要経費：総事業費 774百万円
2.天津第十四塑料製品廠
 (1) 工場管理組織の改善
 (2) 既存設備の改善
　　　 管製品　　射出成形製品
 (3) 新増設計画
　　　 管製品
　　　 (a) 原料配合設備
　　　 (b) PVCﾊﾟｲﾌﾟ押出系列
　　　 (c) 付帯設備
　　　 (d) 電気設備
　　　 (e) 検査ｹｰｼﾞ類
　　　 射出成形製品
 (4) 所要経費：総事業費 571百万円

第一塑料廠については、古い設備の改
造は不許可となり1989年まで中断。その
後世銀の融資（798万ﾄﾞﾙ）が決定し、ｲﾀﾘ
ｱ企業が落札した。
第十四塑料については、生産管理、生産
工程、品質管理について、提言内容が実
施された。事業費は141万ﾄﾞﾙ。137項目
の改善提案の内96項目を実施に移した。

第一塑料廠で実施が中断となった理由は、診断、提言後に企業の生産内容が変わ
り、売上成績が不良となったため、改善計画を導入しなかったことによる。
JICA報告書は世銀への計画案提出に役立った。

第十四塑料廠については、製品の使用範囲が広がり、種類が増加した。ﾊｰﾄﾞPVC
が高品質、生産増、消耗率の低さで表彰された。

中国工場近代化調査／化学工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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団長
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その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（家具）近代化計画調査－烟台

The Study for the Factories (Furniture)
Modernization Program in the People's Republic of
China

青木　恒太郎

(社)国際家具産業振興会

83.6.15～7.12

3

58

19,703 千円

8.00 人月 （内現地3.00人月）

1984/3

（社）国際家具産業振興会

国家経済委員会
朱熔基（委員）

1.技術移転
　ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対するOJT：木材乾燥、木取り、機械加
工、接着、研削、塗装についての技術指導
1999.11現在：変更点は特になし。

進行・活用

烟台木材工業公司家具工場近代化に関し、
 1. 設備の段階的拡大
 2. 各作業段階での管理体制の確立
 3. 職員の教育・訓練に関し提案を行い、箱物家具生産能力の倍増を
    図り、日産100台年産30,000台、の体制を築く。
     総事業費 186.96百万円

国際協力事業団より1984年に報告書を
受け取り生産工程の近代化を1984年から
1985年にかけて行なった。報告書で提案
された設備投資案は248万元であった
が、実際は300万元必要であった。導入し
た設備は、すべて日本製で全部で74台
であり、ほぼ報告書の提案に沿っている。
これらの設備は箱物家具生産に使用され
る機械であり、1985年には中国国内でも
ﾄｯﾌﾟの設備・技術を持った工場になった。
改造後売上げは、調査時の258万元から
500万元になった。また、改造後当工場の
製品が表彰を受けた。
生産管理面では、工場内での組織改善
を行ない、生産管理体制の確立、ﾏﾆｭｱﾙ
作りなどを行なった。品質管理について
は従業員教育、組織改革などを行なっ
た。（1995年3月現地調査結果）

近代化実施後、他工場でも技術導入をしたことと、1986年から当工場では投資を行
なわなかったこと、また市場の志向の変化により、1989年ごろから技術の遅れが目立
ちはじめ、生産量も低下してきた。現在では生産技術、能力も低い。導入した設備も
古くなり、74台導入したもののうち、3台は当初から使用できず、4台が使用できなく
なった。残りの機械もｽﾍﾟｱ･ﾊﾟｰﾂが入手しにくい、機械が旧式であるなど、問題がで
てきている。（1995年3月現地調査結果）

中国工場近代化調査／その他工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数
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最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（光学機器）近代化計画調査－天津

The Study for the Factories (Optics)
Modernization Program in the People's Republic of
China

橋詰　昭次郎

(社)日本分析機器工業会

83.6.20～7.12

3

58

17,521 千円

5.26 人月 （内現地3.00人月）

1984/3

（社）日本分析機器工業会

天津市光学儀器廠　
光学儀器廠工場長

日立製作所との間で技術提携が実現。
1985.3.25       契約（契約期間5年）
1986末まで       30台ｾﾐﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　　   完了
1987                  37台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　    〃
1988（計画）　　 23台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　   〃
1989　　　　　   30台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　    〃
1990.11 　　　　 30台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　    〃
1991.11 　　　　 20台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　進行中
1992.11 　　　　 20台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　  完了
1993.10 　　　　 30台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　  完了
1994.10 　　　　 当該技提製品は現に天津側自身の
　　　　　　　　技術と努力により改善、改良され国産
　　　　　　　　化率もほぼ100％に達している事より
　　　　　　　　技提製品を通じての本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは
　　　　　　　　完全に完了
・上記のように技術提携も終了し、先方は自立にて順
調に操業。本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは完全に終了。
1999.11現在：変更点は特になし。

進行・活用

　天津市光学儀器廠に対して工場診断を実施し、その結果に基づき既存
設備の利用に重点をおいた生産管理と、生産工程における製造技術に
関する近代化計画を提言した。
　1. 生産管理近代化計画
   (1) 業務分担と組織の検討
   (2) 職場配電計画の検討
   (3) 情報管理の強化
   (4) 管理の改善と強化
   (5) 職場の活性化
　2. 生産工程近代化計画
   (1) 現場体質の強化
   (2) 組立工程の改善
　3. 所要資金計画
　　　 総事業費 168百万円

1. 業務分担と組織の再編成
2. 職場の活性化
3. 組立工程の改善
4. その他

総事業費：297.6万元（内外貨分102万
元）

1. 技提製品の生産ﾗｲﾝの新設による効果
2. 新工場長の就任に伴う効果

1. 技術移転
　 赤外分光光度計（270～30型）の生産に必要となる生産技術、生産管理等が
 現地関係者に教授された。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（ガラス）近代化計画調査－上海

The Study for the Factories (Glass) Modernization
Program in the People's Republic of China

梅津　正明

(社)日本ガラス製品工業会

83.7.11～7.31

4

58

17,962 千円

6.00 人月 （内現地4.00人月）

1984/2

（社）日本硝子製品工業会

上海玻璃瓶二廠
　明良（上海市軽工業局副局長）
　乗（上海市経済委員会企業管理処幹部）
　張（上海玻璃瓶二廠廠長）

F/S追加調査実施
　1)東洋ｶﾞﾗｽ(株)　2)工場改造及び設備導入
　内容が不明確であったため
ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ契約

（上海玻璃瓶二廠）
診断後、日本企業から設備導入を計画してきたが、そ
の後の円高の中で設備価格が急騰、設計費用のみを
支出した段階で、業況の悪化と資金繰り難に陥り、計
画中止を余儀なくされている。
1999.10現在：新情報は無し

進行・活用

計画の概要
1. 調査の目的
　　 上海市における上海玻璃瓶二廠に対し工場診断を実施し、
　 その結果に基づき既存設備の利用に重点をおいた生産管理と
　 製造技術に関する近代化計画を作成する
2. 結論及び勧告
　 (1) 国際水準までの品質の向上
　 (2) 原料秤量の自動化
　 (3) 溶解窯の耐用年数の向上
　 (4) 省ｴﾈﾙｷﾞｰ
　近代化に必要な資金 832,424,500円

1. 原料秤量の自動化のためｺﾝﾋﾟｭｰﾀ
ｰ制御による原料自動秤量設備一式導
入。
2. 溶解室の省ｴﾈﾙｷﾞｰ対策として、ｺﾝ
ﾋﾟｭｰﾀｰ制御による燃焼制御設備一式導
入。

　上記2点に関して契約済みで、現在、第
2回設計会議を行っている。

　中国側が予算不足により、下記の契約
内容に変更した。

　（別紙参照） 　現況に至る理由
　工場改造をして新設備を導入することにより品質向上とｺｽﾄﾀﾞｳﾝがはかれる。

技術移転
　工場の生産管理と生産工程における製造技術分野を中心に現状の調査を行い、
改善するための技術指導を行った。その結果、品質、生産歩留が向上した。一部の
設備はｺｺﾑ規制により輸出ができず、国内改造により対処。

中国工場近代化調査／窯業

報告書の内容

- 490 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（ポリバリコン）近代化計画調査－上海

The Study for the Factories (Poly Variable
Condenser) Modernization Program in the People's
Republic of China

今本　正

(社)日本電子機械工業会

83.5.15～6.5

3

58

12,755 千円

4.72 人月 （内現地1.79人月）

1984/2

（株）日本電子機械工業会
東光(株)

上海　旦電容器廠：Shanghai Fudan
　　　　　　　　　       Capacitors Works
丁宇（廠長）

1986.9    中国側の要請により技術者を派遣し、
              技術移転の内容を再確認した。
1986.11   中国側の要請により見積書を提示した。
              見積額2,500千USﾄﾞﾙに対し、中国側
              予算1,000～1,200千USﾄﾞﾙしかないとの
               回答があり、品種の絞り込み、整備の部分
               導入等、予算に近づける方法を提示した
               が、成約不成立となった。
1986.12 　ﾌﾟﾗﾝﾄ成約
1988.10 　導入完了

進行・活用

実施機関　　　上海　　旦電容器廠
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ　　　 上海
総事業費　　　　2,569百万円
実施内容
　上海　旦電容器廠　　PVC製造技術改造
　1. 加工精度向上
　 (1) 容量精度　 (2) 金型精度　 (3) 旋盤部品精度　 (4) ﾌﾟﾚｽ部品精度
　2. 生産可能品種
　 (1) 体積別分類　20口　16口　12口　（薄型にも適合）
　 (2) 構造別分類　取付別3品種　 (3) 容量別分類　4品種
　3. 能力と効果
　 (1) 旋盤部品自動化100％　(2) ﾌﾟﾚｽ部品自動化100％
　 (3) 形成部品　1回形成で24ヶ及び16ヶ（ｲﾝｻｰﾄ部品付）
　 (4) 電気ﾒｯｷ自動化
　4. 技術と設備の導入
　 (1) ﾗﾐﾈｰﾄ設備　(2) 高度自動化組立ﾗｲﾝ　 (3) 立形成形機　
    (4) 横形成形機   (5) 機械ﾌﾟﾚｽ設備　
    (6) 旋盤（自動）（二次加工機を含む）
　 (7) 製品性能試験設備及び測定器　(8) 金型加工主要設備
　 (9) ﾍｯﾀﾞｰ及びﾈｼﾞ転造設備
　(10) 電気ﾊﾝﾀﾞﾒｯｷ設備（含廃水処理装置）
　(11) 一部重要金型
実施経過
　1983.12　計画開始時期
　1985.12　完了時期
　段階計画第1段階　443BF220万体制の実施　　　
                                 開始 1983.12 　完了 1984.12
             　  第2段階　20B2, 223P460万体制に実施　
                                 開始 1984.10 　完了 1985.12

実施ｺｽﾄ：520万元（=1.6億円）
　　　　　（うち、外貨分は85％）

導入設備：ﾗﾐﾈｰﾄ機               1台
                  ﾌﾟﾚｽ                      5台
                  静電ﾉｲｽﾞ防止機  1台
                  測定器                  1台
                                                など

生産工程の改善：
　1.加工工程の若干の変更
　　（提案されたｺﾝﾍﾞｱ方式の導入は実施
されていない）
　2.品質管理
　　・検査規格制定
　　・抜取検査実施
　　・QC活動の普及
　　・測定器導入

生産管理の改善：
　1.管理体制の一部変更
　2.倉庫改善を含めた在庫管理

生産実績：
　1989年　90万個
        （うち、443BFは、50万個）
　          　（目標：960万個）

品質管理についても、提言内容が実施さ
れた。

日本側提案内容との差が大きかった理由
1. 実施ｺｽﾄの計画とのｷﾞｬｯﾌﾟ
　(1) 中国側の資金不足
　(2) 東光(株)が当時ﾗﾐﾈｰﾄ技術開発中のため他企業(TWD)から設備導入
2. 生産実績の計画とのｷﾞｬｯﾌﾟ：
　　 原材料価格のｱｯﾌﾟと外貨不足による不十分な輸入

技術移転
　1984年7月、1985年7月の2回にわたり中国側技術者が来日、金型加工機械、部品
製造機械、鍍金設備、その他の設備について調査を実施。
工場独自の対応：松下よりﾓｰﾀ各用設備導入（1985年）
                             ｽｲｽ、ｲｷﾞﾘｽ、ﾄﾞｲﾂ等より金属加工用設備導入
                             ﾄﾞｲﾂよりｴｱﾄﾞﾘｺﾝ技術導入　(*)へ続く

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 491 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 410

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（計器）近代化計画調査－合肥

The Study for the Factories (Measuring
Instruments) Modernization Program in the
People's Republic of China

作道　正俊

三菱油化エンジニアリング(株)

84.6.17～6.30

6

59

27,647 千円

10.54 人月 （内現地3.74人月）

1985/3

三菱油化エンジニアリング(株)

安徽省合肥儀表総廠
王兆義（合肥儀表総廠廠長）

　商業化段階で、西ﾄﾞｲﾂBopp&Reuter社が受注（ｺﾝﾄﾗ
ｸﾀｰ）
　本調査報告書は商業化段階でﾃｷｽﾄとして有効に活
用された。
（合肥儀表廠）
近代化計画後、市場経済化が進む中で調査対象と
なったｽﾃﾝﾚｽ及び蒸気流量計は、高価格なこともあっ
て、目標の年3000台及び5000台生産に達していない。
現状でもそれぞれ月2000台及び1500台に留まってい
るが、生産工程における近代化は、一部輸入予定の設
備を国内調達に切り替えてｺｽﾄ削減努力をしつつ、ほ
ぼ提案内容を実現済である。投資ｺｽﾄは500万元（計画
では265万元）、銀行借り入れによって大半の資金調達
を行っている。他方、生産管理面でも販売、技術、品質
管理面を強化する形で提言に沿って組織改革や管理
基準の整備を行い効果を上げている。1990年に近代
化計画はほぼ完了（当初予定1987年）した。
1999.11現在：変更点なし

進行・活用

実施機関
　合肥儀表総廠

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　安徽省合肥

総事業費
　総事業費 291百万円うち外貨分　　164百万円
　　　　　　（換算ﾚｰﾄ：1元=110円）

実施内容
　流量計の生産台数を現在の約2倍の生産台数に増強するための調査で
あり、検討した事項は次のとおりである。
　　 1. 生産管理面での近代化
　　 2. 生産工程面での近代化
　　 3. 生産能力面での近代化
　流量計の生産増強後の生産能力
　　 ・ｽﾃﾝﾚｽｵｰﾊﾞﾙ流量計   3,000台/年
　　 ・蒸気流量計     　　  　    5,000台/年

実施経過
　　1984.3　　開始
　　1985.1　　完了

同　左

同　左

流量計の生産増強後の生産能力
・ｽﾃﾝﾚｽｵｰﾊﾞﾙ流量計  3,000台/年
・蒸気流量計         　　　 5,000台/年

生産管理、生産工程、品質管理につい
て、提言内容が実施された。

　本近代化調査結果は有効に活用され、商業化の段階に移行したが、商業化の段
階で本調査に協力会社として参画したｵｰﾊﾞﾙ機器工業(株)は西ﾄﾞｲﾂのBopp&Reuter
社に価格面で敗退した。
　しかしながら、その後ｵｰﾊﾞﾙ機器工業(株)は、合肥儀表総廠と流量計生産に関す
る業務提携を結び、委託生産を実施中である。

改造後の歯車流量計の角度は、0.5級から0.2級に改善された。製品は輸入代替で
きるﾚﾍﾞﾙに向上し、ｴﾈﾙｷﾞｰ、資材の消耗度は明らかに低下した。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 492 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（制御整流素子）近代化計画調査－上海

The Study for the Factories (Thyristor)
Modernization Program in the People's Republic of
China

柳谷　哲朗

(社)日本電子工業振興協会

84.3.1～3.18

5

58～59

22,472 千円

9.32 人月 （内現地3.32人月）

1984/12

（社）日本電子工業振興協会

国家経済委員会　技術改造局
陸江（副局長）

　設備導入に関し、中国側と(社)日本電子工業振興協
会で交渉を行ってきたが、1986年12月に双方合意のう
え、交渉を中断することとした。

　1999.10現在：新情報は入っていない。

進行・活用

1. 製造品目の見直しと生産工程、生産管理の近代化
　(1) 製品：1)製品群、2)設計電圧、3)製品設計、以上3点に関する見直し
　(2) 生産工程：1)近代化一貫ﾗｲﾝ、または2)拡散ﾍﾟﾚｯﾄ工程の改造
　(3) 生産管理：1)設備管理、2)材料管理、3)工程管理、4)作業管理、
                           5)品質管理、以上5点の改善
2. 総事業費：3,164,690,000円
3. 計画期間
　　 1985年度　計画開始
　　 1986年度　計画完了

生産管理、生産工程、品質管理につい
て、提言内容が実施された。

　中国側の希望する近代化のための設備改善の内容と設備予算に隔りがあり、1986
年の円高によりその差が交渉によって埋めることが不可能なほど広がった。

CTOｻｲﾘｽﾀ700A、1500Aは、AESA（ｽｳｪｰﾃﾞﾝのﾒｰｶｰ）のﾃｽﾄに合格。
生産ﾗｲｾﾝｽを取得。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 493 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（ボールペンインキ）近代化計画調査－上海

The Study for the Factories (Ballpen-ink)
Modernization Program in the People's Republic of
China

川崎　勲

(株)トンボ鉛筆

84.3.15～3.28

4

58～59

18,534 千円

8.20 人月 （内現地2.50人月）

1984/11

(株)トンボ鉛筆

上海市軽工業局制筆公司上海墨水廠
李旭（上海市経済委員会生産技術局
技術改造処副処長）

1985.3　 中国側調査団来日
　　       (株)ﾄﾝﾎﾞ工場視察

1986.初　中国から試験機器6種類9台について
　　　　　引き合い有り。
　　　       東西貿易K.K.を通じて見積書提出。

（上海墨水廠）
当初は近代化計画に沿って改善を進めてきたが、その
後の事業環境の悪化と資金調達難の中で大規模投資
は不可能となり一部の設備を国内調達したに留まり、計
画は中止に追い込まれている。
1999.11現在：変更点・新情報は特に無し。

中止・消滅

上海墨水廠に対し工場診断を実施し、近代化計画を提言した。
1. 油溶性黄色または油溶性黒黄染料を海外より輸入して使用。
2. 反応釜についているかくはん機は可変速かくはん機に変更する。
3. 反応釜の加熱装置を温水による自動制御に変更。
4. 合成した油溶性染料は、真空乾燥機で水分1％以下に乾燥してからｲﾝ
ｷ配合に使用する。
5. ｲﾝｷ配合は水分を含まない状態で実施し、真空脱水工程を廃止する。
6. 高性能の遠心濾過器を導入する。
7. 新しい画線機、粘度計、水分計を導入。
8. 工程管理・品質管理の教育を実施。
9. 試作ﾃｽﾄ専門の技術要員を確保。
10.ﾎﾞｰﾙの材質をｽﾃﾝﾚｽから超硬に切り換える。

　生産管理、品質管理について、一部の
み提言内容が実施された。

　当初は近代化計画に沿って改善を進めてきたが、その後の事業環境の悪化と資
金調達難の中で大規模投資は不可能となっており、計画は中止に追い込まれてい
る。

技術移転例
　品質管理ｾﾐﾅｰ、勉強会、ｲﾝｷ製造方法公開
企業の管理ﾚﾍﾞﾙが向上した。ｹﾝﾄ樹脂印刷ｲﾝｸ、混合溶剤ｲﾝｸを開発、表彰を受け
た。
その後の状況不明。
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（整流器）近代化計画調査－上海

The Study for the Factories (Rectifiers)
Modernization Program in the People's Republic of
China

久保　康夫

(社)日本電機工業会

84.6.20～7.3

3

59

13,842 千円

5.41 人月

1985/3

（社）日本電気工業会
東芝(株)

上海整流器廠：Shanghai Rectifier Works
黄志方（上海整流器廠廠長）

1988年　ｽｳｪｰﾃﾞﾝより直流ﾓｰﾀｰ用整流器をﾉｯｸﾀﾞｳﾝ
方式で導入。
1989年　組立て開始。
1999.10  現在：新情報は特になし

進行・活用

工場の近代化計画に関し、生産工程と生産管理について次の提言を行っ
た。

　1. 生産工程
　 (1) 職場環境改善：ﾚｲｱｳﾄ整備、防塵対策等を含め作業環境改善
　 (2) 流し化製造導入：標準の整流装置を流し化製造し、能率向上と問題
点顕在化で改善
       活動促進。
　 (3) 品質保障体制：試験検査方法の改善と試験場の整備。
　 (4) 小集団活動：ZD活動、改善提案制度の導入で職場の活性化を行
う。
　 (5) 設備の改善：組立、試験、ﾌﾟﾘﾝﾄ基板製造、開発の各設備充実。

　2. 生産管理
　 (1) 工場全体組織の見直し：生産活動の有機編成と改革推進の強化を
はかる。
　 (2) 新製品開発体制整備：整流装置の開発体制を整備し自力開発とｽ
ﾋﾟｰﾄﾞｱｯﾌﾟをはかる。
　 (3) 用品調達の改善：年2回手配を改め、必要な物を必要な時に必要な
量の調達を行う。
総事業費：
            590百万円
整流器生産目標：
            1988年　5,000台／年

1. 生産工程
　 (1) 職場区分の明確化
　 (2) 加工工程の一部変更
　 (3) 品質保障体制：
           試験装置の導入（4台、40万ﾄﾞﾙ）
           負荷ﾃｽﾄ
           中間検査
　 (4) QCｸﾞﾙｰﾌﾟの結成
　 (5) ﾕｰｻﾞｰｻｰﾋﾞｽｸﾞﾙｰﾌﾟの結成
2. 生産管理
　 (1) 新製品開発体制の強化
　 (2) 在庫期間の短縮
　 (3) 従業員の教育

品質管理について、提言内容が実施され
た。

　製造ﾗｲﾝの改善は行われておらず、資金面及びｽｹｼﾞｭｰﾙ面での困難さがﾈｯｸで
あったと考えられる。

　CTOｻｲﾘｽﾀ700A、1500Aは、AESA（ｽｳｪｰﾃﾞﾝのﾒｰｶｰ）のﾃｽﾄに合格。生産ﾗｲﾝｾﾝ
ｽを取得。
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（鉄鋼）近代化計画調査－無錫

The Study for the Factory (Steel) Modernization
Program in the People's Republic of China

別府　正義

(社)日本鉄鋼連盟

85.3.3～3.21／
85.7.7～7.26

5,5

59～60

45,326 千円

7.00 人月 （内現地7.36人月）

1985/3

（社）日本鉄鋼連盟

国家経済委員会
陸江（技術改造局　副局長）
劉勇昌（冶金工業部　鋼鉄生産技術司）

1998.10現在：新情報なし

1999.11　現在：変更点なし

進行・活用

　現在の普通鋼主体の工場から1990年に特殊鋼主体の工場に近代化す
るために、以下の改善項目を提案した。
1. 原材料管理････鉄くずの種類別管理方法の改善等
2. 製鋼工場･･････炉外製錬炉の採用、新30ﾄﾝ電気炉の導入、
                             電気炉変圧機容量の増大、ｽﾗｲﾃﾞｨﾝｸﾞﾉｽﾞﾙの採用
等
3. 圧延工場･･････燃焼自動制御ｼｽﾃﾑの導入、鋼塊の大型化、
                             ﾎｯﾄｽｶｰﾌｧｰの設置、ｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽﾄの導入
4. その他･････････製品検査、大気・水質・騒音等環境対象策、ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ

　以上の近代化に当っては、段階的に推進するものとし、この結果、1990
年には特殊鋼化率は65％に上昇、製品ﾄﾝ当り売上高の増加も期待され
る。

　　　総事業費：
　　　　　設備費       8,376万元
　　　　　他技術費　　334万元

　　　実施経過：
　　　　　生産量
　　　　　　　当時     18万ﾄﾝ/年
　　　　　　　1990　　25万ﾄﾝ/年
　　　　　製鋼能力
　　　　　　　当時     12万ﾄﾝ/年
　　　　　　　1990　　30万ﾄﾝ/年

総事業費：
　　　1990年までの実績　7,000万元
　　　　　　　　　　（うち、外貨分は30万ﾄﾞﾙ）
　　　　　　　見込み　1.2億元

1. 生産工程
　(1) 設備導入
　　　　　30万ﾄﾝ電気炉   1台（5,000万元）
　　　　　精錬炉               1台
　　　　　連結式加熱炉
　　　　　電気炉集じん装置
　　　　　重油集中供給ｼｽﾃﾑ
　　　　　工業用水再循環装置
　　　　　750Φ圧延機
                      （1991年据え付け予定）
　　　　　外国製電気炉  1台（検討中）
　(2) 変電所改造（1,000万元）
　(3) 品質管理：
　　　　　分析器2台をｱﾒﾘｶより導入し、
               炉のｵﾝﾗｲﾝ管理を実施

2. 生産管理
　(1) 倉庫の改善
　(2) ｽｸﾗｯﾌﾟの区分管理
　(3) 原材料計量機の精度向上
　(4) 各種教育の実施

　資金の不足、特に外貨の不足から、国産設備、同社製設備の導入を進めている。

　国産品を中心に改造を実施中であるが、性能面で計画ﾚﾍﾞﾙに達していない面も
みられる。しかし、特殊鋼主体への転換は成された。生産管理、品質管理ﾚﾍﾞﾙは大
幅に向上。技術面でも良好な効果があった。
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（重機械）近代化計画調査（斉斉哈尓市）

The Study for the Factory (Heavy Machinery)
Modernization Program in the People's Republic of
China

宮島　信雄

(社)日本プラント協会

85.3.2～3.22

7

59～60

61,295 千円

14.00 人月 （内現地3.25人月）

1985/10

(社)日本プラント協会

国家経済委員会
　薜光中（診断弁公室副主任）
第一重機廠廠長
　李家駿（廠長）

1987年初、同廠の省ｴﾈﾙｷﾞｰ対策を中心ﾃｰﾏとする調
査ﾐｯｼｮﾝ来日の相談が当方に寄せられ、日本国内訪
問先など手配した経緯があるが、結局来日せず。

その後、新たな交流・ｺﾝﾀｸﾄなし。
1999.11現在：変更点なし

進行・活用

1. 製鋼：既設電気炉の近代化必要。平炉は電炉に取替ること。
2. 鍛造：品質と生産向上のために作業改善、周辺機器の追加が必要。
3. 熱処理：熱処理曲線の整備、焼入炉新設。
4. 熱管理：計測器の整備、各炉の近代化改善。
5. 耐火物：自家製品は材質、形状、取り扱い共に改善を要する。外部購
入品は用品管理の改善を要する。

近代化調査後の工場改善情況（部分的
に実施）は以下の通りである。
（製鋼）工場内で改善計画を策定し、電
気炉を新設。また酸素の積極的活用、取
鍋精錬炉の導入。集塵機の大型化、下
注造塊法の大型鋼塊への適用などを実
現し、生産工程の近代化、作業効率の向
上、作業環境の改善をはかっている。
（鍛造）自動鍛造の増加により鍛造量は
1985年の23.260tから1994年には45.673t
に増えている。また、水圧ﾌﾟﾚｽの改善、表
面溶剤用ｽｶｰﾌｨﾝｸﾞ器具の購入、手動式
鋼塊ﾄﾝｸﾞの自社開発、工具ﾏﾆｭﾌﾟﾚｰﾀの
設置などを行い作業効率の向上と品質面
の改善を実現している。
（熱処理・熱管理）加熱、冷却曲線の実測
などﾃﾞｰﾀ整備、またﾛｰﾙ、ﾛｰﾀ製造工程
のﾃﾞｰﾀ整備と調整により、省ｴﾈﾙｷﾞｰ（加
熱時間25％短縮や余熱処理などで約30
％の省ｴﾈ効果）や品質改善をはかってい
る。なお熱管理に関しては資金不足も
あって大型炉を一部改善したのみ。
（耐火物）耐火物ﾒｰｶｰとﾀｲｱｯﾌﾟして一部
改善を実施。これら各分野での改善の総
ｺｽﾄは8600万元と当初計画の30％程度に
とどまっており、計画の実施も資金調達難
から大幅に遅れている（資金調達、自己
資金20％、銀行借入80％）
(*)へ続く

　1964年に導入のｿ連式鋳鍛工場である。製鋼、鋳造、機械製作、耐火物製作など
の一貫重機械工場であるが、全設備が老朽化しており、更新改良の必要があった。
公害対策は全く採用されて居らず、省ｴﾈの思想もなかった。
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（大冶冶金）近代化計画調査

The Study for the Factory (Daye Copper Refining)
Modernization Program in the People's Republic of
China

幾島優次郎

直島大手興産(株)

85.2.25～3.16

7

59～60

55,964 千円

27.06 人月 （内現地5.68人月）

1985/11

(株)テクノ大手
(財)日本品質保証機構

国家経済委員会
陸江（技術改造局副局長）

　調査実施後、(株)ﾃｸﾉ大手（大手興産(株)）側におけ
る動きは特にない。

　1999.11現在：新情報は入っていない。

進行・活用

　湖北省大冶冶金工場に於ける粗鋼、硫酸の生産能力増強計画の近代
化実施計画（粗鋼 100,000ﾄﾝ/年、電気銅 50,000ﾄﾝ/年、硫酸 300,000ﾄﾝ
/年にそれぞれ改造）であり
　1. 生産工程での近代化
　2. 生産能力面での近代化
　3. 生産管理面での近代化
の提案を行った。

生産管理、品質管理について、提言内容
が一部実施された。

　1985年に診断書提出後、資金不足のため生産能力の増強については着手できな
かった。1987－1988年にｶﾅﾀﾞのﾛﾗﾝﾀﾞ社から改造計画を受け検討した結果、ﾛﾗﾝﾀﾞ
社の提示した案で現在進行中である。1996年上期には操業に入る予定。（1993年度
現地調査）
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 417

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（大連化学）近代化計画調査

The Study for the Factory (Dalian Chemistry)
Modernization Program in the People's Republic of
China

山中　信夫

日産化学工業(株)

85.2.5～3.16

5

59～60

39,213 千円

13.58 人月 （内現地4.34人月）

1984. 1985

テクノコンサルタンツ(株)
日産化学工業(株)

大連化学工業公司陸江（国家経済委員会技
術改造局副局長）
朱心才（大連化学工業公司経理）

報告書の内容は部分改造を提案。国家経済委員会は
部分改造に賛成。工場側は全面改造を希望。
・工場の部分改造は行わず、30万ﾄﾝの新工場建設を
1988年に決定した。
・ｱﾒﾘｶ、ﾄﾞｲﾂからの技術導入で1995年完成を目指して
いる。
・1993年6月ﾄﾞｲﾂがｿﾌﾄﾛｰﾝをつけ、それにより30万ﾄﾝ/
年のｱﾝﾓﾆｱﾌﾟﾗﾝﾄが1994年3月現在建設中である。

進行・活用

　大連化肥工場は老朽化した工場で本格的には建て直すべき状況に
なっていると思われるが、今回の調査では、既存装置を極力利用して所要
資金をあまり大きくしないような提案を行った。
　現地調査の結果からできるだけｴﾈﾙｷﾞｰ効率を高めるために下記に示す
ような4つの提案を行った。
1. 一酸化炭素変換工程の加圧2段化
2. 脱炭酸ｶﾞｽ工程の新型ﾍﾞﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ方式への改造
3. 精製工程の新型液体窒素洗浄法と吸着法の組合せへの変更
4. ｱﾝﾓﾆｱ合成塔出口からの熱回収

1993年1月現在の新しい展開。
　ｱﾝﾓﾆｱ　300,000T/Y
　尿素        520,000T/Y
の新設ﾌﾟﾗﾝﾄを、ﾄﾞｲﾂのｿﾌﾄ･ﾛｰﾝで1992
年6月LINDE(ﾘﾝﾃﾞ社)が受注した。
契約金額は1億数千万ﾏﾙｸと言われてい
る。
新ﾌﾟﾗﾝﾄが完成後は、旧ﾌﾟﾗﾝﾄ（現在稼動
中のもの）はｽｸﾗｯﾌﾟとなる。新工場完成
時期は1995年夏頃の予定。
　1998.10現在：
1)1994年のｱﾝﾓﾆｱ生産高：184,216ton
2)TopsoeのProcessの300,000T/年のｱﾝﾓ
ﾆｱ工場新設で1997年完成予定と報道さ
れている。

　部分改造か全面改造かで国家経済委員会と工場側に意見の食い違いがあり、実
現されるとしても先になるもよう。
　我々の提案は左記にあるように、なるべくｺｽﾄをかけずにできる、かつenergy
efficeney の改善に著しい効果が期待できるものであった。
しかしながら工場側は、老朽化したﾌﾟﾗﾝﾄのｽｸﾗｯﾌﾟ後、新規のﾌﾟﾗﾝﾄを建てることに
固執しているようである。
　従って、相当の資金を必要とするものとなっており、未だ実現にいたっていない。

　改造に必要な機器・機械は先進国からの供給となるため、外貨手当が付かない場
合は計画自体が進展しない。特に状況の変化はない。
（1988年暮、ﾖｰﾛｯﾊﾟの雑誌に本ﾌﾟﾗﾝﾄの改造をｲﾀﾘｱのTechni monte社が受注したと
の記事が出たが、Techni monte及び中国側に問い合わせたところそのような事実な
しと否定された。ｽｸﾗｯﾌﾟ ｱﾝﾄﾞ ﾋﾞﾙﾄ案については依然として検討続行中とのこと。）

中国工場近代化調査／化学工業

報告書の内容

- 499 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 418

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（錦西化学）近代化計画調査

The Study for the Factory (Jinxi Chemistry)
Modernization Program in the People's Republic of
China

結城　康

千代田化工建設(株)

85.2.25～3.16

6

59～60

62,651 千円

28.21 人月 （内現地7.00人月）

1985/11

千代田化工建設（株）

国家経済委員会
陸江（技術改造局副局長）
楊武祥（遼寧省石油化学工業局所長）

1999.10現在：追跡調査実施に至っておらず、情報な
し。

進行・活用

近代化計画実施上の留意点として
　1. 工場全体の近代化基本計画の立案
　2. 改造計画実施のための実行組織
　3. 改造計画予算の組み方
　4. 改造ｽｹｼﾞｭｰﾙ
について提案を行った。

工場近代化の実施状況としては、報告書
提出後、本工場の近代化計画が国家の
第7次5ヶ年計画としてとりあげられたため
診断の提案に沿った改造をほとんど実施
してきた。生産工程の近代化について
は、苛性ｿｰﾀﾞ生産用のｲｵﾝ交換膜法、電
解設備（旭硝子社製ﾌﾟﾗﾝﾄ1990年）、およ
びﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ製造設備（ｱﾒﾘｶ製ﾌﾟﾗﾝﾄ、
1988年）を導入しすでに稼働している。さ
らに第9次5ヶ年計画終了時までには
80,000ﾄﾝ/年ｸﾗｽのｲｵﾝ交換膜法電解設
備を導入したいという意向である。さらに
生産管理、品質管理についても報告書の
提案を参考にしつつ、従業員のﾚﾍﾞﾙｱｯ
ﾌﾟのための教育・訓練、生産管理体制の
確立、作業工程ﾏﾆｭｱﾙの整備、などを行
い品質管理については新規機器の導
入、分析手法の改善、ﾃﾞｰﾀ収集による統
計的な品質管理を行なっている。報告書
の提案の内容はほとんど実施済みであ
る。報告書は、中国語に翻訳され活用し
た。（1995年3月現地調査結果）

調査当時と現在と比較して生産量は苛性ｿｰﾀﾞで、年間85,000ﾄﾝから125,000ﾄﾝへ、
またﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙでは12,000ﾄﾝから40,000ﾄﾝへと上昇した。売上高では、1億3,000
万元から8億5,000万元へと大きく伸びている。現在本工場は苛性ｿｰﾀﾞの生産量で
全国8位、中国の特大企業の162番目になった。（1995年3月現地調査結果）

中国工場近代化調査／化学工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 419

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（南京化学）近代化計画調査

The Study for the Factory (Nanjing Chemistry)
Modernization Program in the People's Republic of
China

佐藤　晋

三菱油化エンジニアリング(株)

85.2.26～3.16

7

59～60

62,796 千円

23.38 人月 （内現地5.73人月）

1985/11

三菱油化エンジニアリング(株)

江蘇省南京化工廠
汪忠懐（社長）
辛振東（副社長）

　現在までのところ日本側の提出した報告書は一部を
除いて、採用されていない。その間の進捗状況は以下
のとおり。
　・ﾚｿﾞﾙｼﾝ製造技術の導入をｱﾒﾘｶに打診。
　　（ｱﾙｶﾘﾌｭｰｼﾞｮﾝ設備）
　・一旦拒否されたが、現在までｱﾒﾘｶとの交渉継続中。
　・自社でも装置改造を進めている。（報告書の一部を
     採用、中国内機器使用）
　・比較的、費用のかからない生産管理の提言内容
は、
     かなりの部分が採用されている。
1999.11現在：変更点なし

遅延

　工場全般、生産管理、生産工程、生産能力に関し近代化計画を提案し
た。
　このうち生産工程については、優先度をA、B、Cに分けたが優先度Aの
項目を実施するのに必要な投資額は963,470千円と見込まれる。また、生
産能力の近代化についてはﾚｿﾞﾙｼﾝについて検討を実施したが投資額は
中改造ｹｰｽが経済性に優れ、投資額は337,670～492,170千円で投下資
本回収期間は0.9～1.5年と見込まれる。

　中国側の情勢変化により提言内容が企業側の状況と一部合致していない状況と
なっている。

　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは報告書の提案・勧告が、今後一層の具体化が実現される可能性はあ
るとみている。

中国工場近代化調査／化学工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 420

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（セメント）近代化計画調査

The Study for the Factory (Cement) Modernization
Program in the People's Republic of China

半田　信吉

宇部興産(株)

85.3.1～3.24

5

59～60

66,102 千円

5.00 人月 (内現地23.22人月)

1985/3

宇部興産（株）

国家経済委員会
陸江（技術改造局　副局長）
包先成（耀県セメント工場　工場長）

　1986年9月にｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ関係者が訪中した際に中国
側関係者より得た情報によると、耀県工場は報告書を
参考にして改造計画を進めているとのことである。

1999.10現在：変更点なし

進行・活用

1. 耀県ｾﾒﾝﾄ工場近代化計画（陝西省耀県）
    既存の湿式製造方式のままの場合と乾式製造方式に改造した場合の
    二つのｹｰｽにつき、熱消費の低減、計測・制御ｼｽﾃﾑの自動化、製造
    環境の改善のための設備の近代化と運転管理、品質管理、保全管
理、
    職場風土の活性化等の生産管理の近代化について勧告した。
2. 工源ｾﾒﾝﾄ工場近代化計画（遼寧省本渓市）
    既存の乾式余熱ﾎﾞｲﾗｰ方式のままで、生産量の増加、熱消費の低減、
    余熱発電量の増加、計量の自動化、製品品質の改善、環境の改善の
     ための設備の近代化と運転管理、品質管理、保全管理、職場風土の
    活性化等の生産管理の近代化について勧告した。
    改造は1、2、3号ｷﾙﾝを中心に提案。

提言内容を参考に、生産管理、品質管理
について、一部改良が国内の技術協力
によって実施された。

工源ｾﾒﾝﾄ工場：
資金的に国産技術による改造を1、2号に
対し実施し、現在4号ｷﾙﾝを新設中（1.4
億元）。
3号ｷﾙﾝは廃業の方向。

耀県ｾﾒﾝﾄ工場：
当初改造を予定していた4号ｷﾙﾝは部分
的に改造が行われている（1993年度現地
調査）。 耀県ｾﾒﾝﾄ工場：

政府の計画承認が新設を優先することになったため、乾式の5号ｷﾙﾝ（生産能力70
万ﾄﾝ/年）を建設済み。改造する予定の4号ｷﾙﾝについては、環境問題もあり1994年
上期には改造・計画を決定する予定（1993年度現地調査）。

対象ｷﾙﾝに環境問題解決のためUNIDO資金1,000万ﾄﾞﾙが投資される予定（1993年
度現地調査）

中国工場近代化調査／窯業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 421

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（金型）近代化計画調査

The Study for the Factory (Dice) Modernization
Program in the People's Republic of China

西山　誠三

昭和テクノシステム(株)

84.8.19～9.20／
85.3.12～3.21

5（現地調査）、4（報告書案現地説明）

59～60

42,703 千円

14.35 人月 (内現地6.82人月)

1985/7

昭和テクノシステム(株)

無錫模具廠
　許作民（付廠長）
北京市塑料模具廠
　許鶴峰（廠長）

（無錫模具廠）
　近代化計画に沿った改善計画を実施中であるが、当初予定
していた投資額600万元の金額調達が困難となり、現状時点で
は、384万元（政府200万元、銀行184万元）の投資を実施済で
ある。投資額の減少で計画中の外国人技術者招聘と一部設備
の導入は見送られている。業況は順調に推移しており、近代化
の効果も認められている。残りの計画は資金調達をつけた段階
で引き続き実施していくとしている。
　近代化調査対象であったﾌﾟﾗｽﾁｯｸ金型は、ﾏｰｹｯﾄの収縮に
より4年前に生産を取りやめた。現在は、自動車用部品金型お
よび当該部品、ｴｽｶﾚｰﾀｰ部品などが主要製品である。このう
ち、自動車部品の売上ｼｪｱが5割を越えている。1998年9月に
株式会社に転換した。株式の保有比率は国家が51％、社員が
49％である。社員の80％が株式を購入した。株式は非公開で
あり、もしも退職者がでれば、会社の特定部門が買い戻し、新
入社員にこれを売り渡すｼｽﾃﾑである。経営上の問題としては
人材の流出がある。大卒を毎年十数人雇用するが、研修をうけ
て2～3年たつと合弁企業などに出ていってしまう。（1999年度現地
調査結果）

進行・活用

1.無錫模具廠
　近代的設備を導入しさえすれば工場近代化が実現できるという風潮が
強いが技術面においても管理面においても改善すべき点が多々ある。即
ち生産技術面においては　1)金型の種類別専門工場化、2)金型設計に当
りｴﾝﾄﾞﾕｰｻﾞｰ、ﾓｰﾙﾀﾞｰとの連絡を密にし金型製作上のｷｰﾎﾟｲﾝﾄを把握し
て行うこと。3)規格化標準化を促進し各人ﾊﾞﾗﾊﾞﾗの技術を体系化し技術
の向上と能率の向上を進めること。生産管理面については生産管理の重
要性を認識しPlan-Do-Check-Actionの管理ｻｲｸﾙを工場全部門で実施し
高品質、高生産性、ｺｽﾄﾀﾞｳﾝ、納期短縮に重点を置いた管理を行ってゆく
必要性がある。これ等の項目は近代化のための基本で不可欠の条件であ
り長期的な計画に基づき協力してゆくことが大切である。

2.北京市模具廠
　工場幹部の工場近代化に対する方向性、進め方は無錫より具体的で堅
実であるが、現状の問題点および改善すべき諸点については生産技術面
においても無錫の場合と同様である。

無錫
　樹脂用金型専用工場の建設に着手。
　工場設備ﾚｲｱｳﾄは提言をﾍﾞｰｽにして進
め、機械設備についても手配中。
　生産管理、品質管理についても、提言
内容実施の方向。

北京
　国家承認を受け近代化のための工場建
設、機械導入ならびに機械操作のための
技術研修を終了。
　現地稼働中。資金的制約から国産を主
体に設備を導入。投資額は404万元。
　生産管理、品質管理についても、提言
内容実施の方向。

　1984年の調査以降、報告書の提言に基
づいて日本製の機械を購入し、技術改造
をおこなった。しかし、市況の変化により4
年前から調査対象のﾌﾟﾗｽﾁｯｸ金型の生
産は廃止した。（1999年度現地調査結
果）

無錫：改造後、金型の開発から加工までﾚﾍﾞﾙが明らかに向上。
北京：金型加工の確度をIT7からIT5に向上させた。生産性が倍増、歩留まりも向上
し、管理の質も向上した。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 503 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（新建機械）近代化計画調査

The Study for the Factory (Shinken Kikai)
Modernization Program in the People's Republic of
China

疋田　弘

石川島播磨重工業(株)

86.6.23～7.1

6

60～61

47,710 千円

0.00 人月

1986/10

石川島播磨重工業（株）

国家経済委員会
輸出入局

　市場経済化の中で近代化計画が9000万元（20億円）
と大規模なこともあって、国をはじめとして資金調達が
当初予定したようには容易でなくなり、改善計画の進捗
にはかなりの遅れが出ている。現在の計画達成率は
26.9％（1992年末、投資2400万元）今後1993～1996年
の間に25％の進捗を見込んでいる。投資額の80％は
銀行借り入れ、20％が自己資金で、輸入設備を国産に
切り替えて、対応。ｾﾒﾝﾄ需要は旺盛で業況は上向いて
おり、今後も近代化計画を継続していくとしている。
1999.10現在：その後の情報は入っていない。

進行・活用

1. 工場近代化計画
　 工場近代化計画到成後の生産量
　 　近代化調査対象製品           6,945 T/年
　 　近代化調査対象外製品     10,890 T/年

                             合　　計         17,835 T/年（1985年の1.64倍）
　 近代化に要する経費　　　　1,981,996千円

2. 勧　告
　 工場全体の観点より
　 　－工場近代化計画実施の手順       －不要、不急品の処理
　 　－工場近代化計画の調整               －外注方針の検討
　 　－製品の作り方の徹底的な究明     －長期経営戦略の立案
　 　－生産情報の収集整理手法の導入
　 　－原価発生単位の明確化
　 　－ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸｼｽﾃﾑの確立
　 　－問題解決能力の育成
　 　－視覚による管理の推進

工場運営の観点より
　－製缶組立工程
      加工精度の向上
      品質の向上等
　－機械加工工程
      設計工程における生産設計作業能
      率の充実を計る
　－鋳造工程
      大型鋳鋼品の品質確保
      鋳鋼品ﾒｰｶｰに対する技術指導等

実施内容は、生産管理と品質管理につ
いて、提言内容を参考としたもの。

 現在までの実施内容は一部であり、更に実施する必要がある。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（山東莱蕪鋼鉄廠）近代化計画調査

The Study for the Factory (The Laiwu Iron & Steel
Works) Modernization Program in the People's
Republic of China

杉山　敏

(社)日本鉄鋼連盟嘱託（日本鋼管）

86.6.14～6.24

7（うち国内作業 3）

60～61

64,586 千円

24.89 人月 (内現地5.22人月)

1986/9

（社）日本鉄鋼連盟
日本鋼管(株)

国家経済委員会
　倪　根仙（輸出入局副局長）
山東来蕪鋼鉄廠
　馬　仲才（山東来蕪鋼鉄廠々長）

　莱鋼株式公司は97年8月に上海証券市場に上場している。
株式会社設立についてはADBから提案があり、1990年から
ADBとの協議を開始し1992年に技術協力実施の調印がなされ
た。1993年5月に専門家が来訪し1994年10月に設計提案終
了、1996年に中国政府認可後具体的取組を開始した。1997年
8月22日に会社（莱鋼株式公司）設立、8月28日に上場した。
　1999年5月に組織全体を集団公司化し、莱鋼株式公司はそ
の参加企業となった。集団公司の資本金は10.6億元、株式は
全て山東省人民政府保有である。その結果、集団公司、莱鋼
株式公司ともに経営決定は省政府の意向を反映したものとなら
ざるを得ない。集団公司は鉄鋼鉱山2社、鋼管工場、鉱山建設
会社、人造ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ会社の国有企業計5社を企業としてのﾒﾘｯ
ﾄはないにも関わらず行政の指導により合併させられている。
　また、当地域が都市から離れていることもあり過去は社会施設
も企業が整備してきたが、分離が進んでいる。病院、食堂、学
校、ｻｰﾋﾞｽ業等は分離を進めているが現状は直属会社の位置
付けにあり、今後は独立させる方向である。（1999年度現地調査結
果）

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　山東省莱蕪市郊外
総事業費
　67,764万元（1元=65.4円）
計画内容
　・山東省莱蕪鋼鉄廠は1972年に4つの独立した鉄鋼工場を集約、統合さ
れてできた銑鋼一貫工場ですでに同廠は転炉、熱延設備の建設により近
代化をすすめていた。本報告書はこれら増強計画を前提として最適な種
類、寸法の最終製品の生産を行うための設備計画、操業改善策を内容と
した近代化案を策定した（第2製鉄、製鋼工場を対象）。
　・第2製鉄工場：燒結工場における挿入原料の整粒強化高炉操業等に
ついての提言等
　・第2製鋼工場：溶銑成分の安定化、二次製錬等設備、操業面の提言
等、分塊工場における設備、操業上の問題点に対する提言等
　・操業上の改善と設備新設、改造により、1990年を目標として銑鉄生産
は28万ﾄﾝから86万ﾄﾝへ、粗鋼生産は8万ﾄﾝから77万ﾄﾝへ、棒鋼・帯鋼・電
縫管生産は6.5万ﾄﾝから58万ﾄﾝへと拡大する見込みとなった。

　設備の改善は、市場拡大に伴う設備規模の
大型化（焼結設備、送風機等）や完成の遅れ
（高炉の改造、形鋼工場新設）等は見られるも
のの、近代化計画の内容に沿った改善が着実
になされている。管理面も管理規準・組織の見
直しや活動の徹底・新たな開始等あらゆる面で
提案をこえる内容が行われている。その結果、
操業度、品質の向上も顕著である。1987-1994
年の総投資額は31億元。
　他工場への技術移転については、ﾓﾃﾞﾙ工場
に指定され他工場からの見学者受入が積極的
に行われている。（1994年12月現地調査結果）
　中型形鋼工場（年50万ﾄﾝ、改造資金総額 200
億円）を1998年に操業開始し、H形鋼、I形鋼、ｱ
ﾝｸﾞﾙ、ﾁｬﾝﾈﾙ等を生産予定（新日本製鐵、三
井物産が加熱炉、圧延機、精製ﾗｲﾝ機械設備、
電機・計装・計算機設備等を受注、受注金額40
億円、1995年12月入札）－ｱｼﾞｱ開発銀行の融
資
1.設備導入・生産工程
105ｍ3焼結機×1基新設(1993年)、焼結機50ｍ
3×1基増設(1995年)、高炉750ｍ3×1基新設
(1993年)、高炉750ｍ3×1基拡大(1995年)、新
規ｺｰｸｽ炉導入(1989年10月)、25ﾄﾝ転炉×1基
整備(1995年)、酸素ﾌﾟﾗﾝﾄ4機（日本製4,000ｍ
3、ﾄﾞｲﾂ製12,000ｍ3、国産3,200ｍ3×2機）導
入、H型ﾐﾙ設備導入、連鋳機4機、炉外精錬機
2機、中型圧延機、40ﾄﾝ高効率電炉等、近代化
計画の内容に沿った改善（一部では提案を上
回る設備の導入）が着実に実施されている。ま
た生産設備以外の電機、水道等の社会資本へ
の投資も行われている。　(*)へ続く

・資金調達面ではADB関連の融資を1989年に3.83億ﾄﾞﾙ（直接融資1.33億ﾄﾞﾙ、保証
2.5億ﾄﾞﾙ）を受けており、このことが多額の投資を可能にした大きな原因であるが、そ
の際にも近代化計画の存在が融資実現に大きな役割を果たした。
・近代化計画は工場側独自の計画策定途中という時期に実施されたが、計画確定
の為の視野を広げ高いﾚﾍﾞﾙのものを作るという指導的な意味あいでこの高い評価が
されている。また、日本側援助の意味あいを「構造」を作るための支援ということで明
確な認識がされていることも協力内容とﾏｯﾁした原因となっている。近代化計画によ
るﾌﾟﾗﾝ作り、その結果としての資金確保、並びに市場拡大という要因がうまく結びつ
いて成功へとつながっている。また、山東省の支援という要素も大きい。

ｸﾞﾙｰﾝｴｲﾄﾞﾌﾟﾗﾝの対象工場。（省ｴﾈ計画を工場策定後、省へ申請したところ活用の
指示があり実施）
計画策定時（1986年）の売上2.5億元、生産で粗鋼11万ﾄﾝ、鋼材8万ﾄﾝ、技術者
2,000人から1994年（予定）では、売上25億元、粗鋼102万ﾄﾝ、鋼材61万ﾄﾝ、技術者
7,000人へと急激な拡大をしている。開発面でも国家が定める規準（設備の種類等）
では全国52位にﾗﾝｸされている。（1994年12月現地調査結果）

中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（上海第十鋼鉄廠）近代化計画調査

The Study for the Factory (Shanghai No.10 Iron &
Steel Works) Modernization Program in the
People's Republic of China

平尾　隆

(社)日本鉄鋼連盟嘱託（新日鉄）

86.6.17～6.24

4（うち国内作業 1）

60～61

29,129 千円

12.03 人月 (内現地2.46人月)

1986/9

（社）日本鉄鋼連盟
新日本製鉄(株)

国家経済委員会
　倪　根仙（輸出入局副局長）
上海第十鋼鉄廠
　張　寄生

　資金不足により当面1st stepとしてETL及びShear
Lineの現状幅（514m/m）でのCost Minimum設置を希
望。これに沿って1986.11～1987.1投資実施、概算見
積提示を行ったが、計画は実施に移れていない。
1999.10現在：追加情報なし

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　上海市、上海第十鋼鉄廠

総事業費
　2,512百万円（F.O.B JAPANﾍﾞｰｽ）

計画内容
　・上海第十鋼鉄廠は1956年に設立、1984年の総生産量は63.7万ﾄﾝ、主
要製品は熱間圧延帯鋼、冷間圧延帯鋼・電気ﾌﾞﾘｷ・電縫管で、中国にお
ける貴重なﾌﾞﾘｷ工場の一つである。本調査では既存設備を可能な限り有
効に利用し、電気ﾌﾞﾘｷ製品の製造を可能とするための近代化案を策定し
た。
　・小規模の老朽化した設備で構成されたﾗｲﾝを抱えているため現有する
設備を本来あるべき健全な姿に保つための施策。
　・食缶用ﾌﾞﾘｷの様な高級品を製造するために必要な設備と作業の改善
及び製品品種の拡大。
　・経済指標の一層の向上を目的とした設備と作業の改善策。
　・原材料の品質改善
　・生産品質管理、設備管理、教育訓練等の充実による管理の高度化。
　・ﾕｰﾃｨﾘﾃｨその他の周辺条件の設備
　・本近代化により、食缶用電気ﾌﾞﾘｷ製品の製造が可能となり、全量を食
缶用製品の製造とすることを目標とする。具体的に必要となるものは、酸
洗、冷間圧延、調質圧延連続焼純、電気ﾌﾞﾘｷ、煎断の各ﾗｲﾝの設備新設
並びに改造である。
　・ﾌﾞﾘｷの生産量は、1984年実績の1万ﾄﾝに対し、4段階のｽｹｼﾞｭｰﾙをへ
て2～3万ﾄﾝを目標とする。

提言内容は、生産管理、品質管理につい
て、一部改良が国内の技術協力によって
実施された。

1.規格幅を700㎜～1.2ｍに変更せざるをえなくなった。
2.ﾌﾞﾘｷ原材料の薄板の供給不足。
3.生産目標が3万ﾄﾝ/年から6万ﾄﾝ/年に変更された。

・ﾌﾞﾘｷ生産は、上海と武漢の2工場のみであり、需要が1985年で50万ﾄﾝ、1995年に
は70万ﾄﾝと見込まれるのに対して供給は10万ﾄﾝにも満たない状況である。
・日本側提案は、現在までのところ生かされていないが、新日鉄との関係はいまだ保
たれており、工場側は日本に再診断を希望している。
・1994年3月現在、上海第十鋼鉄廠は韓国POSCOとｺﾝﾀｸﾄしている模様である。

中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容

- 506 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（石家庄鋼鉄廠）近代化計画調査

The Study for the Factory (Shin Jia Zhnang Iron &
Steel Works) Modernization Program in the
People's Republic of China

松田　安弘

(社)日本鉄鋼連盟嘱託（神戸製鋼）

86.6.16～6.24

8

60～61

37,699 千円

15.62 人月 （内現地3.72人月）

1986/9

（社）日本鉄鋼連盟

国家経済委員会
　　倪　根仙（輸出入局副局長）
石家庄鋼鉄廠
　　于　洪（石家庄鋼鉄廠々長）

1999.10現在：追加情報なし

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　河北省・石家庄市

総事業費
　215億円（F.O.B Japan）

計画内容
　・石家庄鋼鉄廠は58年設立、粗鋼生産13万ﾄﾝの高炉、製鋼、圧延設備
を持つ銑鋼一貫製鉄所で、すでに1991年を目標とし35万ﾄﾝに拡大する計
画が策定されていた。本調査はこれらを前提とし、工場診断を実施し、そ
の結果に基づき既存工場設備の活用を基本とした製造技術と生産管理
技術に関する近代化計画を立案した。製鉄工場：高炉、燒結工場の設
備、操業面の改善、原料ﾔｰﾄﾞ計画の策定等。
　・製鋼工場：操業改善に関する提案、高級鋼製造に対する設備的配慮、
ｽｸﾗｯﾌﾟ処理、耐火物寿命延長策等の提案等。圧延工場：既存工場の改
善事項と対策についての提案及び新棒鋼圧延工場建設に当たっての留
意事項の提言等。
　・その他、生産管理、ｴﾈﾙｷﾞｰ管理、品質管理、設置保全管理、環境管
理、教育訓練等についても提言を行った。

　近代化計画策定後に中国の需要の拡
大、需要製品の変化（高級化等）が起き
たため工程面の設備も能力面を中心にそ
れに応じた変化が起きているが、その基
本的な方針は近代化計画を踏まえており
環境保護への投資（工場の都市部立地と
いう条件から必要とのこと）、生産ｺﾝﾄﾛｰﾙ
のｺﾝﾋﾟｭｰﾀ化等の計画では取り上げられ
た以上の改善がなされたものもある。一
方、提案内容のうち改善が進んでいない
主なものとしては電炉工場における連続
鋳造設備導入（計画中）、圧延新工場建
設により圧延工程の集約があげられる。
（1994年12月現地調査結果） 　末実現と一部実施の遅れが発生した原因としては資金面の不足がある。当初は上

部機関と工場で生産品目の考えの食い違いにより資金調達がうまくいかなかった（現
在は解消）ため自己資金のみで改善を行わなければならなかった他、現在も「総投
資の30％以上の自己資金確保が国家による援助の前提になる」「銀行借入は国家
方針のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでないと難しい」等の問題がある。（現在は投資額のうち自己資金40
％、銀行借入30％、国援助30％）。来年上場し資金確保目指す予定とのこと。他工
場への技術移転については計画策定後に交流実施等一般的な内容は行われたが
その後の大きな進展はない。
　近代化計画に対する率直な評価としては、製鉄工場のような大規模工場を対象に

　当工場（会社）は1994年に有限会社化。近年の国内需要の順調な拡大により生産
販売高も拡大しており1993年時点で従業員数7,027名、粗鋼ﾍﾞｰｽ63.4万ﾄﾝ、鋼材
17.5万ﾄﾝを生産、売上8.1億元、利潤8,700万元（1985年時点では従業員数5,038
名、粗鋼ﾍﾞｰｽで13.2万ﾄﾝ、鋼材109万ﾄﾝを生産、売上9,064万元、利潤1,382万元）
となっている。（1994年12月現地調査結果）

中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（無錫電気ケーブル）近代化計画調査

The Study for the Factory (Electric Cable)
Modernization Program in the People's Republic of
China

清水　正夫

藤倉電線(株)被覆線事業部被覆線技術部

86.8.25～9.2

2

60～61

56,882 千円

19.16 人月 （内現地4.16人月）

1986/12

ユニコ　インターナショナル(株)

国家経済委員会

1987.          契約
1990.11.1   当該工場より藤倉電線(株)に下記報告と要
請があった。
(1)技術交流を継続したい。
(2)F/Sﾚﾎﾟｰﾄで提案のあったCase-1の実施を希望して
いる。
(3)押出し機の導入を中国政府に要請している。
(4)難燃ｹｰﾌﾞﾙの技術導入を希望する。
上記に対し藤倉電線(株)にて対応検討中。資金面での
制約がﾈｯｸとなって、計画が大幅に遅れている。

1999.11現在：進捗状況不詳

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ

総事業費
　約17～8億円（38百万元、うち設備費30百万元）

計画内容
　・ｺﾞﾑｹｰﾌﾞﾙ生産量：5,500km（現行約 3,300km）
　・品質目標              ：国際的規格（IEC,BIS,JIS）への合格
　・原材料単位          ：国際水準達成
　・労働生産力          ：設計目標達成
　・機械設備              ：1970年末または1980年初の国際水準達成
　・その他                   ：試験分析法の改良、教育訓練の徹底

実施経過
　1990年　操業開始

ｺﾞﾑｹｰﾌﾞﾙ工場建設中（770万元）
第8次5ヵ年計画で設備導入を計画
　　　設備導入費用…2,500万元（予定）

生産工程・管理面での実績：
 (1) 在庫管理方法の改善
 (2) 調達方法の見直し
 (3) 従業員教育
 (4) TQCの導入
 (5) 品質ﾚﾍﾞﾙの向上

ｺﾞﾑｹｰﾌﾞﾙ工場建設が一次中断した理由
 1. 国から認可がおりなかった。
 2. 資金、土地の手当ができなかった。

改善実施は一部に留まっているとの評価で、完遂するよう努力中。さらなる計画導入
を図っている。

中国工場近代化調査／その他工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（濱州ピストン）近代化計画調査

The Study for the Factory (Piston) Modernization
Program in the People's Republic of China

宮島　信雄

(社)日本プラント協会 技術部ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ

86.8.31～9.9

5

60～61

58,797 千円

22.32 人月 （内現地5.52人月）

1986/12

(社)日本プラント協会

国家経済委員会進出口局
STATE ECONOMIC COMMISSION, P.R.C.
BUREAU OF IMPORT AND EXPORT
　倪　根仙（NI GENXIAN）
（国家経済委員会進出口局、副局長）

　本実施計画の機械設備と技術指導についての具体
的な検討のため、1987年に調査団が来日し、1988年2
月～3月の青島商談会を実施。商談会では、円高によ
る大幅なｺｽﾄ高とそれの吸収のための中国側当該工場
生産品買上げ要求に対する対応不充分の理由で商談
は西欧側企業に傾いた模様。尚、日本側企業でなく西
欧企業から購入する方向で検討するように山東省の指
導も強く打出され流れの方向が変わった。
1999.11現在：変更点なし

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　山東濱州ﾋﾟｽﾄﾝ工場

総事業費
　2,593,500千円うち外貨分2,593,500千円

計画内容
　本ﾋﾟｽﾄﾝ工場近代化のための改善提案に基づく機械設備とそれに伴う
教育訓練とﾉｳﾊｳ・技術指導等の実施計画は溶湯精製・鋳造・熱処理・機
械加工・検査・金型・治具切削工具・ﾋﾟｽﾄﾝ製造専用機の各専門技術分野
ごとにその重要性、緊急性を考慮して3期（1期=2年）に分けた計画内容と
なっており、各期ごとに独立機能をとり、2期にまたがらないよう配慮してい
る。

　旧式の設備が多く精度も品質管理（教育は行った）も悪い。
　また英国、ｲﾀﾘｰから導入した機器は使いきれずに放棄されていて不要
の長物になっている（仕様を理解しないまま押し付け輸入させられたものと
思われる）。

結果として省のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして投資額714
万元（1988-1990）で改善が実施された。
承認が得られなかった原因としては、①
資金制約、②当時まだ全国1位企業でな
く優先順位が低かったこと、③中央企業
が有利になること、等があげられた。実際
の投資は、①建物（150万元）、②外国設
備（200万元）、③国内設備（300万元）、
④ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ導入（200万元）に活用されて
いる。この投資額の減額により、一部設備
は内製せざるをえない等の状況になって
いる。管理面については、生産工程に比
べれば比較的実施された内容が見られ
た。（1994年12月現地調査結果） 1988年くらいから当工場独自の改善を実施しており、その主な柱は、①管理ﾚﾍﾞﾙの

改善、②設備導入（4台輸入）、③開発力強化、④教育実施、の4点からなる。その成
果が除々に現われ始めた（全国1位）頃、更なる改善策としてJICAの近代化計画が
実施された（計画の総投資額は6,800万元=25.9億円）。しかし、実際に1988年に工
場側が策定した上部国機関に提出した計画は、1,800万元（一期分5年）となった。金
額差は全額を申請した場合、承認が得にくいとの工場側の判断によるものであるが、
その内容についても近代化計画の内容を参考にしたとは言うものの異なる点も多い
ものとなった。これは資金をはじめ、当時の工場の事情を考慮した結果とのことであ
る。さらに1,800万元の計画が国の承認を得られず規模縮小へ

濱州ﾋﾟｽﾄﾝから現在山東ﾋﾟｽﾄﾝに改名。計画策定時1985年の売上920万元、生産量
100万個、従業員600人から1993年には売上1.25億元、生産量370万個、従業員
1,100人へと国内市場拡大に伴い成長し、1988年以降は中国最大のﾋﾟｽﾄﾝﾒｰｶｰと
なった。ﾕｰｻﾞｰも山東省から中国全国へと拡大し一部製品はﾁｪｺ、米国等への輸出
も行っている。製品構成は市場変化によってﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ用からｶﾞｿﾘﾝｴﾝｼﾞﾝ用へ
と移行している。（1994年12月現地調査結果）

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（瀋陽・大連ガラス）近代化計画調査

The Study for the Factory (Glass) Modernization
Program in the People's Republic of China

呉　信二

ユニコ　インターナショナル(株)

61.7.7～7.14／
61.7.7～7.20／
61.7.13～7.20

3,7,3

60～61

83,914 千円

26.20 人月 （内現地5.70人月）

1986/10

ユニコ　インターナショナル(株)

国家経済委員会進出口局
　倪　根仙（副局長）

・大連ｶﾞﾗｽ工場においては「改造工事にかかわる保証
問題」で行き詰まり、何回か北京で商談が行われたが、
新設に変更された。
・沈陽ｶﾞﾗｽ工場は2～3回にわたり技術的な接触があっ
たが、現在では中断している。
・日本ﾒｰｶｰが「ｷﾞｬﾗﾝﾃｨ」、「金額のﾈｺﾞ」に抵抗すると
考え、別の形でないと実現は困難とみられる。
・日本ﾒｰｶｰから「中国ｶﾞﾗｽ設計院」への技術移転（有
償）を行い、ﾊｰﾄﾞのｷﾞｬﾗﾝﾃｨなしなどの工夫がないと具
体化は困難とみられる。
　1992年12月調査により両工場とも改造が実施された
ことを確認した。

1999.11現在：進捗状況不詳

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　A　大連市大連ｶﾞﾗｽ工場
　B　沈陽市沈陽ｶﾞﾗｽ工場

総事業費
　A　　 435,800千円　　　　　すべて外貨分
          1,730,352千円　（ｹｰｽⅡ）

計画内容
　A　大連ｶﾞﾗｽ工場
　 　○生産工程は引上機の更新新設のみを行い、その他は少々改造を
           行うこと。
　 　○特に、品質管理を徹底するために最小限の計測機を追加すること。
　 　○生産工程のﾃﾞｰﾀ採集・採取が少ないので、日常のﾃﾞｰﾀ採集を
           励行し、工程管理を十分に行うこと。
　B　沈陽ｶﾞﾗｽ工場
　 　○近代化目標達成を3段階に分け、それぞれの目標を達成するため
の
           近代化を行うこと。
　 　○特に、原料調合ｼｽﾃﾑの改造窯槽構造の改造は第2段階の目玉で
           あるので行うこと。

提言内容は、生産管理、生産工程、品質
管理について、一部実施された。

・ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対する現地でのOJT

大連ｶﾞﾗｽ工場：
1988年改造提案に基づきｲｷﾞﾘｽより技術
導入（684万元）し、生産額、利益も順調
に増加。
沈陽ｶﾞﾗｽ工場：
省ｴﾈを中心に1988年10月に改造を終
了。炉の設備はｲｷﾞﾘｽ、ｱﾒﾘｶ等より購入し
た。

両工場とも日本以外の国の技術を導入
し、改造実施済みであるので、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄは完了したものとみなされる。

・工場側及びﾒｰｶｰ側の改造に伴うｷﾞｬﾗﾝﾃｨの考え方の不足
・円　高
・日本側ﾒｰｶｰにとって、二昔前の技術であり、ﾒｰｶｰも消極的であった。

大連：かまどの溶解状況の改善を通して、ｶﾞﾗｽ原液の品質を向上させ、ｴﾈﾙｷﾞｰ消
費量を減少させた。優良製品率が93％向上した。
沈陽：改善後、ｴﾈﾙｷﾞｰ節約が著しい。ｵｲﾙの節約は年間2847ﾄﾝに達した。しかし生
産管理、品質管理のﾚﾍﾞﾙの向上が、さらに必要。

中国工場近代化調査／窯業

報告書の内容

- 510 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

広西大廠銅坑鉱山近代化計画調査

Modernization Program for the Kwangsi Mine in
the People's Republic of China

大田　光弘

三井金属資源開発(株) 工事本部工事部長

87.3.2～3.31
87.7.21～7.31

4

61～62

46,003 千円

15.57 人月 （内現地4.11人月）

1987/7

三井金属資源開発（株）

国家経済委員会企業技術改造診断辨公室
　　光中（主任）
　　朱　　（副主任）

　提案された計画に対して鉱山側からの要請を受けて
有色金属工場公司のｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞで大学教授、研究員、
大型機械ﾒｰｶｰ、鉱山社員等からなる対外的な研究会
が2回開催され内容の検討と改善策の再設定が行われ
ている。その後鉱山内に実施を担当する改造委員会が
設立されて改善を行った。（1995年1月現地調査結果）

1999.10　現在：変更点なし　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3　現在：情報なし

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　大廠銅坑鉱山採鉱部内
　（細脈帯型鉱体開発）

総事業費
　1,402,329,000円

計画内容
　1　坑内火災対策
　 ・現状の通気系調査と密閉箇所の指摘
　 ・通気系統変更計画立案

　2　採鉱法の変更
　 ・採鉱計画立案
　 ・基幹開坑計画立案と実施ｽｹｼﾞｭｰﾙ
　 ・近代化のための導入機械

　3　近代化に要する経費

　当初の日本側計画では改善策を「緊急
課題」と「採鉱法を中心とした近代化計
画」に分けた実施が立案されたが、中国
側は市場の高品位産物へのﾆｰｽﾞの拡
大、鉱山の主体的経営への移行という環
境への変化に対応する為一本化したうえ
で改善を実施している。
　また、提案内容の主内容である「坑内火
災の鎮火」については当初計画通りの方
法で1988年10月から1991年12月に実施
され無事鎮火した。「通気方法の改善」に
ついては1989－1992年にかけて当初計
画通りの改善がされ、その後最新方式の
導入によるﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟが行われた。一方、
「採鉱方法の変更」については、当初計
画では「1､2号鉱体は1次はｻﾌﾞﾚﾍﾞﾙｽﾄ
ｰﾋﾟﾝｸﾞ法、2次は上向充填採掘法」「3号
鉱体はｻﾌﾞﾚﾍﾞﾙｽﾄｰﾋﾟﾝｸﾞ法と上向充填採
掘法」とされていたが、①対象鉱山が低
品位中心で投資回収が難しい、②投資
額が大きく資金確保ができないという理由
から「全ての鉱体に対して分段空場法」が
採用された。日本側策定の際には鉱山側
との話し合いが十分なされ納得のうえで
の提案であったが、結果としては上記の
理由からこうなったとのことである。採鉱方
法が変わったことにより導入設備につい
ても変更が見られる。投資額は合計で
3,600万元（1995年1月現地調査結果）

　投資資金の確保については「借入枠の拡大」等の国による支援は行われなかっ
た。資金の借入返済はﾄﾞﾙで行われており、人民元の切下げで返済額の増大という
問題も発生している。技術移転については行われておらず、鉱山の技術性格上難し
いとの意見であった。
　日本側による計画策定を受けたことについては、①技術的啓発、②採鉱法指導、
③仕事への姿勢、④海外情報、等において極めて高い評価がなされた。問題点とし
ては、実施段階で出てきた問題へのﾌｫﾛｰの必要性があげられた。（1995年1月現地
調査結果）

この近代化の実施により1987年と1994年の生産量（精練後）は錫が5,300t→
13,700t/年、鉛が1,200t→3,500t/年、亜鉛が5,500t→22,000t/年へと拡大してい
る。1994年売上は6億元。（1995年1月現地調査結果）

中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（合肥化工廠）近代化計画調査

The Study for the Factory (Hefei Chemical Works)
Modernization Project in the  People's Republic of
China

広田　孝

電気化学工業(株)設備部部長代理

0.0.0～0.0.0

3

61～62

31,922 千円

15.63 人月 （内現地3.61人月）

1987/9

電気化学工業（株）

国家経済委員会
  朱（企業技術改造診断辨公室副主任）
  美徳群（企業技術改造診断辨公室處長
         　　　　　　　　　　　　　　　　　工程師）

1988年に相手国より視察に来日。工事見積書提出（第
2段階、丸紅仲介）その後進展なし。

（合肥化工廠）
近代化計画後、市場経済化の中で業況の不振と資金
繰り難となり、生産工程の改造は第1段階の中間段階
に留まっている。主要設備の日本からの導入も日本企
業との価格交渉での合意に達していない。これまでの
投資額は900万元で50％を自己資金、残りを銀行借り
入れで調達している。今後も近代化計画を継続してい
く方針であるが、資金調達及び需要の低迷が課題と
なっている。計画生産目標（PVC）の15000万ﾄﾝ/年に
対し現状では同7200万ﾄﾝに留まる。生産管理面では
提言に沿って改善を進めており効果もみとめられる。

1998.10現在：ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄとのその後のｺﾝﾀｸﾄはない。
2003.  3現在：新情報なし

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　安徽省合肥市合肥化工廠ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆｰﾙ工場

総事業費
　第1段階機器代金　 21,760 万円
　第2段階 　  〃 　  　   46,800 万円
　第3段階 　  〃 　  　   56,450 万円
　上記金額は機器代金のみで、工事費用技術料等は含まない
　　　（日本国内調達ﾍﾞｰｽで算出した）

計画内容
　1. 合肥化工廠のﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆｰﾙの本質ｶｰﾊﾞｲﾄﾞ法
      同業他工場に比し中低位にある。また、製造可能品種も限定されて
      いる。
　2. 近代化の計画は3段階に分けた計画を提案した。
　　第1段階：既存設備の小改造によりﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟを計る。
　　第2段階：重合及び乾燥全系列を新設し併せて、生産技術と生産管理
      の向上を行う。
　　第3段階：将来に備えた近代化計画

　以上の内、第2段階までは是非実施する必要がある。

生産管理、品質管理について、一部提言
内容が参考にされた。

設備の改善については、主に国内調達による。検測機器は輸入に頼っている。

中国工場近代化調査／化学工業

報告書の内容

- 512 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（貴州アルミニウム）近代化計画調査

The Study for the Factory (Aluminium)
Modernization Program in the  People's Republic
of China

山本　昭治

ユニコ　インターナショナル(株)中国室長

87.2.12～3.4

2

61～62

32,928 千円

19.67 人月 （内現地3.67人月）

1987/8

ユニコ　インターナショナル(株)

国家経済委員会
  篩光中（企業技術改造診断弁公室主任）
貴州省経済委員会
  劉　懐（副主任）

1999.11現在：進捗状況不詳
2003.  3現在：新情報なし

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　貴州ｱﾙﾐﾆｳﾑ工場第1電解工場

総事業費
　102.5億円

計画内容
　熱流・電解設備
　陽極焼成炉
　その他付帯設備
　・近代化計画の目標
　　(1) 環境問題の改善     (2) 生産効率の改善
　　(3) 年間1万ﾄﾝの増産　(4) 労働生産性の向上
　・近代化計画の内容
　　(1) 現有縦型ｾﾞｰﾀﾞｰﾍﾞﾙｸﾞ炉からﾌﾟﾘﾍﾞｰｸ炉へ転換を図る。
　　(2) 現有第2電解工場の炉形式を採用する。
　　(3) 操業管理体制を確立する。

以上によりﾋ素排出量1.0kg/t-Al以下が可能となり電力源単位の向上、
年間15,000ﾄﾝの増産4.6倍以上の生産性向上が可能である。

生産管理、品質管理について、提言内容
が一部実施された。

報告書提出後、資金的な理由により計画は実施されなかった。しかしながら、第一電
解工場は環境問題で操業ｽﾄｯﾌﾟになった。1992年に第一電解工場の改造を行うこと
にしたが、日本案はその後の技術革新もあって不採用となった。現在はｽｲｽの提示
した案で実施される見込み（1993年度現地調査）。

第7次5ヶ年計画で一部改造が実施された。

中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容

- 513 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（襄陽ベアリング）近代化計画調査

The Study for the Factory (Xiang Yang Bearing)
Modernization Program in the  People's Republic
of China

寺井　昭

NTN東洋ベアリング(株) 取締役中国室室長

3

61～62

11,116 千円

18.50 人月 （内現地3.40人月）

1987/6

ユニコ　インターナショナル(株)

国家経済委員会
倪  根仙（進出口局副局長）
朱　（弁公室副主任）

この間の生産性の向上においては大きな役割を果たし
たとの評価があった。（1994年12月現地調査結果）

1999.11現在：進捗状況不詳
2003.  3現在：新情報なし

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　湖北省襄燮市

総事業費
　（未積算）
　うち外貨分2,083.6百万円

計画内容
　1. 鍛造ﾗｲﾝ導入
　2. 熱処理設備改造
　3. 研削盤・仕上機導入
　4. 各種検査機器導入
　5. NC旋盤導入
　6. 研削盤の改造

　1. 近代化を行う前に、現状生産工程の解析を十分に行う。
　2. 測定機の導入を計り、上記解析を行うとともに作業長以下の技術
      向上を計る。
　3. 生産工程中各生産要素のｱﾝﾊﾞﾗﾝｽを改善する。

近代化計画において提案された改善内
容は実施時期の遅れ（7～8次計画中に
完了予定が9次計画内にずれこみ）が一
部見られるもののほぼ全て実施済もしくは
実施中。
輸入設備等の購入の提案が国産設備に
おきかえられるｹｰｽは目立ったが計画通
りの成果をあげているとのことで、工場の
現状を踏まえた変更であり問題とはなっ
ていない。この間に行われた投資額は近
代化計画による提案以外も含めて4550万
元、うち外貨は300万ﾄﾞﾙで外貨は主に加
工機の輸入に利用された。投資資金の確
保は内部留保と銀行からの借入れ。
一部未実施、実施の遅れがでた原因に
ついては、①資金面（大規模設備には代
替案）、②原材料品質（事前予算との違
い）、③国産設備低精度（要求通りの品質
にならない）の3点があげられた。（1994年
12月現地調査結果）

1993年5月株式会社化。株主構成は国家70％法人10％従業員20％。計画策定時
1986年の生産量931万ｾｯﾄ、売上6,500万元が1993年には生産量1,714万ｾｯﾄ、売上
33,356万元へ順調に拡大。この背景には市場が拡大をしたことに加え株式会社化に
よる経営権の拡大が十分に機能し市場にあった製品の開発や適切な投資による生
産性並びに製品品質の向上が行われたことにより市場におけるｼｪｱも拡大したこと
があげられる、今後も乗用車のﾍﾞｱﾘﾝｸﾞの製造を予定。（1994年12月現地調査結果）

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 514 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場 （常州トラクター）近代化計画調査

The Study for the Factory (Hand Tractor)
Modernization Program in the  People's Republic
of China

須藤　昌宏

井関農機(株) 取締役

87.1.11～1.27

9

61～62

20,803 千円

17.06 人月 （内現地6.12人月）

1987/7

テクノコンサルタンツ(株)
井関農機(株)

国家経済委員会
　李弘道（進出口局局長）
　王　毅（進出口副処長）

(1)1987年12月、常州ﾄﾗｸﾀｰ工場の副工場長および技
術者2名を日本へ招聘し、提案した工場近代化につい
てわが国の工場における具体例を各地で紹介した。
(2)1988年6月、生産技術者5名による専門家ｸﾞﾙｰﾌﾟが
訪中し、常州 ﾄﾗｸﾀｰ工場において工場近代化の指導
を行った。

1998.10現在：新情報・変更なし
2003.  3現在：新情報なし

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　江蘇省常州市　常州ﾄﾗｸﾀｰ工場

総事業費
　158億円
　うち外貨分（158億円）

計画内容
　ﾊﾝﾄﾞﾄﾗｸﾀｰ工場の近代化を実施して、品質向上を図り製品を国際ﾚﾍﾞﾙ
まで、引き上げ、また生産性の向上と製品種類の多様化を図ることを目的
とする近代化計画。
　近代化の範囲は以下の通り。
　1. 生産工程の近代化
　　(a) ｷﾞﾔﾎﾞｯｸｽ加工
　　(b) ｽﾌﾟﾗｲﾝｼｬﾌﾄ加工
　　(c) ﾌﾟﾚｽ加工
　　(d) 溶接加工
　　(e) 製品塗装
　2. 生産管理の近代化
　　(a) 設計管理
　　(b) 調達管理
　　(c) 在庫管理
　　(d) 工程管理
　　(e) 製造・検査設備管理
　　(f) 教育訓練
　　    ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ利用
　                                      (*)へ続く

設備：（費用は1,891万元）
          (1) FTCﾗｲﾝ（国産化）
          (2) NCｾﾝﾊﾞﾝ
          (3) ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰの設備をﾊﾝｶﾞﾘ
ｰ
　　　       より導入
          (4) 塗装ﾗｲﾝをｱﾒﾘｶより導入

改善：(1) 工程変更
          (2) 金型標準化規定作成
          (3) ﾏｲｸﾛｺﾝﾋﾟｭｰﾀを使った生産
                管理

生産管理、生産工程、品質管理につい
て、提言内容が参考にされた。

資金不足、製品開発能力の不足、労務問題などで実施は遅れている。
第8次5ヵ年計画期中の完了をめざしている。
　(*)の続き
3. 品質管理の近代化
　(1)結論
　 ・近代化計画実施により、年産8万台と多品目化（4種類）が達成できる。
　 ・常州ﾄﾗｸﾀｰ工場の技術、管理水準は高いので近代化の効果は大きいと確信
     する。
　 ・基本を守ること、基礎を充実させることが最重要点である。

現在、井関農機(株)との関わりはない
1991年より2回にわたり井関農機は数人の研修生を受け入れ技術指導を行った。そ
れに基づき常州ﾄﾗｸﾀｰ工場は独自に工場の近代化を遂行している。
第7次5箇年計画で改造が国内調達により一部実施された。

中国工場近代化調査／機械工業
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場 （瀋陽第一砂輪廠）近代化計画調査

The Study for the Factory (Shen Yang Grinding
Wheels Plant) Modernization Program in the
People's Republic of China

石坂　晃

ユニコ　インターナショナル(株)

87.3～（3週間）

4

61～62

34,021 千円

15.86 人月 （内現地3.40人月）

1987/9

ユニコ　インターナショナル(株)

国家経済委員会
　倪根仙（進出口副局長）
　宗庚辰（瀋陽市計画経済委員会副主任）

実施の目途がたっていない。

1999.11現在：進捗状況不詳
2003.  3現在：新情報なし

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　遼寧省瀋陽市

総事業費
　約11億円（29百万元）
　　（1元=37.93円）

計画内容
　ﾋﾞﾄﾘﾌｧｲﾄﾞ砥石の攪拌混合、成形、焼成、仕上加工、検査等の各工程の
生産技術及び設備を改善し生産工程、生産管理、品質及び公害防止に
関し、先進的な国際ﾚﾍﾞﾙに到達せしめる。
　対象設備：攪拌機、成形ﾌﾟﾚｽ、焼成炉
            仕上加工機及び検査設備等
　1)近代化計画の目標：対象製品はﾋﾞﾄﾘﾌｧｲﾄﾞ砥石とし
　　・1980年代初期の先進国の技術水準を目標とした計画の作成
　　・経済性を考慮した半自動化ｼｽﾃﾑの採用
　　・品質改善を最重点目標とする
　2)近代化計画の内容
　　・攪拌混合工程 ……ﾌﾟﾘﾝﾀ付ﾃﾞｼﾞﾀﾙ秤量計の採用粘結剤技術の
                                         導入他
　　・成形工程　　　……金型密着成形方式の採用
                                         半自動化ｼｽﾃﾑの導入他
　　・焼成工程        ……新型ｼｬｯﾄﾙ窯の採用他
　　・仕上加工工程 ……ﾀﾞｲｱﾓﾝﾄﾞ穴仕上機の設置他
　　・検査工程         ……ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾉｷﾞｽの採用
　　・品質管理の推進

品質管理面を中心に、教育、品質ﾚﾍﾞﾙ
の設定QCｻｰｸﾙの強化などが工場側とし
て実施されている。

近年の外貨不足によりﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの選定が厳しくなり、優先度の点で他のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等
に比べて遅れている。
第8次5ヵ年計画の中でも、その位置づけが不明確である。

具体的な改善提案は明示している。

中国工場近代化調査／窯業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場 （瀋陽鋳造廠）近代化計画調査

The Study for the Factory (Shen Yang Foundry
Plant) Modernization Program in the  People's
Republic of China

平野　仁郎

石川島播磨重工業(株)

86.11.10～11.30

4

61～62

6,691 千円

0.00 人月

1987/7

石川島播磨重工業（株）

国家経済委員会進出口局
　倪根仙（副局長）

  相手国側担当機関より特にｺﾝﾀｸﾄはない。
1992年12月調査により資金の不足、生産量の減少によ
り改造提案は実施に移されていないことが判明した。
第2工場は取り壊しの方向にある。
1999.11現在：その後の情報は全くない。
2003.  3現在：新情報なし

中止・消滅

　工場近代化は最新式生産設備機器を導入すれば達成できると考えるこ
とは非常に危険である。その理由は新設備機器の導入には、それらを効
率的に操業するための生産技術と生産ｼｽﾃﾑを必要とするからである。こ
れらの技術やｼｽﾃﾑは現状の生産において蓄積されたものを見直し、改
善することによって実施されなければならない。（設備のように外部から買
うことができないものである。）
　それ故に第1に現状の生産ｼｽﾃﾑと生産技術の問題点を全て抽出し、そ
の原因を分析し、整理し、原因別に対策をたて実施し、その結果を評価す
る。そして第2に新生産設備機器に十分対応できる生産ｼｽﾃﾑと生産技術
を見通してから新生産設備機器を導入するべきである。
　第1、2工場の改造を提案。

　いまだ実施されていない。

　企業内部の変化により、市場の売れ行きが悪く、業務が沈滞しているため。

　第8次5か年計画で一部実施予定。（第1工場）
　合弁による自動車部品工場の建設計画を推進中。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 436

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場 （重慶ポンプ廠）近代化計画調査

The Study for the Factory (Chongqing Pump
Factory) Modernization Program in the  People's
Republic of China

田矢　孝也

石川島播磨重工業(株)

86.11.10～11.30

4

61～62

6,981 千円

14.39 人月 （内現地10.93人月）

1987/7

石川島播磨重工業（株）

国家経済委員会進出口局
　倪根仙（副局長）

相手側担当機関よりｺﾝｻﾙﾀﾝﾄに対し、特にｺﾝﾀｸﾄはな
い。
1999.11現在：情報は入っていない。
2003.3現在：新情報なし

進行・活用
1. 工場運営の視点より
　機械加工工程：現有設備の効率的運用を計り、工作機械の知能化（ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀ
ｰの導入）を推進する。工場全体を広く見回しながら機械加工工程の近代化を進めて
いくことが大切である。
　組立工程：工場のﾚｲｱｳﾄ・設備の配置を改善し、物の流れや保管方法を改善しなく
てはならない。ﾌﾞﾛｯｸ組立方式を導入し、作業効率と品質を向上させる。倉庫・運搬ｼ
ｽﾃﾑの改善を図る。
　検査工程：小型から大型まで4種類に機種を分類し、それぞれに適応した検査方法
と設備を導入し近代化を推進する。測定の自動安定化を図る。
　生産管理部門：生産管理部門の課題は生産の多様化に伴う情報処理の高度化で
あると言える。そのﾂｰﾙとしての電子計算機ｼｽﾃﾑが不可欠であり、このようなﾂｰﾙを
駆使して多様化に対応することが生産管理部門の使命といえる。
2. 工場全体の観点より
　戦略的経営の確立：近代化計画の目標とするところは生産能力の増強と品質の改
善であるが、多様化・高度化に対応するための柔軟な管理ｼｽﾃﾑを構築する必要が
ある。また技術内容の高度化・多様化に対応するための販売管理ｼｽﾃﾑ設計管理ｼｽ
ﾃﾑの確立を図る製品の設計改良、並びに付帯機器の設計改良、製品構成の拡充を
推進する。
製品構成と市場戦略：顧客の要求が益々多様化・高度化するなかでこれらのﾆｰｽﾞに
対応するため新製品開発に力を入れ、いろいろな製品を市場に投入していく必要が
ある。また、全製品群としての構成について、全体の統制とﾊﾞﾗﾝｽに特に留意すべき
である。
　報告書の位置付けについて：本報告書は以上のような観点からまとめられたもので
あり同時に計量ﾎﾟﾝﾌﾟの生産という、特殊な生産ｼｽﾃﾑについて長年の経験と最新の
工作機械・電子計算機・ﾊｰﾄﾞｳｪｱ・ｿﾌﾄｳｪｱの技術動向を調査し、それを加味して作
成している。計量ﾎﾟﾝﾌﾟの生産という特殊な生産ｼｽﾃﾑ、即ち多品種小量の受注生産
において、機械加工・組立・検査工程等の混合の生産形態における最善の方策を述
べていると同時に、生産ｼｽﾃﾑの問題をどのようにとりあげていくべきかを示しているも
のと考える。

　生産管理、品質管理について、提言内
容を参考に国内調達により改善が行われ
た。
　報告書提出から1993年までに行われた
具体的な改善内容は
　　　工場配置の変更
　　　新倉庫建設の予定
　　　機械設備の導入
である（1993年現地調査結果）。
1994年10月現在
　第8.5計画において約800万元の投資に
より近代化実施中。M/Cについては中国
製を導入したが、十分に稼働していな
い。
　今後新倉庫を建設する予定。

　中国側の資金難により計画規模を縮小して、国家計画に基づいて実施中である。
第7次5ヶ年計画では、700万元が承認済み。第8次5ヶ年計画においては、800万元
を予算要求中である（1993年度現地調査）。

　製品の品質が顕著に改善された。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 437

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場 （重慶合成化工廠）近代化計画調査

The Study for the Factory (Chong Qing Phenol
Resin Plant) Modernization Program in the
People's Republic of China

鈴木　浩

三菱油化エンジニアリング(株)四日市支社長

87.10.7～10.27

6

62～63

65,460 千円

人月

1988．7．1

三菱油化ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

四川省重慶合成化工廠
周恩　（社長）

中国工場（太原有機化工）近代化計画調査時（1996
年）に、同業種の生産能力調査をしたところ、重慶合成
化工廠のﾌｪﾉｰﾙ樹脂生産能力は1万ﾄﾝ/年となってい
ることが判明した。調査時点では、ﾌｪﾉｰﾙ樹脂1,500ﾄﾝ
/年、成形材料2,500ﾄﾝ/年・成形材料6,000ﾄﾝ/年で
あったので、ほぼ目標に近い生産能力増強を実施した
ことになる。尚、海外からの技術導入をしたとの情報は
無いので、報告書の内容を十分に活用したと判断して
いる。

1999.11現在：変更点なし

進行・活用

重慶合成化工廠近代化計画に関して、現地調査の結果を踏まえ、生産管
理、生産工程について提案を行った。

このうちで近代化計画に要する費用は生産管理面の費用は約38百万円、
生産工程面で、約 2,875百万円が見込まれる。

生産管理、品質管理について、提言内容
が一部実施された。

その後、変化なし（1993年度現地調査）。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

生産管理、品質管理について、提言内容が一部実施された。

工場自体の外貨不足のため、中国製機器による一部改造、生産管理面の合理化以
外には実現されていない（1993年度現地調査）。

改善はさらに必要であり、第8次5カ年計画で追加の改善を予定している。1991年に
日本からの提案をﾍﾞｰｽにして新たな近代化計画が作成され重慶市に提出された。
3,600万元の予算規模だが1993年末現在承認されていない（1993年度現地調査）。

中国工場近代化調査／化学工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 438

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場 （鄭州ボーリング）近代化計画調査

The Study for the Factory (Zheng Zhou Hole Made
Machine) Modernization Program in the  People's
Republic of China

加藤　信一

鉱研工業(株)

87.10.28～11.17

4

62～63

54,682 千円

17.00 人月

1988．8．1

鉱研工業（株）

・中国国家経済委員会企業技術改造診断辨
公室処長姜徳群氏
・鄭州勘察機械廠長杜祥　氏

1. 1988年9月工場側より新製品の技術導入希望があっ
たので、工場の近代化の早期実施を要望した。
2. 1988年12月調査当時の工場長杜　祥氏は、江南省
経済技術開発区建設計画指導組副組長に転任した。
3. 1989年1月工場側との交信により、外貨予算の取得
が困難な模様であることが推察された。
4. 1991年6月に前工場長が別件で来日し、新製品の
生産技術導入検討のための技術資料の要望があっ
た。資料はただちに送付したが、1991年11月現在反応
はなし。1998年10月現在、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄとのその後の交
流はない。工場長の交代、中国内の情勢変化により工
場の方針が変わったものと推察している。提言につい
ては、かなりの部分が採用・具体化された模様。1999年
10月現在、同工場との交流は絶えた状態が続いてい
る。

進行・活用

近代化生産規模は、調査時点の年産62台を1990年に 110台とすることと
し、そのための近代化策を以下の通り提言した。
１．経営組織をライン・スタッフ組織とし、これに基づく具体的な生産管理
組織。
２．生産手配は、すべて生産管理部が伝票を発行することによって行う。
３．鋳造については（1）鋳造に温度管理（2）成分分布（3）作業環境改善。
４．熱処理については（1）熱処理用鋼材の導入（2）焼準温度の改善（3）加
熱炉など近代化設備の導入
５．機械加工は（1）９台の近代化主要工作機械と若干の附属設備の導入
（2）作業指示の明確化。なお工場側計画の設備更新と建屋増築を確認。
６．溶接および組立は（1）作業基準の作成実行（2）近代化溶接機、切断
機の導入。
７．治具の積極活用と切削工具の集中研磨による能率と品質の向上。
８．生産管理については、設計管理、調達管理、在庫管理、作業管理、工
程管理の近代化と改善の具体策。
９．コンピュータ利用は最初の段階として調達管理と在庫管理を対象とす
る。
10．品質管理は（1）検査データの活用（2）検査器具の完備（3）品質保証
体制確立。

以上による近代化設備導入は輸入品が1.47億円、中国製品が22万元で
あり、提言と合意された事項が計画通り実行されれば、この投資は1994年
までに回収が可能であると策定した。

提案された改善項目については、ほぼ全
て実施されていた。設備の導入を中心と
する生産工程の改善では導入設備は全
て中国製とのことだったが、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰの
導入等の一部内容については計画以上
の進展が見られた。生産・品質管理面の
改善においても生産管理・計画の一元化
をはじめ各内容が専門部門の指導のもと
に行われていた。（1994年12月現地調査
結果）

（平成15年度　国内調査）
情報なし

中国製設備の導入となった理由については、①輸入品が高価格なこと、②ｱﾌﾀｰｻ
ｰﾋﾞｽ補修部品入手が便利なこと、の2点があげられたが精度的には中国製で満足で
きるとのことであった。近代化の為の投資額は1993年までで1390万元、1990年まで
で730万元（計画では1989年までで686万元）で全て内貨となっている。投資資金の
ほとんどが内部資金によるものである。近代化計画はこの間の当工場の生産性向
上、製品品質の改善に大きな貢献を果たしたとの評価がなされた。近代化計画の問
題点としては、中国における変化が激しいために策定当時は最善のものであった計
画が陳腐化してしまうことまた、中国の国の状況を日本側が必ずしも理解できていな
いことがあげられた。調査実施時は政府の指導による生産が強かったが現在では企

当工場は近代化計画策定（1988年）後、市場ﾆｰｽﾞにあわせ製品構成を大型ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ
機械に特化し比較的順調に生産を拡大している。また、立地に伴う周辺環境面への
配慮から鋳鍛造部門が別会社化、技術者数は75名から167名に増加しており開発を
中心に技術力向上への積極的な取り組みがなされている。その他内製が非効率な
部品については外部からの購入を進める等の変化も見られる。（1994年12月現地調
査結果）

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（瀋陽医療器機廠）近代化計画調査

The Study for the Factory (Shen Yang Medical
Instruments) Modernization Program in the
People's Republic of China

佐藤　健一

ユニコ　インターナショナル(株)

88.2～3

3

62～63

55,432 千円

人月

1988．11

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

国家経済委員会
輸出入局処長
　王　毅

1988年10月報告書をJICAに提出し弊社ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは完
了した。その後福岡放射線(株)は技術輸出を前提とし
た社内体制を検討し関連商社と協議に入った。
福岡放射線(株)は同工場にﾌﾞｯｷｰ撮影台の試作品を
作らせてみたが、品質がおもわしくないこと、また製品
の値段が韓国品並であり沈陽工場に作らせるにはﾒﾘｯﾄ
がないことがわかった。その後、同工場とﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮ
ﾅﾙ(株)との間で進展はない。
計画案はほぼ採用され、費用分担が決定した（国：地
方：工場=5：4：1）。
現在、技術面、経済面の評価を中心にF/S報告書を独
自に作成中。

1999.11現在：進捗状況不詳

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

沈陽医療機器廠のＸ線装置製造工場は創業以来約35年を経過してい
る。設備・製造技術は旧態依然としているため製品の品質、製品製造の効
率が悪い。

調査団の提言する改造案、即ち、1) 医用Ｘ線発生装置、2) Ｘ線管装置、
3) 透視撮影台、4) 関連機器、5) 塗装・鍍金の「ハード技術」及び、1) 工
場管理、2) 工程管理、3) 品質管理の「ソフト技術」を実施することによっ
て、国内同業他社製品に匹敵する製品となり市場では当該品は優位とな
る。また、当時の生産台数 100台／年を 1,000台／年に引き上げる。費用
は内貨分 1,160千元、外貨分 9,200千元を見込んでおり、90年６月の操業
開始を予定している。

上述の計画を早期に実施するためには、リコメンドする日本の装置製造
メーカーから技術導入することが望ましい。

調査団の提言に基づいて、沈陽医療機
器廠は沈陽医療管理局と具体計画を検
討し日本への調査団の派遣を計画した。
また、日本側製造ﾒｰｶｰもその受入準備
を開始した。

1989年6月の中国国内の動乱によって、
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは停滞していたが、その後生産
管理、品質管理について、提言内容を参
考に改善が行われた。

調査団の提言に基づいて、沈陽医療機器廠は沈陽医療管理局と具体計画を検討し
日本への調査団の派遣を計画した。また、日本側製造ﾒｰｶｰもその受入準備を開始
した。1989年6月の中国国内の動乱によって、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは停滞していたが、その後生
産管理、品質管理について、提言内容を参考に改善が行われた。

上記の通り、弊社ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは1988年10月完了した。1990年に日本視察を実施ﾒｰｶ
ｰを訪問。中国側は日本との技術提携の可能性を検討中。中国国内での技術移転
はｵｰﾌﾟﾝな形で行われておらず、本工場への診断が他工場へも波及するとは言い
難い。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（南昌バルブ工場）近代化計画調査

The Study on the Factory (Nanchang Valve Works)
Modernization in the People's Republic of China

山崎　裕

岡野バルブ製造(株) 取締役

88.3.2～3.23

3

62～63

48,765 千円

0.00 人月

1988/12

岡野バルブ製造(株) 

国家経済委員会
輸出入局処長
　王　毅

　1999.11現在：　変更は特に無し。

中止・消滅

1. 鋳鋼工場、機械加工工場、生産管理、品質管理についての工場近代
　化案を提言。
2. 設備面では、鋳鋼製造設備、機材加工設備、品質管理用測定器、
　試験設備の導入を提案。
3. 管理面では、工場長直轄の専門部門を設け、企業の総合的管理体
　系を担う組織とすることを提案。
4. 近代化による生産量を4000t/年（27％増）とし、設備投資資金を19億
5,700万円と見積った。

主な改善実施内容は以下の通り。

設備投資資金額700万元（提案の約10分
の1）

①一部必要設備（吹付加工機械、平車
　式鋳物熱処理ｽﾄｰﾌﾞ他）の導入
②調達・倉庫・設備管理の改善
③品質管理基準に国際標準採用
④品質管理組織の改善
⑤ｶｽﾄｽﾁｰﾙ生産の改善
（1995年3月国家経済貿易委員会からの
報告）

(*)の続き
フォローアップ終了年度：2003年度　　
終了理由：中止･消滅案件のため。

診断後、第7次5ヵ年計画期間に700万元（近代化計画の提案は約2000万ﾄﾞﾙ）を透
視して改善提案の一部分のみが実施された。市場経済の流れの影響、経営者の3
回の交替、製品構成の拡大のしすぎ（窓枠等への進出）により、経営が悪化した。改
善が行われなかった原因として、投資金額が工場の現状に比べて余りに多額であっ
たことも指摘された。現在、債務超過事態にあり、生産額は354.3ﾄﾝ（診断時1637ﾄ
ﾝ）、売上高284万元（診断時1020万元）、職員も実質的に生産活動に従事している
のは200－300名に過ぎない。元々技術ﾚﾍﾞﾙが上位に比べ高くなかったことも経営
悪化の大きな原因として指摘された。（1995年3月国家経済貿易委員会からの報告）

日本側の調査については、①工場の問題点に対し比較的全面で建設的な意見、対
策がなされた、②調査団は知識、経験両面で極めて優秀であった、との高い評価が
なされている。
当工場は中国ﾊﾞﾙﾌﾞ工場の中位の上ｸﾗｽのところであるが、江西省内では重要な位
置にある為に選定された（他の大手工場は日本企業との交流が既にあった為、対象
とならなかった）。（1995年3月国家経済貿易委員会からの報告）(*)へ続く

中国工場近代化調査／機械工業
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（韶関ショベル）近代化計画調査

The Study on the Factory (Mixer) Modernization in
the People's Republic of China

和田山　登

石川島播磨重工業(株)

88.2.26～3.17

3

62～63

63,764 千円

0.00 人月

1988．12

石川島播磨重工業（株）

国家経済委員会
輸出入局処長
王　毅

・西ﾄﾞｲﾂよりｺﾝｸﾘｰﾄﾐｷｼﾝｸﾞの技術と設備を輸入し、改
造を実施中である。

・当工場は株式会社化され（有限責任公司）、会社名も
韶関新宇建設機械有限公司に変更されている。それ
に伴い組織も変更された。登録資本金は4680万元、持
株比率は従業員80％、国家20％である。

・新製品は建設用ﾀﾜｰｸﾚｰﾝ、ﾊﾞｯﾁｬｰﾌﾟﾗﾝﾄを製造して
おり、ある程度の需要がある。（1999年度現地調査結
果）

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

韶関ショベル工場の現地調査に基づき、工場近代化計画について問題
点をあげ、下記項目について改善、改良の要点を指摘した。

１．管理機能
　１）管理部門
　２）製造部門
　３）生産管理
　４）品質保証体制

２．生産体制
　１）工場の配列
　２）作業場内の整備配列
　３）補助工場の活性化

上記の他、近代化実施のスケジュール経費、設備投資の経済効率につい
ても言及している。

生産管理、生産工程、品質管理について、報告書の提言に
沿ってほぼ全て実施されている。
1989年から1993年までの間の投資額は4000万元である（1993
年度現地調査）

1.設備導入・生産工程
　提案内容は多くが完全実施もしくは一部実施された。主な実
施内容は、ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ増設、金属加工工場におけるLCA機の制
作・投入、吊上装置活用、製缶工場における半自動溶接機拡
充、大型板曲機導入、熱処理工程における60ﾄﾝ油圧ﾌﾟﾚｽ導
入等である。第二期（第3－4年度）分として提案された内容に
ついてもほぼ同様であり、中小物部品加工工場統一等が実施
された。
2.生産管理
　調査で問題となった減速機の機械加工に関して、減速機を
外注するようになり機械加工の問題はなくなったが、減速機を
加工していた現場作業員が余剰となり機械と作業員が遊んで
いる状況である。溶接工程については、調査で提言した「ｱｰｸ
溶接の替わりにCO2溶接に変更する」ことが実施されており、
溶接の効率化は達成されている。しかし溶接箇所のｶﾞｽ切断が
不揃いで溶接のﾋﾞｰﾄﾞが荒れている。ﾛｰﾙ曲げ加工も新しい機
械を導入してﾛｰﾙ精度が良くなったが、大径のﾛｰﾙ曲げ加工
は天井ｸﾚｰﾝを使いながら板曲げを行っており、安全上問題が
ある。現在、ISO9001取得（1999年12月に取得予定）の準備を
している。（1999年度現地調査結果）

1988年の診断後、第7次及び第8次5ヵ年計画において、国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして認めら
れた。1993年末まで、国家計画に従って計画的に投資が行なわれている。今後とも
工場の作成した改善計画に従って続けられる予定（1993年度現地調査）。

広東省の建設需要の高まりもあって、生産量も調査当時の5倍、生産額では10倍と
順調に増加している（1993年度現地調査）。

中国工場近代化調査／機械工業
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（湖南印刷機械）近代化計画調査

The Study on the Factory (Hu Nan Printing Press)
Modernization Program in the People's Republic of
China

坂手　彰

三菱重工業(株)

88.3.2～3.24

5

63

38,911 千円

0.00 人月

1988．12

三菱重工業（株）

国家経済委員会
輸出入局処長
王　毅

これまでの投資額1,600万元のうち40％以上の772.4万
元は1993年度に行われており、近代化のｽﾀｰﾄはかなり
遅れたが、これは生産管理面を中心にした改善の効果
が1992年度くらいから出て業績が改善したことで国から
の資金借入が可能になったからである。当工場は投資
資金の70％を国からの借入に依存しており、国の計画
に完全に投資金額がﾘﾝｸしている。近代化の結果「1ﾛｯ
ﾄの生産が3ヵ月から1週間に短縮された」「品質におい
て2級の国家認定を受けた」等、生産効率、品質の改
善効果も顕著である。（1995年1月現地調査結果）

1999.11現在：新たな進展なし。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

１．生産管理面について、下記の採用を提案した。
（１）「小ロット順送り生産方式」と「部品・ユニット中心の生産形態」
（２）組立日程を基準とした、日程管理

２．生産工程面については、①生産能力増強、②製造品質向上、③生産
方式の改善の３つの観点から、次の提案を行った。
（１）鋳造品質向上のため、老朽化した鋳造設備を改造、更新する
（２）重要部品の機械加工設備と生産増加に伴う不足設備の増強
（３）機械加工設備のライン化
（４）定置式組立方式の採用
（５）総組立・試運転工場の空調設備新設

３．設備投資
　以上の近代化実施のため、89年～92年（目標年度）の４年間に於ける、
段階的な設備投資案を提示した。

提案された内容については当初計画に
比べ遅れは見られるものの生産工程、管
理両面において着実に実行されつつあ
る。1989－1993年度の近代化のための総
投資額は、1,600万元であり、1994－1995
年度で更に少なくとも1,500万元程度の投
資が行われる予定となっている。工作機
械等の一部未導入の設備についてもこれ
によりほとんど導入が完了する見込み。こ
れまでの投資額1,600万元。

近代化計画の指導を受けたのは省の連
絡で存在を知り工場側が希望したもので
あり、その最大の目的は国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに
参加することで、国からの資金援助の獲
得を容易にすることにあった。近代化計
画を通じて資金獲得を実現しただけでな
く、特に管理面において先進的手法の導
入ができたことに対し高い評価があった。
工程の中では特に「組立工程」への指導
の評価が高かったがこれも管理面の改善
による生産性の向上が可能なためと思わ
れる。（1995年1月現地調査結果）

提案された内容については当初計画に比べ遅れは見られるものの生産工程、管理
両面において着実に実行されつつある。

当工場は1993年度の実績で売上5,350万元、利益1,600万元、生産量431台、従業
員数2,080人であり、調査時点88年度実績（売上1,202万元、生産量207台、従業員
1,823人）に比べ、国内需要の拡大もあり順調に業績を拡大している。調査時点では
単色印刷機械のみの生産を行っていたが、その後独自で多色印刷機の開発にも成
功し、生産台数の約20％（80台）を占める等、製品構成の高度化も着実に行われて
いる。（1995年1月現地調査結果）

中国工場近代化調査／機械工業
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（上海大隆機械）近代化計画調査

The Study on the Factory (Shanghai Mechanical
Works) Modernization Program in the People's
Republic of China

常世田靖一

大同特殊鋼（株）海外技術協力部主査

88.10.24～10.29

3

63

9,662 千円

人月

大同特殊鋼（株）

国家経済委員会
輸出入局処長
王　毅

大隆機械廠基建科陳培濂氏からの書簡では、提案し
た改善案を除々に進めているとのこと。
精練設備の一部については、西ﾄﾞｲﾂからの輸入が成
約されている。
（上海大隆機械廠）
近代化計画での提言に基本的には沿っているものの、
当初、ｽﾃﾝﾚｽ二次精練用に導入を計画していたAOD
炉は、その後のｱﾙｺﾞﾝｶﾞｽの値上がりからｺｽﾄ高となり
VODC炉に変更している。1990年11月に西ﾄﾞｲﾂから輸
入設備を建設済で、調整後、本格稼働の予定である。
今後の需要確保にも懸念ないとみられており、生産数
量も現在の年3万ﾄﾝから5万ﾄﾝへの増産が期待できる。
今後は生産管理面での改善に注力していくとしてい
る。

　1999.11現在　先方のその後の状況については、全く
情報なし。

進行・活用

１．現地本格調査に基づく基本的合意事項（1988年５月22日国家経済委
員会と調印）
1）生産品についての品質（溶剤の気泡と非金属介在物）改善のため導入
すべき二次精練設備の検討
2）二次精練設備の導入に関連して、歩留の向上生産能力の増大の検討
3）生産品高度化へ対応（溶剤ベース）
　　　鋼塊19,553→28,180ｔ／月  ステンレス 207.5ｔ／月→10,818ｔ／月
　　　鉄鋼 8,890→21,820ｔ／月　低合金　　 8,043ｔ／月→25,455ｔ／月　　
　　　計　28,443  50,000ｔ／月

２．提言の概要
（１）ＡＯＤ法の推奨
　　　対象溶製鋼（主にステンレス鋼、低合金鋼）に要求される品質仕様
　　　（〔Ｏ〕〔Ｈ〕〔Ｎ〕〔Pb〕〔Ｓ〕〔Ｐ〕）を満足するためDH、RH
          AOD、VAD、LF(V) 法を比較しAOD法を推奨した。
（２）電気炉操業法の改善
　　　①酸素富化＋Ｃ―Injection 法による電力源単位の改善　②高電圧、
　　　低電流操業への移行　③操業パターンの変更（電気炉）溶解―　　　
　　　（AOD)　精練、成分、温度調整
（３）二次精練導入に伴う、生産管理上の留意点

Ａｒガスの値上がりにより、AOD法の採用
を取りやめ、VODCを検討中。
C-Inｊection基本試験完了し、実操縦への
組み入れ予定。生産管理、品質管理に
ついて提言内容が一部実施された。

(平成15年度　国内調査）
情報なし

C-Inｊection基本試験完了し、実操縦への組み入れ予定。生産管理、品質管理につ
いて提言内容が一部実施された。

中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（力風塑料成型機）近代化計画調査

The Study on the Factory (Li Feng Plastic Molding
Machine) Modernization Program in the People's
Republic of China

谷口　勝真

(株)日本製鋼所 ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業部課長

88.5.30～6.19

3

62～63

49,118 千円

人月

1988/2/1

（株）日本製鋼所

国家経済委員会
輸出入局処長
　王　毅

他工場への技術移転は同業1社（江西省）から14人、3
日間受け入れを行い管理面を中心に実施したとのこと
であったが先方からの依頼によるものである。省、工場
共に当工場を核にした技術移転を行うという発想はな
い。日本側ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄとの交流についても「行いたい」と
の意向はあるものの、積極的とは言えない。また日本の
企業との合併を考え、おととし手紙を送ったが、回答は
なくそのままになっているとのことであった。（1995年1月
現地調査結果）

1998.10現在：変更点なし

(平成15年度　国内調査）　
変更なし

進行・活用

現在の射出成形機、中空成形機の年間生産量 165台を年間 500台に生
産能力を増加し、従業員１人当りの、生産性向上を計る工場の計画に関し
て、生産工程と生産管理のそれぞれの面から生産能力及び品質の向上を
主眼として近代化計画を提案した。

1. 生産工程面での近代化
（１）機械加工工場の設備については生産能力且つ生産性の向上を計る
ために、中国の投資可能範囲でのＮＣ機械を導入する事を提案し、生産
方式についてもジョブショップ方式をＧＴ（GROUP TECHNOLOGY）方式
の採用する事を提案した。
（２）組立工場の中小型射出成形機については組立方式をタクト組立方式
に切替える事で生産能力の向上を提案した。

2. 生産管理面での近代化
調査、在庫、工程、設計、品質、設備、教育の各々の管理における問題点
について、日本の同種企業の経験と実績を基に、中国の体制の中で実施
出来る対応策を提案した。

近代化計画は7次5ヵ年計画（1986-1990年）の
途中で策定されたため、その間の予算手当が
できず8次計画（1991-1995年）の対象計画とし
て日本側提案内容がそのまま申請された。結局
機械部から承認されたのは計画のほぼ50％に
あたる700万元であり、工場の自己資金65万元
とあわせて765万元が近代化の為に投資され
た。この投資額の減額により新設組立工場の規
模が半分になり、生産能力が当初計画の500台
から300台へ縮小した他、NC工作機の導入台
数が半減する等の影響が出た。有限公司化し
たとは言うものの投資資金の大部分を国からの
借り入れに依存しており、その他の調達源を持
たないことがこうした状況を生んでいる。改善内
容は基本的に日本側内容に沿っており、特に
生産管理面ではほとんどが実施されている。し
かし生産方式の変更（機械加工においてGT方
式採用、組立工程においてﾀｸﾄ方式採用）が実
施されていない原因としては、設備の未導入以
前に生産方式の意味合いに対する認識の不
足、新方式への対応力の欠如等があげられる。
9次計画（1996-2000年）において残り半分の投
資内容が認められほぼ設備の導入は終了する
予定とのことである。技術移転については他の
分工場に対してもほとんど行われていない。
（1995年1月現地調査結果）

近代化計画は7次5ヵ年計画（1986-1990年）の途中で策定されたため、その間の予
算手当ができず8次計画（1991-1995年）の対象計画として日本側提案内容がそのま
ま申請された。結局機械部から承認されたのは計画のほぼ50％にあたる700万元で
あり、工場の自己資金65万元とあわせて765万元が近代化の為に投資された。

計画策定時の1988年に比べ売上が600万元→3,000万元、生産台数165台→230
台、従業員数150人→222人、生産品目数5種→16種（市場ﾆｰｽﾞの90％に対応可）と
拡大を見せてはいるものの市場経済化により競争が激化した結果、現在の生産台数
は生産能力（300台）の80％以下となっている。また需要の10％程度については品質
面の問題から受注できない状況にある。有限公司は現在、米国、ｲﾀﾘｱの2社とそれ
ぞれ合併について準備を行っている段階。（1995年1月現地調査結果）
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（陜西印刷機器）近代化計画調査

Feasibility Study of Renovation for Shaanxi Printing
Machinery Plant

濱田　久光

富士機械工業(株)

88.11.25～12.15

5

63～1

51,693 千円

3.50 人月 （内現地2.30人月）

1989/12

富士機械工業（株）

陜西印刷機器廠
金明浩度長　　94.6交替

1990.5            廠長以下幹部追放
1990.11～12   新廠長（馬徳欽）以下4名来日
1991.4～1992.12　一機種について技術提携の交渉に
入り、現在継続中
（1992.11中国技術進出口總公司にて技術ﾈｺﾞ、価格ﾈ
ｺﾞ合意、調印済み）
1993.2　　　 契約発効
1993.5　　　 技術資料引渡し
1993.7　　　 技術資料説明の為、技術者派遣
1993.9　　　 技術者（6名）受入ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ
1993.12 　　 1号機CKD部品出荷
1994.7　　　 組立、調整、試運転指導の為、技術者派
遣
1994.8　　　 1号機完成ﾃｰﾌﾟｶｯﾄ

2号機以後の進展なし

2000.11現在：特に変更はなし

進行・活用

(1) 生産管理面、生産工程面の近代化
　現地調査で問題点を摘出し、中華人民共和国の体制の中で実施可能
な改善提案を行う。

 1) 管理組織の変更
 2) 事務機器の採用
 3) 工場内整理整頓、清掃
 4) 加工機械配置変更
 5) 治具工具の大巾採用
 6) ﾊﾟﾚｯﾄ、ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ採用

(2) 生産能力面の近代化
 1) 設備能力増強
 2) 先進国での研修
 3) 設計ﾉｳﾊｳの取得
 4) 先進国からの専門家受入
 5) 一部機器の購入

1991.11～1992.10　提言(2) 2)先進国で
の研修(2名)
1993.9　先進国からの技術者受入(6名)

生産能力面の近代化
                     （1993年度現地調査）
　ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰの導入を初めとして、生
産
　工程の近代化を行っている。
　生産管理・財務管理
                       （ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰの導入）

　提言(2) 3)～5)に関しては、対象機器について中国側が実情にあわない高級機を
求め、技術両面に対する金額的評価に食い違いがあった。
　提言(1)については、実施の見通しあり。

日中技術交流会を通じ、更に2名の研修生を1993年1月受入実施。
全体の投資額は、第7次および第8次5ヶ年計画で2,700万元とかなり圧縮されてい
る。
1994年10月　研修生2名帰国
1997年11月　研修生2名受入
1998年10月　研修生2名帰国

中国工場近代化調査／機械工業
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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英

実 績 額（累計）
調査延人月数
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最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長
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結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（上海合金工場）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization
(Shanghai Alloy Plant) in the People's Republic of
China

河野　充

(株)古河テクノマテリアル

89.3.6～3.26

4

63～1

39,223 千円

5.11 人月

1990/1

(株)古河テクノマテリアル

国家計画委員会
副主任　朱　　
科長　　馬雁鳴

当初は第9次5ヶ年計画期間中に実施の予定があった
が、第8次5ヶ年計画（1990～1995）中へと繰り上げが認
められた。現在、第1段階の熱間圧延、溶解、外削、鍛
造設備の改造と一部新鋭設備の導入に向けての準備
段階にある。資金的には政府より借り入れ許可枠として
1500万元（うち外貨147万ﾄﾞﾙ、調達金利も1/2の4.7％
にまで低減）が既に与えられている。設備は国産品を
主体に一部輸入する予定であるが、設備調達ｺｽﾄは、
調査時の3200万元から約2倍に増加するとみられ資金
調達に問題を残している。

2000.10現在：変更なし

進行・活用

第一段階：熱間圧延工程の設備改善（または新設）を主とし、同時に溶
解、外削および鍛造
　　　　　　設備についての大型化対策を行う。
　　　　　　日本に於ける設備の概算改造費　　　371.9百万円
　　　　　
第二段階：太物伸線機の設備新設およびその他伸線設備の大型化
　　　　　　対策を行う。
　　　　　　日本に於ける設備の概算改造費　　　122.7百万円
　　　　　　改造ｽｹｼﾞｭｰﾙ 　　　　　　　　　　　1997.1～1998.12

第三段階：大型ﾎﾟｯﾄ炉の新設およびその他焼鈍設備の改善を行う。
　　　　　　日本に於ける設備の概算改造費　　　182百万円
　　　　　　改造ｽｹｼﾞｭｰﾙ 　　　　　　　　　　　1999.1～1999.12

1997年現在、特に進展無し

(*)の続き
2. 技術講演会
　1)　熱電対、補償導線及び抵抗合金の
見通し
　2) (株)古河ﾃｸﾉﾏﾃﾘｱﾙにおける各種工
場管理の現状
  3)上海合金工場を診断しての問題点

1. 技術資料
　1) 上海の合金工場製各種線材ｻﾝﾌﾟﾙの試験結果
　2) 日本のｼﾞｭﾒｯﾄ線の概況
　　　　　　　　　　　(*)に続く
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
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実 績 額（累計）
調査延人月数
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コンサルタント名
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　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長
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結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（蘭州石油化工機器）近代化計画調査

The Study on the Factory (Lan Zhou Petro
Chemical Machine) Modernizaiton Program  in the
People's Republic  of China

力石　浩二

石川島播磨重工業(株)海外事業本部技術部部長

1.11.18～11.27

3

63～1

53,598 千円

0.00 人月

1989/12/1

石川島播磨重工業（株）

国家計画委員会　技術改造司処長
　　王　毅

1994.10現在
　報告書に沿って近代化を実施しており1993年までに
約5500万元を投資し、これによって生産能力は目標
17000ﾄﾝを達成した。安全教育にも取り組み労働環境
も改善し労働意欲も向上している。
2000.11現在：情報は入っていない。

進行・活用

工場側から次のような近代化要求があった。
1) 固有技術の開発・改善を進め、国内及び国際市場における競争力をつ
ける。
2) 年間生産量を数年内に1万ﾄﾝから1.7万ﾄﾝまで引き上げる。
3) 製品の品質向上をはかる。
4) 製品の納期を守る。
5) 新機種（より高温、高圧、より低温並びに耐蝕等）に参入する。
6) 石油化学工業市場（大型石油精製工業及び肥料、繊維、ｶﾞｽ化学等）
に進出する。
以上の要求を踏まえ、調査団としての工場近代化の基本方針を次のよう
に提示した。
1) 企業体質強化
　 企業の活性化、管理能力強化、人的資源の能力開発
2) 顧客の信頼獲得
　 生産量、品質、納期保証の厳守
3) 技術開発、新市場開拓
　 自動化、半自動化の推進、大型化、厚物への挑戦、ｽﾃﾝﾚｽ･ｱﾙﾐ部門
の強化。

　報告書に沿って実施している。
　現在までに実施した主な内容は212台
の新規機械設備の導入、安全教育である
（1993年度現地調査）。

　資金問題のため計画を一部変更して実施している（1993年度現地調査）。

　市場経済化の中で競争激化、人材の確保難等があり、合併等による積極的な外国
からの技術、資金の導入が不可欠である（1993年度現地調査）。
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数
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最終報告書作成年月

コンサルタント名
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　 担当者名（職位）

氏名
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査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（四川空気分離設備工場）近代化計画調査

The Study on the Factory (Jin Yang Air Separation
Plant) Modernization Project

和田山　登

石川島播磨重工業(株)

1.11.9～11.17

4

63～1

76,461 千円

0.00 人月

1989/12

石川島播磨重工業（株）

国家経済委員会
外事司
処長　許　同茂

　報告書提出時の生産量約3,900ﾄﾝから1993年には
6,000ﾄﾝに増加し、売上額は約3.6倍となった。
2000.11現在：情報は入っていない。

進行・活用

工場側から次のような近代化要求がなされた。
1) 製作期間の短縮
2) 製品の品質向上
3) 重点機種（空気分離設備、天然ｶﾞｽ液化分離設備）の呼称能力増大の
ための生産体制整備。
　 これに対して、調査団として以下のような勧告を行った。
1) 製造設備：生産部品の内外作区分を明確にし、その目的に合致した現
有設備の改良・改善を中堅技術者の養成を兼ね自工場で実施し、不足設
備については若干の新鋭設備導入を図る。
2) 製造技術：低温工学技術で培った特異な技術を向上させ特殊分野の
工事を伸ばすとともに、特異技術の活用分野を新たに開拓することも必要
である。
3) 生産管理機能：より効率的な生産体制確立をめざし、工場独自の管理
体制構築が必要である。
4) 品質保証体制：品質保証体制を確立し、それを強力なｾｰﾙｽ･ﾎﾟｲﾝﾄと
すべく各部門における品質検査を徹底していく必要がある。
5) 他分野への進出：本工場の持つ技術を生かして次のような新規分野を
開拓することが可能である。
　 ・水素・ﾍﾘｳﾑｶﾞｽの分離
　 ・真空ﾎﾟﾝﾌﾟの製作
　 ・各種真空装置（真空蒸留装置、真空溶解、真空冶金装置、半導体製
造装置等）の製作
　 ・ﾀｰﾎﾞ･ﾁｬｰｼﾞｬｰ、車輌用冷凍機の熱交換器類の製作、熱交換器の小
型化、小型冷凍器への進出。

　計画は縮小されてはいるが提案の内容
に沿った改造がほぼすべての分野で行
われている（1993年度現地調査）。
　計画は縮小されたものの中国製M/C導
入、欧米各国から設備を購入した。

　第8次5ヶ年計画中に資金不足が生じたため計画を一部縮小し、1,500万元とした。
1993年末までに、1,250万元を投資済みである（1993年度現地調査）。

　生産量、売上高も順調に増加している。また品質の向上もこの工場の競争力強化
を支えている（1993年度現地調査）。
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 449

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（丹東工程液圧機械）近代化計画調査

The Study on the Factory (Liao Ning, Dan Dong
Construction Machinery Works) Modernization
Program

長山　光一

石川島播磨重工業(株)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ部　部長

89.11.6～89.11.26

4

1～2

53,447 千円

17.00 人月

1990/8

石川島播磨重工業（株）

国家計画委員会
王　毅　（技術改造司処長）

相手側担当機関より特にｺﾝﾀｸﾄはない。
1992年12月調査によって実施が確認された。
2002.3現在：新情報なし。

進行・活用

工場側から下記の近代化要求が出された。
1)固有技術の開発改善を進め、建設用油圧機器工場として模範的な地位
を確保する。
2)製品の品質に問題を発生させない。
3)工場全体の生産のﾊﾞﾗﾝｽをよくするとともに納期を守る。
4)より大型、高圧の分野の新種類を生産する。
5)1995年までに現在（1988／89年度）の年間生産実績、約5,000ﾕﾆｯﾄを12
倍の、約60,000ﾕﾆｯﾄのﾚﾍﾞﾙに引き上げる。
6)1995年の従業員は現在の約2倍の1,000人程度にとどめ、生産性は6倍
とする。

以上の要求を達成するために次のような提案をしている。
1)管理の改善          ：企業体質の改善、生産管理の計数計画実施、
                                    TQC体制確立、品質保証体制の確立
2)設備の増強、新設：鋳造工場新設（自動ﾗｲﾝ設備、ﾌﾗﾝ造型設備ﾗｲﾝ）
                                   機械、組立工場新設（油圧ﾕﾆｯﾄ一貫生産設備
                                    ﾗｲﾝ）および新製造技術の導入
3)技術開発             ：大型油圧ﾕﾆｯﾄ、歯車ﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ、ｸﾗｯﾁｹｰｽ、
                                   その他建設機械部品の生産導入。

　2段階の改造計画を立て、第1段階を実
施した。
　新工場を建設し、国産設備の設置を進
めている。（900万元）
　第9次5ヶ年計画中に自動化ﾗｲﾝを中心
とした改造を進める計画である。

需要の伸びが大きく改造が急がれている。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 531 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 450

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（揚州捺染）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Yang
Chou Print)

和田　正義

東洋紡エンジニアリング(株)

90.11.18～90.11.28

4

1～2

45,880 千円

16.40 人月 （内現地3.40人月）

1990/8

東洋紡エンジニアリング(株)

国家計画委員会　企業技術診断弁公室
朱変（主任）、馬雁鳴（科長）揚州印染廠
陳根強（廠長）、方*駿（副廠長）

調査報告書提出後、国家経済委員会より一部設備購
入のため外貨の割当があったらしく、中国繊維技術・機
械輸出入公司よりｺﾝｻﾙﾀﾝﾄへ設備の引き合いがあっ
た。
日本商社を紹介したが商談はまとまらず、ﾖｰﾛｯﾊﾟ製の
機械を購入したと聞いている（日本製の機械を購入す
る意思がない様であった）。
近代化計画が進行しているのは事実である。
2002.3現在：新情報なし

進行・活用

実施機関
　国家計画委員会

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　揚州印染廠

総事業費
　生産管理面の近代化       4,200円
　生産工程面の近代化　659,100円
　生産能力面の近代化　594,500円　
             合　計　　　　　1,257,800円

実施内容
　製品計画（年）
　　晒       1,000万ｍ
　　染       3,800  〃
　　捺染　1,600  〃
　　先染　1,100  〃
　　合計　7,500  〃

　新増設々備
　　生桟検反機　2　　毛焼機　1　ﾊﾞｯﾄﾞﾛｰﾙ型糊抜機　1
　　連続精錬晒白機　1　ﾏｰｾﾗｲｽﾞ機　1　水洗乾燥機　1
　　連続染色機　2　中間検反機　1　連続樹脂加工機　1
　　防縮機　1　検反碼掛機　4　巻取機　6　自動包装機　1

　「アジアの繊維」誌の報道によると、揚州
印染廠と米国の宏大社（中国系私企業）
との間で合弁企業設立の調印がなされた
模様である。
　総投資額        4,769万ドル
　登記資本        3,846万ドル
　米国側出費    2,000万ドル
　年間生産量　 ﾌﾟﾘﾝﾄ6,500～8,000万ｍ
　このプロジェクトの中で、製品構成、設
備配置、工場管理などの設計に当該報
告書が役立っていると推測される。
　1994年3月までに実施された近代化計
画は生産管理及び生産工程に近代化で
あり、ほぼ完全に実施されている。生産能
力の増強については、国家からの生産制
限もあり実施しない予定（1993年度現地
調査）。

　報告書提出後、工場改造計画を策定し国家に提出した。1991年末に国から2,706
万元の投資許可がおり、1994年3月までに技術改造計画の90％が終了している。

中国工場近代化調査／その他工業

報告書の内容

- 532 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（四川江北機械）近代化計画調査

The Study on the Factory (Jiangbei Centrifugal
Separator Plant) Modernization Program

大橋　昌弘

石川島播磨重工業(株)海外事業総括部海外協力部長

90.7.1～90.7.21

4

2

64,709 千円

19.10 人月

1991/3

石川島播磨重工業（株）

国家計画委員会
王　毅　（技術改造司処長）

　1991年4月、前述の導入予定の機械類についての相
談を受け、技術的なｱﾄﾞﾊﾞｲｽを行ったが、その後の情報
は入っていない。
　2002.3現在：新情報なし。

進行・活用

近代化の必要性
　当工場は中国最大級の遠心分離機製作工場であるが、その製品性能
は品質は国際水準から遅れている。また、産業界の要求の多様化により
製品も多角化する必要に迫られており、
　*　製品開発能力と製造技術の向上
　*　生産管理機能の多品種少量生産体制への対応、が必要である。

このような課題を解決するために、近代化計画として次のような提案を行っ
た。
短期計画（1991～1994）
　1)　既存設備の改造
　2)　検査機器の近代化
　3)　LAYOUTの改善
　4)　工具管理改善
　5)　NC，MCの導入計画
　6)　保守要員教育

中期計画（1995～1999）
　1)　NC機付加改造
　2)　NC，MCの導入
　3)　高級検査機の導入
　4)　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ導入によるFMC導入計画準備

長期計画（2000以降）
　1)　FMCおよびFMSの導入・活用

　報告書に基づき、「第8次5ヵ年計画」及
び「10年発展企画」を作成した。
　「第8次5ヵ年計画」については政府の認
可が降りたので予算を考慮にいれなが
ら、ｽﾃｯﾌﾟ･ﾊﾞｲ･ｽﾃｯﾌﾟで推進する。
　第1段階として、教育用CNC旋盤、3次
元測定機、NC中型旋盤、NC立型旋盤を
導入する予定になっている。（1991.4現
在）

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 533 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 452

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（湘潭圧縮機）近代化計画調査

The Study on the Factory (Xiangtan Compressor
Production Plant) Modernization Program

岡本　惇

石川島播磨重工業(株)海外事業総括部海外協力部長

90.6.  ～90.6.  

4

2

61,962 千円

20.70 人月

1991/3

石川島播磨重工業（株）

国家計画委員会
王　毅　（技術改造司処長）

　相手側担当機関とのｺﾝﾀｸﾄがないため、経過不明。
　1994.10現在情報はないが、一昨年に近代化計画を
実施したいが日本企業の技術援助が欲しい旨のｺﾝﾀｸ
ﾄが間接的にあった。
　2002.3現在：新情報なし。

遅延

近代化の必要性
　中国の圧縮機市場は諸産業の機械化、自動化が進むなかで、そのよう
とは多様化高度化している。当工場もこのような環境に対応すべく、生産
品目の多角化を図るために、
　*　製造技術の確立
　*　製品品質の向上
　*　多種少量生産体制の確立
　*　設備の更新など抜本的改善を行い工場体質強化が必要である。
このような課題を解決するために、近代化計画として次のような提案を行
なった。

第1期計画（2年間）
　1)　意識改革
　2)　教育ｼｽﾃﾑ確立
　3)　設計改良と標準化
　4)　工場ﾚｲｱｳﾄ改善
　5)　設備移転と投資計画

第2期計画（3年間）
　1)　設備投資実施
　2)　系列商品開発と電算機活用による設計の効率化
　3)　ﾊﾟｿｺﾝ利用による諸管理業務の効率化

第3期（5年間）
　1)　ﾐﾆｺﾝ導入による全社一貫管理ｼｽﾃﾑの確立
　2)　NC機導入及び恒温室設置により、生産性と品質の向上

提言内容の現況は暫定措置。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 534 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（常州絶縁材料総廠）近代化計画

The Study for the Factory Modernization
(Chanzhon Insulation Materials Factory)

田村　和久

三菱化工エンジニアリング（株）

90.7.5～90.7.25

4

2

50,383 千円

15.32 人月

1991/2

三菱化工エンジニアリング（株）

常州絶縁材料総廠
殷仲林　（廠長）

現在、相手側で調査報告書の内容を評価中であるが、
1991年夏の長江流域の大洪水に野影響により、遅延し
ている。
主担当官が病気入院中のために改造計画は行われて
いない。（1992年12月時点）

2002.3現在：変更点なし

遅延

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：江蘇州常州市
事業費：
      小改造；687百万円（更新；2468百万円）
      中改造；949百万円
概   要：
　　BOPP（二軸延伸ﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝﾌｨﾙﾑ）；厚み15-20μ（4m幅）
　　年産能力1,000ﾄﾝの達成
　　 （現状では製品品質に問題があるため、生産はほとんどなし）

中国工場近代化調査／化学工業

報告書の内容

- 535 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（南京第二鋼鉄廠）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Nanking
Second Steel Factory)

別府　正義

大同特殊鋼(株)海外技術協力部部長

90.6.4～90.6.17

5

2

38,910 千円

0.00 人月

1991/3

大同特殊鋼（株）

国家経済委員会
技術改造司引進処
王　毅　（処長）

2002.3現在：新情報なし

進行・活用

1.現地調査時における合意事項
　1.工場の年間生産量を特殊鋼主体に200,000tとする。
　2.改造については有効的に既存設備と既存工場建屋を利用し、改造
　　時における生産休止をなるべく避ける。
　3.製品に国際競争力を持たせるため、国際規格による生産を行なう。
　4.製品の品質確保のため、国際的な先進技術、管理方法を採用する。
2.提言の概要
　1.特殊鋼生産のためには、原材料管理電弧炉での迅速溶解、炉外
　　精錬、連続鋳造、高熱効率加熱、二次加工設備等の新技術、
　　新設備の導入が不可欠。
　2.環境保全への配慮が必要。
　3.計画立案－実行－結果確認－方針の確立のｻｲｸﾙを回転すること。

　製鉄工場、第一・第二圧延工場に投資
を行なってきた。1994年3月現在、報告書
で示されている第一段階が終了したとこ
ろである（1993年度現地調査）。

　このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして指定されていない為、資金の調達が大きな問
題である。しかし、工場としては報告書に沿った改造を続けていく方針である（1993
年度現地調査）。

　工場の売上は建設用丸棒を中心の伸びており、販売高も調査時点と比べて1993
年は約4倍に増加している。（1993年度現地調査）。

中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容

- 536 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 455

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（北京第三綿紡織）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (The
Third Beijing Cotton Mill)

仮本　憲功

東洋紡エンジニアリング(株)

90.6.9～90.6.29

5

2

51,471 千円

16.80 人月 （内現地4.04人月）

1991/3

東洋紡エンジニアリング(株)

国家計画委員会
　対外経済貿易司       張恩*     副司長
　技術改造司               王　毅    処長
　北京第三綿紡織廠   支美英   廠長

近代化計画の実施が具体化した模様である（完全実施
か部分的実施かは不明）。1993年7月に設備買付ミッ
ションが来日。ワインダー・メーカーの村田機械（京都）
他を訪問したが、機械の買付は実現していない。外国
メーカーか自国製機械を購入した見込が強い。
1991-1995年に近代化計画に伴う投資を行った結果、
生産ラインは1990年代最新設備を持つ工場となり、品
質が改善、販売も拡大した。年間売上げは5億元、輸
出は4000万ドルとなった。（80％は欧米日韓香港等へ
輸出）。しかし、1990年代後半から競争が激化、アジア
経済危機の影響も受け、競争力確保のための投資を
続けていたが収益は急激に悪化し収支はとんとん状態
となった。1997年から紡績産業は生産過剰を解決する
ために国家レベルのマクロ調整（1997-1999年で老朽
化した1000万のスピンドルを減少される政索）が始ま
り、この工場も1997年9.1万あったスピンドルのうち比較
的古いもの（品質は満たしているが）5.4万を1997年か
ら1999年にかけて廃棄した（第一、第二工場も廃棄実
施）
進行・活用

実施機関
　国家計画委員会

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　北京第三綿紡織廠

総事業費
　紡績設備       2,737,805千円
　織布設備       2,736,583   〃
　用役設備          932,850   〃
       合計           5,907,238   〃

実施内容
　長期生産計画（年）
　　　ｶｰﾄﾞ綿糸        5,227ﾄﾝ
　　　ｺｰﾏ   〃            5,613 〃
　　　織　物　　　 59,174千ﾒｰﾄﾙ

設備近代化の内容
　　〔紡績〕
　　　　新設　混打綿、ｶｰﾄﾞ、ﾗｯﾌﾟﾌｵｰﾏ、ｺｰﾏ、練条機、
　　　　精紡機改造　ｶｰﾄﾞ、練条機、粗紡機、精紡機、卷示機
　　〔織布〕
　　　　新設　整経機、糊付機、ﾘｰｼﾞﾝｸﾞﾏｼﾝ、ﾀｲﾘﾝｸﾞﾏｼﾝ、
　　　　ﾘｰﾁﾝｸﾞﾏｼﾝ、績巻機、ｴｱｼﾞｪｯﾄ織機、検反機、その他

　工場では1991年からの第8次5ヵ年改造
計画を策定しその計画に基づいて投資を
行っている。今までの改造は主に、生産
設備及び生産管理の近代化である。
1991年から1995年にかけて約2億元が投
資される予定である（1993年度現地調
査）。
　8・5計画（1991-95年）下に近代化計画
提案の中期計画に基づいて2.1億元を投
資し、ｽｲｽからの梳綿機2台、ｼｬｯﾄﾙ無し
織り機127台等を含め、技術改造を実施
した（1996-1997年も長期計画に基づき年
1,500-2,000万元を投資）。資金調達は銀
行からの借入が85％、自己資金が15％で
ある。生産管理面では生産管理を合理的
にするための組織変更、TQC活動導入
による品質管理等が実施された。
第三工場は閉鎖されるが、近代化計画の
提案を実施する形で整備された機械は比
較的新しいために第一、第二工場へ移転
して活用される。経営管理を中心とする
各種提案内容は、対象工場の変化、環
境の変化もあり修正が必要であるが、工
場長ができるだけ生かせる様に働きかけ
を行う予定とのことである。（1999年度現
地調査結果）

　工場の策定した第8次5ヵ年改造計画に報告書提案の一部が採用されている（1993
年度現地調査）。

（*）から
工場の前半の工程部分は特に新しい設備が多く、ｽﾋﾟﾝﾄﾞﾙを減らすと工程全体のﾊﾞ
ﾗﾝｽが取れないために、第一、第二、第三工場をあわせて再編成し効率の改善を図
ることとなり、1997年8月に第一、第二、第三工場全体が集団公司（北京京棉紡織集
団有限責任公司）となった。元々、各工場は独立した工場であったが、集団公司化

2002.3現在：新情報なし

中国工場近代化調査／その他工業

報告書の内容

- 537 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 456

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（遼陽製薬機械）近代化計画調査

The Study for the Factory (Liao Yang Pharmacy
Machinery Works) Modernization Program in the
People's Republic of China

佐藤　健一

ユニコ　インターナショナル(株)

90.6.19～90.7.9

5

2

54,528 千円

18.80 人月 （事前を含む:20.4）

1991/3

ユニコ　インターナショナル(株)

国家経済委員会　技術改造司引進処
王　毅　（処長）

90年3月に報告書を提出し､弊社ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは完了した｡
その後同工場とﾕﾆｺ・ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株)との間で進展は
ない｡

2002.3現在:進捗状況不詳

遅延

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ:遼寧省遼陽市遼陽製薬機械省
事業費:227,223,000円
概要:
　1.調査対象製品 ｶﾞﾗｽ･ﾗｲﾆﾝｸﾞ反応機、及び化学薬品貯槽
　2.生産量 1,400台/年
　3.大型製品 10,000ﾘｯﾀｰ大型製品製造

特記事項なし

提言内容の現況は暫定措置。

特記事項なし

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 538 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 457

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（鞍山紅旗トラクター）近代化計画

Study for the Factory (Anshan Tractor)
Modernization

三塚　康典

石川島播磨重工業(株)

91.3.4～91.3.24

5

2～3

56,700 千円

16.00 人月

1992/1

石川島播磨重工業（株）

中国国家計画委員会
企業技術改造診断弁公室　
副主任　姜徳群

　情報なし
　
　2002.3現在：新情報なし。

遅延

下記のような提言を行い合意を得た。

近代化の基本的考え方
1)組織全体として長期、総合的見地からの戦略的対応
2)生産拡大には設備の増設よりもむしろ生産管理技術、既存設備の有効
利用の技術向上で対処する。
3)品質向上に関しては、治工具の工夫、品質管理技術を向上させ一部近
代的設備導入をはかる。
4)基本的環境（工場の基本設備、従業員の意識改革）を考えることが近代
化の第1ｽﾃｯﾌﾟである。

以上の基本的考えの下に3段階のｽﾃｯﾌﾟを踏んでの近代化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを提
言した。
　第1期（1991～1993）　意識改革とｼｽﾃﾑの再構築
　第2期（1992～1995）　設備導入と技術充実
　第3期（1994～1998）　技術発展と新製品開発

提言内容の現況は暫定措置。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 539 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 458

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（湖北機械）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Hubeh
Machine Factory)

坂手　彰

三菱重工業（株）生産技術部主管

91.3.1～91.11.13

5

2～3

58,492 千円

16.00 人月

1991/12

三菱重工業（株）

国家計画委員会技術改造司　引進処
処長　王　毅

（1992.6.13入手情報）
1)機電部は当廠を中国南方地域における専用機及び
ｽﾗｲﾄﾞﾕﾆｯﾄの供給基地とし、重点企業に位置づけた。
それに従い、工場改造のための投資を批准した。
2)機電部第六設計院で、工場建家を含む建家等の設
計に着手し、ﾌﾟﾗﾝﾄﾚｲｱｳﾄを完成している。
3)専用機及びｽﾗｲﾄﾞﾕﾆｯﾄの技術導入に関し、問い合わ
せてきている。（本件、先方とのｺﾝﾀｸﾄを続けている。）
〈1994.10.20入手〉
・上記の専用機及びｽﾗｲﾄﾞﾕﾆｯﾄの技術導入に関して、
その後部品調達を通じて可能性を検討してきたが、無
理との結論に達し断念した。
2002.3現在：新情報なし

進行・活用

1.組立工程を中心とした生産方式と生産管理ｼｽﾃﾑに改める。

1)生産管理
・計画生産を改め、受注生産もしくは見込み生産形態をとる。
・組立日程を基準とした、生産計画と日程管理の方法を採用する。
・不良品の再発防止対策を強化し、工程改善によって品質を向上・安定
せしめる。
2)生産工程
・組立工程は、ﾀｸﾄ組立方式を採用する。
・部品加工工程は、組立日程に併せた小ﾛﾌﾄ順送り生産方式を採用す
る。
・製品の品質向上のため、組立空間には空調されたﾕﾆｯﾄ組立場を新設
する。
・歯車加工設備を導入し、内装能力を強化する。

2.設備投資
生産能力の増強と品質向上を目的とし、生産設備と一部建家の増設を含
め、1993～1995年の3年間荷役3,900万元（第2案5,200万元）の投資をす
る。

3.その他
1)ｽﾗｲﾄﾞﾕﾆｯﾄと専用機の技術導入を図る。
2)生産計画は再検討する（目標が高すぎる。）

〈1992.6入手情報〉
1)八五計画において、総額4,654万元の
　投資が批准された。
3期に分け
　第1期  674万元…既認可生産設備に
　　　　　投資
　第2期 2,980　建家を含む
　第3期 1,000　 　 　〃

2)精密組立棟を新設する。
3)鋳造工場を外部へ新設する。
4)ｽﾗｲﾄﾞﾕﾆｯﾄとの専用機の技術導入を
　図る。
5)その他
・報告書で提案した組織改正案に従い、
標準時間の見積業務を労働人事課から
工芸科へ移管する。
・組立中心の生産管理ｼｽﾃﾑへ改める。

・機電部が、中国南方地区の専用機の中心的ｻﾌﾟﾗｲﾔｰとして指定した。
・自動車産業進行に従う専用機の需要が高まっている。
　（特に、武漢市内に建設中の自動車工場（ｼﾄﾛｴﾝとの合弁）への専用機の具体的
    商談がある。）
等の理由により、報告書で提案した内容を上回る規模の改造案が実行に移される予
定である。

2000.11月現在：本案件を実施したｺﾝｻﾙﾀﾝﾄのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ担当部門が職制改正の為、
現存しない。このため追加情報の収集は不可能。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 540 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 459

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（広州鋼管）近代化計画

Study for the Factory (Steel Pipe) Modernization

水田　寛

ﾌﾟﾗﾝﾄｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業本部製鉄ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ部長

事前調査90.12.6～90.12.14（9日間×2名）
本格調査91.3.9～91.3.29（21日間×5名）
報告書説明91.11.5～91.11.13（9日間×2名）

4

2～3

37,950 千円

10.01 人月

1992/1

住友金属工業（株）

中華人民共和国　国家計画委員会
企業技術改造診断弁公司
１）姜徳群　（處長）
２）馬雁鳴　（科長）

1.1993年には、左記のうち中規模改造（第2案）を検討
しているとの情報であった。
                             （ドイツのメーカーと技術交流中）
2.1995年10月に広州鋼管に状況確認したところ、新立
地、新ライン建設（第3案）を採用し、実行中との事であ
る。
3.1998年6月、1991年の調査当時の上層組織「広州市
冶金集団総公司」の冶金関連部門を総集して、広鋼集
団が構成された。広州鋼管工場は、この広鋼集団の一
部門として組み入れられることになった。広州鋼管工業
は依然として国有形態のままである。
                                    （1999年度現地調査結果）
4.2000年8月、広鋼集団の一部門としての｢広州鋼管廠
有限公司｣が設立された。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2002.3現在：新情報なし。

進行・活用

近代化への提言ﾎﾟｲﾝﾄ
1.設備改造案については下記の3つのｹｰｽを提案した。
1）小規模改造（125百万円＊）
　　30千T／年－35千T年
　　　品質－国家特級ﾚﾍﾞﾙ（現在2級）
　　　現状設備改造及び部分的に設備導入

2）中規模改造（421百万円）
　　30千T／年－40千T／年
　　　品質－上に同じ
　　　新設備の積極的な導入

3）新ﾗｲﾝ建設（1220百万円）
　　30千T／年－50千T年
　　　品質－上に同じ
　　　ﾗｲﾝ全体を更新、又は新工場設備

2.その他の提言として下記に言及
　1）原材料の品質改善
　2）管理の高度化と標準の充実
　3）従業員全員の意識の向上

A.提言に基づく改造（新設）
1.設備
　1）鋼管亜鉛ﾒｯｷﾗｲﾝ　ﾄﾞｲﾂ製(SKO社)
                   能力　35千T/年
                   製品　φ16～114mm
　2)鋼管ﾈｼﾞ切り期　　　　 ｲﾀﾘｱ製
　3）その他設備　　　　　　中国製
2.ｽｹｼﾞｭｰﾙ
　1994年  10月　設備到着
　1995年    1月　 〃 据付開始
                  5月　 〃　〃 完了
　　　　 6～7月　試運転調整
　　　　       8月　試生産開始
　1996年     4月  営業生産開始

　1998年   10月 営業生産中
3.改善効果
　 調査対象のﾒｯｷ製品の生産量は調査
   時の1991年と比較して横ばいである。

B.その後の対応　　　　　　　　　　　　　　　
　1.2000年8月、広州鋼管廠は広鋼集団
　の一部門の｢広州鋼管廠有限公司｣
　となった。　
2.その際、新立地での新ラインを建設
    した。　
  1）設備能力     :　180千Ｔ/年　　　　　　
  2）2001年実績 :　　60千T/年

　最終報告書作成時（1992.1）は現有設備（小規模改造、中規模改造）改造及び新ﾗ
ｲﾝ建設を提言したが、一部の改造では近代的なﾗｲﾝとは言えず、現時点の状況は
現有設備はほぼそのままとし、また増産の必要性もあり、新ﾗｲﾝ（1996.4生産開始）に
於て提言内容を参考とし、設備建設を実施した。その後、2000年8月、｢広州鋼管廠
有限公司｣設立の際に、新立地にて新ラインの建設を実現した。ただし、この新ライ
ン建設は｢工場（広州鋼管）近代化計画｣での提言に基づくものではなく、広州鋼管
廠自身の計画によるものである。

広州鋼管の幹部は、社長はもとより1992年当時のﾒﾝﾊﾞｰとはすっかり変わっている。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 541 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（広州油脂化学）近代化計画

Study for the Factory Modernization (Kwangchow
Oil and Fat Chemical Engineering)

呉　信二

ﾕﾆｺ ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務第4部

91.3.9～91.3.29

6（内通訳1名）

2～3

53,477 千円

15.30 人月 （事前を含む:16.9）

1991/12

ユニコ　インターナショナル(株)

広州市軽工業局
副局長高級工程師　季端玲

特に進展がない模様。
2002.3現在：進捗状況不詳

遅延

1. ｽｹｼﾞｭｰﾙについては本報告書にﾏｽﾀｰ･ｽｹｼﾞｭｰﾙを示したが、中国側
にて、詳細な実施ｽｹｼﾞｭｰﾙを作成されたい｡殊に生産を停止して行う本格
改造工事期間は毎日の作業項目と手順、所要時間等を算定し、PERT手
法を駆使し、ｸﾘﾁｨｶﾙ･ﾊﾟｽを求め、生産停止期間を最短にすることを勧め
る｡また、生産停止をしないで事前に実施できる作業項目を洗い出し、事
前準備作業を十分に行い、以て生産停止期間を短縮する努力をされた
い｡

2. 上記、生産停止期間中の販売予定製品量を前以て、一年位かけて作り
溜めし、販売に支障をきたさないよう、ﾏｰｹｯﾄ･ｼｪｱを失わないよう綿密な
計画を中国側で作成することを勧める｡

3. 往々にして、近代化計画といえば、設備を最新式のものに取り替えれ
ば、それだけで良品質の製品が、得られると思われがちであるが、実際は
新鋭設備導入のほか、生産管理面、運転操作面の改善がなければ、良品
質のものを低ｺｽﾄで製造し、国際市場で競争に打ち勝つという目的が達成
されるものではない｡作業管理面の近代化と同時に従業員の教育を併せ
協力に推進、実施する必要がある｡従業員のｺｽﾄ意識を喚起することを勧
める｡

提言内容の現況は暫定措置。

中国工場近代化調査／化学工業

報告書の内容

- 542 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（山東栖霞工具総工場）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Santon
General Tool)

大川　典男

石川島播磨重工業(株)

91.3.7～91.3.27

4

2～3

53,733 千円

15.00 人月

1992/1

石川島播磨重工業（株）

中華人民共和国国家計画委員会
企業技術改造診断公室
副主任　姜徳群

2002.3現在：新情報なし。

進行・活用

近代化計画に関し合意した事項は次の通りである。
　1.固有技術の開発、改善を進め模範的な作業工具工場とする。
　2.1995年度までに片目片口ｽﾊﾟﾅの生産量を現在の195万個（1990年）
　　から760万個のﾚﾍﾞﾙに引き上げる。
　3.製品の品質ﾚﾍﾞﾙを向上させる。
　4.生産管理技術の向上と効率化を図る。
　5.製品のｸﾞﾚｰﾄﾞを現在の普及品から中級品・高級品へ移す。
　6.従業員は現状（713人）程度にとどめ、生産性を向上させる。

これらの実現のため次のような提言をした。
　1.管理面・・・生産管理手法の確立、品質管理・品質保証体制の確立
　2.設備面・・・ｴｱｰﾊﾝﾏｰの導入、金型加工設備、ﾒｯｷ設備、ﾌﾞﾛｰﾁ加工
　　　　　　　　設備などの導入
　3.技術面・・・材料加熱技術、ｴｱｰﾊﾝﾏｰによる鍛造技術、ﾒｯｷ技術、
　　　　　　　　ﾌﾞﾛｰﾁ加工、ﾌﾗｲｽ加工技術
これらを1995年度までに3期に分けｽﾃｯﾌﾟ･ｱｯﾌﾟしていく方法を提言した。

　工場の近代化について、現在、第一期
改造計画（1993年～1994年）が終了し
て、1995年3月より、すべての設備が稼働
する。第一期改造計画は、国家の第8次
5ヶ年計画でとりあげられ、総投資額は、
1,748万元（うち外貨がUS$155万）であ
る。導入した設備は鍛造工程では、ｴｱ
ｰﾊﾝﾏｰ（ﾁｮｺｽﾛﾊﾞｷｱ製）、切削工程で
は、ﾌﾗｲｽ盤（日本製）で、約$146.5万で
金型生産設備（中国製）である。生産管
理面では技術者が従業員に対して教育
する教育・訓練、設備ﾒｲﾝﾃﾅﾝｽ体制の確
立、などを行なっている。品質管理につ
いては品質管理の副工場長をおき、品質
検査の専門員をおき、品質管理にあたっ
ている。設備導入が終了したばかりで全
部稼働していないため生産量300万個
は、調査時とほとんど変化はないが、今
後、年間700万個くらいに上昇し、売上高
も現在の1,300万元から、5,000万元に、ま
だ伸びる見込みである。
　工場では、第二期改造計画を策定し
て、山東省に提出して認可を待っている。
計画の予定投資額は、4,500万元で1995
年から1996年にかけて実施したい意向で
ある。この改造が実施されれば、報告書
の提案はほぼすべて実施されることにな
る。
（1995年3月現地調査結果）

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（上海紡織総架）近代化計画

The Study for the Factory Modernization
(Shanghai Heald Frame)

佐藤　健一

ﾕﾆｺ　ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ事業第4部

91.3.7～91.3.27

5（内通訳1名）

2～3

53,752 千円

16.00 人月 （事前を含む：17.6）

1992/1

ユニコ　インターナショナル(株)

上海止紡織工業局
呉国紅　（科研開発改造下課長　工程師）

　1993年に上海紡織総架工場調査一行が来日、大阪
においてﾐｯｸ工業株式会社を訪問し技術協議を行っ
た。
　1999年に同工場のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を立案したが、中
国貿易委を通じて現地工場に打診したところ、ﾌｫﾛｰｱｯ
ﾌﾟの必要がない旨回答があった。

2002.3現在：進捗状況不詳

進行・活用

(1)ｱﾙﾐ合金製ﾋﾞﾚｯﾄの化学成分を定期的に分析し、化学成分の均一化と
合わせてﾋﾞﾚｯﾄの均質化を図ること。
(2)押し出し金型鋼材の質的確認とともに、金型の設計変更を急ぐ必要が
ある。
(3)ｱﾙﾐ･ﾋﾞﾚｯﾄの加熱温度を見直す必要がある。
(4)押し出し機の保全強化。機械的ﾄﾗﾌﾞﾙを最小限にするためには、あきら
かに問題となっている箇所を小手先の修理に頼らず、機械的かつ構造的
な改造を行うこと。
(5)ｽﾄﾚｯﾁｬｰの操業条件の変更を行う必要がある。
(6)成形物の屑率を最小限にする。ｱﾙﾐ及びｽﾃﾝﾚｽ材は中国でも高価格
な原材料である。原材料の取扱いは工場経営上、最も重要な課題であ
る。
(7)人口時効炉の操業条件を見直す必要がある。
(8)高速織機用ﾍﾙﾄﾞﾌﾚｰﾑの連結金具設計変更
(9)金型設計技術者の教育・訓練を中・長期計画に基づき育成する必要が
ある。
(10)情報収集並びに情報分析を行い工場経営及び生産活動に利用する
必要がある。
(11)品質向上・納期短縮及び原価低減の目標達成のためには、生産技術
及び生産管理の改善を行い、工場全体を近代化していく必要がある。

1992年北京機械輸出入公司からﾐｯｸ工
場(株)に設備輸入に関する引合い状がき
た模様。
ﾐｯｸ工場はﾍﾙﾄﾞﾌﾚｰﾑの中国市場調査の
ため同社役員を中国に派遣の予定（1993
年1月）。

報告書中に述べた提案事項に基づき機械・設備の導入を図るべく検討しているもの
と考える。

ｱﾙﾐ合金の品質基準

中国工場近代化調査／その他工業

報告書の内容

- 544 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（瀋陽毛巾）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Shenyan
Towel)

石井　善満

東洋紡エンジニアリング(株)

91.3.11～91.3.29

5

2～3

50,532 千円

15.85 人月 （内現地4.05人月）

1992/1

東洋紡エンジニアリング(株)

国家経済委員会
企業技術改造司                  王　毅(処長)
企業技術改造診断弁公室  姜徳群(処長)
瀋陽毛巾廠                         久桂 (副廠長)
　

　ﾊｰﾄﾞの近代化は報告書に基づき中国側で進めてい
る模様である（設備の部分的改造など）（日本製の機械
は高いという理由で購入する意思はない）。
むしろ、工場は日本のﾒｰｶｰの下請け化などの営業活
動を積極的に進めており、そのため報告書の製品品
質、生産性の改善などの提言が役立っているものと思
われる。工場長から、ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄへｺﾝﾀｸﾄがあり、2回程
訪問を受けた。
2002.3現在：新情報なし

進行・活用

                               生産量              品　　質                       品　　種

短期小規模改造　 20％増     一等品率の10％向上　　　    現状維持
中期中規模改造  7ﾄﾝ／日 国際水準に近づいた品質　現状より多様化
    長期新設         7.7ﾄﾝ／日         国際水準並　　　　　　  多様化

近代化計画所要資金（単位：千円）

                                織　布         染　色　　　合　計

短期小規模改造     58,800          9,200          68,000
中期中規模改造　 368,400　 　517,100        885,500
    長期新設          1,466,640　   781,100       2,247,740
          計　　　　　 1,893,840     1,307,400     3,201,240

　外貨を使った設備投資は抑制されてい
るが（政府の方針）、営業利益を原資とし
て国内調達可能な部品を使った部分的
改善は進めている模様。

中国工場近代化調査／その他工業

報告書の内容

- 545 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（羅定ラミー）近代化計画調査

The Study for the Factory (Guangdong Luoding
Ramie Textile Mill) Modernization Program in the
People's Republic of China

佐藤　健一

ユニコ　インターナショナル(株)

92.5～4週間

6(通訳1名を含む)

4

67,718 千円

17.40 人月 （事前を含む19.00）

1992/12

ユニコ　インターナショナル(株)

国家計画委員会

・近代化の所要整備については、工場側は中央政府と
協議の結果1993年11月に資金調達の目処がついたよ
うである。近代の設備の一部を日本から調達する計画
とのことである。（国計委）
・羅定ﾗﾐｰ工場は、その後ﾗﾐｰ紡績糸巻返し用Winder
を新規に導入するため香港及び台湾のWinderﾒｰｶｰと
折衝中とのことである。
・また同社は1993年には業績も良くなり利益を計上でき
るようになったとのことである。
　1999年9月6日から9日までﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査と追加診断
調査を実施した。ﾗﾐｰ中心の生産に見切りを付け、ﾎﾟﾘ
ｴｽﾃﾙ繊維やｱｸﾘﾙ繊維などの合成繊維や綿などの生
産に切り替えた。1998年4月に同工場の財務担当で
あった何　傑元氏を工場長に任命した。集団分工場化
を導入した。第一紡績工場、第二紡績工場、銀星紡績
工場、銀発紡績工場、銀豊織布第一工場、銀豊織布
第二工場、毛紡分工場、染整分工場を新組織した。(*)
に続く

進行・活用

　ﾗﾐｰ精錬工程の設備改善を図り品質のよい紡績糸を生産すること。良質
の紡績糸を作ることができれば織布生産の稼働率は向上する。
　さらに、設備の保全・修理を報告書に記載したように重点的に実施する
必要がある。

　ﾗﾐｰ紡績糸巻返し用Winder新規に導入
するため香港及び台湾のWinderﾒｰｶｰと
折衝中とのことである。
　主な実現化された内容は下記の通り
1)精錬工程
　原価負担の大きい精錬工程を停止、ﾗﾐ
ｰ製品の受注のある時は、ﾗﾐｰ・ﾄｯﾌﾟ又は
ﾗﾐｰ・ｽﾗｲﾊﾞｰを他社から購入し、紡績糸
や織布を生産している。
2)高圧精錬工程
　原草の仕込み量を減らし、精錬液の循
環を良くし、原草に精錬液が均一に浸透
するようにした。
3)織機
　ﾗﾐｰ紡績糸の品質向上でﾈｯﾌﾟ、ｽﾗｺﾞ、ﾋ
ｹﾞが減り、経糸の糸切れ率が低減した。
　製布の生産性が向上した。

A.生産性の向上
B.製品の品質改善
C.原価低減

(*)の続き
1)従業員数（1998年実績）
全工場の人員：1,300人、生産現場：1,215人
2)生産品と生産量（年産量）
A.精紡糸：1,300ﾄﾝ、B.人造毛糸：800ﾄﾝ、C.ｱｸﾘﾙ糸：1,200ﾄﾝ

　ﾗﾐｰ紡績糸及び織布の生産原価低減が実現できた。その他合成繊維の生産現場
にﾗﾐｰ生産の管理技術を導入することによって、生産性や製品の品質が改善され
た。

中国工場近代化調査／その他工業

報告書の内容

- 546 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（太原西山石膏）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Taiyuan
Xishan Gypsum)

鳥谷部　良

小野田エンジニアリング(株)

92.3.5～92.3.25

5

3～4

43,177 千円

15.30 人月 （内現地4.40人月）

1993/1

小野田エンジニアリング(株)
2000年10月1日より太平洋エンジニリング（株）に改称

太原西山石膏礦
工場長     袁　章成
副工場長  武　民敬

2002.3現在：新情報なし。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：変更なし

進行・活用

　太原西山石膏鉱には焼石膏製造設備（2系統合計6,000Ton／年）があ
る。この近代化計画を提案した。先ず生産工程面では製造方式、生産能
力、品質向上のためのﾌﾟﾛｾｽと生産設備の3つの観点から調査し、生産方
式の改善と設備の改善・増強案を提案した。
　製品としては、陶磁器型用、模型用焼石膏10,000Ton／年、建材用（ﾌﾞ
ﾛｯｸ等）10,000Ton／年、石膏ﾌﾟﾗｽﾀｰ10,000Ton／年程度で、品質面では
現状より商品質で、均一な製品を生産するものとする。設備品では、原料・
焼成設備の改造、焼石膏粉砕設備、混合設備の新設、製品包装設備の
新設、各種計測装置の新設、電気・制御設備の更新等である。
　設備改造は、二期に分けて実施し、準備期間等を含めて、三年間で実
施する。次々生産管理面では、生産計画、日程管理、調達管理、在庫管
理、工程管理、品質管理、安全管理、設備管理、教育・訓練・環境対策に
関し、日本の同業企業の経験と実績に基づき、中国で実施可能と考えら
れる対応策を提案した。特に、品質向上達成のための生産方式の改善に
伴い、各生産工程毎の管理を中心とした管理ｼｽﾃﾑの改善策を提示した。

　1993年12月に中国太原西山石膏で、自
国技術により工場の燒成設備等の改造を
行った模様である。

中国工場近代化調査／その他工業

報告書の内容

- 547 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（浦源建設機械）近代化計画調査

The Study on the Factory Modernization (Puyuan
Construction Machinery Factory)

坂手　彰

三菱重工業（株）生産技術部主管

92.6.10～92.7.2

5

4

75,958 千円

0.00 人月

1993/2

三菱重工業（株）

国家計画委員会

〈1994.6.16入手〉
・詳細は不明だが、1994.6時点で未だ国家部門に対し
て工場から正式な工場改造計画が提出されていない。
・従って、近代化の投資も未だ批准されていないとのこ
と。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2002.3現在：新情報なし。
2003.3現在：新情報なし

進行・活用

1.生産管理面については、下記の採用を提案した。
1)「小ﾛｯﾄ順送り生産方式」
2)組立日程を基準とした部品・ﾕﾆｯﾄの製造日程
3)工程で品質を送り込む体制

2.生産工程面については、生産能力増強、品質向上、生産方式の改善の
観点から、次の提案を行った。
1)部品加工工程のﾕﾆｯﾄ別ﾗｲﾝ化
2)組立工程のﾀｸﾄ組立方式の採用

3.設備投資
以上の近代化実施のため、1993年～1996年の4年間における段階的な設
備投資案を提案した。

2000.11月現在：本案件を実施したｺﾝｻﾙﾀﾝﾄのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ担当部門が職制改正の為、
現存しない。このため追加情報の収集は不可能。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 548 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（嘉興毛紡績）近代化計画調査

The Study for the Factory (Jiaxing Wollen
Complex) Modernization

世古口　健

ユニコ　インターナショナル(株)

事前調査92.3.2～3.10
本格調査92.6.11～7.1
現地説明93.1.14～1.22

6（通訳1名を含む）

4

85,551 千円

17.40 人月 （事前を含む:19.00）

1993/3

ユニコ　インターナショナル(株)

国家計画委員会企業技術改造診断弁公室
副処長　　光雨軍

・当該総廠の廠長王永氏が1993年4月来日、ｸﾗﾎﾞｳそ
の他を視察した。
・1994年2月8日、浙江蘭宝国際毛紡集団公司に改組
した。

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

進行・活用

1.紡毛紡績工程について第1段階では原毛管理・調合方法・梳手機の点
検・留意事項など具体的な改善案提案。第2段階では梳毛工程の設備を
編糸細番手紡毛糸生産に対応できるよう改造を提案。既存の2山ｶｰﾄﾞ1ﾄﾗ
ﾊﾞｰｽ方式を4山ｶｰﾄﾞ2ﾄﾗﾊﾞｰｽ方式にすること、ﾎｯﾊﾟｰのﾀﾞﾌﾞﾙ化、ﾍﾟﾗﾙﾀﾏ
ｼﾝの導入、ｺﾝﾃﾞﾝｻの更新。良質の篠の生産技術を確立したあと細番手
編糸の紡出のため、ﾘﾝｸﾞ精紡機をﾐｭｰﾙ精紡機に替える。自動ﾜｲﾝﾀﾞを導
入する。検査機器を備えるなどを提案。

2.ｾｰﾀｰ横編工程については自動横編機周辺に風合い向上のため、高速
綛取ﾜｲﾝﾀﾞ、噴射式染色機、全自動縮絨脱水機、ｱｲﾛﾝ仕上げ台の導入
を提言した。

3.生産管理は職場の整理・整頓から始めて全調査多対象管理項目につ
いて改善を提案。

4.国外調達設備機器費用は約3億円。

中国工場近代化調査／その他工業

報告書の内容

- 549 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（本渓市助剤）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Benxi
Calcium Carbonate)

世古口　健

ユニコ　インターナショナル(株)

93.3.3～3.23

5

4～5

58,814 千円

15.50 人月

1993．11

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
(株)三祐コンサルタンツ

国家計画委員会企業技術改造診断弁公室
（調査時の名称）賀栄培（処長）
李江利

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

遅延

１．膠質炭酸カルシウムの製造について具体的に提言。前半工程（焼成・
水和）は既存設備を改善・利用し、後半（炭酸化・表面処理・濃縮・脱水・
乾燥）は新しい概念設計に基づくプロセスを提案した。
２． 新しい形状の反応器、反応条件のポイント（炭酸化・表面処理）フィル
タープレス、バンド乾燥機、分級粉砕システム、分析機器など。
３．多品種少量生産、技術サービス、研究開発についても言及。自動化は
最小限度に控えた。
４．生産管理は工場の整理整頓が基本。
５． 国外調達整備機器の所要資金は約3億円。

（平成15年度　国内調査）
現況に関わる情報不足であるため、提言内容の現況は暫定措置。

中国工場近代化調査／その他

報告書の内容

- 550 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（瀋陽建設機械）近代化計画

The Study on the Factory Modernization
(Shenyang Building Machinery)

瀬戸　俊彦

石川島播磨重工業(株)

事前調査：92.11.24～92.12.2
本格調査：93.2.17～93.3.9

6

4～5

64,907 千円

16.70 人月

９5.11

石川島播磨重工業（株）

国務院経済貿易弁公室
対外経済合作司導入処
処長　王　毅

・1994年8月弊社（IHI）に対して、技術導入、生産協
力、ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ合併などの打診があり、弊社関連部署及
び関連会社に対し意向を打診中。

・1995年10月現在：弊社関連部署及び関連会社ともに
具体的な回答は得られていない。理由としてはすでに
大連の工場と外注契約を行って運搬機の部品外注加
工を実施したものの納期、品質の点で未だ問題点が多
い。弊社製品は大型のものが多く瀋陽のような内陸部
では搬送が不便という理由による。

2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

工場調査の結果から現状の問題を抽出し、それを　分析することによって
近代化の本質的な課題を設定し、下記の４つの視点から近代化計画を策
定し提言した。

1.管理機能の強化
・組織、業務内容の再検討　・５S運動の展開　・事務管理の電算化
2.生産性向上
・標準工数の見直し　・小ロット生産方式導入　・外注加工拡大など
3.製品品質向上
・TQC運動活性化　・重要品質問題再発防止など
4.技術力向上
・教育訓練体制強化　・開発体制強化　・溶接、塗装技術強化など

なお、近代化は2000年完結を目標とし、この期間を３期に分けて段階的に
実施する。設備投資は必要最小限に止めることとした。

1993.11月に国家貿易経済委員会から特
別借款ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの追加案件として批准さ
れ、投資総額2,980万元が認めらた。
1994.12月末までにC1Fﾍﾞｰｽ125万ﾄﾞﾙの
設備輸入を決めた。

品質向上を中心とした企業管理強化を推
進中であり、1992年に比べ1993年度は生
産高48％、販売65％、利益69％の伸びを
示した。

1993.11月に国家貿易経済委員会から特別借款ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの追加案件として批准さ
れ、投資総額2,980万元が認められた。1994.12月末までにC1Fﾍﾞｰｽ125万ﾄﾞﾙの設
備輸入を決めた。

品質向上を中心とした企業管理強化を推進中であり、1992年に比べ1993年度は生
産高48％、販売65％、利益69％の伸びを示した。

調査期間中、技術移転ｾﾐﾅｰ3件のほか毎日30分の技術相談の時間を設け、様々な
日常の問題についてｱﾄﾞﾊﾞｲｽを行った。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 551 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（四川第一綿紡織染色）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (The
First Si Chvan Cotton Mill and Printing)

佐藤　健一

ユニコ　インターナショナル(株)

93.3.4～93.3.24

7

4～5

80,865 千円

22.70 人月

1993．11

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

国家計画委員会

1999年に同工場のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を立案したが、中国
経貿委から回答がなかった．

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

四川第一綿紡織染色工場の紡績・織布・染色工程に関する生産工程・生
産管理の改善・近代化計画を提案。とりわけ染色・仕上工程における生産
技術に重点を置いた。近代化計画は、既存設備を有効に利用することを
前提に、特に染色・仕上工程では既存設備の機能回復が重要。生産量に
関しては、紡績工程が12,846t/年、織布工程が綿及び綿・ポリエステル混
紡織物を6,000万m/年、ポリエステルFYとスパンレーヨン織物各750万m/
年、染色仕上工程は綿、綿・ポリエステルFY混紡織物染色を6,000万m/
年、ポリエステルFY及びスパンレーヨン織物染色各750万m/年、を生産す
ることを提案した。
　
近代化のための経費の総額（第1.2.3段階の合計）は2,536,349千日本円
である。

（1)1993年9月末現在で、1,528万人民元
の利益を計上できた。この調子でいけば
12月末までに2,000万元～2,500万元の
利益が期待できる見通し。

(2)染色工場は香港のﾒｰｶｰとの間で合弁
会社にした。

本調査の終了半年後に、1,528万人民元の利益を計上できた。利益の伸びが期待
できる見通し。また、染色工場は香港のﾒｰｶｰとの間で合弁会社にした。

中国工場近代化調査／その他工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（無錫工作機械）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Wuhsi
Machine Tool)

大久保　勇

ユニコ　インターナショナル(株)

93.2.25 ～　93.3.17

6

4～5

72,351 千円

0.00 人月

1993．11

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
(株)三祐コンサルタンツ

無錫機床廠
（廠長）洪　汝乾

1994年になり、外資を導入し日本のﾒｰｶｰと研削盤の
製造に関する合弁会社を設立した。

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

結論：
（1）機械加工工程に五面加工機、FMC（プレキシブル・マニュファクチュァ
リング・セル）、横型マシニング・センターを導入して、部品の加工能率を高
める。
（2）鋳造工程に熱風式キュポラを導入して、鋳造部品の材質を高級化す
る。
（3）鋳造工程にガス式焼鈍炉を導入して、鋳造部品の応力除去を改良す
る。
（4）その他、長期計画で示した様に、各種の設備の導入とレイアウトの変
更により軸受研削盤及び関連製品の品質向上と生産効率を高める。
（5）コスト、機械のモジュール化、CADの推進、専用ライン、部品の先行手
配等の種々の施策を実施することにより、製品開発期間を短縮する。
（6）各種研削盤について種々の技術を組み込むことにより、製品の性能と
信頼性を向上する。
（7）機械加工工程で種々の標準化を実施することにより、加工能率を向上
する。
（8）その他、中期計画で示した種々施策を実施することにより、第8次5カ
年計画の早期稼働を実現する。
（9）鋳造、板金、塗装の工程について、種々の提案を実施することにより、
技術的問題を解決する。

勧告：
（1）長期計画の実施に当たっては、プロジェクト・チームを編成して、総合
的に強力に計画を遂行することを勧告する。
（2）軸受研削盤及び関連する工作機械の内外の市場調査を継続的に行
い、今後中国国内で急速に変貌するであろう各種機械工業のニーズを捉
えて、新製品の概念設計に反映させることを勧告する。

先方の第8次5ヵ年計画に関連させ、技術
上の改善を行ったと思われる。

先方の第8次5ヵ年計画に関連させ、技術上の改善を行ったと思われる。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 553 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（無錫動力機）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Wuhsi
Engine)

神谷　勝義

三菱重工業（株）

93.2.19～93.3.11

5

4～5

59,598 千円

16.00 人月

1993．11

三菱重工業（株）

国家計画委員会

〈1994.1.20現在〉
・専用加工設備・試験検査設備について引き合いがあ
り対応した。

〈1994.6.16現在〉
・工場改造計画が工場から正式に国家部門に提出さ
れ、批准された。

〈1991.10.20〉
・近代化計画については、元技術提携先である英国
Holset社の指導を得て推進している様子である。　　　　
　　　　　　　　　　　　　　
2002.3現在：新情報なし。

2003.3現在：新情報なし。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

１.生産管理面について、下記の採用を提案した。
（１）半月単位の小ロット・シリーズ生産
（２）組立日程を基準とする部品生産工程の日程展開と日々の管理
（３）製品開発・試作体制の強化

２.生産工程面については、生産能力増強、部品別専用ライン化及び品質
安定・向上の３つの観点から、次の提案を行った。
（１）鋳造工程の一貫ライン化
（２）鋳造工程の設備増強
（３）精鋳工程、プレス工程、機械加工工程、組立工程の一貫ライン化と必
要な生産設備・検査設備の増強
（４）治工具製作面への加工設備・加工システムの増強

３.設備投資
以上の近代化実施のため、1995年～1996年の2年間の設備投資案を提
案した。

〈1995.7.25現在〉
1.生産状況（ﾀｰﾎﾞﾁｬｰｼﾞｬ）
　　　　　　計画　　 実績
　1994 　 60,000 → 40,000
　1995   100,000 → 65,000

2.投資計画
1)「八・五」技術改造第2期ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
（4,600万元：1993年末からｽﾀｰﾄ）
・鋳造工程の一貫ﾗｲﾝ化
・機械加工ﾗｲﾝ
・製品開発体制
・型製作の能力ｱｯﾌﾟ等

2)「九・五」技術改造
（2,900万元：1995年下期よりｽﾀｰﾄ）
・鋳造ﾗｲﾝ増強
・機械加工ﾗｲﾝ増強
・型製作のCAD/CAM化等

〈1994.6.16現在〉
・工場改造計画が工場から正式に国家部門に提出され、批准された。

〈1991.10.20〉
・近代化計画については、元技術提携先である英国Holset社の指導を得て推進して
いる様子である。　

2000.11月現在：本案件を実施したｺﾝｻﾙﾀﾝﾄのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ担当部門が職制改正の為、
現存しない。このため追加情報の収集は不可能。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 554 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（揚州ディーゼルエンジン）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Yangzou
Diesel Engine Factory)

大川　典男

石川島播磨重工業(株)

93.12.20 ～　94.10.30

5

5～6

74,179 千円

18.00 人月

1994．10

石川島播磨重工業（株）

中華人民共和国国家経済貿易委員会
企業技術改造診断弁公室
副主任　姜徳

2002.3現在：新情報なし。

2003.3現在：新情報なし。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

当該工場はトラック（3.0～3.5t）、中型バスなどのﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝを製造し
ているが、市場の需要が活性化していることから、生産が注文に応じきれ
ない状況にある。全機種の生産計画は94年の8万台から2000年には20万
台生産を計画している。今回の近代化計画調査では、主力機種である
4102型のエンジンについて提言することとした。4102型ｴﾝｼﾞﾝの生産計画
は次のとおり。
　　1995　　　　1996　　　　1997　　　　1998
　 60,000　　　70,000　　　80,000　　　80,000 台

近代化計画の基本方針として次の合意を得、1998年までに3期に分けてｽ
ﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟしていく方法を提言した。
1.生産技術力の向上を図る：工程間運搬方式の改善、運搬具の改善、製
造技術の改善、多能工化、自主機械保全活動、多品種少量生産技術の
確立、公害対策、電算化管理など。
2.品質の向上を図る：品質基準の見直し、品質保証体制の見直し、ISO品
質保証体制の確立、全社QC運動の展開、主要外注品の品質保証体制
の確立等。
3.管理能力の向上を図る：業務の見直し、改善および実施の評価、5S年
運動の実施、階層別教育、中堅管理者の原価管理、工場運営管理、予定
管理、財務管理等。
4.開発力の向上を図る：市場調査、技術情報システムの確立、自社の要
素技術確立、新商品開発、電算化など。
5.財務管理の向上を図る：新財務ﾙｰﾙの教育、工場原価管理機能・組織
体性の構築、部門別予算管理ｼｽﾃﾑ、製造原価分析が可能な原価管理
の確立、電算化による原価計算ｼｽﾃﾑ、財務決算システムの確立、標準原
価との差異分析手法の確立等

当社独自の計画として、新工業団地に進
出する計画を持っていたが、1995年8月
に当社幹部が訪日した際の現状説明に
よると、すでに新工業団地進出に着手
し、組立工場を建設し、移動させる方針
である。

当社独自の計画として、新工業団地に進出する計画を持っていたが、1995年8月に
当社幹部が訪日した際の現状説明によると、すでに新工業団地進出に着手し、組立
工場を建設し、移動させる方針である。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 555 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（南通風機）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Nantong
Fan)

山根　一夫

テクノコンサルタンツ(株)

93.10.26～93.11.6
94.1.13～94.2.2

4

5～6

67,400 千円

16.85 人月

1994/9

テクノコンサルタンツ(株)

中華人民共和国　国家経済貿易委員会

　1996年に政府からの指令で株式会社に転換した。国
家が69.9％の株式を保有し、残りは自社の労組や他の
法人により所有されている。職員の9割が労組を通じて
株主となった。各自はめいめい一株づつ購入した（購
入価格4,000元）。その結果、職員一人一人は、自分が
株主であり、周りからとやかく言われる筋合いでないと
いう間違った考えをもち、管理が円滑に行なわれてい
ない。（1999年度現地調査結果）
2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。その
ため追加情報は収拾不可能。
2003.3現在：新情報なし

進行・活用

1 生産管理の近代化
・技術課の中野生産技術部門を生産部門へ移管（技術向上の役割・責任
  明確化）
・品質管理部門の完全独立化
・検査部門の独立と検査員の育成
・設計における図面原紙修正への鉛筆使用
・図面への契約番号記載、図面来歴記載
・承認図の提出
・部品のｺｰﾄﾞ化、部品番号の使用
・生産管理方法改善
    ・工程計画における工程記号使用   ・負荷計画における山積み表使用
    ・日程計画におけるｶﾞﾝﾄﾁｬｰﾄ使用  ・差し立てと日報実施
    ・作業表と移動表を分離して採用

2 生産工程の近代化
・新工場（誘引送風機・軸流送風機一貫生産）建設
（主要設備）  ・天井ｸﾚｰﾝ     ・炭酸ｶﾞｽ半自動溶接機　・直流溶接機
                      ・交流溶接機   ・組立用ﾚｰﾙ定盤             ・ﾎﾟｼﾞｼｮﾅｰ
                      ・縦型旋盤       ・動的釣合試験機             ・定盤
・旧工場設備改善
　・罫書及び作業用定盤    ・平削盤のﾌﾟﾗﾉﾐﾗｰへの改造
　・ｻﾝﾄﾞﾌﾞﾗｽﾄ設備改造      ・NC切断機改造
　・ﾎﾟｼﾞｼｮﾅｰ                       ・ﾀｲﾑﾚｺｰﾀﾞｰ
　・財務会計用ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ  ・ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ

　高い経済性のある計画であり、当工場の技術的能力と財務上の可能性
からみて、十分実行可能である。

1.生産工程
鋼材置き場   ：
6項目中で、4項目が完全、一部実施
鈑金工場      ：
11項目の中で、7項目が完全、一部実施
ｹｰｼﾝｸﾞ工場 ：
 8項目の中で、全部が完全、一部実施
羽根車工場   ：
 6項目の中で、7項目が完全、一部実施
組み立て工場：
3項目の中で、全部が完全、一部実施

2.生産管理
7項目の中で、6項目が完全、一部実施

3.財務･原価管理
18項目の中で、17項目が完全、一部実施
（1999年度現地調査結果）

フォローアップ調査（国内調査）終了年度：2003年度
終了理由：本調査を担当したコンサルタントが解散となり、調査の実施が困難になっ
たため。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 556 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（上海送風機）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization
(Shanghai Roots Blower)

窪田　信高

三菱化学エンジニアリング(株)

94.1.13～94.2.2

4

4～6

67,377 千円

14.88 人月

1994．10

三菱油化ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

上海送風機工場
威　傑（工場長）

1994.11　上海市機電局、上海送風機工場関係者が協
力会社（宇野沢組鉄工所）を訪問。
1995.5　 中国側より技術供与の要請
1995.8　 技術供与に関わる契約書（案）を宇野沢組よ
り、中国側に提示
1996.6　 技術供与に関わる契約書（案）で双方合意
1996.10　同契約書（案）上海市上部機関で審査中

2002.3現在：変更点なし
2003.3現在：新情報なし

進行・活用

1．上海送風機工場の近代化計画に関して、工場診断結果に基づく生産
管理、生産工程の近代化計画を提言した。
2．このうち生産工程の近代化計画の内容は以下のとおりである。
（1）目標（生産能力）
　　　汎用ﾙｰﾂﾌﾞﾛｳ；　　1,000台/年　　現有生産能力；600台/年
　　　特殊用途ﾙｰﾂﾌﾞﾛｳ；1,000台/年　　　　　　〃
（2）投資額
　　　810.7百万円
（3）生産管理の近代化
　　　工場組織の改善
　　　製品標準化、設計要因の増強・教育、技術データ等の蓄積
　　　一括発注・個別納入指示方式徹底
　　　原材料管理一元化
　　　部品ストック生産方式への変更
　　　負荷計画実施、生産実績分析の重要視
　　　QC工程表遵守
（4）生産工程の近代化
　　　芯たて盤、中型・大型立て旋盤、マシニングセンター、
　　　大型・中型中ぐり盤、NC旋盤、立て削り盤ボール盤等の導入

（平成15年度　国内調査）
情報なし

1994.11　上海市機電局、上海送風機工場関係者が協力会社（宇野沢組鉄工所）を
訪問。
1995.5　 中国側より技術供与の要請
1995.8　 技術供与に関わる契約書（案）を宇野沢組より、中国側に提示
1996.6　 技術供与に関わる契約書（案）で双方合意
1996.10　同契約書（案）上海市上部機関で審査中

（平成15年度　国内調査）
情報なし

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 557 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 476

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（丹東フィルター）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization
(Dangdong Filter)

佐藤　健一

ユニコ　インターナショナル(株)

94.2.22 ～　94.3.14

5

5～6

62,566 千円

15.70 人月 （事前を含む:17.50）

1994．10

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

国家経済貿易委員会

1999年に同工場のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を立案したが、中国
貿易委を通じて現地工場は倒産した旨、回答があっ
た。

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

(平成16年度　国内調査）
情報なし

遅延

１．生産工程の近代化
第一段階：現状の操業方法を既存設備に活用して改善を実施
・原料（P-SF、PVA）の調達・受入の改善　・混綿機の修理・再使用、原料
の計量の精緻化　・立て振り型クロスレイヤーの定期的調整・修理の実施
　・ウェブの振り落とし速度の一定化　・乾燥機の機能チェックと機能改善
　・乾燥機内温度の自動制御化　・排気ファンの速度制御　・フィルター濾
材の表面温度検出と機械速度制御　・検査・技術開発の改善　・製法・梱
包の改善
第二段階：
・既存の毛布工場の利用のケース（所要資金２５０百万円）
　混綿機、水平クロスラッパー、ウェブドラフター、縦切装置、プレニードル
パンチ機・ニードルパンチ機、巻取装置、乾燥機、検反機、給湿機、熱媒
体油ボイラーが各１台必要
・全設備新規導入のケース（所要資金２９４百万円）

２．生産管理
・組織体制の見直し　・品質管理の近代化－品質保証・TQC　・原価管理
の近代化－材料費低減・操業度等　・工程管理の近代化－標準工程表設
定、工程表・生産日程計画作成、工程の記録等　・設計管理、調達管理、
在庫管理、安全管理、設備管理　・教育・訓練　・環境対策

３．財務管理

（平成15年度　国内調査）
現況に関する情報不足であるため、提言内容の現況は暫定措置。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 558 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（常州フォークリフト）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization
(Changzhou Forklift)

大塚　邦夫

テクノコンサルタンツ(株)

93.12.9～93.12.17
94.2.26～94.3.25

4

5～6

69,525 千円

15.92 人月

1994/11

テクノコンサルタンツ(株)

中華人民共和国　国家経済貿易委員会

2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。その
ため追加情報の収集は不可能。
2003.3現在：新情報なし

進行・活用

1.年間3,000台の蓄電池式ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ･ﾗｲﾝ生産を達成するためには、早急
に加工工程の改善、部品組立のﾕﾆｯﾄ化、工程のﾗｲﾝ化を中心とした近代
化計画を実施する必要がある。
2.基本遵守と基礎の充実によるﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ、責任の所在と指揮命令系統の
明確化、全員参加による品質向上、不良品低減、安全管理、作業環境の
改善と維持についての小集団活動の展開を図ること。
3.販売体制を見直し、強化を図ること。

フォローアップ調査（国内調査）終了年度：2003年度
終了理由：本調査を担当したコンサルタントが解散となり、調査の実施が困難になっ
たため。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 559 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（合肥鉱山機器）近代化計画調査

The Study on the Factory (Hefei Mining Machinery
Plant) Modernization Program

瀬戸　俊彦

石川島播磨重工業(株)

本格調査 ：　94.3.10～94.3.30
ﾄﾞﾗﾌﾄ説明：　94.10.25～94.11.2

5

5～6

74,976 千円

19.70 人月

1994．12

石川島播磨重工業（株）

国家経済貿易委員会
企業技術改造診断弁公室
主任　姜　徳群　氏

1994.10以降、当工場は日本のﾒｰｶｰとの技術提携もし
くは合弁によって、市の経済技術開発区に新工場建設
に合意したと、非公式な情報が入っているがその結果
は未確認。

1995.10現在：工場からの情報はない。

1997年9月、日立建機と合弁で新工場を建設したとの
新聞情報があった。（合弁時期など詳細は不明）

2002.3現在：新情報なし。
2003.3現在：新情報なし。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

当工場の診断日は現在（'94）の油圧ショベル生産台数450台を2000年ま
でに約3倍の1,500台とするためにどのような近代化を図るべきか、また製
品品質を上げるための対策を講ずることである。

提言は近代化のプロセスを2000年までの6年間を3段階に分けそれぞれの
ステップで生産性向上と品質向上を図るため、管理と技術との切り口で改
善策を提言した。主なものは次の通りである。

［生産性向上］　　　　　　　　　　　　　　　［品質向上］
・組立工程の定置式からライン方式　　 ・５S運動の展開
・完成性能テストの実掘削廃止　　　　　・品質工程表の作成
・鋼板機の前処理工程改善　　　　　　　・統計的手法と目にみえる管理
・工具集中研削と段取時間短縮　　　　 ・購入、外注先の品質監査システ
ム
・クレーンの無人化　　　　　　　　　　　　・作動油、油圧部品取扱い改善
・少ロット生産体制　　　　　　　　　　　　 ・基礎技能訓練の充実
・事務管理の電算化
・工数の正確な把握

1997年9月、当工場は、日立建機と合弁で新工場を建設したとの新聞情報があっ
た。（合弁時期など詳細は不明）

本格調査期間中「ﾗｲﾝﾊﾞﾗﾝｽ改善による生産性向上」と「溶接技術」についてｾﾐﾅｰを
開くとともに毎日30～60分の技術相談の時間を設け、約30項目の相談に応じた。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（東方絶縁材料）近代化計画調査

The Study on the Factory Modernization (Dong
Fang Insulating Material Works)

神谷　勝義

三菱重工業（株）

94.6.15 ～　94.7.5

5

5～6

63,938 千円

16.00 人月

1995．1

三菱重工業（株）
テクノコンサルタンツ（株）

国家経済貿易委員会

JICA提言を受け、1994年4月～1998年3月にかけて中
古ﾌｨﾙﾑ生産設備を日本から購入し、技術改造を実施
した。提言の内容とほぼ同一の規模と生産能力の設備
が日本の某大手繊維ﾒｰｶｰで休止され廃棄処分となる
ところを、交渉の末購入し移設したもので、1998年4月
から試運転開始、そのまま営業生産に入り、順調に立
ち上げ、1998年度生産実績は約2,350ﾄﾝ、4,000能力
の50％を生産した事になり、好成績を収めた。（本設備
は実力5,000t/年の能力と聞き及んでおり、ほぼ仕様通
りの生産をした。）（1999年度現地調査結果）　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2002.3現在：新情報なし。
2003.3現在：新情報なし。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

1.生産管理面
新しい量産体制の実現に対して、製品開発体制、調達管理、工程管理、
品質管理、安全管理、教育・訓練に関して改善策を提言した。

2.生産工程
2000年の目標生産量と品質目標を前提として、原料保管から製品巻取・
裁断までの一貫ライン化　・生産能力　・品質安定・向上のための自動化
の三つの観点から、現状分析・考察を行い、改善策を提案した。

3.財務管理面
市場経済の進展に伴い、財務面でも強い企業体質が必要となるので、今
後の財務管理のあり方及び原価管理と原価低減策を提案した。

4.設備投資計画
現状調査の結果、現有ラインの部分的改造では目標とする品質レベルの
実現が困難であることが判明したので、投資案としては経済的に可能な現
有ラインの改造案と新設ラインの導入案の２案について具体的内容を検
討・提案した。

1.設備導入
　ﾎﾟﾘｴｽﾃ2軸延伸ﾌｨﾙﾑ生産設備能力4,000t/年1系列導入。
購入設備関係　原料工程：原料受入れ、回収品貯蔵用ｻｲﾛ、
高圧加熱乾燥設備　一式
未延伸工程：溶融押出機、濾過成形ﾀﾞｲ、縦延伸ﾌｨﾙﾑﾗｲﾝ　
一式
延伸工程：横延伸ﾌｨﾙﾑ成形、冷却、巻取りﾗｲﾝ　一式
製品仕上・付帯設備：制御機器、中央ｺﾝﾄﾛｰﾙ設備、不良品再
生回収設備　一式
その他工場側設備　4階建て生産棟及び付帯設備（空調、空
気清浄など）　一式

2.生産工程
　JICA近代化調査の提言は、生産工程である主要21項目、生
産管理主要12項目の合計33項目である。主要提言：生産工程
21項目中未実施２項目を残しすべて実施完了。
原料乾燥系・残留水分値管理図作成と活用。
原料水分率～特性粘度～乾燥時間相関図の作成と活用。
この2件に関してはﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査期間中に十分理解実行す
るよう指導した。

3.生産管理
生産管理13項目は全て実施されている。
製品・品質設計（ﾏｰｹｯﾄｲﾝ体制）：迅速な品質改良・生産体
制、試験研究組織
倉庫管理、在庫管理：不良在庫の削減、製品在庫量の把握、
未収金在庫の削減
工程管理：生産と販売の緊密な連携（Quick action）、結果の
対比、顧客の要望対応
品質管理：手法理解と生産活動への実践、現場品質管理、品
質不良再発防止の組織

4.財務管理
経営分析の指標把握と活用：収益性・生産性分析指標把握と
活用
製造原価：分析と推移把握、生産への活用、精造費用と原価、
損失の把握と削減
設備投資：工場設備投資収益性分析、計画と結果の比較、投
資売上高予測の重要性

5.投資金額・資金調達
総投資金額11,033万元（既存設備改造投資95万元、新設備
導入投資8,716万元、その他投資2,192万元）
投資資金調達方法は銀行融資90％、その他10％。

（1999年度現地調査結果）

JICA提言はほぼ実施されたが、但し運転条件に若干問題が有り（原料乾燥条件の
無理解と乾燥設備運転作業不良）、期待通りの品質が出ていない。なお、この点に
関しては、設備運転操作、乾燥条件とﾌｨﾙﾑ物性等に関し現場指導でほぼ解決の方
向に有る。（1999年度現地調査結果）

2000.11月現在：本案件を実施したｺﾝｻﾙﾀﾝﾄのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ担当部門が職制改正の為、
現存しない。このため追加情報の収集は不可能。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（無錫汚染処理機器）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Wuxi
Waste Water Treatment Equipment)

大久保　勇

ユニコ　インターナショナル(株)

94.7.15～94.7.31

6

5～6

65,295 千円

18.54 人月 （事前を含む:20.08）

1995．2

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

国家経済貿易委員会

技術提携交渉のため3回先方工場関係者と会った。条
件を提示したがまとまらず、中断している。1996年に対
象工場を訪問した。提案していた機械の内、大型、3軸
ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰを1台導入していた。ISO9000を取得し
た。

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

(平成16年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

１．生産工程
・機械加工工場にNCマシニングセンター、ろ板平面切削専用機、NC旋
盤、NCボール盤、縦型ボーリング盤、門型ボーリング盤導入
・溶接・準備工場にターニングローラーとワークの姿勢制御装置導入
・組立工場に小容量クレーン２台増設、空気操作工具使用
・熱処理工場で加工記録改善
・塗装工場の塗装基準の数値による明確化、作業標準の徹底、作業環境
改善
・検査記録の遡及性改善、検査工具の限界ゲージ使用・デジタル化推進

２．生産管理
・品質管理－TQC強化・設備管理－TPM推進、NC化への対応・安全管理
－安全運動実施、安全意識高揚・教育訓練－教育環境整備・環境対策
－環境測定器具整備・工程管理－生産平準化と管理の事務処理業務見
直し合理化

３．財務管理

４．所要資金
・土地使用料２４０千元・機械加工設備機器　海外調達分１０１４０千元　国
内調達分９０４４千元
・試験設備８１０千元・コンピューター設備機器３４００千元　合計　２３６３４
千元

ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰの導入が実現した。
（大型、3軸ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰを1台）

提案していた機械のうち、大型の3軸ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰを1台導入した。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（濱陽電機）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization
(Shenyanbg Electric Motor Works)

柳川　達吉

株式会社　サイエス　ﾁｰﾌ･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ（当時）

94.7.12～94.8.1（21日間）

4 （除　通訳）

5～6

59,156 千円

16.20 人月

1995/2

株式会社　サイエス　

中華人民共和国　審陽電機工場
唐　啓新（同工場　工場長）

(1)先方の希望により、ISO-9000関係の参考書を送付、
丁重な礼状を受理。
(2)近代化実現時（2000）には、団長及び主たる調査関
係者を工場側で招待したい旨の申し出あり。
(3)現況については、問い合わせもしたが、特に報告な
し。
2002.3現在：新情報なし　
2003.3現在：情報なし

進行・活用

(1)審陽電機工場は、大、中型交流電動機、石油用ﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀｰ、発電機の
　　製作を行っているが、1993年で、約149万kwの生産を行っている。
　　（主力系列のJ系列－旧型の交流電動機の生産：86万kw、3,029台、
　　Y系列：16.3万kw、408台）
　　これを、2000年には200万kwの生産を達成目標とする。
(2)約1.1億元を投入して、設備の近代化を行い、生産工程、生産管理、財
　　務管理の近代化を推進する。
(3)経営管理面では、ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ全般の向上を図り、中国国営企業のﾓﾃﾞﾙ
　　工場となることを目指す。
(4)その他の主な具体的提言
　a 海外情報を含む情報収集、加工の工夫及び利用の改善
　b 新設備による生産性向上、ｺｽﾄ低減、品質管理向上度等の数値、
　　計数的把握
　c 帳票類の見直し、整理、ﾌﾛｰﾁｬｰﾄ化及び登録
　d 計画、実行、統制、反省のｻｲｸﾙによる管理体制の確立
　e 回転機[制御技術]の研究と技術向上
　f 既存設備の活用による新製品分野（例えば、電気誘導加熱炉等）への
　　挑戦

1994年のY系列の生産は、報告書で確認
された目標に沿って、1993年の16.3万kw
から50万kwに達する見通しとなっている。
（1995年2月最終報告書作成時）

　この工場近代化計画調査ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでは、特に技術移転に留意して作業を行った
ので、1994年7月12日から同8月1日の本格調査時では、生産工程、生産管理、財務
管理の現状調査、問題点摘出、近代化計画の指摘のそれぞれの過程で、出来るだ
けの技術移転をｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ側に行った。
　また、1994年12月6日～同14日の本格的調査報告書（案）説明の折には、工場幹
部に対し、ｾﾐﾅｰ形式による技術移転を実施、出来る限り、提言内容の理解を深めて
貰うよう努力した。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 563 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（蘇州試験器）近代化計画調査

The Study for Factory Modernization (Suzhou
Testing Instruments)

上田　伸也

富士テクノサーベイ(株)

1994.12.18～1994.12.27
1995.2.26～1995.3.18
1995.9.4 ～1995.9.12

6

6～7

64,073 千円

21.72 人月

1995.10

富士テクノサーベイ(株)
ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）

国家経済貿易委員会
蘇州車両検査設備工場

1.叶副廠長他2名が診断修了の年の秋に来日した。富士電機(株)の東京工場で工
場見学（電子機器組立）、品質改善の進め方及び従業員の再教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを主に
説明し、資料を提供した。また、弥栄工業(株)では、自動車ﾒｰｶ向け検査機器の紹
介及びこの分野の取組み方について紹介と指導をした。
2.調査団に参加した、専門家がJODCの専門家として蘇州試験機が開発したｼｬｰｼ
ﾀﾞｲﾅﾓﾒｰﾀｰの評価・技術移動を行なった.（1997年3月）
3.1994年位から業績が悪化（赤字化）し1996年にはかなり経営が厳しい状況になっ
た。1997年には400万元の赤字を計上している。こうした状況を打破するために、市
機械工業弁公室と協議し1998年6月に株式制（従業員特殊会）への変更を通じた
体制改革を実施した。債務、資産、従業員は新会社が引き継いだ。改革前は工場
長責任制で最高意思決定は職員代表大会であったが、今は取締役指導の工場長
責任制で株主代表大会が最高意思決定機関である。現在の従業員数は880名で
あるが、うち出勤従業員は250名にとどまり、その他は一時帰休等となっている。製
品内容は振動試験設備（売上の70％）、自動車検査設備が中心であり、食品加工
機械は部品のみごく少量製造している。近代化計画対象製品であった自動車検査
設備は診断当時の製品の生産を取り止め太平洋自動車設備の製品を作ってい
る。（1999年現地調査結果）　

2002.3現在：新情報なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

遅延

1.工場近代化計画
1）生産規模　200年に45ラインの車検ライン生産
2）生産工程近代化：原材料のｷｯﾄ化による組立ﾗｲﾝへの供給／切削加工
工程へのﾌﾟﾗﾉﾐﾗｰの導入／加工組立工程におけるﾛｰﾗｱｯｾﾝﾌﾞﾘｰの製作
／自主検査充実・検査技術向上・不良解析力強化／溶接品質の向上と
溶接作業の効率化／個別入庫検査方法のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ
3）生産管理近代化：市場対応の開発活動実施／設計基準整備／設計の
ｺｽﾄ管理／生産計画に連動した調達計画の策定／在庫管理にABC分析
導入／目で見る工程管理実践／標準時間遵守へ努力／ﾃﾞｰﾀを活用した
不良原因追究と改善の完全実施／５S運動実施／全員参加の生産保全
活動推進／小集団活動実施
4）財務管理近代化：各種経営指標の有効活用／原価低減活動実施のた
めのデータ蓄積・分析実施

2.設備近代化（導入機械）：NC機／ﾌﾟﾗﾉﾐﾗｰ／工具研磨盤／ﾛｰﾗ加工専
用機／職場環境整備のための必要機器

3.結論／勧告：設計・製造技術員の育成・増強／顧客・競合各社の調査
実施による製品開発戦略立案／ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ･ｿﾌﾄｳｪｱ技術向上／販売・ｱﾌ
ﾀｰｻｰﾋﾞｽ人員の強化・増強／合理化実施と重点部門への人員転換／帳
票類の企業活動への活用／TQC・目標管理実践／原価低減活動推進

全体的に、合意／提案後の進展は少ない。以下の問題を抱えている。
1.廠長の交替
合意／提案後廠長が交替した。新廠長は、現状の状態を大いに問題視していて、2
年後までにJICAの提案を含め改革を進めると明言している。
2.設計課長が退職し、競合企業を設立。
3.弱体であるｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ関連の設計要因がまだ補強されていない。
4.品質管理体制が実行していない。
5.労務管理面の潜在的問題
6.販売力の弱体

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 564 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（蘇州紡績器材）近代化計画調査

The Study for Factory Modernization (Suzhou
Textile Accessories)

テクノコンサルタンツ(株)

95.1.12 ～ 95.1.21
95.2.26 ～ 95.3.18

5

6～7

58,492 千円

17.36 人月

1995．9

ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）

国家経済貿易委員会
蘇州紡績機材工場

1998.10現在：
1)生産管理分野は、報告書の提案に基づき、改善実
行されている。

2)工場ﾚｲｱｳﾄは、順次提案内容を参考に実施されてい
る。

3)設備導入は、NC旋盤を中心に、予算額と相談しつつ
実施されている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。その
ため追加情報の収集は不可能。　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

1.工場近代化計画
1）近代化の方針
　生産能力を現状16500kWから60000kWへ引上げ、この増産に対応した
生産工程・生産管理体制の整備及び品質向上を行う。
2）生産工程近代化
　原材料納入企業と品質保証取り決め／ブランキングプレス能力アップ／
固定子積層鉄心と端蓋の溶接にTIG溶接／NC旋盤導入／切削工具集
中管理／工場内圧縮空気システム・パレットフォークリフト導入／主極コイ
ル巻工程に半自動巻線装置・自動巻線装置の段階的採用／巻線絶縁工
程に真空加圧含浸装置導入／整流子締付管理方法を定圧・定寸締法へ
変更／高性能ワイヤーカット機導入／QC意識と５S徹底／検査・試験の自
動化／半自動的連続塗装設備導入
3）生産管理近代化
　設計審査制度導入／調達先再評価・購買業務合理化／在庫一斉調査
実施・適正在庫量の設定／工程管理データ蓄積による目で見る管理定着
／工程標準化推進／不良原因の調査・データ化／稼働率調査実施と設
備管理の徹底／５S教育実施・重要技能教育・訓練体系確立／安全・衛
生活動推進／環境意識徹底

2.生産設備近代化（設備導入）
　パソコンとCAD（設計処理能力向上）／生産管理全般のコンピューター
化推進／150トンプレス・ブランク取出装置等／固定子の溶接のための割
り出し装置・半自動溶接設備／NC旋盤／固定子の巻線用半自動巻線装
置・自動巻線装置／真空加圧含浸装置／バレル研磨機・TIG溶接設備／
ワイヤーカット機／半自動的連続塗装設備

3.結論
1）近代化実施により近代化方針の実現は可能
2）技術の基礎の充実及び作業の基本遵守が最重要

1998.10現在：
1)生産管理分野は、報告書の提案に基づき、改善実行されている。

2)工場ﾚｲｱｳﾄは、順次提案内容を参考に実施されている。

3)設備導入は、NC旋盤を中心に、予算額と相談しつつ実施されている。　　　　

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（揚州シリンダーライナー）近代化計画調査

The Study for Factory Modernization (Yangzhou
Cylinder Liner)

田村　啓治

（財）素形材センター

94.12.18 ～ 94.12.27
95.3.5 ～ 95.3.25
95.9.12 ～ 95.9.20

4

6～7

58,574 千円

13.80 人月

1995．10

（財）素形材ｾﾝﾀｰ

中華人民共和国
国家経済貿易委員会

2002.3現在：情報なし
2003.3現在：情報なし
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

遅延
当面の改善策：
鋳造、機械加工、生産管理それぞれの面で基本を忠実に守れば、材料利用率及び生産性の向上により、現在
の不良の半減は容易。

近代化計画：第1段階（1995-96）　　　　　　第二段階（1997-98）　　　　　　　第三段階（1999-2000）
基本事項　　　基礎基盤作り　　　　　　　　　　新技術・設備導入　　　　　　　　新技術活用
　　　　　　　　　当面の対策実行　　　　　　　　生産拡大　　　　　　　　　　　　　本格生産
　　　　　　　　　QC活動推進　
　　　　　　　　　管理改善
溶　　解　　　　材質管理　　　　　　　 　　　　 6tｷｭﾎﾟﾗ1基増設　　　　　　　　　ｷｭﾎﾟﾗ溶解量8tにｱｯﾌﾟ
　　　　　　　　　炉前ﾃｽﾄ材質管理　　　　　　5t低周波炉新設　　　　　　　　　　電弧炉廃止
　　　　　　　　　6tｷｭﾎﾟﾗ1基新設
鋳　　造　　　　現鋳造機改造　　　　　　　　長尺遠心鋳造機新設　　　　　　　舶用ﾗｲﾅｰ生産拡大
　　　　　　　　　ﾀｰﾝﾃｰﾌﾞﾙ式2台設置　　   舶用遠心鋳造機新設　　      　　生型造型ﾗｲﾝ増設
　　　　　　　　　長尺遠心鋳造機試作　　　 生型造型ﾗｲﾝ新設　　  　          ｼｮｯﾄﾌﾟﾗｽﾄ1台増設
　　　　　　　　　舶用砂型試作・改造　　    ｼｮｯﾄﾌﾟﾗｽﾄ1台設置　　           　粗加工工程廃止
機械加工　　　当面の対策実施　　　　     加工2・3案の実施　　　             加工2・3案の実施
　　　　　　　　　加工1案の実施　　　　      （各2ライン新設）　　　               （各4ライン増設）
生産管理　　　当面の対策実行　　　　    新規設備運転・操作　            　総合生産保全体制
　　　　　　　　　ﾑﾘ､ﾑﾀﾞ､ﾑﾗ､ﾐｽ･ﾛｽ軽減　   の早期習得・立上げ　　           総合設備保全の確立
　　　　　　　　　意識改革　　　　　　　       新規工程へのQC適用
　　　　　　　　　QC活動推進　　　　　       （QC活動定着）
　　　　　　　　　管理体制改善　　　　　    総合設備保全推進
期待効果：
　溶解量　　　　　年18500t　　　　　　　   年23500t　　　　　　　             　年26800t
　生産量　　　 　20万本　　　　　　　　     280万本　　　　　　                  400万本+舶用3万本
　不良率　　　　 20-25％　　　　　　　     13-16％　　　　　　　            　　10％
　材料利用率　　33％　　　　　　　　　　   36％　　　　　　　　　              　40％
投資額　　　　　10220万円　　　　　　     39200万円　　　　　　           　　30590万円

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成15年度国内調査)　現況に関する情報不足であるため、提言内容の現況は暫
定措置。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（常熟キャブレター）近代化計画調査

The Study for Factory Modernization (Changshu
Carburettor)

芦川　鯉之助

(株)サイエス・コンサルタント

94.12.14～94.12.23
95.2.19～95.3.11

4

6～7

59,996 千円

19.19 人月

1995/10

(株)サイエス

中華人民共和国
常熟キャブレター
工場長　袁　栄康　

2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：情報なし

進行・活用

　常熟ｷｬﾌﾞﾚﾀｰ工場はﾓｰﾀｰﾊﾞｲｸ用ｷｬﾌﾞﾚﾀｰと農業用・自動車用ｷｬﾌﾞﾚﾀ
ｰの生産及び販売を実施。
1.ｷｬﾌﾞﾚﾀｰの生産・販売実績（単位･千台）
                                    1992 1993 1994 1995(計画)
                         生産    170   310   360   500
                         販売    185   285   290
2.生産目標　　　1998年　　100万台　　2000年　　150万台
3.近代化計画
1)生産工程
　整理・整頓・清掃の徹底／入出庫作業に省力機器導入／新規ﾀﾞｲｷｬｽﾄ
機増設／精密加工機・精密測定機導入／ﾀﾞｲｷｬｽﾄ自動制御ｼｽﾃﾑ導入
／多加工1機械1人作業ｼｽﾃﾑ導入／自動盤・NC複合工作機械導入／治
具標準化／ｼﾝｸﾞﾙ段取り実現／作業者の技能訓練強化／組立治具採用
／中間検査ﾗｲﾝ化／ﾗｲﾝの工程内ﾁｪｯｸ体制強化／検査機器の機能改
善・増設
2)生産管理
　部品統一／技術情報蓄積と設計標準化／CAD導入／ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ改善・小
ﾛｯﾄ化／需要調査による生産の平準化／ABC分析による調達管理・在庫
管理／在庫基準見直し／計画工数の再設定／各種分析・改善手法の活
用／中心値管理実施／品質管理項目明確化／工程設計・品質設計の合
理化／安全教育徹底／設備定期点検のﾁｪｯｸﾘｽﾄ改善／改善手法の教
育／製造原価ﾃｷｽﾄ容易／加工品洗浄設備合理化
3)財務管理
　製造費用の予算統制徹底／投資効果の算定方法のﾙｰﾙ化／原価計画
策定／原価管理ｼｽﾃﾑ確立
4.既存設備近代化経費　総費用　52040万円　
       中国国内からの購入設備費   16700万円
       海外からの購入設備費　　     35340万円
5.資金調達　　中国政府 70％　企業自身 30％
6.返済計画　　国家規定の範囲内で企業のあげた利潤より返済

1995年10月現在：
1.生産ﾌﾟﾛｾｽの合理化
（機械加工）
　1工程1ヶ所加工から1工程数ヵ所加工
  への移行により効率向上
（ﾀﾞｲｶｽﾄ加工）
  専門の会社へ外注

2.品質向上
　各工程管理項目の遵守徹底により品質
  のばらつきの削減

3.生産効率向上及びｺｽﾄ削減
　生産量管理ｼｽﾃﾑ、原価管理ｼｽﾃﾑの
  EP化準備。管理会計の勉強会実施。

　現地調査では工場の現状調査、問題点抽出、近代化提言に加えて、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ
に対して技術ｾﾐﾅｰを実施することで技術移転を行った。
　最終報告書（案）の説明の際には工場幹部に対して詳細な説明を行い提言内容の
理解促進に留意した。

中国工場近代化調査／機械工業
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（無錫無線パーツ第２）近代化計画調査

The Study for Factory Modernization (Wuxi Radio
Component Factory No.2)

長沢　癸行

ユニコ　インターナショナル(株)

95.2.19 ～ 95.2.28
95.5.21 ～ 95.6.10

6

6～7

72,814 千円

21.89 人月

1995．11

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

国家経済貿易委員会
無錫無線パーツ第２工場

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

遅延
1.調査対象製品　圧電ｾﾗﾐｯｸﾌｨﾙﾀｰ、圧電ｾﾗﾐｯｸﾄﾗｯﾌﾟ、圧電ｾﾗﾐｯｸ発振子

2.近代化計画の構想：既存設備活用による良品率向上（高価な新規設備導入は避ける）／歩留率向上による
生産量拡大／角型ﾕﾆｯﾄに変更／現在の管理・技術・設備の人材育成／良品率及び歩留率向上後に新規設
備導入の検討

3.近代化計画の方針：P-C-D-Aｻｲｸﾙ徹底／問題点の重点化のための統計を利用した実態把握から開始／ス
タッフと生産現場の協力による解決／自助努力による技術水準向上

4.近代化計画概要（優先度の高い項目）
1）生産工程
（素原料調達）原料開発体制強化
（ｾﾗﾐｯｸ）ﾎﾞｰﾙﾐﾙ排出ｽﾗﾘｰ中の異物除去／噴霧乾燥粉の鉄錆除去／ﾊﾞｯﾁ乾燥路の清掃／ﾛｰﾙ成型条件の
検討／安全衛生対策の実施／環境対策の検討
（ﾌｨﾙﾀｰ加工）ﾗｯﾌﾟ厚みばらつきの改善／分極条件の安定化／周波数大・小の改善／ﾗｯﾌﾟ作業改善
（ﾄﾗｯﾌﾟ加工）蒸着電極重なり面積のばらつき改善／素子幅の適正化／短冊状態の素子と周波数の対応性向
上／素子・短冊破損不良の改善
（発振子加工）電気性能改善／分極性能の不良対策／周波数大・小の改善／短冊・素子破損不良の改善／
短冊ﾗｯﾌﾟ工程の改善
2）管理：不良品解析・分析による不良原因追究／工程における不良品・不良率の改善／ﾈｯｸ工程の序列の整
理と重点化／品質管理組織見直し／統計的品質管理による一元的管理／ﾉｳﾊｳ育成につながる教育訓練実
施／従業員の創意を引き出す活動の推進／労働環境改善
3）財務：売上金回収条件の改善／企業会計準則に従った会計処理／原価差異の配賦方法の適正化

5.実施スケジュール
1）生産工程近代化
・短期計画（良品率向上）　　　1996-1997年
（導入設備）灼熱用の炉、発行分光分析装置、粒度分布測定装置、ｼﾞﾙｺﾆｱ玉石、ﾈｯﾄﾜｰｸｱﾅﾗｲｻﾞｰ、樹脂焼
付炉、蒸着装置、ﾗｯﾌﾟｷｬﾘｱ、ｴｱﾏｲｸﾛﾒｰﾀｰ、分極端子板の改造、ﾀﾞｲｻｰｶｯﾄ機、内周ｽﾗｲｼﾝｸﾞ機、ﾗｯﾌﾟｷｬﾘｱ、
分極端子板の改造、周波数調整用印刷機、選別・検査室の温湿度、調整設備
・中期計画（既存建物内増産）　1997-1998年
　（導入設備）仮焼炉、ﾕﾆｯﾄﾌﾟﾚｽ機、ﾗｯﾌﾟ盤、蒸着装置、印刷機、ｶｯﾄ機、内周ｽﾗｲｼﾝｸﾞ機、ﾈｯﾄﾜｰｸｱﾅﾗｲ
ｻﾞｰ、樹脂焼付炉
・長期計画（大規模増産）　　　1999年以降
　（導入設備）自動はんだ付機、自動ﾜｯｸｽ機、自動特性選別機、自動組立機、自動ﾜｯｸｽ付機
2）生産管理近代化：短期的問題着手・実施　1996-1997年 、長期的な取組が必要な課題　1996-1998年
3）財務管理近代化： 1996年

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成15年度国内調査)　現況に関わる情報不足であるため、提言内容の現況は暫
定措置。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

中国工場近代化調査／機械工業
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（無錫ポンプ）近代化計画調査

The Study for Factory Modernization (Wuxi Pump
Works)

大塚　邦夫

テクノコンサルタンツ(株)

95.2.15～95.2.24
95.5.24～95.6.14

4

6～7

62,434 千円

17.46 人月

1995/12

テクノコンサルタンツ(株)

国家経済貿易委員会
無錫ポンプ工場

2002.3現在：本案件担当コンサルタントは組織を解散。
そのため追加情報の収集は不可能。
2003.3現在：新情報なし

遅延・中断
1.近代化計画
1)生産工程（主なもの）
（原材料受入）ﾒｰｶｰ指導／仕切新設
（鋳造）大型鋳物にﾌﾗﾝ砂適用／炉前管理用分析機器導入原因追究・対策徹底
（熱処理）温度校正要領確立／将来の材質・ｻｲｽﾞにあわせた設備導入
（加工）ﾌﾗｲｽ系ﾂｰﾘﾝｸﾞ技術修得／現在位置表示装置の有効活用／自動ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞｼｽﾃﾑ導入によるNCﾃﾞｰﾀ
供給体制確立
（組立）動的ﾊﾞﾗﾝｻ－導入／洗浄装置・ｴｱﾗｲﾝ設置／水圧試験用治工具整備
（塗装）ｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽﾄ設備による下地処理徹底／ｴﾎﾟｷﾝ系樹脂塗料導入
（検査）次高圧ﾎﾟﾝﾌﾟ試運転実施／循環ﾎﾟﾝﾌﾟ用の実流量試験装置導入／ﾊﾟｿｺﾝﾚﾍﾞﾙの計測ｼｽﾃﾑ導入
2)生産管理
（設計）段階的設計審査と原価予測ﾙｰﾙ化／ｼﾘｰｽﾞの整理と複数型式並行開発／設計ﾏﾆｭｱﾙ化
（調達）重要度の応じた発注方式／目で見る管理によるｶﾑｱｯﾌﾟｼｽﾃﾑ採用
（工程）中日程計画のﾀｲﾑﾊﾞｹｯﾄを3日単位に
（品質）生産の仕組み改革／脳底能力向上と自主点検徹底
（設備）保全促進体制確立
（教育）労使安保部ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟによる計画進行／教育計画策定実施
（安全／環境）安全理念・原則策定／職場意識改革
3)財務管理
（原価管理）ﾉﾙﾏ時間の実態への近づけ／目標管理徹底
（原価分析）歩留率向上／仕上価格引下／新材料採用
（財務分析）工業用ﾎﾟﾝﾌﾟへのｼﾌﾄ／顧客管理徹底

2.実施ｽｹｼﾞｭｰﾙ（導入設備）
1)中期計画（1997年まで）
　投資金額3.9億円
　自硬性型化ｼｽﾃﾑ、CEﾒｰﾀｰ、3次元ﾚｲｱｳﾄﾏｼｰﾝ、ｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽﾄ、NC立旋盤、NC自動ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ装置、動ﾊﾞﾗﾝ
ｻｰ、ﾊﾟｿｺﾝ計測ｼｽﾃﾑ
2)長期計画（2000年まで）
　発光分光分析装置、凝固解析ｼｽﾃﾑ、精密鋳造設備、低周波誘導炉、高速ﾓﾃﾞﾙ加工NC機、大型熱処理炉、
NC立型MC機、ﾎﾟﾝﾌﾟ試運転設備

（平成17年度調査）　長期に亘る遅延。

フォローアップ調査（国内調査）終了年度：2003年度
終了理由：本調査を担当したコンサルタントが解散となり、調査の実施が困難になっ
たため。

中国工場近代化調査／機械工業
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（安慶ピストンリング）近代化計画調査

The Study for Factory Modernization (Pistonling)

大久保　勇

ユニコ　インターナショナル(株)

95.6.30 ～ 95.7.4
95.8.2 ～ 95.8.14

5

7

58,328 千円

18.19 人月

1995．12

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

国家経済貿易委員会
中国安徽省安慶活塞環廠

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし
(平成15年度国内調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

遅延

1.調査対象製品　自動車エンジン用ピストンリング

2.結論
1）新工場稼働後設備導入（生産量年間3000万本）
2）製品の一貫歩留率を向上（70％→90％）させるための方策実施
ｽﾁｰﾙ製圧力ﾘﾝｸﾞの成型器と熱処理炉導入／溶湯分析装置導入／ｼｮｯﾄ
ﾌﾞﾗｽﾄ機導入／仕上用両面研削盤導入／ﾒｯｷ装置導入／ﾒｯｷ及びﾊﾟｰｶﾗ
ｲｼﾞﾝｸﾞの廃液処理装置導入／ｴﾝｼﾞﾝ実験装置導入によるﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞの開
発・ﾃｽﾄ／新生産ｼｽﾃﾑのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ編成・新生産ｼｽﾃﾑ導入／ｺﾝ
ﾋﾟｭｰﾀｰ活用加速化／全員参加による5S・改善活動活性化／売上債権管
理強化・適正在庫基準設定／標準原価計算方式導入

3.実施スケジュール
1）生産工程
・短期計画（設備投資不要な計画） 1996.1.-1996.3
・長期計画（設備投資必要な計画） 検討・準備 1996.1.-1996.3　
　発注・納入 1996.4.-1996.9　稼働 1996.10以降

2）生産管理
新生産システム　1996.8/ コンピューター化　1996.1（1997年末完了）/改
善活動活性化　1995.8

3）財務管理
財務管理　1996.8/ 原価管理　1996.12

4.所要資金　　　1）国外調達機械設備　9598千元（105575千円）
　　　　　　　　　　2）国内調達機械設備　9229千元
　　　　　　　　　　3）その他　1337千元
　　　　　　　　　　4）合　計　20174千元

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成15年度国内調査)　現況に関わる情報不足であるため、提言内容の現況は暫
定措置。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（武進電気機器）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Wujin
Electric Machine Works)

成田　延雄

(株)サイエス

96.1.17～96.1.26
96.2.26～96.3.17
96.8.29～96.9.6

4 （除通訳）

7～8

59,638 千円

17.95 人月

1996/10

(株)サイエス

中華人民共和国　武進電機工場
鄒　林華　（常務副工場長ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ責任者）

（*）より 4.工場改造内容  1)設計管理・生産管理及財務管理の
近代化のためDP化を実施する。ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ2台購
入･CAD/CAMの導入投資110万元
2)総組立とｱｰﾏﾁｭｱ工程を社内生産とし、他は分工場へ外注
する。
3)次のような近代的設備を導入する。
･高速ﾌﾟﾚｽの導入・温度制御型ﾌｭｰｼﾞﾝｸﾞ装置導入･検査設備
改善
･自動制御付試験装置（高回転・高出力用）購入･3次元振動台
の購入
･組立工程に新検査設備導入
4)新工場建設
･小型永久磁石ｽﾀｰﾀ工場（1996年11月より建設着手）
･減速ｽﾀｰﾀ工場建設
5)組織変更改善
･設計1課開発担当
･設計2課生産技術担当
　以上の実行計画が確認され、これにより、2000年には年間売
上高10億元、税前利益1億元を実現する。また、1996年のｽﾀ
ｰﾀ生産台数60万台/年は、中国ﾄｯﾌﾟとなり、市場ｼｪｱは17.8％
なる。さらに190万台/年では市場ｼｪｱ19％となる。

進行・活用
1.武進電機工場は、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ用ｽﾀｰﾀと発電機を約60品種製造しており、全国
60ヶ所のｴﾝｼﾞﾝﾒｰｶと２000ヶ所の販売店へ出荷している。
2.八五計画と九五計画のｽﾀｰﾀの生産計画及実績を下表に示す。
　　　　　　 八五計画　　　　　　　 九五計画
　西暦（年） 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000
　計画       　 15     20     30     38     50    67    80    100    125   160
　実績           16     21     34     47     56
3.本格調査団の提言と合意内容
(1)業務指示に沿った各工程の提言
　生産工程では、年次目標を設定した製造品質不良低減を軸とした全20項目にわた
る提言をした。次に生産工程では、工程で品質を作り込むための、QC工程表・作業
標準書の整備から始まって、ISO9000の認定及定着化に至る全48項目にわたる提言
をした。
また、財務管理では、管理会計の導入から事務処理のEDP化まで全14項目にわたる
提言をし、合意を得ている。
(2)調査団が特に取上げて提言した内容（3項目）
　A)設備近代化計画として、時系列に短期・中期・長期に区分し、それぞれに
A･B･C3案を立案して、工場の技術面、資金面、その他状況より、現実に沿った提案
をした。
投資金額　短期206.7百万円、中期243.7百万円、282.4百万円
　B)工場の経営施策として、社内教育（生産性に寄与する人材の育成）・外注工場政
索（160万台／年　生産具体化への対応）・2技術的部門の設立と展開（技術主導型
企業を目指す）をまとめ提言した。
　C)工場が開発中の減速ｽﾀｰﾀQDJ1301について、一刻も早く生産開始が可能とな
るように、現状直面している製品の技術的問題項目への助言、製造技術に関する技
術的助言を行った。
以上3点をまとめて、4つの項目に集約提言し、合意を得ている。

　[1]ﾌﾚｷｼﾋﾞﾘﾃｨに富んだ160万台／年　生産性の具体化
　[2]品質保証体制の確立
　[3]製品・生産両面の技術開発体制の確立
　[4]組織と人の活性化

1996年9月3日　最終報告書を中国側へ
説明した時の確認事項
1.武進電機工場の生産計画変更
（ｽﾀｰﾀ160万台／年→ｽﾀｰﾀ280万台／
年）
2000年迄に全製品を380万台／年ﾍﾞｰｽ
の生産をする
内訳　発電機100万台／年：ｽﾀｰﾀ280万
台／年：作業機械用 直結ｽﾀｰﾀ120万台
／年：ｵｰﾄﾊﾞｲ用　直結・減速100万台／
年
：自動車用     直結・減速60万台／年
2.武進電機工場投資額　　　単位：億元
               　　　　　　　　　　(*)へ続く

（**）より
・第2次現地調査では、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対
し、武進電機工場の直面している技術的
  問題項目の助言を含めた技術ｾﾐﾅｰを
開催した。
・技術ｾﾐﾅｰ講演内容
・生産工程の自動化（成田）・ﾓｰﾀｰ設計・
工場組織（秋山）
・ｽﾀｰﾀ技術動向・開発技術・減速ｽﾀｰﾀ
生産技術（松浦）
・財務管理・原価管理（清水）
・先進ｽﾀｰﾀﾒｰｶの製品と技術開設資料

2002.3現在:新情報なし
2003.3現在情報なし

(*)の続き
               1996     1997     1998     1999     2000
1994年8月
武進九五計画   1000     1500     1500     1000
1996年9月

　武進電機工場へ役立つ提言や提案をするため、本格調査団は次のようなﾌﾟﾛｾｽに
従って、作業を進めた。
1.武進電機工場近代化計画調査　着手報告書　　1995年12月27日発送
2.第1次現地調査質問書発送（全119項目）　　　     1996年1月11日発送
3.第1次現地調査　　　　1996年1月17日～1月26日（全10日間）
4.第2次現地調査　　　　1996年2月26日～3月17日（21日間）　　（**）へ続く

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 571 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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案 件 名

中華人民共和国

工場（蘇州医療器械）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Suzhou
Medical Instruments)

大久保　勇

ユニコ　インターナショナル(株)

96.1.30～2.4
96.3.4～3.20

4

7～8

57,053 千円

17.83 人月

1996.10

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

国家経済貿易委員会

売上げ（1998年）6,582万元（税込み7700万元）、生産額8,700万元（税込み）。従業
員数750名。1998年の製品別生産実績は、眼科手術顕微鏡726台（売上約40％）、
人口水晶体3,314枚（同10％）、ｽﾘｯﾄﾞﾗﾝﾌﾟ2,257台（同30％）、手術用具30.67万枚
（同20％）。
販売面では、顕微鏡の国内市場ｼｪｱが50％程度（中小都市では90％以上）、ｽﾘｯﾄﾞ
ﾗﾝﾌﾟは97％であり、国内生産をほぼ独占している。人口水晶体は国内に4つの合
弁企業があり競争が激しい。製品の販売ﾙｰﾄ（回収条件）は病院50％(口座振込後
出荷)、代理店25％（出荷後振込み、平均6ヶ月）、問屋25％（口座振込後出荷22.5
％、出荷後振込み2.5％）である。
輸出比率は売上の10％程度。日本企業へのOEM生産も実施しており、輸出全体
の10％程度を占める。品質の改善により、ここ2～3年輸出が増加傾向にある。輸出
の2/3は商社ﾙｰﾄ、1/3は自社ﾙｰﾄ（24ヶ国に代理店あり）、主な輸出先は韓国、日
本である。
また、工場独自の訓練所（30名×3年）を保有しているが、1学年は全員同じ専門（1
年目は旋盤工、次の年は工学というように）を学習するｼｽﾃﾑである。一生同じ職種
ということはないが、会社内で訓練して技術を習得した後に他の職種に移る。ただ

し、多能工はない。

賃金は1996年12,000元から毎年2,000元ｱｯﾌﾟしており、2000年には20,000元とする
計画である。生産性の向上を反映したものであると同時にｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞを与えて品質
改善と生産性向上を促すことが意図されている。1997年に登録先が医薬集団公司
に変更。医薬集団公司はその傘下に国有100％企業5～6社、合弁企業（多くの合
弁は集団公司が出資）を持つ（1999年度現地調査結果）。
2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

進行・活用
　《対象工場の概要》
1.工場名　（蘇州医療器械工場）蘇州医療器械廠　　
2.所在地　江蘇省蘇州市大儒巷34号　
3.設立　1956年　
4.従業員数　746人　　
5.調査対象製品　眼科手術用顕微鏡　
6.生産実績　眼科手術用顕微鏡1994年469台（1993年504台）　　
7.売上高　4500万元
8.主要生産品目　光学機械、眼科手術用顕微鏡、眼科手術用器具、水晶体人工ﾚﾝｽﾞ
　《中国側の近代化計画》
1.2000年売上高　510000万元（眼科手術用顕微鏡1750台、6800万元）　
2.製品外観、照明の明るさ改善、識別力・焦点深度改良、信頼性・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ性向上、操作性向上　
3.眼科以外の用途拡大によるｼﾘｰｽﾞ化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
4.医療器械技術開発ｾﾝﾀｰ設立
5.2000年までの総投資額　約7000万元（器械設備費用5131万元）
　《近代化計画内容》
1.用途別手術用顕微鏡生産計画（2000年）　合計3000台（ガン化用1750台、脳外科用500台、咽喉科用／形成
外科/整形外科用各200台、産婦人科用150台）　　　
2.製品開発　製品設計におけるVR手法導入（部品数低減）、設計機関1/2化手法による短縮　　　
3.生産計画　MRP推進　　　
4.工場計画　GT技法導入による多品種少量生産対応　　　
5.金属部品　部品加工精度向上、加工工程部品移動距離短縮、実機稼働率向上、等　　　
6.光学部品　ﾀﾞｲｱﾓﾝﾄﾞﾍﾟﾚｯﾄ皿採用、ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝみがき採用、はめ込式ﾚﾝｽﾞ保持法採用、等　　　
7.組立工程　ﾓｼﾞｭｰﾙ型生産ｼｽﾃﾑ採用、工程管理強化、工場作業環境・空気清浄度改善、等　　　
8.表面処理　ﾒｯｷ・塗装処理品質試験充実　　　
9.検査　　　検査業務役割分担変更、製品親愛製試験・故障解析充実　
10.設備計画 金属加工整備能力の増強、板金化工整備能力・多目的方真空蒸発装置の導入　　　
11.調達管理 ｺｽﾄﾀﾞｳﾝのためのVEの推進　　　
12.在庫管理 販売・生産・在庫計画の一元化、小ﾛｯﾄ生産方式の導入　　　13.工程管理 5Sの推進、適切な標準
時間に基づく工数の設定、生産計画の数量計画から日程計画への展開　　　
14.品質管理 全社的品質管理活動の導入　　　
15.安全管理 個別職場の安全管理の推進、危険場所の特定と対策、災害統計の記録と活用　　　
16.教育訓練 階層別教育訓練体系の導入　　　
17.一般ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰによる工程管理ｼｽﾃﾑ、ﾄｰﾀﾙｺｽﾄﾀﾞｳﾝの導入
18.設計管理 技術継承ｼｽﾃﾑの構築、要素技術開発の先行、工業ﾃﾞｻﾞｲﾅｰの養成　　　
19.環境対策 水質汚濁対策の実施　　　
20.財務管理 資金支払能力を示す指標の定期的把握、資金繰表による経常収支の管理、資金運用表による財
政状況変動の管理　　　21.原価管理 標準原価計算法の導入、直接経費標準の設定、直接経費の差異分析の
実施
　《主要導入設備》
1.金属部品加工工程　MC5台、NC旋盤7台、各種汎用機11台
2.光学部品加工工程　高速ﾚﾝｽﾞ研磨機14台、超音波自動洗浄機／多目的型真空蒸着装置／ﾚｰｻﾞｰ干渉計1
台　　3.板金加工工程　　　ﾌﾟﾚｽﾌﾞﾚｰｷ・ﾊﾟﾝﾁﾌﾟﾚｽ各1台
（所要資金）　　24206千元　　（設備投資計画財務分析）　増分内部収益率　40.73％

1.設備導入
近代化計画において提言された設備のうち、高速ﾚﾝｽﾞ研磨
機、真空薄膜形成装置、超音波洗浄装置等の設備が導入さ
れ、ｺﾝﾊﾟｸﾄﾚｰｻﾞｰ干渉計等も近く導入予定である。NC旋盤、ﾏ
ｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ等の切削加工設備は既存設備の有効活動が対
応可能との判断から、ﾌﾟﾚｽﾌﾞﾚｰｷ等は対象工程が外注化され
たことから、導入されていないが、全体的には必要性の高い設
備から順調に導入されている。

2.生産管理
生産管理も生産工程同様に「一部分のみが採用されているｹ
ｰｽ」が目立つ。特に、調達管理におけるVE導入、生産計画に
おける日程計画の展開、作業進捗管理、現場問題対応対は
遅れが目立つ。また、在庫管理関係の項目は項目的には一部
実施であるが効果が充分出ていない。ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰを活用した管
理も進められているがﾃﾞｰﾀ入力ﾐｽが多いために充分活用でき
てない。

3.財務管理
1996年以降新製品導入もあり売上、利益とも年率20％の伸び
を記録しているが、総資本利益率3.2％、自己資本利益率9％
と利益率は低位安定である。

4.投資金額・資金調達
投資金額は1997年以降総額で2,953万元（設備90％、その他
建屋約10％）、1997年～1998年3月　1,453万元、1998年4月以
降1500万元。投資資金は70％が銀行融資（金利4.5％、金利
は低下傾向）、残り30％は自己資金である。9・5計画中に8,000
万元の投資が予定、経貿委により批准されている。経貿委に
批准されていることに加えて、企業の信用度、成長度から銀行
融資が可能になる。

生産工程における提案内容は設備導入に比べて各工程ともに「一部分のみが採用
されているｹｰｽ」が目立つ。この要因としては、1)必ずしも日本側の提案内容の真意
が理解・徹底されていないこと、2)提案が行われて3年であり、ｿﾌﾄ面の改善を工場独
自で実施するには時間が短いこと、3)工場側が品質改善等の「目標」に直結しやす
い項目を重点的に実施したこと、等が考えられる。（1999年度現地調査結果）

（平成15年度　国内調査）
情報なし

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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案 件 名

中華人民共和国

工場（大連燃料噴射ポンプ・ノズル）近代化計画調
査

The Study for the Factory Modernization (Dalian
Fuel Injection Equipment)

塚原　宏

高圧ガス保安協会

第1次　1996年1月
第2次　1996年3月5日～3月25日
第3次　1996年9月

5

7～8

37,338 千円

18.89 人月 （内現地5.39人月）

1996.9

高圧ｶﾞｽ保安協会
プロアクトインターナショナル(株)

中華人民共和国国家経済貿易委員会
技術改造司

王　毅　（副司長）

1.ﾉｽﾞﾙ製品合格率が60％程度であったが、85％まで改
　善された。
2.生産高は現在180万個／年となっている。
3.合理化により20％人員削減した。ﾉｽﾞﾙ合格率の向上
は、当時同心度と、ｼｰﾄ面加工精度改善で85％と計画
していた段階に対応する。以上の改善は工場の自主
的努力の結果であり、さらなる改善が要求されている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

1.対象工場の概要
 1)工場名　大連燃料噴射ﾎﾟﾝﾌﾟ･ﾉｽﾞﾙ工場　　　2)所在地　大連市
 3)調査対象製品　DLL及びDN型燃料噴射ﾉｽﾞﾙ　 4)設立　　1962年
 5)生産高　　　15201万元（1995年）　　　　 6)従業員数　2756人
 7)ﾉｽﾞﾙ生産実績　215万個（1995年）

2.近代化計画の目標
 1)2000年における主産能力の拡大目標を、燃料噴射ﾉｽﾞﾙ1,100万個／
年とする。
 2)高品質製品の最終試験合格率を99％とする。
 3)顧客の要望する製品種類の多様化に対応できる体制とする。

3.重点実施事項
 1)高精度加工設備を3段階に分けて拡充する。（ｶﾞﾝﾄﾞﾘﾙ18台、噴口ﾄﾞﾘﾙ
23台、精密内面研削28台、ﾎｰﾆﾝｸﾞ15台、精密端面研削6台、外円成形研
削1台、精密外円研削1台、精密一貫成形19台、精密座面研削13台）
 2)高精度整備による高品質製品と一般製品の生産ﾗｲﾝを分離して、安定
した高品質製品の生産体制を作る。
 3)安定した効率的生産を維持拡大するため、基本的生産管理手法及び
TPM手法を確実に実施。
 4)従業員の品質意識を高め、この計画に積極的な協力を得るため、計画
の周知徹底を図る。
 5)設備拡充の各段階毎に実施成果を見直し、計画の継続または修正を
検討する。

4.近代化費用
 1)新規設備導入　　34200元（既存設備保全費用含）
 2)汎用設備増強　　 1711元
 3)その他設備　　　 6182元
 4)合　　計　　　　42093元

1998.10現在：不明

推察するに、その後大規模な設備更新などの提案内容の実現により、自主的な範囲
での改善の積み上げによるものと考えられる。同社の環境は当時と同様か、なお厳し
くなり、提言したような設備の大幅な拡充が実現しないと飛躍的な改善は望めないと
考えられる。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

中国工場近代化調査／機械工業
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要
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英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名
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団

団長

調査団員数
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結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（鄂州金属ネット）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Ezhou
Galvanized Nee)

増田　定雄

テクノコンサルタンツ(株)

96.1.30～2.8
96.3.6～3.29
96.9.4～9.12

2＋1（通訳）

7～8

47,470 千円

0.00 人月

1996/10

テクノコンサルタンツ(株)

国家経済貿易委員会企業改造弁公室
賀　榮培　（副司長）
湖北鄂州金属ネット工場
範　海明　（廠長）

1998.10現在：前向きに取り組み中であるが、資金事情
で目立った進展はない。
2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。その
ため追加情報は収集不可能。
2003.3現在：新情報なし

進行・活用

（調査目的）
　工場の工場診断を行い、問題点を解決できる生産工程、生産管理、財
務管理の近代化と鉄線及び金属ﾈｯﾄの生産量年産14150t（2000年）を達
成できる生産設備の近代化とを提案する。
（対象工場概要）
1.対象工場 鄂州市金属ﾈｯﾄ工場　
2.所在地 湖北省鄂州市　
3.設立 1970年
4.固定資産原価額 527万元(約6700万円)　
5.売上高(1995) 770万元(約1億円)
6.生産数量(1995) 約2500ﾄﾝ　
7.従業員数 288人
8.生産製品　軟鉄線、織り編み、金属ﾈｯﾄ、ﾌﾟﾗ塗装ﾈｯﾄ
（対象製品）　鉄線及び各種金属ﾈｯﾄ等
（工場設備近代化計画）　合計5億7655万円
1.短期計画（1997年まで）1億8221万円
  既存設備の小額投資改造（品質ｱｯﾌﾟ）、新ﾚｲｱｳﾄ対応建屋新設、伸線
機
  設置、粉体塗装改良2.3号機導入、溶接網機
2.中長期計画（2000年まで）1億3850万円
  亀甲網機、熱亜鉛ﾒｯｷ改造、新設亜鉛ﾒｯｷ設備、ﾎﾟｯﾄ炉、平炉新設、
  ﾄﾗｯｸ購入、乾式伸線機、湿式伸線機
3.その他費用、付帯設備等　2億5584万円
  建て屋3棟、受電設備、関税、工場整備、他
（結論と勧告）
1.生産設備：既存設備の利用・改造、設備行進と新設備導入からなる工場
   近代化実施
2.新工場棟：汎川新工場を再整備し、新工場棟に全設備を集約する
3.意識改革の必要性

　1998.10現在：資金入手の目処がたたない。自力で品質改善を少しづつ実施中で
ある。ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ塗装ﾈｯﾄは売れている。

フォローアップ調査（国内調査）終了年度：2003年度
終了理由：本調査を担当したコンサルタントが解散となり、調査の実施が困難になっ
たため。

中国工場近代化調査／機械工業
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（山東トラクター）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization
(Shandong Tractor Works)

田村　啓治

（財）素形材センター

1996.1.16～1.25/1996.3.2～3.22/1996.9.10～
9.18

6

7～8

70,972 千円

人月

1996.10

（財）素形材ｾﾝﾀｰ
神鋼リサーチ(株)

国家経済貿易委員会

中型ﾄﾗｸﾀー ﾒー ｶー では上海ﾄﾗｸﾀー （1998年生産量13,800台）に
次ぐ第2位の生産量（13,144台）を持つが1995年の生産実績
（14,500台）より減少している。（1999年上半期は前年同期19％
増の7,425台）。全体の売上田かも1998年は33,098万元であり、
1995年実績を下回る。小型ﾄﾗｸﾀー は競争が羽ケ榎志久利益
が確保できないために生産を減少（1998年実績4,000台）さ
せ、40-45馬力の新製品ﾄﾗｸﾀー を開発、来年から販売（年間
5,000台計画）を開始する。中型ﾄﾗｸﾀー 部門は華源ｸ゙ﾙ ﾌー゚の凱
源株式会社に5,000万元投資し株式参加した。凱源株式会社
はﾄﾗｸﾀー 工場2工場、農業自動車工場2工場の計6工場が参
加しており、当工場は13％の株式を保有する。中型ﾄﾗｸﾀー の
経営を分離することにより、販売と生産の連携強化による市場
ﾆ ｽー゙への迅速な対応を実現しより機動性のある経営を行う狙
いである。さらに、ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝ本体加工用の5ﾗｲﾝを設ける新
工場を1999年内に着工する計画である。（1999年現地調査結
果）
2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：情報なし

進行・活用
（対象工場概要）
1.工場名　山東ﾄﾗｸﾀ廠　2.対象製品　ﾄﾗｸﾀの大型部品（ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝ、ｷﾞﾔﾎﾞｯｸｽ3.所在地　済南市の南約
120km　4.設立　1960年　5.従業員　5490人（1995年）　6.主要製品　25-30馬力の中型ﾄﾗｸﾀ・ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ（3
系列、30品種）　7.売上げ　3.7億元
（工場近代化目標）
　2000年を目処に中型ﾄﾗｸﾀを年間25000台、小型ﾄﾗｸﾀ15000台、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ30000台に増産し、あわせて
工程機器及び車両用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝの生産を実施し売上高を1995年の2.7倍（10億元）とする。
（近代化計画の基本的考え方）
　第1段階－直ちに実行できる改善による基礎の確立　第2段階－新技術、新設備の導入による生産力確保、
品質ﾚﾍﾞﾙ向上　第3段階－国際レベルの近代化工場
（近代化計画）
1.鋳造工場
1)第2鋳造工場の生産能力拡大－設備製造ﾒｰｶｰの点検、整備、調整による造型ﾗｲﾝに
2)中子製作近代化－丁寧な中子の製作、ｼｪﾙﾓｰﾙﾄﾞ法採用、中子のｶﾞｽ抜きを主型に、等
3)後処理工程改善－工程のﾗｲﾝ化、ﾊﾝｶﾞｰｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽﾄ1基追加、十分なﾒﾝﾃﾅﾝｽによる機械正常化、ｼﾘﾝﾀﾞｰﾍｯ
ﾄﾞの中子をｼｪﾙﾓｰﾙﾄﾞ法で実施
4)鋳造品不良減少・精度向上－不良分析による原因追及・対策・措置実施、原材料品質向上、鋳物砂管理図
による日常管理、炉前管理とCEﾒｰﾀｰ導入、等
2.大型機械加工工程
1)機械加工7ﾗｲﾝ改善・効率化－新規設備導入、機械精度復元、治工具定期点検、工程管理確立、等
2)工程の流れの改善と加工精度向上－検査・測定器数の管理、中子の改善、品質管理運動実施　等
3.管理技術の向上による全体の管理ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ
1)科学的方法による品質意識向上
2)鍛造品仕掛在庫の低減、ﾛｯﾄ管理実施、生産関連情報の流れ整理、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ導入、等

（設備導入計画）
第1段階（1996-1997）－投資額1.635億円（ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝｹｰｽ用機械2台、ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝｹｰｽ用金型2台、CEﾒｰﾀ
ｰ1台、M.C1台）
第2段階（1998-2000）－投資額6.685億円（ｼﾘﾝﾀﾞﾍｯﾄﾞ機械2台、ｼﾘﾝﾀﾞﾍｯﾄﾞ金型3台、ｼﾘﾝﾀﾞﾌﾞﾛｯｸ機械2台、ｼﾘ
ﾝﾀﾞﾌﾞﾛｯｸ金型2台、ｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽﾄ1台、M.C7台、NC旋盤5台）
第3段階（2000-2010）－（ｼﾘﾝﾀﾞﾌﾞﾛｯｸ機械4台、ｼﾘﾝﾀﾞﾌﾞﾛｯｸ金型7台、M.C18台、搬送ｼｽﾃﾑ1台
3.管理技術の向上による全体の管理ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ
1)科学的方法による品質意識向上
2)鍛造品仕掛在庫の低減、ﾛｯﾄ管理実施、生産関連情報の流れ整理、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ導入、等
（設備導入計画）
第1段階（1996-1997）－投資額1.635億円
　ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝｹｰｽ用機械2台、ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝｹｰｽ用金型2台、CEﾒｰﾀｰ1台、M.C1台
第2段階（1998-2000）－投資額6.685億円
　ｼﾘﾝﾀﾞﾍｯﾄﾞ機械2台、ｼﾘﾝﾀﾞﾍｯﾄﾞ金型3台、ｼﾘﾝﾀﾞﾌﾞﾛｯｸ機械2台、ｼﾘﾝﾀﾞﾌﾞﾛｯｸ金型2台、ｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽﾄ1台、M.C7
台、NC旋盤5台
第3段階（2000-2010）
　ｼﾘﾝﾀﾞﾌﾞﾛｯｸ機械4台、ｼﾘﾝﾀﾞﾌﾞﾛｯｸ金型7台、M.C18台、搬送ｼｽﾃﾑ1台

1.設備導入
　近代化計画の重点対象の1つであった
「第2鋳造工場」は既存設備の不調と第1
工場の生産能力で必要な量が確保でき
ていることから現在使用されていない。設
備導入が実施されたのは「機械加工工
程」であり、専用NC機械6台、MC4台、小
型MC2台が導入されている。
2.生産工程
　「鋳造工程」「機械加工工程」ともに第1
段階（1996-1997年）に実施が提案された
「すぐに実施可能な改善項目」はそのほと
んどが完全実施もしくは一部実施となっ
ている。
3.生産管理
　提案内容の全てが完全実施または一部
実施である。主な改善実施項目は、鋳造
品仕掛在庫の削減、ﾛｯﾄ管理実施、工程
管理関連情報の表示であるが、品質意識
向上、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ利用等は一部実施にとど
まっている。また、全工場を対象とした品
質検査ﾁｰﾑ・ISO9001取得のための品質
管理ﾁｰﾑの結成等の品質向上のための
取り組みが実施されている。
4.投資金額・資金調達
　近代化投資金額の合計は1,850万元で
ある。上記機械加工設備1,420万元、建
屋建設320万元が主なものである。
（1999年度現地調査結果）

「鋳造工程」「機械加工工程」ともに第1段階（1996-1997年）に実施が提案された「す
ぐに実施可能な改善項目」はそのほとんどが完全実施もしくは一部実施となってい
る。生産管理に関しては、提案内容の全てが完全実施または一部実施である。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（河南紡績機械）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Henan
Textile Machinery)

上田　伸也

富士テクノサーベイ(株)

1996.1.25～2.3
1996.3.6 ～3.26
1996.9.4 ～9.12

4

7～8

61,033 千円

16.46 人月

1996.9

富士ﾃｸﾉｻｰﾍﾞｲ（株）

国家経済貿易委員会
河南紡績機械工場

克林　（工場長）

ﾚﾋﾟｱ機械を中心に改善策を提言したが､工場全体の経
営が悪化していた｡

調査団は受注確保が最重要課題と判断した｡当該工場
の支援策の一環として､調査を受託した富士ﾃｸﾉｻｰﾍﾞｲ
(株)は､親会社である富士電機(株)に製缶品外注工場
として紹介した｡

富士電機(株)は1年間の調査･指導の結果､ｶﾞｽ絶縁開
閉装置用圧力容器(ﾀﾝｸ)の海外製作拠点として評価
し､現在継続発注を行っている｡

2002.3現在:新情報なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用
(対象工場概要－調査実施時)
1.対象工場名及び製品 河南紡績機械工場､GA735型ﾚﾋﾟｱ織り機
2.所在地 河南省鄭州市  3.設立 1959年  4.資本金 8472万元
5.販売額 3416元(1995年) 6.雇用人員 2600人
7.生産機種 ｼｬﾄﾙ織機､ﾚﾋﾟｱ織機､科学繊維･人造繊維用化工品､染色装置､ｺﾞﾑﾗｲﾆﾝｸﾞ加工品等

(工場近代化計画)
1.近代化目標｢幹部･従業員の意識改革｣｢業界ﾄｯﾌﾟの品質実現｣｢顧客の満足するﾚﾋﾟｱ織機の品揃え｣｢市場競
争に打ち勝つ原価の達成｣｢社会･環境との調和｣
2.ﾚﾋﾟｱ織機の近代化 1)GA735高速化､2)GA735適用範囲拡大､3)新型高速機開発
3.近代化投資
 1)1997､1998年の2回に分けて実施
 2)品質改善･向上､新製品開発とそのための技術力向上及び作業能率向上を主眼
 3)NC工作機､超硬ﾁｯﾌﾟ､歯車研磨盤導入による切削精度向上､能率向上
 4)電気炉導入による鋳造品質向上
 5)材料･部品用標準容器導入による職場管理改善
 6)真空熱処理炉､高周波焼入炉導入による熱処理品質向上
 7)ｼﾞﾌﾞｸﾚｰﾝ導入による組立作業改善
 8)開発試験場設置とｾﾝｻ･測定器の充実､CAD導入

(結論と勧告)
1.GA735型の品質改善･安定化が先決､高速化改良とﾌｨﾗﾒﾝﾄ織物製織性ｱｯﾌﾟにより市場で優位に｡新型高速
機開発への注力必要
2.自主開発力強化策推進が重要課題
3.生産能力は設備投資､ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ短縮により年間1000台は可能
4.管理水準向上のために幹部は規定の見直し､従業員活性化作推進が必要
5.原価低減への取り組み必要
6.ｻｰﾋﾞｽ産業育成､委託加工受注拡大､転換教育等による人材活用策推進が必要

(その他)
1.現在製作中のﾚﾋﾟｱ織機の性能･品質向上課題についてｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄと共同で限界試験を行って明確にし､改
善方法を提言した｡
2.ﾚﾋﾟｱ織機の高機能型開発の方向付けと開発力強化手法を提言した｡
3.ﾚﾋﾟｱ織機制御装置(外注)電子回路故障多発で販売不振に陥っていたので､外注先を含めた対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁ
ｰﾑ活動を発足させ､調査団が指導を行い､原因を突き止め解決した｡
4.上記活動を例として､ｸﾚｰﾑ対策､原因解明､再発防止への取組みによる品質改善等について指導･提言した｡
1.現在製作中のﾚﾋﾟｱ織機の性能･品質向上課題についてｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄと共同で限界試験を行って明確にし､改
善方法を提言した｡
2.ﾚﾋﾟｱ織機の高機能型開発の方向付けと開発力強化手法を提言した｡
3.ﾚﾋﾟｱ織機制御装置(外注)電子回路故障多発で販売不振に陥っていたので､外注先を含めた対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁ
ｰﾑ活動を発足させ､調査団が指導を行い､原因を突き止め解決した｡
4.上記活動を例として､ｸﾚｰﾑ対策､原因解明､再発防止への取組みによる品質改善等について指導･提言した｡

1.ﾚﾋﾟｱ織機の性能･品質改善
 1)受入検査の強化と外注先指導
 2)組立･加工の品質改善と教育
 3)再発防止対策の徹底的実施

2.高機能型の開発
 調査団の提案に沿って開発中

3.ﾚﾋﾟｱ織機械制御装置の品質
 調査団による品質改善策を外注先と共
同で実施し､飛躍的な品質改善ができた｡

4.各種の品質改善手法を実施し､不良率
が10％から2％に改善された｡

以上の結果､ﾚﾋﾟｱ織機の販売量は増加し
ており1996年は1995年の1.5倍(実
績)､1997年は約5倍になる見通しである｡

1.ﾚﾋﾟｱ織機の性能･品質改善が行われた。
2.調査団の提案に沿って高機能型が開発中である。
3.調査団による品質改善策を外注先と共同で実施し､ﾚﾋﾟｱ織機械制御装置の品質
が飛躍的に改善した｡
4.各種の品質改善手法を実施し､不良率が10％から2％に改善された｡

（平成15年度　国内調査）
情報なし

日本からの圧力容器外注の紹介と､それに当たって日本企業との取引に必要な管理
水準の向上について具体的な提言･指導を行った｡

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（乾安亜麻紡績）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Qian an
Flax Textile)

佐藤　健一

ユニコ　インナーナショナル(株)

96.3.6～ 3.26

4

7～8

59,134 千円

17.90 人月

1996.9

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

国家経済貿易委員会
吉林省乾安亜麻紡績廠
郭　旗　（工場長）

1999年9月1日から3日にかけてﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を実施した。1995年から1997年にか
けて同工場の業績は最悪な状態であった。1997年3月から企業改革に取り組ん
だ。その第一段階として紡績工場を残し、織布工場を売却した。新規に購入したｽ
ｲｽ製の織機等は新品のままで売却するとともに、織布工場建屋も他社に売却し
た。1998年1月1日付けで亜麻紡績工場を吉林省に輸出入公司の所轄とし、工場
名を吉林省乾安嘉力紗亜麻紡績工場に改めた。上記の輸出入公司の亜麻担当
員　喬　悦懷総経理を工場に迎えた。前総経理の郭　旗氏は1998年4月に病死し
た。

1)生産の形態
　A.受注生産　40％、B.見込み生産　60％
2)従業員数（1999年3月現在）
　工場全体1,005人、生産現場920人
3)主要製品
　湿紡純亜麻糸
4)主要製品生産量
　標準18番手　120ﾄﾝ／月
5)販売と調達
　A.販売：国内販売、原料調達：ﾖｰﾛｯﾊﾟ
6)売上高
1998年実績：3,500万元、資本金（1998年実績）：600万元

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用
（対象工場概要）
1.工場名　乾安亜麻紡績工場　2.所在地　吉林省乾安県　3.設立　1988年8月　4.総売上　3223万元　5.経常利
益　49.7万元　6.工場人員数　1050人　7.亜麻紡績生産量　1180ﾄﾝ（1995年）　8.調査対象製品　亜麻糸、亜
麻・綿合糸、亜麻布、亜麻・綿交織布

（近代化計画－主な内容）
1.生産工程
1)亜麻紡績－原料仕分見直し、櫛梳機で長線・短線区別、続線工程での亜麻束の揃え方注意、延線工程でｽﾗ
ｲﾊﾞｰの均一化
2)二亜工程－ｺｰﾐﾝｸﾞ機の針損傷完全修復
3)粗紡工程－ﾎﾞﾋﾞﾝへの巻取ﾃﾝｼｮﾝ－定維持、ｽﾗﾌﾞ･ﾈｯﾌﾟの減少
4)精錬・漂白工程－精錬・漂白液調整法見直し、設備早急修理、作業標準遵守、浴比を上げる
5)潤紡工程－潤紡機の糸道調整を鐘ごとに実施、部品の交換、細盤手糸生産のための作業訓練実施、糸切減
少のための対策を各ｼﾌﾄ毎に実施
6)仕上げ－乾燥機内の温度管理実施（ﾃﾞｰﾀ管理）、乾燥条件改善・乾燥時間短縮化、捲糸工程での糸結び
目・端糸の長さを潤紡工程に報告
7)屑原料の利用－屑原料を取りまとめ混紡二亜糸の生産実施、紡績全工程の製造原価改善

2.織布新工場
1)使用機械・設備の特徴の修得、作業者の作業標準理解・遵守
2)品質重視、紡績工場との密接な連携
3)織り機の高稼働率確保、品質の良い紡績糸使用
4)亜麻以外の繊維との交織・織物生産
5)1996年10月生産開始遵守

3.生産管理
1)生産管理体制を工場組織の中に作り直し　　　
2)小ﾛｯﾄ生産への対応

（近代化計画実施後の年間生産量）
1.既存設備を有効利用した時の紡績糸：1200ﾄﾝ　　　　
2.高番手糸：208ﾄﾝ　　　　
3.織布新工場：175.7万ﾒｰﾄﾙ

主な実現化された内容は下記の通り。
1)原繊工程
A.ﾛｯﾄで搬入した原草の色分け、
B.原草の腐乱繊維、油汚れ、夾雑物、亜
麻穀除去
C.粗人手工程の実施、不良亜麻除去等

2)前紡工程
A.精線機での亜麻束重ね継ぎ、標準動
作の統一と作業員の訓練を実施してい
る。
B.ﾌﾟﾚｯｼﾝｸﾞﾛｰﾗへの捲き付き減少、スラ
イﾊバーの太さ一定
C.ﾌｵﾗｰｽｸﾘｭｰの油汚れ掃除

3)精錬漂白工程
A.粗糸の撚数をあげ、粗糸の乱れを防ぐ
B.ﾌﾗｲﾔｰの調整
C.対原料の浴比をあげる。

生産性が向上し、製品の品質と歩留が改善された。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

精紡機は、1996年の調査時点では約20％稼働であったが、今回のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査
時では、約98％稼働であった。現地工場は日本の調査団に感謝している。

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

中国工場近代化調査／その他

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（江蘇錫鋼集団）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Jiangus
Wuxi Steel Group)

岡田　健

神鋼リサーチ(株)

1996.3.1 ～ 1996.3.29
1997.9.5 ～ 1997.9.13

6

7～8

64,115 千円

18.70 人月

1996．10

神鋼ﾘｻｰﾁ（株）
(株)神戸製鋼所

国家経済貿易委員会改造司
王　毅　（副司長）
江蘇錫鋼集団公司
滿　載　（董事長）

担当窓口：江蘇錫鋼集団公司　弁公室主任　
王
tel：+86-510-5752384
fax：+86-510-5759085 　

(第一製鋼工場Replaceについて）　第一製鋼工場は閉鎖し、
新製鋼工場を建設する予定であったが、前述した経営環境
の悪化に伴い、投資を延期している。この新工場建設は15ヵ
年計画によって、達成することとしている。また、新工場の建
設予定地は、現在の第一製鋼工場の跡地に建設する予定
である。
（第三製鋼工場について）　第三製鋼工場の電気炉について
は、改造もReplaceもしていない。但し、同工場の連続鋳造設
備は予定どおり導入した。導入設備は、中国製である。
（線材工場：三圧及び棒鋼工場：四圧について）　線材工場
（三圧）及び棒鋼工場（四圧）は、現在も操業している。
（鋼管工場について）　新鋼管工場は、予定どおり操業した。
（その他の提言について）　検査設備について、超音波探傷
器を導入・使用している。新酸素製造設備（仕様：
6,000Nm3/h）を導入した。鋼塊輸送について、温塊／熱塊輸
送に切り替えた。

進行・活用
1.生産計画、工程流れ図、ﾚｲｱｳﾄ
（総生産量目標）2000年80万ﾄﾝ、1998年62万ﾄﾝ（1995年28.5万ﾄﾝ実績）
（鋼種構成）普通鋼：特殊鋼=16：84（1995年は18：82）、特殊鋼のうち構造用合金鋼の比率ｱｯﾌﾟ、不銹鋼の生産
開始
（製品構成）丸棒の比率ｱｯﾌﾟ（寸法範囲拡大）、棒鋼のうち平鋼、角鋼の拡大
（ﾚｲｱｳﾄ）第1製鋼を解体撤去後、新製鋼と大型圧延を直結して連鋳材が直接圧延できるように配置。小型圧延
は第1圧延の跡地に設置。

2.近代化計画（1stｽﾃｯﾌﾟ、2ndｽﾃｯﾌﾟ、3rdｽﾃｯﾌﾟに分けて実施）
2-1　設備提案
                  1st(1996-1997)      　   2nd(1998)         　　  3rd(2000)
原材料受入                            ｽｸﾗｯﾌﾟﾔｰﾄﾞ設備      合金鉄等保管設備
製鋼（電気炉） 酸素富化操業       5t電気炉休止      　 10t電気炉休止
           　　　ｶｰﾎﾞﾝｲﾝｼﾞｪｸｼｮﾝ法   80t電気炉稼働        30t電気炉改造
             　　　助燃ﾊﾞｰﾅｰ採用
製鋼（造塊）　　　ﾛﾝｸﾞｱｰﾑ操業       ﾌﾞﾙｰﾑ連鋳設備        第3製鋼鋳化
圧延       　　　鋼塊の保温輸送       大型圧延稼働        ﾎｯﾄｽｶｰ設備設置
            　　　ﾊﾟｽｽｹｼﾞｭｰﾙ改造    均熱炉燃焼自動化      ﾋﾞﾚｯﾄ手入設備
                              　　　　　　　　鋼片検査手入設備
                                 　　　　　　　　小型圧延稼働
鋼管              新鋼管工場稼働
鍛造          超音波探傷器使用    炉温度調整自動化    油圧鍛造ﾌﾟﾚｽ、高速鍛造機
検査          超音波探傷器使用       非破壊検査設備    電子顕微鏡、SEM、EDM
ｴﾈﾙｷﾞｰ      新酸素製造設備         　 220kV受電            ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御設備
                                               重油炉自動化制御
                                                ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ自動制御
環境設備    製鋼工場集塵機修理    電気炉直引集塵機   新廃酸処理設備
                                                   鍛造工場防音壁
生産管理                                       ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ利用

2-2　投資金額　　内貨143,791万元　外貨3,275万ﾄﾞﾙ
2-3　近代化投資効果　　投資額回収機関7.5年

本工場を取り巻く経営環境の悪化に伴い、近代
化計画調査で提言した中の大規模な投資が必
要となる計画については、あまり具体化していな
いようである。但し、提言・技術指導した品質管
理に係わる超音波探傷器の使用や、省ｴﾈにつ
ながる新酸素製造装置の設置は行っている。ま
た鋼塊輸送には温塊輸送へ改善された模様で
ある。以下に江蘇錫鋼集団公司の概況を示
す。

年間総生産量（単位：万t）
　　　1995  1996  1997  1998  1999    2000
計画 28.55 38.00 38.30 62.30 78.50　80.00

実績 33.80 35.15 33.12 23.75 21.36    -

                       (1-11月)
年間総売上高（単位：億元）
　　　1995  1996  1997  1998  1999    2000
計画 10.5  13.0  15.32  28.00  39.00  40.25

実績 11.53 11.85 12.95 12.62 14.66    -

                       (1-11月)
人員：
1995年調査時点：8,474名
1999年現在：    7,063名

(平成15年度　国内調査）
情報なし

(第一製鋼工場Replaceについて）
第一製鋼工場は閉鎖し、新製鋼工場を建設する予定であったが、前述した経営環
境の悪化に伴い、投資を延期している。この新工場建設は15ヵ年計画によって、達
成することとしている。また、新工場の建設予定地は、現在の第一製鋼工場の跡地
に建設する予定である。
（第三製鋼工場について）
第三製鋼工場の電気炉については、改造もReplaceもしていない。但し、同工場の連
続鋳造設備は予定どおり導入した。導入設備は、中国製である。
（線材工場：三圧及び棒鋼工場：四圧について）

2002.3現在：新情報なし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：情報なし

中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容

- 578 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 497

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（宝鶏照明電器）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Baoji
North Lighting)

渡辺　大助

富士テクノサーベイ(株)

1996.12.4～1996.12.17
1997.2.28～1996.3.29
1997.7.24～1997.8.6

6

8～9

77,168 千円

23.69 人月

1997.9

富士ﾃｸﾉｻｰﾍﾞｲ（株）

国家経済貿易委員会
宝鶏北方照明電器工場
孫　宏明　（総経理）

2002.3現在：新情報なし　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　国内調査及び在外調査）
情報なし

進行・活用
(対象工場概要-調査実施時)
1.対象工場名及び製品:宝鶏北方照明電器〔集団〕股分有限公司､自動車用電球　2.所在地:陝西省宝鶏市　3.
設立:1958年　4.資本金:37,794千元　5.販売額:11,632万元(1996)　6.雇用人員:2009人　7.生産機種:白熱電
球､蛍光灯､自動車用電球､その他特殊ﾗﾝﾌﾟ

(工場近代化)
1.近代化目標:売上高=1億5千万元､利益総額972万元(2000年)　自動車用電球生産高4100元､3000万個､業界
占有率3.4%目標
2.生産工程の近代化
 第1段階:不良率の低減､既存設備の改造･更新､計測装置の導入､工程改善
 第2段階:天然ｶﾞｽへの切替え､製造技術の確立と機械のｽﾋﾟｰﾄﾞｱｯﾌﾟ
 第3段階:生産量の増加:S25ﾗﾝﾌﾟは1800個/時の生産速度の設備を導入
 第4段階:高速機械〔新H4ﾗﾝﾌﾟﾗｲﾝとT20 模型の設備を導入〕
3.生産管理の近代化
 第1段階:ISO9002認証所得､新製品開発体制整備､原価低減活動の組織化、5S運動の展開､販売戦略の検討
 第2段階:工場再開発〔設備ﾚｲｱｳﾄの改善〕､運輸公司業務拡大､TQMの展開
 第3段階:CADｼｽﾃﾑの導入､  第4段階:生産管理の近代化
4.財務管理の近代化
 第1段階:近代化準備〔売上拡大策の計画､製造合理化計画､個別原価計算､経営分析指標設定､中期企業計
画〕
 第2段階:近代化の実行
 第3段階:近代化策の定着  第4段階:財務･経理の近代化
5.設備の近代化
 第1段階:現有設備改造､工程監視機器導入､導入線機の改造･更新､ﾋﾞﾃﾞｵｾﾝｻｰ
 第2段階:天然ｶﾞｽ導入､H4ﾗｲﾝの封止機にｱﾆｰﾗ導入
 第3段階:新鋭S25 ﾗｲﾝの導入
 第4段階:T20､新H4ﾗｲﾝの設置

(結論と勧告)
1.老朽化設備の改造･更新により品質向上｡測定装置の導入により作業条件の数値化を実現し､工程を安定化
2.提案した改善策を徹底して実行し､不良の低減､品質向上を図る
3.天然ｶﾞｽを導入し､熱量と圧力を安定化させ､不良率の低減と品質向上を図る
4.売上拡大により人件費の増加､損益分岐点の上昇を吸収するため具体案を策定
5.経営分析指標を全方位ﾚｰﾀﾞ-として設定､管理し経営の総合力を高める
6.個別原価計算と製造合理化の推進
7生産管理業務にｺﾝﾋﾟｭｰﾀを導入して近代化し､経営管理に情報を活用

1.導入線の溶接強度(真直性)の改善
1)ﾛｰﾗｰ式ｽﾄﾚｰﾅｰの採用､2)線材ﾎﾞﾋﾞﾝ
の水平配置､3)外部購入品の活用
2.ｶﾞﾗｽﾊﾞﾙﾌﾞのﾌﾞﾛｰ成形の形状ばらつき
の改善(18ﾍｯﾄﾞ成形機の活用)
3.ﾌﾚｱｰ冷却方の改善(不良率の低減)
4.ｽﾃﾑの圧接封止(ﾋﾟﾝﾁ)回数の増加､設
備改造､不良率低下
5.小型電球の封止ﾎﾙﾀﾞｰの改善(形状)
6.半田付けの自動化とｴｰｼﾞﾝｸﾞ工程の導
入､設備改造､耐震性の向上
7.材料･部品のごみ･異物混入防止､容器
の活用と作業台の紙敷き
8.製品のﾄﾗｯｸ積み込みの改善､木製すの
こによりﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙの破損防止
9.不良統計の充実による不良対策の推
進､品質分析日報の作成と統計分析の活
用
10.ｸﾚｰﾑ情報の収集と解析､産品賠償記
録表の作成とｺﾝﾋﾟｭｰﾀ利用解析
11.安全巡回点検指導事項の実施確認､
記録用紙の様式変更
12.塗装有機溶剤による中毒防止､有機
溶剤を使用しない方式に変更
13.ﾎﾞｲﾗｰの粉塵公害の防止､水膜式除
塵機の設置

1.製品･部品の日本への持ち帰り分析試験による問題点及び原因の明確化､具体的
な問題と原因の提示によって､相互の理解程度が高くなった｡
2.調査団の適切な助言
3.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの熱意
4.適切な実例･実物による具体的な指導

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 579 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 498

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（宝鶏市機械工業セクター）近代化計画

The Study for the Factory Modernization
(Machinery Industry in Baoji)

梅林　一男

（財）素形材センター

1996.12.4～12.24／1997.2.24～3.25
1997.6.8～6.25／1997.9.8～9.19

13

8～9

162,797 千円

42.63 人月 （内現地19.43人月）

1997.10

（財）素形材ｾﾝﾀｰ
神鋼リサーチ(株)

国家経済貿易委員会

2002.3現在：新情報なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　国内及び在外調査）
情報なし

遅延

1.共同部品調達：資材担当者会議の設置・市企業への部品発注率の目
標設定・資材調達情報の公開・鋳物ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑの設置・物流会社（商
社）の設立

2.鋳物ｾﾝﾀｰの設立：ｼｬﾝｼｰ机床庁の試作と技術的完成・宝鶏ﾎﾟﾝﾌﾟ庁の
設備・技術の確立・鋳物部品生産の拠点集約

3.機械部品生産の拡大：精密機械部品（機械加工、熱処理）・精密焼結部
品（粉末材ﾌﾟﾚｽ.熱処理）・大物製缶部品（ﾌﾟﾚｽ.溶接）

4.物流ｾﾝﾀｰの設立：物流機器の開発・拡充・物流ｼｽﾃﾑの開発・物流ｾﾝﾀ
ｰの建設・運営

5.ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業：研究会設立と研究成果発表・物流ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑの発
足・技術専門学校の設立・物流ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ会社の設立

（平成15年度　国内及び在外調査）
現況に関する情報不足のため、提言内容の現況は暫定措置。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 580 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 499

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（宝鶏ビール・アルコール）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Baoji
Brewery)

成田　延雄

(株)サイエス

96.12.4～96.12.24
97.2.24～97.3.25
97.7.20～97.8.2

4

8～9

74,110 千円

21.45 人月

1997.8

(株)サイエス

中華人民共和国
宝鶏ビール・アルコール工場
王　禧祥　（工場長プロジェクト責任者）

2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：情報なし

遅延

1. 宝鶏ﾋﾞｰﾙ・ｱﾙｺｰﾙ工場は、1997年度ﾋﾞｰﾙ生産量160,000t、その他ｱﾙ
ｺｰﾙ生産量28,000tと中国西域最大手の工場である。

2. 2010年を目標に、1)ﾋﾞｰﾙ新製品の開発（主として質の向上）、2)ﾋﾞｰﾙ・ｱ
ﾙｺｰﾙに加え蛋白飼料、ｺｰﾝ油、その他養鶏、養豚、ｶﾞｽｽﾃｰｼｮン等多角
経営化を進める。

3. そのための具体的提言、1)市場経済原則に従った体質作り、2)ｺﾐｭﾆｹ
ｰｼｮﾝの活性化、3)品質改善、4)資金調達方法の改善とｺｽﾄ低減、5)原価
計算手法の質的向上

　最終報告書作成時において、品質改
善、微生物（ﾀﾞｲﾔｾﾁﾙ）管理が改善され、
品質向上が見られた。

現地調査では向上の現状調査、問題点抽出、近代化提言に加えて、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに
対し技術ｾﾐﾅｰを実施した。ﾌｧｲﾅﾙﾄﾞﾗﾌﾄの説明の際には、工場幹部に対して詳細
な説明を行い提言内容の理解促進に留意した。

中国工場近代化調査／その他工業

報告書の内容

- 581 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 500

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（太原重型機械）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Taiyuan
Heavy Industry)

大島　敏和

（財）素形材センター

1996.12.12～12.24
1997.2.23～3.29
1997.7.28～8.11

5

8～9

77,776 千円

22.10 人月

1997.9

（財）素形材ｾﾝﾀｰ
(株)神戸製鋼所

国家経済貿易委員会

対象製品であるｸﾚｰﾝの生産量は1995年以降、6,000ﾄ
ﾝをやや上回る程度で安定している。1999年は7,000ﾄ
ﾝ、2000年は10,000ﾄﾝの生産計画である。全公司で従
業員が約3,000人減少したが、これは定年退職者及び
繰上退職者が中心である。今後1-2年かけて学校、病
院、住宅等の社会生活関連を担当している従業員
2,000人を「社会発展公司」に移管する計画である。社
会発展公司は事故採算性としたい。こうした人員削減
の結果、8,000人体制を目指す。工場診断を受けた
後、工場は事業体製となり原材料仕入れ、製品販売、
財務等は自己責任で実施する体制となった。（1999年
度現地調査結果）

2002.3現在：新情報なし  　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　国内及び在外調査）
情報なし

進行・活用

第1ｽﾃｯﾌﾟ：新規機械・設備を必要としないただちにできる改善策の大部分
を実施することにより、鉄構物の原価低減及び品質の確立を図る。

第2ｽﾃｯﾌﾟ：主に新規機械・設備の導入による改善を実施することにより、
第1ｽﾃｯﾌﾟの改善策実施による効果と合わせて、鉄構物原価の低減目標
値15％の達成を図る。

第3ｽﾃｯﾌﾟ：鋼材罫書き作業のCAM化、将来の屋外型起重機製作への対
応策として、製品ﾌﾟﾗﾝﾄ設備導入等の検討と行い、起重機製作のより一層
の国際化を図る。

1.設備導入計画では設備の近代化は1998年以降実施される
ことになっていたこともなり、ごく一部しか実施されていない。歯
車研削盤、一時塗装場・鋼材置き場のﾘﾌﾃｨﾝｸﾞﾏｸﾞﾈｯﾄ、自動
溶接機、大型旋盤等について一部が導入されているが、その
他は近く導入される計画は無い。

2.生産工程
第1ｽﾃｯﾌﾟにおいて実施が提案された内容については多くが
完全実施もしくは一部実施となっている。主な実施項目は、罫
書作業における板取票作成、ｶﾞｽ切断機品質向上、ｶﾞｽ切断機
歪み発生防止（歪取機使用禁止）、車輪鍛工鋳造品加工代削
減等である。第2ｽﾃｯﾌﾟにおいて提案された項目も実施が進み
つつある。

3.生産管理
工程管理における「山積表作成」以外の提案は完全実施もしく
は一部実施されている。主要な実施項目は、設計開発におけ
る設計・制作・検査基準改訂、CAD活用拡大、工程管理にお
ける実工数把握、工程順序見直し、品質管理における溶接外
観判定基準作成、QC活動実施等である。

4.財務管理
ほとんどの提案が完全実施もしくは一部実施されている。原価
管理表による原価管理が診断後実施されている他、財務管理
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ導入、中長期経営計画策定、取引先債権管理、個別
工事着工前の実行予算管理等が行われている。

5.投資金額・資金調達
投資総額300万元（主として銀行融資）
（1999年度現地調査結果）

1.新規機械・設備を必要としない直ちに実施できる提言を多くし、かつこれを第1ｽﾃｯ
ﾌﾟとしたこと。（新規機械・設備は資金の問題があり、実際いつ導入されるかわからな
いため）

2.太原重型機械庁の当該ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの最高責任者（副庁長）が誠実であり、また近代
化に熱心であるため。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 501

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（太原工具）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Taiyuan
Tool Works)

大久保　勇

ユニコ　インターナショナル(株)

97.3.3～3.20
97.5.16～6.11
97.10.6～10.18

6

8～9

80,484 千円

23.75 人月

1997.10

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

国家経済貿易委員会

工場見学、技術交換の計画があったが、実現していな
い。

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　国内及び在外調査）
情報なし

遅延

生産工程：
ｽﾌﾟﾗｲﾝﾌﾞﾛｰﾁの生産に関しては、1)ｽﾌﾟﾗｲﾝ研削盤のNC化改造、2)CNC
ｽﾌﾟﾗｲﾝ研削盤の導入、3)窒化炉の導入。

ｼｪｰﾋﾞﾝｸﾞｶｯﾀｰの生産に関しては、1)CNCｾﾚﾃｲﾝｸﾞﾏｼﾝの導入、2)CNC
歯形研削盤の導入、3)CNCｼｪｰﾋﾞﾝｸﾞﾏｼﾝの導入。
　
ﾋﾟﾆｵﾝｶｯﾀｰに関しては、1)歯形研削盤の導入、2)刃先ｱｰﾙ研削盤の導
入、3)すくい面研削ｼﾞｸﾞの製作。
　
ｿﾘｯﾄﾞﾎﾞﾌﾞの生産に関しては、1)CNC歯形研削盤の導入。
　
硬質合金ｶｯﾀの生産に関しては、　
1)導入予定の設備で十分。全般設備に関しては　1)ｺｰﾃｨﾝｸﾞ装置の性能
改善または新規導入、2)ﾜｲﾔｰｶｯﾄ放電化工機の導入、3)各種測定器の
導入。
生産管理：設計力強化のため設計関係組織の統合、品質保証を指向した
検査体制の変更、週単位管理方式の採用

財務管理：売り上げ債権の管理強化、固定資産の効率的運用、仕掛品原
価の適正把握、直接原価計算、標準原価計算の導入

所要資金：合計47,500,500元

情報なし

（平成15年度　国内及び在外調査）
現況に関する情報不足のため、提言内容の現況は暫定措置。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 502

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（太原化学工場－有機化工）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Taiyuan
Chemical Industry-Organic Plant)

佐藤　晋

三菱化学エンジニアリング(株)

96.12.14 ～　96.12.26
97.2.23 ～　97.3.29

6

8～9

99,835 千円

25.77 人月

1997．9．1

三菱化学ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

太原化学工業集団公司　有機化工廠
徐　慶魁　（工場長）

･1998年末を目処に､ﾎﾙﾏﾘﾝのF/Sを取進中｡
･1998年末を目処に､ISO9000取得準備中｡

2002.3現在: 変更点なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　国内および在外調査）
情報なし

進行・活用

1.既存設備の有効利用に重点を置いた、生産能力、生産工程技術、生産
管理および財務管理の向上･改善に関する近代化計画を提案｡

2.生産工程
 ﾎﾙﾏﾘﾝ、ﾌｪﾉｰﾙ樹脂、成形機料を対象に短･中･長期に分けた近代化計
画を提案｡

3.生産管理
 管理分野の中で特に、研究開発部と工程管理部門を重視した近代化計
画を提案｡

4.財務管理
 各製品毎の変動費利益管理と損益分岐点による収益改善分析法を近代
化計画として提案｡ ･1998年末を目処に､ﾎﾙﾏﾘﾝのF/Sを取進中｡

･1998年末を目処に､ISO9000取得準備中｡

（平成15年度　国内および在外調査）
情報なし

中国工場近代化調査／化学工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 503

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（太原化学工場－化学）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Taiyuan
Chemical Industry-Chemical Plant)

西山　哲

三菱化学エンジニアリング(株)

96.12.14 ～　96.12.26
97.2.23 ～　97.3.29

5

8～9

84,776 千円

21.27 人月

1997．9．1

三菱化学ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

太原化学工業集団公司　化学廠

帳　起有　（第一副廠長）

対象工場の近代化計画査定後の経過及び現状：
隔膜法苛性ｿｰﾀﾞ電解設備能力3.0t/年は約5,000万元
を投資し、1998年末に実現した｡一方、工場内の整理
整頓等の費用をかけない改善提案はほぼ実施し効果
が出ている｡　ただし、重要な塩素ﾊﾞﾗﾝｽ対策が遅れ
(資金不足で実現の時期未定)、苛性ｿｰﾀﾞ3.0万t/年生
産の副生余剰塩素7,000tの用途が無い｡　このため、
苛性ｿｰﾀﾞ電解の生産量を2.0万t/年にﾛｰﾄﾞﾀﾞｳﾝし、低
稼動状態で推移している｡(1999年度現地調査結果)

2002.3現在:変更点なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：変更点なし

（平成15年度　国内及び在外調査）
情報なし

進行・活用

1.既存設備の有効利用に重点を置いた、生産能力、生産工程技術、生産
管理および財務管理の向上･改善に関する近代化計画を提案｡

2.生産工程
(1)苛性ｿｰﾀﾞ
塩素製品の販売量の伸び、並び新規塩素誘導品の導入を想定し、3段階
に分けて、原単位の向上を中心とするｺｽﾄ低減策、安定運転確保対策、
環境安全対策を提案｡

(2)塩素化ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ
化学廠の自社開発技術で、試作段階にあるため、商業生産に向けた設備
面、運転管理面の改善策を提案｡

3.生産管理
今後は質･効率を重視した管理を指向すべきであるとの視点から、
1)販売を重視した、利益最大化を目標とした体系の構築
2)量の拡大でなく効率の追及　等の近代化評価を提案｡

4.財務管理
中長期計画の策定、利益管理体系の改善、財務管理のOA化等の近代化
計画を提案｡

1.設備導入
第1～3段階投資完成、苛性ｿｰﾀﾞ生産能
力1.5-2.2-3.0万t/年実現、苛性ｿｰﾀﾞ生
産関連付帯設備投資完了
2.生産工程
JICA近代化調査:提言48項目中実施52
％(25件)一部実施29％(14件)｡合計提言
の80％は実施又は進行中、未実施は資
金手当困難による｡
3.生産管理
工程技術資料整備が不十分、進展遅
い、品質管理定着不十分｡職場環境･整
理整頓は良好実施中｡資金不要案件の
提言はほぼ実施済み｡
4.財務管理
財務資料の開示がなく経営状態は不明｡
苛性ｿｰﾀﾞ設備近代化後の利益改善寄与
は1999年度からで1998年度の効果は不
明｡明瞭に出ていない模様｡苛性ｿｰﾀﾞ事
業の収益は今年度の稼動状態では悪い
と予想する｡
5.投資金額･資金調達
第1～3段階生産設備強化拡大　1.5～
2.2～3.0万t/年
総投資額　約8,000万元(苛性ｿｰﾀﾞ生産
設備投資額　約5,000万元、付帯設備改
善新設投資　約3,000万元)
投資期間　1996～1998年　3年
　(1999年度現地調査結果)

隔膜法苛性ｿｰﾀﾞ電解設備能力3.0t/年は約5,000万元を投資し、1998年末に実現し
た。一方、工場内の整理整頓等の費用をかけない改善提案はほぼ実施し効果が出
ている。ただし、重要な塩素ﾊﾞﾗﾝｽ対策が遅れ(資金不足で実現の時期未定)、苛性
ｿｰﾀﾞ3.0万t/年生産の副生余剰塩素7,000tの用途が無い｡　このため、苛性ｿｰﾀﾞ電
解の生産量を2.0万t/年にﾛｰﾄﾞﾀﾞｳﾝし、低稼動状態で推移している　(1999年度現地
調査結果)。

（平成15年度　国内および在外調査）
情報なし

中国工場近代化調査／化学工業

報告書の内容

- 585 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 504

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（雲南タイヤ）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization  (Yunnan
Tires) in China

増田　定雄

テクノコンサルタンツ

98.7.6 ～ 98.7.18

4

10

45,142 千円

人月

1998.8

テクノコンサルタンツ(株)

国家経済貿易委員会

調査終了後、以下の点で勧告を行った。

　(1)設備投資のﾀｲﾐﾝｸﾞ
　(2)設備投資金額
　(3)短期導入の主要設備
　(4)近代化計画の成功の為の開発戦略
　(5)専門家の招聘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。その
ため追加情報は収集不可能。

2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　在外調査）
情報なし

遅延

本近代化計画では、当工場の現状事業規模（生産量、売上高）に比べて
飛躍的に高い目標を揚げたものであり、販売計画数量の未達、工場環境
の変化に応じた臨機応変な柔軟な対応が望まれる。

調査終了後、以下の点で提言を行った。
*生産管理共通の改善点として以下の対応をする。
(1)国家規格（GE)、業界基準に立脚→GEをﾐﾆﾏﾑとする公司規格（基準）
を制定する。(2)従業員層全般に対する積極性不足→「現状でできることか
ら実施」を公司の理念とする。(3)幹部のﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟと意識改革→全員の就
業意欲を向上する諸対策の実施。

*生産工程近代化に関する対応
ﾀｲﾔｻｲｽﾞ11.20-20～9.00-20-14pで、120％のｵｰﾊﾞｰﾛｰﾄﾞで、時速
100km、連続走行5時間に耐えるﾀｲﾔを開発し、生産・供給する設備、技
術、販売体制を整える。

*財務管理近代化計画に関する対応
　(1)財務会計管理の制度と組織の改革
　(2)製造原価管理の制度と組織の改革
　(3)財務状況の見直し
　(4)製造原価の見直し

*設備近代化計画に関する対応
　ﾊﾞｲｱｽﾀｲﾔ2000年200万本の生産計画は、設備導入、技術改善に関し
準備不足の恐れがあり、1年遅く2001年達成を目指し以下の計画設備を
導入する。
　(1)2001年のﾀｲﾔ生産能力目標：2000千本
　(2)ﾊﾞﾝﾊﾞﾘｰ、ｽｶｲﾊﾞｰなど、増産設備の近代化計画額：約23.5億円（1元
=16円）

特に情報なし

（平成15年度　在外調査）
現況に関わる情報が不足しているため、提言内容の現況は暫定措置である。

フォローアップ調査（国内調査）終了年度：2003年度
終了理由：本調査を担当したコンサルタントが解散となり、調査の実施が困難になっ
たため。

中国工場近代化調査／化学工業

報告書の内容

- 586 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 505

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（雲南化工）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Yunnan
Chemical Factory) in China

青木　成夫

三菱化学エンジニアリング(株)

97.12.1 ～　97.12.25
98.2.14 ～　98.3.20

3

9～10

40,743 千円

12.78 人月

1998．9．1

三菱化学ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

雲南化工廠
杜　文龍　（廠長）

2002.3現在：変更点なし。
2003.3現在：情報なし。

（平成15年度　国内及び在外調査）
情報なし

(平成16年度　国内調査）
情報無し。

遅延

1.対象工場の「九五」計画では、2000年までに新製品を含む設備投資及
び人員削減により欠損体質を解消することを目標としており、本調査では
現状把握・問題点摘出に基づき生産工程面、生産管理面、財務管理面の
改善策を提言。

2.生産工程
既存設備の最大活用を前提に以下を行う。
　(1)生産能力　22,000t(pvc)までの向上
　(2)製品品質の改善
　(3)製品品種数の拡大
　(4)原単位の改善
　(5)環境・安全対策の実施

3.生産管理・財務管理
　(1)廠全体の利益最大化を目標とする利益管理体系の構築
　(2)中期経営計画の策定
　(3)原単位ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの設置等による効率の追及
　(4)計画・差異分析体系の改善

（平成15年度　国内及び在外調査）
現況に関わる情報が不足しているため、提言内容の現況は暫定措置である。

中国工場近代化調査／化学工業

報告書の内容

- 587 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 506

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（雲南燐鉱山溶性燐肥）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Yunnan
Phosphate Fertilizer) in China

今井　達夫

ユニコ　インターナショナル(株)

97.12.3～97.12.20
98.2.22～98.3.24
98.7.6～ 98.7.17

5

9～10

48,761 千円

14.27 人月

1998.8

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

国家経済貿易委員会　賀　企業技術改造診
断弁公室　副司長他／雲南省経済貿易委員
会許技術改造処　処長他／雲南省石油化学
工業庁王副庁長他／昆陽燐鉱山溶成燐肥工
場　尤工場長他／雲南燐化学工業集団公司
昆陽燐鉱山　向鉱山長他

本工場の調査団による日本の工場見学が行われた。
高額の資金を要しない改善改良はほぼすべて実施さ
れている。その効果も大きく、1998年度は赤字2,000万
元と予測していたが1,800万元程度に収まり、1999年度
は1,500万元の予算に対し1,000万元以内に削減見込
である。2000年度決算は若干の利益を見込んでいる。
近代化の為の高額投資には銀行借入れをしたいが、
工場が赤字体質の為、借入れ困難で、工場幹部は民
営化する過程で赤字棚上げの国家政策を期待してい
る。（1999年度現地調査結果）
2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし
（平成15年度　国内および在外調査）
情報なし

(平成16年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

生産工程:
高炉原料挿入方法の改善、粉砕機使用ﾎﾞｰﾙの変更、各工程のﾃﾞｰﾀ採取
及び解析

生産管理:
計画的人材育成、標準化、新設備計画及び改善のための専門家の起
用、改善計画推進についての方法

財務管理:
売上債権の管理強化、固定資産及び在庫の効率的活用、各種規定の作
成、標準原価の導入、作業時間ﾃﾞｰﾀの整備

その他:
新製品(微量要素入り溶性燐肥、腐植燐、煙草用肥料)の各仕様提示、新
造粒工場の概念設計の提示

高炉原料挿入方法の改善、粉砕機使用ﾎﾞｰﾙの変更について
は、調査期間中に各工程の生産能力それぞれ10％および20
％増加した｡
その他の提言については、一部着手しているとの話であった
が、その後の情報無し｡

1.設備導入
第1段階－稼働率向上に依る能力ｱｯﾌﾟ:現状1.7→1.83万t/年
ほぼ実現した｡
第2段階－設備新設費用800万元計上したが、資金不足で現
状1.83→2.2万t/年計画は仕込み工程だけ(仕込釜2基追加、
仕込み原料ﾎﾟﾝﾌﾟ新設)2.2万t/年実現したのみである｡ここまで
では製品2.2万t/年は実現しない｡

2.生産工程
JICA近代化調査の提言では、生産工程主要31項目の提言
中、9項目実施済み、14項目実施準備中、残り8提言は資金不
足、技術的問題点などの原因で目途が立たない｡
生産能力向上－重合処方の改善、生産技術改善、水/ﾓﾉﾏ
ｰ浴比改善など提言実施｡
品質向上－懸濁剤変更、助剤変更などで色相改善、嵩密度
向上、等効果が出ている｡

3.生産管理
生産管理13項目中、2項目は実施予定無し｡但し、実務上は実
施中で緊急を要する事項ではないので、ほぼすべて実施済で
ある｡
中長期計画と利益管理計画:諸項目実施済み
原単位向上ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ:委員会制度は未実施であるが既存組織
で運営中
技術検討報告書制度の導入:諸項目実施済み
業務改革及び組織の合理化:諸項目実施済み

4.改善効果
生産量の増大－現生産量1.7万t/年→1999年末1.83万t/年
重合缶改善、反応缶冷却能力向上－未完成
VCM原単位の改善－一部分改善、
蒸気原単位の改善－未完成
（1999年度現地調査結果）

高炉原料挿入方法の改善、粉砕機使用ﾎﾞｰﾙの変更については、調査期間中に各
工程の生産能力それぞれ10％および20％増加した｡　その他の提言については、一
部着手しているとの話であったが、その後の情報無し｡

中国工場近代化調査／化学工業

報告書の内容

- 588 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 507

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（昆明市機械工業セクター）近代化計画
調査

The Study for the Factory Modernization (Kunming
Machinery Industry) in China

石井　暢夫

テクノコンサルタンツ(株)

97.11.18 ～97.12.27
98.2.15～98.3.24
98.7.14～98.7.25

7

9～10

85,241 千円

35.36 人月

1998.8

ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）
富士テクノサーベイ(株)

昆明市機電工業局
趙　永昌　（機電弁公室科技処処長）

2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。その
ため追加情報収集不可能。　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　国内及び在外調査）
情報なし

遅延

1.機械工業ｾｸﾀｰ
同ｾｸﾀｰ育成策として、企業経営近代化、経営基盤強化、市場拡大を目
標とした3つのﾌｪｰｽﾞに分け、14のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを提言した。

2.雲南変圧器工場
同工場の近代化策として、基本技術の近代化、設計の近代化、生産ｼｽﾃ
ﾑの近代化、防塵対策、中間検査、生産技術の近代化を目標とした23のﾌﾟ
ﾛｸﾞﾗﾑを提言した。

3.毘明重工集団公司
生産工程、生産管理、財務管理の近代化に関わる年度別の目標を設定
し、具体的な改善案を提言するとともに、設備の近代化策を策定した。

（平成15年度　国内及び在外調査）
現況に関する情報不足のため、提言内容の現況は暫定措置。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 589 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 508

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（蚌埠ガラス）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Benpu
Glass) in China

大塚　邦夫

テクノコンサルタンツ(株) 取締役

97.12.1～97.12.20
98.2.15～98.3.17
98.7.5～98.7.17

4

9～10

35,747 千円

13.69 人月

1998.8

テクノコンサルタンツ(株)

国家経済貿易委員会
企業技術改造弁公室
馬　雁鳴

2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。その
ため追加情報の収集は不可能

2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　在外調査）
情報なし

進行・活用

1.生産工程
1)原料調達の品質指導、2)原料置場の改善、3)鉄分混入の原因の排除
4)計量設備の改良、5)溶解炉の液面／温度制御の改善、
6)ﾌｫｰﾊｰｽ燃料の変更、7)成型機の精度向上、8)金型設計技術の修得
9)成型条件の記録、10)検査情報の生産ﾗｲﾝへのﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
11)限度見本の作成、12)ﾚｲｱｳﾄの変更

2.生産管理
1)ﾍﾞﾝﾀﾞｰﾘｽﾄの整備、2)予備品管理の徹底、3)原材料倉庫の整備
4)在庫の整理、5)麻袋の修理基準の作成、6)作業標準の作成
7)TQCの導入、8)管理図の作成、9)非常用電源の確保
10)市場情報の収集、11)安全ﾊﾟﾄﾛｰﾙの実施

3.設備の近代化
　短期：126万円、中期：3.4億円、長期：3.3億円

原料置場の改善、鉄分混入の原因の排
除が実現した。

フォローアップ調査（国内調査）終了年度：2003年度
本調査を担当したコンサルタントが解散となり、調査の実施が困難になったため、国
内調査は2003年3月に打ち切り。

中国工場近代化調査／化学工業

報告書の内容

- 590 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 509

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（豊阜天兎毛紡績）工場近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Benpu
Tientu Worsted) in China

片岡　章

(株)サイエス

97.12.17～97.12.26
98.2.8～98.3.28
98.7.5～98.7.18

5（含通訳）

9～10

69,667 千円

19.52 人月

1998.8

(株)サイエス

阜天兎毛紡（集団）公司

周　士雲　（菫事）

2002.3現在：新情報なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　在外調査）
情報なし

進行・活用

　天宇公司毛紡織工場は、1996年紡績、織布並びに染色整理工程に新
鋭の輸入機械を導入しﾊｰﾄﾞ面の近代化を行ったが、生産技術、製品企
画、品質管理等のｿﾌﾄ面の充実が遅れ、近代化の初期の成果を得られず
混沌とした状態にあった。今回生産技術及び管理技術の調査診断を行っ
たことによって、現状の問題点が明確になり、具体的な対応策と改善要点
を簡単にまとめると以下の通り。

1)生産工程
ﾄｯﾌﾟ染色とﾘｺｰﾐﾝｸﾞ工程を改善し、糸の品質を向上することが最重要であ
る。

2)生産管理
方針管理を徹底し、業務の標準化を進めることと、実施結果を検証・評価
する管理ｻｲｸﾙ（計画・実施・確認・修正）をきちんと機能させることが改善
のﾎﾟｲﾝﾄである。

3)財務管理
過去3年間のﾃﾞｰﾀ分析によって経営の破綻要因が特定できた。資金流動
分析によって早急に行うべき対策と長期に取り組むべき対策・手段・手法
を明確にした。

1998年8月作成の工場改善事例集に記
載した、5件の改善がみられた。項目は次
の通り。

1.ﾐｷｼﾝｸﾞｷﾞﾙ巻付事故防止
2.染めﾄｯﾌﾟのﾈｯﾌﾟ減少策
3.品質管理手法応用の毛織物欠如の解
析
4.安全意識の高揚
5.製品見本の保管と整理、販売促進

中国工場近代化調査／その他工業

報告書の内容

- 591 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 510

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（煙台市機械部品工業セクター）近代化
計画

Study for the Factory Modernization (Supporting
Industry in Yangtai ) in the Peoples Republic of
China

上田　伸也

富士テクノサーベイ(株)

98.11.7～12.18
99.2.28～3.30
99.7.18～7.30

14

10～11

131,126 千円

人月

1999.7

富士ﾃｸﾉｻｰﾍﾞｲ（株）

中華人民共和国国家経済貿易委員会
煙台市経済貿易委員会

陳　建利　（課長）
煙台トラクター部品工場

王　本強　（工場長）

1)煙台ﾄﾗｸﾀｰ部品工場に関して：C/P研修での訪問企業で、煙台ﾄﾗｸﾀｰ部品工場
と類似製品を生産している北陸工業(株)と煙台ﾄﾗｸﾀｰ部品工場との協力関係構築
の可能性を検討。
2)栖霞ﾋﾟｽﾄﾝ工場に関して：日本のﾋﾟｽﾄﾝを中心とした自動車部品ﾒｰｶｰから、栖霞
ﾋﾟｽﾄﾝ工場との協力関係構築（自社の余剰設備の売却や有償の技術支援）の可能
性について打診があった。しかし、日本側の提案が栖霞側の希望に十分添った協
力になっていない、ということで進展していない。
3)JODC資金による煙台市機械工場に対する技術指導に関して：C/P研修で来日
した煙台市機械工業局の叢景滋副局長が帰国後傘下企業の希望を取りまとめる。
本計画調査の工場診断報告書に基づき、診断企業の生産経営、財務管理、品質
管理などに対して改革を行った結果、栖霞ﾋﾟｽﾄﾝﾋﾟｽﾄﾝ工場、煙台ﾄﾗｸﾀｰ部品工
場、煙台第二工作機械部品工場の業績が伸び、一定の成果が出はじめている。

2002.3現在：新情報なし。　
2003.2：煙台トラクター部品工場からの情報　　　　　　　　　　　　　　　　

（平成15年度　国内及び在外調査）
情報なし

(平成16年度　国内調査）
特記事項は無し。

進行・活用

ｾｸﾀｰ育成策に関する提言：
1) 国有企業の弱点を克服し、開かれた市場で競争できる企業体質を作
る。
2) 煙台市の優れた産業立地条件を生かし、国際的に活躍できる企業に
飛躍する。

提言実行のための具体策：
1) 顧客、競争相手の情報入手に努め、有力顧客、外資系企業等と密接
に接触して自企業の改革・改善の参考にする。
2) 協会が中心となり地域各企業の取り組み状況の発表会、経験交換会を
行って企業間の競争状態を作り、国内外の参考事例の紹介、外部専門家
の招聘等に積極的に取り組む。
3) 行政施策として、地域だけで実施できるものと中国全体として取り組む
施策がある。煙台市から、地域の実情を踏まえて中央の経済貿易委員会
に提言できる機会を作る。

煙台ﾄﾗｸﾀｰ部品工場関連：
民営化の促進：行政機構と企業職責の分
離、責任・権限の明確化に関する改革が
実施された。
(1)組織の簡素化・ｽﾘﾑ化
(2)中間ﾚﾍﾞﾙ以上の管理職を50人から31
人に削減
(3)在職人数を720人から600人に削減

2001年6月の経営トップの交代以降、経営状態が大幅に好転し、2002年度は会社有
史以来最大の受注生産高となり、輸出量も大幅に伸長した。2003年度も引き続き好
調に拡大しており、春節休暇も3～4日程度の活況を呈している。

中国側はC/P研修の際に北川鉄工所(株)、豊和工業(株)を訪問し、合弁・合資を打
診したが、断られた経緯がある。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 592 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 511

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（綿陽新華内燃機）近代化計画

Study for the Factory Modernization (Mianyang
Xinhua Diesel Engine) in China

成田　延雄

(株)サイエス

第1次98.11.12～98.11.30
第2次99.2.22～99.3.29
第3次99.6.27～99.7.5

5

10～11

62,798 千円

人月

1999.　9

(株)サイエス

中国国家経済貿易委員会
中華人民共和国綿陽新華内燃機工場

JICAからﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟして欲しいとの要望は聞いている
が、その後特にﾌｫﾛｰしていない。　　　　　　　　　　　　

2002.3現在：新情報なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：変更なし

（平成15年度　在外調査）
情報なし

遅延

1.中国政府は工業分野の経済改革推進のため、投資効果の高い綿陽新
華内燃機工場の近代化を計る計画を立てた。工場近代化計画作成にあ
たっては、長期・中期・短期に分け現実的な計画を立案する。

2.調査の目的
(1)同工場のﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝおよびｶﾞｿﾘﾝｴﾝｼﾞﾝ生産に関わる生産工程、
生産管理および財務管理について的確な診断業務を行う。
(2)生産技術の革新の診断結果に基づき、既存設備の有効利用に重点を
置いた生産工程技術、生産管理および財務管理の向上、改善に関する
近代化計画を提案する。
(3)現地調査期間中、本件調査に参画する中国側関係者に対し、現地調
査業務を通じ、工場近代化調査に関する技術の移転を行う。
(4)診断対象製品は、同工場の1,100型ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝおよび491Q（4Y）型
ｶﾞｿﾘﾝｴﾝｼﾞﾝとする。

3.工場経営に関する近代化提言
(1)経営責任の果たせる経営体制確立
(2)企業独立採算の原則
(3)市場に適合した事業展開
(4)市場変化に柔軟な生産体制の確立
(5)他社と差別化できる強みの育成
(6)本業の足元を固める
(7)人財育成（企業に必要な人材を人財とみなして自ら育てる）

（平成15年度　在外調査）
現況に関わる情報が不足しているため、提言内容の現況は暫定措置である。

提言内容の現況は暫定措置

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 593 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 512

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（綿陽セメントセクター）近代化計画

Study for the Factory Modernization (Cement
Sector in Mianyang) in China

小島　壮

小野田エンジニアリング(株)

98.11.7 ～　98.12.16
99.2.22 ～　99.3.29

6

10～11

133,283 千円

33.61 人月

1999.　10

小野田ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

綿陽市重工業局局長　陳玉玖

四川双馬水泥（集団）有限公司
薫事長・総経理　唐月明

四川省安県浮山水泥集団有限公司
薫事長・総経理　李洪林

2000年11月現在：JICA報告書に基づき、重工業局を中心とし
て、セメントセクター振興策を検討中である。
2002.3現在：新情報なし。
2003.3現在：変更なし。
(平成15年度在外調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

　ｾﾒﾝﾄ分野の近代化振興にはｾｸﾀｰ企業強化のための「構造調整」と将
来の需要に対処するための「設備増強」が主要な課題となっている。この
課題を十分考慮に入れて、綿陽市ｾﾒﾝﾄ分野振興策に関し以下の事項が
提案された。
1)企業の構造調整に関して、市政府と各企業により構成されるｾﾒﾝﾄｾｸﾀ
ｰ近代化委員会を至急設置する。
2)施設の改善、品質の改善、操業率の向上のために企業間で協力し、活
発な技術交流を効率的に行う。
3)管理近代化のために、従業員の自主性を重視する。
4)ﾏｰｹｯﾄの安定化を図るために、ｸﾞﾙｰﾌﾟ化による共同販売、流通機構の
共同化によって過当競争をなくす。ただし極端な寡占は避ける。
5)新しいｾﾒﾝﾄ生産ﾗｲﾝの増設は、実際の需給関係と、詳細で正確な需要
予測に基づいてﾀｲﾐﾝｸﾞよく行う。
6)資金の調達に関しては、広く検討することが重要。また企業側には財務
体質強化などの自助努力が必要とされる。
7)NSP方式についての早急な技術習得が求められる。

2000年11月現在：集塵機設置等、短期対策の
一部を実施中である。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

2000年11月現在：集塵機設置等、短期対策の一部を実施中である。
(平成15年度在外調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

（平成17年度国内調査）
専門家派遣： 3－5名、15－30日
　内容：
　　1. 綿陽セメントセクター現状調査（概査）
　　2. 提案事業の実施状況
　　3. 同セクターに対する今後の改善提案

中国工場近代化調査／化学工業

報告書の内容

- 594 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工業（鞍山第一圧延）近代化計画

Study for the Factory Modernization (Anshan First
Rolling Mill) in China

小野田　文夫

神鋼リサーチ(株)

98.11.12 ～ 98.12.5/ 99.2.23～ 99.3.25/ 99.7.22
～ 99.7.30/

10～11

63,935 千円

15.84 人月

1999．9．1

神鋼ﾘｻｰﾁ（株）

担当機関：国家経済貿易委員会技術改造司

王　毅　（副司長）
担当者：鞍山第一圧延工場

孟　衛群　（工場長）

沈陽鋼鉄東方有限公司　連絡先：　経営者：周　波総
経理　連絡先：（代表）　Tel+86-24-8809-1456　総経
理弁公室　Tel+86-24-8809-3133（内線3118）
Tel+86-24-8809-5705
2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：新情報なし
(平成15年度国内及び在外調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

遅延

本工場の実態は1998年の製造開始以来、未だ試運転・試作期間の状態
にあり、日毎に経営環境が厳しくなっていたため、工場近代化の基本方針
は早急に工場の経営が安定できることを主眼としていた。また工場側が当
初の目標であった生産能力(13,000kw/M)の設定の根拠が乏しく、他方、
本調査団の目標値(12,000kw/M)は、損益分岐点分析の結果、同数値以
上の生産により黒字化の達成が図れることから、本近代化計画は同数値
をﾍﾞｰｽに策定し、工場側とも合意した。

工場に対して近代化計画を段階的に分けて進めるよう提案した。即ち、
Step1では、設備改善と技術指導の導入によって、目標月産7,500t（～
10,000t可能）／製品品質正常化、製造可能品種設定（中～大型）／既存
設備一部改造、定常操業、経営不安縮小を可能とする各種方策を提案し
た。Step2では、損益分岐点となる月産13,000tを達成し（Step1達成後）、
最大月産能力25,000tまで増産することにより企業の大幅黒字化及び負債
の償却を狙いとして、設備更新による品質向上、製品品種拡大等による販
売強化策等による経営安定化を目指す提言を行った。

すぐに改善出来る箇所については、調査
実施時に実行された（一例として、鋼材置
き場、製品置き場の整頓等）。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

本工場は、設立当初からの特殊な事情から、調査開始当初より企業財務状況の著し
い悪化が認められていた。同時に中国・冶金工業部の決定事項として、同国の鉄鋼
産業の改革・再編が加速されたことより、売却されることとなったと推測される。今後、
同工場が稼働するか否かは不明である。尚、鞍山側に対し売却理由とその経緯、及
び沈陽鋼鉄の概況紹介を要請したが、返信はなかった。
(平成16年度国内調査)　既に民間企業へ売却されているため、G-Gベースによるプ
ロジェクトは困難と思われる。
（平成17年度国内調査）工場が民間企業に売却された為。

鞍山第一圧延工場・弁公室主任の郭峰氏によると、本工場は2000年10月に私営企
業に売却された模様である。売却先は同じ遼寧省の「沈陽鋼鉄東方有限公司」（下
記に連絡先を記載）であり、11月20日現在、両者間で経営権等の引き渡しの手続き
を進めているところである。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容

- 595 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 514

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場(長春市機械工業セクター)近代化計画調査

The Study for The Factory Modernization
(Machinery Industry in Changchun) in the People's
Republic of China

神倉静夫

テクノコンサルタンツ株式会社

99.11～99.12/00.2～00.3/00.6

12

11～12

180,372 千円

53.07 人月

00.　8

ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）
富士テクノサーベイ株式会社

国家経済貿易委員会、長春市

2002.3現在：本案件担当コンサルタントは組織を解散し
たため、追加情報入手は不可能。　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　
2002.6：調査団有志が、長春市政府、長春スタンピング
部品工場、長春ポンプ工場を訪問。報告書の提言をセ
クター振興と工場経営に活用し、特に次の2工場の進
歩向上が著しい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
1)長春ポンプ工場：民営化し、社名を長春貝特ポンプ
製造（有）に変更。物量の減少傾向に歯止めがかかり、
在庫削減、人員削減、遊休設備の売却、土地建屋の
賃貸などのリストラが急速に進み、体質が改善された。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　
2)長春スタンピング部品工場：設備投資、品質改善が
進み、一汽東区からの注文が拡大。新工場の建設移
転も進み、経営面で著しく好転。（2003.3月現在）

（平成15年度 国内及び在外調査）
進行・活用

（1）産業構造再編：技術集積地の確立、企業間リンケージの強化

（2）企業改革の促進：直接的効果を期待する強化策（企業経営教育プロ
グラム、営業管理教育プログラム、巡回企業診断プログラム、人材育成プ
ログラム）、側面支援による強化策（産業技術向上プログラム、技術支援プ
ログラム、機械工業協議会設立、企業再編プログラム、受注促進プログラ
ム、投資促進プログラム）

（3）市場拡大（産業情報提供ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、輸出振興ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）

報告書の提言がセクター振興と工場経営に活用され、特に次の2工場の進歩向上が
著しい：

1)長春ポンプ工場：民営化され、社名を長春貝特ポンプ製造（有）に変更。物量の減
少傾向に歯止めがかかり、在庫削減、人員削減、遊休設備の売却、土地建屋の賃
貸などのリストラが急速に進み、体質が改善された。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2)長春スタンピング部品工場：設備投資、品質改善が進み、一汽東区からの注文が
拡大。新工場の建設移転も進み、経営面で著しく好転。（2003.3月現在）

2000.10：国家経営委、長春市政府C/P4名研修員来日（1ヶ月）　企業、コンサルタン
ト、研究所等の訪問。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2000.11：市企業幹部(6名）来日（12日間）　自動車、産機、建機工場等を訪問見学。
2002.10：スタンピング部品工場長等来日　自動車部品工場を見学。

中国工場近代化調査／機械工業

報告書の内容

- 596 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 515

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（韶関市機械工業セクター）近代化

Factory Modernization in the People's Republic of
China (Machinery Industry in Shaokan City)

上田　伸也

富士テクノサーベイ（株）

01.6.13～7.17
01.2.24～3.29　　　
01.9.15～9.25

14

12～13

172,028 千円

55.28 人月

2001.11

富士ﾃｸﾉｻｰﾍﾞｲ（株）

国家経済貿易委員会、韶関市

2002.1：JICA C/P研修の受入実施（青島、南通、韶関三市合同）17日間　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2002.2：韶関市企業幹部グループ(19名）の租界団来日（14日間）、農機、産機、建
機、自動車他の企業見学実施　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2002.10：市長以下、市政府幹部及び企業幹部(8名）の招商団来日（14日間）、阪
神、北陸、関東地区で投資環境セミナー及び個別企業誘致活動と観光旅行者(8
社）に対する観光誘致宣伝活動を実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　2002.10以降：富山県新湊市鉄工業組合、他の個別企業
の現地訪問調査が行われている。（2003.3現在）

（平成15年度　国内及び在外調査）
情報なし

(平成16年度　国内調査）
2004年2月5日に開催された「第14回はままつメッセ2004」に、中国広東省韶関市が
出展した。このため、華・広東省韶関市対外友好協会長他9名を2月3日～10日、日
本へ招聘した。

進行・活用

調査の目的：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1.韶関市機械工業セクターに属する韶鋳集団有限公司、韶関歯輪有限
公司、韶関液圧件廠、韶関粉末冶金廠のモデル4工場を対象として、現
地調査を行い、精算工程、生産管理、財務管理の近代化計画を策定提
案する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　
2.機械工業セクターの現状調査分析を行い、分析に基づく振興計画（最
適化投資、企業間リンケージの強化、財務体質の強化、市場開拓等）の
策定を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
セクター振興策の概要：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　
1.企業体質強化支援（外部専門化指導の制度化、新製品開発力の強化、
財務体質の強化、市場戦略の強化）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
2.企業規模の適正化（低効率、低負荷の工程、サービス機能の見直し、余
剰土地建物の活用、過剰人員対策）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
3.経営環境の改善（機械工業協会の設立、幹部・経営者教育、過剰人員
の再教育と再就職の推進、企業間協力の推進、協同金融機関の設立）　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
4.外部企業誘致

2002年にC/P研修の受け入れ等が行われた。

中国工場近代化調査／工業一般

報告書の内容

- 597 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 516

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（青島市化学工場セクター）近代化

Factory Modernization in the People's Republic of
China (Chemical Industry in Qingdao city)

佐藤　普

三菱化学エンジニアリング(株)

00.10.29～11.7/01.6.13～7.27/01.2.25～3.27/　
01.10.23～11.2

6

12～13

124,379 千円

37.63 人月

2001.11

三菱化学ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

国家経済貿易委員会：季　江利
青島市経済委員会：刈　明君（副主任）　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　青島市化工行業管理弁公室：丁　立平（処
長）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　青島海晶化工業団有限公司：季　明（総経
理）

2003.3現在：情報なし
(平成15年度国内及び在外調査)　情報なし
(平成16年度国内調査)　特記事項なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

進行・活用

青島市における化学工業セクター振興に関する政策提言と同セクターに
属するモデル工場（青島海晶化工業団有限公司）に対する近代化計画調
査を実施。
1)セクター振興策：
①個々の企業改革　②巨大企業と競合しない分野での発展　③巨大企業
に補完できる分野での発展　④行政の支援サービス活動

2)モデル工場の近代化計画
収益改善ならびにコスト低減による市場競争力の強化を主要目標とした生
産工程、生産管理、環境対策及び財務管理面からなる着実・経済的設備
増強型の近代化計画を提言。

2002.3現在：モデル工場にて、調査対象
であるPVCの生産設備増強（3.5万t/年→
7.0万t/年）
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

モデル工場により、生産設備の増強が実施され、生産量が増加している。（2003.3現
在）
(平成15年度国内及び在外調査)　情報なし
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

カウンターパート研修（4名）：2002.1.1～1.31
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

中国工場近代化調査／工業一般

報告書の内容

- 598 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 517

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（南通市自動車部品セクター）近代化

The Study for the Factory Modernization
(Nangtong Automobile Parts Industry) in China

秦　克彦

(株)サイエス

01.2.17～3.27
01.10.11～11.15
02.1.28～2.9

12～13

136,200 千円

45.71 人月

2002.2

(株)サイエス

国家経済貿易委員会
南通市

2003.3現在：情報なし

（平成15年度　在外調査）
情報なし

遅延

(1) 自動車部品セクターの現状の把握（アンケート調査26社、簡易企業診
断の実施15社）
1)企業の2極分化傾向、2)経営者の熱意、3)５Sと経営の相関関係、4)QCD
に関する認識の差、5)設備の老朽化とレイアウト、6)人材不足、7)情報収
集、8)IT化の現状、9)技術開発、10)技術レベル、11)製品、12)マーケティ
ング、13)財務管理、14)産業振興策の認知度
(2) 自動車部品セクターの振興策
1) 政府の役割
・ 企業の自助努力を支援する振興策の立案・実施
・ 重点的育成産業の選別と育成（企業集約化を含む）
・ 自動車メーカーと部品企業とのコーディネーション
・ 自動車部品セクター協会の援助
・ 資金面からの企業助成策の運用・管理
2)自動車部品セクター協会の設立
・ 自動車部品セクター協会の設立（現状の改善、近代的経営を達成しか
つ競争力強化のため）
・ 自動車部品セクター協会の主要機能：企業診断・助言事業、専門家登
録、窓口相談事業、巡回指導、情報収集・発信、資料閲覧、取引斡旋・支
援事業、企業間ネットワーク支援事業、アウトソーシング事業、教育・訓
練、当該セクター振興策普及・啓蒙
・ セクター協会運営費用：基本的には当該企業の負担。市政府による補
助。将来的には、セクター協会の独立採算性を目指す。
(3) 勧告
・ 政府機能：企業管理中心型のセクター管理二課の機能の改編
・ 計画の早期実施：セクター協会設立の早期実現、競争力強化
・ 実施体制の整備：セクター管理二課及びセクター組織の確立と双方の
関係の明確化、実施体制の整備。
・ 波及効果の検証：当該セクター業務の効果の評価、波及効果の検証
・ IT化の推進：セクター協会設備にIT設備の大幅導入。
・ 外国語理解能力の向上

（平成15年度　在外調査）
現況に関わる情報が不足しているため、提言内容の現況は暫定措置である。

中国工場近代化調査／工業一般

報告書の内容

- 599 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



 

 

 

 

 

 

 

 

（6）その他の調査（全 23 件） 

 



個別プロジェクト要約表 IDN 801

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

インドネシア

北スマトラ小水力地方電化計画調査

The Master Plan Study on Cooperative Rural
Electrification in Aceh and North Sumatra

赤川　正俊

日本工営（株）

93.1.25-93.3.24/93.5.31-93.10.2

11

4～6

222,608 千円

44.05 人月 （内現地26.19人月）

1994．12

日本工営（株）

共同組合・小規模企業省

現在、PLNによって実施されているｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国内の地
方電化を、協同組合及び協同組合・小規模企業省の
よって実施させる。これによってPLNの採算性を改善す
るとともに、地方電化を加速させる。また、このための金
融支援ｼｽﾃﾑを確立する。

一部実施済

・４モデル小水力事業のPre F/S
・協同組合・小規模企業省の組織強化策の提言
・協同組合の組織強化策、地方電化金融支援策の提言
・地方電化政策代替案の提言

4小水事業のうちｱﾁｪ･ﾃﾝｶﾞｳ州のﾙﾙﾌﾞ事
業を無償で実施する事が決まり、1996年9
月～10月に基本設計を行う。　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
EN締結：1997.7（6.43億円）　長期専門家
（協同組合・小規模企業省、地方電化分
野）各１名派遣

（平成15年度　国内調査）
アチェ州における小水力による地方電化
計画基本設計調査が平成8年7月～平成
9年2月に行われた。6.43億円の無償資金
が小水力発電所建設、機材、コンサルタ
ント費として調達された。工事は平成9年
12月に開始され、平成11年3月に完工。

（平成15年度　国内調査）
アチェ州における小水力による地方電化計画基本設計調査が平成8年7月～平成9
年2月に行われた。6.43億円の無償資金が小水力発電所建設、機材、コンサルタン
ト費として調達された。平成11年3月に完工。

インドネシア側から無償案件として申請がHigh priorityで出でされ、F/Sで提案された4地域の2つが1996/1997年度に無償資
金協力で実施される予定。竣工費4,320ﾄﾞﾙ。
(1996年1月現地調査結果）

1998年現在：1ヶ所（南東アチェ県、ルルブ村）を無償で実施中。
1999.3：工事竣工、運転開始。
2003.3現在：運転中。

(平成16年度　国内調査）
特記事項は無し。

その他調査（F/S）／水力発電

報告書の内容

- 601 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MNG 701

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

モンゴル

ウランバートル第４火力発電所改修計画支援開発
調査

JICA Development Study Supporting The
Rehabilitation Project of The 4th Thermal Power
Plant in Ulaanbaatar,Mongolia(Phase2)

加藤　泰弘

電源開発（株）

2001．6～2002.10

12

13～14

179,818 千円

48.10 人月

2002．9

電源開発（株）

モンゴル国　インフラ省（ＭＯＩ）、第4火力発電
所（TES4）、プロジェクト実施ユニット（PIU)

フィージビリティ：
EIRR算出不能（B/C＝3.21）、FIRR＝3.83％

（平成15年度　在外調査）
情報なし

実施中

提案プロジェクト：
１）第4火力発電所改修工事（2006年～2010年）
ランクAに選定した改善効果の大きい既設タービン設備及び付属設備
（Phase-1, Phase-2実施分以外）の改修工事を実施するもの

ランクA改修工事の開発効果：
発電所所内率の低減：756百万円/年のコスト削減
復水器真空度の回復：18.6百万円/年のコスト削減
重油消費量の削減：17.6百万円/年のコスト削減
稼働率の向上：1,172.2百万円/年のコスト削減

２）第4火力発電所改修工事（2011年～2015年）
ランクBに選定した老朽化が予想される設備（Phase-１、Phase-2実施分以
外、既設環境設備、他屋外設備）の改修工事を実施するもの。

(平成15年度国内調査)　現在、モンゴル第4火
力発電所改修工事（Phase-2）2001年～2006年
を実施中。
(平成16年度国内調査)　現在実施中の第4火
力発電所改修工事Phase-2については、既設
発電所ボイラ5号機～8号機の改修工事を2003
年5月より実施中であり、現在5号機の改修工事
を実施中である。2004年12月、Commissioning　
Testを終了する予定となっており、引き続き残り
ボイラ３基の改修工事に入ることとなっている。
本プロジェクト完成は２００５年１２月を予定し、そ
の後１２ヶ月の保証期間を経て終了することと
なっている。
(平成17年度国内調査)
次段階事業：　モンゴル第4火力発電所改修工
事　(Phase 2)
　実施時期：　2001年10月-2006年12月
　完工後の管理・運営主体：モンゴル国　インフ
ラ省　(MOI)、第4火力発電所
　進捗状況：5号機、7号機試運転中。6号機、8
号機改修工事中
(平成17年度在外調査)　南ゴビ地区のパワー
需要をカバーする目的とするトランスミッションラ
インについての詳細調査が実施される予定。

(平成15年度国内調査)　現在、モンゴル第4火力発電所改修工事（Phase-2）2001年～2006年実
施中。このプロジェクトに合わせて、第4火力発電所の技術移転をOJTの一環として実施中。
(平成16年度国内調査)　モンゴル第4火力発電所リハビリ工事Phase-ⅢF/S調査について提案し
たが、採択には至っていない。
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

(平成16年度国内調査)
設計・工事の進捗状況
　設計・工事時期：2005年5月～2005年12月（工事：25％）
　完工後の管理・運営の主体：工事完成後は1年の保証期間を設けている。運営主
体は、第4火力発電所。
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

(平成16年度国内調査)　「モンゴル第4火力発電所リハビリ工事Phase-3」の実施可能性について
は、当該国の対JBIC対外債務の状況を充分把握した上で、債務返済等も含めた返済能力の分
析・評価が必要と認識している。この点の状況をよく見定めたうえで、次段階調査実現に向け、中
期的なスパンでのアプローチの検討を続けることが必要と思料される。
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

D/D／火力発電

報告書の内容

- 602 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 BGD 801

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

バングラデシュ

自動車修理工場建設計画調査

The Basic Design Study on the Construction
Project of Automobile Repair & Maintenance
Workshop in People's Republic of Bangladesh

青柳　朋夫

外務省経済協力局経済協力第2課

79.8.2～8.17

4

54

7,607 千円

1.60 人月

1979/10

日本技術開発（株）

道路交通公社(BRTC：Bangladesh Road
Transport Corporation)

1. ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2. B/C...1.6（金利15%）
3. 期待される開発効果
(1)整備工場の不備によるバスの乗り捨て､使い捨ての
状態から脱し、輸入だけによる同国にとっての経済ﾒﾘｯ
ﾄは計り知れない。
(2)整備不良による事故防止
(3)整備意識の向上

実施済

実施機関：
　Bangladesh Road Transport Corporation
 　
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Dacca市郊外

総事業費
　総計 　　  1,500百万円
　第1年度　1,000百万円
　第2年度　   500百万円
　全額日本からの無償資金協力ﾍﾞｰｽ

事業内容
 整備対象台数　900台（ﾊﾞｽ）
　　重整備　　　 8ｽﾄｰﾙ
　　定期整備　　6  〃
　　車体整備　　6  〃
　　検査洗車　　1  〃
　　部品倉庫　　
　　事務所

経過
　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ着手後約1.5ヶ年

同左

同左

無償資金協力    1,750百万円
　（内外貨分）     1,298百万円
輸入税              1,000百万円
土地代                   10百万円
電気代                   20百万円
建設費（土地造成、塀､進入路）
                             70百万円
ﾀｲﾔ再生施設を追加

1981.9　竣工

1.現況に至る理由
　(1)自動車の耐用年数を改善できること
　(2)無償ﾍﾞｰｽの資金の援助があったこと
2.報告書と具体化された内容との差異
 施設は報告書で予定した能力をそなえているが、その能力はｽﾍﾟｱｰﾊﾟｰﾂ及び資材
数の供給不調、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ側人員配置の不備等により十分に発揮されていない。
たとえばﾀｲﾔ再生は年間2,400本を予定していたが、初年度は約600本の実績であ
る。ﾀｲﾔ再生ﾌﾟﾗﾝﾄは1996年現在、地下水の浸潤により、使用不能。(1996年10月現
在現地調査結果）

1979.11　　無償E/N(1,000百万円)
1980. 7       無償E/N（750百万円）
1981.10　　車両整備、ﾀｲﾔ再生、部品管理のJICA派遣専門家が5名着任
 　　　　　（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ名：自動車整備ｾﾝﾀｰ）
1984.10　　技術協力は一時中断、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭより要請があり次第再開の予定
・1996年10月現在､設備の老朽化が激しく、多くの機械が使用不可能に陥っている｡
・現在は、多くのｽｸﾗｯﾌﾟ部品を組合わせる（ｶﾆﾊﾟﾘｾﾞｰｼｮﾝ）製造工場としての機能も
持ち、年間ﾊﾞｽ600台を製造している。
1999.11現在：変更無し。

1.隣接地にILO、UNDPの援助により自動車整備訓練学校設立（1980）
2.ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ側で従業員宿舎等建設
3.国内唯一の整備された整備工場であり存在意識は大きいが、整備の老朽化、ﾒﾝﾃ
不足よる整備面の問題が顕著である。当初の目標整備能力は1500台／年であった
がｶﾆﾊﾟﾘｾﾞｰｼｮﾝへの方向転換に伴いバス600台／年の製造能力へ（1996年10月現
地調査結果）

その他調査（F/S）／その他工業

報告書の内容

- 603 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IND 801

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インド

バンプール製鉄所近代化計画調査

The Feasibility Study on the Modernization of
Burnpur Works of Indian Iron and Steel Co.,
Ltd.(IISCO) in India

森　孝

(社)日本鉄鉱連盟

89.6.23～7.25

19

61

139,977 千円

54.06 人月 （内現地13.45人月）

1987/3

（社）日本鉄鋼連盟

Steel Authority of India Limited (SAIL)
Indian Iron and Steel Co.Ltd. (IISCO)

1999.11現在：追加情報無し

中止・消滅

実施期間
　Steel Authority of India Limaited

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
 西ﾍﾞﾝｶﾞﾙ、ｲﾝﾄﾞ、ﾊﾞﾝﾌﾟｰﾙ製鉄所

総事業費
・244億ﾙﾋﾟｱ（3,230億円、100Rs＝7.8USﾄﾞﾙ）

実施内容
・ﾊﾞﾝﾌﾟｰﾙ製鉄所は1924年に操業を開始したが、1550年代の鉄技術の進
歩した時期に設備の改造。
・更新を行わなかったために、現在100万ﾄﾝの能力に対し50万ﾄﾝの実績し
かなく、老朽化の著しい製鉄所となっている。本調査では、現地調査をもと
に技術的・財務的検討を加え、既存設備の有効利用をはかりつつ、隣接
地での新規設備導入により、年産215トンとする同製鉄所の近代化計画を
策定した｡
・近代化は第一期100万ﾄﾝ／年体制、第二期215万ﾄﾝ/年体制に段階的
に実施するものとし、石炭ﾔｰﾄﾞ、ｺｰｸｽ炉、一部圧延機等将来においても
利用可能な既設設備は出来る限り利用し、焼結設備の新規導入、圧延設
備の追加新設等を図ることとした。  (*)へ続く

(*)の続き
・設備明細
   ｺｰｸｽ炉：No.11ｺｰｸｽ炉設置
   焼　結：No.1,2焼結機新設
   高　炉：既存高炉休止、No.5,6高炉新
                設
   製　鋼：転炉2基新設
   連　鋳：ﾋﾞﾚｯﾄCCX3・ﾌﾟﾙｰﾑCCX1新設
   圧　延：既存中型ﾐﾙ・ﾋﾞﾚｯﾄﾐﾙ・大型ﾐﾙ
                改造、新棒鋼ﾐﾙ新設
   発電設備：60MW2基新設

１.日本鉄鋼5社のBasic Engineeringの協力を実施した直後ﾗｼﾞﾌﾞ・ｶﾞﾝｼﾞｰ政権が退
陣、その後のｼﾝ内閣、ｼｪｰｶｰﾙ内閣共に短命で終わり、この政治的混乱が本ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄの道行きを大幅に遅らせる結果となった｡
2.上記4､5の理由から、現在ではｲﾝﾄﾞ国内外共に現実については極めて悲観的であ
る。(1996年10月現地調査結果）

1.Basic Engineering実施後。（89.1.6円借款(E/S)L/A55.46億円）
2.E/Sﾛｰﾝにて鉄鋼大手5社とSailとの契約（商業）
3.1989年9月、鉄鋼5社作成のBasic Engineering Reportを提出。その後、ｲﾝﾄﾞ政府
側はIRRの向上のため、ﾌﾟﾛｾｽ変更（Non-Flat--＞Flat）も含めてDastur社に見直し
を要請。そのDatsur社案を含めて現在5つのAlternativeが存在する模様。年内にPIB
の結論が出されるという情報がある。
4.為替その他の影響で、現在必要とされるｺｽﾄはF/S当時の2倍にものぼる。
5.民資導入に際し、議会の一部の抵抗が根強い。（1996年10月現地調査結果）

その他調査（F/S）／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容

- 604 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IND 802

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

インド

アンドラプラデシュ州配電改善計画調査

Development Study on the Improvement of Power
Distribution System of Andhra Pradesh in India

工藤　義行

電源開発(株）

2002．11.6～12.8
2003．2.6～3.18
2003．5.18～8.8
2003．10.5～10.28
2004．1.15～1.29

9

14～15

158,983 千円

43.97 人月

2004年2月

電源開発(株）

アンドラプラデシュ州送電公社
（Transmission Corporation of Andhra
Pradesh: APTRANSCO）

（１）配電網の運用・保守の改善
（２）SCADAシステム
（３）配電網の改善
（４）GISによる設備・顧客管理
（５）研修設備及び研修プログラム

APCPDCLの配電システム改善のため、調査団は配電
ロスの削減と電力供給の質の改善に着目し、総合的な
アプローチとして上記5要素に関して提言を行った。

具体化準備中

本調査は、インド国アンドラプラデシュ州における配電システムを改善し、
顧客サービスの改善を図ることを目的とした。同州における配電システム
の課題を明らかにし、下記に係る提言を行った。
１．配電網の運用・保守の改善
２．配電SCADAシステム
３．配電網の改善
４．GISによる設備・顧客管理
５．研修設備及び研修プログラム
また、カウンターパートが今後、自ら配電システム改善に取り組めるよう、技
術移転を積極的に行った。

(平成16年度在外調査)　調査チームは、
Hyderabadにて2つのセミナーを開催し
た。
1．第1回セミナーでは、調査方法が提示
された(2003年2月）。
2．第2回セミナーでは、調査チームとカウ
ンターパート担当者による調査結果が提
示された（2004年1月）。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成16年度在外調査)　JICAの提案や提言は、ほぼ実施されている。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

インド側の要望は、トレーニング設備、およびプログラムの策定（現場レベルの要員
の教育、育成）に関してプライオリティが高い。
(平成16年度在外調査)　JICAの提案や提言は、ほぼ実施されている。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成16年度在外調査)　GIS及び消費者指標付け等の調査はまだ進行している。こ
れらの課題が達成されれば、配電システムの更なる向上に貢献することになる。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

その他調査（F/S）／エネルギー一般

報告書の内容

- 605 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PAK 801

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

パキスタン

ウェストワーフ火力発電所建設計画調査（Ｄ／Ｄ）

Detailed Design Study on West Wharf Thermal
Power Plant Project

大岩　明雄

東電設計(株) 火力本部　副本部長

88.12.11～12.25／89.3.5～3.19
89.8.15～8.29／89.10.8～10.22
89.12.3～12.17

22

63～1

253,702 千円

0.00 人月

1990/1

東電設計（株）

Karachi Eelctric Supply Corporation Ltd.
(KESC)
S.M. Arshad Bokhari
Managing Director

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR = 14.0%
   EIRR = 19.9%
　条件
　(1)電力需要の急進に対応できる大容量新電源の
     早期建設
　(2)200MW絞油焚火力発電設備2基の建設
　(3)送電網の系統強化

遅延・中断

実施機関
　ｶﾗﾁ電力公社（KESC）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｶﾗﾁ市ｳｴｽﾄﾜｰﾌ火力発電所（既設）跡地

総事業費
　47,435百万円
　うち内貨    7,380百万円
　うち外貨  40,055百万円
　(1Rs＝6.25円)

実施内容
(i)   ﾌﾟﾗﾝﾄ使用　　　200MW〔油焚〕´ 2
(ii)  ﾎﾞｲﾗ                  屋外式、再燃、加圧通風式
                                 重油/ｶﾞｽ燃焼、上部支持吊り下げ型
(iii)  蒸気ﾀｰﾋﾞﾝ      再燃、復水式
      蒸気条件           主蒸気圧力169kg/平方cmg
(iv)  発電機             横型、水素冷却式
      定格                   250MW
      周波数               50HZ
(v)   220kV送電線    亘長25m、2回線
(vi)  変電所増設      220kV受電設備（2回線）

実施経過
1)1990.1    詳細設計完了
2)施工業者契約（発注仕様書売出し後11ヶ月）
3)工事開始(Lot 1契約後1ヶ月)
4)1992.8送電線完了
5)1993.12　1号機運開
6)1995.  3   2号機運開

　本件はﾊﾟｷｽﾀﾝ側にとって重要案件として位置付けられた第7次5カ年計画（1998～
1992）に計画されたもの、ﾊﾟ側の事情により具体化は中断されたままになっていた
が、ﾊﾟｷｽﾀﾝ政府内の投資調整委員会で内容再検討。環境問題及び燃料貯蔵等に
ついて委員会より実施機関（KESC）に質問が出され、KESCは回答済。投資調整委
員通貨後、円借款の要請がなされるものと思われた。
　しかし、1993年以降民間発電参入の計画が進められており、本事業も民間に委ね
られるべきとの方針がある。ｶﾗﾁ電力に社はこれに反対しているが、政府との間に考
え方の差があることから、本事業の実現には時間かかかる模様(1996年現在)。

2000.11現在：変更点なし

その他調査（F/S）／火力発電

報告書の内容

- 606 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 LKA 802

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

スリランカ

水力発電最適化計画調査

The Study of Hydropower Optimization in Sri
Lanka

三村　隆

電源開発(株）

第1次：2002．6.16～8.14
第2次：2002．9.1～2003．3.1
第3次：2003．5.18～5.31
第4次：2003．8.31～11.15
第5次：2003．12.10～12.20

10

13～15

210,304 千円

46.75 人月

2004年2月

電源開発(株）
日本工営(株）

セイロン電力省（Ceylon Electricity Board）
Mr. G. Abayasekera
（Deputy General Manager, Transmission　＆　
Generartion Plannning）

１．Broadlands計画は、経済性があり環境への影響も小
さいことから、開発する価値は十分あり、本調査に引き
続いて早期に詳細設計を実施すべきである。
２．New Laxapana、Polpitiya、Victoria、及
Samanalawewaの増設は、大規模火力の投入によって
供給力に余裕が生じた時点で行うべきであるが、それ
以前に詳細な検討をしておくべきである。
３．Victoria及びSamanalawewa貯水池の運用変更に
よって増電の可能性があるので、灌漑省と協議を行っ
て運用ルールの変更に努めるべきである。

具体化準備中

Broadlands水力発電計画：
　Kelani川水系の既設Polpitiya発電所直下流に高さ24mのコンクリート重
力式ダムを設け、延長約3.6Kmの導水路と約240mの鉄管路で発電所に導
き、最大出力35MW、年間発生電力量126.8GWhの発電を行う、調整池式
水力発電計画。

New Laxapana 及び　Polpitiya発電所増設計画
　Kelani川水系の既設New Laxapana（100MW）及びPolpitiya（75MW)の両
発電所に、新たにそれぞれ72.5MW及び47.9MWの設備を付加してピーク
負荷対応電源とする既設発電所増設計画。

Victoria発電所増設計画
　Mahaweli川水系の既設Victoria発電所（210MW）に、新たに210MWの設
備を付加してピーク負荷対応電源とする既設発電所増設計画。

Samanalawewa発電所増設計画
　Walawe川水系の既設Samanalawewa発電所（120MW）に、新たに120MW
の設備を付加してピーク負荷対応電源とする既設発電所増設計画。

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成16年度国内調査)　本調査で作成されたEIAレポートがCEBによって環境省に
提出され、現在審査中。2004年秋にスリランカ政府によってJICAに対するBroadlands
計画のD/DとVictoria増設計画のF/S要請が、またJBICに対するBroadlands計画の
円借款要請が行われた。
(平成17年度国内調査)　特記事項なし

(平成16年度国内調査)　本調査で作成されたEIAレポートがCEBによって環境省に提出され、現
在審査中。2004年秋にスリランカ政府によってJICAに対するBroadlands計画のD/DとVictoria増
設計画のF/S要請が、またJBICに対するBroadlands計画の円借款要請が行われた。本調査の結
果を受けたCEBの要請に基づき、JICAは本調査のフォローアップ調査（ケラニ川水系水力発電
所リハビリテーション）を実施中。
(平成17年国内調査)　平成16年度にDD実施と円借款の要請があったBroadlands計画について
は、スリランカ政府は次段階以降の事業をNordic Investment Bank の援助によって行う意向を
持っており、今年度は我が国に対する要請は行われなかった。しかし、NIBの融資は本体工事費
の50％までであり、またDDは対象外であることから、来年度以降、再度要請が行われる可能性が
ある。一方、Victoria 発電所増設計画については、昨年度に引き続いてD/D実施の要請が行わ
れている。

(平成17年度国内調査)　特記事項なし

その他調査（F/S）／エネルギー一般

報告書の内容

- 607 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 UZB　701

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2006年3月改訂

案 件 名

ウズベキスタン

タシケント火力発電所近代化事業詳細設計調査

The Detailed Design Study for Modernization of
Tashkent Thermal Power Plant in Uzbekistan

三賢憲治

東電設計（株）

第1年次　2002年9月9日～2003年3月31日
第2年次　2003年5月12日～2004年2月23日

13名

15～16

245,948 千円

60.66 人月

東電設計（株）

ウズベクエネルゴ（株）

(平成16年度　国内調査）
　本調査終了後、ES-2（PQ入札から完成まで）のコンサルタント
入札が03年3月に公示され、ウズベクエネルゴ電力公社が入札
評価を実施したが、技術評価に時期がかかり、本年4月にコン
サルタントが決定した。

本来、連携D/Dの主旨として、D/D業務と工事監理業務を連携
して実施することにより、プロジェクト全体をスムーズに運ぶこと
であったが、結果的には業業務間に時間のロスを生じた。
原因としては、従来と同様に詳細設計から入札仕様書作成ま
でのコンサル業務とメーカー入札から工事完成までのコンサル
業務を分けたことで、後者を望むコンサルタント間の競争の結
果、その評価と決定に時間をかなり費やすことになった。今後こ
のような状況を回避するには、D/Dの業務範囲を業務内容に
一貫性があるメーカー決定までに広げることにより、よりスムー
ズなプロジェクト全体のコンサルタント業務が期待できるものと
考える。

具体化進行中

本事業は、タシケント市の中心から約20Kｍ北東に位置するタシケント発
電所構内にガスタービン・コンバインドサイクル発電設備を1基新設するも
のであり、ガスタービン、排熱回収ボイラ、蒸気タービン、発電機などから
構成され、発電能力は370MW級を計画している。燃料は、ウズベキスタン
国内のブラハとシュルタンからの既設パイプラインにより送られている天然
ガスを使用するものである。

上位目標：ウズベキスタン国における電力の安定供給に資すること。

プロジェクト目標：タシケント火力発電所にガスコンバインドサイクル発電設
備が建設・運用されること。

調査内容・項目：
１．入札図書作成関連：
　１）既存資料のレビュー
　２）基礎地盤、水、燃料など調査
　３）発電設備アウトライン検討
　４）入札図書等の作成
　５）環境影響評価実施
　６）CDM分析
２．維持管理補修・作成関連
　１）タシケント火力発電所既存設備現況調査
　２）電力系統解析
　３）財務経済分析
　４）維持管理補修計画作成

本プロジェクトは、JBICの有償資金協力
事業「ウズベキスタン国タシケント火力発
電所事業」として実施することが決まって
おり、2005年5月16日にE/Nの交換及び
L/Aが締結された。
(平成17年度在外調査)　平成17年1月に
円借款事業施工管理にかかるコンサルタ
ントが選定された(Jパワー及び中部電力
のJV)。2006年春工事着手、2008年冬商
業運転開始を予定。

(平成16年度国内調査)　本調査終了後、ES-2（PQ入札から完成まで）のコンサルタ
ント入札が03年3月に公示され、ウズベクエネルゴ電力公社が入札評価を実施した
が、技術評価に時期がかかり、本年4月にコンサルタントが決定した。
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

2002年度は、発電設備の方式（軸、冷却）について協議し、同意に至った。また入札
図書についてもドラフト提出を実施した。2003年度は、現在まで維持管理補修計画
を除き、ほぼ詳細設計にかかる調査を終え、入札図書の完成にかかるC/Pとの最終
調整に入っている。今後、詳細設計及び入札図書の完成へ向け作業を継続してい
く。
研修員投入：
2002年度　ウズベクエネルゴ（タシケント火力発電所）1名
2003年度　ウズベクエネルゴ（タシケント火力発電所及び関連会社）4名
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

(平成16年度国内調査）　工事監理業務のコンサルタント選定に当たっては、選定仕
様書の中でより公平で明確な選定条件が示される必要があると考える。
(平成17年度在外調査)　特記事項なし

D/D／エネルギー一般

報告書の内容

- 608 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHL 801

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

チリ

コデルコ社工場近代化計画調査

The Study for the Modernization of the Workshops
of CODELCO in the Republic of Chile

力石　浩二

石川島播磨重工業(株)

86.6.28～7.27

10

60～61

61,324 千円

0.00 人月

1987/3

石川島播磨重工業（株）

チリ共和国コデルコ社
エルテニエンテ事業所
工作工場

1．ﾌｨｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2. FIRR=20.7%
3. 自動化、半自動化機器の新規投資による生産性の
向上を図ると同時に、製品の品質、生産技術の質、従
業員の質の向上のため、各種の方策を実施すべきで
ある。

実施済

実施機関：
　ﾁﾘ共和国ｺﾃﾞﾙｺ社　ﾗﾝｶｸﾞｱ市ｺﾃﾞﾙｺ社
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ｴﾙﾃﾆｴﾝﾃ事業所　工作工場

総事業費：
　623,000USﾄﾞﾙ、うち外貨分510,000USﾄﾞﾙ（１USﾄﾞﾙ=160円）

実施内容：
　1)工作工場の現状調査結果
　2)近代化計画
　　基本計画＝製造技術
　　生産設備＝管理
　　原材料＝要員訓練計画
　　投資額＝実施計画
　　計画推進上の留意点

　本調査は、銅生産において世界屈指の大企業であるｺﾃﾞﾙｺ社のｴﾙﾃﾈﾝ
ﾃ事業部を対象に行われた。同事業部の補助部門が抱える、2工場（鋳造
工場、製缶工場）の近代化計画策定が目的であり、基本方針として､以下
の点が挙げられる。(1)事業部とｺﾃﾞﾙｺ社の将来展望の中で、2工場の将来
像を描く必要がある。(2)銅市場でのﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ企業としては、旧態依然たる
劣悪な環境で無理な生産が行われているような印象は外部に対して与え
てはならない。
(3)国営企業の一つとして、同国の工業水準を引き上げ、責務を有すること
を自覚せねばならない。また、以上の方針を踏まえた具体的近代化計画
を両工場が実施した場合でも採算性はある、という結論が出された。自動
化、半自動化の機械を導入し、生産性を向上させるのと同時に、従業員
教育にも投資を行い、生産技術の水準向上にも努力すべきことが提案さ
れた。

　報告書が提出された半年後、修理ﾊﾞｰﾂ
製造部門だった調査対象部門が、独立
採算の事業部に格上げされた。同事業部
に1994年よりDirectorとして着任した
Victor Martinez氏は、本調査ﾚﾎﾟｰﾄを基
に、工場改善点を理解することが出来た
という。事業部として再出発した後は、ｽﾍﾟ
ｱﾊﾟｰﾂの政策以外に、鋳造装置の重機
械や精錬ﾌﾟﾗﾝﾄの製造販売〔国内外市
場〕、及び、補修・修理による売上の増加
を目指し、当該調査ﾚﾎﾟｰﾄでの提言を参
考にしつつ、事業の拡大に努めた。その
結果、事業部としてｽﾀｰﾄした当初2年間
は赤字だったが、1997年現在では黒字に
転換している。
　報告書の中で提言されたもののほとん
どが実現された。特に、機械の導入、地
面の舗装、そして、天井への窓ｶﾞﾗｽのは
め込みや、空気洗浄機の導入など、工員
の就業環境の向上が実施された。但し、ﾗ
ｲﾝの自動化に関しては、資金不足のた
め、未だ出来ていない。
同事業部に対しては、継続的な調査・技
術指導等の援助、また、その他実現・具
体化されたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等は存在しない。但
し、近年金属鉱業事業団が同国北部に
おいて資源探査を行なっている。
(1997年9月現地調査結果)

　同組織の事業部への昇格に際しては､本調査ﾚﾎﾟｰﾄが判断材料の一つとされた。
ﾃﾞｺﾙｺ社はﾁﾘの生産量の50%のｼｪｱを握る公社である。今後民間企業にｼｪｱは奪わ
れていくものの、同国における基幹産業での中心的位置付けは国策として持ち続け
られる｡（ちなみに、銅生産事業への外資導入により、同社ｼｪｱは今後40%程度まで
に下がるといわれている。しかし、それら外資企業が進出する際には、ｺﾃﾞﾙｺ社もJV
として関わっているので、実質的なｼｪｱはそれほど下がることはないものと推測され
る。）従って､日本は、ﾁﾘ国の銅の最大の輸入国として、日本の資源確保の点で長期
良好関係を持ち続けることは重要である。(1997年9月現地調査結果)
1999.11　現在､その後の情報は全く入っていない。

その他調査（F/S）／機械工業

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

エネルギー需給データバンク計画調査

Data Bank Program on Energy Supply and
Consumption in Republic of Indonesia

富舘　孝夫

(財)日本エネルギー経済研究所 主任研究員

78.10.15～11.4／79.3.4～3.13
79.7.28～80.3.23／80.9.18～10.8
81.1.5～1.25／81.2.16～3.1

8,1,9,5,4,4

53～55

69,418 千円

0.00 人月

1979/3

(財)日本エネルギー経済研究所

鉱山エネルギー省
石油ガス総局(MIGASS)
石油天然ガス公社(PERTAMINA)

　1981,1982年度実施の「ｴﾈﾙｷﾞｰ需要計画策定ｼｽﾃﾑ
開発技術協力調査（IND903）」に発展的に継承され、
本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは進行、活用された。

進行・活用

計画の概要
(1)調査の目的
　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱにおけるｴﾈﾙｷﾞｰ需給ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸと需要予測手法の設計を行う。
(2)調査の内容
　1978年度は
　1)　既存ｴﾈﾙｷﾞｰ関係統計の調査、ｴﾈﾙｷﾞｰ統計のｺﾝﾋﾟｭｰﾀ化の調査、
ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞﾗﾝｽ表作成のための調査
　2)　ｴﾈﾙｷﾞｰ需要予測手法確立のための調査
　3)　工業部門におけるｴﾈﾙｷﾞｰ消費原単位の調査
1997年度は
　1)　ｴﾈﾙｷﾞｰﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸの確立
　2)　ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞﾝﾗﾝｽ表の作成
　3)　中・長期ｴﾈﾙｷﾞ-需給予測ﾓﾃﾞﾙの開発
1980年度は
　1)　ｴﾈﾙｷﾞｰ需給ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑが出力する国家単位のﾏｸﾛｴﾈﾙ
ｷﾞｰﾃﾞｰﾀを格納するｻﾌﾞﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸの設立
　2)　ｻﾌﾞﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸをｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞﾗﾝｽｼｽﾃﾑ、ｴﾈﾙｷﾞｰ需要予測ｼｽﾃﾑと接
続し､3つのｼｽﾃﾑを多角的に利用可能とする。
　3)　石油・ｶﾞｽ以外のﾃﾞ-ﾀも扱う将来に備えて、ｴﾈﾙｷﾞｰ需給ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼ
ｽﾃﾑのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ機能を拡充する。
　4)　最終報告書（ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝﾏﾆｭｱﾙ）の作成

結論及び勧告
　改善すべき問題点として、不足している統計資料の整備、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ側の
関連諸機関の強調など。

1)　基礎調査と設計の実施・完成
2)　ﾓﾃﾞﾙ・ﾋﾞﾙﾄ第1段階完成
3)　1981,1982年度実施の｢ｴﾈﾙｷﾞｰ需要
計画策定ｼｽﾃﾑ開発技術協力調査
（IDN903）に発展的に継承され、本ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄは実現された。

調査段階での技術的移転
ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄがｺﾝﾋﾟｭｰﾀを使えるように現地､日本両方で研修を行った。

その他調査（M/P）／その他

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

石油探鉱生産データバンクシステム開発計画調査

Survey for the Petoroleum Exploration and
Production Data Bank System Development
Project in the Republic of Indonesia

笠原　大四郎

日本オイルエンジニアリング(株)開発部長代理

78.11.20～12.24／
79.7.14～7.22

10,3

53～56

194,005 千円

94.00 人月

1981/8

日本オイルエンジニアリング(株)

鉱山エネルギー省石油ガス庁
石油ガス公社（ブルタミナ）

　ﾌｪｰｽﾞI｢ｼｽﾃﾑ設計｣の終了にあたって、ｲ・国はﾌｪｰｽﾞII,IIIの
実施に関する技術協力を日本政府に再度､要請すると共にそ
の可能性を石油公団に打診してきた。同公団はその意義を高
く評価し、具体的な協力方法を取り決めた業務実施に関する
Basic Agreementをｲﾝﾄﾞﾈｼｱ鉱山ｴﾈﾙｷﾞｰ省石油ｶﾞｽ庁との間
で締結し､日本ｵｲﾙｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ〔株〕に、同ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑ確
立に必要なﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ、ｼｽﾃﾑ導入､入力ﾃﾞｰﾀ作成援助等の業
務を委託し、1985年4月に終了した。
　1987年ｲ・国はﾌﾟﾙﾀﾐﾅEP－III直轄地区(ﾌﾟﾙﾀﾐﾅの探鉱・生産
局の下部機構の一つでｼﾞｬﾜ地域を管轄)の探鉱・生産ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝ
ｸｼｽﾃﾑの設立に関する技術協力を日本政府に要請すると共に
その可能性を石油公団に打診してきた。石油公団はその意義
を認め、ﾌﾟﾙﾀﾐﾅとの間に技術協力に関するBasic Agreementを
締結した。石油公団は日本ｵｲﾙｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ〔株〕に同ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝ
ｸｼｽﾃﾑ設計に必要なｼｽﾃﾑ設計、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞｼｽﾃﾑ導入、入力
ﾃﾞｰﾀ作成援助等を委託し、1990年5月に終了した。
1996年1月現在運用中。(1996年1月現地調査結果)

1999.11　現在：変更点なし

進行・活用
1.　計画の概要
　調査目的：ｲﾝﾄﾞﾈｼｼｱ共和国にとって、経済的に重要な位置をしてる石油・天然ｶﾞｽ
資源の探鉱・生産に関する情報を収集・整理・貯蓄し、これら情報を有効利用し得る
ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑを確立するため、必要な要望の調査及び同ｼｽﾃﾑ確立業務実施計
画の策定・ｼｽﾃﾑの概念及び詳細設計を実施すること。
　調査の内容：上記調査団による現地調査では、ｲ・国側と技術協力について具体的
要望が討議され、結論としてﾌﾟﾙﾀﾐﾅ（国営石油天然ｶﾞｽ公社）のﾕﾆｯﾄEP-III直轄地
区（ﾌﾟﾙﾀﾐﾅ探鉱・生産局の下部機構の1つで南ｽﾏﾄﾗ地域を管轄）の石油及び天然ｶﾞ
ｽの探鉱・生産に関するﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑを対象とすることが合意された。調査後、同ｼ
ｽﾃﾑの開発はﾌｪｰｽﾞI｢ｼｽﾃﾑ設計｣、ﾌｪｰｽﾞII｢ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ及びｼｽﾃﾑの導入への適
用｣、ﾌｪｰｽﾞIII「入力ﾃﾞｰﾀ作成援助」の順に行うことが提案された。JICAは、ｼｽﾃﾑの
概念・詳細設計を行うと同時に相手側の意向を充分設計に取り込むため、蒸気調査
団に引き続き下記調査団（団長　笠原大四郎）を現地に派遣した。
　1)概念設計報告書ﾄﾞﾗﾌﾄ説明調査団
　　(1980年6月2日～同年7月1日、10名)
　2)細設計上部実施協定書協議調査団
　　(1980年9月25日～同年10月1日、3名)
　3)詳細設計報告書ﾄﾞﾗﾌﾄ説明調査団
　　（1981年5月25日～同年6月16日、8名）
2.結論及び勧告
国側の要請では､下記2点が強調された。
　1)同ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑの設計にあたって、他ﾕﾆｯﾄへの拡張を考慮すること。
　2)同ｼｽﾃﾑ確立（設計からﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ設立）までのKnow-howをｲ・国側に移転するこ
と。技術協力の対象となったﾌﾟﾙﾀﾐﾅ・ﾕﾆｯﾄEP-IIのﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑは、石油及び天
然ｶﾞｽの探鉱から開発にわたる地質、物理探鉱、坑井、油層流体解析、生産量、埋
蔵量、各種坑井試験、生産施設、ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ等のﾃﾞｰﾀを扱うものとなっており、本調査
報告書は開発計画(1979年8月)、概念設計(1980年8月)及び詳細設計(1981年8月)の
3種にまとめられた。

　JICAの実施した、ﾌｪｰｽﾞI「ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽ
ﾃﾑの設計」に引き続き、ﾌｪｰｽﾞII「ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐ
ﾝｸﾞ及びｼｽﾃﾑの導入」ﾌｪｰｽﾞIII「入力
ﾃﾞｰﾀ作成援助」の業務が石油公団によっ
て実施された。

　ﾌﾟﾙﾀﾐﾅ･ﾕﾆｯﾄEP-IIのﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑの日本側からｲﾝﾄﾞﾈｼｱ共和国側へ引き
渡すhandling-over ceremonyが、1985年4月3日ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで行われ、席上ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
ｰｴﾈﾙｷﾞｰ鉱山省、ｽﾀﾞﾙﾉ石油局長及びﾌﾟﾙﾀﾐﾅ Hend of BKKA ﾜﾙｶﾞﾀﾞﾚﾑ両氏から
日本側の関係機関に対し、謝辞があった。1986年12月同上ｽﾀﾞﾙﾉ石油局長より、先
回ﾌﾟﾙﾀﾐﾅ・ﾕﾆｯﾄEP-IIに引き続いてﾌﾟﾙﾀﾐﾅ・ﾕﾆｯﾄEP-IIIにも同ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑを設
立してくれるよう要請があった。(*)へ続く

その他調査（M/P）／その他

報告書の内容

- 611 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 903

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

エネルギー需給計画策定システム開発技術協力調
査

Technical Cooperation for the Energy
Supply-Demand Planning System Development in
the Republic of Indonesia

富舘　孝夫

(財)日本エネルギー経済研究所

81.8.17～82.3.18

20

56～57

29,717 千円

0.00 人月

1982/9

(財)日本エネルギー経済研究所

鉱山エネルギー省
石油ガス総局（MIGAS）
石油天然ガス公社（PERTAMINA）

　本調査で実施した技術協力内容は､ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ側が独
力でｼｽﾃﾑを動かし、協力内容は十分取り入れられた。
　1984年実施の「ﾊﾞﾝｺ炭遊興利用計画調（IDN021）」に
おいて、ｴﾈﾙｷﾞ-需要予測に本案件で作成したﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
が利用された。
　ｴﾈﾙｷﾞ-ﾓﾃﾞﾙは運用されたが、1985年に運用中止。
                       (1996年1月現地調査結果)

中止・消滅

・国家ﾚﾍﾞﾙのﾏｸﾛｴﾈﾙｷﾞｰﾃﾞｰﾀを格納するｻﾌﾞﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸの確立
・ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞﾗﾝｽｼｽﾃﾑとｻﾌﾞﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸの機能拡充
・ｴﾈﾙｷﾞｰ需給予測ｼｽﾃﾑとｻﾌﾞﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸの接続
・ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞﾗﾝｽｼｽﾃﾑとｴﾈﾙｷﾞｰ需給予測ｼｽﾃﾑの接続
・ｴﾈﾙｷﾞｰ需給ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸの機能補強
・ｵﾍﾟﾗｰｼｮﾝﾏﾆｭｱﾙの作成

1)ﾓﾃﾞﾙ・ﾋﾞﾙﾄの完成・運用
2)そのための操作・整備
3)本調査を通しての技術協力により、ｲﾝﾄﾞ
ﾈｼｱ側は､独力でｼｽﾃﾑを動かしている。
このｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞﾗﾝｽ表の作成、ｴﾈﾙｷﾞｰ需
要ﾓﾃﾞﾙの操作等が毎年行われている。

　必要なﾃﾞｰﾀが大量に必要なことから運用が困難となった。
　大型ｺﾝﾋﾟｭﾀでの使用を前提にしていることからﾒﾝﾃﾅﾝｽ・ｺｽﾄが多額となったうえ、
ﾊﾟｿｺﾝ利用という時代の趨勢に対応できなくなった。
(1996年1月現地調査結果)

　ﾊﾟｿｺﾝ容量、ｿﾌﾄ、ﾓﾃﾞﾙ・ﾂｰﾙの発展により､大型ｺﾝﾋﾟｭｰﾀを使用した運用の時代で
はなくなった。

その他調査（M/P）／その他

報告書の内容

- 612 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 IDN 904

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

貿易商業統計システム開発計画調査

The Master Plan Study for Strengthening of Data
Processing and Information on Trade and
Cooperatives in the Republic of Indonesia

木下　順隆

(株)三菱総合研究所

82.2.14～3.15

7

56～57

38,394 千円

0.00 人月

1982/9

（株）三菱総合研究所
(株)ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

商業協同組合省

　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ側の要請を受け､1987年4月2日より1989年4
月1日までの予定でJICA専門家1名を派遣。その後、引
き続き専門化が派遣され1994年3月現在4代目である。
商業省における情報ｼｽﾃﾑの構築は1994年3月現在、
基本的にはJICA調査提言の方向に添って進められて
いると言える。しかし、提言の柱である中型ありいは大
型のｺﾝﾋﾟｭｰﾀ設置に基づく情報化は実現していない。
　1991.11現在：追記事項特になし。

進行・活用

1.調査の概要
　ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ調査では調査･解析作業を以下の7項目に区分して実施した
a　現行業務の分析と評価
b　情報ｼｽﾃﾑの方向性と役割
c　情報ｼｽﾃﾑの概念設計
d　要員訓練計画
e　導入ｽｹｼﾞｭｰﾙ
f　費用見積
g　結論及び勧告

2.結論および勧告
　情報ｼｽﾃﾑの構築は商業協同組合省における行政事務の効率化や行
政計画の立案政策判断のための豊富な基礎資料を提供する点で意義深
いが、現状では情報ｼｽﾃﾑ構築の基盤である下部構造をはじめ、組織、要
因、ﾃﾞｰﾀ管理等の整備は十分とは言えず、次に述べる事項について考慮
する必要がある。
(1)   ｼｽﾃﾑ化推進組織の確立
(2)   法律および内部規則の整備
(3)   要員訓練
(4)   ﾃﾞｰﾀ収集体制の整備
(5)   ﾃﾞｰﾀの状態の改善
(6)   開発ｽﾀｯﾌと運用ｽﾀｯﾌとの協調
(7)   ﾕｰｻﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発の重要性
(8)   ﾕｰｻﾞｰ部門の位置づけ
(9)   製作情報の活用の重要性
(10) 情報ｼｽﾃﾑの処理能力

　左欄の(1)～(10)にそって情報化が小規
模ながら推進中である。

　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国側の要請を受け、JICA専門家を派遣しており1994年現在4代目であ
る。
　本調査終了後、商業省で機構および機能の変更もあり、新しい現状に即して、
1992年に新しいﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝをｲﾝﾄﾞﾈｼｱのｺﾝｻﾙﾀﾝﾄに依頼して作成している。商業省
はこの新ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝに沿って、小規模でｽﾋﾟｰﾄﾞは緩慢であるが情報化を推進中であ
る。

その他調査（M/P）／その他

報告書の内容

- 613 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 PHL 901

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

サンロケ多目的ダム（水質予測）開発計画調査

The Re-study on the San Roque Multipurpose Dam
(Water Quality) Development in the Republic of
the Philippines

寺江　孝夫

日鉱探開(株)

83.11.21～12.20／
83.12.8～12.20／
84.4.12～11.30

8,5,13

58～60

161,332 千円

56.67 人月 （内現地34.15人月）

1985/10

日鉱探開（株）
日本工営(株)

電力公社：NPC (National Power Corporation)
Mr. Jose V.　Jovellanos (Special Assistant to
the Chairman)

1995年末までにBOTの入札を行う予定である。
(1995年11月現地調査結果)

1999.10現在：追跡調査実施に至っておらず､情報な
し。

進行・活用

1.　貯水池貯留水の水質を予測し、San Roque ﾀﾞﾑから流失する水質を評
価した結果、
(1)　流出水中に溶存するCu, Zn, As等の濃度はいずれも低く、ﾌｨﾘｯﾋﾟﾝの
農業用水水質基準を大幅に下回ることが予測された。
(2)　流出水中の懸濁物質の濃度が高く、懸濁物資には相当量の酸可溶
性Cuが含まれることが予測されたが、このCuが計画灌漑地域の田面に残
留し、土壌中Cu濃度が作物減収を誘発する許容限度に達するのは、約
120～160年後と推定された。

2.　S/Wに従い、貯水池貯留水の水質を予測し、ﾀﾞﾑから流出（であろう）
水質を評価した結果を客観的に報告するにとどめた。

その他調査（M/P）／その他

報告書の内容

- 614 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 SGP 901

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

シンガポール

石炭火力発電所及び一貫製鉄所設立に係る環境
への影響調査

The Study of Environmental Effects of Coal Firing
Power Station and Integrated Steel Mill in the
Republic of Singapore

鈴木　一／小林恵三／稲垣喜八

(社)産業環境管理協会

81.2.15～3.16／6.15～7.14／10.25～10.31
82.2.1～2.11／5.23～5.29／7.15～7.24
83.11.23～12.25／84.2.27～3.25／
84.6.11～7.8／9.3～9.30

10,6,2,3,3,3,7,7,7,8

55～60

272,606 千円

100.10 人月 （内現地44.25人月）

1985/10

(社)産業環境管理協会

ジュロン・タウン公社：JTC(Jurong Town
Corporation)
Mr. Lim Sak Lan (Senior Director)
Mr. Jan Suan Yang (Senior Principal Civil
Engineer)

1999.10現在：その後の新情報はない。

進行・活用

1.　調査の結果、同国における水質(CODおよび水温)・大気質(SO２及び
粉じん)は現状では満足のゆくものであり、さらに発電所と製鉄所の立地に
係わる環境の悪化は減少と判断された。
2.　対象地域はｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ本島および南部・東部の島と地域
3.　総事業費　　276,328百万円
4.  1980.4     計画開始
     1985.10   計画完了

（＊）1984.6.11～7.8/1984.9.3～9.30

1.火力発電所については一部建設完
了、運転中。
製鉄所は、結構需要情勢の変化により具
体化されていない。

2.火力発電の燃料が、石炭から石油に変
更。

火力発電燃料の変更はｴﾈﾘｷﾞｰ事情の変化による。

その他調査（M/P）／その他

報告書の内容

- 615 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 901

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

特許情報検索システム開発計画調査

The Study of the Development of Patent
Information Reference System in the People's
Republic of China

神野　真

(財)日本特許情報センター

85.3.7～3.26

8

59～60

32,063 千円

11.37 人月 （内現地0.69人月）

1985/9/1

(財)日本特許情報機構
(株)三祐コンサルタンツ

専利局
　王押　益（局長）

1985.1     ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式協力要請
1986.8     ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力R/D署名
               「中国特許検索用教育ｼｽﾃﾑ開発事業」
1986.11　協力開始
1991.4     ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了式実施（於、中国専利局）

・1988年に日本の日立から機器を導入したが、6つの端
末しかｱｸｾｽできず実用面では非常に弱いことからﾄﾞｲﾂ
のｼｰﾒﾝｽからも機器(32の端末にｱｸｾｽできる)を導入し
た｡したがって日立の機器はﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ用として使用さ
れ、ｼ-ﾒﾝｽ社の機器は実務に使用された。
・1997年ﾄﾞｲﾂからの借款（2,885万ﾄﾞｲﾂﾏﾙｸ）によりIBM
の機器を導入し、ｼｽﾃﾑをすべて一新した。現在2つの
ｼｽﾃﾑを完成している。
1)世界特許情報検索ｼｽﾃﾑ
2)特許管理ｼｽﾃﾑ
(1999年現地調査結果)

進行・活用

結論および提言の概要

1.　ｼｽﾃﾑ化推進部門の設置

2.　法律･内部規則の整備

3.　資料管理体制の整備

4.　要員育成

5.　開発部門と運用部門の相互強調

6.　ｿﾌﾄｳｪｱ（ﾕｰｻﾞｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）開発の重要性

7.　特許情報検索ｼｽﾃﾑの拡張

8.　特許情報検索ｼｽﾃﾑの在り方

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力
1.　案件名
特許情報検索用教育ｼｽﾃﾑ開発事業

2.　目的・内容　　
中国専利局において実施される特許情
報検索ｼｽﾃﾑの実用化に備え、教育用ｼｽ
ﾃﾑの開発を通じて現地ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対
し､それに必要な技術の移転を行う。

3.　期間　(R/D)
1986年11月1日～1990年10月31日

4.　経過　
研修員延べ20名来日

1.　暫定実施計画の進捗状況
　　1986年8月署名のR/Dの暫定実施計画の実施状況は次のとおり、
　　　専門家派遣………長期専門家3名を派遣済
　　　研修員受け入れ…1986年度7名（ｿﾌﾄｳｪｱ研修)
                                         1987年度7名（ｿﾌﾄｳｪｱ研修4名、ﾊｰﾄﾞｳｪｱ研修3名)
                                         1988年度6名（ｿﾌﾄｳｪｱ研修）
　　　機械供与………ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ本体及び周辺機器は､1988年3月船積｡
                                         1988年4月専利局到着
2.　詳細年次活動計画

　機械据付場所が既存No.4庁舎から、現在専利局が建設中の新庁舎1Fｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・
ｾﾝﾀｰに変更になった。
　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ室完成1988年8月据付、試運転9～10月の予定であったが新庁舎建設及
び中国内情勢により1989年11月、試運転1989年12月～1990年1月となった。

その他調査（M/P）／その他

報告書の内容

- 616 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 CHN 902

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

徳興銅鉱山鉱廃水処理計画詳細設計調査

The Detailed Design Study on Waste Water
Treatment Project in Dexing Copper Mine

島津　康弘

千代田デイムス・アンドムーア

96.8/96.10/97.5 ～ 97.9/97.11

7

8～9

169,757 千円

人月

1998．3

千代田デイムス・アンド・ムーア（株）
千代田化工建設(株)

中国有色金属工業総公司

崔　虎林　（外事局亜州処処長）

・その後の進捗については把握していないが、1998年5月頃詳細設計図書の詳細
について問合わせがあった。実施設計を進めていたものと考えられる。

・JICA報告書の日中双方の分担に従って、中国側（国家有色金属工業局）は1999
年6月までに電力供給、水供給、道路建設等の設計におけるF/S報告書を作成し
た。この報告書は徳興銅鉱山に提出され、そこから江西省銅業公司に手渡され
た。

・江西省銅業公司は資金依頼を同省環境保護局及び中央の国家発展計画委員
会に提出した。資金調達ができ次第、実施に移る予定である。地方政府が調達す
べき総投資額（9,953万元）の30％分は準備できており、残りの70％の資金を省環
境保護局或いは国家発展計画委員会から調達しなければならない。予測では、こ
の案件は環境関連案件であり、国家自身非常に重視している。また中央には「環
境保護基金」が1999年11月に設立され、およそ30億元の基金が環境優良案件に
優先的に分配されることから、資金調達は可能であるとの見方が強い。（1999年度
現地調査結果）

2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

進行・活用

当ｻｲﾄで発生している鉱廃水及び今後発生するであろう鉱廃水を処理し、
公共用水域の水質改善に寄与する廃水処理設備建設のための実証試験
と、その結果を反映した詳細設計について報告した。実証試験では「空気
攪拌による二段階中和ﾌﾟﾛｾｽ」の有効性が確認されたが、実験項目ごとの
内容・評価を記した。詳細設計図は報告書付属図面としてまとめられた。

新規廃水処理施設の建設に係る提言：
1.　今後中国側が実施する詳細設計に係る留意事項：詳細設計の見直し
／ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物の設計／尾鉱堆積・詰まり／配管、操作ｽﾃｰｼﾞ、階段計
画／予備の考え方
2.　運転ﾏﾆｭｱﾙ作成及び維持管理上の留意事項：運転要領書等の作成
／pH計
3.　その他（現場詰所の設置／実証試験装置の活用）

二段階中和設備の実施設計が進められ
た。

（平成１５年度　在外調査）
２００１年に自己調達資金（1,200,000人民
元）により、鉱山酸性水４号庫輸送・堆浸
処理施設建設プロジェクトを完成させた。
２００１年度末より本格稼動を開始した。処
理後の排水は排出基準に達した。大塢
河、楽安江へ排出されているので、汚染
問題はほぼ解決され、水質も改善されて
いる。

（平成15年度　国内調査）
情報なし

（平成１５年度　在外調査）
2001年に自己調達資金（1,200,000人民元）により、鉱山酸性水４号庫輸送・堆浸処
理施設建設プロジェクトを完成させ、２００１年度末より本格稼動を開始した。処理後
の排水は排出基準に達した。大塢河、楽安江へ排出されているので、汚染問題はほ
ぼ解決され、水質も改善されている。

機器・計器類は、設備性能の信頼性から自国製では問題があるのではないかと考え
られている。

その他調査（M/P）／その他

報告書の内容

- 617 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 LKA 901

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

スリランカ

工業分野（メッキ産業）振興開発計画アフターケア

Study (After Care) on Industrial Sector
Development (Electroplating and Waste Water
Treatment) in the Democratic Socialist Republic of
Sri Lanka

長沢　葵行

ユニコ　インターナショナル(株)

計63日

6

8～9

89,044 千円

22.79 人月

1997.2

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
富士テクノサーベイ(株)

工業開発庁
MR. H. M. V. Jayasinnghe (IDB長官）

2002.3現在：進捗状況不詳　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：情報なし

（平成15年度　国内および在外調査）
情報なし

遅延

本調査ではｽﾘﾗﾝｶのﾒｯｷ産業振興のための方向を、排水処理及びﾒｯｷ技
術の2つの方向から検討した。その結果として、ﾒｯｷ産業振興計画として
「IDBﾒｯｷｾﾝﾀｰ技術・技能向上ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」を関係機関の支援のもとに推進
することを提言した。提言したﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの内容及び関係機関の支援項目は
下記の通りである。

1)IDBﾒｯｷｾﾝﾀｰが実施すべき指導・普及方法及び改善計画
IDBﾒｯｷｾﾝﾀｰの技術向上・普及計画を下記の20項目について提言した。
(1) 排水処理技術の普及:ﾒｯｷｾﾝﾀｰの排水処理技術の向上策[2項目]／
ﾒｯｷｾﾝﾀｰの対外活動[5項目]
(2) ﾒｯｷ技術の向上:ﾒｯｷｾﾝﾀｰの技術向上[4項目]／ﾒｯｷｾﾝﾀｰの対外活
動[3項目]
(3) ﾒｯｷｾﾝﾀｰの組織機能強化:組織機能向上[3項目]

2)関係機関及びIDBの採るべき方策
関係機関である工業開発省(MID)、中央環境庁(CEA)及びﾒｯｷｾﾝﾀｰが所
属する工業開発庁(IDB)に対し下記の提言をした。
(1) 工業開発省(MID):金属加工業の振興／IDBへの支援
(2) 中央環境庁(CEA):産業の実態を考慮した環境行政／排水基準の見
直しと運用の適正化／融資制度の拡充／法令・規制の徹底
(3) 工業開発庁:負託業務への制約の解除／中小企業の声を反映した自
己改革案作り／民間との競合の回避／ﾒｯｷ業界への環境規制の適用に
関するCEAとの協議

提案に関連したその後の情報はない。

（平成15年度　国内及び在外調査）
現況に関する情報不足であるため、提言内容の現況は暫定措置である。

その他調査（M/P）／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容

- 618 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 ARE 901

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

アラブ首長国連邦

太陽熱利用海水淡水化技術協力調査

Basic Survey for the Technical  Cooperation on
Solar Energy Utilization  (Desalination) Project in
the United Arab Emirates

酒井　紀年

(財)エンジニアリング振興協会

81.3.3～3.24

9

55～56

31,946 千円

0.00 人月

1981/6

(財)エンジニアリング振興協会

Ministry of Petroleum and Mineral Resources
石油資源省（MPMR）
水電気省（WED）

1981　  　  新ｴﾈﾙｷﾞｰ開発機構に移管
1982.12　  実施機関・ｻｲﾄの変更
1983.3　　 建設工事開始
1984.9　　 完成・試運転
1985.4　　 開所式

1999.10　現在：変更なし

進行・活用

1.　計画の概要
　　調査目的・調査内容
　1981年1月末の協議調査の結果をうけ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦側は数ヶ所の
ﾌﾟﾗﾝﾄ･ｻｲﾄ候補地を選定しており､今調査団は、海岸線、水深、敷地、ｱｸ
ｾｽなどを比較検討し、最適地を選定した。

2.　結論及び勧告
(1)　最も有望なﾌﾟﾗﾝﾄ･ｻｲﾄ候補地としてﾑｻﾌｧ工業地区と選定した｡
(2)　1981年度にｻｲﾄ測量、ﾎﾞ-ﾘﾝｸﾞ、概念設計を実施する｡
(3)　ｱﾗﾌﾞ側ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施機関：WED
　　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ予算：約1,900百万円

ﾌﾟﾗﾝﾄ･ｻｲﾄ
　ｱﾌﾞﾀﾞﾋﾞ市ｳﾑ･ｱﾙﾅﾑ地区
操業能力　海水淡水化　80ﾄﾝ/日
無償能力　建物、機器など約1,900百万
円

1.　現況に至る理由
　　受入国と日本の官民が一致して実現に努力した。
2.　報告書と具体化されたものの差異の理由
　　建設ｻｲﾄの変更
　　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施主体が水電気省に変更され、同省の施設が集まっているｳﾑ･ｱﾙ
ﾅﾑが適地と判断されたため。

その他調査（M/P）／工業一般

報告書の内容

- 619 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 SAU 901

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

サウジアラビア

海水淡水化技術協力計画調査

Research Cooperation for the Project of the Sea
Water Desalination Technology

後藤　藤太郎

(財)造水促進センター

91.10～92.1／93.1～93.3/93.5～94.1／94.6～
94.12

34

56～60 

1,377,679 千円

106.80 人月

1995. 2

（財）造水促進ｾﾝﾀｰ

Seline Water Conversion Corporation
Mr. A. A. Alazzaz
Director General
Reseach & Technical Affairs

2000.10現在:
1998年3月開催の「水の有効利用と節水」に関するｾﾐﾅ
ｰを契機に、ﾘﾔﾄﾞ市の水道計画についての検討が開始
された。相手国担当機関の民営化が問題となっている
ので、専門家の派遣、要人の招聘により協力することを
計画中。

2003.3現在：情報なし

（平成15年度　国内調査）
情報なし

(平成16年度　在外調査）
以降、プロジェクトの実施はない。複数のテーマにわ
たった多くの協力調査が日本政府より提案されている
が、まだ承認されていない。

進行・活用

海水淡水化に関し、１２研究テーマを設定して、共同研究を行った。テー
マについては、深刻化する海水の油汚染が多段フラッシュ法および逆浸
透法プラントに及ぼす影響・対策研究を、相手側の要請もあって織り込む
こととなった。
　
多段フラッシュ法の研究においては、スケール防止剤の性能評価手法や
油分の蒸発機構、逆浸透法の研究においては、ハイブリッドシステム用最
適膜や油分除去用前処理法などに関し、実機の運転管理に役立てられる
数多くの実験データが得られた。

2000.10現在:　C/Pは海水淡水化に関する研究計画及び実験手法を習得し、当該
分野における活発な研究所の一つとして世界的にも名を知られる様になった。昨
年、国際会議で優秀論文賞を受賞するまでに成長した。

また、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの成果は、1995年度から同一の相手国側担当機関に対し、専門
家派遣という形で活用されている。

（平成16年度　在外調査）
SWCCは、JICAとの調査として実施したいテーマのリストを用意している。

その他調査（M/P）／その他

報告書の内容

- 620 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 LBR 901

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

リベリア

セントジョン川水力発電開発計画調査

Pre-Feasibility Study on St.John River
Development Project in the Republic of Lyberia

後藤　一

アジア航測(株)

81.11.11～82.2.28

12

55～57

200,206 千円

37.08 人月 （内現地26.60人月）

1983/3/1

アジア航測(株)

土地・鉱山省

　その後、同国は内戦に突入し､土地・鉱山省の職員の
消息も不明のため､ｾﾝﾄ･ｼﾞｮﾝ川水力発電計画につい
ての情報なし。

1999年11月現在：変更点は特になし。

中止・消滅

　ｾﾝﾄｼﾞｮﾝ川に計画されている上、下流2地点のﾀﾞﾑｻｲﾄ予定湛水地域とそ
の周辺約1,600平方kmの地形図（縮尺10,000分ﾉ1）を作成した。
　本件は、地形図作成が実施されただけでﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝは含まれていない
ため､ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄについての提言等は特になし。

内戦により担当機関組織も機能停止の報にあり、少なくとも正常安定まで動きなし。

その他調査（M/P）／水力発電

報告書の内容

- 621 -

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 MLI 901

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

マリ

ナラ地域太陽光発電揚水計画調査

The Study on Utilization of Photovoltaics for
Pumping System in Nara Region

宮川　喜章

日本工営(株)

93.9.13～3.16／94.6.11～8.3/94.10.17～11.3

20

4～6

337,768 千円

50.90 人月 （内現地37.80人月）

1995．1

日本工営（株）

太陽・再生エネルギー局

(1)気象観測設備、太陽光発電渇水ｼｽﾃﾑを設置し、運
転を通して収集したﾃﾞｰﾀの解析を行ったが、当該地域
は太陽光発電適地である。
(2)住民の生活ﾚﾍﾞﾙ、教育ﾚﾍﾞﾙが低いこと、国の支援
体制が不十分なことから、維持・管理に問題がある。
(3)JICA職員の現地訪問時の聞き取り調査の結果で
は、揚水ｼｽﾃﾑは1996年初現在稼働している由。　　　
　　　　　　　　　　　　　
2002.3現在：変更点なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2003.3現在：変更点なし

遅延

I. 調査内容
　２段階に分けて実施が予定された実証調査のための基礎調査の第１段
階調査。水資源（地下水）、気象、太陽光発電に関わる予備調査、太陽光
発電システムの予備調査、概念設計を実証した。

II. 実施経過
（１）第１年次：予備調査及び気象観測、太陽光発電揚水システム（２ヶ所）
の設置。
（２）第２年次：システム運転、データ収集、解析、太陽光発電揚水システム
の予備評価、概念設計及び実証実証調査の可能性の提言。

III. 実施内容
（１）ナラ気象観測内に観測機器（１式）設置
（２）太陽光発電揚水システム２ヶ所（ベルザック、コエラ村）の設置、運転
指導
　　　
太陽電池アレイ：1.9kw　水中ポンプ：1.1kw　給水設備（貯水タンク、水汲
み場、水飲み場等）：一式
（註）資機材はJICAが調達し据え付け・調整はコンサルタントが実施

（平成15年度　国内調査）
資金調達が困難であるため、事業化の実
現が難しい。

本調査は実証調査のための予備調査と位置付けられて実施されたものであり、報告
書でも実証調査の実施を提言している。しかしながら、「その他の状況」にも説明して
いるように、調査対象地域の治安状況が悪く、相手方政府も安全宣言を発出できな
い状況にあり、実証調査が開始されていない。

（平成15年度　国内調査）
資金調達が困難であるため、事業化の実現が難しい。

(平成１６年度　国内調査）

相手国の実施機関の予算が乏しく、ﾃﾞｰﾀ収集が実施されていない恐れがある。ま
た、ｼｽﾃﾑ稼働状況の報告もない。現地、特に調査対象地域の治安状況が悪化して
いる（第2年次調査中にｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの車両が盗難にあい、同じ場所で同じ強盗団に
政府職員が3人射殺される事件発生）

その他調査（M/P）／新・再生エネルギー

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。



個別プロジェクト要約表 TON 901

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

トンガ

情報処理システム開発計画調査

The Study for the Development of Data Processing
System in the Kingdom of Tonga

丸山　昭

三井情報開発(株)

83.11.26～12.24

6

58～59

37,663 千円

17.00 人月

1984/9

三井情報開発（株）

大蔵省財務局：Treasury Department,
Ministry of Finance
Mr.L.Harkness  （大蔵省経済専門官）

　提案､勧告した内容が具体化していない。
　ﾄﾝｶﾞ側は機械保守、及び要因教育のためのｾﾝﾀｰ設
置案に興味を示している。

中止・消滅

結論：ﾄﾝｶﾞ王国のような小規模国家といえども政府ｻｰﾋﾞｽに関しては､かな
りのﾚﾍﾞﾙで提供せざるを得ない。特に海外送金や貿易収支の変動が国
家財政に与える影響が大きいため、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀを利用してﾀｲﾑﾘｰな統計の
整備が望まれる。また、小規模な産業を育成させるために開発銀行による
ﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝの効率的な運用も期待されるが、いまだに会計機程度の設
備にしか保有していないため、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ化が不可欠である｡

勧告：大型機は保守上困難があるため、当初は小型ｺﾝﾋﾟｭﾀｰを政府機関
に導入し､最低限必要な業務のｺﾝﾋﾟｭｰﾀ化を実現する。この時、同国には
情報処理要因がほとんどないため､機械保守及び要因教育のためのｾﾝﾀ
ｰを設置し､専門技術者の指導のもとに種々の訓練を実施すべきである。
またこの様な小規模国で互換性のない機種を多様に導入することは、利
用効率を下げることとなるため、当初に標準的なﾊｰﾄﾞｳｪｱ、ｿﾌﾄｳｪｱの政府
による設定も重要である。

具体的な提言内容
(1)　警察省入国管理ｼｽﾃﾑ入国管理情報及びﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ管理情報処理をｺ
ﾝﾋﾟｭｰﾀ化する。
(2)　ﾄﾝｶﾞ開発銀行　貸付管理ｼｽﾃﾑﾘｱﾙﾀｲﾑ処理業務
　　（貸出先情報検索、利子計算業務、新規ｱｶｳﾝﾄ登録業務、等）及び
ﾊﾟｯﾁ処理をﾐﾆｺﾝ程度のｺﾝﾋﾟｭｰﾀにて機械化を実行する。

　資金確保が困難なため、報告書の提言に関連した具体的要請があがってこない。
　ﾄﾝｶﾞ王国側からの要請があれば具体化の可能性は高いと思われるが、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀの
技術自体が日々向上しているため、実現の際には再度見直し調査が必要である。

　ﾄﾝｶﾞ政府機関のｺﾝﾋﾟｭﾀｰ化について、日本側から再度F/Sが実施された模様であ
る。当調査団実施分と合わせて､状況を整理する必要がある。
　提言内容が古くなっており、見直しの必要がある｡調査実施後10年が経過してお
り、具合的な方策（方針）を持って再調査の実施が望まれる。

その他調査（M/P）／その他

報告書の内容
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（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成17年度）のアンケート調査対象は、過去6年間（平成11年度～16年度）および10年前（平成7年度）に終了した案件である。
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	PHL 011 　フィリピン　低圧ガス開発計画調査
	PHL 012 　フィリピン　マツノ川開発計画調査
	PHL 013 　フィリピン　レイテ・ミンダナオ送電線開発計画調査
	PHL 014 　フィリピン　アクパン・イトゴン地熱開発計画調査
	PHL 015 　フィリピン　活性炭工業振興開発計画調査
	PHL 016 　フィリピン　カリラヤダム修復計画
	PHL 017 　フィリピン　ルソン島包蔵水力調査
	PHL 018 　フィリピン　アンブクラオダム修復計画調査
	PHL 019 　フィリピン　カラカ石炭火力発電所第一号機改善計画調査
	PHL 020 　フィリピン　アンガットダム修復計画調査
	PHL 021 　フィリピン　ビンガダム修復計画調査
	PHL 022 　フィリピン　石炭火力発電開発計画調査
	PHL 023 　フィリピン　マラヤ発電所信頼度向上計画調査
	PHL 024 　フィリピン　送電線運営管理移転計画
	PHL 025 　フィリピン　有害産業廃棄物対策（フェーズ２）
	THA 001 　タイ　バンコク首都圏都市ガス計画調査
	THA 002 　タイ　クワイヤイ河下流調整池計画調査
	THA 003 　タイ　メーモ肥料工場修復計画調査
	THA 004 　タイ　一貫製鉄所建設計画調査
	THA 005 　タイ　クワイヤイ河上流水力発電開発計画調査
	THA 006 　タイ　サムサコン工業団地計画調査
	THA 007 　タイ　ASEANﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ岩塩・ｿｰﾀﾞ灰工場設立計画評価調査
	THA 008 　タイ　石油化学プラント設立計画調査
	THA 009 　タイ　ナムヤム水力発電開発計画調査
	THA 010 　タイ　MAE-SOT地区産ｵｲﾙｼｪｰﾙ利用ｾﾒﾝﾄ工場建設計画調査
	THA 011 　タイ　潤滑油製造プラント建設計画調査
	THA 012 　タイ　配電指令センター開発計画調査
	THA 013 　タイ　サンカンペン地熱開発計画調査
	THA 014 　タイ　ナムユアム川水力発電統合開発計画調査
	THA 015 　タイ　ラムタコン揚水発電開発計画
	THA 016 　タイ　リグナイトブリケット振興計画
	THA 017 　タイ　シンプン流動床燃焼石炭火力発電計画
	THA 018 　タイ　バンサパン工業団地開発計画調査
	THA 019 　タイ　首都圏配電網システム改善拡張計画調査
	THA 020 　タイ　首都圏送変電設備増強計画
	THA 021 　タイ　ガオ石炭盆総合開発計画調査（フェーズⅠ
	VNM 001 　ベトナム　ダニム電力システム改修計画調査
	VNM 002 　ベトナム　ハイテクパーク計画M/P及びF/S調査
	VNM 003 　ベトナム　ベトナム・ドンナイ川中流ドンナイ第３、第４連係水力発電計画調査
	VNM 004 　ベトナム　鉄鋼圧延工場建設計画調査
	CHN 001 　中華人民共和国　五強渓水力発電開発計画調査
	CHN 002 　中華人民共和国　甌江水力発電開発計画調査
	CHN 003 　中華人民共和国　産業廃水処理・再生利用計画
	CHN 004 　中華人民共和国　十三陵揚水発電開発計画
	CHN 005 　中華人民共和国　神府東勝鉱区炭質管理システム計画
	CHN 006 　中華人民共和国　神木炭総合利用計画調査
	CHN 007 　中華人民共和国　紅石ダム揚水式水力発電所F/S調査
	CHN 008 　中華人民共和国　中華人民共和国中国炭直接液化事業の経済性に係るF/S調査
	CHN 009 　中華人民共和国　中国神府東勝鉱区水資源総合開発調査
	KOR 001 　大韓民国　産業排水処理・再生利用計画
	BGD 001 　バングラデシュ　カルナフリ・レーヨン工場修復・増設計画調査
	BGD 002 　バングラデシュ　132KV送変電計画調査
	BGD 003 　バングラデシュ　カプタイ水力発電所増設計画調査
	BGD 004 　バングラデシュ　ジュートパルプ工場建設計画調査
	BTN 001 　ブータン　プナチャンチュ水力発電事業計画調査
	IND 001 　インド　溶剤精製炭生産計画調査
	IND 002 　インド　工作機械公社リストラクチュアリング計画
	IND 003 　インド　工業団地建設計画調査
	NPL 001 　ネパール　ｸﾘｶﾆ第２発電所建設計画調査ｶﾄﾏﾝｽﾞ地区送配電網整備計画
	NPL 002 　ネパール　ウダイプールセメント工場建設計画調査
	NPL 003 　ネパール　サプトガンダキ水力発電開発計画調査
	NPL 004 　ネパール　尿素肥料工場計画調査
	NPL 005 　ネパール　繊維工場建設計画調査
	NPL 006 　ネパール　アルン３水力発電開発計画調査
	NPL 007 　ネパール　カトマンズ地区送配電網拡張整備計画
	NPL 008 　ネパール　イラム小水力発電開発計画
	NPL 009 　ネパール　ベリ・ババイ水力発電計画調査
	NPL 010 　ネパール　クリカニ第３水力発電所開発計画調査
	PAK 001 　パキスタン　特殊鋼工場再建計画調査
	PAK 002 　パキスタン　ラクラ炭田・石炭火力発電開発計画調査
	PAK 003 　パキスタン　ウェストワーフ火力発電開発計画調査
	PAK 004 　パキスタン　豆炭生産計画調査
	PAK 005 　パキスタン　パキスタン・ムンダ多目的ダム計画
	LKA 001 　スリランカ　合成繊維工場新設計画調査
	LKA 002 　スリランカ　アッパーコトマレ水力発電開発計画調査
	LKA 003 　スリランカ　ｹﾗﾜﾗﾋﾟﾃｨﾔｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞｻｲｸﾙ発電所建設計画調査
	ARE 001 　アラブ首長国連邦　発電・海水淡水化プラント海水油害防止対策調査
	DZA 001 　アルジェリア　海水淡水化計画（大アルジェ圏）調査
	DZA 002 　アルジェリア　海水淡水化計画（オラン・モスタガネム市域）調査
	EGY 001 　エジプト　ヘルワン製鉄所改造計画調査
	EGY 002 　エジプト　ヘルワン製鉄所分塊工場改修計画調査
	EGY 003 　エジプト　ディケーラ直接還元一貫製鉄所建設計画調査
	EGY 004 　エジプト　石炭火力発電開発計画調査
	EGY 005 　エジプト　ディケーラ製鉄所拡張計画調査
	EGY 006 　エジプト　エル・ディケーラ製鉄所拡張計画（A／C）
	EGY 007 　エジプト　薄板生産工場建設計画（フェーズ2）
	IRN 001 　イラン　日本輸出用製油所計画調査
	IRN 002 　イラン　エネルギー最適利用計画
	JOR 001 　ヨルダン　イルビット工業団地計画調査
	JOR 002 　ヨルダン　配電網電力損失低減計画フィージビリティ調査
	OMN 001 　オマーン　製油所建設計画調査
	OMN 002 　オマーン　発電・海水淡水化複合プラント計画調査
	OMN 003 　オマーン　バルカ発電海水淡水化プラント開発計画調査
	OMN 004 　オマーン　オマーン還元製鉄所関連施設建設計画調査
	OMN 005 　オマーン　ソハール地域鉱害防止ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ調査
	SAU 001 　サウジアラビア　石油化学工場建設計画調査
	SAU 002 　サウジアラビア　R／Oプラント濃縮排水処理計画調査
	SDN 001 　スーダン　フェロクローム製練工場建設計画調査
	SYR 001 　シリア　セメント工場建設計画調査
	SYR 002 　シリア　シリアダマスカス首都圏配電網改良計画調査
	SYR 003 　シリア　太陽光発電利用民生向上技術協力計画調査
	TUN 001 　チュニジア　火力発電開発計画調査
	TUN 002 　チュニジア　カセブ揚水発電開発計画調査
	TUN 003 　チュニジア　スファックス産業公害対策計画
	TUR 001 　トルコ　ｸｽﾞﾙﾙﾏｯｸ河ﾎﾞﾔﾊﾞｯﾄ－ｹﾍﾟｽ河水力発電開発計画調査
	TUR 002 　トルコ　ベシュコナック水力発電開発計画調査
	TUR 003 　トルコ　チョルフ川水力発電開発計画調査
	TUR 004 　トルコ　ディギリ・ベルガマ地熱開発計画調査
	TUR 005 　トルコ　ザマント・ギョクタシュ水力発電開発計画調査
	TUR 006 　トルコ　エルマネック水力発電開発計画
	TUR 007 　トルコ　アクス製紙工場リノベーション計画
	TUR 008 　トルコ　オルトゥ川水力発電計画
	TUR 009 　トルコ　キョプルバシ水力発電開発計画調査
	TUR 010 　トルコ　チョルフベルタ水力発電開発計画
	YEM 001 　イエメン　マフラクセメント工場拡張計画
	CMR 001 　カメルーン　メンベレ水力発電開発計画
	CMR 002 　カメルーン　カメルーン小水力発電による地方電化計画調査
	ETH 001 　エチオピア　タナ湖周辺地域電力開発計画調査
	KEN 001 　ケニア　ニエリ工業団地開発計画調査
	KEN 002 　ケニア　ソンドゥ川水力発電開発計画調査
	KEN 003 　ケニア　マグワグワ水力発電開発計画調査
	KEN 004 　ケニア　グランドフォールズ水力発電所開発計画
	MDG 001 　マダガスカル　アンデカレカ水力発電開発計画調査
	MWI 001 　マラウイ　ンクラＢ－リロングウェＢ送電線建設計画調査
	NER 001 　ニジェール　マルバザセメント工場拡張計画調査
	SEN 001 　セネガル　ダカール地区電力設備拡充計画調査
	SEN 002 　セネガル　太陽光利用地方電化計画
	STP 001 　サントメ・プリンシペ　ミニ水力発電計画調査
	SWZ 001 　スワジランド　ルブク石炭開発計画調査
	TZA 001 　タンザニア　塩化ビニール及び苛性ソーダ製造工場建設計画調査
	TZA 002 　タンザニア　キリマンジャロ州送配電網計画調査
	TZA 003 　タンザニア　ダルエスサラーム送配電網計画調査
	TZA 004 　タンザニア　キリマンジャロ小水力発電開発計画調査
	TZA 005 　タンザニア　キハンシ水力発電開発計画
	UGA 001 　ウガンダ　キレンベ銅鉱山開発計画調査
	ZMB 001 　ザンビア　窒素肥料工場改修計画調査
	ZMB 002 　ザンビア　燐鉱石開発計画調査
	ZMB 003 　ザンビア　豆炭生産計画調査
	ZMB 004 　ザンビア　燐酸肥料工場建設計画調査
	ZIM 001 　ジンバブエ　アンモニア工場建設計画調
	ZIM 002 　ジンバブエ　クエン酸工場建設計画
	ARG 001 　アルゼンチン　燐酸肥料計画調査
	ARG 002 　アルゼンチン　ネウケン州北部地熱開発計
	ARG 003 　アルゼンチン　アルゼンティンHIPARSA社再活性化フィージビリティ調査
	BOL 001 　ボリビア　ピラヤ水力発電計画調査
	BOL 002 　ボリビア　鉱山施設近代化計画調査
	BRA 001 　ブラジル　スアッペ臨海工業団地計画調査
	BRA 002 　ブラジル　ビラウン滝水力発電開発計画調査
	BRA 003 　ブラジル　サンタカタリーナ州南部石炭鉱害復旧計画
	CHL 001 　チリ　バーケル川、パスクワ川電源開発計画調査
	CHL 002 　チリ　リーチング工場環境配慮型操業改善計画調査
	COL 001 　コロンビア　カウカ河フルミート水力発電開発計画調査
	COL 002 　コロンビア　海水淡水化計画調査
	COL 003 　コロンビア　アトラート川水力発電開発計画調査
	COL 004 　コロンビア　小規模発電設備修復計画調査（Ｆ／Ｓ）
	CRI 001 　コスタリカ　レベンタソン及びパクアレ河水力発電開発計画調査
	CRI 002 　コスタリカ　ビリス水力発電開発計画
	CRI 003 　コスタリカ　ロスジャーノス発電開発計画調査
	DOM 001 　ドミニカ共和国　サントドミンゴ市配電網改修拡張計画調査
	DOM 002 　ドミニカ共和国　ユナ川水力発電開発計画調査
	ECU 001 　エクアドル　紙パルプ工場建設計画調査
	ECU 002 　エクアドル　チェスピ水力発電開発計画調査
	ECU 003 　エクアドル　エスメラルダス輸出加工区開発計画
	GTM 001 　グアテマラ　製油所建設計画調査
	GTM 002 　グアテマラ　アマティトラン地熱開発計画調査
	HND 001 　ホンジュラス　エル・カホン水力発電所増設計画
	MEX 001 　メキシコ　ラグーナ地域綿繊維工業開発計画調査
	MEX 002 　メキシコ　ゲレロ州硫化鉄鉱開発計画調査
	MEX 003 　メキシコ　ＣＦＭ選鉱場近代化計画
	MEX 004 　メキシコ　マサテペック水力発電リハビリテーション計画
	PAN 001 　パナマ　石炭火力発電開発計画調査
	PER 001 　ペルー　ミチキジャイ送電計画調査
	PER 002 　ペルー　サンタ河電源開発計画調査
	PER 003 　ペルー　ポエチョスおよびクルムイ水力発電計画調査
	PER 004 　ペルー　マルコナ鉱山鉄鉱石焼結工場建設計画調査
	PER 005 　ペルー　ＰＶＣ工場建設計画調査
	PER 006 　ペルー　ｱﾘｺｰﾀ湖水補給及びｱﾘｺｰﾀ第3水力発電開発計画調査
	PRY 001 　パラグアイ　肥料プラント建設計画調査
	PRY 002 　パラグアイ　首都圏配電網整備計画
	SLV 001 　エルサルバドル　トロラ川水力発電計画調査
	TTO 001 　トリニダードトバゴ　石油汚染対策計画調査
	URY 001 　ウルグアイ　紙パルプ工場建設計画調査
	VEN 001 　ベネズエラ　オリノコヘビーオイル軽質化計画調査
	VEN 002 　ベネズエラ　タチラ州炭田開発計画
	VEN 003 　ベネズエラ　コークス炉建設計画調査
	PNG 001 　パプアニューギニア　プラリ河電力開発計画調査
	SLB 001 　ソロモン　テンガノ湖ボーキサイト開発計画調査
	BGR 001 　ブルガリア　ﾏﾘｯﾂｲｰｽﾄ第一火力発電所性能改善・環境保全再建計画調査
	BHG 001 　ボスニア・ヘルツェゴビナ　パルプ・製紙工場復興計画調
	CSK 001 　チェコスロバキア　メルニーク発電所排煙脱硫対策
	HUN 001 　ハンガリー　国有企業自動車部品企業ﾘｽﾄﾗｸﾁｬﾘﾝｸﾞ計画調査
	HUN 002 　ハンガリー　ボルジョド発電所性能向上・環境保全再建計画
	POL 001 　ポーランド　コジェニッツエ発電所排煙脱硫対策調査
	POL 002 　ポーランド　マゾビアン石油精製所近代化・環境対策計画調査
	ROM 001 　ルーマニア　ガラチ製鉄所環境・省エネ対策計画調査

	（2）マスタープラン調査（全187 件）
	KHM 101 　カンボジア　プノンペン市及びシェムリアップ市電力復興ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ
	KHM 102 　カンボジア　電力技術基準及びガイドライン整備計画調査
	IDN 101 　インドネシア　都市ガス整備計画調査
	IDN 102 　インドネシア　中小工業振興開発計画調査
	IDN 103 　インドネシア　産業セクター振興開発計画
	IDN 104 　インドネシア　法定計量制度振興計画調査
	IDN 105 　インドネシア　工業標準・品質管理推進基本計画調査
	IDN 106 　インドネシア　電力セクター総合エネルギー開発計画調査
	IDN 107 　インドネシア　石炭生産拡大のための人材育成・技術開発マスタープラン
	IDN 108 　インドネシア　工業分野振興開発計画（裾野産業）
	IDN 109 　インドネシア　セラミック原料開発計画
	IDN 110 　インドネシア　新型流れ込み式水力発電導入発展計画
	IDN 111 　インドネシア　インドネシアデザイン振興計画
	IDN 112 　インドネシア　インドネシア工業分野振興開発計画（裾野産業）ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査ﾌｪｰｽﾞ1
	IDN 113 　インドネシア　インドネシア（裾野産業）フォローアップ調査フェーズ2（輸出振興）
	IDN 114 　インドネシア　最適電源開発のための電力セクター開発
	IDN 115 　インドネシア　再生可能エネルギー利用地方エネルギー供給計画調査
	IDN 116 　インドネシア　APEC地域WTOｷｬﾊﾟｼﾃｨﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ協力ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
	IDN 117 　インドネシア　首都圏貿易環境改善計画調査　（経済開発部）
	IDN 118 　インドネシア　中小企業人材育成計画調査　（経済開発部）
	LAO 101 　ラオス　国境サバナケット地域経済特別区開発計画調査
	LAO 102 　ラオス　再生可能エネルギー利用地方電化計画調査
	LAO 103 　ラオス　送変電設備マスタープラン調査
	MYS 101 　マレーシア　石油産業開発計画調査
	MYS 102 　マレーシア　工業分野開発振興計画
	MYS 103 　マレーシア　工業標準化・品質管理振興計画
	MYS 104 　マレーシア　SIRIM計量センター拡充計画
	MYS 105 　マレーシア　工業分野振興計画（裾野産業）調査
	MYS 106 　マレーシア　クリムテクノセンター経営企業調査
	MYS 107 　マレーシア　マレイシア省エネルギー促進計画調査
	MYS 108 　マレーシア　裾野産業技術移転計画調査
	MYS 109 　マレーシア　クリーナープロダクション振興計画
	MYS 110 　マレーシア　知的財産権行政IT化計画調査
	MYS 111 　マレーシア　APEC地域WTOｷｬﾊﾟｼﾃｨﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ協力ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
	MYS 112 　マレーシア　知的財産権行政IT化計画（フェーズ2）　（経済開発部）
	MYN 101 　ミャンマー　農村地域における再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ導入調査
	PHL 101 　フィリピン　石油化学工業開発計画調査
	PHL 102 　フィリピン　マニラ市火力発電所リハビリテーション計画調査
	PHL 103 　フィリピン　石炭鉱業技術開発調査
	PHL 104 　フィリピン　工業標準化・品質向上計画調査
	PHL 105 　フィリピン　カビテ輸出加工区開発・投資振興計画
	PHL 106 　フィリピン　工業分野振興開発計画
	PHL 107 　フィリピン　ルソン系統電力設備修復・維持管理改善計画
	PHL 108 　フィリピン　有害産業廃棄物対策（フェーズ１）
	PHL 109 　フィリピン　天然ガス産業開発計画調査
	PHL 110 　フィリピン　フィリピン生産統計開発計画
	PHL 111 　フィリピン　電力構造改革のためのエネルギー省キャパシティビルディング開発調査
	PHL 112 　フィリピン　APEC地域WTOｷｬﾊﾟｼﾃｨﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ協力ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
	PHL 113 　フィリピン　産業環境マネジメント調査
	PHL 114 　フィリピン　パラワン州電力開発マスタープラン調査　（経済開発部）
	SGP 101 　シンガポール　包装技術センター開発計画
	THA 101 　タイ　家具産業振興計画調査
	THA 102 　タイ　ナムパイチャム河水力発電開発計画調査
	THA 103 　タイ　バンコク市配電網近代化マスタープラン計画調査
	THA 104 　タイ　省エネルギープロジェクト開発計画調査
	THA 105 　タイ　金属加工業振興計画調査
	THA 106 　タイ　ナムユアム川上流域水力発電開発計画調査
	THA 107 　タイ　工業規格・検査・計量制度振興計画調査
	THA 108 　タイ　ラムチャバン工業基地開発計画調査
	THA 109 　タイ　工業用水合理的使用計画調査
	THA 110 　タイ　サムットプラカン工業地区大気汚染環境管理計画調査
	THA 111 　タイ　工業分野開発振興計画
	THA 112 　タイ　悪臭防止管理計画
	THA 113 　タイ　省エネルギー計画アフターケア調査
	THA 114 　タイ　工業分野振興開発計画（裾野産業）調査
	THA 115 　タイ　タイ生産統計開発計画（フェーズ1）
	THA 116 　タイ　タイ工業分野振興開発計画（裾野産業）フォローアップ調査
	THA 117 　タイ　タイ国ヒ素汚染地域環境改善計画調査
	THA 118 　タイ　ナコンラチャシマ地域産業開発計画調査
	THA 119 　タイ　生産統計開発計画調査報告書(フェーズ2)
	THA 120 　タイ　バンコク首都圏及び周辺における産業廃棄物管理マスタープラン調査
	THA 121 　タイ　APEC地域WTOキャパシティビルディング協力プログラ
	VNM 101 　ベトナム　ハノイ地域工業開発計画調査
	VNM 102 　ベトナム　全国電力開発計画調査
	VNM 103 　ベトナム　鉄鋼産業振興M/P調査
	VNM 104 　ベトナム　標準化計量・検査 品質管理M/P調査
	VNM 105 　ベトナム　ベトナム中小企業振興計画
	VNM 106 　ベトナム　産業公害対策マスタープラン調査(産業廃水)
	VNM 107 　ベトナム　北部再生可能エネルギー利用による地方電化計画調査
	VNM 108 　ベトナム　ピーク対応型電源最適化計画調査　（経済開発部）
	CHN 101 　中華人民共和国　工業省エネルギー計画調査
	CHN 102 　中華人民共和国　金型産業振興計画調査
	CHN 103 　中華人民共和国　青島輸出加工区開発計画調査
	CHN 104 　中華人民共和国　徳興銅鉱山鉱廃水処理計画調査
	CHN 105 　中華人民共和国　寧夏石炭資源開発利用計画調査
	CHN 106 　中華人民共和国　中国モデル都市（瀋陽市、杭州市）中小企業振興計画
	CHN 107 　中華人民共和国　中小企業金融制度調査　（経済開発部）
	KOR 101 　大韓民国　水資源総合開発計画調査
	MNG 101 　モンゴル　エルデネット鉱山近代化計画
	MNG 102 　モンゴル　石炭産業総合開発計画調査
	MNG 103 　モンゴル　モンゴル国工業開発計画調査
	MNG 104 　モンゴル　再生可能エネルギー利用地方電力供給計画調査
	BGD 101 　バングラデシュ　小規模工業開発計画調査
	BGD 102 　バングラデシュ　チッタゴン地域工業開発計画調査
	IND 101 　インド　工業団地（IMT）建設計画
	IND 102 　インド　マハラシュトラ州揚水発電所開発計画
	PAK 101 　パキスタン　繊維産業振興開発計画
	LKA 101 　スリランカ　工業分野開発振興計画
	LKA 102 　スリランカ　全国送電網整備計画調査
	LKA 103 　スリランカ　スリ・ランカ工業振興・投資促進計画（フェーズ1）
	LKA 104 　スリランカ　工業振興･投資促進計画調査(フェーズ2)
	ARM 101 　アルメニア　アルメニア民間セクター開発計画
	AZE 101 　アゼルバイジャン　バクー市配電網改修･復興計画調査
	GRG 101 　グルジア　鉱業振興マスタープラン調査
	KYR 101 　キルギス　工業開発マスタープラン調査
	KYR 102 　キルギス　キルギス鉱業振興マスタープラン調査
	KZK 101 　カザフスタン　非鉄金属産業振興計画調査
	KZK 102 　カザフスタン　機械産業振興計画調査
	EGY 101 　エジプト　薄板生産工場建設計画調査（フェーズI）
	EGY 102 　エジプト　工業廃水対策調査
	EGY 103 　エジプト　エネルギー経済モデル策定調査
	IRN 101 　イラン　石油化学工業製品計画調査
	IRN 102 　イラン　エネルギー計画調査
	IRN 103 　イラン　イラン国火力発電所環境影響評価調査
	IRQ 101 　イラク　輸出用石油製油所計画調査
	JOR 101 　ヨルダン　南部地域工業開発計画調査
	JOR 102 　ヨルダン　送配電網電力損失低減計画調査
	JOR 103 　ヨルダン　企業経営能力強化計画調査
	MAR 101 　モロッコ　ハウズ地方分散電化計画調査
	OMN 101 　オマーン　工業開発計画調査
	OMN 102 　オマーン　産業統計情報センター設立計画
	OMN 103 　オマーン　工業開発基本計画調査
	OMN 104 　オマーン　工業開発センター設立計画調査
	OMN 105 　オマーン　電力合理化システム需給管理計画調査
	SAU 101 　サウジアラビア　標準化機関強化計画（消費者保護）
	SYR 101 　シリア　発電設備リハビリ・人材養成訓練計画調査
	SYR 102 　シリア　繊維産業開発計画
	TUN 101 　チュニジア　電力長期計画調査
	TUN 102 　チュニジア　機械・電気産業生産性向上計画調査
	TUN 103 　チュニジア　テュニジア国産業廃棄物リサイクル計画調査
	TUN 104 　チュニジア　チュニジア工業技術支援組織強化計画
	TUR 101 　トルコ　エネルギー利用合理化計画調査
	BWA 101 　ボツワナ　太陽光発電利用地方電化計画調査
	KEN 101 　ケニア　木材加工業近代化計画調査
	KEN 102 　ケニア　輸出振興計画調査
	MUS 101 　モーリシャス　エネルギーセクター長期開発計画
	MWI 101 　マラウイ　地方電化マスタープラン調査
	NAM 101 　ナミビア　全国電力開発計画調査
	NGA 101 　ナイジェリア　リバース州合成繊維工業開発計画調査
	TZA 101 　タンザニア　キリマンジャロ州中小工業開発計画調査
	TZA 102 　タンザニア　ダルエスサラーム市電力供給拡充計画
	TZA 103 　タンザニア　主要都市配電設備リハビリテーション計画
	ZAF 101 　南アフリカ　中小企業振興計画
	ZIM 101 　ジンバブエ　ジンバブエ中小企業振興計画調査
	ZIM 102 　ジンバブエ　太陽光発電地方電化促進計画調査
	ARG 101 　アルゼンチン　経済開発調査
	ARG 102 　アルゼンチン　工場省エネルギー計画調査
	ARG 103 　アルゼンチン　品質管理評価改善計画
	ARG 104 　アルゼンチン　火力発電所大気汚染防止対策調査
	ARG 105 　アルゼンチン　火力発電所設置にかかる排出基準設定調査
	BOL 101 　ボリビア　亜鉛製錬計画調査
	BOL 102 　ボリビア　ボリヴィア国ポトシ県鉱山セクター環境汚染評価調査
	BOL 103 　ボリビア　再生可能エネルギー利用地方電化計画調査
	BRA 101 　ブラジル　イタジャイ川流域包蔵水力調査
	BRA 102 　ブラジル　石炭火力発電所環境評価調査
	CHL 101 　チリ　工業標準化制度整備計画調査
	COL 101 　コロンビア　零細・小中規模金属加工工業振興計画
	COL 102 　コロンビア　ﾎﾞｺﾞﾀ市ｸﾘｰﾅｰﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ技術の推進による産業公害低減調査
	ECU 101 　エクアドル　長期電力開発計画調査
	ECU 102 　エクアドル　全国電力系統信頼度向上対策計画調査
	GUY 101 　ガイアナ　沿岸地域電力開発計画調査
	MEX 101 　メキシコ　鉱山公害対策計画調査
	MEX 102 　メキシコ　大気汚染固定発生源対策計画
	MEX 103 　メキシコ　大気汚染対策燃焼技術導入計画調査
	MEX 104 　メキシコ　サポーティングインダストリー振興開発計画
	MEX 105 　メキシコ　メキシコ合衆国要素技術移転調査
	MEX 106 　メキシコ　中小企業コンサルタント養成認証制度計画
	PER 101 　ペルー　エネ川水力発電開発計画調査
	PRY 101 　パラグアイ　繊維産業振興計画調査
	PRY 102 　パラグアイ　石油精製品市場計画調査
	SLV 101 　エルサルバドル　金属機械工業開発計画調査
	URY 101 　ウルグアイ　紙パルプ産業開発計画調査
	URY 102 　ウルグアイ　衣料産業振興計画
	URY 103 　ウルグアイ　ウルグアイ東方共和国林産工業開発基本計画
	VEN 101 　ベネズエラ　中小企業振興計画
	KIR 101 　キリバス　太陽光発電地方電化計画
	SLB 101 　ソロモン　長期電力開発マスタープラン調査
	BGR 101 　ブルガリア　省エネルギー計画
	BGR 102 　ブルガリア　鉄鋼産業再構築及び近代化計画調査
	HUN 101 　ハンガリー　省エネルギー計画
	HUN 102 　ハンガリー　中小企業振興計画調査
	POL 101 　ポーランド　国有企業リストラクチャリング計画
	POL 102 　ポーランド　省エネルギー計画マスタープラン調査
	PRT 101 　ポルトガル　アベイロ・ビゼウ地域工業振興総合計画
	ROM 101 　ルーマニア　有害廃棄物管理計画
	LTA 101 　リトアニア　パルプ･製紙工業開発計画調査
	SLO 101 　スロベニア　マリボール市産業廃水予備処理及び使用合理化計画調査

	（3）資源調査（全15 件）
	IDN 201 　インドネシア　オンビリン石炭開発計画調査
	IDN 202 　インドネシア　ルンプール地熱開発計画調査
	MYS 201 　マレーシア　マレイシアサバ州石炭探査・評価調査
	THA 201 　タイ　石炭探査・評価
	TUR 201 　トルコ　ゾングルダック炭田海域部開発計画調査
	MWI 201 　マラウイ　ヌギヤナ（ガーナ）炭田石炭開発計画調査
	SWZ 201 　スワジランド　石炭開発計画調査
	TZA 201 　タンザニア　天然ソーダ灰開発計画調査
	ARG 201 　アルゼンチン　ネウケン州北部地熱開発計画調査
	CHL 201 　チリ　プチュルディサ地区地熱開発計画調査
	COL 201 　コロンビア　石炭開発計画調査
	COL 202 　コロンビア　カウカ河渓地域石炭開発調査
	CRI 201 　コスタリカ　バハ・タラマンカ石炭開発計画調査
	GTM 201 　グアテマラ　地熱発電開発計画調査（第三次）
	MEX 201 　メキシコ　ラ・プリマベーラ地熱開発計画調査

	（4）ASEAN 諸国プラントリノベーション協力調査（全11 件）
	IDN 301 　インドネシア　プラント（紙・パルプ）リノベーション計画調査
	IDN 302 　インドネシア　プラント（苛性ソーダ）リノベーション計画調査
	IDN 303 　インドネシア　プラント（紡績工場）リノベーション計画調査
	IDN 304 　インドネシア　プリオク火力発電所リノベーション協力計画調査
	IDN 305 　インドネシア　ﾌﾟﾗﾝﾄ（チェプ製油所）ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画調査
	IDN 306 　インドネシア　ﾌﾟﾗﾝﾄ（ｼﾞｬｶﾙﾀ鋳物ｾﾝﾀｰ）ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画調査
	IDN 307 　インドネシア　ﾌﾟﾗﾝﾄ（ﾊﾞﾃｨｯｸ織布工場）ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画調査
	PHL 301 　フィリピン　プラント（紙・パルプ）リノベーション計画調査
	PHL 302 　フィリピン　ﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ（ﾙｿﾝ島送電網）計画調査
	PHL 303 　フィリピン　ﾌﾟﾗﾝﾄ（ｱｲﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ）ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画調査
	THA 301 　タイ　南ﾊﾞﾝｺｸ火力発電所ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ協力計画調査

	（5）中国工場近代化（全117 件）
	CHN 401 　中華人民共和国　工場（冷蔵庫・洗濯機）近代化計画調査－北京
	CHN 402 　中華人民共和国　工場（民生用電子）近代化計画調査－上海
	CHN 403 　中華人民共和国　工場（ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ）近代化計画調査－上海、無錫
	CHN 404 　中華人民共和国　工場（メカニズム・スピーカー）近代化計画調査－天津
	CHN 405 　中華人民共和国　工場（ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ）近代化計画調査－天津
	CHN 406 　中華人民共和国　工場（家具）近代化計画調査－烟台
	CHN 407 　中華人民共和国　工場（光学機器）近代化計画調査－天津
	CHN 408 　中華人民共和国　工場（ガラス）近代化計画調査－上海
	CHN 409 　中華人民共和国　工場（ポリバリコン）近代化計画調査－上海
	CHN 410 　中華人民共和国　工場（計器）近代化計画調査－合肥
	CHN 411 　中華人民共和国　工場（制御整流素子）近代化計画調査－上海
	CHN 412 　中華人民共和国　工場（ボールペンインキ）近代化計画調査－上海
	CHN 413 　中華人民共和国　工場（整流器）近代化計画調査－上海
	CHN 414 　中華人民共和国　工場（鉄鋼）近代化計画調査－無錫
	CHN 415 　中華人民共和国　工場（重機械）近代化計画調査（斉斉哈尓市）
	CHN 416 　中華人民共和国　工場（大冶冶金）近代化計画調査
	CHN 417 　中華人民共和国　工場（大連化学）近代化計画調査
	CHN 418 　中華人民共和国　工場（錦西化学）近代化計画調査
	CHN 419 　中華人民共和国　工場（南京化学）近代化計画調査
	CHN 420 　中華人民共和国　工場（セメント）近代化計画調査
	CHN 421 　中華人民共和国　工場（金型）近代化計画調査
	CHN 422 　中華人民共和国　工場（新建機械）近代化計画調査
	CHN 423 　中華人民共和国　工場（山東莱蕪鋼鉄廠）近代化計画調査
	CHN 424 　中華人民共和国　工場（上海第十鋼鉄廠）近代化計画調査
	CHN 425 　中華人民共和国　工場（石家庄鋼鉄廠）近代化計画調査
	CHN 426 　中華人民共和国　工場（無錫電気ケーブル）近代化計画調査
	CHN 427 　中華人民共和国　工場（濱州ピストン）近代化計画調査
	CHN 428 　中華人民共和国　工場（瀋陽・大連ガラス）近代化計画調査
	CHN 429 　中華人民共和国　広西大廠銅坑鉱山近代化計画調査
	CHN 430 　中華人民共和国　工場（合肥化工廠）近代化計画調査
	CHN 431 　中華人民共和国　工場（貴州アルミニウム）近代化計画調査
	CHN 432 　中華人民共和国　工場（襄陽ベアリング）近代化計画調査
	CHN 433 　中華人民共和国　工場 （常州トラクター）近代化計画調査
	CHN 434 　中華人民共和国　工場 （瀋陽第一砂輪廠）近代化計画調査
	CHN 435 　中華人民共和国　工場 （瀋陽鋳造廠）近代化計画調査
	CHN 436 　中華人民共和国　工場 （重慶ポンプ廠）近代化計画調査
	CHN 437 　中華人民共和国　工場 （重慶合成化工廠）近代化計画調査
	CHN 438 　中華人民共和国　工場 （鄭州ボーリング）近代化計画調査
	CHN 439 　中華人民共和国　工場（瀋陽医療器機廠）近代化計画調査
	CHN 440 　中華人民共和国　工場（南昌バルブ工場）近代化計画調査
	CHN 441 　中華人民共和国　工場（韶関ショベル）近代化計画調査
	CHN 442 　中華人民共和国　工場（湖南印刷機械）近代化計画調査
	CHN 443 　中華人民共和国　工場（上海大隆機械）近代化計画調査
	CHN 444 　中華人民共和国　工場（力風塑料成型機）近代化計画調査
	CHN 445 　中華人民共和国　工場（陜西印刷機器）近代化計画調査
	CHN 446 　中華人民共和国　工場（上海合金工場）近代化計画調査
	CHN 447 　中華人民共和国　工場（蘭州石油化工機器）近代化計画調査
	CHN 448 　中華人民共和国　工場（四川空気分離設備工場）近代化計画調査
	CHN 449 　中華人民共和国　工場（丹東工程液圧機械）近代化計画調査
	CHN 450 　中華人民共和国　工場（揚州捺染）近代化計画調査
	CHN 451 　中華人民共和国　工場（四川江北機械）近代化計画調査
	CHN 452 　中華人民共和国　工場（湘潭圧縮機）近代化計画調査
	CHN 453 　中華人民共和国　工場（常州絶縁材料総廠）近代化計画
	CHN 454 　中華人民共和国　工場（南京第二鋼鉄廠）近代化計画調査
	CHN 455 　中華人民共和国　工場（北京第三綿紡織）近代化計画調査
	CHN 456 　中華人民共和国　工場（遼陽製薬機械）近代化計画調査
	CHN 457 　中華人民共和国　工場（鞍山紅旗トラクター）近代化計画
	CHN 458 　中華人民共和国　工場（湖北機械）近代化計画
	CHN 459 　中華人民共和国　工場（広州鋼管）近代化計画
	CHN 460 　中華人民共和国　工場（広州油脂化学）近代化計画
	CHN 461 　中華人民共和国　工場（山東栖霞工具総工場）近代化計画
	CHN 462 　中華人民共和国　工場（上海紡織総架）近代化計画
	CHN 463 　中華人民共和国　工場（瀋陽毛巾）近代化計画
	CHN 464 　中華人民共和国　工場（羅定ラミー）近代化計画調査
	CHN 465 　中華人民共和国　工場（太原西山石膏）近代化計画調査
	CHN 466 　中華人民共和国　工場（浦源建設機械）近代化計画調査
	CHN 467 　中華人民共和国　工場（嘉興毛紡績）近代化計画調査
	CHN 468 　中華人民共和国　工場（本渓市助剤）近代化計画
	CHN 469 　中華人民共和国　工場（瀋陽建設機械）近代化計画
	CHN 470 　中華人民共和国　工場（四川第一綿紡織染色）近代化計画調査
	CHN 471 　中華人民共和国　工場（無錫工作機械）近代化計画
	CHN 472 　中華人民共和国　工場（無錫動力機）近代化計画
	CHN 473 　中華人民共和国　工場（揚州ディーゼルエンジン）近代化計画調査
	CHN 474 　中華人民共和国　工場（南通風機）近代化計画調査
	CHN 475 　中華人民共和国　工場（上海送風機）近代化計画調査
	CHN 476 　中華人民共和国　工場（丹東フィルター）近代化計画調査
	CHN 477 　中華人民共和国　工場（常州フォークリフト）近代化計画調査
	CHN 478 　中華人民共和国　工場（合肥鉱山機器）近代化計画調査
	CHN 479 　中華人民共和国　工場（東方絶縁材料）近代化計画調査
	CHN 480 　中華人民共和国　工場（無錫汚染処理機器）近代化計画調査
	CHN 481 　中華人民共和国　工場（濱陽電機）近代化計画調査
	CHN 482 　中華人民共和国　工場（蘇州試験器）近代化計画調査
	CHN 483 　中華人民共和国　工場（蘇州紡績器材）近代化計画調査
	CHN 484 　中華人民共和国　工場（揚州シリンダーライナー）近代化計画調査
	CHN 485 　中華人民共和国　工場（常熟キャブレター）近代化計画調査
	CHN 486 　中華人民共和国　工場（無錫無線パーツ第２）近代化計画調査
	CHN 487 　中華人民共和国　工場（無錫ポンプ）近代化計画調査
	CHN 488 　中華人民共和国　工場（安慶ピストンリング）近代化計画調査
	CHN 489 　中華人民共和国　工場（武進電気機器）近代化計画調査
	CHN 490 　中華人民共和国　工場（蘇州医療器械）近代化計画調査
	CHN 491 　中華人民共和国　工場（大連燃料噴射ポンプ・ノズル）近代化計画調査
	CHN 492 　中華人民共和国　工場（鄂州金属ネット）近代化計画調査
	CHN 493 　中華人民共和国　工場（山東トラクター）近代化計画調査
	CHN 494 　中華人民共和国　工場（河南紡績機械）近代化計画調査
	CHN 495 　中華人民共和国　工場（乾安亜麻紡績）近代化計画調査
	CHN 496 　中華人民共和国　工場（江蘇錫鋼集団）近代化計画調査
	CHN 497 　中華人民共和国　工場（宝鶏照明電器）近代化計画
	CHN 498 　中華人民共和国　工場（宝鶏市機械工業セクター）近代化計画
	CHN 499 　中華人民共和国　工場（宝鶏ビール・アルコール）近代化計画
	CHN 500 　中華人民共和国　工場（太原重型機械）近代化計画
	CHN 501 　中華人民共和国　工場（太原工具）近代化計画
	CHN 502 　中華人民共和国　工場（太原化学工場－有機化工）近代化計画
	CHN 503 　中華人民共和国　工場（太原化学工場－化学）近代化計画
	CHN 504 　中華人民共和国　中国工場（雲南タイヤ）近代化計画調査
	CHN 505 　中華人民共和国　中国工場（雲南化工）近代化計画調査
	CHN 506 　中華人民共和国　中国工場（雲南燐鉱山溶性燐肥）近代化計画調査
	CHN 507 　中華人民共和国　中国工場（昆明市機械工業セクター）近代化計画調査
	CHN 508 　中華人民共和国　中国工場（蚌埠ガラス）近代化計画調査
	CHN 509 　中華人民共和国　中国工場（豊阜天兎毛紡績）工場近代化計画調査
	CHN 510 　中華人民共和国　中国工場（煙台市機械部品工業セクター）近代化計画
	CHN 511 　中華人民共和国　中国工場（綿陽新華内燃機）近代化計画
	CHN 512 　中華人民共和国　中国工場（綿陽セメントセクター）近代化計画
	CHN 513 　中華人民共和国　中国工業（鞍山第一圧延）近代化計画
	CHN 514 　中華人民共和国　工場(長春市機械工業セクター)近代化計画調査
	CHN 515 　中華人民共和国　中国工場（韶関市機械工業セクター）近代化
	CHN 516 　中華人民共和国　中国工場（青島市化学工場セクター）近代化
	CHN 517 　中華人民共和国　中国工場（南通市自動車部品セクター）近代化

	（6）その他の調査（全23 件）
	IDN 801 　インドネシア　北スマトラ小水力地方電化計画調査
	MNG 701 　モンゴル　ウランバートル第４火力発電所改修計画支援開発調査
	BGD 801 　バングラデシュ　自動車修理工場建設計画調査
	IND 801 　インド　バンプール製鉄所近代化計画調査
	IND 802 　インド　アンドラプラデシュ州配電改善計画調査
	PAK 801 　パキスタン　ウェストワーフ火力発電所建設計画調査（Ｄ／Ｄ）
	LKA 802 　スリランカ　水力発電最適化計画調査
	UZB　701 　ウズベキスタン　タシケント火力発電所近代化事業詳細設計調査
	CHL 801 　チリ　コデルコ社工場近代化計画調査
	IDN 901 　インドネシア　エネルギー需給データバンク計画調査
	IDN 902 　インドネシア　石油探鉱生産データバンクシステム開発計画調査
	IDN 903 　インドネシア　エネルギー需給計画策定システム開発技術協力調査
	IDN 904 　インドネシア　貿易商業統計システム開発計画調査
	PHL 901 　フィリピン　サンロケ多目的ダム（水質予測）開発計画調査
	SGP 901 　シンガポール　石炭火力発電所及び一貫製鉄所設立に係る環境への影響調査
	CHN 901 　中華人民共和国　特許情報検索システム開発計画調査
	CHN 902 　中華人民共和国　徳興銅鉱山鉱廃水処理計画詳細設計調査
	LKA 901 　スリランカ　工業分野（メッキ産業）振興開発計画アフターケア
	ARE 901 　アラブ首長国連邦　太陽熱利用海水淡水化技術協力調査
	SAU 901 　サウジアラビア　海水淡水化技術協力計画調査
	LBR 901 　リベリア　セントジョン川水力発電開発計画調査
	MLI 901 　マリ　ナラ地域太陽光発電揚水計画調査
	TON 901 　トンガ　情報処理システム開発計画調査





